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（注）１． 本書においては、「当行」の用語は、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド（ICICI Bank

Limited）及びその連結子会社並びにその他のインドにおいて一般に公正妥当と認められた会計原則

（以下「インドGAAP」という。）に基づく連結事業体を指す。本書及び注記に記載される財務書類に

おいて、「当行」とは、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド及びその連結子会社並びにその

他のインドGAAPに基づく連結事業体を指す。

特定の子会社又はその他の連結事業体に適用される特定の情報は、当該会社の名称を言及することに

より言及される。「合併」とは、ICICI、ICICIパーソナル・ファイナンシャル・サービシズ及び

ICICIキャピタル・サービシズのICICIバンク（ICICI Bank）との合併を指す。「サングリ・バンク

（Sangli Bank）」とは、2007年４月19日に効力を生じたICICIバンクとの合併前のサングリ・バン

ク・リミテッド（The Sangli Bank Limited）を指す。「バンク・オブ・ラジャスタン（The Bank of

Rajasthan）」とは、2010年８月12日の営業終了時から効力を生じたICICIバンクとの合併前のバン

ク・オブ・ラジャスタン・リミテッド（Bank of Rajasthan Limited）を指す。

「ICICIバンク」及び「当行」とは、非連結ベースのアイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドを

指す。「ICICI」とは、ICICIリミテッド及びその連結子会社並びに2002年３月30日に効力を生じた

ICICIリミテッド（ICICI Limited）、ICICIパーソナル・ファイナンシャル・サービシズ・リミテッ

ド（ICICI Personal Financial Services Limited）及びICICIキャピタル・サービシズ・リミテッド

（ICICI Capital Services Limited）とアイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドとのインドGAAP

に基づく合併前のその他のインドGAAPに基づく連結事業体を指す。特定の「年度」とは、当該年の３

月31日に終了する年度を指す。「取締役会」とは、別段の明記がない限り、ICICIバンクの取締役会

を指す。
 

 「インド会社法」、「銀行規制法」及び「インド準備銀行法」とは、インド国会で可決された2013年

会社法、1949年銀行規制法及び1934年インド準備銀行法（いずれもその後の改正を含む。）を指す。

「RBI」及び「インド準備銀行」とは、インドの中央銀行及び金融当局を指す。
 

 米国証券取引委員会への登録届出書の提出が行われた米国における当行の有価証券の発行及び上場に

関して、当行は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則（以下「米国GAAP」という。）

に従って作成される財務書類又は純利益及び株主資本について米国GAAPに基づき調整される総合的な

会計原則に従って作成される財務書類が含まれる、様式20-Fによる年次報告書を提出する。当行が初

めて米国において有価証券を上場した時点では、インドGAAPは総合的な会計原則として米国証券法及

び規則の下では認められていなかった。したがって、2000年度から2005年度までの様式20-Fによる年

次報告書には、米国GAAPに基づく財務書類が含まれている。しかしながら、インドの会計原則の劇的

な発展により、インドGAAPは総合的な会計原則として認められるまでに至った。したがって、本書に

は当行の2013年度乃至2016年度の年次報告書に記載されていた、インドGAAPに従って作成された連結

財務書類（純利益又は株主資本については、米国GAAPに基づき調整される。）及びインドGAAPと米国

GAAPの重大な相違点が記載されている。
 

 インドの法令に基づき、当行の株主に向けて作成及び配布された当行の年次報告書には、インドGAAP

に基づいて作成された当行の非連結財務書類、インドGAAPに基づいて作成された当行の非連結財務書

類に基づく経営成績及び財政状態の管理的考察及び分析並びにインドGAAPに基づいて作成された当行

の連結財務書類表が含まれている。
 

 本書に記載の経済及び業界に係るデータ及び情報は、インド政府、インド準備銀行及びその他規制当

局による政府統計の発表、プレスリリース及びその他通知並びにインド政府、インド準備銀行、その

他規制当局及び企業のホームページにおいて取得可能な資料から入手したものである。
 

２． 本書に記載の「米ドル」は米ドルを、「ルピー」はインド・ルピーを、「円」は日本円を指す。本書

において便宜上一定の米ドル金額は2017年９月１日の株式会社三菱東京UFJ銀行が提示した対顧客電

信直物売買相場の仲値である１米ドル＝110.16円により円金額に換算されており、また、一定のル

ピー金額は2017年９月１日の株式会社三菱東京UFJ銀行公表対顧客外国為替相場に基づくインド・ル

ピーの円に対する参考換算レートである１ルピー＝1.89円により円金額に換算されている。
 

３． 当行の会計年度は、４月１日に開始し、３月31日をもって終了する１年間である。特定の「年度」

は、当該年の３月31日に終了する当行の会計年度をいう。例えば、「2017年度」とは、2016年４月１

日に開始し、2017年３月31日に終了する１年を意味する。
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４． 本書中の表において記載されている計数は原則として四捨五入されているため、合計が計数の総和と

必ずしも一致しない。
 

５． 当行が、本書中において使用する「するつもりである」、「目指す」、「目指している」、「結果と

なる可能性があると思われる」、「可能性がある」、「確信する」、「期待する」、「期待されてい

る」、「継続すると思われる」、「達成すると思われる」、「見込みである」、「見通しである」、

「意図する」、「計画である」、「考える」、「求める」、「求めている」、「試みている」、「目

標とする」、「提案する」、「将来」、「目的」、「目標」、「計画」、「すべきである」、「でき

る」、「できた」、「することができる」、「追求すると思われる」等の語句及び類似の表現又はか

かる表現の変化形は、「将来の予測に関する記載」を構成する可能性がある。かかる「将来の予測に

関する記載」は、実際の結果、機会及び成長の可能性が将来の予測に関する記載として記載されてい

る結果から大きく乖離する可能性のあるリスク、不確実性及びその他の要因を含んでいる。かかるリ

スク及び不確実性は、当行が事業を行う国又は多数の顧客が居住する地域における銀行業務並びにそ

の他の金融商品及びサービスの実需の増加、戦略を成就する当行の能力（個人向け預金商品の事業戦

略、インターネット及びその他の技術の使用を含む。）、地方における当行の発展、合併及び買収の

機会の調査の能力、最近又は将来の合併又は買収を当行の業務に統合する能力並びに戦略目標及び財

務目標を達成するためにかかる買収に関連するリスクを管理する能力、当行の海外進出により当行が

直面する複雑化するリスクを管理する能力、将来の不良債権、条件緩和貸付及び引当金の増加のレベ

ル、国内及び海外市場における当行の成長及び拡大、インドにおけるシステム上重要な銀行としての

当行の地位、強化された資本要件及び流動性要件を維持する当行の能力、貸倒損失及び投資損失のた

めの当行の引当金の適正性、技術的変更、投資収益、新商品を市場で販売する当行の能力、キャッ

シュ・フロー予測、インド又はその他の法域における当行が関連する訴訟、税務又は規制手続の結

果、インドの信用格付に対する変化の影響、新会計基準又は新会計フレームワークの影響、当行の配

当支払実行能力、当行（規制の厳格性、監督及び解釈の変更を含む。）に対するインド又はその他の

法域における銀行・保険業規制及びその他の規制の変更の影響、国際金融制度の態勢及びシステミッ

ク・リスク、債券、貸付金市況及びかかる市場の投資家団体における流動性の利用可能性、随時のク

レジット・スプレッド及び利息スプレッドの内容（クレジット・スプレッド又は利率上昇の可能性を

含む。）並びに短期資金源及び当行の信用、市場及び流動性リスクに対するエクスポージャーを克服

する能力を含むがこれらに限定されない。当行は、本日付以降発生した事由又は状況を反映するた

め、将来の予測に関する記載を更新する義務を負わない。
 

 さらに、本書に記載される将来の予測に関する記載により予測された結果とは大きく乖離する実際の

結果を引き起こす可能性のあるその他の要因には、インド及び当行が事業を行うその他の市場の通貨

政策及び金利政策、自然災害及び環境問題、インド、東南アジア又は当行の事業活動若しくは投資に

影響を及ぼすその他の国における一般的経済情勢及び政治情勢、インド、米国若しくはその他の地域

におけるテロリストの攻撃又はその他の世界的なテロ行為を含む要因によって生じた、インド又はそ

の他の国における政治不安又は金融不安、米国、米国主導の連合軍その他の国による反テロリスト攻

撃又はその他の攻撃、インドにおける金融及び金利政策、カシミール地方に関連するインドとパキス

タンの対立又はインドのあらゆる地域における軍事武装若しくは社会不安、インフレーション、デフ

レーション、予期できない金利不安、ルピーの価値、外国為替相場、株価及びその他の金利又は価格

の変動又はボラティリティ、一般的な金融市場の機能、国内及び外国の法律、規制及び税制の変更、

インドにおける競争状況及び価格形成状況の変更、並びに資産評価における地域的又は一般的な変更

等を含む。予測から乖離する実際の結果を引き起こす可能性のある要因についての詳細は、本書の

「－第一部－第３－４　事業等のリスク」における議論を参照のこと。
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第一部【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

 

１【会社制度等の概要】

 

(1)【提出会社の属する国・州等における会社制度】

 

インド共和国の会社制度

インドの銀行機能を規律する主たる法律は以下のとおりである。

(ⅰ)1949年銀行規制法はすべての銀行に適用され、銀行の免許及び事業に係る枠組み、銀行経営に対する規制
並びに銀行に対する罰則を定めている。

(ⅱ)2013年インド会社法は、2014年９月１日に施行され、旧1956年「インド会社法」に取って代わっており、
1949年銀行規制法に矛盾しない範囲においてインドにおけるすべての銀行に適用される。

(ⅲ)1934年インド準備銀行法は、インド準備銀行を、インドにおける銀行の活動を規制し、監督するインドの
中央銀行として制定している。

有価証券市場の参加者として、銀行はさらにその機能をインド証券取引委員会及びインド証券取引委員会が随
時公表するガイドラインにより規制されている。

2013年インド会社法－

ICICIバンクは、2013年インド会社法における株式による有限責任会社の公開会社である。2013年インド会社法
は、「公開会社（public company）」を閉鎖会社（private company）ではない2013年インド会社法により定めら

れる以上の払込済株式資本を有する会社と定義している。同法は、公開会社は７名以上の者により設立されるこ
とを要求しており、(a)株式による有限責任会社、(b)保証有限責任会社、(c)無限責任会社のいずれかの形態とす
ることができる。

公開会社は、会社の基本定款又は基本定款及び付属定款を会社登記官又は登記官に登記し、その後かかる登記
官が設立証書を発行することによって設立することができる。かかる証書に記載された設立日をもって会社は法
人格を取得する。

基本定款は、当該会社の名称、当該会社の登記上の事務所が所在する州、当該会社の目的及びかかる目的が及
ぶ区域の所属する単一の又は複数の州を記載しなければならない。有限責任会社の基本定款には、また、株主の
責任が有限であること、会社の登記時における株式資本の金額及び固定金額である株式への分割について記載す
ることを要する。

一方、付属定款には会社の経営に係る規則が記載されており、これには、とりわけ、(a)取締役の権限、義務、
権利及び責任、(b)株主の権限、義務、権利及び責任、(c)会社の株主総会に関する規則、(d)配当金、(e)会社の
借入権限、(f)株式に係る払込請求、(g)株式の譲渡及び移転、(h)株式の失権、並びに(i)株主の議決権が含まれ
ていなければならない。

株式による有限責任会社は、(ⅰ)議決権付普通株式資本若しくは議決権及び配当金（ただし、これらに限られ
ない。）について異なる権利を有する普通株式資本並びに(ⅱ)(a)固定金額又は固定率による配当金及び(b)清算
による資本の返還又は資本の返済について優先的権利を有する優先株式資本の２種類の株式資本を有することが
できる。

2012年の1949年銀行規制法の改正に基づき、インドの民間部門銀行は、インド準備銀行のガイドラインに従っ
て、現在は優先株式を発行することができるようになった。当行は、2018年４月20日に償還することができる3.5
十億ルピーの優先株式資本を発行していた。インド政府は、インド準備銀行の推薦に基づき、当行に対し、かか
る優先株式の満期日まで資本構造に優先株式を含めることを可能とする免除を与えた。
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(a)　株式の追加発行

2013年インド会社法に基づき、株式資本を有する会社で発行済資本を株式の追加発行により増額する予定のあ
る会社は、かかる株式を普通株式の既存株主に対し、当該追加発行時の各自の持株に関する払込資本金に比例し
て提供しなければならない。また、株式の追加発行は従業員に対するストック・オプションとして又は株主の承
認を得た者に対する優先株式として提供することができ、2013年インド会社法により定められる規則遵守の対象
となる。

しかしながら、会社によるディベンチャー又は貸付の株式転換による発行済株式の増額である場合は、例外と
される。しかしながら、かかる発行の条件は、事前に会社の株主総会における特別決議により承認されなければ
ならない。

 

(b)　登記簿及びその他の帳簿並びに報告書の備置

銀行は、1949年銀行規制法及び2013年インド会社法の両法に従い、その会計帳簿及び貸借対照表を作成し、備
置しなくてはならない。銀行は、「記録」（すなわち、登記簿、目録、契約書、基本定款、議事録又は2013年イ
ンド会社法若しくは関連規則により要求されるその他の文書）とともに、「会計帳簿」を現物又は電子的いずれ
かの形式により備置しなければならない。2013年インド会社法はまた、会社の運営、有価証券の買戻しの承認及
び取締役会において可決された決議に関して登記官に対する追加的な提出要件を規定している。

さらに、銀行は、(a)公的機関からの預け金の受入れ及び(b)他行への預け金の詳細に係る提出義務は免除され
ているものの、これらの銀行は、その資産及び負債に係る定期的な報告書並びにその他提示が求められる情報を
インド準備銀行に対して提出しなければならない。各銀行はまた、年次決算書及び監査報告書のそれぞれの写し
をインド準備銀行及び登記官に対して提出しなければならない。

「－(2) 提出会社の定款等に規定する制度」も参照のこと。

 

(c)　法定報告及び検査手続

インド準備銀行は、1949年銀行規制法及び1934年インド準備銀行法の様々な規定に基づきインドの銀行システ
ムを監督する責任を有している。現在、地域農村銀行を除くすべての指定商業銀行に対するかかる責任は、イン
ド準備銀行の銀行監督局により遂行されている。監督の枠組みは変化しており、インド準備銀行は、バーゼルの
「実効的な銀行監督のためのコアとなる諸原則」と一致するよう着実に行動している。既存の監督の枠組みは、
リスク・ベースの監督の枠組みを設定する方向で適切に修正されている。

かかる枠組みは、各銀行に対する監督プロセスをより効率的かつ効果的にする意図を有しており、インド準備
銀行は、各銀行に対して各々のリスク構造に従い異なる監督方法を適用している。銀行のリスクに係る詳細な質
的かつ量的な評価が監督当局により継続的に行われており、インド準備銀行はリスク評価報告書を公表してい
る。インド準備銀行は、かかる枠組みの下、各銀行に対し、指定銀行の集中連絡窓口となる上級監督マネー
ジャーを指定した。

当行は、2013年度からかかる枠組みに基づく監督に服している。リスク評価報告書は、当行による対応及び対
応の計画に関する報告書と併せて、当行の取締役会に提出されなければならない。当行の取締役会による承認
後、当行は当行による対応に関する報告書をインド準備銀行に対して提出しなければならない。インド準備銀行
は、代表取締役兼最高経営責任者を含む当行の経営陣と報告書に関する審議を行う。

インド準備銀行は、規制が遵守されない場合に対応するため、健全性枠組みを発展させ、規制の対象である銀
行に向けた執行措置を行う、独立した執行部門を設置した。

2012年銀行法改正法に基づき、インド準備銀行は、銀行に対して、かかる銀行の関連企業の事業又は業務に関
する情報の提供を指示することができる。インド準備銀行はまた、銀行の当該関連企業の帳簿を検査することが
できる。
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(d)　株　主

(ⅰ)年次株主総会－会社は年次株主総会を、前の年次株主総会から15ヶ月以内又は前の会計年度末から６ヶ月
以内のいずれか早い時期に、株主に対して通知を行うことにより開催しなければならない。かかる通知
は、審議される議題が記載されていなければならず、また、議案の利害関係者の詳細を記載した補足説明
とともに年次決算書、取締役報告書及び監査報告書が添付されていなければならない。かかる通知は、電
子的手段による提供も可能であり、その場合、会社は当該通信記録を維持しなければならない。

以下の事項が、年次株主総会の通常の議題である。

・　年次決算書、取締役報告書及び監査報告書の検討

・　配当金の宣言

・　退任取締役の後任者の任命

・　監査人の任命及びその報酬の決定

(ⅱ)臨時株主総会－取締役会は、緊急議案を審議するため、臨時株主総会を、株主総会開催日の正味21日以上
前に通知を株主に対して送付することにより開催することができる。かかる臨時株主総会の通知期間は、
当該株主総会において議決権を有する株主の95％以上による同意により短縮することができる。

(ⅲ)株主総会に出席し、議決権を行使することのできる株主は、自身を代理する議決権行使代理人を任命する
ことができる。しかしながら、当該代理人は総会において発言することはできず、投票において議決権を
行使できるのみである。

(ⅳ)2013年インド会社法は、当該総会実施日現在において5,000名超の株主を有する会社の公開総会のための
定足数を、30名の株主本人（議決権行使代理人によってではなく）と定めている。当該定足数は、付属定
款により増加することができる。

(ⅴ)株主により可決された株主総会の決議は、かかる決議に関して、株主による賛成票が反対票を上回った場
合、普通決議となる。ただし、一定の事項は、2013年インド会社法により、かかる決議に関して、賛成票
が反対票の３倍以上である特別決議により可決すべきことが要求されている。

(ⅵ)証券取引所に普通株式を上場されている会社の決議は、電子投票又は郵便投票により評決される。各株主
の電子投票及び投票の際の議決権数は、当該株主が保有する株式の会社の払込済資本における割合に従っ
て計算され、会社により期限が決定される。会社は、郵便投票により決議案の評決を行うことができ、
2013年インド会社法により定められる規則遵守の対象である。

また、銀行規制法により付与された権限を行使し、インド準備銀行は、単一の事業体として銀行が行使できる
総議決権について、その上限を15.0％とする旨を通知した。さらに、2013年インド会社法は、株主による各銀行
に対する集団訴訟の適用を明確に除外している。

 

(e)　経営管理

(ⅰ)取締役－2013年インド会社法に基づき、会社は３名から15名の間の人数の取締役を置くことができる。う
ち、１名以上は女性取締役とし、１名は常駐取締役とする。証券取引所に上場した場合、会社は全取締役の３分
の１以上を独立取締役としなければならない。会社の取締役は、全員個人でなければならない。2013年インド会
社法に基づき、15名を超える取締役を任命する場合は、特別決議で足りるとしている。会社は、普通決議によ
り、取締役をその任期の満了前に解任することができる。ただし、かかる規定は、会社が取締役総数の３分の２
以上を比例代表に従って任命することを選択した場合には適用されない。

2013年インド会社法では、独立取締役の任期について、１期を５年とし、連続して２期を超えて勤めてはなら
ない旨を定めている。ただし、連続した５年間の第１期目の満了時に特別決議の可決により当該取締役が再選さ
れる場合はこの限りではない。銀行規制法の規定に従い、会長及び常勤取締役以外の取締役の任期は、連続して
８年を超えないものとする。また、インド会社法では、銀行については、同法の規定が銀行規制法の規定と異な
る場合を除き、同法の規定が適用されると定めている。
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インド会社法の規定に従い、独立取締役以外の取締役の総数の３分の２以上が、輪番制により退任するものと
する。輪番制により退任する取締役の３分の１は、毎期の年次株主総会で退任しなければならない。退任取締役
は、再選資格を有する。

銀行は、銀行における取締役の適格性及び報酬について、インド準備銀行が制定した基準を遵守しなければな
らず、また、議長、代表取締役及びその他の常勤取締役の任命及び報酬の決定に際し、インド準備銀行の承認を
得る必要がある。インド準備銀行は、当該被任命者を、公益、預金者の利益又は銀行の適切な経営の観点から拒
否することができる。加えて、インド準備銀行は、銀行に関連する問題を審議するために取締役会の開催を命
じ、当該取締役会におけるオブザーバーを指名し、さらに銀行の経営陣の変更を行うことができ、また、新たな
取締役を選任するために定時株主総会の招集を命じることができる。銀行は、他の銀行の取締役である者を取締
役として任命することはできない。各銀行の取締役の過半数は、会計学、銀行法、経済学等の一定の分野に関し
て特別な知識又は実務経験を有している者でなくてはならない。また、取締役の少なくとも２名は、農業及び農
村経済の分野で実務経験を有している者でなければならない。

(ⅱ)取締役会－2013年インド会社法の規定に従い、取締役会は、会社が行使し、実行することを授権されてい
るすべての権限を行使することができ、またかかるすべての事項を行うことができる。ただし、取締役会は、
2013年インド会社法若しくは他の法令に基づき又は基本定款若しくは付属定款その他により、会社が株主総会で
行使し又は行うことが要求されている権限又は行為については、これを行使し、又は行うことはできない。

取締役会は、会社を代理して以下の権限をとりわけ行使することができるものとし、またこれを行使する場合
には、取締役会で可決された決議によって行うものとする。

・　株主の保有する株式について未払込である金銭につき株主に払込請求を行う権限

・　有価証券の買戻しを承認する権限

・　ディベンチャーを含み、有価証券をインド国内外で発行する権限

・　金銭を借入れる権限

・　会社の資金を投資する権限

・　貸付を提供する権限又は貸付について保証若しくは担保を差し入れる権限

・　財務書類及び取締役会報告書を承認する権限

・　会社の事業を多角化する権限

・　統合、合併又は再編を承認する権限

・　他の会社を買収又は支配的若しくは大幅な持分を取得する権限

 

(f)　配当金

1949年銀行規制法は当行に対し、とりわけ当行がその株式に係る配当を行うにあたり、資本支出を完全に償却
し、開示された年間利益の20％を準備金勘定へ繰入れることを定めている。しかしながら、インド準備銀行は現
在、インドで事業を行うことを予定しているすべての商業銀行（外国銀行を含む。）に対して、「純利益」（処
分前）の25％以上を準備金基金へ繰入れることを義務付けている。

さらに、インド準備銀行のガイドラインは、銀行が以下の条件がすべて満たされた場合にのみ配当金を宣言す
ることができる旨を定めている。

・　過去２年間及び当該銀行が配当金を宣言しようとする会計年度の自己資本比率が9.0％以上であること。

・　純不良債権比率が7.0％未満であること。

・　資産の減損、従業員退職金、利益の法定準備金への繰入等に対する適切な引当金の設定等に関してインド
準備銀行により発表されている現行の規制及びガイドラインを遵守していること。

・　予定配当金が当期利益から支払われること。

・　インド準備銀行が、配当金の宣言に関して銀行に対して明示の制限を課していないこと。
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銀行が２年連続上記の自己資本比率要件を満たしていない場合であっても、当該銀行が配当金の宣言を予定し
ている会計年度において自己資本比率が9.0％以上であり、かつ純不良債権比率が5.0％未満であるときには、配
当金の宣言をすることができる。

加えて、配当金を宣言するにあたり適格な銀行による配当金の宣言は、以下の制限に従うことを条件とする。

・　配当金支払比率（当期純利益に対する支払配当金の割合として算出される。）は、40.0％を超過してはな
らないものとする。

・　当該期間の収益に特別利益が含まれる場合、支払比率は、健全な支払比率を遵守するためにその特別利益
を除いた後に算出されなければならない。

・　銀行が配当金を宣言する会計年度に関する財務書類に法定監査人による当期の収益に悪影響を及ぼす可能
性がある限定意見が付されていてはならない。

さらに、上記の銀行は、以下の事項の対象となる。

・　インド準備銀行が発行するバーゼルⅢに関するガイドラインに基づき、銀行はより高い最低資本要件を要
求され、資本配分及び変動賞与の支給に対する制約を回避するために、最低要件を上回る資本緩衝を維持
すること。

・　インド準備銀行が発表した、システム上重要であると認定される国内の銀行の枠組みに基づき、銀行は、
分類されるバケットに従って、リスク加重資産の0.20％から0.80％の範囲の追加的な普通株等Tier 1資本

要件を保有すること。

・　インド準備銀行の発行するカウンターシクリカル資本バッファーの施行に関するガイドラインにより、銀
行は、カウンターシクリカル資本バッファーの要件を満たさない場合、変動分配（配当金も含まれる。）
が制限対象となること。

・　銀行による投資ポートフォリオの分類、評価及び運用についての規制水準に関するガイドラインに従い、
満期保有目的区分の投資売却利益は、まず損益勘定に計上され、しかる後に「資本準備金」へ充当される
ものとする。そのため、満期保有目的区分の有価証券売却利益を、株主に対する配当金の分配に充てるこ
とはできない。

 

(g)　無償交付株式

2014年会社（株式資本及びディベンチャー）規則と併せて解釈する2013年インド会社法は、会社の自由準備
金、払込剰余金又は資本償還準備金の勘定から完全払込済無償交付株式として株主に分配することを認めてい
る。当該無償交付株式は、付属定款により授権され、取締役会により推奨され、株主総会において承認されなけ
ればならない。ただし、無償交付株式の発行は一定の状況において禁止されている。

 

(h)　株式の併合及び分割

2013年インド会社法と併せて解釈する2014年会社（株式資本及びディベンチャー）規則に基づき、会社は株主
総会の通常決議によりその株式の額面金額を分割又は併合することができる。会社は、株式資本の変更が、株主
の議決権の変更を生じさせるかどうかについて会社法委員会の事前承認を求めなければならず、また、登記官に
対して所定の方法により通知しなければならない。
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(i)　株主名簿、基準日、株式の譲渡

株主名簿－会社は、インド国内外に所在する各株主が保有する株式の種類（優先株式であるか又は普通株式で
あるか）を記載した株主名簿を備置しなければならない。1996年預託機関法に基づき、預託機関は実質所有者の
名簿を備置しなければならない。株主名簿はいつでも閲覧することが可能でなければならない。ただし、年間配
当金を受け取ることのできる株式を確定するため、株主名簿は年次株主総会前の一定の期間、その開始日を基準
日として閉鎖される。2014年会社（経営及び運営）規則に基づき、会社は、株主名簿の閉鎖の７日以上前に公告
しなければならない。会社は、連続30日を超える期間いつでも、またいかなる場合も１年に合計45日を超えて、
株主名簿を閉鎖することはできない。

株式の譲渡－上場会社の株式は、株券を伴わずに取引されなければならない。1996年預託機関法に基づき、会
社は一定の場合に名義書換を拒否することができる。

公開会社の株主が保有する株式は、その他の場合において、2013年インド会社法の規定に従うことを条件とし
て、自由に譲渡可能である。株式の譲渡が1956年証券契約（規制）法（1956年42号)、2013年インド会社法の規
定及び1992年インド証券取引委員会法（1992年15号）又は当該時点で効力を有する他の法律のいずれかの規定に
抵触する場合、会社法委員会は、会社、インドで設立された預託機関、預託機関参加者、証券保有者又はインド
証券取引委員会による申立てにより、かかる違反、株主名簿又は関係者株主名簿を是正するよう会社に命じるこ
とができる。2013年インド会社法の下で、会社の株式が株券によらないで保有されている場合を除き、株式の譲
渡は、2014年会社（株式資本及びディベンチャー）規則と併せて解釈する2013年インド会社法により定められた
様式の譲渡証書に株券を添えて行われる。

銀行の株式は自由に譲渡できるが、株式の取得又は売買は、「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督

及び規制」に記載されている持分制限に服し、かつ同持分制限を遵守する必要がある。

 

(j)　所有持分の開示

2013年インド会社法と併せて解釈する2014年会社（経営及び運営）規則に基づき、会社の登録株主及び会社の
株式の実質所有者は、所定の方法により実質所有持分の詳細を所定の期間内に開示しなければならない。会社の
株式の実質所有持分に変更がある場合、登録株主及び実質所有者は、いずれも会社に対してかかる変更の30日以
内にかかる変更の詳細について宣言しなければならない。実質所有者は、開示をしなかった場合、本人により又
はその他の者を通じて株式についていかなる権利も請求することはできない。

 

(k)　監査及び年次報告書

会社は、年次株主総会の開催日から30日以内に、年次報告書／財務書類を登記官に提出しなければならない。
同時に、当該会社の株式が上場されている証券取引所に対して、年次報告書／財務報告書の写しを送付しなけれ
ばならない。会社は、当該会社の監査済財務書類並びにこれに係る取締役会報告書及び監査報告書を当該会社の
すべての株主及びディベンチャー受託会社に対して配布しなければならない。これに代えて、上場会社は、当該
監査済財務書類／年次報告書の写しを会社の年次株主総会の21日以上前から会社の登記上の事務所において営業
時間中に閲覧可能とするよう提供し、株主又はディベンチャー受託会社が財務書類の完全版を要求する場合を除
き、会社が適切と考える所定の様式による当該書類の顕著な特徴のみを記載した財務書類又は当該書類の写しを
提供することができる。上場会社はその公式ウェブサイトにおいて、これに加えて財務書類を連結財務書類とと
もに公表しなければならない。2013年インド会社法の下で、会社は、

(a) 年次株主総会において株主に提示された財務書類及び連結財務書類を年次株主総会の終了から30日以内に

登記官に届出なければならず、また、

(b) 当該会社の株式／株主、ディベンチャー／ディベンチャーの所有者に関する詳細及びその他の会社情報を

記載した年次報告書を年次株主総会の終了から60日以内に届出なければならない。
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(l)　会社による普通株式の取得（株式の買戻し）

会社は、財務運用を目的として自己株式を取得することは認められない。しかしながら、会社による審判所の
承認を必要としない自己株式取得については、2013年インド会社法の所定の規則、規制及び条件並びに1998年イ
ンド証券取引委員会（有価証券の買戻し）規則に従って、自己株式又はその他特定の証券を買い戻し、当該株式
に付随する債務を消滅させることができる。

さらに、会社法では会社に買戻後の２対１の負債資本比率の維持が課されており、会社が負担する担保付債務
及び無担保債務の総額の比率は、会社の払込済資本及び自由準備金の２倍の額を超えてはならない。しかし、中
央政府は、会社の区分により、より高い資本及び自由準備金に対する負債の比率を通達する権利を留保する。

2013年インド証券取引委員会（有価証券の買戻し）（改正）規則により、買戻しのために利用される強制最低
額は、買戻しのための割当合計額の50％に引き上げられたが、インド証券取引委員会はエスクロー勘定において
かかる額（買戻しのために割当てられた額の25％）の買戻しを怠れば、割当合計額の最高2.5％を上限として失
権を命じることができる。すべての買戻しは、特別決議又は取締役会決議の可決日から１年以内に完了される。
会社の総払込済株式資本及び任意準備金の10％を超えない買戻しは、株主総会による普通決議により、当該会社
の取締役会の承認を得なければならない。当該上限を超過する場合には、会社は、株主総会による特別決議を得
る必要があり、当該買戻しは、付属定款により承認されなければならない。米国預託株式保有者は、預託制度か
ら当該保有者が保有する米国預託株式を引出し、引出しにより普通株式を取得し、これを会社に売戻すことで会
社の自己株式取得に参加することができる。

当行が、既存株主又は公開市場から自己株式を買戻すまでの間、自己株式買戻しにおいて米国預託株式投資家
が提供した普通株式を受け入れる保証はない。買戻しに参加するために米国預託株式保有者が取得すべき規制上
の許認可については明確ではない。米国預託株式投資家は、当行による自己株式買戻しに参加する前に、関連す
る規制上の許認可及び税金問題を含め、各自の法律顧問に相談すべきである。

 

(m)　清算時の権利

従業員、担保付債権者及び無担保債権者並びに優先株式の保有者に対する支払い後、すべての残余財産は、普
通株式の保有者に対して、清算開始時点における各自の持分についての払込済の金額又は払込済とされている払
込額に比例して支払われる。

 

(n)　普通株式の償還

2013年インド会社法及び適用されるインド証券取引委員会規制に基づく株式買戻し規定の遵守として、2013年
インド会社法の下では、普通株式は償還されない。

 

(o)　付属定款における差別規定

当行の付属定款には、既存株主又は潜在的株主が相当数の株式を所有していることを理由に、当該株主を差別
する規定は存在しない。

 

(p)　株主権の変更

2013年インド会社法の下で、いかなる種類の株主の権利も、（変更に関して）会社の基本定款及び付属定款に
定められている場合には、(ⅰ)当該種類の発行済株式の４分の３以上の株主の書面による承諾又は(ⅱ)当該種類
の発行済株式の株主の種類株主総会で可決された特別決議により、変更することができる。付属定款中にかかる
規定がない場合は、かかる権利の変更が当該種類の株式の発行要項により禁止されていない場合に、変更するこ
とができる。ただし、ある種類の株主による変更が他の種類の株主の権利に影響を及ぼす場合、上述の既存の条
件に加えて、かかる他の種類の株主の４分の３の承諾も得るものとする。
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さらに、2013年インド会社法は、当該種類の発行済株式の10％以上の保有者がかかる変更に承諾しなかった場
合又は変更についての特別決議に賛成票を投じない場合、変更の取消しについて会社法委員会に申請を行うこと
ができることを規定している。

 

(q)　有価証券を所有する権利に対する制限

インドの会社の有価証券を所有する権利（非居住者又は外国人株主が有価証券を保有する権利を含む。）に対
する制限については、「－２　外国為替管理制度－(2) インドの有価証券の外国人所有に対する制限」及び「－
第３－４　事業等のリスク」に記載する。

 

(r)　資本の変更に関する規定

当行の授権資本は、株主総会の普通決議及び管轄裁判所の認可を条件とする特別決議による減資により変更す
ることができる。当行のかかる資本は以下の方法により変更することができる。

1.　新株の発行－2013年インド会社法の規定に基づき、当行は新株の発行により増資することができる。これ
らの新株は、該当日のかかる株式の払込済の額に比例して既存株主に割り当てられ、又は登録鑑定人に
よって価格が決定され、株主総会において株主により特別決議が可決される場合、何人（既存株主を含む
か否を問わない。）にも、現金又は現金以外のその他の対価を支払うことができる。

2.　株式への転換－当行の発行済株式資本は、特に当行の証券に付与され若しくは個別に発行され保有者に当
行株式の引受権を授与するワラントの行使、又は発行済転換社債の転換により、増資されることがある。
また、2013年インド会社法は、償還時に完全に又は部分的に当該社債を株式に転換するオプションを付与
された転換社債の発行を承認している。かかる発行は、株主総会における特別決議により承認されなけれ
ばならない。

3.　株式の買戻し－当行はまた、減資又は2013年インド会社法及び適用されるインド証券取引委員会規制に基
づく株式の買戻しの引受により株式資本を変更することができる。

4.　株式の併合、分割、転換、細分割又は消却－2013年インド会社法は、当社が（付属定款により承認される
場合）株主総会において、随時、株式資本を併合又はより多数の株式に細分割できること、複数の株式を
単一の株式に転換できること、逆もまた同様、株式を細分割できること及び誰にも取得されていない株式
を消却できることを規定している。

 

(2)【提出会社の定款等に規定する制度】

 

以下は、現在有効な当行の基本定款及び付属定款の重要な規定の概要である。当行の普通株式並びにその基本定
款及び付属定款の重要な規定に関する以下の記述は、すべての規定を網羅することを意図されてはおらず、当行の
基本定款及び付属定款にそのすべてが記載されている。

 

基本定款及び付属定款

(a)　目的

ICICIバンクの基本定款の第Ⅲ.A.１条に基づき、ICICIバンクの主要な事業目的は、とりわけインド国内外に
おいて銀行業務を遂行することと規定されている。

 

(b)　取締役の権限

ICICIバンクの取締役の権限には以下の事項が含まれる。

・　付属定款の第140条には、ICICIバンクのいかなる取締役も、あらゆる契約又は取引について、かかる取締
役が直接的若しくは間接的に関与しているか又は利害関係を有する場合には、それらに当該契約又は取引
に関する協議又は投票に一取締役として参加してはならない旨が規定されている。
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・　定足数に満たない場合には、取締役は取締役会における議決権を有しないものとする。

・　付属定款の第83条には、取締役は、取締役会における決議に基づき、すべての点において適切であると取
締役が考える方法及び条件で、債券、無期限若しくは償還可能ディベンチャー若しくはディベンチャース
トックの発行、又はICICIバンクの事業若しくは当行の未払込資本金を含むその（現在及び将来の）財産
の全部若しくは一部に関する抵当権、チャージ若しくはその他の担保権の設定等により、借入及び資金調
達を行い支払額を確保することができる旨が規定されている。

 

(c)　株式の保有者の権利の修正

株式の保有者の既存の権利の変更は、株主総会の特別決議を要する付属定款の修正によってのみ行うことがで
き、かかる特別決議は、投じられた反対票数の３倍以上の数の賛成票によって可決される。

 

(d)　管理規定の変更

付属定款の第59条には、取締役会は、その裁量により、当行が先取特権を有する株式に関して、株式譲渡の対
象となる株式に関する金銭の支払いがなされるまでの間、株式譲渡の名義書換又は承認を拒否することができる
旨が規定されている。さらに、取締役会は、ある者により譲渡が行われようとしている株式又はその他の有価証
券の額面総額が、ICICIバンクが保有する株式の額面総額と併せてICICIバンクの払込済株式資本の１％を超える
場合、又はかかる譲渡の結果、ICICIバンクの取締役会若しくは支配株式に変更が生じ、かかる変更がICICIバン
クの利益を害するであろうと取締役会が認める場合には、株式に関する譲渡の名義書換又は承認を拒否すること
ができると規定している。ただし、インド会社法の下では、かかる譲渡制限の強制執行可能性は不明確である。

 

(e)　最近の基本定款及び付属定款の改正

基本定款に対する最後の改正は以下のとおりである。

各保有発行済株式10株につき１株の比率で無償交付株式を発行すること及び結果として当行の授権資本が増加
することについて、2017年６月12日に株主により可決された郵便投票による決議に従い、定款第５条が改正され
た。これによりICICIバンクの授権株式資本が、１株の額面金額が２ルピーの普通株式10,000,000,000株、１株
の額面金額が100ルピーの株式15,000,000株及び１株の額面金額が10百万ルピーの優先株式350株に分けられる
25,000,000,000ルピーに変更された。

付属定款に対する最終改正は、以下のとおりである。

2017年６月12日、当行の株主により郵便投票によって特別決議が可決された。

第５条(a)は、保有発行済株式10株につき１株を無償で発行し、またその結果として当行の授権資本が増加す
ることから改正され、以下のとおり変更された。

当行の授権資本である25,000,000,000ルピーは、以下のとおり分割される。

ⅰ. １株の額面金額が２ルピーの普通株式10,000,000,000株

ⅱ. 定款に従って当行が決定する権利、権限、条件又は制限を伴い、そのためにその時々の法の規定の対象と

なる種類株式である１株の額面金額が100ルピーの株式15,000,000株

ⅲ. １株の額面金額が10,000,000ルピーの優先株式350株

2014年６月30日の当行の年次株主総会において当行の株主により特別決議が可決された。

第56条(d)は、協同行為者、親族及び関連会社による株式又は議決権の取得を含めるべく、既存のガイドライ
ンの範囲を拡大するために改正された。改正後の条項は、ある者が直接又は間接に、単独又はその他の者と協同
で行う、（もしあれば）本人、その親族、関連会社又は本人と協同する者が保有する株式及び議決権とともに行
う、株式又は議決権の取得において、申込人が当行の払込済株式資本の５％以上を保有することになる場合又は
当行の議決権の５％以上を行使する権限が付与される場合は、インド準備銀行の事前の承認を得てから、行われ
るものとすると規定している。当該条項はまた、関連会社、親族、協同行為者とみなされる者及びジョイントベ
ンチャーの定義を含む。
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第113条(b)は、インド準備銀行に付与された、投票における議決権の上限を10％から26％まで段階的に引き上
げる権限を含めるよう改正された。改正後の条項は、投票において、株主の議決権は2013年インド会社法第47条
に規定されるものとするが、総議決権の10％又は銀行規制法第12条(2)若しくは銀行規制法第12条の但書若しく
は説明のいずれかに規定されるその他の割合の上限額に従うものとすると定めている。

上記の改正を反映した基本定款及び付属定款は、添付文書として本書に添付されている。

 

買収規定及び上場規則

 

（ⅰ）買収規定

当行は、インドにおける上場会社である。2011年インド証券取引委員会（株式の実質的取得及び買収）規則
（以下「買収規定」という。）は、当行の株式又は議決権を取得する銀行又は人に対して適用される。買収規定
は、当事者の手続要件及び開示要件という２つの主要な特徴を持つ。

(１) 手続：インドの公開上場会社（以下「被買収企業」という。）の発行済株式又は議決権の25％以上の取
得について、買収者（すなわち、単独で又は他の共同者とともに、被買収企業の株式若しくは議決権を直接若し
くは間接的に取得したか若しくは取得することに合意している者又は被買収企業を支配している者）（以下「買
収者」という。）は、買収規定に従い決定された最低買付価格で、当行の発行済普通株式総数の少なくとも26％
以上を公開買付しなければならない。

さらに、被買収企業の議決権の25％以上かつ非一般株式持分の最大許容数未満の行使を可能とする議決権を保
有しているいかなる買収者も、かかる買収者がかかる被買収企業の株式を取得するための公開買付を行わない限
り、いかなる事業年度中においても議決権の５％超を行使することを可能とする被買収企業の株式又は議決権を
追加で取得することはできない。

(２) 開示：かかる開示は、証券取引所及び被買収企業に対して行われることを買収者により要求されてい
る。「証券取引所」に対するすべての開示は、被買収企業の株式が上場されている当該証券取引所に対して行わ
れる。そして、被買収企業に対するすべての開示は、登記したその事務所において行われる。開示を受けた後、
各証券取引所はかかる情報を速やかに公表するものとする。かかる開示は、買収に関与するすべての者（被買収
企業、被買収企業のプロモーター、買収者及び買収者の関係者を含む。）により行わなければならない。

被買収企業のプロモーターは、株式持分及び議決権の総数並びにプロモーターの担保株式の詳細のほか、場合
により担保設定、担保行使又は担保解除から７営業日以内に、かかる株式の担保行使又は担保解除の詳細を開示
しなければならない。

買収者は、株式の割当て又は取得についての通知の受領から２営業日以内に、自ら又はその協同者により行わ
れたすべての株式取得を開示しなければならない。

協同者とあわせて、被買収企業の株式又は議決権の25％以上を行使可能とする株式又は議決権を保有する者
は、会計年度末から７営業日以内に、３月31日現在のかかる被買収企業の株式持分及び議決権の総数を開示しな
ければならない。

買収者（その協同する者とあわせて被買収企業の株式又は議決権の５％以上の株式又は議決権を保有する場
合）は、被買収企業の株式の割当て又は株式若しくは議決権の取得についての通知の受領から２営業日以内に、
かかる被買収企業の株式持分及び議決権の総数を開示しなければならない。

いかなる者も、その協同者とあわせて被買収企業の株式又は議決権の５％超の株式又は議決権を従前に取得し
ていた場合は、かかる者が株式持分又は議決権の変更について従前に開示した日から被買収企業の株式持分又は
議決権の総数の２％を超えて変更がある場合、かかる者による被買収企業の株式持分又は議決権の変更に係る通
知の２営業日以内に開示しなければならない。株式持分又は議決権が減少する変更（株式持分又は議決権を５％
未満とする変更を含む。）であっても、被買収企業の株式持分及び議決権の総数の２％超となる場合は、報告を
行わなければならない。

被買収企業の一般株式持分が非一般株式持分の最大許容数を超える場合には、買収者は、非一般株式持分を、
1957年有価証券契約（規制）規則に定める水準まで、同規則で許容される時間内に引き下げなければならず、買
付期間の完了日後12ヶ月の満了時において、かつ2009年インド証券取引委員会規定（株式持分の上場廃止）に
従ってのみ、かかる株式の上場を廃止させ、又は上場廃止の申込みをすることができる。
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（ⅱ）上場規則

インド証券取引委員会は、2015年12月１日付で、2015年インド証券取引委員会（上場義務及び開示要件）規則
（以下「上場規則」という。）を通知した。株式、債券及びその他の有価証券に関する既存の上場契約の規定
は、上場規則に統合された。

当行は、「インド全国証券取引所」及び「ボンベイ証券取引所」において上場しており、上場規則の開始によ
り、これらの証券取引所との間に上場契約を締結している。上場規則は、株式保有状況及び各株式取引に関する
一定の重要な事項又は情報の開示を規定している。

当行の米国預託株式は、それぞれ普通株式２株を表章し、当初2000年３月に公募により発行され、ニューヨー
ク証券取引所に上場されており、「IBN」の証券コードで取引されている。当行の米国預託株式は、現在普通株
式10株を表章する。米国預託株式の裏付となっている株式は、ボンベイ証券取引所及びインド全国証券取引所に
上場されている。当行、預託機関及び米国預託株式保有者は、預託契約を締結しており、当該預託契約の条件に
従う。当行は、すべての外国企業（支配力を行使しているか否かを問わない。）の総数であり、米国預託株式を
含む「外国人株式保有総数」を報告しなければならない。

 

米国預託株式により表章される預託普通株式の議決権

米国預託株式保有者は、預託された原株式について議決権を行使することができない。預託機関は、ICICIバ
ンクの取締役会の指図に従い、預託された原株式について議決権を行使する。しかしながら、銀行規制法の下で
は、銀行の株式を保有する者は、自身が保有する株式について、当該銀行の総議決権数の15.0％超の議決権を行
使することができない。その結果、2017年６月30日現在において当行の株式の約25.1％を保有する預託機関は、
ICICIバンクの取締役会の指図に従い、当行の株式の15.0％の議決権しか行使することができない。いかなる状
況であれ、預託機関は、議決権を行使するか否かについて裁量権を行使することはない。普通株式は、預託機関
から引き出し、当行の株主名簿上、預託機関以外の者又はそのノミニーに対して譲渡することができる。当行の
構成員となった者は、預託証券の原株式について議決権を行使することができる。しかしながら、米国預託株式
保有者は、裏付となる原株式を引き出し、当該株主総会において議決権を行使するために十分な時間的余裕を
もって株主総会の事前の通知を受け取ることができない可能性もある。

上記にかかわらず、インド国外の居住者が預託機関より原株式を引き出す場合には、原株式に対する投資は、
「－２ 外国為替管理制度－(2) インドの有価証券の外国人所有に対する制限」に記載された外国人所有に関す

る一般的制限に服することとなる。

預託機関の義務は、ドイチェ・バンク・トラスト・カンパニー・アメリカズ（Deutsche Bank Trust Company

Americas）、米国預託株式保有者及びICICIバンクの間の預託契約に定められている。預託契約及び米国預託株
式は、ニューヨーク州法に準拠している。
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２【外国為替管理制度】

 

(1)　外国為替規制

 

(a)　ルピーの交換に関する規制

インドにおいては、インド・ルピーを米ドルに交換することに関しては、規制がある。1992年２月29日以前
は、インド準備銀行が、インドの主要取引相手国の加重バスケットとの関係で、インド・ルピーの公定価格を決
定していた。1992年２月の予算において、営業勘定及び当座勘定において受領することができる外貨の60％を市
場で決定される相場で交換し、残りの40％を公定価格で交換することができるという新たな二重為替相場制が採
用された。しかし、すべての輸入業者は、一定の特別優先輸入を除いて、市場価格で外貨交換を行うこととされ
ていた。1993年３月、為替相場が統一され、変動相場制を採用することとなった。1994年２月及び1994年８月に
再度、インド準備銀行は、大量取引の場合の支払制限を緩和することを公表した。1994年８月以降、インド政府
は、事実上、国際通貨基金に対する義務を負うこととなった。インドは、国際通貨基金に対して負う義務に基づ
いて、国際収支の管理方法としての国際通貨取引に関する為替制限を撤廃することを公約している。1995年７月
以降、当座勘定の交換手続は、外国旅行及び医療等の様々な目的のために外国為替規制が緩和されたことにより
改善した。

1999年外国為替管理法は、外国為替を伴う取引を規制し、一定の取引は、インド準備銀行の一般的な許可又は
特別な許可なくして行うことができない旨を規定している。1999年外国為替管理法は、当座勘定取引に関する規
制を若干の例外を除き、大幅に緩和した。しかし、インド準備銀行は、資本勘定取引（取引主体の資産又は負債
（偶発債務を含む。）を変更する取引）に対する規制を、引続き行っている。インド準備銀行は、1999年外国為
替管理法に基づき、インドの会社の株式の購入及び発行を含む様々な種類の資本勘定取引を制限するための規則
を制定した。インド準備銀行は、送金自由化スキームに基づき、認められた当座勘定取引及び資本勘定取引又は
その双方の複合取引に関して、公認ディ－ラーが、一定の制限の下、会計年度ごとに個人による250,000米ドル
（以前の制限125,000米ドルから増額）以下の送金を自由に取り扱うことを2015年２月に認めている。

 

(b)　米国預託株式の裏付となっている株式の売却及び売却手取金の送金に関する規制

米国預託株式発行手取金への投資が禁止されている不動産セクター及び株式市場を除き、米国預託株式発行手
取金に対して最終用途に関する制限は存在しない。

米国預託株式保有者は普通株式を所有し続ける選択肢とともに、当該預託株式を所有、譲渡、又は裏付となる
普通株式に引き換える権利を有する。米国預託株式保有者は、当該会社の普通株式保有者と同様の賞与及び株主
割当発行を受ける権利を有する。

インドの会社により非居住者に対して発行された米国預託株式は、インド国外において自由に転換できる。現
在のインドの規制の下では、米国預託株式の裏付となっている株式が公認証券取引所を通じて売却されている場
合、又はインド証券取引委員会（株式の実質的取得及び買収）規則に基づく募集として売却されている場合に
は、米国預託株式の転換後に取得された当該株式のインドの非居住者からインドの居住者への売却及び譲渡につ
いては、一般的に許可されている。米国預託株式の裏付となっている株式の売却に関するその他すべての場合に
ついては、インド準備銀行による承認が必要である。

有価証券の売却がインド準備銀行のガイドライン及びその他適用される規制に基づいて行われている場合に
は、上記のように、(ⅰ)有価証券がインドの居住者に返還されたことに基づき保有されており、(ⅱ)株式がイン
ドの公認証券取引所において、株式ブローカーを通じて売買の最低価格を基に決定された取引所の市場価格で売
却され、かつ(ⅲ)税務当局から異議がない旨の通知又は承認証明書を取得している限り、売却手取金を自由に送
金することができる。

2002年度のインドの予算が公表された後、インド準備銀行は、資本勘定取引の自由化に関する通達を発布し
た。当該通達の下では、従前の規制とは対照的に、分野ごとの適用ある規制に服した上で、インドの会社の米国
預託株式又はグローバル預託証券の発行に関しては、その発行後の居住者への売却及び売却手取金の海外への送
金の限定的な二方向の自由化が導入された。

2015年５月12日、FDIつまり資本勘定取引の一層の自由化のために、統合外国直接投資政策の改訂版が発効し
た。
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インド国外の居住者による証券の譲渡又は発行に関する規則の改正を受けて、インド国内の保管機関は、以下
に定める条件に従うことを条件に、1999年外国為替管理法に基づき、インド国外の居住者を代理し、購入する株
式の米国預託株式への転換を目的としてインドの会社の株式を購入することを認められている。

・　株式を公認証券取引所において購入すること。

・　当該インドの会社が米国預託株式を発行していること。

・　株式が、当該インドの会社の米国預託株式の保管機関の承認を得て購入され、保管機関に預託されるこ
と。

・　購入される株式数が米国預託株式に転換された原株式数を超えず、適用ある部門別の上限以下であるこ
と。

・　非居住者投資家、ブローカー、保管機関及び海外の預託機関が、1993年外貨建転換社債及び（預託証券の
仕組みによる）普通株式発行制度の条項及びそれに基づきインド政府により随時発布されるガイドライ
ンを遵守すること。

海外市場におけるインド法人による米国預託証券／グローバル預託証券の発行による株式の引揚げに関する運
営ガイドライン（Operative Guidelines for Disinvestment of Shares by the Indian Companies in the

Overseas Market through the Issue of ADSs）は2002年７月29日付通知No.15/23/99-NRIに従い、インド政府財

務省により発布された。かかるガイドラインに基づき、株主は、インドの会社により発行されるスポンサー付き
米国預託株式の発行を通じて、保有する持分を海外市場で売却することができる。売却される持分は、インド又
は海外の証券市場に上場される当該インドの会社の持分である。売却の過程は、その株式の売却のための募集が
海外市場において行われているインドの会社が、かかるガイドラインに基づいて株主により募集が行われている
既存株式に関する米国預託株式の発行に関して、スポンサーとなった時点から開始される。かかる米国預託株式
は、前述のガイドラインに基づいて株主により募集が行われている既存株式に関して発行される。海外で調達さ
れたかかる米国預託株式の資金は、発行日から１ヶ月以内にインドに送還されなくてはならない。

かかる米国預託株式が取り消され、原株式が当該会社に登録されることとなった場合、かかる売却から生じた
既存株式に関する米国預託証券／グローバル預託証券の発行は、1997年インド証券取引委員会（株式の実質的取
得及び買収）規則を遵守してなされなければならない。かかる売却は、外国資本投資となり、外国直接投資の分
野別政策に服するものとなる。すべての義務的な許認可（1956年インド会社法又は2013年インド会社法（適用あ
る場合））が発行に先立って取得されなくてはならない。さらに、発行済株式の募集による外国資本の誘致のた
めの外国投資促進委員会の許認可も米国預託証券／グローバル預託証券ルートの下で取得されなくてはならな
い。また、外国資本を誘致する売却は外国直接投資の分野別政策及び適用ある分野別規制に服するものとなる。

インド準備銀行は、インドの会社が、インド政府が認める目的で、発行手取金をインドに送金するために米国
預託株式を発行することを認めた。発行手取金をインドに送金するまでの間、インドの会社は、以下のことをす
ることができる。

・　その資金を短期間、暫定的措置として、スタンダード・アンド・プアーズにより流動負債がA1+、若しく
はムーディーズによりP1と格付を受けている外国銀行に預金として、若しくはインドの銀行の海外支店
に対し投資すること、又はその資金を公認ディーラー及び／若しくはインドの公的金融機関に対する外
貨預金として保管すること。

・　短期国債及び満期を１年以下とする、又は満期まで１年以下のその他の金融商品に投資すること。

・　インドで設立された銀行によりインド国外において発行された預金証書又はその他の証書に投資するこ
と。

インド準備銀行は、米国預託株式への転換目的で保有する株式を提供する居住者であるインドの会社の株主
が、外貨建てで売却手取金を受け取ることを認めている。しかし、当該米国預託株式への転換は、外国投資促進
委員会の承認を得なければならない。さらに、居住者が、承認されたスポンサー付き米国預託証券／グローバル
預託証券スキームに基づいた株式の米国預託株式への転換により受け取った売却手取金は、当該居住者の選択に
より、交換相手の外貨勘定若しくは居住者外貨勘定（国内）又はインド国内のルピー建勘定に入れることが認め
られている。
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(c) 2014年預託証券計画

インド政府は、米国預託証券／グローバル預託証券に基づく投資に関連して、2014年預託証券計画について通
知した。かかる計画は2014年12月15日から実施され、外貨建転換社債に関するガイドラインを除き1993年外貨建
転換社債及び（預託証券の仕組みによる）普通株式発行制度は廃止された。2014年預託証券計画のガイドライン
により、外国預託機関に対して発行又は譲渡された適格有価証券の総数は、インド国外の居住者が保有する適格
有価証券と同様、外国為替管理法に基づく海外保有の上限を超えてはならない。預託証券の発行を目的として外
国預託機関に対して発行される適格有価証券の発行価格は、国内の投資家に対して発行される適格有価証券の発
行価格を下回ってはならない。さらに、預託証券の発行により会社の資本金が増加する場合、株式発行及び手取
金の使途は1999年外国為替法に定めのある関連する要件に沿ったものでなければならない。「－(2) インドの有

価証券の外国人所有に対する制限」も参照のこと。

当行による預託証券の新規発行及び発行済米国預託証券／グローバル預託証券の条件の変更／修正は、「2014
年預託証券計画」に沿うものでなければならず、加えて／あるいはインド準備銀行又はインド証券取引委員会の
承認又は説明を要する。

 

(2)　インドの有価証券の外国人所有に対する制限

 

インド政府は、外国人によるインドの会社への出資を厳しく制限している。インドの会社により発行される有価
証券（米国預託株式等の株式を含む。）への外国からの投資は、1999年外国為替管理法（同法に基づき発布される
規則、規制及び通知と併せて解釈される。）に準拠している。同法は、インド準備銀行に外貨の流出入を制限する
権限を付与し、また特定の取引につき、インド準備銀行若しくはインド政府の関連部署の一般的な又は特別な許可
なく実行することはできない旨を規定している。1999年外国為替管理法は、当座預金に係る取引に関する規制を緩
和した。しかし、インド準備銀行は、資本勘定に係る取引（すなわち、関係者の資産又は負債（偶発債務を含
む。）を変更する取引）を引続き規制している。インド準備銀行は、1999年外国為替管理法に基づき、資本勘定に
係る様々な種類の取引を規制する条例（インドの会社の株式の買取り及び発行に関する一定の事項を含む。）を発
布した。

インド国外の居住者によるインドの会社の有価証券の発行又は譲渡、インドの有価証券（株式、転換可能なディ
ベンチャー及びワラント）への外国投資、証券取引所売買デリバティブ契約並びに米国預託株式発行のためのル
ピー建ての株式の発行は、すべて適用ある1999年外国為替管理法の規定に準拠しており、かかる規定により定めら
れる条件にのみ従うものとする。

インドの会社の外国投資制限には、外国直接投資に加え、外国機関投資家、対外ポートフォリオ投資家、適格外
国人投資家、非住居者であるインド人、外貨建転換社債、米国預託証券、グローバル預託証券及び外国企業が保有
する転換優先株式による投資が含まれる。

外国投資法に基づき、非居住者による出資に適用される規制は下記のとおりである。

 

外国直接投資

外国直接投資とは、非居住会社／インド国外の居住者（株式による）／強制的に転換される優先株式／2000年外
国為替管理（インド国外の居住者による有価証券の譲渡又は発行）規制の明細表１に従い強制的に転換されるイン
ドの会社のディベンチャー／ワラントによる投資を意味する。

上記規制は、外国人による銀行出資に対し、主に下記の制限を設けている。

・　外国人投資家（外国機関投資家及び対外ポートフォリオ投資家を含む。）は、インド準備銀行により随時
発布されるガイドラインに従い、適宜、当行の株式資本の74.0％まで保有することができる。49.0％以
下の外国直接投資は自動承認され、特別の承認を要するものではない。一方、49.0％超74.0％以下の外
国直接投資は、財務省金融サービス局による承認を要する。74.0％を上限とする外国投資総額には、外
国直接投資、米国預託株式、グローバル預託証券並びに外国機関投資家及び非居住者であるインド国民
によるポートフォリオ投資計画に基づく投資が含まれ、また、私募及び公募により取得された株式並び
に既存の株主より取得した株式が含まれる。常に、最低でも払込済資本の26.0％は、インドの居住者に
より保有されなければならない。ただし、外国銀行の完全子会社については除く。
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・　外国銀行は、３つのチャネル、すなわち(ⅰ)支店(ⅱ)完全所有子会社及び(ⅲ)民間銀行で最大74.0％の外
国投資総額を有する子会社のうちいずれかを通じてのみ、インドにおいて業務を行うことができる。外
国銀行は、既存の支店を子会社に転換するか、銀行業免許を新たに取得することにより、完全所有子会
社を設立することができる。外国銀行は、民間部門銀行の払込済資本のうち最低でも26.0％が常に居住
者により保有されていることを条件に、既存の民間部門銀行の株式を取得して子会社を設立することが
できる。外国銀行の子会社は、新しい民間部門銀行と広く一貫性のある免許取得の要件及び条件に従
う。

インド準備銀行は、以前、インドにおける外国銀行に対する指針を公表した。「第２－３　事業の内容
－(1) インドの金融部門の概要－(f) 外国銀行」も参照のこと。この指針は、２つの段階に分かれてい

た。2005年３月から2009年３月までの第一段階においては、外国銀行は、インド準備銀行が再建対象と
認定した民間部門銀行のみに対する支配的な株式数を段階的に取得することができた。第二段階は、得
られた実績の検討及び銀行部門のすべての利害関係人との協議の後、2009年４月に開始される予定で
あった。新規及び既存の外国銀行については、世界貿易機関に対する現在の合意内容を超えて、年間12
の支店の増設が提案されていた。銀行が利用されていない地域に関しては、より緩やかな措置が採られ
る予定であった。しかし、2009年４月にインド準備銀行は、世界の金融市場の悪化を考慮し、より明確
な回復並びに世界的な規制構造及び管理構造の改革が見られるまで第二段階を延期することを決定し
た。2011年１月において、インド準備銀行は、インドにおける外国銀行の存在に関する審議文書を公表
した。2013年11月６日に、インド準備銀行はインドの外国銀行における完全子会社の設立に関する枠組
みを公表した。インド準備銀行はまた、2013年10月に発表した第２四半期金融政策レビューにおいて、
外国銀行に対し相互主義及び子会社形式での存在を前提に、国内銀行と同等の待遇を提供することを提
案した。

ポートフォリオ投資計画には、下記のとおり定められている。

ⅰ．インド証券取引委員会への登録を条件に、外国機関投資家／外国機関投資家のサブ口座は、払込済
株式資本の24.0％を総額の上限として、保有することができる。民間部門銀行の場合、当行の取締
役会決議、株主の特別決議及びインド準備銀行への事前通知によりかかる上限を、部門別の上限／
法定上限である74.0％まで引き上げることができるが、いかなる外国機関投資家又は承認済みの外
国機関投資家のサブ口座も、１社で又はサブ口座を通じて、10.0％を超える払込済株式資本を保有
してはならない。

ⅱ．非居住者であるインドの個人は、海外投下資本を本国に戻す場合及びその他の場合の両方におい
て、払込済株式資本総額の5.0％までを保有することができ、非居住者のインド人全体の保有株式の
合計は、当行の払込済資本総額の10％に制限されている。この合計の上限は、銀行の株主総会によ
る特別決議において承認された場合は、払込済資本総額の24.0％まで引き上げることができる。

・　外国法人（OCB）は、ポートフォリオ投資計画に基づく投資を許可されていないが、当該計画に基づき既
に実行した投資に関しては、かかる投資により取得した証券が証券取引所で売却される時点まで保有し
続けてよいものとする。外国法人は、外国為替規制における様々なルート及び計画の下、インド準備銀
行により投資事業体区分としての承認を取り消されている。
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対外ポートフォリオ投資計画－株式又は転換可能なディベンチャー若しくはワラントの購入

インド証券取引委員会は、2014年対外ポートフォリオ規制を導入し、これにより1995年インド証券取引委員会
（外国機関投資家）規則は無効となった。2014年対外ポートフォリオ規制に基づき、外国機関投資家、サブ口座及
び適格外国人投資家は、対外ポートフォリオ投資家という新たな投資家区分に統合された。インド証券取引委員会
に登録された対外ポートフォリオ投資家は、インドの会社の株式又は転換可能なディベンチャー若しくはワラント
を購入することができる。個別の対外ポートフォリオ投資家による保有株式は、払込済資本総額の10.0％に制限さ
れており、対外ポートフォリオ投資家全体での限度額は、払込済資本総額の24.0％を超えてはならない。取締役会
による特別決議、次に当行の株主総会による特別決議を通じて、この上限を払込済資本総額の部門ごとの制限であ
る74.0％まで引き上げることができる。対外ポートフォリオ投資家の投資制限の共有は、共通の最大実質所有持分
に基づく。同一の投資家／同一の最終投資家が２件以上の対外ポートフォリオ投資を構成しており、かかる投資家
が当該対外ポートフォリオ投資において50.0％超の実質所有持分を有する場合、当該対外ポートフォリオ投資への
投資制限は、単一の対外ポートフォリオ投資向けに規定された水準に統一される。すべての当該対外ポートフォリ
オ投資家は、投資グループの一員として扱われる。

 

インド国外の居住者による株式又は転換可能なディベンチャー若しくはワラントの譲渡

インド国外の個人の居住者（非居住者のインド人及び外国法人を除く。）は、インド国外の居住者に対して、か
かる人物の保有する株式又は転換可能なディベンチャー若しくはワラントを売却又は贈与により譲渡することがで
きる。非居住者のインド人又は外国法人は、他の非居住者のインド人又は外国法人に対してのみ、かかる人物の保
有する株式又は転換可能なディベンチャー若しくはワラントを売却又は贈与により譲渡することができる。

インドの会社の株式又は転換可能なディベンチャー若しくはワラントを保有するインド国外の居住者は、

(a) 贈与によりインドの居住者に同一のものを譲渡することができる。

(b) インドの公認証券取引所で登録ブローカーを通じて同一のものを売却することができる。

(c) インド準備銀行により随時定められる譲渡に関する価格決定ガイドライン、文書及び報告要件を遵守するこ

とを条件に、インド準備銀行による事前の承認を得ることなく、インドの居住者に同一のものを売却するこ
とができる。

民間部門銀行の株式の買取り又はその他の方法による買収に関するインド準備銀行のガイドラインは、かかる買
収がかかる銀行の5.0％以上の払込済資本の保有又は管理に至る場合、当行の株式に投資する非居住者投資家にも
適用される。民間銀行の株式の買取り又はその他の方法による買収に関するインド準備銀行のガイドラインに関す
る詳細に関しては、「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－持分制限」を参照のこと。
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米国預託株式の発行

インドの会社は、現在では2014年預託証券計画となった1993年外貨建転換社債及び（預託証券の仕組みによる）
普通株式発行制度に基づき、外国人投資家に対して米国預託株式に表章される株式を発行することで、外貨財源を
調達することを認められていた。かかる発行は、インド準備銀行により随時通知される外国直接投資規制の規定ど
おりの分野別規制、申請ルート、最低資本基準、価格決定基準等に服している。

米国預託株式を発行するインドの会社は、インド準備銀行により定められる一定の報告要件に従わなくてはなら
ない。インドの会社は、外国直接投資計画の下、インド国外の居住者に株式を発行することができ、かつ随時改訂
される既存の外国為替管理法の規定に定められる適格有価証券の海外保有の上限を超えていない場合には、米国預
託株式を発行することができる。同様に、インド証券取引委員会により証券市場への参入を制限されている会社を
含め、インド資本市場から資金を調達できないインドの会社は、米国預託株式を発行することはできない。

投資家は、米国預託株式を購入、保有又は売却するにあたり、インド政府より特別な許認可を取得する必要はな
い。ただし、適用あるインド準備銀行の規制によりインドで投資することができないと判断された外国法人及びイ
ンド証券取引委員会により有価証券の購入、売却又は取引が禁じられている事業体は、インドの会社により発行さ
れた米国預託株式を引き受けることができない。上記にかかわらず、いかなる投資家も、その株式を米国預託株式
プログラムから引出す場合、その投資は上記の外国人所有に関する一般的な制限に服し、ポートフォリオ投資制限
に服することとなる。流通市場における外国直接投資家によるインドの銀行の証券の買取り又は非居住者のインド
国民、外国法人及び外国機関投資家による上記の出資制限を超える投資は、その買取り又は投資ごとに、インド政
府の許認可が必要となる。非居住者のインド国民、外国法人及び外国機関投資家による預託機関から引出された株
式の保有に関しては、同様に許認可が要求されるか否かは明らかではない。

さらに、投資家が米国預託株式プログラムから株式を引出した結果、直接的又は間接的な当行の保有比率が当行
の自己資本の25.0％以上になる場合には、かかる投資家は、買収規定に基づき既存株主に対して公開買付を行う必
要がある。民間銀行の株式の買取り又はその他の方法による買収に関するインド準備銀行のガイドラインに関する
詳細に関しては、「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－持分制限」を参照のこと。

 

2014年預託証券計画

現在、適格者は2014年預託証券計画に基づく預託証券の発行を目的として、外国預託機関に適格有価証券を発行
又は譲渡することができる。ただし、1993年外貨建転換社債及び（預託証券の仕組みによる）普通株式発行制度に
従って発行された預託証券は、2014年預託証券計画の対応する規定に従って発行されたものとみなされる。
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３【課税上の取扱い】

 

(1)　インドにおける課税上の取扱い

 

インドの居住者ではない者である投資家（かかる投資家がインド出身であるか否かにかかわらない。以下本項に
おいて「非居住者投資家」という。）に適用される米国預託株式及び株式に係る重要なインドの課税上の取扱いに
関する以下の記述は、1961年インド所得税法（投資家が会社の合併又は再編において取得できる追加的な米国預託
株式にも適用を拡大するために有効期限が延長された同法第115条ACに定める米国預託株式に関する特別税制、及
び同法第115条ACの施行規則を含む。以下「インド所得税法」という。）の規定に基づくものである。インド所得
税法は、金融法により毎年改正される。本書に記載されている課税上の取扱いは、その一部又は全部が将来のイン
ド所得税法の改正により、修正又は変更される可能性がある。本概要は、非居住者投資家による米国預託株式及び
株式の取得、保有及び売却に関するインドの法令の完全な分析を目的としたものではない。したがって、保有者
は、インド法、居住地の法令、インド及びその居住国との間で締結された租税条約並びにインド所得税法第115条
ACにより適用される規制に基づく課税上の取扱いを含み、かかる取得、保有及び売却の課税上の取扱いに関して、
各自の税務顧問に相談をすることが望ましい。

 

(a)　居住性

インド所得税法の下では、個人は、すべての会計年度に関して、(ⅰ)当該会計年度中に182日以上インドに滞
在した場合、及び(ⅱ)当該会計年度に先立つ４年間に合計365日以上インドに滞在し、かつ、当該会計年度中に
60日（インドの国民又はインドの出身者でインド国外に居住している者が当該会計年度中にインドを訪問する場
合又は当該会計年度中にインドの国民がその職業上の理由により若しくはインドの船舶の乗組員としてインドを
離れる場合には、182日）以上インドに滞在した場合には、インドの居住者とみなされる。会社は、インドの会
社である場合又は当該年度を通してその業務の事実上の経営が行われる場所がインドである場合には、当該会計
年度に関してインドの居住者とみなされる。事務所又はその他の団体は、その業務の経営管理が完全にインド国
外で行われない限り、インドの居住者とみなされる。

 

(b)　課税及び分配

受領された配当金は、インドにおける課税の対象にはならない。ただし、当行は、当行が支払う／宣言する／
分配する配当金に関し、15％（12％の適用ある追加税及び３％の教育特別税を加える。）の税率の配当分配税を
支払うことを義務付けられている。インド所得税法第115条-O(1A)の条項の下、当行が受領する配当金のうち、
本項に基づき当行の国内子会社がその配当税を支払ったもの、又は当行がインド所得税法第115条BBDに基づき税
金を支払った海外子会社から受領したものに関しては、当行により支払われる配当税の計算上の目的のため、当
行の支払う／宣言する／分配する配当金から控除される。配当分配税は、分配金額の純額ではなく（配当税分を
含む）総額に対して課せられ、そのため配当税率は20.358％（適用ある追加税及び教育特別税を含む。）に増加
する。

 

(c)　米国預託株式の交換に関する課税

米国預託株式の引渡しに基づく非居住者投資家による株式の受領については、インドの税制上、課税事由は発
生しない。

 

(d)　米国預託株式又は株式の売買に関する課税

非居住者投資家から非居住者投資家へのインド国外における米国預託株式の譲渡に関しては、当該譲渡人にイ
ンドの譲渡益税は一切課されない。外国機関投資家によるインドの居住者への米国預託株式の譲渡は、譲渡益と
して認識される。
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株式の売買により得られる譲渡益については、関連する二重課税防止条約による減免に服すものの、一般的に
は、譲渡人にインドの所得税が課され、源泉徴収する必要がある。譲渡益は、所有形態により、譲渡益又は事業
所得として課税される。株式の保有期間が12ヶ月（下記に従い、預託機関が米国預託株式の償還を通知した日を
起算点とする。）を超える場合には、公認証券取引所で株式が取引され、かかる売買に対する有価証券取引税
（以下に記載する。）が支払われる限り、発生した長期譲渡益は非課税である。2017年金融法もまた、購入時点
の有価証券取引税の支払いに関する追加条件を導入した。しかしながら、その後の通告に従い、かかる追加要件
は、前述の通告に制定された条件に従って、米国預託株式から株式への転換に係る有価証券取引税の支払いのた
めに緩和された。株式の保有期間が12ヶ月以下である場合、発生した短期譲渡益は、15％（適用ある追加税及び
教育特別税を加える。)で課税される。この税率は、所得額が譲渡益として取り扱われ、株式がインドの公認証
券取引所において売却され、かつ有価証券取引税が課税される場合に適用される。その他の場合には、インド所
得税法の条項に基づき適用される税率は、40％（適用ある追加税及び教育特別税を加える。）を上限として様々
なものとなる。実際の適用税率は、非居住者投資家の性質を含む（ただし、これに限らない。）数々の要因によ
り異なる。

非居住者投資家の居住する国とインド政府の間で締結された二重課税防止条約の条項により、上記の税率が引
き下げられる場合がある。米国とインドとの間の二重課税防止条約により、米国の居住者がインドの譲渡益税を
減免されることはない。すなわち、インドの現地法に基づき課税される。

長期及び短期の譲渡益税は、支払い可能であれば、上記のとおり、株式の売却により、1961年インド所得税法
の関連条項に基づき、非居住者への支払いに責任を負う者によって源泉控除され、非居住者は、1961年インド所
得税法第203条の条項に基づき、かかる課税控除を証する証書を受ける権利を有する。しかしながら、1961年イ
ンド所得税法第195条に従い、非居住者に支払う譲渡益による収益（1961年インド所得税法第10条(38)に基づく
長期譲渡益の免除以外）は、より低い税率による源泉徴収証書が税務当局から入手できない限り、インド所得税
法又は二重課税防止条約の税率のうち、被査定者により有益な税率による源泉徴収が課される。さらに、非居住
者投資家は、インド国外における自身の居住地に関する証書、及び二重課税防止条約の適用の恩恵を受ける1961
年インド所得税法によって規定されるその他の書類を提出しなければならない。

加えて、税金が控除可能の場合、投資家はインド所得税局により発行された有効な永久勘定番号（PAN）を提
出しない限り、(a)金融法に規定する関連条項に明記された税率、(b)有効な税率、又は(c)20％の中で最も高い
税率にて控除される。非居住者投資家がPANを所持していない場合、課税識別番号は、名義、メールアカウン
ト、連絡先、課税されている国における居住地の住所等その他の詳細とともに、かかる課税識別番号を立証する
課税居住証書も併せて提出される。

インドの税制上、株式の売買により発生する譲渡益の金額を決定する場合、米国預託株式の引渡しにより引き
出された株式の取得費用は、引き渡された米国預託株式の取得費用ではなく、かかる償還に対する要求のあった
日のボンベイ証券取引所又はインド全国証券取引所における市場価格とする。米国預託株式の引渡しにより受領
される株式の保有期間は、米国預託株式の償還に対する要求のあった日から起算される。

インドの公認証券取引所において行われ、株券の受渡し又は譲渡により決裁された株式の売買に関する有価証
券取引税は、売主及び買主に対して売買時点の取引金額に対し0.1％である。しかし、決裁が受渡し又は譲渡以
外によってなされた場合、売主に対して売買時点の取引金額に対し0.025％の有価証券取引税が課される。

 

(e)　新株引受権

非居住者投資家に対する米国預託株式若しくは株式の追加又は新株引受権の分配は、非居住者である顧客がこ
れを保有する限り、インドの所得税の課税の対象にはならない。

非居住者投資家による他の非居住者投資家に対するインド国外での新株引受権の売却から得られた収益は、租
税条約に基づく免除を受けておらず、インドの譲渡益税が課される。

さらに、新株引受権付株式の売却の場合、取得費用は、新株引受権付株式を取得した会社に支払われた応募価
格及び新株引受権の購入のために投資家により支払われた価格の合計になり、保有期間は、かかる株式の割当て
の日から起算される。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

 22/647



(f)　無償交付

無償交付株式の場合、保有期間は、無償交付株式の割当ての日から起算される。無償交付株式の取得費用はな
い。

 

(g)　印紙税

当行は、米国預託株式の原株式の発行に際し、１株当たり発行価格の0.1％に相当する印紙税を支払わなけれ
ばならない。米国預託株式の譲渡には、インド法に基づく印紙税は課されない。一般に、非居住者投資家は、原
株式を表章する米国預託株式と引換えに預託機関から原株式の株券を受領する際に、株券の再発行について適用
されるインド法に基づく印紙税を支払わなければならない。かかる印紙税は、当初の株券の発行に際して支払わ
れる印紙税と同額である。同様に、非居住者投資家による原株式の株券の売却に関する合意についても、取引日
における当該株式の市場価格の0.005％に相当する印紙税が課される。加えて、譲渡証書について、取引日にお
ける株式の市場価格の0.25％に相当する印紙税が課される。通常、印紙税は、譲受人である購入者が負担する。
しかしながら、当行の株式は、株券の受渡しによる譲渡が許容される500株以下の売買の場合を除き、強制的
に、株券を発行しない形態で受渡される。インドの印紙税法の下では、株券の受渡しがされない形態での株式の
取得又は譲渡については、印紙税は課されない。譲渡証書について支払われる印紙税を除き、上記の印紙税率は
マハラシュトラ州において書類が捺印された場合に適用される。譲渡証書は、1899年インド印紙税法に定められ
る税率で捺印される。

 

(h)　その他の税

現在、米国預託株式又は原株式に適用される富裕税、贈与税又は遺産税はない。

 

(i)　物品・サービス税

物品・サービス税は、国レベルで物品・サービスの製造、販売及び消費に対し課される包括的な税である。中
央及び各州により物品・サービスの取引、すべてに課されている様々な間接税を併合させるものであり、物品・
サービス税の範囲外であり閾値を下回る取引の場合を除き、2017年７月１日より物品・サービスの取引すべてに
適用される。インドの公認証券取引所に上場された株式の売買に関して株式ブローカーに支払われる仲介手数料
には、18％の物品・サービス税が課される。株式ブローカーは、物品・サービス税を徴収し、管轄当局に支払う
義務を負っている。

 

(j)　一般的租税回避否認条項（General Anti Avoidance Rule）

一般的租税回避否認条項は、2017年４月１日から有効となる。ある特定の取引又は協議の主要な動機が節税で
あるとインド所得税局が主張した場合、一般的租税回避否認条項の規定を行使する権限が与えられる。一般的租
税回避否認条項の規定が所得税局により行使された場合、税制優遇又は租税条約に基づく恩恵が得られないこと
がある。

 

(2)　日本における課税上の取扱い

 

適用ある租税条約、所得税法、法人税法、相続税法及びその他の日本の現行の関連法令に従い、またこれらの法
令上の制限の下、日本の居住者又は内国法人の所得（及び個人に関しては相続財産）が上記のインドにおける課税
上の取扱いに記載された租税の対象とされた場合、かかる租税は、当該居住者又は法人が日本において支払うこと
となる租税の計算上税額控除の対象となる場合がある。「－第８－米国預託株式に関する株式事務、権利行使の方
法及び関連事項－(2) 米国預託株式保有者に対するその他の株式事務－(g) 配当等に関する本邦における課税上の

取扱い」を参照のこと。
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４【法律意見】

 

当行のシニア・ジェネラル・マネージャー（法務）兼秘書役であるサンカー・パラメスワランより、大要、下記
の趣旨の法律意見書が出されている。

(ⅰ)　当行は、インド法に基づく株式による有限責任会社として適法に設立され、かつ有効に存続しており、
本書に記載された事業を営み、その財産を所有及び運用するすべての権限を与えられている。

(ⅱ)　本書中のインドの法令に関するすべての記述は、すべての重要な点において真実かつ正確である。
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第２【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

以下の考察及び表は、インドGAAPに従い作成した当行の監査済連結財務書類及びその注記に基づくものである。
米国GAAPに基づく純利益及び株主資本の調整、インドGAAPと米国GAAPの重大な相違点並びに米国GAAPに基づき要求
される追加情報については、本書に記載される当行の「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成する附

属明細書18B－追加注記」に対する注記20及び21を参照のこと。米国GAAPによる主要財務データについては、「―
主要な米国GAAPの財務データ」を参照のこと。

本会計年度以前の会計年度の財務書類は、本会計年度に用いられた分類方法に一致させるため一部再分類されて
いる。これらの変更は、以前に発表された業績又は株主資本に影響を与えるものではない。当行の財務書類を作成
する際に使用された会計報告方針は、一般的な業界の慣行を反映しており、インド勅許会計士協会によって公布さ
れた会計基準、並びにインド準備銀行、保険業規制開発委員及び国立住宅銀行（National Housing Bank）により

発布されたICICIバンク及び特定の子会社及びジョイントベンチャーに適用される各種ガイドラインを含め、イン
ドにおいて一般に公正妥当と認められている会計基準（インドGAAP）に準拠したものである。

2013年度及び2014年度の連結財務書類は、エス・アール・バトリボイ・アンド・カンパニー・エルエルピー
（S.R. Batliboi & Co. LLP）勅許会計士事務所が、また2015年度から2017年度の連結財務書類は、ビー・エス・

アール・アンド・カンパニー・エルエルピー（BSR & Co. LLP）勅許会計士事務所が、いずれもインド勅許会計士

協会によって公布された監査基準に基づき監査を行った。2013年度から2017年度までの連結財務書類は、インドの
独立登録監査法人であるKPMGにより、米国公開企業会計監督委員会の会計基準に従って監査された。KPMGの監査に
よるインドGAAPによる当行の公表連結財務書類並びに米国GAAPによる開示である米国証券取引委員会及び適用ある
米国GAAPが定める純利益の調整及び株主資本の調整は、本書に記載されている。

インドの法令に基づき、当行の株主に向けて作成及び配布された当行の年次報告書には、インドGAAPに基づいて
作成された連結及び非連結財務書類並びにインドGAAPに基づいて作成された非連結財務書類に基づく経営成績及び
財政状態の分析が含まれている。

以下の情報は、「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載の詳細な情報
及び当行の連結財務書類と併せて読まれるべきものである。過去の業績は、必ずしも当行の将来の業績を予見する
ものではない。
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経営成績データ

以下の表は、表示された期間中における当行の経営成績のデータを示したものである。

 （単位：百万（普通株式１株当たりの数値を除く。）） 

 ３月31日に終了した年度  

 
2013年
（ルピー）

 
2014年
（ルピー）

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 

主要損益計算書データ：             

受取利息(1) 448,846  494,792  549,640  592,937  609,399  1,151,764  

支払利息 (282,854)  (297,106)  (323,182)  (339,965)  (348,358) (658,397) 

純利息収入 165,992  197,686  226,458  252,972  261,041  493,367  

非利息収入 293,198  300,846  352,523  421,021  524,577  991,451  

総収益純額 459,190  498,532  578,981  673,993  785,618  1,484,818  

非利息費用             

リース資産に関する減価償却 (328)  (317)  (351)  (192)  (0)(2) (0)(2)

保険事業に関する費用 (173,517)  (162,367)  (191,640)  (232,710)  (276,982) (523,496) 

その他の営業費用(3) (128,225)  (143,979)  (158,237)  (174,993)  (204,718) (386,917) 

非利息費用合計 (302,070)  (306,663)  (350,228)  (407,895)  (481,700) (910,413) 

引当金及び税金控除前営業利益 157,120  191,869  228,753  266,098  303,918  574,405  

引当金及び偶発債務 (20,952)  (29,003)  (45,363)  (123,054)  (165,825) (313,409) 

税引前利益 136,168  162,866  183,390  143,044  138,093  260,996  

納税引当金 (34,869)  (46,095)  (53,967)  (33,775)  (24,690) (46,664) 

税引後利益 101,299  116,771  129,423  109,269  113,403  214,332  

少数株主持分 (5,263)  (6,357)  (6,954)  (7,469)  (11,519) (21,771) 

純利益 96,036  110,414  122,469  101,800  101,884  192,561  

普通株式１株当たり：             

利益－基本的(4)(8) 16.66  19.13  21.17  17.53  17.51  33.09  

利益－希薄化後(5)(8) 16.57  19.03  20.94  17.41  17.43  32.94  

配当(6)(8) 4.00  4.60  5.00  5.00  2.50  4.73  

帳簿価額(6)(7)(8) 114.32  130.51  143.11  153.10  169.81  320.94  

期末発行済株式（単位：百万株）(8) 5,768  5,774  5,797  5,815  5,824    

発行済株式の加重平均株式数
－基本的（単位：百万株）(8)

5,765  5,772  5,786  5,807  5,819    

発行済株式の加重平均株式数
－希薄化後（単位：百万株）(8)

5,787  5,794  5,842  5,840  5,843    
 
 

 

(1)　受取利息とは、ルピー建て及び外貨建ての貸付金（手形を含む。）並びに分割払購入受取金及びICICIバンクの貸付金のセル・ダウンによる収益／

（損失）に係る利息である。受取利息には、2013年度、2014年度 2015年度、2016年度及び2017年度の法人所得税還付に係る利息収入（それぞれ

2.7十億ルピー、2.0十億ルピー、2.8十億ルピー、3.3十億ルピー及び4.5十億ルピー）が含まれている。

(2)　重要でない金額。

(3)　雇用経費、固定資産に関する減価償却費及びその他の一般経費が含まれる。

(4)　１株当たり利益は、加重平均株式数に基づき計算され、希薄化前の１株当たり純利益／（損失）を示す。

(5)　１株当たり利益は、加重平均株式数に基づき計算され、希薄化後の１株当たり調整済純利益／（損失）を示す。2013年度、2014年度、2015年度、

2016年度及び2017年度の各年度末において、それぞれ62,447,200株、73,376,100株、53,612,700株、96,243,300株及び123,655,525株の普通株式

を、それぞれ加重平均行使価格である193.5ルピー、207.2ルピー、248.6ルピー、276.0ルピー及び268.8ルピーで購入することのできる、従業員に

対して付与されたオプションが残存していたが、かかるオプションは逆希薄化であったため、希薄化後１株当たり利益の計算には含まれなかっ

た。

(6)　インドでは、ある会計年度の配当は、通常、その翌会計年度に宣言され、支払われる。2013年度、当行は、１株当たり配当を4.00ルピーと宣言

し、かかる配当を2014年度中に支払った。2014年度、当行は、１株当たり配当を4.60ルピーと宣言し、かかる配当を2015年度中に支払った。2015

年度、当行は、１株当たり配当を5.00ルピーと宣言し、かかる配当を2016年度中に支払った。2016年度、当行は、１株当たり配当を5.00ルピーと

宣言し、かかる配当を2017年度中に支払った。１株当たり配当額は、当該年度中に宣言された配当税を除く配当の総額に基づくものである。2017

年度、当行は、１株当たり配当を2.50ルピーと宣言し、かかる配当を2018年度中に支払っている。会計基準AS4「貸借対照表日以降に発生した偶発

事象及び後発事象」の改正に基づき、当行は、かかる配当を2017年度の財務書類に計算していない。
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(7)　損益計算書の繰延税金資産及び営業権を差し引いた持分株式資本、未払いの従業員ストック・オプション並びに準備金及び剰余金を示す。

(8)　当行の株主は、普通株式１株を５分割し、１株当たり10ルピーを１株当たり額面価額２ルピーとする株式分割を承認した。株式分割の基準日は、

2014年12月５日であった。額面価額及び株式数は修正再表示され、かかる株式分割を反映させるため、再計算された前期の関連比率が表示されて

いる。

 

以下の表は、記載された期間中における総資産平均に占める主要損益計算書データの比率を示したものである。
平均残高は、日次平均残高（2014年９月までの期間は２週間ごとに計算されるICICIバンクの海外支店の平均残高
を除く。）の合計である。2014年10月からについては、外国支店の平均残高も日次平均残高である。

 （単位：％）
 ３月31日に終了した年度

 2013年  2014年  2015年  2016年  2017年

主要損益計算書データ:          

受取利息 7.01  7.03  7.15  6.98  6.51

支払利息 (4.42)  (4.22)  (4.20)  (4.00)  (3.72)

純利息収入 2.59  2.81  2.95  2.98  2.79

非利息収入 4.59  4.28  4.58  4.96  5.60

総収益 7.18  7.09  7.53  7.94  8.39

リース資産に関する減価償却 (0.01)  (0.00)  (0.00)  (0.00)  (0.00)

保険事業に関する費用 (2.71)  (2.31)  (2.49)  (2.74)  (2.96)

その他の営業費用 (2.00)  (2.05)  (2.06)  (2.06)  (2.19)

非利息費用 (4.72)  (4.36)  (4.55)  (4.80)  (5.15)

引当金及び税金控除前営業利益 2.46  2.73  2.98  3.14  3.24

引当金及び偶発債務 (0.33)  (0.41)  (0.59)  (1.45)  (1.77)

税引前利益 2.13  2.32  2.39  1.69  1.47

納税引当金 (0.55)  (0.66)  (0.71)  (0.40)  (0.26)

税引後利益 1.58  1.66  1.68  1.29  1.21

少数株主持分 (0.08)  (0.09)  (0.09)  (0.09)  (0.12)

純利益 1.50  1.57  1.59  1.20  1.09
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以下の表は、記載された期間における当社の主要な財務データを示したものである。

 （単位：百万(％の数値を除く。））

 ３月31日現在又は３月31日に終了した年度

 
2013年
(ルピー)

 
2014年
(ルピー)

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

主要貸借対照表データ:            

総資産 6,749,830  7,477,624  8,260,792  9,187,562  9,860,427  18,636,207

投資(1) 2,354,684  2,427,901  2,743,108  2,860,441  3,045,017  5,755,082

貸付金純額 3,299,741  3,873,418  4,384,901  4,937,291  5,153,173  9,739,497

不良顧客資産（総額） 107,165  122,994  173,870  293,216  458,861  867,247

負債合計(4) 6,062,206  6,713,326  7,413,746  8,246,455  8,814,107  16,658,662

預金 3,147,705  3,595,127  3,859,552  4,510,774  5,125,873  9,687,900

借入金（劣後債及び償還可能
非累積的優先株式を含む。)

1,728,882  1,835,421  2,112,520  2,203,777  1,882,868  3,558,621

持分株式資本 11,536  11,550  11,597  11,632  11,651  22,020

準備金及び剰余金(2) 676,088  752,748  835,449  929,475  1,034,669  1,955,524

当期平均(3):            

総資産 6,394,436  7,037,002  7,689,402  8,490,942  9,361,464  17,693,167

有利子資産 5,272,489  5,830,625  6,449,193  7,246,635  7,911,740  14,953,189

貸付金純額 3,149,347  3,589,293  4,049,280  4,672,596  4,996,376  9,443,151

負債合計(4) 5,723,133  6,284,987  6,860,592  7,571,180  8,358,741  15,798,020

有利子負債 4,556,099  4,996,433  5,445,789  6,094,406  6,630,273  12,531,216

借入金 1,656,860  1,820,630  1,906,290  2,153,911  2,132,099  4,029,667

株主資本 671,303  752,016  828,810  919,753  1,002,723  1,895,146

収益性:            

以下に占める純利益（％）:            

総資産平均 1.50  1.57  1.59  1.20  1.09   

株主資本平均 14.31  14.68  14.78  11.07  10.16   

株主資本平均（優先株式資本
を含む。）

14.23  14.61  14.71  11.03  10.13   

配当性向（％）(5) 24.02  24.06  23.67  28.56  14.31   

スプレッド（％）(6) 2.35  2.58  2.63  2.64  2.48   

純金利差益率（％）(7) 3.20  3.44  3.55  3.52  3.33   

収入原価比率（％）(8) 65.78  61.51  60.49  60.52  61.31   

資産平均原価比率（％）(9) 4.72  4.36  4.55  4.80  5.15   

資本(10):            

総資産平均に占める株主資本
平均の比率（％）

10.50  10.69  10.78  10.83  10.71   

総資産平均に占める株主資本
平均の比率（優先株式資本を
含む。）（％）

10.55  10.74  10.82  10.87  10.75   

資産価値:            

顧客資産純額に占める条件緩
和資産純額の比率（％）

1.58  2.70  2.41  1.64  0.84   

顧客資産純額に占める不良資
産純額の比率（％）(11)

0.74  0.99  1.54  2.66  4.73   

条件緩和資産総額に占める条
件緩和資産に対する引当金の
比率（％）

7.87  8.42  7.23  7.68  5.92   

不良資産総額に占める不良資
産に対する引当金の比率（％)

72.80  63.72  55.59  49.60  41.09   

顧客資産総額に占める引当金
の比率（％）(12)

2.63  2.47  2.89  3.36  3.86   
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(1)　2015年７月16日付のインド準備銀行回覧通知書に準拠して、農業インフラ開発基金及びその他関連預金への投資は、「その他の資産」に再分類さ

れた。したがって、表示されているすべての過年度の数値は、当年度の表示と一致させるため、再分類されている。

(2)　オプションの行使／失効の際、「持分株式資本」又は「準備金及び剰余金」へ振り替えられる未払いの従業員ストック・オプションの残高を含

む。

(3)　平均残高は、日次平均残高（2014年９月までの期間は２週間ごとに計算されるICICIバンクの海外支店の平均残高を除く。）の合計である。2014年

10月からについては、外国支店の平均残高も日次平均残高である。

(4)　優先株式資本及び少数持分を含むが、株主資本は含まない。

(5)　当期純利益に対する持分株式資本に関して支払われる配当金総額（配当税控除後）の比率を示す。

(6)　有利子資産平均のイールド及び有利子負債平均の原価の差を示す。有利子資産平均のイールドとは、有利子資産平均に占める受取利息の比率をい

う。有利子負債平均の原価とは、有利子負債平均に占める支払利息の比率をいう。

(7)　有利子資産平均に対する純利息収入の比率を示す。純金利差益率及びスプレッドの差は、有利子資産平均及び有利子負債平均の差から起因してい

る。有利子資産平均が有利子負債平均を超える場合、純金利差益率は、スプレッドより大きくなり、また有利子負債平均が有利子資産平均を超え

る場合、純金利差益率は、スプレッドより小さくなる。

(8)　収入合計に対する非利息費用の比率を示す。収入合計は、純利息収入及び非利息収入の合計を示す。

(9)　総資産平均に対する非利息費用の比率を示す。

(10) 2017年度末現在、インド準備銀行のバーゼルⅢのガイドラインに基づくICICIバンクの非連結での自己資本比率は、普通株等Tier１リスク・ベース

資本比率13.7％、Tier１リスク・ベース資本比率14.4％及びリスク・ベース自己資本比率合計17.4％である。2017年度末現在、インド準備銀行の

バーゼルⅢのガイドラインに基づく当行の連結での自己資本比率は、普通株等Tier１リスク・ベース資本比率13.8％、Tier１リスク・ベース資本

比率14.4％及びリスク・ベース自己資本比率合計17.3％である。

(11) 各子会社の規制当局により発行されたガイドラインに従って不良債権と認められた債権を含む。

(12) 正常先資産に対する一般引当金を含む。

(13) 前期の数値は、当期の分類に一致させるために必要に応じて組み替え／再分類されている。
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主要な米国GAAPの財務データ

以下の表は、米国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づく特定の主要な財務データを示した
ものである。

 （単位：百万（１株当たりの数値を除く。））

 ３月31日現在又は３月31日に終了した年度

 
2013年
(ルピー)

 
2014年
(ルピー)

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
（円）

総収益(1) 245,463  274,705  319,924  371,339  436,639  825,248

ICICIバンクの株主に帰属する
純利益／（損失）

101,052  101,421  116,913  73,037  62,399  117,934

総資産 5,860,331  6,485,471  7,130,592  7,867,628  8,246,572  15,586,021

ICICIバンクの株主資本 736,566  801,882  938,253  981,675  1,034,759  1,955,695

その他の包括利益／（損失） 14,431  2,157  46,436  44,486  63,305  119,646

１株当たり(2)            

継続事業純利益／（損失）
　　－基本的(3)

15.92  15.96  18.36  11.43  9.75  18.43

継続事業純利益／（損失）
　　－希薄化後(4)

15.84  15.89  18.21  11.36  9.70  18.33

配当(5) 3.30  4.00  4.60  5.00  2.50  4.73
 
 

 

(1)　純利息収入に非利息収入を加算した数値を示す。

(2)　2017年６月、当行は、発行済株式各10株につき１株の無償交付株式を発行した。これに係る調整を行わない場合、以下のとおりとなる。

a.基本的１株当たり利益は、2017年度は10.72ルピー、2016年度は12.58ルピー、2015年度は20.21ルピー、2014年度は17.57ルピー及び2013年度は

17.53ルピーとなる。

b.希薄化後１株当たり利益は、2017年度は10.68ルピー、2016年度は12.50ルピー、2015年度は20.05ルピー、2014年度は17.50ルピー及び2013年度

は17.44ルピーとなる。

(3)　希薄化前の純利益（損失）を示す。

(4)　希薄化後の調整済純利益（損失）を示す。2013年度、2014年度、2015年度、2016年度及び2017年度の各年度末において、それぞれ68,691,920株、

80,713,710株、58,973,970株、105,867,630株及び136,021,078株の普通株式を、それぞれ加重平均行使価格である175.9ルピー、188.4ルピー、

226.0ルピー、250.9ルピー及び244.4ルピーで購入することのできる、従業員に対して付与されたオプションが残存していたが、かかるオプション

は逆希薄化であったため、希薄化後１株当たり利益の計算には含まれなかった。

(5)　インドでは、ある会計年度の配当は、通常、その翌会計年度に宣言され、支払われる。2013年度、当行は、１株当たり配当を4.00ルピーと宣言

し、かかる配当を2014年度中に支払った。2014年度、当行は、１株当たり配当を4.60ルピーと宣言し、かかる配当を2015年度中に支払った。2015

年度、当行は、１株当たり配当を5.00ルピーと宣言し、かかる配当を2016年度中に支払った。2016年度、当行は、１株当たり配当を5.00ルピーと

宣言し、かかる配当を2017年度中に支払った。１株当たり配当額は、当該年度中に支払われた配当税を除く配当の総額に基づくものである。2017

年度、当行は、１株当たり配当を2.50ルピーと宣言し、かかる配当を2018年度中に支払っている。インド会計基準AS４「偶発事象及び後発事象」

の改正に従い、当行は2017年度の財務書類にかかる配当を計上していない。

(6)　前期の数値は、当期の分類に一致させるために必要に応じて組み替え／再分類されている。
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２【沿革】

 

ICICIは、1955年に世界銀行、インド政府及びインドの産業界代表らのイニシアティブで設立された。主要な目
的は、インドの事業に対し中長期のプロジェクト・ファイナンスを提供する開発金融機関を創設することであっ
た。1980年代後半まで、ICICIはその活動につき、主にプロジェクト・ファイナンスに注力しており、様々な産業
プロジェクトに対して長期的な資金提供を行っていた。1990年代におけるインドの金融部門の自由化に伴い、
ICICIはプロジェクト・ファイナンスのみを提供する開発金融機関から多様な金融サービスの提供機関へと事業を
移行し、その子会社及びその他のグループ会社とともに多様な商品及びサービスを提供した。インド経済がより市
場志向型となり、世界経済と統合するにつれ、ICICIはより広範囲の顧客に対し、より多様な金融商品及びサービ
スを提供する新たな機会を利用することとなった。ICICIバンクは、1994年にICICIグループの一部として設立され
た。

ユニバーサル・バンキングの問題は、インドにおいてはICICIのような長期貸付機関の商業銀行への転換を意味
するものであるが、これは1990年代後半に詳細に検討されてきた。銀行への転換により、ICICIは低価格の要求払
い預金を受け入れることが可能となり、より多様な商品及びサービスを提供し、銀行手数料という形で資金をベー
スとしない利益を得るためのより多くの機会を得ることができる。ICICIバンクはまた、インドの銀行業界におい
て起こりつつある競争の激化という状況を考慮し、様々な戦略上の選択肢を検討している。ICICIバンクは、イン
ドの銀行業界における主要な成功要因は、多大な資本基盤並びに業務の規模及びスケールにあるとみている。銀行
へ転換したことによる利益及びインド準備銀行のユニバーサル・バンキングに係る発表を考慮し、ICICI及びICICI
バンクは2002年に合併した。
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３【事業の内容】

 

(1)　インドの金融部門の概要

 

(a)　一　般

インドの中央銀行及び金融当局であるインド準備銀行は、インドの金融制度における中央規制及び監督当局で
ある。インドの金融部門には公共部門及び民間部門の様々な金融仲介業者が参加しており、以下のものが含まれ
る。

・　商業銀行

・　信用組合銀行

・　住宅金融会社等の、銀行以外の金融会社

・　その他特殊金融機関及び州レベルの金融機関

・　保険会社

・　ミューチュアル・ファンド

以下では、まずインド準備銀行及び商業銀行を中心にインドの金融制度の主要参加者のそれぞれの役割及び活
動の概要について述べる。続いて、銀行改革プロセスの概要及び近年発表又は提案された主要な改革策について
述べる。最後に、近年の金融政策声明においてインド準備銀行により発表された措置について概説する。

 

(b)　インド準備銀行

インド準備銀行は、1935年に設立されたインドの中央銀行及び金融当局である。インド準備銀行は、国の貨幣
供給量及び外国為替を管理し、またインド政府及び国内の商業銀行の銀行としての役目も果たしている。インド
準備銀行は、中央銀行としての従来の役割の他、いくつかの発展的かつ促進的な役割を果たしている。

インド準備銀行は、エクスポージャー・リミット、利益の認識、資産分類、不良資産及び再構築資産に対する
引当金の設定、商業銀行、長期貸付機関及び銀行以外の金融会社の投資評価及び自己資本比率に関するガイドラ
インを発表した。インド準備銀行は、これらの機関に対し、それらの事業に関する情報を定期的に提出するよう
要求している。インドの金融制度における規制当局及び監督当局としてのインド準備銀行の役割並びに当行に対
するその影響の詳細については、「－(2) 事業－(h) 監督及び規制」を参照のこと。

 

(c)　商業銀行

インドの商業銀行は、工業、貿易及び農業の短期資金ニーズ又は運転資金需要額を満たしており、インフラ等
の部門への長期的融資を提供し、また個人向け貸付商品の提供を行っている。2017年３月31日現在、国内には
148の指定商業銀行があり、137,770店の支店網を有しており、それらの預金口座残高は約107.51兆ルピーであっ
た。指定商業銀行は、1934年インド準備銀行法の別表２に記載されている銀行で、さらに公共部門銀行、民間部
門銀行及び外国銀行に分類される。指定商業銀行はインド全土に支店を有しており、約62.5％の支店が国内の農
村部又は郊外地区に所在している。
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(d)　公共部門銀行

公共部門銀行は、インドの銀行システムにおいて最も大きな区分である。これには、インドステイト銀行
（State Bank of India）、国有化銀行20行及び地域農村銀行56行が含まれる。2017年３月31日現在、地域農村

銀行を除いた残りの公共部門銀行の支店は92,347店であり、指定商業銀行の総銀行融資残高の69.4％及び総預金
の65.9％を占めていた。インドステイト銀行は、総資産に関して、インド最大の銀行である。インドの銀行業界
において最も大きな統合の１つで、インドステイト銀行はその連携銀行５行及びバーラティヤマヒラ銀行
（Bharatiya Mahila Bank）を2017年４月１日付で吸収合併した。2017年３月31日現在、インドステイト銀行

（連結）は、25,005の支店を有していた。これらは、全指定商業銀行の総預金の23.2％及び総銀行融資残高の
21.6％を占めていた。

地域農村銀行は、農村経済の発展を目的として、中央政府、州政府及び支援商業銀行の共同出資で1976年から
1987年の間に設立された。地域農村銀行は、小規模農家、職人、小規模企業家及び農業労働者への融資を行って
いる。国家農業農村開発銀行（National Bank for Agriculture and Rural Development）は、地域農村銀行の

職務を監督する責任を負っている。2017年３月31日現在、56の地域農村銀行があり、21,057の支店を有してお
り、指定商業銀行の総預金の3.4％及び総銀行融資残高の2.9％を占めていた。

 

(e)　民間部門銀行

銀行国有化の第一段階が1969年に完了した後、公共部門銀行がインドの銀行業の最大部分を占めていた。1993
年７月、銀行改革プロセスの一環として、また銀行部門における競争を誘発する手法として、インド準備銀行
は、民間部門が銀行システムへ参入することを認めた。その結果、当行を含む民間部門銀行が参入した。これら
は、まとめて新規民間部門銀行として知られている。2017年３月31日現在、新規民間部門銀行は、直近で許可を
受け、2016年度に営業を開始しているIDFCリミテッド（IDFC Limited）及びバンドハン・フィナンシャル・サー

ビシズ・プライベート・リミテッド（Bandhan Financial Services Private Limited）を含む８行ある。2015年

９月、インド準備銀行は、民間部門の小規模銀行10行及び支払銀行11行に対して、大筋の許可を付与した。この
うち、小規模銀行６行及び決済銀行４行は営業を開始しており、免許を所有する支払銀行３行は許可を破棄又は
破棄する決定を発表している。「－(m) 構造改革－(ⅲ) 分化した免許」も参照のこと。さらに、2017年３月31
日現在、1993年７月より前から存在している旧民間部門銀行13行が営業していた。

2017年３月31日現在、小規模銀行を含む民間部門銀行は、指定商業銀行の総預金の約23.0％及び総銀行融資残
高の約26.8％を占めていた。その24,079店の支店網は、国内の指定商業銀行の全支店網の17.5％を占めていた。

 

(f)　外国銀行

インドで営業している外国銀行は43行である。2017年３月31日現在、外国銀行は、287の支店を有しており、
指定商業銀行の総預金の4.1％及び総銀行融資残高の4.4％を占めていた。インド準備銀行は、自由化プロセスの
一環として、国内の銀行に課されている要件とほぼ同じ要件に従って外国銀行がより自由に営業することを認め
た。インドの外国銀行の大半の主な業務は、法人セグメントにおけるものである。しかしながら、大手外国銀行
の中には、個人向け銀行業務をそのポートフォリオの大部分としたものもある。外国銀行の大半は、親銀行の支
店を通じてインドで営業を行っている。外国銀行の中には、法人向け貸付及び個人向け貸付の双方のために、銀
行以外の金融会社、投資銀行業、証券仲介業、保険及び資産管理業を担う完全子会社又はジョイントベンチャー
を有しているものもある。

2004年７月６日付通知書において、インド準備銀行は、取得銀行が被取得銀行の株式を新たに取得することに
よりその取得銀行の持分が被取得銀行の株式資本の5.0％を超えることとなる場合には、銀行は当該被取得銀行
の株式を取得してはならない旨を定めている。これは、インドに支店を有する外国銀行がインドの銀行に対して
保有する持分に対しても適用される。インド準備銀行は、2005年２月28日に「インドの外国銀行の支店に対する
指針」に関する通知を発表し、外国銀行の支店に関して以下の措置を公表した。

１.　第一段階中（2009年３月まで）、外国銀行は、完全子会社を設立し又は既存支店を完全子会社に転換す
ることにより、支店を設置することができた。

２.　さらに、第一段階中、外国銀行は、インド準備銀行が再建対象と認定した民間部門銀行についてのみ、
支配的な株式数を段階的に取得することができた。
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３.　新規及び既存の外国銀行については、世界貿易機関との現在有効な合意において年間12の支店の増設が
認められているが、これを超えて設置することが提案されていた。銀行の少ない地域に関しては、より寛
大な措置がとられる予定である。

４.　第二段階中（2009年４月以降に予定された）、第一段階の見直し後に、外国会社は、74.0％を上限とし
て、インドの民間部門銀行の持分を取得することができるようになる。

しかしながら、2009年度における世界の金融市場の悪化を考慮して、経済回復の兆しが明確に見え、国際規制
及び監督構造改革が行われるまで、第二段階の中断を決定した。

2013年11月、インド準備銀行は、インドでの外国銀行による完全子会社の設立のための計画を公表した。かか
る計画により、2010年８月より後に営業を開始した又は今後開始を予定している外国銀行は、一定の基準が適用
となる場合に、完全子会社を通じてのみ営業を開始することができると想定されている。これらの基準には、と
りわけ自国の預金者の請求に対し法的な優先権を与える法域における設立が含まれる。さらに、2010年８月より
後に支店形式によってインドでの事業を開始した外国銀行は、システム上重要であると判断された場合は、当該
事業を子会社へと移行させる必要がある。銀行は、インドの貸借対照表（オフバランスシート項目のクレジット
等価額を含む）における資産が、インドの銀行システムの資産の0.25％を超える場合に、システム上重要である
と判断される。子会社の設立には、インド準備銀行の承認を必要とし、このためインド準備銀行は、親会社の設
立国との経済的及び政治的な関係及び親会社本国との相互関係を含む様々な要因を考慮する。外国銀行の子会社
に対する規制の枠組みは、管理、行政指導に基づく貸付、投資及び支店拡大の点を含め国内の銀行に適用される
ものと実質的に同様である。外国銀行の完全子会社は、さらなる検討の後、インドの民間部門銀行に適用される
74％の外国人の保有の上限を遵守することを条件に、インドの民間部門銀行との合併取引及び買収取引を許可さ
れる可能性がある。インド準備銀行はまた、2013年10月に発表した第２四半期金融政策レビューにおいて、外国
銀行に対し相互主義及び子会社形式での存在を前提に、国内銀行と同等の待遇を提供することを提案した。

2012年７月、インド準備銀行は、優先部門貸付基準の修正を行い、またインドにおいて20以上の支店を有する
外国銀行に対しても、国内の銀行へ規定されているのと同様に、優先部門貸付基準を満たすことを義務付けた。
2015年４月、インド準備銀行は優先部門貸付基準を修正し、支店数が20未満の外国銀行に対しても、2020年度ま
でに優先部門貸付基準を段階的に達成するよう要求した。

 

(g)　長期貸付機関

長期貸付機関は、中期及び長期の財政支援を行い、様々な産業における新規事業の立上げ並びに既存設備の拡
張及び近代化を図る目的で設立された。主要な長期貸付機関には、インド工業開発銀行（Industrial

Development Bank of India）（現在は銀行である。）、IFCIリミテッド（IFCI Limited）、インド工業投資銀

行（Industrial Investment Bank of India）及び合併前のICICIが含まれていた。第二次ナラシムハム委員会の

提言並びに長期貸付機関と銀行の役割及び業務を調整するために1999年に設置されたワーキング・グループであ
るカーン・ワーキング・グループの提言に従い、インド準備銀行は、2000年度、銀行に適用される健全性基準の
遵守を前提として長期貸付機関が銀行に転換する権利を有する旨を発表した。2001年４月、インド準備銀行は、
対処する必要のある業務及び規制上の複数の問題に関してガイドラインを発表し長期貸付機関がユニバーサル・
バンクへ転換する方針を制定した。2002年４月、ICICIは、当行と合併した。2003年工業開発銀行（事業の譲渡
及び廃止）法により、インド工業開発銀行は、1956年インド会社法に基づき設立された銀行に転換された。イン
ド工業開発銀行の子会社であった新規民間部門銀行であるIDBIバンク・リミテッド（IDBI Bank Limited）は、

2005年４月にインド工業開発銀行と合併した。インド企業の長期資金需要は、主として銀行、ライフ・インシュ
アランス・コーポレーション・オブ・インディア（Life Insurance Corporation of India）及び特殊な銀行以

外の金融会社により達成された。インド企業はさらに、機関投資家及び個人投資家に対して債券を発行する。
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(h)　信用組合銀行

信用組合銀行は、インドの都市部及び郊外の農業、中小企業及び自営業者の資金調達ニーズに応じる。州の土
地開発銀行及び主要な土地開発銀行は、農業への長期貸付を行っている。2001年度に一部の信用組合銀行が直面
した流動性及び破産に関する問題を考慮して、インド準備銀行は、正式な法改正までの間に、株式に対する融
資、コール市場からの借入及び都市部の他の信用組合銀行に預け入れた定期預金に関する措置を含む、いくつか
の経過措置を講じた。現在、都市部の信用組合銀行の監督及び規制に関してはインド準備銀行が、また州の信用
組合銀行及び地域の信用組合銀行に関しては国家農業農村開発銀行（NABARD）が責任を有している。2004年改正
銀行規則及び雑則に関する法律は、インド準備銀行による全信用組合銀行に対する規制に関して規定している。

信用組合銀行の資本構造を強化するため、インド準備銀行は、2014年１月に、州及び中央の信用組合銀行に対
し最低自己資本要件9.0％を３年間にわたって段階的に達成するよう発表した。ガイドラインでは、2015年３月
31日までに最低自己資本比率を7.0％、2017年３月31日以降9.0％とするよう定めている。信用組合銀行は、定め
られた最低自己資本要件を満たすために、長期定期預金及び永久債を発行することができる。

2015年４月、インド準備銀行は、経営が良好な信用組合銀行の業務拡大を可能にする措置を発表した。1.0十
億ルピー以上の純資産及びテクノロジーベースの設備を有する財務状態が良好な都市部の信用組合銀行には、ク
レジットカードの発行が許可されている。州の信用組合銀行には、インド準備銀行の事前の許可を得ることなく
店舗外現金自動預払機（ATM）及び移動ATMを設置することが許可されている。主要な銀行ソリューション、自己
資本比率が10.0％を上回ること及び純資産が250百万ルピーを上回ることのような特定要件を満たしている信用
組合銀行は、顧客にインターネット・バンキング制度を提供し、オープンシステムのプリペイド支払機を発行す
ることが許可されている。

 

(i)　銀行以外の金融会社

2017年３月31日現在、インドには11,517の銀行以外の金融会社があり、そのほとんどが民間部門に属する。こ
のうち、179社は銀行以外の預金受入金融会社であり、残りは非預金受入事業体であった。銀行以外の金融会社
は、すべてインド準備銀行に登録しなければならない。銀行以外の金融会社は、(ⅰ)負債の種類により、銀行以
外の預金を取り扱う金融会社及び銀行以外の預金を取り扱わない金融会社に、(ⅱ)銀行以外の預金を取り扱わな
い金融会社のうち、その資産規模が1.0十億ルピーを超える構造的に重要な企業及びその他の預金を取り扱わな
い企業という規模別、(ⅲ)その事業内容によって分類することができる。一般預金を取り扱う会社は、銀行と同
様に、インド準備銀行による厳格な監督及び自己資本比率規制に従わなければならない。銀行以外の金融会社は
大きく８つのカテゴリー（資産運用会社、貸付会社、投資会社、インフラストラクチャー金融会社、インフラ
デットファンド、小規模金融機関、ファクター投資会社及びコア投資会社）に分類される。2017年度、インド準
備銀行は新しい種類の銀行以外の金融会社及び口座収集業者を導入し、これらは、顧客間又は顧客とその他の人
物の間での財務情報を顧客の指示どおりに統合、整理及び提示する。これらは、いかなる金融サービスを提供す
ること又は金融取引の支援をすることができない。2016年３月31日現在、預金を取り扱う銀行以外の金融会社及
び預金を取り扱わないシステム上重要な銀行以外の金融会社の資産合計は、16.67兆ルピーであり、総銀行融資
残高は12.83兆ルピー、借入は11.90兆ルピーであった。

当行の子会社であるICICIセキュリティーズ・リミテッド（ICICI Securities Limited）は、銀行以外の金融

会社であり、一般預金を取り扱わないが、当行の子会社であるICICIホーム・ファイナンス・カンパニー（ICICI

Home Finance Company）は、銀行以外の金融会社であり、一般預金を取り扱っている。銀行以外の金融会社の主

な業務は、自動車金融、住宅金融及び耐久消費財金融等の消費者金融、中小企業向け手形割引及びインフラ金融
等のホールセール金融商品並びに投資銀行業務及び引受業務等の手数料業務である。インフラ計画への資金流入
を強化する目的で、2011年11月、インド準備銀行は、ミューチュアル・ファンド又は銀行以外の金融会社の形を
とるインフラデットファンドの設立に関するガイドラインを発表した。2013年度において当行は、その他の国内
及び海外の銀行並びに金融機関と共同して、インドにおける初の銀行以外の金融会社の構造を持ったインフラ
デットファンドを設立した。かかる会社につき、当行の株式持分は、当行の完全子会社の持分と合わせて40.0％
である。
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インド準備銀行は、多様な種類の銀行以外の金融会社に対して、貸付、エクスポージャー及び引当ての要件並
びに貸付の条件緩和に係るガイドラインを発布している。2011年８月、インド準備銀行は、銀行以外の金融会社
部門の問題に関するワーキング・グループ報告書を発表した。2015年３月、インド準備銀行は、ワーキング・グ
ループによる提案に従って、銀行以外の金融会社の最終的な規制枠組みを発表した。グループは、銀行以外の金
融会社としての登録には最低500百万ルピーの資産及び最低20百万ルピーの自己資金純額を必要とすること、
12％のTier１資本の最低値、流動性比率、より厳密な資産分類規定及び引当規定を導入すること、並びに不動産
へのエクスポージャーを制限することを提案した。銀行以外の預金を取り扱う金融会社は、一般預金を取り扱う
ためには最低限の投資格付を取得しなければならない。投資格付を下回る格下げがされた際には、かかる会社は
新たな預金の受入れ及び既存の預金の更新を行ってはならない。さらに、銀行以外の預金を取り扱う金融会社
は、2016年３月31日までに8.5％、2017年３月31日までには10.0％のTier１資本の最低値を達成しなければなら
なかった。

2015年７月、インド準備銀行は、銀行以外の金融会社の支配権の取得又は譲渡に関するガイドラインを発表し
た。かかるガイドラインに従い、支配権の承継若しくは支配権の取得による銀行以外の金融会社の経営の変化、
持株の変動又は30％以上の取締役を新たに任命したことによる経営の変化は、インド準備銀行による事前の許可
なくして行うことはできない。さらに、かかる事柄が発生する最低30日前に、公告がされなければならない。

銀行以外の金融会社は、公募又は私募によってディベンチャーを含む株式又は負債証券の発行を行うことで資
金を調達している。銀行以外の預金を取り扱わない金融会社は、前会計年度の３月31日現在のTier１資本の総額
の15.0％を上限として、Tier１資本に含める適格性のある永久債を発行することができる。さらに、銀行以外の
金融会社によるディベンチャーの私募に関し、インド準備銀行は、ディベンチャーの発行はグループ会社の資金
調達を促進するためではなく、自社の貸借対照表に計上される資金調達のために行われるべきであると規定する
ガイドラインを、2013年６月に発表した。またかかるガイドラインにより、２件の私募の間の必要最低期間は
６ヶ月間、投資家の上限人数は49名と規定されており、銀行以外の金融会社は、自社のディベンチャーが担保と
されている場合に貸付を行うことを制限されている。

これまで、インド準備銀行は銀行以外の金融会社へ銀行業務免許を発行してきた。2003年に、コタク・マヒン
ドラ・ファイナンス・リミテッド（Kotak Mahindra Finance Limited）は、インド準備銀行から銀行業務免許を

付与され、コタク・マヒンドラ・バンク（Kotak Mahindra Bank）に転換した。2014年４月、インド準備銀行は

銀行以外の金融会社２社、IDFCリミテッド及びバンドハン・フィナンシャル・サービシズ・プライベート・リミ
テッドに対して、大筋の許可を発行した。かかる金融会社は両方、2016年度に営業を開始している。2015年９
月、インド準備銀行は、そのほとんどが銀行以外の小規模金融機関である、免許申請者10社に対して小規模銀行
の大筋の許可を付与した。2016年７月、IDFC銀行は小規模金融機関を取得しており、これは銀行による小規模金
融機関の初の買収となった。

 

(ⅰ)　住宅金融会社

住宅金融会社は、銀行以外の金融会社の別個のサブグループを形成する。住宅部門への投資を促すために、
近年政府が様々な奨励策を行った結果、この事業の範囲は大幅に拡大した。ハウジング・デベロップメント・
ファイナンス・コーポレーション・リミテッド（Housing Development Finance Corporation Limited）は、

インドで住宅金融を提供する最大手の機関である。銀行を含め、数社が住宅金融業に参入した。当行は、また
住宅金融子会社であるICICIホーム・ファイナンス・カンパニーを有している。国立住宅銀行及びハウジン
グ・アンド・アーバン・デベロップメント・コーポレーション・リミテッド（Housing and Urban

Development Corporation Limited）の２社は、インドの住宅金融の利便性を改善する目的で国会の法律に基

づき設立された、主要な金融機関である。国立住宅銀行法は、住宅ローンの証券化、抵当権の処分及び抵当保
証金融制度の設定について規定している。
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（ⅱ）小規模金融機関

2012年度、インド準備銀行は、小規模金融機関という新たな分類の銀行以外の金融会社を導入した。小規模
金融機関は、50百万ルピー以上の最低純資産を保有し、リスク加重資産の15.0％に当たる最低自己資本比率を
維持しなければならない。小規模金融機関による信用価格決定に対して特別な規制が存在する。貸付に課すこ
とができる資金調達の限界費用の利鞘は、1.0十億ルピー超の貸付ポートフォリオを有する小規模金融機関は
10.0％まで、その他の小規模金融機関は12.0％までとされている。さらに、個人の貸付に係る金利の上限は、
１）資金調達費用及び余剰金額、又は２）（インド準備銀行により四半期ごとに発表される）資産額で５大と
なる商業銀行の平均基準金利に2.75を乗じた値のいずれか低い方とする。加えて、貸出の年間平均利息は年度
中の借入費用と所定の手数料の合計を超えてはならない。これは、インド準備銀行によって2017年２月に修正
され、四半期中に認められた貸出の平均利息は、直前の四半期の借入費用と所定の手数料の合計を超えてはな
らないという四半期ベースとなった。

 

(j)　その他の金融機関

(ⅰ)　特殊金融機関

長期貸付機関の他、各部門の特定のニーズに応じる様々な特殊金融機関がある。これらには、国家農業農村
開発銀行、インド輸出入銀行（Export Import Bank of India）、インド中小企業開発銀行（Small

Industries Development Bank of India）、ツーリズム・ファイナンス・コーポレーション・オブ・インディ

ア・リミテッド（Tourism Finance Corporation of India Limited）、国立住宅銀行、電力融資公社（Power

Finance Corporation Limited）及びインディア・インフラストラクチャー・ファイナンス・カンパニー

（India Infrastructure Finance Company）が含まれる。さらに、インフラ及びテクノロジーへの投資を支援

するため、インドにおける初の政府機関ファンドである国家インフラ投資基金が設立された。

 

(ⅱ)　州レベルの金融機関

州の金融機関は、州レベルで営業しており、機関融資制度の不可欠な部分を成している。州の金融機関は、
中小企業の融資及び推進を目的として設立された。州の金融機関により、雇用機会の創出及び産業の所有基盤
が拡大し、安定した地域社会経済の成長が達成される見込みである。州レベルでは、州の工業開発公社もあ
り、主に中堅及び大企業に融資を行っている。

 

(ⅲ)　保険会社

2017年３月31日現在、インドには54社の保険会社があり、そのうち24社が生命保険会社、30社が総合保険会
社である。24社の生命保険会社のうち、23社が民間部門に属し、１社が公共部門に属している。総合保険会社
のうち、24社が民間部門に属し、６社（インド輸出信用保証公社（Export Credit Guarantee Corporation of

India Limited）及びインド農業保険会社（Agriculture Insurance Company of India Limited）を含む。）

が公共部門に属している。再保険会社であるインド総合保険公社（General Insurance Corporation of

India）は、公共部門に属している。インド生命保険公社（Life Insurance Corporation of India）、インド

総合保険公社及び公共部門の総合保険会社も産業部門に対して長期の財政支援を行う。

インドの保険部門は、インド保険業規制開発委員会によって規制されている。1999年12月、インド国会は
1999年保険業規制開発委員会法を可決し、1938年保険法も改正した。これにより、インドの保険部門が外国人
投資家及び個人投資家に対して開放された。現在、かかる保険法は、49.0％を上限として新規保険会社への外
国人投資家の出資を認めている。新規の会社は、生命保険業若しくは総合保険業を営む場合には少なくとも
1.0十億ルピーの払込済株式資本を、また、再保険業のみを営む場合には少なくとも2.0十億ルピーを有しなけ
ればならない。
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2001年度において、インド準備銀行は、銀行及び金融機関の保険業への参入を規定するガイドラインを発表
した。ガイドラインでは、銀行及び金融機関に対し、その純資産、自己資本比率、収益性の実績、不良債権の
程度及びその既存子会社の業績に関して規定された基準を満たしていることを条件として、ジョイントベン
チャーを通して保険業に参入することを認めている。ガイドラインに基づき、保険会社の発起人は、営業開始
日から10年間経過した後又はインド政府が定める期間内に、26.0％を超えた部分の保有株式を段階的に売却し
なければならない。しかし、インド国会の両院において可決され、2015年３月に成立した2015年保険法（改
正）では、持分の26.0％までの希薄化を発起人に課す法律要件が削除された。また、かかる法では、外国人投
資家による保険会社への出資の上限が26.0％から49.0％へ引き上げられた。

総合保険部門において、総合保険会社が引き受けた保険料の総額は、総合保険部門の非関税化により2008年
度及び2009年度は抑えられている。2007年１月１日まで、総合保険市場の約70.0％が関税体制に基づく価格規
制の対象となっていた。2007年１月１日付をもって開始した無関税体制により、これに伴う競争価格の設定
は、業界の保険料率を著しく減少させ、2009年度及び2010年度中、収入保険料の伸びは抑えられる結果となっ
た。「－(2) 事業－(h) 監督及び規制－保険会社に対する規制」も参照のこと。

2017年度中の生命保険部門の新規事業の加重個別収入保険料は、2016年度の440.8十億ルピーと比較し、
20.7％増加して532.2十億ルピーとなった。上記のうち、民間部門のシェアは、2016年度の51.5％から増加
し、2017年度には53.9％となった。総合保険部門（専門保険機関を除く。）の保険料総額は、2016年度の
915.7十億ルピーと比較して、2017年度には1,192.2十億ルピーに達し、前年比で30.2％の伸びであった（イン
ド輸出信用保証公社及びインド農業保険会社を除く。）。民間部門のシェアは、2016年度の45.5％から増加
し、2017年度には46.7％となった。当行は、生命保険部門にジョイントベンチャーを有し、当行の生命保険部
門の子会社であるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（ICICI

Prudential Life Insurance Company Limited）は、インドの生命保険部門において、新規契約の個人向け加

重受取保険料に関して民間会社の最大手である。当行の総合保険部門の子会社は、フェアファックス・フィナ
ンシャル・ホールディングス（Fairfax Financial Holdings）とのジョイントベンチャーとして（その関連会

社を通じて）設立された。しかしながら、かかるジョイントベンチャーは、当行及び当行のジョイントベン
チャーのパートナーの決定に従って、当行が保有する当行の総合保険子会社の株式の一部を新規公開株式によ
り売却し、2017年７月３日に解消した。当行は、予定されている新規株式公開後も、総合保険子会社の株式の
50.0％超を保有し続ける。「－(2) 事業－(b)当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」も参照のこと。当
行の総合保険子会社であるICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッド
（ICICI Lombard General Insurance Company Limited）は、インドの総合保険部門において、総計上保険料

に関し自動車損害賠償責任保険プールの保険料を除いて民間会社の最大手である。

インド政府による金融包括イニシアティブは、低所得又は貧困セグメント以下に所属しかつ政府の金融包括
プログラムを通して登録された人々に保険の補償を提供することを含む。それぞれ200,000ルピーを上限とす
る生命保険補償及び傷害保険補償が、非常に低い保険料で保険金受取人に提供される。政府はまた、年金及び
保険商品をより多くの人々に提供するための個別の制度を発足させている。

「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(bb) 当行の保険事業は当行の事業にお

いて重要な部分を占めているが、その将来における成長率又は収益性の水準を保証することはできない。」及
び「－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」を参照のこと。
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(ⅳ)　ミューチュアル・ファンド

インドには41のミューチュアル・ファンドがあり、2017年３月31日現在運用されている資産は17,546.2十億
ルピーである。全ミューチュアル・ファンドにより運用されている平均資産は、2016年３月31日に終了した
３ヶ月間における13,534.4十億ルピーから35.2％増加し、2017年３月31日に終了した３ヶ月間において
18,295.8十億ルピーとなった。1963年から1987年までは、インド信託公社（Unit Trust of India）が国内で

営業している唯一のミューチュアル・ファンドであった。これは、1963年にインド政府及びインド準備銀行の
主導で設立されたものである。1987年以後、他に複数の公共部門のミューチュアル・ファンドがこの部門に参
入した。これらのミューチュアル・ファンドは、公共部門銀行、インド生命保険公社及びインド総合保険公社
により設立された。ミューチュアル・ファンド産業は、1993年に民間部門に開放された。この業界は、1996年
インド証券取引委員会（ミューチュアル・ファンド）規則により規制されている。当行の資産管理に係るジョ
イントベンチャーであるICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミテッド（ICICI

Prudential Asset Management Company Limited）は、2017年３月31日に終了した３ヶ月間に運用されている

平均資産に関してインドにおいて最大のミューチュアル・ファンドであり、その総合的な市場シェアは約
13.3％であった。

市場性を高め、ミューチュアル・ファンド・スキームへの参入を促進する目的で、2009年11月のインド証券
取引委員会にて、ミューチュアル・ファンド・スキームにおける取引を促進するため、証券取引所ターミナル
の使用が認められた。その結果、ミューチュアル・ファンド・ユニットは現在、公認証券取引所にて取引され
ている。かかる施設は、当初株式仲買人及び決済機関が利用可能であったが、2013年10月に、ミューチュア
ル・ファンドの販売業者を含むようその利用範囲が拡大された。2009年６月、インド証券取引委員会は、すべ
てのミューチュアル・ファンド・スキームに対して参入負担及びミューチュアル・ファンドから前払いで差し
引かれる手数料を撤廃し、投資家が販売会社に対する手数料を直接販売会社に対して前払いすることを要求し
た。2010年２月、インド証券取引委員会は、ミューチュアル・ファンド・スキームにおけるポートフォリオの
金融市場及び負債証券の価値が現在の市場の状況を反映することを確保するために、金融市場及び負債証券の
評価に係るガイドラインを導入した。かかる評価ガイドラインは、2010年８月１日付で有効となった。さら
に、2014年度連邦予算により、ミューチュアル・ファンドの販売会社は、ミューチュアル・ファンド商品の業
績及び流通の改善を目的として証券取引所ネットワークを利用するため、証券取引所のミューチュアル・ファ
ンド事業の構成員となることが可能となった。

 

(k)　年金部門

現在、インドの年金制度は、大まかに次の区分、すなわち公務員の年金制度、組織部門の従業員の準備基金
及び年金制度、任意の年金制度並びに新年金制度に分類することができる。公務員の年金制度の場合は、政府
が公務員に対し、当該公務員の退職後に定期的に確定給付年金を支払う。さらに、年金制度への拠出金は、政
府によってのみ拠出されており、公務員からの拠出金に応じたものではない。1952年に設立された従業員準備
基金は、特定の組織の従業員に義務付けられているプログラムである。これは、基本給の10％から12％を雇用
主及び従業員の双方が定期的に拠出する拠出制プログラムである。かかる拠出金は所定の有価証券に投資さ
れ、基金の累積残高（その増価分を含む。）は、従業員の退職時に一時金として支払われる。これら以外に、
政府が管理する任意の年金制度（年間150,000ルピーを上限に拠出することができる一般準備基金）又は保険
会社が提供する年金制度があり、これらの年金制度では任意ベースで拠出される。かかる任意拠出はしばし
ば、制度の下で提供される税制上の優遇措置によって進められている。新年金制度（NPS）は、2004年１月に
開始され、資金の投資先が個人によって選択可能な確定拠出型年金制度を提供する。

政府は当初、新人公務員（軍人を除く。）は、政府及び公務員が公務員基本給与の10％を毎月拠出する新年
金制度に強制加入することとした。2009年において、政府は、新年金システムの適用対象を、任意ベースでイ
ンドの全国民に拡大し、これは2009年５月１日付で有効となった。国民による老齢年金への投資の促進のた
め、政府は、2015年度アタル年金ヨジャナという年金制度を開始した。かかる制度は、非組織部門に属する国
民による、国民年金システムへの参加に焦点を当てている。
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政府は、2003年８月に、年金業界を規制する年金基金開発監督局を設置した。2013年10月、年金基金規制開
発局に対し、年金制度及び年金基金の規制並びに年金基金の投資ガイドラインの枠組み設定を行う権限を付与
する2011年年金基金規制開発局法が制定された。年金部門に対する対外直接投資が49％を上限として認められ
ている。年金資産運用への民間部門の参加が2009年度に初めて認められ、当行も含めた民間部門会社６社に認
可が付与された。資産運用会社の最低純資産要件は、500百万ルピーである。「－(2) 事業－(a) 概要」も参

照のこと。

 

(l)　銀行の債権回収の法的枠組み

2003年度に、インド国会で2002年金融資産の証券化及び再構築並びに担保権の実行に関する法律（証券化
法）が可決された。証券化法は、インド準備銀行のガイドラインに従って不良債権に区分された貸付金に関し
て、担保付債権者がその借入人に対して書面による通知を行うことにより、60日以内にその債務を履行させる
ことができ、借入人がこれを怠った場合には、担保付債権者が貸付金の担保となっている資産を取得し、資産
を売却又はその他処分する権利を含むこれに関連する管理権を行使することができる旨を規定している。ま
た、証券化法は、インド準備銀行に規制される資産再構築会社を、銀行及び金融機関から資産を取得するため
に設立することについても規定している。インド準備銀行は、資産再構築会社に対し、その設立、インド準備
銀行への登録及びインド準備銀行からの免許取得並びにその業務に関するガイドラインを発表した。当行、イ
ンド工業開発銀行、インドステイト銀行並びにその他特定の銀行及び機関が設立したアセット・リコンストラ
クション・カンパニー（インディア）リミテッド（Asset Reconstruction Company (India) Limited）は、イ

ンド準備銀行から登録免許を取得し、2003年８月に営業を開始した。現在、100％を上限として自動承認によ
る外国直接投資は、資産再構築会社の株式資本に対するものが認められており、インド証券取引委員会に登録
されている外国機関投資家による投資は、一定の条件及び制限を前提として、資産再構築会社が発行する有価
証券受領証に対するものが認められている。2017年４月より、インド準備銀行は、資産再建会社に対して、継
続的に1.0十億ルピーの最低純資産を要件として定めている。

2004年11月、インド政府は、証券化法を改正する政令を発行し、その後この政令を法律として可決した。こ
の法律（改正済）は、同法律に基づいて債権の支払いを要求する旨の通知が担保付債権者より借入人に対して
なされた後に、借入人が担保付債権者に対して異議申立て又は表明を行うことができる旨を規定している。担
保付債権者は、借入人に対し、かかる異議申立て又は表明を拒否する理由を述べなければならない。さらに、
同法律は（資産のみの継承を認める前述の規定と異なり）、一定の条件の下で、証券化法に基づき貸付人が借
入人の事業を承継することを認めている。

2017年度に、再建プロセスを強化するため、証券化法及び債権回収法が改正された。この点について、2016
年担保権の実行及び債権回収に関する法律（改正済）が成立した。同法によると、債務不履行の場合、銀行が
保有する担保の手続を地域の治安判事によって30日以内に完了されなければならない。地域の治安判事はま
た、銀行が債権を株式化し、会社の株の51.0%以上を保有して会社の管理を引き継ぐことを援助する権限が与
えられる。担保資産に係る取引記録を維持するため、中央登録所が作られた。「－(2) 事業－(h) 監督及び規

制－資産再構築会社に対する資産の売却に関する規制」も参照のこと。しかし、訴訟に係る手続及び借入人が
債権回収裁判所の判決に対して控訴する選択肢を有するということを考慮すれば、債権の回収の手続は遅れて
いる。

 

(ⅰ)　企業債務の再編フォーラム

インド準備銀行は、企業債務の再編のための制度上の仕組みを設けるため、企業債務再構築システムを考案
した。この枠組みの目的は、債権回収裁判所及びその他の訴訟手続を利用せず、問題に直面しているが存続の
見込みのある事業体の企業債務の再構築のために迅速かつ透明なメカニズムを確保することである。特に、こ
の枠組みの狙いは、秩序正しく組織化された再構築プログラムにより、特定の内外要因に影響されている存続
の見込みのある企業を保護し、債権者及びその他株主の損失を最小限に抑えることである。企業債務の再編シ
ステムは、法定外のメカニズムで、また債務者・債権者間及び債権者相互間の契約に基づいた任意のシステム
である。
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(ⅱ)　共同貸付人フォーラム

インドの企業部門が直面するストレス並びにインドの銀行部門における不良債権及び企業再建の借入の増加
に伴って、2014年１月、インド準備銀行は、経済における不良資産の再生に関する枠組みを発表した。当該枠
組みは、問題のある貸付の早期の特定、存続可能であると考えられる勘定の適時な再編、及び存続不可能な勘
定の復興又は売却に関する是正措置計画を示すものである。ガイドラインに従い、銀行はストレスの兆候をみ
せている勘定を早い段階で特定し、それらを一定の基準に基づき「特別注意勘定」として分類しなければなら
ない。かかる勘定は、インド準備銀行の中央管理機関に対して報告されなければならない。当該中央管理機関
は、高額債権の情報に係る中央管理機関と呼ばれる。銀行は、貸付人の勘定への総エクスポージャーが1.0十
億ルピーを超え、かつ解約から60日が経過した勘定で、いずれかの貸付人によって中央管理機関へ報告がされ
た勘定について、共同貸付人フォーラムと呼ばれる委員会を設置することが義務付けられている。共同貸付人
フォーラムは、勘定の調整のための是正、企業債務の再編フォーラム若しくは共同貸付人フォーラム自身を通
じた再編又は適切な回収手順の決定を含む勘定へのストレスの早期の解消のための選択肢を検討することがで
きる。

解散過程を強化するため、インド準備銀行によるガイドラインの改定が定期的に発布された。2015年９月、
インド準備銀行は、ガイドラインの改訂を発布し、貸出銀行及びインドステイト銀行並びにICICIそれぞれか
らの代表者が常任委員として構成する、権限を有するグループの成立が要求されている。最終的な是正措置計
画は、権限を有するグループに提出されなければならない。当該ガイドラインはまた、是正又は再編計画に参
加しない当該貸付人に対して終了オプションを提供する。さらに、是正措置計画が失敗した場合に、共同貸付
人フォーラムは経営に変化をもたらす戦略的な債務の再編を行うオプションを有する。従前の貸付人の要件は
人数ベースで60.0％、金額ベースで75.0％であったのに対して、是正措置計画の承認要件は貸付人の人数ベー
スで50.0％を必要とするようになった。これは、2017年５月にさらに改正され、金額ベースで60.0％を上限と
する貸付人からの承認及び人数ベースで共同貸付人フォーラムの50.0％の承認が必要となった。共同貸付人
フォーラムによるかかる決定は、会員である全銀行を拘束するものとされた。さらに、戦略的な債務の再編の
下、銀行は会社の株式の26.0％を売却することで資産を正常先資産として分類することが認められたが、これ
は従前の要件である51.0％よりも低い。戦略的な債務の再編が失敗した場合に引当金が急上昇することを避け
るため、ガイドラインは、４回四半期間にわたる分割計上により、18ヶ月間の停止期間の終わりまでに15.0％
までかかる勘定の引当金を引き上げることを銀行に対して義務付けている。

2016年６月以降、銀行はストレス資産の持続可能な構造化スキームの下で商業的運用を開始するプロジェク
トの組み立てを行うことを認められた。当該スキームは、共同貸付人フォーラムに、債務を、貸付の満期にお
いて既存のキャッシュ・フローで返済することができる持続可能な部分と、株式又は優先株式に転換すること
で再分類できる持続不可能な部分に分離することを認める。２つの会員から成る監視委員会は、ストレス資産
の持続可能な構造化スキームに係る問題を監視するために設立された。2017年５月、監視委員会は再構成及び
拡大され、ストレス資産の持続可能な構造化スキームに係る場合及び銀行システムエクスポージャーの総額が
5.0十億ルピー超を有する場合以外にも委員会で参照されるよう、問題範囲もあわせて拡大された。「－(2)

事業－(h) 監督及び規制－貸倒引当金及び不良資産」も参照のこと。

 
(ⅲ)　2016年破産・倒産法

2016年破産・倒産法は、2016年５月に可決され、期限付回復及び更生メカニズムを提供する。破産再生手続
は、債権者による100,000ルピーを超えるデフォルト１件が発生した際に開始することができる。かかる破産
再生手続は、金銭債権者及び運用債権者に債権者を分類し、それぞれ金銭貸付及び債務者の経営の性質上生じ
る貸付を提供する債権者を含む。その他の重要な特徴は、破産再生申立てに対処している場合に90日まで延長
できる180日の期間の規定を含む。その後、破産専門家によって準備された破産再生計画は、金銭債権者の
75.0％の承認を得なければならず、判決当局からの認可を必要とするが、拒否された場合には、判決当局は清
算を要求する。国家会社法裁判所は、判決当局として設立され、国家会社法上訴裁判所は企業及び有限責任会
社に対する権限を有し、判決当局による命令に対する上訴を審理するために設立され、インド破産・倒産委員
会は、破産専門家及び情報公益事業体を監視、透明性を推進する新たな破産規制機関として設立された。
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(ⅳ)　2017年銀行規制政令（改正）

2017年５月、インド政府は、1949年銀行規制法を改正する政令を発布し、これによりインド準備銀行はスト
レス資産の解消に関与する権限を有する。2017年銀行規制政令（改正）は、2017年５月４日に公布された。か
かる政令は1949年銀行規制法第35条Aを改正し、新たな２つの条項である第35条AA及び第35条ABを追加した。
かかる改正により、インド準備銀行は、特定のストレス資産を解消するよう銀行に介入及び指導し、必要に応
じて破産再生手続を開始する権限を有する。インド準備銀行はまた、再生のためのその他の指導を発表し、ス
トレス資産を解消するために銀行に助言を行う機関又は委員会を任命又は任命の承認を行う権限を有する。

インド準備銀行は、負荷勘定に関して助言を行うため、独立取締役から成る内部助言委員会を設置した。か
かる委員会の推薦により、2017年６月、インド準備銀行は、12の多額な負荷勘定に関して、破産・倒産法に基
づき国家会社法裁判所に解消を申請する旨の指導を各銀行に行った。その他の特定の負荷勘定に関しては、各
銀行は６ヶ月以内に再生計画を確定することが求められている。実行可能な再生計画が６ヶ月以内に合意され
ない場合、当該銀行は破産・倒産法に基づき破産手続を申し立てることが求められることとなる。

 

(m)　構造改革

(ⅰ)　銀行規制法の改正

インド国会は、2012年12月に、銀行部門に関する法律を改正した。銀行規制法の改正は、2013年１月に成立
した。主要な改正点は以下のとおりである。

・　議決権のない優先株式の発行を、すべての民間銀行に対して許可すること。

・　個人、企業又はグループが銀行の払込済資本金又は議決権の5.0％超を取得する場合には、インド準備銀
行の事前承認を必須とすること及びインド準備銀行に、かかる取得の承認を与えるにあたり、条件を課す
権限を与えること。

・　インド準備銀行に、中央政府との協議の後、合計期間が12ヶ月以下となる期間について、民間部門銀行の
取締役会を後任する権限を与えること。その間インド準備銀行は、当該銀行の管理者を任命する権限があ
る。

・　インド準備銀行に、企業又は銀行の関連会社を調査する権利を与えること（関連会社は、子会社、持株会
社又は銀行のジョイントベンチャーを含む。）。

・　議決権を、株主持分に見合った割合（民間部門銀行の場合の上限を従前の10％から26％、公共部門銀行の
場合は従前の１％から10％）とすることにより係る規制を緩和すること。2015年３月、銀行規制法により
付与された権限を行使するインド準備銀行は、株主１人当たり15.0％の議決権の上限を通知した。

 

(ⅱ)　銀行業務システムに関する審議文書

2013年８月、インド準備銀行は、「インドの銀行業務システム―その発展」と題する審議文書を公表した。
かかる審議文書では、競争の強化、さらなる成長のための融資、専門的サービスの提供及び金融包括のさらな
る強化などの具体的な問題を取り上げ、銀行業務システムの転換を構想している。かかる審議文書では、ニッ
チ事業分野における異なる種類の銀行に対応する多様な免許の付与方針が提言されている。また、新規銀行の
参入に関し、断続的に免許の付与を行う現状のシステムに対して、継続的に免許の付与を行う方針が提唱され
ている。金融包括を促進するため、かかる審議文書では、農村部及び組織化されていないセグメントへのサー
ビス提供のために、地理的制限のある小規模銀行を設立することが提案されている。
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(ⅲ)　分化した免許

2014年11月、インド準備銀行は、金融包括の促進のため、分化した銀行としての小規模銀行及び支払銀行へ
の免許付与に関するガイドラインを発表した。これらの銀行の最低資本要件は、1.0十億ルピーとなり、商品
の提供及び操業の地理的領域に制限が設けられる予定である。ガイドラインに従い、支払銀行には、個人顧客
１名につき100,000ルピー以下の要求払い預金の受入れのみが許可され、満期を最長１年間とする国債へ預金
の75.0％を投資しなければならず、業務代理店として他行の信用商品を販売することを認可されている。小規
模銀行は、そのポートフォリオの最低50.0％が2.5百万ルピー以下の貸付で構成されていれば、すべての基本
的な銀行商品を提供することができ、優先部門への貸付要件である75.0％の調整済純銀行クレジットを達成し
ていなければならない。支払銀行の免許については41件、小規模銀行の免許については72件の申請が提出され
た。2015年９月、インド準備銀行は、小規模銀行10行及び支払銀行11行に大筋の許可を付与した。このうち、
小規模銀行６行及び支払銀行４行は営業を開始しており、支払銀行３行は許可を破棄又は許可を破棄する決定
を発表している。ICICIバンクは、支払銀行の免許を取得して2017年６月30日に営業を開始したFINOペイテッ
ク・リミテッドの株主である。さらに、2017年４月、インド準備銀行により、分化した銀行としてのホール
セール銀行及び長期融資銀行に関する審議文書が公表された。これらの銀行は、長期資金を必要とするインフ
ラ及び主要な産業に対する貸付に重点を置く予定である。かかる審議文書によると、これらの銀行の最低払込
済株式資本は10.0十億ルピーとなり、当座預金、定期預金及び債券発行を通じて資金調達を行うことが許可さ
れる予定である。

 

(ⅳ)　ユニバーサル・バンクの即時免許付与

2016年８月、インド準備銀行は、民間部門のユニバーサル・バンクへの継続的な免許付与に関するガイドラ
インを発表した。当該ガイドラインによると、かかる銀行の最低純資産は5.0十億ルピーであり、発起人は払
込済資本の最低40.0％を保有することが求められるが、当該払込済資本は５年間ロックインされ、12年間にわ
たって15.0％まで引き下げられる。適格な発起人は、銀行以外の金融会社、銀行業及び金融の経験を10年以上
持つ個人並びに50.0十億ルピー以上の総資産を有し、非金融事業会計が総資産の40％未満である民間部門の会
社／グループを含む。74.0％までの海外保有株式は認められている。他のグループ事業体を有する発起会社
は、純粋金融持株会社の構造を通してのみ銀行を設立することができる。特殊な銀行業務は、持株会社により
保有される個別の事業体を通して行うことができる。

 

(ⅴ)　インドにおける銀行の取締役会管理に関する報告書

2014年５月、インドにおける銀行の取締役会管理を検討する委員会により、報告書が提出された。かかる委
員会は、公共部門銀行の新たなガバナンス構造及び銀行に対する政府の持分を50.0％未満に引き下げることを
推奨した。かかる委員会は、公共部門銀行をインド会社法の対象範囲とみなし、公共部門銀行に適用されるそ
の他の規制を撤廃することを提言した。かかる委員会はまた、公共部門銀行を管理する権限を有する、政府に
代わり事実上銀行の株式を保有する持株会社となる銀行投資会社を設立することを構想した。公共部門銀行の
取締役会に対する権限の付与に向けての段階的な移行もまた提案され、これにより政府は、最終的には所有者
としての機能を行使するというよりも、投資家としての働きを有することとなる。民間部門銀行の管理に関
し、委員会は、特定の分類の投資家による保有割合を引き上げ、規制上の許認可を受けずに20.0％又は当該銀
行が取締役会の一員である場合は15.0％の株式保有比率を有することが認められるファンドにより構成される
承認取引銀行投資家の結成を許可することを提案している。さらに、その他の金融機関系投資家の株式保有比
率の上限は、現状の5.0％から10％への引上げが認められるべきである。

委員会による提案は、既に導入されている。2015年度に、政府は公共部門銀行における非業務執行取締役及
びマネージング・ディレクターの権能の分化を決定した。さらに、公共部門銀行の上級役員の任命の責務を負
う銀行取締役機関が設置された。これは、インド準備銀行の総裁が主導する委員会が任命権を有していた、こ
れまでの仕組みを代替する。銀行取締役機関は６名で構成され、上級委員の任命の他に、資本調達、ストレス
資産の問題への対処並びに合併及び連結に関する戦略を公共部門銀行に指導する。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

 43/647



(ⅵ)　2015年保険法（改正）

2015年保険法（改正）は、2015年３月にインド国会において可決され、また通知された。かかる法はとりわ
け、保険部門における外国投資の限度を26.0％から構成限度である49.0％に引き上げ、保険会社の発起人は10
年経過後にその持分を26.0％にまで下げなければならないという要件を削除した。

 

(n)　金融政策措置

インド準備銀行は、各会計年度の４月にその金融政策姿勢及び様々な規制措置を定めた年次政策綱領を発表す
る。その後の金融政策綱領は、年の隔月ごとに発表される。2017年度中、金融政策の決定に関し、インド準備銀
行内で決定が行われていた従前の手法に替わり、委員会を基準とした手法が採用された。2016年６月、インド政
府は、インド準備銀行及び政府からのメンバーで成るメンバー６名の金融政策委員会を設置するため、インド準
備銀行に対し、1934年インド準備銀行法の改正（インド国会により承認済）を通知した。かかる委員会は、イン
フレ目標及び金融政策の決定について責任を有する。金融政策委員会の最初の会議は、2016年10月に行われた。

 

(ⅰ)　2016年度金融政策

2016年度中、レポレートは75ベーシスポイント引き下げられた。2015年４月７日に発表された2016年度の最
初の隔月金融政策綱領において、インド準備銀行は、レポレートを維持した。2015年６月２日に発表された２
度目の隔月金融政策綱領において、インド準備銀行は、レポレートを7.50％から7.25％へと25ベーシスポイン
ト引き下げた。2015年９月29日に発表された４度目の隔月金融政策綱領において、インド準備銀行は、レポ
レートを7.25％から6.75％へと50ベーシスポイント引き下げた。これに従い、リバースレポレートは6.5％か
ら5.75％に、限界貸出金利は8.5％から7.75％に設定された。2015年12月１日及び2016年２月２日にそれぞれ
発表された５度目及び６度目の隔月金融政策綱領において、インド準備銀行はレポレートを維持した。

その他の政策発表は、資金調達の限界費用を基準とした基準金利の計算、低価値の個人向け住宅ローンのリ
スク加重の引下げ、22.0％から21.5％への満期保有目的区分における法定流動性比率証券の上限の引下げ及び
インドの会社が海外市場における最短満期が５年で、資金のエンド・ユーズに関する最低規制があるルピー建
債券を発行する許可を含む。

 

(ⅱ)　2017年度金融政策

2017年度中、レポレートは、2016年４月における6.75％から6.50％への25ベーシスポイントの引下げ及び
2016年10月における6.25％へのさらなる25ベーシスポイントの引下げにより、50ベーシスポイント引き下げら
れた。さらに、2017年４月、インド準備銀行はまた、限界貸出金利を決定する政策金利の回廊を狭め、リバー
スレポレートを100ベーシスポイントから50ベーシスポイントへ引き下げた。これに従い、2016年10月、リ
バースレポレートは5.75％に設定され、限界貸付金利は6.75％に変更された。その後の金融政策発表で、レポ
レートは維持された。インド準備銀行はまた、流動性枠組みを改正し、システムにおける平均流動性赤字を中
立に向けて漸減することを示した。

2016年11月、インド政府は、高額紙幣を法定通貨として廃貨し、新しい紙幣に交換することを決定した。こ
れにより、インドの銀行システムにおける預金は急増し、流動性は著しく増加した。流動性を中立近くに維持
するため、インド準備銀行は、2016年11月26日から２週間有効で、2016年９月16日から2016年11月11日までの
普通預金及び定期預金の純額について、増分現金準備率を100.0％に増加することを発表した。その後、2016
年12月２日、インド準備銀行による流動性管理運営を促進するため、インド政府は、市場安定化スキームに基
づく有価証券の発行の上限を6.00兆ルピーに変更した。その後、2016年12月７日、インド準備銀行は、2016年
12月10日から２週間有効の増分現金準備率要件を取り消した。2017年３月31日に終了した３ヶ月間において、
インド準備銀行はリバースレポ取引を導入し、システムにおける過剰流動性を緩和するため、市場安定化ス
キームに基づき有価証券を発行した。2017年４月に発表された金融政策委員会の決定により、政策金利の回廊
は50ベーシスポイントから25ベーシスポイントにさらに狭められた。したがって、リバースレポレートは
5.75％から6.0％に、限界貸付金利は6.75％から6.50％に変更された。インド準備銀行はまた、流動性を緩和
するため担保要件を削除することとなる常設預金ファシリティの導入を提案した。
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2017年度中のその他の政策発表は、１日の最低現金準備率を普通預金及び定期預金の純額の95.0％から
90.0％へ引き下げることを含む。2017年２月の金融政策委員会の決定により、政策姿勢は緩和から中立に変更
したが、政策金利はそのままとなった。

 

(ⅲ)　2018年度金融政策

金融政策委員会は、2017年４月及び2017年６月に発表された隔月金融政策綱領において、6.25％の政策金利
を維持した。その他の政策発表は、2017年６月における法定流動性比率を普通預金及び定期預金の純額の
20.5％から20.0％へ引き下げることを含む。
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(2)　事　　　業

(a)　概　要

当行は、法人顧客及び個人顧客に対して多様なデリバリーチャネルを通じて幅広い銀行サービス及び金融サー
ビスを提供する、多様な金融サービスグループである。当行は、連結での総資産でインド最大の民間部門銀行で
ある。当行は、銀行商品及びサービスの他に、生命保険、総合保険、資産管理、証券仲介及びプライベート・エ
クイティ商品並びにサービスを、専門の子会社を通して行っている。2017年度末現在の当行の資産総額は
9,860.4十億ルピーであった。2017年度末現在の当行の連結資本及び準備金は1,046.3十億ルピーであり、2017年
度における当行の連結純利益は101.9十億ルピーであった。

当行の主要な業務は、インドの法人顧客及び個人顧客に対する商業銀行業務から成る。当行は、インドの主要
な企業、中堅企業及び中小企業に対するローン商品、手数料ベースの商品及びサービス、預金商品並びに外国為
替及びデリバティブ商品を含む様々な商業銀行並びにプロジェクト・ファイナンス商品及びサービスを提供す
る。当行の個人顧客に対する商業銀行業務は、個人向け貸付及び預金受入れ、並びに第三者の保険商品及び投資
商品の販売から成る。当行はまた、農業銀行商品及び地方銀行商品を提供している。当行は、銀行支店、ATM、
コールセンター、インターネット、ソーシャル・メディア及び携帯電話を含む多様な経路を通じて商品及びサー
ビスを提供している。2017年度末現在、ICICIバンクは、インド国内に4,850の支店及び13,882機のATMを有して
いた。

当行は、国際銀行業務において、インド出身者、インド企業、厳選された地域事業及び多国籍企業及び当行の
カナダの子会社の担保付住宅ローン商品に対する商品及びサービスの提供並びにより広い社会に対する預金商品
の提供に主たる重点を置いている。当行の海外支店は、インド企業の海外業務部門を対象に、またかかる企業の
インドにおける外貨要件のために、また多国籍企業及びそれらの法域における現地法人を対象に、預金、融資及
び貸付を提供している。また、当行の海外支店及び銀行子会社は、インド企業及びその海外業務部門による資金
調達において、アドバイザリー業務及びシンジケーション業務に従事している。当行は現在、英国及びカナダに
銀行子会社を、中国、シンガポール、ドバイ・インターナショナル・ファイナンシャル・センター、スリラン
カ、香港、カタール・ファイナンシャル・センター、米国、南アフリカ及びバーレーンに支店を、アラブ首長国
連邦、バングラデシュ、マレーシア及びインドネシアに駐在員事務所を有している。当行の英国における子会社
は、ベルギーのアントワープ及びドイツのフランクフルトにそれぞれ支店を１店設置した。資産ベースの観点か
らは、当行の英国及びカナダの子会社、そしてバーレーン、ドバイ、シンガポール及び香港の支店は、当行の海
外の資産及び負債において最大のシェアを占めている。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関す

るリスク－(q) 当行の国際的業務により、当行が直面するリスクの複雑性が増加した。」も参照のこと。

当行の財務業務には、法定準備金の維持及び管理、株式及び固定利付債券の自己勘定取引、並びに、法人顧客
に対する、先物取引、金利スワップ及び通貨スワップ等といった一連の外国為替並びにデリバティブ商品及び
サービスが含まれる。当行は、市場の動向により財務収益を得ている。当行の海外の支店及び銀行子会社は、ク
レジット・デリバティブ、インド企業以外の金融機関の債券及び資産担保証券に対する投資を行っている。
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当行はまた、専門の子会社を通じて、保険業務、資産管理業務、証券業務及びプライベート・エクイティ・
ファンド運用業務に従事している。当行の子会社であるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カ
ンパニー、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー及びICICIプルデンシャル・アセッ
ト・マネジメント・カンパニーは、様々な生命保険及び総合保険並びに資産管理商品及びサービスを個人顧客及
び法人顧客に提供する。生命保険評議会によると、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパ
ニーは、2017年度において、新規契約（個人向け加重受取保険料ベース）において市場シェアを12.0％有するイ
ンドで最大の民間部門生命保険会社であった。ICICIバンクが保有する株式のうち12.63％が、ICICIプルデン
シャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの新規公開株式売出しを通じて売却された後、同社は2017年度
にインド全国証券取引所及びボンベイ証券取引所に上場した。ICICIプルデンシャル・ペンション・ファンズ・
マネジメント・カンパニー・リミテッド（ICICI Prudential Pension Funds Management Company Limited）

は、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの100％子会社であり、国民年金制度に基づ
くインド国民の年金資金（公務員の強制年金の資金を除く。）のファンド・マネージャーの１つである。この年
金制度は、すべての国民を対象とした任意加入で、インド政府が2004年に発足させ、2008年以降、同制度の資金
を専門家であるファンド・マネージャーが投資することを認めている。総合保険審議会によると、ICICIロン
バード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、2017年度において、元受保険料収入の総額ベースで
8.4％の市場シェアを有する最大の民間部門総合保険会社であった。インドミューチュアル・ファンド協会
（Association of Mutual Funds in India）によると、ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カン

パニーは、2017年３月31日に終了した３ヶ月間において、平均運用資金量に関してインドにおいて最も大きい
ミューチュアル・ファンドである、ICICIプルデンシャル・ミューチュアル・ファンド（ICICI Prudential

Mutual Fund）を管理する。当行は、当行の個人顧客及び法人顧客に対し、当行の保険及び資産管理に係る子会

社の商品並びにその他の資産管理会社の商品のクロスセルを行う。当行の子会社であるICICIセキュリティー
ズ・リミテッド及びICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッド（ICICI

Securities Primary Dealership Limited）は、株式引受、ブローカー業務、国債のプライマリー・ディーラー

業務及び固定利付債券市場業務のそれぞれに従事している。ICICIセキュリティーズは、有数のオンラインでの
ブローカー業務プラットフォームである、ICICIダイレクト・ドットコム（icicidirect.com）を保有している。
ICICIセキュリティーズ・リミテッドは、米国において子会社（ICICIセキュリティーズ・ホールディングス・イ
ンコーポレーテッド（ICICI Securities Holdings Inc.））を有しており、かかる子会社は、米国において、ブ

ローカー・サービスに従事する事業子会社（ICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッド（ICICI

Securities Inc.））を有している。当行の子会社であるICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパ

ニー（ICICI Venture Funds Management Company）は、プライベート・エクイティの投資を行うファンドを運用

する。2013年度、ICICIバンクは、国内及び海外の銀行並びに金融機関と共同して、銀行以外の金融会社の構造
を持ったインド初のインフラデットファンドであるインディア・インフラデット・リミテッド（India

Infradebt Limited）を設立し、かかる会社においてICICIバンク及び完全子会社は合わせて40.0％の持株比率を

有する。

当行の正式名称はアイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドであるが、商業上はICICIバンクとして知られ
ている。当行は1994年１月５日にインド法に基づき有限責任会社として設立された。ICICIバンクの存続期間は
無制限である。当行の主たる企業事務所はICICI Bank Towers, Bandra-Kurla Complex, Mumbai 400 051, India

に所在し、電話番号は+91 22 3366 7777であり、当行のウェブサイトのアドレスはwww.icicibank.comである。

当行及び当行の子会社のウェブサイトの内容はいずれも、本書に含まれていない。当行の米国における訴状送達
代理人は500 Fifth Avenue, Suite 2830, New York, New York 10110に所在するアイシーアイシーアイ・バン

ク・リミテッド・ニューヨーク支店の共同ジェネラル・マネージャーであるアカシュディープ・サーパル
（Akashdeep Sarpal）氏である。
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(b)　当行の商品及びサービスの概要

当行は、法人顧客及び個人顧客向けに、国内外で商業銀行業務分野における商品及びサービスを提供してい
る。当行はまた、財務運用を行い、財務に関する商品及びサービスを顧客に提供している。さらに当行は、専門
の子会社を通じて、保険、資産管理、証券業のベンチャー・キャピタル及びプライベート・エクイティ・ファン
ドの管理を行っている。

 

(ⅰ)　個人顧客向け商業銀行業務

個人顧客に対する当行の商業銀行業務は、個人向け貸付及び預金、クレジットカード、デビットカード、プ
リペイドカード、預託株式口座、第三者の投資商品及び保険商品の販売、その他の手数料ベースの商品及び
サービス並びに無担保の償還可能債券の発行から成る。

 

個人向け貸付活動

当行の個人向け貸付活動は、住宅ローン、自動車ローン、商業ビジネスローン（主に商用車ローンを含
む。）、ビジネス・バンキング・ローン（ディーラー向け資金調達及び小企業向け小額ローンを含む。）、個
人ローン、クレジットカード、定期預金を担保としたローン、証券を担保としたローン、宝石を担保とした
ローン及び農村市場における個人向け貸付を含む。当行はまた、自動車及び商用車を販売するディーラーに対
する融資も行っている。個人向けポートフォリオは、2016年度末現在に貸付総額の46.8％であった2,385.7十
億ルピーから、2017年度末現在には2,689.6十億ルピーに増加して、貸付総額の50.2％となった。これは、主
に住宅ローン及び自動車ローンといった有担保の個人向け貸付が増加したことに起因した。当行はまた、顧客
への個人ローン及びクレジットカードといった無担保の商品の提供を、選別的に行う。当行は、インドの有利
な人口統計及びインド市場における個人向け商品の浸透により、個人向けクレジットは力強く長期的な成長の
可能性を有していると考えている。

当行の個人資産に係る商品は、変動利付住宅ローン・ポートフォリオ以外は、通常は、毎月同額の分割払い
で返済する固定利付商品であるが、変動利付住宅ローン・ポートフォリオでは、ローンの金利の基準金利の変
動は、次の四半期又は翌月（該当する場合）の初日付で借入人に転嫁される。変動利付住宅ローンにおける支
払金利の低下分は、通常は、毎月の返済額を変更せずに、返済スケジュールを早めることにより実現される。
変動利付住宅ローンにおける支払金利の上昇分は、通常は、毎月の返済額を変更せずに、まず返済スケジュー
ルを延長することにより実現され、一定の基準に基づき毎月の分割支払額を変更することにより実現される。
「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－ (h) 当行の銀行業務及び取引業務は、特

に金利リスクの影響を受けやすく、金利のボラティリティーは、当行の純金利差益率、固定利付ポートフォリ
オの評価、財務活動による収益、貸付ポートフォリオの価値及び財務実績に悪影響を及ぼす可能性がある。」
も参照のこと。

 

農村及び農業関連顧客向け商業銀行業務

当行の農村向け銀行業務は、地方及び準地方において主に農業及び同種の活動に従事する顧客の資金需要に
応えている。当行は、農業従事者、農産物の取引業者、種等の農製品仕入れ業者並びに製造加工業者を含む農
業バリュー・チェーン全体を網羅する包括的な一連の商品を提供する。当行の商品は、作物栽培に係る運転資
本、収穫後活動（農機具ローンを含む。）に係る資金調達並びに倉庫証券及び貴金属を引当てとする資金調達
を含む。当行は、低所得層の顧客に対する消費者金融も提供している。インド準備銀行の行政指導に基づく貸
付要件によっても、当行は一定の担保貸付を農業部門及び小規模企業に対し貸し付ける必要がある。「－(e)

貸付ポートフォリオ－(ⅴ) 行政指導に基づく貸付」も参照のこと。
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当行は、小規模金融を行う金融機関自助グループ、農業従事者により構成される協同組合、農業関連事業に
従事する法人及び中規模企業の供給業者に対して金融ソリューションを提供している。当行は、支店、小型
ATM、店頭端末及び移動型支店を含む複数のチャネルを通じて農村部の銀行サービスを提供している。当行
は、モバイル・ベースの銀行サービスを提供するため、通信会社と提携した。当行の農村部の顧客は、業務代
理店を通じて、食糧雑貨品店等の小売店及び顧客向けポイントでも基本的な銀行設備を利用することができ
る。インド準備銀行の要件に従い、当行は、農村部及び銀行口座を持たない人が多い地域に住む顧客に対して
金融サービスを提供することを目的とした、取締役会の承認を受けた金融包括計画を策定した。2015年度か
ら、当行は国内の銀行口座を持たない人が多い地域においてすべての世帯に銀行口座を提供するための政府の
金融包括イニシアティブを支援している。当行は、インド政府の社会保障計画に基づく直接の便益移転の受益
者である当行の顧客に対し、インド独自の認証番号であるアドハーに基づく送金及び口座ベースの送金を可能
にした。2016年度中、当行は顧客に対し、保険商品及び年金商品の提供を開始した。当行は、インド国立商
品・デリバティブ取引所と連携し、電子倉庫証券を引当てとする貸付も提供した。2017年度、当行は、「Mera

iMobile」というユニークな携帯アプリを立ち上げ、これによってICICIバンクの顧客以外の利用者も、農村地
域において銀行サービスや農業サービスに関する情報を利用できるようになった。このアプリは、約135の
サービスを提供しており、英語及びいくつかのインドの地方言語で利用できる。農村部の銀行業務は、地理的
な対象範囲及び単位当たり取引費用の高さの観点から深刻な課題である。当行は、農村地域における費用効果
の高い構造の様々な業務モデル（技術を基盤としたチャネルを含む。）を引続き検討しており、農村の顧客に
対して基本的な銀行業務を行う低コストの571の支店を農村地域に開設した。当行はまた、政府が目指してい
るキャッシュレス社会への移行に沿って、農村を強化し、デジタルエコシステムを創設するための主導権を追
及してきた。農村促進プログラムは、取引及び商業活動のデジタル化を含み、農村民が持続可能な生計を得る
ことを助けるため、与信枠及び市場との結合を提供する。2017年度、当行は、100の農村をデジタル化の進ん
だ農村へと転換した。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(x) 新規事業への参

入及び既存の貸付ポートフォリオの急拡大により、当行は当行の事業に悪影響を及ぼす可能性のあるリスクに
さらされている。」も参照のこと。

以下の表は、表示された日現在における当行の個人向け融資ポートフォリオの総額の内訳を示したものであ
る。

 
 ３月31日現在

 2015年  2016年  2017年

 (単位：
十億ルピー)

 
(単位：
十億円)

 
(単位：
十億ルピー)

 
(単位：
十億円)

 
(単位：
十億ルピー)

 
(単位：
十億円)

 割合(％)

住宅ローン 1,094.0  2,067.7  1,334.3  2,521.8  1,528.4  2,888.7  56.9

自動車ローン 190.0  359.1  224.6  424.5  256.1  484.0  9.5

商業ビジネスローン 109.4  206.8  129.2  244.2  150.3  284.1  5.6

ビジネス・バンキング
(1)

73.2  138.3  80.9  152.9  77.4  146.3  2.9

その他(2)(3) 332.2  627.9  398.8  753.7  379.9  718.0  14.0

担保付の個人向け融資
ポートフォリオの総額

1,798.8  3,399.7  2,167.8  4,097.1  2,392.1  4,521.1  88.9

個人ローン 71.3  134.8  102.2  193.2  143.7  271.6  5.3

クレジットカード債権 41.4  78.2  55.2  104.3  75.5  142.7  2.8

ビジネス・バンキング
(1)

23.9  45.2  33.3  62.9  49.5  93.6  1.8

その他(2) 21.5  40.6  27.2  51.4  28.8  54.4  1.2

無担保の個人向け融資
ポートフォリオの総額

158.1  298.8  217.9  411.8  297.5  562.3  11.1

個人向け融資
ポートフォリオの総額

1,956.9  3,698.5  2,385.7  4,509.0  2,689.6  5,083.3  100.0
　　
 

 

(1)　ディーラー向け金融及び小企業向け小額ローンを含む。

(2)　農村向け貸付及び証券を担保としたローンを含む。

(3)　2017年３月31日現在、15.0十億ルピーとなる外貨建非居住者向け（銀行）預金を担保とする貸付を含む。
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当行の無担保の個人向けポートフォリオには、主に個人ローン及びクレジットカード債権に係る貸付が含ま
れる。世界的な金融危機に起因する金利の引上げ、流動性の引締め及び厳しいマクロ経済環境、銀行による回
収代行業者の利用に関する規制の変更を受けて、当行は、無担保の個人向けポートフォリオにおいて予想を上
回る損失を被った。当行は、個人ローンの増額貸付及びクレジットカードの発行を縮小し、その結果、無担保
の個人向け貸付ポートフォリオが全体的に減少した。2013年度以降、当行は、当行の個人ローン及びクレジッ
トカード貸付ポートフォリオを、主にこれらの商品を当行の既存顧客へ提供することにより、拡大している。
2017年度中、ICICIバンクの個人ローンの支払いは、個人向け貸付金支払合計の約10.1％を占める103.4十億ル
ピーとなり、当社の発行済クレジットカード枚数は、2016年度末現在の約3.7百万枚から増加し、2017年度末
現在には約4.3百万枚となった。ICICIバンクの個人ローンは通常、50,000ルピーから4,000,000ルピーで、保
有期間は１年から５年、利回りは11％から20％である。2017年度末現在、当行の個人ローン・ポートフォリオ
は、2016年度末現在の102.2十億ルピーから増加して、143.7十億ルピーとなった。2017年度末現在のクレジッ
トカード債権ポートフォリオは、2016年度末現在の55.2十億ルピーから増加して、75.5十億ルピーとなった。
2017年度末現在において、個人向けポートフォリオの総額のうち、無担保の個人向け貸付が占める割合は、
2016年度末現在の9.1％と比較して、11.1％であった。

当行は、ICICIバンク及び当行の完全子会社であるICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッド
（ICICI Home Finance Company Limited）を通じて主にインドにおける個人向け貸付商品を提供している。当

行の住宅ローン・ポートフォリオは、住宅の購入及び建設のための貸付並びに不動産を担保としたローンを含
む。かかる貸付のための当行の方針は、融資比率及び借入人の収入に対する固定債務の比率等、一定の規定比
率に基づいている。2015年10月、インド準備銀行は、少額のローンの融資比率を修正し、融資比率の上限を、
3.0百万ルピーまでの住宅ローンに対しては90％に、3.0百万ルピーから7.5百万ルピーまでの住宅ローンに対
しては80％を上限とした。7.5百万ルピー超のローンの融資比率の上限は、75.0％とした。かかる貸付の当初
返済期間は15年から20年で、毎月同額の分割払いの形態で返済される。当行は、ICICIホーム・ファイナン
ス・カンパニーを通じて住宅ローン事業の一部を行っている。

当行のカナダにおける銀行子会社は、現地市場において住宅ローンを提供している。住宅ローンは保証され
ており、主に連邦政府による保証が付されている。2017年度末現在、ICICIバンク・カナダ（ICICI Bank

Canada）は、2016年度末現在の3,240百万カナダドル（166.0十億ルピー）と比較して、総額3,458百万カナダ
ドル（168.0十億ルピー）の住宅ローンを有していた。この住宅ローンのうち、カナダ国民住宅法の住宅ロー
ン担保証券プログラムに基づいて又はカナダ担保付債券プログラムへの参加を通じて証券化された住宅ローン
は、2016年度末現在の2,968百万カナダドル（152.0十億ルピー）と比較して、2017年度末現在は3,145百万カ
ナダドル（161.0十億ルピー）である。

 

個人向け預金

当行の個人向け預金商品は定期預金及び普通預金口座を含む。当行はまた、個人富裕層、国防要員、トラス
ト及びビジネスマン等の特定の顧客セグメントを対象とした商品も提供している。当行はまた、企業の給与口
座商品も有しており、当行の小企業の顧客に対し、残高維持目的の当座預金商品（すなわち事業目的の当座預
金口座）を提供している。さらに、当行はVISAインターナショナル（VISA International）と提携して、国際

デビットカードを提供している。2017年度末現在、当行は36百万枚超のデビットカードの基盤を保有してい
た。

当行は引続き、当座預金及び普通預金の基盤を増加し、当行の総預金に当座預金及び普通預金が占める割合
を維持することに集中している。インドにおける当行の支店網及び顧客経験を向上させるための技術基盤の利
用は、当行の戦略において非常に重要な要素である。当行は、口座へのアクセス及び様々な取引のためのモバ
イル・バンキング・アプリケーション並びに電子ウォレットを含む携帯電話を通じたサービス提供を拡大して
きた。当行は、顧客情報をデジタルに把握するためにタブレットを使用して新規顧客口座を開設する。技術に
対応したチャネルを通じて商品及びサービスを提供することにより、当行は業務効率の向上に加え、顧客経験
の向上を目指している。

インドでの預金に適用されるインド準備銀行の規制及び預金保険の要件についての詳細は、「－(h) 監督及

び規制－預金に関する規制」及び「－(h) 監督及び規制－預金保険」を参照のこと。当行の預金の種類、費用
及び満期の特性に関する詳細については「－(c) 資金調達」を参照のこと。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

 50/647



手数料ベースの商品及びサービス

当行の販売網を通じて、当行はインド政府貯蓄債券、保険証券、貴金属、並びにインド企業による株式及び
負債証券の公募を含む様々な商品を提供している。当行は、クレジットカード、デビットカード、プリペイド
カード、トラベルカード及びコマーシャルカード等のいくつかのカードベースの商品を提供している。当行は
また、多様なミューチュアル・ファンド商品を提供している。当行は、預金口座に係るサービス料を徴収して
いる。

当行はまた、個人顧客向けに、通貨、トラベラーズチェック及びトラベルカードの販売を含む、外国為替商
品の提供を行っている。当行はまた、個人による外国からの送金受取りサービスも提供している。

ナショナル・セキュリティーズ・デポジトリー・リミテッド（National Securities Depository Limited）

及びセントラル・デポジトリー・サービシズ（インディア）リミテッド（Central Depository Services

(India) Limited）に参加するデポジトリーとして、当行は無券面化された方法で行われる証券取引を決済す

る預託株式口座を提供している。さらに、当行は非居住者であるインド人及び海外の企業に対し、インド証券
取引所で株式及び転換可能なディベンチャーの取引を行う承認を与えるため、インド準備銀行により指定され
た銀行の１つである。

 

(ⅱ)　法人顧客向け商業銀行業務

当行は、インドの主要企業及び中堅企業に対し、多様な商業及び投資銀行業務の商品及びサービスを提供し
ている。当行の一連の商品には、運転資金及びターム・ローンに関する商品、手数料ベースの商品及びサービ
ス、預金及び外国為替並びにデリバティブ商品が含まれる。法人向け銀行業務グループは、すべての法人顧客
に対する融資の組成及び担保に尽力している。法人向け銀行業務グループは、企業関係に関するチーム及びク
レジットに関するチームから成る。商業銀行業務グループは、企業関係に関するチームと緊密に協力する一方
で、特定の支店を通じて取引サービス及びトランザクションバンキング事業の成長を担っている。市場グルー
プは、法人に対する外国為替及びその他資金調達商品を提供する。プロジェクト・ファイナンスグループは、
大規模なプロジェクト・ファイナンスのマンデートの作成に尽力している。当行は、国内外の銀行及び金融機
関との間でのコーポレート・ファイナンス及びプロジェクト・ファイナンスのシンジケート組成を目指してい
る。

 

法人向け貸付ポートフォリオ

当行の法人向け貸付ポートフォリオはプロジェクト・ファイナンス及びコーポレート・ファイナンス（スト
ラクチャード・ファイナンス及びクロスボーダーの買収ファイナンスを含む。）並びに運転資金金融から成
る。当行の貸付ポートフォリオに関する詳細については、「－(e) 貸付ポートフォリオ－(ⅲ) 貸付の集中」
を参照のこと。信用格付及び審査制度の詳細については、「－(d) リスク管理－(ⅰ) 信用リスク」を参照の
こと。

プロジェクト・ファイナンスは、当行の貸付ポートフォリオの大部分を占める。当行のプロジェクト・ファ
イナンス事業は、主に中長期のルピー建て及び外貨建ての貸付を製造業部門及びインフラ部門へ融資すること
により成っている。当行はまた、固定利付及び変動利付ディベンチャー等の市場性のある商品への投資により
融資を行う。当行は一般的に、借入人の固定資産に対して担保権及び第一順位の先取特権を有している。当行
の運転資金金融は、主に現金与信枠、当座貸越及びコールローン並びに、手形割引、信用状及び保証状を含
む、資金を基盤としない与信枠から成る。当行の信用リスクに係る手続についての詳細は、「－(d) リスク管

理－(ⅰ) 信用リスク」を参照のこと。
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2010年度以降、インドの法人部門は、インフラ部門及び商品部門を含めて多額の投資を行った。これによ
り、当行を含む銀行部門において貸付の高い伸びがもたらされた。その後、インド経済は、高インフレ及びそ
の結果の金利上昇、通貨の下落及び経済成長の急減速という点で課題を抱えた。法人部門では、売上高及び利
益の伸び率の低下、運転資金のサイクル伸長及び高水準の債権（政府からの債権を含む。）が見られ、また政
策変更並びに環境上の許認可及び土地に関する許認可の手続等といった承認手続や炭鉱の割当解除等の裁判所
の決定の遅れに起因してプロジェクトの完了及びキャッシュ・フロー創出において大きな課題を抱えていた。
インド企業（特にインフラ部門及び工業部門）は、経済シナリオ並びに世界及び国内の金融市場の不安定性を
背景に、資本調達能力を抑制し、また企業の投資活動は減少した。2014年度以降、これらの動きが、当行を含
むインドの銀行部門における法人向けの不良債権及び条件緩和貸付の増加、並びに法人部門向けの与信の伸び
率低下を主因とした貸付全体の伸び率の大幅な鈍化をもたらした。法人部門は引続き、予想よりも低いキャッ
シュ・フロー創出及び高いレバレッジ比率により影響を受けている。2015年度及び2016年度における金属、石
炭及び原油を含む全世界的な商品価格の大幅な下落は、商品に関連する部門の借入人にマイナスの影響を及ぼ
した。経済への資本投資は依然として抑制されており、建設のような投資に関連する部門の企業に影響を及ぼ
した。予想よりも低いキャッシュ・フローに起因して、法人部門におけるレバレッジ比率の低下に向けた進捗
は遅かった。

2017年度中、経済成長の鈍化、企業の収益性の低さ及び投資活動の低迷に起因して法人部門が依然として課
題を抱えていたことにより、不良債権への繰入（条件緩和貸付ポートフォリオから不良債権状態への悪化を含
む。）は引続き増加した。経済成長の鈍化は主に産業部門及びサービス部門において生じたものであり、産業
部門においては2016年度中の8.8％と比較して2017年度中は5.6％、サービス部門においては2016年度の9.7％
と比較して2017年度は7.7％という低成長であった。さらに、2017年度下半期において、インド政府による高
額紙幣の廃貨により現金の利用可能性が減少し、これによっても事業に影響が生じた。いくつかの会社は銀行
とともに、それらの事業を再編成及び再構築し、また事業及び資産の売却によりそれらのレバレッジ比率を低
下させるように取り組んでいるが、ストレス資産の解消の手続の進捗は、貸付勘定におけるストレスの早期解
消のためのオプションを模索することを目的として設立された共同貸付人フォーラムの意思決定が遅れている
ことにより、依然として予想より遅いままであった。当該年度中、資産の早期解消を可能にすることを目的と
して、破産・倒産法の導入を含め、インド準備銀行及び政府によりいくつかの措置が公表された。しかしなが
ら、事業環境及び回収環境において困難が継続していることが解消のペースに悪影響を与え、2017年度中の不
良債権（条件緩和貸付ポートフォリオから不良債権状態への悪化を含む。）の大幅な増加につながった。さら
に2017年６月、インド準備銀行は、特定の法人借入人に関して、2016年に制定された破産・倒産法に基づく手
続の開始を各銀行に指示した。かかる法に基づき、これらの借入人に関する破産処理計画は、規定された期間
内に最終化することが要求され、期間内に最終化されなかった場合、当該借入人は清算しなければならない。
インド準備銀行はまた、これらの借入人に対する貸付について、高い引当金を設定しており、これにより当行
の将来的な引当金が影響を受ける可能性がある。その他の特定の負荷勘定については、各銀行は６ヶ月間の間
に破産処理計画を最終化させることを要求されており、期間内に最終化できなかった場合には、当該銀行に対
して破産・倒産法に基づく破産手続の申立てが要求される。

当行は、格付けの高い企業に貸付を集中させ、集中リスクの管理のための改定された枠組みを導入すること
により、増額貸付に対する慎重な姿勢を導入している。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関

するリスク－(a) 当行のポートフォリオにおける不良債権の水準を適正に管理することができなかった場合、

当行の事業は損害を受けると予想される。」及び「－第３－３　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－
(1) 将来に向けた計画及び戦略」並びに「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析－(2) 事業環境－2017年度の動向」も参照のこと。

 

手数料ベースの業務

当行は、シンジケーション、ストラクチャード・ファイナンス及びプロジェクト・ファイナンス活動から手
数料収入を得ている。当行は、ストラクチャリング及びシンジケーションから手数料収入を得るために、当行
のプロジェクト・ファイナンス及びストラクチャリングの技量並びに当行の企業及び金融機関及び銀行との関
係を利用しようと努めている。

当行は、法人顧客に対し、荷為替信用状及びスタンドバイ信用状（インドでは保証状（guarantees）とい
う。）を含む多様な手数料ベースの商品及びサービスを提供している。
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当行はまた、（集金、支払い及び送金サービス等の）現金管理サービス、エスクロー、トラスト及び保管口
座ファシリティ、オンライン支払ファシリティ、保管業務並びにインド政府及びインドの州政府のための税金
の申告及び徴収サービス等の商業銀行サービスを提供している。2017年度末現在、当行の顧客（主として海外
機関投資家、オフショア・ファンド、国外企業及びグローバル預託証券の投資家のための預託銀行）のために
保管されていた総資産は2,262.9十億ルピーであった。インドで業務を行っている２つの証券預託機関である
ナショナル・セキュリティーズ・デポジトリー・リミテッド及びセントラル・デポジトリー・サービシズ（イ
ンディア）リミテッドに登録されたデポジトリーとして、当行はまた投資家に対し電子化された預託ファシリ
ティも提供している。

 

法人預金

当行は当座預金、定期預金及び預金証書等を含む様々な預金商品を法人顧客に対して提供している。当行の
預金の種類、費用及び満期の特性に関する詳細については、「－(c) 資金調達」を参照のこと。

 

外国為替及びデリバティブ

当行は、為替及び金利変動により生じる、国内外の企業からのリスク・ヘッジの必要性に応じた顧客別仕様
の商品及びサービスを提供している。提供される商品及びサービスには、以下のものが含まれる。

 

外国為替商品

これらの商品には、現金、直物及び先物取引が含まれる。当行は、顧客に対し、その事業のニーズ
に応じて特別に作成したヘッジ及びトレーディングのソリューションを提供する。かかる商品は、イ
ンド国内及び当行の国際的拠点において提供される。

 

デリバティブ

当行は、金利スワップ、通貨スワップ及び主要通貨によるオプションを含むデリバティブ商品を提
供している。

 

法人顧客向け商業銀行業務

当行は、中小企業に対する包括的な一連の銀行商品及びソリューションを提供している。当行は、特定の事
業の需要にあったカスタム化された商品も提供している。当行は、様々な部門に渡る信用リスクを査定する当
行の能力を強化し、中小企業の需要にあった、カスタム化されたソリューションの提供を可能にとした。当行
はまた、法人顧客のチャネルパートナーのためのサプライチェーン融資によるソリューション及び資金調達に
よるベンダー手形割引の提供により、小企業の運転資金需要に応えている。当行はまた、当座預金（すなわち
当座預金口座）、貿易金融、現金管理サービス及び日常的な金融サービスのための専門的なチームを有する。
当行はまた、中小企業のための事業及び助言に関するオンラインリソースである「SME toolkit」、並びに中

小企業を評価するプラットフォームであるEmerging India Awards等の様々な取組みを通じて、中小企業に積

極的に働きかけている。

 

(ⅲ)　海外顧客向け商業銀行業務

当行の国際市場における成長のための戦略は、特定の国際市場における海外発展のための本国との関係及び
技術の活用に基づく。当行の国際的戦略の焦点は、当行の顧客であるインド企業の外貨需要に応え、インド企
業以外の貿易金融エクスポージャーを選択し、地元の管轄区域内の企業に対する貸付を行いつつ、当行が当該
免許を有する地域において個人向け預金フランチャイズを形成すること及びグローバルな多国籍企業に対して
貸付を行うことである。当行はまた、当行の法人及び投資銀行事業を支えるために、安定した大規模資金調達
源及び高いシンジケート能力を確保し、インドを中心とした資産区分のプライベート・バンキング事業を拡大
するべく努めている。
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2017年3月31日現在、当行は、現在、英国及びカナダに子会社を、バーレーン、ドバイ国際金融センター、
香港、中国、シンガポール、スリランカ、カタール金融センター、南アフリカ及び米国に支店を、バングラデ
シュ、インドネシア、マレーシア及びアラブ首長国連邦に駐在員事務所を有している。英国における当行の子
会社は、ベルギーのアントワープ及びドイツのフランクフルトにそれぞれ支店を１店設置した。

当行が海外支店及び子会社を通じて並びに当行の国内ネットワークを通じて海外顧客に対して提供する、
デット・ファイナンス、貿易金融及び信用状等の多数の商業銀行商品は、当行がインドの顧客に対して提供す
る商品に類似している。海外顧客に固有の商品及びサービスの一部は以下のとおりである。

・　送金サービス　当行は、顧客分野のニーズに合わせた送金サービスを提供している。インドへの簡易送
金を促進するため、当行は、オフラインでの送金とあわせて、世界48カ国をわたりインド国外に居住す
るインド人が、電信送金を含む幅広いデリバリーチャネルの選択により、インド国内の受取人に資金を
送金することができるオンラインでの送金サービスを提供している。当行は、世界中の200超の取引銀
行及び両替店とのパートナーシップにより、国境を越えたインドへの送金フローの重要な提供者であ
る。2016年度に、当行は完全オンラインの仕向送金サービスである「マネーツーワールド
（Money2World）」を開始した。当該サービスにより、ICICIバンクの口座保有者以外であっても、16の
主要な外貨で、インド国内のどの銀行口座からも海外のどの銀行口座へオンラインで送金ができるよう
になった。当行はまた、円滑な仕様を提供するため当行のマネーツーインディア（Money2India）の
ウェブサイト及びモバイル・アプリケーションを強化し、承認された為替レートでの24時間年中無休の
即時送金を提供した。

・　トレードウェイ（TradeWay）　取引銀行に、当行を通して行われた輸出手形の取立ての状況に係るリア
ルタイムのオンライン情報へのアクセスを提供するインターネットを基盤とした荷為替手形取立て商品

・　送金追跡　取引銀行がその支払指示の状況を確認でき、オンラインで様々な情報報告の入手が可能なイ
ンターネットを基盤としたアプリケーション

・　オフショア銀行預金　米ドル、英ポンド及びユーロによる複数の通貨建預金商品

・　外貨建非居住者向け預金　米ドル、英ポンド、ユーロ、円、カナダドル、シンガポールドル、オースト
ラリアドル、香港ドル及びスイスフランという９つの主要な外貨建預金

・　非居住者向け外国定期預金　インド・ルピー建預金

・　非居住者向け外国普通預金　インド・ルピー建普通預金口座

・　非居住者向け普通預金口座及び非居住者向け定期預金

2017年度末現在、ICICIバンクの海外支店の総資産（支店間残高を控除後）は946.3十億ルピー、貸付金総額
は749.9十億ルピーであった（2016年度末現在は、総資産は1,188.4十億ルピー、貸付金総額は938.1十億ル
ピー）。当行の海外支店は、主に、債券資本市場からの借入、シンジケートローン／相互貸付及び外部の商業
機関からの借入により資金調達を行っている。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリス

ク－(r) 当行の資金調達は短期的であり、満期を迎えた際に預金者が預金を繰り越さない場合、当行の事業は

悪影響を受ける可能性がある。」も参照のこと。

英国及びカナダの当行の子会社は、個人向け及び法人向け銀行業務サービスを提供する総合銀行である。こ
れらの子会社は、インターネットをアクセスの媒体として利用し、ダイレクト・バンキングを提供している。
英国における当行の子会社は、法人事業（インドとの活発な貿易及び投資フローを有しているヨーロッパに拠
点を置く多国籍企業を含む。）、インド出身の人々により所有される大規模事業及び海外事業を展開すること
を模索しているインド企業に対する貸付を提供している。カナダの当行の子会社は、主に連邦政府により保証
され、これに適格となる住宅ローンの組成及び海外事業を展開することを模索するインド企業並びにカナダ及
び米国企業の両方に対する貸付を提供している。

2017年度末現在、ICICIバンクUKピーエルシー（ICICI Bank UK PLC）は、英国に８つ、ベルギーに１つ、ド

イツに１つの支店を有していた。2017年度末現在、ICICIバンクUKピーエルシーの総資産は、3.5十億米ドルで
あった。ICICIバンクUKピーエルシーは、2016年度における0.5百万米ドルの純利益に対して、2017年度におい
ては16百万米ドルの純損失を生じさせた。

2017年度末現在、ICICIバンク・カナダは８の支店を有し、6.3十億カナダドルの総資産を有している。
ICICIバンク・カナダは、2016年度における22百万カナダドルの純利益に対して、2017年度においては33百万
カナダドルの純損失を生じさせた。
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「－第３－４　事業等のリスク－(1) インドに関するリスク並びにその他の経済リスク及び市場リスク－

(b) 他の国々（特に新興国及び当行が事業を展開している国）における金融不安は、当行の事業並びに当行株

式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。」及び「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行

の事業に関するリスク－(q) 当行の国際的業務により、当行が直面するリスクの複雑性が増加した。」も参照

のこと。

 

(ⅳ)　デリバリーチャネル

当行は伝統的な銀行支店からATM、コールセンター、インターネット及び携帯電話にいたるまで多様なチャ
ネルを通じて商品及びサービスを提供している。2017年度末現在、当行は複数のインドの州にわたり、4,850
の支店のネットワークを保有していた。

以下の表は、2017年度末現在の地域ごとに分類した支店数を示したものである。

 2016年３月31日現在  2017年３月31日現在  

 支店数及び
出張所

 
全体に占める
割合(％)

 
支店数及び
出張所

 
全体に占める
割合(％)

大都市 1,159  26.0  1,287  26.5

都市 997  22.4  1,050  21.7

副都心 1,341  30.1  1,442  29.7

地方 953  21.4  1,071  22.1

支店数及び出張所合計 4,450  100.0  4,850  100.0

 

支店認可に係る条件の一部として、インド準備銀行は当行の支店の25.0％以上が、2011年の人口調査による
人口規模に基づき定義されるティア５及びティア６の地域に所在しなければならないと規定した。「－(h) 監

督及び規制－支店の開設に関する規制」も参照のこと。2017年度末現在、当行はかかる条件を遵守していた。
2017年度末現在、当行は13,882機のATMを有し、そのうち4,988機が当行の支店に配置されていた。当行は、当
行の支店を顧客獲得及びサービスの重要なポイントとみなしている。支店網は、デポジット・モビライゼー
ションと個人向け資産の組成の統合媒体として機能している。

当行は、技術の発展により、顧客の銀行への関わり方及び銀行へのニーズの満たし方が変化していると考え
る。当行は、技術に対応した様々なチャネルを通じて、商品及びサービスを提供する。当行の顧客は、当行の
ATMで幅広い取引を行うことができる。また、当行は業務効率の向上に加え、顧客経験の向上のため、現金専
用預入機等の自動化装置を当行の支店に配置している。当行の従業員は、顧客情報をデジタルに把握するため
にタブレットを使用して新規顧客口座を開設する。当行のウェブサイトであるwww.icicibank.comを通じ、当
行は個人顧客及び法人顧客の双方の顧客に対し、口座情報、支払い及び資金振替設備へのオンライン・アクセ
ス、並びに投資商品及び保険商品の購入を含む様々なその他のサービスを提供している。当行は、コールセン
ターを通じてテレフォン・バンキング設備を提供する。当行は、口座へのアクセス及び様々な取引のためのモ
バイル・バンキング・アプリケーション並びに電子ウォレットを含む携帯電話を通じた一連のサービスを拡大
している。また、当行の顧客はソーシャル・メディア・プラットフォームからも自身の口座にアクセスし、取
引を行うことができる。2017年度中、当行は様々な銀行取引を実施するため、チャット機能が可能となった人
工知能であるチャットボット（Chatbots）を導入した。当行は、銀行口座の詳細を必要とせず、バーチャル・
ペイメント・アドレスを使用して銀行口座への即時融資取引を行うことができる支払プラットフォームである
統合決済基盤の開発に際して、ナショナル・ペイメンツ・コーポレーション・オブ・インディア（National

Payments Corporation of India）と緊密に連携した。当行のモバイル・アプリケーション及び電子ウォレッ

ト等の様々なプラットフォームを通じて、統合決済基盤は当行により促進された。当行はまた、インド政府に
より促進されているモバイル・アプリケーションであるバーラット・インターフェイス・フォー・マネー
（Bharat Interface for Money）を通じた支払いを可能にし、また統合決済基盤を用いて構築した。当行はさ

らに、インドにおけるトゥルーコーラー（Truecaller）アプリのユーザー向けの統合決済基盤を用いる支払い
を可能にした。当行は、インドの商人向けに、銀行のクレジット／デビットカード、インターネット・バンキ
ング及び当行の電子ウォレットを含む複数の方法を用いて、携帯電話を通じた支払いを商人が受け付けること
を可能にする「イージーペイ（Eazypay）」というモバイル・アプリケーションを開発した。「－(g) 技術」

も参照のこと。

 

次へ
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(ⅴ)　投資銀行業務

当行の投資銀行業務は、主にICICIバンクの財務業務並びにICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディー
ラーシップ・リミテッド及びICICIセキュリティーズ・リミテッドの業務から成る。

 

財務

当行の財務業務を通じて、当行は貸借対照表の管理を試みており、かかる管理には規制上の要件である法定
準備金の維持及び市場機会を利用することにより当行のトレーディング・ポートフォリオから得られる利益を
最大化することが含まれる。当行の国内でのトレーディング・ポートフォリオ及び証券ポートフォリオは、当
行の規制上の法定準備金ポートフォリオの積極的な管理に何ら制限がないため、当行の規制上の法定準備金
ポートフォリオを含む。当行の財務業務には、先物契約、金利及び通貨スワップ並びに外国為替商品及びサー
ビス等、法人及び小企業の顧客に対する一連の商品及びサービスが含まれる。「－(ⅱ) 法人顧客向け商業銀
行業務－外国為替及びデリバティブ」も参照のこと。

当行の財務部は、最適なレベルの流動性の維持を試み、現金準備率の要件を遵守し、当行のすべての支店の
円滑な運営を確保することにより流動性管理を行っている。当行は収益を最大化するため、有利子流動資産と
現金とのバランスを維持し、現金準備率及び法定流動性比率を含む法定準備金の維持により、準備金管理を
行っている。2017年度末現在において、ICICIバンクは、国内普通預金及び定期預金の純額について、インド
国債及び州政府債といった適格有価証券によって、法定流動性比率要件を20.5％で維持することが求められて
いた。当行は、価格の変動から得られる利回り及び利益を最大化するために、積極的な管理を行っているイン
ド国債のポートフォリオを通じて法定流動性比率を維持している。さらに、慎重な流動性管理の戦略として、
当行は、通常、法定流動性比率要件に基づく適正区分を超える有価証券投資を維持している。「－(h) 監督及

び規制－法定準備金規制」も参照のこと。

ICICIバンクは、ムンバイの中央トレーディングフロアから、国内投資及び海外の為替業務を行っている。
財務活動の一環として、当行はまた国内の負債証券及び持分証券並びに外貨建資産に係る自己勘定トレーディ
ング・ポートフォリオを保有している。当行の財務部は外貨エクスポージャー及び外国為替並びに当行の顧客
に提供されるリスク・ヘッジ・デリバティブ商品を管理しており、通貨の自己勘定取引に従事している。当行
の投資及び市場リスク政策は、取締役会により承認されている。

ICICIバンクの国内における投資ポートフォリオは、満期保有目的、売却可能、及びトレーディング目的保
有の３区分に分類される。インド準備銀行が発布した現在の規則に従い、満期まで保有する意図で取得された
投資対象は、満期保有目的に分類される。当行が短期の価格／金利変動によって利益を得るために取引する意
図で取得した投資対象は、トレーディング目的保有に分類される。上記２つの区分に該当しない投資対象は、
売却可能に分類される。トレーディング目的保有区分の投資対象は、90日以内に売却されなければならない。
各区分において、投資対象は、(a)国債、(b)その他適格有価証券、(c)株式、(d)債券及びディベンチャー、
(e)子会社及びジョイントベンチャー、並びに(f)その他と分類される。満期保有目的に分類される投資対象
は、時価評価されず、取得原価で計上されるが、取得原価が額面価値を上回る場合を除く。かかる場合は、か
かる証券の額面以上の部分については、満期までの残存期間にわたって償却される。2017年度末現在、ICICI
バンクの国債のポートフォリオの74.2％は、満期保有目的区分であった。売却可能として区分される国債に対
する投資の額面価値を上回るプレミアムは、かかる証券の満期までの残存期間にわたって消却される。売却可
能区分の個別の有価証券は、時価評価される。この区分の投資対象は、有価証券の券面どおりに評価され、増
減額は各分類ごとに集計される。純減少額（もしあれば）は引当てられる。純増価額（もしあれば）は無視さ
れる。トレーディング目的保有区分の個別の有価証券は、売却可能区分のものと同様の方法で計上される。
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以下の表は、表示された日における当行の売却可能投資ポートフォリオについての情報を示したものであ
る。

 

 （単位：百万ルピー）
 2015年３月31日現在

 償却原価  未実現利益総額  未実現損失総額  公正価値

企業負債証券 130,904  1,882  (385)  132,401

国債 207,817  790  (187)  208,420

その他証券 126,776  3,766  (493)  130,049

負債投資合計 465,497  6,438  (1,065)  470,870

株式 46,898  23,767  (8,652)  62,013

その他投資(1) 24,462  3,637  (5,493)  22,606

合計 536,857  33,842  (15,210)  555,489
 
  

  

(1)　優先株式、ミューチュアル・ファンド・ユニット、ベンチャー・ファンド・ユニット及び有価証券受領証を含む。

 

 （単位：百万ルピー）
 2016年３月31日現在

 償却原価  未実現利益総額  未実現損失総額  公正価値

企業負債証券 118,778  2,201  (1,102)  119,877

国債 246,801  611  (23)  247,389

その他証券 110,434  1,436  (662)  111,208

負債投資合計 476,013  4,248  (1,787)  478,474

株式 63,841  21,587  (10,860)  74,568

その他投資(1) 23,674  2,691  (409)  25,956

合計 563,528  28,526  (13,056)  578,998
  

 
  

 
(1)　優先株式、ミューチュアル・ファンド・ユニット、ベンチャー・ファンド・ユニット及び有価証券受領証を含む。

 

 （単位：百万ルピー）
 2017年３月31日現在

 償却原価  未実現利益総額  未実現損失総額  公正価値

企業負債証券 73,836  2,198  (368)  75,666

国債 287,716  1,137  (48)  288,805

その他証券 166,709  1,189  (495)  167,403

負債投資合計 528,261  4,524  (911)  531,874

株式 86,066  34,703  (14,786)  105,983

その他投資(1) 68,550  13,579  (984)  81,145

合計 682,877  52,806  (16,681)  719,002
  

 
  

 
(1)　優先株式、ミューチュアル・ファンド・ユニット、ベンチャー・ファンド・ユニット及び有価証券受領証を含む。
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企業負債証券への投資は、2016年度末現在の118.8十億ルピーから減少し、2017年度末現在には73.8十億ル
ピーとなった。これは、主に社債及びディベンチャーへの投資の減少によるものであった。国債への投資は、
2016年度末現在の246.8十億ルピーから増加し、2017年度末現在には287.7十億ルピーとなった。これは主とし
て、ICICIバンクの国債への投資の増加によるものであった。その他負債証券への投資は、2016年度末現在の
110.4十億ルピーから増加し、2017年度末現在には166.7十億ルピーとなった。これは主として、ICICIバンク
による原インド債権付のパススルー証券への投資の増加によるものであった。株式への投資は、2016年度末現
在の63.8十億ルピーから増加し、2017年度末現在には86.1十億ルピーとなった。これは主として、ICICIバン
ク、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド及びICICIロンバード・ジェ
ネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの株式ポートフォリオの増加によるものであった。その
他の投資は、2016年度末現在の23.7十億ルピーから増加し、2017年度末現在には68.6十億ルピーとなった。こ
れは、主に資産再構築会社により発行された有価証券受領証への投資及びICICIプルデンシャル・ライフ・イ
ンシュアランス・カンパニー・リミテッドによる流動性ミューチュアル・ファンドへの投資の増加によるもの
であった。

負債投資に係る純未実現利益は、2016年度末現在の2.5十億ルピーから増加し、2017年度末現在には3.6十億
ルピーとなった。これは主として、企業負債証券及び国債に係る純未実現利益の増加によるものであった。企
業負債証券に係る純未実現利益は、2016年度末現在の1.1十億ルピーから増加し、2017年度末現在には1.8十億
ルピーとなった。国債に係る純未実現利益は、2016年度末現在の0.6十億ルピーから増加し、2017年度末現在
には1.1十億ルピーとなった。ベンチマークである10年国債の利回りは、2016年３月31日の7.4％から2017年３
月31日には6.7％に減少した。持分証券に係る純未実現利益は、2016年度末現在の10.7十億ルピーから増加し
て、2017年度末現在には19.9十億ルピーとなった。ベンチマーク指標であるBSE Sensexは、2017年度末現在に

おいて、2016年度末現在の25,342から16.9％上昇し、29,621となった。その他の投資に係る純未実現利益が
2016年度末現在の2.3十億ルピーから増加し、2017年度末現在には12.6十億ルピーとなった。これは主とし
て、資産再構築会社が発行した有価証券受領証に係る時価評価純利益の増加によるものであった。

以下の表は、表示された期間における売却可能有価証券からの利益を示したものである。

 
（単位：百万）

３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

利息 31,219  30,766  34,736  65,651

配当金 1,025  1,180  1,416  2,676

合計 32,244  31,946  36,152  68,327

実現利益総額 13,394  8,413  14,489  27,384

実現損失総額 (1,609)  (4,028)  (2,721)  (5,143)

合計 11,785  4,385  11,768  22,242

 

当行の売却可能有価証券ポートフォリオからの受取利息及び受取配当金は、2016年度の31.9十億ルピーから
増加し、2017年度には36.2十億ルピーとなった。当行の売却可能有価証券からの純実現利益は、2016年度の
4.4十億ルピーから増加し、2017年度には11.8十億ルピーとなった。これは主に、株式ポートフォリオ及び固
定利付ポートフォリオによる純実現利益の増加によるものであった。2017年度には、株式市場の状況が改善
し、証券の利回りが低下したことにより、当該証券に係る利益を実現させる機会に恵まれた。
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以下の表は、表示された日現在における、売却可能投資として分類される負債証券への当行の投資の満期の
特性及び当該利回りの分析である。かかる満期の特性は、返済期日に基づくものであり、変動利付投資の価格
改定日を反映していない。

 （単位：百万ルピー（％の数値を除く。））

 2017年３月31日現在

 １年以内  １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超

 金額  
利回り
（％）

 金額  
利回り
（％）

 金額  
利回り
（％）

 金額  
利回り
（％）

企業負債証券 9,864  4.5  49,203  6.7  10,044  7.0  4,726  9.2

国債 180,970  6.0  90,467  6.6  15,244  7.6  1,035  7.7

その他証券 32,494  5.9  98,513  7.5  292  10.4  35,409  8.1

有利子有価証券の
償却原価合計(1)

223,328  5.9  238,183  7.0  25,580  7.4  41,170  8.2

公正価値合計 223,788    238,672    26,288    43,127   
 
 

 

(1)　他通貨建ての証券を含む。

 

当行の満期保有目的ポートフォリオの償却原価は、2016年度末現在の1,226.0十億ルピーからわずかに減少
し、2017年度末現在には1,223.0十億ルピーとなった。これは主に、企業負債証券への投資の増加により一部
相殺されたが、国債、コマーシャル・ペーパー及び預金証書への投資が減少したことによるものであった。満
期保有目的ポートフォリオの純未実現利益は、2016年度末現在の14.5十億ルピーから増加して、2017年度末現
在は34.9十億ルピーであった。これは主に、国債に係る未実現利益の増加によるものであった。国債に係る未
実現利益は主に、国債の利回りの低下によるものであった。ベンチマークである10年国債の利回りは、2016年
３月31日の7.4％から2017年３月31日には6.7％に減少した。満期保有目的ポートフォリオの利息収入は、満期
保有目的に分類される投資ポートフォリオの平均が、2016年度と比較して2017年度に上昇したことにより、
2016年度の93.5十億ルピーから増加し、2017年度には97.1十億ルピーとなった。

売買目的有価証券への投資は、2016年度末現在の308.4十億ルピーから減少し、2017年度末現在には239.2十
億ルピーとなった。これは主として、社債及びディベンチャーへの投資の増加により一部相殺されたが、国債
及び預金証書への投資が減少したことによるものである。売買目的有価証券に係る受取利息及び受取配当金
は、2016年度の17.8十億ルピーから増加し、2017年度には21.3十億ルピーとなった。売買目的ポートフォリオ
に係る純実現利益及び純未実現利益は、2016年度の1.8十億ルピーから増加し、2017年度には9.1十億ルピーと
なった。これは主として、2017年度中の国債及びその他国内の固定利付証券の取引機会が増加したことを反映
した実現／未実現利益の増加によるものである。

2017年度末現在、当行の株式への投資は、総額108.2十億ルピーである。インド準備銀行は、銀行による持
分証券への投資を、資本金に関連する制限を規定することで制限している。「－(h) 監督及び規制－投資及び
資本市場エクスポージャー・リミットに関する規制」も参照のこと。

通常、当行は、当行の投資に係るリターンを最大化するため、当行の長期株式ポートフォリオの積極的な運
用戦略を追求している。インド証券取引委員会のインサイダー取引に係る規制の遵守を確保するため、上場企
業への株式投資及び負債投資に係るすべての取引は当行財務部の株式及び債券担当デスクが請け負っており、
かかるデスクは財務部内の他のグループ及びデスク並びに当行のその他の事業グループから分離されており、
貸付人である当行が利用可能な場合がある、価格に影響を及ぼすこれらの企業の未公開の情報にアクセスでき
ない。

当行は複数の主要な外貨で取引を行っており、主要な外貨建てで非居住者であるインド人からの預金を受け
入れている。当行はまた、国内向け外貨建口座を管理している。外国為替担当財務部は、利回り及び流動性を
最適化するため、金融市場を通じて当行のポートフォリオ及び外国為替商品を管理している。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

 59/647



当行は、当行の法人顧客及び中小企業顧客に対し、外国為替先物契約並びに通貨及び金利スワップを含めた
様々なリスク管理商品を提供している。当行は、取引先ごとの制限、ストップロス・リミット、外国為替ト
レーディング業務全体の損失に係る制限及び例外報告を定めた内部モデルを通じて、当行の外国為替トレー
ディング・ポートフォリオに係る市場リスク及び信用リスクを管理している。「－(d) リスク管理－(ⅱ) 市
場リスクについての量的及び質的開示－為替リスク」も参照のこと。

当行のインド国外の支店及び子会社並びに当行のムンバイのオフショア銀行ユニットを通じて、当行は、イ
ンド国外の企業及び金融部門の債券及び負債証券並びに不動産担保証券及び資産担保証券への投資を行ってい
る。

以下の表は、表示された日現在における、当行の海外支店及び銀行子会社による企業及び金融部門の負債証
券並びに不動産担保証券及び資産担保証券への投資の地域別の記載並びにそれらの時価及び実現損失を示した
ものである。

           （単位：百万ルピー）

 2016年３月31日現在       

 資産担保証券 (1)(2)  債券(2)(3)  その他  合計  2016年度に
おける利益／
（損失）
（時価）

 
2016年度の
損益計算書にお
ける実現利益／
（損失）

／減損（損失）

 2016年３月31日
現在の

利益／（損失）
（時価）

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

   

米国 -  -  -  -  -  -  -  -  (1) 8  -

カナダ -  -  -  43,301  -  -  -  43,301  (118) 14  204

ヨーロッパ -  5,016  -  3,305  -  -  -  8,321  (146) 0  (1,214)

インド -  -  -  49,773  -  -  -  49,773  (522) (169) (129)

その他の
アジア諸国

 
-
 

 
-
 

 
-
 

 
-
 

 
-
 1,325  

 
-
 1,325  0  1  0

ポートフォリオ
合計

 
-
 

 
5,016

 
 
-
 

 
96,379

 
 
-
 

 
1,325

 
 
-
 

 
102,720

 
 

(787)
 

 
(146)

 
 

(1,139)
 

 

 

(1)　住宅モーゲージ証券、商業モーゲージ証券及びその他の資産担保証券を含む。

(2)　会計基準審議会が公表した財務報告基準（FRS）第26号-「金融商品：認識及び測定」の改訂（特定の状況で、「トレーディング目的保有」及び「売却可能」区分から「貸付及び債権」

区分への金融資産の再分類を認める。）に基づき2009年度において「投資」から「貸付及び債権」に区分変更されたものを含み、当行の英国子会社が「貸付及び債権」に分類した資産

担保証券及び債券を含む。

(3)　2014年度中、当行のカナダの子会社が「貸付及び債権」に分類した社債を含む。

 
           （単位：百万ルピー）

 2017年３月31日現在       

 資産担保証券 (1)(2)  債券(2)(3)  その他  合計  2017年度に
おける利益／
（損失）
（時価）

 
2017年度の
損益計算書にお
ける実現利益／
（損失）

／減損（損失)

 2017年３月31日
現在の

利益／（損失）
（時価）

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

 
トレー
ディング

 
売却可能
及び満期
保有目的

   

米国 -  -  -  762  -  -  -  762  (2) -  (2)

カナダ -  -  -  28,268  -  -  -  28,268  (203) 450  1

ヨーロッパ -  2,782  -  1,451  -  -  -  4,233  338  0  (862)

インド -  -  -  42,500  -  -  -  42,500  (120) (151) (243)

その他の
アジア諸国

 
-
 

 
-
 

 
-
 

 
-
 

 
-
 3,306  

 
-
 3,306  (1)  

 
-
 (1)

ポートフォリオ
合計

 
-
 

 
2,782

 
 
-
 

72,981
 

 
-  3,306  

 
-  79,069  12  299  (1,107)

 

 

 

(1)　住宅モーゲージ証券、商業モーゲージ証券及びその他の資産担保証券を含む。

(2)　会計基準審議会が公表した財務報告基準（FRS）第26号-「金融商品：認識及び測定」の改訂（特定の状況で、「トレーディング目的保有」及び「売却可能」区分から「貸付及び債権」

区分への金融資産の再分類を認める。）に基づき2009年度において「投資」から「貸付及び債権」に区分変更されたものを含み、当行の英国子会社が「貸付及び債権」に分類した資産

担保証券及び債券を含む。

(3)　2014年度中、当行のカナダの子会社が「貸付及び債権」に分類した社債を含む。

 
海外支店及び銀行子会社による企業及び金融部門の負債証券並びに不動産担保証券及び資産担保証券への投
資は、2016年度末現在の102.7十億ルピーから減少し、2017年度末現在には79.1十億ルピーとなった。これは
主として、買戻し／償還により、カナダの子会社が保有する債権への投資が減少したことによるものであっ
た。当行のヨーロッパに対する投資は、2017年度末現在、4.2十億ルピー（2016年度末現在は8.3十億ルピー）
であった。当行のヨーロッパに対する投資の大部分は、英国に対する投資である。
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当行の海外の支店及び子会社の投資ポートフォリオの時価評価損失は、2016年度末現在及び2017年度末現
在、1.1十億ルピーであった。時価影響額は、2017年度中は0.01十億ルピーの利益（2016年度中は0.8十億ル
ピーの損失）であった。純実現利益／（損失）及び減損損失は、2017年度中は0.3十億ルピーの純利益（2016
年度中は0.1十億ルピーの純損失）であった。

以下の表は、投資の区分に基づいた当行の海外支店及び銀行子会社の投資ポートフォリオの概要を示したも
のである。

  （単位：百万ルピー）

  ３月31日現在

区分  2016年  2017年

債券     

銀行及び金融機関  35,133  25,086

企業  61,246  47,895

債券合計  96,379  72,981

資産担保証券  5,016  2,782

その他(1)  1,325  3,306

合計  102,720  79,069
 
 

 

(1)　預金証書に対する投資を含む。

 

銀行及び金融機関の有価証券に対する当行の投資は、多くの銀行に広がり、その中でも上位10行に対する投
資は、2017年度末現在の銀行及び金融機関に対する投資全体の約94.6％（2016年度末現在は、約89.2％）を占
める。2017年度末現在の事業体の有価証券に対する当行の投資の約36.4％（2016年度末現在は、約31.6％）
は、インド関連であった。

債権ポートフォリオは、2016年度末現在の96.4十億ルピーから減少し、2017年度末現在には73.0十億ルピー
となった。これは主に、カナダの子会社が保有する債権の買戻し／償還によるものであった。2017年度末現
在、資産担保証券に対する当行の投資総額は、当行の資産総額の0.5％未満であった。かかる証券のポート
フォリオの額は、2.8十億ルピーであり、個人向け不動産担保証券から主に構成されていた。個人向け不動産
担保証券は、プライムローン及びバイ・トゥ・レット・モーゲージにより担保された英国の住宅ローン担保証
券ポートフォリオから主に構成されていた。

2017年度末現在、主にカナダにおいて、当行の海外支店及び銀行子会社が保有する国債への投資の公正価値
は、54.4十億ルピーであった。

これらの有価証券への投資は、ICICIバンク及びその銀行子会社のそれぞれの投資方針の規制対象となって
いる。重要な信用リスクの集中を緩和するために、投資方針は、投資を行う前に遵守すべきいくつかの制限に
ついて定めている。投資方針は、それらの単位ごとの格付及び発行体への投資上の制限について定めている。
さらに個人銀行及び金融機関に対しては、取引先ごとに上限が設けられている。様々な国に対してカント
リー・エクスポージャーの上限も設定されている。また、ICICIバンクは、ICICIバンクUKがそのポートフォリ
オに対してクレジット・スプレッドの感応度の上限を設定したものの、かかる投資から生じるクレジット・ス
プレッド・リスクも測定する。上記の制限の例外規定は、適切な機関の承認をもって設定される。ICICIバン
クは、その国際投資に対して信用保護を購入していない。
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ICICIセキュリティーズ・リミテッド

ICICIセキュリティーズ・リミテッドは、投資銀行業務、機関投資家向けブローカー業務、個人向けブロー
カー業務、個人向け資産管理業務及び金融商品の流通を含む幅広いサービスを提供する総合証券会社である。
ICICIセキュリティーズ・リミテッドは、オンラインの株式売買サイトである「iciciダイレクト・ドットコ
ム」を有する。iciciダイレクト・ドットコムの主要目的は、個人に対してその顧客の銀行口座、券面不発行
口座及びトレーディング口座を統合して一体化した構造を提供することにより、個人が自分の投資を実行でき
るようにするとともに、投資に関する幅広い選択肢を提供することである。ICICIセキュリティーズ・リミ
テッドは、米国において、子会社を有している。同様に、ICICIセキュリティーズ・ホールディングス・イン
コーポレーテッドは、米国において、子会社であるICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッドを有して
いる。ICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッドは、米国証券取引委員会にブローカーディーラーとし
て登録を受け、米国において、金融業規制当局の一員であり、またシンガポールにシンガポール国内で証券を
取り扱うための資本市場サービスの免許を有する支店を有している。ICICIセキュリティーズはまた、カナダ
のブリティッシュコロンビア州、オンタリオ州及びケベック州において国際ディーラーとして登録している。
ICICIセキュリティーズ・リミテッド（連結）は、2017年度において3.4十億ルピーの純利益（2016年度は、
2.4十億ルピーの純利益）を計上した。

 

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップは、インド国債のプライマリー・ディーラー業
務に従事している。同社は、その他の固定利付証券も取り扱っている。さらに、同社は、引受業務、ポート
フォリオ管理サービス、債務の募集及び金融市場業務を提供している。ICICIセキュリティーズ・プライマ
リー・ディーラーシップは、2017年度において4.1十億ルピーの純利益（2016年度は2.0十億ルピーの純利益）
を計上した。当該業務の収益は、固定利付債券市場の状況に直接連動している。

 

(ⅵ)　ベンチャー・キャピタル及び未公開株式

当行の子会社であるICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッド（ICICI Venture

Funds Management Company Limited）は、プライベート・エクイティ、不動産、インフラ及びスペシャル・シ

チュエーションにおいてプレゼンスを有する、多数の分野を扱う専門的なオルタナティブ・アセット・マネー
ジャーである。2017年度には、ICICIベンチャーは、ICICIベンチャー及びタタ・パワー・カンパニー（Tata

Power Company）が共同出資する電力プラットフォームであるリサージェント・パワー・ベンチャー・リミ

テッド（Resurgent Power Ventures Limited）の最初及び最終のクローズを、総額843百万米ドルのコミット

メントとともに成功裏に終えた。また、ICICIベンチャーはさらに、第４のプライベート・エクイティ・ファ
ンドであるインディア・アドバンテージ・ファンド・シリーズ４（India Advantage Fund Series 4）をク

ローズさせ、共同出資資本を含む315百万米ドルを総資本金とした。ICICIベンチャーは、2016年度において
0.2十億ルピーの純損失を負ったのに対して、2017年度は0.1十億ルピーの純利益を計上した。

 

(ⅶ)　資産管理

当行は、当行の子会社であるICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーを通じて、資産
管理サービスを提供している。ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーは、英国のプル
デンシャル・ピーエルシーとのジョイントベンチャーである。当行は、当該事業体の株式の約51.0％を保有し
ている。ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーはまた、ポートフォリオ管理サービス
及び顧客に対する助言サービスを提供している。ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパ
ニーは、平均ミューチュアル・ファンド運用資産を、2017年度において2,429.6十億ルピー有していた。ICICI
プルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーは、2017年度において4.8十億ルピーの純利益（2016
年度は3.3十億ルピーの純利益）を計上した。
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(ⅷ)　保険

当行は、子会社であるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー及びICICIロンバー
ド・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーを通じて、多様な保険商品及びサービスを提供している。
ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、英国のプルデンシャル・ピーエルシー・
グループ（Prudential PLC Group）のプルデンシャル・コーポレーション・ホールディング・リミテッド

（Prudential Corporation Holding Limited）とのジョイントベンチャーである。ICICIロンバード・ジェネ

ラル・インシュアランス・カンパニーは、カナダのフェアファックス・フィナンシャル・ホールディングスと
のジョイントベンチャーであった。かかるジョイントベンチャーは、2017年７月３日に終了した。

2015年度において、インド議会は、保険部門の外国人の持株比率制限を26.0％から49.0％へ引き上げ、保険
会社の事業開始から10年が経過後、保険会社の発起人は最終的にその持株比率を26.0％まで下げる旨の要件を
撤廃する法律案を承認した。2016年度において、インド政府は、最終的な規制を発表した。これにより当行
は、2016年度中、生命保険を扱う子会社であるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパ
ニーの持株の約6.0％を売却した。2016年９月、当行は、さらに新規公開株式売出しにより、ICICIプルデン
シャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの当行持分のうち12.63％を売却した。2016年９月29日、
ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、インド全国証券取引所及びボンベイ証券
取引所に上場した。当該売却の後、当行のICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーに
対する株式持分は、約74％から約55％に減少した。

インド保険業規制開発委員会は、当行の生命保険を扱う子会社を含む６つの生命保険会社に対して、サハ
ラ・インディア・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（Sahara India Life Insurance

Company Limited）について、その保険契約者の負債及びその資産を承継することに対する関心を評価するよ

う求めた。当行の生命保険を扱う子会社はかかる要請に応じて提案を示し、2017年７月28日付でインド保険業
規制開発委員会からサハラ・インディア・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの生命保険
ポートフォリオを承継する命令を受けた。かかる取引は、合併ではなく生命保険ポートフォリオの譲渡とみな
され、当行の生命保険を扱う子会社のバランスシートにおいて、1.0％未満である。サハラ・インディア・ラ
イフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドは、かかる命令に対して控訴した。

また、当行は、2016年度において、当行子会社の総合保険会社であるICICIロンバード・ジェネラル・イン
シュアランス・カンパニーの持分のうち9.0％を、ジョイントベンチャーのパートナーであるフェアファック
ス・フィナンシャル・ホールディングスに、その関連会社を通じて売却した。かかる取引を受け、当行の
ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー及びフェアファックス・フィナンシャル・
ホールディングスに対する株式持分はそれぞれ約64％及び約35％に減少した。2017年７月、フェアファック
ス・フィナンシャル・ホールディングスは、その関連会社を通じて、同社の発行済の払込資本金のうち
12.18％となる株式持分を３つの投資会社に売却した。2017年６月、当行の取締役会は、必要な承認及び市況
を受け、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの当行持分の一部を、当該会社株式
の新規公開株式売出しにより売却することを承認した。2017年７月３日に提案された新規株式公開売出しに伴
い、フェアファックス・フィナンシャル・ホールディングスとのジョイントベンチャー契約は、かかる新規株
式公開が、解除契約が定める期間内に完了しなかった場合において、当事者を保護する目的の規定に従い、終
了した。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、株式公開案のため、予備目論見
書をインド証券取引委員会に提出した。当行は、かかる新規株式公開の後、総合保険を扱う子会社における
50.0％超の株式を引続き保有する。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、民間部門の最大の競合他社の11.2％の
市場シェアと比較して、新規個人向け事業について加重受取保険料ベースで、2017年度において12.0％の合計
市場シェアを獲得した。また、生命保険評議会によると、新規個人向け事業につき加重受取保険料により、
2017年度には民間部門において22.3％の市場シェア（2016年度は21.9％）を有していた。全体の保険料は、
2016年度の191.6十億ルピーから16.6％増加して、2017年度には223.5十億ルピーとなった。個人向け継続保険
料は、2016年度の120.0十億ルピーから18.5％増加して、2017年度には142.2十億ルピーとなった。個人向け新
規保険料は、2016年度の54.6十億ルピーから増加して、2017年度には70.7十億ルピーとなった。ICICIプルデ
ンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、2017年度末に16.9十億ルピーの純利益（2016年度末で
は16.5十億ルピーの純利益）を計上した。
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2010年度、インド保険業規制開発委員会は、ユニットリンク生命保険商品に係る規制を変更した。その後、
インド保険業規制開発委員会は、非ユニットリンク生命保険商品に係る改訂版の規制も発表した。かかるガイ
ドラインは、2014年度中に発効した。主な変更は、代理業者及び販売業者に支払う手数料、保険契約の失効、
最低解約払戻金並びに最低死亡給付金に関するものであった。かかる変更の結果、生命保険会社はその商品及
び販売戦略の修正を迫られたため、生命保険部門は成長が低下し、近年の商品構成が変更された。当初は、非
ユニットリンク商品へと商品構成がシフトしたが、より直近では、主にこれらの商品の費用構造が顧客の観点
から好条件であること及び資本市場の市況の改善に起因し、ユニットリンク商品のシェアが増加している。ユ
ニットリンク商品は、2017年度において、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの
年度における個人向け加重受取保険料の84.1％（2016年度は80.8％、2015年度は83.1％）を占めた。「－第３
－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(bb) 当行の保険事業は当行の事業において重要な

部分を占めているが、その将来における成長率又は収益性の水準を保証することはできない。」及び「－第３
－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(12) セグメント収益及び資産－2017年度

及び2016年度の比較－(e) 生命保険セグメント」も参照のこと。さらに、インド保険業規制開発委員会は、バ

ンカシュアランス（すなわち、銀行が保険会社との市場取決めの中で保険商品を販売する慣行）に関するガイ
ドラインを発表した。かかるガイドラインに従い、銀行はそれぞれ生命保険部門、損害保険部門及び健康保険
部門の保険会社３社と提携することができる。

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの計上された直接の保険料収益は、2017年
度において、32.6％増加して107.3十億ルピー（2016年度は80.9十億ルピー）となった。インド総合保険審議
会によると、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、すべての総合保険会社の間
で、計上された保険料総額において、2017年度において約8.4％の市場シェアを誇る最大手の民間総合保険会
社であった。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、2017年度において7.0十億ル
ピーの純利益（2016年度は5.1十億ルピーの純利益）を計上した。

ICICIバンクは、生命保険商品及び総合保険商品の販売に関する販売業者として、これらの子会社から手数
料を得ている。

 

(c)　資金調達

当行の資金調達は、資金調達の安定性を確保し、資金調達コストを最小限に抑えるとともに、流動性を効率的
に管理することを目的としている。個人顧客及び法人顧客から集めた預金が当行の主要な国内資金調達源となっ
ている。当行はまた、ルピー短期借入及び国内又は海外での債券発行を通じても資金調達を行っている。当行の
国内債券借入には、インド準備銀行のガイドラインに基づくインフラ・プロジェクト及び低価格住宅への融資の
ための長期債券借入が含まれる。

当行の海外支店は、主として、債券発行、銀行からのシンジケートローン、金融市場からの借入、銀行間相互
貸付及び外部の商業機関からの借入によって資金調達を行っている。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行

の事業に関するリスク－(r) 当行の資金調達は短期的であり、満期を迎えた際に預金者が預金を繰り越さない場

合、当行の事業は悪影響を受ける可能性がある。」も参照のこと。当行の英国及びカナダにおける子会社は、主
に個人向け預金を通じて、自己資金調達を行っている。当行のカナダにおける子会社は、保険付住宅ローンの証
券化を通しての自己資金調達も行っている。

当行の預金残高は、2016年度末現在は総負債の49.1％であったのに対し、2017年度末現在には総負債の52.0％
となった。当行の借入金は、2016年度末現在は総負債の24.0％であったのに対し、2017年度末現在には総負債の
19.1％となった。当行の預金残高は、2016年度末現在の4,510.8十億ルピーから13.6％増加し、2017年度末現在に
は5,125.9十億ルピーとなった。当行の借入金（償還可能非累積的優先株式及び劣後債を含む。）は、2016年度末
現在の2,203.8十億ルピーから14.6％減少し、2017年度末現在には1,882.9十億ルピーとなった。これは主とし
て、債券借入の増加により一部相殺されたが、短期及び定期借入、借換えによる借入、流動性ファシリティ調整
に基づくインド準備銀行の借入並びに劣後債券借入の減少によるものであった。。
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以下の表は、表示された日付現在における預金の種類別内訳である。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 2015年  2016年  2017年

 
金額

（ルピー）
 

合計に
対する割合
（％）

 
金額

（ルピー）
 

合計に
対する割合
（％）

 
金額

（ルピー）
 

合計に
対する割合
（％）

 

当座勘定預金 504,596  13.1  603,389  13.4  767,900  15.0  
普通預金 1,221,062  31.6  1,444,551  32.0  1,790,098  34.9  
定期預金 2,133,894  55.3  2,462,834  54.6  2,567,875  50.1  
預金額合計 3,859,552  100.0  4,510,774  100.0  5,125,873  100.0  
 

以下の表は、表示された期間における預金種類別の平均預金残高及び平均預金コストを示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日に終了した年度(1)  
 2015年  2016年  2017年

 
金額

（ルピー）
 
コスト(2)
（％）

 
金額

（ルピー）
 
コスト(2)
（％）

 
金額

（ルピー）
 

金額
（円）

 
コスト(2)
（％）

利付預金              

　普通預金 1,058,154  3.8  1,207,983  3.8  1,474,489  2,786,784  3.8

　定期預金 2,155,184  7.8  2,348,344  7.4  2,546,886  4,813,615  6.9

非利付預金              

　その他要求払い預金 326,162  -  384,167  -  476,799  901,150  -

預金額合計 3,539,500  5.9  3,940,495  5.6  4,498,174  8,501,549  5.2
 
 

 

(1)　2014年９月まで、平均残高は、日次平均残高（ICICIバンクの外国支店の平均（２週間ごとに計算される。）を除く。）

に基づくものである。2014年10月から、外国支店の平均は、日次残高の平均である。

(2)　支払利息を平均残高で割ったものを表す。

 

当行の平均預金残高は、3,940.5十億ルピーで平均コストは5.6％であった2016年度から増加して、2017年度に
は4,498.2十億ルピーで平均コストは5.2％であった。これは主として、インド政府による高額紙幣の法定通貨と
しての廃貨を受け、2017年度下半期において、当座預金及び普通預金口座への流入が大幅に増加したことによる
ものであった。当行の平均定期預金残高は、2,348.3十億ルピーで平均コストは7.4％であった2016年度から増加
して、2017年度には2,546.9十億ルピーで平均コストは6.9％であった。定期預金のコストは、7.4％であった2016
年度と比較して、2017年度において6.9％に減少した。これは主として、インドにおける金利の低下を反映した、
ICICIバンクが行った選択満期による定期預金の金利の引下げによるものである。当行の普通預金には、ICICIバ
ンクUKピーエルシーが受け取った個人向け普通預金が含まれる。「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況の分析－(4) 事業の見通し－(i) 財政状態－(ⅱ) 負債及び株主資本－預金」も参照のこと。
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以下の表は、表示された日現在における預金種類別の契約満期日の概要を示したものである。

 

（単位：百万ルピー）

2017年３月31日現在

１年以内  
１年超
３年以内

 ３年超  合計

利付預金        

　普通預金 1,790,098  -  -  1,790,098

　定期預金 2,037,943  424,621  105,311  2,567,875

非利付預金        

　その他要求払い預金 767,900  -  -  767,900

預金額合計 4,595,941  424,621  105,311  5,125,873
 
 

 

(1)　普通預金及びその他要求払い預金は、要求により払い戻されるものであるため、「１年以内」の区分に分類されている。

 

以下の表は、表示された期間におけるルピー借入金の平均未払残高及び構成比率を、各借入金別に示したもの
である。各借入金種類別の平均コスト（支払利息を平均残高で除したもの）は脚注に示されている。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在(1)

 2015年  2016年  2017年

 

 
 
金額

（ルピー）

 

合計に
対する
割合
（％）

 

 
 
金額

（ルピー）

 

合計に
対する
割合
（％）

 

 
 
金額

（ルピー）

 

 
 
金額
（円）

 

合計に
対する
割合
（％）

金融市場からの借入金
(2)(3)

271,944  37.9  290,536  35.6  224,819  424,908  26.9

その他の借入金(4)(5) 446,031  62.1  525,375  64.4  609,683  1,152,301  73.1

合計 717,975  100.0  815,911  100.0  834,502  1,577,209  100.0
 
 

 

(1)　2014年９月まで、平均残高は、日次平均残高（ICICIバンクの外国支店の平均（２週間ごとに計算される。）を除く。）

に基づくものである。2014年10月から、外国支店の平均は、日次残高の平均である。

(2)　コール市場、リファイナンス及び流動性調整枠に基づいて行われたインド準備銀行との取引を含む。

(3)　2015年度、2016年度及び2017年度の平均コストは、それぞれ8.7％、7.7％及び6.7％。

(4)　公募債及び私募債券、機関借入並びに企業間預金を含む。

(5)　2015年度、2016年度及び2017年度の平均コストは、それぞれ11.6％、11.1％及び10.1％。

 

以下の表は、表示された日現在における10百万ルピー以上のルピー建定期預金に関する満期日の概要を示した
ものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在   
預金総額
に対する割合 2016年 2017年  

 （ルピー）  （ルピー）  （円）  （％）

３ヶ月未満 330,880  415,568  785,424  8.1

３ヶ月以上６ヶ月未満 198,180  299,154  565,401  5.8

６ヶ月以上12ヶ月未満 323,658  245,762  464,490  4.8

12ヶ月超 37,886  75,202  142,132  1.5

10百万ルピー以上の預金の総額 890,604  1,035,686  1,957,447  20.2
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以下の表は、表示された日現在におけるルピー建短期借入金の関係情報を示したものである。

 （単位：百万ルピー（％の数値を除く。））

 ３月31日現在(1)

 2015年  2016年  2017年

年度末残高 348,867  248,793  106,591

年間平均残高(2) 271,944  290,536  224,819

四半期末最高残高 348,867  249,200  233,533

年間平均利息(3) 8.7％  7.7％  6.7％

年度末平均利息(4) 8.7％  7.7％  6.6％
 
 

 

(1)　短期借入金にはコール市場での借入金、リファイナンス、買戻契約及び流動性調整枠に基づいて行われたインド準備銀行

との取引が含まれる。

(2)　2014年９月まで、平均残高は、ICICIバンクの日次平均残高（外国支店の平均（２週間ごとに計算される。）を除く。）

に基づくものである。2014年10月から、外国支店の平均は、日次残高の平均である。

(3)　短期借入金の平均残高に対する短期借入金の支払利息の比率を表す。

(4)　事業年度末現在の未払短期借入金の加重平均レートを表す。

 

2016年11月における高額紙幣の廃貨を受け、預金及び当座勘定預金が大幅に増加し、銀行における流動性が上
昇した結果、短期借入金が減少した。当行のルピー建短期借入金は、2016年度末現在の248.8十億ルピーから減
少し、2017年度末現在には106.6十億ルピーとなった。

以下の表は、表示された期間における外貨借入の平均未払残高を、各資金源別の平均残高及び構成比率に基づ
き示したものである。各資金源別の平均借入コスト（支払利息を平均残高で除したもの）は、脚注に示されてい
る。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度(1)

 2015年  2016年  2017年

 
 
金額
(ルピー)

 
合計に
対する割合
(％)

 
 
金額
(ルピー)

 
合計に
対する割合
(％)

 
 
金額
(ルピー)

 
 
金額
(円)

 
合計に
対する割合
(％)

債券による借入金(2) 510,239  42.9  548,838  41.0  558,214  1,055,024  43.0

その他の借入金(3) 678,076  57.1  789,163  59.0  739,383  1,397,434  57.0

合計 1,188,315  100.0  1,338,001  100.0  1,297,597  2,452,458  100.0
 
 

 

(1)　2014年９月まで、平均残高は、ICICIバンクの日次平均残高（外国支店の平均（２週間ごとに計算される。）を除く。）

に基づくものである。2014年10月から、外国支店の平均は、日次残高の平均である。

(2)　2015年度、2016年度及び2017年度の平均コストは、それぞれ5.1％、4.8％及び4.6％。

(3)　2015年度、2016年度及び2017年度の平均コストは、それぞれ2.0％、1.6％及び1.8％。

 

2017年度末現在、発行済債務資本証書は360.6十億ルピーであった。バーゼルⅢにより、自己資本比率計算の
際、発行済債務資本証書はインド準備銀行の自己資本比率規制に従って既得権規則により追加的なTier１資本又
はTier２資本のいずれかに区分された劣後債を含む。「－(h) 監督及び規制－インド準備銀行に関する規制」も
参照のこと。
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(d)　リスク管理

金融仲介機関として、当行は当行の貸付、トランザクションバンキング及び取引業務並びに当行が経営を行う
環境特有のリスクにさらされている。当行のリスク管理における目標は、生じる様々なリスクを確実に把握し、
評価し、監視し、管理すること、またその組織がこれらのリスクに対処するために確立された方針及び手順を厳
守することである。

当行におけるリスク管理枠組みの主要な原則は以下のとおりである。

・　取締役会は、当行が負っているすべてのリスクを監督する。

・　取締役会の特別委員会は、様々なリスクを監督することに重点をおくことができるように構成されてい
る。

・　リスク管理委員会は、様々なリスク（信用リスク、市場リスク、流動性リスク、金利リスク、業務リス
ク、主要なリスク指標及びリスク構造（信用リスク、市場リスク、流動性リスク、業務リスク、技術リス
ク、コンプライアンスリスク、キャピタル・アット・リスク、アーニング・アット・リスク、管理リスク
及びグループのリスクを含む分野を網羅する）に関するリスク管理方針の精査を行う。かかる委員会は、
機関特有及び市場（体系的）の幅広いシナリオを含むストレス・テストの枠組みの検討を行う。リスク管
理委員会はまた、当行の貸借対照表のリスク構造に基づく当行の自己資本の状態を評価し、自己資本規制
の実施状況の精査も行う。

・　与信委員会は、主要な産業部門における主要ポートフォリオの信用状況の精査並びにこれらの部門に対す
るエクスポージャー及び大口借入人の勘定に対するエクスポージャーについての精査を、取締役会によっ
て承認された与信認可権限方針による特定のエクスポージャーを承認することに加えて行う。

・　監査委員会は、遵守及び内部監査機能についての方向性を打ち出し、その質を監視する。

・　不正行為監視委員会は、一定の価値を上回る不正行為の精査を行い、不正行為リスクを軽減するための是
正措置を提案し、改善措置の効果を監視する。

・　情報技術戦略委員会は、情報技術の戦略及び方針に関する書類の承認、情報技術戦略が経営戦略に沿って
いることの保証、情報技術に関するリスクのレビュー、当行の継続的発展のための情報技術投資に関する
適切なバランスの確保、情報技術に対する資金調達の総額の監督、経営陣が情報リスクについて適切な管
理を行うことを保証するための資金を有しているかの確認並びに当行の事業に対する情報技術の貢献に関
する検討を行う。

・　取締役会によって随時承認される政策は、それぞれのリスクの種類に応じて統制枠組みを形成する。事業
活動は、その政策枠組みによって行われる。

・　独立したグループ及び下位のグループは、様々なリスクを独立して評価し、監視し、また報告することが
できるように当行の組織にわたって構成されている。当該グループは、事業グループ／下位のグループと
して独立して機能している。

リスク管理枠組みは、当行及び当行の海外銀行子会社全体にわたり一貫したリスク原則を策定するための基盤
となっている。取締役会は、企業リスク管理及びリスク選好度の枠組みを承認し、様々な事業ラインが運営され
る構造を制限する。

当行は、主に信用リスク、市場リスク、流動性リスク、業務リスク及びレピュテーションリスクを抱えてい
る。当行には、リスク管理グループ、コンプライアンス・グループ、企業法務グループ、金融犯罪防止及びレ
ピュテーションリスク管理のグループ並びに内部監査グループという集権的グループがあり、これらには明確な
方針及び手続に従い当行のすべての主要リスクを識別し、評価し、監視する権限が付与されている。さらに、与
信監視グループ、財務コントロール・サービス・グループ及び業務グループは、規制、政策及び内部承認の運用
上の遵守状況を監視する。

リスク管理グループは、さらに信用リスク管理グループ、市場リスク管理グループ、業務リスク管理グループ
及び情報技術リスク管理グループに組織されている。リスク管理グループ、与信監視グループ、財務コントロー
ル・サービス・グループ及び業務グループは、業務執行取締役の監督下にある。コンプライアンス・グループ及
び内部監査グループは、取締役会の監査委員会及びマネージング・ディレクター兼最高経営責任者の監督下にあ
る。コンプライアンス・グループ及び内部監査グループは、管理上は業務執行取締役に直属する。これらのグ
ループはいずれも事業部から独立しており、当行のリスク管理方法を実践するための事業部の代表と連携してい
る。
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(ⅰ)　信用リスク

信用リスクとは、契約相手方が契約の条項を遵守しない場合、主に当行に対する支払いが要求される金額に
ついての支払いを行うことができない場合に生じうる損失のリスクをいう。貸付業務においては、ICICIバン
クは主に信用リスクを抱えている。

信用リスクは、取締役会によって承認された与信及び回収政策（与信政策）によって統制されている。与信
及び回収政策は、供給される商品の種類、区分化された顧客の種類、対象となる顧客のデータ並びに信用承認
プロセスと制限の概要を説明するものである。

ICICIバンクは、非個人の借入人に関する信用リスクをそれぞれの借入人の個人的水準及びポートフォリオ
の水準に応じて評価し、監視し、管理している。個人の借入人に関する信用リスクは、ポートフォリオの水準
で管理されている。ICICIバンクは、構造化及び標準化された与信認可過程を有しており、これには総合的な
信用査定を行うために十分に確立した手順が含まれている。カントリー・リスク管理政策は、カントリー・リ
スクの認識、測定、監視及び報告に対応するものである。

リスク環境は、インドにおける資本支出サイクルの低迷、一定の企業グループのレバレッジの増加及びイベ
ントリスクを要因として、現在不安定である。これらの側面を考慮し、当行は信用リスク、具体低には集中リ
スクの観点から、リスク選好度及び制限構造を設立した。

当行は、以下の主要な措置を取った。

・　内部的な信用格付においてBBBに格付された借入人に対する借入人１名に対するエクスポージャー・リ
ミットの縮小

・　借入人のグループ・エクスポージャー・リミットの縮小

・　法人ポートフォリオにおける増分資産の組成に関する制限に基づいた格付

・　借入人の監視に対する重点的な取組みの強化及び必要に応じた事前行動の促進を行うことを目的とした個
別の信用監視グループの設立

・　定期審査及び時系列分析による個人向け商品ポートフォリオに関する監視の強化

取締役会の信用管理委員会は、ポートフォリオ及び大口エクスポージャー・グループを定期的に精査する。

 

与信認可権限

取締役会は、与信認可権限方針に基づき、様々な委員会、フォーラム及び役員個人に与信を認可する権限を
委ねている。与信認可権限方針は、より高いエクスポージャー及びより高いリスク水準の取引がこれらに応じ
たより高いフォーラム／委員会に対して認可を得るために確実に提案されるように、リスク水準及びエクス
ポージャーの額に基づいている。

当行は、その法人向け銀行業務のための与信認可権限について、取締役会の与信委員会、業務執行取締役委
員会、幹部役員委員会、経営幹部委員会及び地方委員会といったいくつかのレベルを設定した。中小企業及び
農村及び農業向けの貸付に対するプログラムによって処遇される一定のエクスポージャーについては、エクス
ポージャーの承認のために個別のフォーラムが創設された。これらフォーラムの措置プログラムは、集団を基
準とした手法により定式化しており、この場合、一定の基準の定めに適合する個人又は事業体から成る均質な
グループ１つに対して１つの貸付プログラムが実施される。プログラムに基づく資金調達の有資格者となるた
めには、借入人は規定された与信基準を満たし、スコア化されたモデルにおいて最低限のスコアを取得する必
要がある。当行は、かかるプログラムすべてにおいて、統制基準、借入人承認基準及び精査要因を組み込んで
いる。

個人向け与信枠は、承認された商品方針に従わなければならない。すべての商品方針は、業務執行取締役委
員会により承認される。個人の与信申請は、商品方針に基づき、役員個人／フォーラムにより評価及び承認さ
れる。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

 69/647



独立事業体の信用リスク評価方法

すべての与信申請（個人向け商品、プログラムによる貸付、中小企業向け及び農業事業のスコアカードに基
づく貸付並びにその他特定の商品を除く。）は、適当なフォーラムによる承認を受ける前に、信用リスク管理
グループによって内部的に評価される。

信用リスク管理グループは、申請についての評価を行い、工業分析を実施し、与信ポートフォリオの質を監
視し、与信委員会及びリスク管理委員会に対して定期的に報告を行う。非個人向けのエクスポージャーについ
ては、与信監視グループが、与信枠のコミットメント及び支出前に、承認の条件が遵守されているか否かを確
認する。当行はまた、様々な制限構造を通じて信用リスクを管理しており、かかる構造はインド準備銀行の健
全性ガイドラインに沿ったものである。当行は、借入人１名に対するエクスポージャー・リミット、グループ
の借入人のエクスポージャー・リミット、業界のエクスポージャー・リミット、無担保のエクスポージャー・
リミット、長期間のエクスポージャー・リミット並びに資本市場、銀行以外の金融会社及び不動産等の不安定
な分野へのエクスポージャーに対するリミットといった、様々なエクスポージャー・リミットを設定した。ま
た、借入人のエクスポージャーに対する格付に基づく閾値及び追加措置に関する制限が導入された。また、国
及び銀行契約相手方に対する制限が規定された。

ICICIバンクは、借入人の個人レベル及びポートフォリオのレベルの両方で信用リスクを適切に識別するた
めの、定評のある信用分析手順を有している。適切な評価方法及び信用格付方法が、様々な種類の商品及び事
業のために確立された。その方法には、量的及び質的パラメーターの評価が含まれる。例えば、大企業に対す
る格付方法には、産業、産業における借入人の事業的地位（ベンチマーク）、財務状態及び予想、管理の質、
借入人により実施されたプロジェクトの影響、並びに取引戦略についての包括的な評価が必要である。

借入人のリスクは以下を考慮して評価される。

・　借入人が運営している工業に関連するリスク及び観点（工業リスク）

・　財務書類、過去の財務実績、資金調達能力に関する財務上の柔軟性及び適正キャッシュ・フローの質の
分析による借入人の財務状態（財務リスク）

・　借入人の関係する市場での地位及び運営能力（事業リスク）

・　業績、支払調書及び財政上の保守主義の分析による管理の質（管理リスク）

・　特定のプロジェクトに関するリスク（プロジェクトに関連する建設リスク、資金調達リスク等の実施前
のリスク及び工業リスク、事業リスク、財務リスク及び管理リスク等実施後のリスク）（プロジェク
ト・リスク）

特定の借入人のリスクの分析を行った後、信用リスク管理グループは借入人に信用格付を付与する。当行
は、AAAからBまでの12階級の格付を有している。借入人の信用格付は、与信認可過程において重要な判断材料
である。借入人の信用格付及びかかる信用格付に対応する債務不履行の傾向は、当行のリスクに基づく価格決
定の枠組みにおいて重要な情報である。融資制度についてのすべての提案は、関連する事業部門により作成さ
れ、適切な承認当局の認可を得るために提出される前に信用リスク管理グループによって精査される。非資金
ファシリティのための認可過程は、資金ベースのファシリティのための認可過程と類似するものである。各借
入人のための信用格付は、定期的に見直される。当行はまた、特定の産業について、かかる産業に影響を及ぼ
す重大な事象が生じた場合には、かかる産業における当行の借入人の格付を見直す。

当行の現在の格付基準では、BBB-を下回る格付（すなわち、BB及びBの格付）は、相対的にハイリスクの分
類とみなされる。当行の現在の与信政策では、貸付の検討のために必要である、借入人に対して最小限の格付
を明示的に与えることはしない。内部格付がBBB-を下回るすべての法人向け貸付の申請は、大部分が執行役員
以外で構成された当行の与信委員会に、認可を得るために送られる。
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下記の表は、損失の可能性に関連する当行の内部格付に関する記載である。

格付  定義

(Ⅰ)投資格付  事業体／負債は、金融負債の履行期限内の支払いにつ
き、標準から高度な保護を提供していると判断される。

   
　AAA、AA+、AA、AA-  事業体／負債は、金融負債の履行期限内の支払いにつ

き、高度な保護を提供していると判断される。
   
　A+、A、A-  事業体／負債は、金融負債の履行期限内の支払いにつ

き、十分な保護を提供していると判断される。
   
　BBB+、BBB及びBBB-  事業体／負債は、金融負債の履行期限内の支払いにつ

き、中程度の保護を提供していると判断される。
   
(Ⅱ)投資不適格格付（BB及びB）  事業体／負債は、金融負債の履行期限内の支払いにつ

き、不十分な保護を提供していると判断される。

 

2017年度末現在においては、不良債権純額及び条件緩和貸付純額を含む当行の非投資格付貸付純額は、当行
の貸付純総額の約14.0％を構成する。

BBB+以下に内部格付けされたファシリティに対する運転資金の貸付は、一般的に12ヶ月の期間について承認
されるが、A-以上に内部格付けされたファシリティの取引に対しては、一般的に24ヶ月の期間について承認さ
れる。12ヶ月の有効期間の終わりに、当行は借入人の貸付の取決めと信用格付の見直しを行う。かかる見直し
の完了後、運転資金の貸付の取決めを更新するか否かを決定する。

下記に、様々な事業セグメントにおけるリスク評価プロセスが詳述する。

 

プロジェクト・ファイナンス・エクスポージャーの評価

ICICIバンクは、プロジェクト・ファイナンス取引の評価及び実行のための枠組みを有している。当行は、
この枠組みによって最適なリスクの識別、割当て及び軽減が行われるようになり、残存するリスクを最小限に
抑えるために役立つと考えている。

プロジェクト・ファイナンスの承認過程は、技術的、商業的、財政的、市場的及び管理的な要素並びにスポ
ンサーの財政力及び経験の詳細な査定から始まる。この査定が完了すれば、与信認可のための査定証書が作成
される。査定過程の一環として、リスクマトリクスが作成され、これに従いプロジェクト・リスク、リスク軽
減要素及びプロジェクトに伴う残余リスクのそれぞれが識別される。査定証書は、リスクマトリクスを分析
し、プロジェクトの実行可能性を明確にさせる。与信認可の後、提案されたファシリティの主な金銭面の条
件、スポンサーの義務、支払停止条件、借入人の条件受入れ及び借入人の約束の概要が記載された同意書が借
入人に対して発行される。借入人によりすべての正規の手続が完了した後、借入人との間で貸付契約が締結さ
れる。

上記に加えて、インフラ、石油、ガス及び石油化学製品といった分野において構造化されたプロジェクト・
ファイナンスの場合には、デュー・ディリジェンス過程の一環として、当行は、必要と考える場合には、技術
顧問、経営アナリスト、弁護士及び保険コンサルタントを含めて、貸付人に対して助言を提供するコンサルタ
ントを任命する。これらのコンサルタントは、通常、それぞれの関連分野において国際的に認知された経験豊
富なコンサルタントである。これらの融資提供におけるリスク軽減要素には、債務返済準備金並びに信託勘定
及び留保勘定を通した媒介プロジェクトの収益の設定も含まれている。

ICICIバンクのプロジェクト・ファイナンスに係る貸付金額は、一般的に全額が担保されており、借入人に
対する全額請求権が付されている。ほとんどの場合、ICICIバンクはすべての固定資産に対して担保権及び第
一先取特権を有している。担保権には、通常は現在及び将来の不動産、設備機器及び借入人のその他の固定資
産が含まれる。ICICIバンクの借入人には、損失が生じた場合に当行が支払人として認識されているときに
は、その資産に対して総合保険を付保することが要求されている。場合によっては、ICICIバンクはまた、プ
ロジェクトに関与する１つ以上のスポンサーから企業又は個人保証といった追加の信用安定性を、又はプロ
ジェクト対象会社におけるスポンサーの保有株式につき抵当権を取得している。特定の産業部門において、
ICICIバンクはまた、利権契約、オフテイク契約（長期供給契約）及び担保対策の一部となる建設契約といっ
た関連するプロジェクト契約について担保権を取得している。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

 71/647



ICICIバンクは、現在の方針として、一般にすべてのプロジェクトの資金調達が約束され、重要な契約上の
取決めがなされた後に資金を拠出することとしている。資金は、プロジェクトの進行に応じて承認されたプロ
ジェクトの費用を支払うために分割して支払われる。当行が技術コンサルタント及び市場コンサルタントを任
命する場合、かかるコンサルタントはプロジェクトの進捗状況を監視し、すべての支出を認証しなければなら
ない。また当行は、借入人に対して機械設備の発注及び発生した費用を含めてプロジェクトの実施についての
定期的な報告書を提出することを求めている。プロジェクトは、特定の最短期間においてプロジェクトの実施
が申し分なく行われたこと、また特定の場合には債務返済準備金の設定を条件に完了する。当行は、当行の貸
付金が全額返済されるまで信用エクスポージャーを継続して監視する。

 

コーポレート・ファイナンス・エクスポージャーの評価

法人向け貸付の承認手続の一環として、ICICIバンクは、通常の資本支出、長期運転資金需要額及び流動性
の一時的な不均衡を含め、資金調達需要額の詳細な分析を実施している。ICICIバンクの長期コア運転資金需
要額の資金調達は、とりわけ借入人の現在の及び予定される棚卸資産及び受取債権の水準を基に評価される。
その他の資金調達需要額のための法人向け貸付の場合、当行はそれらの需要額の詳細な精査及びキャッシュ・
フローの分析を行う。ICICIバンクのコーポレート・ファイナンスによる貸付金の大部分は、借入人の適正資
産を超過する先取特権により担保されている。コーポレート・ファイナンス貸付は、一般にまず固定資産に
よって第一次的に担保されるところ、固定資産は通常、不動産、施設及び設備によって構成される。当行は、
市場証券、適切な法人保証及び個人保証の獲得といった金融資産の担保も確保すべきである。一定の場合に
は、金融の条件に、保証人による借入人の株式保有に関する合意、保証人が保有する株式のすべて若しくは一
部を売却する権利の制限に関する規制が含まれる。

ICICIバンクのストラクチャード・コーポレート・ファイナンス商品は、キャッシュ・フローを基盤とした
資金調達に焦点を当てている。当行は、かかる商品に付随するリスクを評価し、軽減するための一連の明確な
認可手続を有している。これらの過程は、以下に記載するものを含む。

・　過去のデータの包括的な分析に基づき支払われる予定の金額及び支払いの時期を予測するためのキャッ
シュ・フローの詳細な分析の実施

・　サービス提供及び回収手続並びに基幹的な契約上の取決めの詳細な評価を含む、基盤となる事業体制に
関するデュー・ディリジェンスの遂行

・　ストラクチャーに影響を及ぼす可能性のある法律、会計及び税金問題に特別注意を払うこと

当行の分析により、これらの取引においてリスクを識別することができるようになった。リスクを軽減する
ために、当行は担保設定、現金担保設定、エスクロー勘定及び債務返済準備金の設定といった様々な信用強化
手法を利用している。当行は、かかる取引の実施について継続的な見直しを行うことができるような監視体制
も有している。

企業合併及び買収のための資金調達に関し、当行は、被買収企業だけでなく買収者の事業内容に関する詳細
なデュー・ディリジェンスも実施する。査定過程において対象となる主要な分野には、以下のものが含まれ
る。

・　被買収企業の本拠地における産業構造及び被買収企業の事業運営の複雑性の精査

・　被買収企業の財務、法務、税務及び技術面でのデュー・ディリジェンス（もしあれば）

・　潜在的な相乗効果及び相乗効果が達成される可能性の査定

・　同業他社との比較における被買収企業の価値及び業界におけるその他取引の査定

・　担保設定、実行及びその他の観点に関する海外の地理的な規制上及び法的枠組みの分析

・　カントリー・リスク及び政治体制に関する保険の必要性の精査

・　買収後の被買収企業において予定される経営体制並びに買収完了後の経営統合に関する取得者の能力及
び過去の実績
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運転資金金融エクスポージャーの評価

当行は、借入人の運転資金需要額の詳細な分析を実施している。当行の取締役会によって認められた与信承
認権限に従って与信限度額が設定されている。与信限度額が一旦承認されると、当行は、借入人により提供さ
れる月次計算書及び規定された利幅に基づき貸し付けることのできる金額を計算する。また、業績を定期的に
監視するために、四半期情報計算書も借入人より取得されている。必要と思われる場合には月ごとのキャッ
シュ・フロー計算書が入手される。勘定の取扱いが不規則な場合には、関係当局に対して定期的にその旨が報
告される。与信限度額は、定期的に見直される。

運転資金与信枠は、主に棚卸資産、受取債権及び他の通貨資産により担保されている。さらに、特定の場
合、これらの与信枠は、取締役の個人保証、又は設備機器を含む借入人の固定資産における劣後担保権により
保証され、発起人の個人的保証により填補されている。

 

個人向け貸付の評価

個人向け信用エクスポージャーの調達及び承認は、独立性を確保するために分離されている。信用リスク管
理グループ、与信及び政策グループ並びにクレジット・チームは、個人向け貸付の効果的な信用リスク管理の
促進を補助する役割を任命されている。

与信及び政策グループは、与信方針／運営方針の作成について責任を負っている。信用リスク管理グループ
は、取締役会及び取締役会により権限を与えられたフォーラムによる承認のために提案されたすべての与信方
針及び運営方針の審査のレビューを含め、個人向け資産の信用リスク問題につき監視する。信用リスク管理グ
ループは、すべての個人向け資産のポートフォリオの監視並びに政策変更の提案及び実行に携わっている。個
人向け銀行業務の独立したユニットは、顧客区分ごとの特定の戦略、政策制定、ポートフォリオ追跡及び監
視、分析、スコアカード開発並びにデータベース管理に重点を置いている。クレジット・チームは、事業部か
らは独立しており、引受業務を監視し、個人向け販売及びサービス構造をサポートするために様々な地域に組
織されている。

当行の個人向け貸付の顧客は、主として中所得から高所得のサラリーマン及び自営業者である。個人のロー
ン及びクレジットカードを除き、ICICIバンクは借入人からの拠出を求めており、その貸付は資金提供を受け
た資産により担保されている。

当行の与信審査役は、業務執行取締役委員会により承認された運営方針に基づき与信申請を評価する。この
基準は、商品の種類によって異なるが、一般的に借入人の収入、融資比率、人口統計のパラメーターを含んで
いる。実地調査代行業者といった外部の代行業者が、個人の借入人に対して行われた貸付の場合は事務所や家
庭への訪問を含む総合的なデュー・ディリジェンス過程をスムーズに行う。ICICIバンクは、与信決定を行う
際には、借入人のプロフィールを精査するために、集約した滞納ローンのデータ及びクレジット・ビューロー
からの報告書を利用する。担保貸付及び中古車ローンについては、価格査定代行業者又は内部の技術チームが
技術的な評価を実施する。クレジットカードの場合、個別の裁量の範囲を制限するために、ICICIバンクは、
特定の人口統計上の変数及び信用調査機関による変数に基づき各申込人にクレジットスコアを与えるクレジッ
トスコアリング制度を導入した。これによりクレジットスコアは貸付評価の基準の１つとなる。金の装飾品及
び金貨に対する貸付については、宝石類の所有者及び真正性（純度及び重量）を重要視しており、そのために
当行により外部の鑑定士が任命されている。また、融資比率についての基準が定められた。

ICICIバンクには、様々な財務及び非財務のパラメーター並びに目標市場基準に基づいたビジネス・バンキ
ングの顧客向け貸付プログラムがある。プログラムの基準は、業務執行取締役委員会によって承認され、個人
の与信申請は、承認された基準に基づきクレジット・チームにより評価される。ICICIバンクの業務執行取締
役委員会は、定期的にポートフォリオを精査する。プログラムの更新は、業務執行取締役委員会により承認さ
れる。

当行は、顧客への応答時間を短縮するために分散化されたいくつかの事業を除き、その個人向け貸付事業の
様々なバック・オフィス処理における業務リスクを管理するために中央集約化された運営体制を構築した。与
信及び政策グループの下にある別個のチームは、様々な商品にわたり信用状況及び過程の精査及び監査を行っ
ている。当行はまた、債務の回収を管理するために、様々な商品種目及び地理的な位置に沿って組織された債
務サービス管理グループを擁している。当該グループは、標準化された回収手順のガイドラインに従って運営
されている。金融犯罪防止グループは、不正行為防止、捜査、調査、監視、報告及び注意喚起機能の取扱いに
注力する独立したグループとして設立された。
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小企業向け貸付の評価手続

ICICIバンクは、通常、小企業へ融資を行っている。かかる融資には、個人向けの場合並びにベンダー／
ディーラーの基本的な信用状況を高めるストラクチャーの実施による、企業のディーラー及びベンダーへの融
資が含まれる。かかる小企業融資には、小企業に対して直接融資するものの他に、集団を基準とした手法に基
づく融資も含まれ、そこでは融資対象が衣服製造業者や医薬品製造業者と同種の特性を有する小企業にまで拡
大されている。かかる集団のリスク評価は、目標市場のための適切な与信基準の識別、これらの基準を満たし
た企業のスコア化されたモデルの利用及びスコア化されたモデルにおいて最低限のスコアを付与されている企
業の総合的な査定を含む。すべての場合において、企業の資金需要を識別するため、財務及び非財務のパラ
メーターに基づいた詳細な査定が行われる。グループはまた、事業及び財務の分析に基づき、小事業に対し融
資を行う。査定は、これらの企業の査定が行われる前のスコアの最低基準を有するスコア化されたモデルを含
んでいる。

また、ICICIバンクは、ベンダー又はディーラーの基本的な信用状況を高めるストラクチャーの実施によ
り、中小企業並びにこれらの事業体に関連するディーラー及びベンダーへも融資を行っている。手続は、ベン
ダー又はディーラーのプールの基本的な信用状況の分析並びにベンダー又はディーラー及び企業との間に存在
する関連性の分析を含む。

リスク管理方針は、かかる集団又は団体への資金調達を行う際のポートフォリオ管理基準及び継続的な監
視／更新基準の設定並びに厳密な精査及び従うべき終了要因を含む。

 

農村及び農業向け貸付の評価手続

農村及び農業ポートフォリオは、プログラムを通じた農村及び農業部門の個人顧客向け貸付並びに法人、中
小企業及びこれらの事業体に関連した仲介業者への直接貸付から成る。提供されたプログラムには、（農民ク
レジットカード及び農業ターム・ローンの形式による）作物農業者及び同種の農業活動に対する貸付、（トラ
クター及び収穫機等の機具の購入のための）農機具ローン、自助グループへの貸付、金の装飾品及び金貨を担
保とする貸付、農産物に基づく資金調達並びに農村事業企業融資が含まれる。当行は、かかるセグメントそれ
ぞれについて、個別のリスク評価方式を採用している。

販売と承認の機能は、個人向け貸付の評価手続における独立性を確保するために分離されている。与信及び
政策グループは、与信方針／運営方針の作成について責任を負っている。信用リスク管理グループは、取締役
会及び取締役会により権限を与えられたフォーラムの承認のために提案されたすべての与信方針及び運営方針
の審査のレビューを含め、個人向け農業資産の信用リスク問題につき監視する。信用リスク管理グループは、
ポートフォリオの動向の監視並びに政策変更の提案及び実行に携わっている。クレジット・チームは、事業部
からは独立しており、引受業務を監視し、農村向け販売及びサービス構造に合わせて様々な地域に組織されて
いる。

一部のセグメントに関しては、当行は集団を基準とした手法を採用しており、この場合、一定の設定された
パラメーター基準の定めに適合する個人又は事業体から成る均質なグループ１つに対して１つの貸付プログラ
ムが実施される。かかるプログラムに基づく資金調達の有資格者となるためには、借入人は規定された与信基
準を満たし、適用ある場合はいつでも、スコア化されたモデルにおいて最低限のスコアを取得する必要があ
る。当行は、かかるプログラムすべてにおいて、統制基準、借入人承認基準及び精査要因を組み込んでいる。

法人に係る借入人リスクは、産業のリスク、借入人の市場における地位、財務実績、キャッシュ・フローの
適正度及び経営の質を分析することにより評価される。仲介業者（ベンダー、ディーラー、収穫業者及び輸送
業者、種のオーガナイザー並びに小規模金融を行う金融機関を含む。）並びに個人顧客の信用リスクは、基本
的な当該借入人又は借入人のプールの信用状況及びこれに加えて借入人と借入人が農産物を供給する企業との
間の関係を分析することにより評価される。

金の装飾品及び金貨に対する貸付の与信基準は、宝石類の所有者及び真正性（純度及び重量）の証明を重要
視しており、そのために当行により外部の鑑定士が任命されている。また、融資比率についての基準が定めら
れた。
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農産物に基づく資金調達は、農業者並びに収集業者及び加工業者の需要に応えるものであり、与信枠は当行
を受益者として差し入れられ、指定の倉庫に保管された農産物の担保に基づく。与信基準は、基礎となる農産
物の量、質及び価格の変動を重要視している。専門グループが、直接又はグループが指名する代理人を通じて
資金調達時に農産物の量及び質を評価し、資金調達後の定期検査も請け負う。ICICIバンクもまた、資金提供
した農産物の価格を日常的に監視し、価格の下落により証拠金が不足した場合に追い証を請求するための集中
システムを有している。基礎となる農産物の価格変動から生じるリスクを低減させるため、当初証拠金及び
様々な農産物の上限価格といった様々な基準が設定されている。

「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(x) 新規事業への参入及び既存の貸付

ポートフォリオの急拡大により、当行は当行の事業に悪影響を及ぼす可能性のあるリスクにさらされてい
る。」も参照のこと。

 

リスク監視及びポートフォリオ審査

当行は、リスクに基づく資産精査の枠組みを通じて効果的な与信枠の監視を確保しており、より多くの残高
がある及び／又はより低い格付の資産の場合、資産精査はより頻繁に行われる。借入人に関係する法人、小企
業及び農業事業関連に対して、与信監視グループが、与信枠のコミットメント及び支出前に、承認の条件の遵
守について確認する。通常、少なくとも年に１度、借入人の計算書の精査が行われる。

与信監視グループ／業務グループは、支出前の与信枠に係る条件の遵守を監視している。また与信ミドル・
オフィス・グループ／業務グループは、資金調達される資産のための書類の完成度、担保設定及び保険契約に
ついて精査を行う。

リスク・ダッシュボードの一部分として、当行の内部格付に基づく当行のポートフォリオ構成の分析が実行
され、四半期ベースで取締役会のリスク管理委員会に提出される。これによりポートフォリオの信用リスクに
おける動向の識別及び分析を行うことができる。

当行の与信委員会は、提示を承認するほかに、ポートフォリオ及び様々な下位のポートフォリオの信用状況
について定期的に審査する。与信委員会によって実行された審査の概要は、情報提供のために取締役会に提出
される。

 

(ⅱ)　市場リスクについての量的及び質的開示

市場リスクとは、金利、為替レート、クレジット・スプレッド及びその他の資産価格といった市場における
可変要素の変動の結果、金融商品の価値が変動したことにより生じる損失の可能性をいう。当行の市場リスク
に対するエクスポージャーは、当行の取引業務及び資産負債管理業務の機能並びに当行の顧客関連取引におけ
る金融仲介機関としての役割である。これらのリスクは、取締役会によって承認及び審査された投資方針、資
産負債管理政策及びデリバティブ方針において規定された制限によって軽減されている。

 

市場リスク管理手続

市場リスク政策には、投資方針、資産負債管理政策及びデリバティブ方針が含まれる。これらの方針は、取
締役会によって承認される。資産負債管理方針は、流動性及び金利リスク制限を規定し、資産負債管理委員会
は、かかる制限の遵守を審査し、現在の、また予想される環境を鑑みて戦略を決定する。投資方針は、様々な
資金調達商品への投資に関連する問題に対処するものである。この方針は、有価証券並びに外国為替及びデリ
バティブの分野の運営が健全かつ容認可能な商慣行に従って遂行されており、現在の規制ガイドライン、金融
保証の取引を統制する法律及び金融環境に従っていることを確実にするように策定されている。この方針に
は、金融商品取引を統制する制限構造が含まれている。取締役会は、資産負債管理委員会及び業務執行取締役
委員会（借入、財務及び投資業務）に対して、取締役会によって承認された方針により規定された広範な条件
内で財務活動に関する特定の承認を付与する権限を付与した。
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資産負債管理委員会は、マネージング・ディレクター、常勤取締役及び上級管理職から成り、定期的な会合
を行い、取引グループ並びにバンキング・ブック上の金利及び流動性ギャップ・ポジションを見直し、預金及
び標準貸出金利を設定し、事業の特徴及びそれが資産負債管理に対して与える影響を精査し、現在の、また予
想される事業環境を勘案して、適切であるとみなされた資産負債管理戦略を決定する。資産負債管理方針は、
バンキング・ブック上の流動性リスク及び金利リスクを管理するための指針を定めている。

市場リスク管理グループは、市場リスクの識別、評価及び測定について責任を負っている。取引額限度及び
ストップロス・リミットを含むリスク制限は、財務コントロール・サービス・グループにより日々報告され、
定期的に見直しが行われる。外国為替リスクは、ネット・オーバーナイト・オープン外国為替制限を通じて監
視される。バンキング・ブック上の金利リスクは、価格改定のギャップ／デュレーション分析の利用を通じて
測定される。金利リスクはさらに取締役会によって承認された金利リスク制限を通じて監視される。

 

金利リスク

当行の基幹事業は、インド準備銀行の許可に従い、ルピー建て及び外国通貨建てで行われる預金受入れ、借
入及び貸付である。これらの業務により、当行は金利リスクにさらされている。

当行の貸借対照表は、ルピー建て及び外国通貨建ての資産及び負債で構成されているが、ルピー建ての資産
及び負債の割合が圧倒的に高い。したがって、インドの金利変動が、当行の金利リスクの主な要因である。

金利リスクは、収益面からはアーニング・アット・リスクを用いて測定され、経済的価値の面からは株式の
投資期間を通じて測定される。さらに、金利の変動によるエクスポージャーもまた、ギャップ分析の方法で測
定されており、これにより満期についての固定的な見解及び貸借対照表上のポジションの再評価の特性が定め
られている。契約上の満期／実際上の満期又は再評価の予定日に従ってすべての金利感応資産及び金利感応負
債を様々な期間の区分に分類することにより金利センシティビティ・ギャップ報告書が作成されている。いず
れの期間の区分においても期限の到来した又は再評価される金利感応資産及び金利感応負債の差額は、新規の
又は再評価された資産及び負債に係る利幅の潜在的な変動リスクに対するエクスポージャーの限度を示すもの
となる。当行は、上記措置を通じて金利リスクを２ヶ月ごとに監視している。株式の投資期間及び金利センシ
ティビティ・ギャップ報告書は、毎月インド準備銀行に提出される。これらの金利リスクは、取締役会により
承認された金利リスク制限を通じてさらに監視される。当行は、ギリシャにおける当行の金利オプションにつ
いても監視を行っている。

ICICIバンクの資金調達の主な源泉は預金であり、さらに限定すれば借入である。ルピー建市場において
は、当行の預金受入れのほとんどは、一定期間について固定金利にて行われる。ただし、特定の満期がなく、
要求に応じて引出すことのできる普通預金勘定及び当座預金勘定を除く。国内の事業における当座預金勘定
は、無利息である。インド準備銀行は、2011年10月25日以降の普通預金口座に係る利率に関する規制を緩和し
た。現在ICICIバンクにより現在提供されている普通預金口座に係る金利は、４％である。当行は、通常一定
期間内の満期における一括返済による借入を行っており、そのうちいくつかの借入には、特定の日においての
み行使可能なヨーロッパ・コール／プット・オプションが付されている。しかし、当行は、変動及び固定金利
混合の資産を有する。一般的に当行の貸付金は、少しずつ返済が行われるものであり、ローンの全期間にわ
たって元金が返済される。

2010年７月１日を発効日とするインド準備銀行のガイドラインに要求されるように、ICICIバンクの貸付金
は、2016年３月31日までICICIバンク基準金利と呼ばれる基準金利を参照して条件決定が行われた。資産負債
管理委員会は、ICICIバンクの現在の資金調達コスト並びに当行の資金調達コスト、市場金利、金利の見通し
及びその他制度上の要因に生じうる変化に基づいてICICIバンク基準金利を決定した。2016年３月31日までの
ルピーの変動利率に関する新たな提案及びルピー建てのファシリティ更新の条件決定は、ICICIバンク基準金
利に連動しており、またICICIバンク基準金利、特定取引スプレッド及びその他の手数料から構成された。イ
ンド準備銀行はまた、銀行のルピー建貸付金が、インド準備銀行が必要に応じて随時指定する一部の貸付分類
におけるものを除き、かかる基準金利を下回ってはならない旨を規定した。
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インド準備銀行の改訂版ガイドラインに基づき、すべての2016年４月１日以降に承認されたルピー建貸付金
及び更新された与信限度額は、資金調達の限界費用に基づく貸付金利と呼ばれる新たな内部的基準を参照して
価格が決定される。当行は、翌日物、１ヶ月物、３ヶ月物、６ヶ月物及び１年物といった様々な期間における
資金調達の限界費用に基づく貸付金利を公表するよう要求されている。資金調達の限界費用に基づく貸付金利
は、資金調達の限界費用、ネガティブキャリー現金準備率及び営業費用並びに様々な期間に対する期間プレミ
アム／ディスカウントを含む。資産負債管理委員会は、ICICIバンクの資金調達の限界費用に基づく貸付金利
を設定する。インド準備銀行のガイドラインに要求されるように、当行は様々な期間におけるICICIバンクの
資金調達の限界費用に基づく貸付金利を月ごとに公表している。変動金利の承認及びルピー建てのファシリ
ティの更新における条件決定は、ICICIバンクの資金調達の限界費用に基づく貸付金利に連動し、また資金調
達の限界費用に基づく貸付金利及びスプレッドにより構成される。インド準備銀行はまた、例外を除き、銀行
のルピー建貸付が当該銀行の資金調達の限界費用に基づく貸付金利を下回ってはならない旨を規定している。
インド準備銀行のガイドラインに規定されているとおり既存の借入人は、相互に承諾した条件にて資金調達の
限界費用に基づく貸付金利に連動する貸付に移行するオプションを有することとなる予定である。いかなる資
金調達の限界費用に基づく貸付金利の変動も、最大１年間の異なる期間における様々なファシリティー下にお
いて、借入人に一般的に通知される。2016年４月１日よりも前に認められたすべての貸付は、借入人が資金調
達の限界費用に基づく貸出金利制度に移行しないと選択する場合、引続き従前のベンチマーク金利の制度に基
づいて行われることとなる。

法定準備金規制に従い、当行は、当行の資産の大部分を国債及びインド準備銀行の無利息の残高の形式で有
しており、主に預金及び借入による資金で構成されている。これにより、当行は法定準備金の利回り及び関連
する資金調達費用の差異に関するリスクにさらされる。

当行は、当行の国債のポートフォリオの存続期間を金利リスク管理の主要な可変要素として利用している。
当行は、当行の金利リスク・エクスポージャーを増加又は減少させるために、当行の国債のポートフォリオの
存続期間を延長又は短縮する。さらに、資産及び負債のポジションを管理するためにも金利デリバティブを利
用している。当行は金利スワップ市場に積極的に参加しており、インドにおいて最大の契約当事者の１つと
なっている。

当行の海外支店における外貨建貸付のほとんどすべてが変動利率による貸付である。これらの貸付には一般
的に当行の海外支店における外国通貨建ての借入金及び預金が充当されている。当行は、通常、すべての外国
通貨建ての借入金を、世界有数の銀行との金利及び通貨スワップを利用することによって、変動利付米ドル建
負債に変換している。当行の英国及びカナダにおける海外子会社は、資金調達の源泉として、固定利率による
個人向け定期預金及び固定利率／変動利率による大規模な借入を有している。かかる英国及びカナダにおける
海外子会社はまた、固定利率による資産及び変動利率による資産も有している。金利リスクは、一般的に、必
要な場合はいつでも金利デリバティブを行うことで管理されている。

当行の金利リスクに対する脆弱性については、「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリ

スク－(h) 当行の銀行業務及び取引業務は、特に金利リスクの影響を受けやすく、金利のボラティリティー

は、当行の純金利差益率、固定利付ポートフォリオの評価、財務活動による収益、貸付ポートフォリオの価値
及び財務実績に悪影響を及ぼす可能性がある。」及び「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関す

るリスク－(t) 当行が信用リスク、市場リスク及び流動性リスクを効率的に管理できない場合並びに当行の評

価モデル及び会計上の見積りが不正確であった場合、当行の収益、資本、信用格付け及び資金調達コストに悪
影響が及ぶ可能性がある。」を参照のこと。
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以下の表は、表示された日における当行の資産及び負債のギャップ・ポジションを示したものである。

 

（単位：百万ルピー）

2017年３月31日現在(1)

１年以下  １年超５年以下  ５年超  合計

貸付金（純額） 4,259,920  832,446  60,807  5,153,173

投資 447,768  668,272  1,928,977  3,045,017

その他の資産(2) 489,375  141,382  940,514  1,571,271

総資産 5,197,063  1,642,101  2,930,298  9,769,462

株主資本及び優先株式資本 -  -  1,046,320  1,046,320

借入金 882,226  684,176  316,465  1,882,868

預金 2,648,635  2,284,582  192,656  5,125,873

その他の負債 3,635  -  1,801,732  1,805,366

負債総額 3,534,495  2,968,759  3,357,173  9,860,427

リスク管理ポジション
計上前の差額合計

1,662,567  (1,326,658)  (426,875)  (90,965)

オフバランスシート・ポジション
(3)

(500,385)  436,660  80,826  17,100

リスク管理ポジション
計上後の差額合計

1,162,182  (889,998)  (346,049)  (73,865)
 
 

 

(1)　資産及び負債は、満期又は再評価の日までの残存期間でいずれか短い期間に基づき、適用区分に分類されている。分類の

方法は通常、企業に関する現地の方針／規制当局の基準により、資産負債管理ガイドライン（行動研究を含む。）に基づ

いている。再評価が行われず、満期が確定していない、当座預金及び普通預金以外の項目は、「５年超」の区分に分類さ

れている。この項目には、株式の性質を有する投資、現金及び現金同等物、並びに雑資産及び雑負債が含まれている。固

定資産（リース資産を除く。）は、上記の表から除外されている。当座預金及び普通預金は、行動研究に基づき分類され

る。

(2)　インド準備銀行における現金及び預金残高、銀行における預金残高及び短期通知でのコールマネー並びにその他の資産が

含まれる。

(3)　オフバランスシート・ポジションは、外国為替先物契約を含む、デリバティブの額面価額により構成される。

 

以下の表は、表示された日において、満期までの残存期間が１年超であり、固定及び変動利率を有する当行
の貸付の金額を示したものである。

 

（単位：百万ルピー）

2017年３月31日現在

固定利率付貸付  変動利率付貸付  合計

貸付 1,023,970  2,711,068  3,735,038

 

以下の表は、2017年度末現在の貸借対照表をベースとして、2017年度末現在の利回り曲線（イールド・カー
ブ）がそのまま平行移動したと仮定した上で、金利の悪化が2018年度の純利息収入に及ぼす可能性のある影響
の１つの予測値を示したものである。

 （単位：百万ルピー）

 2017年３月31日現在

 
金利の変動

（ベーシスポイント）

 (100)  (50)  50  100

ルピー建ポートフォリオ (8,408)  (4,204)  4,204  8,408

外国通貨建ポートフォリオ (677)  (339)  339  677

合計 (9,085)  (4,542)  4,542  9,085
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2017年度末現在の当行の資産及び負債のポジションに基づくと、センシティビティ・モデルは、金利が100
ベーシスポイント上昇した場合、2018年度のバンキング・ブックからの純利息収入が9.1十億ルピー増加する
ことを示している。反対に、センシティビティ・モデルは、金利が100ベーシスポイント下落した場合、2018
年度の純利息収入は9.1十億ルピー相当額減少することを示している。

2016年度末現在の当行の資産及び負債のポジションに基づくと、センシティビティ・モデルは、金利が100
ベーシスポイント上昇した場合、2017年度のバンキング・ブックからの純利息収入が9.9十億ルピー増加する
ことを示した。反対に、センシティビティ・モデルは、金利が100ベーシスポイント下落した場合、2017年度
の純利息収入は9.9十億ルピー相当額減少することを示した。

センシティビティ分析は、資産及び負債の固定的な金利リスクの特性に基づくものであり、リスク管理の目
的でのみ利用されており、上記のモデルは１年のうちに関連するポートフォリオにおいてその他の変動がない
と仮定して利用されたものである。純利息収入の実際の変動は、モデルと異なるものとなる。

 

価格リスク（トレーディング・ブック）

以下の表は、2017年度末現在の固定利付ポートフォリオをベースとして、金利曲線がそのまま平行移動した
と仮定した上で、金利の変動が固定利付トレーディング目的保有ポートフォリオの価値に及ぼす可能性のある
影響の１つの予測値を示したものである。

 （単位：百万ルピー）

 2017年３月31日現在

 
金利の変動

（ベーシスポイント）

 
ポートフォリオ
のサイズ

 (100)  (50)  50  100

インド国債 65,143  2,780  1,390  (1,390)  (2,780)

企業負債証券 135,561  2,692  1,346  (1,346)  (2,692)

合計 200,704  5,472  2,741  (2,741)  (5,472)

 

 （単位：百万ルピー）

 2017年３月31日現在

 
金利の変動

（ベーシスポイント）

 
ポートフォリオ
のサイズ

 (100)  (50)  50  100

外国国債 18,460  129  65  (65)  (129)

 

2017年度末現在、当行の固定利付トレーディング・ポートフォリオの総額は、外国国債を含め219.2十億ル
ピーであった。センシティビティ・モデルは、金利が100ベーシスポイント上昇した場合、このポートフォリ
オの価値は5.6十億ルピー減少することを示している。反対に、金利が100ベーシスポイント下落した場合、こ
のポートフォリオの価値は5.6十億ルピー増加する。2016年度末現在、当行の固定利付トレーディング・ポー
トフォリオの総額は、308.4十億ルピーであった。センシティビティ・モデルは、金利が100ベーシスポイント
上昇した場合、このポートフォリオの価値は7.5十億ルピー減少することを示していた。反対に、金利が100
ベーシスポイント下落した場合、このポートフォリオの価値は7.5十億ルピー増加する。
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2017年度末現在、当行の取引金利デリバティブ・ポートフォリオの想定元本残高総額は、2016年度末の
4,279.4十億ルピーから5,723.5十億ルピーに増加した。センシティビティ・モデルは、金利が100ベーシスポ
イント上昇した場合、このポートフォリオの価値は0.1十億ルピー増加することを示している。2017年度末現
在、当行の取引通貨デリバティブ（先物、オプション及びクロス・カレンシー金利スワップ等）の想定元本残
高総額は、2016年度末現在の939.4十億ルピーから961.9十億ルピーに増加した。センシティビティ・モデル
は、金利が100ベーシスポイント上昇した場合、このポートフォリオの価値は1.5十億ルピー増加することを示
していた。2017年度末現在、当行のトレーディング外国為替ポートフォリオの想定元本残高総額は、2016年度
末現在の3,220.9十億ルピーから4,166.8十億ルピーに増加した。センシティビティ・モデルは、金利が100
ベーシスポイント上昇した場合、このポートフォリオの価値は37百万ルピー減少することを示していた。

 

株式リスク

当行は、株式リスクを当行のインベストメント・ブック及びトレーディング・ブック両方の一部とみなして
いる。2017年度末現在、当行は総額108.2十億ルピーの株式投資ポートフォリオを有しており、主としてICICI
バンクによる投資24.1十億ルピー及び当行の保険子会社による投資82.9十億ルピーで構成されていた。また、
ICICIセキュリティーズ及びICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップも小規模のエクイ
ティ・デリバティブ・ポートフォリオを有している。ICICIバンクによる株式投資には、自己勘定トレーディ
ング・グループの株式ポートフォリオ3.5十億ルピー及びその他の株式投資20.6十億ルピーが含まれる。これ
らのその他の株式投資は主として貸付からの転換によって取得したものであり、また、その性質上長期投資と
なる非上場株式への投資も含まれる。当行はまた、当行の子会社であるICICIベンチャー・ファンズ・マネジ
メント・カンパニーが主に管理する、プライベート・エクイティ・ファンド及びベンチャー・キャピタル・
ファンドに投資する。かかるファンドは、株式及び株式連動商品に投資する。かかるファンドを通じた当行の
投資は、その性質上、当行のその他の株式投資と類似しており、同様のリスクにさらされている。さらにかか
る投資は、かかる株式ファンドに適用ある規制及び税制上の方針変更によるリスクにもさらされている。当行
のトレーディング目的投資及び売却可能投資の詳細については、「－(b) 当行の商品及びサービスの概要－

(ⅴ) 投資銀行業務－財務」を参照のこと。

ICICIバンクの株式トレーディング・ブックを管理する自己勘定トレーディング・グループの株式ポート
フォリオにおけるリスクは、投資方針に規定されたバリュー・アット・リスク・アプローチ及びストップロ
ス・リミットを通じて操作される。バリュー・アット・リスクは、トレーディング・ポジションによる損失の
統計的リスクを、特定の信頼水準及び一定の計測期間をもって測定する。

ICICIバンクは、限度額の検証目的で、ヒストリカル・シミュレーション・モデルを用いてバリュー・アッ
ト・リスクを計算する。バリュー・アット・リスクは、信頼水準を99％、保有期間を１日とする前年度の市場
データを使用して計算される。

以下の表は、2017年度のバリュー・アット・リスクの数値の最高値、最低値、平均値及び期末値を示したも
のである。

 （単位：百万ルピー）

 最高  最低  平均  
2017年

３月31日現在

バリュー・アット・リスク 141.3  13.2  44.9  103.8

 

当行は、そのパフォーマンスのバックテストを定期的に行うことにより、バリュー・アット・リスク・モデ
ルの有効性を計測している。統計的には、１年間のうちバリュー・アット・リスクを上回る損失が発生する可
能性はわずか１％と予想される。2017年度において、仮想損失がバリュー・アット・リスク推定値を上回った
日が１日あった。この異常値に係る分析により、この損失は、株価の実際の変動がバリュー・アット・リスク
の計算に用いたシナリオを上回った日に発生したことが明らかになった。
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以下の表は、2017年度について、仮想日次損益（日中取引は行われていないと仮定した場合）及びヒストリ
カル・シミュレーション・モデルを用いて計算したバリュー・アット・リスクの比較を示したものである。

 （単位：百万ルピー）

  平均  
2017年

３月31日現在

仮想日次損益  3.2  68.0

バリュー・アット・リスク  44.9  103.8

 

2017年度の仮想日次損益の最高値及び最低値は、それぞれ111.4百万ルピー及び(60.9)百万ルピーであっ
た。

バリュー・アット・リスクは、通常の市況において市場リスクの測定の重要なツールであるが、過去の市場
データが将来の市場動向を示すものであるとの仮定に基づいているため、極端な事象による市場への影響が生
じたときに将来の損失を正確に予測できない等、考慮すべき特有の制限を有する。さらに、バリュー・アッ
ト・リスク計算方法が異なれば、異なる仮定を用い、したがって異なる結果が生じる可能性があり、また、営
業日の終了時においてバリュー・アット・リスクを計算することで日中リスクが排除される。また、一般に、
バリュー・アット・リスク・モデルではポートフォリオに存在するすべてのリスクを完全に把握することがで
きない可能性がある。

 

為替リスク

当行は、スワップ、先物取引及び通貨オプション等の金融商品を顧客（主に、銀行及び法人顧客である。）
に対して提供している。当行は、これらの取引により生じるリスクをヘッジするために、また貸付を支援する
借入の通貨と異なる通貨で行われる外貨建貸付のために、クロス・カレンシー・スワップ、先物取引及びオプ
ション取引を利用している。これらの取引の一部は、ヘッジ会計の要件を満たすことができず、時価会計に
従っている。外貨建市場における取引活動によって、当行は為替リスクにさらされている。このリスクは、契
約相手方についての制限を設定し、日々の及び四半期ごとの累積のストップロス・リミットを定め、また例外
報告を行うことにより軽減される。

当行は、貸借対照表上のエクスポージャーのヘッジを含めて外貨エクスポージャーをヘッジするために、外
貨－ルピー間のオプション取引の利用者への提供をしている。かかる利用者には、法人顧客及びその他の銀行
間契約相手方を含んでいる。すべてのオプション・ポジションは、投資方針に既定された制限内で保持されて
いる。外貨市場におけるトレーティング活動により、当行は為替リスクにさらされている。外国為替リスク
は、取締役会により承認されたネット・オーバーナイト・オープン・ポジション（NOOP）制限を通じて監視さ
れる。

各外貨において、各々の基準通貨に対し１％の増減があったと仮定した場合、当行の為替感応度は、2016年
度末現在において12百万ルピーであったのに対し、2017年度末現在においては29百万ルピーであった。上記数
字には、いかなる基準通貨間の相殺利益も含まれていない。当行は、ギリシャの通貨オプションについても監
視している。

 

デリバティブ商品のリスク

当行は、スワップ、先物取引及び通貨オプション等の金融商品を顧客（主に、銀行及び法人顧客である。）
に対して提供している。当行は、これらの取引により生じるリスクをヘッジするために、また貸付を支援する
借入の通貨と異なる通貨で行われる外貨建貸付のために、クロス・カレンシー・スワップ、先物取引及びオプ
ション取引を利用している。これらの取引の一部は、ヘッジ取引に係る会計要件を満たすことができず、時価
に従っている。外貨建市場における取引活動によって、当行は為替リスクにさらされている。このリスクは、
契約相手方についての制限を設定し、日々の及び四半期ごとの累積のストップロス・リミットを定め、また例
外報告を行うことにより軽減される。当行は、顧客に対してリスク管理の目的で、オプション及びスワップを
含む様々なデリバティブ商品を提供する。当行はまた、金利及び為替の不整合をヘッジすることを目的とし
て、金利及び為替のデリバティブ取引に参入し、また、当行の自己勘定でデリバティブ商品の取引を行ってい
る。
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当行は、貸借対照表上のエクスポージャーのヘッジを含む外貨エクスポージャーをヘッジするために、法人
顧客及びその他の銀行間契約相手方等の利用者に対して外貨－ルピー間のオプション取引を提供している。す
べてのオプション・ポジションは、投資方針に既定された制限内で保持されている。外貨市場におけるトレー
ティング活動により、当行は為替リスクにさらされている。外国為替リスクは、取締役会により承認された
ネット・オーバーナイト・オープン・ポジション（NOOP）制限を通じて監視される。

 

クレジット・スプレッド・リスク

クレジット・スプレッド・リスクは、固定利付証券への投資から生じるリスクである。したがって、クレ
ジット・スプレッドのボラティリティーは、当行が保有するこれらのポートフォリオの価値に影響する。当行
は、ポートフォリオを厳密に監視し、リスクは、投資制限、格付に関する制限、単一発行者についての制限、
満期に関する制限を設定し、日々の及び累積のストップロス・リミットを定めることにより監視される。

以下の表は、2017年度末現在のトレーディング目的保有ポートフォリオをベースとして、クレジット・スプ
レッドがそのまま平行移動したと仮定した上で、クレジット・スプレッドの変動がトレーディング・ポート
フォリオの価値に及ぼす可能性のある影響の１つの予測値を示したものである。

 （単位：百万ルピー）

 

2017年３月31日現在

クレジット・スプレッドの変動
（ベーシスポイント）

ポートフォリオ
のサイズ

 (100)  (50)  50  100

企業負債証券 135,561  2,692  1,346  (1,346)  (2,692)

 

2017年度末現在、当行のトレーディング目的保有ポートフォリオ（国債を除く。）は135.6十億ルピーで
あった。センシティビティ・モデルは、クレジット・スプレッドが100ベーシスポイント上昇した場合、この
ポートフォリオの価値は2.7十億ルピー減少することを示している。反対に、クレジット・スプレッドが100
ベーシスポイント下落した場合、このポートフォリオの価値は2.7十億ルピー増加する。2016年度末現在、当
行のトレーディング目的保有ポートフォリオ（国債を除く。）は143.5十億ルピーであった。センシティビ
ティ・モデルは、クレジット・スプレッドが100ベーシスポイント上昇した場合、このポートフォリオの価値
は1.5十億ルピー減少することを示していた。反対に、クレジット・スプレッドが100ベーシスポイント下落し
た場合、このポートフォリオの価値は1.5十億ルピー増加する。

 

流動性リスク

流動性リスクとは、期限の到来に際し、利用可能なキャッシュ・フローを通じて、又は資産の公正価値での
売却を通じて、財務上の義務を果たすことができないことにより生じた、現在及び将来のリスクである。これ
には適切な期限に資産ポートフォリオを調達するための費用が予想外に増加するリスク及び時宜に即して適正
な価格でポジションを流動化することができないリスクの両方が含まれている。

流動性の管理は、当行の日常業務又は財政状態のいずれにも悪影響を与えずに、当行が現在及び将来におけ
るキャッシュ・フロー上及び担保上の必要性を、予期していたものも予期していなかったものも効率的に満た
せる状態にあり続けられるようにすることを目標としている。

当行は、資産負債管理政策に従って流動性リスクを管理している。この方針は、現在の規制ガイドラインど
おりに構成されており、取締役会によって承認されている。資産負債管理政策は、規制上の規定に義務付けら
れた変更を組み込み、経済的展望の変化に対して方針を再調整するために、定期的に見直しが行われる。当行
の資産負債管理委員会は、戦略の策定及び精査を行い、資産負債管理政策において設定された枠組みの中で流
動性リスクの管理のための指針を提供する。資産負債管理委員会は、マネージング・ディレクター、常勤取締
役及び上級管理職によって構成されている。取締役委員会である取締役会のリスク管理委員会が、資産負債管
理委員会を監督する。
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当行は、構造的流動性報告書、動的流動性キャッシュ・フロー報告書、流動性比率及びシナリオ分析による
ストレス・テストを含め、流動性リスクの測定のために様々な手段を利用している。構造的流動性報告書は、
資金需要純額の測定及び管理並びに様々な満期バケット内の資金の将来における余剰額又は不足額についての
査定を行うための標準的手段として利用されている。様々な資産、負債及びオフバランスシート項目に関する
キャッシュ・フローは、契約上の満期又は行動的満期に基づく異なるタイムバケットに分けられる。当行の国
内業務のためのルピー通貨に関する構造的流動性報告書及び当行の海外業務のためのあらゆる通貨についての
構造的流動性報告書（１カ国に関するもの及び海外全体に関するもの）は、毎日作成される。当行の国内業務
のための外貨に関する構造的流動性報告書、国内業務及び当行全体のための連結報告書が２週間ごとに作成さ
れる。各バケットにつき策定されたギャップ・リミットに対する利用は、当行の資産負債管理委員会により見
直される。

当行はまた、予定されているキャッシュ・フローに加え、動的流動性キャッシュ・フロー報告書を作成し、
増加する事業及びその資金に関連する流動性要件についても監視する。動的流動性キャッシュ・フロー報告書
は、事業グループとの緊密な連携において作成され、報告書に基づくキャッシュ・フローの見積りが定期的に
資産負債管理委員会に提示される。ストックとフローの手法の一貫として、当行は様々な流動性比率を監視
し、これらの比率には資産負債管理政策に基づき制限が設定される。当行はまた、2015年１月１日から適用さ
れた流動性カバレッジ比率も監視している。

当行は、資金調達要件を満たす中で柔軟性を与えるために、様々な流動性の源泉を有している。国内業務に
ついては、当座預金及び要求払いされる普通預金が当行の資金の大部分を占めており、当行は個人向け定期預
金に加えてこの預金部門を持続し、また成長させるための戦略を実施している。これらの預金は大規模な預
金、借入並びに債券及び劣後債の発行を通じて随時補強されている。貸付返済期日及び投資証券の売却によっ
ても流動性がもたらされている。当行は、ストレスのある状態を防ぐために、担保に差し入れられていない質
の高い流動資産を保持し、一定の緩和措置を有している。

国内業務について、当行はまた、銀行間市場での短期ベースの借入により流動性を管理することができる。
銀行間市場において重要な翌日物市場は、不安定な金利の影響を受けやすい。こうした不安定な資金調達への
依存を抑えるために、資産負債管理政策は、かかる銀行間市場における借入及び貸付の制限を規定している。

海外支店について、当行はまた明確な借入プログラムを有している。支店を通じて借入金を合理的な費用で
最大化するためには、異なった市場及び通貨における流動性が目標とされる。大規模な借入は、債券発行、銀
行からのシンジケートローン、金融市場からの借入、銀行間相互貸付及び再編成された預金を含む預金の形で
行われる。当行はまた、その他の銀行の購入者に対する与信及びその他の取引資産からの借換を行う。輸出信
用機関の基準を満たす貸付については、これらの機関との間で締結された契約どおりに借換が行われる。当行
はさらに、各受入国の整備された規制の枠組みに従い、個人向け預金を集めている。

当行は、現金、中央銀行における預金残高、国債、金融市場及びその他の固定利付証券の形の流動資産につ
き健全性のある水準を維持している。現在、規制当局によって規定されたとおり、インドの銀行は、2017年１
月７日付でインドにおける普通預金及び定期預金の純額の20.5％にあたる法定流動性比率を維持すること並び
にインドにおける普通預金及び定期預金の純額の4.0％にあたる現金準備率を維持することが義務付けられて
いる。当行は、一般に、追加の法定流動性比率の有価証券を有している。さらに、インドの銀行には、2016暦
年は70.0％の最低流動性カバレッジ比率の維持が求められた。そして2017年１月１日付で、2017暦年の流動性
カバレッジ比率要件は80.0％に引き上げられた。2019年１月１日以降は段階的に100.0％に引き上げられる。
インド準備銀行のガイドラインに基づき、2016年１月１日付で、流動性カバレッジ比率はインドの銀行に対し
て連結ベースで適用される。2017年度中、当行は法定水準を上回る流動性カバレッジ比率を維持した。さら
に、当行は取締役会によって承認された流動性のストレス・テスト体制を有しており、これに基づき当行は、
一連のストレス・シナリオに基づく当行の流動性ポジションを評価し、各シナリオに基づくアウトフローを緩
和するために当行が講じる可能性のあるあらゆる措置を検討している。これらのシナリオは、当行の特定の、
市場全体の統合されたストレス状況を網羅しており、当行の国内及び国外の業務のために個別に設定された。
ストレス・テスト体制に含まれる各シナリオにおいて、計測期間は30日間である。ストレス・テスト体制は、
ストレスを緩和するために当行が講じる可能性のあるあらゆる措置を検討し、各シナリオについて、流動性ア
ウトフローによる利益への影響を測定する。かかる利益への影響は取締役会によって規定されたストレス耐性
限度に従うものとする。流動性ストレス・テストの結果は、資産負債管理委員会に毎月報告される。2017年度
中、各ストレス・シナリオの結果は、取締役会が承認する限度内であった。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

 83/647



取締役会のリスク管理委員会は、潜在的な流動性の不測事態につき継続して監視するための体制及びかかる
不測事態に対応するための行動計画を策定する、流動性危機管理対策を承認した。この流動性危機管理対策
は、いくつかの流動性指標となる要因を策定しており、これらは所定の頻度（日に１度又は週に１度）で監視
され、流動性の不測事態が生じた場合の様々なチームの実行手順及び責任についても規定するものである。

流動性リスクを管理するための類似の制度が、当行の海外の銀行子会社のそれぞれにおいて構築され、かか
る子会社が負うリスクに対処し、受入国の規制上の要件（適用ある場合）に適応している。

当行の英国における子会社は、資金調達の要請に柔軟に対応できるよう、様々な流動性の源泉を有してお
り、大規模な資金源及び小規模な資金源を通じて資金調達を行っている。大規模な資金源は、ミディアム・
ターム・ノートプログラムによる債券の発行、相互貸付及びクラブ・ローン並びに銀行間金融市場、銀行引受
手形及びレポ取引を通じた短期借入から構成される。当行の英国における子会社は、適切な中央銀行の与信枠
を通じた資金調達も行っている。小規模な資金源においては、当行の英国における子会社は、そのインター
ネット・プラットフォームを通じて貯蓄預金を販売するとともに、その支店網を通じて当座預金商品及び貯蓄
預金商品を提供している。質の高い流動資産のバッファー／中央銀行に対する準備預金は、これらの預金に対
して維持されている。当行のカナダにおける子会社は、小規模な資金源から、バケットを横断した保険付モー
ゲージの証券化を通じた借入等の大規模な資金源まで、多様な資金源を通じて、資金調達を行っている。

健全性規制機構は、2015年６月、資本要件に関する新政策声明を発表したが、これは流動性及び資金調達の
監督リスクに対する健全性規制機構の手法に関する監督声明により補足された。この新ガイドラインは、2015
年10月１日から適用された。同ガイドラインにより、銀行は、2014年10月に欧州銀行監督機構が発表した委任
法令に規定される方法により、第１の柱の流動性要件として、2015年10月１日から80％で、流動性カバレッジ
比率を維持する義務を負う。流動性カバレッジ比率要件は2017年１月１日より90％に引き上げられ、2018年１
月１日以降は100％に引き上げられる。さらに、健全性規制機構は、暫定的な第２の柱の手法を採用し、これ
には、当行向けの既存の個別流動性指針に規定される追加額のために、銀行が質の高い流動資産を保有するこ
とが規定されている。これらの追加額は、流動性カバレッジ比率において把握できない特定のリスクのための
ものである。ICICIバンクUKピーエルシーは2017年度中、法定水準を上回る流動性カバレッジ比率を維持し
た。

2014年11月、金融機関監督庁は、カナダの銀行に対する流動性カバレッジ比率要件を取り入れるために、流
動性十分性要件を改正した。同要件は、銀行が、30暦日の流動性ストレス・シナリオの流動性ニーズを満たす
ために、現金又は民間市場において少しの価値の損失で若しくは全く価値の損失なしで現金に換金できる資産
から成る担保に差し入れられていない質の高い流動資産の十分な在庫を有することを要求している。基準は、
金融ストレスの状況がない限り、質の高い流動資産の純キャッシュ・アウトフロー総額に対するカバレッジ比
率の値が100％以上であることを要求している。金融機関監督庁は、カナダの各銀行が、銀行の流動性管理シ
ステム全体内で流動資産の役割を統合及び定義し、流動資産保有の最低目標を設定する内部流動性方針を持つ
と予想している。ICICIバンク・カナダは、その取締役会が承認した流動性管理方針及び市場リスク管理方針
を有している。これらの方針により、ICICIバンク・カナダは、「30日以内」の満期バケットにおける流出純
額を補填するために、顧客の負債の一定の割合を流動資産で維持し、十分な流動性を維持する義務を負う。こ
れらの制限は、資産負債管理委員会により少なくとも月に１回監視されている。ICICIバンク・カナダは、
2017年度を通して、これらの要件を遵守していた。

さらに、資産及び負債の満期パターン並びに正味キャッシュ・フローに関する詳細が含まれる月次正味累積
キャッシュ・フロー情報が、金融機関監督庁と共有されている。

「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(8) 流動性リスク」も参照のこ

と。

 

次へ
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(ⅲ)　業務リスク

業務リスクとは、内部の手続、人員及びシステムの不足若しくは不調又は外部的事情により生じる損失のリ
スクである。業務リスクには法的リスク（ただし、戦略的リスク及びレピュテーションリスクを除く。）が含
まれる。法的リスクには、示談だけでなく、監督行為による罰金、罰則又は懲戒的損害賠償に対するエクス
ポージャーも含まれるが、これに限定されない。当行の業務リスクに関する脆弱性については、「－第３－
４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(gg) 金融業界特有の業務リスクが存在し、それが現

実化した場合、当行の事業は悪影響を受ける可能性がある。」を参照のこと。

業務リスクに係る管理は、取締役会が承認した業務リスク管理方針により規定される。かかる方針は、当行
（海外支店を含む。）に適用され、業務リスクの管理及び軽減についての明確な説明責任及び義務を負う旨を
保証し、業務リスクについて共通の認識を高め、内部統制を強化できるよう事業及び運営グループの部署を補
助する。取締役会は、当行の様々な事業活動に関連するリスクの分析及び監視のための業務リスク管理委員会
を設置した。同委員会の主な目的は、明確なリスク管理プロセスの構築及び維持により、当行の業務リスクを
軽減することである。業務リスク管理委員会は、様々な業務のリスク構造、業務リスクの管理及び業務リスク
管理方針の実施に使用するツール並びに取締役会が承認する枠組みを検討する。取締役会はまた、すべての新
たな商品／手続の承認枠組みを承認し、これにより、商品又は派生商品に関するすべての手続は、業務リスク
の観点から手続承認委員会により査定される必要がある。

業務リスクは、適切な内部承認が得られないこと、誤った書類が作成された取引、業務上の情報保護手続が
行われなかったこと、コンピュータ・システム、ソフトウェア若しくは設備、不正行為、不十分な教育及び従
業員の過失を含む、様々な要因により生じうる。内部統制のための総合的なシステムの維持、取引を監視する
システム及び手順の構築、主要なバック・アップ手続の維持並びに定期的な危機管理計画の策定によって業務
リスクの軽減を目指している。当行の業務リスク管理手続の主要な要素は、リスクの識別及び評価、リスク測
定、リスクの監視並びにリスクの軽減である。

各銀行子会社において、地域経営は、各取締役会に承認された業務リスク管理方針に従って業務上のリスク
管理体制を実施する責任を負う。

当行の様々な事業における業務管理及び手続のマネジメントの要約は、以下のとおりである。

 

個人向け及び地方向け銀行業務における業務管理及び手続

個人向け銀行業務は、個別のゾーンに分かれて構成されており、各ゾーンは当行の上級幹部が率いる。顧客
の調達及びサービス業務のための指定された商品、販売、与信及び業務構造がある。支店は、適切な業務管理
を確実にする地域／中央処理センター及び個人資産処理センターによって支えられている。

当行は、様々な銀行取引の処理手続のための手順を詳細に記載した包括的な業務マニュアルを整備した。こ
れらのマニュアルの訂正は、支店の従業員がイントラネット上でアクセスすることで回覧することができる。
支店は、プロダクト・チーム及び販売チームによって補完される。顧客口座に関連する取引は、内蔵式システ
ムチェック及び承認手順により処理される。一定の限度額を超える現金取引は、潜在的なマネーロンダリング
を回避するための高度な精査に従ってなされる。支店による手順及びガイドラインの遵守は、リスク監視、同
時監査及び内部監査を通じて確保されている。

当行の中核銀行業務アプリケーション・ソフトウェアは、アプリケーションとデータの整合性を保護するた
めの複合的な安全対策をとっている。

当行の農村向け銀行業務には、主に農業及び同種の活動に従事する農村部及び郊外地区の顧客の財務要件を
満たすことが含まれる。当行はまた、政府の社会計画に基づく受益者の登録にも重点を置いている。農村向け
銀行セグメントのための指定された商品、販売、与信及び運営構造がある。顧客には、販売チーム及び事業
チームにより様々な商品が提供され、与信監視グループ及び業務グループ等の業務が明確に分担された、地域
及び中央処理センター並びに個人資産処理センター等の独立したチームにより様々な手続及び管理が行われ
る。担保として差し入れられた農産物の質及び担保とみなされた土地の権利について、独立した監視及び管理
がなされている。手続の効果を確認するための事後評価も行われている。
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地域処理センター及び中央処理センターのための運営管理及び手続

当行は、全国各地の都市に位置する指定の地域処理センターを有する。これらの地域処理センターは、小切
手の決済及び支店間取引の処理に従事し、出張所の小切手の取立てを行い、口座開設、預金の更新及び企業の
給与取引手続のためのバック・オフィス業務に従事している。インドの様々な都市における35の地域にはカレ
ンシーチェストが設置されており、支店及びATMの現金需要を行っている。

当行は、ムンバイ及びハイデラバードに１ヶ所ずつ、２ヶ所の中央処理センターを有し、全国規模で現物引
渡しの製造及び発送（カード、小切手帳、取引明細書、カードの個人暗証番号及びインターネット・バンキン
グ顧客へのパスワードの発行等）を基盤として取引の手続を行っている。中央処理センターは、さらに電子決
済、新規銀行口座の開設の活性化及びアカウントサービスといった業務を行っている。

 

個人資産運用における業務管理及び手続

当行は、全国各地の都市に位置する分散化された指定資産処理センターを有する。これらの分散化された資
産処理センターは、貸付金支払及び十分な内部確認及び管理を伴う個人貸付に関連した通常の銀行業務に従事
している。

当行は、ムンバイ、ハイデラバード及びノイダの３ヶ所に資産運営を行う中央部門を有している。これらの
中央部門は、インド全国で個人資産商品に関する業務をサポートしており、また、すべての個人資産商品に関
し、貸付勘定の維持、クレジットカードの発行、会計及び調整、支払い及び返済管理業務等の業務を行う。

 

財務上の業務管理及び手続

当行は、財務関連業務に関して包括的な内部統制の体制を整備した。管理対策には、財務フロント・オフィ
ス及び財務コントロール・サービス・グループ間の任務の区別、管理手続の自動化、詳細にわたる報告書によ
る継続的な監視手続、ディーラーのための明確な行為規範が含まれている。当行は、財務関連業務に関して、
取引に関する制限や商品に関する制限を含む明確な制限を設定した。潜在的な誤販売のリスク（もしあれば）
を軽減させるため、顧客の適合性及び適切性の方針が実施されている。同様に、潜在的な契約上のリスク（も
しあれば）を軽減させるため、取引の交渉は音声録音システムにより録音される。管理対策の一部には、取引
検証の独立性、取引確認、ドキュメンテーション、制限監視、財務会計、決済、調整及び規制遵守が含まれ
る。財務コントロール・サービス・グループは、未確定及び未決済の取引（もしあれば）を定期的に精査し、
時宜を得た確定又は決済に向けてさらに調査を行う。期間を超えた決済又は確定の遅延の場合の幹部役員への
上申の仕組みがある。上記に加え、同時に、財務関連業務に関する内部監査も独立して定期的に行われる。財
務関連業務における内部統制の体制は、間違い及び潜在的な不正行為を防止し、かつ早期に警告できるよう設
計されている。

 

法人向け及び商業銀行業務管理及び手続

法人向け銀行業務もまた、個別のゾーンに分かれて構成されている。フロント・オフィスは、顧客の調達及
び申請の信用分析の実施について責任を負っている。信用リスクはリスク管理グループによって個別に評価さ
れる。当行は、ローン期間における管理及び全面的な監視のための初期の警告メカニズム開発能力を強化する
ため、与信監視グループを設置した。与信監視グループ内のミドル・オフィスは、事後承認リスクが確実に軽
減されるように、文書の照合及び精査を実施する。ミドル・オフィスはまた、定期的に遵守監視報告書を発行
することによって承認の条件の遵守を監視する。主要なプロセス及びその分担は、プロセス記録書に文書化さ
れ、定期的に見直される。法人向け業務のバック・オフィスは、支店を含む経路を通じて生じた要求及び指示
に基づく貿易金融、現金管理及び一般銀行取引の実施につき責任を担っている。

商業銀行業務の商品及びサービスは、国内の主要な商業施設に散在する特定の商業支店及び個人向けの支店
において提供される。商業支店は、経験豊富な商業銀行家である上級支店長が率いる。商業支店で開始した取
引は、貿易金融、現金管理及び一般銀行取引の実施につき責任を担う独立し中央集権化された業務部門によっ
て手続が行われる。
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インターネット・バンキングのための業務管理及び手続

当行は、オンライン／インターネット・バンキングを通じて取引の適切な認証及び承認管理を整備した。イ
ンターネット・バンキングのインフラは、ファイアウォール、侵入防止システム及びネットワークレベルのア
クセス管理を含む、多層的な情報保護管理を通じて保護されており、これらは定期的な侵入テスト、脆弱性評
価及び継続的なインターネット・バンキング・サーバーのセキュリティー事故の監視によって補完される。ロ
グインパスワードに加え、取引は無作為のグリッドの値認証（グリッドとは、デビットカードの裏面に印刷さ
れた一連の数字である。）を使って認証することが要求される。さらに、ワンタイムパスワード認証は、顧客
のデバイスフィンガープリントにおける変化を特定する場合に要求される。ワンタイムパスワードは、当行に
登録された顧客の携帯電話番号に送られる。顧客は、送金受取人を追加するために、当行に登録された顧客の
携帯電話番号に送られる固有の登録番号を有効にすることが求められる。クレジットカードを利用するイン
ターネット取引には、カードに表示された他の認証に加えて、ワンタイムパスワードに基づく認証がさらに必
要とされる。また、インターネットを通じた取引が行われるごとに、アラートが顧客に送られる。顧客の間で
フィッシング、ビッシング詐欺やその他インターネット関連の不正行為に関して認識を促すために、当行はま
た、定期的に顧客に対し情報を送っている。

 

(ⅳ)　情報技術リスク

銀行及び金融機関のサイバーセキュリティー上の世界的な脅威状況は絶えず進化し続けており、フィッシン
グ活動、分散サービス妨害（DDoS）による攻撃、マルウェア、ランサムウェア及びATMの脆弱性又はソフト
ウェア・ベンダーによって銀行へ提供されるシステムの脆弱性の利用等の脅威が世界中で広まっている。

当行は、情報保護に対してガバナンスの枠組みを持ち、独立取締役が議長を務める取締役会レベルの委員会
である情報技術戦略委員会により監視されている。当行のセキュリティー戦略は、多層防御の原則に基づいて
おり、当行のITリスクの枠組みは、役割及び責任が明確に定義された３つの防御ラインを表している。当行
は、当行の事業部門から独立している情報保護及び金融犯罪防止を担う部門に注力している。ITシステムの問
題に直面する顧客の利用促進等、顧客に対するサービスの利用可能性及び継続性を提供する試みに関して、当
行は、災害及び非常事態の場合のITシステムの復旧計画も含む取締役会の承認を受けた事業非常事態計画を持
つ。当行は、サイバー危機管理計画をも組み込んでいる、取締役会の承認を受けたサイバーセキュリティー計
画を持つ。また当行は、セキュリティーの脆弱性から起こり得るリスクを軽減するために、脆弱性評価及び侵
入実験の定期的な検査を行っている。

当行のITシステムは、IT指令センター及びセキュリティーオペレーションセンター等の専門チームにより継
続的に監視されている。当行は、変更管理、識別管理、アクセス管理及びセキュリティーオペレーションのた
めの手続を定め、かかる手続は、常にリスクの発生に対応し、当該リスクを軽減するのにふさわしい管理を確
保するため、定期的に見直され、改良される。

 

(ⅴ)　反マネーロンダリング管理

当行は、2002年マネーロンダリング防止法に基づいた規定に従って顧客の本人確認／反マネーロンダリング
手続／テロ行為のための資金調達の取締強化に関するガイドライン、同ガイドラインにおいて公布された規則
及び規制当局が随時発表するガイドラインを実施してきた。

これらのガイドラインの実施は、当行の取締役会により承認されたグループ・反マネーロンダリング政策の
制定（これは、当行の海外支店／子会社も網羅する。）、反マネーロンダリングの体制の実施に関する監査委
員会による監督、反マネーロンダリングの体制の実施について日々の責任を負う主席役員としての上級役員の
任命、顧客セグメントのリスク分類に基づく適切な顧客の本人確認手続の実施、規制当局により発行されたネ
ガティブリスト並びに顧客を高、中及び低レベルのリスクに分類する顧客リスク分類による顧客の名義の識
別、自動化されたアプリケーションによるリスクに基づく取引の監視及び規制当局への報告の手続、並びに従
業員を教育するため及びこの問題に関して顧客認識を高めるための適切な制度の実施を含む。

当行は、リスク・ベースの手法を適用し、インド準備銀行のガイドラインに従って、低レベルのリスクの顧
客への簡素化されたデュー・ディリジェンス、中レベルのリスクの顧客への標準的なデュー・ディリジェンス
及び高レベルのリスクの顧客への拡大されたデュー・ディリジェンスを用いて顧客リスク評価を行う。
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当行はまた、当該地域の規制当局により規定される反マネーロンダリング基準も遵守する。当行の反マネー
ロンダリング体制は、内部監査部門による監査を受け、その所見は定期的に監査委員会に対して報告される。

当行の生命保険子会社は、2002年マネーロンダリング防止法に従って発表された顧客の本人確認／反マネー
ロンダリング手続／テロ行為のための資金調達の取締強化に関するガイドライン及びインド保険業規制開発委
員会が随時発表するガイドラインを実施してきた。反マネーロンダリング政策／テロ行為のための資金調達の
取締強化政策は、生命保険子会社の取締役会により承認されている。かかる政策は、グループの反マネーロン
ダリング政策にも従っており、また、反マネーロンダリングの体制の実施についての監査委員会による監督を
含む。かかる政策は、2002年マネーロンダリング防止法に基づき課される義務及び同法に従って制定された規
則の遵守を確保する責任を負う主席役員としての上級役員の任命、リスクに基づく反マネーロンダリング体制
の採用、顧客セグメントのリスク分類に基づく適切な顧客の本人確認手続の実施、制裁対象者リストと照らし
合わせた顧客の識別、リスクに基づく取引の監視、規制当局への報告の手続並びに従業員を教育するため及び
この問題に関して顧客認識を高めるための適切な制度について規定している。

インドの銀行及び保険会社に対するおとり捜査の一環として、2013年３月から４月にビデオ（かかるビデオ
には、当行の第一線に立つ支店の従業員らが、業務遂行及び倫理に関するグループ規定に違反し、また、取引
が実行されていた場合には、反マネーロンダリング規定及び顧客本人確認規定に違反していた可能性があった
であろうという内容の会話をする様子が映されているとされる。）がインターネットで公開されたことを受
け、インド準備銀行はICICIバンクその他インド国内の30行を超える銀行に対する調査に着手した。インド準
備銀行の調査ではマネーロンダリングの推定的証拠は明らかにはならなかったが、インド準備銀行は、適用さ
れる法令の違反の事実のため、インドの銀行31行に対し総額665百万ルピーの罰金（ICICIバンクに対する罰金
10百万ルピーを含む。）を課したが、当行は支払済である。上記のおとり捜査に関連する不審な取引未遂の報
告を怠ったとして、2015年２月に、当行はインド金融情報機関により1.4百万ルピーの罰金も課された。当行
は、インド金融情報機関に対して控訴裁判所に上訴した。2017年６月、控訴裁判所は、罰金は不適切であると
判決を下した。控訴裁判所は、控訴人銀行に対し、注視し、後にかかる事項について報告するよう求めた。

2014年７月、インド準備銀行は、当行を含むインドの銀行12行に対し、かかる銀行に対する法人顧客のロー
ン及び当座預金を精査した後、インド準備銀行が公表した指示／指針／ガイドラインに違反したとして罰金を
課した。当行に課された罰金は、４百万ルピーであった。

2014年12月、インド準備銀行は、当行を含むインドの銀行２行に対し、特定の銀行での架空口座の不正開設
についてインド準備銀行が公表した顧客の本人確認／反マネーロンダリングに関する指針／ガイドラインを遵
守しなかったとして罰金を課した。当行に課された罰金は、５百万ルピーであった。「－第３－４　事業等の
リスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(m) 金融部門における監督及び遵守環境の強化は、公式又は非公式

にかかわらず、規制措置のリスク増加をもたらす可能性がある。金融危機後、規制当局は次第に当行及びその
他の金融機関を過去よりも高いリスク構造を示しているとみなしている。」及び「－第３－４　事業等のリス
ク－(2) 当行の事業に関するリスク－(u) ネガティブな評判により当行の評判が損なわれ、当行の事業及び財

務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格が悪影響を受ける可能性がある。」も参照のこと。

インド準備銀行は、顧客の本人確認／反マネーロンダリングの面から、ICICIを含む様々な銀行へ調査を開
始した。調査に基づき、2016年４月、インド準備銀行は特定の事項に説明を求めた。ICICIバンクはこれに対
応し、インド準備銀行はかかる事項に関する当行の回答を承認した。

「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(m) 金融部門における監督及び遵守環境

の強化は、公式又は非公式にかかわらず、規制措置のリスク増加をもたらす可能性がある。金融危機後、規制
当局は次第に当行及びその他の金融機関を過去よりも高いリスク構造を示しているとみなしている。」及び
「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(u) ネガティブな評判により当行の評判が

損なわれ、当行の事業及び財務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格が悪影響を受ける可能性があ
る。」も参照のこと。
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(ⅵ)　監査

内部監査グループは、グループ監査憲章及び取締役会に承認された内部監査方針により運営されており、内
部統制、リスク管理及びコーポレート・ガバナンスの効果に対して独立して客観的に保証し、さらに改善策を
提案する。体系的で規律的なアプローチを通して、リスク管理、内部統制及びコーポレート・ガバナンスを評
価し向上させることによって、当行は目標を達成しやすくなる。内部監査グループは独立した組織として活動
し、取締役会の監査委員会に報告を行う。

内部監査グループは、十分な知識、技術、経験及び専門的資格を有するスタッフを維持している。内部監査
グループは、監査の実施における専門的知識及び事業活動に対する適切な理解に基づき、監査を展開する。内
部監査グループにおけるプロセスは、ISO 9001-2015から認証を受けている。さらに、内部監査グループに

よって提供される保証の質に対して、３年に１回独立した外部の機関によって評価が行われる。

内部監査グループは、インド準備銀行のガイドラインに基づいたリスク・ベースの監査手順を採用してい
る。リスク・ベースの監査手順の概略は、内部監査方針に記載されている。毎年のリスク・ベースの監査計画
は、リスク・ベースの監査手順に基づいて作成され、取締役会の監査委員会によって承認される。したがっ
て、内部監査グループは、リスク・ベースの監査計画に従って、すべての支店、事業グループ及びその他の職
務の包括的監査を担当している。

内部監査グループはまた、システム・セキュリティー監査の専門チームを有している。年次監査計画は、ア
プリケーション、ネットワーク、インフラストラクチャー及び情報技術全般の管理を含む、様々な情報技術の
要素を対象としている。

インド準備銀行は、当行、本社機能及び情報技術データセンターの与信、預金及びその他のリスク・エクス
ポージャーの最低50.0％を保証するため、財務機能を有する事業グループ、取扱高の多い支店では同時監査の
方法を取るよう銀行に要求している。かかる要求に従い、内部監査グループは、財務関連機能及び選択した支
店に対する同時監査の戦略を考案した。同時監査はまた、取引の試査が必要であると特定された地域に着目
し、また内部統制が存在しかつこれに従うことを確実なものとするために、中央及び地域処理センター並びに
中央集約化された業務部門でも行われる。情報技術データセンター及び本社機能の一部はまた、同時監査の範
囲内にある。同時監査カバレッジの詳細は、毎年のリスク・ベースの監査計画において概要が記載されてい
る。

海外の銀行子会社及び国内の銀行ではない子会社の監査は、各子会社に所属する居住者の監査人の専門チー
ムによって遂行される。これらの監査チームは、各子会社の監査委員会及び内部監査グループに報告する。海
外の支店及び代理店の監査は、インドからの監査人及びシンガポール支店に本拠地を構える居住者の監査人に
より構成された監査チームによって遂行される。インドに委託された国際業務は、インドの監査チームによっ
て監査されている。

 

(ⅶ)　法務及び規制上のリスク

当行は様々な訴訟に関与し、また、当行が業務を行っている各法域において広範囲にわたる銀行業務及び金
融サービスに関する法令を遵守している。当行はまた、かかる各法域において、多数の規制及び執行当局の管
轄下にある。当行の顧客及び契約相手方による義務の執行（担保の処分を含む。）の不確実性によって法的リ
スクが生じる。法令変更は、当行に悪影響を及ぼす可能性がある。法的リスクは、関連する法律が裁判所にお
いてあまり審理の対象とされていない新規事業において高くなる。当行は、厳格に法定文書を作成し、取引が
適切に授権されていることを保証するため設計された手続を実施し、必要又は適切な場合は常に内部及び外部
の法律顧問に相談することにより、法的リスクを軽減しようと試みている。「－第３－４　事業等のリスク－
(2) 当行の事業に関するリスク－(kk) 当行は様々な訴訟に関与している。当行に重大な損害を与える最終判

決が下された場合、当行の将来の財務実績及び株主資本は重大な悪影響を受ける可能性がある。」及び「－第
３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(s) 金融機関を取り巻く規制環境は、金融危機後

の環境において前例のない変化に直面している。」を参照のこと。
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(ⅷ)　海外業務のリスク管理体制

当行は、海外支店、国際財務サービスセンター銀行ユニット及びオフショア銀行ユニットを含む国際銀行業
務のためのリスク管理体制を導入している。かかる体制の下では、当行の与信、投資、資産負債管理及び反マ
ネーロンダリングに係る政策が、現地の法的な又はビジネス上の要件を満たすための変更を加えた上で、当行
のすべての海外支店、国際財務サービスセンター銀行ユニット及びオフショア銀行ユニットに適用される。か
かる変更は、当行の取締役会又は取締役会により指名された委員会の承認がある場合に行うことができる。取
締役会又は指名された取締役会委員会は、当行のコーポレート・ガバナンス及びリスク管理体制に加えて、適
用ある法令に基づいて、個々のリスク管理政策を承認する。海外の銀行子会社における体制は、各子会社の取
締役会により承認され、当行の関連グループとの協議においてリスク管理枠組みに従って決定される。

コンプライアンス・グループは、海外支店、国際財務サービスセンター銀行ユニット及びオフショア銀行子
会社における規制遵守の監視を行う。当行の国内及び国際銀行業務に関連する重要なリスクの指標に加えて、
コンプライアンスリスクの評価が、定期的に当行の取締役会のリスク管理委員会に提出される。規制遵守リス
クの管理は、内部統制メカニズムとともに、当行及び当行の子会社におけるガバナンス体制の重要な構成要素
と考えられている。したがって、当行は、取締役会によって承認され、随時見直しが行われるグループ規制遵
守政策を策定することによって、規制遵守に適した体制を導入した。このグループ規制遵守政策は、リスクが
当行の安全性及び安定性にどのように影響を及ぼす可能性があるかを評価するために、連結ベースで主要な規
制遵守リスクの特定及び評価の枠組みについて概説したものである。

 

(ⅸ)　主要な子会社におけるリスク管理

ICICIバンクUK

ICICIバンクUKは、主として、信用リスク、流動性リスク、市場リスク（バンキング・ブック上の金利リス
クを含む。）、業務リスク、コンプライアンスリスク及びレピュテーションリスクにさらされている。

ICICIバンクUKの取締役会は、ICICIバンクUKの機能の監督及び統制について責任を有し、すべての主要な方
針及び手続の承認を行う。取締役会は、様々なリスクを集中的に監督できるように構成された小委員会、監査
委員会、ガバナンス委員会、リスク管理委員会、リスク行為委員会及び与信委員会により支援されている。取
締役会（又は取締役会委員会）によって承認されたICICバンクUKのリスク選好及び政策は、それぞれのリスク
の種類に応じて統制枠組みを形成する。事業活動は、承認されたリスク選好及び政策枠組みによって行われ
る。

すべての信用リスク関連の問題は、ICICIバンクUKの信用リスク管理政策により規定される。ICICIバンクUK
は、信用リスクの評価を２段階のアプローチで行う。まず取引を提案した商務責任者が精査し、その後、リス
ク・チームの審査役が独立した評価を行う。また、信用リスクは、産業、エクスポージャー、カントリー・エ
クスポージャー、格付区分に基づくエクスポージャー、商品固有のエクスポージャー及び大口エクスポー
ジャー等のリスク集中の主要パラメーターを監視することにより、ポートフォリオ・レベルで管理されてい
る。

ICICIバンクUKは、当行の流動性管理過程の概要を示す、取締役会の承認を受けた内部流動性十分性評価過
程（ILAAP）の文書を持つ。当行は、流動性リスクの測定のために、構造的流動性報告書、流動性比率及びシ
ナリオ分析によるストレス・テストを含めた様々な手段を用いている。流動性リスクの選好度に沿って、
ICICIバンクUKは、内部流動性十分性評価過程における様々なシナリオに基づいて予想された負荷のかかった
アウトフローをカバーするために、適切で質の高い流動資産／中央銀行に対する準備預金を維持している。
ICICIバンクUKは、健全性規制機構により規定された流動性カバレッジ要件に従うことで、質の高い流動資産
を維持している。

ICICIバンクUKは、財務政策マニュアル及び指令書、評価方針、モデル検証に関する方針及び価格検証に関
する独自の方針等、取締役会／取締役会委員会により承認された市場リスク管理政策を有する。ICICIバンク
UKは、市場リスクの監視及び管理において、株式の投資期間、アーニング・アット・リスク、ポートフォリオ
の制限、金利における１ベーシスポイントの変動の価格価値、クレジット・スプレッドにおける１ベーシスポ
イントの変動の価格価値、ストップロス・リミット及びバリュー・アット・リスク・リミット等、様々なリス
ク評価基準を用いる。
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業務リスク（不正行為リスクを含む。）に係る管理は、取締役会リスク管理委員会が承認した業務リスク管
理方針により規定される。業務リスク管理方針に規定される業務リスクの要素には、業務上の事故管理、リス
クの識別及び測定の手法、主要なリスク指標による監視並びにリスク軽減手法が含まれる。

 

ICICIバンク・カナダ

ICICIバンク・カナダは、主として、信用リスク、市場リスク（金利リスク及び流動性リスクを含む。）、
業務リスク、コンプライアンスリスク及びレピュテーションリスクにさらされている。ICICIバンク・カナダ
は、リスクの効果的な特定、測定及び監視を確保するためのリスク管理体制を構築した。当該体制では、かか
るリスクを監視し軽減するための方針及び手続を定めることを義務付けている。

ICICIバンク・カナダの取締役会は、ICICIバンク・カナダが負っているすべてのリスクを監督する。取締役
会は、委員会を設置し、直面する様々なリスクを監督するための特別な権限を委員会に付与した。取締役会に
よって承認される政策は、ICICIバンク・カナダが直面する様々なリスクの管理に関して統制枠組みを形成す
る。事業活動は、その政策枠組みによって行われる。

取締役会のリスク管理委員会は、信用リスク管理に関する業務上の責任を、与信・商業信用及び回収政策、
小売信用回収政策並びに住宅ローン引受業務政策に規定された広範な条件及び制限内で、与信管理委員会に委
譲した。与信管理委員会は、与信申請をリスク管理委員会に提案する前に承認し、ポートフォリオ別に信用リ
スクを管理し、月次ベースで資産価値及びポートフォリオの価値を精査する。

リスク管理委員会は、市場リスク管理及び流動性リスク管理に関する業務上の責任を、市場リスク管理政策
及び流動性管理政策にそれぞれ規定された広範な条件及び制限内で、資産負債委員会に委譲した。資産負債委
員会は、投資及び財務業務に関する事項並びにリスク緩和措置の実施を精査し、財務活動に関する政策の主要
な変更をリスク管理委員会に提案する。資産負債委員会は、金融機関監督庁（カナダの銀行規制当局）の市場
リスク及び流動性リスクの要件、内部統制のガイドライン及び制限の遵守を精査する。

リスク管理委員会は、業務リスク管理に関する業務上の責任を、管理委員会の下にある業務リスク管理委員
会に委譲した。業務リスク管理委員会は、ICICIバンク・カナダの日々の業務における業務リスクの管理につ
いて責任を有する。管理委員会の監督下にある業務リスク委員会は、業務リスク管理の実施及び業務リスクの
構造を月次ベースで精査する。

 

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップは、プライマリー・ディーラーであり、また、
同社のポートフォリオのかなりの割合をインド国債で保有している。ICICIセキュリティーズ・プライマ
リー・ディーラーシップの法人リスク管理グループは、組織の活動から発生するリスクを管理することに努め
る包括的なリスク管理方針を策定している。同グループは、市場リスクを評価するためのモデルを開発及び維
持しており、市場の動的性質をとらえるために頻繁に更新している。同グループはまた、その権限の範囲内
で、新製品及び事業活動の評価及び導入に関与している。

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップは、独立取締役により会長が務められ、当該会
社の取締役会構成員から成る内部のリスク管理委員会を有している。かかる委員会は、ICICIセキュリティー
ズ・プライマリー・ディーラーシップの異なる事業活動に関係するリスクを分析及び監視し、取締役会により
設定されたリスク及び投資制限への遵守を確保する責任を負う。

 

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーのリスク・ガバナンス構造は、取締役会、
取締役会のリスク管理委員会、業務執行リスク管理委員会及びその小委員会で構成されている。取締役会は、
取締役会のリスク管理委員会の提案により、様々な業務リスクについての識別、測定、監視及び統制の基準を
取上げたリスク政策を承認してきた。リスク政策は、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カ
ンパニーのリスク管理のガバナンス構造について規定している。
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非業務執行取締役で構成されている取締役会のリスク管理委員会は、資産負債管理を含むリスク管理政策の
策定、事業の様々な境界を超えたあらゆるリスクを監視及びかかるリスクを軽減するための適切なシステムを
構築する。取締役会のリスク管理委員会はまた、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパ
ニーのリスク選好及びリスク特性を定義、リスク管理システムの効果的な運用を監督し、また、重要なリスク
問題について取締役会に助言をしている。

幹部役員から成る業務執行リスク管理委員会は、取締役会及び取締役会のリスク管理委員会に対する指導、
調整及びリスク管理方針の遵守を確保することによりそのリスク管理の職務につき支援を行う責任を有し、特
にICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーが発売するすべての新商品の承認について
責任を有する。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーのリスク管理モデルは、リスクの識別及び
評価、測定、監視並びに統制という４段階の連続したサイクルから成る。ICICIプルデンシャル・ライフ・イ
ンシュアランス・カンパニーのリスク政策は、企業レベルでリスク管理サイクルを遂行するために採用された
戦略及び手続を詳述している。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーが直面する主
要なリスク・エクスポージャー及び緩和措置を詳述したリスク報告書が、四半期ごとに取締役会のリスク管理
委員会に提出されている。

 

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、主に担当業務の特性に由来するリスク
及び同社の投資資産合計に係る信用リスクの他、再保険に伴う信用リスクにもさらされる。事業リスクに関し
て、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、同社の保険投資資産を製品分類及び
複数の業種にわたらせ、また地理的地域の拡大に努めている。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアラ
ンス・カンパニーは、低い不良債権率及び有利なリスク分散化を達成するために個人向け及び法人向けのイン
ベストメント・アセット・ミックスのバランスを保つことに重点を置いている。ICICIロンバード・ジェネラ
ル・インシュアランス・カンパニーはリスク保持及び再保険方針を擁し、リスク耐性の程度をリスク及び事象
べースに対応して設定している。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランスはまた、再保険契約によ
りリスクに対するエクスポージャーを抑える能力を有する。当社の投資は、インドの保険業規制開発委員会が
規定する基準内で同社の取締役会が承認した投資政策により管理される。投資委員会は、かかる政策実施を監
視し、またこれを定期的に見直している。１つの非政府のカウンターパーティーに対するエクスポージャー
は、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの投資委員会による特定の承認なしに、
帳簿価額により投資資産合計の5.0％未満に制限される。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・
カンパニーは、合計エクスポージャーが同社のポートフォリオの5.0％を超えるいくつかのカウンターパー
ティーを持っているが、いずれも10.0％は超えていない。

 

(ⅹ)　規制及び手続

当行は、マネージング・ディレクター兼最高経営責任者及び最高財務責任者を含む経営陣による監督及び参
加の下、2017年度末現在、証券取引法に基づくルール13a-15(e)に定義される、当行の開示の規制及び手続の
有効性に関する評価を実施した。

その結果、本報告書の対象となる期間の末日現在、開示の規制及び手続は、当行が証券取引法に基づいて提
出した本報告書において開示する必要のある情報が、定められた期間内において、記録、処理過程、要約及び
報告されることについて合理的な確証を与えるに十分であると結論付けた。

しかしながら、当行の評価の結果、当行の開示の規制及び手続を改善すべき特定の分野があることが判明し
た。監査委員会は、申し分ない結論に達するため、確認されたすべての重要なプロセスの結果を監視し、改善
の機会を把握しているが、それにもかかわらず、すべての金融機関と同様に当行は、更なる改善の余地がある
と信じている。当行は、内部統制及びリスク管理プロセスを継続して導入し、改善するための取組を行い、こ
のことは、当行にとって最優先課題となっている。当行はまた、報告された財務情報の正確性並びに開示の規
制、手続及び処理の有効性を証明する、当行全体における事業及び財務担当役員による手続を有する。

急激に変化する環境において、又は新規の事業分野への参入若しくは地理的範囲を拡大する場合、システム
の有効性、とりわけ開示の規制及び手続のシステムについては、人為的ミス、違法行為若しくは規制及び手続
の逸脱の可能性といった固有の限界がある。したがって、一様に効果的な開示の規制及び手続によってのみ、
その規制目標の達成を合理的に保証することができる。
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当行は、急激に変化する環境下で著しい成長を遂げており、経営陣はこれにより、管理体制への重要な課題
が突きつけられていると認識している。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－

(gg) 金融業界特有の業務リスクが存在し、それが現実化した場合、当行の事業は悪影響を受ける可能性があ

る。」も参照のこと。

 

財務報告書に対する内部統制に関しての経営陣による報告

当行の経営陣は、財務報告書に対する適切な内部統制（証券取引法に基づくルール13a-15(f)に定義され
る。）を確立し、維持する責任を負う。当行の内部統制システムは、米国証券取引委員会及び適用されるGAAP
に従って、財務報告書の信頼性並びに当行のインドGAAPに基づき公表された連結財務書類及び米国GAAPの純利
益の調整及び株主資本調整に関連する開示書類の作成及び公正な開示に関する合理的な確証を提供するために
設計されている。

経営陣は、財務報告書が、経営陣及び取締役の承認に基づき取引が行われ、資産が保護され、財務記録が信
頼できるものであることの合理的な確証を提供している旨保証することを目的とした、内部統制システムを維
持する。

当行の内部統制には、以下を目的とした方針及び手続が含まれる。

・　当行の資産の取引及び処分が、合理的に詳細に、正確かつ公正に反映されている記録を保持すること。

・　一般に公正妥当と認められた会計原則に基づき財務書類を作成できるよう、必要に応じて取引が記録さ
れ、経営陣及び業務執行取締役の承認がある場合のみ、当行の収支決済を行う旨、合理的な保証を提供
すること。

・　財務書類に重要な影響を及ぼし得る、当行の資産の未承認の取得、利用又は処分の防止又は早期発見に
関する合理的な保証を提供すること。

すべての内部統制システムは、その精度にかかわらず固有の限界があり、虚偽記載を防止し発見することは
できないこともある。それゆえ、十分であると判断されたシステムであっても、財務書類の作成及び開示に関
する合理的な保証を提供できるのみである。将来における十分性の評価の見通しは、状況の変化により、かか
る管理が不十分になる可能性があるというリスク、又は方針及び手続の遵守の程度が悪化する可能性があると
いうリスクに左右される。

経営陣は、2017年度末現在、内部統制の統合的な枠組みに関するトレッドウェイ委員会（2013年）の組織委
員会が定めた基準に基づき、財務報告書に対する内部統制の十分性を評価している。かかる評価に基づき、経
営陣は、当行の財務報告書に対する内部統制は、2017年度末現在、十分である旨結論付けた。2017年度末現在
の当行の財務報告書に対する内部統制の有効性は、本書に含まれる監査報告書に記載があるとおり、独立登録
監査法人であるKPMGにより監査されている。

 

財務報告書に対する内部統制の変更

本書の対象となる期間中に行われた財務報告書について、当行の財務報告書に対する内部統制に重大な影響
を与えた又は重大な影響を与えると合理的に考えられるような当行の内部統制の変更はない。

 

(e)　貸付ポートフォリオ

当行の貸付ポートフォリオ総額は、2016年度末現在の5,097.9十億ルピーから5.0％増加して、2017年度末現在
は5,353.2十億ルピーであった。2017年度末現在、当行の貸付総額の約74.5％がルピー建貸付であった。
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(ⅰ)　事業別貸付ポートフォリオ

以下の表は、表示された日現在の、当行の事業別のルピー建て及び外貨建ての貸付総額を示したものであ
る。

 （単位：百万）

 ３月31日現在

 
2013年
(ルピー)

 
2014年
(ルピー)

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 2017年
(円)

消費者ローン及びクレ
ジットカード債権(1)

1,181,588  1,470,783  1,762,154  2,153,561  2,446,478  4,623,843

ルピー建て 1,068,305  1,251,032  1,534,281  1,895,734  2,259,184  4,269,858

外貨建て(2) 113,283  219,751  227,873  257,827  187,294  353,986

商業(3) 2,204,054  2,494,150  2,745,376  2,944,355  2,906,744  5,493,746

ルピー建て 1,193,433  1,310,457  1,493,578  1,631,734  1,729,028  3,267,863

外貨建て 1,010,621  1,183,693  1,251,798  1,312,621  1,177,666  2,225,789

貸付金総額 3,385,642  3,964,933  4,507,530  5,097,916  5,353,222  10,117,590

　ルピー建て 2,261,738  2,561,488  3,027,859  3,527,468  3,988,261  7,537,813

　外貨建て 1,123,904  1,403,445  1,479,671  1,570,448  1,364,961  2,579,776

貸付金総額合計 3,385,642  3,964,933  4,507,530  5,097,916  5,353,222  10,117,590

控除：貸倒引当金 (85,901)  (91,515)  (122,629)  (160,625)  (200,049)  (378,093)

貸付金純額 3,299,741  3,873,418  4,384,901  4,937,291  5,153,173  9,739,497
 
 

 

(1)　住宅ローン、自動車ローン、商業ビジネスローン、二輪車ローン、個人ローン、クレジットカード債権、宝石ローン、開

発業者向け金融及びその他の農村向け金融商品を含む。

(2)　2017年度末現在における15.0十億ルピーの外貨建非居住者向け（銀行）預金に係る貸付を含む。

(3)　建築業者向け金融及びディーラー向け金融を含む。

 

当行のルピー建貸付総額は、2016年度末現在の当行の貸付総額合計の69.2％を占める3,527.5十億ルピーか
ら、2017年度末現在の当行の貸付総額合計の74.5％を占める3,988.3十億ルピーに増加した。これは主とし
て、消費者ローン及びクレジットカード債権の増加によるものであった。当行の外貨建貸付総額は、2016年度
末現在の当行の貸付総額合計の30.8％を占める1,570.4十億ルピーから、2017年度末現在の当行の貸付総額合
計の25.5％を占める1,365.0十億ルピーに減少した。これは主として、外国支店及び海外子会社における外貨
建非居住者向け（銀行）預金に対するローンの満期到来を含む貸付金の返済又は前払いによるものであった。
「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(4) 事業の見通し－(i) 財政状態

－(ⅰ) 資産－貸付金」も参照のこと。

2017年度末現在、当行の資産の約2.5％から3.0％の間であったカナダを除く国において、当行の資産の
1.0％を超えるクロスボーダーの貸付（インド国外の借入人への貸付と定義される。）残高はない。当行は、
当行の資産の0.5％から1.0％の間に相当する米国及び英国の借入人に対するクロスボーダーの貸付残高を有す
る。
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(ⅱ)　担保設定、対抗要件具備及び実行

当行の貸付ポートフォリオは、主として、法人借入人に対するプロジェクト・ファイナンス及びコーポレー
ト・ファイナンス並びに運転資金の貸付、住宅ローン、自動車ローン、商業ビジネスローン、個人ローン及び
クレジットカード債権を含む個人顧客に対する貸付並びに農業貸付により構成される。一般的に、無担保の個
人ローン、クレジットカード債権並びにコーポレート・ファイナンス及び農業貸付の形式をとる一部の貸付を
除き、当行は貸付において、貸付金組成の際に十分な担保を付すことを定めている。しかし、インドの法制度
における障害が、担保の強化に遅れを生じさせる可能性がある。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の

事業に関するリスク－(a) 当行のポートフォリオにおける不良債権の水準を適正に管理することができなかっ

た場合、当行の事業は損害を受けると予想される。」を参照のこと。住宅ローン及び金装飾品及び宝石に対す
るローンの場合を除き、インドには、貸付に対する担保の額を制限する規則はない。インド準備銀行は、ガイ
ドラインを通じて、融資比率の上限を、3.0百万ルピーまでの住宅ローンに対しては90％に、3.0百万ルピーか
ら7.5百万ルピーまでの住宅ローンに対しては80％を上限に、7.5百万ルピー超の住宅ローンに対しては75％を
上限とした。さらにインド準備銀行は、ガイドラインを通じて、金装飾品及び宝石へのローンに対しては、融
資比率の上限を75％と制限した。

 

担保付消費者ローンポートフォリオ

住宅ローン及び自動車ローン等、資産購入のための担保付消費者ローンは、融資の対象となった資産（主に
不動産及び車輌）により担保される。

借入人及び融資の対象となった資産の種類により、借入人も資産の取得原価を負担しなければならない可能
性がある。したがって、ローンの組成日の融資額よりも証券価値は通常高い。

不動産及び不動産借越額に対するローン等、その他消費者ローンに関しては、当行は通常、組成時の融資額
の125％を担保として要求する。

 

商業ローン

当行は、商業ローンに関し、通常組成時の融資額の125％から150％の価値の担保を求めている。プロジェク
ト及びその他コーポレートローンの担保は通常、不動産（銀行に対する典型的な抵当）又は動産（銀行に対す
る典型的な担保）である。かかる担保権は、借入人が法人である場合、会社法の規定に基づいて規定される期
限以内に登記所にかかる担保権を登記することにより対抗要件が具備されなければならない。かかる登記は、
その他の事業体に対する、当該会社により設定された担保権に関する解釈上の公告となる。担保提供会社の在
庫品を除くすべての資産に対する担保権の対抗要件具備には、資産に対する課徴金の設定につき税務当局から
の異議がない旨の証明書が必要である。当行はまた、市場性のある有価証券のような金融資産の担保を取り
（この場合、登記所に登記することにより担保権の対抗要件を具備することは、当該会社の会社法上の義務で
はない。）、また、適当である限り法人保証及び個人保証を受けることができる。一定の場合、融資の条件に
は、スポンサーの借入人の株式の保有に関する誓約及びスポンサーの当該株式の全部又は一部の売却権限に関
する制限が含まれる。株式に関する誓約は、株価の動向により誓約事項が追加される仕組みとなっている。
「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(n) 借入人が債務不履行に陥った場合、当

行の担保の価値が下がり、又は当行による担保の行使は遅延する可能性があるため、当行は担保物件から期待
した金額を回収できず、含み損にさらされる可能性がある。」も参照のこと。

当行は通常、不動産業者及びレンタルリース割引制度に対し、未返済の融資額の150％の価値の担保を要求
する。当行のレンタルリース割引制度は、借入人に提供される貸出制度であり、借入人が受取るための確定さ
れた将来のレンタルリースの支払いに対する融資が行われる。

運転資金制度に関しては、借入人の流動資産を担保とする。各借入人は、定期的に流動資産の価値を申告し
なければならない。借入人の信用限度は、すべての借入人に適用される内部で承認された限度に依存する。当
行は、借入人の信用限度を担保価値の一定の割合として勘定しており、借入人が債務不履行になった場合に、
十分なマージンを提供する。

さらに、当行は場合により、固定資産に対する第一順位又は第二順位の先取特権、市場性のある有価証券等
の金融資産の担保を追加的に取得することがあり、又は適当である限り法人保証及び個人保証を受けることが
ある。当行は、各事業体に提供されるファシリティの追加的な担保措置として、先日付小切手及び現金も受け
入れている。
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当行は、定期的に商業ローンの担保価値を更新する内部的な枠組みを有している。通常、商業ローンに関し
ては、担保として所有されている動産の価値は毎年更新され、担保として所有されている不動産の価値は３年
ごとに更新される。

当行は、担保の設定を監視し、担保権の設定に遅れが生じた場合にこれを追完するための仕組みを有してい
る。かかる遅れは、担保権を設定する資産の取得（又はそれに関する手続の完了）、必要な同意（かかる同意
を得るための法令上又は契約上の義務を含む。）の取得、権原に関する法律意見の取得及び各法域における担
保の対抗要件具備に必要な手続の完了に時間がかかるために生じる可能性がある。

当行は、担保関係書類に定める条件に従い、顧客が裁判所又は法廷に対して当行の担保実行に関して異議を
申し立てない限り、かかる裁判所又は法廷を関与させることなく、担保を実行し、その手取金を借入人の貸付
債務に充当する権利を有する。

上記とは別に、インドでは、不動産の担保の処分は、貸付人が規定の手続及び要件（裁判中でない。）を満
たすことにより直接的に、又はインドの裁判所又は法廷に対する書面による申立てを必要とする。2002年金融
資産の証券化及び再構築並びに担保権の実行に関する法律は、裁判所又は法廷を関与させることなく、不動産
に対するものを含む担保権の実行及び未回収債権の回収に関するより広範囲な権利を貸付人へ与えることによ
り、貸付人が不良債権問題を解決することを認めている。しかしながら、かかる手続は、担保価値の下落を引
き起こすか又は担保価値の下落を伴う可能性のある遅滞及び行政手続に服する可能性がある。かかる遅滞は、
数年にわたり続き、担保の物理的状態の悪化及び市場価値の下落を引き起こす可能性がある。法人借入人が財
政難に陥り存続できない場合、かかる法人は、任意清算の手続を選択することができる。ある会社が存続不可
能な不良会社となった場合、担保の処分及び実行は延期される。

2016年５月に制定された2016年破産・倒産法は、ストレス資産を解消するため、期限を定めた再生及び更生
の仕組みを規定している。2017年６月、インド準備銀行は、12件の多額な負荷勘定に関して、国家会社法裁判
所の破産・倒産法に基づき、清算申請するように銀行に対して指示した。その他の特定の負荷勘定について
は、銀行は６ヶ月以内に清算計画を確定する必要があるが、どの銀行が破産・倒産法に基づいて破産手続を申
立てる必要があるかは含めなくてもよい。当該枠組みの先例が限られている点を考慮すると、これらの貸付人
の１名以上が清算手続に入る場合、担保の市場価格は下落するおそれがある。「－(1) インドの金融部門の概

要－(l) 銀行の債権回収の法的枠組み－(ⅲ)2016年破産・倒産法」も参照のこと。

割賦払消費者ローンの場合、当行は、事前に指定された日に直接債務保証書又は返済のための先日付の小切
手を取得する。先日付の小切手については、不渡りになった場合、当行は一定事由の発生の際には小切手の発
行者に対して刑事手続を開始する権利を持つ。

当行は、特に当行側の迅速な対処の遅れ、破産手続の遅れ、担保の対抗要件具備の瑕疵（様々な人、政府機
関又は当局から必要とされる承認の取得ができないことによる瑕疵を含む。）並びに借入人による不正譲渡及
びその他の要因（現行法の規定又はその改正及び過去若しくは将来の裁判所の宣告を含む。）が原因で、流動
資産に関する担保価値のすべてを実現することが困難であることを認識している。担保を処分する際の価額及
びタイミングもまた、政策決定に影響を与える。例えば、2016年11月の高額紙幣の法定通貨を廃貨するインド
政府の決定は、土地及び住宅市場における価格及び需要に影響を与えた。しかしながら、現金の与信枠は、支
払期限を過ぎた額の回収のために、通常当行の顧客のキャッシュ・フローを把握できるような構造となってい
る。さらに、当行は、通常かかる与信枠内で当行に対する支払期限到来額について相殺を行う権利を有してい
る。貸付金の返済が滞る前に当行が必要な措置を取れるよう、当行は、当行の運転資金の貸付の顧客に対し
て、定期的に運転資本の状態に関するデータを提出するよう要求している。ケースバイケースで、当行はま
た、借入人がその与信枠からさらなる借入金の引出しを行うことを阻止又は制限できる。

 

(ⅲ)　貸付の集中

当行は、ポートフォリオを多様化する方針に従い、また、特定産業の成長性及び収益性に対する当行の予測
に鑑み、かかる産業の当行の金融エクスポージャー合計を評価している。当行の信用リスク管理グループは、
経済の主要部門のすべてを監視しており、特に当行が信用エクスポージャーを有する産業の動向を追ってい
る。当行は、景気低迷時においては積極的なポートフォリオ管理を通じて脆弱な部門へのエクスポージャーを
制限し、成長しつつあり、活気のあるセグメントへのエクスポージャーを増加させることにより対応してい
る。ICICIバンクは、特定産業への貸付（個人向け貸付を除く。）をそのエクスポージャー合計の15.0％に限
定する方針を有している。
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　インド準備銀行のガイドラインに従って、当行の個人の借入人に対する信用エクスポージャーは、当該エク
スポージャーがインフラ・プロジェクトに関するものでない限り、一般に当行の資本金の15.0％を超えてはな
らない。資本金は、インドGAAPに基づき、インド準備銀行のガイドラインに従って計算されたTier１資本及び
Tier２資本から構成される。個人の借入人に対する信用エクスポージャーは、当行の資本金の15.0％のエクス
ポージャー基準を超え、さらに5.0％（エクスポージャーの総額は20.0％になることがある。）増加すること
ができるが、かかる増加分の信用エクスポージャーはインフラ金融のためのものでなければならない。同じ経
営コントロール下にある法人グループに対する当行のエクスポージャーは、一般に当該エクスポージャーがイ
ンフラ・プロジェクトに関するものでない限り、当行の資本金の40.0％を超えてはならない。同じ経営コント
ロール下にある法人グループに対するエクスポージャー（インフラ・プロジェクトに関するエクスポージャー
を含む。）は、当行の資本金の50.0％を上限とすることができる。銀行は、例外的な状況においては、その取
締役会の承認がある場合、その年次報告書で適切な開示を行うことにより、資本金の5.0％分のエクスポー
ジャーを拡大（エクスポージャーの総額は個人の借入人に対しては資本金の20.0％になることがあり、また、
エクスポージャーの総額は同じ経営コントロール下にある法人グループに対しては資本金の45.0％になること
がある。）できる。実行済及び未実行の与信枠に対するエクスポージャーは、貸付が約定された合計額又は未
払いの貸付額のうち、いずれか金額の多い方として（ターム・ローンの場合には、未拠出額及び未支払枠の合
計として）計算される。投資エクスポージャーは、簿価で考慮される。2017年度末現在、当行はかかるガイド
ラインを遵守していた。

加えて、当行は、単独の借入人及びグループのエクスポージャーに対して、低評価の借入人及びグループの
エクスポージャーの制限についてはより厳しい制限を設け、リスク集中の管理における枠組みを改善及び強化
した。

2017年度末現在において、融資先最上位の非銀行の借入人は、当行の資本金の約12.1％を占めた。融資先最
上位の同じ経営コントロール下にある法人グループは、当行の資本金の約23.4％を占めた。
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以下の表は、表示された日現在における当行の貸付総額の構成を示したものである。

  （単位：百万（％の数値を除く。）)

  ３月31日現在

  2013年  2014年  2015年  2016年  2017年

  
金額
(ルピー)

 
割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 
割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 
割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 
割合
(％)

 金額
（ルピー)

 
金額
（円）

 
割合
（％）

個人向け融資(1)(2)  1,290,184  38.1  1,621,267  40.9  1,956,857  43.4  2,385,701  46.8  2,689,642  5,083,423  50.2

電力  200,452  5.9  237,912  6.0  260,204  5.8  283,433  5.6  311,902  589,495  5.8

金融サービス  155,201  4.6  127,735  3.2  146,879  3.2  161,303  3.2  273,163  516,278  5.1

金属及び製品  173,350  5.1  200,754  5.1  233,712  5.2  270,478  5.3  249,504  471,563  4.7

道路、港、通信、都市
開発及びその他のイン
フラ

 227,966  6.7  271,869  6.9  260,526  5.8  285,898  5.6
 

239,522  452,697  4.5

非金融サービス  243,298  7.2  266,016  6.7  286,844  6.4  280,733  5.5  233,575  441,457  4.4

企業向け及び個人向け
取引

 70,752  2.1  83,757  2.1  137,036  3.0  148,575  2.9
 

133,313  251,962  2.5

鉱物  83,086  2.5  65,455  1.7  80,037  1.8  82,896  1.6  110,157  208,197  2.1

建設  73,443  2.2  89,316  2.3  107,610  2.4  114,625  2.2  107,309  202,814  2.0

電子機器及び工業技術 73,835  2.2  96,717  2.4  81,599  1.8  82,453  1.6  100,167  189,316  1.9

金属及び金属製品（鋼
鉄を除く。）

 63,650  1.9  93,121  2.3  112,766  2.5  118,213  2.3
 

98,176  185,553  1.8

食品及び飲料  92,257  2.7  82,020  2.1  77,592  1.7  83,094  1.6  88,356  166,993  1.7

原油、精製及び石油化
学製品

 95,729  2.8  127,887  3.2  140,852  3.1  104,531  2.1
 

86,852  164,150  1.6

セメント  72,156  2.1  79,019  2.0  92,581  2.1  85,988  1.7  76,091  143,812  1.4

化学製品及び肥料  43,070  1.3  38,299  1.0  31,254  0.7  44,775  0.9  55,473  104,844  1.0

宝石類  38,001  1.1  44,845  1.1  45,047  1.0  51,516  1.0  45,254  85,530  0.8

船舶  45,257  1.3  59,459  1.5  67,480  1.5  61,660  1.2  31,562  59,652  0.6

繊維製品  29,056  0.9  30,628  0.8  26,449  0.6  32,688  0.6  29,955  56,615  0.6

その他(3)  314,899  9.3  348,857  8.8  362,205  8.0  419,356  8.3  393,249  743,241  7.6

貸付金総額  3,385,642  100.0  3,964,933  100.0  4,507,530  100.0  5,097,916  100.0  5,353,222  10,117,590  100.0

控除：貸倒引当金  (85,901)   (91,515)   (122,629)   (160,625)   (200,049) (378,093)  

貸付金純額  3,299,741    3,873,418    4,384,901    4,937,291    5,153,173  9,739,497   
  
 

 

(1)　住宅ローン、自動車ローン、商業ビジネスローン、ディーラー向け金融及び小企業向け小額ローン、個人ローン、クレジットカード、農業ローン

及び証券を担保としたローンを含む。

(2)　2017年３月31日現在における15.0十億ルピーの外貨建非居住者向け（銀行）預金に係る貸付を含む。

(3)　主に、開発業者向け金融ポートフォリオ、工業製品（金属を除く。）、自動車、医薬品、繊維製品及び日用品を含む。

 

当行の貸付ポートフォリオ総額は、2016年度末現在の5,097.9十億ルピーから5.0％増加し、2017年度末現在
には5,352.2十億ルピーとなった。個人向け融資の貸付金総額に占める割合は、2016年度末現在の46.8％から
増加し、2017年度末現在は50.2％となった。さらに、非小売りの貸付金の増加は、主に金融サービス部門への
貸付金111.9十億ルピー、電力部門への貸付金28.5十億ルピー及び鉱物部門への貸付金27.3十億ルピーの増加
と、非金融サービス部門への貸付金47.2十億ルピー、道路、港、通信、都市開発及びその他のインフラ部門へ
の貸付金46.4十億ルピー及び船舶部門への貸付金30.1十億ルピーの減少の一部相殺によるものである。2017年
度中の金融サービス部門及び電力部門の純増加は、主に銀行の内部格付けに基づく評価の高い借入人によるも
のであった。

2017年度末現在、当行の融資先上位の20の借入人は、当行の貸付ポートフォリオ総額の約10.7％を占め、融
資先最上位の借入人は、当行の貸付ポートフォリオ総額の約1.0％を占めた。同じ経営コントロール下にある
融資先上位の法人グループは、当行の貸付ポートフォリオ総額の約3.5％を占めた。
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(ⅳ)　地理的多様性

当行のポートフォリオは、地理的には全域にわたっている。マハランシュトラ州は、2017年度末現在、イン
ド国内貸付金残高総額の最大部分を占めていた。

 

(ⅴ)　行政指導に基づく貸付

インド準備銀行は、銀行に、経済の特定部門への貸付を行うよう要求している。かかる行政指導に基づく貸
付は、優先部門への貸付及び輸出信用から構成される。

 

優先部門への貸付

優先部門への貸付に関するインド準備銀行のガイドラインにより、銀行は、調整後の銀行融資純額の40.0％
を特定の借入人により行われた特定の種類の活動に対して貸し付けなければならない。調整後の銀行融資純額
の定義には、インド準備銀行及びその他の承認を受けた金融機関により再割引された手形により調整されたイ
ンドにおける銀行融資並びに特定の投資が含まれ、インド準備銀行のガイドライン「マスターサーキュラー -

優先部門への貸付 - 目標及び分類」により規定されているとおり、前年の応当日現在の融資額を参考にして

算定される。さらに、インド準備銀行は、2013年７月26日以降に供与されたインドにおける追加の外貨建非居
住者向け（銀行）／非居住者（海外）向け預金に係る貸付に係る2014年３月７日現在の残高を、調整後の銀行
融資純額から除外することを認めた。2014年５月、インド準備銀行は、ガイドラインを発行した。かかるガイ
ドラインは、銀行が、「間接的農業」に分類される農業インフラ開発基金及びその他特定の基金における当該
年度の応当日現在の投資残高を含めて計算することを、優先部門全体の目標達成のために認めるものである。
前年３月31日現在の投資は、優先部門及びその細区分における貸付の要件の計算基盤を策定する、調整後の銀
行融資純額に含まれることになる。2015年度中、インド準備銀行は銀行によるインフラ及び低価格住宅への長
期債券の発行を認めた。これらの債券により調達された金額は優先部門貸付の目標を計算することを目的とし
て、調整後の銀行融資純額から除外されることが認められている。

2015年４月、インド準備銀行は優先部門貸付に係る改正ガイドラインを発行した。かかる改正ガイドライン
の下では、優先部門には、農業部門、食品及び農業を基盤とする業種、小企業／小規模ビジネス並びに一定限
度までの住宅金融が含まれる。優先部門貸付の条件を満たす部門は、中企業、社会インフラ及び再生可能エネ
ルギー部門が含まれるよう拡大された。優先部門貸付の全体的な目標は調整後の銀行融資純額の40％とされ、
銀行はそのうちの少なくとも18.0％を農業部門に貸し付けなければならない。副目標として、小規模農家に対
して8.0％を貸付けること及び零細企業に対して7.5％を貸付ける目標が導入された。これらの副目標は2017年
３月までに段階的に達成される予定となっていた。また、銀行は、調整後の銀行融資純額の10.0％を、「脆弱
な部門」区分の一定の借入人に貸し付けなければならない。優先部門貸付の達成度は、年度末のみによる評価
に代わって、2017年度から四半期の平均ベースにより評価される予定である。さらに、2015年７月にインド準
備銀行は銀行に対して、個人農家に対する直接貸付を過去３年間の銀行システムの平均レベルで維持するよう
指示した。かかる指示を実行できない銀行は不足分の罰金が科される。インド準備銀行は、2017年度の目標を
調整後の銀行融資純額の11.7％に設定した。インド準備銀行はまた、以前のガイドラインの下で、直接的農業
貸付のカテゴリーに規定されていた借入人に対する貸付を引続き維持することを指示した。

ICICIバンクは、インド準備銀行が随時定める優先部門貸付要件を遵守しなければならない。優先部門及び
脆弱な部門へ貸し付けなければならない金額に不足があれば、インド準備銀行による割当てに基づき、国家農
業農村開発銀行、インド中小企業開発銀行、国家住宅銀行、ムードラ・リミテッドのような政府出資のインド
の開発銀行及びインド準備銀行が随時定めるその他金融機関に預託しなければならない可能性がある。かかる
預金は最長７年で満期となり、市場金利よりも低い金利が付されている。2017年度末現在には、かかるファン
ドに対する当行の投資合計額は、241.1十億ルピーであり、これは優先部門全体の達成度において考慮するに
値した。
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インド準備銀行のガイドラインに規定されているとおり、当行の優先部門への貸付の達成度は、2016年度分
が年度末現在で計算されていたのに対し、2017年度分については、四半期平均を基準として計算されている。
優先部門への貸付総額は1,399.4十億ルピーであり、これは、調整後の銀行融資純額の40.0％を備えるという
要件に対し、調整後の銀行融資純額の39.9％（2016年度末現在においては、40.8％を占める1,311.9十億ル
ピー）であった。農業部門への平均貸付額は、調整後の銀行融資純額の18.0％を備えるという要件に対し、調
整後の銀行融資純額の15.6％（2016年度末現在においては、17.0％を占める545.8十億ルピー）を占める547.4
十億ルピーであった。脆弱な部門に対する平均貸付金は、調整後の銀行融資純額の10.0％を備えるという要件
に対し、調整後の銀行融資純額の6.3％（2016年度末現在においては、6.3％を占める204.4十億ルピー）を占
める220.9十億ルピーであった。小規模農家に対する平均貸付額は、調整後の銀行融資純額の8.0％を備えると
いう要件に対し、調整後の銀行融資純額の4.1％（2016年度末現在においては、3.9％を占める125.5十億ル
ピー）を占める142.2十億ルピーであった。零細企業に対する平均貸付額は、調整後の銀行融資純額の7.5％を
備えるという要件に対し、調整後の銀行融資純額の6.9％（2016年度末現在においては、6.8％を占める218.2
十億ルピー）を占める241.2十億ルピーであった。個人農家に対する平均貸付額は、調整後の銀行融資純額の
11.7％を備えるという要件に対し、調整後の銀行融資純額の8.6％（2016年度末現在においては、5.9％を占め
る269.3十億ルピー）を占める300.9十億ルピーであった。「－(h) 監督及び規制－貸付実行に関する規制－行
政指導に基づく貸付－優先部門貸付」も参照のこと。

以下の表は、2017年度末における借入人の種類別のICICIバンクの優先部門への平均貸付額を示したもので
ある。

 （単位：十億（％の数値を除く。））

 2017年度

 金額
 
優先部門への貸付
合計に対する割合

(％)
 
調整された銀行
融資純額に対する
割合(％) (ルピー)  (円)

農業部門(1) 547.4  1,034.6  39.1  15.6

小企業 512.8  969.2  36.6  14.6

2.5百万ルピー未満の適格な住宅
ローンを含むその他の部門貸付

339.2  641.1  24.3  9.7

合計 1,399.4  2,644.9  100.0  39.9
 
 

 

(1)　小企業には、設備機器への投資が50百万ルピーを超えない製造／加工業に従事する企業及び機器への投資が20百万ルピー

を超えないサービスの提供に従事する企業が含まれる。

 

(ⅵ)　輸出信用

行政指導に基づく貸付の一部として、インド準備銀行はまた、銀行に、輸出業者に対して優遇金利で貸付を
行うよう要求している。輸出信用は、輸出業者である借入人の船積み前及び船積み後の要件に従い、ルピー及
び外貨で提供される。調整後の銀行融資純額の少なくとも12.0％が輸出信用の形でなければならない。かかる
要件は優先部門貸付要件に加えられるが、小規模業種又は中小企業事業の輸出業者に対する融資はまた、優先
部門貸付要件を部分的に満たす場合がある。インド準備銀行は、インドの現行のインド準備銀行のガイドライ
ン（その後の改正を含む。）に沿ったルピーによる輸出貸付残高合計の適格部分に対する銀行への輸出の再融
資を規定している。輸出信用で得られる受取利息収益は、かかる輸出業者である顧客が当行から受ける外為商
品及び手形処理といったその他の報酬ベースの商品及びサービスについて、かかる顧客から得られた報酬及び
手数料により補完される。2017年３月31日現在、ICICIバンクの輸出信用は、当行の調整後の銀行融資純額の
1.5％にあたる、53.6十億ルピーであった。
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(ⅶ)　貸付の条件決定

2010年７月１日付のインド準備銀行のガイドラインが要求するように、ICICIバンクは、2016年３月31日ま
でICICIバンク基準金利と言われる基準金利を参照して、その貸付の条件決定を行った。資産負債管理委員会
は、ICICIバンクの現在の資金調達コスト、起こり得る当行の資金調達コストの変動、市場金利、金利の見通
し及びその他の体系的要素に基づいて、ICICIバンク基準金利を決定する。2016年３月31日までのルピーの変
動利率に関する新たな提案及びルピー建ファシリティの更新の条件決定は、ICICIバンク基準金利に連動して
行われ、ICICIバンク基準金利、取引固有のスプレッド及びその他の手数料を構成する。インド準備銀行はま
た、ルピーの貸付のための銀行の貸出金利は、インド準備銀行により随時規定される特定の貸付分類に係るも
のを除き、基準金利を下回ってはならないと規定した。ICICIバンクは、その基準金利を2017年４月28日付
で、年率9.10％（月払）と設定した。

インド準備銀行の改正ガイドラインに基づき、認可され、また、2016年４月１日付で信用制限が更新された
すべてのルピー建貸付は、資金調達の限界費用に基づく貸出金利と称される新たな内部基準を参照して条件決
定されることが要求される。銀行は、翌日物、１ヶ月物、３ヶ月物、６ヶ月物及び１年物等の様々な期間に対
応する資金調達の限界費用に基づく貸出金利を公表することが要求される。資金調達の限界費用に基づく貸出
金利には、資金調達の限界費用、ネガティブキャリー現金準備率、営業費用及び様々な期間に対する期間プレ
ミアム／ディスカウントが含まれる。資産負債管理委員会が、ICICIバンクの資金調達の限界費用に基づく貸
出金利を決定する。ガイドラインに要求されるとおり、当行は毎月様々な期間に対応するICICIバンクの資金
調達の限界費用に基づく貸出金利を公表している。

変動利率の承認及びルピー建ファシリティの更新の条件決定は、ICICIバンクの資金調達の限界費用に基づ
く貸出金利に連動して行われ、ICICIバンクの資金調達の限界費用に基づく貸出金利及びスプレッドを構成す
る。インド準備銀行はまた、ルピー建貸付のための銀行の貸出金利が、特定の免除を除き、その資金調達の限
界費用に基づく貸出金利を下回ってはならないと規定した。インド準備銀行のガイドラインに記載されるとお
り、既存の借入人は、相互に受入れ可能な条件において、資金調達の限界費用に基づく貸出金利に連動する貸
付に移行するオプションをも持っている。2016年４月１日よりも前に認められたすべての貸付は、借入人が資
金調達の限界費用に基づく貸出金利制度に移行しないと選択する場合、引続き従前のベンチマーク金利の制度
に基づいて行われることとなる。2017年５月１日時点のICICIバンクの資金調達の限界費用に基づく貸出金利
は、7.85％から8.20％の間であった。

 

(f)　貸付分類

ICICIバンクは、インド準備銀行のガイドラインに従って、当行の資産（海外支店の資産を含む。）を優良で
あるか不良であるかに分類している。インド準備銀行のガイドラインに基づき、ターム・ローンについては、利
息又は元本の支払期日が90日超経過している場合に、一般的に資産は不良であると分類される。貸越及び当座貸
しについては、口座に返済されていない状態が90日継続している場合に、資産は不良であると分類され、手形に
ついては、当該勘定が90日を超えて未払いとなっている場合となる。インド準備銀行のガイドラインは、貸付実
行時に規定されていた目的以外の目的のための借入人による貸付資金の使用、条件緩和スキームにおいて規定さ
れた条件の借入人の履行不能又は遵守不能、貸付実行時に記録された一定のスケジュール内に当行が出資したプ
ロジェクトを完成させる借入人の能力の評価及び他の一定の非財務要因等の定性的基準に基づいて資産を不良で
あると分類することも銀行に義務付けている。ICICIホーム・ファイナンス・カンパニーについては、貸付及び
その他の与信枠をその規制機関である国立住宅銀行のガイドラインに従って分類している。当行の海外銀行子会
社によって行われた貸付はいかなるものも、貸付の初期認識後に起きた１つ以上の事象（損失事象）に基づく客
観的根拠がある場合、及びかかる損失事象が確実に見積もることができる将来のキャッシュ・フローの見積もり
に対して影響を与える場合にのみ、不良資産として分類される。インド準備銀行のガイドラインの下、不良資産
は、インド準備銀行により定められた基準に基づき、要管理先資産、破綻懸念先資産及び破綻先資産に分類され
る。海外支店が保有する貸付で、貸付実施国の規定に従い、回収実績以外の理由により不良債権であると特定さ
れるもののうち、既存のインド準備銀行のガイドラインに従うと正常であるものは、貸付実施国における残高で
ある限り不良資産であると特定される。インド準備銀行は、条件緩和貸付に関する個別のガイドラインを定めて
いる。2015年４月１日以降、条件緩和された貸付（インフラ部門及び非インフラ部門における特定期間までの遅
延によるものを除く。）は、2015年３月31日より前に既に条件が緩和された貸付又は2015年４月１日より前に提
案され、所定の期限内に有効となった条件緩和を除き、不良債権として分類されることになった。下記「－(ⅰ)
条件緩和貸付」を参照のこと。
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インド準備銀行のガイドラインに従った資産の分類の詳細は、以下のとおりである。

正常先資産 問題を呈しない資産又は事業に付随する通常のリスク以上のリスクを抱えて
いない資産は、正常先資産に分類される。

要管理先資産 要管理先資産は、12ヶ月以下の期間にわたって支払いが遅延している不良資
産によって構成されている。

破綻懸念先資産 破綻懸念先資産は、12ヶ月を超えて支払いが遅延している不良資産によって
構成されている。

破綻先資産 破綻先資産は、損失が認識された資産、又は回収不能とみなされた資産に
よって構成されている。

 

商品の生産開始日及び金融閉鎖の時期に従来予想されていたそのプロジェクトの完了予定日に基づく実行中の
プロジェクトの貸付分類に関しては、個別のガイドラインが存在する。インフラ・プロジェクトに関して、契約
上の開始日から２年以内に商業的運用に失敗した際には貸付は不良債権に分類されることになり、非インフラ・
プロジェクトに関して、その契約上の開始日から12ヶ月以内に商業的運用に失敗した際には貸付は不良債権に分
類される。2015年４月、インド準備銀行は、現存のプロジェクト・スポンサーの不備により遅延しているプロ
ジェクトに関し、かかるプロジェクトの所有権の変更によりプロジェクトを復活させるためのガイドラインを発
行した。かかるガイドラインは、かかるプロジェクトの商業的運用の開始日を、影響を受ける借入事業体の所有
権の変更後さらに２年間延長することを銀行に対し認めている。かかる延長は、上記のとおりプロジェクトが完
了する期間の延長に加えて認められる。

当行の不良資産は、貸付の他に信用代替商品を含み、これらは資金拠出された信用エクスポージャーである。
銀行による財務情報の開示に関する規則に従い、当行の財務書類において、当行は、不良債権のみについて報告
している。

「－(h) 監督及び規制－貸倒引当金及び不良資産－資産分類」も参照のこと。

 

(ⅰ)　条件緩和貸付

インド準備銀行は、条件緩和貸付に関する個別のガイドラインを定めている。2015年３月31日まで、完全に
担保が付されている正常先貸付（商業用不動産エクスポージャー、資本市場エクスポージャー又は個人向け貸
付として分類される貸付を除く。）は、元本の支払い及び／又は利息の内容の変更により条件を緩和し、引続
き正常先貸付として分類することができる。しかし、かかる貸付は、条件緩和貸付として別個に開示されなけ
ればならない。

2015年４月１日以降、条件緩和された貸付（インフラ部門及び非インフラ部門における特定期間までの遅延
によるものを除く。）は、2015年３月31日より前に既に条件が緩和された貸付又は2015年４月１日より前に提
案され、所定の期限内に有効となった条件緩和を除き、不良債権として分類されることになった。しかし、イ
ンフラ部門及び非インフラ部門におけるプロジェクトの実施のために付与された貸付が、プロジェクト実施の
遅延（特定期間まで）により条件が緩和された場合、インド準備銀行が規定した特定の条件を満たすこととな
り資産分類を留保することができる。

現在価値で評価される条件緩和貸付の公正価値の減少がもしあれば、その額は償却され、又は引当金が当該
減少の程度で計上されなければならない。条件緩和正常先貸付として分類される条件緩和貸付は、ガイドライ
ンに記載された期間まで、非条件緩和正常先貸付と比較して高い正常先資産の引当金及び高い自己資本比率規
制のリスク加重資産の対象となっている。特定期間は、支払実績が監視される期間における条件緩和パッケー
ジに従い、最も長い支払猶予期間を持つ与信枠における利子又は元金の第１回の支払いがなされた日のいずれ
か遅い方から１年間である。かかる貸付は、正常先資産に係る引当金／リスク加重率が特定期間終了後１年間
において正常な水準に戻らない限り、条件緩和貸付として分類される。銀行は、貸付が条件緩和された借入人
の資金を基盤とした与信枠の総額を開示しなければならない。
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「－(h) 監督及び規制－貸倒引当金及び不良資産－資産分類」も参照のこと。

2013年５月にインド準備銀行が発表したガイドラインに従い、2013年６月１日以降に条件緩和された正常先
勘定に必要となる一般引当金は、5.0％に引き上げられた。2013年６月１日よりも前に条件緩和された正常先
勘定に必要となる一般引当金は、2014年３月31日から3.5％に引き上げられ、2015年３月31日からは4.25％に
引き上げられ、また、2016年３月31日からは5.0％に引き上げられた。

2015年６月、インド準備銀行は、戦略的債務再編についてのガイドラインを発表した。当該ガイドライン
は、銀行による借入人の過半数所有につながる、債務から株式への転換について規定している。債務から株式
への転換について、銀行は現行の資産分類を18ヶ月間継続することができる（現状維持の利益）。新たな経営
者への所有権譲渡において、資産は正常先の区分への格上げが可能になり、条件緩和として扱われることなく
債務の借換えが認められている。しかし、18ヶ月間の期間内で新たなスポンサーが特定されない場合、銀行は
資産分類の現状を維持する前に適用されていた以前の資産分類規定に戻らなければならない。2015年９月、イ
ンド準備銀行は、戦略的債務再編に該当しない借入人の所有者変更の場合であっても、銀行が与信枠を正常先
区分に格上げすることを認可した。経営者の変更に伴うリスク構造の変化を考慮し、銀行は、既存の債務の公
正価値の減少に対し引当を行うことを条件として、既存の債務につき条件緩和として扱われることなく借換え
を行うことが認められている。2016年２月、インド準備銀行は、戦略的債務再編についてのガイドラインをさ
らに改正し、当該会社の株式を、従前の要件である51.0％よりも少ない26.0％売却することにより、資産を正
常先資産として分類することを銀行に許可した。戦略的債務再編が失敗した際の引当金の急激な増加を避ける
ため、銀行は、18ヶ月間の現状維持利益期間の終わりまでに、４四半期にわたって計上を行うことで、当該勘
定に係る引当金を15.0％まで増加させることがガイドラインにより定められている。2016年11月、インド準備
銀行は2015年９月に発表したガイドラインの一定の条項を修正し、これにより、銀行は戦略的債務再編の枠組
みに該当しない借入人の経営陣変更に応じることができるようになった。インド準備銀行は、資産分類及び引
当について、戦略的債務再編スキームと同じ方針に基づく現状維持の利益の適用を発表した。現状維持利益期
間は、銀行が債務から株式への転換又は株式質の行使を通じて所有権の変更を行うことを決定した場合は18ヶ
月間となり、所有権の変更が借入会社による新株発行又は現在の発起人による買収者への株式の売却を通じて
行われる場合は12ヶ月間となる。

多額のストレス資産に対する銀行の対応力を強化する追加的指針として、2016年６月、インド準備銀行は、
ストレス資産の持続可能な構造化スキームを導入するガイドラインを発表した。商業用運用を開始し、かつ、
借入総額（利息を含む。）が5.0十億ルピーを超えるプロジェクトは、当該スキームに基づき構築することが
できる。持続可能な債務水準は、現時点における長期負債の50.0％を下回ってはならない。共同貸付人フォー
ラムが持続可能な債務を評価し、技術経済的な実現可能性評価に基づき、現在の持続可能な債務が現在の
キャッシュ・フロー水準の下で、現状の期間よりも長期にわたり提供できると最終的に判断した場合において
当該スキームが適用される。持続不可能と評価された部分については、株式、償還可能累積的転換オプション
付優先株式又は転換可能なディベンチャーに転換され、さらなる引当金の増加を招く可能性がある。当該ス
キームには、現在の発起人が引続き過半数株式を所有すること、新しい発起人を導入すること、又は、債務を
株式に転換することにより貸付人が過半数株式を取得することを許可することが含まれる。2016年11月、イン
ド準備銀行は、ストレス資産の持続可能な構造化スキームに関する2016年６月付ガイドラインの一定の条項を
修正した。修正されたガイドラインは、正常先として分類されている債務の持続可能な部分についてより多く
の引当金を設けることを義務付ける一方で、銀行の資産分類の基準を緩和するものであった。さらに、修正さ
れたガイドラインは、かかる構造化が行われた勘定の資産の分類について「参照日」から起算した180日間の
現状維持の利益も規定しており、当該「現状維持の利益」期間中に履行されるべき事項について、180日間全
体の中でのスケジュールの融通も認めている。

インド準備銀行は、流動引当金（すなわち、特定の不良資産に対して設定されたものではない引当金又は正
常先資産に係る引当金の法定要件を超えて設定された引当金）を設定することを銀行に認めている。年度末現
在において残存する流動引当金は、特別な状況下における不測の事態があったときに不良勘定に対して特定の
引当金を設定する場合にのみ、取締役会の承認及びインド準備銀行の事前の許可を得た上で利用することがで
きる。かかる引当金は、利用されるまで、正味不良資産額を算出するために不良資産総額から差し引くことが
でき、又はリスク加重資産総額の1.25％を全般的な上限としてTier２資本の一部とみなすことができる。

「－(h) 監督及び規制－貸倒引当金及び不良資産－資産分類－条件緩和貸付」も参照のこと。
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(ⅱ)　引当及び償却

当行は、インド準備銀行のガイドラインに従って引当を行う。「－(h) 監督及び規制－貸倒引当金及び不良
資産－資産分類－引当及び償却」も参照のこと。引当に関するインド準備銀行のガイドラインは以下のとおり
である。

正常先資産 業績ポートフォリオに関する引当金は、インド準備銀行によって発表されるガイド
ラインに基づく。すべての正常先資産の引当金の設定要件は、0.4％の統一レート
であるが、以下の場合を除く。

・　農業部門及び小規模零細企業部門に対する農業貸付については、0.25％を
要件とする。

・　商業用不動産住宅部門及び非住宅部門に対する貸付については、それぞれ
0.75％及び1.0％を引当金の設定要件とする。

・　住宅貸付（最初の数年間については比較的金利が低く設定されており、そ
の後、高めの金利に設定し直される。）については、2.0％を引当金の設
定要件とする。

2013年５月にインド準備銀行は、条件緩和貸付に関する正常先資産に対する引当金
を、条件緩和の最初の日から起算して２年の間に、5.0％に引き上げた。利息／元
金の支払いについて猶予がある条件緩和貸付については、正常先資産に対する引当
金は、猶予期間及びその後の２年間について5.0％とする。不良貸付として分類さ
れる条件緩和勘定が正常区分に格上げされた際には、格上げの初日から起算して最
初の１年間につき、2.0％の引当金の設定要件を課されることとなる。

2013年６月１日以降に条件緩和された勘定に係る正常先資産に対する引当金は、
5.0％である。2013年６月１日より前に条件緩和された勘定について要求される正
常先資産引当金は、2014年３月31日から3.5％に引き上げられ、2015年３月31日か
ら4.25％に引き上げられ、2016年３月31日から5.0％に引き上げられた。

インド準備銀行により発表されたガイドラインの下、2014年４月１日から、ヘッジ
されていない為替リスクからの金額に対して0.80％を上限とする追加的な引当金が
要求される。さらに、元本又は利息の支払いが61日から90日延滞している貸付の残
高に対してはから、既存のインド準備銀行のガイドラインに従った共同貸付人
フォーラムの組成が遅延している場合又は是正措置計画の完了に遅延がある場合
に、5.0％の増加が要求される。5.0％の引当金は、故意の債務不履行者リストに２
度以上名前が載った取締役を有している会社に対する正常先貸付に対しても要求さ
れる。
 

要管理先資産 すべての要管理先資産には15.0％の引当金が要求される。当初から無担保の部分に
は25.0％の追加引当が要求される。
 

破綻懸念先資産 破綻懸念先資産の無担保の部分に対して、100.0％の引当金／償却が要求され、収
入に対しても課される。破綻懸念先として分類される資産の担保されている部分に
関し、2012年度以降、１年間破綻懸念先として分類される資産に対しては25.0％、
１年から３年にわたり破綻懸念先として分類される資産に対しては40.0％、また３
年間を超えて破綻懸念先として分類される資産に対しては100.0％の引当金が要求
される。貸付が保証された担保の価格は、借入人の帳簿上又は外部の査定人が決定
する実現可能価額に反映される金額である。
 

破綻先資産 資産全額を償却し、引き当てることが要求される。
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条件緩和貸付 条件緩和貸付に関する引当金は、公正価値の差異に相当する金額であることを要求
されている。条件緩和前の貸付の公正価値は、条件緩和前の貸付条件に基づき課さ
れる利率による利息及び元本に関するキャッシュ・フローの現在価値として算出さ
れる。

条件緩和後の貸付の公正価値は、条件緩和後の貸付条件に基づき課される利率によ
る利息及び元本に関するキャッシュ・フローの現在価値として算出される。条件緩
和された不良債権に対する引当金は、不良債権に対する引当金の設定要件に追加さ
れたものである。2015年７月１日までに条件緩和された貸付については、いずれの
場合も、キャッシュ・フローは、条件緩和時点における銀行の基準金利並びに適切
な期間プレミアム及び条件緩和時点における借入人分類による信用リスクプレミア
ムにより割り引かれる。2015年７月１日より後に条件緩和された貸付については、
いずれの場合も、キャッシュ・フローは、条件緩和時に貸付金の公正価値の減少額
を決定するという目的の下、条件緩和前に借入人に対して設定された実際の金利と
等しいレートで割り引かれる。それぞれ異なる金利が付された複数の与信枠を有す
る勘定には、加重平均金利が割引率として使われる。

 
上述の引当金の他に、戦略的債務再編に準拠又は戦略的債務再編メカニズムに該当せず、当行が貸付金から
株式への転換による所有者の変更を開始した勘定において、18ヶ月間の現状維持利益期間の終わりまでに、
15.0％の引当金を設定しなければならない。かかる引当金は、そのような変更後の残余貸付に対し、４四半期
にわたって設定されなければならない。「－(1) インドの金融部門の概要－(l) 銀行の債権回収の法的枠組み

－(ⅱ) 共同貸付人フォーラム」を参照のこと。かかる引当金は、インド準備銀行のガイドラインに基づいて
規定された「現状維持利益」期間内に、銀行が運用の変更を完了できなかった場合、資産分類及び残余貸付エ
クスポージャーに係る最終的な引当金の悪化をカバーしなければならない。

2017年４月、インド準備銀行は、特に経済の負荷部門に対する貸付金に関して、規制要件よりも高い金利で
の正常先資産に対する引当金を維持するように各銀行に助言した。銀行は、様々な部門におけるリスク及び負
荷評価に基づいた、より高い引当金を設定するために、四半期ごとに見直される、取締役会により承認された
政策を定めなければならない。緊急措置として、通信部門におけるそのような評価は、2017年６月30日までに
完了していなければならない。

2017年６月、インド準備銀行は、12の多額な負荷勘定に関して、破産・倒産法に基づき国家会社法裁判所に
解消を申請する旨の指導を各銀行に行った。インド準備銀行は、各銀行に対して、国家会社法裁判所でそのよ
うに述べられた場合の最低規定引当金を維持するようにも指示した。その他の特定の負荷勘定に関して、銀行
は６ヶ月以内に破綻処理計画を最終決定しなければならない。実行可能な破綻処理計画が６ヶ月以内に合意さ
れなかった場合、銀行は、破産・倒産法に基づいた破産手続を申し立てしなければならない。破産手続が開始
された場合、銀行は、勘定における未払残高全体に対する引当金を設定しなければならない。

 

当行の方針

当行は、インド準備銀行のガイドラインに従い、法人向け不良債権に関する引当金を設定している。ICICI
バンクは、インド準備銀行により定められた引当金の最低レベルの範囲内で、ICICIの引当金の方針に従っ
て、借入人ごとに、消費者向け不良資産に関する引当金を設定している。破綻先資産及び破綻懸念先資産の無
担保部分については全額引当て、又は償却している。当行は、不良債権に対する特定引当金、正常貸付に対す
る一般引当金及び合併により旧バンク・オブ・ラジャスタンから承継した流動的引当金を設定している。また
当行は、インド準備銀行の指示に従い、特定の正常貸付金に対する特定引当金も設定している。条件緩和貸付
については、インド準備銀行の条件緩和に係るガイドラインに従って引当を行っている。これらの引当金は、
条件緩和前後の公正価値の差額として借入人ごとに査定される。加えて、当行は、条件緩和貸付残高の5.0％
の一般引当金を設定している。当行は、４四半期内に、戦略的債務再編に準拠又は戦略的債務再編スキームに
該当しないインド準備銀行のガイドラインに基づいた、借入人の株式資本における過半数持分の取得による、
当行が借入事業体の運用における変更のための処置を開始した貸付金に係る残余貸付価額（貸付金から株式へ
の転換後）に係る15.0％の引当を行う。同様に、借入人は負荷に直面している計画を実施し、当行は他の貸付
人とともに、ストレス資産の持続可能な構造化スキームを実施した。当行は、かかるスキームに関するインド
準備銀行のガイドラインに従い、引当てを行う。
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当行は、取締役会により承認された政策に従い、当行によって設定された特定引当金かつ一般引当金に加え
られる当年度の流動的引当金を創出する可能性がある。流動的引当金は、取締役会及びインド準備銀行の承認
によって利用される。

インド準備銀行のガイドラインは、どの資産が償却されるかを規定する条件を定めていない。当行は、貸倒
引当金に対する不良債権の償却に関し、内部規則を有している。住宅ローン以外の顧客ローン及び特定の小額
商業ローンは通常、所定の引当金の延滞期間の後に引当金に対して償却される。住宅ローンを含むその他の貸
付は通常、債務者特有の将来の回収可能性を評価し、当行が残高の回収が不可能と結論した際に引当金に対し
て償却される。当行は、担保の実現可能価額、当行の過去の回収努力の結果、法的手段による回収の可能性及
び和解による回収の可能性に基づいて残高の回収の可否を評価する。

 

(ⅲ)　経済環境による法人向け貸付金及び消費者ローンの借入人への影響

2010年度より、インドの法人部門は、インフラ部門及び商品部門を含めて、多額の投資を行った。これが、
当行を含む銀行部門において貸付の高い伸びをもたらした。その後、インド経済は、高インフレ及びその結果
の金利上昇、通貨の下落及び経済成長の急減速という点で課題を抱えた。法人部門では、売上高及び利益の伸
び率の低下、運転資金サイクル伸張及び高水準の債権が見られ、また政策変更及び環境や土地に関する許認可
といった承認や炭鉱の割当解除といった裁判所の決定の遅れに起因してプロジェクトの完了及びキャッシュ・
フロー創出において大きな課題を抱えている。インド企業（特にインフラ部門及び工業部門）は、経済シナリ
オ、世界及び国内の金融市場の不安定性を背景に、資本調達能力を抑制した。企業の投資活動は減少した。
2014年度以降、これらの動きが、当行を含むインドの銀行部門における法人向けの不良債権及び条件緩和貸付
の増加、並びに法人部門向けの与信の伸び率低下を主因とした貸付全体の伸び率の大幅な鈍化をもたらした。
法人部門は引続き、予想よりも低いキャッシュ・フロー創出及び高いレバレッジ比率により影響を受けてい
る。2015年度及び2016年度の、金属、石炭及び原油を含む全世界的な商品価格の大幅な下落は、商品に関連す
る部門の借入人にマイナスの影響を及ぼした。経済への資本投資は依然として抑制されており、建設のような
投資に関連する部門の企業に影響を及ぼした。予想よりもキャッシュ・フローが低かったため、法人部門にお
けるレバレッジ比率の低下に向けた進捗は遅かった。加えて、2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、
法人部門における継続的な課題を背景に、インド準備銀行は、負荷及び引当金設定の早期及び保守的な認識の
目的を明確に示し、また2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわたり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直
すために当行を含む多くのインドの銀行と討議し、質問を行った。法人部門が直面する課題及びインド準備銀
行との討議及び同行による見直しの結果として、当行を含むインドの銀行システムには、2016年度下半期にお
いて、不良債権（条件緩和貸付から不良債権状態への悪化を含む。）及び引当金への繰入の水準の大幅な上昇
が見られた。

2017年度において、条件緩和貸付の悪化を含む不良債権の繰入は、経済成長の減速、企業の収益性の低下及
び投資活動の低迷による法人部門の課題が継続するに従って、引続き増加した。経済成長の減速は、主に工業
及びサービス部門においてであり、工業部門の成長は2016年度の8.8％に対して、2017年度は5.6％、サービス
部門の成長は2016年度の9.7％に対して、2017年度は7.7％に抑えられた。さらに、2017年度下半期において、
インド政府による高額紙幣の廃貨に起因して現金の利用可能性が低下し、事業に影響を与えた。いくつかの会
社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再構築し、また事業及び資産の売却によりそれらのレバレッジ
比率を低下させるように取り組んでいたが、貸付勘定における負荷の早期解消のための選択肢を検討するため
に設立された共同貸付人フォーラムでの意思決定の遅れにより、ストレス資産の解消過程は予想よりも遅いま
まであった。インド準備銀行及び政府は、資産の早期解消のための当年度における破産・倒産法の導入を含む
いくつかの手法を発表した。しかしながら、営業における継続的課題及び回収環境は、解消の速度に対して、
条件緩和貸付の悪化を含む2017年度における不良債権の大幅な増加をもたらすという悪影響を与えた。「－第
３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(b) 規制当局が引続き不良債権及び不良債権に対

する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又は不良債権に対する引当金が増加する場合、当行
の事業は損害を被る可能性がある。」、「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－

(a) 当行のポートフォリオにおける不良債権の水準を適正に管理することができなかった場合、当行の事業は

損害を受けると予想される。」、「－第３－３　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－(1) 将来に向け

た計画及び戦略」及び「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(2) 事業環

境－2017年度の動向」も参照のこと。
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失業の増加、長期にわたる不況、家計貯蓄及び所得水準の減少、当行の規制機関による当行の貸付ポート
フォリオの評価及び検討、金利の急激かつ持続的な上昇、国際経済及びインド経済の発展、世界の商品市場及
び為替相場の動き並びに国際的な競争等の様々な要因により、個人向け及びその他の貸付における不良資産の
水準が上昇し、当行の貸付ポートフォリオの品質が重大な悪影響を被る可能性がある。「－第３－４　事業等
のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(a) 当行のポートフォリオにおける不良債権の水準を適正に管理

することができなかった場合、当行の事業は損害を受けると予想される。」及び「－第３－３　経営方針、経
営環境及び対処すべき課題等－(1) 将来に向けた計画及び戦略」も参照のこと。

 

(ⅳ)　不良資産

以下の表は、表示された日付現在における当行のルピー建及び外貨建不良顧客資産ポートフォリオ総額を業
務分野別に示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）)

 ３月31日現在

 2013年  2014年  2015年  2016年  2017年

 金額(ルピー)  金額(ルピー)  金額(ルピー)  金額(ルピー)  金額(ルピー)  金額(円)

消費者ローン及びクレジット
カード債権(1)

49,156  32,968  25,504  26,757  28,062  53,037

ルピー建て 48,891  32,701  25,504  26,756  28,061  53,035

外貨建て 265  267  -  1  1  2

商業(2) 57,914  89,929  148,296  266,389  430,792  814,197

ルピー建て 42,939  61,481  99,288  155,482  228,643  432,135

外貨建て 14,975  28,448  49,008  110,907  202,149  382,062

リース及び関連業務 95  97  70  70  7  13

ルピー建て 95  97  70  70  7  13

外貨建て -  -  -  -  -  -

不良資産合計 107,165  122,994  173,870  293,216  458,861  867,247

ルピー建て 91,925  94,279  124,862  182,308  256,711  485,184

外貨建て 15,240  28,715  49,008  110,908  202,150  382,064

不良資産総額(3)(4) 107,165  122,994  173,870  293,216  458,861  867,247

貸倒引当金 (78,016)  (78,366)  (96,655)  (145,431)  (188,530)  (356,322)

不良資産純額 29,149  44,628  77,215  147,785  270,331  510,926

顧客資産総額(3) 4,001,517  4,615,808  5,149,278  5,718,339  5,923,253  11,194,948

顧客資産純額 3,914,869  4,523,471  5,026,019  5,556,942  5,720,375  10,811,509

顧客資産総額に対する
不良資産総額の割合

2.7％  2.7％  3.4％  5.1％  7.7％   

顧客資産純額に対する
不良資産純額の割合

0.7％  1.0％  1.5％  2.7％  4.7％   
 
 

 

(1)　住宅ローン、自動車ローン、商業ビジネスローン、二輪車ローン、個人ローン、クレジットカード債権、宝石ローン、開発業者向け金融及び農村

向け金融商品を含む。

(2)　運転資金金融を含む。

(3)　ICICIバンク及びその子会社に対する貸付並びにICICIバンクの信用代替商品を含む。

(4)　それぞれの子会社の監督機関によるガイドラインに従って、不良資産とみなされる貸付を含む。
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以下の表は、表示された期間における当行の不良資産ポートフォリオ総額の変動を示したものである。(1)

          （単位：百万）

細目  
2013年
(ルピー)

 
2014年
(ルピー)

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

A. 消費者ローン及び
クレジットカード債権(2)(3)

            

年度初めにおける不良資産  67,356  49,156  32,968  25,504  26,757  50,571

加算：年度中における新規不良資産  9,927  12,759  13,030  16,979  15,940  30,127

控除：             

格上げ(4)  (3,995)  (3,314)  (4,425)  (6,323)  (5,337)  (10,087)

回収（格上げされた口座による
回収を除く。）

 (8,793)  (6,049)  (7,505)  (6,626)  (7,192)  (13,593)

償却  (15,339)  (19,584)  (8,564)  (2,777)  (2,106)  (3,980)

年度末における不良資産  49,156  32,968  25,504  26,757  28,062  53,037

B. 商業(5)             

年度初めにおける不良資産  39,673  57,914  89,929  148,296  266,389  503,475

加算：年度中における新規不良資産  28,992  40,839  77,915  161,423  332,341  628,124

控除：             

格上げ(4)  (4,083)  (1,055)  (1,500)  (5,181)  (4,741)  (8,960)

回収（格上げされた口座による
回収を除く。）

 (3,947)  (5,200)  (7,434)  (8,727)  (39,209)  (74,105)

償却  (2,721)  (2,569)  (10,614)  (29,422)  (123,988)  (234,337)

年度末における不良資産  57,914  89,929  148,296  266,389  430,792  814,197

C. リース及び関連業務             

年度初めにおける不良資産  95  95  97  70  70  132

加算：年度中における新規不良資産  -  2  -  -  -  -

控除：             

格上げ(4)  -  -  -  -  -  -

回収（格上げされた口座による
回収を除く。）

 -  -  (27)  -  -  -

償却  -  -  -  -  (63)  (119)

年度末における不良資産  95  97  70  70  7  13

D. 不良資産合計(A＋B＋C)             

年度初めにおける不良資産  107,124  107,165  122,994  173,870  293,216  554,178

加算：年度中における新規不良資産  38,919  53,600  90,945  178,402  348,281  658,251

控除：             

格上げ(4)  (8,078)  (4,369)  (5,925)  (11,504)  (10,078)  (19,047)

回収（格上げされた口座による
回収を除く。）

 (12,740)  (11,249)  (14,966)  (15,353)  (46,401)  (87,698)

償却  (18,060)  (22,153)  (19,178)  (32,199)  (126,157)  (238,437)

年度末における不良資産(5)  107,165  122,994  173,870  293,216  458,861  867,247
 
 

 

(1)　各子会社の規制当局により発表されたガイドラインに従って減損貸付と認められたものを含む。

(2)　2014年まで、「クレジットカード債権」に関し、不良資産の期首及び期末残高の差額は、「償却」に含まれる年度中に償却された口座を除き、不

良資産純総額への追加額に含まれた。

(3)　住宅ローン、自動車ローン、商業ビジネスローン、二輪車ローン、個人ローン、クレジットカード債権、宝石ローン、開発業者向け金融及び農村

向け金融商品を含む。

(4)　不良と分類されていたが業績において格上げされた口座をいう。

(5)　運転資金の回収を含む。
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以下の表は、表示された日現在における借入人の産業又は経済活動別の不良資産総額及び不良資産全体に対
する比率を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日現在  
 2013年  2014年  2015年  2016年  2017年  

 
金額
(ルピー)

 

不良
資産
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 

不良
資産
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 

不良
資産
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 

不良
資産
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 
金額
（円）

 

不良
資産
の割合
(％)

個人向け融資(1) 59,786  55.8  42,793  34.8  35,199  20.2  39,669  13.5  38,224  72,243  8.3

鋼鉄製品 1,993  1.9  3,795  3.1  9,871  5.7  65,175  22.2  85,557  161,703  18.6

電力 91  0.1  654  0.5  667  0.4  17,512  6.0  63,969  120,901  13.9

セメント -  -  300  0.2  300  0.2  -  -  53,781  101,646  11.7

非金融サービス 9,144  8.5  15,598  12.7  25,890  14.9  36,408  12.4  43,659  82,516  9.5

鉱物 804  0.8  900  0.7  1,629  0.9  779  0.3  40,112  75,812  8.7

建設 2,237  2.1  3,188  2.6  8,686  5.0  23,679  8.1  38,347  72,476  8.4

道路、港、通信、都市
開発
及びその他のインフラ

142  0.1  9,922  8.1  22,781  13.1  30,904  10.5  23,043  43,551  5.0

船舶 376  0.4  674  0.5  15,000  8.6  19,595  6.7  14,338  27,099  3.1

宝石類 3,008  2.8  4,081  3.3  5,311  3.1  8,205  2.8  9,455  17,870  2.1

食品及び飲料 4,595  4.3  7,097  5.8  6,102  3.5  6,771  2.3  8,312  15,710  1.8

企業向け及び個人向け
取引

4,165  3.9  4,064  3.3  4,840  2.8  5,896  2.0  7,033  13,292  1.5

原油、精製及び石油化
学製品

2,467  2.3  2,637  2.1  2,750  1.6  2,914  1.0  3,816  7,212  0.8

電子機器及び工業技術 3,025  2.8  3,406  2.8  8,775  5.0  3,796  1.3  3,329  6,292  0.7

繊維製品 2,646  2.5  5,078  4.1  7,204  4.1  12,059  4.1  2,913  5,506  0.6

化学製品及び肥料 1,772  1.7  1,737  1.4  1,791  1.0  2,053  0.7  1,151  2,175  0.3

金属及び金属製品
（鋼鉄を除く。）

1,336  1.2  1,350  1.1  1,719  1.0  2,102  0.7  1,081  2,043  0.2

金融サービス 1  -  569  0.5  558  0.3  523  0.2  -  -  -

その他の産業(2) 9,577  8.9  15,151  12.3  14,797  8.6  15,176  5.2  20,741  39,200  4.8

不良資産総額 107,165  100.0  122,994  100.0  173,870  100.0  293,216  100.0  458,861  867,247  100.0

貸倒引当金総額 (78,016)   (78,366)   (96,655)   (145,431)   (188,530) (356,322)  

不良資産純額 29,149    44,628    77,215    147,785    270,331  510,926   
 
 

 

(1)　住宅ローン、商業ビジネスローン、農村向け貸付、自動車ローン、ビジネス・バンキング、クレジットカード、個人ローン、証券を担保とした

ローン及びディーラー向け金融ポートフォリオを含む。

(2)　その他の業種は主に、開発業者向け金融ポートフォリオ、自動車、工業製品（金属を除く。）、医薬品及び日用品を含む。

 

「－(ⅲ) 経済環境による法人向け貸付金及び消費者ローンの借入人への影響」を参照のこと。「－第３－
７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(2) 事業環境－2017年度の動向」も参照のこ
と。
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2010年度より、インドの法人部門は、インフラ部門及び商品部門を含めて、多額の投資を行った。これが、
当行を含む銀行部門において貸付の高い伸びをもたらした。その後、インド経済は、高インフレ及びその結果
の金利上昇、通貨の下落及び経済成長の急減速という点で課題を抱えた。法人部門では、売上高及び利益の伸
び率の低下、運転資金サイクル伸張及び高水準の債権が見られ、また政策変更及び環境や土地に関する許認可
といった承認や炭鉱の割当解除といった裁判所の決定の遅れに起因してプロジェクトの完了及びキャッシュ・
フロー創出において大きな課題を抱えている。インド企業（特にインフラ部門及び工業部門）は、経済シナリ
オ、世界及び国内の金融市場の不安定性を背景に、資本調達能力を抑制した。企業の投資活動は減少した。
2014年度以降、これらの動きが、当行を含むインドの銀行部門における法人向けの不良債権及び条件緩和貸付
の増加、並びに法人部門向けの与信の伸び率低下を主因とした貸付全体の伸び率の大幅な鈍化をもたらした。
法人部門は引続き、予想よりも低いキャッシュ・フロー創出及び高いレバレッジ比率により影響を受けてい
る。2015年度及び2016年度の、金属、石炭及び原油を含む全世界的な商品価格の大幅な下落は、商品に関連す
る部門の借入人にマイナスの影響を及ぼした。経済への資本投資は依然として抑制されており、建設のような
投資に関連する部門の企業に影響を及ぼした。予想よりもキャッシュ・フローが低かったため、法人部門にお
けるレバレッジ比率の低下に向けた進捗は遅かった。加えて、2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、
法人部門における継続的な課題を背景に、インド準備銀行は、負荷及び引当金設定の早期及び保守的な認識の
目的を明確に示し、また2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわたり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直
すために当行を含む多くのインドの銀行と討議し、質問を行った。法人部門が直面する課題及びインド準備銀
行との討議及び同行による見直しの結果として、当行を含むインドの銀行システムには、2016年度下半期にお
いて、不良債権（条件緩和貸付から不良債権状態への悪化を含む。）への繰入の水準の大幅な上昇が見られ
た。

2017年度において、条件緩和貸付の悪化を含む不良債権及び引当金への繰入は、経済成長の減速、企業の収
益性の低下及び投資活動の低迷による法人部門の課題が継続するに従って、引続き増加した。経済成長の減速
は、主に工業及びサービス部門においてであり、工業部門の成長は2016年度の8.8％に対して、2017年度は
5.6％、サービス部門の成長は2016年度の9.7％に対して、2017年度は7.7％に抑えられた。さらに、2017年度
下半期において、インド政府による高額紙幣の廃貨に起因して現金の利用可能性が低下し、事業に影響を与え
た。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再構築し、また事業及び資産の売却によりそ
れらのレバレッジ比率を低下させるように取り組んでいたが、貸付勘定における負荷の早期解消のための選択
肢を検討するために設立された共同貸付人フォーラムでの意思決定の遅れにより、ストレス資産の解消過程は
予想よりも遅いままであった。インド準備銀行及び政府は、資産の早期解消のための当年度における破産・倒
産法の導入を含むいくつかの手法を発表した。しかしながら、営業における継続的課題及び回収環境は、解消
の速度に対して、条件緩和貸付の悪化を含む2017年度における不良債権の大幅な増加をもたらすという悪影響
を与えた。

2016年度末現在、内部格付が投資適格を下回る会社（不良債権又は条件緩和貸付として分類された借入人を
除く。）に対する、総額440.7十億ルピーのICICIバンクの資金を基盤としたのエクスポージャー及び資金を基
盤としない与信枠の残高を、鉄鋼、鉱業、電力、掘削装置及びセメント部門、並びに内部格付が投資適格を下
回る、原資産が当該部門に一部関連する一定の発起人へ公表した。2017年度において、440.7十億ルピーのう
ち、200.5十億ルピーが不良債権区分に分類された。さらに、2017年度中、総額48.4十億ルピーの商業向けの
条件緩和正常先貸付が不良債権へ分類された。2017年度において、過去に不良債権へ分類された口座に関連し
て、資金を基盤としない与信枠は総額18.0十億ルピーの成長を見せた。その結果、商業ローンの不良債権額へ
の総追加額は、2016年度の161.4十億ルピーから著しく増加し、2017年度には332.3十億ルピーとなった。2017
年度中、当行は総額4.7十億ルピーの商業ローンの不良債権を格上げし、総額39.2十億ルピーの商業ローンの
不良債権の回収を行った。2017年度においては、借入人特有の将来の回収可能性の評価に基づき、総額124.0
十億ルピーの商業ローンが償却された。2017年度において、不良債権対策の一部として当行は、しかるべき手
段を講じた。多額の不良債権は、証券会社／再構築会社などの負債回収組織に当行の回収戦略の一部として売
却され、主に既存の引当金に対し、債権の総価値と売却の対価の差分が償却された。特定の借入人ごとの回収
の可能性についての評価に基づき、不良債権が償却された。その結果、2017年度における償却の増加に繋がっ
た。商業ローンの不良債権総額は、2016年度末現在の266.4十億ルピーから増加し、2017年度末現在には430.8
十億ルピーとなった。セメント部門に対する不良資産総額は53.8十億ルピーの増加、電力部門では46.5十億ル
ピーの増加、掘削装置部門では39.3十億ルピーの増加、鋼鉄製品部門では20.4十億ルピーの増加、建設部門で
は14.7十億ルピーの増加となった。
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上述の部門及び発起人における内部格付が投資適格を下回る会社に対する、資金を基盤としたのエクスポー
ジャー及び資金を基盤としない与信枠の残高は、2016年度末現在の440.7十億ルピーから、2017年度末現在は
190.4十億ルピーへと減少した。これは主として、貸付の不良債権区分への分類、エクスポージャーの純減及
び貸付の信用格付けの格上げによるものであるが、貸付の信用格付けの格下げにより一部相殺された。上述の
部門において投資適格を下回る会社に対する、資金を基盤としたエクスポージャー及び資金を基盤としない与
信枠の残高は、資金を基盤とした残高が2017年度に不良資産と分類された会社に対する資金を基盤としない与
信枠の残高を含み、2017年度末現在、190.4十億ルピーとなった。これとは別に、ICICIバンクの借入人に対す
る資金を基盤としない与信枠の残高は、不良債権と区分され、2017年度末現在、19.3十億ルピーであった。

消費者ローンの不良債権総額への追加額は、2016年度の17.0十億ルピーと比較して2017年度は15.9十億ル
ピーであった。2017年度中、当行は、2016年度の6.3十億ルピーと比較して5.3十億ルピーの消費者ローンの不
良債権を格上げした。2017年度中、当行は7.2十億ルピーの消費者ローンの不良債権に対する回収及び2.1十億
ルピーの償却を行った。消費者ローンの不良債権総額は2016年度末現在の26.8十億ルピーから増加して2017年
度末現在の28.1十億ルピーとなった。

2016年11月、インド準備銀行は、不良貸付口座の承認期間を60日の追加期間をもって延長し、その支払期限
は2016年11月１日から2016年12月31日の間であった。ガイドラインは、最大10百万ルピーの運転資本勘定／作
付融資及びターム・ローンに対し適用された。さらに、2016年12月には、事業目的の運転資本勘定／作付融資
の及びターム・ローンが最大10百万ルピーに達した際、当該利益はその前の期間の60日間に加えてさらに30日
延長された。その結果、2017年度末現在、当行は2.23十億ルピーの当該貸付を不良債権区分に分類しなかった
が、不良債権区分に分類されていた場合は、これらの延長は生じなかったであろう。

上述の結果、不良資産総額は、2016年度末現在の293.2十億ルピーから56.5％増加して、2017年度末現在は
458.9十億ルピーとなった。不良資産純額は、2016年度末現在の147.8十億ルピーから82.9％増加して、2017年
度末現在は270.3十億ルピーとなった。不良資産純額比率は、2016年度末現在の2.7％から、2017年度末現在は
4.7％へと増加した。

 

前へ　　　次へ
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条件緩和貸付

以下の表は、表示された日付現在における当行のルピー建条件緩和貸付及び外貨建条件緩和貸付ポートフォ
リオの総額水準を業務分野別に示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）)

 ３月31日現在

 
2013年

 
2014年

 
2015年

 
2016年  2017年

金額
(ルピー)

金額
(ルピー)

金額
(ルピー)

金額
(ルピー)

 
金額
(ルピー)

 金額
(円)

消費者ローン及び
クレジットカード債権

388  297  221  94  168  318

ルピー建て 152  185  221  94  168  318

外貨建て 236  112  -  -  -  -

商業 (1) 66,919  133,151  130,566  98,580  50,687  95,798

ルピー建て 47,314  83,258  86,694  73,972  35,139  66,413

外貨建て 19,605  49,893  43,872  24,608  15,548  29,386

条件緩和貸付合計 67,307  133,448  130,787  98,674  50,855  96,116

ルピー建て 47,466  83,443  86,915  74,067  35,307  66,730

外貨建て 19,841  50,005  43,872  24,608  15,548  29,386

条件緩和貸付総額(2) 67,307  133,448  130,787  98,674  50,855  96,116

貸倒引当金 (5,294) (11,235) (9,458) (7,581) (3,012) (5,693)

条件緩和貸付純額 62,013  122,213  121,329  91,093  47,843  90,423

            

顧客資産総額(2) 4,001,517  4,615,808  5,149,278  5,718,339  5,923,253  11,194,948

顧客資産純額 3,914,869  4,523,471  5,026,019  5,556,942  5,720,375  10,811,509

顧客資産総額に対する
条件緩和貸付総額の割合

1.7％  2.9％  2.5％  1.7％  0.9％   

顧客資産純額に対する
条件緩和貸付純額の割合

1.6％  2.7％  2.4％  1.6％  0.8％   
 
 

 

(1)　運転資金金融を含む。

(2)　ICICIバンク及びその子会社の貸付並びにICICIバンクの信用代替商品を含む。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

112/647



以下の表は、表示された日現在における借入人の産業又は経済活動別の条件緩和貸付総額及び条件緩和貸付
総額全体に対する比率を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 2013年  2014年  2015年  2016年  2017年

 
金額
(ルピー)

 

条件緩
和貸付
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 

条件緩
和貸付
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 

条件緩
和貸付
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 

条件緩
和貸付
の割合
(％)

 
金額
(ルピー)

 
金額
(円)

 

条件緩
和貸付
の割合
(％)

建設 5,453  8.1  19,168  14.4  34,718  26.5  34,470  34.9  18,893  35,708  37.2

道路、港、通信、都市開
発及びその他のインフラ

16,282  24.2  24,214  18.1  13,580  10.4  15,090  15.3  8,271  15,632  16.3

電力 3,828  5.7  7,879  5.9  13,378  10.2  2,080  2.1  1,296  2,449  2.5

医薬品 6,993  10.4  12,574  9.4  12,364  9.5  4,708  4.8  3,680  6,955  7.2

非金融サービス 8,632  12.8  15,930  11.9  10,515  8.0  2,747  2.8  89  168  0.2

鋼鉄製品 1,913  2.8  11,072  8.3  9,006  6.9  9,517  9.6  1,570  2,967  3.1

電子機器及び工業技術 3,642  5.4  6,364  4.8  8,351  6.4  7,735  7.8  3,191  6,031  6.3

化学製品及び肥料 6,261  9.3  7,196  5.4  7,737  5.9  634  0.6  367  694  0.7

金融サービス 5,595  8.3  4,967  3.7  5,054  3.9  2,239  2.3  -  -  -

鉱物 -  -  -  -  3,502  2.7  3,936  4.0  -  -  -

船舶 881  1.3  9,688  7.3  2,270  1.7  3,033  3.1  2,799  5,290  5.5

繊維製品 1,510  2.2  4,435  3.3  1,845  1.4  196  0.2  218  412  0.4

食品及び飲料 720  1.1  1,898  1.4  1,494  1.1  2,519  2.6  886  1,675  1.7

企業向け及び個人向け取
引

1,588  2.4  1,716  1.3  1,269  1.0  -  -  -  -  -

工業製品
（鋼鉄を除く。）

-  -  217  0.2  251  0.2  -  -  -  -  -

個人向け融資 388  0.6  297  0.2  221  0.2  94  0.1  168  318  0.3

金属及び金属製品
（金属を除く。）

3,004  4.5  76  0.1  202  0.2  235  0.2  384  726  0.8

セメント 320  0.5  -  -  -  -  -  -  -  -  -

自動車
（トラックを含む。）

-  -  -  -  -  -  -  -  1,187  2,243  2.3

原油、精製及び石油化学
製品

-  -  -  -  -  -  8,114  8.2  7,856  14,848  15.4

その他(1） 297  0.4  5,757  4.3  5,030  3.8  1,327  1.3  1  2  0.0

条件緩和貸付総額 67,307  100.0  133,448  100.0  130,787  100.0  98,674  100.0  50,855  96,116  100.0

貸倒引当金総額 (5,294)    (11,235)    (9,458)   (7,581)   (3,012) (5,693)  

条件緩和貸付純額 62,013    122,213    121,329    91,093    47,843  90,423   
 
 

 

(1)　その他の業種は主に、不動産を含む。

 

2017年度中、当行が条件緩和した正常先貸付に分類された借入人の貸付及び過年度に貸付が条件緩和された
貸付人に対して行った追加支払は、2016年度の33.0十億ルピーと比較して、総額6.9十億ルピーとなった。さ
らに、2017年度中、2016年度の53.0十億ルピーと比較して、借入人が条件緩和債務の条件に従って返済を実行
できなかったことにより、総額48.4十億ルピーの条件緩和正常先貸付が不良債権へ分類された。2017年度にお
いて、2016年度の12.1十億ルピーと比較して総額6.3十億ルピーの条件緩和貸付が返済された。条件緩和正常
先貸付総額の残高は、2016年度末現在の98.7十億ルピーから48.5％減少して2017年度末現在には50.9十億ル
ピーとなった。一方、条件緩和貸付純額の残高は、2016年度末現在の91.1十億ルピーから47.9％減少して、
2017年度末現在には47.8十億ルピーとなった。

さらに、2017年度末現在、ICICIバンクは、貸付が条件緩和貸付に分類された借入人に対する資金を基盤と
しない与信枠について、16.9十億ルピーの残高を有していた。

2017年度、当行は帳簿価額総額（引当金控除後）37.1十億ルピーで、35の借入人への商業ローンを資産再構
築会社に売却した。2016年度には、当行は帳簿価額総額（引当金控除後）6.7十億ルピーで７つの借入人への
商業ローンを資産再構築会社に売却した。「－不良資産対策」も参照のこと。
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条件緩和正常先貸付純額の顧客純資産の割合は、2016年度末現在の1.6％と比較して、2017年度末現在は
0.8％に減少した。条件緩和貸付（資金調達金利に関する引当金を含む。）に対する引当金残高は、2016年度
末現在の7.6十億ルピーから減少して、2017年度末現在には3.0十億ルピーとなった。「－第３－７ 財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(4)事業の見通し－(g)引当金及び偶発債務（租税引当金
を除く。）－(i) 不良資産及び条件緩和貸付に関する引当金」も参照のこと。

不良資産総額及び条件緩和正常先貸付総額の総計は、2016年度末現在の391.9十億ルピーから117.8十億ル
ピー又は30.1％増加して、2017年度末現在は509.7十億ルピーとなった。不良資産純額及び条件緩和貸付純額
の総計は、2016年度末現在の238.9十億ルピーから79.3十億ルピー又は33.2％増加して、2017年度末現在は
318.2十億ルピーとなった。

2016年度、インド準備銀行は、戦略的な債務の再編についてのガイドラインを発表し、利子又は元金の不払
いが貸付を不良債権に分類したとしても、貸付が継続して正常先資産に分類される現状維持利益期間中は、貸
付を提供する運営の変更を発表した。2017年度末現在、当行は、条件緩和に分類される総額16.6十億ルピーの
貸付を含む、総額52.4十億ルピーの正常先貸付に関して、戦略的な債務の再編を実施した。加えて、戦略的な
債務の再編は、2017年度末現在、条件緩和に分類される総額6.6十億ルピーの貸付を含む12.1十億ルピーの貸
付を提案し、実行待ちであった。

さらに、2015年度、インド準備銀行は、銀行によるインフラ及びその他主要な産業に対する、条件緩和とし
てみなされない、定期的な長期プロジェクト・ローンの借換えを認めるガイドラインを発表した。当該借換え
スキームが実行された貸付額に関して、2017年度末現在48.9十億ルピーの残高を有していた。うち、26.8十億
ルピーは正常先資産に分類された。「－(h) 監督及び規制－貸付実行に関する規制」を参照のこと。

戦略的債務再編スキームの他に、インド準備銀行は、戦略的債務再編の枠組み外における所有者変更を受け
ている、借入人への貸付に対するガイドラインを発表した。インド準備銀行の当該ガイドラインは、現状維持
の利益を戦略的債務再編スキームに沿うものとする。ICICIバンクは、借入人への戦略的債務再編外におい
て、2017年度末現在、約51.1十億ルピーの貸付金残高総額を伴う所有者変更のプロセスを開始した。

2017年度において、インド準備銀行は、ストレス資産の持続可能な構造化スキーム（S4A）を導入し、大規
模プロジェクトの完了の遅延により資金難に直面している大口借入人の勘定の破綻処理を行う銀行の能力強化
を追及するガイドラインを発行した。当該スキームは、一定の条件を満たすことを条件として、プロジェクト
の持続的再生のため、貸付人による大幅な財務再構築の開始を可能にすることを目的としている。当該スキー
ムによる、現在の借入人手数料の持続可能な債務と、借入人業務の実行可能性に関する独自の理論に従った持
続可能な債務以外との分岐が予想される。さらに、当該スキームは、「基準日」（貸付人が共同で当該スキー
ム行使を決定する日）にあるとおり、借入人の資産区分が180日の現状維持利益期間継続することを予想して
いる。2017年度末現在、ICICIバンクは、ストレス資産の持続可能な構造化スキームを、1.6十億ルピーの持続
可能な債務及び1.4十億ルピーの非持続可能な債務から成る総未払残高約2.9十億ルピーの２つの正常先借入区
分に施行した。「－(h) 監督及び規制－貸付実行に関する規制」を参照のこと。

 

不良資産対策

回収不能な不良資産について、会社が返済能力を喪失している場合には、当行は、和解による解決、担保の
強化及び整理統合の推進を目的とした積極的なアプローチを採用している。当行は、回収の時間的価値及び解
決に向けての実際的なアプローチに重点を置いている。当行の回収努力の成功にとっての重要な要素は、当行
の債権に対する担保にある。債権に対する担保の価値が損なわれている特定の口座において、当行は、保有貸
付損失引当金に対する貸倒償却を請け負う。しかし、当行は、その他貸付人と共同又は法的手段及び訴訟和解
金により個別に、当該口座における回収努力を継続する。また、当行は、監視下にある債権の積極的な管理を
行っている。当行の対策は、初期問題に対する早期解決を目指した識別に向けての積極的なアプローチにより
成り立っている。
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不良資産の清算に係る当行の対策には、資産再構築会社により発行されたパススルー証券の形の有価証券受
領証と引換えに行われる資産再構築会社への金融資産の売却が含まれており、この場合有価証券の保有者に対
する支払いは、譲渡資産からの実際に実現したキャッシュ・フローに基づいて行われている。インドGAAPに基
づき、これらの証券は、インド準備銀行のガイドラインに従って資産再構築会社によって宣言された純資産価
値で評価される。米国GAAPの下では、当行が有価証券受領証と引換えに売却する資産は、売却として計上され
ない。これは、かかる譲渡はFASB ASC Topic 860の下において当行が保有する売却として計上されないこと、

又は、「譲渡及びサービス業務」若しくは譲渡は、FASB ASC Subtopic 810-10に規定された「連結 - 全般」

によって大きく影響されるものであるという、いずれかの理由による。「連結 - 全般」においては、当行は

これら一定のファンド／信託の「第一受益者」であるとされ、米国GAAPの下でこれらの事業体を連結すること
が要求されているからである。これらの資産は米国GAAPの下では条件緩和資産とみなされる。「－(h) 監督及

び規制－資産再構築会社に対する資産の売却に関する規制」も参照のこと。当行は、不良資産純額を資産再構
築会社に売却した。かかる不良債権の売却額は、2013年度は総額0.1十億ルピー、2014年度は総額1.5十億ル
ピー、2015年度は総額3.3十億ルピー、2016年度は総額6.7十億ルピー、2017年度は総額37.1十億ルピーであっ
た。2017年度末現在、当行は、不良資産の売却に関連して資産再構築会社により発行された有価証券受領証と
して純投資額32.9十億ルピーの残高を有していた。当行はまた、インド準備銀行のガイドラインの観点から、
資産再構築会社に対して60日超にわたり未払いである正常先資産に分類される金融資産の売却を認められてい
る。当行は2016年度は総額3.2十億ルピー及び2017年度は総額5.8十億ルピーの正常先資産に分類される金融資
産を売却した。

ストレス資産解消の対策の一部として、当行は、インド準備銀行のガイドラインに関して他の貸付人と共に
戦略的債務再編に着手する。当該ガイドラインに関して、当行は他の貸付人と共に、特定の口座における所有
者変更の措置を講じており、それは、18ヶ月の延滞期間（現状維持の利益）にわたる資産区分の留保を伴う債
務から株式への転換による、当該借入人の資本の過半数獲得に起因する。現状維持利益期間後に解消に至らな
かった債権は、不良債権と区分される。戦略的債務再編とは別に、当行は、戦略的債務再編の枠組み外におけ
る経営の変更への措置も、インド準備銀行のガイドラインに従い講じている。大きなプロジェクト完了の遅延
による財政難に直面している多額の借入人口座において、当行は、インド準備銀行に行使された、ストレス資
産の持続可能な構造化スキームにおける大幅な債務再構築のための銀行協定書に基づき、他の貸付人と共に措
置を講じている。これらの措置は、当該借入人の既存貸付を持続可能な債務、あるいは借入人業務の実行可能
性に係る独自の理論に基づき持続可能な債務以外に分岐させることによりプロジェクトを持続的再生へと導く
ことを期待されている。

2016年５月、ストレス資産の期限を定めた再生及び更生を規定する2016年破産・倒産法が制定された。さら
に、2017年６月には、ストレス資産の解消につきインド準備銀行に介入及び助言をする権限を与える法令が政
府により公布された。その後に、インド準備銀行は、12の多額な負荷勘定に関して、破産・倒産法に基づき国
家会社法裁判所に解消を申請する旨の指導を各銀行に行った。インド準備銀行は、これらの事例のために、貸
付残高又はインド準備銀行の既存ガイドラインに従い要求される引当金のいずれか高額の方に関し、50.0％の
担保が付された部分から100.0％の無担保の部分に至る引当を行うよう、銀行に対し指示した。かかる引当
は、2017年９月30日に終了する３ヶ月間から2018年３月31日に終了する３ヶ月間で比例して展開される必要が
ある。銀行は、その他の特定の負荷勘定に関して、６ヵ月以内に破綻処理計画をまとめることを求められる。
実行可能な破綻処理計画につき６ヵ月以内に合意に至らなかった際、銀行は、2016年破産・倒産法に従い支払
不能に関する手続を申請する義務を負う。銀行は、国家会社法裁判所において承認された清算命令を受けた貸
付に関して100.0％の引当を行わなくてはならない。2017年度末現在、当行は、約69.0十億ルピーのうち約
36.0％が引当対象の資金を基盤とするエクスポージャーを当該借入人に対し用意した。銀行は、これらの対策
に関して国家会社法裁判所と議論の最中であり現在進行中である。
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当行は、貸付の不良債権化を阻止するために積極的な改善策を講じられるよう当行の借入人の信用格付の推
移を監視している。当行は、業界予想を検討し、規制及び財務環境の変化が及ぼす影響を分析する。当行の定
期的な審査制度により、当行は債権の状態を監視し、速やかに改善措置を講じることができる。当行は通常、
法人向け貸付は、貸付の開始日現在担保が付されているものとする。しかし、インドにおける法的手続は長期
間に及ぶため、数年間その回収が遅れる可能性がある。このため、担保権の執行及び実行に遅れが生じてい
る。当行はまた、市場性のある有価証券を含めた金融資産の担保を取り、また、適当である限り法人保証及び
個人保証を受けることができる。一定の場合、融資の条件には、スポンサーの借入人の株式の保有に関する誓
約及びスポンサーの当該株式の全部又は一部の売却権限に関する制限が含まれる。株式に関する誓約は、株価
の動向により誓約事項が追加される仕組みとなっている。当行は、担保の執行手続が継続している間は、当行
の帳簿上の不良資産を保有し続ける。したがって、不良資産は、貸付勘定が決済されるか又は担保が実行され
るまで、当行のポートフォリオにおいて、同様の状況における米国の銀行と比べ長期間保有されることとな
る。「－(e) 貸付ポートフォリオ－(ⅱ) 担保設定、対抗要件具備及び実行」も参照のこと。

また、当行の個人向け担保付貸付は、調達された資産（主に不動産及び車両）に係る第一順位かつ排他的な
先取特権により担保されている。当行は、当行の担保書面により、裁判所又は裁決機関に委託することなく、
工場、設備及び車両等の資産により構成される担保につき実行する権限を有している（顧客がかかる裁判所又
は裁決機関に当行の措置を停止するよう委託した場合を除く。）。個人向け貸付に関し、当行は、支払期日を
経過した貸付の調査及び延滞額の回収のための迅速な対応を確保するため、標準的な回収手続を採用してい
る。
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貸倒引当金

以下の表は、表示された期間における、不良資産ポートフォリオに対する引当金の変動を示したものであ
る。(1)

  （単位：百万）

  ３月31日現在

  
2013年
(ルピー)

 
2014年
(ルピー)

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)  

2017年
(円)

A. 消費者ローン及び
クレジットカード債権(2)(3)

            

年度初めにおける貸倒引当金総額  56,928  42,642  25,587  16,752  16,052  30,338

加算：年度中における引当金  7,630  7,015  4,580  6,097  7,110  13,438

控除：償却のための引当金  (15,339) (19,584) (8,609) (2,778) (2,106) (3,980)

控除：引当金の超過額の償却  (6,577) (4,486) (4,806) (4,019) (3,847) (7,271)

年度末における貸倒引当金総額  42,642  25,587  16,752  16,052  17,209  32,525

B. 商業(4)             

年度初めにおける貸倒引当金総額  22,852  35,279  52,682  79,833  129,309  244,394

加算：年度中における引当金  16,658  21,977  38,278  81,046  163,996  309,952

控除：償却のための引当金  (1,996) (2,454) (9,107) (26,866) (114,415) (216,244)

控除：引当金の超過額の償却  (2,235) (2,120) (2,020) (4,704) (7,576) (14,319)

年度末における貸倒引当金総額  35,279  52,682  79,833  129,309  171,314  323,783

C. リース及び関連業務             

年度初めにおける貸倒引当金総額  95  95  97  70  70  132

加算：年度中における引当金  -  2  -  -  -  -

控除：償却のための引当金  -  -  -  -  (63) (119)

控除：引当金の超過額の償却  -  -  (27) -  -  -

年度末における貸倒引当金総額  95  97  70  70  7  13

D. 引当金合計(A＋B＋C)             

年度初めにおける貸倒引当金総額  79,875  78,016  78,366  96,655  145,431  274,865

加算：年度中における引当金  24,288  28,994  42,858  87,143  171,106  323,390

控除：償却のための引当金  (17,335) (22,038) (17,716) (29,644) (116,584) (220,344)

控除：引当金の超過額の償却  (8,812) (6,606) (6,853) (8,723) (11,423) (21,589)

年度末における貸倒引当金総額  78,016  78,366  96,655  145,431  188,530  356,322
 
 

 

(1)　各子会社の規制当局により発表されたガイドラインに従って減損貸付と認められたものを含む。

(2)　2014年度まで、「クレジットカード債権」に関し、貸倒引当金総額の期首及び期末残高の差額は、「控除：償却のための

引当金」に含まれる年度中に償却された口座を除き、「加算：年度中における引当金」に純額で含まれた。

(3)　住宅ローン、自動車ローン、商業ビジネスローン、二輪車ローン、個人ローン、クレジットカード及び開発業者向け金融

を含む。

(4)　運転資金の回収を含む。

 

「－(ⅰ) 条件緩和貸付」及び「－(ⅳ) 不良資産」に示されるとおり、2016年度及び2017年度において、工
業部門における不良債権の追加額は著しく増加した。かかる増加は、2016年度及び2017年度の引当金の増加を
もたらした。引当金の超過額の償却後の引当金は、主に商業ローンに係る引当金の増加により、2016年度の
78.4十億ルピーから、2017年度には159.7十億ルピーに増加した。
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2016年度末現在、内部格付が投資適格を下回る会社（不良債権又は条件緩和貸付として分類された借入人を
除く。）に対する、ICICIバンクの資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高
を、鉄鋼、鉱業、電力、掘削装置及びセメント部門並びに内部格付が投資適格を下回る、原資産が当該部門に
一部関連する発起人に公表した。当該部門に関連する不確実性及び当該部門への当行のエクスポージャーの解
消にかかり得る時間を考慮して、当行は、2016年度現在、当該エクスポージャーに対して総額36.0十億ルピー
の集合的偶発事象及び関連引当金を設定している。かかる準備金は、ガイドラインにより不良債権及び条件緩
和貸付に関して要求される引当金を上回っていたが、健全性目的のため、インド準備銀行ガイドライン及びイ
ンドGAAPに基づいて認められるものである。2017年度において、ICICIバンクは、集合的偶発事象及び関連準
備金の全額を貸付の一部満了により得た貸付引当金及び固定資産に配分した。

 

(ⅴ)　潜在的問題のある貸付

貸付の払戻し条件に従う借入人の能力に懸念がある場合、当行はこれらの貸付を潜在的な問題のある貸付と
している。2017年度末現在、当行は、潜在的問題のある貸付267.6十億ルピーを所有しており、この貸付は不
良資産又は条件緩和資産として分類されない。2017年度末現在、潜在的な問題のある貸付は、主に電力部門、
鉱物部門及び鋼鉄部門並びに原資産が当該部門と部分的に関連のある一定の発起人の事業体に対する以下の投
資格付貸付を含む。当行は、貸付の払戻し条件の遵守に関してかかる貸付及び借入人を注意深く監視してい
る。また当行は、「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B」に示されるとおり

支払期日を過ぎた貸付及び投資適格に満たない貸付も同様に監視している。

 
(g)　技　術

当行は、金融サービス部門において常に最先端の技術を取り入れるべく努力を続けている。当行は、競争力
を高めまた当行の全体的な生産性及び効率性を向上させるために、当行の事業運営の戦略的手段として情報技
術を使用するよう努めている。当行は、支店、インターネット・バンキング、ATM、モバイル・バンキング、
タブレットを利用した銀行口座開設を含むタブレット・バンキング、テレフォン・バンキング及びソーシャ
ル・ネットワークを通じてバンキング・ファシリティを提供するフェイスブック・バンキングなどのすべての
通信に高いレベルの機能性を導入しようとしていると同時にセキュリティー、インフラストラクチャー及び
ネットワークの向上及び強化の継続を目的としている。当行は、安全で優れた一貫した統一サービス技能をす
べての通信にわたって顧客に提供するため、引続き技術への投資を行う。組織レベルでの連携を可能とし、デ
ジタル空間における技術の活用及び機会の利用に対する当行の取組みを強化するため、チーフ・テクノロ
ジー・デジタル・オフィサーが率いる、事業グループにわたって戦略的相乗効果を生み出すことを目的とし
て、全技術チームのみならずデジタル・チャネル・チーム、ビジネス・インテリジェンス・チーム及び分析
チームも統合した、技術及びデジタル・グループを当行内で設置した。技術及びデジタル・グループはまた、
デジタル空間における革新的なプロジェクトの創出及びパートナーシップの構築を担う。

当行の技術イニシアティブは価値を最大化すること、顧客に対して更なる利便性を提供すること、及びサー
ビスレベルを向上させながらもコストを削減することを目指している。当行が特に重点を置く技術は以下のも
のである。

電子通信及びオンライン通信の使用による以下の効果

・　当行の商品及びサービスの容易な利用

・　販売及び取引に係る費用の削減

・　新規顧客の獲得

・　既存顧客との関係の強化

・　市場販売までに要する時間の削減

情報システムの採用による以下の効果

・　顧客基盤の増加

・　効果的なマーケティング

・　リスクの監視及び制御
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・　市場機会における投資の見極め、評価及び実施

・　顧客への新商品及びサービス提供の支援

当行はまた、国内における技術利用能力を国際取引においても活用することを目指している。

 

(ⅰ)　技術関連組織

当行の技術及びデジタル・グループは、個人、企業、中小企業及び財務を含む多種の事業グループに対し
て、当行の共通の技術及びデジタルのアジェンダを示すために設置された。当該グループは、インターネッ
ト・バンキング及びモバイル・ソリューションズを重視するデジタル・チャネル・グループ、高い技術力を持
つ企業とのパートナーシップ形成のためのデジタル・パートナーシップ・グループ、事業グループが使用する
コア・バンキング及びその他のシステムを支援する事業技術グループ、コーポレート・センターが使用する技
術システムを提供するコーポレート・センター技術グループ、市場及び人事グループ、必要なインフラを提供
する技術インフラ及び技術管理グループ、並びに戦略的デジタル計画を構想、発案及び試験することとなるイ
ノベーション・ラボを構成する。

 

(ⅱ)　銀行業務用ソフトウェア

当行が使用する銀行業務用ソフトウェアはコア・バンキング・システム、貸付金管理システム及びクレジッ
トカード管理システムといった柔軟で拡張性のあるものであり、これらはすべて拡大する当行の顧客基盤を支
えている。一次システムが利用できない際にも、中央代役サーバーは週７日、年中無休であらゆるデリバリー
チャネルにサービスを確保している。当行のコア・バンキング・システム、貸付金管理システム及びクレジッ
トカード管理システムは、柔軟で拡張性のあるものであり、拡大する当行の顧客基盤を支えている。当行の
バックアップシステムは、バックアップに関する管理及びガバナンスを改善するために強化された。

 

(ⅲ)　電子通信及びオンライン通信

当行は、顧客の選択肢と利便性を最大限に高めるため物理的及び電子的なデリバリーチャネルを組み合わせ
ており、これにより市場における当行の商品の差別化が図られている。当行の支店銀行業務ソフトウェアは柔
軟で拡張性のあるものであり、当行の電子的なデリバリーチャネルと良好に結合する。2017年度末現在、当行
はインド全域において13,882機のATMを設けていた。当行のATMは加えて即時融資取引、請求書の支払い及び保
険給付支払といった追加機能がある。2017年度末現在、当行は顧客のために24時間営業の手軽で便利なエレク
トロニック・バンキングを提供する完全自動化された110のタッチ・バンキング支店がある。かかる支店にお
いて、顧客は、現金の預金、引出等の銀行取引ができ、またビデオ・カンファレンス・ファシリティによりカ
スタマーサービスのスタッフと通信することができる。当行の従業員は、デジタル上での顧客情報の把握、物
理書類の最小化及び新預金口座開設の効率改善のため、タブレットを利用して新たな顧客口座を開設する。

当行は、法人向け及び個人向け商品及びサービスにつき、数々のオンライン・バンキング・サービスを顧客
に提供している。当行のウェブサイトは、多様な端末上で円滑かつ各々に対応した仕様を提供している。ま
た、異なる顧客区分に対応して異なる仕様を提供している。当行のターネー及びハイデラバード全域における
コールセンターは24時間営業しており、双方向音声応答システム、自動着信配信、統合コンピューター・テレ
フォニー及び留守番電話等の複合的な最先端のシステムを備えている。当行は、電話応対係が電話をかけてき
た顧客の当行との関係について完全な概要を知ることができる体制を整えることで顧客の視点を統括できるよ
う、これらのコールセンターにおいて最新の技術を利用するよう努めている。このデータベースは、顧客の区
分別を可能にし、電話応対係がクロスセリングの機会を確認し実行できるよう手助けする。当行のフェイス
ブック上の銀行取引のアプリケーションでは、顧客が自分の口座情報へのアクセス、口座の状況の把握及び必
要なサービスの要求ができる。当行はまた、顧客がツイッターを用いて送金することができる革新的な支払
サービスをツイッター上で開始した。
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当行は、多様な経路でのアクセスを当行の顧客に提供する戦略に従い、モバイル・バンキング・サービスを
提供している。かかるサービスは現在、インド国内のすべての携帯電話サービスプロバイダー及び当行が拠点
を持つ他の国に所在する非居住者のインド人顧客にまで拡大された。当行は、近年における携帯電話での多様
なアプリケーションの利用増加を考慮して、モバイル・バンキングをより重視するようになった。2016年度
中、当行は、モバイル・バンキング・アプリケーションのアイ・モバイル（iMobile）を強化された枠組みへ
移行させ、またアプリケーションをより包括的なものへと改良し、今では全モバイル・プラットフォームにお
いて利用可能な165超のサービスを提供している。当該アプリケーションに備わったこの機能により、顧客は
モバイル・ピン（MPIN）又は個人のユーザー名のどちらかでログインすることができ、インスタバンキングを
介した支店へのアクセスなくして取引を開始し、保険及びミューチュアル・ファンドを購入し、税金を支払
い、フォレックス・サービスを利用することができる。これにより、顧客は直接当行のコールセンターに架電
し、カードを使用することなくATMで現金を引き出し、頻繁に行う取引をお気に入りとして登録し、安全なロ
グインのための新たな認証方法として、Google Now及び（アップル製品の）Touch IDからアラートを受信する

ことが可能となる。2017年度中、当行は、チャット機能により多様な銀行業務を実施することが可能な人口知
能であるチャットボットを導入した。

当行のオンライン送金ソリューションはまた、主要なプラットフォームにわたってモバイル・アプリケー
ションとして使用でき、顧客の為替レートの確認及び送金取引を可能にする。送金分野では、当行は、送金を
迅速に行い、顧客のインドへの送金が容易となる商品に重点を置いている。当行は、円滑な操作及び24時間体
制の即時送金処理のために、当行の送金サービスであるMony2Indiaというウェブサイト及びモバイル・アプリ
ケーションを強化している。

当行は、2015年度に、インドにおいて、ウェブサイト又はモバイル・アプリケーションで個人が取引可能な
モバイル・アプリケーションである「Pockets」という名の電子財布を発表した。かかる電子財布は、メール
アカウント、携帯電話番号、フェイスブック上の友人及び銀行口座への送金ができ、また請求書の支払い及び
チケット予約もできる。さらに、当行は、都市部における迅速な大量輸送支払システム及び高速道路料金の電
子収受システム等分野におけるソリューションを提供し、かかる支払につき残高の自動補充が可能な便利な専
用カードを開発した。これにより、かかる支払の待機時間は最小化された。

当行は、2017年度に、電子料金回収及びトランジットカード・ソリューションを発表した。当行は、地下鉄
にトランジットカードを導入し、デリー、ムンバイ、ハイデラバード、ベンガルー及びアフマダーバードの地
下鉄事業者と連携した。当行は、電子料金回収のための通信媒体にプリペイド無線波認識タグを発行し、また
料金支払を処理する中央決済機関を設置した。

当行は新規の住宅ローン及び建築段階にあるプロジェクトに関連した支払いの審査を簡便化しかつ迅速に行
うための２つのデジタル・イニシアティブを開始した。１つ目のイニシアティブは、「エクスプレス住宅ロー
ン（Express Home Loan）」といい、８営業時間内に住宅ローンのオンラインでの承認を可能にする。かかる

サービスは、ICICIバンクの顧客であるかに関わらず、すべての給与取得者が利用することができる。２つ目
のイニシアティブは、建築中のプロジェクトに係る住宅ローンを組む個人が、当行の「アイローン
（iLoans）」モバイル・アプリケーションを使用してその後の支払いを受けることをサポートするものであ
る。

当行はまた、スマートフォンを使用したキャッシュレスの支払いを可能とし、これによって現金、デビット
カード又はクレジット・カードの持運びが不要となる、コンタクト不要のモバイル決済ソリューションを開始
した。2016年度に、当行は、バーチャル・モバイル・アプリケーションの開発チャレンジ「アイシー・アイ
シー・アイ・アパソン（ICICI Appathon）」を発表し、新しいアイディアを取り入れまた携帯電話を使用した

バンキング・アプリケーションの次世代を開拓するために、技術革新世代の優れた才能を活用した。2017年度
に、アパソンの利用者により提示されたアイディアが採用され、当行のモバイル・プラットフォームである
「アイモバイル・スマートキーズ（iMobile Smartkeys）」における新機能の導入が進められた。これによ

り、他のアプリケーション又はブラウザーを利用しながら、スマートフォンのキーボードにより支払いを行う
ことが可能となる。
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当行は、バーチャル決済アドレスによる銀行口座の詳細が、要求されないあらゆる銀行口座への即時送金を
可能とする決済基盤である統合決済基盤の展開に向けて、ナショナル・ペイメンツ・コーポレーション・オ
ブ・インディア（National Payments Corporation of India）と緊密に連携した。統合決裁基盤は、当行によ

り多様なプラットフォームを通じて改良されている。当行は、当行のモバイル・アプリケーション及びデジタ
ルウォレットに統合決済基盤を導入する。当行はまた、インド政府により促進され、統合決済基盤を用いて設
定されたモバイル・アプリケーションである、バーラト・インターフェイス・フォー・マネー（Bharat

Interface for Money）を通じた支払いを可能とした。当行は、インドにおけるトゥルーコーラー

（Truecaller）アプリのユーザー向けの統合決済基盤を用いた支払いを可能とした。当行は、マーチャントが
銀行のクレジットカード／デビットカードを含む多数のモードによる携帯電話支払、インターネット・バンキ
ング支払及びデジタルウォレットによる支払いを受け入れることを認める「イージーペイ（Eazypay）」とい
う、インドのマーチャント向けモバイル・アプリケーションを発表した。

当行は、技術を利用して取引を迅速に処理するいくつかの手順を踏んだ。当行は、ソフトウェアロボットを
導入し、毎営業日に100万超の銀行取引を実行する500超のソフトウェアロボットを使用している。これによ
り、当行の顧客に対する当行の返答時間を大幅に削減することが可能となる。

農村地域においてデジタル文化及びキャッシュレス経済を促進するイニシアティブにおいて、当行は、農村
地域におけるデジタル技術の利用を促進するプログラムに取り掛かった。かかるプログラムは、信用供与及び
市場連動の提供に加えて、農村地域における取引や商業活動のデジタル化を網羅する。ICICIファンデーショ
ン・フォー・インクルーシブ・グロウスを通じて、当行はまた、農村地域における生活形成のために職業訓練
を提供している。2017年度に、当行は、100の農村をICICIデジタル農村に改変した。当行はまた、農村地域の
ユーザーが農業サービスの情報と同様に銀行サービスを利用することができる「メラ・アイモバイル（Mera

iMobile）」という農村地域の顧客向けモバイル・アプリケーションを発表した。

 

(ⅳ)　高速電子通信設備

当行は、すべての通信経路及び事務所をつなぐ全国規模のデータ通信に関するバックボーンを有している。
かかるネットワークは、インドのような広大な国には必要不可欠である広域な接続及び代理機能性に合わせて
設計されている。

 

(ⅴ)　法人顧客向け商業銀行業務

当行のコーポレート・バンキングに関するバック・オフィス業務は中央化されており、取引サービス及び一
般的な銀行業務の範囲における当行の企業活動を自動化するため、業務プロセスの管理に関するソリューショ
ンを有している。当行は、ワークフローシステムを画像及び書類管理システムと統合することにより、かかる
業務プロセスにおける大幅な費用削減及び紙資源の節約に成功している。当行は、機関系顧客及び政府系顧客
に対する包括的支払ソリューションを有する。当行は、多様な支払方法に対応し、様々な電子収受及び支払に
関する商品を取り扱うオンライン支払プラットフォームを有する。2017年７月に導入された新たな商品及び
サービスに関する税制に基づき、当行は、インド政府により税金回収を許可され、これにより法人が直接政府
に税金を支払うことが容易となる。当行はまた、新たな技術を基に処理の簡素化及び迅速化を進めた。2017年
度に、当行は、国際貿易金融及びブロックチェーン技術を用いた送金において試験的取引を行った。

当行は、財務部取引インフラストラクチャーを最先端インターネット・プロトコル電話通信に基づく構造に
改良した。さらに、当行は、財務部業務の既存の自動化プロセスを強化し、これにより取引リスクが低減し、
市場競争力も高まった。当行は、すべての海外の支店及び銀行子会社の財務処理システムを中央化している。
その結果、取引処理の業務及び契約締結における取引申請は、インド国内において中央化され、整備されてい
る。

 

(ⅵ)　顧客関係の管理

当行は、すべての主要な個人顧客向け商品における顧客サービス依頼を自動処理するため、顧客関係の管理
に関するソリューションを実施している。かかるソリューションは、顧客からの多様な問い合わせ及び問題を
察知し即時解決する助けとなっている。かかるソリューションは、テレフォン・バンキング・コールセンター
及び多くの支店において展開されている。
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(ⅶ)　データ貯蔵及びデータ検索

当行は顧客データの集約のためのデータ貯蔵庫及びデータ検索イニシアティブを有している。当行は、様々
な商品、配信及び通信の各システムを結び付けるために企業適用統合イニシアティブを、個人及び法人向けの
商品及びサービス全体にわたって実施している。かかるイニシアティブは当行の多様な経路で顧客にサービス
提供する戦略から派生し、あらゆるアクセスポイントにおいても一貫した顧客関連情報を提供しようとするも
のである。かかるイニシアティブはまた、統一された顧客概要を蓄積するために有用な情報を提供することも
目的としており、他の金融商品とのクロスセリング及びアップセリングにつながる様々な機会を生み出すもの
である。

 

(ⅷ)　データセンター及び災害復旧システム

当行は、ハイデラバードにデータセンターを有する。同センターは、エネルギー効率の最適化及び高密度な
サーバーに適合するよう設計されている。当行はまた、ジャイプルに災害復旧データセンターを有する。当行
は、災害があった場合、緊急の業務の継続促進の支えとなる業務継続計画を作成した。かかる計画は、定期的
に検証され、インド準備銀行により発表されたガイドラインに従い作成され、当行の取締役会により承認され
た。

 

(ⅸ)　サイバーセキュリティー

当行は、サイバーセキュリティーに関して包括的なアプローチを採用しており、サイバー攻撃に対して安全
を強化する政策、方針及びガイドラインを策定した。当行は、ファイヤーウォール、進入防止システム、デジ
タル権利管理ソリューション、データ漏洩防止ソリューション、なりすましメール対策枠組み、モバイル機器
管理並びにマルウェア対策及び動的URLフィルタリングソリューションを基盤とした進化作用を含む、一定の
セキュリティー制御を用いて、強固な情報及びサイバーセキュリティー制御枠組みを実施した。当行は、サイ
バーセキュリティーのインフラを守るために多層防御を適用した。当行は、サイバーセキュリティーに関する
事柄の監視及び対応につき、当行内に専門のサイバーセキュリティーオペレーションセンターを有している。
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(h)　監督及び規制

以下の説明は、当行に適用される、インドにおける特定の分野特有の法律及び規制の概要である。本項で述べ
られている情報は、公開された文献から取得している。以下の規制は、網羅的なものではなく、一般的な情報の
提供を目的としている。

 

インドにおける商業銀行を規制している主な法律は、銀行規制法である。銀行規制法の規定は、銀行規制法で
明示的に定められている場合を除き、会社法及び現行のその他の法律に付加するものであり、これらを逸脱する
ものではない。インド準備銀行法、流通商品法、外国為替管理法及び通帳証拠法も重要な法律である。さらに、
インド準備銀行は、随時、銀行が従うべきガイドラインを発表する。すべての規制要件を遵守しているかについ
ては、インドGAAPに基づく財務書類に関して評価される。インドにおける銀行は、インド会社法の条項により規
制され、かかる会社がインドの証券取引所に上場している場合はさらに、インド証券取引委員会の様々な規制の
適用を受ける。

 

インド準備銀行に関する規制

銀行規制法に基づき、インドの商業銀行がインドにおいて銀行業を営むためには、インド準備銀行の認可を
受けなくてはならない。かかる認可に際して、インド準備銀行が条件を付す場合がある。認可を受けるために
は、(ⅰ)現在及び将来の預金者に対して、その預金の利息を含めた全額を支払うことができること、(ⅱ)当該
銀行の事業が、現在及び将来の預金者の利益を害する形でなされず、またそのおそれがないこと、(ⅲ)当該銀
行が適切な資本及び収益を得る見込みがあること、(ⅳ)当該銀行に認可を付与することが、公益に資するこ
と、(ⅴ)当該銀行の経営計画の主な特徴が公益又は預金者の利益に反するものでないこと、(ⅵ)当該銀行の主
な業務地域で利用できる銀行設備、該当地域における既存の銀行の拡大余地の可能性及びその他の要因を考慮
して、認可の付与が、通貨安定及び経済成長に沿った銀行システムの業務及び統合を害さないこと、並びに
(ⅶ)当該銀行のインドにおける銀行業務の継続が公益又は預金者の利益に反するものでないことを保証するた
めに、インド準備銀行が必要と判断するその他の条件等、インド準備銀行は一定の条件を満たさなければなら
ない（ただし、これらに限られない。）。インド準備銀行は、当該銀行がいずれかの点において上記条件を満
たすことができず、またインドにおいて銀行業務の継続を停止する場合には、当該認可を返上することができ
る。

ICICIバンクは銀行認可を取得しているため、インド準備銀行の規制及び監督を受ける。当行は、インド準
備銀行に、当行の事業に関する報告及び情報を提供しなければならない。インド準備銀行は、特に収益の認
識、資産の分類、引当、集中リスクに関するエクスポージャー基準、投資の評価及び自己資本充実度の維持に
関する銀行活動に関する商業銀行向けガイドライン及び健全性ガイドラインを発表している。インド準備銀行
は、インド準備銀行のリスク・ベースの監督の行使に基づき、リスク評価を年次ベースで行っている。インド
準備銀行はまた、インド準備銀行の総裁を議長とする金融監視委員会（Board for Financial Supervision）

を設立した。銀行の監査役の任命は、インド準備銀行の承認に基づかなくてはならない。インド準備銀行は、
公益及び預金者の利益の観点から特別監査を指示することができる。

 

支店の開設に関する規制

支店の開設及び既存の支店の移転は、銀行規制法第23条の規定に規制される。インド準備銀行は、支店認可
付与を受けるための条件に反することがあれば、支店認可を取り消すことができる。

インド準備銀行は、2014年度以降指定商業銀行に対する支店承認政策を大幅に自由化している。2017年５月
に、支店の範囲が、支店や営業所レベルの事業所を含む、銀行業務のサービス供給拠点すべてを含むよう拡大
された。ガイドラインは、銀行営業所を、預金の受け入れ、小切手現金化／現金引出し又は融資のサービスが
少なくとも週に５日、１日に最低４時間提供される、銀行のスタッフ又はそれに準ずる業務要員が配置された
店舗型のサービス供給単位として定義している。銀行は、適切な監督、連続的なサービス提供及び顧客苦情の
速やかな対応を確保するために、銀行営業所の定期的な店舗内外の監視を行うことが求められる。
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支店承認政策は、2011年の人口調査による人口規模に基づく、６つのティアへの地域の分類に基づいてい
る。一定の要件の下、銀行はインド準備銀行による事前の承認を得ずに、すべての地域において銀行営業所を
開設することを認められている。銀行はその年に開設される新規の総銀行営業所数の25.0％を、銀行のない農
村地域に配置することを強制されている。銀行のない農村地域とは、銀行営業所を設置することが可能な中核
となる銀行システムを有していない、ティア５及びティア６にあたる地域として定義されている。ティア１の
地域におけるその年に開設される支店は、ティア２からティア６の地域におけるその年に開設される総支店数
を超えてはならないという従前の基準に対して、主に都市部にあたるティア１の地域における銀行営業所の開
設への制限が2017年５月に取り除かれた。認可を取得した銀行は、インド準備銀行の承認を得ることなく、自
らの裁量ですべての銀行営業所（農村地域の営業所及び単独の副都心の営業所を除く。）を移転、統合又は閉
鎖することができる。支店は、同等又はそれ以下のティアの地域に移転することができる。インド準備銀行
は、要件を満たさない銀行に対して、支店の開設に関する認可を与えず、刑罰措置を課すことができる。銀行
は、銀行が特定した地域／場所に店舗内外の現金自動預入払出機（ATM）を設置することを認められている
（SEZを含む。）。

 

自己資本比率規制

当行は、インド準備銀行の自己資本充実度ガイドラインを遵守するよう義務付けられている。インド準備銀
行は、インドにおいて2013年４月１日以降、バーゼルⅢの枠組みを導入している。バーゼルⅢの枠組みは、数
年にわたり段階的に導入されており、2019年３月31日までには導入が完了する。

銀行の総資本は、普通株等Tier１及びその他Tier１から構成されるTier１資本並びにTier２資本に分類され
る。インド準備銀行のバーゼルⅢのガイドラインの下、普通株等Tier１資本は、払込済株式資本及び準備金か
ら構成され、その準備金は、法定準備金、その他の開示された任意準備金、資産の売却手取金から生じた剰余
金にあたる資本準備金、再評価準備金の割引価値及び為替換算調整勘定から構成される。その他Tier１資本
は、永久債、永久非累積的優先株式及びその他Tier１資本に組み込むために通常インド準備銀行により随時通
知されるその他の種類の金融商品が含まれる。Tier２資本には、一般引当金及び損失準備金、Tier２資本に分
類される債務資本証書並びにTier２資本に組み込むために、通常インド準備銀行により随時通知されるその他
の種類の金融商品が含まれる。

インド準備銀行のバーゼルⅢのガイドラインは、5.5％の普通株等Tier１リスク・ベース最低自己資本比
率、7.0％のTier１リスク・ベース最低自己資本比率及び9.0％のリスク・ベース最低自己資本比率合計を規定
している。かかるガイドラインは、資本配分及び変動賞与引当金に関する制限を回避するための最低要件に加
えてリスク加重資産の2.5％の普通株等Tier１資本保全バッファーを維持するよう銀行に対し義務付け、規制
上の自己資本からのより厳しい調整及び控除を規定し、連結銀行グループの規制上の自己資本における少数株
主持分に関して限定された認識基準を定め、デリバティブのエクスポージャーのための追加的自己資本要件を
定め、そして2017年末にバーゼル委員会が最終的な比率を規定するまでは4.5％のレバレッジ比率（エクス
ポージャーへのTier１資本の比率）を課している。2016年３月31日から、資本緩衡が段階的に導入されてい
る。レバレッジ比率は、2015年４月１日から四半期ごとに連結ベースで発表されている。店頭デリバティブに
おける信用評価調整リスク資本費は、2014年４月１日から実施された。2016年11月、インド準備銀行は、銀行
に対して、海外市場におけるルピー建債券により、その他Tier１資本に含まれるよう分類される永久債及び
Tier２資本に含まれるよう分類される債務資本証書を発行することを許可した。。

バーゼルⅢのガイドラインは、その他Tier１資本商品及びTier２資本商品に関し、損失を吸収する性質を持
たなければならず、事前に定めたトリガー事由の発生時には評価損を計上するか、株主資本に転換すると規定
している。ガイドラインは、2019年３月31日よりも前に発行された商品について２つのトリガー事由を規定し
ている。それらは2019年３月31日より前のリスク加重資産の5.5％である普通株等Tier１比率及び2019年３月
31日以降のリスク加重資産の6.125％である普通株等Tier１比率である。2019年３月31日以降に発行された商
品にはリスク加重資産の6.125％である普通株等Tier１比率のトリガーが事前規定されなければならない。そ
の他Tier１資本又はTier２資本として適格でなくなった資本商品は、2013年４月１日から2012年12月31日現在
発行済商品の90.0％を上限として認識されることをもって2013年４月１日から段階的に減額され、それ以降の
年においては毎年10パーセント・ポイントずつ減額される。インド準備銀行は、株式以外の資本商品に対する
一時的な評価損の計上を許可した。また、ガイドラインは５年経過後の永久債及び非累積的優先株式について
はコール・オプションを認めている。銀行は、最短満期が５年のTier２資本商品を発行することができる。ま
た、銀行は、取締役会の承認及び投資家保護要件の遵守を前提として、個人投資家に対してその他Tier１資本
商品及びTier２資本商品を発行することが認められている。
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バーゼルⅢ証券のクーポンは、当期利益から支払われなければならず、また、当期利益が不十分であった場
合、クーポンは収益準備金から支払うことができる。2017年２月に、インド準備銀行は、その他Tier１資本商
品のクーポンの支払いに関して修正を発表した。修正されたガイドラインに従って、当期利益が十分でない場
合、クーポンの支払いは前年度から繰り越された利益及び／又は法定準備金を含む純利益の充当を表す準備金
を通じて支払うことができる。ただし、これは株式プレミアム、再評価準備金、為替換算調整勘定、投資準備
金及び合併において創出される準備金を除く。法定準備金からの充当は、その他すべての利益の予備／準備金
がクーポン額に不十分である場合の最終オプションとなる。

自己資本要件とは別に、バーゼルⅢは流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の２つの新たな流動性要件を
規定している。インド準備銀行は、2015年１月１日から有効となった流動性カバレッジ比率に関する最終的な
ガイドラインを発表し、当初60.0％だった最低流動性レバレッジ比率を段階的に引き上げ、2019年１月１日か
らは100.0％とする。インド準備銀行はまた、質の高い流動資産として分類される資産区分を定義した。イン
ド準備銀行は、2018年１月１日に施行予定とされている安定調達比率に関するガイドラインの草案を2015年５
月に発表した。「－資産負債管理に関する規制」も参照のこと。インド準備銀行は、現行の３つの柱の指導書
に加え、自己資本開示要件に関するガイドラインを発表した。本ガイドラインは、公表済財務諸表及びその他
開示要件におけるすべての規制上の自己資本の要素の調整について規定している。

2014年７月、インド準備銀行は、国内のシステム上重要な銀行に対する枠組みを発表した。金融部門におけ
る規模、複雑性、管轄区域を越えた活動及び相関性に基づきシステム上重要であると認定された銀行は、その
他普通株等Tier１資本をリスク加重資産の0.2％から0.8％の範囲に維持することを義務付けられる。かかる要
件は、資本保全バッファーに追加される。国内のシステム上重要な銀行に対する高い自己資本要件は、2016年
４月１日から2019年４月１日にかけて段階的に導入されている。毎年８月に国内のシステム上重要な銀行に分
類された銀行の名前が開示される。2015年８月、インド準備銀行は、インドステイト銀行（その他普通株等
Tier１資本比率要件0.6％）及びICICIバンク（その他普通株等Tier１資本比率要件0.2％（段階的に導入され
る。））を国内のシステム上重要な銀行として発表した。当行は以前に続き2017年度においてシステム上重要
と分類された。当行に対するその他普通株等Tier１要件は、リスク加重資産の0.05％である。

2015年２月、インド準備銀行は、インドの銀行に対するカウンターシクリカル資本バッファーの導入に関す
る最終ガイドラインを発表した。かかるガイドラインにより、高度経済成長期においては高い自己資本要件が
銀行に課される。カウンターシクリカル資本バッファーは、その長期傾向を対GDP信用比率の変動及びその他
のパラメーターに基づき、銀行のリスク加重資産の０％から2.5％までのレンジが設定されている。インド準
備銀行は、導入の少なくとも４四半期前には事前にバッファーを発表する。また、インド準備銀行は、カウン
ターシクリカル資本バッファーがゼロに戻る場合における資本剰余金の取扱いに関するガイダンスも発表す
る。インド準備銀行は、現時点の経済状況ではカウンターシクリカル資本バッファーは始動しないと発表し
た。「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(7) 資金源－(a) 資金の規

制」を参照のこと。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(k) 当行は、インド準

備銀行が定める自己資本比率規制及び流動性要件（バーゼルⅢを含む。）の対象となっており、規制の変更、
資本市場へのアクセスの欠如又はその他の理由により十分な自己資本又は流動性を維持することができない場
合、当行の事業を成長させ支援する能力に影響が及ぶ可能性がある。」を参照のこと。
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自己資本目的のリスク加重資産の計算に関して、当行は信用リスク及び市場リスクの査定に関する標準化さ
れたアプローチ並びに業務リスクの査定に関する基本的指標アプローチに従う。信用リスク勘定におけるリス
ク加重資産の計算において、パーセンテージで表示される一定の信用リスクは、様々な貸借対照表上の資産項
目及びオフバランスシート項目に対して割り当てられている。オフバランスシート項目のクレジット等価額
は、オフバランスシート項目の想定元本への換算率の適用により決定される。各項目の価値は、資産及びオフ
バランスシート項目のリスク調整価値を図るために、当該リスク加重率（及びオフバランスシート項目に対す
る換算率）が乗じられている。消費者信用エクスポージャーは125.0％のリスク加重率となり、インド準備銀
行が規定する規制上の個人向けの適格基準を満たすその他のエクスポージャーは75.0％のリスク加重率とな
る。住宅資産により担保されているローンは、ローンの金額及び融資比率に基づき35.0％から75.0％の範囲の
リスク加重率となる。2015年10月以降、融資比率が80％未満の3.0百万ルピーまでの居住用住宅ローン及び融
資比率が75.0％未満の3.0百万ルピーから7.5百万ルピーまでのローンのリスク加重率は従来50％だったのに対
し、35.0％となった。融資比率が80.0％超90.0％未満の3.0百万ルピーまでのローン及び融資比率が75.0％か
ら80.0％までの3.0百万ルピーから7.5百万ルピーまでのローンのリスク加重率は50.0％となった。融資比率
75.0％未満の7.5百万ルピー超のローンのリスク加重率は75.0％であった。2017年６月に景気対策として、一
定の区分の居住用住宅ローンへのリスク加重率は修正された。3.0百万ルピーから7.5百万ルピーまでのローン
の融資比率最大値は、従来90.0％であったのに対し80.0％に引き下げられた。融資比率が75.0％未満の7.5百
万ルピー超のローンへのリスク加重率は、75.0％から50.0％に修正された。

リスク加重率が75.0％の居住用住宅を除き、商業用不動産に対する信用エクスポージャーは、100.0％のリ
スク加重率となる。さらに、条件緩和された住宅ローンは、25.0％を加えたリスク加重率となる。商業用不動
産、システム上重要な預金の取扱いを行わない銀行以外の金融会社、ベンチャー・ファンド及び資本市場等の
特定の区分ではない格付の高い会社に対する信用エクスポージャーは、外部機関による便宜上の信用格付に基
づきリスク加重され、リスク加重は20％から150％の間で推移し、また、格付が付与されていない会社に対す
る信用エクスポージャーは、100.0％でリスク加重される。システム上重要な預金の取扱いを行わない銀行以
外の金融会社に対する信用エクスポージャーは100.0％でリスク加重される。法人部門並びにアセット・ファ
イナンス及びインフラストラクチャー・ファイナンスを行う銀行以外の金融会社に対する外部機関から格付付
与されていないエクスポージャーに対するリスク加重は、2016年８月に引き上げられた。銀行システムへのエ
クスポージャーが2.0十億ルピーを超過する場合、リスク加重は、2017年６月30日から100.0％から150.0％に
引き上げられることが予定されている。当初格付されていたが、その後格付を付与されなくなった1.0十億ル
ピー超の総エクスポージャーは、2016年８月以降150.0％のリスク加重率を付与された。資本市場に対するエ
クスポージャーは125.0％でリスク加重され、ベンチャー・キャピタル・ファンドに対するエクスポージャー
は150.0％でリスク加重されている。さらに、ローンの戦略的な債務再編の一環として銀行が取得した会社の
普通株式は150.0％でリスク加重されている。市場リスクの自己資本要件は、トレーディング・ブック・エク
スポージャー（デリバティブを含む。）、売却可能及び取引目的区分に含まれる証券、デリバティブにおける
オープン・ゴールド・ポジション、オープン外国為替ポジション・リミット及びトレーディング・ポジション
並びにトレーディング・ブック・エクスポージャーをヘッジするために締結されるデリバティブに適用され
る。業務リスクの自己資本要件は、直近の３事業年度の平均総利益の15.0％に基づいて計算されている。中央
決済機関は、自己資本目的において、金融機関として扱われる。自己資本要件は、中央決済機関の性質に基づ
き定義され、銀行は、エクスポージャーのリスクがより高い場合又は中央決済機関の性質に透明性がない場
合、最低要件を超えて資本を保有することを検討することができる。インド準備銀行は、デリバティブ取引に
より生じる相手方信用リスクの計算方法及び中央決済機関に対する銀行のエクスポージャーの資本の取扱いに
ついての枠組みに関するガイドラインを2016年11月に発表し、それは2018年４月１日から有効となる予定であ
る。これらのガイドラインは、バーゼル銀行監督委員会により最終化された枠組みに基づくものであり、店頭
デリバティブ及び中央決済デリバティブ取引により生じるリスクをとらえたものである。
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インド準備銀行は、バーゼルⅡの枠組みに基づく高度なアプローチへのインドの銀行の移行に関するタイム
テーブルを発表した。市場リスクに対して内部モデルアプローチへ、また業務リスクに対して標準化アプロー
チへ移行する予定の銀行は、2010年４月１日より後に、インド準備銀行に申請することを義務付けられた。業
務リスクに対して高度な測定アプローチへ、また信用リスクに対して内部格付基準アプローチへ移行する予定
の銀行は、2012年４月１日より後に、インド準備銀行に申請することを義務付けられている。さらに、2011年
12月、インド準備銀行は、信用リスクに対する資本費の計算のための内部格付基準アプローチに関するガイド
ラインを発表した。当該ガイドラインは、自己資本の計算における債務不履行レベルの場合の最低損失を規定
し、自己資本目的における条件緩和資産を不良資産として扱っている。ICICIバンクは、現在、高度なアプ
ローチへ移行するために様々な計画を実施している。

バーゼル枠組みの第２の柱に係る基準に基づき、銀行は、取締役会の承認を得て、規模、複雑性の程度、リ
スク構造及び事業の範囲に見合う自己資本充実度に関する内部評価プロセスを作成し、実施しなければならな
い。また、インド準備銀行は、様々なリスク要因に対する「感応度テスト」及び「シナリオ・テスト」を含む
適切なストレス・テストの方針及び枠組みを制定し、その内容及び成果が自己資本充実度に関する内部評価プ
ロセスに含まれるよう銀行に勧告するため、ストレス・テストに関するガイドラインを発表した。インド準備
銀行は、2013年12月にストレス・テストに関する修正ガイドラインを発表した。ガイドラインに従い、銀行
は、衝撃に耐える能力を評価するため、信用リスク及び市場リスクに対するストレス・テストを実施しなけれ
ばならない。かかるガイドラインには、ストレス・テスト・プログラムの全体目標、ガバナンス、設計及び導
入が含まれている。銀行は、リスク要因に基づくストレス・テスト、シナリオに基づくストレス・テスト並び
に単体レベル及びグループ・レベルでの銀行のポートフォリオに対する衝撃を用いたストレス・テストを実施
しなければならない。加えて、銀行は、2015年３月31日までにリバース・ストレス・テストの枠組みを策定し
なければならない。銀行は、リスク加重資産の規模に基づき３つの区分に分類される。2,000.0十億ルピーを
超えるリスク加重資産を有する銀行は、複雑かつ厳密なストレス・テストを実施しなければならない。

 

貸倒引当金及び不良資産

インド準備銀行は、収益の認識、資産分類及び引当基準に関する指示及びガイドラインを、マスターサー
キュラーの「利益の認識、資産の分類及び債権に対する引当金の健全性基準」にまとめた。当行のインドGAAP
に基づく財務書類における当行の貸付、ディベンチャー、リース資産、分割払購入及び手形に関して導入され
たインド準備銀行のかかるガイドラインの主な特徴は以下のとおりである。

 

資産分類

不良資産は、利息又は元本の支払期日が90日超経過している資産をいう。特に、以下のいずれかの場合に
はその担保貸付は不良資産となる。

・　利息及び／又は分割払とされた元本の支払期日が、90日超経過しているターム・ローン

・　その口座に「返済されていない」（以下に定義する。）貸越又は当座貸し

・　支払期日を90日超経過している引受手形及び割引手形

・　分割払とされた元本又は利息の支払期日が、短期作物については２収穫期、長期作物については１収
穫期にわたり経過している場合

・　2006年２月１日付で発表された証券化に関するインド準備銀行のガイドラインに従って行われた証券
化取引に関して、流動性補完措置が90日超未使用であること

・　デリバティブ取引に関して、支払期日から90日間未払である場合、デリバティブ契約の時価に関する
期日経過の受取勘定

・　クレジットカード取引に関して、規定されている最低支払額が、規定されている支払期日から90日超
未払である場合

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

127/647



90日間について承認された引出制限額の超過が継続している未払額がある口座は、「返済されていない」
ものとして取り扱われる。主要運用口座における未払額が承認された引出制限額を下回るが、(ⅰ)当該銀行
の貸借対照表日現在において、90日間預金が無い状態が継続している場合又は(ⅱ)預金が同期間中に引き落
とされた利息を充当するには不十分である場合は、かかる口座は「返済されていない」ものとして取り扱わ
れる。

不良資産の利息は、回収されなければ所得勘定への認識又は入金はなされない。

不良資産は以下のとおり分類される。

要管理先資産：12ヶ月を超過しない期間について、不良資産である資産をいう。かかる資産は、明らかな
信用の脆弱性を伴っており、その信用の脆弱性により債務の整理が危険視され、またその信用性の低さ
は、銀行が赤字を填補できなければ損失を計上し続けることの可能性の高さにより特徴付けられる。

破綻懸念先資産：12ヶ月を超過する期間について、不良資産である資産をいう。破綻懸念先として分類さ
れる貸付は、要管理先資産として分類される資産に内在するあらゆる脆弱性に加えて、現在知られている
事実、条件及び価値を基準とすると、その脆弱性により債務を完全に回収し整理することが非常に疑わし
く、かつその可能性が低いという特徴を有している。

破綻先資産：当行又は内部若しくは外部の監査人による監査手続又はインド準備銀行の検査で損失が認め
られたが、その全額が償却されていない資産をいう。

実施中のプロジェクトの貸付分類に関しては、個別のガイドラインが規定されており、決算処理時に当初
予想されていたかかるプロジェクトの開始日及び完了予定日が基準とされる。インフラ・プロジェクトに関
して、契約上の開始日から２年以内に営業運転が開始できなかった場合に貸付は不良債権に分類され、非イ
ンフラ・プロジェクトに関しては、契約上の開始日から12ヶ月以内に営業運転が開始できなかった場合に貸
付は不良債権に分類される。2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、法人部門における継続的な課題
を背景に、インド準備銀行は、ストレス及び引当金設定の早期及び保全の認識の目的を明確に示し、また
2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわたり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直すために当行を含む多
くのインドの銀行と討議し、質問を行った。法人部門が直面する課題並びにインド準備銀行との討議及び同
行による見直しの結果として、当行を含む多くのインドの銀行の不良資産及び引当金は、2016年度下半期に
おいて大幅に増加した。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(b) 規制当局が

引続き不良債権及び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又は不良債権に
対する引当金が増加する場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。」及び「－(f) 貸付分類」を参照の

こと。

2016年11月に、インド政府により高額紙幣について廃貨が決定されたことを受けて、10.0百万ルピーを上
限とする貸付の分類に特別な措置が設定され、それは、2016年11月１日から2016年12月31日までの間に支払
われることとなった。インド準備銀行は、貸付勘定を破綻懸念先として認識するための期間を、規制上の要
件である90日に60日を追加して延長した。かかるガイドラインは、10.0百万ルピーを上限とする運転資金勘
定、農業ローン、住宅ローン及びターム・ローンに適用された。また、2016年12月に、この手当ては、運転
資金勘定、農業ローン及びターム・ローンが業務目的上10.0百万ルピー以下である場合、先の60日に加えて
さらに30日延長した。

2017年度以降、規制当局の規定に対して銀行による資産分類及び引当において重大な相違がある場合に、
銀行は財務書類の追加的開示を行うことを強制された。ガイドラインに従って、インド準備銀行により評価
された追加引当金の設定要件が参照期間について開示された税引後純利益の15.0％を超過する場合及び／又
はインド準備銀行により確認された追加総不良資産が参照期間について開示された増加総不良資産の15.0％
を超過する場合、それらは年次報告書の会計セクションの注記で開示されなければならない。インド準備銀
行は、そのリスク・ベースの監督の行使に基づき、毎年銀行のリスク評価を実施する。かかる評価の一環と
して、インド準備銀行は、資産分類及び銀行によりその借り手に付与された信用枠の引当につき個別の見直
しを行う。かかる評価は、当該事業年度について年次監査が完了し、監査済財務書類が発表された後に開始
される。監督過程で生じる分類又は引当における相違（もしあれば）は、監督の行使が終了した後の期間の
財務書類から有効となる。当行は、2017年度の当行の年次報告書においてかかる相違についての開示を行っ
た。
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条件緩和貸付

インド準備銀行は、条件緩和貸付に関する個別のガイドラインを制定している。2015年度末まで、完全に
担保が付されている正常先貸付（個人向け貸付、資本市場エクスポージャー及び商業用不動産エクスポー
ジャー等特定の分野を除く。）は、規定の条件を満たすことによって不良債権に分類されることなく元本の
返済及び／又は利息の内容の再設定が可能となるが、条件緩和正常先貸付として別に開示されなければなら
ない。条件緩和貸付を条件緩和正常先貸付として分類するためには、貸付に完全に担保が付されていて、追
加でもたらされた資金を含めて貸付金の公正価値の減少額の少なくとも20.0％又は条件緩和債務額の少なく
とも2.0％のどちらか多い方を構成する発起人の拠出金等の特定の条件を遵守しなければならない。2015年
４月１日以降の条件緩和勘定は不良債権として分類される。ただし、事業を開始した日の遅延（以下後
述。）及び2015年４月１日以前に条件緩和勘定が提案されていたものの、実行されたのは当該日後だった場
合のプロジェクト・ローンの再編は除くものとする。

プロジェクト・ローンの再編について、当初の予定されていた日より、商業的運用の開始日の規定期間
（インフラ・プロジェクトに関しては２年、非インフラ・プロジェクトに関しては１年）を超えた貸付金の
返済の延期は条件緩和勘定として扱われる。主に現存の発起人の不備により実施中のプロジェクトが行き詰
まりを見せていて、かつ借入事業体の所有及び経営に変更があった場合、商業的運用の開始日をさらに２年
間延長することが認められている。

条件緩和正常先貸付には、より高い正常先資産に対する引当金及び自己資本比率規制のより高いリスク加
重が課される。より高い正常先資産に対する引当金は、最も長い支払猶予期間を持つ与信枠における利子又
は元金の第１回の支払いがなされた日のいずれか遅い方から２年間継続する。より高いリスク加重は、改訂
されたスケジュールの下で与信枠における利子／元金の第１回の支払いがなされた日から改訂された支払ス
ケジュールの下で１年間は十分なパフォーマンスが確立されるまで続けられる。条件緩和貸付は、より高い
正常先資産に対する引当金及び／又はリスク加重要件ではなくなるまでは同様に分類される。条件緩和勘定
が不良貸付として分類されるための最低期間を超えて改訂されたスケジュールで期日を過ぎた場合、当該勘
定は、条件緩和前の支払スケジュールに照らし合わせ不良の区分に格下げされる。

2015年６月、インド準備銀行は、推定した回収可能性目標を達成できない勘定の所有者変更を行う銀行の
能力を強化する戦略的債務再編についてのガイドラインを発表した。当該ガイドラインは、債務から株式へ
の転換及び銀行による借入人の過半数所有について規定している。債務から株式への転換について、銀行
は、利息又は元本の支払いの不履行が、かかるローンを不良債権として分類することを要求する場合であっ
たとしても、ローンが、引続き正常先資産として分類される期間は、現行の資産分類を18ヶ月間継続するこ
とができる（現状維持の利益）。かかる期間のローンに係る利息は未収利息であり、現金で受領した場合に
限り認識される。新たなスポンサーへの所有権譲渡において、資産は正常先の区分への格上げが可能にな
り、条件緩和として扱われることなく債務の借換えが認められている。しかし、18ヶ月間の期間内で新たな
スポンサーが特定されない場合、銀行は資産分類の現状を維持する前に適用されていた以前の資産分類規定
に戻らなければならない。2015年９月、インド準備銀行は、戦略的債務再編に該当しない借入人の所有者変
更の場合であっても、銀行が正常先区分へと拡張した与信枠につき、かかる与信枠の格上げを銀行に対し認
可した。経営者の変更に伴うリスク構造の変化を考慮し、銀行は、既存の債務の公正価値の減少に対し引当
を行うことを条件として、既存の債務につき条件緩和として扱われることなく借換えを行うことが認められ
ている。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(c) 当行の正常先貸付ポート

フォリオには、資産分類に関して現状維持条項の対象となった貸付が含まれる。」も参照のこと。

2016年２月、インド準備銀行は、戦略的債務再編についてのガイドラインをさらに改正し、当該会社の株
式を、従前の要件である51.0％よりも少ない26.0％売却することにより、資産を正常先資産として分類する
ことを銀行に許可した。戦略的債務再編が失敗した際の引当金の急激な増加を避けるため、銀行は、18ヶ月
間の現状維持利益期間の終わりまでに、４四半期にわたって計上を行うことで、当該勘定に係る引当金を
15.0％まで増加させることがガイドラインにより定められている。さらに、資産分類における現状維持利益
期間による恩恵は基準日（すなわち、戦略的な債務の再編が決定された日）から享受される。ただし、予定
されている債務の株式転換が目標達成／危機的状況の検討から210日以内に行われない場合には、当該恩恵
は消滅する。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

129/647



多額のストレス資産に対する銀行の対応力を強化する追加的指針として、2016年６月、インド準備銀行
は、ストレス資産の持続可能な構造化スキームを導入するガイドラインを発表した。商業用運用を開始し、
かつ、借入総額（利息を含む。）が5.0十億ルピーを超えるプロジェクトは、当該スキームに基づき構築す
ることができる。持続可能な債務水準は、現時点における長期負債の50.0％を下回ってはならない。共同貸
付人フォーラムが持続可能な債務を評価し、技術経済的な実現可能性評価に基づき、現在の持続可能な債務
が現在のキャッシュ・フロー水準の下で、現状の期間よりも長期にわたり提供できると最終的に判断した場
合において当該スキームが適用される。持続不可能と評価された部分については、株式、償還可能累積的転
換オプション付優先株式又は転換可能なディベンチャーに転換される。ガイドラインはまた、債務の持続不
可能部分につき、より高い引当を義務付けている。当該スキームには、現在の発起人が引続き過半数株式を
所有すること、新しい発起人を導入すること、又は、債務を株式に転換することにより貸付人が過半数株式
を取得することを許可することが含まれる。2016年11月、インド準備銀行は、債務残高総額の25.0％又は債
務の持続不可能な部分の50.0％のどちらか多い方を補償するよう、先行する条項に従って、債務の持続可能
な部分を破綻処理時に正常先としてみなすことを許可するようガイドラインを修正した。

2017年５月、インド政府は、特定のストレス資産を解消するよう銀行に指示する権限をインド準備銀行に
付与することで、ストレス資産の適時な解消をさらに促進するための、2017年銀行規制政令（改正）を公布
した。かかる政令は、インド準備銀行に、特定のストレス資産を解消するよう銀行に指示する権限を付与し
た。また、1949年銀行規制法第35A条を修正し、インド準備銀行に対し、介入する権限及び必要な場合に破
産再生手続を開始させる権限を与えた。インド準備銀行は、解消のためのその他の指示を出す権限、また、
ストレス資産を解消するために銀行に助言するよう当局又は委員会を任命すること又は任命するための承認
を行う権限を有している。続いて、共同貸付人フォーラムの下で適時な意思決定を促進するために、インド
準備銀行は、銀行に期限を忠実に守ることを指示するガイドラインを発表し、また、共同貸付人フォーラム
において金額ベースで債権者の60.0％に承認された破綻処理計画及び人数で債権者の50.0％により承認され
た破綻処理計画がすべての構成員に対して拘束力を有することとなった。ストレス資産の持続可能な構造化
スキームに基づいて破綻処理を監視するために設立された監視委員会は、再構築及び拡張され、監視委員会
に付託される場合の範囲が、ストレス資産の持続可能な構造化スキームに基づくもの以外で銀行システムの
エクスポージャーの総額が5.00十億ルピーを上回る場合を含むように拡張された。

さらに、2017年６月、インド準備銀行は、12の多額な負荷勘定に関して、破産・倒産法に基づき国家会社
法裁判所に解消を申請する旨の指導を各銀行に行った。また、インド準備銀行は、国家会社法裁判所に付託
されるこれらの場合において、規定の引当金の下限を維持するよう銀行に指示した。その他の特定の負荷勘
定に関して、銀行は６ヶ月以内に破綻処理計画を最終的な形にしなければならない。実行可能な破綻処理計
画が６ヶ月以内に合意されない場合、銀行は、破産・倒産法に基づき破産手続を申し立てることが要求され
る。「－(1) インドの金融部門の概要－(l) 銀行の債権回収の法的枠組み」も参照のこと。

要管理先及び破綻懸念先資産に分類される貸付にも、条件緩和が適用される。条件緩和における不良勘定
は、その勘定のすべての貸付残高又は与信枠が、最も長い支払猶予期間を持つ与信枠における利子又は元金
の第１回の支払いがなされた日のいずれか遅い方から少なくとも１年間十分に履行できる場合にのみ格上げ
される。

2014年度以降、銀行は、その年次報告書において条件緩和された勘定に関する詳細を開示するよう義務付
けられている。これには、累積ベースの条件緩和勘定（より高い引当金及び／又はより高いリスク加重の呼
び込みを止める条件緩和基準勘定を除く。）、様々なカテゴリーにおける条件緩和勘定の引当金及び条件緩
和勘定の変更に関する詳細の開示を含む。

 

引当及び償却

インドGAAPに基づく引当金は、資産分類固有のガイドラインに基づいている。下記のガイドラインは様々
な資産分類に適用される。

・　正常先資産：業績ポートフォリオに対する引当金は、インド準備銀行により発表されたガイドライン
に基づく。引当要件は、すべての正常先資産に対して0.4％の統一レートであるが、以下のものを除
く。

・　0.25％の引当金が適用される農業並びに小規模及び零細企業部門に対する直接的な担保貸付
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・　それぞれ0.75％及び1.0％の引当金の設定要件が適用される住宅及び非住宅部門の商業用不動産
に対する担保貸付

・　2.0％の引当金の設定要件が適用される、最初の数年間は比較的低い金利とされ、その後かかる
金利が引き上げられる住宅ローン

2014年４月１日以降、ヘッジされていない為替リスク事業体への正常先貸付に対して、０％から0.8％の
追加引当が要求されている。銀行はまた、61日から90日間にわたって未払いで、かつかかる勘定に関する要
件である共同貸付人フォーラムの形成が遅れている貸付について5.0％の引当金の増加を行わなければなら
ない。「－負荷の早期識別及び情報共有のための枠組み」も参照のこと。さらに、会社役員が１回以上故意
の債務不履行者のリストに記載された場合、正常先貸付には、5.0％というさらに高い引当金が必要とな
る。不正勘定の場合、４四半期にわたり引当金を拠出する選択肢とともに100.0％の引当が必要となる。不
正勘定に関する引当金の設定要件は、入手可能かつバーゼルⅢ自己資本計算法に基づき適格である金融担保
を調整後、計算される。

2017年４月に発表されたガイドラインにおいて、インド準備銀行は、特にストレスを受けている経済部門
への貸付に関して、規制要件よりも高い比率で正常先資産の引当金を維持するよう各銀行に義務付けた。各
銀行は、リスクの評価及び様々な部門におけるストレスに基づいてより高い引当金を準備するために、取締
役会により承認された方針を導入することが義務付けられており、かかる方針は四半期ごとに見直される。
緊急措置として、通信部門におけるかかる評価は、2017年６月30日までに完了することが求められた。

・　要管理先資産：すべての要管理先資産に対して、従前の要件である10.0％と比べて、15.0％の引当金
が要求されている。無担保の勘定に関しては、25.0％の引当金が要求される。要管理先として分類さ
れる無担保インフラ貸付口座に関しては、20.0％の引当金が要求される。

・　破綻懸念先資産：100.0％の引当金／償却が、破綻懸念先資産の無担保の部分に対して行われなけれ
ばならず、かつ収益に対しても行われる必要がある。破綻懸念先と分類される資産の担保が付されて
いる部分について、2012年度以降、１年間破綻先と分類される資産については25.0％の引当金、１年
から３年にわたり破綻懸念先と分類される資産については（2011年度までの30.0％の引当金と比べ
て）40.0％の引当金、また３年超破綻懸念先と分類される資産については100.0％の引当金が要求さ
れる。貸付が保証された担保の価格は、借入人の帳簿上又は外部の査定人が決定する実現可能価値に
反映される金額である。

・　破綻先資産：資産全額を償却し、引き当てることが要求される。

・　条件緩和貸付：条件緩和貸付に対する引当金は、条件緩和前後の貸付の公正価値の差額に相当するよ
う義務付けられている。条件緩和前の貸付の公正価値は、条件緩和前の貸付及び元本に課される既存
の率での利息を表すキャッシュ・フローの現在価値として算定される。条件緩和後の貸付の公正価値
は、貸付の条件緩和期間及び元本に課される率での利息を表すキャッシュ・フローの現在価値として
算定される。いずれのキャッシュ・フローも、条件緩和日現在における銀行の基準レートに、適用あ
る期間のプレミアム及び条件緩和日の借入人区分に対する信用リスクプレミアムを加算した分だけ割
り引かれる。2015年７月、インド準備銀行は、条件緩和勘定の将来のキャッシュ・フローの現在価値
を計算するための割引率に関するガイドラインを公表した。ガイドラインは、条件緩和時に貸付金の
公正価値の減少額を決定するという目的の下、条件緩和前に借入人に対して設定された実際の金利と
等しいレートが、将来のキャッシュ・フローの割引の際に使われるべきであるとしている。加重平均
金利は、それぞれ異なる金利が付された複数の与信枠を有する勘定の割引率として使われる。

インド準備銀行は、流動引当金（すなわち特定の不良資産に対して設定されたものではない引当金又は正
常先資産に対して設定された引当金の法定要件を超過した引当金）の設定及び利用に関する基準を対象に含
める、貸付金に関する利益の認識、資産分類及び引当金の設定に係る健全性基準を発表した。特別な状況下
における不測の事態があったときに減損勘定に対して特定の引当金を設定する場合にのみ、取締役会の承認
及びインド準備銀行の事前の許可を得た上で、流動引当金の期末残高を利用することができる。当該基準は
また、特別な状況とは、自然災害、内乱、通貨の暴落、金融システム全体に影響する市場の全面的な崩壊及
び例外的な貸倒損失等、通常の業務過程において発生することがなく、本質的に例外的であり頻発すること
のない損失であるとする。担保貸付及び投資に対する流動引当金は、別個に保有されなければならず、損益
勘定に貸記することにより戻し入れることはできない。流動引当金は、リスク加重資産総額の1.25％を上限
としてTier２資本の一部として処理することができる。
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2009年10月、インド準備銀行は、インドの銀行に対し、2010年９月30日までに流動引当金及び健全性／技
術償却を70.0％まで引き上げる等、各自の引当率合計を高くするよう助言した。インド準備銀行は、銀行が
健全性／技術償却を、不良資産総額及び引当率の計算に用いられた引当金の双方に含めることを許可した。
インド準備銀行は、当行に対し、引当率70.0％という規定レベルを、2011年３月31日までに段階的に達成す
ることを許可した。当行は、2010年12月に要求された70.0％を達成した。2011年４月、インド準備銀行は、
銀行が、継続的にではなく2010年９月30日時点の不良資産総額の状況に基づいて引当率を維持する必要があ
ると決定した。インド準備銀行はさらに、いかなる余剰引当金も償却すべきではなく、「カウンターシクリ
カル引当金バッファー」に分離されるべきであり、かかるバッファーは、制度全体が低迷している間、銀行
が不良資産に対する特別引当金を設定する際に使用することができると明示した。例えば、2014年度におけ
る経済成長の鈍化及び資産内容の懸念の高まりを考慮し、インド準備銀行は、反循環的な手段として、2014
年度中の不良資産に対する早期の又は追加的な引当金を設けるために、2013年３月31日現在で保有している
カウンターシクリカル引当金バッファー又は変動引当金を33.0％を上限として利用することを認めた。さら
に、2015年３月、インド準備銀行は、2015年度中の不良資産に対する早期又は追加的な引当金を設けるため
に、上限を2014年12月31日現在で保有しているカウンターシクリカル引当金バッファー又は変動引当金の
50.0％に引き上げた。「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(b) 規制当局が引

続き不良債権及び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又は不良債権に対
する引当金が増加する場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。」も参照のこと。

2012年３月、インド準備銀行は、経済循環の過程における貸倒引当金の変動を制限するために、動的な貸
倒引当金の枠組みに関する審議文書を発表した。この枠組みは、既存の一般引当基準の変更を提言し、様々
な分類の貸付に関する過去の損失実績に基づき、銀行が毎年貸付金に対する引当てを行うことを提言してい
る。銀行の実際の引当金が、計算された動的引当要件を上回る年においては、銀行は、動的引当金の規定上
の最低水準を維持することを条件として、差額の範囲で既存の動的引当金を引き出すことができる。動的引
当金の枠組み及びその段階的な導入に関する最終的なガイドラインはまだ発表されていない。インド準備銀
行は、2014年初めに銀行システムの改善とともに経済状況が回復する際、当該枠組みが導入されると表明し
た。その間、銀行は、動的引当金の枠組みへ切り替える一段階として、異なる資産の分類に対する長期的な
年次平均期待損失を計算するために必要な能力を強化することを期待されている。

銀行規制法に基づき、インドの銀行は、銀行による資産の特定、資産分類及び引当金の設定に関して決定
されたガイドラインを含めた、インド準備銀行の指導に従うことが求められる。インドGAAPに基づき財務書
類を作成する際、銀行は、インド準備銀行による当該指針を含むすべての規制要件を満たすことが求められ
る。インド準備銀行は、2016年２月11日に通知書を公表し、インドのすべての指定商業銀行に対して、2018
年４月１日から開始する会計期間に関する財務書類についてインド会計基準（Ind AS）を適用し、これにつ

いてインド準備銀行が決定したすべてのガイドライン又は指導に従うよう指示した。そのため、2019年度の
財務書類から、銀行による資産の特定、資産分類及び引当金の設定はすべてInd ASに基づき、インド準備銀

行が発表するすべてのガイドライン又は指導の対象となる。

 

不良資産の売却及び購入に関するガイドライン

インド準備銀行は、銀行に不良資産の処分のための選択肢を与えることを目的として、銀行、金融機関及び
銀行以外の金融会社間の不良資産の売却及び購入に関するガイドラインを発表した。このガイドラインに従
い、銀行の取締役会は不良資産の購入及び売却に関する政策を定めなくてはならない。不良資産の購入及び売
却は、売主に対するノンリコース基準及び現金でなされなくてはならない、また、対価のすべてが前払いでな
されなくてはならない。買主である銀行は、他行に資産を売却するためには、その資産を12ヶ月以上帳簿にお
いて不良資産として計上しなければならない。資産は元の所有者に売り戻すことはできない。
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銀行による回収代行業者の利用に関するガイドライン

2008年４月、インド準備銀行は、回収代行業者を利用している銀行に関するガイドラインを発表した。イン
ド準備銀行は、回収代行業者の利用にあたって、銀行がとりわけ回収手続に関わる個人を調査の対象とする
デュー・ディリジェンスを行うことを求めている。銀行は、回収代行業者に関する詳細を借入人に知らせ、回
収手続に関する苦情処理手段を講じなければならない。インド準備銀行は、慎重な回収手続が取られることを
確保するため、銀行が現在及び将来の回収代行業者を対象とした研修コースを実施するよう助言している。イ
ンド準備銀行がガイドラインの違反に関する継続的な苦情を受けるような場合には、インド準備銀行は、銀行
に対する回収代行業者の利用の禁止を検討する場合がある。

 

資産再構築会社に対する資産の売却に関する規制

2002年金融資産の証券化及び再構築並びに担保権の実行に関する法律（SARFAESI法）としても知られる証券
化法は、銀行及び金融機関による資産再構築会社への金融資産の売却について規定している。インド準備銀行
は、銀行に対して、資産再構築会社への金融資産の売却に伴う手続に関するガイドラインを発表している。こ
のガイドラインにより、ある資産が不良資産である場合には、銀行は金融資産を資産再構築会社に売却するこ
とができる。この資産は、ノンリコース基準でのみ売却される。借入人がコンソーシアム形態又は複数の融資
者が関与するバンキング取決めを有し、借入人に対する貸付総額の75.0％以上が不良債権と分類され、コン
ソーシアム形態又は複数の融資者が関与するバンキング取決め内の銀行及び金融機関の、金額ベースで75.0％
以上がその売却に賛同した場合にのみ、銀行は正常先資産を売却することができる。2015年度、インド準備銀
行は、銀行に60日超にわたり未払いかつ資産再構築会社に対して特別注意勘定として報告された正常先貸付の
売却を許可した。銀行が金融資産を売却する場合には、その資産に対する既に発生している債務が付随してい
ないこと及び業務上の法的なその他の売却金融資産に関するリスクを負っていないようにしなければならな
い。さらに、銀行は、最終的な価格に不足している部分を引き受ける合意により、それを考慮した価格で金融
資産を売却することはできない。しかし、銀行は、将来の資産再構築会社により計上される剰余金を分配する
契約があれば、特定の金融資産を売却することができる。各行が、資産再構築会社による金融資産の購入の提
案を受諾するか拒否するかの前に、その提案で示された価格の自己評価をしなければならないが、銀行及び金
融機関の金額ベースで75.0％超がその提案を受け入れたコンソーシアム形態又は複数の融資者が関与するバン
キング取決めにおいて、残りの銀行又は金融機関は、その提案された価格を受け入れる義務がある。売却の対
価は現金、債券、ディベンチャー、有価証券受領証、資産再構築会社又は金融資産を取得するために同会社に
より設けられた信託により発行されたパススルー証券である。

銀行は、金融資産を取得するために、資産再構築会社又はそれにより設立された信託が発行した有価証券受
領証又はパススルー証券に対しても投資を行うことができる。インド準備銀行は、証券化及び再建支援会社の
業務を管理するガイドラインを発表した。かかるガイドラインは、証券化会社及び再建支援会社による資産の
換金期間、有価証券受領証の保有の義務、再建計画の策定までの期間等に関する慣行を設定する。

また、銀行は、不良資産が正味帳簿価格より高い価格で現金で資産再構築会社に対して売却され、かつ必要
な開示がなされている場合、引当金の超過額を組み戻すことができる。損益計算書へ戻し入れる余剰引当金の
額は、受取り現金の売却済不良資産の帳簿価額の純額からの超過分を超えない範囲に限定されている。売却価
額が帳簿価額の純額より低かった場合、銀行は、2015年５月に発表されたガイドラインに従い、２年の期間に
おいて不良資産の売却による不足分を分散することができる。かかる分散は、2016年３月31日までに売却され
た不良資産について適用された。しかし、インド準備銀行が2016年６月に発表したガイドラインに従い、かか
る分散は2017年３月31日まで延長され、不足分を分散させる期間は、売却が行われた四半期の後の４四半期中
に制限された。2017年度に資産再構築会社に対して売却された資産については、会計年度末日である2017年３
月31日現在において全額分の引当てがされていない場合、銀行は、財務書類の「別途積立金」（会計年度末に
おいて引当てがされていない金額に対する積立金）構成部分を借方計上しなければならない。銀行は、次の会
計年度の直近の四半期において、当該借方計上した「別途積立金」を按分して戻し入れ、損益勘定に借方計上
することで引当金の設定を完了させなければならない。さらに、証券化会社及び資産再構築会社は、そのスポ
ンサー銀行から、二社間では、いかなる不良金融資産も取得することができなくなる。ただし、そのスポン
サー銀行による不良資産のオークションに参加することはできる。
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SARFAESI法第20条に基づき政府に付与された権限の下、財務省は、電子登記センターを設立し、2011年３月
31日に業務を開始した。これ以降、証券化、金融資産の再建並びに銀行及び金融機関により融資された借入金
又は貸付金を担保にするため捺印証書の寄託によって保護される譲渡抵当に関するすべての取引は、かかる取
引が行われた30日以内に電子登記センターで登録されることになった。かかる記録は、貸手又はその資産に関
する取引に関心のあるその他の人に対し検索が可能であり、同一の担保に対する複数の貸付を含む不正行為の
防止、またかかる資産に関する既存の担保権を開示しない不正販売を防止するように作られている。

2016年９月、インド準備銀行は、銀行による、証券化会社、資産再構築会社への不良資産の売却に関する改
訂されたガイドラインを発表した。改訂されたガイドラインの重要な特徴として、不良資産に関して以前は証
券化会社、資産再構築会社への売却のみが銀行に許可されていたが、銀行以外の金融会社へも当該資産を売却
することが許可されることが含まれる。当該枠組みは、インターネットオークションのプラットフォームの使
用を義務付けており、ストレス資産により担保される有価証券受領証への投資のための引当金の設定の下限を
導入した。かかる引当金の設定は、2017年４月１日以降、債権を売却した銀行が有価証券受領証の50.0％超を
保有するため、銀行の帳簿に債権が名目上存続したことを仮定して、原ローンに適用されるレートにて設定さ
れる。かかる閾値は、2018年４月以降10.0％へと引き下げられる。かかる枠組みは、追加的な開示要件をも規
定しており、オークション手続を通じて資産の大部分を既に取得した証券化会社、資産再構築会社に対し先買
権を付与する。

 

負荷の早期識別及び情報共有のための枠組み

2014年２月、インド準備銀行は、「経済における不良資産の再生に関する枠組み」を発表した。当該枠組み
は、問題の早期識別に関する行動計画、多額の与信に関する情報に係る中央管理機関の設置、回収可能と考え
られる勘定の適時の条件緩和及び回収不能な勘定の回収又は売却に対する銀行の迅速な処置の実施の概要を示
している。勘定は、特定の基準に基づき「特別注意勘定」に分類されなければならない。銀行は、勘定の正常
先資産区分及び要管理先資産区分の分類に基づき、特別注意勘定（SMA）の３つの小区分を設けることを求め
られる。SMA-０区分は、元本又は利息の支払いが30日を超過していないが、初期のストレスの兆候を示してい
る勘定を含む。SMA-１は、元本又は利息の支払いが31日から60日を超過している勘定を含む。SMA-２は、元本
又は利息の支払いが61日から90日を超過している勘定を含む。

共同貸付人フォーラムが、是正措置計画を考案するため、規程された期間内に形成されなければならず、
フォーラムが行動計画に合意できなかった場合、引当金計上の早期化につながる。また、多額の条件緩和につ
いて独立評価するための要件が規定された。回収可能性並びに発起人及び債権者間の損益の公正な取分けに重
点を置いた多額の条件緩和に関する独立した評価が、義務付けられている。当該枠組みは、2014年４月１日か
ら実施される。2017年５月、2017年銀行規制政令（改正）の発布に伴い、インド準備銀行は、共同貸付人
フォーラムによる時宜に適う意思決定を容易にするためのガイドラインを発表した。インド準備銀行は、銀行
に対し、予定を遵守しない場合は、金銭的罰金を科すよう指導した。共同貸付人フォーラムにおいて、金額
ベースで貸付人の60.0％及び人数ベースで50.0％から承認を得た破綻処理計画は、すべての構成員を拘束す
る。共同貸付人フォーラムは、柔軟なプロジェクト・ローンの構成、戦略的債務再編による所有権の変更、ス
トレス資産の持続可能な構造化スキーム又はインド準備銀行に承認されたその他枠組みのいずれかによる是正
措置計画を準備することができる。「－(1) インドの金融部門の概要－ (l) 銀行の債権回収の法的枠組み－

(ⅱ) 共同貸付人フォーラム」及び「－(1) インドの金融部門の概要－ (l) 銀行の債権回収の法的枠組み－

(iv) 2017年銀行規制政令（改正）」も参照のこと。故意の債務不履行者は、評価に関わる共同貸付人フォー
ラムが当該勘定の条件緩和を決定しない限り、通常は条件緩和の対象とはならない。

インド準備銀行は、2015年５月にガイドラインを発表し、不正貸付を解決するための枠組みを設定した。当
該ガイドラインは、勘定の不正の発見、報告及び監視に関するものである。枠組みは、500百万ルピー超の勘
定に係る初期の警告サインに基づいた、勘定の継続的な監視及び警告について規定する。枠組みはまた、コン
ソーシアム形態又は複数の融資者が関与するバンキング取決めにおいて、他行へ承継される多額の与信及び共
同貸付人フォーラムによる意思決定についての不正に関するインド準備銀行の中央管理機関への報告を義務付
ける。枠組みはまた、貸付のライフサイクルの中の異なる段階におけるチェック／調査についても示唆してお
り、勘定の評価のためのデュー・ディリジェンス完遂のための時間枠が設定された。不正又は警告がされた勘
定において、追加的なファシリティの条件緩和又は付与は行われない。不正のあった勘定に係る引当金の設定
に関するガイドラインにより、諸銀行は、４四半期にかけて当該銀行に起因する全額に対する引当金を設定す
ることが求められる。
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2016年３月、インド準備銀行は零細、小規模及び中規模企業の回復及び更生のための改正枠組みを発表し
た。ガイドラインは、零細、小規模及び中規模企業に対する250百万ルピーを貸付上限とした貸付に適用さ
れ、これにはコンソーシアム形態又は複数の融資者が関与するバンキング取決めに基づく勘定が含まれる。
250.0百万ルピー超のエクスポージャーを有する零細、小規模及び中規模企業の貸付勘定の条件緩和について
は、引続き企業債務の再編に関するガイドライン及び共同貸付人フォーラムのメカニズムによって規定され
る。

 

貸付実行に関する規制

銀行規制法は、インドの銀行の貸付実行について規定している。インド準備銀行はまた、銀行の貸付業務に
関する指針を発表している。インド準備銀行が公表したこれらの指針及びガイドラインは、マスターサーキュ
ラーの「貸付債権－法令による制限及びその他の制限」に毎年統合されている。これらのガイドライン及び指
針は、インド準備銀行により適宜改訂される。

銀行は自由に自己の貸付金利を決定することができるが、各行は、貸付金利に関する借入人の間で一般的な
すべての要素を考慮に入れた、その最低金利を公表しなければならない。2010年７月１日、基準プライム・
レートは、基準金利に置換され、2016年３月31日までに実行された貸付に対して適用される。基準金利が貸付
に対する最低限の金利であった期間において、銀行は基準金利を下回る貸付を行ってはならないが、「異なる
金利構造」担保貸付、銀行の行員及び退職した行員を対象とした貸付並びに預金がある預金者への貸付は除
く。銀行は、貸付及び担保貸付に係る銀行の最終貸付金利を、基準金利を参考に、銀行が適切だと判断した際
にはその他顧客別手数料を含めた上で、決定することを許可されている。基準プライム・レートに関連する貸
付が存在する限り、銀行は、基準プライム・レート及び基準金利の双方を発表しなければならなかった。

2014年４月、インド準備銀行の信用価格決定に関するワーキング・グループは、信用価格決定の透明性及び
公平性を高めることを提言する報告書を提出した。委員会は、銀行が資金調達の限界費用の基準による基準金
利を計算すること、また取締役会により承認された、顧客に課されるスプレッドを決定する様々な要素を定め
る政策を策定することを推奨した。さらに、顧客の信用リスク構造が悪化した場合を除き、顧客に課されるス
プレッドが増加されないようにすることを勧めた。また、金利修正の周期は、貸付を許可する時点で事前に伝
えることとし、いかなる金利の変更も、基準金利の変更に関わりのない事前に特定された日にのみ行うことが
できるものとする。銀行は、インド準備銀行に対し、価格決定方針の論理的根拠を示すことができなければな
らない。委員会の勧告に基づき、2015年１月、インド準備銀行は基準金利の算出方法に関するガイドラインを
修正した。銀行は、資金調達の平均費用又は限界費用を含む基準に基づいた資金調達費用の算出方法を選択す
る柔軟性を有することとなった。算出の際使用される預金金利は、銀行の預金基盤において最大の割合を占め
ていた期間に係るものが選ばれなくてはならない。さらに、銀行は、以前の要件が５年であったのに対して、
算出方法について３年ごとに検討しなければならない。これらのガイドラインは、2015年２月19日以降施行さ
れる。

2015年12月、インド準備銀行は、資金調達の限界費用に基づく貸付金利に係る最終ガイドラインを発表し
た。資金調達の限界費用に基づく貸付金利は、2016年４月１日からの増額貸付に適用となり、期間に連動した
ベンチマークである。かかるガイドラインは、資金調達の限界費用、現金準備率の勘定に係るネガティブ・
キャリー、営業コスト及びテナープレミアムから構成される、資金調達の限界費用に基づく貸付金利を算出す
るための方法論を明確にしている。かかるガイドラインは、資金調達の限界費用に基づく貸付金利との関連付
けなくして価格を決定することができる貸付の種類を明確化している。銀行は、オーバーナイト金利から１年
までの範囲の異なる満期につき、事前に通知された日にちにおいて自身の資金調達の限界費用に基づく貸付金
利を毎月精査し、公表しなければならない。再設定の周期は、１年以内でなければならない。基準金利に連動
した貸付は、既存の借入人が、双方にとって受け入れ可能な条件で資金調達の限界費用に基づく貸付金利に連
動した貸付に変更することができる選択肢を有する状態で返済又は更新の時まで継続することができる。すべ
ての変動金利ローン及び固定金利ローン（ハイブリッド・ローンの固定金利部分を含む。）の３年以下のテ
ナー金利は、資金に基づく貸出金利の限界費用を下回ることはできない。
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銀行規制法の第20条(1)に基づき、銀行は自己株式が担保とされている場合に貸付や担保貸付を実行するこ
とができず、その取締役のいずれか、若しくはその会社の取締役のいずれかがパートナー、マネージャー、従
業員又は保証人となっている会社、その銀行の取締役のいずれかが取締役、経営機関、マネージャー、従業員
及び保証人となっているかその銀行の取締役のいずれかがその会社の相当数の株式を有している会社（銀行の
子会社、インド会社法第25条により登録された会社、政府系企業ではない。）、子会社又は持株会社並びにそ
の取締役がパートナー又は保証人である個人に対して、又は代理をして、いかなる貸付も行うことができな
い。この点に関して、本章において、貸付若しくは担保貸付には、インド準備銀行が一般命令又は特別命令に
より本章の目的のための貸付又は担保貸付ではないと特定するいかなる取引も含まないとの説明があるよう
に、一定の例外が存在する。

その量、利鞘規制及び目的についての、株式に対する貸付に関するガイドラインが存在する。インド準備銀
行は、銀行が取締役会の承認を経て、不動産に対するエクスポージャーに関する政策を定めなくてはならない
とするガイドラインを発表した。この政策には、エクスポージャー・リミット、考慮される担保、担保の補填
及び利鞘並びに信用付与についての事項を含めなければならない。インド準備銀行は、インドの銀行が戦略的
投資として、海外のジョイントベンチャー、完全子会社、他の海外の会社（その会社が新設であるか、既存の
会社であるかを問わない。）の株式取得に対して金融支援をすることも認めた。銀行がインドの会社による買
収に対して融資することは認められていない。抵当権に関しては、インド準備銀行は、7.5百万ルピーを超え
る住宅ローンの融資比率の上限を75.0％とした。ただし、3.0百万ルピー未満の少額のローンに関しては、適
切なリスク加重率に基づく90.0％以下の融資比率が許可され、3.1百万ルピー以上7.5百万ルピー以下のローン
に関しては、適切なリスク加重率に基づく80％以下の融資比率が許可された。住宅／住居のユニットの費用が
1.0百万ルピー未満である貸付について、インド準備銀行は、銀行に対して、2015年３月以降融資比率の算出
を目的に印紙税、登録費用及びその他のドキュメンテーション費用を住宅／住居のユニットの費用に含めるこ
とを許可した。2012年11月、インド準備銀行は、与信、デリバティブ及び銀行間でのヘッジされていない為替
リスクに関連する情報共有に関する指示書を発表し、情報共有の効率的なメカニズムを設置した。また、2013
年１月１日から、新規及び既存の借入人に対する新たな融資及び融資の更新の許可は、情報の収集／共有がな
された後でのみ実施されるべきであるとした。2013年９月、インド準備銀行は、銀行からインド準備銀行に提
出される、個人及び団体に対する100.0百万ルピーを超えるエクスポージャーに基づく、銀行間の大規模な共
通エクスポージャーの中央管理機関の設置を発表した。その結果、かかる制限は50百万ルピーに減少された。

インフラ・プロジェクトに対する十分な与信の流れを確保するため、インド準備銀行は、2014年７月、銀行
によるインフラ・プロジェクト及び低価格住宅への融資のための長期債券の発行を認めた。当該債券の最短満
期は７年であり、現金準備率及び法定流動性比率等の支払準備率から免除される。また、優先部門貸付の目標
額達成のため、調整後の銀行融資純額からの控除が許可される。

さらに、2014年７月、インド準備銀行は、インフラ及びその他主要な産業に対する長期プロジェクト・ロー
ンの柔軟な組み立てを認めるガイドラインを発表した。ガイドラインでは、銀行による、条件緩和としてみな
されない定期的なローンの借換えを意図した長期プロジェクト・ローンの組み立てが認められている。かかる
ローンは、プロジェクトの経済的耐用年数に関連した満期を付すことができ、その期間は25年まで延長するこ
とができる。また、プロジェクトの基本的な実行可能性は、すべての必要な財務及び財務以外のパラメーター
に基づき決定される。ローンの償却スケジュールは、現在価値の純額において損失のない正常先資産であるこ
と、負債償却が経済的耐用年数の85.0％以内であること等、一定の特定要件を満たすことを条件に、条件緩和
貸付に分類されることなく、ローンの期間中に一度変更することができる。長期プロジェクト・ローンの柔軟
な組み立ては、当初インフラ部門及びその他主要な産業にのみ適用可能であったが、2016年11月以降、かかる
柔軟な組み立ては、すべての部門のローンもその対象とし、拡大された。

2014年８月、インド準備銀行は既存のプロジェクト・ローンの借換に係るガイドラインを発表した。ガイド
ラインでは、他行との間の事前契約なくして、銀行は完全な又は部分的なテイクアウト・ファイナンシングと
してかかるローンの借換を行うことを許可されており、かかる借換は条件緩和とはみなされない。部分的なテ
イクアウト・ファイナンシングの際には、以前の要件である50.0％に対して、貸付残高額の最低25.0％が、新
たな借入人によって借換えられなければならない。かかる貸付は、借換の際には既存の銀行の帳簿において
「正常先」に区分されなければならず、商業的運用が開始されていなければならない。また、かかるプロジェ
クトに対するすべての機関融資家のエクスポージャー総額は、最低10.0十億ルピーでなくてはならない。当該
ファシリティは、既存のプロジェクト・ローンの貸付期間中１回のみ行うことができる。
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行政指導に基づく貸付

優先部門貸付

優先部門への貸付に関するガイドラインは、商業銀行が農業、零細及び小規模企業、マイクロクレジッ
ト、教育並びに住宅金融等の特定の部門（優先部門）に対し、当該銀行の調整後の銀行融資純額の一定割合
を貸付けることを求めている。優先部門に対する担保貸付総額の目標額は、調整後の銀行融資純額（銀行融
資純額に、満期保有目的区分に含まれる非法定流動性債券／ディベンチャーに対する銀行の投資、優先部門
として扱われる投資、優先部門勘定の不足分に係る適格な政府基金への投資、例外とみなされるインフラ及
び低価格住宅の長期債権を除く優先部門の貸付証書残高及びCRR／SLR要件の例外とみなされる外貨建預金の
増加に対してインドにおいて拡大された適格な貸付金を加た額）の40.0％又はオフバランスシート・エクス
ポージャーに相当する融資の、前会計年度の３月31日現在におけるいずれか高い方とされている。優先部門
への貸付の目標額を達成できない銀行は、不足額に相当する金額を、国家農業農村開発銀行により設立され
た農業インフラ開発基金等の特定の政府基金又はその他の金融機関の基金に拠出しなければならない。

インド準備銀行は、2015年４月に、2016年度から適用されている優先部門貸付の修正後のガイドラインを
公表した。全体的な優先部門貸付の目標額は、継続して調整後の銀行融資純額の40.0％又はオフバランス
シート・エクスポージャーに相当する融資額のうちいずれか高い方であり、従前の農業部門に対する貸付で
ある13.5％の直接貸付及び4.5％の間接貸付の副目標額は統合され、小規模及び辺境の地の農家に対する副
目標額8.0％、零細企業に対する副目標額7.5％が導入された。かかる副目標は、2017年３月までに段階的に
達成される予定であった。優先部門貸付とみなされる部門は、中小企業、社会インフラ及び再生可能エネル
ギーを対象とするために拡大された。優先部門貸付における成果は、2017年度以降四半期ごとの平均値から
評価されている。ガイドラインに従い、支店数が20未満の外国銀行は、インド国内の銀行と同様、2020年度
までに優先部門貸付の目標値である調整後の銀行融資純額の40.0％を達成しなければならない。さらに、
2015年７月、インド準備銀行は銀行に対して個人農業に対する直接融資を、銀行システムの過去３年間の平
均水準に維持するよう指示し、これが達成されない場合には銀行は罰則を受けることとなった。インド準備
銀行は、毎年年度初めに、銀行に対して銀行システムの平均水準を通知する。2017年度の目標値は、調整後
の銀行融資純額の11.70％に設定された。さらに、インド準備銀行は、以前のガイドラインに基づき直接農
業貸付の分類を構成していた借入人に対する貸付について、調整後の銀行融資純額の13.5％という目標値の
追求を継続するよう銀行に指示した。

銀行による証券化資産への投資、並びに貸付及び譲渡証書の即時購入は、対象資産自体がそのように扱わ
れるものである場合は、優先部門に関するものとして分類することができる。かかる取引を始める企業から
最終的な借入人が請求される金利には、優先部門として分類される取引に関する上限が適用される。

優先部門への貸付の目標額を達成できない銀行は、不足額に相当する金額を、特定の政府基金に拠出しな
ければならない。銀行間における金額の割当ては、インド準備銀行が決定する。拠出は、最長７年の満期で
発行される債券を引き受けることにより行われる。これらの拠出に対する金利は、市場価格を下回り、通常
インド準備銀行により設定される銀行金利に基づき設定される。2014年５月、インド準備銀行は、銀行が委
託投資残高を非直接農業の一部として扱われるため、また優先部門全体の目標額達成のため、会計年度の３
月31日現在における政府基金に含めることを認めるガイドラインを発表した。前年の３月31日現在の投資も
また、優先部門及びサブセグメント貸付要件の計算の基準となる、調整後の銀行融資純額に含まれる。2014
年12月、インド準備銀行は、優先部門の義務履行違反について、国家農業農村開発銀行、インド中小企業開
発銀行及び国立住宅銀行への資金調達に関連して銀行に対して支払われるべき不足額並びに金利の分類に関
する条件緩和を行った。2015年４月１日から始まる会計期間につき、特定の政府基金に支払われる不足額の
同等額は、以前のように投資として分類されるのではなく、附属明細書11に基づき、銀行の貸借対照表の
「その他資産」に含まれる。

2016年４月、インド準備銀行は、銀行に対して、優先部門の貸付証書の売買によって優先部門ポートフォ
リオの取引を行うことを許可した。指定商業銀行、地域農村銀行、地域銀行、小規模銀行及び都市部の信用
組合銀行が、かかる取引に参加できる。農業、小規模・零細農家、零細企業の区分には４種類の証書が許可
され、また一般区分の証書が許可された。かかる取引においては、リスク又は貸付資産の移行は行われな
い。銀行は、前年の優先部門への貸付実績の50.0％を上限とする優先部門貸付証書を発行することができ
る。証書は３月31日に失効し、当該事業年度の最終報告日以降は無効となる。優先部門への貸付は、優先部
門の貸付ポートフォリオ残高と優先部門貸付証書の購入額の純額の和によって算出される。
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通貨市場におけるボラティリティを考慮し、2014年度における一度限りの手段として、インド準備銀行
は、３年以上の満期を有する増分の非居住者向けの外貨建銀行預金及び非居住者（海外）向けのルピー建預
金を、現金準備率及び法定流動性比率を含む支払準備率の維持から免除することを認めた。この恩恵は、
2013年７月26日から2014年３月７日の間に受領された預金に対して適用される。かかる増分の外貨建預金に
対する延長された貸付金は、優先部門の貸付目標額における調整後の銀行融資純額の計算から除外すること
が認められている。かかる貸付金は、返済されるまで調整後の銀行融資純額から除外される対象となる。さ
らに、2015年度において、インド準備銀行は、銀行に対してインフラ及び低価格住宅への融資のための長期
債券の発行を認めた。かかる債券によって調達された額は、優先部門貸付の目標値の算出のため、かかる債
券に対する貸付が優先部門貸付に含まれていない限り、調整後の銀行融資純額からの除外を許可されてい
る。

インド準備銀行は、金融包括の促進にも重点を置いており、当該分野において多くの手段を構想してい
る。中小企業及び低所得世帯のための包括的金融サービス委員会は、2014年１月に発表した報告書におい
て、新たな支払銀行及びホールセール銀行の設置を伴う分化した銀行システムを提案した。かかる提案を受
け入れ、インド準備銀行は支払銀行11行に対して大筋の許可を出し、また、ホールセール銀行の免許に関す
る文書を発表する旨表明した。さらに、委員会は、特定の銀行以外の機関に対し決済システムへの直接的な
アクセスを与えることを推奨し、銀行以外の非預金受入金融会社が業務代理店としての役割を果たすことを
認めるよう推奨した。また、委員会は、地区及び部門ごとの与信普及率に基づく優先部門の目標額の新たな
計算方法とともに、優先部門貸付に関する新たな枠組みを提案した。

零細及び小規模企業に対する適切な与信の流れを確保するため、2014年４月、インド準備銀行は、かかる
借入人に対し異なる金利を提示するよう銀行に助言した。ローンの価格決定の際、銀行は、信用保証の形で
零細及び小規模企業に提供されるインセンティブ並びに自己資本充実度目的でかかる保証付ローンに対し適
用されるゼロリスク加重を考慮しなければならない。2016年７月、インド準備銀行は、中小企業向け貸付に
関するプライム・ミニスター・タスク・フォースの勧告を考慮に入れ、中小企業セクターへの融資に関する
指針を発表した。かかる指針に従い、銀行は、小企業及び中小企業の信用度が、前年度と比較して20.0％増
加すること、小企業の口座数が10.0％増加すること、また中小企業に対する貸出総額うち60.0％を、３月31
日以前に、小企業に向けたものとすることの達成が要求されている。

 

輸出信用

インド準備銀行は、輸出業者に対して国際的な水準の金利で短期運転資金金融を利用することを許可し
た。輸出信用は、ルピー及び外貨で提供される。これにより、輸出業者は国際的に競争力を有する貸付オプ
ションを利用することができる。既存のガイドラインに従い、１つの銀行の調整後の銀行融資純額の12.0％
は、輸出信用の形でなければならない。この対象は、調整後の銀行融資純額の40.0％という優先部門貸付の
目標に加えてのものである。当行は、輸出業者である借入人の出荷前及び出荷後規制に対する輸出信用をル
ピー及び外貨建てで提供している。2014年５月、インド準備銀行は、最低３年間の十分な実績を有する輸出
業者が、最大10年間を上限とした長期供給契約の締結の際に、譲許的な金利で長期輸出貸付を受け取ること
を認めた。

 

チーフ・リスク・オフィサーの負う責任

銀行におけるリスク管理を強化する試みの一環として、2017年４月にインド準備銀行は、信用リスク管理
機能を信用認可プロセスから切り離し、また、その後の銀行による施策に一貫性を与えることを目的とした
ガイドラインを発表した。かかるガイドラインにより、マネージング・ディレクター又は最高経営責任者若
しくは銀行のリスク管理委員会への明確な指揮命令系統が確立された、取締役会が承認したチーフ・リス
ク・オフィサーの負う役割及び責任を定義する指針を定める必要がある。チーフ・リスク・オフィサーは、
二重の職務を負わず、いかなる業種に対しても報告することもなく、いかなる業績目標も与えてはならな
い。チーフ・リスク・オフィサーは、取締役会の承認を得た場合に限り、解任又は転任することができる。
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信用エクスポージャー・リミット

より良いリスク管理及び信用リスクの集中を回避することを目的とした健全な手法として、インド準備銀
行は、個人の借入人及び同一グループ（又はスポンサーグループ）内のすべての会社に対する貸付に関し
て、銀行及び長期貸付機関に対する信用エクスポージャー・リミットを定めた。これらの手法は、2015年７
月１日付のインド準備銀行のエクスポージャー基準に関するマスターサーキュラーに統合されている。上記
リミットは、現在、インド準備銀行により、以下のとおり定められている。

・　借入人１名に対するエクスポージャー・リミットは、資本金の15.0％であり、グループ・エクスポー
ジャー・リミットは、資本金の40.0％である。インフラ・プロジェクトに対する貸付の場合、借入人
１名に対するエクスポージャー・リミットはさらに5.0％（すなわち資本金の20.0％）まで拡張で
き、グループ・エクスポージャー・リミットは、さらに10.0％（すなわち資本金の50.0％）まで拡張
できる。借入人１名に関するエクスポージャー・リミットは、石油債券を発行した石油会社に関して
は、インド準備銀行により資本金の25.0％に引き上げられた。例外的な状況では、取締役会の承認に
より、銀行が年次報告書において適切な開示をすることに同意をした借入人に従い、当該銀行は、借
入人１名に対するエクスポージャーをさらに最大5.0％増加させることを検討することができる。

・　民間部門引受に対するエクスポージャーは、グループ・エクスポージャー・リミットから免除され
る。

・　資本金は、自己資本規制（Tier１資本及びTier２資本）により定められる資本総額である。

・　エクスポージャーには、信用エクスポージャー（実行済及び未実行の信用制限）及び投資エクスポー
ジャー（引受け及び同様の業務）が含まれなければならない。ノンファンド・ベースのエクスポー
ジャーは、100.0％として計算し、さらに銀行は、個人又はグループの借入人に対するエクスポー
ジャー・リミットの決定の際に、取替原価でカレント・エクスポージャー手法を用いて計算される、
外貨建先物契約並びに通貨スワップ及びオプション等その他デリバティブ商品の勘定に係るエクス
ポージャーを含めている。

インド準備銀行は、銀行が特定部門に対する内部的なエクスポージャー・リミットを定めることを要求し
ている。この上限は、銀行による定期的な見直しを受けなければならない。当行は一産業（個人向け貸付を
除く。）当たりに対する当行のエクスポージャーの上限を15.0％とし、それに従い当行のエクスポージャー
を監視している。

中央決済機関を通じた規格の店頭デリバティブ商品の中央決済を促進する経過措置として、2014年１月、
インド準備銀行は、１つの相手方に適用可能な適格中央決済機関に対する銀行の決済エクスポージャーを資
本金の15.0％の上限から除外することを認めるガイドラインを発表した。貸付、信用枠、中央決済機関の資
本に対する投資、流動性補完措置等の適格中央決済機関に対するその他エクスポージャーは、引続き各決済
機関に対する資本金の15.0％までの既存の上限内に収めるものとする。ただし、非適格中央決済機関に対す
る銀行のすべてのエクスポージャーは、15.0％までのエクスポージャーの上限内に収めなければならない。

2016年５月、インド準備銀行は大口借入人に対する銀行システムのエクスポージャーへの制限を定め、通
常許可される貸付制限を越えるエクスポージャーの増加の際には、高い正常先資産の引当金及びリスク加重
の取得を必要とする審議文書を発表した。ガイドラインの草稿は、2016年８月に発表され、最終ガイドライ
ンが、2016年12月に発表された。ガイドラインに従い、2018年度中のいずれかの時点において250.0十億ル
ピーが制限の資金を基盤とした与信枠総額を有する借入人は、大口借入人と認識される。かかる制限は、
2019年度に150.0十億ルピーまで、2020年度以降は100.0十億ルピーにまで漸次的に減額される。通常許可さ
れる貸付制限は、資金調達額の増加分の50.0％かつ資金を基盤とした与信枠総額超と定義される。通常許可
される貸付制限を越えたエクスポージャーの増加分に対する一般引当金は3.0％とされ、かかるエクスポー
ジャーの適用可能なリスク加重以上の追加的リスク加重資産に対する一般引当金は75.0％とされる。かかる
枠組みは、特定の借入人の身元確認に関して、2017年４月１日より適用される。追加引当及び高リスク加重
に関する阻害措置は、2018年４月１日以降に適用される。
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さらに、2016年12月にインド準備銀行は、2019年４月１日より適用される大口借入人に対する追加的な最
終ガイドラインを発表した。かかる枠組みは、単一の事業体及びに関連事業体グループにつき、適格資本基
盤のそれぞれ20.0％及び25.0％とする制限を定めた。適格資本基盤は、現行の基準における総資本に対する
銀行のTier１資本として定義される。単一の非銀行金融会社及び非銀行関連金融会社グループに対するエク
スポージャーは、適格資本基盤の、それぞれ15.0％及び25.0％に制限される。

 

銀行以外の金融会社に対するエクスポージャー制限

インド準備銀行が発表したガイドラインにより、銀行以外の金融会社に対する各銀行のエクスポージャー
は、制限されている。銀行以外の金融会社及び資産金融会社に対する各銀行の（オフバランスシート・エク
スポージャーを含む、貸付及び投資の双方の）エクスポージャーは、直近の監査済貸借対照表における銀行
の資本金の、それぞれ10.0％及び15.0％までに制限されている。かかる制限は、超過エクスポージャーが、
銀行以外の金融会社及び資産金融会社によるインフラ部門に対する転貸しによる貸付である場合、さらに
5.0％超過することができる。銀行以外の資産金融会社／インフラ金融会社へのエクスポージャーは、銀行
の資本金の15.0％が上限とされ、かかるエクスポージャーがインフラ部門に対する転貸しによる貸付である
場合、20.0％まで規定により引き上げることができる。

 

グループ内取引及びエクスポージャーに関する制限

2014年２月、インド準備銀行は、総合金融会社に対するグループ内取引及びエクスポージャーの管理に関
するガイドラインを発表した。かかるガイドラインは、グループ内の金融取引に対し量的な上限を設け、非
金融取引に対し健全性基準を設けた。インド準備銀行は、非金融会社及び規制されていない金融サービス会
社に対する銀行の払込資本金及び準備金に、各グループ事業体に対し5.0％のエクスポージャー・リミット
を設け、また規制金融会社に対しては10.0％の上限を設けた。グループ・エクスポージャーの総額は、（金
融及び非金融の）すべてのグループ事業体に関して、払込資本金及び準備金の20.0％を超えてはならず、非
金融会社及び規制されていない金融サービス会社に関しては10.0％を超えてはならない。株式及びその他資
本商品の形での、グループ内のその他の銀行／金融機関に対する銀行のエクスポージャーは、上記の制限か
ら除外される。銀行の現在のグループ内エクスポージャーが、ガイドラインに規定される上限を超えている
場合、2016年３月31日までに、エクスポージャーを上限内に収めなければならない。エクスポージャーが、
2016年３月31日以降も許容限度を超える場合、その超過額は、銀行の普通株等Tier１資本から差し引かれ
る。

 

投資及び資本市場エクスポージャー・リミットに関する規制

銀行規制法第19条(2)の観点から、同法(1)に規定されている場合を除き、銀行は、その会社の払込済資本の
30.0％又は銀行自身の払込済資本及び準備金の30.0％のどちらか少ない方を超えて、質権者、抵当権者又は絶
対的所有者であるかどうかを問わず、いかなる会社の株式も保有してはならない。さらに、銀行規制法第19条
(3)の観点から、銀行は、質権者、抵当権者又は絶対的所有者であるかどうかを問わず、銀行のマネージン
グ・ディレクター又はマネージャーがその経営にいかなる形であれ利害関係を有する会社の株式を保有しては
ならない。

資本市場エクスポージャーに関するインド準備銀行のガイドラインは、株式、転換社債／ディベンチャー、
株式志向のミューチュアル・ファンドの持分、株式担保貸付並びに株式ブローカーに対する担保付及び無担保
の貸付への投資による、すべての形式の市場資本に対する銀行のエクスポージャー（ファンド・ベース及びノ
ンファンド・ベース）は前年度の３月31日現在の単体及び連結ベース双方の銀行の純資産の40.0％を超過して
はならないと規定している。かかる全体的な規制の範囲内で、株式、転換社債／ディベンチャー及び株式志向
のミューチュアル・ファンドへの直接投資並びにベンチャー・キャピタル・ファンドに対するすべてのエクス
ポージャーは、単体及び連結ベース双方の銀行の純資産の20.0％までに制限されている。さらに、2011年７
月、インド準備銀行は、債務志向のミューチュアル・ファンドの流動性スキームへの銀行の投資は、前年度の
３月31日現在の銀行の純資産の10.0％という健全性基準に従わなければならないと規定した。上記のガイドラ
インは、連結ベースでも適用される。
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他の銀行又は金融機関が発行し、被投資銀行／金融機関の資本となり得る特定の金融商品への銀行の投資
は、投資銀行の資本金の10.0％を超えてはならない。さらに、投資銀行又は金融機関の持分が、その取得によ
り、被投資銀行の自己資本の5.0％を超える場合には、銀行／金融機関は、銀行の新株を取得することができ
ない。ガイドラインは、以前は金融部門に従事する会社への株式投資については、銀行がインド準備銀行の事
前の承認を取得することを求めていたが、2015年９月に改訂され、インド準備銀行の承認に関する要求は、規
定された条件に従い撤廃された。

インド準備銀行は、非法定流動性比率証券に対する銀行の投資に関する詳細なガイドラインを発表してい
る。これらのガイドラインは、発行市場における引受け及び流通市場における購入に対して適用される。これ
らのガイドラインに従い、銀行は、コマーシャル・ペーパー、預金証書並びに企業及び銀行以外の金融会社に
より発行された当初の満期を最長１年間とする特定の非転換社債以外の、当初の満期が１年未満の非法定流動
性比率証券に投資することが禁じられている。銀行はまた、格付されていない証券に対して投資をすることも
禁じられている。非上場の非法定流動性比率証券に対する銀行の投資は、前年度末現在の非法定流動性比率証
券に対する投資総額の10.0％を超過してはならない。しかしながら、インフラ・プロジェクトのために発行さ
れた証券化商品並びに2002年金融資産の証券化及び再構築並びに担保権の実行に関する法律に基づき設立さ
れ、インド準備銀行に登録された証券化会社及び資産再構築会社により発行された社債／ディベンチャーに対
する投資の場合には、非上場の非法定流動性比率証券に対する銀行の投資は、10.0％の上限をさらに10.0％超
えることができる。2007年12月、インド準備銀行は、インフラ部門へのクレジットフローを促進するため、銀
行がインフラ業務を営む企業が発行する格付が付されていない債券に、非上場の非法定流動性比率証券に対す
る投資が10.0％を超過しないことを条件に、投資することを認めた。

2014年７月、銀行はインフラ・プロジェクト及び低価格住宅への融資のための長期債券の発行を許可され
た。銀行は、他行が発行した債券への投資は許可されていなかった。しかし、2015年６月、インド準備銀行は
銀行に対して他行が発行した債券への融資を許可した。かかる融資は、(ⅰ)当該債券への投資が普通預金及び
定期預金の純額の計算を目的としないこと、(ⅱ)満期保有目的として分類されないこと、(ⅲ)銀行によるこれ
らの債券への投資は、そのTier１資本の2.0％又は発行金額の5.0％を超過しないこと及び(ⅳ)投資銀行のかか
る債券の持分総額は、その非法定流動性比率投資総額の10.0％を上限とすることという特定の条件の下行われ
る。

2016年11月、インド準備銀行は、各銀行に対して、海外でのルピー建債券の発行を通じて資金を調達するこ
とを許可した。各銀行は、海外市場におけるルピー建債券がインフラ及び低価格住宅プロジェクトへの融資に
引き当てられる場合、かかる債券により、Tier１資本に含める適格性のある永久債及びTier２資本に含める適
格性のある債務資本証書を発行することを許可された。

2017年４月、インド準備銀行は、各銀行に対して、株式、転換社債／ディベンチャー、株式志向のミュー
チュアル・ファンドの持分及びベンチャー・キャピタル・ファンドに対するエクスポージャーへの直接投資が
許可されている銀行の純資産の20.0％を上限として、不動産投資信託及びインフラ投資信託に参加することを
許可した。

さらに、ポートフォリオの加重平均満期が１年以内であるミューチュアル・ファンドの流動性スキーム又は
短期債務スキームへの銀行の投資の合計は、前年度の３月31日現在の銀行の純資産の10.0％という健全性基準
に従わなければならない。

すべての資本市場エクスポージャーに対して125.0％のリスク加重が割り当てられている。

 

銀行の投資分類及び評価基準

銀行の投資ポートフォリオの分類及び評価に関するインド準備銀行のガイドラインの重要な特徴は下記の
とおりである。

・　すべての投資ポートフォリオは、(a)満期保有目的、(b)トレーディング目的保有、(c)売却可能の３
区分に分類される。満期保有目的には、インド準備銀行のガイドラインに従って分類された証券が含
まれている。トレーディング目的保有には、短期の相場又は金利変動を利用するために譲渡する意図
で取得した証券が含まれている。売却可能には、満期保有目的及びトレーディング目的保有には含ま
れない証券が含まれている。銀行は取得した時点で投資の区分を決定しなくてはならない。
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満期保有目的区分には、資本注入を目的としてインド政府から受領しポートフォリオとして保有して
いる新再資本化債券、子会社及びジョイントベンチャーの株式に対する投資及びインフラ事業に従事
する会社により発行された長期債券（残余満期が最低７年）等と合わせて、普通預金及び定期預金の
一定の割合までを占める法定流動性比率証券並びに一定の非法定流動性比率証券も含めることができ
る。最低７年の残余満期は、これら社債への投資時におけるものである。一度投資すると、その後残
余満期が７年未満になったとしても、銀行はこれらの投資を満期保有目的区分に分類し続けることが
できる。しかしながら、インフラ及び低価格住宅ローンへの融資のために他の銀行により発行された
長期債券に対する銀行の投資は、満期保有目的区分として保有されない。満期保有目的区分に含まれ
る国債ポートフォリオのレベルは、2013年の25.0％から継続的に引き下げられ、2017年６月以降は現
在の上限である20.0％となった。満期保有目的区分における法定流動性比率持分の上限を、法定流動
性比率の規制要件と一致させるために、2015年12月、インド準備銀行は、各銀行に対して、満期保有
目的区分における投資合計の上限である25.0％を超過することを認めると助言した。ただし、かかる
超過分は法定流動性比率証券により構成される。インド準備銀行は、満期保有目的区分における法定
流動性比率合計の割合を継続的に引き下げている。

・　トレーディング目的保有及び売却可能に区分された投資の売却による損益は、損益計算所に計上され
る。満期保有目的区分に対する投資の売却による収益（税引及び法定資本金控除後）は、損益計算書
に計上された後、資本準備金勘定に充当される。いかなる売却の損失も損益計算書に計上される。

・　証券取引所において取得可能な証券の市場価格、子会社の一般帳簿取引における証券の価格、インド
準備銀行の価格リスト又はインド・プライマリー・ディーラー協会（Primary Dealers Association

of India）が固定利付金融市場及びインドデリバティブ協会が共同で発表した価格が、売却可能証券

及びトレーディング目的保有証券の「時価」とされる。

・　トレーディング目的保有に区分される投資は90日以内に売却されなければならない。乏しい流動性、
極端な変動、市場での一方向性の動きを含む悪影響の要因のために売却することができない場合に
は、その売却できなかった証券は売却可能区分へ移し替えられる。

・　満期保有目的から又は満期保有目的への投資の繰入は、１年に１回、通常は会計年度の始まりである
が、取締役会の承認によりなすことができる。売却可能からトレーディング目的保有への投資の繰入
は、取締役会、資産負債管理委員会又は投資委員会の承認によりなされる。トレーディング目的保有
から売却可能への繰入は原則として認められていない。インド準備銀行は、2010年８月以降、満期保
有目的区分から又は満期保有目的区分への有価証券の売却及び譲渡に関して、売却価格が満期保有目
的区分として保有していた投資の当該年度初めにおける帳簿価額の5.0％を超える場合、当該投資の
市場価格を、市場価格を上回る帳簿価額のうち引当金が設定されていないものと併せて、年次報告書
の計算書の注記において開示しなければならないと義務付けた。

満期保有目的有価証券は、時価による必要はなく、額面価格を超える場合（プレミアムが満期までの期間
にわたり償却されなければならない。）を除き、取得原価により計上される。売却可能区分の投資は、四半
期ごとに又はより頻繁に時価評価され、また、トレーディング目的保有証券は、月ごとに又はより頻繁に時
価評価され、売却可能区分の投資と同様に規定される。売却可能及びトレーディング目的保有区分の中の各
項目における価値の減少又は増加は、総計で表れている。計上されていない（もしあれば）各項目の純増加
額があったとしても計上されず、他方、純減少額は計上される。

資産再構築会社又は資産再構築会社により設立された信託により発行された有価証券受領証又はパスス
ルー証券への投資は、(a)有価証券受領証又はパススルー証券の償還価格及び(b)金融資産の帳簿価額の純額
（帳簿価格から引当金を控除した額と定義される。）のいずれか低い方で評価される。しかしながら、証
券／資産再構築会社によって発行された証券に割り当てられた金融資産の実現が制限された場合には、その
純資産価値は、当該投資の評価のための証券／資産再構築会社から取得される。

2013年12月19日、インド準備銀行は、原投資ポートフォリオのリスク・ヘッジ及びトレーディング・ポジ
ションの確保という２つの目的で、金利先物取引に参加することを銀行に許可するガイドラインを発表し
た。ただし、銀行は、その顧客を代理して金利先物取引を行うことは認められていない。
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個人仲介業者を通じての取引の制限

インド準備銀行により発表されたガイドラインにより、銀行は証券の取引を行うには仲介業者を選任しな
ければならないとされている。これらのガイドラインにより、銀行の事業の不相応な部分は、１名又は数名
の仲介業者を通じてのみ取引されてはならない。いかなる理由であれ、この制限に違反した場合には、イン
ド準備銀行は、当該銀行の取締役会が６ヶ月ごとにかかる違反の発生について知らされ、その取引を承認し
なければならないと規定した。

 

空売りの禁止

インド準備銀行は、最長で３ヶ月以内に空売りした国債が買い戻されることを条件に、中央政府債を指定
商業銀行及び公認ディーラーが空売りすることを認めている。空売りした国債は、同一国債相当額の即時購
入によってのみ買い戻されなければならない。インド準備銀行は、その買入契約が確認され、インド・クリ
アリング・コーポレート・リミテッドにより保証されている又はかかる国債がインド準備銀行から購入され
るという条件の下、銀行に対し、既に買入契約がなされている国債を売却することを認めている。各国債
は、一定の決済期間において、純額基準で受渡し又は受取りが可能である。インド準備銀行はまた、国債管
理の枠組みをさらに強化するため、国債に係る発効日取引市場も認めている。

2015年２月、インド準備銀行は規定された条件に従いリバースレポとして取得された国家開発貸付及び短
期国債を含む国債のリバースレポを許可した。2016年５月、インド準備銀行はまた、市場参加者に対して、
流動性調整枠に基づいて受領した有価証券のリバースレポを許可した。

 

社債に対するクレジット・デフォルト・スワップの導入

2012年度、インド準備銀行は、社債にクレジット・デフォルト・スワップを導入した。銀行は、マーケッ
ト・メーカー及びユーザーの両方としてかかる取引を行うことを認められている。商業銀行は、11.0％以上
の自己資本比率、7.0％以上のTier１比率、3.0％未満の純不良資産比率という基準を満たせば、マーケッ
ト・メーカーとして行為することができる。クレジット・デフォルト・スワップによる銀行の純信用エクス
ポージャーは、非上場／無格付債券の投資ポートフォリオの10.0％を超えてはならない。クレジット・デ
フォルト・スワップは、以前は上場社債及びインフラ会社の非上場だが格付の付された債券についてのみ認
められていた。

2013年１月、これは、非上場だが格付の付された社債に拡大された。さらに、クレジット・デフォルト・
スワップは、コマーシャル・ペーパー、預金証書等の１年を上限とした当初満期を有する債券及び１年未満
の当初満期を有する非転換社債に対しても認められた。

 

子会社並びに他の金融部門及び非金融部門投資

当行が子会社を設立するには、インド準備銀行の事前の許可が必要である。当行は、子会社に支援又は融
資し、当行が自らすることができず又は自らすることが認められていない場合における子会社を通じての当
行の顧客に対する融資を行う際に、借入資金又は貸付資金の支払期日未到来の前払金を引き受けないこと、
時価以外の価格で証券を譲渡し売買しないこと、証券取引に対して特別な対価を支払わないこと等業務内容
に関して、当行の子会社及び当行より支援を受けているミューチュアル・ファンドとの「アーム・レング
ス」関係を維持しなければならない。当行は、インド準備銀行により定められた当行の引受けの実施に関す
る健全性基準を、適宜、見直さなくてはならない。かかる健全性基準に従い、当行の引受け又は当行の子会
社による１件当たりの引受けの実施においては、各発行の15.0％を超過してはならない。

インド準備銀行のガイドラインに従い、子会社又は子会社以外の金融サービス会社（金融機関、証券若し
くはその他の取引所又は預託機関を含む。）への銀行による株式投資は、銀行の払込済株式資本及び準備金
の10.0％を超過してはならず、すべての子会社及び子会社以外のすべての金融サービス会社への投資の合計
額は、銀行の払込済株式資本及び準備金の20.0％を超過してはならない。しかしながら、金融サービス会社
への投資が「トレーディング目的保有」区分とされ、かつ90日を超えて保有されない場合には、20.0％の上
限は適用されず、インド準備銀行の事前の承認も要求されない。海外の銀行子会社への投資は、この20.0％
の上限に含めない。
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2015年９月、インド準備銀行は、10.0％以上の自己資本比率を有し、前年度の３月31日現在で純利益を得
た銀行は、金融サービス会社への株式投資に関して、かかる投資の後に当該銀行の持分が被投資会社の払込
済資本の10.0％未満である場合、またその子会社又はジョイントベンチャー若しくは共同企業の持分と合わ
せた当該銀行の持分が、なお被投資会社の払込済資本の20.0％未満である場合、株式投資についてインド準
備銀行の事前の承認を要しないと助言した。

インド準備銀行の規則に従い、非金融サービス活動に従事する会社への銀行の株式投資は、被投資会社の
払込済株式資本の10.0％又は銀行の払込済株式資本及び準備金の10.0％のいずれか少ない方を上限とする。
この上限に関しては、「トレーディング目的保有」区分の株式投資が含まれる。これらの制限内における投
資は、インド準備銀行の事前の承認を要しない。銀行が保有する非金融サービス会社、又は銀行の子会社、
関連会社若しくはジョイントベンチャーである事業体、及び銀行が支配する資産管理会社が運営するミュー
チュアル・ファンドへの株式投資は、合計で被投資会社の払込済株式資本の20％を超えてはならない。被投
資会社の払込済株式資本の10.0％超30.0％以内の銀行によるすべての投資には、インド準備銀行の承認を要
する。

銀行は、追加の取得が債務の再編若しくは企業債務の再編、戦略的債務再編の過程でなされる場合、又は
会社に対して行った貸付／投資に係る自己の利益を保護するために銀行が取得した場合には、インド準備銀
行の事前の承認なしに非金融サービス会社である被投資会社の払込済資本の10.0％を超える株式を保有する
ことができる。ただし銀行は、一定の期間内に、当該株式の処分についての期限付行動計画をインド準備銀
行に提出しなければならない。

 

貸付の証券化に関する規制

2006年２月、インド準備銀行は、銀行及び金融機関による正常先資産の証券化に関するガイドラインを発表
した。秩序ある健全な証券化市場を発展させるため、またオリジネーターと投資家の利益の調整を確保するた
め、インド準備銀行は、2012年５月に証券化に関するガイドラインを発表した。このガイドラインに従い、オ
ンバランスシートの正常先資産（リボルビング与信枠、不動産担保証券、資産担保証券並びに元本及び利息の
両方が一括返済される貸付（明確に許可されているもの以外）を除く。）はすべて証券化することができる。
また、貸付が証券化の対象となるには、貸付の期間及び返済頻度を基準として、最低保有期間の要件を満たし
ていなければならない。最低保有要件は、オリジネーターである銀行が証券化された資産のパフォーマンスに
継続的な利害関係を持つことを確保するために定められている。証券化された貸付に対する銀行のエクスポー
ジャーの合計は、証券化商品の合計の20.0％を超えてはならず、この上限を超えるすべてのエクスポージャー
については、1,250％のリスク加重をすることを要する。

 

預金に関する規制

インド準備銀行は、銀行が独立して定期預金に対する金利を定めることを認めている。しかし、銀行が当座
預金に対して金利を支払うことはできない。普通預金に対する支払金利は、2011年10月まで規制されていた。
2011年10月、インド準備銀行は、普通預金口座の金利に関する規制を撤廃し、口座の金額に基づき、100,000
ルピーまでの預金ついては一律の金利を適用し、100,000ルピーを超える預金ついては異なる金利を認めた。

インド準備銀行のガイドラインは、普通預金銀行口座の預金に対する利息の支払いを日次残高の平均で計算
することを求めている。

国内定期預金並びにルピー建非居住者向け普通預金口座の最短満期は７日である。ルピー建非居住者向け預
金口座の最短満期は１年である。非居住者であるインド人の、外貨建定期預金の最短満期は１年であり、最長
満期は５年である。

銀行は、以下の条件により、満期の同じ国内預金に対して異なる金利を提供することが認められている。

・　定期預金額が10.0百万ルピー以上であること。

・　預金に対する金利が、銀行により事前に開示された金利条件に基づき支払われ、預金者と銀行間の交渉
により支払われるものではないこと。
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2015年４月、インド準備銀行は、異なる金利の提示の際の特別な条件として、定期預金の満期前解約制度と
いう条件の導入を銀行に対して許可した。すべての1.5百万ルピー以下の個人の定期預金には、必ず期限前解
約制度が付される。その他のすべての定期預金は、定期預金に期限前解約制度を付すかどうか顧客が選択する
ことができる。銀行は、預金に対して支払われる金利条件を事前に開示しなければならない。

満期を１年から３年及び３年から５年とする非居住者向けの外貨建定期預金に対する金利は、対応する満期
の米ドルLIBOR／SWAPレートに連動している。金利は、インド準備銀行により定期的に決定される。2014年３
月１日以降、１年から３年満期の預金に対する非居住者向け外貨建預金に対する金利はLIBOR／SWAPレートに
200ベーシスポイント加えた金利に固定され、３年から５年満期の預金に対する金利は、LIBOR／SWAPレートに
300ベーシスポイント加えた金利に固定された。非居住者向けのルピー建普通預金に対する金利は、国内の普
通預金に適用される金利に設定されている。2012年度以降、銀行は、非居住者（海外）向けルピー建預金及び
非居住者向け普通預金口座の金利を決定することができる。ただし、その金利は、銀行により同等の国内向け
ルピー建預金に対して提示された金利を超えてはならない。2013年９月、インド準備銀行は、３年以上の満期
を有する非居住者（海外）向けルピー建預金に対する金利の上限を、2014年２月28日まで撤廃した。2014年３
月１日から、３年から５年の満期を有する非居住者向け外貨建預金に対する金利は、2013年８月から2014年２
月の間に適用されたLIBOR／SWAPレートに400ベーシスポイント加えた特別金利から、上限をLIBOR／SWAPレー
トに300ベーシスポイント加えたものとする金利に戻った。また、非居住者（海外）向けのルピー建預金の金
利も、2013年８月から2014年２月までに適用された従前の規制緩和に対して、同等の国内向けルピー建預金の
金利を上限とされた。非居住者向け普通預金口座に関する制限は、一方で継続された。

2013年９月、インド準備銀行は、増分の外貨建預金に対するスワップファシリティを導入した。これは、ル
ピーの急落を考慮し、国内に外貨の流入を増やす目的で導入された。このファシリティは、非居住者（銀行）
向け預金口座の外貨建預金のみを対象としており、米ドルのみで提供される。スワップの満期は３年以上で固
定されている。銀行は、前の週に集められた外貨預金と同額のスワップに適する米ドルを上限額とし、週に一
度のみスワップファシリティを利用することができる。スワップファシリティは、2013年９月10日から2013年
11月30日の一定期間にのみ提供される。インド準備銀行によるその他の措置として、2013年７月26日から、３
年以上の満期を有する増分の非居住者向け外貨建預金及び非居住者向けルピー建預金は、現金準備率及び法定
流動性比率の要件から除外されている。この恩恵は、2014年３月８日以降に預けられる預金に対しては撤廃さ
れる。銀行がスワップファシリティに基づき調達した３年物の預金は、2017年度に満期を迎えた。

地域及び人口区分を越えた金融サービスの利用可能性を高めるために、インド準備銀行は、銀行に対し、最
低残高に関する要件を設けない、簡易的な普通預金口座を提供するよう助言した。

 

顧客サービス及び顧客保護に関する規制

顧客サービス及び顧客保護の強化は、インド準備銀行が重点を置く分野であり、効率的、公正かつスピー
ディーな顧客サービスの提供を常に重視している。これに関し、銀行の顧客サービスの改善を検討する委員会
が2010年度に設置された。委員会での提案により、インド準備銀行は、複数のガイドラインを発表した。2013
年７月、銀行は、口座を開設した支店であるかを問わず、全支店において、全顧客に対する単一価格政策を取
るよう命じられた。さらに、銀行により提供される資産管理及びマーケティング・サービスに関するガイドラ
インの草案も発表された。ガイドラインによれば、資産管理サービスは、利害相反を避けるため、銀行の子会
社又は別々とみなされる部門若しくは部署を通じてのみ提供することができる。さらに、銀行が資産管理サー
ビスを提供するには、インド準備銀行の事前の承認が必要であるとされた。2014年５月、インド準備銀行は、
銀行に対し、個人の借入人に対して変動金利貸付に係る担保実行手数料又は繰上返済違約金を課さないよう指
示するガイドラインを発表した。さらに、銀行は、使用されていない口座において最低残高が維持されていな
いことに対する罰金を課すことも認められていない。

2014年11月、インド準備銀行は、普通預金口座において最低残高が維持されていないことに対する罰金に関
する追加のガイドラインを発表した。ガイドラインに従い、罰金は、実際に維持された残高と、口座開設時に
合意された最低残高との差額に対して、固定比率で課されるものとする。罰金回収のための適切な一枚岩構造
が最終決定される可能性がある。さらに、最低残高が維持されていないことに対する罰金のみを理由に、普通
預金口座の残高がマイナスになることはないと保証されている。
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2014年12月、インド準備銀行は、顧客権利の保護のための広範かつ包括的な原則を示す、顧客権利に関する
宣言書を発表した。宣言書は、銀行の顧客の５つの基本的な権利（公正、透明性、公平かつ誠実な取引、継続
性、プライバシー並びに苦情対応及び補償の権利）を示す。

インド準備銀行は、内部オンブズマンによる苦情処理のための手続上のガイドラインを発表した。ガイドラ
インに従い、銀行は内部の苦情処理メカニズムに従って苦情を調査し、銀行が苦情を却下すると決定した場合
及び／又は苦情者に対し部分的な救済のみを提供すると決定した場合には、さらなる調査のために、かかる苦
情を例外なく最高顧客サービス責任者／内部オンブズマンに転送しなければならない。銀行が内部オンブズマ
ンの決定に反対している場合、内部オンブズマン及び銀行の双方が、それぞれのバンキング・オンブズマンの
写しを添付して、インド準備銀行に報告しなければならない。

 

預金保険

インドの銀行に預けられた100,000ルピー以下の普通及び定期預金は、インド準備銀行の完全子会社である
預金保険信用保証会社により保証されなければならない。銀行は、６ヶ月ごとに、預金保険信用保証会社に対
して、補償範囲内の金額に対して保険料を支払わなければならない。保険料は顧客に反映させることができな
い。2013年インド会社法に基づき、預金を受け入れた会社に対し、預金保険が義務付けられた。2015年９月、
インド準備銀行は、インドの銀行のための差別的保険料システムに関する委員会報告書を発表し、インドにお
けるリスク・ベースの保険料の導入を提案した。

 

預金者教育及び認識ファンド（DEAF）スキーム2014－1949年銀行規正法第26A条

インド準備銀行は、銀行に対し、2014年５月23日現在までで、未収利息を含め10年以上請求のないすべての
適格な口座における累積残高を計算し、かかる金額を、2014年６月30日（銀行の営業終了時間前）に当該ファ
ンドに移転させるよう助言した。その後も、各暦月に期限を迎える額を、翌月の最終営業日に移転すべきとし
た。

 

特定の銀行券の廃貨

2016年11月、インド政府は500ルピー及び1,000ルピーの高額紙幣を法定通貨として廃貨することを決定し
た。銀行が旧紙幣の交換の中心となり、2,000ルピー新紙幣のためにATMを再調整しなくてはならなかった移行
期間中において、インド準備銀行は未通知の紙幣の交換の上限並びにATM及び銀行口座からの現金引出しの上
限に関する複数のガイドラインを発表した。各銀行はまた、当該期間における加盟店割引率及び取引関連費用
の免除といった措置を主体的に講じている。デジタル取引がより広く受容されるよう、2,000ルピーを上限と
するデビット・カード取引の加盟店割引率の引下げ並びに即時支払サービス（IMPS）、非構造付加サービス
データ（USSD）に基づく*99#及び1,000ルピーを上限とする取引のための統合決済インターフェース・システ
ム等の支払チャネルで決済された取引に係る手数料の免除等の一時的措置がとられた。これらの措置は、2017
年１月１日から2017年３月31日まで実施された。

 

顧客の本人確認及び反マネーロンダリングに関する規制

2005年７月に発効した2002年マネーロンダリング防止法は、マネーロンダリング及びテロ行為のための資金
調達を阻止し及びこれを犯罪とすることを目的としている。また、マネーロンダリング／テロ行為に関係する
資産の凍結及び没収、並びに金融情報機関の設立についても規定している。この法律は、規定の取引に関する
記録を保存し、特定の取引を金融情報機関に報告する指定団体（銀行及び金融機関を含む。）の義務について
定めている。この法律はまた、同法の範囲内で起こりうる典型的な違反、指定取締役及び主要役員の任命並び
に同法に基づくそれぞれの職務について列挙している。同法には、マネーロンダリング防止規則の枠組みも規
定されている。同法及び同規則は、それ以降随時改定されている。
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2017年６月、財務省（歳入局）は、2005年マネーロンダリング防止規則の改正を通知した。これらの改正は
現在、銀行に対して、居住者（非個人口座の署名権者を含む。）から永久勘定番号（所得税申告書の提出に必
要とされる固有識別番号）と併せて、アドハー番号（インド政府より与えられる固有識別番号）を取得するこ
とを義務付けている。アドハー及び永久勘定番号の提出につき、既存の個人顧客の提出期限は2017年12月31日
である一方、新規の個人顧客の提出期限は、口座関係の開始日から６ヶ月間である。番号を提出しなかった場
合、銀行に書類が提出されるまで当該顧客の口座は停止する。しかしながら、この点に関し、インド準備銀行
によるガイドラインは未だ発表されていない。

インド準備銀行は、2002年マネーロンダリング防止法及びそれに付随する規定に従い、その管轄内の銀行／
金融機関が遵守すべき顧客の本人確認、反マネーロンダリング及びテロ行為のための資金調達の取締強化のた
めの手続に関するガイドラインを規定している。これは、反マネーロンダリング基準及びテロ行為のための資
金調達の取締強化に関する金融活動タスク・フォースの勧告に沿ったものである。これらのガイドラインの目
的は、銀行が故意により又は故意によらずして、犯罪組織によりマネーロンダリング又はテロリストの資金調
達活動のために利用されるのを防ぐことである。ガイドラインは、顧客受入方針、顧客の身元確認手続、取引
の監視及びリスク管理を含む主要な点について定めている。ガイドラインは、高度なデュー・ディリジェンス
の手法、マネーロンダリング防止法に従った定期的な報告、主要な役員としての指定取締役及び上級役員の任
命、従業員の育成、反マネーロンダリング及び顧客の本人確認に関する独立監査の枠組み並びに少額の預金口
座開設のための簡略化した顧客の本人確認手続の規定についても定めている。

 

資産負債管理に関する規制

インド準備銀行の資産負債管理に関する規制により、銀行は、国内及び海外における営業について、ルピー
建て及び外貨建ての資産・負債ギャップを示した財務書類をそれぞれ作成しなければならない。これらの
ギャップを示した財務書類は、定期の及び予想される価格再決定日又は満期日に従い、すべての資産及び負債
を記載することにより作成されている。この財務書類は、定期的にインド準備銀行へ提出される。インド準備
銀行により、銀行は特定の期間に満期を迎え又は価格が再決定される資産及び負債の額の差異を積極的に監視
し、リスク抑制制度として、各期間につきそのギャップに対する内部的な健全性制限を設けるよう勧告されて
いる。

インド準備銀行の銀行間預金の健全性制限に関するガイドラインに従い、銀行による銀行間預金は、銀行の
前年度末日における純資産の200.0％を超えてはならない。各行は、各行の取締役会による承認がある場合、
各行のビジネスモデルを念頭に、銀行間預金に関する制限を引き下げることができる。しかしながら、資本に
対するリスク資産比率が、（現在9.0％である）資本に対する最低リスク資産比率よりも少なくとも25.0％上
回る（すなわち、前年度末日において11.25％）銀行は、当該銀行の純資産の300.0％を上限とし、銀行間預金
に関する制限を引き上げることができる。かかる制限には、（インド国内で営業している銀行に対する外貨建
ての銀行間預金を含む）インド国内におけるファンド・ベースの銀行間預金のみが含まれ、インド国外におけ
る銀行間預金は含まれていない。インド準備銀行のガイドラインにより、コール資金に対する既存の制限は、
上述の制限内の別の制限とされている。現在、日次平均基準に基づき、コール／ノーティス資金の借入は、銀
行の資本金の100％を超えてはならない。しかしながら、銀行は、２週間のうちいずれの日においても、自ら
の資本金の125.0％を上限とする借入を行うことを認められている。

インド準備銀行は、金利リスク管理のためのデュレーション・ギャップ分析に関するガイドラインを発表し
た。ガイドラインは、銀行がさらされる金利リスクを示すことを目的としている。デュレーション・ギャップ
分析による金利センシティビティについての報告書は、2011年６月30日以降は四半期ごとに、2012年４月30日
以降は月ごとに提出されている。

2012年11月、インド準備銀行は、過去に随時発表されていた流動性リスク管理に関する様々な説明及びガイ
ダンスを統合した。かかる説明及びガイダンスは、バーゼル委員会による健全な流動性リスク管理及び監督の
ための銀行監督指針に沿って強化されている。当該ガイドラインには、流動性リスクの管理、測定、監視及び
流動性ポジションに関するインド準備銀行への報告に関し強化されたガイダンスを含む。
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外貨販売代理店

インド準備銀行は、当行に対して当行の指定された支店を通じて外国為替を扱うための正規の公認販売代理
店の認可を付与した。この認可に基づき、当行は以下の事由を行うことができる。

・　すべての通貨の外国為替取引に従事すること。

・　海外で外国為替口座を開設し、保有すること。

・　非居住者であるインド人から外貨建て及びルピー建ての預金を調達すること。

・　外貨建貸付をオンショア及びオフショアの会社に対して行うこと。

・　荷為替信用状を開設すること。

・　輸入及び輸出貸付を行うこと。

・　手形回収及び資金送金サービスを扱うこと。

・　保証書を発行すること。

・　当行の組織書類に基づいて認可され、かつ銀行規制法の条項により認められた、当行の通常の業務に付
随するデリバティブ取引及びリスク管理活動を行うこと。

さらに、当行は、一定の条件に従い、金利スワップ、通貨スワップ及び金利先渡契約の形で、インドの会社
への外貨建貸付エクスポージャーを押さえることができる。公認ディーラーカテゴリーにある銀行は、インド
証券取引委員会が承認する証券取引所によって設置される予定の通貨デリバティブ部門の取引会員又は清算会
員となることができる。かかる会員となるにあたっては、以下の要件を満たすことが条件となる。(ⅰ)最低純
資産が5.0十億ルピーであること、(ⅱ)最低自己資本比率が10.0％であること、(ⅲ)純不良資産が3.0％を超え
ないこと及び(ⅳ)過去３年間の純利益。

当行の外国為替業務は、為替管理マニュアルにおいてインド準備銀行により定められたガイドラインに従っ
ている。公認ディーラーとして、当行は、インドの外国為替業務に関連する規則を制定するインド外国為替業
協会のメンバーに登録しなければならない。当行はまた、金融基準の設定のため、指名された場合はいつで
も、規制当局／機関に対しデータを提出する銀行の一行である。2014年４月、インド準備銀行は、金融基準に
関する質、方法及び管理枠組みを強化する規定を推奨するガイドラインを発表した。これは、金融基準に関す
る委員会により提出された提案に基づいている。ガイドラインに従い、データを提出する銀行は、基準の提出
プロセス管理に関する内部委員会の承認政策を導入し、定期的にガイドラインの遵守に関する確認書を提出し
なければならない。さらに、独立系企業を、基準の管理のために設置するよう勧告された。2015年７月、ファ
イナンシャル・ベンチマークス・インディア・プライベート・リミテッド（the Financial Benchmarks India

Private Limited）が設立され、毎朝の実際の取引金利に基づく銀行間オーバーナイト金利を管理している。

一定期間において、為替基準及びルピーの金利基準の管理も提案された。

当行のような公認ディーラーは、インド準備銀行のガイドラインに従ってオープン・ポジション及び満期
ギャップに関する上限を決定しなければならず、これらの上限はインド準備銀行により承認される。

 

金の換金スキーム及びソブリン金貨債

2015年10月、インド準備銀行は、金の換金スキームに関するガイドラインを発表した。ガイドラインにおい
ては、銀行が金預金を集め、これらの金預金に対する貸付を行うことが認められている。金の換金スキームに
基づく一度の預金の最低額は、原料金30グラムで、貸借対照表上の負債として扱われる最低１年から３年の短
期銀行預金、５年から７年の中期預金及び12年から15年の長期預金がある。中期及び長期預金は、中央政府の
負債となる。

預金者の選択による中期及び長期預金の償還は、預託された金の価値相当額のインド・ルピー又は金そのも
ののどちらによっても可能である。

インド準備銀行はまた、法定流動性比率の計算に適するソブリン金貨債への投資に関するガイドラインを発
表した。当該債券は、貸付の担保としても利用することができる。
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外国為替及びクロスボーダー業務取引に適用される規制

銀行により行われる外国為替及びクロスボーダー取引は、外国為替管理法の規定に従わなくてはならない。
銀行は、リスク・ベースの手法を用いて、あらかじめ設定された規則に従い、顧客の取引を監視しなければな
らない。取引監視システムは、不自然な取引の特定、かかる取引に関する注意義務の行使、並びに疑わしいと
確認された場合は、各法域における金融情報機関に対する報告を念頭に置いている。当行の取引監視システム
は、定期的に見直され、適切な反マネーロンダリング・ソフトウェア技術ソリューションにより補強される。

インド準備銀行は、海外からの商業借入及び貿易金融に関するガイドラインを随時発表する。海外からの商
業借入に関する統合ガイドラインは、インド準備銀行の海外からの商業借入、貿易金融、公認ディーラー及び
公認ディーラー以外の人物による外貨建ての借入及び貸付に関する標準指針並びに1999年外国為替管理法（そ
の後の改正を含む。）に基づく報告に関する標準指針によりカバーされている。ガイドラインは、銀行を含む
金融仲介機関が借入に対する海外の貸付人の利益になるような借入金を調達するか、又は保証を提供すること
を認めていない。適格な借入人（主として企業）は、新規及び拡大プロジェクトへの資本財の輸入等の投資の
ために、またインフラ部門の為替の需要を満たすために借入金を調達することができる。海外からの商業借入
によって調達した手取金もまた、海外のジョイントベンチャー及び完全子会社に対するインドの直接投資に関
する既存のガイドラインに従って、ジョイントベンチャー及び完全子会社に対する海外直接投資に利用するこ
とができる。海外からの商業借入の手取金を、貸付、資本市場投資、インド国内での合併又は不動産投資（統
合された自治体を含む。）に利用することはできない。

2015年９月、インド準備銀行は、インド居住者の借入人が、一定の条件の下、海外の貸付人とローン契約を
締結した後に、ルピー建貿易金融を調達することを許可した。さらに、海外のルピー建貿易金融の貸付人は、
現在、オンショア市場において認められたデリバティブ商品を通じて、ルピー建エクスポージャーをヘッジす
ることができる。

借入人は、既存の海外からの商業借入を借り換える目的で、海外からの商業借入を増やすことは認められて
いる。しかしながら、このことは、インドの銀行の海外支店／子会社については認められていない。

2015年11月、インド準備銀行は、海外からの商業借入に関する改訂枠組みを発表した。改訂枠組みの主要な
特徴には、海外からの商業借入の最終用途に関する制限の緩和、貸付人が通貨リスクを負担するインド・ル
ピー建借入金への緩やかなアプローチ、政府系ファンド、年金基金及び保険会社を海外の貸付人リストに含め
るための当該リストの拡大並びに最短満期が平均３年間の、20百万米ドルから50百万米ドルまでの少額の、海
外からの商業借入に対する上限の引上げ等がある。当該枠組みは、１）トラックⅠと称される最短満期が平均
３年から５年の中期外貨建借入金、２）トラックⅡと称される最短満期が平均10年の長期外貨建借入金、及び
３）トラックⅢと称される最短満期が平均３年から５年のインド・ルピー建借入金の３つの構成要素から成
る。インドの銀行の海外支店及び子会社による貸付は、中期借入（トラックⅠ）に関してのみ許可されてい
る。トラックⅠに基づく全費用の上限は、満期が平均３年から５年である借入については、LIBORプラス300
ベーシスポイント、満期が平均５年超である借入については、LIBORプラス450ベーシスポイントである。ト
ラックⅡに基づく全費用の上限は、ベンチマークを500ベーシスポイント超える最大スプレッドであり、ま
た、トラックⅢに基づく費用は、市況に沿っていなければならない。インフラ部門の会社、銀行以外のインフ
ラ金融会社、銀行以外の資産運用会社、持株会社及びコア投資会社は、上記枠組みのトラックⅠに基づき、最
短満期は平均５年、かつ100％がヘッジ対象の海外からの商業借入を調達することができる。

2015年９月、インド準備銀行は、海外市場におけるインド・ルピー建債券の発行に関するガイドラインを発
表した。ガイドラインに従い、海外からの商業借入を調達することのできるインドの会社に対して、かかる債
券の発行が許可されている。会社の他に、不動産投資信託及びインフラ投資信託は、ガイドラインに従い借入
を行うことができる。当該債券は、金融活動作業部会（FATF）に準拠した管轄地域において発行することがで
きる。これらの債券の最短満期は５年であり、その最終用途に対する唯一の制限は、土地、資本市場エクス
ポージャー及び不動産の購入を含む活動に係るネガティブリストである。
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2016年４月、インド準備銀行は、インド企業による海外でのルピー建債券の発行に関する改訂枠組みを発表
した。海外におけるルピー建債券の発行は、随時通知される、企業の債務の外国からの投資に関して許可され
ている合計上限の範囲内で行われる。現行の上限によれば、事業体がこれらの債券の発行により１会計年度中
に自動ルートで借り入れられる金額は、最大50十億ルピーである。50十億ルピーを超える借入の提案には、イ
ンド準備銀行の事前の承認が必要である。ルピー建債券は特定の国においてのみ発行することができ、特定の
国の居住者によってのみ引き受けられる。これらの債券の最短満期は、対外ポートフォリオ投資ルートを通じ
た社債への外国投資に関する満期ガイドラインに沿って、３年に設定されている。

 

インドの銀行による外貨借入

インド準備銀行は、減損されていないTier１資本の100.0％又は10百万米ドルのいずれか高い方を上限とし
て、銀行による海外支店及びコルレス銀行からの資金の借入（輸出信用のための借入、海外からの商業借入及
び本店／ノストロ口座からの当座貸越を含む。）を認めた。

インド準備銀行が発表した、インドの銀行による外貨借入に関連する規制及びガイドライン（その後の改正
を含む。）は、リスク管理及び銀行間取引に関するマスターサーキュラーに統合された。前述の上限の対象に
は、インドのすべての事務所及び支店によるそれらのすべての海外支店又はコルレス銀行からの借入の合計額
並びに国内の金貸付に対する融資のための金による海外借入も含まれる。インド準備銀行の個別の承認を受け
た革新的永久債及びその他の海外からの借入により調達された資本金は、引続き減損されていないTier１資本
の100.0％の制限から除外される。2015年７月、インド準備銀行は、各銀行に対して、インド準備銀行の事前
承認なしに国際／多国間金融機関から借入を行うことを許可した。

 

情報技術及びサイバーセキュリティー

インド準備銀行は、2011年４月に、情報のセキュリティー、エレクトロニック・バンキング、技術リスク管
理及びコンピュータ・ネットワーク上の詐欺に係るガイドラインを発表した。当該ガイドラインは「汎用的」
ではないものの、当該ガイドラインの実施はリスク・ベースであり、かつ、銀行が従事する事業活動の性質及
び範囲、銀行において一般的な技術環境並びに技術によりもたらされる業務プロセスへのサポートに応じてい
なければならない。当該ガイドラインは、情報技術に関する９つの対象分野（すなわち情報技術管理、情報の
セキュリティー、IT運用、ITサービス委託、情報システムの監査、コンピュータ・ネットワーク上の詐欺、業
務継続計画、顧客教育及び法的問題）を網羅している。当該ガイドラインの実施は、経営陣により継続的に監
視される。

さらに2016年６月、インド準備銀行は、銀行に対して、事業の複雑さの水準及び許容可能なリスクの水準を
考慮した、コンピュータ・ネットワーク上の脅威に対抗するための適切なアプローチを含むサイバーセキュリ
ティー方針の整備を義務付ける指針を発表した。サイバーセキュリティー方針は、より広範なIT方針とは区別
され、当該方針に規定されるべき点には、継続的な監視についての取決め、包括的なネットワーク及びデータ
ベースのセキュリティー、顧客情報の保護、コンピュータ・ネットワーク上の危機管理計画、サイバーセキュ
リティーの強化、組織的な取決め並びに幹部役員／経営陣間のサイバーセキュリティーに関する認識が含まれ
る。

 

法定準備金規制

現金準備率

銀行は、銀行間預金を除いて、有する普通及び定期預金の純額に対する一定割合を、自行での現金準備及
びインド準備銀行への当座預金の形で、保有しなければならない。2006年インド準備銀行（改正）法案の成
立を受けて、現金準備率の下限及び上限（以前はそれぞれ3.0％及び20.0％）が撤廃された。下記の債務
は、現金準備率を決定する際の普通及び定期預金の計算から除かれている。

・　銀行間預金

・　公認ディーラーに対する預金

・　銀行に対して再融資することができるインド準備銀行及び銀行からの再融資

・　下位Tier１資本として扱われる永久債
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2013年２月９日を開始日とする２週間から、現金準備率は(ⅰ)銀行の払込済資本、準備金及び預金残高、
(ⅱ)所得税の引当金純額、(ⅲ)請求に対して預金保険信用保証会社から受領し、また調整前の銀行が有する
額、(ⅳ)追加的な負債の発生及び損益計算書から生じる特定の負債とは異なる引当金並びに(ⅴ)オフショア
銀行ユニットに係る普通預金及び定期預金の額を含む（が、これらに限定されない。）除外項目に係る調整
後の普通預金及び定期預金の純額の４％に変更された。インド準備銀行は、現金準備率残高に対して金利を
支払っていない。

現金準備率は、２週間の平均基準に基づいて維持されていなければならない。2013年７月、インド準備銀
行は、為替レートの変動を安定させる規定の一部として、その２週間の内のいかなる日における現金準備率
も最低70.0％とする１日の現金準備率の要件を99.0％まで引き上げた。2013年９月、為替レートの変動の安
定を受け、１日の最低現金準備率は95.0％に引き下げられた。2016年４月、インド準備銀行は、2016年４月
16日に開始する２週間以降、当該要件をさらに90.0％まで引き下げた。

 

法定流動性比率

現金準備率に加えて、銀行は、その普通及び定期預金の純額に対する一定割合を、現金、金又は承認され
た無担保の証券等の流動資産の形で維持しなければならない。2015年10月、インド準備銀行は、ソブリン金
貨債への投資も法定流動性比率の計算に含めることを認めた。2017年度において、法定流動性比率は、
21.5％から四半期ごとに25ベーシスポイントずつ漸減され、2016年４月２日付で21.25％、2016年７月９日
付で21.0％、2016年10月１日付で20.75％、2017年１月７日付で20.50％となった。2017年６月、法定流動性
比率は、2017年６月24日付でさらに20.0％まで引き下げられることとなった。

 

流動性カバレッジ比率

2014年６月、インド準備銀行は、流動性基準－流動性カバレッジ比率、流動性リスク監視ツール及び流動
性カバレッジ比率開示基準に関するバーゼルⅢ取組みを導入するためのガイドラインを発表した。ガイドラ
インに従い、銀行は、特定の規定されたストレス状態における、翌30暦日に係る純キャッシュ・アウトフ
ロー総額に対する質の高い流動資産の残高の比率である、最低流動性カバレッジ比率を維持しなければなら
ない。流動性カバレッジ比率は、30日間継続する仮説上のストレス期間においても深刻な流動性に関する要
件を達成することができる、十分な水準の負担のない質の高い流動資産を銀行に維持させることが確保でき
るよう規定している。当該ガイドラインは、2015年１月１日から60.0％の最低流動性カバレッジ比率で適用
が開始され、2019年１月１日から段階的に100.0％まで増加される。

上述したとおり、インド法及び諸規則の下、インドの銀行には、規定された比率（現在は20.0％）以上の
法定流動性比率を維持することが求められる。法定流動性比率は、銀行の普通預金及び定期預金に対する銀
行の流動資産（現金、金又は適格かつ担保権を設定されていない有価証券等（以下「法定流動性比率証券」
という。））の比率として算出される。法定流動性比率証券には、インド中央政府債及びインド州政府に
よって発行された特定の有価証券が含まれる。さらに、2014年11月に発表された流動性基準に関するガイド
ラインに従い、インド準備銀行は、特定のストレス状態において、ハイレベルで質の高い流動資産として分
類される特定の証券に対する緊急流動性枠を銀行が利用することを認めている。流動性カバレッジ比率のた
めの流動性利用ファシリティと呼ばれるこのファシリティは、インド準備銀行によって運用されている。
ファシリティの利用は、銀行の流動性カバレッジ比率に含まれる。法定流動性比率はバーゼルⅢ流動性基準
の一部ではないものの、銀行の法定流動性比率証券の一部は、インド準備銀行の流動性カバレッジ比率のガ
イドラインにおける質の高い流動資産として認識される。
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インド準備銀行は、銀行に対して、(ⅰ)インド準備銀行の限界貸出金利において流動性を利用することの
できる有価証券につき、銀行の普通預金及び定期預金の純額の2.0％まで、(ⅱ)インド準備銀行の流動性カ
バレッジ比率のための流動性利用ファシリティの下、流動性を利用することのできる有価証券につき、追加
的な銀行の普通預金及び定期預金の純額の5.0％まで、並びに(ⅲ)2016年７月にさらに4.0％まで増加した、
義務的法定流動性比率要件内の流動性カバレッジ比率のための流動性利用ファシリティの下、普通預金及び
定期預金の純額の3.0％までの価値を有する法定流動性比率証券を、流動性カバレッジ比率におけるハイレ
ベルで質の高い流動資産として認識することを許可する。したがって、銀行は、法定流動性比率証券を構成
する普通預金及び定期預金の純額のうち、合計11.0％をハイレベルで質の高い流動資産として認識すること
ができる。バーゼルⅢ流動性基準においては国のソブリン債のみが含まれることに対して、インド準備銀行
のガイドラインの下では、法定流動性比率証券には、ハイレベルで質の高い流動資産としても認識される、
特定のインド州政府債も含まれる。インドの銀行は、通常、その法定流動性比率債の多くを、バーゼルⅢ基
準の下でハイレベルで質の高い流動資産とみなされるインド中央政府債への投資の形で保有する。

2016年１月１日以降、流動性カバレッジ比率基準、流動性リスク監視手段及び流動性カバレッジ比率開示
基準が、インドの銀行に対して連結ベースで適用されている。

 

安定調達比率

2015年５月、インド準備銀行は安定調達比率に関してガイドライン草案を発表した。かかる比率は、銀行
に、継続的により安定した資金源から自らの業務への投資を行うことを義務付けることにより長期にわたる
耐性を促進する。ガイドラインに従い、安定調達比率は、必要な安定調達額に対する利用可能な安定調達額
と定義される。銀行は、継続して100.0％以上の水準を保たなくてはならない。かかるガイドラインは、
2018年１月１日から適用される予定である。

 

持分制限

インド政府はインドの銀行に対する外国人の持分を制限している。当行のような民間銀行に対する外国人の
持分合計は、払込済資本の74.0％を超過してはならず、また証券市場を通じてポートフォリオ投資制度の下で
外国機関投資家により保有される株式は、払込済資本の49.0％を超過してはならない。

2009年２月、インド政府は、インド企業への直接的及び間接的な外国投資の総額を計算するためのガイドラ
インを発表した。このガイドラインに従って、インドの株主によって過半数を所有されず、支配されていない
インド企業における海外保有株式は、かかるインド企業の被投資企業（個別に特定の規制が存在する、保険部
門における被投資企業を除く。）における海外保有株式を算出する際に考慮に入れられる。当行のようなイン
ドの民間部門銀行は、74.0％を上限とした外国資本が認められているため、これは当行を含むインドの民間部
門銀行及びその子会社によって行われるその他の企業への投資に影響を及ぼすであろう。これについては、イ
ンド人の株主が、外国人による74.0％を上限とした所有制限の遵守を目的としたものとみなされるかどうかの
評価も要求される。しかしながら、これは当行の保険子会社に対する当行の投資には影響しない。

2016年度において、インド政府は、銀行を含むインドの会社に対する外国投資に構成上限を設け、これによ
り、直接投資及びポートフォリオ投資に関するサブ・リミットを統合した。外国人による銀行の保有割合の全
体的な上限は、引続き74.0％であった。さらに、2016年５月、インド準備銀行は、民間部門銀行の株主持分に
関する改訂ガイドラインを発表した。ガイドラインは、以下のとおり定めている。

・　個人事業体及び非金融会社は10.0％を上限として民間部門銀行の株主持分を保有することができる。

・　多様化されていない非上場金融機関は15.0％を上限として保有することができる。

・　政府を含む十分に多様化された上場金融機関は40.0％を上限として保有することができる。

・　国内又は海外の事業体による資本注入を通じた発起人／非発起人による高額の出資には、インド準備銀
行の承認を要する。
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議決権の上限は15.0％である。ただし、5.0％以上の株主持分／議決権を取得する場合には、インド準備銀
行の事前の承認が必要である。「－(1) インドの金融部門の概要－(m) 構造改革－(ⅴ) インドにおける銀行
の取締役会管理に関する報告書」も参照のこと。

 

持株会社

2011年度政策報告書において、インド準備銀行は、持株会社のストラクチャーを導入する際のロードマップ
作成のため、政府、多方面の監督機関及び銀行からの各代表者によるワーキング・グループを構成したことを
発表した。ワーキング・グループの報告書は、2011年５月に公表され、報告書において、特に大規模な金融グ
ループは、個別の規制の枠組みを有する金融持株会社の構造をとる利点があるという重要な提案がなされてい
た。

インド準備銀行は、新たな民間部門銀行免許に関するガイドラインにおいて、かかる免許の発行に基づくす
べての新たな銀行に対し、金融持株会社の構造で設立することを義務付けた。「－(1) インドの金融部門の概

要－(m)構造改革－(ⅱ) 銀行業務システムに関する審議文書」も参照のこと。

 

配当の支払制限

銀行規制法により、銀行は、配当を宣言する前に、資本支出の完全な償却及び開示された年間利益の20.0％
の準備金勘定への繰入を義務付けられている。

銀行は、以下の健全性要件を満たした場合に配当を宣言することができる。

・　過去２年間及び当該銀行が配当金を宣言しようとする会計年度の自己資本比率が9.0％以上であるこ
と。

・　純不良資産比率が7.0％未満であること。

・　現行の規制及び資産の減損、従業員退職金、利益の法定準備金への繰入等に対する適切な引当金の設定
等に関してインド準備銀行により発行された広く行き渡っている規則及びガイドラインを銀行が遵守し
ていること。

・　予定配当金が当期利益から支払われること。

・　インド準備銀行のバーゼルⅢガイドラインの下、銀行は、最低資本要件に従っており、資本配分の規制
を避けるため、資本保全バッファーを最低要件以上に維持しなければならない。資本保全バッファー
は、インド準備銀行により規定されているとおり、2016年３月31日から段階的に導入され、2019年３月
31日までに導入が完了する。インド準備銀行は、資本保全バッファーの枠組みが有効となれば、銀行に
よる配当金支払が、上記ガイドラインの適用により管理されると明確にしている。銀行が２年連続上記
の自己資本比率要件を満たしていない場合であっても、当該銀行が配当金の宣言を予定している会計年
度において自己資本比率が9.0％以上であり、かつ純不良資産比率が5.0％未満であるときには、配当金
の宣言を行うことができる。上記規制の下で配当金を宣言することができる銀行は、以下の制限に従う
ことを条件として配当金の宣言を行うことができる。

・　配当金支払比率（当期純利益に対する年間の支払配当金の割合として算出される。）は、40.0％を超過
してはならない。配当金支払比率の最大許容範囲は、過去３年間の毎年の自己資本比率及び純不良資産
比率に応じ、銀行により異なる。銀行は、配当金を宣言するために、連続した３年間（銀行が配当金を
宣言しようとする会計年度を含む。）において9.0％の最低自己資本比率及び7.0％未満の純不良資産比
率を有していなければならない。純不良資産比率が3.0％未満の銀行は、その３年間の自己資本比率が
11.0％以上の場合には35.0％を上限として、自己資本比率が10.0％以上の場合には30.0％を上限とし
て、自己資本比率が9.0％以上の場合には25.0％を上限として配当金を宣言することができる。純不良
資産比率が3.0％から5.0％の銀行は、11.0％、10.0％及び9.0％の３年間の自己資本比率に対して、そ
れぞれ25.0％、20.0％及び15.0％を上限として配当金を宣言することができる。同様に、純不良資産比
率が5.0％から7.0％の銀行は、11.0％、10.0％及び9.0％の３年間の自己資本比率に対して、それぞれ
15.0％、10.0％及び5.0％を上限として配当金を宣言することができる。

・　当該期間の収益に特別利益が含まれる場合、支払比率は、健全な支払比率を遵守するためにその特別利
益を控除した後に算出されなければならない。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

153/647



・　銀行が配当金を宣言する会計年度に係る財務書類に法定監査人による当期の収益に悪影響を及ぼす可能
性がある限定意見が付されていてはならない。そのような限定意見が付されている場合には、純利益
は、配当金支払比率を算出する上で、適切に調整される。

 

銀行の業務停止、再建及び合併

インド準備銀行は、インド政府に対し、銀行の業務停止を申請することができる。インド政府は、インド準
備銀行の申請を検討した上で、当該銀行に対する訴訟手続の開始につき最長６ヶ月間の停止命令を言い渡すこ
とができる。当該停止期間中、(a)公共の利益のため、(b)預金者の利益のため、(c)銀行の適切な経営を確保
するため又は(d)国全体の銀行システムの利益のために、インド準備銀行は、銀行の再建又は他行との合併の
計画を作成することができる。銀行の再建又は他行との合併を伴う場合、インド準備銀行は、インド政府に許
可を得るために当該計画を提出する前に、計画草案についての提案及び異議申立てを受付ける。中央政府は、
修正の有無にかかわらず、当該計画を承認することができる。法律上かかる銀行の株主又は債権者の承認を必
要としない。インド準備銀行は、民間部門銀行の合併に関するすべての規制を、標準指針（2016年民間部門銀
行の合併に関する指針）に統合した。

 

民間銀行間及び銀行と銀行以外の金融会社の間の合併に対する規制

2016年４月、インド準備銀行は、民間銀行間の合併及び銀行と銀行以外の金融会社の間の合併に関する改訂
ガイドラインを発表した。ガイドラインでは、特に、合併の根拠、合併から生じる組織的利益及び合併した事
業体の利益の調査が重視されている。２つの民間銀行の合併に関して、ガイドラインによると、当該２つの銀
行の取締役会による承認の後、合併計画案が両銀行の株主の３分の２の多数で承認されなければならない。計
画案は、合併する銀行の評価額、収益性及び自己資本比率に対する合併の影響をも考慮し、合併後の取締役会
がインド準備銀行の基準に沿うことを実証しなければならない。承認された計画は、提案された合併の草案文
書、関連するすべての通知及び証明書、スワップ率、株価等の他の文書とともにインド準備銀行に提出され、
銀行規制法に従って評価及び承認される必要がある。銀行と銀行以外の会社との合併に関しては、銀行以外の
会社が銀行との合併を提案されている場合、銀行は、合併計画が銀行の取締役会及び銀行以外の金融会社の取
締役会により承認された後、当該計画が承認のために裁決機関に提出される前に、インド準備銀行の承認を得
なければならない。「－その他の法令－インド競争法」も参照のこと。

 

信用情報機関

インド国会により、2005年信用情報会社（規制）法が制定された。その法律に従い、銀行等のすべての金融
機関が信用情報機関のメンバーとなり、信用情報機関により金融機関に必要とされる、その金融機関との信用
関係を築いている個人又はグループに対する信用情報を、信用情報機関へ報告しなければならない。その他の
金融機関、信用情報機関及びインド準備銀行が指定したその他の主体は、公開された信用情報を利用すること
ができる。インド準備銀行は、カバレッジ及び信用情報の強化を目指しており、本件に関する委員会を組織し
た。当該委員会は、2014年３月に提案を提出しており、その提案には、信用情報会社に対して信用情報を提供
するための標準化されたデータ形式、信用度の共通分類及び信用情報会社による成功事例が含まれていた。
2014年６月、いくつかの提案がインド準備銀行により承認され、それらに応じてガイドラインが発表された。
最近では、2016年６月に、インド準備銀行が、銀行に対し、借入人のコマーシャル・ペーパー及びヘッジされ
ていない外貨エクスポージャーへの投資に係る情報を信用情報会社に知らせることを義務付けるガイドライン
を発表した。
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金融安定性及び開発審議会並びに金融部門法制改革委員会

2011年度、インド政府は、金融安定性及び開発審議会という名称の最高レベルの組織を設置した。当該組織
は、独立した組織であり、規制を監督し、金融安定性を維持するためのメカニズムを強化する。当該組織は、
経済のマクロ・プルデンシャルな統括を監視し、巨大な金融コングロマリットとしての機能は、規制間での調
和の問題に取り組み、ファイナンシャル・リテラシー及び金融包括活動を重要視する。政府はまた、金融部門
の法律を再検討し、金融部門の要求が法律に反映されるよう、金融部門法制改革委員会を組織した。委員会
は、2013年３月に報告書を提出し、金融部門を統制する異なる法律を統合するインド金融法を提案した。当該
枠組みは、顧客保護、規制、資本管理、システム上のリスク及び決議等の要素を含む。当該法律では、インド
準備銀行が銀行システム及び支払システムを規制し、インド統合金融機関が保険業規制開発委員会やインド証
券取引委員会等その他すべての既存の金融部門規制機関を組み込むような規制システムに移行することも提案
している。

2010年８月、国会は、2010年有価証券及び保険法（改正及び検証）案を可決した。当該法案は、規制当局間
の紛争を解決するための仕組みを提供するものである。委員会は、財務大臣を委員長、インド準備銀行総裁を
副委員長とし、インド証券取引委員会、保険業規制開発委員会、年金基金規制開発局の各委員長、並びに経済
局長及び金融サービス局長により構成され、かかる紛争に最終判決を下す。

 

金融機関の破綻処理制度

金融安定性及び開発審議会は、金融機関の破綻処理制度の強化について検討する高水準のワーキング・グ
ループを構成した。当該ワーキング・グループは、2014年５月に報告書を提出した。当該グループの主要な提
案には、関連する金融部門の規制機関と調整の上、破綻枠組みの導入に責任を持つ、独立した金融機関の破綻
処理機関の設立を含む。金融機関の破綻枠組みは、法的強制力があり、銀行、銀行以外の金融会社及び金融コ
ングロマリットを含むすべての金融機関を対象とする。当該枠組みは、流動性、買取り及び引受け、既存の債
権者の株主への転換及び一時的な公的所有等を含む救済措置の一通りの手段を確認する。当該破綻枠組みは、
納税者からの資金の利用を避け、株主及び無担保債権者への損失の負担を保証する。金融機関が困難に陥り、
システム上重要であると考えられる場合、その他すべての選択肢が上手くいかなければ、政府がその金融機関
を管理するというのが破綻の最終的な選択肢となる。2017年度の連邦予算で、政府は、2017年度内に、金融機
関の破綻処理に関する包括規定が、法案としてインド国会に提案されると表明した。この規定は、銀行、保険
会社及び金融部門の事業体の破綻状態に対処するための特殊な破綻処理メカニズムを定めている。

 

インド準備銀行による早期是正措置

2002年12月、インド準備銀行は、自己資本比率、純不良資産及び総資産利益率に関する特定のトリガーが生
じた銀行に対して講じる構築措置に係るガイドラインを発表した。インド準備銀行による構築措置には、銀行
のリスク加重資産の増加、配当の支払い及び新規事業への参入に対する制限が含まれる可能性がある。

インド準備銀行は、2017年４月１日付で、銀行のための早期是正措置の枠組みを改正した。改訂ガイドライ
ンによると、銀行は、規定されるパラメーターのいずれかに違反していることが発覚した場合、どの時点にお
いても当該枠組みの対象となる可能性がある。早期是正措置の行使に係る主要な基準には、(ⅰ)自己資本比率
が10.25％未満となること及び／若しくは普通株等Tier１比率が6.75％未満となること、(ⅱ)純不良資産比率
が6.0％超となること、(ⅲ)連続した２年間において総資産利益率がマイナスとなること又は(ⅳ)レバレッジ
比率が4.0％未満となることが含まれる。違反の程度により、銀行は３つのリスク限度に分類され、これに基
づき事業の拡大が制限され、解決に向けた強制措置を講じることが義務付けられる。普通株等Tier１が
3.625％未満というリスク限度に違反した銀行については、合併、再構築及び解散といった方法を通じた解決
が考慮される。
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取扱代理業者の利用に関する規制

銀行の出先機関の増加及び金融包括の拡大の保証を目的として、インド準備銀行は、2006年１月、銀行及び
金融サービスを提供する銀行が取扱代理業者を利用するガイドラインを発表した。取扱代理業者とは、銀行が
その支店以外の場所において、銀行業務提供目的で利用する代理業者をいう。取扱代理業者により、銀行は、
レンガ及びモルタル造りの支店設立が必ずしもあらゆる地域において実行可能でない可能性があるため、低コ
ストで限られた範囲の銀行業務を提供することができる。銀行は、自らが利用する取扱代理業者の懈怠及び委
託行為に対して、全責任を負う義務があり、代理リスクを最小化するため、デュー・ディリジェンスを実施し
なくてはならない。2006年１月に取扱代理業者モデルが導入された際、取扱代理業者として行為することを許
可された事業体には、退職した銀行員、退職した教員、小規模の独立した食料雑貨品店、医療及び公正価格の
個人店主等の個人並びにその他特定の個人が含まれていた。非個人事業体には、協会法／信託法に基づき設立
された非政府機関又は小規模金融機関、相互援助協会法又は州協会法に基づき登録された協会、非営利目的会
社及び郵便局が含まれていた。また、2010年９月以降、銀行は、大規模かつ広範な小売店を有し、会社法に基
づき登録された会社（銀行以外の金融会社を除く。）を、当該許可以前に許可を受けた個人／事業体の他に、
取扱代理業者として利用することを認められている。2014年６月、インド準備銀行は、預金預かりをしない銀
行以外の金融会社に対しても、取扱代理業者として任命することを認めた。さらに、取扱代理業者のチャネル
を拡大するため、2014年４月、インド準備銀行は、銀行の取締役会に少なくとも６ヶ月に１回、取扱代理業者
に対する業務及び報酬支払いを見直すよう求めるガイドラインを発表した。2016年４月に発表された金融政策
綱領において、インド準備銀行は、取扱代理業者を登記することを提案した。

 

モバイル・バンキングに関する規制

インド準備銀行は、インドの銀行に、その顧客に対してモバイル・バンキングを提供することを許可した。
かかるサービスは、国内市場におけるインド・ルピーに基づいた取引においてのみ提供される。顧客口座への
借方計上を含む取引は、取引実行のため２つのレベルの認証を必要とする。2014年12月、インド準備銀行は、
複数の手段による個人暗証番号（PIN）の開発を含むモバイル・バンキングへの簡便な登録の提供を銀行に求
めるガイドラインを発表した。2015年12月、インド準備銀行は、2016年３月31日までにすべてのATMにおいて
モバイル・バンキングの顧客登録機能を利用可能にするため、銀行に対し、ナショナル・ファイナンシャル・
スイッチ（National Financial Switch）に参加することを義務付けた。

 

収益の計算及び開示に関する基準

2015年３月、直接税中央委員会（Central Board of Direct Taxes）は、課税所得の計算に関するガイドラ

インを規定している収益の計算及び開示に関する基準（ICDS）を通知した。これらのガイドラインは、当行の
会計帳簿を維持するためのものではない。これらのガイドラインは、当行を含め、収益の計算において発生主
義会計を踏襲するすべての納税者に適用される。1961年所得税法の規定と、税務当局により定められた収益の
計算及び開示に関する基準の規定との間に相違がある場合、所得税法の規定が優先する。税務当局により発表
され、会計方針に関連するガイドラインの対象となる広範な分野には、棚卸資産、建設契約、収益認識、有形
固定資産、外国為替の変動による影響、政府助成金、有価証券、借入費用、偶発債務及び偶発資産の評価が含
まれる。これらのガイドラインは、以前は2015年４月１日付で効力発生する予定であったが、直接税中央委員
会が収益の計算及び開示に関する基準の実施を、2016年４月１日まで延期した。

 

銀行規制法の要件

禁止業務

銀行規制法は、銀行が従事することのできる事業活動を指定している。銀行は、かかる指定事業以外の業
務を行うことができない。
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準備金基金

インドで設立されたいかなる銀行も、準備金基金を設けなければならず、当該銀行は、配当前の各年度利
益の25.0％以上を準備金基金へ繰入れなければならない。この勘定から充当がある場合には、当該銀行は、
21日以内に、インド準備銀行に対し当該充当が生じた理由の説明とともにその事実を報告しなければならな
い。インド政府は、インド準備銀行の推薦により、特定の銀行の当該準備金基金に関する要件を免除するこ
とができる。

 

株式資本及び議決権の制限

銀行は、普通株式のみを発行することができる。銀行規制法は現在、銀行のいかなる株主も、当該銀行の
総株主の総議決権の15.0％を超えて投票による議決権を行使することができない旨を定めている。

2006年に、インド国会はインドの公共部門銀行に関する法律を改正し、これにより公共部門銀行による優
先株式の発行及び株式の優先割当又は私募が可能となった。現在の規定によると、インドの民間部門銀行
は、優先株式を発行することができない。すべての銀行による償還可能優先株式及び非償還優先株式の発行
を可能にするための銀行規制法改正案が、インド国会に提出されている。合併以前において、ICICIは、3.5
十億ルピーの2018年に償還することができる優先株式資本を発行していた。インド政府は、インド準備銀行
の推薦に基づき、当行に対し、これらの株式の償還期限まで、当行の資本構造に優先株式を含めることを可
能とする免除を与えた。

インド準備銀行からの通知に従い、2013年度における銀行規正法の改正は、議決権の上限を10.0％から
26.0％へと、段階的に増加させた。インド準備銀行は、議決権の上限を15.0％と通知している。「－(1) イ

ンドの金融部門の概要－(m)構造改革－(ⅰ) 銀行規制法の改正」も参照のこと。

2015年11月、インド準備銀行は、民間部門銀行の株式又は議決権を5.0％以上取得する場合には、事前の
承認が必要であることを明示した。民間銀行の払込済株式資本を5.0％以上保有する株主は、銀行にその
「適格」な地位についての宣誓書を提出しなければならない。既存の大株主による持分合計10.0％までの新
たな取得の場合は、インド準備銀行の承認を要しない。

 

法定報告及び検査手続

インド準備銀行は、1949年銀行規制法及び1934年インド準備銀行法の様々な規定の下、インドの銀行シス
テムを監督する責任を有する。この責任は、地方銀行を除くすべての商業銀行に対し、インド準備銀行の銀
行監督部門により果たされている。監督枠組みは、徐々に発展し、インド準備銀行は、バーゼルの「効果的
な銀行監督の基本方針」に従い革新的に動いている。既存の監督枠組みは、リスクに基づく監督枠組みの確
立に向けて修正されている。

当該枠組みは、インド準備銀行が、各銀行に対し、そのリスク構造に基づく異なる監督を適用すること
で、銀行に対する監督プロセスをより効率的かつ効果的にすることを目的としている。銀行のリスクに関す
る詳細な質的及び量的評価は、監督官により継続的に行われ、インド準備銀行により、リスク評価報告書が
発表される。インド準備銀行は、当該枠組みの下、指定された銀行との唯一の窓口となる上級監督幹事を任
命した。

当行は、2013年度から当該枠組みに基づく監督を受けている。リスク評価報告書は、当行による対応に関
する報告書と併せて、当行の取締役会に提出されなければならない。ICICIバンクは、当行の取締役会によ
る承認を経て、当行による対応に関する報告書をインド準備銀行へ提出しなければならない。インド準備銀
行は、代表取締役兼最高経営責任者を含む当行の経営陣と報告書に関する審議を行うこともある。「－貸倒
引当金及び不良資産－資産分類」も参照のこと。
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取締役会議長及びマネージング・ディレクター並びにその他の取締役の任命及び報酬

当行は、当行の取締役会議長及びマネージング・ディレクター並びにその他の業務執行取締役の任命及び
報酬の決定に際し、事前にインド準備銀行の承認を得る必要がある。インド準備銀行は、取締役会議長、マ
ネージング・ディレクター及びその他の業務執行取締役の候補者を、公益、預金者の利益又は当行の適切な
経営の観点から拒否する権限を有する。さらに、インド準備銀行は、当行に関連する問題を審議するために
当行の取締役会の開催を命じ、当該取締役会におけるオブザーバーを指名し、また一般的に、必要とみなす
経営陣の変更を行うことができ、かつ新たな取締役を選任するために当行の定時株主総会の招集を命じるこ
とができる。当行は、他の銀行の取締役である者を取締役として任命することはできない。インド準備銀行
は、銀行の取締役としての適格要件に関するガイドラインを発表している。当行の取締役は、これらのガイ
ドラインの要件を満たさなければならない。

2012年１月13日、インド準備銀行は、常勤取締役／最高経営責任者／リスクテイカー並びに民間部門及び
インド国内で業務を行っている外資系銀行の管理部門スタッフの報酬に関するガイドラインを発表した。か
かるガイドラインには、報酬の効果的な管理、リスク負担と報酬の調整並びに利害関係者による効果的な監
視及び従事に関する指針が含まれている。

2015年６月１日、インド準備銀行は民間部門銀行の非業務執行取締役の報酬に関するガイドラインを発表
した。ガイドラインに従い、取締役会は、報酬委員会との協議の上、（非常勤の非業務執行取締役以外の）
非業務執行取締役のための包括的な報酬方針を形成し、適用しなければならない。かかる方針において、取
締役会は、銀行が得た利益に基づいた利益に関連した手数料の形で、報酬の支払いを行うことができる。か
かる報酬は、各取締役につき年間1.0百万ルピーを超えてはならない。さらに、民間部門銀行は、1949年銀
行規制法第10条B（1A）（ⅰ）及び第35条Bに基づき非常勤の非業務執行取締役に対して報酬を支払う際に
は、インド準備銀行の事前の許可の取得が必要となる。

2017年５月、インド準備銀行は、銀行の最高財務責任者及びチーフ・テクノロジー・オフィサーの役職へ
の応募を求め、これらの役職に就くにあたって最低限必要となる資格要件及び経験について規定するガイド
ラインを発表した。

 

罰則

インド準備銀行は、銀行及びその従業員に対して、銀行規制法に基づく規制に違反した場合には、罰則を
課すことがある。罰則は、一定額の罰金である場合や、規制違反に含まれる金額に関連する場合もある。罰
則には、懲役刑もあり得る。

 

インドにおいて保有されるべき資産

各行は、そのインドにおける資産（インドで振り出された輸入・輸出手形及びインド準備銀行により承認
された証券（インド国外で保有されているとしても）を含む。）が、インドにおけるその普通及び定期預金
の75.0％を下回らないようにしなくてはならない。

 

浮動担保の設定に関する制限

当行の事業及び財産に対する浮動担保を設定するためには、インド準備銀行の事前の承認が必要である。
現在、債券を含むすべての当行の借入は無担保である。
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記録の保管

当行は、帳簿及び記録簿を保管しなくてはならない。銀行規制法は、銀行が特定の方法により帳簿及び記
録簿を保管すること、並びに帳簿及び記録簿を定期的に会社登記官へ提出することを義務付けている。他の
会社と同様に当行も、書類の作成及びインド会社法及び同法に基づく規則に規定された、株主による帳簿の
閲覧用に記録を利用することを定めた規定の適用を受ける。インド準備銀行により策定された顧客の本人確
認ガイドラインでは、特定の記録簿に関しては、定期的に更新するよう規定している。マネーロンダリング
防止法によると、取引記録簿は顧客と銀行の取引日後５年間（2013年２月に10年間から５年間へ変更され
た。）保管されなくてはならない。顧客の本人確認ガイドラインは、顧客との関係が停止した日から５年間
保管されなくてはならない。1985年銀行（記録保存期間）法は、かかる記録を８年間保管することを要求し
ている。1985年銀行（記録保存期間）法は、通帳、口座及び株式台帳に関連するその他書類の銀行の記録を
３年間保管するよう定めている。

 

その他の法令

インド会社法

銀行を含むインドの会社は、特定の部門に関する法令並びに部門別の規制機関により定められている規則
及びガイドラインに加え、1956年インド会社法に関連する規定を遵守するよう義務付けられている。2013
年、インド議会は2013年新インド会社法を採択しており、これには、特に取締役の責任の増加やコーポレー
ト・ガバナンスの慣行の改善及び一定の規模以上の企業に対し、企業の社会的責任を果たすよう命じ、過去
３年間の平均純利益の最低2.0％を企業の社会的責任イニシアティブに使用するよう義務付けることが含ま
れる。これに関する不足があった場合は、年次報告書で説明するよう義務付けられている。

 

インド競争法

2002年インド競争法は、競争の促進、不公平な取引慣行の防止及び消費者の利益保護を目的としたインド
競争委員会を設立した。インド競争法は、非競争的な契約及び市場独占の濫用を禁止し、一定の規模以上の
企業に関する合併吸収の際に、インド競争委員会の承認を得るよう義務付けた。さらに、2002年インド競争
法を改正するものである2012年新競争法法案（改正）は、2012年12月に議会の下院に提出された。かかる法
案は、独占の乱用の認定に関し、企業レベルからグループレベルへ範囲を広げ、本法に基づき規制される合
併の敷居を明確にする柔軟性をインド議会に対し与え、また、部門別の規制機関に対し関連する部門におけ
る合併吸収に関するインド競争委員会の立場を取るよう義務付けることを目的としている。当該法案は、後
に金融常設委員会に付託され、2014年２月に報告書を提出した。当該法案は、2014年５月の国会の解散以降
失効し、現時点では新政府による再提出はされていない。

 

守秘義務

当行の守秘義務は、当行の顧客との関係を規制する慣習法から生ずる。当行は、明確に規定された状況を除
いて、第三者にいかなる情報も開示することができない。この一般原則に関する例外は以下のとおりである。

・　法律によって開示をしなければならないとき。

・　公開しなければならない義務が存在するとき。

・　当行がその利益のために情報公開する必要があるとき。

・　公開に対して顧客の明示又は黙示の同意があるとき。

当行は、裁判所の命令があった場合にも情報を開示しなくてはならない。インド準備銀行は、公益の見地か
ら、銀行から得た情報を公開することがある。銀行帳簿証拠法の規定に基づいて、銀行の役員により証明され
た台帳、業務日誌、現金帳簿及び会計帳簿等の銀行の帳簿における記載の写しは、訴訟手続において取引の疎
明証拠として扱うことができる。
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オフショア銀行ユニットに関する規制

インド政府及びインド準備銀行は、銀行が、貿易業務、税金及び関税上外国領土とみなされる特別免税区域
である経済特区に、オフショア銀行ユニットを設けることを許可している。当行は、ムンバイのサンタクルス
電子輸出促進地域（Santacruz Electronic Exports Promotion Zone）にオフショア銀行ユニットを１ヶ所有

している。オフショア銀行ユニットに対して適用される主要な規制は、下記の事項を含む（ただしこれらに限
らない。）。

・　別途資本金を割り当てる必要はない。ただし、親銀行は、オフショア銀行ユニットに最低10百万米ドル
を提供しなければならない。

・　オフショア銀行ユニットは、現金準備率規制を免除されている。

・　インド準備銀行は、銀行による申請があった場合、当該銀行のオフショア銀行ユニットにつき法定流動
性比率要件を免除することができる。

・　オフショア銀行ユニットは、外国為替管理法により、外国為替取引を開始又は行うことを認められてい
る者でないインドの居住者との外国為替取引を行うことができない。

・　インドの銀行の海外支店に適用されるすべての健全性基準は、オフショア銀行ユニットにも適用され
る。

・　オフショア銀行ユニットは、インドの銀行の海外支店に関しインド準備銀行が定める流動性リスク及び
金利リスク管理政策に加え、当該銀行全体のリスク管理並びに資産及び負債管理の枠組み内における流
動性リスク及び金利リスク管理政策（かかる枠組みは、規定の期間ごとに銀行の取締役会による監視を
受ける。）を採用しなければならない。さらに、銀行の取締役会は、海外支店の各通貨につき、親銀行
のオープン・ポジション・リミットとは別に、包括的なオーバーナイト・リミットを設定しなければな
らない。

・　オフショア銀行ユニットは、非居住者であるインド人を含むが、海外法人を除く非居住者から、預
金及び借入として資金を交換可能な外貨により調達することができる。

・　オフショア銀行ユニットは、外貨建てによってのみ貸借対照表を作成及び保有することができる。

・　オフショア銀行ユニットの貸付は、優先部門貸付債務を算出するに際し純銀行クレジットとしては
扱われない。

・　オフショア銀行ユニットは、顧客の本人確認ガイドラインに従わなければならず、また取引参加者
の身元及び住所、参加者の行為能力並びにファンドの実質所有者の身元を確認できなければならな
い。

・　2005年経済特区法により、オフショア銀行ユニットは、さらに以下の業務を行うことができるように
なった。

・　インド国外への貸付及び海外事務所との国際シンジケート／コンソーシアムへの参加

・　インド・ユニットの外貨建社債への投資

・　インド国外のインド事業体の子会社／ユニットへの与信枠の延長
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インドの国際金融サービス・センターの銀行ユニットに関する規制

2015年３月、インド準備銀行は、インド国内の国際金融サービス・センターに銀行ユニットを設置するイン
ドの銀行に関するガイドラインを発表した。かかるガイドラインに従い、外国為替取引を行う公共部門銀行及
び民間部門銀行は、インド国内の各国際金融サービス・センターに１つずつ銀行ユニットを設置することが許
可される。銀行は、銀行ユニットの設置のためにインド準備銀行から事前許可を取得しなくてはならず、イン
ドの銀行の海外支店と同等に扱われる。当該銀行ユニットの最低資本要件は、20百万米ドルである。銀行ユ
ニットによって調達された資金（外貨借入を含む。）は、インド国外に居住する個人から調達されたものでな
ければならない。資金は、インドの居住者及びインドの非居住者の双方について配分される。ただし、インド
の居住者への資金の配分は、1999年外国為替管理法の規定に従うものとする。これらのユニットにおける負債
は、インド準備銀行の現金準備率要件及び法定流動性比率要件から除外される。銀行ユニットは、インド準備
銀行が規定する最低規制資本を維持しなければならず、インドの銀行の海外支店において適用可能な健全性基
準は、当該銀行ユニットにも適用される。銀行ユニットは、外貨によってのみその貸借対照の作成及び保有が
可能であり、運営費用として特別なルピーの勘定を持たない限り、インド・ルピーでの取引は許可されない。
かかる銀行ユニットの貸付は、優先部門貸付要件とはみなされない。

2017年４月、インド準備銀行は、国際金融サービス・センターの銀行ユニットに対して、デリバティブ取引
（ストラクチャード商品の取引を行うこと、金利及び通貨デリバティブ部門における取引所の１つとなるこ
と、デリバティブ部門における清算及び決済に係る専門的な清算会員となること、並びに管理費を処理するた
めにインドの銀行におけるルピー建非居住者向け特別口座を維持することが含まれる。）を行うことを許可す
るガイドラインを発表した。

 

連結監督ガイドライン

2003年度、インド準備銀行は、銀行の連結決算及び連結監督についてのガイドラインを発表した。これらの
ガイドラインは2003年４月１日から有効となった。これらのガイドラインの主な特徴は以下のとおりである。

連結財務書類：銀行は、公衆の閲覧に供するために連結財務書類を作成しなければならない。

連結健全性報告：銀行は、インド準備銀行へ、保険子会社及び金融サービスに関連しない事業を行っている
グループ会社を除く連結基準で様々な健全性基準に従っていることを記載した連結健全性報告を提出しなけ
ればならない。下記の主健全性基準に関連して連結基準に従うことが要求されている。

・　借入人１名のエクスポージャー・リミットは資本金の15.0％であること（5.0％以下の追加エクスポー
ジャーがインフラ計画への融資を目的とする場合には、資本金の20.0％）。

・　借入人グループ・エクスポージャー・リミットは資本金の40.0％であること（10.0％以下の追加エクス
ポージャーがインフラ計画への融資を目的とする場合には、資本金の50.0％）。

・　銀行のTier１資本から、自己資本比率規制が特定されている子会社の自己資本の不足分が控除されてい
ること。

・　連結資本市場エクスポージャー上限は、連結純資産の40.0％かつ直接投資の上限は連結純資産の20.0％
であること。

「－(e) 貸付ポートフォリオ－(ⅲ) 貸付の集中」も参照のこと。

2004年６月、インド準備銀行は、以下の枠組みを提案する金融コングロマリットの監視に関するワーキン
グ・グループの報告の公表をした。

・　集中的な規制上の監視を受ける金融コングロマリットの評価

・　内部グループ取引並びに外部の取引相手方に対するグループのエクスポージャー及び大きなエクスポー
ジャーの監視

・　すべての他のグループ事業体に関する情報を照合し、当局にもそれらを提供する各グループ内の指定さ
れた事業体の評価

・　情報の相互調整交換措置の発動
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枠組みは、インド準備銀行、インド証券取引委員会、インド保険業規制開発委員会及び国立住宅銀行が管轄
する事業体を対象とし、適当な時期に、年金基金規制開発局により規制されている事業体まで広げる予定で
あった。インド準備銀行は、当行及び当行の関連会社を金融コングロマリットと評価し、指定事業体として当
行はインド準備銀行へ報告する責任を負う。

2013年３月、金融部門の規制機関であるインド準備銀行、インド証券取引委員会、インド保険業規制開発委
員会及び年金基金規制開発局は、連結監督及び金融コングロマリットの監視の分野において協力することへの
理解に関する覚書に署名した。

 

インド証券取引委員会の規制及びガイドライン

インド証券取引委員会は、証券取引において一般投資家の利益を保護し、かつインド証券市場の発展を促進
及び規制するために設立された。当行並びに当行の子会社及び関連会社は、その株式の公募及び私募を始め、
その引受け、保管機関、預託関係者、投資顧問業務、プライベート・エクイティ、仲介業、資産管理業務、募
集の取扱銀行及びディベンチャー受託業務につき、インド証券取引委員会の規制に従わなくてはならない。こ
れらの規制は、当行が上記業務、機能及び責任のそれぞれについてインド証券取引委員会に登録することを規
定している。当行並びに当行の子会社及び関連会社は、これらの業務に適用される行為規範を遵守しなければ
ならない。

 

インドにおける銀行の特別な地位

銀行の特別な地位は、1985年不良会社に関する法律、1993年銀行及び金融機関の債権回収に関する法律及び
SARFAESI法を含む様々な法令により認められている。銀行として、当行は、様々な法令の下で、下記の事項を
含む一定の優遇措置を受ける権利を有する。

・　1993年銀行及び金融機関の債権回収に関する法律は、迅速な判断及び銀行若しくは公的金融機関又は銀
行及び公的金融機関のコンソーシアムの債務の回収を目的とする債権回収裁判所の設立について規定し
ている。この法律の下で、債権回収の手続は簡素化され、期間制限も案件の迅速な処理のために設定さ
れている。債権回収裁判所の設立により、いかなる裁判所又はその他の当局も、一定の状況におけるイ
ンドの高等裁判所を除いては、本法律の対象となる問題に対して権限を行使することができない。

・　1985年不良会社に関する法律（SICA法）には、不況産業会社に対し産業・金融再生委員会の支援を受け
るよう勧告することが規定されている。本法律の下において、会社の取締役会の他に、指定銀行（かか
る指定銀行が、当該不況産業会社に対する資金援助又は債務を負うことによって、当該不況産業会社に
対し利害関係を有する場合）は、当該会社に産業・金融再生委員会（BIFR）の支援を受けるよう勧告す
ることができる。SICA法は、2004年不良会社（特別規定）に関する法律（SICA撤回法）により撤回され
ている。しかしながら、SICA撤回法は、中央政府により官報において通知された日から効力を発生する
が、未だ通知は行われていない。撤回が有効になれば、BIFRに代わり、国家会社法裁判所への照会の
下、不良会社に関連するインド会社法の規定が適用される。

・　SARFAESI法は、担保付債権者が、借入会社が債務不履行となった場合に、借入会社の企業の経営権を取
得すること又は裁判所の介入なく資産を売却することができるとの規定により、銀行及び金融機関並び
にその他の特定の担保付債権者並びに資産再構築会社の権利を向上させることを狙いとしている。
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所得税の利益

銀行として、当行は、インド所得税法による一定の優遇措置を享受することができる。当行は、インド所得
税法に規定された方法で算定され、特別準備口座に繰入れられる長期融資提供事業（５年以上の貸付と定義さ
れる。）から生じる利益の20.0％を上限として控除することができる。この控除は、随時特別準備金へ繰入さ
れる特別準備金の総額が、当行の払込済株式資本及び一般準備金の２倍を超過しないことを条件に認められ
る。当該特別準備金から引出された金額については、インド所得税法の規定に従い、その引出した年に所得税
を課されることがある。2013年12月にインド準備銀行が発行したガイドラインによれば、銀行は慎重に特別準
備金に係る繰延税負債を発生させなければならない。2013年３月31日までの繰延税負債は、引当金を通じて直
接的に調整され、2014年３月31日に終了する事業年度以後は、損益計算書を通じて計上される。インドでは、
課税所得を計算する一方、不良債権に対する引当金は、総収益の7.5％及び農村地域の銀行支店による平均貸
付金総額の10.0％までが収入からの控除として認められている。引当金の大部分を占める引当金残高は、貸付
金の償却時においては、課税所得からの控除として認められている。

 

保険会社に対する規制

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー及びICICIロンバード・ジェネラル・イン
シュアランス・カンパニーは、それぞれ生命保険及び損害保険を提供する当行の子会社であるが、1938年保険
法並びにその後通知された諸規則及び改正並びにインド保険業規制開発委員会により定められた様々な規制に
従わなければならない。これらは、とりわけ、保険会社としての登録、投資、ソルベンシーマージン規制、保
険代理店の認可、公告、保険商品及びサービスの販売並びに流通並びに保険契約者の利益の保護について規制
している。

2015年３月、2015年保険法（改正）が可決され、これにより当該会社はインド会社の完全子会社又は被支配
会社であることが求められる一方で、保険会社における海外保有株式の制限が26.0％から49.0％まで引き上げ
られた。また、改正法は、発起人に営業から10年経過後にその株主持分の26.0％までの引き下げを要求する従
前の方針を廃止した。

インド保険業規制開発委員会は、生命保険事業に関するガイドラインを定期的に発表している。2011年度
に、インド保険業規制開発委員会は、ユニットリンク保険商品に関連する規則を変更した。その後、インド保
険業規制開発委員会は、非リンク生命保険商品に関連する規則の修正を発表し、これは2014年度に施行され
た。代行業者及び販売業者に支払うべき手数料に関連する主要な変化は、政策の失効、解約払戻金及び最低死
亡給付金に関するものである。2015年８月、インド保険業規制開発委員会は、保険商品を販売するための法人
代理店を、生命保険、損害保険及び健康保険の部門ごとに３社の保険会社と提携できる場所に登録することに
関する規則を発表した。

2007年度、インドの総合保険業界は非関税化され、保険料は価格統制を受けなくなった。さらに、保険業界
規制開発委員会による2011年３月12日付命令に従い、すべてのインドの総合保険会社に対し、自動車損害賠償
責任保険プールの補償（商用車に対する第三者請求に関する保険についての多角的な取決めであり、かかる請
求の結果はすべての総合保険会社によって、その全体の市場シェアの比率に応じて分担されている。）を以前
の損害率122.0％から127.0％に対し、2008年度から2011年度には暫定的に153.0％とすることを求める決定を
した。この過去年度の損害率の増加修正は、2012年度の総合保険会社の利益性に影響を与えた。インド保険業
規制開発委員会は、保険会社のソルベンシー要件を、2012年３月においては1.3、2013年３月においては1.4に
緩和した。2014年３月以降の全期間において、ソルベンシーマージン要件は1.5である。

保険法及びインド保険業規制開発委員会により発表された規則によれば、保険会社の投資家の株主持分が
5.0％超に増加する場合及び株主持分の1.0％超を譲渡する場合は、インド保険業規制開発委員会の事前の承認
が必要である。さらに、インド保険業規制開発委員会は、上場済の保険会社のためのガイドラインを公表し
た。当該ガイドラインは、とりわけ、保険会社の株式の取得を意図している者が、1.0％以上5.0％未満の保険
会社の払込済株式資本を取得する際に、適格要件を自己申告すること（それがインド保険業規制開発委員会の
承認とみなされる。）を提案している。
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2017年度、インド保険業規制開発委員会は、改訂コーポレート・ガバナンス・ガイドラインを発表した。ガ
バナンス枠組みには、取締役会、主要経営陣、保険契約者保護委員会等の多様な委員会の設置、アポインテッ
ド・アクチュアリーの役割の定義、監査人の選任及び出資者関係が含まれる。インド保険業規制開発委員会は
また、代理店及び保険仲介業者に対する手数料及び報酬の支払いに関する規則を発表した。当該規則は異業種
への支払手数料及び支払報酬の最大額を設定している。管理費（保険代理店、仲介業者及び保険仲介業者への
手数料及び報酬を含む営業費用の性質を有するすべての費用）に関する規則も発表された。当該規則は、異業
種に関しては管理費を別途制限することを提案しており、同様に最大額を設定している。当該委員会は、保険
会社又は保険仲介業者に対して、オンラインでの販売及びサービスのための電子プラットフォームを構築する
ことを許可する保険の電子商取引に係るガイドラインも発表した。当該委員会はまた、最低限の学歴を要する
販売員／商品に係るガイドラインを通じて、当該ガイドラインで許可される基本的な保険商品を販売するため
の新たなカテゴリーの流通チャネルを導入した。

2016年７月、インド保険業規制開発委員会は、2013年保健規則に代わる2016年IRDAI（健康保険）規則
（2016年保健規則）という健康保険に関する規則の改訂版を発表した。インド保険業規制開発委員会はまた、
2013年標準化ガイドラインを、2016年７月29日付の健康保険の標準化に係るガイドライン（2016年標準化ガイ
ドライン）及び2016年７月29日付の健康保険事業の商品の申告に係るガイドライン（商品申告ガイドライン）
に置き換えた。当該規則によりもたらされたいくつかの重要な変更には、保険会社に生命保険（以前は定期プ
ランのみ）及び健康保険を組み合わせたプランの提案を許可すること、福利プランにおいて累積賞与を許可す
ること、健康給付を提案すること、保険会社による試験的な商品への着手を許可すること、標準的な宣誓書の
書式に独立性及び柔軟性を持たせること並びに生命保険会社に補償に基づく商品の提案を許可しないことが含
まれる。

インド政府は、インド保険業規制開発委員会とともに、保険普及率の向上に率先して取り組んできた。流通
チャネルは、特に保険代理店を認可する場面並びに店頭販売員及び保険マーケティング会社が保険関連業務に
取り組むことを承認する場面において自由化された。インド保険業規制開発委員会は、デジタル取引を促進す
るという政府のイニシアティブに従い、電子版の方針の発表及び保険取引における電子商取引の利用に係るガ
イドラインを策定した。国内の再保険市場を開拓し、また保険会社のリスク負担能力を補強するため、海外の
再保険会社及びロンドンのロイズ（Lloyds）は、インドに支店を開設することを許可されている。

 

ミューチュアル・ファンドに関する規制

当行の資産管理に係る子会社であるICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーは、1996
年インド証券取引委員会（ミューチュアル・ファンド）規則（その後の改正を含む。）により規制されてい
る。これらの規則は、とりわけ、ミューチュアル・ファンドとしての登録、資産管理会社の事業活動に対する
規制、ミューチュアル・ファンドのスキームの構築過程、投資目的並びに評価方針及び価格決定について規制
し、これらを統制するものである。2009年６月に、インド証券取引委員会は、ミューチュアル・ファンドが、
ミューチュアル・ファンドのスキームに投資を行う投資家に対して登録の負担を課すことができないことを定
めたガイドラインを発表した。2009年８月に、インド証券取引委員会は、様々な投資者グループに課される解
約手数料が確実に同等となることを指示するガイドラインを発表した。

2015年度以降、債務ミューチュアル・ファンド・ユニットを償還する際に課される長期譲渡益課税は、
10.0％から20.0％に引き上げられた。また、長期と定義される期間についても12ヶ月から36ヶ月に修正され
た。さらに、2015年３月、インドミューチュアル・ファンド協会は、すべてのミューチュアル・ファンド・ス
キームのための手数料の前払いに対して100ベーシスポイントの上限を導入した。これは、2015年４月１日以
降施行される。ミューチュアル・ファンドの代理店／販売会社によって、ミューチュアル・ファンド又は資産
管理会社に提供されたサービスに関しては、2015年４月１日付でサービス税の免除が撤回されている。サービ
ス税は、リバースチャージ方式に基づき、ミューチュアル・ファンド又は資産管理会社によって支払われる。
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2017年２月、インド証券取引委員会は、ミューチュアル・ファンドによるインフラ投資信託及び不動産投資
信託のユニットへの投資を許可した。ガイドラインによると、ミューチュアル・ファンドは、単一発行者によ
り発行されたユニットを10.0％を超えて保有することはできず、ミューチュアル・ファンドのスキームは、そ
の純資産価値の10.0％を超えてインフラ投資信託及び不動産投資信託のユニットに投資してはならない。これ
に伴い、ミューチュアル・ファンドのスキームは、その純資産価値の5.0％を超えて、単一発行者により発行
されたインフラ投資信託及び不動産投資信託のユニットへの投資を行うことはできない。

 

国際業務に関する規制

当行の国際業務は、当行の支店が存在する各国の規制を受けている。さらに、インド準備銀行はインドの銀
行の海外支店又は子会社が、インド国内市場では許可されていないストラクチャード・ファイナンス商品及び
デリバティブ商品を、ニューヨーク、ロンドン、シンガポールのインド以外の確立された金融センターでのみ
売り出せることを通知した。その他のセンターにおいては、インドの銀行の支店及び子会社は、国内市場にお
いて許可された商品のみを売り出せる。国内市場で許可されていない引受業務をこれらのセンターで行うため
には、銀行はインド準備銀行から許可を取得する必要がある。

 

海外銀行子会社

英国における当行の完全子会社であるICICIバンクUKピーエルシーは、健全性規制機構及び金融行動監督
機構（Financial Conduct Authority）から認可を受け、また規制されている。この英国子会社は、欧州連

合通行協定（European Union Passporting arrangements）に基づき、ベルギーのアントワープ及びドイツ

のフランクフルトに支店を開設した。

当行のカナダにおけるICICIバンクの完全子会社である、ICICIバンク・カナダ（カナダの第２指定銀行）
は、金融機関監督庁の規制を受けており、2003年11月25日に業務開始及び継続命令を受けた。

 

オフショア支店

改正された2000年外国為替管理（外国為替の借入又は貸付）規制及びそれに基づく規則では、インド国内
で設立された銀行のインド国外に所在する支店が、時にインド準備銀行により出された指示又はガイドライ
ンに従い、又支店が所在する国の規制当局に従い、インド国外の一般的な銀行業務の中で、外国の通貨で借
入を行うことを許可した。
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当行のシンガポール支店は、現在、法人及び機関向け金融、プライベート・バンキング、リテール・バン
キング並びに国庫関連業務に従事している。2010年４月、シンガポール金融管理局（Monetary Authority

of Singapore）は、シンガポール支店に正規の銀行としての特権を完全に与え、これにより当行は個人向け

預金を扱えることとなった。当行は、バーレーンに個人向け取扱支店を有し、バーレーン中央銀行
（Central Bank of Bahrain）の規制を受けている。バーレーン支店は、バーレーン国内の承認を受けた金

融機関及びバーレーン国外の個人又は法人と銀行取引を行うことができる。また、支店は、バーレーンの非
居住者インド人に対して銀行業務を提供することができる。当行の香港の支店は香港金融管理局（Hong

Kong Monetary Authority）の規制を受けており、一定の規制の下に銀行業務を行う許可を受けている。当

行のスリランカの支店はスリランカ中央銀行（Central Bank of Sri Lanka）の規制を受けている。ドバイ

国際金融センター（Dubai International Financial Centre）にある当行のドバイの支店は、ドバイ金融

サービス機構（Dubai Financial Services Authority）の規制を受け、ドバイ国際金融センター（DIFC）内

外のプロ顧客の業務を行う認可を受けている。当行のカタール金融センター（OFC）の支店は、カタール金
融センター監督当局による規制を受けている。当行のニューヨークの支店は、連邦準備制度理事会
（Federal Reserve Board）及び通貨監督局（Office of the Comptroller of the Currency）による規制を

受けている。さらに、当行は、ムンバイのサンタクルス電子輸出促進地域にオフショア銀行ユニットを１ヶ
所、グジャラート州ガンディーナガルのグジャラート・インターナショナル・ファイナンス・テックシティ
（Gujarat International Finance Tec-City）内のマルチサービス経済特区（Multi-Services-Special

Economic Zone）、地域ファシリティセンター（ZFC）別館、オフィスE-2及びE-4（ユニットNo.18及び20）

に、IFSC銀行ユニットを１ヶ所有している。2016年度、当行は中国の上海の駐在員事務所を支店に格上げし
た。支店は、中国銀行業監督管理委員会によって規制されている。当行はまた、南アフリカの駐在員事務所
を、南アフリカ準備銀行によって規制される支店に格上げした。

 

駐在員事務所

当行のアラブ首長国連邦、中国、バングラデシュ、マレーシア及びインドネシアの駐在員事務所は、各々
の規制当局による規制を受けている。

 

外国口座税務コンプライアンス法

インド政府は、米国との間で外国口座税務コンプライアンス法に関する政府間モデル１協定を締結した。
ICICIバンクは、米国国税庁に登録した。加えて、米国はシンガポール、アラブ首長国連邦、カタール、南
アフリカ及びバーレーンとの間で外国口座税務コンプライアンス法に関する政府間モデル１協定を締結し、
中国と実質上類似した契約を結び、香港との間で外国口座税務コンプライアンス法に関する政府間モデル２
協定を締結した。ICICIバンクは、外国口座税務コンプライアンス法に関連して適用される政府間協定及び
関連して発行されたすべての規則の条件を遵守するための措置を講じた。

 

共通報告基準

情報の自動交換に関する情報基準である共通報告基準（以前は、金融口座情報の自動交換のための新国際
基準と呼ばれていた。）が、経済協力開発機構との関連において発展した。インドは、外国口座税務コンプ
ライアンス法及び共通報告基準の実施に際し、共通のアプローチを採用している数少ない国の１つである。
インドにおいて、外国口座税務コンプライアンス法／共通報告基準に基づく要件は、直接税中央委員会によ
り遂行されている。

 

前へ
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４【関係会社の状況】

 

以下の表は、2017年度末現在におけるICICIバンクの子会社及びジョイントベンチャーに関する情報である。

子会社及びジョイントベンチャー

（単位：百万（％の数値を除く。））

会　社　名
（住所）

 設立年月  事業内容  
持分
株式資本

 
株式資本
合計

 所有持分  収益合計(1) 純資産(2)  総資産(3)

          (％)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)

          
 

      

ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・
カンパニー・リミテッド
(Ground Floor, ICICI Venture house,
Appasaheb Marathe Marg, Prabhadevi,
Mumbai, Maharashtra, India, 400 025)

 1988年１月  プライベート・エク
イ テ ィ ／ ベ ン
チャー・キャピタ
ル・ファンド運用

 10ルピー  10ルピー  100.00 932 2,068 3,878

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・
ディーラーシップ・リミテッド
(ICICI Centre, H.T. Parekh Marg,
Churchgate, Mumbai, Maharashtra, India,
400 020)

 1993年２月  有価証券投資、取引
及び引受業

 1,563ルピー  1,563ルピー  100.00 16,271 9,435 131,704

ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメン
ト・カンパニー・リミテッド
(ICICI Prudential Asset Management Company
Limited)
(12th Floor, Narain Manzil, 23, Barakhamba
Road, New Delhi, India, 110 001)

 1993年６月  ICICIプルデンシャ
ル・ミューチュア
ル・ファンドの資産
管理会社

 177ルピー  177ルピー  51.00 13,497 7,332 9,973

ICICIプルデンシャル・トラスト・リミテッド
(ICICI Prudential Trust Limited)
(12th Floor, Narain Manzil, 23, Barakhamba
Road, New Delhi, India, 110 001)

 1993年６月  ICICIプルデンシャ
ル・ミューチュア
ル・ファンドの受託
会社

 1ルピー  1ルピー  50.80 6 13 15

ICICIセキュリティーズ・リミテッド
(ICICI Centre, H.T. Parekh Marg,
Churchgate, Mumbai, Maharashtra, India,
400 020)

 1995年３月  証券仲介業及び総合
金融業

 1,611ルピー  1,611ルピー  100.00 14,039 4,851 20,402

ICICIインターナショナル・リミテッド
(ICICI International Limited)
(IFS Court, Twenty Eight, Cybercity,
Ebene, Mauritius)

 1996年１月  資産管理  0.9米ドル  0.9米ドル  100.00 11 88 94

ICICIトラスティーシップ・サービシズ・リミ
テッド
(ICICI Trusteeship Services Limited）
(ICICI Bank Towers, Bandra-Kurla Complex,
Mumbai, Maharashtra, India, 400 051)

 1999年４月  信託業  0.5ルピー  0.5ルピー  100.00 1 6 6

ICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リ
ミテッド
(ICICI Bank Towers, Bandra-Kurla Complex,
Mumbai, Maharashtra, India, 400 051)

 1999年５月  住宅金融  10,988ルピー  10,988ルピー  100.00 10,528 16,072 94,274

ICICIインベストメント・マネジメント・カン
パニー・リミテッド (ICICI Investment
Management Company Limited)
(ICICI Bank Towers, Bandra-Kurla Complex,
Mumbai, Maharashtra, India, 400 051)

 2000年３月  資産管理  100ルピー  100ルピー  100.00 25 109 110
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会　社　名
（住所）

 設立年月  事業内容  
持分
株式資本

 
株式資本
合計

 所有持分  収益合計(1) 純資産(2)  総資産(3)

          (％)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)

          
 

      

ICICIセキュリティーズ・ホールディングス・
インコーポレーテッド
(2711 Centerville Road　Suite 400,
Wilmington, DE 19808, USA)

 2000年６月  持株会社  17米ドル  17米ドル  100.00 0.4 127 128

ICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッ
ド
(2711 Centerville Road Suite 400,
Wilmington, DE 19808, USA)

 2000年６月  証券仲介業  13米ドル  13米ドル  100.00 164 136 208

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアラ
ンス・カンパニー・リミテッド
(ICICI Prudential Life Insurance Company
Limited)
(ICICI PruLife Towers, 1089, Appasaheb
Marathe Marg, Prabhadevi, Mumbai,
Maharashtra, India, 400 025)

 2000年７月  生命保険業  14,354ルピー  14,354ルピー  54.89 380,850 64,080 1,247,425

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアラ
ンス・カンパニー・リミテッド
(ICICI Lombard House, 414, Veer Savarkar
Marg, Prabhadevi, Mumbai, Maharashtra,
India, 400 025)

 2000年10月  総合保険業  4,512ルピー  4,512ルピー  63.31 132,189 44,038(4) 233,509

ICICIバンクUKピーエルシー
(One Thomas More Square, London E1W 1YN)

 2003年２月  銀行業  420米ドル
及び

0.05英ポンド

 420米ドル
及び

0.05英ポンド

 100.00 9,223 34,580 225,663

ICICIバンク・カナダ
(150 Ferrand Drive, Suite 1200, Toronto,
Ontario, Canada M3C 3E5)

 2003年９月  銀行業  570カナダ・
ドル

 570カナダ・
ドル

 100.00 10,627 30,460 307,601

ICICIプルデンシャル・ペンション・ファン
ド・マネージメント・カンパニー・リミテッド
(5)
(ICICI Prudential Pension Fund Management
Company Limited)
(ICICI PruLife Towers, 1089, Appasaheb
Marathe Marg, Prabhadevi, Mumbai,
Maharashtra, India, 400 025)

 2009年４月  年金基金管理  290ルピー  290ルピー  100.00 24 270 279

 
 

 

(1)　収益合計は、営業による総収益及びその他の収益を示す。

(2)　純資産は、株式資本、株式申込金並びに準備金及び剰余金を示す。

(3)　資産合計は、固定資産、貸付金、投資及び流動資産合計（現金及び銀行預け金を含む。）を示す。

(4)　株式資本、割当前株式申込金、払込剰余金及び公正価値準備金を含む。

(5)　ICICIプルデンシャル・ペンション・ファンズ・マネージメント・カンパニー・リミテッドは、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの完全所有

子会社である。
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以下の表は、2017年度末現在においてインドGAAPに基づく連結財務書類に含まれる、その他の重要な事業体に関
する情報である。

   （単位：百万（％の数値を除く。））
会　社　名
（住所）

設立年月 事業内容
株式保有比率
(％)

収益合計(1)
（ルピー）

純資産(2)
（ルピー）

総資産(3)
（ルピー）

ICICIストラテジック・インベ
ストメンツ・ファンド(4)
(ICICI Strategic Investments
Fund)
(10th Floor, Prestige
Obelisk, No. 3, Kasturba
Road, Bangalore, Karnataka,
India, 560 001)

2003年２月 未登録のベ
ンチャー・
キ ャ ピ タ
ル・ファン
ド

100.00 159 227 273

I-プロセス・サービシズ（イン
ド）プライベート・リミテッド
(5)
(I-Process Services (India)
Private Limited）
(Acme Plaza, Unit no 408-
409, Opposite Sangam Cinema,
Andheri Kurla Road
Andheri (East)
Mumbai, Maharashtra, India,
400059)

2005年４月 バックエン
ド事業に関
連するサー
ビス

19.00 3,652 (72) 548

NIITインスティチュート・オ
ブ・ファイナンス・バンキン
グ・アンド・インシュアラン
ス・トレーニング・リミテッド
(5)
(NIIT Institute of Finance,
Banking and Insurance
Training Limited)
(8- Balaji Estate, 1st
Floor, Guru Ravi Das Marg,
Kalkaji, New Delhi, India,
110019)

2006年６月 銀行業及び
金融業に関
する教育及
び訓練

18.79 169 114 138

ICICIマーチェント・サービシ
ズ・プライベート・リミテッド
(5)
(ICICI Merchant Services
Private Limited)
(Edelweiss House, 7th floor,
South Wing, off. C.S.T. road
(Vidhyanagari Marg),
Santacruz (East), Mumbai,
Maharashtra, India, 400 098)

2009年７月 商業サービ
ス

19.01 2,135 2,915 5,016

インド・インフラデット・リミ
テッド(5)
(ICICI Bank Towers, Bandra-
Kurla Complex, Mumbai,
Maharashtra, India, 400 051)

2012年10月 インフラ金
融

31.00 3,347 4,280 49,394

インド・アドバンテージ・ファ
ンドⅢ(5)
(India Advantage Fund-III)
(1, Cenotaph Road,
Teynampet,
Chennai, Tamilnadu, India,
600013)

2005年６月
 

ベンチャー
・キャピタ
ル投資
 

24.10 167 3,782 4,099

インド・アドバンテージ・ファ
ンドⅣ(5)
(India Advantage Fund-IV)
(1, Cenotaph Road,
Teynampet,
Chennai, Tamilnadu, India,
600013)

2005年８月
 

ベンチャー
・キャピタ
ル投資
 

47.14 115 2,750 2,787

 
 

 

(1)　収益合計は、かかる事業体の営業による総収益及びその他の収益を示す。
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(2)　純資産は、ベンチャーキャピタル投資の場合、ユニットキャピタル、準備金及び剰余金を示し、その他の事業体において

は、準備金及び剰余金を示す。

(3)　総資産は、かかる事業体の固定資産、担保貸付、投資及び流動資産合計（現金及び銀行預け金を含む。）を示す。

(4)　かかる事業体は、会計基準第21号－連結財務諸表に従って連結された。

(5)　これらの事業体は、AS第23号「関連会社への投資の連結財務書類上の会計処理」で定められている、持分法による会計処

理により計上された。

(6)　2017年度中、FINOペイテック・リミテッド（FINO Pay Tech Limited）は連結事業体ではなくなったため、連結されてい

ない。

 

2017年度末現在において、ICICIバンクの子会社及びジョイントベンチャーは、以下の５企業を除き、すべてイ
ンドにおいて設立された。

・　ICICIセキュリティーズ・ホールディングス・インコーポレーテッド（米国にて設立）

・　ICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッド（米国にて設立）

・　ICICIバンクUKピーエルシー（英国にて設立）

・　ICICIバンク・カナダ（カナダにて設立）

・　ICICIインターナショナル・リミテッド（モーリシャスにて設立）

ICICIセキュリティーズ・ホールディングス・インコーポレーテッドはICICIセキュリティーズ・リミテッドの完
全子会社であり、ICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッドはICICIセキュリティーズ・ホールディングス・
インコーポレーテッドの完全子会社である。ICICIセキュリティーズ・ホールディングス・インコーポレーテッド
及びICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッドはICICIセキュリティーズ・リミテッドの財務書類に連結計上
されている。
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５【従業員の状況】

 

2015年度末現在における当行の従業員数は90,486名、2016年度末現在における当行の従業員数は97,132名であっ
たのに対し、2017年度末現在の当行の販売幹部、契約社員及びインターンを含む従業員数は107,971名であった。
このうち、2017年度末現在に82,841名がICICIバンクにより雇用されており、2016年度末現在の74,096名から増加
した。2017年度末現在の107,971名の従業員のうち約49,277名は、経営学、会計学、エンジニアリング、法学、情
報工学、経済学又は金融学の学士号を有する、有資格の専門家であった。

当行の幹部役員は、従業員が高い意欲を維持し、また当行の主要な従業員の一員であると認識できるようにする
ため、多くの時間を割いている。従業員報酬は業績と結びついており、また当行は、当行従業員の当行全体の業績
及び収益性への関与を促している。経営陣のキャリア開発及び継承計画を補佐するため、業績評価及び人材管理シ
ステムが役立っている。経営陣は、当行従業員と良好な仕事上の関係を保持していると考えている。

ICICIバンクは、優秀な従業員の意欲を高めるため、またかかる従業員を維持するため、従業員ストック・オプ
ション制度を導入している。かかる従業員ストック・オプション制度の規定に従い、ストック・オプション付与時
点における当行の発行済株式総数の最大10.0％をかかる従業員ストック・オプション制度の下で割り当てることが
可能である。適格従業員は、かかるストック・オプションにより株式の取得の申込みを行うことができる。2014年
SEBI（株式従業員福利）規則に従い、ストック・オプションは、取締役会管理、報酬及び指名委員会（BGRNG）に
より付与され、取締役会が承認する。

各従業員の適格性は、当該従業員の業績及び将来性を含む当該従業員についての評価に基づき決定される。
ICICIバンクは、第一線に立つ従業員及び幹部補佐に対しては業績連動型残留手当、並びに中間管理職及び幹部役
員に対しては業績手当を支払う。業績連動型残留手当は主に、経験及び職務を継続することによって得られる技能
の成熟度に基づいて、第一線に立つ者及びマネージャー補佐に報酬を与えることを目的としている。かかる技能の
成熟度とは、顧客サービスにとって鍵を握る差別化要因である。ICICIバンクはまた、支払いがインド準備銀行の
報酬に関するガイドラインに従っていることを確保しつつ、販売責任者及び資産管理の役割にあるリレーション
シップ・マネージャーに対して変動手当を支払う。当行は、幹部役員レベルに当てられる変動手当の割合が高く、
第一線に立つ従業員及びマネージャー補佐レベルに当てられる割合が低くなるようにしている。従業員１人当たり
の手当の額が、年間固定報酬の一定の割合を超えることはない。かかる割合のうちで、手当が固定報酬のあらかじ
め定められた割合を超えた場合には、手当の一部が繰り延べられ、翌年度にわたって支払われる。当該繰延部分は
業績連動ボーナスに服することとなる。重大な過失若しくは誠実義務違反を決定づける調査、又は財務実績の悪化
の合理的な証拠があった場合には、ICICIバンクはかかる業績連動ボーナスに基づき、変動手当のすべて又は一部
の支払いを止める。かかる場合、払込済の変動手当はクローバック（払戻し）合意に従う。「－従業員ストック・
オプション制度」を参照のこと。

ICICIバンクは、複数の訓練センターを有しており、従業員に求められる技能の変化に対応するための多様な訓
練プログラムを実施している。これらの訓練プログラムには、新入従業員のためのオリエンテーション並びに中間
及び上級管理職のための管理能力開発プログラムが含まれる。訓練センターでは、国内外の業界、学会及びICICI
バンク内から招いた教授陣による各種のコースが定期的に提供されている。管理能力の開発だけでなく、一般職務
能力の開発のための訓練プログラムも実施されている。また、インターネット・トレーニング・モジュールを使用
しての商品及びオペレーション業務の訓練も実施されている。

ICICIバンクの従業員は、基本報酬に加えて、ICICIバンクから優遇金利で貸付を受けることができ、また当行の
準備基金及びその他の従業員福利プランに参加することができる。準備基金は、ICICIバンクとその従業員がそれ
ぞれ定額を拠出する貯蓄制度であり、政府の規制によりその設置が定められている。かかる規制により、ICICIバ
ンクは、現在その従業員に対し、随時定められ、2017年度は8.65％に特定された最低年利の利回りを確保するよう
義務づけられている。かかる運用利益が当該基金自体によって捻出されなかった場合、ICICIバンクはその差額に
つき支払責任を負う。ICICIバンクは、この他にも老齢退職年金を設立し、定額を拠出している。従業員は、老齢
退職年金を辞退することができ、かかる場合、定額が月給の一部として支払われる。これに加え、ICICIバンクは
インド法上の義務に従い設立された退職金基金に一定の金額を拠出している。
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以下の表は、記載されている日付現在におけるICICIバンク及びその連結子会社並びにその他の連結事業体の従
業員数を示したものである。

 ３月31日現在

 2015年  2016年  2017年

 
人数
(人)

 
合計に占め
る割合
(％)

 
人数
(人)

 
合計に占め
る割合
(％)

 
人数
(人)

 
合計に占め
る割合
(％)

アイシーアイシーアイ・バン
ク・リミテッド

67,857  75.0  74,096  76.3  82,841  76.7

ICICIプルデンシャル・ライ
フ・インシュランス・カンパ
ニー・リミテッド

10,909  12.1  10,706  11.0  12,437  11.5

ICICIロンバード・ジェネラ
ル・インシュランス・カンパ
ニー・リミテッド

5,829  6.4  6,427  6.6  6,460  6.0

ICICIホーム・ファイナンス・
カンパニー・リミテッド(2)

528  0.6  515  0.5  287  0.3

ICICIプルデンシャル・アセッ
ト・マネジメント・カンパ
ニー・リミテッド

1,006  1.1  1,184  1.2  1,476  1.4

ICICIセキュリティーズ・リミ
テッド

3,815  4.2  3,676  3.8  3,925  3.6

ICICIセキュリティーズ・プラ
イマリー・ディーラーシッ
プ・リミテッド

76  0.1  77  0.1  76  0.1

その他 466  0.5  451  0.5  469  0.4

従業員数合計(1) 90,486  100.0  97,132  100.0  107,971  100.0
 
 

 

(1)　2015年度末現在の1,647名、2016年度末現在の2,070名及び2017年度末現在の1,850名のインターン、販売幹部及び契約社

員を含む。

(2)　すべての従業員はICICIバンクから派遣されている。

 

従業員ストック・オプション制度

ICICIバンクは、業績の良い従業員を奨励し、雇用を継続させるため、従業員ストック・オプション制度を有し
ている。改定されたストック・オプション制度によると、ストック・オプションの付与時の発行済株式合計の最大
10.0％が、従業員ストック・オプションに割り当てられる。2017年６月30日現在、上限である発行済株式合計の
10.0％にあたる641.3百万株に対し、従業員ストック・オプション制度の下、当行は約490.8百万個のオプションを
付与した。ICICIバンク、その子会社及びその持株会社の従業員並びに取締役は、ストック・オプションが付与さ
れる適格従業員である。ICICIバンクは、持株会社を有していない。適格従業員に対して１年間で付与される最大
オプション数は、付与時におけるその発行済株式総数の0.05％に制限されている。

2014年４月１日以降に付与されたオプションは、３年の期間にわたって毎年段階的にその30％、30％及び40％が
確定し、付与日の12ヶ月後から行使される。下記は、それ以外のものである。

・2014年４月に275,000個のオプションが付与され、50％が2017年４月30日に確定し、残りの50％は2018年４月
30日において確定する。

・2015年９月に付与されたオプションは2018年４月30日及び2019年４月30日において均等な割合で確定する。

2014年４月１日より前に付与されたオプションは、４年の期間にわたって毎年段階的にその20％、20％、30％及
び30％が確定し、付与日の12ヶ月後から行使される。下記は、それ以外のものである。

・2009年４月に付与されたオプションは、５年の期間にわたって毎年段階的にその20％、20％、30％及び30％が
確定し、付与日の24ヶ月後から行使される。

・2011年２月に付与されたオプションのうち、オプションの50％が2014年４月30日に確定し、残りの50％は2015
年４月30日に確定した。
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・2011年９月に付与されたオプションは、５年の期間にわたって毎年段階的にその15％、20％、20％及び45％が
確定し、付与日の24ヶ月後から行使される。

付与したオプションの価格は、オプションの付与日までに、最大出来高を記録した取引所における終値である。
2011年２月に付与されたオプションは、オプション付与日の前日における終値より約3.0％低い行使価格で付与さ
れた。

2016年４月及びその後の2017年６月の株主による承認に基づき、行使期間は付与日から10年間又は権利確定日か
ら５年間のうちいずれか遅い方から、オプションの権利確定日から10年間までへと変更された。

2017年５月の取締役会において、無償交付株式の発行が承認された。その割合は、基準日において保有される完
全払込済株式（米国預託株式の原株式を含む。）10株につき、１株当たりの額面金額が２ルピーの無償交付株式１
株である。2017年６月に、当行の株主は、郵便投票により授権株式資本を増加させ、それに伴い当行の基本定款及
び付属定款の変更及び無償交付株式の発行を承認した。無償交付株式の発行後、株式に占める米国預託株式の割合
は影響を受けておらず、無償交付株式発行後のそれぞれの米国預託株式は、引続き１株当たりの額面金額が２ル
ピーの株式２株を表章している。株主による無償交付株式の承認に基づき、発行済の10個のオプション当たりの１
つのオプションの増加とともにストック・オプションもまた調整され、オプションの行使価格は按分して調整され
た。

以下の表は、ICICIバンクが従業員ストック・オプション制度に基づき付与したストック・オプションに関する
2017年６月30日現在の情報である。ICICIバンクは、かかるストック・オプションの付与に関するすべての費用を
従業員に代わって負担した。ストック・オプションには、常勤取締役及びICICIバンク子会社の従業員に付与した
ものを含む。ICICIバンクは、非業務執行取締役に対してストック・オプションを付与していない。上述の当行の
無償交付株式の発行について得られた取締役会及び株主の承認に基づき、以下の表における付与オプション、確定
オプション、行使オプション及び無効／失効オプションは、付与されたボーナスオプションの影響を含むように調
整され、本書に記載されている行使価格は、按分調整後に修正されたものである。
 

以下の表は、2017年６月30日現在、ICICIバンクのオプションの概要に関する情報の一部である。

細目  ICICIバンク

付与オプション(1)（失効分控除後）  490,800,715

確定オプション  401,053,934

行使オプション  236,276,579

無効／失効オプション  79,094,449

償却又は変更オプション  なし

オプションの行使による実現総額  17,515,663,888ルピー

有効なオプション数  254,524,136

有効なオプションの加重平均行使価格  222.34ルピー
 
 

 

(1)　インド準備銀行の承認が必要である業務執行取締役に付与されるオプションを含む。

本書に含まれる米国GAAPに基づく「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追加

注記－注記17」も参照のこと。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、従業員ストック・オプションスキームを有
している。付与されたオプションの行使により、2016年３月31日以降に発行された又は発行可能な株式の総数は、
2016年３月31日現在におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの発行済株式数の
2.64％を超過してはならない。１会計年度に適格従業員に対して付与される最大オプション数は、オプション付与
時における当該会社の発行済株式の0.1％を超過してはならない。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアラン
ス・カンパニーは、2017年度末現在、発行済の2,398,838個のストック・オプション（無効オプション又は失効オ
プション控除後）を有していた。

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、その払込済資本の5.0％に至るまでの従業員
ストック・オプションが割り当てられる従業員ストック・オプションスキームを有している。ICICIロンバード・
ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、2012年度において最後に付与されたオプションを有していた。
ICICIロンバート・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、2017年度末現在、発行済の従業員ストック・
オプション3,180,324個（無効オプション又は失効オプション控除後）を有していた。
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貸付

ICICIバンクは、従業員及び業務執行取締役による市場金利よりも大幅に低い金利での不動産、車両及びその他
の耐久消費財等の資産の取得のために行う貸付に関する内部規則を有している。ICICIバンクの従業員に対する貸
付は、年率2.5％から3.5％の利息で行われ、指定期間内に返済することとなっている。貸付は、一般的に、従業員
が取得した資産を担保として行われる。銀行規制法に従い、ICICIバンクの非業務執行取締役には貸付は行われな
い。ICICIバンクの従業員に対する貸付金残高は、2016年度末現在には8.5十億ルピーであったのに対して、2017年
度末現在においては合計9.1十億ルピーであった。かかる金額には、2017年度末現在に、一部の業務執行取締役に
対し、利率及び担保に関する条件を他の従業員に対する貸付と同じにして行われた貸付金122百万ルピー（2016年
度末現在は52百万ルピー）が含まれている。業務執行取締役に対する貸付はインド準備銀行の承認を得た後に行わ
れる。「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(13) 関連当事者間取引」を参

照のこと。

 

退職金

ICICIバンクは、規定された最短の期間以上勤続した後に退職又は辞職する従業員に対して退職金を支払う。海
外拠点の従業員の場合、それぞれの国の効力ある規定に従う。ICICIバンクは、インド生命保険公社及びICICIプル
デンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドにより管理されている従業員に対する退職金基
金に出資している。

上記の基金すべての退職金債務の保険数理上評価は、当行が任命する保険数理士によって決定されている。退職
金債務の保険数理上評価は、利率、給与の上昇率、死亡率及び社員の離職率といった一定の仮定に基づいて、予測
単位積立方式により決定されている。

基金の会計は、独立監査人によって監査されている。監査済財務書類に基づく基金合計額は、2016年度末現在に
は7,093百万ルピーであったのに対し、2017年度末現在には8,589百万ルピーであった。

 

退職年金

ICICIバンクは、適用ある従業員について、合計で年間基本給与の15％を退職年金に出資している。ICICIバンク
の従業員は、残高の３分の１又は２分の１（在職期間による）を一時金換算として退職又は辞職時に受領し、残り
を年金として定期的に受領することができる。従業員が死亡した場合には、適格と認められればその保険金受取人
が累積残高を受領する。ICICIバンクはまた、従業員に、ICICIバンクにより出資される金額を、在職中の月給とし
て受領する現金オプションを付与している。退職年金は、インド生命保険公社及びICICIプルデンシャル・ライ
フ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドにより運営されている。従業員は、インド生命保険公社又は
ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドに管理されている基金のうちのいず
れかを選択することができる。退職年金の積立合計額は、2016年度末現在には2,656百万ルピーであったのに対
し、2017年度末現在には3,012百万ルピーであった。

 

準備基金

ICICIバンクは、従業員に対する退職手当の一部として、準備基金を維持することが法令によって義務付けられ
ている。合併した事業体（マドラ銀行、バンク・オブ・ラジャスタン及びサングリ・バンク）出身の従業員及び
ICICIバンクのその他の従業員に対しては、別途準備基金がある。これらの基金は、内部受託者によって運営され
ている。各従業員は、基本給の12.0％を基金に出資し、ICICIバンクはその同額を出資する。基金の投資は、イン
ド政府が定める規則に従って行われる。基金の会計は、社外監査人によって監査される。合併した事業体出身の従
業員及びその他のICICIバンクの従業員に関し、監査済財務書類に基づく2017年度末現在における基金合計額は、
2016年度の3,501百万ルピー及び16,433百万ルピーと比較して、それぞれ3,336百万ルピー及び19,192百万ルピーで
あった。
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年金基金

当行は、年金として旧マドラ銀行、サングリ・バンク及びバンク・オブ・ラジャスタンの特定の従業員に対して
退職延期プランを提供している。当該プランの下、これらの従業員に対して、それぞれの勤続年数と給与に応じ
て、インフレ手当を含む年金が退職時に支払われる。旧マドラ銀行、サングリ・バンク及びバンク・オブ・ラジャ
スタンの在職中の従業員に関しては、基金が信託によって運営されており、保険数理上評価により負債への融資が
行われている。信託は、旧マドラ銀行、サングリ・バンク及びバンク・オブ・ラジャスタンを退職した従業員への
年金の支払いのための一括保険契約の一部として、インド生命保険公社及びICICIプルデンシャル・ライフ・イン
シュアランス・カンパニー・リミテッドより年金保険を購入している。年金プランが適用される従業員には、雇用
者が出資する準備基金プランは適用されない。監査済財務書類に基づく基金合計額は、2016年度末現在に13,098百
万ルピーであったのに対し、2017年度末現在は16,303百万ルピーであった。
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第３【事業の状況】

 

１【業績等の概要】

 

　「－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

 

「－第２－３　事業の内容」及び「－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照の
こと。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

(1)　 将来に向けた計画及び戦略

 

(ⅰ) 　投資家による投資決定と潜在的に関連する経営政策又は経営戦略

2017年度、当行は、当行の個人向けフランチャイズの強化（個人向け貸付のポートフォリオの増加及び当行の国
内預金基盤における当座預金、普通預金及び個人向け定期預金の割合の維持を含む。）により、持続可能な収益力
のある成長の機会への注力を継続した。当行は、保険業務、資産管理業務及び証券業務の強化並びに当行の保険子
会社に対する投資からの利益の享受に重点を置く、当行の地域及び包括銀行フランチャイズの確立を継続した。当
行は、当行の経営効率のみならず顧客経験をも向上させるため、技術の活用を継続した。2017年度下半期におけ
る、インド政府による高額紙幣の廃貨及び新紙幣の導入の最中において、当行は、当行の銀行業務における混乱を
最小限に抑え、現金の利用可能性及び当行のATMを新紙幣に対応させる再調整を管理するための措置を講じ、特定
の銀行取引の免除を発表し、顧客に対する当行のサービスを向上させた。2017年度、当行は、法人部門に対する貸
付のための慎重なアプローチを継続して採用し、借入人１名に対するエクスポージャー及びグループ・エクスポー
ジャーに係る基準及び制限を含む集中リスクの管理のための枠組みを精緻化及び強化した。当行は、特定分野にお
ける資産の破綻処理及びエクスポージャーの削減に重点を置いたが、進展は予想以上に遅かった。当行は、規制要
件を遥かに上回る自己資本比率を有する資本基盤を維持した。

当行の戦略の成否は、当行が、低コストの預金基盤を増加させ、貸付金の収益性を高め、不良債権及び条件緩和
貸付を削減し、ストレス資産を迅速に処理し、当行の財務部業務を管理し、変動する規制環境において法規制の遵
守を維持し、規制当局による当行業務に対する評価及び監視へ対応し、かつインドの法人向け及び個人向けの金融
サービス市場において効果的な競争を行うことができるかどうかを含み、複数の要因に左右される。銀行、保険及
び資産管理を含むインドの金融部門を統制する規制は、当行のような金融サービスグループの成長及び収益性に潜
在的な影響を持ちつつ発展し続けている。当行の海外支店は主として大規模な資金源から資金調達されており、世
界の金融市場の状況は、資金調達を行い当行の海外支店の事業を成長させる当行の能力に影響を及ぼす可能性があ
る。

ゆくゆくは、当行の堅固な資金調達特性を維持し、リスク分散を行い収益を成長させるために当行の資本基盤を
活用することが当行の目的となる。当行の戦略上の優先事項は以下のとおりである。

 

(a)　ポートフォリオの質の向上

・　当行は、継続して個人向け貸付及び高い格付を有する企業に対する貸付に注力することで、当行のポート
フォリオの債権の組み合わせを改善する。クレジット・ビューローの成長及び顧客データの拡充に促進され
たインドの人口統計データ、中産階級の拡大、都市化、個人向けクレジットの浸透及び安定した資産価値を
鑑み、当行は、個人向け貸付は安定した成長機会を意味すると確信している。無担保の個人向け貸付につい
ては、当行は、当行の既存の顧客に注力する。

・　当行は、当行の修正された集中リスクの管理枠組み（借入人１名に対するエクスポージャー及びグループ・
エクスポージャーに係る修正基準及び制限を含む。）を通じて、集中リスクを低下させる。
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・　当行は、企業が最適な水準で事業を行うこと及びキャッシュ・フローを創出できることを保証するため、資
産売却、企業経営陣の変更、国家会社法裁判所における手続及び利害関係者との協働を通じて、困難な経済
及び経営環境から影響を受けるエクスポージャーの解消に注力する。

・　当行は、初期の警告サインの分析及び特定によって、事業全体の貸付ポートフォリオの積極的な監視に注力
する。

 

(b)　当行のフランチャイズの促進の継続

・　当行は、安定した資金調達特性の維持及び当行の預金全体における当座預金、普通預金及び個人向け定期預
金の健全な比率を保持することに注力する。

・　当行は、革新、顧客経験、クロスセリング、経営の効率性及び分析に着目し、当行の事業における競争上の
優位性のために継続して技術及びデジタル動向を活用する。

・　当行は、技術への投資及び当行の販売網の拡大を継続する中で、費用効率に取り組む。

・　当行は、健全な資金調達特性の維持を目的として資本効率に注目し、子会社への投資からさらなる価値を引
き出すことを目指す。

サービスの質に関する顧客の期待に応え、有能な専門家を誘致及び保持することは、当行の戦略における重
要な要素となる。

 

(ⅱ) 　経営目標達成の評価のために用いられる客観的指標

経営目標の達成は、質的及び量的側面の両方から評価される。評価のための主要業績評価指標は、利益、貸付の
伸び率、預金の成長率、リスク評価基準とリスク管理システム、規制水準の遵守及び顧客サービスを含む。達成度
の評価は、当該年度の初めに決定された目標と対比して行われる。

 

(ⅲ) 　事業環境

「－７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(2) 事業環境」、「－７ 財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(3) 事業の概略」及び「－７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析－(4) 事業の見通し」を参照のこと。

 

(2)　競　　　争

 

当行は、その業務のすべての主要分野において、インド国内外の商業銀行、住宅金融会社、銀行以外の金融会
社、支払銀行及び小規模銀行といった民間部門における新規の分化した銀行、個人顧客向けの支払サービスを提供
する銀行以外の機関、ミューチュアル・ファンド及び投資銀行との競争にさらされている。当行は、連結での総資
産の点においてインド最大の民間銀行である。当行は、革新的な商品及びサービスの提供、技術の活用、顧客関係
の確立並びに意欲的で能力の高い従業員の養成により、競合相手に対する競争力の獲得に努めている。当行は、自
己の競争力を評価する際、個人顧客及び法人顧客向けの商品及びサービスについて、それぞれ別個に評価を行って
いる。
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(a)　個人向け商業銀行商品及びサービス

個人向け金融市場における競争は、従来インド国内外の商業銀行、銀行以外の金融会社、及び住宅金融会社を
相手とするものである。近年、小規模銀行及び支払銀行といった金融市場に参入した新たな種類の銀行並びに支
払及び送金サービスを提供する銀行以外の機関のような、ニッチなプレーヤーを相手とする競争も発生してい
る。

個人向け金融市場は、技術の発展並びにモバイル化及びデジタル化の革新に伴い急速に変化している。これに
より、インドの銀行は、効果的な競争を行うために、これらの動向の活用への注力を強めた。当行を含むインド
の銀行は、従来の支店網とは異なる、モバイル及びインターネットを用いた銀行サービスを含む、技術に対応し
た多様なチャネルを通じて、商品及びサービスを提供している。外国銀行も商品及び供給面では能力を有するも
のの、インド国内の商業銀行と比べ顧客基盤が小規模であるため、限定的な顧客区分及び地域に集中する傾向に
ある。2017年３月31日現在、インド国内にある外国銀行の総支店数は287であった。インド国内の公共部門銀行
は、広範な支店販売網を有しているが、一般的に技術面及びマーケティング能力の点では若干劣る。民間銀行
は、支店網は比較的小さいものの、技術能力の点では優れている。さらに、銀行以外の特殊な金融会社の中に
は、一定の個人向け銀行商品区分の市場シェアを拡大したものもある。当行は、かかる市場において、充実した
商品ポートフォリオ、効率的な流通チャネル（新たな技術の提供、支店、代理店、堅実な与信審査手続及び債権
回収メカニズムを含む。）及び経験豊富な専門家集団を強みとした競争を志している。

商業銀行は、古くからインドにおいて人気の高い個人向け預金商品である個人向け銀行預金を集めようと競い
合っている。当行は、企業との関係を生かし、給与管理商品を通じた個人口座の獲得に努めてきた。当行は、支
店、業務代理店、ATM、テレフォン・バンキング・コールセンター、モバイル・バンキング、タブレット・バン
キング、インターネット及びソーシャル・メディアを活用したマルチチャネル販売戦略により顧客にアピールし
ている。さらに当行は、顧客プロファイル及び商品区分の細分化に焦点を当てた戦略に従い、職業、年代及び収
入プロファイルに応じて、多様な負債商品を提供している。当行のもう１つの競争相手としては、ミューチュア
ル・ファンドがある。ミューチュアル・ファンドには、税制上の優遇があり、また競争力の高い運用実績を上げ
ることが可能なため、銀行預金に代るものとして、競争相手になってきている。個人向けセグメントに対する貸
付における競争が、近年大いに激化している。商業銀行、特に民間部門銀行は、法人部門に対する貸付の機会が
限られており、その結果としての競争圧力から、個人顧客に対する貸付を大幅に増大させている。当行はまた、
銀行が事業展開を行う部門（住宅ローン及び自動車ローンを含む。）において貸付を行っている銀行以外の金融
会社との競争にも直面している。近年、経営及び回収環境が厳しいことから、商業銀行が貸付を縮小しているた
め、銀行以外の金融会社は、個人向け金融市場における存在感を大いに強化させている。

新たな民間部門銀行もまた、当行の競争相手である。インド準備銀行は、2016年度中に銀行業務を始めた新た
な民間部門銀行設立の免許申請者２社に対して承認を付与した。インド準備銀行は、大手通信会社及びプリペイ
ドウォレットの提供者を含む支払銀行に対して許可を出した。また、小規模金融を行う銀行以外の金融会社を含
む小規模銀行に対しても、許可が出された。小規模銀行６行及び支払銀行４行が業務を開始した。インド準備銀
行は、インフラ及び主要な産業に大規模な貸付を実施する企業向け融資及び長期的融資を行う銀行に対する許可
に関する審議文書を公表した。保管銀行等、その他の分化した銀行に対する許可に関する審議文書もまた表明さ
れた。インド準備銀行は、2016年５月に、ユニバーサル・バンクのための、断続的に免許が付与されている従前
の実務と比較してより継続的な免許付与基準に関するガイドライン草案を発表した。インド準備銀行は、さら
に、インド市場に外国銀行がアクセスしやすくすることを計画していることを発表した。インド準備銀行は、
2013年11月、外国銀行のインド市場への進出のための枠組みを公表し、外国銀行がインド市場に進出するために
は子会社という形式が最も好ましい方法であることを示し、相互主義が定められている国の銀行が子会社方式を
採用する限り、国内銀行と同等の取扱いを行うことを提案している。

 

(b)　農業従事者及び農村の顧客向け商業銀行商品及びサービス

当行が農業従事者又は農村の顧客に対して商業銀行業務を行う場合は、インド農村部に巨大な支店網を有する
公共部門銀行との競争に直面する。その他の民間部門銀行及び銀行以外の金融会社もまた、農村市場を一段と重
視してきた。当行はまた、農村重視の金融機関及び小規模金融機関等の特殊企業との競争関係にある。インド準
備銀行は、行政指導に基づく、銀行と比較してより高い貸付目標を有し、農村及び未組織区分において競合する
特殊な小規模銀行の免許を発行した。当行は、商品戦略、技術力及び多様な販売網を強みとした競争を志してい
る。
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(c)　法人顧客向け商業銀行商品及びサービス

法人顧客向けの商品及びサービスにおいて、民間部門銀行は、企業との強固な関係及び企業向け融資との長期
的連携を考えると利点がある。公共部門銀行及び特定の民間銀行も政府銀行区分に関して従来の競争上の利点が
ある。近年、法人部門は、当該部門に対する民間部門銀行からの貸付の減少をもたらした大きな課題に直面して
いる。しかしながら、民間部門銀行は、法人顧客向け与信を継続して増加した。当行は、サービスと公共部門銀
行よりも著しく早いと確信する迅速な応対に基づき、当該セグメントにおける競争に努めている。当行は、変化
するマクロ経済的展望に基づいて、カスタマイズされた金融ソリューションを顧客に提供している。当行は、マ
ルチチャネル販売アプローチ及び技術主導型のデリバリー能力を通して、公共部門銀行の大規模支店網との競争
に努めている。従来、インドの一流企業に対する資金調達関連の商品及びサービス、貿易金融、各種有料サービ
ス並びにその他短期金融商品の提供は、外国銀行が積極的に行ってきた。当行は、外国銀行よりも広範な地理的
業務範囲及びカスタマイズされた貿易金融ソリューションの提供に基づき、国境を越えた貿易金融において外国
銀行と競争を進めている。当行は、有力な手数料ベースの現金管理サービスを確立しており、貸借対照表の規
模、広範な支店網、高い技術力及び当行の国際的な存在感を生かして、資金調達関連の商品及びサービスの分野
で競争を進めている。

その他新規の民間銀行は、効率性、サービス提供及び技術の面から、法人向け銀行業務市場における競争相手
にもなる。しかしながら、当行は、その規模、資本基盤、企業との強固な関係、広範な地理的業務範囲並びに技
術の活用による革新的な付加価値商品及びサービスの提供により、高い競争力を有するものと確信している。

プロジェクト・ファイナンスにおいては、当行の競争相手は、かかる市場においてその事業展開を拡大させよ
うと模索しているインド国内外の商業銀行である。当行は、当行の市場における評判の高さ並びにリスクの評価
及び軽減における専門知識が当行の競争上の利点になるものと確信している。当行のこの分野特有の知識の深さ
並びにリスク及び政策関連の問題理解能力に加え、助言、ストラクチャリング及びシンジケーションに関する
サービスによって、当行は、プロジェクト・スポンサー、海外の貸付人及び政策決定機関の信頼を獲得してきた
ものと確信している。

 

(d)　海外顧客向け商業銀行商品及びサービス

当行の国際戦略はインド関連の事業機会に重点を置いている。当行の国際事業において、当行は、海外事業を
展開するインド国内の公共部門銀行、非居住者に該当する在インドの個人及び企業を対象とする商品及びサービ
スを有する外国銀行並びに送金サービス等のその他のサービス提供者と競争関係にある。外国銀行は、低コスト
の外貨建資金の利用が可能であるという強みを活用することにより、インド企業への融資における競争力を高め
ている。当行は、インド国内において広範な販売網を有し、グローバル基準の商品及びサービスを提供するイン
ド国籍の銀行としての地位を確立し、競争上の優位を獲得しようと努めている。当行は、国内事業で培った技術
力を最大限活用し、当行の国際顧客に対して利便性及び効率的なサービスを提供するべく努めている。また当行
は、インド企業との強固な関係を当行の国際事業に最大限活用しようと努めている。

 

(e)　保険及び資産管理

当行の保険及び資産管理に係る事業は、既存の公共部門大手に加え、民間部門の新規参入者とも競争関係にあ
る。当行は、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー、ICICIロンバード・ジェネラル・
インシュアランス・カンパニー及びICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーは、商品、販
売及びリスク管理につき高い能力を築いており、それぞれの事業において市場の強固な地位にあると確信してい
る。当行がICICIバンクの個人フランチャイズ及び販売網を利用できるということは、当行の保険及び資産管理
子会社にとって競争上の主たる利点になるものと確信している。
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４【事業等のリスク】

 

　投資家は、当行及び当行の事業を評価にするにあたり、以下のリスク要因及び本書に含まれるその他の情報を慎
重に検討すべきである。

 

(1)　インドに関するリスク並びにその他の経済リスク及び市場リスク

 

(a)　インドの経済成長の鈍化の長期化又は金利の上昇により、当行の事業は損害を被る可能性がある。

インドの国内総生産を評価するためにインド政府が導入した新たな方法及び部門ごとの粗付加価値によれば、
インドの国内総生産は、2015年度は7.5％、2016年度は8.0％、2017年度には7.1％上昇した。2017年度につき、
粗付加価値において、農業部門が15.2％、工業部門が31.2％、サービス部門が53.7％を占めた。当行は、インド
の経済状況に非常に大きく依存しており、インドの経済成長の鈍化は、特にかかる鈍化が継続し長期に及ぶこと
となった場合、当行の事業並びに当行からの借入人及び当行の取引先に悪影響を及ぼす可能性がある。

2010年度より、インドの法人部門は、インフラ部門及び商品部門を含めて多額の投資を行った。これが、当行
を含む銀行部門において貸付の高い伸びをもたらした。その後、インド経済は、高インフレ及びその結果の金利
上昇、通貨の下落及び経済成長の急減速という点で課題を抱えている。法人部門では、売上高及び利益の伸び率
の低下、運転資金のサイクル伸長及び高水準の債権（政府からの受取債権を含む。）がみられ、また政策変更及
び承認や裁判所の決定の遅れに起因してプロジェクトの完了及びキャッシュ・フロー創出において大きな課題を
抱えている。インド企業（特にインフラ部門及び工業部門）は、経済シナリオ並びに世界及び国内の金融市場の
不安定性を背景に、資本調達能力を抑制した。企業の投資活動は減少した。2014年度以降、これらの動きが、当
行を含むインドの銀行部門における法人向けの不良債権及び条件緩和貸付の増加、並びに法人部門向けの与信の
伸び率低下を主因とした貸付全体の伸び率の大幅な鈍化をもたらした。法人部門は引続き、予想よりも低い
キャッシュ・フロー創出及び高いレバレッジ比率により影響を受けている。2015年度及び2016年度における金
属、石炭及び原油を含む全世界的な商品価格の大幅な下落は、商品に関連する部門の借入人にマイナスの影響を
及ぼした。経済への資本投資は依然として抑制されており、建設のような投資に関連する部門の企業に影響を及
ぼした。予想よりも低いキャッシュ・フローを背景に、法人部門におけるレバレッジ比率の低下に向けた進捗は
遅れている。結果として、2016年度において、不良債権への繰入（条件緩和貸付から不良債権状態への悪化を含
む。）及び引当金の水準が高まった。

2017年度において、不良債権への繰入（条件緩和貸付からの悪化を含む。）は、経済成長の鈍化、企業の収益
率の低下及び投資活動の低迷に起因する法人部門の課題が継続していることから、引続き高い水準にある。経済
成長の鈍化は、主に工業部門及びサービス部門でみられ、2017年度における工業部門の成長は、2016年度の
8.8％に比べて5.6％に、また2017年度におけるサービス部門の成長は、2016年度の9.7％に比べて7.7％に減速し
ている。さらに、2017年度下半期においては、インド政府による高額紙幣の廃貨によって現金の利用可能性に減
少が生じ、これが事業にも影響を及ぼした。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再構築
し、事業及び資産の売却によりレバレッジ比率を低下させるように取り組んでいるが、ストレス資産を解消する
プロセスは、貸付勘定における負荷の早期解消の選択肢を検討するために設置された共同貸付人フォーラムでの
意思決定が遅れたため、予想よりも依然として進捗が遅い。当該年度において、当該資産の早期解消を可能とす
るため、いくつかの措置がインド準備銀行により発表された。しかしながら、事業運営及び回収環境において引
き続く課題が解消のペースに悪影響を及ぼし、これが2017年度における不良債権（条件緩和貸付からの悪化を含
む。）の大幅な増加につながった。
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インド経済全般及び特に農業部門は、モンスーンの降雨量及び時期の影響を受ける。インドの法人部門による
投資は、免許の付与、土地の利用権、天然資源の利用権及び環境保護に関する方針及び決定を含めて、政府の方
針及び決定により影響を受ける。インドの経済成長はまた、インフレ、金利水準、貿易及び資本移動にも影響さ
れる。インフレの水準又はインド・ルピー下落の水準により、金融緩和が制約されるか又はインド準備銀行によ
る金融引締めを招来する可能性がある。国内における食品価格の上昇、世界的な原油等の商品価格の上昇、通貨
安が輸入商品の価格に及ぼす影響、及びさらなる燃料価格高騰の消費者への転嫁、又はその他の理由によりイン
フレが進行した場合、金融政策が引き締められる可能性がある。例えば、2014年度において、インフレ率が2013
年４月の9.1％から2013年11月には11.5％に上昇したことを受けて、インド準備銀行は、2013年５月から2014年
１月までの間に7.25％から8.0％へと段階的にレポレートを75ベーシスポイント引き上げた。レポレートはそれ
以来8.0％の水準で維持され、その後、2015年１月より徐々に引き下げられ、直近では2016年10月に25ベーシス
ポイント引き下げられ6.25％となっている。

　2015年度において、インド準備銀行は、インド政府との間で金融政策の枠組みに関する取決めを行い、インド
準備銀行が追求するインフレ目標を4.0％+/-２％にすることを確認した。2016年６月、インド政府は、1934年イ
ンド準備銀行法の改正（インド国会により承認済）について、メンバー６名で構成される金融政策委員会（イン
ド準備銀行及び政府からメンバーを構成し、インフレ目標及び金融政策の決定についての責任を有する。）に対
して通知した。インドは、これまで長期にわたり高インフレに陥っていた。インフレ率が高い水準に戻り、その
結果として生じる金利の上昇及び対応する金融政策の引締めにより、インドの経済成長は悪影響を受ける可能性
がある。

世界全体の流動性の状況、相対的な金利水準及びリスク選好度の悪化により、インドから多額の資本が流出す
る可能性がある。例えば、2013年６月における米国での量的緩和の中止に関する懸念により、2013年６月から７
月にかけて、債券市場において外国機関投資家による投資がインドから約7.5十億米ドル流出した。同様に、世
界の経済成長の鈍化はインドの輸出に影響を及ぼす可能性があり、金属及び鉱物といった世界的に取引が行われ
る商品の供給過剰又は急激なかつ長期にわたる価格の下落が生じた場合は、かかる部門の当行の借入人にマイナ
スの影響を与える可能性がある。

インドの経済成長率の鈍化及び世界の資本市場、商品市場及びその他の市場における不利な変動は、法人、個
人及び農村部の借入人の間の借入需要及びその他の金融商品及びサービスに対する需要の低下、競争の激化、並
びに債務不履行の増加につながり、これによって当行の事業、財務実績、株主資本、戦略の実践力並びに当行株
式及び米国預託株式の価格が悪影響を受ける可能性がある。

 

(b)　他の国々（特に新興国及び当行が事業を展開している国）における金融不安は、当行の事業並びに当行株
式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

他の最近の金融危機よりも深刻であった2008年から2009年にかけての金融危機の近因は、米国の住宅ローン市
場であるが、投資家は、新興経済国及び先進国の複数の市場において、金融危機及び景気循環を最近経験してお
り、これは当行を含むすべての金融機関にとってリスクを招くおそれがあることを認識すべきである。ソブリン
債のデフォルト、欧州連合からの英国の離脱を問う国民投票後の英国と欧州の政策立案者との間の交渉、また欧
州連合からの他の加盟国の離脱、景気後退及び主要先進国におけるマイナス金利の導入をめぐる懸念並びに米国
の金融政策の引締め関する懸念を含むユーロ圏での事態の進展により、リスク回避はさらに強化され、世界の資
本市場の不安定さはさらに増大する可能性がある。

インド若しくは他の市場及び国々の金融システムに対する投資家の信頼喪失又はインド若しくはその他の市場
における金融不安は、インドの金融市場の不安定さを増大させ、またインドの経済及び金融部門、当行の事業及
び将来の財務実績に直接的又は間接的に悪影響を及ぼす可能性がある。「－(2) 当行の事業に関するリスク－

(q) 当行の国際的業務により、当行が直面するリスクの複雑性が増加した。」も参照のこと。当行は、依然とし

て世界経済及び世界の銀行環境の後退の間接的な影響によるリスクにさらされている。これらのリスクの一部
は、予測できず、その大部分を当行は制御することができない。当行はまた、破産するか、そうでなくとも当行
に対する債務を履行できない金融機関に対するカウンターパーティーリスクにもさらされ続けている。
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(c)　国際的な格付機関によるインドの債券の格下げは、当行の事業、流動性並びに当行株式及び米国預託株式
の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

S&Pグローバル・レーティング、ムーディーズ及びフィッチは現在、インドのソブリン格付のアウトルック
（見通し）を安定的又はポジティブとしているが、かかる格付機関はそれぞれ、インドのソブリン格付又はかか
る格付の見通しを引き下げる可能性があり、これが当行の格付に影響を及ぼす可能性がある。また、格付機関は
それぞれ、銀行に対する格付方法を変更する可能性があり、これが当行に影響を及ぼす可能性がある。例えば、
2015年４月、ムーディーズは銀行に対する格付方法及び銀行への政府支援についての評価を見直した。これに伴
い、インドの銀行を含め、世界各地の何行かの銀行の格付が見直された。かかる方法の変更に伴い、当行の優先
無担保社債の格付は１段階引き下げられBaa3となった。国際的な格付機関によるインドの国内及び国外発行債券
の信用格付の格下げは、当行の事業に悪影響を及ぼし、当行の資本市場へのアクセスが制限され、また当行の流
動性ポジションに悪影響を及ぼす可能性がある。また、銀行に対する格付方法では、資本基盤、流動性プロファ
イル、不良債権の水準及び銀行業界での事業状況等の銀行の主要な財務パラメーターを考慮に入れる。インドの
銀行部門において、経済及び事業運営の環境における課題に問題が生じた間に、格付機関により銀行に対する引
下げ又はアウトルックの変更等の格付アクションがとられる可能性がある。当行を含む銀行部門における不良債
権の大幅な増加に伴い、格付機関ムーディーズは、何行かの公共部門銀行の格付並びに一部の公共部門銀行及び
民間部門銀行に対するアウトルックを見直した。ムーディーズは当行の優先無担保社債の格付をBaa3で再確認し
たが、当行についてのベースライン信用リスク評価はbaa3からba1に引き下げられ、また当行の優先無担保社債
に対するアウトルックは2017年７月にポジティブから安定的に変更された。当行の海外支店の格付は、特に格付
がインドの格付を下回る場合、支店が所在する国のソブリン格付に影響を受ける。当行が業務を行う国のソブリ
ン格付にインドの格付を下回るような変更が生じた場合、当該法域の当行の海外支店及び当該支店が発行する社
債の格付に影響を及ぼす可能性がある。2016年２月、S&Pグローバル・レーティングは、バーレーンのソブリン
格付の格下げに伴い、ICICIバンクを含むインドの銀行２行のバーレーン支店が発行した社債についてクレジッ
トウォッチ・ネガティブに指定した。2016年６月、S&Pグローバル・レーティングは、ドバイ・インターナショ
ナル・ファイナンシャル・センターの当行支店による社債に保証を付す取消不能のスタンドバイ信用状の実行に
基づき、当行の優先社債の格付をクレジットウォッチから外し、既存の格付を維持した。「－(2) 当行の事業に

関するリスク－(t) 当行が信用リスク、市場リスク及び流動性リスクを効率的に管理できない場合並びに当行の

評価モデル及び会計上の見積りが不正確であった場合、当行の収益、資本、信用格付及び資金調達コストに悪影
響が及ぶ可能性がある。」も参照のこと。

当行には、現行の信用格付から１段階又は２段階格下げがなされた場合に影響を受ける一定の借入金がある。
かかる借入金は、2017年度末現在で当行の借入金総額の約3.0％に相当する。国際的な格付機関が当行の信用格
付を１段階又は２段階格下げした場合、当行は、一定の借入金に対してより高い金利を支払わなければならなく
なり、また、一定の借入金に関して、当行は、当行の貸付人と新しい金利を交渉し直さなければならなくなる。
当行が貸付人と金利について合意できない場合、貸付人は、残存する貸付金の元本額の繰上返済を当行に要求す
る可能性がある。

 

(d)　原油価格の大幅な上昇は、インドの経済に悪影響を及ぼす可能性があり、その結果当行の事業にも悪影響
を及ぼす可能性がある。

インドは、石油及び石油製品について需要の大部分を輸入しており、それらは2015年度に輸入総額の31％を占
めたのに対して、2016年度及び2017年度には輸入総額の約22％を占めた。インド政府は、一定の石油製品に関す
る価格規制を緩和し、また、かかる製品に関する補助金を削減しており、この結果、国際原油価格の国内石油価
格に及ぼす影響が増大した。石油価格の上昇又は乱高下並びに現地通貨での輸入をさらに割高にする通貨安の影
響及びインドの顧客へのかかる価格上昇分の転嫁又は（財政赤字を増加させる可能性がある）補助金の増加は、
インフレ率及び市場金利の上昇並びに貿易赤字及び財政赤字の増加を通じたものを含め、インド経済並びにイン
ドの銀行及び金融システムに重大な悪影響を及ぼす可能性がある。これにより、当行の流動性、資産価値、財務
実績、株主資本、戦略の実践力並びに当行株式及び米国預託株式の価格を含め、当行の事業は悪影響を受ける可
能性がある。
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(e)　貿易赤字を含む経常赤字並びに資本移動及び為替相場の変動は、当行の事業並びに当行株式及び米国預託
株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

インドの対外貿易関係及び貿易赤字は、インドの経済状況及びルピーの為替相場に悪影響を及ぼす可能性があ
る。インドの経常赤字が国内総生産に占める割合は、原油価格及び商品価格の急落並びに石油以外の輸入の鈍化
を主因とし、2013年度の4.7％から著しく改善し、2015年度は1.3％、2016年度は1.1％、2017年度には0.7％で
あった。米国又はその他の経済圏における金融政策の変更により増加する資本移動の変動性又は世界の投資家に
おけるリスク選好度の低下又はリスク回避度の上昇及びその結果として生じた世界全体の流動性の低下は、イン
ドの経済及び金融市場に影響を与える可能性がある。例えば、2014年度上半期において、米国における量的緩和
の中止に関する懸念並びに経常赤字の増大及び成長率低下の見通し等のその他の国内における構造的要因を理由
として、インドを含む新興成長市場から多額の資本が流出した。

為替相場は、国際資本市場の不安定性、米国等の先進国の金利及び金融政策スタンス、インドのインフレ率及
び金利の水準、経済活動における収支の状況及び傾向を含む多くの要因により影響を受けている。2013年度の初
めから2016年度において、ルピーは米ドルに対して30.4％下落した。2017年度において、ルピーは約2.1％上昇
した。

全世界的な原油価格の高騰のような貿易赤字に影響を及ぼす要因又はその他の理由で経常赤字及び貿易赤字が
膨らみ、又は経常赤字及び貿易赤字が管理できない状況に陥った場合、インド経済、ひいては当行の事業、財務
実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格は悪影響を受ける可能性がある。資本移動の減少又は変動の増大
は、インドの経済及び金融市場に影響を与える可能性があるとともに、インドの金融政策の決定において複雑さ
及び不確実さを増大させる可能性があり、インドにおいてインフレ及び金利の変動をもたらし、またその結果、
当行の事業、財務実績、株主資本並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

さらに、為替相場の変動を抑制するためのインド準備銀行による外国為替市場への介入の増加又はその他の政
策手段は、インドの外貨準備金の減少につながり、インド経済に流動性の減少及び金利の上昇をもたらす可能性
があり、その結果、当行の事業、将来の財務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能
性がある。為替相場の急激な下落はまた、十分にヘッジされていない外貨建債務を有する一部の法人借入人に対
し影響を及ぼす可能性がある。「－(2) 当行の事業に関するリスク－(w) 当行及び当行の顧客は、外国為替相場

の変動にさらされている。」も参照のこと。

 

(f)　インドの金融システムにおける財政難及びその他の諸問題は、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株
式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

大規模でシステム上重要なインドの銀行である当行は、インドの特定の金融機関が直面する財政難に影響され
るインドの金融システムに関するリスクにさらされている。これは、多くの金融機関の場合、商業的な安定性が
信用、トレーディング、決済又はその他の関連業務に密接に関わってくるためである。かかるリスク（システ
ミック・リスクと称されることがある。）は、当行が日常的に関係を持つ決済機関、銀行、証券会社及び証券取
引所等の金融仲介業者に悪影響を及ぼす可能性がある。インドの金融システムにおける財政難又は不安定性は、
一般的に、インドの金融機関及び銀行についてマイナスな市場認識を与え、また当行の事業に悪影響を及ぼす可
能性がある。当行は、これらの金融機関との取引により、相手方による不履行があった場合に信用リスクにさら
されることになるが、かかる信用リスクは市場の流動性が低下したときに悪化する可能性がある。2015年８月、
当行は、インド準備銀行により、インドのシステム上重要な銀行として認定され、その後の年度においても、イ
ンド準備銀行は引続き当行をインドのシステム上重要な銀行として分類している。「－第２－３　事業の内容－
(1) インドの金融部門の概要」も参照のこと。

インドの金融システムは新興成長市場において運用されているため、当行は、国による預金保険制度があるに
もかかわらず預金取付け騒ぎが生じるリスク等、先進諸国では通常みられない特有の性質及び程度のリスクに直
面している。例えば、2003年４月、当行が流動性の問題に直面しているという裏付けのない噂が広まった。当行
の流動性の状況は健全であるにもかかわらず、この裏付けのない噂が原因で、2003年４月の数日間、当行から通
常よりも多く預金が引き出された。2008年、リーマン・ブラザーズが破綻し、リーマン・ブラザーズ並びにその
他の米国及びヨーロッパの金融機関に対する当行のエクスポージャーが開示された後、当行の財務状態に関する
ネガティブな噂が広まり、その結果預金者が懸念を示し、数日間にわたり取引量が通常を上回った。当行はこれ
らの状況を沈静化したが、今後このような状況を沈静化できなかった場合、多額の預金が引き出され、これによ
り当行の流動性の状況は悪影響を受け、当行の事業が中断され、市場緊張時には当行の財務体質が弱体化する可
能性がある。
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法人部門が直面する課題の結果として、当行を含む多くのインドの銀行の不良債権及び引当金は、2016年度及
び2017年度において大幅に増加した。当行の不良債権及び引当金設定コストは、当面は高いままであると予想さ
れている。「－(2) 当行の事業に関するリスク－(a) 当行のポートフォリオにおける不良債権の水準を適正に管

理することができなかった場合、当行の事業は損害を受けると予想される。」及び「－(2) 当行の事業に関する

リスク－(b) 規制当局が引続き不良債権及び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場

合、又は不良債権に対する引当金が増加する場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。」も参照のこと。

 

(g)　自然災害、気候の変化及び伝染病の発生は、インド経済、又は当行が事業を行うその他の国々の経済、当
行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

インドはここ数年間で、地震、洪水及び干ばつ等の自然災害を経験している。これらの自然災害の範囲及びそ
の重度が、インド経済への影響の度合いを決定する。特に、モンスーンの降雨量及び時期等、気候及び天候の状
況は、2017年度においてインドの付加価値の約15.2％を占める農業部門に影響を与える。標準以上若しくは標準
以下の降雨量が長期間続く場合、その他の自然災害が発生した場合又は世界的若しくは地域的に気候が変化した
場合、インド経済及び当行の事業、特に当行の農業部門のポートフォリオは、悪影響を受ける可能性がある。同
様に、世界的な気候の変化又はインド及び当行が事業を行っているその他の国々における地域的な気候の変化
は、気象パターン及び干ばつ、洪水及びサイクロン等の自然災害の発生頻度に変化をもたらし、インド及び当行
が事業を行っている国々の経済及びかかる国々における当行の事業運営に悪影響を及ぼす可能性がある。

伝染病もまた当行の事業に混乱をもたらす可能性がある。2010年度には、インド及び当行が事業を展開する複
数の国々を含む世界の各地域でH1N1ウイルスを原因とする豚インフルエンザが発生した。将来、伝染病が発生し
た場合、感染地域における事業活動水準が制約され、ひいては当行の事業に悪影響が及ぶ可能性があり、また当
行株式及び米国預託株式の価格が影響を受ける可能性がある。

 

(h)　インド政府の政策における著しい変化により、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格は悪影
響を受ける可能性がある。

当行の事業及び顧客の大部分は、インドに拠点を置いているか又はインド経済に関連し、その影響を受けてい
る。インド政府は従来どおり、また今後も継続的に多方面でインド経済に支配的影響を及ぼす。政府の政策は、
インドの業況及び経済状況、当行の戦略の実践力、当行の子会社の事業運営並びに将来の財務実績に悪影響を及
ぼす可能性がある。1991年以降、歴代のインド政府は、民間部門に対する著しい規制緩和を行い、インドの金融
部門の発展の促進を含む経済開放政策を推進した。過去数年間、インドの政権は連立政権であったが、2015年度
の総選挙においては単一の政党が過半数の票を獲得した。インドの首脳及び政権の構成は変更される可能性があ
り、選挙の結果は必ずしも予想どおりとはならない場合もある。政権により今後推進される経済政策を予測する
ことは困難である。さらに、インドの法人部門による投資は、免許及び資源の付与、土地及び天然資源の利用権
に関するもの並びに環境保護に関する方針を含めて、政府の方針及び決定により影響を受ける可能性がある。こ
れらの政策及び決定の結果、当行が資金提供するものを含むプロジェクトの実施が遅れ、また新規のプロジェク
ト投資も制限される可能性があり、ひいては経済成長に影響を与えることになる。経済開放の速度は変動する可
能性があり、銀行及び金融会社、海外投資、為替に影響を及ぼす特定の法律及び政策は変更され、並びに当行の
有価証券への投資に影響を及ぼすその他の要因もまた変化する可能性がある。例えば、インド政府は、インドに
おける統一された物品・サービス税構造を導入しており、これにより当行に対する課税方法に影響が及んでお
り、当行の借入人の事業運営及びキャッシュ・フローに影響が及ぶ可能性がある。また、政府が１度限りの決定
を下す可能性があり、これが当行の事業及び財務実績に影響を及ぼす可能性がある。例えば、法定通貨である高
額紙幣を廃貨とする2017年度下半期における政府の決定は、移行に係る費用の増加をもたらし、特定の期間にお
けるATM及びカード取引の取引手数料の減額又は廃止等、当該移行に付随する措置を要因とする収益の減少をも
たらした。インドの経済政策の著しい変化、又はインドのマクロ経済政策若しくは今後の選挙を取り巻く不安定
性による市場変動は、インドの業況及び経済状況全般に悪影響を及ぼし、特に当行の事業に悪影響を及ぼす可能
性があり、また当行株式及び米国預託株式の価格が影響を受ける可能性がある。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

184/647



(i)　インド又はその他の地域において地域紛争、テロ攻撃又は社会不安が深刻化した場合、当行の事業並びに
当行株式及び米国預託株式の価格は悪影響を受ける可能性がある。

インドは度々、社会不安並びに内乱及び近隣諸国との間で紛争を経験している。過去にインドとパキスタンと
の間で軍事衝突が、また近隣諸国との国境紛争が起きている。またインドは、国内の一定の地域（当行の主たる
事務所が所在するムンバイを含む。）でテロ攻撃を受けた経験もある。さらに、中東及び東欧における地政学的
な事象又は世界のその他の地域におけるテロや軍事活動は、主要商品の価格、金融市場、貿易動向及び資本移動
に影響を及ぼす可能性がある。これらの要因並びにインドの政治及び経済不安は、当行の事業、将来の財務実績
並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

(2)　当行の事業に関するリスク

 

(a)　当行のポートフォリオにおける不良債権の水準を適正に管理することができなかった場合、当行の事業は
損害を受けると予想される。

当行が不良債権の水準を適正に管理又は引き下げることができなかった場合、当行の不良債権に係る利息計上
停止に起因して当行の貸付ポートフォリオの全体的な価値が低下し、当行の引当金設定コストが増加し、当行の
純利息収入及び純金利差益率にマイナスの影響を受ける可能性があり、当行の信用格付及び流動性が悪影響を受
ける可能性がある。また当行は強化された規制上の監視及び精査の対象となり、当行の評判は悪影響を受け、当
行の事業、将来の財務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格は悪影響を受ける可能性がある。「－(b) 規

制当局が引続き不良債権及び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又は不良債
権に対する引当金が増加する場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。」も参照のこと。

失業率の増加、長期間にわたる景気低迷、家計貯蓄及び家計所得の水準の低下、当行の規制当局による当行の
貸付ポートフォリオの評価及び見直し、金利の急激かつ継続的な上昇、インド経済の動向、全世界的な商品市場
及び為替相場の変動並びに国際競争を含む様々な要因は、当行の不良資産の水準を上昇させ、当行の貸付ポート
フォリオの価値に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

2010年度より、インドの法人部門は、インフラ部門及び商品部門を含めて多額の投資を行った。これが、当行
を含むインドの銀行において貸付の高い伸びをもたらした。その後、インド経済は、高インフレ及びその結果の
金利上昇、通貨の下落及び経済成長の急減速を含む課題を抱えている。当該期間において、法人部門では、売上
高及び利益の伸び率の低下、運転資金のサイクル伸長及び高水準の債権（政府への債権を含む。）がみられ、ま
た環境及び土地に関する認可等の政策変更及び承認や炭鉱の割当ての取消し等の裁判所の決定の遅れに起因して
プロジェクトの完了及びキャッシュ・フロー創出において大きな課題を抱えている。インド企業（特にインフラ
部門及び工業部門）は、経済環境並びに世界及び国内の金融市場の不安定性を背景に、資本調達能力を抑制し
た。企業の投資活動は減少した。2014年度以降、これらの動きが、当行を含むインドの銀行部門における法人向
けの不良債権及び条件緩和貸付の増加、並びに法人部門向けの与信の伸び率低下を主因とした貸付全体の伸び率
の大幅な鈍化をもたらした。法人部門は引続き、予想よりも低いキャッシュ・フロー創出及び高いレバレッジ比
率により影響を受けている。2015年度及び2016年度における金属、石炭及び原油を含む全世界的な商品価格の大
幅な下落は、商品に関連する部門の借入人にマイナスの影響を及ぼした。経済への資本投資は依然として抑制さ
れており、建設のような投資に関連する部門の企業に影響を及ぼした。予想よりも低いキャッシュ・フローを背
景に、法人部門におけるレバレッジ比率の低下に向けた進捗は遅かった。さらに、2015年12月31日に終了した
３ヶ月間において、法人部門における継続的な課題を背景に、インド準備銀行は、負荷及び引当金設定の早期及
び保守的な認識の目的を明確に示し、また2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわたり一定の貸付勘定及びそれ
らの分類を見直すために当行を含む多くのインドの銀行と討議し、質問を行った。法人部門が直面する課題及び
インド準備銀行との討議及び同行による見直しの結果として、当行を含むインドの銀行には、2016年度下半期に
おいて、不良債権への繰入（条件緩和貸付から不良債権状態への悪化を含む。）の水準の大幅な上昇がみられ
た。
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2017年度において、不良債権への繰入（条件緩和貸付からの悪化を含む。）は、経済成長の鈍化、企業の収益
率の低下及び投資活動の低迷に起因する法人部門の課題が継続していることから、引続き高い水準にある。経済
成長の鈍化は主に工業部門及びサービス部門でみられ、2017年度における工業部門の成長は2016年度の8.8％に
比べて5.6％に、また2017年度におけるサービス部門の成長は2016年度の9.7％に比べて7.7％に減速している。
さらに、2017年度下半期においては、インド政府による高額紙幣の廃貨によって現金の利用可能性に減少が生
じ、これが事業にも影響を及ぼした。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再構築し、事
業及び資産の売却によりレバレッジ比率を低下させるように取り組んでいるが、ストレス資産を解消するプロセ
スは、貸付勘定における負荷の早期解消の選択肢を検討するために設置された共同貸付人フォーラムでの意思決
定が遅れたため、予想よりも依然として進捗が遅い。当該年度において、当該資産の早期解消を可能とするた
め、いくつかの措置がインド準備銀行及び政府により発表された（破産・倒産法の導入を含む。）。しかしなが
ら、事業運営及び回収環境において引き続く課題が解消のペースに悪影響を及ぼし、これが2017年度における不
良債権の大幅な増加につながった。当行の不良債権総額は、2016年度末現在の293.2十億ルピーから2017年度末
現在には458.9十億ルピーへと大幅に増加した。

当行の正常先貸付ポートフォリオには条件緩和正常先貸付が含まれており、かかる借入人が予定されたとおり
に履行できなかった場合、かかる貸付は不良債権として分類される可能性がある。2015年度以降、当行では、国
内及び世界の厳しい経済状況並びに企業のレバレッジ比率を低下させる取組みの進捗の遅さの結果、かかる借入
人が予定されたとおりに履行できなかったことに起因して、条件緩和正常先貸付の不良債権への分類区分の引下
げが高い水準となった。

また、当行の正常先貸付ポートフォリオには、当行が単独又は他の貸付人とともにインド準備銀行により認め
られたスキーム（戦略的債務再編及び経営変更を含む。）を行使した借入人への貸付が含まれており、かかるス
キームでは、貸付の利息又は元本の支払いの不履行により、かかる貸付を不良債権として分類しなければならな
い場合であっても、貸付が引続き正常先として分類される現状維持期間を規定している。現状維持期間におい
て、かかる貸付の利息計上は停止し、現金で受領された場合に限り認識される。かかる現状維持期間は、経営変
更及び借入人の破綻処理の時間を見越すよう企図されている。現状維持期間の対象となった貸付のかかる利息計
上停止状態は、当行の純利息収入及び純金利差益率にマイナスの影響を及ぼす。現状維持期間の終了までに解消
に至ることができない場合、かかる貸付は不良債権として分類されることとなる。「－(c) 当行の正常先貸付

ポートフォリオには、資産分類に関して現状維持条項の対象となった貸付が含まれる。」を参照のこと。2017年
度末現在、当行はまた、約51.1十億ルピーの債務残高総額を有する借入人についての戦略的債務再編スキーム外
での所有権変更プロセスを開始した。当該勘定について満足できる解消に至ることができない場合、当行の実績
に悪影響を及ぼす可能性がある。

さらに、当行の長期プロジェクト・ファイナンス貸付ポートフォリオの価値は、複数の要因により悪影響を受
ける可能性がある。当行の貸付ポートフォリオには、インフラ部門及び関連部門（電力部門及び建設部門を含
む。）並びに全世界的な商品価格のサイクルに左右される石炭及び鉄鋼等の商品を基礎とする部門向けのプロ
ジェクト・ファイナンス、コーポレート・ファイナンス及び運転資金の貸付が含まれる。「－(f) 当行の貸付

ポートフォリオは、特に完成リスク及びその他のリスクの影響を受けやすい長期にわたるプロジェクト・ファイ
ナンスを含んでいる。」も参照のこと。特定の場合において、当行は、株式を担保として顧客に貸付融資枠を供
与することがあり、資本市場の不安定性により、かかる担保の価値が影響を受ける可能性がある。インド国内及
び海外において、経済問題及びプロジェクト実施の困難及び商品価格の下落又は変動により、当行の借入人の一
部は、既に条件緩和された債務を含めて自らの債務が不履行に陥る可能性があり、かかる事態は不良債権を増加
させる。当行の借入人のいずれかが債務を履行できないこと及び結果として起こる当行の不良債権の増加は、当
行の財務実績に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。
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厳しい世界及び国内の経済状況並びに企業のレバレッジ比率が高いことに起因して、一部の部門に関して不確
実性がある。影響を受けている主要な部門には、電力、鉱業、鉄鋼、セメント及び掘削装置が含まれる。2016年
度末現在、内部格付が投資適格を下回る会社（不良債権又は条件緩和貸付として分類された借入人を除く。）へ
の、当行の資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高は、電力（中央の公共部門
が持分を保有している場合のエクスポージャーを除く。）へは119.6十億ルピー（当行の合計エクスポージャー
の1.3％）、鉱業へは90.1十億ルピー（1.0％）、鉄鋼へは77.8十億ルピー（0.8％）、セメントへは66.4十億ル
ピー（0.7％）、掘削装置へは25.1十億ルピー（0.3％）であった。なお、内部格付が投資適格を下回る、原資産
が当該部門に一部関連する発起人への当行の資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠
の残高は、61.6十億ルピー（0.7％）であった。2017年度末現在、内部格付が投資適格を下回る会社（不良債権
又は条件緩和貸付として分類された勘定を除く。）への、ICICIバンクの資金を基盤とするエクスポージャー及
び資金を基盤としない与信枠の残高は、電力（中央の公共部門が持分を保有している場合のエクスポージャーを
除く。）へは62.3十億ルピー（当行の合計エクスポージャーの0.7％）、鉱業へは52.3十億ルピー（0.6％）、鉄
鋼へは39.7十億ルピー（0.4％）、セメントへは2.9十億ルピー、掘削装置へは0.4十億ルピーであった。なお、
内部格付が投資適格を下回る、原資産が当該部門に一部関連する発起人への当行の資金を基盤とするエクスポー
ジャー及び資金を基盤としない与信枠の残高は、32.6十億ルピー（0.3％）であった。上記の部門及び発起人で
内部格付が投資適格を下回る会社への資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない残高の総額に
おける250.2十億ルピーの減少は、200.5十億ルピーに上る不良債権への分類並びに49.7十億ルピーに上るエクス
ポージャーの減少及び正味ベースの格付の格上げに起因した。上記の部門及び発起人で内部格付が投資適格を下
回る会社へのエクスポージャーは、資金を基盤とする与信枠の残高が不良債権として分類されている当該ポート
フォリオに含まれる勘定に関する資金を基盤としない与信枠の残高を含む。これとは別に、不良債権として分類
される借入人への資金を基盤としない与信枠の残高は、19.3十億ルピーであった。かかる資金を基盤とするエク
スポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高の不良債権としての追加分類は、当行の事業に重大な悪影響
を及ぼす可能性がある。

2016年度及び2017年度において、不良債権への繰入の増加は、当行の引当金の大幅な増加をもたらした。これ
はまた、当行が不良債権に係る利息計上を停止していることから、純利息収入及び純金利差益率に影響を及ぼし
た。2017年７月、格付機関ムーディーズは、当行の優先無担保社債の格付をBaa3で再確認した。当行についての
ベースライン信用リスク評価は、baa3からba1に引き下げられ、当行の優先無担保社債の格付アウトルックはポ
ジティブから安定的に変更された。不良債権の水準の高さ及び不良債権の増加は引当金の増加につながり、また
2018年度においても、引続き当行の純金利差益率に悪影響を与えると予想されている。適用ある規制ガイドライ
ンに基づき現状維持期間を含む再編又は特別編成の対象となった貸付の利息計上停止も、当行の純利息収入及び
純金利差益率にマイナスの影響を及ぼす。

引当金は、費用の計上により設定され、貸倒損失についての当行の見積り、当行のポートフォリオの信用リス
クを反映しているが、不良債権額のさらなる増加又は当行の不良債権ポートフォリオのさらなる悪化をカバーす
る上で十分なものでない可能性がある。加えて、2016年３月31日に終了した年度について、インド準備銀行の年
次監督プロセスでは、当行が計上したよりも多くの引当金が評価された。当行は、2017年３月31日に終了した年
度の財務書類に、インド準備銀行の年次監督プロセスから生じた引当金設定の変更の影響を実現しているが、
2017年度についてのインド準備銀行の監督プロセスが、インド準備銀行の引当金の評価と当行の引当金計上の間
にさらなる乖離をもたらす可能性がある。かかる乖離が、当行に引当金設定プロセスのさらなる変更を余儀なく
させ、潜在的に引当金設定の費用増加をもたらす可能性がある。「－(b) 規制当局が引続き不良債権及び不良債

権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又は不良債権に対する引当金が増加する場合、
当行の事業は損害を被る可能性がある。」も参照のこと。

当行のポートフォリオにおいて、当行の不良債権を適正に管理できる当行の能力は、経済成長の回復、好まし
いインフレ及び金利環境、与信伸び率の上昇及びストレス資産の解消を含み、いくつかの要因に左右される。加
えて、借入人の清算を回避するための解消プロセスを所定の期限内に完了するという要件は、負荷勘定からの回
収に影響を及ぼす可能性がある。借入人が清算の手続に入る場合、追加的な信用損失がかなり大きくなる可能性
がある。

「－(m) 金融部門における監督及び遵守環境の強化は、公式又は非公式にかかわらず、規制措置のリスク増加

をもたらす可能性がある。金融危機後、規制当局は次第に当行及びその他の金融機関を過去よりも高いリスク構
造を示しているとみなしている。」、「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類」、「－第３－７　

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」及び「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監

督及び規制―貸倒引当金及び不良資産－資産分類」も参照のこと。
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(b)　規制当局が引続き不良債権及び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又
は不良債権に対する引当金が増加する場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。

インド準備銀行を含む規制当局が引続き不良債権及び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要
件を課す場合、又は不良債権に対する引当金が増加する場合、不良債権の水準が高まる可能性があり、当行の貸
付ポートフォリオの全体的な価値が低下し、当行の信用格付及び流動性が悪影響を受け、当行の評判が悪影響を
受ける可能性があり、また当行の事業、将来の財務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格は悪影響を受け
る可能性がある。「－(a) 当行のポートフォリオにおける不良債権の水準を適正に管理することができなかった

場合、当行の事業は損害を受けると予想される。」も参照のこと。

　インドの銀行は、インド準備銀行により公布されたガイドラインに従い、すべての貸付に対して引当金を設定
することを要求されており、当該分野の会計処理（引当金に関するものを含む。）に関して別個の機関が会計基
準を設定する米国及び欧州連合とは異なり、インド準備銀行が損失引当金に関する会計処理を規定している。イ
ンド準備銀行のガイドラインに従い、インドの銀行は、正常先資産、要管理先資産及び破綻懸念先資産に係る引
当金をインド準備銀行が規定する比率で設定することを要求されている。当行は、個人向けの不良債権に関して
は、当行の個人向け資産に係る引当金の設定方針に従って借入人のレベルで引当金を設定している。ただし、イ
ンド準備銀行が規定する引当金の設定の最低水準に従う。当行は、個人向け貸付に関しては、規制上の最低要件
を上回る特定引当金を有し、銀行による貸付の再編に関するインド準備銀行の適用ガイドラインに従って条件緩
和貸付／返済繰り延べの貸付に係る引当金を設定する。不良債権に対する特定引当金に加えて、当行は、正常先
貸付及び条件緩和貸付に対する一般引当金をインド準備銀行が規定する比率で維持している。

過去３年間にわたり、インド準備銀行は、不良資産の認識及び分類に関するガイダンスを大幅に拡大してお
り、不良債権として分類される当行の貸付の増加及び引当金の増加をもたらした。

2014年４月１日付で、インド準備銀行はストレス資産の早期特定及び早期解消のための枠組みを公布した。当
該ガイドラインでは、条件緩和となっていない又は不良債権への分類がなされていないものの、様々なパラメー
ターにより負荷の初期兆候が現れていると特定される案件から成る「特別注意勘定」の資産分類区分が導入され
た。銀行はまた、「特別注意勘定」区分に関するデータの共有、共同貸付人フォーラムの設置及びかかる勘定の
共同での解消に向けた行動計画の立案を義務付けられている。これらが所定の期限内に行われなかった場合、当
該案件に対する引当金計上の早期化につながり、当行の事業及び将来の財務実績に重大な悪影響を及ぼす可能性
がある。

2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、法人部門における継続的な課題を背景に、インド準備銀行は、
負荷及び引当金設定の早期及び保守的な認識の目的を明確に示し、また2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわ
たり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直すために当行を含む多くのインドの銀行と討議し、質問を行った。
法人部門が直面する課題及びインド準備銀行との討議及び同行による見直しの結果として、2016年度下半期に
は、銀行システムにおいて不良債権が大幅に増加した。

2017年度において、不良債権への繰入（条件緩和貸付から不良債権状態への悪化を含む。）は、経済成長の鈍
化、企業の収益率の低下及び投資活動の低迷に起因する法人部門の課題が継続していることから、引続き高い水
準にある。経済成長の鈍化は主に工業部門及びサービス部門でみられ、2017年度における工業部門の成長は2016
年度の8.8％に比べて5.6％に、また2017年度におけるサービス部門の成長は2016年度の9.7％に比べて7.7％に減
速している。さらに、2017年度下半期においては、インド政府による高額紙幣の廃貨によって現金の利用可能性
に減少が生じ、これが事業にも影響を及ぼした。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再
構築し、事業及び資産の売却によりレバレッジ比率を低下させるように取り組んでいるが、ストレス資産を解消
するプロセスは、貸付勘定における負荷の早期解消の選択肢を検討するために設置された共同貸付人フォーラム
での意思決定が遅れたため、予想よりも依然として進捗が遅い。当該年度において、当該資産の早期解消を可能
とするため、いくつかの措置がインド準備銀行により発表された。しかしながら、事業運営及び回収環境におい
て引き続く課題が解消のペースに悪影響を及ぼし、これが2017年度における不良債権（条件緩和貸付からの悪化
を含む。）及び引当金の大幅な増加につながった。不良債権及び引当金のさらなる増加が、当行の事業及び将来
の財務実績に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。
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当行の不良債権の総額は、2015年度末現在の173.9十億ルピーから2016年度末現在には293.2十億ルピーへ、ま
た2017年度末現在には458.9十億ルピーへと大幅に増加した。不良資産に対する当行の引当金（再編に関連する
引当金を含む。）は、主として法人向け及び中小企業向け貸付ポートフォリオにおいて不良資産のへの繰入（債
務の再編条件により借入人が履行できないことに起因した条件緩和貸付の不良債権への再分類及び戦略的債務再
編が行われた案件に係る特定引当金を含む。）が増加したことに起因して、2016年度の77.2十億ルピーから2017
年度には157.5十億ルピーに増加した。正常先資産に対する当行の引当金は、主として不良債権分類への悪化の
増加に起因して、2016年度の3.2十億ルピーから減少し、2017年度には3.7十億ルピーの戻入となった。さらに、
一部の部門に関連する不確実性及び当該部門への当行のエクスポージャーの解消にかかり得る時間を考慮して、
当行は、2016年度末現在、当該部門に対する当行のエクスポージャーに対して36.0十億ルピーの集合的偶発事象
及び関連準備金を設定した。2017年度において、ICICIバンクは、集合的偶発事象及び関連準備金の全額を、貸
付引当金及び貸付の一部弁済として取得した固定資産に配分した。

2017年４月、インド準備銀行は、銀行に対して、正常先資産につきインド準備銀行が規定する比率よりも高い
比率（工業部門並びに部門別リスク及び傾向についての評価に基づく。）で引当金を設定するための取締役会承
認方針を導入するよう指示した。特に、インド準備銀行は、電気通信部門のリスクを重視し、銀行に対して、当
該部門に関する評価を2017年６月30日までに完了するように指示した。さらに、2017年４月、インド準備銀行
は、銀行に対して、銀行が計上するものとインド準備銀行の年次監督プロセスを通じてインド準備銀行が評価す
るものとの間の資産分類及び引当金設定における乖離を開示するように要求した。2016年３月31日に終了した年
度について、当行の評価に対して、不良資産総額についてのインド準備銀行の評価は51.0十億ルピー多く、不良
資産純額については40.3十億ルピー多く、また不良資産に対する引当金については10.7十億ルピー多いもので
あった。かかる乖離に関する調整後では、2016年３月31日に終了した年度の当行の税引後純利益は、97.3十億ル
ピーではなく、90.3十億ルピーとなる。詳細については、「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成

する附属明細書18－注記15」も参照のこと。2016年３月31日に終了した年度に対するインド準備銀行の監督プロ
セスから生じた分類及び引当金設定の変更につき、2017年３月31日に終了した年度の監査済財務書類にその影響
が完全に反映されているが、2017年３月31日に終了した年度に対するインド準備銀行の監督プロセスからさらな
る乖離が生じる可能性がある。かかる乖離は、当行の分類及び引当金設定プロセスにさらなる変更を余儀なくさ
せる可能性があり、また不良資産総額、不良資産純額、不良資産に対する引当金及び税引後純利益につき、調整
すべき乖離がある場合、当行が本書で報告したものと異なる可能性がある。かかる開示により当行、当行の評
判、当行の事業及び将来の財務実績が影響を受けないという保証はない。さらに、当行が規制を受けるインド準
備銀行とは別に、かかる開示に基づき他の規制機関も強制措置を講じる可能性がある。当行の子会社もまた、そ
れぞれの監督機関により規制を受けている。当行と同様、当行の子会社からの追加的な開示に対して将来的に要
件が生じる可能性があり、当行に悪影響を及ぼす可能性がある。

2017年６月、インド準備銀行は、銀行に対して、一部の法人借入人に関して2016年に制定された破産・倒産法
に基づく手続を開始するように指示した。同法に基づき、かかる借入人に対する破綻処理計画が所定の期限内に
完了するよう要求されることとなり、完了できない場合、かかる借入人は清算の手続に入る。インド準備銀行は
また、かかる借入人に対する貸付に関する引当金の増額を規定した。さらに、他の負荷勘定の特定に関して、銀
行は６ヶ月以内に破綻処理計画を完了することを要求されており、完了できない場合、銀行は同法に基づき破産
手続を申し立てなければならない。この枠組みの限られた経験を考慮すると、かかる借入人の債務の解消がうま
く達成できるという保証はなく、１又は複数の借入人が清算の手続に入る場合、かかる貸付に対する引当金設定
要件及び信用損失により引当金が大幅に増加する可能性があり、またかかる借入人からの回収が大幅に減少する
可能性がある。インド準備銀行は、破産・倒産法に基づく措置に関して他の法人借入人も特定する可能性があ
り、銀行に対して類似の手続を開始するように要求する可能性がある。これにより、当行の引当金設定及び信用
損失にさらなる影響を及ぼす可能性がある。加えて、借入人の清算を回避するための解消プロセスを所定の期限
内に完了するという要件がかかる負荷勘定からの回収に影響を及ぼす可能性がある。借入人が清算の手続に入る
場合、追加の信用損失がかなり大きくなる可能性がある。

2019年度より、インドの銀行は、主としてインドの会計基準の国際財務報告基準との収斂（コンバージェン
ス）を図るInd AS（新たなインド会計基準）に切替えを行うこととなる。さらに、業務リスクについて先進的計

測手法へ、また信用リスクについてバーゼルⅡに基づく内部格付手法への切替えを行っている銀行は、自己資本
比率の計算に関するデフォルト時損失率の規定の最低水準に従うこと及び自己資本比率の目的のために条件緩和
資産を不良資産として取り扱うことを要求されている。かかる新基準の遵守により、当行を含む銀行には、不良
債権として分類される貸付及び引当金設定コストの増加が生じる可能性がある。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

189/647



当行の貸付ポートフォリオに関して進めている当行の戦略には、事業全体にわたる貸付ポートフォリオの予防
的な監視、個人向け貸付及び格付の高い会社に対する貸付に重点を置くことによるポートフォリオ・ミックスの
改善、集中リスクの低減、会社が最適な水準で業務を行い、キャッシュ・フローを創出させるための借入人によ
る資産売却、経営陣の交代、利害関係者との協力によるエクスポージャーの解消が含まれる。当行の戦略はま
た、所定の期限内でのストレス資産の解消に左右されることとなる。当行が成功裏に戦略を実践して不良資産の
水準を管理するか又は低下させるという保証も、又は当行の不良資産に係る将来の回収が不良資産に係る当行の
過去の回収実績と同様になるという保証もない。当行が当行の不良資産をうまく管理できない場合、当行の事
業、将来の財務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格は重大な悪影響を受ける可能性がある。

 

(c)　当行の正常先貸付ポートフォリオには、資産分類に関して現状維持条項の対象となった貸付が含まれる。

当行の正常先貸付ポートフォリオには、当行が単独又は他の貸付人とともにインド準備銀行により認められた
スキーム（戦略的債務再編及び経営変更を含む。）を行使した借入人への貸付が含まれており、かかるスキーム
では、貸付の利息又は元本の支払いの不履行により、かかる貸付を不良債権として分類しなければならない場合
であっても、貸付が引続き正常先として分類される現状維持期間を規定している。かかる現状維持期間におい
て、貸付の利息計上は停止し、現金で受領された場合に限り認識される。かかる現状維持期間は、経営変更及び
借入人の債務の解消の時間を見越すよう企図されている。現状維持期間の終了までに解消に至ることができない
場合、かかる貸付は不良債権として分類されることとなる。

2017年度末現在、当行の正常先貸付ポートフォリオには、現状維持期間内における総額64.5十億ルピーに上る
借入人への貸付が含まれており、そのうちの26.4十億ルピーは、電力、鉱業、鉄鋼、セメント、掘削装置等の部
門に係る投資内部格付が投資適格を下回る会社及び発起人への当行のエクスポージャー部分であった。かかる貸
付に大幅な増加があるか又はかかる貸付が不良債権として分類される場合、当行の事業、将来の財務実績並びに
当行株式及び米国預託株式の価格は重大な悪影響を受ける可能性がある。加えて、現状維持期間において、当行
には、かかる貸付に対する担保権の実行又は当行が有し得る担保の現金化は認められない。当行がそのようにで
きない場合、かかる貸付又は担保から期待価値を回収できない可能性があり、当行の事業及び将来の財務実績に
重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

 

(d)　当行の条件緩和を受けた借入人が予定されたとおりに履行できず、かかる借入人への貸付が不良債権の分
類区分に再分類された場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。

当行の正常先資産は、条件緩和正常先貸付も含む。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－
(i) 条件緩和貸付」も参照のこと。2017年度末現在、当行の条件緩和正常先貸付は、47.8十億ルピーであった。
この数年、当行では、不良債権の分類区分に再分類された条件緩和正常先貸付の金額が大幅に増加している。か
かる再分類された貸付の元本額は2014年度の7.3十億ルピーから、2015年度は45.3十億ルピー、さらに、2016年
度には53.0十億ルピーに増加した。2017年度における不良債権の分類区分に再分類された条件緩和貸付は、48.4
十億ルピーに減少した。当行の条件緩和を受けた借入人が予定されたとおりに履行できなかったこと及びインド
準備銀行がインドの銀行の貸付ポートフォリオについて見直しを行ったことが、不良債権の増加に起因した。当
行の条件緩和を受けた借入人の実績は、規制の変更に加えて、インド及び世界の経済状況、世界の商品市場や為
替相場の動向、金利上昇、インフレ及び一定の部門の不振を含む様々な要因に左右される。

「－(b) 規制当局が引続き不良債権及び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場

合、又は不良債権に対する引当金が増加する場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。」及び「－第２－
３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制―貸倒引当金及び不良資産－条件緩和貸付」も参照のこと。
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(e)　当行の海外支店及び子会社のエクスポージャー又は資産再構築会社の有価証券へのエクスポージャーは、
一般に、当行の事業、財務状態及び業績に影響を及ぼす可能性がある。

当行の海外支店及び子会社の貸付ポートフォリオには、（規則により認められている）インド国内の事業及び
クロスボーダーの買収を含む海外事業を行うための、インド企業に対する外貨建貸付が含まれている。これによ
り、当行は、取得事業体が期待したとおりの実績を上げないこと、また、当行が海外市場においては経済的及び
法的枠組みの様々な点で経験不足であることを含め、特殊な追加的リスクにさらされている。「－(q) 当行の国

際的業務により、当行が直面するリスクの複雑性が増加した。」も参照のこと。

さらに、当行の海外支店及び子会社の貸付ポートフォリオの分類は、それぞれの現地の規制当局の規則に服す
る。回収の記録以外を理由として所在国の規則に従い減損していると認識されるが、インド準備銀行の既存のガ
イドラインでは正常先であるとされる貸付は、所在国における貸付残高の範囲内で不良債権として分類される。
所在国の規則に基づく不良債権のかかる分類は、当行の事業、将来の財務実績並びに当行株式及び米国預託株式
の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

当行は、当行によるインド準備銀行に登録された資産再構築会社への不良資産の売却に基づく有価証券に対し
て投資も行っている。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類」も参照のこと。資産再構築会社が

これらの資産の価値を回復させ、有価証券への当行の投資を完済することは保証されず、また、これらの投資価
値の毀損がないとはいえない。資産の価値を回復できないか又は価値を毀損することなく当行の投資を完済でき
ない場合、一般に、当行の事業、財務状態及び業績は影響を受ける可能性がある。2016年９月、インド準備銀行
は、ストレス資産の売却に関する枠組みを公表した。かかる枠組みに従い、2017年４月１日付で、不良債権を売
却した銀行により保有される有価証券受領証が50％を超えた場合、投資保有目的有価証券受領証の引当金は、原
貸付（不良債権が帳簿に計上された場合に、銀行が計上しなければならない引当金）に適用される引当率の基準
に従う。50％の値は、かかる枠組みに従い、2018年４月１日から10％に引き下げられる。さらに、かかる枠組み
は、売却又はその他の処分を検討することを目的とした定期的基準において、一定の基準額を超えて「不良」と
して分類され、売却及び再検討資産と認識されたストレス資産の内部リストを管理することを、銀行に対し要求
している。
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(f)　当行の貸付ポートフォリオは、特に完成リスク及びその他のリスクの影響を受けやすい長期にわたるプロ
ジェクト・ファイナンスを含んでいる。

当行は、長期のプロジェクト・ファイナンスは、中長期的に当行の事業の成長分野であると見込んでいるもの
の、このポートフォリオの価値は、いくつかの要因により悪影響を受ける可能性がある。これらのプロジェクト
の実行可能性は、市場の需要、政府の政策、政府による免許の付与及び天然資源の利用権の付与過程並びにその
後の司法審査及びその他の審査、当該プロジェクトの成果にとっての主要な顧客である政府又はその他の事業体
の財務状態並びにインド及び国際市場における全体的な経済環境を含め、多くの要因に依拠している。これらの
プロジェクトは、プロジェクトの収益力に悪影響を及ぼす可能性がある、規制上の許認可の遅れに関するリス
ク、環境及び社会問題、完成リスク及び取引先リスクを含め、様々なリスクにさらされている。過去、当行で
は、一部の国際商品市場の低迷及びインドにおける競争の激化の結果として、当行の工業及び製造業プロジェク
ト・ファイナンスの貸付ポートフォリオにおけるデフォルト及び条件緩和の水準が高かった。電力部門に対する
当行の貸付は、2015年度末現在は当行の貸付合計の5.8％、2016年度末現在は5.6％、2017年度末現在は5.8％と
なった。電力部門における当行の不良債権は、2015年度の0.7十億ルピーから、2016年度は17.5十億ルピー、
2017年度には64.0十億ルピーに増加した。電力プロジェクトは、石炭及びガス等の燃料の調達及び発電電力のオ
フテイクを含む様々なリスクに直面している。例えば、当行はマハラシュトラ州における大規模なガス発電所へ
の貸付人であり、かかる発電所はガスの供給不能により影響を受けている。インドにおける石炭を基礎とする電
力プロジェクトは、主に採炭をめぐる環境問題及び企業に割り当てられた石炭鉱区の割当取消しにより、供給に
遅延が生じている。インド政府は、かかる割当の取消しが行われた石炭鉱区の割当オークションを開始したもの
の、かかる石炭鉱区と関連しているプロジェクトの業務開始及び財務実績は依然として不透明である。さらに、
電力プロジェクトは本来レバレッジ・レベルが高いため、資本市場の不安定性、これらのプロジェクトの実施及
びプロジェクトの将来キャッシュ・フローに対する懸念により、かかるプロジェクトについて株式による資金調
達の利用が制限される可能性がある。燃料供給量の減少、購入者へ転嫁できない燃料費の増加並びに国有の配電
公社がその財務状態を理由に電力を購入できないこと若しくは電力の代金を支払えないことを要因として稼働中
の発電所における発電量又は新規受託又は実施中の電力プロジェクトの計画発電量が減少したこと、又は電力価
格の下落により、かかる発電事業者の財務状態及び当行への債務を含む債務の履行能力に悪影響が及ぶ可能性が
ある。プロジェクトが予定どおりに業務を開始するか、また、予想どおりに遂行されるか否かについて、当行は
確信を持てない。かかるプロジェクトの所有者及び経営の変更が業務開始にさらなる遅延を生じさせる可能性が
ある。かかるプロジェクトにつきインド準備銀行のガイドラインにより認められた期間より長い期間、予定され
ている業務開始日から遅れた場合、当行の不良資産又は条件緩和資産が増加する可能性がある。

当行の貸付ポートフォリオは、鉄鋼及び鉱業等の商品を基礎とする部門向けのプロジェクト・ファイナンス、
コーポレート・ファイナンス、運転資金の貸付を含んでおり、類似又は追加のリスク及び国際商品価格のサイク
ルによる影響を受けることがある。2016年度において、世界の鉄鋼需要の鈍化に起因した国際鉄鋼価格の急激な
下落は、同様にインドの鉄鋼会社に影響を及ぼした。鉄鋼会社の設備稼働率は低下し、収益性が圧迫された。イ
ンド政府は、海外市場から調達する鉄鋼の最低価格を含め、一定の政策措置を発表した。かかる政策措置は、イ
ンドの鉄鋼部門に恩恵をもたらした。しかしながら、当行は、かかる措置が将来においても引続き実施されてい
るか、又は国際鉄鋼価格が低迷したままである場合に鉄鋼会社の収益性に大幅な改善が見込まれるかについては
断言できない。鉄鋼会社の収益性が引続き圧迫される場合、当行では不良資産が増加する可能性がある。インド
及び世界の景気後退は、当行が資金提供したプロジェクトに係るリスクを増幅させる可能性がある。プロジェク
ト・ファイナンスにおける将来の損失又は多くの貸付の再編は、当行の収益力及び当行の貸付ポートフォリオの
価値並びに当行株式及び米国預託株式の価格に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。
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(g)　当行の貸付は一部の顧客、借入人グループ及び部門に集中しており、仮にこれらの貸付のかなりの部分が
不良債権化した場合、当行の貸付ポートフォリオの全体的な価値、当行の事業並びに当行株式及び米国預
託株式の価格は悪影響を受ける可能性がある。

当行の貸付ポートフォリオ及び不良資産ポートフォリオは、一部の顧客の種類に集中している。ICICIバンク
は、特定産業に対するエクスポージャー（個人向け貸付を除く。）をエクスポージャー合計の15.0％までに限定
することを方針としている。個人向け融資部門に対する当行の貸付は、2017年度末現在は当行の貸付合計の
50.2％であった。2017年度末現在、当行の貸付合計における当行の貸付は、電力部門に対し5.8％、鉄鉱部門に
対し4.7％、インフラ部門（電力を除く。）に対し4.5％、及び非金融サービス部門に対し4.4％であった。

世界及び国内経済の状況並びに企業レバレッジ比率が高いことに起因して、一定の部門に関して不確実性があ
る。影響を受けている主要な部門には、電力、鉱業、鉄鋼、セメント及び掘削装置が含まれる。2016年度末現
在、内部格付が投資適格を下回る会社（不良債権又は条件緩和貸付として分類された借入人を除く。）に対す
る、当行の資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高は、電力（中央の公共部門
が持分を保有している場合を除く。）へは119.6十億ルピー（当行の合計エクスポージャーの1.3％）、鉱業へは
90.1十億ルピー（1.0％）、鉄鋼へは77.8十億ルピー（0.8％）、セメントへは66.4十億ルピー（0.7％）、掘削
装置へは25.1十億ルピー（0.3％）であった。なお、内部格付が投資適格を下回る、原資産が当該部門に一部関
連する一定の発起人への当行の資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高は、
61.6十億ルピー（0.7％）であった。2017年度末現在、内部格付が投資適格を下回る会社（不良債権又は条件緩
和貸付として分類された勘定を除く。）に対する、ICICIバンクの資金を基盤とするエクスポージャー及び資金
を基盤としない与信枠の残高は、電力（中央の公共部門が持分を保有している場合を除く。）へは62.3十億ル
ピー（当行の合計エクスポージャーの0.7％）、鉱業へは52.3十億ルピー（0.6％）、鉄鋼へは39.7十億ルピー
（0.4％）、セメントへは2.9十億ルピー、掘削装置へは0.4十億ルピーであった。なお、内部格付が投資適格を
下回る、原資産が当該部門に一部関連する一定の発起人への当行の資金を基盤とするエクスポージャー及び資金
を基盤としない与信枠の残高は、32.6十億ルピー（0.3％）であった。上記部門及び一定の発起人において、内
部格付が投資適格を下回る会社に対する、資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の
残高総額における250.2十億ルピーの減少は、不良債権として200.5十億ルピーを分類したこと並びにエクスポー
ジャー及び格付昇格純額において49.7十億ルピーを削減したことに起因する。資金を基盤とする与信枠の残高を
不良債権として分類してきたかかるポートフォリオに含まれる勘定について、上記部門及び一定の発起人におい
て、内部格付が投資適格を下回る会社に対するエクスポージャーは、資金を基盤としない与信枠の残高を含む。
上記部門に関連する不確実性及び当該部門への当行のエクスポージャーの解消にかかり得る時間を考慮して、当
行は、2016年度末現在、当該部門に対する当行のエクスポージャーに対して36.0十億ルピーの集合的偶発事象及
び関連引当金を設定した。かかる準備金は、インド準備銀行のガイドラインにより不良債権及び条件緩和貸付に
関して要求される引当金を上回っているが、健全性目的のため、インド準備銀行のガイドライン及びインドGAAP
に基づいて認められた。2017年度中、ICICIバンクは、貸付の一部を補償するために確保される貸倒引当金及び
固定資産に対する、集合的偶発事象並びに関連準備金の全額を再配分した。「－第２－３　事業の内容－(2) 事

業－(f) 貸付分類」も参照のこと。

インド準備銀行のガイドラインにより、個別の借入人に対する当行の信用エクスポージャーは、当行の資本金
の15.0％を超えてはならないが、当該エクスポージャーがインフラ・プロジェクトに係るものである場合はこの
限りでない。資本金は、インド準備銀行のガイドライン「マスターサーキュラー－バーゼルⅢ資本規制」による
規制上の調整後のTier1資本及びTier2資本をいう。インド準備銀行のガイドラインにより、同じ経営コントロー
ル下にある１法人グループに対するICICIバンクのエクスポージャーはICICIバンクの資本金の40.0％を超えては
ならないが、当該エクスポージャーがインフラ・プロジェクトに係るものである場合はこの限りでない。例外的
状況下においては、銀行はその取締役会の承認を得た上で、エクスポージャーを資本金の5.0％増やすことがで
きる。すなわち、個別の借入人に対する合計エクスポージャーは資本金の20.0％に、同じ経営コントロール下に
ある１法人グループに対する合計エクスポージャーは資本金の45.0％にすることができる。2017年度末現在、当
行の融資先最上位の銀行以外の借入人は、当行の資本金の約12.1％を占めた。融資先最上位の同じ経営コント
ロール下にある法人グループは、当行の資本金の約23.4％を占めた。2017年度末現在、当行の上位20の借入人
（銀行を含む。）へのエクスポージャーは当行の合計エクスポージャーの約12.9％であり、当行の上位20の借入
人（銀行を含む。）への信用エクスポージャーは当行の合計信用エクスポージャーの約13.2％であった。
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2016年12月、インド準備銀行は、単一の取引先及び関係を有する取引先グループに対する銀行のエクスポー
ジャーの上限を定める大口エクスポージャーの枠組みを公表した。かかる枠組みに従い、単一の取引先に対する
銀行のすべてのエクスポージャー価値の合計は、常に銀行の可能かつ適切な資本基盤の20％を超えてはならず、
また、関係を有する取引先グループに対する銀行のすべてのエクスポージャー価値の合計は、常に銀行の可能か
つ適切な資本基盤の25％を超えてはならない。かかる枠組みは、2019年４月１日までに完全導入することが予定
されており、個々の借入人又は企業のグループ／同一の管理下にある企業のグループに対する信用エクスポー
ジャーに適用される現行のエクスポージャー基準は、当該日以降もはや適用されなくなる。銀行は、大口エクス
ポージャーの枠組みにおいて示された上限に従うため、銀行のエクスポージャーを徐々に調整することが要求さ
れる。2016年８月、インド準備銀行は、リスク加重率及び引当金設定の増加を招くような規定の上限を超える貸
付を受けている大口の借入人に対する銀行システムの合計エクスポージャーの上限を提言する、ガイドラインを
公表した。かかるガイドライン及び当行が集中リスクのコントロール及び低減に注力することは、当行が一部の
顧客との事業を拡大する能力を制約し、当行に一部のグループへのエクスポージャーを低減することを要求する
可能性がある。

当行の貸付ポートフォリオに関する当行の戦略には、事業全体にわたる貸付ポートフォリオの予防的な監視、
個人向け貸付及び格付の高い会社に対する貸付に重点を置くことによるポートフォリオ・ミックスの改善、集中
リスクの低減、会社が最適な水準で業務を行い、キャッシュ・フローを創出させるための借入人による資産売
却、経営陣の交代、利害関係者との協力によるエクスポージャーの解消が含まれる。当行は、単一の借入人並び
にグループの各種エクスポージャー限度額を規定する集中リスクの管理、及びエクスポージャーが規定の限度額
を超える場合に従わなければならない職務権限マトリクスに関する枠組みを構築している。当行が成功裏に戦略
を実践して不良資産の水準を管理するか又は低下させるという保証はない。「－第２－３　事業の内容－(2) 事

業－(e) 貸付ポートフォリオ－(ⅲ) 貸付の集中」も参照のこと。

 

(h)　当行の銀行業務及び取引業務は、特に金利リスクの影響を受けやすく、金利のボラティリティーは、当行
の純金利差益率、固定利付ポートフォリオの評価、財務活動による収益、貸付ポートフォリオの価値及び
財務実績に悪影響を及ぼす可能性がある。

インドの金利水準は、インフレ、財政赤字及び政府借入金、金融政策並びに市場流動性を含む広範な要因の影
響を受ける。例えば、2013年７月、為替相場の不安定性に対応するために、インド準備銀行は、インドの銀行シ
ステムにおける流動性を低下させ、インド準備銀行からの借入コストを増加させる措置を導入した。

当行は、インド準備銀行の一定の準備金規制により、構造上、その他多くの国の銀行よりも高い金利リスクに
さらされている。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－法定準備金規制」も参照のこと。
この規制により、当行は、インドの固定利付国債のポートフォリオを大量に保持することとなり、特に金利の上
昇が唐突又は急激であった場合には、重大な悪影響を受ける可能性がある。インド国債を含む固定利付有価証券
に係る実現時価評価損益は、当行の収益性の重要な要素であり、市場利回りの動向の影響を受ける。国債の利回
りの上昇は、当該業務による当行の利益及び固定利付ポートフォリオの価値を減少させる。また、当行は、一部
の資産について、その他の有利子資産につき通常得られる利息の利率よりも低い利率で利息を得ているため、こ
の規制は、当行の純利息収入及び純金利差益率にも悪影響を及ぼしている。当行はまた、当行の財務活動並びに
一定の当行の子会社の業務によっても金利リスクにさらされており、かかる子会社には、固定利付証券のポート
フォリオを持つICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー及びインド国債の主たるディー
ラーであるICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップが含まれる。当行の資産管理事業におい
て、当行は、実績が金利の上昇により影響を受ける金融市場ミューチュアル・ファンドを管理しており、これが
かかる事業による当行の収益及び利益に悪影響を及ぼす。「－(1) インドに関するリスク並びにその他の経済リ

スク及び市場リスク－(a) インドの経済成長の鈍化の長期化又は金利の上昇により、当行の事業は損害を被る可

能性がある。」及び「－(1) インドに関するリスク並びにその他の経済リスク及び市場リスク－(e) 貿易赤字を

含む経常赤字並びに資本移動及び為替相場の変動は、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影
響を及ぼす可能性がある。」も参照のこと。
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有利子資産の収入が資金コストと同時若しくは同一程度に増加しない場合又は当行の資金コストが有利子資産
の収入の減少と同時若しくは同一程度に減少しない場合、当行の純利息収入及び純金利差益率は悪影響を受ける
可能性がある。当座預金及び普通預金の形で銀行が利用できる低コストの資金調達の体系的な減少は、当行の純
金利差益率に悪影響を与える可能性がある。インド準備銀行は普通預金に係る金利を自由化し、これを受けてイ
ンドの中小規模の銀行の一部は普通預金につきより高い金利を提示しつつある。当行と競合するその他の銀行が
同様に預金金利を引き上げた場合、当行も競争力維持のため追随せざるを得なくなる可能性があり、これにより
当行の資金調達コストは悪影響を受ける可能性がある。2015年12月、インド準備銀行は、2016年４月１日以降の
貸付の増加分に適用される、資金調達の限界費用手法に基づく貸付金利の計算に関するガイドラインを公表し
た。資金調達コストの計算に関する手法のかかる変更が貸付金利を低下させた。また、資金調達コストについて
の規定の月次見直しに伴い、貸付金利の改定頻度が高まる可能性がある。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業

－(e) 貸付ポートフォリオ－(ⅶ) 貸付の条件決定」及び「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び
規制－貸付実行に関する規制」も参照のこと。これにより、当行の有利子資産の収入、当行の純利息収入及び純
金利差益率に影響を受ける可能性がある。インド政府による高額紙幣を廃貨とする決定を受け、2016年11月から
2017年３月まで、銀行システムにおける普通預金及び当座預金は顕著に増加した。資金コスト減少の波は、銀行
システムにおける流動性の増加及び当行を含めた銀行の資金コストの減少をもたらした。後に貸付金利を低下さ
せたにもかかわらず、資金コストの減少と比べて高く、銀行は、過剰流動性資金の投入を図っている。さらに、
変動利付ローンを有する顧客もまた、既存の貸付の価格を低金利で改定した。以前は、銀行には、固定金利貸付
につき基準金利を下回る金利で供与することが認められていなかった。かかる制限は、新たなガイドラインに従
い、期間が３年間を超える固定金利貸付にはもはや適用されておらず、貸付人の間の競争が貸付金利の低下をも
たらし、純利息収入の減少につながる可能性がある。当行の資金コストがさらに増加し、当行がかかる増加をす
べて当行の貸付金利に転嫁することができない場合、当行の純金利差益率及び収益性は悪影響を受ける可能性が
ある。2017年１月、当行により示された変動利付ローンに対する金利水準である、貸付金利に基づく当行の限界
資金コストを、当行は、保有期間にわたり70ベーシスポイント削減した。インドのその他の大手銀行数行もま
た、貸付金利に基づく自らの限界資金コストの下方修正を発表した。かかる貸付金利水準の修正は、当行の有利
子資産の収入、純利息収入及び純金利差益率に影響を与える可能性がある。

さらに、流動性の逼迫及び国際市場の不安定性により、当行は国際債券市場へのアクセスが制限され、その結
果、当行の国際事業に係る資金調達コストが増加する可能性がある。国際市場における不安定性が継続した場
合、当行の国際市場からの借入、並びに当行の満期を迎える借入を借り換える能力及び新たな資産に融資する能
力が制限され、コストを上昇させる可能性がある。当行の海外銀行子会社もまた、同様のリスクにさらされてい
る。

高金利及び金利の上昇又は金利のボラティリティーの上昇は、当行の成長力、純金利差益率、純利息収入、財
務活動による収益及び固定利付証券ポートフォリオの価値に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

(i)　当行はインド準備銀行の行政指導に基づく貸付要件に従わなければならず、これらの要件を満たすことが
できない場合、収益性の低い政府のスキームに投資することを要求される可能性があり、これにより当行
の収益性が影響を受け可能性がある。また、当行の行政指導に基づく貸付ポートフォリオにおいて不良資
産が増加する可能性があり、これにより当行の貸付ポートフォリオ、当行の事業並びに当行株式及び米国
預託株式の価格に悪影響が及ぶ可能性がある。

インド準備銀行の行政指導に基づく貸付基準の下、インドの銀行は、優先部門に分類される特定の適切な部門
に対して当行の調整後の銀行融資純額の40.0％を融資することが義務付けられている。この中で、銀行は主要部
門への貸付には個別目標を設けている。調整後の銀行融資純額の18.0％にあたる部分は農業部門に対して融資す
ることが義務付けられている。2015年度（同年度を含む。）までの適用基準では、農業部門に対して融資される
調整後の銀行融資純額の18.0％には少なくとも13.5％の直接農業貸付及び最高で4.5％までの非直接農業貸付を
含めることが義務付けられていた。直接農業貸付には、個人農家又は個人農家グループに対して農業及び関連事
業について直接行われる貸付が含まれる。非直接農業貸付には、食料及び農産加工設備への貸付、農業機械及び
器具の流通のための分割払い購入スキームへの融資、協同組合制度を通じた農家への非直接的な融資並びに貯蔵
設備の建設及び運営のための貸付といった、農業に関連する目的での貸付が含まれる。社会のより脆弱な部門と
して認定された部門に対する貸付は、調整後の銀行融資純額の10.0％を構成しなければならない。これらの要件
は、2016年度まで、各年度の最後の金曜日現在に、前年度の調整後の銀行融資純額を参照して満たされなければ
ならなかった。2017年度以降、要件は四半期ごとに評価される。これらの要件は、単独ベースでのICICIバンク
に適用される。
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インド準備銀行は、2016年度以降に適用される行政指導に基づく貸付基準の見直しを発表した。農業に対する
直接貸付及び非直接貸付への個別目標が統合された。２つの新しい個別目標（小規模・零細農家への貸付目標が
調整後の銀行融資純額の8.0％、零細企業への貸付目標が7.5％）が導入され、2016年度から2017年度にわたり段
階的に適用される。優先部門への貸付要件の残りは、特定の基準を満たす小企業、中規模企業、再生可能エネル
ギー、社会インフラ及び住宅ローンを含む一連の部門に対する貸付によって満たすことができる。より脆弱な部
門への貸付目標は引続き調整後の銀行融資純額の10％である。2017年度末現在、ICICIバンクの優先部門への貸
付は1,490.8十億ルピーであった。インド準備銀行のガイドラインに規定されるように、当行の優先部門への貸
付順守は、2017年度の四半期の平均に基づき算出される。優先部門への貸付平均の合計は1,399.4十億ルピーで
あり、調整後の銀行融資純額の40.0％を要件とするのに対し、調整後の銀行融資純額の39.9％に相当した。農業
部門への平均貸付は547.4十億ルピーであり、調整後の銀行融資純額の18.0％を要件とするのに対し、調整後の
銀行融資純額の15.6％に相当した。より脆弱な部門への平均貸付は220.9十億ルピーであり、調整後の銀行融資
純額の10.0％を要件とするのに対し、調整後の銀行融資純額の6.3％に相当した。小規模・零細農家への平均貸
付は142.2十億ルピーであり、調整後の銀行融資純額の8.0％を要件とするのに対し、調整後の銀行融資純額の
4.1％に相当した。零細企業への平均貸付は241.2十億ルピーであり、調整後の銀行融資純額の7.5％を要件とす
るのに対し、調整後の銀行融資純額の6.9％に相当した。また、個人農家への平均貸付は300.9十億ルピーであ
り、調整後の銀行融資純額の11.7％を要件とするのに対し、調整後の銀行融資純額の8.6％に相当した。

インド準備銀行は、銀行が特殊金融仲介機関に対する貸付により行政指導に基づく貸付義務を履行することに
ついて規制する、優先部門貸付義務に関するガイドラインを随時公表し、銀行による証券化資産への投資並びに
ローンの無条件購入及び譲渡が優先部門への貸付分類に適格であるために満たすべき一定の基準を定め、当該取
引の当初貸付主体が最終借入人に請求する金利を規制している。2013年９月、インド準備銀行は、小企業及び低
所得世帯への包括的金融サービスに関する委員会を設置しており、かかる委員会は、とりわけ地域レベルでの融
資普及率及びその他の基準に基づく優先部門貸付目標算出のための新たな方法を特に提言している。かかる提言
は今までのところ実施されていない。

優先部門への貸付要件を満たすことができない場合、インド準備銀行の要求に応じていつでも、実勢の銀行金
利及び不足額の水準により決定される収益性の低い政府のスキームに投資することを要求され、これにより当行
の収益性は影響を受ける可能性がある。かかるスキームによって要求される資金の合計は、優先部門貸付目標を
達成することができない銀行から引き出され、各銀行から引き出される金額はインド準備銀行によって決定され
る。2017年度末現在、当行が過去に必要な水準の優先部門貸付を達成できなかったことによるかかるスキームに
対する投資総額は241.1十億ルピーである。2014年５月、インド準備銀行は、銀行が当該年度の３月31日現在の
政府のスキームへの義務付けられた投資残高を非直接農業貸付として処理し、それを全体の優先部門貸付目標の
達成率に反映することを許可するガイドラインを公表した。前年度の３月31日現在の投資額は、優先部門及びそ
の下位のセグメントへの貸付要件の算出の基準となる調整後の銀行融資純額に加算される。これらの変更は2014
年度より適用された。インド準備銀行は、優先部門目標を満たす上で超過／不足が生じた場合に、優先部門への
貸付証書を銀行間で売買するためのスキームを提言しており、優先部門への貸付の不足額を減少させることに役
立つ可能性がある。しかしながら、これは、かかる証書についての売買のアベイラビリティによって左右される
可能性がある。農業貸付の個別目標及びより脆弱な部門への貸付における不足が続いていることを考慮すると、
当行の政府のスキームへの投資額は増加すると予想される。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及

び規制－貸付実行に関する規制－行政指導に基づく貸付」も参照のこと。

優先部門貸付が義務付けられる結果、行政指導に基づく貸付ポートフォリオにおいて、ポートフォリオの価値
の管理が難しく、また、経済的困難により当行の借入人が重大な影響を受ける可能性の高い農業部門及び小企業
に対する貸付が特に原因となり、当行の不良資産が増加する可能性がある。当行の優先部門への貸付ポートフォ
リオに係る不良資産の合計は、2014年度に2.3％、2015年度に2.1％、2016年度及び2017年度には2.2％であっ
た。最近、インドのいくつかの州は、農家による貸付の権利放棄に関するスキームを発表した。かかるスキーム
の予算が州政府により認められたものの、かかるスキーム又はかかるスキームに見込まれる借入人は、当行の農
業貸付ポートフォリオにおける滞納の増加につながる可能性がある。インド準備銀行による行政指導に基づく貸
付基準が将来変更された場合、当行は引続き優先部門に対する貸付要件を満たすことができなくなり、当行は相
対的にリスクの高いセグメントへの当行の貸付を増加させることが必要となる可能性があり、不良資産の増加に
つながる可能性がある。
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行政指導に基づく貸付要件に加え、インド準備銀行は、銀行業務を農村部及び銀行口座を持たない人が多い地
域並びに現在銀行業務を利用できない顧客に拡大するため、金融包括計画を整備することをインド国内の銀行に
義務付けた。さらに、2014年８月より、インド政府は、金融包括への活動を開始した。かかる活動には、各世帯
につきクレジット・ファシリティ及び保険ファシリティとともに１つの銀行口座を開設することが含まれてい
る。こうした市場への事業拡張は、多大な投資及び経常的な費用を伴う。このような事業の収益性は、これらの
地域における事業規模及びこれらの顧客を対象とした事業規模を生み出す当行の能力及びかかる顧客への貸付
ポートフォリオにおける不良債権の水準に左右される。

 

(j)　当行の支店網はここ数年間で著しく拡大しており、これらの支店を生産的に利用することができない場
合、又は目標生産レベルの達成が大幅に遅れた場合、当行の成長及び収益性に悪影響が及ぶ可能性があ
る。

インド国内のICICIバンクの支店網は、2013年度末現在の3,100支店から、2017年度末現在には4,850支店に増
加した。「－(v) 当行は買収を通じて成長する機会を模索する可能性、既存事業の売却を行う可能性又はインド

準備銀行により委託された合併を引き受けなければならない可能性があり、また、統合及びその他の買収リスク
に直面する可能性がある。」も参照のこと。また、当行は、農村部及び郊外における支店網を大幅に拡大し、さ
らに、銀行が存在しないインド国内の中央部に低コストの支店を設立した。当行の新規支店は一般に、当行の既
存支店に比べて目標生産レベルが低い。また、当行の業績は当行の従業員の生産性に左右される。目標生産レベ
ルを達成できないか、又は達成が大幅に遅れた場合、当行の成長及び収益性並びに当行株式及び米国預託株式の
価格に悪影響が及ぶこととなる。

 

(k)　当行は、インド準備銀行が定める自己資本比率規制及び流動性要件（バーゼルⅢを含む。）の対象となっ
ており、規制の変更、資本市場へのアクセスの欠如又はその他の理由により十分な自己資本又は流動性を
維持することができない場合、当行の事業を成長させ支援する能力に影響が及ぶ可能性がある。

インドの銀行は、2013年４月１日より、インド準備銀行が定めるバーゼルⅢの自己資本枠組みを採用してい
る。このバーゼルⅢガイドラインは、とりわけ、普通株等Tier 1という新しい資本階層を確立し、5.5％の普通

株等Tier 1リスク・ベース最低資本比率及び7.0％のTier 1リスク・ベース最低資本比率を課す一方で9.0％のリ

スク・ベース最低自己資本比率合計を維持し、銀行に対し、資本分配及び裁量的な賞与の支払いにおける制約を
避けるため、リスク加重資産について最低要件を上回る2.5％の普通株等Tier 1資本保全バッファーの維持を義

務付け、規制上の資本の各階層における資本証書に関して新しい適格性基準を設定し、規制上の資本に適合させ
るための調整及び規制上の資本からの控除をより厳格に義務付け、連結銀行グループの規制上の資本の少数株主
持分について、より限定的な認識を規定し、2013年度から2017年度までの試行期間中にエクスポージャー額に対
するTier 1資本の割合であるバーゼルⅢレバレッジ比率を4.5％に設定し、信用リスク（取引相手方の信用リス

ク及び信用リスクの軽減を含む。）及び市場リスクに関してインド準備銀行のバーゼルⅡガイドラインを修正す
るものとなっている。かかるガイドラインは、2019年度末までに全面的に施行される予定である。バーゼルⅢガ
イドラインを適用すると、2017年度末現在の当行の連結ベースの自己資本比率は、普通株等Tier 1リスク・ベー

ス資本比率が13.8％、Tier 1リスク・ベース資本比率が14.4％、及びリスク・ベース自己資本比率合計が17.3％

であった。
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資本規制は世界的に及びインド国内において拡大し続けている。インド準備銀行がシステミック・バッファー
として銀行による追加資本の保有を求めている。例えば、2014年７月、インド準備銀行は、システム上重要であ
ると認定される国内の銀行に対し、リスク加重資産の0.2％から0.8％の範囲の追加的な普通株等Tier 1資本要件

を義務付けるガイドラインを発表した。銀行のシステム上の重要性は、当該銀行の規模、相互連携性、代替性及
び複雑性に基づき決定されるが、銀行の規模が重視される。2015年８月、当行は、インド準備銀行により、イン
ドのシステム上重要な銀行として認定され、2016年４月１日以降段階的に0.2％の追加的普通株等Tier１資本の
維持が必要な第一のバケットに位置付けられた。さらに、インド準備銀行はまた、銀行に対し高度経済成長期に
おける資本要件の引上げ（リスク加重資産の０％から2.5％の範囲の引上げ）を提言する、カウンターシクリカ
ル資本バッファーの導入に関するガイドラインを公表した。資本要件は、国内総生産に占める与信の長期平均比
率の逸脱率及びその他の指標等の一定の要素に基づき決定されることとなる。かかるガイドラインは既に適用さ
れているが、インド準備銀行は、現在の経済状況ではカウンターシクリカル資本バッファーの施行を請け負うも
のではない旨を表明している。また、インドの銀行は、インド準備銀行の承認を得て、中期的に、リスク・ベー
ス自己資本要件の計算に関する高度な手法に移行する可能性がある。インド準備銀行は、銀行システムのエクス
ポージャー総額が2.0十億ルピーを超えた場合、企業に対する未評価のエクスポージャー及び銀行以外の金融会
社を融資するインフラへのリスク加重を、100.0％から150.0％に引き上げた。これは、2017年６月30日以降有効
となる。かかる規制の変更及び進化し続ける規制は、当行が保有を求められる資本金額に影響を与える可能性が
ある。当行が当行の事業を成長させ、当行の戦略を実行できるか否かは、自己資本レベルに左右され、当行は通
常、資本市場から資金を調達して当行の必要資本を満たしている。

2013年12月、インド準備銀行はストレス・テストに関するガイドラインを発表し、かかるガイドラインに基づ
き、銀行は、銀行の衝撃への耐久性の評価のために信用リスク及び市場リスクに関するストレス・テストを実施
することを義務付けられた。銀行は、リスク加重資産の規模に基づき３つの区分に分類され、2,000.0十億ル
ピー超のリスク加重資産を有する銀行は、複雑かつ厳しいストレス・テストの実施を義務付けられている。

2014年６月、インド準備銀行は、バーゼルⅢの流動性枠組みに基づく流動性カバレッジ比率要件に関するガイ
ドラインを公表した。かかるガイドラインは、銀行に対して、その後の30暦日にわたり、質の高い流動資産の残
高とキャッシュ・アウトフロー純額の合計の比率であるバーゼルⅢに基づく流動性カバレッジ比率を維持及び報
告することを要求している。インド準備銀行はまた、質の高い流動資産の要件を満たすと認定される資産区分を
定義し、2015年１月１日以降60.0％の最低流動性カバレッジ比率を義務付けており、かかる最低比率を2019年１
月１日以降は段階的に100.0％に引き上げる予定である。インド準備銀行はまた、2015年４月１日より適用され
ている、銀行のエクスポージャー額合計に対するTier 1資本の比率として測定されるレバレッジ比率の枠組みを

発表した。さらに、インド準備銀行は、銀行の安定調達比率（2018年１月１日から適用が予定されている。）に
関するガイドラインの草案を発表した。かかるガイドラインによれば、銀行は流動性要件及び継続的に向こう１
年間に満期が到来する資産をカバーする上で信頼に足ると判断される十分な資金を維持することを継続的に義務
付けられることとなる。かかる要件並びに既存の流動性及び現金準備金規制により、当行を含むインドの銀行が
有する流動性の額は増加しており、これによりかかる銀行の収益性は影響を受ける可能性がある。

当行の規制上の自己資本比率が低下した場合、規制の変更又はその他の理由により当行に適用される流動性要
件が増加した場合、流動性の構成に変更があった場合、及び資本市場を利用することができなくなった場合に
は、当行の事業を成長させる能力が制限され、当行の収益性並びに当行の将来の業績及び戦略に影響が及ぶ可能
性がある。
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(l)　当行のリスク特性は、インド経済並びに未だ発展段階にある銀行市場及び金融市場と連動している。

当行の信用リスクは、一部の先進経済国の銀行の信用リスクに比べて高いことがある。いくつかの先進経済国
とは異なり、全国的な信用調査機関がインドにおいて経営を開始したのはようやく2000年になってのことであ
る。そのため、借入人、特に個人及び小企業の信用履歴に関して当行が入手できる情報は限定的である可能性が
ある。さらに、当行の借入人の信用リスクは、インドの規制、政治、経済及び産業の環境が変化しているため、
先進経済国における借入人の信用リスクよりも高いことが多い。インド準備銀行の行政指導に基づく貸付基準は
「優先部門」に当行の貸付金の一定割合を割り当てることを義務付けており、「優先部門」には当行によるポー
トフォリオの価値の管理が難しく、また、経済的困難により当行の借入人がより重大な影響を受ける可能性の高
い農業部門及び小規模産業が含まれている。いかなる不足も副市場における利益を生ずる投資に割り当てること
が義務付けられている。「－(i) 当行はインド準備銀行の行政指導に基づく貸付要件に従わなければならず、こ

れらの要件を満たすことができない場合、収益性の低い政府のスキームに投資することを要求される可能性があ
り、これにより当行の収益性が影響を受け可能性がある。また、当行の行政指導に基づく貸付ポートフォリオに
おいて不良資産が増加する可能性があり、これにより当行の貸付ポートフォリオ、当行の事業並びに当行株式及
び米国預託株式の価格に悪影響が及ぶ可能性がある。」及び「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(e) 貸付

ポートフォリオ－(ⅴ) 行政指導に基づく貸付」も参照のこと。当行の一部の法人借入人は、経済の自由化によ
る競争の激化、商品価格の急落、多額の債務負担及びインド経済の高金利並びにその他の要因により、低い収益
性に見舞われている。景気後退及びインドにおける事業活動全般の減少により、かかる借入人の財務健全性及び
収益性にさらなる圧力が加わる可能性があり、その結果、当行はさらなる信用リスクにさらされる可能性があ
る。例えば、インド経済の発展は、2014年度以降、当行を含むインドの銀行に不良資産及び条件緩和資産の増加
をもたらしている。かかる状況は、当行の不良資産の水準を上昇させることにつながり、また、当行の事業、将
来の財務実績、株主資本並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

信用リスクに加え、当行は先進経済国における銀行に比べてさらなるリスクに直面している。当行は、発展途
上経済国であるインドにおいて、かかる経済国に伴うすべてのリスクにさらされながら、銀行、保険及びその他
の業務を行っている。インドにおける当行の業務は、広範かつ多様であり、多種多様な水準の教育、金融知識及
び財力を有する従業員、請負業者、相手方及び顧客が関与している。当行は、市場リスク並びに当行の組織内に
おけるリスクの削減及び管理のための政策及び手続の実施を追求しているが、大規模な発展途上国において事業
を行うにあたっては、いくつかのリスクが依然として内在する。当行の収益性を悪化させる法律上又は規制上の
措置、ネガティブな評判又はその他の展開をもたらす可能性のあるこれらの市場リスク及び業務リスクを排除す
ることは不可能である。金融危機の余波の中で、これらのリスクの規制上の監視は強化されている。「－(n)　
借入人が債務不履行に陥った場合、当行の担保の価値が下がり、又は当行による担保の行使は遅延する可能性が
あるため、当行は担保物件から期待した金額を回収できず、含み損にさらされる可能性がある。」も参照のこ
と。
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(m)　金融部門における監督及び遵守環境の強化は、公式又は非公式にかかわらず、規制措置のリスク増加をも
たらす可能性がある。金融危機後、規制当局は次第に当行及びその他の金融機関を過去よりも高いリスク
構造を示しているとみなしている。

当行が事業を行う各法域において、当行は、様々な銀行、保険及び金融サービスの法律、規制並びに規制政
策、並びに多数の規制当局及び法執行当局による規制に服している。世界的な金融危機以降、インド及び当行が
事業を行う各国の規制当局は、当行を含む多くの金融機関に対する見直し、監督及び精査を強化している。金融
危機の余波の中で、規制当局は次第に当行及びその他の金融機関を一連の分野において過去よりも高いリスク構
造を示しているとみなしている。見直し及び精査の強化又は既存の規制監督の枠組みの変更は、当行が不利益な
法律上又は規制上の措置に直面する可能性を高めた。インド準備銀行及びその他の規制当局は、当行の業務の定
期的な見直しを行っており、当行の資産価値、引当率、リスク管理、自己資本比率、経営陣の機能性、当行の業
務の安全性及び健全性を測るその他の手段又は適用ある法律、規制、会計税務基準若しくは規制政策の遵守に関
する当行の内部評価に、すべての規制当局が合意するという保証はない。「－(b) 規制当局が引続き不良債権及

び不良債権に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又は不良債権に対する引当金が増加す
る場合、当行の事業は損害を被る可能性がある。」も参照のこと。規制当局は、当行が適用ある法律、規制、会
計税務基準若しくは規制政策を遵守していないか又はかかる規制当局のかかる法律、規制若しくは規制政策の修
正解釈に従っていないと判断し、当行に対して公式又は非公式の措置を講じる可能性がある。かかる公式又は非
公式の措置が講じられた場合、当行は当行の不良資産若しくはその他に対する引当金の追加、資産の処分、新た
な遵守プログラム若しくは方針の導入、人事異動、配当若しくは役員報酬の縮小又は当行の事業活動におけるそ
の他の変更を強制される可能性がある。これらのいかなる変更も、もし要求されれば、当行の業務が制限され、
新たな費用が課され、当行の評判が悪影響を受けることにより、当行の収益性が悪化する可能性がある。2017年
４月、インド準備銀行は、インド準備銀行の年次監督評価プロセスによる資産の分類及び引当金における相違が
特定の基準を超えた場合、財務書類の勘定への注記において開示するよう銀行に対し指示した。「－(s) 金融機

関を取り巻く規制環境は、金融危機後の環境において前例のない変化に直面している。」及び「－第２－３　事
業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制」も参照のこと。

英国及びカナダにおける当行の銀行子会社は過去において、主としてインドの企業による体系的取引を通じた
海外での買収のための資金調達を含め、インド国内外における事業につきインドの企業に対する融資を拡大する
ために、これらの市場における預金フランチャイズを活用することに焦点を置いた。この種のクロスボーダー・
ファイナンスに対する規制当局による制限を背景として、これらの子会社の事業は縮小し、その収益性に影響が
及んでおり、その結果、これらの事業に投下された資本の利益率は大幅に減少している。これらの子会社はいず
れも現行の規制枠組みの範囲内で事業を拡大することに重点を置いているものの、かかる事業拡大を行う機会は
限定的となる可能性がある。さらに、近年、これらの子会社はいずれも、資本基盤を最大限に増強することに重
点を置き、資本の本国送金及びICICIバンクへの配当金支払いを行っており、かかるイニシアティブは規制上の
許認可に従って行われている。かかる許認可の時期又は今後かかる許認可が与えられるか否かに関する保証はな
い。当行の海外支店はまた、流動性、資本及び資産の分類並びに引当金に関する要件を含む、現地の規制上の要
件に従っている。

インド準備銀行による監視に加え、当行の保険子会社もまた、インドの保険に関する規制当局による広範囲に
及ぶ規制及び監督に服している。インドの保険業規制開発委員会は、商品、販売手数料、ソルベンシーマージン
及び準備金を規制する規則を含め、保険業界に関する規則を修正及び解釈する権限を有し、結果として当行の保
険子会社の事業活動にはさらなる費用又は制限が課される可能性がある。同様に、当行の資産運用子会社は、イ
ンド証券取引委員会による監督及び規制の対象となる。当行の子会社の規制上の監視における増加は保証するこ
とができず、また、追加的開示を含む厳しい要件は、当行に重大な悪影響を及ぼすものではない。
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従業員、代表者、代理機関及び第三者による不正行為等、様々な法域において適用ある規制に従わなかったこ
と、顕在化しそうな及び顕在化した違反行為並びにそれに対するマスコミの報道並びに規制当局及び法執行当局
によるその後の審問又は調査により、関連事業の運営に対する罰金及び制限又はその停止を含む規制措置がなさ
れ、また、今後なされることがある。2013年３月、インターネット上でインドの銀行及び保険会社を対象とした
おとり捜査の一部を構成する映像が公開され、当該映像は当行の第一線の支店従業員が、当グループの業務遂
行・倫理規定に違反しそうな会話を行っている現場を示すものであり、取引が成立していたならば、この会話は
マネーロンダリング防止規範及び顧客熟知規則に違反したはずであると主張されたことを受けて、インド準備銀
行は、ICICIバンク及びその他の30行を超えるインドの銀行を調査した。インド準備銀行の調査では、マネーロ
ンダリングの明らかな証拠は発見されなかったものの、インド準備銀行は、適用ある規制に違反した実例である
として、ICICIバンクに対する10百万ルピーを含め、インドの銀行31行に対し合計665百万ルピーの罰金を課して
おり、当行はかかる罰金を支払った。2015年２月、上記のおとり捜査に関係する未遂に終わった疑わしい取引を
報告しなかったことに対して、当行にはインド金融情報機関により1.4百万ルピーの罰金が科された。当行は罰
金に対して上訴裁判所に異議を申し立てた。2017年６月、上訴裁判所は、かかる罰金が耐え得るものではないと
の判決を下した。当該裁判所は、控訴人銀行に対し注意し、今後かかる問題を報告するよう求めた。

さらに、当行の従業員、代表者、代理機関及び第三者サービス提供者が、その職務の遂行中又はそれ以外にお
いて、様々な法域において適用ある規制に従わなかったこと、又はこれらによる顕在化しそうな及び顕在化した
違反行為により、規制当局及び法執行当局による審問若しくは調査、並びに当行若しくはかかる従業員、代表
者、代理機関及び第三者サービス提供者に対する規制措置又は監督措置がなされることがある。かかる措置は、
当行の評判に影響を及ぼし、マスコミによる好ましくない報道を招き、規制上若しくは監督上の懸念を増加させ
又は高め、当行が負担する費用、罰金、損害賠償請求及び経費の追加をもたらし、又は当行の事業を行う能力に
悪影響を及ぼす可能性がある。

当行が、その事業を行う多くの法域において法的リスク及び規制リスクに対処できない場合には、当行の事業
は損害を被り、当行の評判は毀損され、当行はさらなる法的リスク及び規制リスクに影響される可能性がある。
これにより、当行に対する損害賠償請求及び損害の規模及び数が増加し、当行が規制当局の調査、執行行為又は
その他の手続に従わなくてはならない可能性があり、又は監督上の懸念の増加につながる可能性がある。また、
当行は改善策についてさらなる時間及び資金を費やすことが要求されることがあり、これにより当行の事業は悪
影響を受ける可能性がある。

適用あるすべての規制を遵守しようとする当行の最大限の努力にかかわらず、完全に管理できない多くのリス
クが存在する。当行の海外進出により、法的リスク及び規制リスクが増加した。当行が事業を行い、又は当行の
有価証券を上場している各国の規制当局は、当行の業務を制限するか、資本要件及び流動性要件の引上げを規定
するか、又は当行（若しくは当行の従業員、代表者、代理機関及び第三者サービス提供者）に対し行政手続若し
くは司法手続を課す権限を有しており、それにより、とりわけ、当行の１つ又は複数の許認可の停止若しくは撤
回、停止命令、罰金、民事罰、刑事罰又はその他の懲戒処分となる可能性があり、その場合、当行の評判、業績
及び財政状況に大きな損害を及ぼす可能性がある。

当行は、国際銀行及び金融機関においては次第に一般的になっているいかなる現在又は将来の規制当局及び法
執行当局によるイニシアティブの時期又は形式も予想することはできないが、いかなる規制当局の調査又は手続
に対しても協力する予定である。

 

(n)　借入人が債務不履行に陥った場合、当行の担保の価値が下がり、又は当行による担保の行使は遅延する可
能性があるため、当行は担保物件から期待した金額を回収できず、含み損にさらされる可能性がある。

法人及び個人顧客に対する当行の貸付金の大部分は、担保により保証されている。「－第２－３　事業の内容
－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅳ) 不良資産－不良資産対策」を参照のこと。資産価値の変動により当行の担保
の価値が下がり、破産及び抵当権実行手続の遅れ、担保権設定の遅れ、担保の対抗要件具備の瑕疵又は不備
（様々な者、代理機関又は当局から要求される可能性のある承認を取得できないことに起因する場合を含
む。）、借入人による不正譲渡及びその他の要因（担保価値の下落、担保を処分する際の市場の非流動性、担保
の市場価格のボラティリティー、現行の法律の規定又はその改正及び過去又は将来の裁判所の宣告を含む。）に
より、当行の担保価値のすべてを実現することができない可能性がある。
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インドでは、不動産により構成される担保に係る抵当権実行は、（裁判所により異議申立てのない限り）貸付
人が特定の手続及び要件を履行することによって直接的に、又はインドの裁判所若しくは裁決機関に対する請願
書によって実施することが可能である。申立てが行われた場合（又は直接行われる抵当権実行に対する法的な異
議申立てがある場合）、遅れが生じ又は行政上の要件が適用される可能性があり、その結果又はこれに伴い、担
保の価値が減少する可能性がある。これらの遅れは、数年間続く可能性があり、この場合担保の物的条件又は市
場価値が悪化する可能性がある。法人借入人が財政的困難に陥り、継続することができない場合、任意解散を選
択することができる。企業が「不振企業」（インド法の下で定義される。インド法では株主資本に関する累積損
失の程度に基づき企業を不振企業と分類する旨規定している。）となった場合、担保権実行及び担保の執行可能
性は停止する。場合によっては、元本及び利息支払の代わりに担保権を実行するが、担保の執行に遅れが生じる
可能性がある。インド国会は新破産・倒産法を導入する法律を承認したが、貸付人による支払回収の影響に関し
ては不確実である。承認されたタイムラインでの解決において、情報の有用性を含むインフラの不足により生じ
たいかなる遅延も、失敗のリスク及び法律に基づき清算する企業を増加させる可能性がある。

さらに、当行がインド国外の法域において有している担保についても、かかる法域において適用ある法律及び
規制が、当行が担保権を行使し、価値を実現する能力に影響を及ぼす可能性がある。担保物件から回収すること
が期待された金額を回収できなかった場合、当行は含み損にさらされる可能性があり、当行の将来の財務実績、
当行の株主資本並びに当行株式及び米国預託株式の価格は悪影響を受ける可能性がある。

 

(o)　当行は、顧客及び取引先に関する情報の正確性及び完全性に依存している。

顧客及び取引先につき、与信枠の拡大の可否又は他の取引を開始するか否かの判断をするにあたって、当行は
顧客及び取引先によって又は顧客及び取引先のために提供された情報（財務書類及びその他の財務情報を含
む。）に依存することがある。また、当行は、かかる情報の正確性及び完全性に関する一定の表明に依拠し、ま
た、財務書類については、当該顧客及び取引先の独立監査人の報告に依拠することがある。例えば、与信枠の拡
大の可否を決定するにあたり、当行は顧客の監査済財務書類が一般会計原則に従い、当該顧客の財政状態、業績
及びキャッシュ・フローをすべての重要事項において公正に記載しているものとみなすことがある。一般会計原
則に従っていない財務書類又は重大な誤解を生むおそれのあるその他の情報に依拠することにより、当行の財政
状態及び業績は、悪影響を受ける可能性がある。さらに、いくつかの先進経済国とは異なり、最近になってよう
やく全国的な信用調査機関がインドにおいてデータベースを構築した。このことは、借入人、特に個人及び小企
業の信用履歴に関して当行が入手できる情報の質に影響を及ぼす可能性がある。その結果、当行の信用リスクを
効率的に管理する能力が悪影響を受ける可能性がある。
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(p)　手数料、為替及び取引手数料並びに外国為替取引に係る利益は当行の収益性の重要な要素となっており、
規制の変更及び市場の状況は、これらの収益源の減少をもたらし、当行の財務実績に悪影響を及ぼす可能
性がある。

当行は、買収及びプロジェクト・ファイナンスに関する法人顧客向けの貸付金処理、シンジケーション及びア
ドバイザリー業務、個人向け投資商品及び保険商品の販売、トランザクションバンキング並びに個人向け信用商
品等、様々な活動から手数料、為替及び取引手数料を得ている。したがって、当行の手数料、為替及び取引手数
料収入は、新規融資提案を含む企業活動の水準、個人向け金融商品に対する需要、並びに経済及び貿易活動全般
の水準の影響を受ける。また、当行の手数料、為替及び取引手数料収入は、種々の商品及び金融サービス分野に
適用される規制の影響も受けており、こうした規制の変更は、こうした分野で当行が成長する能力に悪影響を及
ぼす可能性がある。例えば、2014年５月、インド準備銀行は、銀行に対し個人の借入人への変動利付ターム・
ローンに係る担保権実行手数料を撤廃するよう指示しており、また、利用されていない口座において最低残高を
維持できないことに対する違約金の徴収を禁止している。証券規制機関は、徴収される可能性がある預金口座上
の手数料を制限する規則を発表した。外国為替取引に係る利益は、外国為替市場の状況及び法人顧客のリスク管
理戦略に左右される。また、不安定な市況は、インド企業による合併及び買収に悪影響を及ぼす可能性があり、
その結果、かかる活動に関連する当行の手数料及びその他の収益に影響する可能性がある。2012年度以降、当行
の手数料、為替及び取引手数料収入の伸びは鈍化した。これは主として、企業の投資活動及び新規融資案件の減
少によるものである。さらに、2017年２月、インド準備銀行は、デビット・カードに対する商品割引率の合理化
に関する通知書の草案を公表した。かかる通知書の草案は、取引価値における商品割引率に基づいた現行の段階
的に増加するレートから、商品が適切に分類されるための商品割引率構造に基づいた商品取引高への転換を模索
している。これらの及び多様な要因が当行の手数料収益源に将来悪影響をもたらし、当行の財務実績が悪影響を
受ける可能性がある。

 

(q)　当行の国際的業務により、当行が直面するリスクの複雑性が増加した。

複数の地域における当行の国際的知名度により、当行は異文化リスクを含む様々な規制上及び事業上の課題及
びリスクにさらされ、多くの地域における、価格リスク、通貨リスク、金利リスク、コンプライアンスリスク、
規制リスク及びレピュテーションリスク並びに業務リスク等の当行のリスクの複雑性が増加した。金融危機の余
波において、また、多くの国における規制強化を踏まえて、当行はこれらすべての分野並びに当行の海外業務の
管理において、追加の精査に直面すると予想している。2016年６月の国民投票における英国の有権者の大多数に
よる欧州連合からの離脱の選択といった、当行が事業を行う法域における政治改革から生じるリスクが存在する
可能性がある。また、当行は、当行が事業を行う複数の法域における同一でない法律上及び規制上の要件に対応
する当行の能力から生じるリスクに直面している。当行の事業は法律上及び規制上の要件の変更に従うが、かか
る変更の時期又は性質を予想することはできない。かかる法域における事業機会はまた、当行の業務の拡大を左
右するものとなる。
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当行の海外支店及び子会社の貸付ポートフォリオには、（規則により認められている）インド国内の事業及び
クロスボーダーの買収を含む海外事業を行うための、インド企業に対する外貨貸付が含まれている。これによ
り、当行は、取得事業体が期待したとおりに運営されないこと、また、当行が海外市場においては経済的及び法
的枠組みの様々な点で経験不足であることを含め、特定のさらなるリスクにさらされている。世界的な金融危機
を受けての規制上の監視の強化を含む世界的な規制の変更及び特定の市場における規制の変更は、当行の戦略を
実行する能力及び当行の海外子会社への投下資本から利益を生み出す能力に影響を及ぼす可能性がある。英国及
びカナダにおける当行の銀行子会社は過去において、主としてインドの企業による体系的取引を通じた海外での
買収のための資金調達を含め、インド国内外における事業につきインドの企業に対する融資を拡大するために、
これらの市場における預金フランチャイズを活用することに焦点を置いた。クロスボーダー・リスク及びリスク
集中に関してこれらの子会社の関連する規制当局により示される見解を背景として、これらの子会社は取引量を
減少させてきており、その結果ICICIバンク・カナダの資産に対する資本の比率は高くなり、ICICIバンクがこれ
らの子会社に投下した資本の利益率に影響を与えている。これらの子会社は現行の規制枠組みの範囲内で事業を
拡大することに重点を置いているものの、かかる事業拡大を行う機会は限定的となる可能性がある。さらに、当
行は海外銀行子会社に投下した資本の合理化に務め、これらの子会社は剰余金の一部を本国のICICIバンクに送
金しているものの、当行が将来、本国送金又はその他の方法によりさらなる資本の合理化を達成できる保証はな
い。さらに、原油価格の下落や英国の欧州連合離脱の決断を含む近年における世界の展開により、カナダ及び英
国の経済成長の減速が予想されており、それと同様にこれらの国々における当行の銀行子会社の事業も影響を受
ける可能性がある。「－(m) 金融部門における監督及び遵守環境の強化は、公式又は非公式にかかわらず、規制

措置のリスク増加をもたらす可能性がある。金融危機後、規制当局は次第に当行及びその他の金融機関を過去よ
りも高いリスク構造を示しているとみなしている。」及び「－(s) 金融機関を取り巻く規制環境は、金融危機後

の環境において前例のない変化に直面している。」も参照のこと。当行の海外支店及び銀行子会社は、多国籍企
業及び地方企業への貸付、小規模事業、担保貸付並びに担保付住宅ローンを含む厳選された地域銀行事業を請け
負っており、世界経済及び地域経済の情勢によりこれらの企業が影響を受けた場合、当行の事業に悪影響を与え
る可能性がある。また、当該海外支店及び銀行子会社は、債券、譲渡性預金証書、不動産担保証券、短期国債、
クレジット・デリバティブ及び資産担保コマーシャル・ペーパーに投資を行っている。世界的な金融・経済危機
は、当行の海外及びその他の子会社の投資及びデリバティブ・ポートフォリオに時価評価の認識損失を発生さ
せ、当行の海外業務に対する規制上の精査を強化させ、当行の国際債券資本市場からの借入を制限し、当行の資
金調達費用を増大させた。当行がこれらのリスクに対処することができなければ、当行の事業は悪影響を受ける
こととなる。

 

(r)　当行の資金調達は短期的であり、満期を迎えた際に預金者が預金を繰り越さない場合、当行の事業は悪影
響を受ける可能性がある。

当行の追加的な資金調達需要の多くは主に、法人顧客からの預金及び銀行間預金を含む預金の形式で、短期的
な資金源を通じて賄われる。当行の顧客預金の満期は、一般的に１年未満である。しかしながら、当行の資産の
大部分の満期は、中期的又は長期的であり、資金調達期間の不整合を引き起こす。例えば、当行のプロジェク
ト・ファイナンスローンは、当行の資金調達特性と比較して、通常、満期が長期である。当行が新たな預金を調
達し、預金の基盤を拡大させることができるか否かは、一部では、当行の支店網を広げることができるかどうか
に依拠しているが、これは従来インド準備銀行による事前承認を要した。当行は最近、新たな支店設置に関して
インド準備銀行から受けた認可に基づき、当行の支店網を大幅に拡大しており、また、インド準備銀行は2013年
９月以降、銀行に対し、一定の条件に基づき新たな支店を自由に設置することを許可した。「－第２－３　事業
の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－支店の開設に関する規制」も参照のこと。当行の新規支店は一般に、当
行の既存支店に比べて効率性が低く、当行はこれらの効率性を徐々に高める予定ではあるものの、これらの支店
を生産的に利用することができない場合、又は目標生産レベルの達成が大幅に遅れた場合、当行が預金基盤を十
分に拡大できるか否かに影響が及ぶ可能性がある。
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以前、当行の財政状態に関するネガティブな噂が広まり、その結果預金者が懸念を示し、数日間にわたり引出
量が通常を上回った。さらに、当行の貸付及び投資ポートフォリオの一部は、主として当行の海外の支店及び子
会社の貸付及び投資ポートフォリオから成り、米ドルを含む外貨建てである。当行の海外支店は、主として債券
資本市場における発行並びにシンジケートローン及び相互貸付により資金調達を行っており、一方、当行の海外
子会社は通常、現地の市場で預金を集めている。当行には、現行の信用格付から１段階又は２段階格下げがなさ
れた場合に影響を受ける一定の借入金がある。このような借入金の合計額は、2017年度末現在で当行の借入金総
額の約3.0％に相当する。国際的な格付機関が当行の信用格付を１段階又は２段階格下げした場合、当行は、一
定の借入金に対してより高い金利を支払わなければならなくなり、また、一定の借入金に関して、当行は、当行
の貸付人と新しい金利を交渉し直さなければならなくなる。当行が貸付人と金利について合意できない場合、貸
付人は、残存する貸付金の元本額の繰上返済を当行に要求する可能性がある。国際債券市場における不安定性に
より、当行の国際資本市場からの借入は制限される可能性がある。当行の海外支店及び子会社が資金を国際債券
市場又は他の資金源から適時にかつ受諾可能な条件で調達できる保証も、また、調達すること自体ができるとい
う保証もない。このため、当行の満期を迎える借入を借り換える能力及び新たな資産に融資する能力が悪影響を
受ける可能性がある。また、当行から外国通貨建ての貸付を受けた借入人は、返済義務の履行にあたり、市場の
状況及び通貨の変動により困難に直面する可能性がある。「－(1)インドに関するリスク並びにその他の経済リ
スク及び市場リスク－(b)他の国々（特に新興国及び当行が事業を展開している国）における金融不安は、当行
の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。」、「－(1)インドに関するリ
スク並びにその他の経済リスク及び市場リスク－(f) インドの金融システムにおける財政難及びその他の諸問題
は、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。」及び「－(q)当行の
国際的業務により、当行が直面するリスクの複雑性が増加した。」を参照のこと。

 

(s)　金融機関を取り巻く規制環境は、金融危機後の環境において前例のない変化に直面している。

世界的な金融危機は、インド並びに当行が事業を行うその他の法域における法律、規制及び規制政策に重要か
つ前例のない変化をもたらした。法律、規制若しくは規制政策の変化は、これらの解釈若しくは適用の変化を含
め、当行が提供する商品若しくはサービス、当行の資産価値若しくは当行の貸付に付された担保の価値又は当行
の事業一般に悪影響を及ぼす可能性がある。とりわけ、バーゼルⅢに基づくリスク・ベース及びレバレッジ資本
要件、バーゼルⅢに基づく流動性要件、クロスボーダー資本移動に係る制限、海外法域における現地貸付債務の
重視、インドにおける行政指導に基づく貸付規制の変更、銀行商品の価格設定のための国内ベンチマーク指数の
使用、銀行の大口エクスポージャー及び担保管理の集中、統合銀行の持続的な認可、並びに経営陣の報酬、取締
役会管理、消費者保護及びリスク管理に係る議論に関する変化といった最近の規制上の変更及び現在審議中の変
更は、当行の事業及び当行の将来的な戦略に影響を及ぼすと予想される。これらの変更によって、当行は特定部
門における事業を削減し又は増大することを余儀なくされ、当行の全体的な成長及び資本収益に影響が及ぶ可能
性がある。例えば、当行の英国及びカナダにおける完全銀行子会社は、規制環境の変化に応じて2009年度以後そ
の取引量を減らし、これはかかる子会社の成長及び収益性に影響をもたらした。これらの子会社が、いずれも現
行の規制枠組みの中でその事業を拡大することに注力する一方で、それを実行する機会は限られている可能性が
ある。さらに、これらの子会社は、いずれもその資本基盤を最大化することに注力し、近年、資本の本国送金及
びICICIバンクに対する配当の支払いを行ってきたが、こうした措置は規制当局の認可を必要とする。かかる認
可が付与される時期又は今後認可が付与されるか否かに関する保証はない。インド準備銀行は、当行を含めたイ
ンドの銀行に対して、リスク・ベースの監督アプローチに移行した。これにより銀行は、個々の銀行のリスク評
価に基づき、最低規制要件以上の追加資本の保有が求められる可能性がある。
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法律、規制及び規制政策の変化又はこれらの解釈若しくは適用の変化は、規制上の監視及び精査の強化並びに
遵守費用の増加をもたらしており、また、今後ももたらすであろうと当行は考えている。金融危機の余波の中
で、規制当局は次第に当行及びその他の金融機関を過去よりも高いリスク構造を示しているとみなしている。こ
の精査の強化は、当行が不利益な法律上又は規制上の措置に直面する可能性を高めるものである。インド準備銀
行及びその他の規制当局は、当行の業務の定期的な見直しを行っており、当行の資産価値、引当率、リスク管
理、自己資本比率、経営陣の機能性若しくは当行の業務の安全性及び健全性を測るその他の手段に関する当行の
内部評価に、すべての規制当局が合意するという保証はない。「－(b) 規制当局が引続き不良債権及び不良債権

に対する引当金の設定に関して一段と厳しい要件を課す場合、又は不良債権に対する引当金が増加する場合、当
行の事業は損害を被る可能性がある。」も参照のこと。さらに、規制当局は、当行が適用ある法律、規制若しく
は規制政策を遵守していないか又はかかる規制当局のかかる法律、規制若しくは規制政策の修正解釈に従ってい
ないと判断し、当行に対して公式又は非公式の措置を講じる可能性がある。将来の法律上又は規制上の変化を予
測する当行の能力は限られており、当行は事前の予告もなく強化された法律又は規制の重荷に直面する可能性が
ある。例えば、インド準備銀行は、2013年２月に発表された新しい民間部門銀行業免許に関するガイドラインに
おいて、かかる免許の発行に基づく新しい銀行に対し、金融持株会社の構造で設立されることを義務付けた。将
来、この要件が当行を含むインドの既存の銀行に拡大される可能性がある。インド準備銀行はまた、インドにお
ける新たな銀行構造に関する審議文書を公表した。「－第２－３　事業の内容－(1) インドの金融部門の概要－

(m) 構造改革」も参照のこと。これらの規制上又は構造上のいかなる変化も、費用の増加、業務上の制約、競争

の激化又は当行の業務の修正を招く可能性があり、これにより当行の収益性が悪化する可能性や潜在的に有益な
事業機会を見送ることを強制される可能性がある。多額の不良債権を有する銀行を対象とした早期是正措置に関
するインド準備銀行のスキームは、2002年12月以降有効である。2017年４月、インド準備銀行はかかる枠組みを
修正し、早期是正措置の発動をもたらした適性資本量、資産の質、収益性及び特定リスク基準に対するレバレッ
ジといった一連の指標を盛り込んだ。修正された枠組みは、利益の配当金分配／送金における規制、支店拡大に
おける規制（国内及び／又は海外）、補償体制の一部としての高引当金並びに経営者報酬及び取締役報酬におけ
る規制といった措置を規定する。2017年度末においては、当行の財務指標は、インド準備銀行により規定された
リスク基準に違反しなかった。当行が、今後も常にインド準備銀行により規定された基準値内に留まる保証はな
い。「－(m) 金融部門における監督及び遵守環境の強化は、公式又は非公式にかかわらず、規制措置のリスク増

加をもたらす可能性がある。金融危機後、規制当局は次第に当行及びその他の金融機関を過去よりも高いリスク
構造を示しているとみなしている。」も参照のこと。
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(t)　当行が信用リスク、市場リスク及び流動性リスクを効率的に管理できない場合並びに当行の評価モデル及
び会計上の見積りが不正確であった場合、当行の収益、資本、信用格付及び資金調達コストに悪影響が及
ぶ可能性がある。

当行のリスク管理戦略は、困難で流動性の低い市場環境においては、他の市場参加者も困難な市況に対処する
ためにこれと同等又は類似の戦略を用いようとするため、実効性がなくなることがある。このような状況におい
て、他の市場参加者の活動により、当行のリスク・ポジションの削減が困難となる可能性がある。当行のデリバ
ティブ事業により、当行は予想外の市場リスク、信用リスク及び業務リスクにさらされる可能性があり、これに
より予想外の損失を被る又は規制上の精査が強化される可能性がある。資産価値の著しい下落、予想外の信用事
由、又は従来相関性のなかった要因が相関性を有することとなるような不測の事態が生じた場合、デリバティブ
商品の開発、組成又は価格設定の際にリスクを適切に考慮しなかったことに起因する損失を被る可能性がある。
また、デリバティブ取引の多くは、その清算及び決済が中央決済機関又は取引所を通じて行われていないため、
取引相手方は必ずしもこれを適時に確認又は決済することができない。このような場合、当行は、増大した信用
リスク及び業務リスクにさらされることとなり、不履行が生じた場合には契約の実行が困難となる可能性があ
る。さらに、より複雑なデリバティブ商品が新たに組成されるため、その契約の条件又は決済方法について紛争
が生じる可能性があり、これにより当行は、取引費用及び訴訟費用等の予想外の費用を被ることを余儀なくさ
れ、これらの商品に対するリスク・エクスポージャーを効率的に管理する当行の能力が損なわれる。当行のヘッ
ジ戦略及びその他のリスク管理手法の多くは、過去の市場行動を基礎としており、かかる戦略及び手法はすべ
て、ある程度、経営陣の主観的な判断に基づいている。当行が市場リスク又は信用リスク・エクスポージャーを
ヘッジ又はその他管理するために用いる手段及び戦略が効果的でなかった場合、当行は、特定の市場環境におい
て又は特定の種類のリスクにつき、リスク・エクスポージャーを効果的に軽減することができない可能性があ
る。当行の貸借対照表上の成長は、経済状況だけでなく、特定の貸付若しくは貸付ポートフォリオにつき当行が
行う証券化、売却、購入又はシンジケート結成の能力に左右される。当行の取引収益及び金利リスクは、当行
の、市場価格又は相場の変動に起因する金融商品の価値の変動を適切に見極め、時価評価を下す能力に左右され
る。当行の収益は、信用状況及びリスク集中における移行管理の効率性、当行の評価モデル及び重要な会計上の
見積りの正確性並びに貸倒引当金の適切性に左右される。

当行の査定、仮定又は見積りが不正確であるか又は実際の結果と異なるものであることが判明した場合、当行
は想定を上回る損害を被り、規制上の精査が強化される可能性がある。信用リスク、市場リスク及び業務リスク
管理の成功は、国内及び国外の格付機関による当行の信用格付に影響を与えるため、当行の流動性リスク管理に
際し考慮すべき重要な問題となる。格付機関は、随時格付を引き下げたり、又は引き下げる意向を示す可能性が
ある。「－(1) インドに関するリスク並びにその他の経済リスク及び市場リスク－(c) 国際的な格付機関による

インドの債券の格下げは、当行の事業、流動性並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性
がある。」も参照のこと。また、格付機関は格付を完全に撤回することがあり、その場合は格付を引き下げた場
合と同様の影響を与える可能性がある。当行の格付が引き下げられた（又は格付がなされなくなった）場合、当
行の借入コストが増大し、資本市場へのアクセスが制限され、かつ当行の商品販売若しくはマーケティング、商
取引（特に長期取引及びデリバティブ取引）又は顧客維持の能力が悪影響を受ける可能性がある。世界及びイン
ドの債券市場の状況は、当行の資金調達及び流動性へのアクセスに悪影響を及ぼす可能性がある。かかる事態
は、ひいては当行の流動性を低下させ、当行の業績及び財政状況に悪影響を与える可能性がある。当行の格付に
関する詳細については、「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(d) リスク管理－(ⅱ) 市場リスクについての
量的及び質的開示－流動性リスク」も参照のこと。
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(u)　ネガティブな評判により当行の評判が損なわれ、当行の事業及び財務実績並びに当行株式及び米国預託株
式の価格が悪影響を受ける可能性がある。

レピュテーションリスク、すなわちネガティブな評判により当行の事業、収益及び資本にもたらされるリスク
は、当行の事業に本来的に付随するものである。金融危機及びその他の金融サービス業界に影響を与える事態に
より、金融サービス業界全般の評判が厳密に監視されてきた。金融サービス業界全般又は当行についての否定的
な世論により、顧客を維持し、引き付ける当行の能力が悪影響を被るおそれがあり、当行は訴訟及び規制措置に
直面する可能性がある。ネガティブな評判は、当行の活動の中の実際の行動又は申し立てられた行動（その数を
問わない。）の結果生じる可能性があり、かかる行動としては貸付の実務及び特定の信用エクスポージャー、不
良債権の水準、コーポレート・ガバナンス、規制の遵守、合併及び買収、並びに関連する開示、顧客情報の提供
又は不十分な保護、並びに当該行為に対して政府、規制当局及び地域社会の組織が講じる措置が含まれる。当行
はレピュテーションリスクを最小化するため、顧客及びその他の得意先との取引において対策を講じているが、
大規模な金融サービス組織である当行は、本来的にこのリスクを負っている。当行の子会社の事業には、ミュー
チュアル・ファンド、ポートフォリオ及びプライベート・エクイティ・ファンドの運用が含まれており、投資価
値の減少及び投資の不十分な流動性を含む、様々なリスクにさらされている。当行は、当行の保険、資産管理及
びプライベート・エクイティに係る子会社の商品の提供も行っている。これらのファンド及びスキームに投資を
行う投資家は、誤運用又は脆弱なファンド運用並びに誤販売及び利益相反を申し立てる可能性があり、その場
合、金融サービスグループとしての当行全体の評判が損なわれ、これらの事業への流動性支援が求められること
になる。その結果、事業の取引量及び当該事業による収益が減少するおそれがある。当行はまた、当行の事業全
体の顧客によって起こされる訴訟のリスクにさらされている。

 

(v)　当行は買収を通じて成長する機会を模索する可能性、既存事業の売却を行う可能性又はインド準備銀行に
より委託された合併を引き受けなければならない可能性があり、また、統合及びその他の買収リスクに直
面する可能性がある。

当行は買収を通じて成長する機会を模索しており、その法的権限に基づきインド準備銀行により委託された合
併を引き受けなければならない可能性がある。当行はこれまでに合併及び買収を引き受けた実績がある。最近で
は、民間部門銀行であるバンク・オブ・ラジャスタンを2010年８月12日付で当行に合併した。過去において、イ
ンド準備銀行は、主に脆弱な銀行の預金者の利益を守るために、脆弱な銀行と別の銀行との合併を命じたことが
ある。最近では、インド政府が、公共部門銀行は銀行数を少なくし個々が大規模である銀行を構築するための合
併を進めるべきであると表明した。当行は、今後、当行が現在業務を行っている国において買収機会を検討及び
模索する可能性がある。当行のインド国内の銀行以外の子会社もまた、合併、買収及び非友好的合併を実行する
可能性がある。インド及び海外におけるいかなる将来の買収、合併又は非友好的合併にも多くのリスクが伴う。
かかるリスクには、資産価値の減少の可能性、従業員関連債務の経済的影響、買収した事業を統合するために必
要な当行の経営陣の意識の分散並びに買収先の主要な従業員及び顧客を維持すること、シナジー効果を活かすこ
と若しくは業務を合理化することができず、又は新規の事業及び市場に必要なスキルを発達させることができな
いこと、若しくはかかる買収、合併、その株主、株式資本若しくはこの法令及び規制遵守義務若しくは実務に関
連する係争中の訴訟、請求若しくは紛争を含む認識されていない及び認識されている債務が含まれる。これらの
うちのいくつか又はすべてのリスクにより当行の事業が悪影響を受ける可能性がある。

当行はまた、重点的戦略の変更、資本の再配置、契約上の義務及び規制上の要求を含む多様な理由により、当
行の子会社を含め、１つ又は複数の当行の事業の全部又は一部を売却する可能性がある。「－第２－３　事業の
内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」も参照のこと。

 

(w)　当行及び当行の顧客は、外国為替相場の変動にさらされている。

複数の当行の借入人は、外国為替リスク・エクスポージャーを管理するためにデリバティブ契約を結んでい
る。為替の大幅な変動により、当行の顧客は、デリバティブ取引において時価評価損失が増加する可能性があ
る。デリバティブ契約の満了時又は早期終了時には、これらの時価評価損失は、当行の債権となる。したがっ
て、当行は、信用リスク、市場リスク及び為替リスクを含みこれらに限定されない多種多様なリスクにさらされ
ることになる。
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上記のとおり、過去には、インドの経常赤字及び米国の金融政策変更による資本移動の変化に対する懸念は、
ルピーのドルに対する価値の下落を引き起こした。「－(1) インドに関するリスク並びにその他の経済リスク及

び市場リスク－(e) 貿易赤字を含む経常赤字並びに資本移動及び為替相場の変動は、当行の事業並びに当行株式
及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。」を参照のこと。外国為替及びデリバティブのエクス
ポージャーを有する一部の当行の借入人は、ルピーの下落により悪影響を被る可能性がある。ここには、ヘッジ
されない外貨建ての借入に係る、より高かったルピー建ての利息又は元本の返済、費用上昇分を顧客に転嫁する
余地がほとんどない状況での原材料輸入費用の増加、及び輸入設備費用の増大のため高騰したプロジェクト費用
により打撃を被る借入人、並びに外国為替市場において不利な持高を有する借入人が含まれる。当行の借入人
が、外国為替へのエクスポージャー及びデリバティブリスク、特に外国為替相場の不利な動き及び乱高下へのリ
スク管理ができなかった場合は、当行の借入人に対し、並びにひいては当行の借入人並びに当行の事業の実績及
び収益性に対する当行のエクスポージャーの質に対し不利な影響を及ぼす可能性がある。

2014年１月、インド準備銀行は、ヘッジされない外貨エクスポージャーを有する法人に対する銀行のエクス
ポージャーに関し、かかるエクスポージャーに関して当該法人の収益との対比で発生が見込まれる損失の評価に
基づき、銀行の資本及び引当金の設定要件の強化を求めるガイドラインを公表した。当行の借入人が為替リスク
を管理できないために不良資産若しくは条件緩和資産が増加した場合又はかかるエクスポージャーに対する資本
若しくは引当金の要件が増加した場合、当行の収益性、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪
影響が及ぶ可能性がある。このようなリスクを軽減するため、当行は一定のリスク管理方針を導入した。しか
し、かかる対策がこれらのリスクの軽減に十分に効力を有する保証はない。

 

(x)　新規事業への参入及び既存の貸付ポートフォリオの急拡大により、当行は当行の事業に悪影響を及ぼす可
能性のあるリスクにさらされている。

当行の個人向け貸付事業の急速な成長及び地方イニシアティブにより、当行は、当行の無担保の個人向けクレ
ジット・ポートフォリオにおける高い水準の不良貸付を含め、業務リスク、不正行為リスク並びに規制上及び法
的リスクの増加といった、インド国内におけるリスクの増加に直面した。2012年度以降、当行は個人向け貸付額
の拡大に注力しており、2015年度以降、当行の無担保の個人向けポートフォリオも増加した。2017年度、当行の
国内個人向け貸付ポートフォリオ純額は、当行の貸付ポートフォリオ総額の増加率が5.0％であったのに対し
て、18.5％増加した。さらに、当行はまた、当行の地方における事業及び販売網の拡大にも注力している。当行
は、これらの事業に係るリスクに対応するための措置を講じてきたが、当行の期待どおりに業務が遂行される保
証はなく、将来これらの事業が不利な進展を遂げない保証もない。当行がかかるリスクを管理することができな
い場合、当行の将来的な事業及び戦略、当行の資産価値及び収益性並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪
影響が及ぶ可能性がある。

 

(y)　当行の事業は非常に競争が激しく、当行の事業戦略は当行の競争力に左右される。

当行は、インド市場において、他の商業銀行、投資銀行、保険会社、銀行以外の金融会社、支払銀行及び小規
模銀行といった新しい民間部門銀行並びに個人向け支払サービスを提供する非銀行系事業体との激しい競争に直
面している。インドの一部の公共部門銀行及び民間部門銀行は、当行に比べて高い成長率を達成し、市場シェア
を拡大している。インド準備銀行は、新しい民間部門銀行２行に認可を付与し、小規模銀行10行及び支払銀行11
行に原則的な認可を付与した。これらのうち、小規模銀行６行及び支払銀行４行は業務を開始しており、また、
支払銀行３行は、自らの許可を取消したか又は取消しの意思を発表した。インド準備銀行は、民間部門における
統合銀行の持続的な認可方針に関するガイドラインを発表した。既存の競合者又は新規競合者の拡大は競争の増
加をもたらす可能性がある。さらに、金融サービスのモバイル化及びデジタル化における技術革新により、銀行
は、銀行商品及びサービスを提供するために新しいかつ簡便化したモデルを継続して開発することを求められ
る。これはまた、保険及びミューチュアル・ファンドといったその他の金融商品における銀行の存在を拡大させ
る新しいタイプの銀行を導く可能性がある。支払システムの革新及びモバイル・バンキングの利用増加は、現金
不要支払の新たな基盤の出現をもたらしている。かかる技術の動向により、新しい業務モデルへの適応及び継続
的なバックエンドインフラの機能向上といった、当行を含む銀行への競争圧力が増大する可能性がある。当行が
新しい技術開発に迅速に対応し続けられる保証はなく、また、当行のシステムの機能向上を行うために資源を投
入し、新規参入者と競争できる保証もない。また、インドの銀行部門の成長の減速は、事業機会をめぐる競争の
激化をもたらす可能性がある。
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当行は、住宅ローン及び自動車ローンを含む、銀行も存在感を持つ業務において貸付を行っている銀行以外の
金融会社との競争に直面している。市場における当該会社の存在感は、他の事業における課題及び圧力のために
銀行が自らの貸付を拡大することができない期間に増大する可能性がある。当行が、常にかかる銀行以外の金融
会社と効果的に競争することができる保証はない。さらに、統合による銀行部門の構造変化及び新規競合者の拡
大は、不安定性及び新たな課題をもたらし、競争力保持という銀行への圧力が増大する可能性がある。

2013年10月、インド準備銀行は、支店認可に係る要件の規制を完全に撤廃し、銀行は、増設する支店のうち
25％が農村部及び準都市部に所在する限り、インド準備銀行の事前承認なしに、Tier１からTier６の区分地域に
おいて支店を開設することができるようになった。さらに、銀行は、事前承認なしに、大都市の支店及び都市セ
ンターを合併、閉鎖又は移動することができるようになった。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督

及び規制－支店の開設に関する規制」も参照のこと。2017年３月、インド準備銀行は、支店許可の合理化に関す
る修正されたガイドラインを公表した。修正されたかかるガイドラインに従い、別に具体的な規制がない限り、
銀行は、インド準備銀行からの許可をその都度取得する必要なしに、Tier１からTier６の区分地域において銀行
支店を開設することが出来るようになった。事業年度中の銀行支店開設は、事業年度中に開設した銀行支店数の
少なくとも25％が、非銀行利用者層の農村部センターにおいて開設されなければならないという条件に従う。

さらに、インド準備銀行は、インド国内における外国銀行に関する枠組みを発表し、相互関係及び子会社の事
業形態の原則に基づき、外国銀行につき実質的に国内銀行に類似した取扱いを認めることを提言した。2014年５
月、インド準備銀行は、インドにおける銀行の取締役会のガバナンスを見直す委員会設置についての報告書を発
表し、同報告書では、とりわけ公共部門銀行におけるガバナンス、持分及び取締役会による監督の改善を目的と
した複数の措置が提言されている。かかる提言を受け、政府は、公共部門銀行において会長職とマネージング・
ディレクター職を分離し、今後１名が両地位を占めることができないようにした。新規銀行の参入を含めたイン
ドにおける銀行構造の変化、既存の参入者間の競争並びに既存の銀行の効率性及び競争力の向上は、当行の事業
に悪影響を及ぼす可能性がある。競争圧力により、当行は成長戦略を遂行することができず、適正な収益率を
もって商品及びサービスを提供できないかもしれず、このような事態は、当行の事業に悪影響を及ぼす可能性が
ある。「－３　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－(2) 競争」及び「－第２－３　事業の内容－(1) イ

ンドの金融部門の概要－(f) 外国銀行」も参照のこと。

当行の国際事業において、当行はまた、銀行及び銀行以外の金融会社並びにインドの銀行及び外国銀行を含
む、金融サービス産業におけるあらゆる競争相手との熾烈な競争に直面している。当行は、国際市場においては
中小規模のプレーヤーであり、当行の競争相手は、当行より極めて大きな資源を有している。
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(z)　インドの金融市場の規制及び構造の変化は、当行の事業に悪影響を及ぼす可能性がある。

インドの金融市場において、近年、コスト削減及び金融サービスの利用者に対するサービス提供の質の向上を
目的とした変化及び発展があり、現在も続いている。当行は、支払システムの発達及び利用の増加、並びにその
他の類似の構造的変化の結果、小口現金及び当行の現金管理業務からの手数料収入に悪影響を受ける可能性があ
る。インドにおける銀行取引の構造的な変化としては、金額及び取引回数に制限があるものの、いかなる銀行の
顧客も他行ATM利用料が無料となることが挙げられる。さらに、インド準備銀行は随時、銀行が顧客から徴収す
る取引手数料（現金及びカード取引の手数料を含む。）にも制限を課している。銀行は、住宅ローン及び個人の
借入人に対する変動利付ターム・ローンに関する抵当権実行手数料を撤廃するよう指図を受けた。銀行は、最低
残高を維持することができない使用されていない銀行口座に違約金を科すことを禁止された。かかる変化は、変
動残高及び手数料収入の減少並びにコストの増加により、当行を含む銀行の収益性に悪影響を及ぼす可能性があ
る。「－(s) 金融機関を取り巻く規制環境は、金融危機後の環境において前例のない変化に直面している。」も

参照のこと。当行の子会社も、類似のリスクを負っている。例えば、2015年度の連邦予算で、財務大臣は、債務
ミューチュアル・ファンドへの投資に係る長期譲渡益税率を10％から20％に引き上げることを発表し、長期投資
として認定されるための最低保有期間を12ヶ月から36ヶ月に拡大した。さらに、2015年４月より、インドミュー
チュアル・ファンド協会は、すべてのミューチュアル・ファンド・スキームに対する前払いの手数料に100ベー
シスポイントの上限を導入している。これらの変更は、資産管理に係る子会社を含め、資産管理会社への資金流
入及び収益に影響を及ぼす可能性があり、当行の手数料及びかかる活動に関するその他の収益にも影響を及ぼす
可能性がある。「－(bb) 当行の保険事業は当行の事業において重要な部分を占めているが、その将来における

成長率又は収益性の水準を保証することはできない。」も参照のこと。

 

(aa)　保険子会社による資本増加が必要となる場合又は当行がかかる子会社の当行持分の一部を収益化できない
場合には、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響が及ぶ可能性がある。

当行の保険事業は収益性が高く、当行は現在のところ当該事業に資本が必要とは予想していないが、とりわけ
規制上の要件により事業を支えるためには資本増加が必要とされる可能性がある。例えば、過去において、イン
ド保険業規制開発委員会の指令に従い、当行の総合保険子会社であるICICIロンバード・ジェネラル・インシュ
アランス・カンパニー・リミテッドを含む、インドにおけるすべての総合保険会社は、自動車損害賠償責任保険
プール（商用車に対する第三者請求に関する保険についての多角的な取決めであり、その結果はすべての総合保
険会社によって、その全体の市場シェアの比率に応じて分担されている。）に係る損失に備えることが義務付け
られた。損失は、総合保険会社に対してその全体の市場シェアに基づいて割り当てられたため、当行の総合保険
子会社の収益性及びソルベンシー比率は悪影響を受けた。したがって当行は、当行の総合保険子会社に対し、
2013年度において740.0百万ルピーの資本を投入した。当行がこれらの事業に対して追加出資できるか否かは、
インド準備銀行の自己資本比率規制、及び当行による金融部門企業への出資総額の限度について規定した準銀行
業務に関するインド準備銀行のガイドラインに左右される。かかる投資はすべて、インド準備銀行の事前承認を
要する。「－(ee) 当行の総合保険事業のための損失準備金は、将来の請求債務に係る見積りに基づくものであ

り、請求額が超過した場合にはさらに準備金が追加されることとなり、当行の総合保険子会社の業務に重大な悪
影響が及ぶ可能性がある。」も参照のこと。

保険子会社の資本増加要件及びかかる子会社へ出資する能力の制限は、かかる子会社の成長、当行の将来的な
自己資本の充実度、当行の財務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。
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2015年保険法（改正）により、保険会社における外国人持分の上限が26.0％から49.0％に引き上げられた。た
だし、会社がインド人の所有下及び支配下にあること並びに規制当局の承認が条件とされている。2016年度中、
当行は、当行の生命保険子会社であるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの6.0％の
持分を金融投資家に売却し、当行のICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの株式保有
は、約74％から68％に減少した。2017年度中、当行はさらに、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアラン
ス・カンパニーの当行持分のうち、新規公開株式売出しにより、12.63％の持分を売却した。ICICIプルデンシャ
ル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、2016年９月29日、インド全国証券取引所及びボンベイ証券取引
所に上場した。2016年度中、フェアファックス・フィナンシャル・ホールディングス及びICICIバンクは、フェ
アファックス・フィナンシャル・ホールディングス（その関連会社を通して）がICICIロンバード・ジェネラ
ル・インシュアランス・カンパニーの持分を9.0％増やすことに合意した。かかる移行は2016年３月に完了し、
最終的なICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの当行株式保有は、63％に減少した。
2017年６月、当行の取締役会は、必要な承認及び市況を受け、ICICIロンバート・ジェネラル・インシュアラン
ス・カンパニーの当行持分の一部を、当行による新規公開株式売出しにより売却することを承認した。予定通り
に上記売却を完了できる、若しくはかかる株式公開案若しくはその他の方法により当行の子会社へのさらなる投
資の収益化を行える保証はなく、又はかかる収益化が行われる可能性のある子会社の評価水準についての保証も
ない。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」及び「－(bb)
当行の保険事業は当行の事業において重要な部分を占めているが、その将来における成長率又は収益性の水準を
保証することはできない。」も参照のこと。

 

(bb)　当行の保険事業は当行の事業において重要な部分を占めているが、その将来における成長率又は収益性の
水準を保証することはできない。

当行の生命保険及び総合保険に関する事業は、当行の事業において重要な部分を占めている。「－第２－３　
事業の内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」も参照のこと。これらの事業の過去
の成長率には変動がありその将来における成長率又は収益性に対する保証をすることはできない。

インドの生命保険部門では、この数年、大幅な規制の変更を受けている。2011年度において、インドの保険業
規制開発委員会は、ユニットリンク生命保険商品に関する規制を変更した。その後、保険業規制開発委員会は、
非ユニットリンク生命保険商品に関する規制の見直しも発表し、2014年度に施行された。主な変更は、代理人又
は販売会社への支払手数料、保険契約の失効、解約払戻金及び最低死亡保険金に関連するものであった。かかる
変更の結果として、生命保険会社は商品及び販売戦略の変更を余儀なくされたことから、この数年、生命保険部
門の伸び率は低く、商品構成が変化している。商品構成は非ユニットリンク商品に当初シフトしたものの、顧客
にとっての商品の有利なコスト構造及び資本市場の市況の改善により、最近ではユニットリンク商品の割合が増
加している。ユニットリンク商品は、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの個人向
け加重受取保険料において、2016年度の83.3％、2015年度の84.8％及び2014年度の66.5％に比較して、2017年度
には85.9％を占めた。かかる商品に対する需要は、資本市場の変動や低迷により影響を受ける可能性がある。規
制の変更はまた、生命保険商品に関する利益率の低下をもたらした。2015年度において、2015年保険法（改正）
は既存の法律を改正し、生命保険契約につき契約日、すなわち契約発効日、リスク開始日、契約又は契約の付帯
条項の復活日のいずれか遅い方の日から３年の期間の後はいかなるときも、虚偽の申し立て又は不正を含む理由
の如何を問わず異議を申し立てられない旨が定められた。

ICICIロンバート・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの元受保険料収益総額（GDPI）は、2016年度
から32.6％増加して、2017年度は107.3十億ルピーであった。ICICIロンバート・ジェネラル・インシュアラン
ス・カンパニーの成長率及び収益性は、多様な要因によるものであるが、これには、ポートフォリオの一定の収
益性のある商品の割合、主要な分配提携企業及び再保険会社との関係性の維持、インド政府による一定の保険ス
キームの支援の継続、規制変化並びに市場動向が含まれる。保険事業の将来における成長率を保証することはで
きない。同子会社は2013年度以降、利益を計上してきているものの、保険事業の将来における収益性又は成長率
を保証することはできない。「－(aa) 保険子会社による資本増加が必要となる場合又は当行がかかる子会社の

当行持分の一部を収益化できない場合には、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響が及ぶ
可能性がある。」及び「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－保険会社に対する規制」も参
照のこと。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

212/647



インドの保険業規則開発委員会は、銀行を含む法人代理店による保険商品の販売を規律する規制の変更を随時
提言している。ICICIバンクは、保険子会社の法人代理店であり、生命保険子会社の事業の取引量においてかな
りの部分を占めている。最新の規制案がかかる活動に重大な影響を及ぼすと予想されていないものの、今後の規
制上の制限により、当行の保険子会社は、その販売戦略を変更することを余儀なくされる可能性があり、その結
果、費用の増加及び事業の取引量の減少を招き、ICICIバンクによる商品販売及び関連する手数料収入に影響が
及ぶ可能性がある。インド経済の成長下降、さらなる規制変更又は当行の保険商品に対する顧客の不満により、
かかる事業の将来の成長に悪影響が及ぶおそれがある。「－(s) 金融機関を取り巻く規制環境は、金融危機後の

環境において前例のない変化に直面している。」も参照のこと。これらの事業、とりわけ生命保険事業における
低迷は、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

(cc)　当行の総合保険子会社の新規株式公開案は達成されない可能性があり、達成された場合には、当行の事業
は複雑さを増すことになる。

当行の取締役会は、必要な承認及び市況を受け、ICICIロンバート・ジェネラル・インシュアランス・カンパ
ニーの当行持分のうち、当該会社株式の新規公開株式売出しにより、約7.0％を上限とするさらなる売却を承認
し、ICICIロンバート・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、株式公開案のため、予備目論見書をイ
ンド証券取引委員会に提出した。

しかしながら、他の様々な要因に加え、金融市場、インドの総合保険業界又は当行の総合保険子会社事業の状
況悪化により、新規株式公開案の達成は、現在検討されている条件下での失敗又は全くの失敗に終わる可能性が
ある。当行が新規株式公開案を現在検討されている条件下で又は全く達成できない場合には、当行の業務及び財
政状態に悪影響が及ぶ可能性がある。

達成された場合、新規株式公開案により当行の事業は複雑さを増すことになる。株式公開企業となる際には、
当行の総合保険子会社は公開会社投資家と関わり、公開会社に関するますます複雑な法に従わなければならなく
なる。当行及び当行の子会社の経営チームが、子会社の公開会社への移行並びに証券アナリスト及び投資家の監
督及び継続的審査の強化に、順調に又は効率的に対応できない場合、当行の事業、業績及び財政状態に悪影響が
及ぶ可能性がある。

 

(dd)　保険数理の経験及びその他の要素は、生命保険数理による生命保険の責任準備金及びその他の生命保険数
理の情報の計算においてなされた推定と異なる可能性がある。

当行の生命保険子会社がその生命保険の責任準備金を見積もる際及びその他の生命保険数理の情報を算出する
際に行った推定は、将来において当行の生命保険子会社が経験するものとは異なる可能性がある。これらの推定
には、金利の長期的な動向、投資収益率、株式、固定利付債券及びその他のカテゴリーの間での出資金の配分、
持続性、死亡率及び疾病率、保険契約者の失効、保険契約の解約並びに将来の支出レベルの見積りが含まれてい
る。さらに、かかる推定に基づく生命保険及び健康保険の責任準備金の見積りに使用されるモデル自体が正しく
ないというリスクが存在する。

当行の生命保険子会社は、これらの推定について実際の経験を観察し、実際の数値の仮定からの乖離がより長
い期間継続するとかかる生命保険子会社が考える限りにおいて、かかる生命保険子会社はその長期的な推定を精
緻化する。かかる推定を変更することで、生命保険及び健康保険の責任準備金及びその他の生命保険数理の情報
の推定額に変更が生じる可能性がある。さらに、かかる変更により、既存又は潜在的投資家による当行の生命保
険子会社の評価及び生命保険子会社の当行持分の収益化が将来行われる場合の評価に影響が及ぶ可能性がある。
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(ee)　当行の総合保険事業のための損失準備金は、将来の請求債務に係る見積りに基づくものであり、請求額が
超過した場合にはさらに準備金が追加されることとなり、当行の総合保険子会社の業務に重大な悪影響が
及ぶ可能性がある。

総合保険業界の慣行並びに会計上及び規制上の要件に従い、当行の総合保険子会社はその総合保険事業に関す
る損失準備金及び損失調整費を設定している。準備金は、請求に関して行われる将来の支払額の見積りに基づく
ものであり、これにはかかる請求に関連する費用も含まれている。かかる見積りは、準備金が設定された時点で
得られる事実及び状況に基づき、かつ生じているが計上されていない損失に関して、計上されているが清算され
ていない請求のそれぞれの件について個別に行われる。これらの準備金は、すべての未解決の請求が最終的に処
理されるために必要な総費用の見積額である。

準備金は、手続処理の請求、法的環境の変化、社会的態度、訴訟の結果、修繕費、医療費における動向の変
化、最低賃金並びにインフレ及び為替レート等のその他の要素といった、請求の総費用に影響を及ぼす多くの可
変的な要素による変更によって左右され、当行の総合保険子会社の環境に関する及びその他の潜在的な請求に対
する準備金は、特にかかる可変的な要素の影響を受けやすい。当行の総合保険子会社の業績は、かかる総合保険
子会社の請求実績が、かかる総合保険子会社が商品の価格設定を行う際並びに技術提供義務及び請求権に係る債
務を設定する際に利用する仮定とどれほど一致しているかということに大きく依拠している。かかる総合保険子
会社の請求実績が、かかる債務を設定する際に利用された基礎となる仮定より良くない場合、かかる総合保険子
会社は、その準備金を増額することを要求され、これによりその業績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

設定された損失準備金の見積りは、通常の決済の過程で経営陣が入手できる最新の情報を利用して定期的に調
整され、準備金の見積りの変更により生じた調整は、現行の業績に反映される。当行の総合保険子会社はまた、
準備金の水準の妥当性を検討するために、様々な業種の見直しを行っている。入手できる現在の情報に基づき、
また、内部手続に基づき、当行の総合保険子会社の経営陣はこれらの準備金が適正であると判断している。しか
しながら、損失準備金及び損失調整費の設定は、本質的に不確定な過程を経るため、最終的な損失額は設定され
た損失準備金及び損失調整費を大幅に超過することはなく、当行の総合保険子会社の業績に重大な悪影響を及ぼ
すことはないと保証することはできない。「－(aa) 保険子会社による資本増加が必要となる場合又は当行がか

かる子会社の当行持分の一部を収益化できない場合には、当行の事業並びに当行株式及び米国預託株式の価格に
悪影響が及ぶ可能性がある。」も参照のこと。

 

(ff)　当行の保険子会社の財務実績は、災害の発生により重大な悪影響を受ける可能性がある。

当行の総合保険子会社の事業の一部は、ハリケーン、暴風雨、モンスーン、地震、火災、工業爆発、洪水、暴
動並びにテロ行為を含むその他の人為的災害又は自然災害といった予測不可能な出来事による損失をカバーして
いる。定められた期間におけるこれらの災害の発生率及びその深刻度は、本質的に予測不可能である。

また、当行の生命保険子会社の業務は、災害の影響を受けた顧客の死亡率及び疾病率の増加による危機的状況
から生じる保険金請求にさらされている。さらに、危機的状況により、とりわけ取引先の義務の遂行又は金融市
場における重大な不安定性若しくは混乱の処理の失敗のために、当行の生命保険子会社の投資ポートフォリオに
損失が生じる可能性がある。

当行の子会社は、各々の地理的地域において当該子会社がさらされる全般的な災害の危険性及びその他の予測
不能な出来事について監視し、災害の発生より生じた損失をカバーする保険金に係る引受上限額を決定している
が、当該子会社は通常、再保険を掛けること、しっかり選択した引受業務を行うこと、及びリスクの蓄積を監視
することにより、当該子会社がさらされる危険を減らすことを目指している。災害に関する請求により、非常に
高い損失が生じ、ソルベンシーマージンを維持するために追加資本を要求される可能性があり、当行の財政状態
又は業績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。
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(gg)　金融業界特有の業務リスクが存在し、それが現実化した場合、当行の事業は悪影響を受ける可能性があ
る。

当行は、その他すべての金融機関と同じく、様々な種類の業務リスクにさらされており、かかるリスクには、
従業員若しくは部外者による不正行為若しくはその他の不祥事、従業員及び第三者による不正取引（腐敗行為を
防止するための規則及び当行の事業活動を規制するその他の規則の違反を含む。）、法定の、法律上、規制上の
報告及び開示義務に関する誤った報告若しくは報告の不履行、又は業務上の過誤（内部プロセスの不順守、事務
的な誤り、記録上の誤記及び照合時の誤り、若しくはコンピュータ若しくは電気通信システムの欠陥に起因する
過誤を含む。）が含まれる。当行は、急速に変化する環境において大幅な成長を遂げており、また、経営陣及び
当行の規制当局は、この成長が当行の管理体制に重大な問題をもたらすであろうと考えている。当行の内部評価
の結果、当行及びその規制当局は、当行の処理過程及び管理が向上され得る特定の分野に注目した。特に個人向
け貸付、当行の地方に対するイニシアティブ、当行の国際事業及び保険事業における当行の成長により、当行は
さらなる業務リスク及び統制上のリスクにさらされている。内部監査情報、システム及びデータ処理を含む業務
リスクに関連する分野の規制上の監視が強化されている。当行の財務に係る業務及び個人向け業務は、自動制御
システム及び記録システム並びに手動による検査及び記録を利用するものであるが、この大規模な業務により当
行は制御、記録及び調整において誤りが生じるというリスクにさらされている。当行は、当行の保険事業の規模
の拡大及び商品の複雑性により、保険数理上の債務及び繰延取得原価を計算する保険数理ソフトウェアの立ち上
げモデルに誤記が含まれる可能性がある、又はかかるモデルが一定期間にわたって継続的に改善を要する可能性
があるというリスクにさらされている。当行はまた、回収といった業務機能の一部をその他の外部の代理店に委
託している。当行の膨大な取引量を考慮すれば、一部の過誤については、それが発見され及び無事に修正される
までの間、繰り返されたり悪化したりする可能性がある。また、当行は取引の記録及び処理を自動システムに
頼っているため、システムの技術上の欠陥、従業員による不正使用、システムの不正操作及びアクセス制御管理
の不備により発見の難しい損害を被るリスクがさらに高くなる可能性がある。また、完全に又は部分的に当行の
管理範囲を超えた事由（例として、コンピュータウィルス若しくは停電若しくは電気通信の故障を含む。）に起
因して、当行の業務システムに混乱が生ずる可能性もあり、かかる場合には顧客サービスの質の低下及び当行に
損害又は損害賠償責任が生ずる可能性がある。高額紙幣の廃貨といった予想しなかった事由は、当行の取引量の
急激な増加及び短期間での規制変化についていくための当行のシステムへの圧力の増加をもたらしかねず、ま
た、当行支店の業務における不慮の業務過失及び結果としての規制措置をもたらす可能性がある。さらに、当行
は、外部ベンダーによる契約上の義務の不履行リスク（又はかかるベンダーの従業員による不正行為若しくは業
務上の過誤が起こるリスク）並びに当行（又は当行のベンダー）の事業の継続性及びデータ管理システムが十全
でないというリスクにさらされている。当行の統制及び手続につき構造上の不備が発覚するか又はかかる統制手
続がうまく機能しないリスクもあり、そのような事態が生じた場合には発見の遅れや情報に誤りが生ずる可能性
がある。当行は、業務リスクを妥当な水準に維持するためのシステムを有しているものの、他の銀行及び保険会
社と同様、業務リスクに起因する損害を被った経験があり、当行が将来的に業務リスクに起因して多額の損害を
被ることがないと保証することはできず、当行の評判は、当行の従業員、顧客及び第三者によるかかる事由の発
生により、悪影響を受ける可能性がある。さらに、規制当局又は法務当局は、当行を含めた銀行に、口座に関連
した機密情報の不慮の流出等の消費者の過失による損失に対する責任を負わせる可能性がある。急速に変化する
環境において、又は新規の事業分野への参入若しくは地理的範囲を拡大する場合、とりわけ統制及び手続のシス
テムの有効性については、人為的ミス、違法行為若しくは統制及び手続の逸脱の可能性といった固有の限界があ
る。したがって、一様に効果的な開示の統制及び手続によってのみ、その統制目標の達成を合理的に保証するこ
とができる。当行は、内部統制及びリスク管理プロセスを継続して導入し、改善するための取組みを行い、この
ことは、当行にとって最優先課題となっている。しかしながら、当行がインド及び当行が事業を行うその他の法
域において業務リスクを管理することができなかった場合、又は当行がかかるリスクを管理できないと認識され
た場合、当行は強化された規制上の監視及び精査の対象となる可能性がある。業務リスク管理の詳細について
は、「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(d) リスク管理－(ⅲ) 業務リスク」を参照のこと。
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(hh)　当行のコンピュータ・システム及びネットワーク・インフラにおける不正並びにそのセキュリティーが著
しく侵害されることにより、当行の事業は悪影響を受ける可能性がある。

当行の事業運営は、頻繁な取引が基礎となっている。当行は、システム関連及びその他の不正に対する適切な
保護手段を講じているが、不正を防ぐことができるという保証はない。従業員、顧客若しくは部外者による不正
行為、又は不正に関するリスクを適切に管理できないと当行が認識されることは、当行の評判に悪影響を与える
可能性がある。かかるリスクを管理できないこと又は管理できないと認識されることは、規制上の監視及び精査
の強化を招く可能性がある。当行の支店網の拡大、地方に対するイニシアティブ、世界的成長及び保険等の取扱
商品の拡大は、地理的分散の増大及び仲介人の利用に起因する不正行為のリスクの管理につき、さらなる課題を
もたらす可能性がある。「－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(4) 事業の見通し

－(g) 引当金及び偶発債務（租税引当金を除く。）－(i) 不良資産及び条件緩和貸付に関する引当金」及び「－
第２－３　事業の内容－(2) 事業－(d) リスク管理－(ⅲ) 業務リスク」を参照のこと。物理的若しくは電子的
な不法侵入、セキュリティー侵害又は停電若しくは技術の使用増加によるその他の障害もまた、当行のコン
ピュータ・システム及びネットワーク・インフラに保管され、それらを通じて配信される情報のセキュリティー
に悪影響を与える可能性がある。技術はモバイル化、クラウドコンピューティング及びソーシャルネットワーク
により急速な進化を遂げており、その結果、分散型サービス妨害攻撃、スピアフィッシング攻撃並びにマルウェ
ア及びトロイの木馬といったコンピュータ・ネットワーク上の脅威が増加した。当行は、技術力及び多様な地理
的地域への進出に注力しているため、当行又は当行の顧客に関するデータの機密性、整合性又は有効性に影響を
及ぼすこのような攻撃を受けることで、ひいては当行の評判が損なわれ、当行の事業及び財務実績に悪影響が及
ぶ可能性がある。当行は、保険契約の条件のとおり、コンピュータ・ネットワーク上のリスク（サイバーリス
ク）の一部をカバーする保険の補償を有しているが、かかる補償は、すべての損失をカバーするには不十分であ
るおそれがある。当行は、情報のセキュリティーのためのガバナンスの枠組みを有しており、情報保護に関する
方針、手続及び技術を導入してきた。しかしながら、近年技術が急速な進化を遂げていること及びコンピュー
タ・ネットワーク上の攻撃の方法も頻繁に改変され、場合によっては実際の攻撃が起こるまで認識もされないこ
とを考慮すると、当行はすべてのセキュリティー違反を予測したり、効果的な防止策を講じたりすることができ
ない可能性がある。当行は、その他多くの大規模な国際金融機関と同じく、顧客による当行のメインポータルの
利用を妨害することを目的とした分散型サービス妨害攻撃を受けてきた。当行の監視管理及び軽減管理が、こう
した事故を検出し、有効に対処することができたとしても、これらの安全対策が今後効果的であるという保証は
ない。安全対策の重大な不具合は、当行の事業、将来の財務実績、株主資本並びに当行株式及び米国預託株式の
価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

(ii)　システムの不具合は、当行の事業に悪影響を及ぼす可能性がある。

当行の事業全体において個人向け商品及びサービス並びにトランザクションバンキング業務が占める割合が大
きいため、当行の事業におけるシステム・テクノロジーの重要性も大きく増している。当行はまた、ATM、コー
ルセンター及びインターネットを除き、携帯電話を通じた銀行業務の提供を開始した。当行は、システムの不具
合を監視及び防止し、システムの不具合が生じた場合には復旧するための手順を有しているが、かかる手順がシ
ステムの不具合の防止に成功するか又はシステムの不具合からの迅速な復旧を可能にする保証はない。大規模停
電、洪水、地震、インターネット障害又はその他の出来事により当行のデータセンターに重大な影響が及ぶ場合
には、当行は補助的な障害復旧データセンターを有しているが、当行のシステム及びサービスの復旧には遅れが
生じる可能性があり、その結果当行の業務及び顧客サービス水準に悪影響が及ぶ可能性がある。当行のシステム
（特に個人向け商品及びサービス並びにトランザクションバンキング用）において不具合が生じた場合、当行の
業務及び顧客サービスの質は重大な影響を受ける可能性があり、規制上の精査が強化され、事業上及び財政上の
損失が生じ、当行株式及び米国預託株式の価格は悪影響を受ける可能性がある。この分野における規制上の精査
は強化されている。「－(m) 金融部門における監督及び遵守環境の強化は、公式又は非公式にかかわらず、規制

措置のリスク増加をもたらす可能性がある。金融危機後、規制当局は次第に当行及びその他の金融機関を過去よ
りも高いリスク構造を示しているとみなしている。」を参照のこと。
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(jj)　係争中の税金問題における当行への判決は、当行の財務実績に悪影響を及ぼす可能性がある。

当行はインド政府の税務当局から定期的に査定されており、未納課税上の要求のため、2017年度末現在は当行
の引当金を超える51.0十億ルピーの加算税が偶発債務の中に含まれている。これらの加算税の請求は、リース資
産に関する減価償却の不認可、非課税所得に対して支出された費用の不認可、特別準備金の引出し、時価評価損
失、及び間接税の問題といった、主に当行と税務当局との間で争われている問題に関連するものである。「－第
６－３　その他－(1) 訴訟及び規制手続」における説明のとおり、これら偶発債務についての引当金を設定して

いない。当行の偶発債務に含まれている51.0十億ルピーには、主に償却した不良債権及び課された罰金に関する
53.1十億ルピーの係争中の税金及び支払税額の不許可に関する2.3十億ルピーは含まれておらず、他の類似案件
における有利な最高裁判所判決に基づき債務の発生可能性はほとんどないと考えられている。「－第６－３　そ
の他－(1) 訴訟及び規制手続」を参照のこと。

当行はすべての当局の主張について上訴した。当行は、訴訟中の案件に関して、当行の税務顧問との相談並び
に当行の案件及びその他の案件における有利な判決に基づき、追加の債務が発生しないと予想しているが、かか
る訴訟が当行に有利な形で解決し、これらの案件に関して追加の債務が発生しないという保証はない。追加の租
税債務は、当行の財務実績並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

(kk)　当行は様々な訴訟に関与している。当行に重大な損害を与える最終判決が下された場合、当行の将来の財
務実績及び株主資本は重大な悪影響を受ける可能性がある。

当行及び当行のグループ会社、又は当行の若しくはかかるグループ会社の取締役若しくは役員は、インド及び
当行が事業を行うその他の法域において、通常、借入人からの手数料の徴収又は顧客からの当行への請求により
発生する様々な原因に基づく訴訟（民事訴訟又は刑事訴訟）に頻繁に関与している。多くの場合、これらの訴訟
は通常の業務過程で発生するものであり、当行は、訴訟の事実関係及び法律顧問との協議に基づき、これらの訴
訟は一般的に当行の財務実績又は株主資本に重大な悪影響を及ぼすリスクを伴わないと考えている。当行は、当
行の非連結財務書類及び連結財務書類の作成日現在の訴訟及び規制手続に関連して被る可能性のある損失の見込
みを予測する。過去の事象の結果による現在の債務を有する場合に当行は引当を認識し、かかる債務を完済する
ためには資源の流出が推定され、信頼性のある債務の金額を見積もることができる。当行は、貸借対照表日現在
の債務完済に必要な予測金額に基づき、類似の状況における当行の経験を用いて引当の金額を決定する。当行
は、各貸借対照表日現在の引当を見直し、現在の予測を反映して調整する。入手可能な情報が損失の発生が合理
的にあり得ることと示しているが、かかる損失の金額が合理的に予測できない場合は、当行は非連結財務書類及
び連結財務書類においてその旨の開示を行う。場合によっては、現在の従業員及び元従業員が、当行に対して不
法行為の申立に対する法的及びその他の手続を提起している。損失が発生するリスクが存在する可能性がほとん
どない場合には、当行は引当を認識せず、また、非連結財務書類及び連結財務書類においても開示を含まない。
「－第６－３　その他－(1) 訴訟及び規制手続」を参照のこと。当行は、当行が関与している訴訟について当行

に有利な判決が下されるという保証はできず、当行のリスクに関する判断が変われば、引当に関する当行の見解
も変更する可能性がある。
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(ll)　優秀な専門家の獲得及び確保ができない場合、当行の事業は悪影響を受ける可能性がある。

当行の事業は、取扱商品が保険の分野まで拡大し、また、世界的かつ地方に対するイニシアティブを通じた地
理的拡張により、一層複雑化してきている。当行の成功が続くかどうかは、一部には当行の経営陣の主要メン
バーが引続き業務を行うことにかかっており、当行が引続き大変有能な専門家を招き入れ、養成し、意欲を起こ
させ、雇い続けることができることが、当行の戦略の主軸となっており、当行は、これが競争上優位に立つため
の重大な要素であると考えている。当行の戦略の実施を成功させることは、当行の本店並びに当行の事業体及び
海外事業所のそれぞれにおける優秀な経営陣の有無、並びに若手の専門家を招き入れ、養成する当行の能力にか
かっている。当行の中間及び上級経営陣に対する報酬構成の大部分を従業員ストック・オプションが占めてお
り、これは当行株式の市場価格に左右されている。市場及び事業状況により、当行は、当行の一定の事業におけ
る従業員数を減少させることを決定する可能性がある。既に競争の激しい部門への銀行の新規参入を含めた競争
の激化により、当行が有能な従業員を雇用し、雇い続けることができるか否かに悪影響が及ぶ可能性がある。さ
らに、経営における主要メンバーの任命に関する規制当局による厳しい要件によって、当行の経営体制の再編成
を要求される可能性や、様々な役割について適切な専門家を選別するための当行の権限に影響を与える可能性が
ある。当行若しくは当行の事業体のいずれか又はその他の機能体が、業務上適切に職員を配属することができな
い場合、又は１名若しくは複数の主要な上級管理職若しくは若手の有能な専門家を失い、満足のいくかつ時宜に
かなった方法で代わりの者を置くことができない場合には、当行の事業、財政状況及び業績は、統制上のリスク
及び業務リスクを含め、悪影響を受ける可能性がある。同様に、当行が若手の専門家又はその他の優秀な者を招
き入れ、適切に養成し、意欲を起こさせ、雇い続けることができない場合、当行の事業は同様の影響を受ける可
能性がある。「－第２－５　従業員の状況」を参照のこと。

 

(mm)　異なる会計基準又は新たな会計基準を採用する場合、将来及び過去の期間における当行の報告された財務
状態及び業績に変更が生じる可能性がある。

本書に含まれる又は参照することにより本書に含まれる財務書類及びその他の財務情報は、インドGAAPに従っ
た当行の非連結及び連結財務書類に基づくものである。インド勅許会計士協会は、インドの会計基準の国際財務
報告基準と大部分の収斂（コンバージェンス）を図るInd AS（改正された会計基準）を発表した。インドにおけ

る会計基準採用に関する立法当局である企業省は、Ind ASの採用を通達している。さらに、同省はまた、2016年

４月１日に開始し、インドの企業によるInd ASへの段階的な移行のためのロードマップを発表した。金融会社及

び銀行以外の金融融資会社を対象に、2018年４月１日にInd ASの実施が開始、また、保険会社を対象としては、

2020年４月１日に開始する。したがって、2018年４月１日以降、ICICIバンク及び当行のグループ会社はInd AS

に従い財務報告をする予定である。既存のGAAPとは異なる基準に基づき作成された財務書類は、本書に含まれる
又は参照することにより本書に含まれる財務書類及びその他の財務情報と大幅に異なる可能性がある。主な相違
点は、金融資産の分類及び時価会計、金融資産の減損、融資事務手数料及び費用の計算、金融資産購入における
プレミアム／ディスカウント償却、従業員ストック・オプション、繰延税並びに連結決算が含まれている。

インド会計基準（Ind AS）第109号―金融商品（すなわち国際財務報告基準第９号に相当する基準）は、金融

資産及び負債が分類及び計上される途中で著しい影響を与え、収益又は損失及び株式における不安定性をもたら
すことがある。「－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(21) インドの会計基準と

国際財務報告基準とのコンバージェンス」を参照のこと。

 

５【経営上の重要な契約等】

 

2016年12月28日に提出した2016年９月30日に終了した６ヶ月間に関する半期報告書以降、重要な変更はなかっ
た。

 

６【研究開発活動】

 

「－第２－３　事業の内容」を参照のこと。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

当行の財政状態及び業績に関する下記の考察及び分析は、当行の監査済連結財務書類と併せて読まれるべきもの
である。下記の考察は、いくつかの重要な点において米国GAAPと異なるインドGAAPに従い作成された当行の監査済
連結財務書類及びその注記に基づいている。米国GAAPに基づく純利益及び株主資本の調整、インドGAAPと米国GAAP
の重大な相違点に関する記述並びに米国GAAPに関する追加情報については、当行の「－第６－１ 財務書類－連結

財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追加注記」に対する注記20及び21を参照のこと。

 

要旨

 

(1)　一般

 

当行は、多様化された金融サービスグループであり、幅広い銀行及び金融サービスを法人及び個人顧客に対して
様々なデリバリーチャネルを通じて提供している。当行は、連結ベースでの総資産でみて、インドにおける最大の
民間部門銀行である。銀行系商品及びサービス以外に、当行は、生命保険及び総合保険、資産管理、証券仲介業並
びにプライベート・エクイティ商品及びサービスを専門子会社を通じて提供している。2017年度末現在の当行の総
資産は、9,860.4十億ルピーであった。2017年度末現在の当行の連結資本及び準備金は、1,046.3十億ルピーであ
り、2017度における当行の連結純利益は、101.9十億ルピーであった。

当行の主要業務は、個人顧客及び法人顧客に対する商業銀行業務である。当行の個人顧客に対する商業銀行業務
は、個人向け貸付及び預金受入れ並びに保険及び投資商品の販売から成る。当行は、銀行支店、ATM、コールセン
ター、インターネット、携帯電話及びソーシャル・メディアを含むあらゆるチャネルを通じて当行の商品及びサー
ビスを提供している。2017年度末現在、当行はインドにおいて、4,850の支店及び13,882機のATMから成るネット
ワークを有していた。当行は、インドの主要な企業、中堅企業及び中小企業に対して、ローン商品、手数料ベース
の商品及びサービス、預金商品並びに外国為替商品及びデリバティブ商品を含む様々な商業銀行商品及びサービス
並びにプロジェクト・ファイナンス商品及びサービスを提供している。当行はまた、農業銀行及び地方銀行商品を
提供している。当行は、商業銀行業務から受取利息及び手数料収入を得ている。

当行の国際銀行業務における主たる対象は、インド出身者、インド企業、厳選された地域事業及び多国籍企業に
対する商品及びサービスの提供、当行のカナダの子会社の担保付住宅ローン商品の提供並びに大規模なコミュニ
ティに対する預金商品の提供である。ICICIバンクの海外の支店は、インド企業の海外業務並びにそれらのインド
における外貨必要額に応じて、また、グローバルな多国籍企業及びそれらの法域における地方企業のために預金受
入れ並びに融資及び貸付の提供を行っている。当行の海外の支店はまた、インド企業及びその海外業務部門による
資金調達において、アドバイザリー業務及びシンジケーション業務を行っている。当行は、現在、英国及びカナダ
に銀行子会社を、中国、シンガポール、ドバイ・インターナショナル・ファイナンシャル・センター、スリラン
カ、香港、カタール・ファイナンシャル・センター、米国、南アフリカ及びバーレーンに支店を、アラブ首長国連
邦、バングラデシュ、マレーシア及びインドネシアに駐在員事務所を有している。当行の英国における子会社は、
ベルギーのアントワープ及びドイツのフランクフルトにそれぞれ支店を１店設置した。

当行の財務業務には、法定準備金の維持及び管理、株式及び固定利付債券の自己勘定取引並びに先物取引並びに
金利スワップ及び通貨スワップ等の法人顧客向けの外国為替及びデリバティブ商品及びサービスが含まれる。当行
は、市場の動向により財務収益を得ている。当行の海外の支店及び銀行子会社はまた、クレジット・デリバティ
ブ、インド企業以外の金融機関の債券及び資産担保証券に対して投資している。
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当行はまた、専門の子会社を通じて、保険業務、資産管理業務、証券業務及びプライベート・エクイティ・ファ
ンドの運用業務に従事している。当行の子会社であるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパ
ニー、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー及びICICIプルデンシャル・アセット・マネ
ジメント・カンパニーは、様々な生命保険及び総合保険並びに資産管理商品及びサービスを個人顧客及び法人顧客
に提供する。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、生命保険評議会によれば、2017
年度において、新規契約（個人向け加重受取保険料ベース）に基づく市場シェアを12.0％有する最大の民間部門生
命保険会社であった。2017年度において、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、
ICICIバンクが保有する株式のうち12.63％が新規公開株式売出しにより売却されたことに従って、インド全国証券
取引所及びボンベイ証券取引所に上場した。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、
インド総合保険審議会によれば、2017年度において、保険料直接収入総額ベースで8.4％の市場シェアを有する最
大の民間部門総合保険会社であった。ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーが運用する、
ICICIプルデンシャル・ミューチュアル・ファンド（ICICI Prudential Mutual Fund）は、インドミューチュア

ル・ファンド協会によれば、2017年３月31日に終了した３ヶ月間で平均運用資金量に関してインドにおいて最大の
ミューチュアル・ファンドであった。当行は、当行の個人顧客及び法人顧客に対し、当行の保険及び資産管理に係
る子会社並びにその他の資産管理会社の商品のクロスセルを行う。当行の子会社であるICICIセキュリティーズ・
リミテッド及びICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッドは、株式引受及びブロー
カー業務並びに国債のプライマリー・ディーラー業務にそれぞれ従事している。ICICIセキュリティーズは、有数
のオンラインでのブローカー業務プラットフォームである、ICICIダイレクト・ドットコム（icicidirect.com）を
所有している。ICICIセキュリティーズ・リミテッドは、米国において子会社（ICICIセキュリティーズ・ホール
ディングス・インコーポレーテッド）を有しており、かかる子会社は同様に、米国において、ブローカー・サービ
スに従事する事業子会社（ICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッド）を有している。当行のプライベー
ト・エクイティ・ファンドを運用する子会社であるICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニーは、
プライベート・エクイティに対して投資を行うファンドを運用する。

 

(2)　事業環境

 

当行の貸付ポートフォリオ、財政状態及び業績は、インドの経済状況、当行の法人顧客の事業活動に影響を及ぼ
す商品価格の変動等の全世界的な経済の展開、全世界的な金融市場の状況、米国及び当行が重要な地位を有してい
る諸外国又はインド経済及び世界市場に影響を及ぼす諸外国の経済状況、並びに発展的な国内外の規則による影響
を受けており、今後も受け続けることが予想される。下記の当行の業績に関する考察の理解を容易にするために
は、これらのマクロ経済的要因及びその他の主要な進展を考慮に入れるべきである。

 

2017年度の動向

 

世界経済の成長率は、先進諸国及び新興諸国において減速し、2016暦年において3.1％へと鈍化した。米国連邦
準備制度理事会は、2016暦年末にかけて、また、再度2017年３月に、政策金利を引き上げた一方で、その他ほとん
どの経済諸国においては、金融政策態度は引続き緩和的であった。2015暦年において急減した商品価格は、2016暦
年において、特に原油及び金属において、一部回復した。世界貿易は、商品価格が上昇したこともあり、当該暦年
の後半にかけて改善を示した。

インドにおいては、2017年度にいくつかの主要な政策が発表された。

・　2016年５月に、2016年破産・倒産法が制定され、再建及び破綻処理の制度的枠組み並びに投資家及び債権者
の保護が確保された。

・　インド準備銀行及び政府からの構成員６名から成る金融政策委員会が設立され、かかる委員会は金融政策の
決定の責任を負う。

・　2016年11月８日、インド政府は、額面金額1,000ルピー及びの500ルピーの法定紙幣を、法定通貨として廃貨
し、新たに額面金額500ルピー及び2,000ルピーの法定紙幣を導入した。現存している額面金額500ルピー及
び1,000ルピーの法定紙幣は、流通貨幣全体のうち約15.00兆ルピー又は約86.0％を占めた。かかる措置は、
ブラック・マーケットの抑制、偽造紙幣の使用の排除及びデジタル取引への移行を促進する目的をもって実
施された。
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・　財政政策は、鉄道予算と連邦予算との合併並びに支出の計画及び非計画への分類をなくすことにより改革さ
れた。海外投資政策はさらに自由化され、外国投資促進委員会の解散が発表された。

・　物品・サービス税に関連する法令が制定され、その2018年度の施行のために下準備が進められている。物
品・サービス税は、現在中央及び州政府により徴収されている中央物品税、サービス税、追加関税、中央売
上税及び州付加価値税等の物品及びサービスにかかる様々な間接税に取って代わる統一された単一税であ
る。

インドの国内総生産の2017年度における成長率は、2016年度の8.0％に対して前年比で7.1％増加した。粗付加価
値ベースにより表示された産業別の成長の推定値によると、2017年度において、農業部門は4.9％、工業部門は
5.6％及びサービス部門は7.7％の成長であった（これに対して2016年度は、農業部門は0.7％、工業部門は8.8％、
サービス部門は9.7％であった。）。

消費者物価指数に基づく小売業のインフレ率は、2016年３月における4.8％から緩和し、2017年３月は3.9％と
なった。コア消費者物価指数に基づくインフレ率（食糧及び燃料製品を除く。）は、2016年３月における4.7％か
ら上昇し、2017年３月には4.9％となった。卸売物価指数は、縮小した2016年度と比較して、2017年３月において
前年比で5.3％上昇し、2017年度を終えた。2017年度における卸売物価平均指数に基づくインフレ率は、2016年度
における3.7％の減少と比較して、1.7％であった。

レポレートは、2016年４月において6.75％から6.50％へと25ベーシスポイント引き下げられ、2016年10月におい
て6.25％へとさらに25ベーシスポイント引き下げられたことで、2017年度を通して50ベーシスポイントの引下げと
なった。これにより、政策金利の引下げサイクルが開始となった2015年１月から累積で175ベーシスポイントの引
下げが行われたことになる。しかし、かかる年におけるその後の政策発表において、レポレートは変更されず、ま
た、政策姿勢は、今後インフレが明示された目標範囲の４％（プラス又はマイナス２％の変動幅付き）を超過する
懸念により、2017年２月に緩和的な姿勢から中立的な姿勢へと変更された。

商品貿易の動向は、2017年度の大半において依然として低迷していたが、年の後半において次第に回復した。輸
出及び輸入は、それぞれ2016年度の15.5％の減少及び15.0％の減少と比較して、2017年度においてそれぞれ前年比
で5.4％及び0.5％増加した。貿易における改善は、主に国際商品価格の回復及び国際貿易の流れの改善を反映して
いる。2017年度におけるインドの経常赤字は、2016年度における国内総生産の1.1％と比較して、国内総生産の
0.7％への縮小した。外国直接投資の流入は、2016年度における44.9十億米ドルの流入と比較して、2017年度にお
いて42.2十億米ドルの流入となった。対外ポートフォリオ投資家による投資の流入純額は、2017年度において7.8
十億米ドルであり、株式市場への流入純額が8.6十億米ドル、債券市場への流出純額が0.8十億米ドルであった。株
式市場のベンチマークであるS&Pボンベイ証券取引所センシティビティ指数（S&P BSE Sensex）は、2017年度中に

16.9％上昇し、終値は29,621となった。ルピーは、2016年度末現在の１米ドル当たり66.3ルピーから上昇して、
2017年度末現在では１米ドル当たり64.9ルピーとなった。ベンチマークである10年物国債の利回りは、2016年の４
月から10月において7.0％から7.5％の間で推移していた。利回りは、高額紙幣の法定通貨としての廃貨を受け、
2016年11月に約6.2％へと著しく減少したが、2017年３月31日現在には6.7％へと増加した。

銀行部門では、2016年11月に高額紙幣が法定通貨として廃貨されたことを受け、預金が増加した。2016年11月か
ら2017年３月にかけて、銀行システムにおける預金は8.20兆ルピーの純増であった。預金総額の成長率は、2016年
の４月から10月の大半において前年比で9.0％から10.0％の範囲内にあったが、2016年11月には前年比で15.0％超
となるまで増加し、その後2017年３月31日現在には、2016年４月１日現在の前年比9.1％の増加に対して、前年比
で11.8％へと落ち着いた。要求払い預金は、2016年４月１日現在において前年比で14.4％の増加であったのに対し
て、2017年３月31日現在において前年比で20.1％の増加となった。定期預金は、2016年４月１日現在において前年
比で8.5％の増加であったのに対して、2017年３月31日現在において前年比で10.7％の増加であった。しかし、与
信成長率は、依然として抑制されたものであった。2016年の４月から10月にかけて、前年比で9.0％から11.0％の
範囲内で増加した非食品部門の与信は、2016年11月からさらに落ち着き、2017年３月31日現在における増加率は、
2016年４月１日現在において前年比で9.9％であったのに対し、前年比で5.8％となった。銀行システムは、収益性
の低下、特に工業部門やサービス部門における経済成長の減速並びに投資活動の低迷に起因して、引続き法人資産
価値においてストレスを受けた。ストレス資産の解消の経過は、貸付勘定におけるストレスの早期解消のための選
択肢の検討を行うために設立された共同貸付人フォーラムにおける意思決定の遅れにより、依然として予想より遅
いものであった。当年度中、資産の早期解消を可能にするために、インド準備銀行及び政府により破産・倒産法を
含む複数の措置が発表された。しかし、業務環境及び回収環境における継続的な困難は、解消速度に悪影響を与
え、不良債権の著しい増加へとつながった。インドの銀行業界における不良債権総額の比率は、2016年３月31日現
在の7.8％から増加して、2017年３月31日現在において9.6％となった。負荷貸付総額（条件緩和正常先貸付を含
む。）は、2016年３月31日現在の11.7％から増加し、2017年３月31日現在において12.0％となった。
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当年度中、デジタル金融取引は、ネットワーク上の支払アドレスを使用することで、どの銀行口座にも銀行口座
の詳細を必要とせずに瞬時に資金振替を実行することを可能にする支払プラットフォームである統合決済インター
フェース、統合決済インターフェースを使用して構築されたモバイル・アプリケーションであるバーラット・イン
ターフェース・フォー・マネー及びインド固有の識別番号であるアドハー（Aadhaar）に基づく認証を使用して銀
行取引を可能にするアドハー対応支払システムを含む新たな支払アプリケーションの展開を通じて促進された。
バーラット・インターフェース・フォー・マネーを含む、統合決済インターフェースを用いた取引額は、その展開
１年目の2017年度において69.5十億ルピーであった。

与信成長率に対して預金成長率が急増したことにより、2017年度第３四半期及び第４四半期において銀行システ
ムにおける流動性が増加した。インド準備銀行により明示された、システムの流動性を中立に近い状態で維持する
目標に沿って、高額紙幣の廃貨直前におけるシステムの流動性は、2016年11月８日現在350.0十億ルピーの赤字で
あった。その後、流動性は著しく増加し、２週間で5.0兆ルピーを超えた。過剰流動性を吸収するために、インド
準備銀行は、一時的な措置として、2016年９月16日から2016年11月11日の間の普通預金及び定期預金の純額におけ
る増分現金準備率を100.0％に引き上げることを発表し、その適用を２週間後の2016年11月26日付とした。その
後、インド準備銀行による流動性管理業務を容易にするために、インド政府は、2016年12月２日に市場安定化ス
キームに基づく証券発行の上限額を6.00兆ルピーへと修正した。その後、2016年12月７日に、インド準備銀行は、
増分現金準備率要件を２週間後の2016年12月10日付で撤廃した。2017年３月31日に終了した３ヶ月間において、イ
ンド準備銀行は、システムにおける過剰流動性を吸収するためにリバースレポ取引及び市場安定化スキームに基づ
く証券発行を採用した。しかし、2017年３月31日に終了した３ヶ月間における平均日次過剰流動性は、2016年12月
31日に終了した３ヶ月間における平均日次過剰流動性が2.24兆ルピーであったのに対して、5.93兆ルピーという依
然として高い水準にあった。2017年４月に発表された金融政策において、インド準備銀行は、政策金利の回廊をプ
ラス又はマイナス50ベーシスポイントからプラス又はマイナス25ベーシスポイントへと狭めた。それに応じて、リ
バースレポレート及び限界貸出金利は、レポレートより25ベーシスポイント低く又は高くなるよう、それぞれ
6.0％及び6.5％へと修正された。さらに、インド準備銀行は、流動性を吸収するための担保要件をなくす、常設預
金ファシリティの導入を提言した。

高額紙幣の法定通貨としての廃貨を受け、いくつかの短期的な措置がインド準備銀行より発表された。特定の紙
幣の両替への制限並びにATM及び銀行口座からの現金引出し限度額に関するガイドラインが随時発表された。ま
た、銀行は、マーチャントディスカウントレートや当該期間における取引に関連する手数料の免除等の措置を積極
的に開始した。当該期間においてインド準備銀行が発表した主要な規制は、以下のとおりである。

・　銀行は、金融取引及び非金融取引を含む、普通預金口座の顧客のすべての取引に関するATMの手数料を、自
行又は他行のATMにおける取引回数に関係なく、免除するよう指示された。かかる免除は、2016年11月10日
から2016年12月30日まで適用された。

・　デジタル取引がより幅広く受け入れられやすくするために、2,000ルピーを上限とするデビットカード取引
のマーチャントディスカウントレートの引下げ並びに1,000ルピーを上限とする即時支払サービス
（IMPS）、非構造付加サービスデータ（USSD）に基づくモバイル・バンキング・サービス及び統合決済イン
ターフェースシステム等の支払手段により決済された取引に関して手数料免除等の一時的な措置が導入され
た。これらの措置は、2017年１月１日から2017年３月31日まで有効であった。

・　2017年３月31日以降、現金の引出し上限及びATM手数料の免除が撤廃された一方で、インド準備銀行は、最
終的な指示を発表するまで、特別なマーチャントディスカウントレートを継続することを決定した。その一
方で、インド政府は、政府に対する税金支払い及び非税金支払いのためのデビットカード取引に対しマー
チャントディスカウントレートを取り入れることを決定した。これは、2017年１月１日付で施行され、四半
期ごとの還付が伴う。さらに、2017年２月、インド準備銀行は、デビットカード取引のためのマーチャント
ディスカウントレートの正当化に関する通知書の草案を発表した。インド準備銀行は、取引額に基づいて段
階的に増加するレートよりも、商品取引高に基づいてマーチャントディスカウントレートを再構築すること
を提言した。

・　2016年11月、インド準備銀行は、貸付口座を要管理先として認識する期間を60日間延長した。かかるガイド
ラインは、10百万ルピーまでの運転資金口座、農業貸付、住宅ローン及びターム・ローンに適用された。さ
らに、2016年12月に、かかる優遇は、10百万ルピーまでの運転資金口座、農業貸付及び事業目的のための
ターム・ローンの場合に、それより前の60日間に加えてさらに30日間延長された。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

222/647



・　銀行は、インド政府が2016年11月に高額紙幣を法定通貨として廃貨したことにより生じた困難を克服するた
めに、零細及び小規模企業部門の借入人に対する追加的な運転資本制限を規定することが許可された。これ
は、2017年３月31日までに許可された一時的な措置であった。

生命保険部門において新規に引き受けられた個人向け保険料は、2016年度の440.8十億ルピーから20.7％増加し
て、2017年度は（加重受取保険料ベースで）532.2十億ルピーであった。総合保険部門の元受保険料収益総額は、
2016年度の963.8十億ルピーから32.4％増加して、2017年度は1,276.3十億ルピーとなった。ミューチュアル・ファ
ンドの平均運用資産は、2016年３月31日に終了した３ヶ月間の13,534.4十億ルピーから35.2％増加して、2017年３
月31日に終了した３ヶ月間においては18,295.8十億ルピーとなった。

その他の主要な規制の進展は以下のとおりである。

・　2016年４月、インド準備銀行は、優先部門の貸付証券の発行を許可し、銀行がこれらの証券の売買によりそ
の優先部門ポートフォリオの取引を行うことを許可した。これらの取引には、リスク資産又は貸付資産の譲
渡は含まれない。銀行は、前年の優先部門への貸付実績の50.0％を上限とする優先部門貸付証書を発行する
ことができる。証書は３月31日に失効し、当該事業年度の最終報告日以降は無効となる。優先部門への貸付
は、優先部門の貸付ポートフォリオ残高と優先部門貸付証書の購入額の純額の和によって算出される。

・　2016年５月、インド準備銀行は大口借入人に対する銀行システムのエクスポージャーへの制限、高い正常先
資産の引当金及び通常許可される貸付制限を越えるエクスポージャーの増加へのリスク加重に関して提言す
る審議文書を発表した。ガイドラインの草案は2016年８月に、また、最終的なガイドラインは2016年12月に
発表された。ガイドラインに従い、2018年度中のいずれかの時点において250.0十億ルピーが制限の資金を
基盤とした与信枠総額を有する借入人は、大口借入人と認識される。かかる制限は、2019年度に150.0十億
ルピーまで、2020年度以降は100.0十億ルピーにまで漸次的に減額される。通常許可される貸付制限は、資
金調達額の増加分の50.0％かつ資金を基盤とした与信枠総額超と定義される。通常許可される貸付制限を越
えるエクスポージャーの増加分に対する一般引当金は3.0％とされ、かかるエクスポージャーの適用可能な
リスク加重以上の追加的リスク加重資産に対する一般引当金は75.0％とされる。かかる枠組みは、特定の借
入人の身元確認に関して、2017年４月１日以降適用される。追加的な引当金及びリスク加重率の増加に関す
る阻害措置は、2018年４月１日以降適用される。

・　多額のストレス資産に対する銀行の対応力を強化する追加的指針として、2016年６月、インド準備銀行は、
ストレス資産の持続可能な構造化スキーム（S4A）を導入するガイドラインを発表した。商業用運用を開始
し、かつ、借入総額（利息を含む。）が5.0十億ルピーを超えるプロジェクトは、当該スキームに基づき構
築することができる。共同貸付人フォーラムが、技術経済的な実現可能性評価に基づき、現在の持続可能な
債務が現在のキャッシュ・フロー水準の下で、現状の期間よりも長期にわたり提供できると最終的に判断し
た場合において当該スキームが適用される。持続不可能と評価された部分については、株式、償還可能累積
的転換オプション付優先株式又は転換可能なディベンチャーに転換されなければならなく、さらなる引当金
の増加を招く可能性がある。当該スキームには、現在の発起人が引続き過半数株式を所有すること、新しい
発起人を導入すること、又は、債務を株式に転換することにより貸付人が過半数株式を取得することを許可
することが含まれる。さらに、2016年11月、債務残高総額の25.0％又は債務の持続不可能な部分の50.0％の
どちらか多い方を補償するよう、先行する条項に従って、債務の持続可能な部分を破綻処理時に正常先とし
てみなすことを許可する修正されたガイドラインが発表された。

・　2016年７月、インド準備銀行は、銀行に、流動性カバレッジ比率を計算するために、流動性カバレッジ比率
のための流動性利用ファシリティ（FALLCR）に基づいて、ハイレベルで質の高い流動資産として追加的に要
求払い預金及び定期預金の純額の1.0％に相当する国債を含むことを許可した。銀行は、これに基づいて、
法定流動性比率証券を構成する要求払い預金及び定期預金の純額の合計11.0％を、ハイレベルで質の高い流
動資産として認識することが可能となった。

・　インド準備銀行は、法人、資産運用会社及び銀行以外のインフラ金融会社に対する外部格付のないエクス
ポージャーについてリスク加重を引き上げた。2016年８月に発表されたガイドラインに従って、銀行システ
ムのエクスポージャーが2.0十億ルピーを上回る場合、外部格付のないエクスポージャーに対するリスク加
重は、2017年６月30日に100.0％から150.0％へと増加する。それより前に格付けされ、その後格付けがなく
なった1.0十億ルピーを超えるエクスポージャー総額に関しては、2016年８月以降150.0％のリスク加重とな
る。
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・　2016年９月、インド準備銀行は、銀行による不良資産の売却に関する新たな枠組みを発表した。かかる枠組
みの重要な特徴として、不良資産に関して以前は証券化会社、資産再構築会社への売却のみが銀行に許可さ
れていたが、銀行以外の金融会社へも当該資産を売却することが許可されることが含まれる。当該枠組み
は、インターネットオークションのプラットフォームの使用を義務付けており、ストレス資産により担保さ
れる有価証券受領証（SR）への投資のための引当金の設定の下限を導入した。かかる引当金の設定は、2017
年４月１日以降に債権を売却した銀行が有価証券受領証の50％超を保有する場合、銀行の帳簿に債権が名目
上存続したことを仮定して、原ローンに適用されるレートにて設定される。かかる閾値は、2018年４月以降
10％へと引き下げられる。かかる枠組みは、追加的な開示要件をも規定しており、オークション手続を通じ
て資産の大部分を既に取得した証券化会社、資産再構築会社に対し先買権を付与する。

・　2016年11月、インド準備銀行は、海外におけるルピー建債券の発行による資金調達を行うことを銀行に許可
した。銀行は、追加的なTier１資本に含める適格性のある永久債（PDI）及びTier２資本に含める適格性の
ある債務資本証書を、海外市場においてルピー建債券の形で発行することを許可された。

・　2017年２月、インド準備銀行は、バーゼルⅢ資本商品の利札の支払いに関する修正を発表した。修正された
ガイドラインのとおり、当期利益が不十分な場合、利札は過去年度からの繰越利益、及び／又は法定準備金
を含む純利益の処分を充当する準備金を通じて支払うことができる。しかし、これは資本剰余金、再評価積
立金、外貨換算準備金、投資準備金及び合併に対する準備金を除外する。法定準備金からの充当は、その他
すべての利益のプール／準備金が利札額に達しない場合の最後の手段とする。

・　インド準備銀行は、早期是正措置の枠組みを修正し、これは2017年４月１日付で有効となる。修正されたガ
イドラインのとおり、銀行は、規定のパラメーターのいずれかについて違反した場合、どの時点においても
かかる枠組みの対象とされることがある。早期是正措置の実施のための重要な基準は、自己資本比率が
10.25％を下回る場合及び／又は普通株等Tier１比率が6.75％を下回る場合、又は、純不良資産比率が6.0％
を上回る場合、又は、２年連続で資産に対する不の利益が生じた場合、又は、レバレッジ比率が4.0％を下
回る場合のいずれかを含む。違反の程度に応じて、銀行は３つのリスクの区分に分類され、それに従い事業
拡大の制限を受け、また、解消に向けた義務的な対応を行わなければならない。普通株等Tier１比率が
3.625％を下回ることでリスクの区分に反する銀行は、合併、再建及び清算等の手段を通じて破綻処理を行
うことが検討される。

・　2017年４月、インド準備銀行は、銀行による資産分類及び引当金の設定について、規制当局が規定したもの
と比較して重大な相違がある場合、財務書類に追加的な開示を行うことを銀行に要求するガイドラインを発
表した。かかるガイドラインは、インド準備銀行が査定した追加的な引当金の設定要件が、参照期間におけ
る公表された税引後純利益の15.0％を上回る場合、及び／又はインド準備銀行により特定された追加的な不
良資産総額が、参照期間における公表された不良資産総額の増加分の15.0％を上回る場合、同内容を年次報
告書の会計箇所の注記にて開示されなければならない。

・　2017年４月、インド準備銀行は、海外支店からの利益剰余金の本国送金について、損益計算書における利益
の認識に関する説明を発表した。かかる説明のとおり、銀行は、海外営業からの利益の本国送金に係る外貨
換算準備金に留保される比例的為替差損益を損益計算書に認識させることができない。

・　2017年４月に発表されたガイドラインにおいて、インド準備銀行は、特にストレスを受けている経済部門へ
の貸付に関して、規制要件よりも高い比率で正常先資産の引当金を維持するよう銀行に義務付けた。銀行
は、リスクの評価及び様々な部門におけるストレスに基づいてより高い引当金を準備するために、取締役会
により承認された方針を導入することが義務付けられており、かかる方針は四半期ごとに見直される。緊急
措置として、通信部門におけるかかる評価は、2017年６月30日までに完了することが求められた。
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・　ストレス資産の適時な解消をさらに促進するために、2017年銀行規制政令（改正）が2017年５月に公布さ
れ、これにより政府は、特定のストレス資産を解消するよう銀行に指示する権限をインド準備銀行に付与で
きるようになった。かかる政令は、1949年銀行規制法第35A条を修正し、新たに第35AA条及び第35AB条の２
つの条文を挿入した。かかる修正を通じて、インド準備銀行は、特定のストレス資産を解消するよう銀行に
指示し、それに介入する権限及び必要な場合に破産再生手続を開始させる権限を有する。また、インド準備
銀行は、解消のためのその他の指示を出す権限、また、ストレス資産を解消するために銀行に助言するよう
当局又は委員会を任命すること又は任命するための承認を行う権限を有している。続いて、共同貸付人
フォーラムの下で適時な意思決定を促進するために、インド準備銀行は、銀行に期限を忠実に守ることを指
示するガイドラインを発表し、また、共同貸付人フォーラムにおいて金額ベースで債権者の60％に承認され
た破綻処理計画及び人数で債権者の50％により承認された破綻処理計画がすべての構成員に対して拘束力を
有することとなった。ストレス資産の持続可能な構造化スキーム（S4A）に基づいて破綻処理を監視するた
めに設立された監視委員会は、再構築及び拡張され、監視委員会に付託される場合の範囲が、S4Aスキーム
に基づくもの以外で銀行システムのエクスポージャーの総額が5.00十億ルピーを上回る場合を含むように拡
張された。

さらに、2017年６月、インド準備銀行は、12の多額な負荷勘定に関して、破産・倒産法に基づき国家会社法
裁判所に解消を申請する旨の指導を各銀行に行った。また、インド準備銀行は、国家会社法裁判所に付託さ
れるこれらの場合において、規定の引当金の下限を維持するよう銀行に指示した。その他の特定の負荷勘定
に関して、銀行は６ヶ月以内に破綻処理計画を最終的な形にしなければならない。実行可能な破綻処理計画
が６ヶ月以内に合意されない場合、銀行は、破産・倒産法に基づき破産手続を申し立てることが要求され
る。

 

(3)　事業の概略

 

当行は、当行の業績評価において、資産の利回りの変動、資金調達コスト及び純金利差益率、手数料収入の変
動、費用比率、貸倒引当金並びに総資産利益率及び自己資本利益率等の重要な財務変数を監視している。当行は、
預金の増加、資金調達構成、貸付金支払及びローンの延滞の動向等の重要な業務指標も監視している。当行はま
た、金利、流動性及び為替等の経済指標の変化についても分析を行う。これらの指標に加え、当行は、顧客サービ
スの質、顧客からの苦情の範囲及び性質並びに重要な取扱商品の推定される市場シェア等その他の非財務指標も監
視している。

2010年度以降、インドの法人部門は、インフラ部門及び商品部門を含めて多額の投資を行った。これが、当行を
含む銀行部門において貸付の高い伸びをもたらした。その後、インド経済は、高インフレ及びその結果の金利上
昇、通貨の下落並びに経済成長の急減速という点で課題を抱えた。法人部門では、売上高及び利益の伸び率の低
下、運転資金のサイクル伸長並びに高水準の債権（政府からの受取債権を含む。）が見られ、また政策変更、環境
及び土地に関する手続等の承認の遅れ並びに炭鉱の割当取消し等の裁判所の決定の遅れに起因してプロジェクトの
完了及びキャッシュ・フロー創出において大きな課題を抱えている。インド企業（特にインフラ部門及び工業部
門）は、経済シナリオ並びに世界及び国内の金融市場の不安定性を背景に、資本調達能力を抑制した。企業の投資
活動は減少した。2014年度以降、これらの動きが、当行を含むインドの銀行部門における法人向けの不良債権及び
条件緩和貸付の増加、並びに法人部門向けの与信の伸び率低下を主因とした貸付全体の伸び率の大幅な鈍化をもた
らした。法人部門は引続き、予想よりも低いキャッシュ・フロー創出及び高いレバレッジ比率により影響を受けて
いる。2015年度及び2016年度における全世界的な商品価格（金属、石炭及び原油を含む。）の大幅な下落は、商品
に関連する部門の借入人にマイナスの影響を及ぼした。経済への資本投資は依然として抑制されており、建設のよ
うな投資に関連する部門の企業に影響を及ぼした。予想よりも低いキャッシュ・フローにより、法人部門における
レバレッジ比率の低下に向けた進捗は遅く、不良債権への繰入（条件緩和貸付からの悪化を含む。）は増加した。
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2017年度において、不良債権への繰入（条件緩和貸付からの悪化を含む。）は、経済成長の減速、企業の収益性
の低下及び投資活動の低迷により、法人部門の課題が継続したため、引続き増加した。経済成長の減速は、主とし
て工業部門及びサービス部門におけるものであり、成長率は、工業部門では2016年度の8.8％に対して2017年度は
5.6％に、サービス部門では2016年度の9.7％に対して2017年度は7.7％に鈍化した。さらに、2017年度下半期にお
いて、インド政府による高額紙幣の廃貨により現金の利用可能性が低下し、事業にも影響を及ぼした。いくつかの
会社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再構築し、また事業及び資産の売却によりそれらのレバレッジ比
率を低下させるように取り組んでいるが、貸付勘定のストレスを早期解消するための選択肢を検討する目的で設立
された共同貸付人フォーラムでの意思決定の遅れにより、ストレス資産の解消プロセスは予想より遅いままであっ
た。インド準備銀行及び政府により、当年度中に資産の早期解消を可能にするいくつかの対策（破産・倒産法の導
入を含む。）が発表された。しかしながら、経営環境及び回復環境における継続的な課題が解消ペースに悪影響を
及ぼし、2017年度における不良債権（条件緩和貸付からの悪化を含む。）の大幅な増加をもたらした。

「－(2) 事業環境－2017年度の動向」も参照のこと。

事業環境におけるリスク水準の上昇に起因して、インドの銀行システム全般において、不良債権への繰入（条件
緩和貸付からの悪化を含む。）の水準の上昇が見られた。2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、法人部門
における継続的な課題を背景に、インド準備銀行は、負荷及び引当金設定の早期及び保守的な認識の目的を明確に
示し、また2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわたり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直すために当行を含
む多くのインドの銀行と討議し、質問を行った。法人部門が直面する課題及びインド準備銀行との討議及び同行に
よる見直しの結果として、当行を含むインドの銀行では、2016年度下半期において、不良債権への繰入（条件緩和
貸付から不良債権状態への引下げを含む。）の水準が大幅に増加した。2017年度において、不良債権への繰入（条
件緩和貸付からの悪化を含む。）は、経済成長の減速、企業の収益性の低下及び投資活動の低迷により、法人部門
の課題が継続したため、引続き増加した。2017年６月、インド準備銀行は銀行に対し、一定の法人借入人につい
て、2016年に制定された破産・倒産法に基づく手続を開始するよう指示した。かかる破産・倒産法の下では、これ
らの借入人に関する再生計画は規定の期間内に完了されなければならず、規定の期間内に完了されなかった場合に
は、当該借入人は破産することになる。かかる枠組みの経験がわずかであることを考慮すると、これらの借入人の
再生が成功する可能性はあるが、これらの借入人の１又は複数が破産した場合には、これらの貸付についての引当
金の設定要件及び貸倒損失により引当金が大幅に増加する可能性がある。

銀行部門では、法人部門向けの与信の伸び率低下を主因として貸付全体の伸び率が大幅に鈍化した。2017年度に
おけるシステム預金の伸び率は、高額紙幣を廃貨する政府の決定により、急激に改善した。これにより、普通預金
及び当座預金が大幅に増加し、銀行向け預金金利が低下した。一般に、システム上の流動性、金利及びインフレの
動向は、預金の増加、とりわけ低コストの普通預金及び当座預金に関して影響を与える。当行の低コスト預金基盤
を成長させる能力は、既存の銀行及び新規参入者からのかかる預金の競争が高まることによる影響を受ける可能性
がある。新規の企業投資及び新規のインフラ計画の低迷もまた、当行の関連手数料収益の動向に影響を及ぼす可能
性がある。これらの展開を受けて、当行はバランスの取れた成長へのアプローチ、リスク管理及び利益性を実践し
てきた。当行は、企業向け貸付に対する厳選されたアプローチを取りつつ、個人向けセグメントにおける推進力の
ある機運に引続き焦点を当ててきた。当行はまた、預金特性及び費用比率の改善を維持し、当行のポートフォリオ
の質を管理することに焦点を当ててきた。当行が事業を拡大するに当たって、サービスの質において顧客の期待に
応えることは、当行の戦略の重要な要素となっている。

2017年度における当行の財務実績についての考察は以下のとおりである。

当行の引当金及び税金控除前営業利益は、2016年度の266.1十億ルピーから14.2％増加し、2017年度には303.9十
億ルピーとなった。これは、主として非利息収入が増加したことによるものであるが、非利息費用の増加により一
部相殺された。

純利息収入は、2016年度の253.0十億ルピーから3.2％増加し、2017年度には261.0十億ルピーとなった。この増
加は、有利子資産平均額の9.2％の増加を反映しているが、純金利差益率が2016年度の3.52％から19ベーシス・ポ
イント減少し、2017年度には3.33％となったことにより一部相殺された。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

226/647



非利息収入は、主として正味既経過保険料、その他保険事業に関連する営業収益及び財務関連業務からの収益が
増加したことにより、2016年度の421.0十億ルピーから24.6％増加し、2017年度には524.6十億ルピーとなった。保
険料及びその他保険事業に関連する営業収益は、2016年度の263.8十億ルピーから18.3％増加し、2017年度には
312.0十億ルピーとなったが、これは主として契約高の増加を反映している。財務関連業務の収益は、2016年度の
66.2十億ルピーから2017年度には114.4十億ルピーに増加したが、これは主として、当行が、当行の生命保険子会
社であるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの当行持分のうち、12.63％
に相当する株式を、新規株式公開を通じて2017年度に売却したことによるものである。この売却により、51.3十億
ルピーの利益が得られた。

非利息費用は、2016年度の407.9十億ルピーから18.1％増加し、2017年度には481.7十億ルピーとなったが、これ
は主として保険事業に関連する費用及びその他の営業費用の増加によるものである。

引当金及び偶発債務（納税引当金を除く。）は、2016年度の123.1十億ルピーから34.8％増加し、2017年度には
165.8十億ルピーとなった。かかる増加は主として、不良資産に対する引当金が増加したことに起因する。純不良
資産比率は、2016年度末現在における2.7％から増加し、2017年度末現在においては4.7％となった。不良資産に対
する引当金は、法人部門における高いレバレッジ比率、企業のキャッシュ・フローの改善の停滞、ストレス資産の
解消に要する時間及び規制に対するアプローチの進化に起因して、引続き同程度に増加していくと見込まれる。

所得税費用は、2016年度の33.8十億ルピーから26.9％減少し、2017年度には24.7十億ルピーとなった。これは主
として、2017年度における実効税率の引下げに起因しており、これは主として収益の構成を反映している。

上記の結果、税引後利益は、2016年度の101.8十億ルピーからわずかに増加し、2017年度には101.9十億ルピーと
なった。

純資産（普通株式資本、準備金及び剰余金）は、2016年度末現在の941.1十億ルピーから増加し、2017年度末現
在には1,046.3十億ルピーとなった。これは主として、当年度の利益から振り替えた準備金の増加に起因してい
る。総資産は、2016年度末現在の9,187.6十億ルピーから7.3％増加し、2017年度末現在には9,860.4十億ルピーと
なった。預金合計は、2016年度末現在の4,510.8十億ルピーから13.6％増加し、2017年度末現在には5,125.9十億ル
ピーとなった。普通預金は、2016年度末現在の1,444.6十億ルピーから23.9％増加し、2017年度末現在には1,790.1
十億ルピーとなった。当座預金は、2016年度末現在の603.4十億ルピーから27.3％増加し、2017年度末現在には
767.9十億ルピーとなった。当座預金口座及び普通預金口座の比率（預金合計に対する当座預金及び普通預金の比
率）は、2016年度末現在の45.4％から増加し、2017年度末現在には49.9％となった。かかる増加には、インド政府
が法定通貨としての高額紙幣を廃貨したことを受けて、2017年度下半期において当座預金及び普通預金の流入が大
幅に増加した影響が含まれる。貸付金総額は、2016年度末現在の4,937.3十億ルピーから4.4％増加し、2017年度末
現在には5,153.2十億ルピーとなった。当行の個人向け貸付金は、2016年度末現在の2,385.7十億ルピーから12.7％
増加し、2017年度末現在には2,689.6十億ルピーとなった。

インドにおけるICICIバンクの支店のネットワークは、2016年度末現在の4,450ヶ所から2017年度末現在には
4,850ヶ所に増加した。当行のATM網は、2016年度末現在の13,766機から2017年度末現在には13,882機に増加した。

インド準備銀行のバーゼルⅢのガイドラインに従った、2017年度末現在のICICIバンクの非連結ベースでの自己
資本比率には、13.7％の普通株等Tier１リスク・ベース資本比率、14.4％のTier１リスク・ベース資本比率及び
17.4％の総リスク・ベース資本比率が含まれている。インド準備銀行のバーゼルⅢのガイドラインに従った、2017
年度末現在の当行の連結ベースでの自己資本比率には、13.8％の普通株等Tier１リスク・ベース資本比率、14.4％
のTier１リスク・ベース資本比率及び17.3％の総リスク・ベース資本比率が含まれている。
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(4)　事業の見通し

 

インドの国内総生産成長率は、2014年度の6.4％から、2015年度には7.5％、さらに2016年度には8.0％まで回復
した。しかしながら、2017年度の成長率は、主として工業部門及びサービス部門における成長が減速したことによ
り、7.1％に低下した。工業部門の成長率は2016年度の8.8％に対して2017年度は5.6％に、サービス部門の成長率
は2016年度の9.7％に対して2017年度は7.7％に鈍化した。その他のマクロ経済指標は、インフレの緩和、対外部門
のポジションの強化及び比較的安定した為替に支えられて、安定を維持した。法人部門は引続き困難な状況に直面
しており、これは収益性の低下や投資活動の低迷に反映されている。2017年度において、インドの銀行システムに
おける融資の成長は、政府による高額紙幣の廃貨決定を受けて預金の成長が改善した一方で、引続き消極的であっ
た。これには不良債権の水準の上昇が伴っていた。「－４　事業等のリスク－(1) インドに関するリスク並びにそ

の他の経済リスク及び市場リスク－(a) インドの経済成長の鈍化の長期化又は金利の上昇により、当行の事業は損

害を被る可能性がある。」も参照のこと。

緩慢な景気回復、低迷を続ける企業の投資活動及び高いレバレッジ比率により、インドの法人部門の運営環境は
依然として厳しい。商品価格の下落は、商品に関連する部門の借入人に影響を及ぼした。経済への資本投資が抑制
されていることにより、建設のような投資に関連する部門の企業が影響を受けた。法人部門における銀行の貸付機
会は、貸付額の増加のために格付の高い企業及び個人向けセグメントへ重点が移ったことによる借入需要の低迷を
起因として、引続き制限された。これらのセグメントへの貸付における競争圧力は、価格形成及び銀行の純利息収
入に影響を及ぼしている。さらに、貸付の条件決定は、資金調達の限界費用に基づく貸付金利の導入による影響を
受けており、それにより、当初の基準金利に対して金利が低下する貸付の条件改定がもたらされた。2016年11月の
高額紙幣の廃貨もまた、銀行システムにおける低コスト預金の大幅な流入により、価格圧力を上昇させた。少数の
大手公共部門銀行、民間部門銀行並びに資本の配置及び技術を通じて顧客基盤の拡大を目指す、最近認可された新
しいタイプの銀行との間の競争も高まっている。

事業環境におけるリスク水準の上昇に起因して、インドの銀行システム全般において、不良債権への繰入（条件
緩和貸付からの悪化を含む。）の水準の上昇が見られた。さらに、2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、
法人部門における継続的な課題を背景に、インド準備銀行は、負荷及び引当金設定の早期及び保守的な認識の目的
を明確に示し、また2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわたり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直すために
当行を含む多くのインドの銀行と討議し、質問を行った。法人部門が直面する課題及びインド準備銀行との討議及
び同行による見直しの結果として、当行を含む数多くのインドの銀行には、2016年度下半期において、不良債権及
び引当金の大幅な増加が見られた。

2017年度において、経済成長の減速、企業の収益性の低下及び投資活動の低迷により、法人部門の課題は継続し
た。さらに、2017年度下半期において、インド政府による高額紙幣の廃貨により現金の利用可能性が低下し、これ
により事業も影響を受けた。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再構築し、また事業及び
資産の売却によりそれらのレバレッジ比率を低下させるように取り組んでいるが、貸付勘定のストレスを早期解消
するための選択肢を検討する目的で設立された共同貸付人フォーラムでの意思決定の遅れにより、ストレス資産の
解消プロセスは予想より遅いままであった。インド準備銀行及び政府により、当年度中に資産の早期解消を可能に
するいくつかの対策（破産・倒産法の導入を含む。）が発表された。しかしながら、経営環境及び回復環境におけ
る継続的な課題が解消ペースに悪影響を及ぼし、2017年度における不良債権の大幅な増加をもたらした。さらに、
2017年６月、インド準備銀行は銀行に対し、一定の法人借入人について、2016年に制定された破産・倒産法に基づ
く手続を開始するよう指示した。かかる破産・倒産法の下では、これらの借入人に関する再生計画は規定の期間内
に完了されなければならず、規定の期間内に完了されなかった場合には、当該借入人は破産することになる。イン
ド準備銀行はまた、これらの借入人に対する貸付についての引当金の増額を定めた。かかる枠組みの経験がわずか
であることを考慮すると、これらの借入人の１又は複数が破産した場合には、これらの貸付についての引当金の設
定要件及び貸倒損失により引当金が大幅に増加する可能性がある。当行の不良債権及び引当金は、今後も同程度に
増加していくことが予想されている。
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しかしながら、より長期的な観点から、当行はインド経済の楽観的な側面を見出している。政府及びインド準備
銀行は、インドの銀行システムのストレスに対処するためのいくつかの対策を発表した。政府はまた、海外投資の
分野におけるいくつかの政策を発表し、製造業、政府サービスの効率化、財政再建及びインフラ向上のための長期
プロジェクトを推進している。物品・サービス税の実施のような構造改革が導入されている。当行は、インドの旺
盛な国内消費意欲及び投資意欲は、健全な成長率を引続き支えると予想している。家計収入及び消費の増加が個人
向けの貯蓄商品、投資商品及びローン商品に関する事業機会に、産業インフラに関する大幅な投資の潜在的な可能
性がプロジェクト・ファイナンス及びコーポレート・ファイナンスの事業機会に、また、世界的なつながりの増加
がインド企業及びインド国外に居住するインド人に対する国際銀行業務提供の機会につながることが期待されてい
る。

生命保険部門においては、業界の新規個人向け事業の加重保険料は、2016年度における8.1％の増加に対し、
2017年度には20.7％増加した。民間部門生命保険会社では、新規個人向け事業の加重保険料ベースで、2016年度に
おける13.6％の増加に対し、2017年度には26.4％の増加が見られた。総合保険部門においては、元受保険料収益総
額は、2017年度において32.4％増加した。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの

概要－(ⅷ) 保険」を参照のこと。

厳しい事業環境に鑑み、当行は過去数年にわたり当行の預金特性の均衡を見直し、費用効率を高め、個人向け貸
付の成長を拡大し、法人向け貸付の成長を調整し、高い水準の自己資本比率を維持した。当行の今後の目標は、当
行の堅調な資金調達特性及び当行の業績の改善を維持しつつ、信用状況の厳重な管理を継続することである。当行
は、ポートフォリオにおける集中リスクの低減に重点を置き、経済環境により影響を受けたエクスポージャーの解
明及び回復を追求する。デジタル戦略及びより強固な顧客フランチャイズを通じて顧客のサービスの質に対する期
待に応えることが当行の戦略の重要な要素となる。当行はまた、当行の子会社におインド保険業規制開発委員会け
る価値を引き出し、資本効率を改善することに引続き注力する。

当行の戦略の成否は、当行が、低コストの預金基盤を増加させ、貸付金の収益性を高め、不良債権及び条件緩和
貸付、ストレス資産の早期解消、当行の訴訟手続を削減し、変動する規制環境において法規制の遵守を維持し、規
制当局による当行業務に対する評価及び監視へ対応し、かつインドの法人向け及び個人向けの金融サービス市場に
おいて効果的な競争を行うことができるかどうかを含む、複数の要因に左右される。銀行、保険及び資産管理を含
むインドの金融部門を統制する規制は、当行のような金融サービスグループの成長及び収益性に潜在的な影響を持
ちつつ発展し続けている。当行の海外支店は主として大規模な資金源から資金調達されており、世界の金融市場の
状況は、資金調達を行い当行の海外支店の事業を成長させる当行の能力に影響を及ぼす可能性がある。「－４　事
業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(q) 当行の国際的業務により、当行が直面するリスクの複雑性が

増加した。」を参照のこと。当該戦略の成功は、さらに、当行が事業を行う全体的な規制及び政策環境（金融政策
の指示を含む。）に左右される。当行の戦略実行能力はまた、流動性及び金利環境に左右される。「－４　事業等
のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(h) 当行の銀行業務及び取引業務は、特に金利リスクの影響を受けや

すく、金利のボラティリティーは、当行の純金利差益率、固定利付ポートフォリオの評価、財務活動による収益、
貸付ポートフォリオの価値及び財務実績に悪影響を及ぼす可能性がある。」を参照のこと。海外の銀行子会社に関
し、原油価格の低迷や欧州連合からの離脱決議後の英国と欧州の政策立案者との間の交渉の継続を含む近年におけ
る世界の展開により、カナダ及び英国の経済成長の減速がそれぞれ予想されており、それと同様にこれらの国々に
おける当行の銀行子会社の事業も影響を受ける可能性がある。

当行が事業において直面するリスクについては、「－４　事業等のリスク」を参照のこと。
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(a)　平均貸借対照表

平均残高とは、日次残高の平均（2014年９月までの期間は隔週ベースで計算された当行の海外支店の平均残高
を除く。）である。2014年10月より、海外支店の平均残高もまた日次残高の平均となった。有利子資産平均の利
回りは、有利子資産平均に対する受取利息の比率である。有利子負債平均のコストは、有利子負債平均に対する
支払利息の比率である。貸付金の平均残高は、不良貸付を含んでおり、貸倒引当金を差し引いた額である。当行
は、非課税所得につき課税がなされたものとして再計算している。非課税所得は主として非課税の債券に係る受
取配当金及び受取利息により構成されている。2017年度において、当行は、かかる再計算のために27％の実効限
界税率を適用した。その他受取利息については、ルピー及び外貨のスプレッド及び純金利差益率の変動に関する
説明を容易にするために、ルピー額と外貨額に分類して表示している。その他受取利息のルピー額の部分は、主
に、所得税還付に係る受取利息及び金利スワップ収益を含む。その他受取利息の外貨額の部分は、主に外貨によ
る金利スワップ収益を含む。これらのスワップは、当行のポートフォリオには含まれておらず、当行の資産及び
負債から発生する市場リスクを管理するために当行により行われている。過年度の数値については、当期の分類
と一致するように必要に応じて組み替えて／再分類して表示している。

以下の表は、表示された期間中における資産及び負債の平均残高を示したものであり、これらは受取利息、支
払利息及び純利息収入の主要な要素となっている。

 
 （単位：百万ルピー（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 2015年  2016年  2017年

 平均残高  
受取／
支払利息

 
平均利回り
／コスト
(％)

 平均残高  
受取／
支払利息

 
平均利回り
／コスト
(％)

 平均残高  
受取／
支払利息

 
平均利回り
／コスト
(％)

資産：                  

貸付金：                  

　ルピー 2,655,787 321,025 12.09  3,117,572 353,636 11.34  3,539,213 366,258 10.35

　外貨 1,393,493 59,572 4.28  1,555,024 61,873 3.98  1,457,164 54,546 3.74

貸付金総額 4,049,280 380,597 9.40  4,672,596 415,509 8.89  4,996,376 420,804 8.42

投資:                  

　ルピー(1) 1,746,884 139,343 7.98  1,863,861 143,498 7.70  2,105,650 154,825 7.35

　外貨 76,461 1,107 1.45  105,495 1,790 1.70  117,045 2,231 1.91

投資総額 1,823,345 140,450 7.70  1,969,356 145,288 7.38  2,222,696 157,056 7.07

その他の有利子資産：                  

　ルピー(1) 436,451 16,372 3.75  507,352 19,027 3.75  557,025 20,248 3.63

　外貨 140,116 1,092 0.78  97,331 655 0.67  135,643 1,126 0.83

その他の有利子資産合計 576,567 17,464 3.03  604,683 19,682 3.25  692,668 21,374 3.09

その他受取利息：                  

　ルピー   5,624     6,771     7,512  

　外貨   8,156     7,730     5,150  

その他受取利息合計   13,780     14,501     12,661  

有利子資産：                  

　ルピー 4,839,122 482,364 9.97  5,488,785 522,932 9.53  6,201,888 548,842 8.85

　外貨 1,610,070 69,927 4.34  1,757,850 72,048 4.10  1,709,852 63,053 3.69

有利子資産合計 6,449,192 552,291 8.56  7,246,635 594,980 8.21  7,911,740 611,895 7.73

固定資産 56,101     59,269     88,377    

その他の資産 1,184,109     1,185,038     1,361,346    

非収益資産合計 1,240,210     1,244,307     1,449,723    

総資産 7,689,402 552,291   8,490,942 594,980   9,361,464 611,895  
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 （単位：百万ルピー（％の数値を除く。）)

 ３月31日に終了した年度

 2015年  2016年  2017年

 平均残高  
受取／
支払利息

 
平均利回り
／コスト
(％)

 平均残高  
受取／
支払利息

 
平均利回り
／コスト
(％)

 平均残高  
受取／
支払利息

 
平均利回り
／コスト
(％)

負債：                  

普通預金：                  

　ルピー 981,430 39,012 3.98  1,121,213 44,730 3.99  1,391,381 55,373 3.98

　外貨 76,724 849 1.11  86,770 957 1.10  83,108 805 0.97

普通預金合計 1,058,154 39,861 3.77  1,207,983 45,687 3.78  1,474,489 56,177 3.81

定期預金：                  

　ルピー 1,693,728 148,279 8.75  1,891,635 155,382 8.21  2,163,756 162,366 7.50

　外貨 461,456 19,583 4.24  456,709 18,921 4.14  383,130 14,084 3.68

定期預金合計 2,155,184 167,862 7.79  2,348,344 174,303 7.42  2,546,886 176,449 6.93

その他要求払い預金：                  

　ルピー 277,798     326,919     409,105    

　外貨 48,364     57,249     67,693    

その他要求払い預金合計 326,162     384,168     476,798    

預金合計：                  

　ルピー 2,952,956 187,291 6.34  3,339,767 200,112 5.99  3,964,243 217,738 5.49

　外貨 586,544 20,432 3.48  600,728 19,878 3.31  533,932 14,888 2.79

預金合計 3,539,500 207,723 5.87  3,940,495 219,990 5.58  4,498,175 232,626 5.17

借入金：                  

　ルピー 717,975 75,376 10.50  815,910 80,749 9.90  834,502 76,252 9.14

　外貨 1,188,315 40,083 3.37  1,338,001 39,226 2.93  1,297,597 39,480 3.04

借入金合計 1,906,290 115,459 6.06  2,153,911 119,975 5.57  2,132,099 115,732 5.43

有利子負債：                  

　ルピー 3,670,931 262,667 7.16  4,155,677 280,861 6.76  4,798,745 293,990 6.13

　外貨 1,774,859 60,515 3.41  1,938,729 59,104 3.05  1,831,529 54,368 2.97

有利子負債合計 5,445,790 323,182 5.93  6,094,406 339,965 5.58  6,630,273 348,358 5.25

優先株式資本 3,500     3,500     3,500    

その他の負債 1,411,302     1,473,283     1,724,967    

負債合計 6,860,592 323,182   7,571,189 339,965   8,358,741 348,358  

株主資本 828,810     919,753     1,002,723    

負債及び株主資本合計 7,689,402 323,182   8,490,942 339,965   9,361,464 348,358  

 
 

(1)　インド準備銀行の2015年７月16日付通知書に従い、農業インフラ開発基金への投資及びその他の関連する預金は有利子資産へと組み替えられてい

る。したがって、2015年度におけるすべての数値は、当年度の表示に一致させるために組み替えられている。
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(b)　受取利息及び支払利息の残高及び金利の変化の分析

以下の表は、表示された期間中における純利息収入の構成項目の変化を示したものである。期間中の純利息収
入の変化は、残高及び金利の変化の双方に基づき計算されていた。以下の表においては、残高と金利の双方に基
づく変化は、残高に帰属するものとして計上されている。

 
   （単位：百万ルピー）

 2015年度と比較した2016年度の数値の変化  2016年度と比較した2017年度の数値の変化

 増加（減少）要因  増加（減少）要因

 純変化  
平均残高
の変化

 
平均金利の
変化

 純変化  
平均残高
の変化

 
平均金利の
変化

受取利息：            

貸付金：            

　ルピー 32,611  52,382  (19,771)  12,622  43,634  (31,012)

　外貨 2,301  6,427  (4,126)  (7,328)  (3,663)  (3,665)

貸付金合計 34,912  58,809  (23,897)  5,294  39,971  (34,677)

投資:            

　ルピー(1) 4,155  9,006  (4,851)  11,327  17,778  (6,451)

　外貨 682  492  190  441  220  221

投資総額 4,837  9,498  (4,661)  11,768  17,998  (6,230)

その他の有利子資産：            

　ルピー(1) 2,654  2,659  (5)  1,221  1,806  (585)

　外貨 (436)  (288)  (148)  471  318  153

その他の有利子資産合計 2,218  2,371  (153)  1,692  2,124  (432)

その他受取利息：            

　ルピー 1,148    1,148  740    740

　外貨 (426)    (426)  (2,580)    (2,580)

その他受取利息 722    722  (1,840)    (1,840)

受取利息合計：            

　ルピー 40,568  64,047  (23,479)  25,910  63,218  (37,308)

　外貨 2,121  6,631  (4,510)  (8,996)  (3,125)  (5,871)

受取利息合計 42,689  70,678  (27,989)  16,914  60,093  (43,179)

支払利息：            

普通預金：            

　ルピー 5,717  5,576  141  10,643  10,752  (109)

　外貨 107  110  (3)  (152)  (35)  (117)

普通預金合計 5,824  5,686  138  10,491  10,717  (226)

定期預金：            

　ルピー 7,103  16,256  (9,153)  6,983  20,420  (13,437)

　外貨 (662)  (197)  (465)  (4,838)  (2,705)  (2,133)

定期預金合計 6,441  16,059  (9,618)  2,145  17,715  (15,570)

預金合計：            

　ルピー 12,820  21,832  (9,012)  17,626  31,172  (13,546)

　外貨 (555)  (87)  (468)  (4,990)  (2,740)  (2,250)

預金合計 12,265  21,745  (9,480)  12,636  28,432  (15,796)

借入金：            

　ルピー 5,373  9,693  (4,320)  (4,497)  1,699  (6,196)

　外貨 (856)  4,388  (5,244)  254  (1,229)  1,483

借入金合計 4,517  14,080  (9,564)  (4,243)  470  (4,713)

支払利息合計：            

　ルピー 18,193  31,525  (13,332)  13,129  32,871  (19,742)

　外貨 (1,411)  4,301  (5,712)  (4,736)  (3,969)  (767)

支払利息合計 16,782  35,825  (19,044)  8,393  28,902  (20,509)

純利息収入：            

　ルピー 22,375  32,522  (10,147)  12,781  30,347  (17,566)

　外貨 3,532  2,330  1,202  (4,260)  844  (5,104)

純利息収入合計 25,907  34,852  (8,945)  8,521  31,191  (22,670)

 
 

(1)　インド準備銀行の2015年７月16日付通知書に従い、農業インフラ開発基金に係る利息及びその他の関連する預金は、「投資に係る収入」の項目か

ら「その他の有利子資産からの収入」へと組み替えられている。2015年度の数値は、当年度の表示に一致させるために組み替えられている。
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(c)　利回り、スプレッド及び純金利差益率

以下の表は、表示された期間中における有利子資産の利回り、スプレッド及び純金利差益率を示したものであ
る。

 （単位：百万ルピー（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 2013年  2014年  2015年  2016年  2017年

受取利息(1) 451,516  497,393  552,291  594,980  611,895

有利子資産平均 5,272,489  5,830,625  6,449,192  7,246,635  7,911,740

支払利息 282,854  297,106  323,182  339,965  348,358

有利子負債平均 4,556,099  4,996,433  5,445,790  6,094,406  6,630,273

総資産平均 6,394,436  7,037,002  7,689,402  8,490,942  9,361,464

総資産平均に占める
有利子資産平均(％)

82.45  82.86  83.87  85.35  84.51

総資産平均に占める
有利子負債平均(％)

71.25  71.00  70.82  71.78  70.83

有利子負債平均に占める
有利子資産平均(％)

115.72  116.70  118.43  118.91  119.33

利回り(％) 8.56  8.53  8.56  8.21  7.73

　ルピー(％) 9.95  9.95  9.97  9.53  8.85

　外貨(％) 4.52  4.41  4.34  4.10  3.69

資金調達コスト(％) 6.21  5.95  5.93  5.57  5.25

　ルピー(％) 7.57  7.34  7.16  6.76  6.13

　外貨(％) 3.32  3.16  3.41  3.05  2.97

スプレッド(2) (％) 2.35  2.58  2.63  2.64  2.48

　ルピー(％) 2.38  2.61  2.81  2.77  2.72

　外貨(％) 1.20  1.25  0.93  1.05  0.72

純金利差益率(3) (％) 3.20  3.44  3.55  3.52  3.33

　ルピー(％) 3.98  4.31  4.54  4.41  4.11

　外貨(％) 0.90  0.89  0.58  0.74  0.51
 
 

 

(1)　当行は、非課税所得につき課税がなされたものとして再計算した。課税がなされたものとして再計算された非課税所得における影響額は、2013年

度には2.7十億ルピー、2014年度には2.6十億ルピー、2015年度には2.7十億ルピー、2016年度には2.0十億ルピー及び2017年度には2.5十億ルピーで

あった。

(2)　スプレッドは、有利子資産平均利回りと有利子負債平均コストの差である。有利子資産平均利回りは、有利子資産平均に対する受取利息の比率で

ある。有利子負債平均コストは、有利子負債平均に対する支払利息の比率である。

(3)　純金利差益率は、有利子資産平均に対する純利息収入の比率である。純金利差益率とスプレッドの差は、有利子資産平均と有利子負債平均の差か

ら生じている。有利子資産平均が有利子負債平均を上回った場合、純金利差益率は、スプレッドより大きくなり、有利子負債平均が有利子資産平

均を上回った場合、純金利差益率はスプレッドより小さくなる。
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(d)　純利息収入

以下の表は、表示された期間中における純利息収入の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

受取利息(1) 592,937  609,399  1,151,764  2.8  
支払利息 (339,965)  (348,358)  (658,397)  2.5  
純利息収入 252,972  261,041  493,367  3.2  
 
 

 

(1)　非課税所得については、課税がなされたものとしての再計算は行われていない。

 

純利息収入は、2016年度の253.0十億ルピーから3.2％増加して2017年度には261.0十億ルピーとなったが、こ
れは、有利子資産の平均額が9.2％増加したことに起因する。ただし、純金利差益率が19ベーシスポイント引き
下げられたことにより、一部相殺されている。

 

(ⅰ)　純金利差益率

ルピー建ポートフォリオにおける純金利差益率は、2016年度の4.41％から30ベーシスポイント減少して2017年
度には4.11％となり、外貨建ポートフォリオにおける純金利差益率は、2016年度の0.74％から23ベーシスポイン
ト減少して2017年度には0.51％となった。純金利差益率全体における減少は（2016年度の3.52％から2017年度の
3.33％に）19ベーシスポイント低下したが、これは主として、相対的に差益率の高いルピー建ポートフォリオの
ポートフォリオ合計に占める割合が増加したことに起因する。

ルピー建ポートフォリオに係る利回りは、2016年度の9.53％から68ベーシスポイント低下して2017年度には
8.85％となったが、これは主として以下の要因によるものであった。

・　ルピー建貸付金の利回りは、2016年度の11.34％から99ベーシスポイント低下して2017年度には10.35％と
なった。ルピー建投資に係る利回りは、2016年度における7.70％から35ベーシスポイント低下して2017年度
には7.35％となった。その他の有利子資産に係る利回りは、2016年度における3.75％から12ベーシスポイン
ト低下して2017年度には3.63％となった。

・　ルピー建貸付金の利回りは、主に以下の要因により、2016年度の11.34％から99ベーシスポイント低下して
2017年度には10.35％となった。

・　2016年度及び2017年度において、不良資産及び戦略的債務再編スキームに基づく貸付に対する追加額が
増加した。当行は、不良資産において、かつ戦略的債務再編が発動されている場合に、受取利息を現金
ベースで計上している。

・　2016年度において、当行はその基準金利を３段階で65ベーシスポイント引き下げ、かかる変動の通年の
影響が2017年度に反映された。さらに、当行による貸付の増分は、市況に沿って低金利で行われたもの
であった。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(e) 貸付ポートフォリオ－(ⅶ) 貸付の条件決定」
も参照のこと。

・　ルピー建有利子投資に係る利回りは、2016年度における7.70％から35ベーシスポイント低下し、2017年度に
は7.35％となった。国債に係る利回りは、主として複数の利回りの低下に起因して低下した。法定流動性比
率投資以外に係る利回りは、金利の低下を反映して、主として債券及びディベンチャー、ミューチュアル・
ファンド、コマーシャル・ペーパー並びに預金証書の利回りの低下に起因して低下したが、パススルー証書
の利回りの上昇により一部相殺された。

・　その他の有利子資産に係る利回りは、2016年度における3.75％から12ベーシスポイント低下し、2017年度に
は3.63％となったが、これは主として、他の有利子資産の中では比較的高い利回りを有する、農業インフラ
開発基金及びその他関連する預金に対する平均投資の減少並びに短期金融市場貸付に係る利回りの低下に起
因する。

・　所得税還付に係る受取利息は、2016年度における3.3十億ルピーから増加し、2017年度には4.5十億ルピーと
なった。かかる収益の受領、金額及び時期は、税務当局による決定の内容及び時期に左右されるため、一貫
しておらず、また予測することもできない。
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ルピー建ポートフォリオに係る資金調達コストは、2016年度の6.76％から63ベーシスポイント減少して2017年
度には6.13％となったが、これは主として以下の要因によるものであった。

・　ルピー建預金コストは、2016年度の5.99％から50ベーシスポイント減少し、2017年度には5.49％となった。
これは主として、ルピー建定期預金コストの減少並びに当座預金及び普通預金の平均額の割合の増加による
ものである。ルピー建定期預金コストは、金利の緩和を反映して2016年度の8.21％から減少し、2017年度に
は7.50％となった。ルピー建の当座預金及び普通預金の平均額がルピー建預金総額に占める割合は、2016年
度の43.4％から増加し、2017年度には45.4％となった。これには、インド政府による高額紙幣の法定通貨と
しての廃貨を受けて、2017年度下半期における当座預金及び普通預金の流入が大幅に増加した影響が含まれ
ている。

・　ルピー建借入コストは、2016年度の9.90％から76ベーシスポイント減少し、2017年度には9.14％となった。
これは主として、借換えによる借入コスト及び債券借入コストの減少に起因している。

当行の外貨建ポートフォリオに係る利回りは、2016年度の4.10％から41ベーシスポイント低下して2017年度に
は3.69％となったが、これは主として以下の要因によるものであった。

・　ICICIバンクの海外支店の有利子資産平均額に係る利回りは、主として平均貸付金に係る利回りが低下した
ことに起因して低下した。海外支店の平均貸付金に係る利回りは低下したが、これは主として、2016年度及
び2017年度において不良資産及び戦略的債務再編／経営変更の件数が増加し、不良資産及び戦略的債務再
編／経営変更が発動した場合には受取利息が発生しないことに起因している。

・　資産及び負債から生じる市場リスクを管理するために行われるICICIバンクの非トレーディング金利スワッ
プに係る純利息収入は、主に原借入金の満期到来により、2016年度における7.4十億ルピーから2017年度に
は5.0十億ルピーに減少した。

・　ICICIバンク・カナダにおける有利子資産平均に係る利回りは低下したが、これは主として平均貸付金に係
る利回りの低下に起因している。平均貸付金に係る利回りの低下は主として、高利回りの貸付及び投資有価
証券の返済／繰上返済並びに利回りの低い証券化された担保付住宅ローンのポートフォリオの増加に起因す
る。

・　ICICIバンクUKにおける有利子資産平均に係る利回りは低下したが、これは主として平均貸付金に係る利回
りの低下に起因している。平均貸付金に係る利回りの低下は、主として利回りの高い貸付金の返済／繰上返
済に起因している。

外貨建ポートフォリオの資金調達コストは、2016年度の3.05％から８ベーシスポイント減少し、2017年度には
2.97％となったが、これは以下の要因によるものであった。

・　ICICIバンクの外貨資金の資金調達コストは、主として預金コストの減少により減少したが、借入コストの
増加により一部相殺された。預金コストの減少は、主として定期預金コストの減少に起因している。借入コ
ストの増加は、主として比較的コストが低い定期借入の減少に起因している。

・　ICICIバンクUKの資金調達コストは、主として預金コストの減少により減少したが、借入コストの増加によ
り一部相殺された。預金コストは、主として個人向け預金の金利の引下げにより減少した。借入コストは、
主としてレポ借入及びオーバーナイト借入のコストの増加に起因して増加したが、よりコストの高い劣後債
券借入の買戻しにより一部相殺された。

・　ICICIバンク・カナダの資金調達コストは、主として預金コスト及び借入コストの減少により減少した。預
金コストは、主として高コストの預金が満期となったことにより減少した。借入コストは主として、借入金
総額において、よりコストの低い証券化された担保付住宅ローンの借入金の割合が増加したことにより減少
した。
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当行の受取利息、貸付金の利回り、純利息収入及び純金利差益率は、戦略的債務再編／経営変更スキーム及び
ストレス資産の持続可能な構造化スキームにおける不良資産及び不良債権に対する収益の未発生、貸付金総額に
占める有担保の個人向け貸付金の割合の増加、より高格付な法人向け貸付への重点的な取組み、基準貸付金利の
変更並びに競争の激しい市場状況の影響を今後も受け続ける可能性が高い。さらに、2016年11月から2017年３月
までの間に、インド政府による高額紙幣の廃貨決定の結果、普通預金及び当座預金が大幅に増加したことを受け
て、銀行システムにおける流動性が急増した。これにより、当行の資金調達コストは減少したが、銀行が借入需
要の低い環境において過剰流動資金を活用しようとしたことから、貸付金利はより大幅に低下した。さらに、既
存顧客との変動利率貸付も、より低い利率で価格が再決定された。これは、当行の受取利息、貸付金の利回り、
純利息収入及び純金利差益率に影響を及ぼす可能性が高い。

 

(ⅱ)　有利子資産

有利子資産平均額は、2016年度の7,246.6十億ルピーから9.2％増加して2017年度には7,911.7十億ルピーと
なった。有利子資産の増加は、主として貸付平均額が323.8十億ルピー増加したこと及び有利子投資平均額が
253.3十億ルピー増加したことに起因する。

貸付平均額は、2016年度の4,672.6十億ルピーから6.9％増加して2017年度には4,996.4十億ルピーとなった。
ルピー建貸付平均額は、主として個人向け貸付が増加したことにより、2016年度の3,117.6十億ルピーから
13.5％増加して2017年度には3,539.2十億ルピーとなった。外貨建貸付平均額は、2016年度の1,555.0十億ルピー
から6.3％減少して2017年度には1,457.2十億ルピーとなった。これは主として、貸付の繰上返済及び返済並びに
外貨建非居住者向け預金に係る貸付の満期到来による、ICICIバンク及びICICIバンク・カナダの貸付の減少に起
因する。

有利子投資平均額は、2016年度の1,969.4十億ルピーから12.9％増加して2017年度には2,222.7十億ルピーと
なった。ルピー建投資平均額は、2016年度の1,863.9十億ルピーから13.0％増加して2017年度には2,105.7十億ル
ピーとなったが、これは主として、インド国債に対する投資額が、2016年度の1,349.5十億ルピーから12.8％増
加して2017年度には1,521.6十億ルピーとなったことに起因する。その他のルピー建投資平均額は、2016年度の
514.4十億ルピーから13.5％増加して2017年度には584.1十億ルピーとなった。インド国債以外のルピー建有利子
投資には、社債及びディベンチャー、預金証書、コマーシャル・ペーパー、パススルー証書及び流動性の高い
ミューチュアル・ファンドに対する投資が含まれる。外貨建投資平均額は、2016年度の105.5十億ルピーから
10.9％増加して2017年度には117.0十億ルピーとなった。

その他の有利子資産平均額は、2016年度の604.7十億ルピーから14.6％増加して2017年度には692.7十億ルピー
となった。これは主として、インド準備銀行における残高及びコールマネーの貸付が増加したことに起因する
が、農業インフラ開発基金及びその他関連する預金における平均投資額の減少により一部相殺された。

 

(ⅲ)　有利子負債

有利子負債平均額は、主として預金平均額が557.7十億ルピー増加したことにより、2016年度の6,094.4十億ル
ピーから8.8％増加して2017年度には6,630.3十億ルピーとなった。

ルピー建有利子負債平均額は、2016年度の4,155.7十億ルピーから15.5％増加して2017年度には4,798.7十億ル
ピーとなった。ルピー建定期預金平均額は、2016年度の1,891.6十億ルピーから14.4％増加して2017年度には
2,163.8十億ルピーとなった。ルピー建の当座預金及び普通預金の平均額は、2016年度の1,448.1十億ルピーから
24.3％増加して2017年度には1,800.5十億ルピーとなった。これには、インド政府による高額紙幣の法定通貨と
しての廃貨を受けて、2017年度下半期における当座預金及び普通預金への流入が大幅に増加した影響が含まれて
いる。ルピー建借入平均額は、2016年度の815.9十億ルピーから2.3％増加して2017年度には834.5十億ルピーと
なった。

外貨建有利子負債平均額は、2016年度の1,938.7十億ルピーから5.5％減少して2017年度には1,831.5十億ル
ピーとなった。外貨建預金平均額は、2016年度の600.7十億ルピーから11.1％減少して2017年度には533.9十億ル
ピーとなった。ICICIバンクの外貨建預金平均額は、主として2014年度に集められた外貨建非居住者向け（銀
行）預金の償還により減少した。ICICIバンクUKの預金平均額は、主として法人向けの定期預金及び普通預金の
減少により減少した。
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外貨借入平均額は、2016年度の1,338.0十億ルピーから3.0％減少して2017年度には1,297.6十億ルピーとなっ
た。ICICIバンクの外貨借入は、主として定期借入の減少により減少した。ICICIバンク・カナダの借入平均額
は、主として証券化された住宅ローンに基づく借入が増加したことによって増加した。ICICIバンクUKの借入平
均額は、レポ借入の減少によって減少した。「－４ 事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(h) 当

行の銀行業務及び取引業務は、特に金利リスクの影響を受けやすく、金利のボラティリティーは、当行の純金利
差益率、固定利付ポートフォリオの評価、財務活動による収益、貸付ポートフォリオの価値及び財務実績に悪影
響を及ぼす可能性がある。」を参照のこと。

 

(e)　非利息収入

以下の表は、表示された期間中における非利息収入の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

手数料、為替及び取引手数料 87,697  96,344  182,090  9.9

財務関連業務の収益／（損失）
（正味）(1)

66,222  114,366  216,152  72.7

土地、建物及びその他の資産の売却
利益／（損失）(正味）

264  (14)  (26)  N/M

保険料及びその他保険事業による営業
収益

263,840  312,028  589,733  18.3

雑収益 2,998  1,853  3,502  (38.2)

非利息収入合計 421,021  524,577  991,451  24.6
 
 

 

N/M－非適用

(1)　投資の売却／再評価及び為替取引に係る利益／（損失）を含む。

 

非利息収入は、主として当行の保険事業に関する収益、手数料、為替及び取引手数料収入、財務関連業務の収
益／（損失）並びにその他の雑収益が含まれる。非利息収入に関するこの分析は、前述した世界及びインド経済
の変化の状況、金融市場活動、競争環境、顧客活動水準並びに当行の戦略の背景と照らし合わせて読まれるべき
である。

非利息収入は、2016年度の421.0十億ルピーから24.6％増加し、2017年度には524.6十億ルピーとなった。これ
は主として、正味既経過保険料及びその他保険事業による営業収益並びに財務関連業務からの収益が増加したこ
とによる。

 

(ⅰ)　手数料、為替及び取引手数料

手数料、為替及び取引手数料収入には、主に当行の銀行事業からの手数料、並びに当行の証券仲買子会社、
資産管理子会社及びベンチャー・キャピタル・ファンド運用子会社における手数料及び取引手数料収入が含ま
れる。当行の銀行事業からの手数料収入の主な内訳は、貸付金処理手数料、商業銀行業務手数料及びストラク
チャリング手数料等の法人顧客からの手数料並びに貸付金処理手数料、クレジットカード手数料及び個人向け
預金口座に係るサービス手数料等の個人顧客からの手数料収入である。

手数料、為替及び取引手数料収入は、2016年度の87.7十億ルピーから9.9％増加し、2017年度には96.3十億
ルピーとなった。ICICIバンクの手数料、為替及び取引手数料収入は、2016年度の74.6十億ルピーから2017年
度には80.3十億ルピーに増加した。ICICIバンクの手数料、為替及び取引手数料収入は、主として、クレジッ
トカード手数料、個人向け預金顧客からの手数料及び個人向け貸付に係る貸付関連手数料等の個人顧客からの
手数料収入の増加により増加したが、商業銀行業務手数料及び企業向け貸付関連手数料の減少により一部相殺
された。
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2017年度における当行の資産管理子会社における管理手数料及び当行の証券仲介業子会社における取引手数
料は、2016年度と比較して増加した。2017年度における当行の資産管理子会社における管理手数料の増加は、
主として運用中の資産平均額が増加し、エクイティ・ミューチュアル・ファンドに有利に働く商品構成の変更
により手数料が増加したことに起因している。当行の証券仲介業子会社の取引手数料の増加は、主として2017
年度における株式市場の状況の改善を反映して個人向け流通市場における取引量が増加したことに起因してい
る。

 

(ⅱ)　財務関連業務の収益（正味）

財務関連業務からの収益には、投資の売却利益並びに固定利付債券、普通株式及び優先株式ポートフォリ
オ、ベンチャー・キャピタル及びプライベート・エクイティ・ファンドのユニット、ミューチュアル・ファン
ドのユニット並びに資産再構築会社により発行された有価証券受領証における未実現利益／（損失）の変動に
よる投資の再評価が含まれる。さらに、外国為替取引（顧客とのあらゆる外国為替取引並びにオプション及び
スワップを含むデリバティブ取引により構成される。）からの利益が含まれる。

財務関連業務の収益は、2016年度の66.2十億ルピーから72.7％増加して、2017年度には114.4十億ルピーと
なった。これは主として、株式投資の売却による利益並びに国債及びその他の固定利付債券のポジションに係
る利益の増加に起因している。

当行の株式ポートフォリオからの収益は、2016年度における28.7十億ルピーから増加して2017年度には57.5
十億ルピーとなった。2016年度における株式ポートフォリオからの収益には、主としてICICIプルデンシャ
ル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの株式を売却したことによる16.1十億ルピーの利益
及びICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの株式を売却したことによ
る12.3十億ルピーの利益が含まれている。2017年度における当行の株式ポートフォリオからの収益には、主と
して、新規株式公開を通じた、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド
における持分の売却による利益51.3十億ルピーが含まれている。

当行の国債のポートフォリオ及びその他の固定利付債券のポジションからの収益は、2016年度における14.9
十億ルピーから増加して2017年度には39.3十億ルピーとなった。ベンチマークである10年物国債の利回りは、
2016年４月から10月までの間に7.0％から7.5％の範囲で推移した。特定紙幣の法定通貨としての廃貨を受け
て、利回りは2016年11月に約6.2％にまで大幅に低下し、2016年度と比較して2017年度には利益獲得の市場機
会の増加をもたらした。その後利回りは増加し、2017年３月31日現在で6.7％となった。

顧客との取引を含む外国為替取引及び顧客とのデリバティブ取引に係る利鞘からの利益は、2016年度の22.9
十億ルピーから減少して2017年度には14.6十億ルピーとなった。2016年度まで、非統合海外事業の処分／一部
処分において、外貨換算準備金に累計された為替差損益及び当該事業に関連する為替差損益の累計額／按分額
は、処分に係る損益が認識された期間の収益又は費用として認識されていた。したがって、2016年度には、
9.4十億ルピーの海外営業からの利益剰余金の本国送還により生じた為替差益純額が含まれている。2017年度
より、当行は、インド準備銀行により発表されたガイドラインに基づき、海外営業からの利益剰余金累計額の
本国送還に関連する為替差損益の累計額／按分額を収益又は費用として認識していない。したがって、当行
は、2017年度における海外営業からの利益剰余金の本国送還に係る為替差益2.9十億ルピーを認識しなかっ
た。

 

(ⅲ)　保険事業に関する収益

当行の保険事業からの収益は、正味保険料収入、報酬及び手数料収入、解約手数料並びに保険の担保権実行
に係る収益を含んでいる。当行の保険事業からの収益は、2016年度の263.8十億ルピーから18.3％増加して
2017年度には312.0十億ルピーとなった。これは、当行の生命保険事業及び総合保険事業の両方に関して収益
が増加したことに起因する。

当行の生命保険事業からの収益は、2016年度における210.0十億ルピーから2017年度において242.9十億ル
ピーまで増加した。
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当行の生命保険子会社からの正味保険料収入は、2016年度における189.8十億ルピーから2017年度には221.0
十億ルピーまで増加した。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの保険料収入（出
再保険料控除後の総額）は、2016年度の191.6十億ルピーから16.6％増加して2017年度には223.5十億ルピーと
なった。これは主として、個人向けの継続保険料及び個人向けの新規事業保険料が増加したことによる。個人
向けの継続保険料は、2016年度の120.0十億ルピーから18.5％増加して、2017年度には142.2十億ルピーとなっ
た。個人向けの新規保険料は、2016年度の54.5十億ルピーから29.4％増加して2017年度には70.7十億ルピーと
なった。当グループの保険料は、2016年度の17.1十億ルピーから減少して2017年度には10.7十億ルピーとなっ
た。

当行の生命保険子会社の報酬及びその他の生命保険関連収益は、2016年度の20.2十億ルピーから2017年度は
21.9十億ルピーに増加した。これは主として資金管理手数料及び危険保険料の増加によるものであった。

当行の総合保険事業からの収益は、2016年度における53.8十億ルピーから2017年度には69.1十億ルピーまで
増加した。当行の総合保険子会社の正味保険料収入は、2016年度の46.7十億ルピーから2017年度には60.1十億
ルピーに増加した。これは主として、農業／天候保険事業、自動車保険事業及び健康保険事業の躍進に起因す
る。当行の総合保険子会社の手数料収入は、2016年度の7.1十億ルピーから2017年度には9.0十億ルピーまで増
加した。これは主として、農業／天候保険事業の再保険手数料の増加に起因する。

 

(ⅳ)　雑収益

雑収益は、2016年度の3.0十億ルピーから2017年度には1.9十億ルピーに減少した。

 

(f)　非利息費用

以下の表は、表示された期間中における非利息費用の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

従業員に関する支払額
及び引当金

69,123  78,933  149,183  14.2

当行の不動産に
関する減価償却

8,239  9,116  17,229  10.6

監査報酬及び費用 230  251  474  9.1

リース資産に関する
減価償却

192  0(1)  0(1)  (100.0)

保険事業に関する
費用

232,710  276,982  523,496  19.0

その他の管理費 97,402  116,418  220,030  19.5

非利息費用合計 407,896  481,700  910,413  18.1
 
 

 

(1)　重要でない金額。

 

非利息費用は、主として当行の保険事業に関する費用、従業員に関する支払額及び引当金並びにその他の管理
費を含む。営業費用は、2016年度の407.9十億ルピーから18.1％増加し、2017年度には481.7十億ルピーとなっ
た。これは主として、保険事業に関する費用、その他の管理費、並びに従業員に関する支払額及び引当金の増加
によるものである。

 

(ⅰ)　従業員に関する支払額及び引当金

雇用経費は、2016年度の69.1十億ルピーから2017年度には78.9十億ルピーまで14.2％増加した。当行の従業
員数（セールス・エグゼクティブ、契約社員及びインターンを含む。）は、2016年度末現在の97,132名から増
加し、2017年度末現在には107,980名となった。
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ICICIバンクの雇用経費は、2016年度の50.0十億ルピーから14.6％増加し、2017年度には57.3十億ルピーと
なった。雇用経費の増加は、主として、年次増加及び昇給による給与の増加、平均従業員規模の増加、並びに
国債の利回りに連動する割引率の変動による退職金債務に対する引当金の設定要件の増加によるものである。
ICICIバンクの従業員数（セールス・エグゼクティブ、契約社員及びインターンを含む。）は、2016年度末現
在の74,096名から2017年度末現在には82,841名に増加した。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの雇用経費は、2016年度の7.5十億ルピーか
ら9.3％増加し、2017年度には8.2十億ルピーとなった。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・
カンパニーの雇用経費は、2016年度の3.7十億ルピーから26.0％増加し、2017年度には4.7十億ルピーとなっ
た。ICICIセキュリティーズ・リミテッドの雇用経費は、2016年度における4.0十億ルピーから20.7％増加し、
2017年度には4.9十億ルピーとなった。

 

(ⅱ)　減価償却

当行の不動産に関する減価償却は、減価償却率の高い固定資産の増加により2016年度の8.2十億ルピーから
10.6％増加し、2017年度には9.1十億ルピーとなった。

 

(ⅲ)　その他の管理費

その他の管理費には、主として賃借料、税金及び照明費、広告宣伝費、保守修繕費、直接販売代理店費用並
びにその他の費用が含まれる。その他の管理費は、2016年度の97.4十億ルピーから19.5％増加し、2017年度に
は116.4十億ルピーとなったが、かかる増加は、主としてICICIバンク及び当行の保険子会社の費用の増加によ
るものである。ICICIバンクのその他の管理費は、2016年度の69.8十億ルピーから2017年度には82.6十億ル
ピーまで増加したが、これは主として支店及びATM網の増加並びに個人向け事業件数の増加に起因する。イン
ドにおけるICICIバンクの支店及び出張所（海外支店及びオフショア銀行ユニットを除く。）の数は、2016年
度末現在の4,450店から2017年度末現在には4,850店に増加した。またICICIバンクは、ATM網を2016年度末現在
の13,766機から2017年度末現在には13,882機に増加させた。

当行の保険子会社のその他の管理費は、主に契約高の増加に沿った事業支援費用及び広告費の増加を反映し
て増加した。

 

(ⅳ)　保険事業に関する費用

当行の保険事業に関する費用には、支払保険金及び支払給付金、支払手数料並びに責任準備金（当行の生命
保険事業に関連したユニットリンク保険契約に係る保険料の投資可能部分を含む。）が含まれる。かかる保険
事業に関する費用は、2016年度の232.7十億ルピーから19.0％増加して、2017年度には277.0十億ルピーとなっ
た。

当行の生命保険子会社に関する費用は、2016年度の190.4十億ルピーから2017年度には223.7十億ルピーまで
増加した。これは、主に責任準備金（ユニットリンク保険契約に係る保険料の投資可能部分を含む。）に関す
る費用及び支払手数料の増加によるものであるが、支払保険金及び支払給付金の減少により一部相殺された。

生命保険事業の責任準備金（ユニットリンク保険契約に係る保険料の投資可能部分を含む。）は、2016年度
の170.8十億ルピーから増加し、2017年度には209.2十億ルピーとなったが、これは主として、当行のユニット
リンク保険事業における契約高が増加したことによるものであった。当行の生命保険事業に関連した保険契約
に係る保険料の投資可能部分は、リスク補填に係る手数料及び保険料の差引後、原資金に対して投資された、
生命保険事業に関連した保険契約から受領する継続保険料を含む保険料の金額を表す。支払保険金及び支払給
付金並びに支払手数料は、2016年度の19.6十億ルピーから減少し、2017年度には14.5十億ルピーとなった。か
かる減少は主として、解約の減少によるものであるが、死亡保険金及び満期保険金の増加、並びに商品構成の
変更及び保険料総額の増加に沿った支払手数料の増加により一部相殺された。インドにおける保険会社の会計
基準に従って、当行は、顧客獲得費用を償却せず、発生時に費用として計上する。
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当行の総合保険子会社に関する費用は、主に支払保険金及び支払給付金の増加により、2016年度の42.3十億
ルピーから2017年度には53.3十億ルピーに増加した。支払保険金及び支払給付金は、2016年度の39.3十億ル
ピーから2017年度には49.5十億ルピーに増加したが、これは契約高の増加を反映している。支払手数料は、
2016年度の3.0十億ルピーから2017年度には3.8十億ルピーに増加した。

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」も参照のこと。

 

(g)　引当金及び偶発債務（租税引当金を除く。）

(ⅰ)　不良資産及び条件緩和貸付に関する引当金

ICICIバンクは、インド準備銀行のガイドラインに従って、その資産（海外支店の資産を含む。）を優良であ
るか不良であるかに分類している。ICICIホーム・ファイナンス・カンパニーについては、貸付及びその他の与
信枠をその規制機関である国立住宅銀行のガイドラインに従って分類している。当行の海外銀行子会社は、貸付
の最初の認識後に生じた１つ又は複数の事由の結果として減損が生じた（損失事由）具体的な証拠があり、かつ
かかる損失事由が確実に予測することが可能な貸付の将来における予測キャッシュ・フローに影響を与える場合
に限り、かかる貸付を減損貸付として分類している。インド準備銀行のガイドラインの下、不良資産は、一定の
所定の基準に基づき、要管理先資産、破綻懸念先資産及び破綻先資産に分類される。海外支店が保有する貸付
で、貸付実施国の規定に従い、回収実績以外の理由により不良債権であると特定されるもののうち、既存のイン
ド準備銀行のガイドラインに従うと正常であるものは、貸付実施国における貸付残高である限り不良債権である
と特定される。当行の不良資産は、貸付の他に信用代替商品を含み、これらは資金拠出された信用エクスポー
ジャーである。インド準備銀行は、条件緩和貸付に関する個別のガイドラインを定めている。条件緩和された貸
付（インフラ部門及び非インフラ部門における特定期間までの遅延によるものを除く。）は、2015年３月31日よ
りも前に既に条件が緩和された貸付又は2015年４月１日より前に提案され、その後予定どおりに効力を生じた条
件緩和を除き、2015年４月１日以降、不良債権として分類される。しかし、インフラ部門及び非インフラ部門の
プロジェクトの実施のために供与された貸付で、プロジェクトの実施の遅延（指定された期間を上限とする。）
を理由として条件緩和されたものは、インド準備銀行の定める一定の条件を満たした場合、資産の分類において
不良への該当を猶予される。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類」も参照のこと。

ICICIバンクは正常先資産、要管理先資産及び破綻懸念先資産に対する引当金を、インド準備銀行が定める利
率で設定している。破綻先資産及び破綻懸念先資産の無担保の部分については、インド準備銀行のガイドライン
により定められる範囲内で、引当金の繰入又は貸倒償却がなされる。海外支店の貸付については、インド準備銀
行の規制又は受入国の規制に従い、いずれか多い方の額で引当金を設定する。インド準備銀行により定められた
引当金の最低レベルに従い、個人向け不良債権に対する引当金は、借入人の水準で当行の個人向け資産引当方針
に基づき設定される。個人向け貸付について当行が保有する特定引当金は、規制上の最低要件よりも多い。貸付
条件が緩和／再調整された貸付に対する引当金は、銀行による貸付の条件緩和に係るインド準備銀行のガイドラ
インに従って設定している。不良資産に係る特定の引当金に加えて、当行は、正常先貸付及び貸付条件が緩和／
再調整された貸付に対する一般引当金を、インド準備銀行が定める利率で保持している。海外支店の正常先貸付
については、貸付実施国の規制要件及びインド準備銀行の要件のうちより多い額の一般引当金を設定している。
当行は、取締役会が承認した方針に従い、年間の流動引当金を特定引当金及び一般引当金を超過して設定するこ
とができる。流動引当金は、取締役会及びインド準備銀行の承認を得た場合にのみ利用することができる。当行
はまた、戦略的債務再編、持続可能資産及びストレス資産のスキーム、並びにインド準備銀行の戦略的債務再編
スキームに該当しない経営変更に基づいた貸付に対して引当金も保有している。「－第２－３　事業の内容－
(2) 事業－(f) 貸付分類」も参照のこと。

 

次へ
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(ⅱ)　不良資産

以下の表は、表示された日付における不良資産に関する一定の情報を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

期首残高（不良資産総額） 173,870  293,216  554,178  68.6

追加：当年度中における新規不良資産 178,402  348,281  658,251  95.2

控除：当期中に格上げされた貸付 (11,504)  (10,078)  (19,047)  (12.4)

控除：回収（格上げされた口座による

回収を除く。）
(15,353)  (46,401)(1)  (87,698)  202.2

控除：償却 (32,199)  (126,157)  (238,437)  291.8

不良資産総額(2) 293,216  458,861  867,247  56.5

不良資産に関する引当金(2) (145,431)  (188,530)  (356,322)  29.6

不良資産純額(2) 147,785  270,331  510,926  82.9

顧客資産総額 5,718,339  5,923,253  11,194,948  3.6

顧客資産純額 5,556,942  5,720,375  10,811,509  2.9

不良資産総額の顧客資産総額に対する比率 5.1％  7.7％     

不良資産純額の顧客資産純額に対する比率 2.7％  4.7％     
 
 

 

(1)　主にパススルー証券の形での有価証券受領証の引換えに資産再構築会社に譲渡した不良資産を含む。

(2)　各子会社の規制当局により発行されたガイドラインに従って不良債権又は減損貸付と認められたものを含む。

 

2010年度以降、インドの法人部門はインフラ部門及び商品部門を含めて多額の投資を行った。これが、当行を
含む銀行部門において貸付の高い伸びをもたらした。その後、インド経済は、高インフレ及びその結果の金利上
昇、通貨の下落及び経済成長の急減速という点で困難を経験した。法人部門では、売上高及び利益の伸び率の低
下、運転資金のサイクル伸長、及び高水準の債権（政府からの受取債権を含む。）が見られ、また政策変更、並
びに環境及び土地の認可等の承認や炭鉱の割当取消し等の裁判所の決定の遅れに起因して、プロジェクトの完了
及びキャッシュ・フロー創出において大きな課題を抱えている。インド企業（特にインフラ部門及び工業部門）
は、経済シナリオ並びに世界及び国内の金融市場の不安定性を背景に、資本調達能力が抑制された。企業の投資
活動は減少した。2014年度以降、これらの動きが、当行を含むインドの銀行部門における法人向けの不良債権及
び条件緩和貸付の増加、並びに法人部門向けの与信の伸び率低下を主因とした貸付全体の伸び率の大幅な鈍化を
もたらした。法人部門は、予想よりも低いキャッシュ・フロー創出及び高いレバレッジ比率により引続き影響を
受けている。2015年度及び2016年度における金属、石炭及び原油を含む全世界的な商品価格の大幅な下落は、商
品に関連する部門の借入人にマイナスの影響を及ぼした。経済への資本投資は依然として抑制されており、建設
のような投資に関連する部門の企業に影響を及ぼした。予想よりも低いキャッシュ・フローにより、法人部門に
おけるレバレッジ比率の低下に向けた進捗は遅れている。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業を再編
成及び再構築し、また事業及び資産の売却によりそれらのレバレッジ比率を低下させるように取り組んでいた
が、その進捗は依然として遅い。その結果、不良債権（条件緩和貸付ポートフォリオから不良債権状態への悪化
を含む。）の水準は大幅に上昇した。
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2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、法人部門における継続的な課題を背景に、インド準備銀行は、
負荷及び引当金設定の早期及び保守的な認識の目的を明確に示し、また2016年３月31日に終了した６ヶ月間にわ
たり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直すために当行を含む多くのインドの銀行と討議し、質問を行った。
法人部門が直面する課題及びインド準備銀行との討議及び同行による見直しの結果として、当行を含むインドの
銀行システムには、2016年度下半期において、不良債権への繰入（条件緩和貸付から不良債権状態への悪化を含
む。）の水準の大幅な上昇が見られた。2017年度において、条件緩和貸付からの悪化を含む不良債権への繰入及
び引当金は、経済成長の減速、企業の収益性の低下及び投資活動の落ち着きにより法人部門の困難な状況が継続
した結果、引続き増加した。経済成長の減速は、主に工業部門及びサービス部門におけるものであり、工業部門
における成長は2016年度の8.8％と比較して2017年度は5.6％に、また、サービス部門においては2016年度の
9.7％と比較して2017年度は7.7％に減速した。さらに、2017年度下半期において、インド政府による高額紙幣の
廃貨により、現金の利用可能性が低下し、事業にも影響を及ぼした。複数の会社は銀行とともに、それらの事業
を再構築及び再編し、また事業及び資産の売却を通じてそれらのレバレッジ比率を低下させるように取り組んで
いたが、ストレス資産の解消プロセスは、貸付勘定におけるストレスを早期解消するための選択肢を検討するた
めに設置された、共同貸付人フォーラムでの意思決定の遅れにより、依然として予想以上に遅かった。資産の早
期清算を可能にするため、破産・倒産法の導入を含む複数の措置が当年度中にインド準備銀行及び政府より発表
された。しかしながら、経営環境及び回復環境における課題の継続は、解消の速度を悪化させ、2017年度におけ
る不良債権の大幅な増加をもたらした。

2016年度末現在、ICICIバンクは、内部格付が投資適格を下回る、鉄鋼部門、鉱業部門、電力部門、掘削装置
部門及びセメント部門並びに原資産がこれらの部門に一部関連する発起人に対する、内部格付が投資適格を下回
る資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高（不良債権又は条件緩和貸付として
分類された借入人を除く。）が440.7十億ルピーとなったことを開示した。440.7十億ルピーのうち、200.5十億
ルピーは2017年度において不良債権区分に分類された。さらに、2017年度において、条件緩和債務の条件に従い
借入人が履行できなかったことにより不良債権として分類された条件緩和正常先商業ローンは、48.4十億ルピー
にのぼった。2017年度において、過年度に不良債権として分類された勘定に関連して、18.0十億ルピーの資金を
基盤としない与信枠が設定された。結果として、商業ローンの不良債権の増加分総額は、2016年度の161.4十億
ルピーから2017年度には332.3十億ルピーまで大幅に増加した。2017年度において、当行は、4.7十億ルピーの商
業ローン不良債権の格上げを行い、39.2十億ルピーの商業ローン不良債権の回収を行った。2017年度中、124.0
十億ルピーの商業ローンが償却された。2017年度において、当行は、当年度の不良資産処理戦略の一環として一
定の措置を講じた。一定の高額の不良債権は、当行の回収戦略の一環として証券化会社／再構築会社等の債権収
集業者に売却され、貸付総額と売却対価との差額は、主に既に保有されていた引当金に対して償却された。一定
の不良債権は、債務者特有の回収の確率及び貸付の回収可能性の評価に基づいて償却された。この結果、2017年
度における償却水準は上昇した。商業ローンの不良債権総額は、2016年度末現在の266.4十億ルピーから増加
し、2017年度末現在は430.8十億ルピーとなった。増加した不良資産総額は、セメント部門において53.8十億ル
ピー、電力部門において46.5十億ルピー、鉱業部門において39.3十億ルピー、鉄鋼及び商品部門において20.4十
億ルピー、建設部門において14.7十億ルピーであった。

上記の部門及び発起人における内部格付が投資適格を下回る会社に対する、資金を基盤とするエクスポー
ジャー及び資金を基盤としない与信枠の残高の総額は、2016年度末現在の440.7十億ルピーから減少して2017年
度末現在は190.4十億ルピーとなったが、これは主として、貸付の不良債権区分への分類、エクスポージャーの
純減及び貸付の信用格付の格上げによるものであり、貸付の信用格付の格下げにより一部相殺された。上記部門
における内部格付が投資適格を下回る会社に対する資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない
与信枠の残高は、2017年度に資金を基盤とする与信枠の残高が不良資産として分類された会社に対する資金を基
盤としない与信枠の残高を含めると、2017年度末現在で190.4十億ルピーとなった。これとは別に、不良債権と
して分類された借入人に対するICICIバンクの資金を基盤としない与信枠の残高は、2017年度末現在で19.3十億
ルピーとなった。

消費者ローンの不良債権の増加分総額は、2016年度において17.0十億ルピーであったのに対し、2017年度には
15.9十億ルピーとなった。2017年度中に当行が格上げを行った消費者ローンの不良債権は、2016年度中の6.3十
億ルピーに対し、5.3十億ルピーであった。2017年度中、当行は消費者ローンの不良債権を7.2十億ルピー回収
し、2.1十億ルピー償却した。消費者ローンの不良債権総額は、2016年度末現在の26.8十億ルピーから増加し、
2017年度末現在には28.1十億ルピーとなった。
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2016年11月、インド準備銀行は貸付勘定を不良債権として認識するまでの期間を追加で60日間延長し、支払い
は2016年11月１日から2016年12月31日までの間に行われた。ガイドラインは、10百万ルピーを上限とする運転資
金勘定／作付融資及びターム・ローンに適用された。さらに、2016年12月、かかる便益は、10百万ルピーを上限
とする事業目的での運転資金勘定／作付融資及びターム・ローンの場合に、先の60日間に加えてさらに30日延長
された。したがって、2017年度末現在、当行は、これらの延長が行われなければ不良債権として分類されていた
であろう2.23十億ルピーの貸付を、不良債権区分に分類していない。

上記の結果、当行の不良資産総額は、2016年度末現在の293.2十億ルピーから56.5％増加し、2017年度末現在
には458.9十億ルピーとなった。当行の不良資産純額は、2016年度末現在の147.8十億ルピーから82.9％増加し、
2017年度末現在には270.3十億ルピーとなった。不良資産純額の比率は、2016年度末現在の2.7％から上昇し、
2017年度末現在には4.7％となった。

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅳ) 不良資産」も参照のこと。

 

(ⅲ)　条件緩和貸付

以下の表は、表示された日付における条件緩和正常先貸付に関するロールフォーワード及び平均残高の情報を
示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／
2016年
増減(％)

期首残高（条件緩和貸付総額） 130,787  98,674  186,494  (24.6)

追加：当年度中に条件緩和された貸付 23,089  5,826  11,011  (74.8)

追加：過去の条件緩和貸付／借入人の貸付残高の増加 9,939  1,112  2,102  (88.8)

控除：当年度中に正常先資産区分に格上げされた貸付 (78) -  -  (100.0)

控除：当年度中に不良債権区分に格下げされた貸付 (53,002) (48,428) (91,529) (8.6)

控除：当年度中の返済額 (12,061) (6,329) (11,962) (47.5)

条件緩和貸付総額 98,674  50,855  96,116  (48.5)

条件緩和貸付に対する引当金 (7,581) (3,012) (5,693) (60.3)

条件緩和貸付純額 91,093  47,843  90,423  (47.5)

条件緩和貸付純額の平均残高(1) 118,602  70,350  132,962  (40.7)

顧客資産総額 5,718,339  5,923,253  11,194,948  3.6

顧客資産純額 5,556,942  5,720,375  10,811,509  2.9

条件緩和貸付総額の顧客資産総額に対する比率 1.7％  0.9％     

条件緩和貸付純額の顧客資産純額に対する比率 1.6％  0.8％     
 
 

 

(1)　平均残高とは、前年度の３月末現在並びに当年度の６月末、９月末、12月末及び３月末現在における四半期の平均貸付残

高である。

(2)　2013年度に有効になったインド準備銀行のガイドラインに基づき、条件緩和貸付には、いずれかの貸付の条件が緩和され

た借入人に対するすべての貸付が含まれている。

 

2017年度において、当行は正常先貸付と分類された借入人に条件緩和を行い、以前条件緩和が行われたことの
ある借入人に、2016年度の33.0十億ルピーと比較して追加の6.9十億ルピーの貸付金支払を実施した。さらに、
2016年度の53.0十億ルピーと比較して、2017年度には48.4十億ルピーの条件緩和正常先貸付が、借入人が条件緩
和債務の条件に従い履行できなかったことにより不良債権に分類された。2016年度の12.1十億ルピーと比較し
て、2017年度には6.3十億ルピーの条件緩和貸付が返済された。条件緩和正常先貸付総額残高は、2016年度末現
在の98.7十億ルピーから減少し、2017年度末現在は50.9十億ルピーとなり、条件緩和貸付純額残高は、2016年度
末現在の91.1十億ルピーから減少し、2017年度末現在は47.8十億ルピーとなった。
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さらに、2017年度末現在において、条件緩和貸付と分類された借入人に対するICICIバンクの資金を基盤とし
ない与信枠の残高は、16.9十億ルピーであった。

条件緩和正常先貸付純額の割合は、2016年度末現在の1.6％から減少し、2017年度末現在は0.8％であった。条
件緩和貸付に対する引当金残高（資金調達金利に関する引当金を含む。）は、2016年度末現在の7.6十億ルピー
から減少して、2017年度末現在は3.0十億ルピーであった。「－(i) 不良資産及び条件緩和貸付に関する引当
金」を参照のこと。

不良資産総額及び条件緩和正常先貸付総額は、2016年度末現在の391.9十億ルピーから117.8十億ルピー増加
（30.1％増）し、2017年度末現在は509.7十億ルピーとなった。不良資産純総額及び条件緩和貸付純額は、2016
年度末現在の238.9十億ルピーから79.3十億ルピー増加（33.2％増）し、2017年度末現在は318.2十億ルピーと
なった。

2016年度、インド準備銀行は、戦略的な債務の再編及び経営変更についてのガイドラインを発表した。当該ガ
イドラインは、利息又は元金の支払いの不履行により貸付が不良債権に分類されるべき場合でも、当該貸付が正
常先貸付に引続き分類される現状維持期間を規定している。2017年度末現在、当行は、条件緩和貸付に分類され
る16.6十億ルピーの貸付を含む、総計52.4十億ルピーの正常先貸付に関して、戦略的な債務の再編を実施した。
さらに、2017年度末現在、条件緩和貸付に分類される6.6十億ルピーの貸付を含む、総計12.1十億ルピーの正常
先貸付に関して、戦略的な債務の再編が発動され、その実施が懸案中であった。

2015年度において、インド準備銀行は、銀行によるインフラ及びその他主要な産業に対する、条件緩和として
みなされない、定期的な長期プロジェクト・ローンの借換えを認めるガイドラインを発表した。当該借換えス
キームが実行された貸付額は、2017年度末現在48.9十億ルピーであり、そのうち26.8十億ルピーが正常先貸付に
分類されていた。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－貸付実行に関する規制」を参照の
こと。

戦略的債務再編スキームとは別に、インド準備銀行は、戦略的債務再編の枠組みの外で所有権が変更する借入
人に対する貸付に関し、ガイドラインを発表している。インド準備銀行のガイドラインは、戦略的債務再編ス
キームに沿った現状維持の利益を認めている。ICICIバンクは、2017年度末現在で総額約51.1十億ルピーの貸付
金残高を有する借入人に対し、戦略的債務再編外での所有権変更の手続を開始した。

2017年度中、インド準備銀行はストレス資産の持続可能な構造化スキーム（S4A）を導入し、大規模プロジェ
クトの完了の遅延により資金難に直面している大口借入人の勘定の破綻処理を行う銀行の能力強化を追及するガ
イドラインを発行した。当該スキームは、一定の条件を満たすことを条件として、プロジェクトの持続的再生の
ため、貸付人による大幅な財務再構築の開始を可能にすることを目標としている。当該スキームは、借入人の事
業の実行可能性についての独自調査に従い、借入人の現在の支払うべき金額を、持続可能な債務と持続可能でな
い債務に二分化することを構想している。また、当該スキームは、「基準日」（貸付人が共同でスキームの発動
を決定する日）現在での借入人の資産の分類が、180日間（現状維持期間）継続することを想定している。2017
年度末現在、ICICIバンクは、ストレス資産の持続可能な構造化スキームを、持続可能な債務1.6十億ルピー及び
持続可能でない債務1.4十億ルピーで構成される残高総額約2.9十億ルピーの２つの正常先借入人勘定に実施し
た。

2017年度に、当行は帳簿価額総額（引当金控除後）が37.1十億ルピーとなる35名の借入人の商業ローンを資産
再構築会社に売却した。2016年度には、当行は帳簿価額総額（引当金控除後）が6.7十億ルピーとなる７名の借
入人の商業ローンを資産再構築会社に売却した。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅳ)
不良資産－不良資産対策」も参照のこと。
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(ⅳ)　引当金及び偶発債務

以下の表は、表示された期間における引当金及び偶発債務（租税引当金を除く。）の構成を示したものであ
る。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

投資引当金（正味） 2,985  9,364  17,698  213.7

不良資産及びその他の資産に対する
引当金

77,189  157,453  297,586  104.0

集合的偶発事象及び関連引当金 36,000  -  -  (100.0)

正常先資産に対する引当金 3,176  (3,734)  (7,057)  N/M

その他 3,704  2,742  5,182  (26.0)

引当金及び偶発債務（租税引当金を
除く。）総額

123,054  165,825  313,409  34.8
 

 

 

N/M－非適用

 

引当金及び偶発債務は、2016年度の123.1十億ルピーから34.8％増加して2017年度には165.8十億ルピーとなっ
た。かかる増加は、主として不良資産の引当金の増加に起因する。不良債権及びその他の資産に対する引当金は
2016年度の77.2十億ルピーから増加し、2017年度には157.5十億ルピーとなった。かかる増加は、主として条件
緩和貸付ポートフォリオからの格下げ、戦略的債務再編が発動／実施されている状況及び一定の正常先貸付に対
する特定引当金を含む、法人及び小規模銀行ローン・ポートフォリオの不良資産の追加額が大幅に増加したこと
に起因する。2017年度中、条件緩和貸付からの悪化を含む不良債権への繰入及び引当金は、経済成長の減速、企
業の収益性の低下及び投資活動の落ち着きにより法人部門の困難な状況が継続した結果、引続き増加した。複数
の会社は銀行とともに、それらの事業を再構築及び再編し、また事業及び資産の売却を通じてそれらのレバレッ
ジ比率を低下させるように取り組んでいたが、ストレス資産の解消プロセスは、貸付勘定におけるストレスを早
期解消するための選択肢を検討するために設置された、共同貸付人フォーラムでの意思決定の遅れにより、依然
として予想以上に遅かった。資産の早期清算を可能にするため、破産・倒産法の導入を含む複数の措置が当年度
中にインド準備銀行及び政府より発表された。しかしながら、経営環境及び回復環境における課題の継続は、解
消の速度を悪化させ、2017年度における不良債権及び引当金の大幅な増加をもたらした。

2017年度中、インド準備銀行のガイドラインに従い、当行は総額15.2十億ルピーの流動引当金を設定した。か
かる引当金は、その後、当該年度中に特定の不良債権に割り当てることにより利用された。

ICICIバンクは、内部格付が投資適格を下回る、一定の部門及び原資産がこれらの部門に一部関連する発起人
に対する、2016年度末現在の内部格付が投資適格を下回るICICIバンクの資金を基盤とするエクスポージャー及
び資金を基盤としない与信枠の残高（不良債権又は条件緩和貸付として分類された借入人を除く。）を開示し
た。当該部門に関連する不確実性及び当該部門への当行のエクスポージャーの解消にかかり得る時間を考慮し
て、当行は、2016年度に、これらの部門に対する当行のエクスポージャーに対して36.0十億ルピーの集合的偶発
事象及び関連引当金を設定した。かかる準備金は、インド準備銀行のガイドラインにより不良債権及び条件緩和
貸付に関して要求される引当金を上回っているが、健全性目的のため、インド準備銀行のガイドライン及びイン
ドGAAPに基づいて認められるものであった。2017年度中、ICICIバンクは、集合的偶発費用及び関連引当金の全
額を、貸付及び貸付の一部実行により取得した資産に対する引当金に対し、再割当を行った。

インド準備銀行のガイドラインに従い算出された2017年度末現在における当行の引当率（不良貸付に占める特
定引当金の比率）は、40.2％であった。

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f)貸付分類－(ⅳ) 不良資産」及び「－第２－３　事業の内容－(2)
事業－(f) 貸付分類－(ⅳ) 不良資産－条件緩和貸付」」を参照のこと。
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正常先資産に対する引当金は、2016年度の3.2十億ルピーの引当金から2017年度には3.7十億ルピーの引当金の
戻入に減少した。かかる減少は、主として正常先資産から不良資産への大幅な悪化、及びインド準備銀行のガイ
ドラインに従って当行が特定引当金を設定している一定の正常先資産における戦略的債務再編の発動によるもの
である。当行は、2016年度末現在の29.2十億ルピーと比べて、2017年度末現在は25.5十億ルピーの一般引当金累
計額（集合的偶発事象及び関連引当金を除く。）を保有した。

投資引当金は、2016年度の3.0十億ルピーから2017年度には9.4十億ルピーに増加したが、これは主として、有
価証券受領証及び貸付の転換により取得した株式に対する引当金によるものである。

 

(h)　税金費用

所得税費用は、2016年度の33.8十億ルピーから26.9％減少し、2017年度には24.7十億ルピーとなった。実効税
率は、2016年度の23.6％に対して、2017年度においては17.9％に下降した。これは主に、当行の実行効税率の下
降に起因するが、国内子会社の税引前利益の増加により一部相殺された。

当行の所得税費用は、2016年度の24.7十億ルピーから40.2％減少して、2017年度には14.8十億ルピーとなっ
た。当行の実効税率は、2016年度の20.3％から下降し、2017年度には13.1％となった。これは主に、ICICIプル
デンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの株式売却による、所得税が課されない長期
譲渡益に起因する。

当行の資産管理子会社の所得税費用は、2016年度の1.7十億ルピーから2017年度には2.6十億ルピーに増加し、
当行の証券販売特約子会社の所得税費用は、2016年度の1.1十億ルピーから2017年度には2.2十億ルピーに増加し
た。

 

(i)　財政状態

(ⅰ)　資産

以下の表は、表示された期日における資産の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

現金及び現金同等物 650,359  804,909  1,521,278  23.8

投資 2,860,441  3,045,017  5,755,082  6.5

貸付金（引当金控除後） 4,937,291  5,153,173  9,739,497  4.4

固定資産 87,135  93,380  176,488  7.2

その他の資産 652,336  763,948  1,443,862  17.1

総資産 9,187,562  9,860,427  18,636,207  7.3

 

当行の総資産は、2016年度末現在の9,187.6十億ルピーから7.3％増加し、2017年度末現在は9,860.4十億ル
ピーとなった。これは主として、貸付金純額、投資並びに現金及び現金同等物の増加に起因する。貸付金純額
は、2016年度末現在の4,937.3十億ルピーから4.4％増加し、2017年度末現在は5,153.2十億ルピーとなった。
投資は、2016年度末現在の2,860.4十億ルピーから6.5％増加し、2017年度末現在は3,045.0十億ルピーとなっ
た。現金及び現金同等物は、2016年度末現在の650.4十億ルピーから23.8％増加し、2017年度末現在は804.9十
億ルピーとなった。

 

現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、現金並びにインド準備銀行及びその他の銀行における預け金（短期通知でのコール
マネーを含む。）残高を含む。現金及び現金同等物は、2016年度末現在の650.4十億ルピーから2017年度末現
在には804.9十億ルピーに増加した。かかる増加は、主として短期通知でのコールマネー及びインド準備銀行
における預け金残高の増加に起因するものであった。短期通知でのコールマネーの増加は、主としてインド政
府による高額紙幣の法定通貨としての廃貨により、流入が大幅に増加したことに起因する。
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投資

投資総額は、2016年度末現在の2,860.4十億ルピーから6.5％増加して2017年度末現在には3,045.0十億ル
ピーとなった。ICICIバンクの投資は、2016年度末現在の1,604.1十億ルピーから増加して2017年度末現在には
1,615.1十億ルピーとなった。これは主として、パススルー証書、有価証券受領証及びコマーシャル・ペー
パーへの投資が増加したことに起因するが、預金証書及び国債に対する投資の減少により一部相殺された。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの投資は、2016年度末現在の1,023.3十億ル
ピーから2017年度末現在では1,204.1十億ルピーに増加した。関連負債を補う目的で保有する投資は、主とし
て株式及び社債に対する投資の増加により、2016年度末現在の753.0十億ルピーから2017年度末現在には878.8
十億ルピーに増加した。関連負債を補う目的で保有する投資以外の投資は、2016年度末現在の270.3十億ル
ピーから2017年度末現在には325.3十億ルピーに増加した。これは主として国債、株式及び社債への投資が増
加したことに起因する。

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの投資は、2016年度末現在の112.8十億ル
ピーから2017年度には148.0十億ルピーに増加した。これは主としてディベンチャー、債券及び株式投資に対
する投資が増加したことに起因する。

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッドの投資は、2016年度末現在の139.0
十億ルピーから2017年度には94.9十億ルピーに減少した。これは主として市場機会を捉えるために国債を売却
したことに起因する。

ICICIバンクUKの投資は、主として国債に対する一定の投資が満期を迎えたことに起因して、2016年度末現
在の49.3十億ルピーから10.0％減少し、2017年度末現在には44.3十億ルピーとなった。ICICIバンク・カナダ
の投資ポートフォリオは、主として銀行引受手形において流動性を追加したことに起因して、2016年度末現在
の30.7十億ルピーから6.1％増加し、2017年度末現在には32.6十億ルピーとなった。

当行のインド国債への投資総額は、2016年度末現在の1,436.8十億ルピーから減少して2017年度末現在には
1,401.5十億ルピーとなった。

2017年度末現在、不良資産の売却に関連して資産再構築会社により発行された有価証券受領証に対する当行
の純投資残高は32.9十億ルピーであった。これに対して、2016年度末現在は、7.9十億ルピーであった。「－
第２－３　事業の内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅴ) 投資銀行業務－財務」も参照
のこと。

 

貸付金

貸付金純額は、2016年度末現在の4,937.3十億ルピーから4.4％増加し、2017年度末現在は5,153.2十億ル
ピーとなった。これは主として、個人向け貸付金が増加したことに起因する。

当行の貸付金純額は、2016年度末現在の4,352.6十億ルピーから6.7％増加して、2017年度末現在には
4,642.3十億ルピーとなった。ICICIバンクの国内の個人向け貸付金純額は、2016年度末現在の2,027.9十億ル
ピーから18.5％増加して2017年度末現在には2,403.1十億ルピーとなった。これは主として住宅ローン、農村
向け貸付、個人向け貸付及び自動車ローンのポートフォリオが増加したことに起因する。ICICIバンクの海外
支店の貸付金純額は、2016年度末現在の938.1十億ルピーから20.1％減少し、2017年度末現在は749.9十億ル
ピーとなった。ICICIホーム・ファイナンスの貸付金純額は、2016年度末現在の86.3十億ルピーから2.9％増加
し、2017年度末現在は88.8十億ルピーとなった。

ICICIバンクUKの貸付金は、2016年度末現在の209.1十億ルピーから2017年度末現在には153.9十億ルピーま
で減少した。この減少は、主として繰上返済／セル・ダウンによる法人向け貸付の減少及び外貨建非居住者向
け（銀行）預金に対する個人向け貸付の満期到来に起因する。

ICICIバンク・カナダの貸付金は、2016年度末現在の295.5十億ルピーから2017年度末現在には272.0十億ル
ピーに減少した。これは主として2017年度における法人向け貸付の繰上返済／返済に起因する。「－第２－
３　事業の内容－(2) 事業－(e) 貸付ポートフォリオ」も参照のこと。
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固定資産及びその他の資産

固定資産とは、建物、家具及び備品、リース資産並びにその他の固定資産である。固定資産は、2016年度末
現在の87.1十億ルピーから7.2％増加し、2017年度末現在には93.4十億ルピーとなった。その他の資産は、
2016年度末現在の652.3十億ルピーから増加し、2017年度末現在には763.9十億ルピーとなった。これは主とし
て、受取債権、繰延税金資産及び抵当権実行を目的として取得した非銀行資産の増加並びに当行の総合保険子
会社の受取保険料の増加に起因するが、農業インフラ開発基金及び関連する預金の減少により一部相殺され
た。2017年度中、当行は負債性資産スワップ取引を含む抵当権実行により16.3十億ルピー（2016年度は17.2十
億ルピー）の固定資産を取得した。

 

(ⅱ)　負債及び株主資本

以下の表は、表示された期日における負債及び株主資本の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

預金 4,510,774  5,125,873  9,687,900  13.6

借入金(1) 2,203,777  1,882,868  3,558,621  (14.6)

その他の負債(2) 1,498,348  1,756,713  3,320,188  17.2

少数株主持分 33,556  48,653  91,954  45.0

負債合計 8,246,455  8,814,107  16,658,662  6.9

普通株式資本 11,632  11,651  22,020  0.2

準備金及び剰余金(3) 929,475  1,034,669  1,955,524  11.3

負債合計
（資本及び準備金を含む。）

9,187,562  9,860,427  18,636,207  7.3
 
 

 

(1)　劣後債及び償還可能非累積的優先株式を含む。

(2)　2016年度の予定配当金（配当税を含む。）32.9十億ルピーを含む。会計基準第４号「偶発事象及び後発事象」の修正に基

づき、当行は、2017年度の財務書類において、2018年度に支払われた2017年度の予定配当金を計上していない。

(3)　未行使の従業員ストック・オプションを含む。

 

当行の負債合計（資本及び準備金を含む。）は、2016年度末現在の9,187.6十億ルピーから7.3％増加し、
2017年度末現在は9,860.4十億ルピーとなった。これは主として、預金及びその他負債の増加によるもので
あったが、借入金の減少により一部相殺された。

 

預金

預金は、2016年度末現在の4,510.8十億ルピーから13.6％増加し、2017年度末現在は5,125.9十億ルピーと
なった。ICICIバンクの預金は、2016年度末現在の4,214.3十億ルピーから16.3％増加し、2017年度末現在には
4,900.4十億ルピーとなった。これは主として、インド政府による高額紙幣の法定通貨としての廃貨を受けて
当座預金及び普通預金における流入が大幅に増加したことに起因するが、2014年度に集められた外貨建非居住
者向け（銀行）預金の約1.75十億米ドルの償還により一部相殺された。普通預金は2016年度末現在の1,342.3
十億ルピーから28.0％増加し、2017年度末現在には1,718.4十億ルピーとなり、当座預金は2016年度末現在の
588.7十億ルピーから27.4％増加し、2017年度末現在には749.8十億ルピーとなった。定期預金は2016年度末現
在の2,283.3十億ルピーから6.5％増加し、2017年度末現在には2,432.2十億ルピーとなった。当座預金及び普
通預金は2016年度末現在の1,931.0十億ルピーから増加し、2017年度末現在には2,468.2十億ルピーとなった。
海外支店における預金は、2016年度末現在の110.0十億ルピーから37.1％減少し、2017年度末現在には69.2十
億ルピーとなった。2017年度末現在の当行の預金は、資金源泉（すなわち、預金並びに劣後債及び償還可能非
累積的優先株式を含む借入金）の76.9％を占めていた。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(c) 資金調

達」も参照のこと。
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ICICIバンク・カナダの預金は、2016年度末現在の140.0十億ルピーから減少し、2017年度末現在は124.2十
億ルピーとなった。これは主として、定期預金の減少に起因するが、当座預金の減少により一部相殺された。
定期預金は2016年度末現在の101.9十億ルピーから減少し、2017年度末現在には84.9十億ルピーとなった。当
座預金は2016年度末現在の7.2十億ルピーから2017年度末現在には10.1十億ルピーに増加した。

ICICIバンクUKの預金は、主に企業向け預金並びに個人向けの定期預金及び普通預金の減少により、2016年
度末現在の163.4十億ルピーから減少し、2017年度末現在は106.9十億ルピーとなったが、法人向け定期預金の
増加により一部相殺された。

 

借入金

借入金は、2016年度末現在の2,203.8十億ルピーから14.6％減少し、2017年度末現在は1,882.9十億ルピーと
なった。ICICIバンクの借入は、2016年度末現在の1,748.1十億ルピーから15.6％減少し、2017年度末現在には
1,475.6十億ルピーとなった。これは主として、コール借入及び定期マネー借入、借換のための借入、インド
準備銀行からの流動性調整枠に基づく借入並びに劣後債の借入が減少したことに起因するが、債券借入の増加
より一部相殺された。海外支店の借入純額は、2016年度末現在の959.8十億ルピーから16.3％減少して、2017
年度末現在には803.5十億ルピーとなった。

ICICIバンクUKの借入は、主にレポ借入の減少により、2016年度末現在の98.7十億ルピーから2017年度末現
在には81.2十億ルピーに減少した。ICICIバンク・カナダの借入は、2016年度末現在の153.8十億ルピーから
2017年度末現在では150.9十億ルピーに減少した。ICICIバンク・ホーム・ファイナンス・カンパニー（ICICI

Bank Home Finance Company）の借入は、2016年度末現在の74.5十億ルピーから2017年度末現在には74.2十億

ルピーにわずかに減少した。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(c) 資金調達」も参照のこと。

 

その他の負債

その他の負債は主として、当行の保険子会社に関連する有効な保険に基づく負債及び配当税を含む予定配当
金で構成されている。その他の負債は、2016年度末現在の1,498.3十億ルピーから17.2％増加し、2017年度末
現在は1,756.7十億ルピーとなった。これは主として、当行の生命保険事業の有効な保険における負債が、
2016年度末現在の970.5十億ルピーから184.4十億ルピー増加して2017年度末現在には1,155.0十億ルピーと
なったことによる。

2016年度におけるその他の負債には、予定配当金（配当税を含む。）32.9十億ルピーが含まれていた。会計
基準第４号「偶発事象及び後発事象」の修正に基づき、当行は、2017年度の財務書類において、2018年度に支
払われた2017年度の予定配当金を計上していない。インドにおいて、１会計年度に対して宣言される配当は、
通常、翌年度に支払われている。当行は、2016年度の配当につき１普通株式当たり5.00ルピーとする旨宣言
し、かかる配当は2017年度に支払われた。当行は、2017年度の配当につき１普通株式当たり2.50ルピーとする
旨宣言し、かかる配当は2018年度に支払われた。

 

普通株式資本及び準備金

株主資本は、2016年度末現在の941.1十億ルピーから増加し、2017年度末現在は1,046.3十億ルピーとなっ
た。これは主として、利益から振り替えた準備金の年間価値の増加に起因する。

会計基準第４号「偶発事象及び後発事象」の修正に基づき、当行は、2017年度の財務書類において、2018年
度に支払われた2017年度の予定配当金を計上していない。したがって、予定配当金は2017年３月31日現在の純
資産から削減されていない。
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(5)　2016年度財務情報の2015年度財務情報との比較

(a)　概要

当行の引当金及び税金控除前営業利益は、2015年度の228.7十億ルピーから16.3％増加し、2016年度において
266.1十億ルピーとなった。これは、主として純利息収入及び非利息収入が増加したことによるものであるが、非
利息費用の増加により一部相殺された。

純利息収入は、2015年度の226.5十億ルピーから11.7％増加し、2016年度には253.0十億ルピーとなった。この増
加は、有利子資産平均額の12.4％の増加を反映している。

非利息収入は、主として財務関連業務からの収益並びに保険料及びその他当行の保険子会社による営業収益が増
加したことにより、2015年度の352.5十億ルピーから19.4％増加し、2016年度には421.0十億ルピーとなった。2016
年度における財務関連業務の収益には、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミ
テッド及びICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの株式の売却による総額
28.7十億ルピーの利益を含む。保険料及びその他当行の保険子会社による営業収益は、2015年度の220.8十億ル
ピーから19.5％増加し、2016年度には263.8十億ルピーとなったが、これは主として契約高の増加を反映してい
る。

非利息費用は、2015年度の350.2十億ルピーから16.5％増加し、2016年度には407.9十億ルピーとなったが、これ
は主として保険事業に関連する費用及びその他の営業費用の増加によるものである。

引当金及び偶発債務（納税引当金を除く。）は、2015年度の45.4十億ルピーから増加し、2016年度には123.1十
億ルピーとなった。かかる増加は主として、不良資産に対する引当金並びに集合的偶発事象及び関連引当金が増加
したことに起因する。純不良資産比率は、2015年度末現在における1.5％から増加し、2016年度末現在においては
2.7％となった。不良資産に対する引当金は、法人部門における高いレバレッジ比率、企業のキャッシュ・フロー
の改善の停滞、ストレス資産の解消に要する時間及び規制に対するアプローチの進化に起因して、引続き同程度に
増加していく可能性が高い。

厳しい世界の経済環境、商品サイクルの急速な下降、国内経済の回復の状況が緩やかであること、及び借入人に
よるレバレッジ比率が高いことに起因して、一定の部門に関し不確実性がある。影響を受けている主要な部門に
は、電力、鉱業、鉄鋼、セメント及び掘削装置が含まれる。当該部門に関連する不確実性及び当該部門への当行の
エクスポージャーの解消にかかり得る時間を考慮して、当行は、2016年３月31日現在、当該部門及び原資産が当該
部門に一部関連する一定の発起人に対する当行のエクスポージャーに対して36.0十億ルピーの集合的偶発事象及び
関連引当金を設定している。かかる準備金は、インド準備銀行のガイドラインにより不良債権及び条件緩和貸付に
関して要求される引当金を上回っているが、健全性目的のため、インド準備銀行のガイドライン及びインドGAAPに
基づいて認められるものである。

所得税費用（富裕税を除く。）は、2015年度の54.0十億ルピーから37.4％減少し、2016年度には33.8十億ルピー
となった。これは主として、株式投資に適用となる税金の減少及び過年度からの繰越資本損失との相殺に起因して
いる。

上記の結果、税引後利益は、2015年度の122.5十億ルピーから16.9％減少し、2016年度には101.8十億ルピーと
なった。

純資産（普通株式資本、準備金及び剰余金）は、2015年度末現在の847.0十億ルピーから増加し、2016年度末現
在には941.1十億ルピーとなった。これは主として、当年度の利益から振り替えた準備金の増加及び固定資産に係
る再評価積立金の創出に起因している。総資産は、2015年度末現在の8,260.8十億ルピーから11.2％増加し、2016
年度末現在には9,187.6十億ルピーとなった。預金合計は、2015年度末現在の3,859.6十億ルピーから16.9％増加
し、2016年度末現在には4,510.8十億ルピーとなった。普通預金は、2015年度末現在の1,221.1十億ルピーから
18.3％増加し、2016年度末現在には1,444.6十億ルピーとなった。当座勘定預金は、2015年度末現在の504.6十億ル
ピーから19.6％増加し、2016年度末現在には603.4十億ルピーとなった。定期預金は、2015年度末現在の2,133.9十
億ルピーから15.4％増加し、2016年度末現在には2,462.8十億ルピーとなった。当座預金及び普通預金の比率（預
金合計に対する当座預金及び普通預金の比率）は、2015年度末現在の44.7％から増加し、2016年度末現在には
45.4％となった。貸付金総額は、2015年度末現在の4,384.9十億ルピーから12.6％増加し、2016年度末現在には
4,937.3十億ルピーとなった。当行の個人向け貸付金は、2015年度末現在の1,956.9十億ルピーから21.9％増加し、
2016年度末現在には2,385.7十億ルピーとなった。

インドにおけるICICIバンクの支店のネットワークは、2015年度末現在の4,050ヶ所から2016年度末現在には
4,450ヶ所に増加した。当行のATM網は、2015年度末現在の12,451機から2016年度末現在には13,766機に増加した。
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インド準備銀行のバーゼルⅢのガイドラインに従った、2016年度末現在のICICIバンクの非連結ベースでの自己
資本比率には、13.0％の普通株等Tier１リスク・ベース資本比率、13.1％のTier１リスク・ベース資本比率及び
16.6％の総リスク・ベース資本比率が含まれている。インド準備銀行のバーゼルⅢのガイドラインに従った、2016
年度末現在の当行の連結ベースでの自己資本比率には、12.9％の普通株等Tier１リスク・ベース資本比率、13.1％
のTier１リスク・ベース資本比率及び16.6％の総リスク・ベース資本比率が含まれている。

 

(b)　純利息収入

以下の表は、表示された期間中における純利息収入の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

受取利息(1) 549,640  592,937  1,120,651  7.9  
支払利息 (323,182)  (339,965)  (642,534)  5.2  
純利息収入 226,458  252,972  478,117  11.7  
 
 

 

(1)　非課税所得については、課税がなされたものとしての再計算は行われていない。

 

純利息収入は、2015年度の226.5十億ルピーから11.7％増加して2016年度には253.0十億ルピーとなったが、こ
れは、有利子資産の平均額が13.2％増加したことに起因する。

 

(ⅰ)　純金利差益率

純金利差益率は、2015年度の3.55％から３ベーシスポイント減少して2016年度には3.52％となった。ルピー建
ポートフォリオにおける純金利差益率は、2015年度の4.54％から13ベーシスポイント減少して2016年度には
4.41％となり、外貨建ポートフォリオにおける純金利差益率は、2015年度の0.58％から16ベーシスポイント増加
して2016年度には0.74％となった。

ルピー建ポートフォリオに係る利回りは、2015年度の9.97％から44ベーシスポイント低下して2016年度には
9.53％となったが、これは主として以下の要因によるものであった。

・　ルピー建貸付金の利回りは、2015年度の12.09％から75ベーシスポイント低下して2016年度には11.34％と
なった。ルピー建投資に係る利回りは、2015年度における7.98％から28ベーシスポイント低下して2016年度
には7.70％となった。その他の有利子資産に係る利回りは、2015年度及び2016年度において3.75％の同水準
であった。ルピー建ポートフォリオの平均額に係る全体の利回りは、有利子資産合計における平均貸付金額
の割合が増加したことによるプラスの影響を反映して、2015年度における9.97％から44ベーシスポイント低
下して2016年度には9.53％となった。

・　ルピー建貸付金の利回りは、主に2016年度における基準金利の65ベーシスポイントの引下げ、支出増加分に
係る利回り低下及び不良債権の増加（不良債権には受取利息が発生しないため）に起因して、2015年度の
12.09％から75ベーシスポイント低下して2016年度には11.34％となった。2015暦年において、インド準備銀
行がレポレートを４段階で8.00％から6.75％へと125ベーシスポイント引き下げたことを受けて、当行はそ
の基準金利を３段階で10.00％から9.35％へと65ベーシスポイント引き下げた。その内訳は、2015年４月10
日より25ベーシスポイントを引き下げ、2015年６月26日より５ベーシスポイントを引き下げ、さらに2015年
10月５日より35ベーシスポイントを引き下げた。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(e) 貸付ポート

フォリオ－(ⅶ) 貸付の条件決定」も参照のこと。
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・　ルピー建有利子投資に係る利回りは、2015年度における7.98％から28ベーシスポイント低下し、2016年度
には7.70％となったが、これは主として金利の低下を反映して投資に係る利回りが低下したことに起因す
る。法定流動性比率投資に係る利回りは、主として国債に係る利回りの低下に起因して低下した。法定流動
性比率投資以外に係る利回りは、主として債券及びディベンチャー、預金証書、パススルー証書並びにコ
マーシャル・ペーパーの利回りの低下に起因して低下した。インド準備銀行の2015年７月16日付通知書に従
い、農業インフラ開発基金における預金及びその他関連する預金は、投資からその他の資産へと組み換えら
れた。それに応じて過年度の数値もまた組み換えられた。

・　その他のルピー建有利子資産に係る利回りは、2015年度及び2016年度において3.75％の同水準であった。
2016年度において、農業インフラ開発基金及びその他関連する預金に係る利回りが上昇し、その一部は短期
金融市場貸付に係る利回りの低下により相殺された。

・　所得税還付に係る受取利息は、2015年度における2.8十億ルピーから増加し、2016年度には3.3十億ルピーと
なった。かかる収益の受領、金額及び時期は、税務当局による決定の内容及び時期に左右されるため、一貫
しておらず、また予測することもできない。

ルピー建ポートフォリオに係る資金調達コストは、2015年度の7.16％から40ベーシスポイント減少して2016年
度には6.76％となったが、これは主として以下の要因によるものであった。

・　ルピー建預金コストは、2015年度の6.34％から減少し、2016年度には5.99％となった。これは主として当座
預金及び普通預金の平均額の割合の増加並びにルピー建定期預金コストの減少によるものである。ルピー建
ての当座預金及び普通預金の平均額がルピー建預金総額に占める割合は、2015年度の42.6％から増加し、
2016年度には43.4％となった。ルピー建定期預金コストは、金利の低下を反映して2015年度の8.75％から減
少し、2016年度には8.21％となった。2016年度において、当行は2015年４月10日付、2015年６月27日付、
2015年７月13日付、2015年８月22日付、2015年９月23日付及び2016年３月29日付で、選択満期による定期預
金の金利を引き下げた。

・　ルピー建借入コストは、2015年度の10.50％から減少し、2016年度には9.90％となった。借入コストの減少
は主として、借換えによる借入コスト及びインド準備銀行の流動性調整枠に基づく借入コストの減少に起因
している。

当行の外貨建ポートフォリオに係る利回りは、2015年度の4.34％から24ベーシスポイント低下して2016年度に
は4.10％となったが、これは主として以下の要因によるものであった。

・　ICICIバンクの海外支店の有利子資産平均額に係る利回りは低下した。これは主として、一般的により低い
利回りを有する短期金融市場貸付の平均金額の減少により一部が相殺されたものの、平均貸付金及び平均投
資に係る利回りが低下したことに起因している。海外支店の平均貸付金に係る利回りは低下し、これは主と
して、2016年度において不良資産が増加し、不良資産には受取利息が発生しないことに起因している。

・　ICICIバンク・カナダにおける有利子資産平均に係る利回りは低下したが、これは主として平均貸付金に係
る利回りの低下に起因している。平均貸付金に係る利回りの低下は主として、利回りの低い証券化された担
保付住宅ローンのポートフォリオの割合の増加に起因する。

これは、主としてより利回りの高い貸付金の増加並びにより利回りの低いコール貸付及び定期マネー融資の
減少により、ICICIバンクUKにおける利回りが上昇したことによって一部相殺された。

外貨建ポートフォリオの資金調達コストは、2015年度の3.41％から36ベーシスポイント減少し、2016年度には
3.05％となったが、これは以下の要因によるものであった。

・　ICICIバンクの外貨資金の資金調達コストは、主として借入コストの減少により減少した。借入コストの減
少は主として、よりコストが低い外貨建定期借入の増加及び高コスト借入の価格改定／返済に起因してい
る。借入コストの減少は、よりコストが低い定期預金の減少により一部相殺された。

・　ICICIバンクUKの資金調達コストは、主として借入コスト及び預金コストの減少により減少した。借入コス
トは、主として高コスト借入の返済並びにより低いコストでのオーバーナイト借入及び定期借入に起因して
減少した。預金コストは、主として高コストの個人向け定期預金が満期を迎えたことにより減少し、その一
部は、よりコストの低い企業向け定期預金及び個人向け定期預金の減少により相殺された。

・　ICICIバンク・カナダの資金調達コストは、主として預金コスト及び借入コストの減少により減少した。預
金コストは、高コストの定期預金が満期となったことにより減少し、借入コストは、借入金総額において、
よりコストの低い証券化された担保付住宅ローンの借入金の割合が高くなったことにより減少した。
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2016年度における不良債権の増加及び今後におけるさらなる不良債権の増加は、当行の受取利息、貸付金の利
回り、純利息収入及び純金利差益率に対し不利な影響をもたらす。さらに、当行のポートフォリオにおいて、よ
り利回りの低い個人向け貸付及びより高格付な法人向け貸付の割合を高めようとする当行の重点的な取組みもま
た、貸付金に係る利回り上昇の抑制につながる。したがって当行は、2017年度におけるICICIバンクの純金利差
益率は、2016年３月31日に終了した３ヶ月間において発表された3.37％の水準よりも低くなることを予想してい
る。

 

(ⅱ)　有利子資産

有利子資産平均額は、2015年度の6,449.2十億ルピーから12.4％増加して2016年度には7,246.6十億ルピーと
なった。有利子資産の増加は、主として貸付平均額が623.3十億ルピー増加したこと及び有利子投資平均額が
146.0十億ルピー増加したことに起因する。

貸付平均額は、2015年度の4,049.3十億ルピーから15.4％増加して2016年度には4,672.6十億ルピーとなった。
ルピー建貸付平均額は、主として個人向け貸付が増加したことにより、2015年度の2,655.8十億ルピーから増加
して2016年度には3,117.6十億ルピーとなった。外貨建貸付平均額は、2015年度の1,393.5十億ルピーから増加し
て2016年度には1,555.0十億ルピーとなった。これは主として、ルピーの対米ドル相場の下落の影響、ICICIバン
ク・カナダの担保付住宅ローンのポートフォリオの増加及びICICバンクUKの法人向け貸付の増加に起因する。

有利子投資平均額は、2015年度の1,823.4十億ルピーから8.0％増加して2016年度には1,969.4十億ルピーと
なった。ルピー建投資平均額は、2015年度の1,746.9十億ルピーから増加して2016年度には1,863.9十億ルピーと
なったが、これは主として、インド国債に対する投資額が、2015年度の1,238.1十億ルピーから9.0％増加して
2016年度には1,349.5十億ルピーとなったことに起因する。その他のルピー建投資平均額は、2015年度の508.8十
億ルピーから増加して2016年度には514.4十億ルピーとなった。インド国債以外のルピー建有利子投資には、社
債及びディベンチャー、預金証書、コマーシャル・ペーパー、パススルー証書及び流動性の高いミューチュア
ル・ファンドに対する投資が含まれる。外貨建投資平均額は、2015年度の76.5十億ルピーから増加して2016年度
には105.5十億ルピーとなったが、これは主として、社債への投資の増加及びルピーの下落によりICICIバンクUK
の投資平均額が増加したことに起因する。

その他の有利子資産平均額は、2015年度の576.6十億ルピーから4.9％増加して2016年度には604.7十億ルピー
となった。これは主として、外貨建定期マネー融資の減少により一部相殺されたものの、農業インフラ開発基金
及びその他関連する預金並びにインド準備銀行における残高が増加したことに起因している。

 

(ⅲ)　有利子負債

有利子負債平均額は、預金平均額が401.0十億ルピー及び借入平均額が247.6十億ルピー増加したことにより、
2015年度の5,445.8十億ルピーから11.9％増加して2016年度には6,094.4十億ルピーとなった。

ルピー建有利子負債平均額は、2015年度の3,670.9十億ルピーから増加して2016年度には4,155.7十億ルピーと
なった。ルピー建定期預金平均額は、2015年度の1,693.7十億ルピーから増加して2016年度には1,891.6十億ル
ピーとなった。ルピー建ての当座預金及び普通預金の平均額は、2015年度の1,259.2十億ルピーから増加して
2016年度には1,448.1十億ルピーとなった。ルピー建借入平均額は、主として借換のための借入の増加により、
2015年度の718.0十億ルピーから増加して2016年度には815.9十億ルピーとなったが、インド準備銀行の流動性調
整枠に基づく借入の減少により一部相殺された。

外貨建有利子負債平均額は、2015年度の1,774.9十億ルピーから増加して2016年度には1,938.7十億ルピーと
なった。外貨建預金平均額は、2015年度の586.5十億ルピーから増加して2016年度には600.7十億ルピーとなっ
た。ICICIバンク・カナダの預金平均額は、主として定期預金平均額の増加により増加した。ICICIバンクUKの預
金平均額は、主としてルピーの対米ドル相場の下落の影響により増加した。
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外貨借入平均額は、2015年度の1,188.3十億ルピーから増加して2016年度には1,338.0十億ルピーとなった。ル
ピーベースでのICICIバンクの外貨借入は、主としてルピーの対米ドル相場の下落の影響により増加した。ICICI
バンク・カナダの借入平均額は、主として証券化された住宅ローンに基づく借入が増加したことによって増加し
た。ICICIバンクUKの借入平均額は、銀行間借入、債券借入、シンジケート借入及びレポ借入が増加したことに
よって増加した。「－４ 事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(h) 当行の銀行業務及び取引業務

は、特に金利リスクの影響を受けやすく、金利のボラティリティーは、当行の純金利差益率、固定利付ポート
フォリオの評価、財務活動による収益、貸付ポートフォリオの価値及び財務実績に悪影響を及ぼす可能性があ
る。」を参照のこと。

 

(c)　非利息収入

以下の表は、表示された期間中における非利息収入の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

手数料、為替及び取引手数料 83,939  87,697  165,747  4.5

財務関連業務の収益／（損失）
（正味）(1)

46,694  66,222  125,160  41.8

土地、建物及びその他の資産の売却
利益／（損失）(正味）

34  264  499  N/M

保険料及びその他保険事業による営業
収益

220,771  263,840  498,658  19.5

雑収益 1,085  2,998  5,666  176.3

非利息収入合計 352,523  421,021  795,730  19.4
 
 

 

N/M－非適用

(1)　投資の売却／再評価及び為替取引に係る利益／（損失）を含む。

 

非利息収入は、主として当行の保険事業に関する収益、手数料、為替及び取引手数料収入、財務関連業務の収
益／（損失）並びにその他の雑収益が含まれる。非利息収入に関するこの分析は、前述した世界及びインド経済
の変化の状況、金融市場活動、競争環境、顧客活動水準並びに当行の戦略の背景と照らし合わせて読まれるべき
である。

非利息収入は、2015年度の352.5十億ルピーから19.4％増加し、2016年度には421.0十億ルピーとなった。これ
は主として、保険料及びその他保険事業による営業収益並びに財務関連業務の収益が増加したことによる。

 

(ⅰ)　手数料、為替及び取引手数料

手数料、為替及び取引手数料収入には、主に当行の銀行事業からの手数料、並びに当行の証券仲買子会社、
資産管理子会社及びベンチャー・キャピタル・ファンド運用子会社における手数料及び取引手数料収入が含ま
れる。当行の銀行事業からの手数料収入の主な内訳は、貸付金処理手数料、商業銀行業務手数料及びストラク
チャリング手数料等の法人顧客からの手数料並びに貸付金処理手数料、クレジットカード手数料及び個人向け
預金口座に係るサービス手数料等の個人顧客からの手数料収入である。

手数料、為替及び取引手数料収入は、2015年度の83.9十億ルピーから4.5％増加し、2016年度には87.7十億
ルピーとなった。ICICIバンクの手数料、為替及び取引手数料収入は、2015年度の69.8十億ルピーから2016年
度には74.6十億ルピーに増加した。2015年度と比較して、2016年度における当行の資産管理子会社の管理手数
料は増加し、当行の証券仲介業子会社の取引手数料は減少した。
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ICICIバンクの手数料、為替及び取引手数料収入は、主として、貸付関連手数料、クレジットカード手数料
及び個人向け預金顧客からの手数料等の個人顧客からの手数料収入の増加により増加した。法人顧客に対する
貸付に関連する手数料収入は、2016年度において低い水準にあったものの、商業銀行業務手数料は増加した。

2016年度における当行の資産管理子会社における管理手数料は増加し、これは主として運用中の資産平均額
が増加し、エクイティ・ミューチュアル・ファンドに有利に働く構成の変更により手数料が増加したことに起
因している。2016年度における当行の証券仲介業子会社の取引手数料は2015年度と比較して減少し、これは主
としてインドの株式市場における2016年度の取引高が減少したことに起因している。

 

(ⅱ)　財務関連業務の収益（正味）

財務関連業務からの収益には、投資の売却利益並びに固定利付債券、普通株式及び優先株式ポートフォリ
オ、ベンチャー・キャピタル及びプライベート・エクイティ・ファンドのユニット、ミューチュアル・ファン
ドのユニット並びに資産再構築会社により発行された有価証券受領証における未実現利益／（損失）の変動に
よる投資の再評価が含まれる。さらに、外国為替取引（顧客とのあらゆる外国為替取引並びにオプション及び
スワップを含むデリバティブ取引により構成される。）からの利益が含まれる。財務関連業務の収益は、2015
年度の46.7十億ルピーから41.8％増加して、2016年度には66.2十億ルピーとなった。これは主として、ICICI
プルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの株式の６％及びICICIロンバード・
ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドに係る株式持分の９％を売却したことによる利益に
起因しており、その一部は、国債及びその他の固定利付債券のポジションに係る利益の減少により相殺され
た。

当行の株式ポートフォリオに係る利益は、主としてICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カ
ンパニー・リミテッド及びICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの株
式を売却したことによる利益により、2015年度における3.3十億ルピーから増加して2016年度には28.7十億ル
ピーとなった。

当行の国債のポートフォリオ及びその他の固定利付債券のポジションに係る利益は、2015年度における16.1
十億ルピーから減少して2016年度には14.9十億ルピーとなった。2015年度における10年物国債の利回りは107
ベーシスポイント下落し、取引機会の増加につながったのに対し、2016年度においては28ベーシスポイントの
下落であった。顧客との取引を含む外国為替取引及び顧客とのデリバティブ取引に係る利鞘からの利益は、
2015年度の18.5十億ルピーから増加して2016年度には22.9十億ルピーとなった。これには、2015年度における
6.4十億ルピーから2016年度には9.4十億ルピーまで増加した、海外営業に関する為替差益純額が含まれる。為
替差益は、海外支店からの利益剰余金の本国送還により生じた。

 

(ⅲ)　保険事業に関する収益

当行の保険事業に関する収益は、2015年度の220.8十億ルピーから19.5％増加して2016年度は263.8十億ル
ピーとなった。これは、当行の生命保険事業及び総合保険事業の両方に関して収益が増加したことに起因す
る。当行の生命保険事業からの収益は、2015年度における172.8十億ルピーから2016年度において210.0十億ル
ピーまで増加した。当行の総合保険事業からの収益は、2015年度における48.0十億ルピーから2016年度におい
て53.8十億ルピーまで増加した。当行の保険事業からの収益は、正味保険料収入、報酬及び手数料収入、解約
手数料並びに保険の担保権実行に係る収益を含んでいる。

当行の生命保険子会社からの正味保険料収入は、2015年度における151.5十億ルピーから2016年度には189.8
十億ルピーまで増加した。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの保険料収入（出
再保険料控除後の総額）は、2015年度の153.1十億ルピーから25.2％増加して2016年度には191.6十億ルピーと
なった。これは主として、個人向けの継続保険料が増加したことによる。個人向けの継続保険料は、2015年度
の95.7十億ルピーから25.3％増加して、2016年度には120.0十億ルピーとなった。個人向けの新規保険料は、
2015年度の49.3十億ルピーから10.7％増加して2016年度には54.5十億ルピーとなった。当グループの保険料
は、2015年度の8.0十億ルピーから増加して2016年度には17.1十億ルピーとなった。
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当行の生命保険子会社の報酬及びその他の生命保険関連収益は、2015年度の21.3十億ルピーから2016年度は
20.3十億ルピーに減少した。これは主として解約手数料、保険の担保権実行に係る収益及び保険証券発行手数
料が減少したことによるが、資金管理手数料及び危険保険料の増加により一部相殺された。

当行の総合保険子会社の正味保険料収入は、2015年度の41.0十億ルピーから2016年度には46.7十億ルピーに
増加した。これは主として、天候保険事業及び自動車保険事業の躍進に起因する。

当行の総合保険子会社の手数料収入は、2015年度の7.0十億ルピーから2016年度には7.1十億ルピーまでわず
かに増加した。

 

(ⅳ)　雑収益

雑収益は、2015年度の1.1十億ルピーから2016年度には3.0十億ルピーに増加した。

 

(d)　非利息費用

以下の表は、表示された期間中における非利息費用の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

従業員に関する支払額
及び引当金

65,683  69,123  130,642  5.2

当行の不動産に
関する減価償却

7,632  8,239  15,572  8.0

監査報酬及び費用 222  230  435  3.6

リース資産に関する
減価償却

351  192  363  (45.3)

保険事業に関する
費用

191,640  232,710  439,822  21.4

その他の管理費 84,700  97,402  184,090  15.0

非利息費用合計 350,228  407,896  770,923  16.5

 

非利息費用は、主として当行の保険事業に関する費用、従業員に関する支払額及び引当金並びにその他の管理
費を含む。営業費用は、2016年度において、2015年度の350.2十億ルピーに対して16.5％増加し、407.9十億ル
ピーとなった。これは主として、保険事業に関する費用、その他の管理費、並びに従業員に関する支払額及び引
当金の増加によるものである。

 

(ⅰ)　従業員に関する支払額及び引当金

雇用経費は、2015年度の65.7十億ルピーから2016年度には69.1十億ルピーまで5.2％増加した。当行の従業
員数（セールス・エグゼクティブ、契約社員及びインターンを含む。）は、2015年度末現在の90,486名から増
加し、2016年度末現在には97,132名となった。

ICICIバンクの雇用経費は、2015年度の47.5十億ルピーから5.3％増加し、2016年度には50.0十億ルピーと
なった。雇用経費の増加は、主として、年次増加及び昇給による給与の増加並びに平均従業員規模の増加によ
るものであるが、国債の利回りに連動する割引率の変動により退職金債務に対する引当金の設定要件が減少し
たことにより一部相殺された。ICICIバンクの従業員数（セールス・エグゼクティブ、契約社員及びインター
ンを含む。）は、2015年度末現在の67,857名から2016年度末現在には74,096名に増加した。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの雇用経費は、2015年度の6.9十億ルピーか
ら8.7％増加し、2016年度には7.5十億ルピーとなった。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・
カンパニーの雇用経費は、2015年度の3.4十億ルピーから8.8％増加し、2016年度には3.7十億ルピーとなっ
た。ICICIセキュリティーズ・リミテッドの雇用経費は、2015年度及び2016年度とも4.0十億ルピーであり、同
水準を維持した。
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(ⅱ)　減価償却

当行の不動産に関する減価償却は、減価償却率の高い固定資産の増加により2015年度の7.6十億ルピーから
8.0％増加し、2016年度には8.2十億ルピーとなった。リース資産に関する減価償却は、2015年度の0.4十億ル
ピーから2016年度には0.2十億ルピーに減少した。

 

(ⅲ)　その他の管理費

その他の管理費には、主として賃借料、税金及び照明費、広告宣伝費、保守修繕費、直接販売代理店費用並
びにその他の費用が含まれる。その他の管理費は、2015年度の84.7十億ルピーから15.0％増加し、2016年度に
は97.4十億ルピーとなったが、かかる増加は、主としてICICIバンク及び当行の保険子会社の費用の増加によ
るものである。ICICIバンクのその他の管理費は、2015年度の60.8十億ルピーから2016年度には69.8十億ル
ピーまで増加したが、これは主として支店及びATM網の増加並びに個人向け事業件数の増加に起因する。イン
ドにおけるICICIバンクの支店及び出張所（海外支店及びオフショア銀行ユニットを除く。）の数は、2015年
度末現在の4,050店から2016年度末現在には4,450店に増加した。またICICIバンクは、ATM網を2015年度末現在
の12,451機から2016年度末現在には13,766機に増加させた。当行の保険子会社のその他の管理費は、特に広告
費及びその他の事業支援費用の増加を反映して増加した。

 

(ⅳ)　保険事業に関する費用

当行の保険事業に関する費用には、支払保険金及び支払給付金、支払手数料並びに責任準備金（当行の生命
保険事業に関連したユニットリンク保険契約に係る保険料の投資可能部分を含む。）が含まれる。かかる保険
事業に関する費用は、2015年度の191.6十億ルピーから21.4％増加して、2016年度には232.7十億ルピーとなっ
た。

当行の生命保険子会社に関する費用は、2015年度の154.6十億ルピーから2016年度には190.4十億ルピーまで
増加した。これは、主に責任準備金（ユニットリンク保険契約に係る保険料の投資可能部分を含む。）に関す
る費用、支払保険金及び支払給付金並びに支払手数料が増加したことによるものである。

2016年度中、生命保険事業の責任準備金（ユニットリンク保険契約に係る保険料の投資可能部分を含む。）
は、2015年度の143.3十億ルピーから増加し、2016年度には170.8十億ルピーとなったが、これは主として、当
行のユニットリンク保険事業における契約高が増加したことによるものであった。当行の生命保険事業に関連
した保険契約に係る保険料の投資可能部分は、リスク補填に係る手数料及び保険料の差引後、原資金に対して
投資された、生命保険事業に関連した保険契約から受領する継続保険料を含む保険料の金額を表す。支払保険
金及び支払給付金並びに支払手数料は、2015年度の11.3十億ルピーから増加し、2016年度には19.6十億ルピー
となった。かかる増加は主として、グループの事業に伴う解約支払保険金の増加及び保険料総額の増加に従っ
て支払手数料が増加したことに起因する。インドにおける保険会社の会計基準に従って、当行は、顧客獲得費
用を償却せず、発生時に費用として計上する。

当行の総合保険子会社に関する費用は、2016年度において、主に支払保険金及び支払給付金の増加により、
2015年度の37.0十億ルピーから42.3十億ルピーに増加した。支払保険金及び支払給付金は、2015年度の34.4十
億ルピーから2016年度には39.3十億ルピーに増加したが、これは天候保険事業の取引量の増加及び損害率の上
昇を反映している。支払手数料は、2015年度の2.6十億ルピーから2016年度において3.0十億ルピーに増加し
た。

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」も参照のこと。
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(e)　引当金及び偶発債務（租税引当金を除く。）

(ⅰ)　不良資産及び条件緩和貸付に関する引当金

当行は、ICICIホーム・ファイナンス・カンパニー及び当行の海外銀行子会社の場合を除き、インド準備銀行
のガイドラインに従って、当行の資産（当行の海外支店の資産を含む。）を優良であるか不良であるかに分類し
ている。ICICIホーム・ファイナンス・カンパニーについては、貸付及びその他の与信枠をその規制機関である
国立住宅銀行のガイドラインに従って分類している。当行の海外銀行子会社は、貸付の最初の認識後に生じた１
つ又は複数の事由の結果として減損が生じた（損失事由）具体的な証拠があり、かつかかる損失事由が確実に予
測することが可能な貸付の将来における予測キャッシュ・フローに影響を与える場合に限り、かかる貸付を減損
貸付として分類している。インド準備銀行のガイドラインの下、不良資産は、インド準備銀行により定められた
基準に基づき、要管理先資産、破綻懸念先資産及び破綻先資産に分類される。当行の海外支店が保有する貸付
で、貸付実施国の規定に従い、回収実績以外の理由により不良債権であると特定されるもののうち、既存のイン
ド準備銀行のガイドラインに従うと正常であるものは、貸付実施国における貸付残高である限り不良債権である
と特定される。当行の不良資産は、貸付の他に信用代替商品を含み、これらは資金拠出された信用エクスポー
ジャーである。インド準備銀行は、条件緩和貸付に関する個別のガイドラインを定めている。条件緩和された貸
付（インフラ部門及び非インフラ部門における特定期間までの遅延によるものを除く。）は、2015年３月31日よ
りも前に既に条件が緩和された貸付又は2015年４月１日より前に提案され、その後予定どおりに効力を生じた条
件緩和を除き、2015年４月１日以降、不良債権として分類される。しかし、インフラ部門及び非インフラ部門の
プロジェクトの実施のために供与された貸付で、プロジェクトの実施の遅延（指定された期間を上限とする。）
を理由として条件緩和されたものは、インド準備銀行の定める一定の条件を満たした場合、資産の分類において
不良への該当を猶予される。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類」も参照のこと。当行は正常

先資産、要管理先資産及び破綻懸念先資産に対する引当金を、インド準備銀行が定める利率で設定している。破
綻先資産及び破綻懸念先資産の無担保の部分については、インド準備銀行のガイドラインにより定められる範囲
内で、引当金の繰入又は貸倒償却がなされる。海外支店の貸付については、インド準備銀行の規制又は受入国の
規制に従い、いずれか多い方の額で引当金を設定する。インド準備銀行により定められた引当金の最低レベルに
従い、個人向け不良債権に対する引当金は、借入人の水準で当行の個人向け資産引当方針に基づき設定される。
個人向け貸付について当行が保有する特定引当金は、規制上の最低要件よりも多い。貸付条件が緩和／再調整さ
れた貸付に対する引当金は、銀行による貸付の条件緩和に係るインド準備銀行のガイドラインに従って設定して
いる。不良資産に係る特定の引当金に加えて、当行は、正常先貸付及び貸付条件が緩和／再調整された貸付に対
する一般引当金を、インド準備銀行が定める利率で保持している。海外支店の正常先貸付については、貸付実施
国の規制要件及びインド準備銀行の要件のうちより多い額の一般引当金を設定している。「－第２－３　事業の
内容－(2) 事業－(f) 貸付分類」も参照のこと。
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(ⅱ)　不良資産

以下の表は、表示された日付における不良資産に関する一定の情報を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

期首残高（不良資産総額） 122,994  173,870  328,614  41.4

追加：当年度中における新規不良資産 90,945  178,402  337,180  96.2

控除：当年度中に格上げされた貸付 (5,925)  (11,504)  (21,743)  94.2

控除：回収（格上げされた口座による回収

を除く。）
(14,966)  (15,353)  (29,017)  2.6

控除：償却 (19,178)  (32,199)  (60,856)  67.9

不良資産総額(1) 173,870  293,216  554,178  68.6

不良資産に関する引当金(1) (96,655)  (145,431)  (274,865)  50.5

不良資産純額(1) 77,215  147,785  279,314  91.4

顧客資産総額 5,149,278  5,718,339  10,807,661  11.1

顧客資産純額 5,026,019  5,556,942  10,502,620  10.6

不良資産総額の顧客資産総額に対する比率 3.4％  5.1％     

不良資産純額の顧客資産純額に対する比率 1.5％  2.7％     
 
 

 

(1)　各子会社の規制当局により発行されたガイドラインに従って不良債権又は減損貸付と認められたものを含む。

 

2010年度及び2011年度において、インド経済は高い成長率を見せた。インドの法人部門は当該期間において、
インフラ部門及び商品部門を含めて多額の投資を行った。またこれが、当行を含む銀行部門において貸付の高い
伸びをもたらした。その後、インド経済は、高インフレ及びその結果の金利上昇、通貨の下落及び経済成長の急
減速という点で課題を抱え始めた。それ以来、法人部門では、売上高及び利益の伸び率の低下、運転資金のサイ
クル伸長及び高水準の債権（政府への債権を含む。）が見られ、また政策変更、環境認可及び土地に関する許可
等の承認、並びに炭鉱の割当取消し等の裁判所の決定の遅れに起因してプロジェクトの完了及びキャッシュ・フ
ロー創出において大きな課題を抱えている。インド企業（特にインフラ部門及び工業部門）は、経済シナリオ、
世界及び国内の金融市場の不安定性並びにプロジェクト実施の遅れを背景に、資本調達能力を抑制した。企業の
投資活動は減少した。2014年度以降、これらの動きが、当行を含むインドの銀行部門における法人向けの不良債
権及び条件緩和貸付の増加、並びに法人部門向けの与信の伸び率低下を主因とした貸付全体の伸び率の大幅な鈍
化をもたらした。

2015年度から、インド経済は、インフレ率及び金利の低下、通貨の安定及び経済成長率の緩やかな上昇ととも
に、一定のマクロ経済指標で改善を見せている。しかしながら、プロジェクトの完了には引続き課題があり、債
権は依然として高い水準にあり、また法人部門は引続き、予想よりも低いキャッシュ・フロー創出及び高いレバ
レッジ比率により影響を受けている。
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さらに、2016年度において、法人部門はさらなる課題を抱えた。法人部門の業績改善の予想は、緩やかな国内
の回復、抑制された企業の投資及び世界経済の継続的な課題に起因して、実現に至っていない。世界の経済情勢
は引続き不安定であり、大規模な新興市場を含め、全世界的に成長が鈍化している。金属、石炭及び原油を含む
全世界的な商品価格の大幅な下落は、鉄鋼、石炭及び石油関連事業等の商品に関連する部門の借入人にマイナス
の影響を及ぼした。経済への資本投資は依然として抑制されており、建設のような投資に関連する部門の企業に
影響を及ぼした。予想よりも低いキャッシュ・フローを背景に、法人部門におけるレバレッジ比率の低下に向け
た進捗は依然として遅い。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業を再編成及び再構築し、また事業及び
資産の売却によりそれらのレバレッジ比率を低下させるように取り組んでいたが、かかる取組みが成果を示すに
は時間がかかり、不良債権への繰入（条件緩和貸付ポートフォリオから不良債権状態への悪化を含む。）の水準
の上昇につながった。加えて、2015年12月31日に終了した３ヶ月間において、法人部門における継続的な課題を
背景に、インド準備銀行は、負荷及び引当金設定の早期及び保守的な認識の目的を明確に示し、また2016年３月
31日に終了した６ヶ月間にわたり一定の貸付勘定及びそれらの分類を見直すために当行を含む多くのインドの銀
行と討議し、質問を行った。法人部門が直面する課題並びにインド準備銀行との討議及び同行による見直しの結
果として、当行を含むインドの銀行システムには、2016年度において、不良債権への繰入（条件緩和貸付から不
良債権状態への悪化を含む。）の水準の大幅な上昇が見られた。当行の引当金設定コストは、近い将来の会計期
間においても増加基調であると予想される。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅲ) 経済
環境による法人向け貸付金及び消費者ローンの借入人への影響」及び「－(2) 事業環境－2017年度の動向」も参
照のこと。

不良資産の増加分総額（条件緩和債務の条件に従い借入人が履行できなかったことによる条件緩和正常先貸付
の不良債権への分類を含む。）は、2015年度中の90.9十億ルピーから増加し、2016年度中には178.4十億ルピー
となった。2016年度において、条件緩和債務の条件に従い借入人が履行できなかったことにより不良債権として
分類された条件緩和正常先貸付は、2015年度における45.1十億ルピーに対して53.0十億ルピーとなった。2016年
度中に、当行は2015年度は20.9十億ルピーに対して、26.9十億ルピーの不良資産の格上げ又は回収を行った。
2016年度において、2015年度における19.2十億ルピーに対して、32.2十億ルピーの貸付金が償却された。当行の
2016年度末現在の不良資産総額は、2015年度末現在の173.9十億ルピーから68.6％増加し、293.2十億ルピーと
なった。当行の2016年度末現在の不良資産純額は、2015年度末現在の77.2十億ルピーから91.4％増加し、147.8
十億ルピーとなった。2016年度末現在の不良資産純額の比率は、2015年度末現在の1.5％から上昇し、2.7％と
なった。

商業ローンの不良債権の増加分総額（借入人が条件緩和債務の条件に従い履行できなかったことによる条件緩
和正常先貸付の不良債権への分類を含む。）は、2014年度の40.8十億ルピーから2015年度には77.9十億ルピーま
で増加し、さらに2016年度には161.4十億ルピーまで増加した。2016年度において、条件緩和債務の条件に従い
借入人が履行できなかったことにより不良債権として分類された条件緩和正常先商業ローンは、2015年度は45.1
十億ルピーであったのに対し、53.0十億ルピーにのぼった。2016年度において、当行は、5.2十億ルピーの商業
ローン不良債権の格上げを行い、8.7十億ルピーの商業ローン不良債権の回収を行った。2016年度中、特定の借
入人ごとの追加的回収の可能性についての評価に基づき、29.4十億ルピーの商業ローンが償却された。「－第２
－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅱ) 引当及び償却－当行の方針」を参照のこと。商業ローンの
不良債権総額は、2015年度末現在の148.3十億ルピーから増加し、2016年度末現在は266.4十億ルピーとなった。
2016年度中、企業部門は、キャッシュ・フロー創出額が予想を下回ったこと及び高レバレッジのため、苦しい状
況が続いた。また同年度中、商品価格の大幅な下落により、商品を基盤とする鉄鋼等の部門は悪影響を受けた。
電力部門は、引続きプロジェクトの完成、設備の稼動及びレバレッジに困難をきたしている。さらに、設備投資
が低調な経済情勢が建設、鉄鋼等の部門に打撃を与えている。2016年度中に増加した不良資産総額は、鉄鋼及び
商品部門において55.3十億ルピー、電力部門において16.8十億ルピー、建設部門において15.0十億ルピーであっ
た。

消費者ローンの不良債権の増加分総額は、2015年度において13.0十億ルピーであったのに対し、2016年度には
17.0十億ルピーとなった。2016年度中に当行が格上げを行った消費者ローンの不良債権は、2015年度中の4.4十
億ルピーに対し、6.3十億ルピーであった。2016年度中、当行は消費者ローンの不良債権を6.6十億ルピー回収
し、同債権を2.8十億ルピー償却した。消費者ローンの不良債権総額は、2015年度末現在の25.5十億ルピーから
増加し、2016年度末現在には26.8十億ルピーとなった。

また、2016年度末現在、残存するICICIバンクの資金を基盤としない与信枠のうち、不良債権に分類された貸
付を借り入れている借入人向けのものは、28.2十億ルピーであった。

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅳ) 不良資産」も参照のこと。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

261/647



(ⅲ)　条件緩和貸付

以下の表は、表示された日付における条件緩和正常先貸付に関するロールフォーワード及び平均残高の情報を
示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／
2015年
増減(％)

期首残高（条件緩和貸付総額） 133,448  130,787  247,187  (2.0)

追加：当年度中に条件緩和された貸付 38,965  23,089  43,638  (40.7)

追加：過去の条件緩和貸付／借入人の貸付残高の増加 11,207  9,939  18,785  (11.3)

控除：当年度中に正常先資産区分に格上げされた貸付 (2,149) (78)  (147)  (96.4)

控除：当年度中に不良債権区分に格下げされた貸付 (45,115) (53,002)  (100,174)  17.5

控除：当年度中の返済額 (5,569) (12,061)  (22,795)  116.6

条件緩和貸付総額 130,787  98,674  186,494  (24.6)

条件緩和貸付に対する引当金 (9,458) (7,581)  (14,328)  (19.8)

条件緩和貸付純額 121,329  91,093  172,166  (24.9)

条件緩和貸付純額の平均残高(1) 124,816  118,602  224,158  (5.0)

顧客資産総額 5,149,278  5,718,339  10,807,661  11.1

顧客資産純額 5,026,019  5,556,942  10,502,620  10.6

条件緩和貸付総額の顧客資産総額に対する比率 2.5％  1.7％     

条件緩和貸付純額の顧客資産純額に対する比率 2.4％  1.6％     
 
 

 

(1)　平均残高とは、前年度の３月末現在並びに当年度の６月末、９月末、12月末及び３月末現在における四半期の平均貸付残

高である。

(2)　2013年度に有効になったインド準備銀行のガイドラインに基づき、条件緩和貸付には、いずれかの貸付の条件が緩和され

た借入人に対するすべての貸付が含まれている。

 

2016年度において、当行は正常先貸付と分類された借入人に条件緩和を行い、以前条件緩和が行われたことの
ある借入人に、2015年度の50.2十億ルピーと比較して追加の33.0十億ルピーの貸付金支払を実施した。さらに、
2015年度の45.1十億ルピーと比較して、2016年度には53.0十億ルピーの条件緩和正常先貸付が、借入人が条件緩
和債務の条件に従い履行できなかったことにより不良債権に分類された。2015年度の5.6十億ルピーと比較し
て、2016年度には12.1十億ルピーの条件緩和貸付が返済された。条件緩和正常先貸付総額残高は、2015年度末現
在の130.8十億ルピーから24.6％減少し、2016年度末現在は98.7十億ルピーとなり、条件緩和貸付純額残高は、
2015年度末現在の121.3十億ルピーから24.9％減少し、2016年度末現在は91.1十億ルピーとなった。さらに、
2016年度末現在において、条件緩和貸付と分類された借入人に対するICICIバンクの資金を基盤としない与信枠
の残高は、44.0十億ルピーであった。

条件緩和正常先貸付の残高は、電力部門において11.3十億ルピー、非金融サービス部門において7.8十億ル
ピー、医薬品部門において7.7十億ルピー、その他の部門において3.7十億ルピー及び金融サービス部門において
2.8十億ルピー、それぞれ減少した。かかる減少は、主として借入人が条件緩和債務条件に従って返済を実行で
きず、条件緩和正常先貸付が不良債権に分類されたことによる。

2016年度に、当行は帳簿価額総額（引当金控除後）6.7十億ルピーの７つの商業融資を資産再構築会社に売却
した。2015年度には、当行は帳簿価額総額（引当金控除後）3.3十億ルピーの14の商業融資を資産再構築会社に
売却した。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅳ) 不良資産－不良資産対策」も参照のこ
と。

条件緩和正常先貸付純額の割合は、2015年度末現在の2.4％から減少し、2016年度末現在1.6％であった。条件
緩和貸付（資金調達金利に関する引当金を含む。）に対する引当金残高は、2015年度末現在の9.5十億ルピーか
ら減少して、2016年度末現在には7.6十億ルピーであった。「－(4) 事業の見通し－(g) 引当金及び偶発債務

（租税引当金を除く。）－(i) 不良資産及び条件緩和貸付に関する引当金」も参照のこと。
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不良資産総額及び条件緩和正常先貸付総額は、2015年度末現在の304.7十億ルピーから87.2十億ルピー増加
（26.8％増）し、2016年度末現在は391.9十億ルピーとなった。不良資産純総額及び条件緩和貸付純額は、2015
年度末現在の198.5十億ルピーから40.4十億ルピー増加（20.4％増）し、2016年度末現在は238.9十億ルピーと
なった。

2016年度、インド準備銀行は、戦略的な債務の再編についてのガイドラインを発表した。当該ガイドライン
は、債務から株式への転換に関するものであり、これにより銀行は借入人の過半数を所有することとなる。2016
年度末現在、当行は、不良債権又は条件緩和正常先貸付に分類される総額25.56十億ルピーの貸付を含む、総計
29.33十億ルピーの貸付に関して、戦略的な債務の再編を実施した。さらに、2015年度、インド準備銀行は、銀
行によるインフラ及びその他主要な産業に対する、条件緩和としてみなされない、定期的な長期プロジェクト・
ローンの借換えを認めるガイドラインを発表した。当該借換えスキームが実行された貸付ポートフォリオに関し
て、2016年度末現在42.39十億ルピーの残高を有していた。これらは正常先貸付に分類される。「－第２－３　
事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－貸付実行に関する規制」を参照のこと。

 

(ⅳ)　引当金及び偶発債務

以下の表は、表示された期間における引当金及び偶発債務（租税引当金を除く。）の構成を示したものであ
る。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

投資引当金（正味） 4,129  2,985  5,642  (27.7)

不良資産及びその他の資産に対する
引当金

36,307  77,189  145,887  112.6

集合的偶発事象及び関連引当金 -  36,000  68,040  N/M

正常先資産に対する引当金 3,928  3,176  6,003  (19.1)

その他 999  3,704  7,001  270.8

引当金及び偶発債務（租税引当金を
除く。）総額

45,363  123,054  232,572  171.3

                           

N/M－非適用

 

引当金及び偶発債務は、2015年度の45.4十億ルピーから増加して2016年度には123.1十億ルピーとなった。か
かる増加は、主として不良資産の引当金の増加並びに集合的偶発事象及び関連引当金の設定に起因する。不良債
権及びその他の資産に係る引当金は2015年度の36.3十億ルピーから増加し2016年度には77.2十億ルピーとなっ
た。かかる増加は、主として借入人が条件緩和貸付の条件に従い履行できなかったことにより、条件緩和貸付が
不良債権に再分類されたことを含む法人及び小規模銀行ローン・ポートフォリオの不良債権の追加額が増加した
ことに起因する。
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厳しい世界の経済環境、商品サイクルの急速な下降、国内経済の回復の状況が緩やかであること、及び借入人
によるレバレッジ比率が高いことに起因して、一定の部門に関して不確実性がある。影響を受けている主要な部
門には、電力、鉱業、鉄鋼、セメント及び掘削装置が含まれる。2016年３月31日現在、内部格付が投資適格を下
回る会社（不良債権又は条件緩和貸付として分類された借入人を除く。）に対する、当行の資金を基盤とするエ
クスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高は、電力（中央の公共部門が持分を保有している場合を除
く。）へは119.6十億ルピー（当行の合計エクスポージャーの1.3％）、鉱業へは90.1十億ルピー（1.0％）、鉄
鋼へは77.8十億ルピー（0.8％）、セメントへは66.4十億ルピー（0.7％）、掘削装置へは25.1十億ルピー
（0.3％）であった。なお、内部格付が投資適格を下回る、原資産が当該部門に一部関連する一定の発起人への
ICICIバンクの資金を基盤とするエクスポージャー及び資金を基盤としない与信枠の残高は、61.6十億ルピー
（0.7％）であった。当該部門に関連する不確実性及び当該部門への当行のエクスポージャーの解消にかかり得
る時間を考慮して、当行は、2016年３月31日現在、当該部門及び原資産が当該部門に一部関連する一定の発起人
に対する当行のエクスポージャーに対して36.0十億ルピーの集合的偶発事象及び関連引当金を設定している。か
かる準備金は、インド準備銀行のガイドラインにより不良債権及び条件緩和貸付に関して要求される引当金を上
回っているが、健全性目的のため、RBIガイドライン及びインドGAAPに基づいて認められるものである。当該準
備金がかかるエクスポージャーに関して将来の引当金の設定要件を満たす上で適正であるという保証も、又は当
該部門におけるその他のエクスポージャーから不良債権が生じないという保証もない。

インド準備銀行のガイドラインに従い算出された2016年度末現在における当行の引当率（不良貸付に占める特
定引当金の比率）は、50.6％であった。

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅳ) 不良資産」及び「－第２－３　事業の内容－(2)
事業－(f) 貸付分類－(ⅳ) 不良資産－条件緩和貸付」を参照のこと。

正常先資産に対する引当金は、2015年度の3.9十億ルピーから2016年度には3.2十億ルピーに減少した。当行
は、2015年度末現在の25.5十億ルピーと比べて、2016年度末現在は29.2十億ルピーの一般引当金累計額（集合的
偶発事象及び関連引当金を除く。）を保有した。

投資引当金は、2015年度の4.1十億ルピーから2016年度には3.0十億ルピーに減少した。

 

(f)　税金費用

所得税費用は、2015年度の54.0十億ルピーから37.4％減少し、2016年度には33.8十億ルピーとなった。実効税
率は、2015年度の29.4％に対して、2016年度においては23.6％に下降した。これは主に、当行の実効税率の下降
に起因するが、生命保険子会社及び総合保険子会社の実効税率の増加により一部相殺された。

当行の所得税費用は、2015年度の46.5十億ルピーから46.8％減少して、2016年度には24.7十億ルピーであっ
た。当行の実効税率は、2015年度の29.4％から下降し、2016年度には20.3％となった。これは主に、株式投資の
売却による利益に係る税率の引下げ及び2016年度に租税目的で譲渡益に対して調整された繰越資本損失の相殺に
起因する。

生命保険子会社に対しては、2015年度の0.01十億ルピーと比較して、2016年度には課税総額は1.9十億ルピー
となった。2015年度における税金費用の減少は、主として2015年度の利益に対して租税目的で完全に調整され
た、過年度の繰越取引損失に係る税制優遇措置に起因するものである。総合保険子会社の所得税費用は、2015年
度の1.6十億ルピーから、2016年度には2.0十億ルピーに増加した。2015年度における税金費用の減少は、主とし
て2015年度の利益に対して租税目的で完全に調整された過年度の繰越取引損失に係る税制優遇措置及び非課税投
資収益の割合の増加に起因するものである。
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(g)　財政状態

(ⅰ)　資産

以下の表は、表示された期日における資産の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

現金及び現金同等物 476,372  650,359  1,229,179  36.5

投資(1) 2,743,108  2,860,441  5,406,233  4.3

貸付金（引当金控除後） 4,384,901  4,937,291  9,331,480  12.6

固定資産 58,712  87,135  164,685  48.4

その他の資産(1) 597,699  652,336  1,232,915  9.1

総資産 8,260,792  9,187,562  17,364,492  11.2
 
 

(1)　インド準備銀行の2015年７月16日付通知書に従い、280.7十億ルピー（2015年３月31日現在は284.5十億ルピー）の農業イ

ンフラ開発基金及びその他の関連預金への投資は、その他の資産の下位項目である農業インフラ開発基金の項目に再分類

された。

 

当行の総資産は、2015年度末現在の8,260.8十億ルピーから11.2％増加し、2016年度末現在は9,187.6十億ル
ピーとなった。これは主として、貸付金純額、現金及び現金同等物並びに投資の増加に起因する。貸付金純額
は、2015年度末現在の4,384.9十億ルピーから12.6％増加し、2016年度末現在は4,937.3十億ルピーとなった。
投資は、2015年度末現在の2,743.1十億ルピーから4.3％増加し、2016年度末現在は2,860.4十億ルピーとなっ
た。現金及び現金同等物は、2015年度末現在の476.4十億ルピーから36.5％増加し、2016年度末現在は650.4十
億ルピーとなった。

 

現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、現金並びにインド準備銀行及びその他の銀行における預け金（短期通知でのコール
マネーを含む。）残高を含む。現金及び現金同等物は、2015年度末現在の476.4十億ルピーから2016年度末現
在には650.4十億ルピーに増加した。かかる増加は、主として短期通知でのコールマネー、インド国外の銀行
における預け金残高及びインド準備銀行における預け金残高の増加に起因するものであった。

 

投資

投資総額は、2015年度末現在の2,743.1十億ルピーから4.3％増加して2016年度末現在には2,860.4十億ル
ピーとなった。ICICIバンクの投資は、2015年度末現在の1,581.3十億ルピーから増加して2016年度末現在には
1,604.1十億ルピーとなった。これは主として、国債への投資、コマーシャル・ペーパー及びパススルー証書
への投資が増加したことに起因するが、社債及びディベンチャーに対する投資の減少により一部相殺された。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの投資は、2015年度末現在の984.3十億ル
ピーから2016年度末現在では1,023.3十億ルピーに増加した。関連負債を補う目的で保有する投資は、2015年
度末現在の747.8十億ルピーから2016年度末現在には753.0十億ルピーに増加した。関連負債を補う目的で保有
する投資以外の投資は、取引量の増加を受けて2015年度末現在の236.5十億ルピーから2016年度末現在には
270.3十億ルピーに増加した。これは主として国債、株式及び預金証書への投資が増加したことに起因する
が、社債及びディベンチャーに対する投資の減少により一部相殺された。

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの投資は、2015年度末現在の98.2十億ル
ピーから2016年度には112.8十億ルピーに増加した。これは主として取引量の増加を受けて国債及び株式に対
する投資が増加したことに起因する。
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ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッドの投資は、2015年度末現在の129.0
十億ルピーから2016年度には139.0十億ルピーに増加した。これは主として国債への投資が増加したことに起
因する。

当行のインド国債への投資総額は、2015年度末現在の1,334.2十億ルピーと比較して2016年度末現在には
1,436.8十億ルピーとなった。

ICICIバンクUKの投資は、主として社債への投資が増加したことに起因して、2015年度末現在の31.1十億ル
ピーから58.3％増加し、2016年度末現在には49.3十億ルピーとなった。ICICIバンク・カナダの投資ポート
フォリオは、2015年度末現在の29.2十億ルピーから5.2％増加し、2016年度末現在には30.7十億ルピーとなっ
た。

2016年度末現在、不良資産の売却に関連して資産再構築会社により発行された有価証券受領証に対する当行
の純投資残高は7.9十億ルピーであった。これに対して、2015年度末現在は、8.4十億ルピーであった。「－第
２－３　事業の内容－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅴ) 投資銀行業務－財務」も参照の
こと。

 

貸付金

貸付金純額は、2015年度末現在の4,384.9十億ルピーから12.6％増加し、2016年度末現在は4,937.3十億ル
ピーとなった。これは主として、個人向け貸付金が増加したことに起因する。

当行の貸付金純額は、2015年度末現在の3,875.2十億ルピーから12.3％増加して、2016年度末現在には
4,352.6十億ルピーとなった。ICICIバンクの個人向け貸付金純額は、2015年度末現在の1,664.4十億ルピーか
ら23.3％増加して2016年度末現在には2,027.9十億ルピーとなった。これは主として住宅ローン及び自動車
ローンのポートフォリオが増加したことに起因する。ICICIバンクの海外支店の貸付金純額は、米ドルベース
で2015年度末現在の15.1十億米ドルから6.0％減少し、2016年度末現在は14.2十億米ドルとなった。しかしな
がら、ルピーベースでのICICIバンクの海外支店の貸付金純額は、主に米ドルに対するルピー安の影響によ
り、2015年度末現在の941.2十億ルピーからわずかに減少し、2016年度末現在は938.1十億ルピーとなった。
ICICIホーム・ファイナンスの貸付金純額は、主に個人向け貸付が増加したことにより、2015年度末現在の
76.2十億ルピーから13.3％増加し、2016年度末現在は86.3十億ルピーとなった。

ICICIバンクUKの貸付金は、2015年度末現在の189.7十億ルピーから2016年度には209.1十億ルピーまで増加
した。この増加は、主として法人向け貸付の残高が増加したことに起因するが、外貨建転換社債のポートフォ
リオが満期到来により減少したことにより一部相殺された。

ICICIバンク・カナダの貸付金は、2015年度末現在の254.2十億ルピーから2016年度には295.5十億ルピーに
増加した。これは主として証券化された担保付住宅ローンのポートフォリオが増加したことに起因する。「－
第２－３　事業の内容－(2) 事業－(e) 貸付ポートフォリオ」も参照のこと。

 

固定資産及びその他の資産

固定資産とは、建物、家具及び備品、リース資産並びにその他の固定資産である。固定資産は、2015年度末
現在の58.7十億ルピーから48.4％増加し、2016年度末現在には87.1十億ルピーとなった。2016年度中、当行は
建物に関して再評価を行い、結果として28.2十億ルピーの評価益となった。その他の資産は、2015年度末現在
の597.7十億ルピーから増加し、2016年度末現在には652.3十億ルピーとなった。これは主として、繰延税金資
産及び抵当権実行を目的として取得した非銀行資産の増加に起因するが、外国為替取引及びデリバティブ取引
に係る時価及び受取債権の減少により一部相殺された。2016年度中、ICICIバンクは特定の借入人との負債性
資産スワップ取引に関する抵当権実行により17.2十億ルピーの固定資産を取得した。
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(ⅱ)　負債及び株主資本

以下の表は、表示された期日における負債及び株主資本の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

預金 3,859,552  4,510,774  8,525,363  16.9

借入金(1) 2,112,520  2,203,777  4,165,139  4.3

その他の負債(2) 1,416,616  1,498,348  2,831,878  5.8

少数株主持分 25,058  33,556  63,421  33.9

負債合計 7,413,746  8,246,455  15,585,800  11.2

普通株式資本 11,597  11,632  21,984  0.3

準備金及び剰余金(3) 835,449  929,475  1,756,708  11.3

負債合計
（資本及び準備金を含む。）

8,260,792  9,187,562  17,364,492  11.2
 
 

 

(1)　劣後債及び償還可能非累積的優先株式を含む。

(2)　2016年度において、予定配当金（配当税を含む。）32.9十億ルピー（2015年度については32.7十億ルピー）を含む。

(3)　未行使の従業員ストック・オプションを含む。

 

当行の負債合計（資本及び準備金を含む。）は、2015年度末現在の8,260.8十億ルピーから11.2％増加し、
2016年度末現在は9,187.6十億ルピーとなった。これは主として、預金及び借入金の増加によるものであっ
た。

 

預金

預金は、2015年度末現在の3,859.6十億ルピーから16.9％増加し、2016年度末現在は4,510.8十億ルピーと
なった。ICICIバンクの預金は、2015年度末現在の3,615.6十億ルピーから16.6％増加し、2016年度末現在には
4,214.3十億ルピーとなった。ICICIバンクの定期預金は、2015年度末現在の1,971.8十億ルピーから15.8％増
加し、2016年度末現在には2,283.3十億ルピーとなった。ICICIバンクの当座預金及び普通預金は、2015年度末
現在の1,643.8十億ルピーから2016年度末現在の1,931.0十億ルピーに増加した。普通預金は2015年度末現在の
1,148.6十億ルピーから16.9％増加し、2016年度末現在には1,342.3十億ルピーとなり、当座預金は2015年度末
現在の495.2十億ルピーから18.9％増加し、2016年度末現在には588.7十億ルピーとなった。海外支店における
預金は、米ドルベースで2015年度末現在の1.8十億米ドルから5.6％減少し、2016年度末現在には1.7十億米ド
ルとなり、ルピーベースでは2015年度末現在の112.5十億ルピーから2.2％減少し、2016年度末現在では110.0
十億ルピーとなった。

ICICIバンク・カナダの預金は、2015年度末現在の109.3十億ルピーから増加し、2016年度末現在は140.0十
億ルピーとなった。これは主として、定期預金が2015年度末現在の78.9十億ルピーから増加し、2016年度末現
在には101.9十億ルピーとなったこと、また当座預金が2015年度末現在の4.6十億ルピーから2016年度末現在に
は7.2十億ルピーに増加したことに起因する。

ICICIバンクUKの預金は、主に普通預金及び当座預金の増加により、2015年度末現在の142.8十億ルピーから
増加し、2016年度末現在は163.4十億ルピーとなったが、定期預金の減少により一部相殺された。

当行の定期預金総額は、2015年度末現在の2,133.9十億ルピーから増加し、2016年度末現在は2,462.8十億ル
ピーとなり、普通預金は、2015年度末現在の1,221.1十億ルピーから増加し、2016年度末現在は1,444.6十億ル
ピーとなった。2016年度末現在の預金は、当行の資金源泉（すなわち、預金並びに劣後債及び償還可能非累積
的優先株式を含む借入金）の67.2％を占めている。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(c) 資金調達」も

参照のこと。
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借入金

借入金は、2015年度末現在の2,112.5十億ルピーから4.3％増加し、2016年度末現在は2,203.8十億ルピーと
なった。ICICIバンクの借入は、2015年度末現在の1,724.2十億ルピーから1.4％増加し、2016年度末現在には
1,748.1十億ルピーとなった。これは主として、外貨建債券の借入、借換のための借入、外貨建定期マネー借
入が増加したことに起因するが、インド準備銀行からの流動性調整枠に基づく借入が減少したことにより一部
相殺された。海外支店の借入金純額は2015年度末現在の880.2十億ルピーから2.3％増加し、2016年度末現在に
は959.8十億ルピーとなった。

ICICIバンクUKの借入は、主に銀行間借入、債券による借入金及びシンジケートローンによる借入金の増加
により、2015年度末現在の71.5十億ルピーから2016年度末現在には98.7十億ルピーまで増加したが、レポ借入
の減少により一部相殺された。

ICICIバンク・カナダの借入は、主として担保付住宅ローンの証券化の増加により、2015年度末現在の133.8
十億ルピーから2016年度末現在では153.8十億ルピーに増加した。

ICICIバンク・ホーム・ファイナンス・カンパニー（ICICI Bank Home Finance Company）の借入は、主とし

て無担保債券による借入金の増加により、2015年度末現在の64.1十億ルピーから2016年度末現在では74.5十億
ルピーに増加した。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(c) 資金調達」も参照のこと。

 

その他の負債

その他の負債は主として、当行の保険子会社に関連する有効な保険に基づく負債及び配当税を含む予定配当
金で構成されている。その他の負債は、2015年度末現在の1,416.6十億ルピーから5.8％増加し、2016年度末現
在は1,498.3十億ルピーとなった。これは主として、当行の生命保険事業の有効な保険における負債が、2015
年度末現在の936.2十億ルピーから34.3十億ルピー増加して2016年度末現在には970.5十億ルピーとなったこと
並びに36.0十億ルピーの集合的偶発事象及び関連引当金の設定によるものであったが、外国為替取引及びデリ
バティブ取引に係る時価及び支払債券の減少により一部相殺された。

その他の負債には、2016年度において予定配当金（配当税を含む。）32.9十億ルピー（2015年度については
32.7十億ルピー）が含まれる。インドにおいて、１会計年度に対して宣言される配当は、通常、翌年度に支払
われている。当行は、2015年度の配当につき１普通株式当たり5.00ルピーとする旨宣言し、かかる配当は2016
年度に支払われた。当行は、2016年度の配当につき１普通株式当たり5.00ルピーとする旨宣言し、かかる配当
は2017年度に支払われた。

 

普通株式資本及び準備金

株主資本は、2015年度末現在の847.0十億ルピーから増加し、2016年度末現在は941.1十億ルピーとなった。
これは主として、利益から振り替えた準備金の年間価値の増加及び固定資産における再評価積立金の設定に起
因するが、当行が提案した2016年度の配当金により、一部相殺された。「－第６－１ 財務書類－連結財務書

表の一部を構成する附属明細書18－注記19」も参照のこと。

 

次へ
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(6)　オフバランスシート項目、契約債務及び偶発債務

(a)　外国為替及びデリバティブ契約

当行は、顧客による外国為替リスク及び金利リスクの移転、緩和又は軽減を可能にし、当行の金利及び外国為
替ポジションを管理するため、先物為替予約、オプション、スワップ及びその他のデリバティブ商品を用いてい
る。これらの商品は、貸借対照表に計上される資産及び負債の特定グループに関する外国為替リスク及び金利リ
スクを管理するために利用される。

以下の表は、表示された期日における外国為替及び金利デリバティブ契約の想定元本額を示したものである。

   （単位：百万）

 想定元本  貸借対照表上公正価値(1)

 ３月31日現在  ３月31日現在

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

金利商品                

　スワップ契約 4,361,764  4,825,926  6,118,473  11,563,914  15,838  19,289  3,795  7,173

　その他 116,734  53,847  65,252  123,326  280  (449) 150  284

金利商品総額 4,478,498  4,879,773  6,183,725  11,687,240  16,118  18,840  3,945  7,456

外国為替商品                

　先渡契約 3,035,674  3,770,911  4,446,642  8,404,153  (7,599) 1,534  (538) (1,017)

　スワップ契約 534,420  468,883  411,069  776,920  (340) 2,902  9,062  17,127

　その他 535,252  462,022  518,974  980,861  (2,013) (2,608) (2,131) (4,028)

外国為替商品総額 4,105,346  4,701,816  5,376,684  10,161,933  (9,951) 1,828  6,393  12,083
 
 

 

(1)　報告日におけるデリバティブ及び外国為替商品に対する値洗いの影響を示す。

 

2017年度末現在の金利商品の想定元本は、2016年度末現在には4,879.8十億ルピーであったのに対し、6,183.7
十億ルピーに増加した。2017年度末現在の金利デリバティブの信用エクスポージャーは、2016年度末現在には
79.4十億ルピーであったのに対し、78.5十億ルピーに減少した。2017年度末現在の外国為替商品の想定元本は、
2016年度末現在の4,701.8十億ルピーから、5,376.7十億ルピーに増加した。2017年度末現在の外国為替デリバ
ティブの信用エクスポージャーは、2016年度末現在には206.5十億ルピーであったのに対し、218.9十億ルピーに
増加した。

金利スワップにおいては、通常、スワップの想定元本をはるかに下回るスワップの受取金利と支払金利との差
額により生じる想定元本とキャッシュ・フローの交換を行わない。金利スワップ、通貨スワップ及び先物為替契
約の大部分は、顧客又は銀行間取引の相手方に対する２方向の価格の提供を伴うマーケットメーキングのための
契約である。これは、未済契約数の増加及びポートフォリオの想定元本総額の増加を引き起こす。例えば、顧客
との取引が、これに対応する他の契約者との間の契約によりカバーされている場合、ポートフォリオの想定元本
金額は２つの取引の合計となるが、市場リスク純額はゼロとなる。当行は、2017年度末現在、投資済クレジッ
ト・デリバティブ商品及び未投資クレジット・デリバティブ商品を保有していなかった。

 

(b)　証券化

当行は、主に（通常は信託として構成される）特別目的事業体を含む証券化取引を通じて個人向け貸付金を証
券化している。当行は、引続きサービシング代行業者として行為し、貸付金の証券化後も顧客関係を維持し、証
券化信託に移管されたこれら一連の貸付金に関するサービシング業務を行う。証券化取引は、与信強化型と非与
信強化型がある。インド準備銀行の正常先資産の証券化に関するガイドラインに従い、当行は、証券化による損
失については売却時に計上し、証券化による利益／プレミアムについてはインド準備銀行のガイドラインにより
規定される方法に基づく取引期間にわたって償却される。

当行は、発起人、流動性補完措置提供者、サービシング代行業者、与信強化提供者、保険引受人、優先支払人
等を含む、異なる法的資格及び異なる約因での契約の下、活動している。
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証券化取引における原資産からの超過金利スプレッドは、一般的に与信強化の提供に劣後する。超過金利スプ
レッドの対象の幅広さに加えて、当行は、別個の資格において、原資産の不履行によって生じ得るキャッシュ・
フローの不足を緩和するための外部の与信強化枠を提供する。かかる枠には、第一位若しくは主要なレベルの保
護であって、優先支払人の実質持分及び投資の度合いに応じた格付を獲得する第一位信用喪失に対する与信強化
が含まれる。また、当行は、第一位に続くレベルの保護であって、キャッシュ・フローのさらなる不足から受益
者を保護する第二位信用喪失に対する与信強化も提供する。当行は、当行が組成した証券化プールに係る与信強
化（第一位信用喪失及び第二位信用喪失に対する与信強化）並びに第三者が組成したプールに提供される保証
（第二位信用喪失に対する与信強化）を提供している。当行は、別個の資格において、流動性補完措置を提供す
るが、これは、特別目的事業体が直面する、原資産からのキャッシュ・フローの受領と投資家に対する支払いの
間のタイミングの違いの円滑化を促進するものである。流動性補完措置については、原資産からの将来のキャッ
シュ・フローに関する申立てが優先される。これは、優先支払人の申立てよりも優先される。

当行が組成した証券化プールに関して、第一位信用喪失及び第二位信用喪失に対する与信強化は、保証の形式
若しくは信託が運用する当座勘定における現金担保にて提供される。

当行が組成した証券化プールに関して、2017年度末現在の第一位信用喪失に対する与信強化残高総額は2.2十
億ルピーであり、第二位信用喪失に対する与信強化残高総額は1.8十億ルピーであった。第三者に提供された第
二位信用喪失に対する保証に関して、2017年度の残高は3.5十億ルピーであった。

当行のカナダ子会社は、国民住宅法の住宅ローン担保証券を発行し、また売出人としてカナダ担保付債券プロ
グラムに参加するために、自己組成及び／又は購入した（第三者が組成した）付保された住宅ローンに関する証
券化契約を締結した。国民住宅法の住宅ローン担保証券は、カナダ・モーゲージ・ハウジング・コーポレーショ
ン（Canada Mortgage and Housing Corporation）又は（通常はカナダ連邦政府により保証されている）認可を

受けた第三者の保険会社により付保された分割返済中の住宅ローンのプールにより担保されている。カナダ・
モーゲージ・ハウジング・コーポレーションにより導入されたカナダ担保付債券は、保証付、半年ごとの利付、
期限一括償還の債券である。カナダ担保付債券は、カナダ住宅基金（Canada Housing Trust）として知られる特

別目的基金により発行される。

カナダ担保付債券プログラムに基づき要求されるとおり、当行のカナダ子会社は、発行体として、プールにお
ける住宅ローンに関する未払いの元利金の支払いを、主要な支払人及び名義書換代理人に毎月送金することを約
束している。ICICIバンク・カナダはまた、プールに関する対応額がそれらにより受領及び回収されていない場
合でも、主要な支払人及び名義書換代理人に対し期日に支払いを行うことも約束している。2017年度末現在、か
かる証券化及び付保された住宅ローンの残高は、3.1十億カナダドルであった。

 

(c)　貸付コミットメント

当行は、顧客に対する貸付及び融資を行うため、現在、未払い及び未引出しのコミットメント取引を締結して
いる。これらの貸付コミットメント（資金を基盤としない設備についての代替可能な資金を基盤としたコミット
メントを含む。）総額は、2016年度末現在には1,498.9十億ルピーであったのに対し、2017年度末現在には
1,364.1十億ルピーであった。これらのコミットメントの大部分についての利息は、貸付金支払日における一般
的な貸出利率に左右される。貸付コミットメントはまた、特定の与信基準を維持する借入人の能力に依拠してお
り、満期日が指定されている。

 

(d)　資本コミットメント

当行は、多くの資本契約に基づく義務を負っている。資本契約は、締結された資本的性格の指示書である。資
本プロジェクトに計上されるべき未履行の推定契約残高は、2016年度末現在には6.1十億ルピーであったのに対
し、2017年度末現在には5.5十億ルピーに減少した。
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(e)　その他の契約上債務

以下の表は、2017年度末現在の一定の契約上債務を示したものである。

 （単位：百万ルピー（％の数値を除く。））

 期間別支払額

契約上債務  総額  １年未満  １－３年  ３－５年  ５年超

長期債務  1,588,337  293,736  501,119  284,606  508,876

定期預金  2,567,875  2,037,943  424,621  83,951  21,360

生命保険債務(1)  1,629,530  (51,705)  (181,343)  36,514  1,826,064

退職金債務(2)  16,518  1,779  3,269  3,327  8,143(3)

年金債務(2)  10,667  942  2,337  2,388  5,000(3)

オペレーティング・
リース債務

 2,195  455  785  601  354

保証(4)(5)           

　金融保証  388,779  285,721  68,216  22,638  12,204

　履行保証  631,185  371,748  177,326  60,375  21,736

総額  6,835,086  2,940,619  996,330  494,400  2,403,737
 
 

 

(1)　表示された額は、生命保険契約に基づく割引前キャッシュ・フローの見積額を示している。表示されたキャッシュ・フ

ローは、予測される給付支払（契約条件による受取保険料控除後）から構成される。給付支払に関連するキャッシュ・フ

ローは、死亡率及び投資回収といった要素に係る仮定に基づいて予測される。上記の表に含まれるキャッシュ・フロー

は、当該負債が割引価値で開示され、費用等のその他の契約以外のキャッシュ・フローの引当金を含むため、貸借対照表

において開示された2017年度末現在に発効した契約上の負債とは異なる。

(2)　保険数理上の仮定に基づく。

(3)　５年から10年までの流出見積額に基づく。

(4)　数値は、債務の最大額を示している。

(5)　契約上の満期に基づく。

 

(f)　長期債務

長期債務は、当初約定満期日までの期間が１年超の債務である。満期償還は、約定満期日又は保有者の選択に
より債務が償還可能となる日のいずれか早く到来する日に基づいている。長期債務の詳細については、本書に含
まれる当行の「－第６－１　財務書類－連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追加注記」に対する注
記３を参照のこと。

 

(g)　定期預金

定期預金は、固定満期の預金である。一般的に、預金者は、一定の解約手数料を条件として、満期前にいつで
も定期預金を引き出すことができる。
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(h)　生命保険債務

生命保険債務は、主として生命保険契約（ユニットリンク契約及び非ユニットリンク契約の両方を含む。）の
債務を含む。

ユニットリンク生命保険契約は、保険契約者が選択した投資資産におけるユニット（すなわち株式）の純資産
価値に応じて契約の解約払戻金が変動する契約である。ユニット債務は、評価日現在の各契約のユニットの純資
産価値に等しい。ユニットリンク保険契約の非ユニット債務及び非ユニットリンク生命保険契約の債務は、保険
料総額法（利率、死亡率、費用及びインフレについて仮定する。）を用いて、計算される。参加型契約に係る仮
定はまた、税務引当金及び株主への利益配分とともに、将来の賞与について行われる。これらの仮定は、不利な
変動を考慮して、評価日現在の慎重な見積りとして決定される。

 

(i)　退職金債務

当行は、退職金（規定の最低勤続期間の後に退職又は辞職する全従業員を対象とする確定給付退職制度）を提
供する。かかる制度は、当行での各従業員の給与及び勤続年数に基づき、退職又は定年時に、資格のある従業員
に一時金を支払う。

退職金給付は、行内基金又はインド生命保険公社及びICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カ
ンパニー・リミテッドが運用する個別の基金のいずれかを通じて、従業員に提供される。当行は、これらの基金
に対する拠出を通じて退職金債務の弁済について責任を負う。

 

(j)　年金債務

当行は、年金（繰延退職制度―旧マドラ銀行、サングリ・バンク及びバンク・オブ・ラジャスタンの一定の従
業員を対象とする。）を提供する。かかる制度は、これらの従業員に対して、退職時に月次年金支払を提供す
る。かかる支払いは、各従業員の当行での勤続年数及び適用ある給与に基づき、生活調整費を含む。旧マドラ銀
行、サングリ・バンク又はバンク・オブ・ラジャスタンに以前勤務していた従業員の年金基金は行内基金で運用
され、債務については保険数理評価により資金供給される。

一括保険契約に基づき、当行は、退職時に従業員のために、生命保険公社及びICICIプルデンシャル・ライ
フ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドから年金を購入する。これらの年金により、旧マドラ銀行、サ
ングリ・バンク及びバンク・オブ・ラジャスタンの退職した従業員に、年金を支払う。

 

(k)　オペレーティング・リース債務

当行には、主に不動産向けの長期オペレーティング・リースに基づくコミットメントがある。以下の表は、
2017年度末現在における、解約不能リースの将来の最小のリース料契約の概略である。

年度別リース料契約  （単位：百万ルピー）

2018年  455

2019年  410

2020年  375

2021年  350

2022年  251

2023年以降  354

最小リース契約総額  2,195
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(l)　保証

当行は、プロジェクト・ファイナンス及び商業銀行活動の一環として当行の顧客の事業要件を支援するために
銀行保証を提供してきた。保証は、顧客がその金銭債務又は履行義務を果たすことができなかった場合に当行が
支払うという取消不能の保証を表章している。金融保証とは、顧客が特定の金銭債務の支払いを怠った場合に第
三者の受益者に対して支払いを行う義務をいう。履行保証とは、顧客が金銭以外の契約上の債務の履行を怠った
場合に第三者の受益者に対して支払いを行う義務をいう。一般的に10年を超えない期間にわたり保証がなされ
る。銀行保証に付随する信用リスク及び業務リスクは、その他の種類の融資を受けていないファシリティに関す
る信用リスク及び業務リスクに類似している。当行は、顧客に対して適切なデュー・ディリジェンスを実施した
後に、保証契約を締結する。当行は、一般に、これらのファシリティを年間ベースで査定している。顧客のリス
ク構造が許容不能な範囲まで悪化した場合、当行は保証の満期時にその更新をしないことを選択するか、又は当
行のエクスポージャーを保護するために十分な追加担保を要求する可能性がある。保証額は、2016年度末現在の
1,091.8十億ルピーから6.6％減少し、2017年度末現在では1,020.0十億ルピーとなった。

以下の表は、表示された期日における残存保証額を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 年度末現在

 
2015年
(ルピー)

 
2016年
(ルピー)

 
2017年
(ルピー)

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

金融保証 461,262  460,968  388,779  734,792  (15.6)

履行保証 611,080  630,784  631,185  1,192,940  0.1

保証総額 1,072,342  1,091,752  1,019,964  1,927,732  (6.6)
 

 

金融保証は、2017年度末現在、当行の保証エクスポージャーの約38％を占めていた。かかる金融保証のうち、
約11％がリスク参加、シンジケーションを目的としてかつその他の貸付人に受益者として利益を与えるべく発行
され、これにより、当行の顧客がその他の貸付人からの信用援助又は信用補完を利用することが可能となる。残
りの金融保証は当行の顧客のその他の事業要件を支援するべく発行された（物品調達保証又は担保預金若しくは
現金預金に代わる保証）。履行保証は、2017年度末現在、当行の保証エクスポージャーの62％を占めていた。

実際に保証が必要な顧客の通常事業の例としては、以下のものが含まれる。すなわち、供給者から商品を調達
するための契約であって、顧客が商品を受領時に支払いを怠った場合に供給者に対して保証が提供されるもの、
事業計画の指し値の提示であって、顧客によって落札された場合に契約上の義務の履行を確保するために保証が
提供されるもの、顧客によって顧客の取引先に提供される物品・サービスに対する前払金であって、顧客が物
品・サービスを提供することをができなかった場合に事前の払い戻しを顧客の取引先に保証するために保証が提
供されるもの、保証金若しくは現金預金の代わりに提供される保証であって、そうでなければ顧客が証券取引
所、商品取引所、規制当局その他の機関において保持することが要求されるもの、又は、入札若しくはその他の
事業に関する契約に参加するために提供されるもの、貸付人のために保証が提供され、顧客の与信補強及び与信
強化を貸付人から受領することを可能にするものであって、かかる貸付人に対して支払いの保証が提供されるも
のが含まれる。

当行の顧客による保証条件の不履行時、受益者は保証の下で権利を行使することがあり、当行は受益者に対し
て支払いをする義務がある。銀行及び金融機関の中には当行の金融保証の受益者である銀行及び金融機関がいく
つか含まれるが、これにより顧客はこれらの銀行及び金融機関からの金融支援を受けることができる。当行の顧
客がかかる融資に関して義務を怠った場合には、銀行及び金融機関は保証に基づく権利を行使し、当行は受益者
に対して支払いを行う義務を負う。銀行及び金融機関に対して当行が支払い、かつ当行の顧客から回収できない
金額は、利益の認識、資産分類及び債権に対する引当金の設定に関するインド準備銀行の健全性規則の対象とな
る。

当行は、場合によっては、その保証による潜在的損失を補填するために利用可能な担保を有している。保証に
より実現される損失を補填するために当行が利用可能な現金及び定期預金による証拠金は、2016年度末現在には
78.7十億ルピーであったのに対し、2017年度末現在には85.7十億ルピーであった。その他の資産又は有価証券も
また、当行がこれらの保証による損失を補填するために利用可能である。

当行の関連機関は、2017年度末現在、８百万ルピーに達する額を保証している。
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以下の表は、2017年度末現在における保証に関する事業の復興を示したものである。

  （単位：百万ルピー）

細目  履行保証  金融保証

2016年４月１日現在の期首残高  630,784  460,968

追加：当事業年度中に発行された金額  229,548  331,607

控除：当事業年度中に満了／解約により終了した金額  (222,842) (358,880)

　　：当事業年度中に行使され支払われた金額  (6,305) (44,916)

2017年度末現在の期末残高  631,185  388,779

 

(7)　資金源

当行では、事業におけるリスク、格付機関、株主及び投資家の期待値並びに資本調達のために可能な選択肢を
考慮して、規制水準、現在及び将来の事業ニーズに応えるべく積極的に資本を管理している。その資本管理の枠
組みは、金融グループ並びに取締役会及びリスク管理委員会の管理下にあるリスク管理委員会によって管理され
ている。自己資本の評価及び査定は取締役会及びリスク管理委員会に定期的に報告されている。

 

(a)　資金の規制

インド準備銀行は、バーゼルⅢの導入についてインド準備銀行が行った暫定的なアレンジに従い、2013年４月
１日に効力が発生して適用され2019年３月31日まで段階的に実施される最終版のバーゼルⅢのガイドラインを発
表した。バーゼルⅢは、資本の質・統一性・透明性の改善、リスク対象範囲の強化、補完的レバレッジ比率の導
入、景気循環増幅効果（プロシクリカリティ）の減少、カウンターシクリカルバッファーの促進、並びにシステ
ミックリスク及び相互関連性への取組みに関する、資本構成の計測について規定する。

2017年度末現在、ICICIバンクは、普通株等Tier１最低資本比率を6.80％、Tier１最低資本比率を8.30％及び
最低自己資本比率合計を10.30％に維持するよう義務付けられていた。最低自己資本比率合計には、国内のシス
テム上重要な銀行として指定されている、当行の口座に係る1.25％の資本保全バッファー及び0.05％の資本追加
費が含まれる。バーゼルⅢに関するインド準備銀行のガイドラインの第１の柱に基づき、当行は信用リスクの査
定に関する標準化されたアプローチ、市場リスクの査定に関する標準化されたデュレーション法及び業務リスク
の査定に関する基本的指標アプローチに従う。
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(ⅰ)　非連結自己資本比率のポジション

以下の表は、インドGAAPに準拠し作成されたICICIバンクの非連結財務書類に基づき、インド準備銀行のバー
ゼルⅢに関するガイドラインに従って算出された、表示された期日における規制資本、リスク加重資産及びリス
ク・ベース資本比率を示したものである。

（単位：百万(％の数値を除く。)）

 バーゼルⅢに関するインド準備銀行のガイドラインによる

   年度末現在   

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年(1)
（円）

普通株等Tier１資本 789,594  858,394  1,622,365

Tier１資本 794,824  897,246  1,695,795

Tier２資本 215,127  189,409  357,983

資本合計 1,009,951  1,086,655  2,053,778

信用リスク（リスク加重資産） 5,263,179  5,266,988  9,954,607

市場リスク（リスク加重資産） 310,412  420,249  794,271

業務リスク（リスク加重資産） 497,535  560,780  1,059,874

リスク加重資産合計 6,071,126  6,248,017  11,808,752

普通株等Tier１リスク・ベース資本比率 13.0％  13.7％   

Tier１リスク・ベース資本比率 13.1％  14.4％   

Tier２リスク・ベース資本比率 3.5％  3.0％   

リスク・ベース資本比率合計 16.6％  17.4％   
 

 
 

 
(1) 2017年度末現在の財務報告において、予定配当は資本金から差し引かれたが、純資産からは控除されていない。

 

2017年度中に、資本金（控除前）は2016年度末現在の1,010.0十億ルピーから76.7十億ルピー増加し、2017年
度末現在には1,086.7十億ルピーとなった。これは主として、利益剰余金を含めたこと、34.3十億ルピーの追加
Tier１資本商品の発行、海外銀行子会社からの資本の本国送還及び保険子会社の保有株式の売却による子会社へ
の投資の控除の減少に起因するが、当行によるコール・オプションの行使における革新的永久負債証券の金額の
減少及びバーゼルⅢの適用除外の規則の適用による普通株式以外の資本の適格額の減少により一部相殺された。

信用リスクに関連するリスク加重資産は、2016年度末現在の5,263.2十億ルピーから2017年度末現在の5,267.0
十億ルピーへと3.8十億ルピー増加した。これは主に、オンバランスシート資産のリスク加重資産の149.9十億ル
ピーの増加によるものだが、オフバランスシート資産のリスク加重資産の146.0十億ルピーの減少により一部相
殺された。オフバランスシート資産のリスク加重資産は、2015年度末現在の1,063.3十億ルピーから2016年度末
現在に1,050.0十億ルピーへと減少したが、2017年度末現在には903.9十億ルピーへとさらに減少した。

市場リスクに関連するリスク加重資産は、2016年度末現在の310.4十億ルピーから2017年度末現在には420.3十
億ルピーへと109.8十億ルピー増加した。これは主に、固定利付債券及び株式投資のポートフォリオの増加によ
るものである。

業務リスクに関連するリスク加重資産は、63.3十億ルピー増加し、2016年３月31日現在の497.5十億ルピーか
ら2017年３月31日現在には560.8十億ルピーとなった。業務リスクの資本費は、過去３会計年度の総収入の平均
の15％に基づいて算出され、６月30日に１年ごとに改定される。リスク加重資産は、資本費に12.5を乗じた金額
である。
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(ⅱ)　連結自己資本

規制資本計算の連結は、インド準備銀行によって発行された連結健全性報告書の水準に沿った、ICICIバンク
及び子会社の連結財務書類に基づいている。規制資本計算の連結に関して考慮される事業体には、子会社、関連
会社及び当行のジョイントベンチャーであって、インド準備銀行の報告書のガイドラインで述べられているとお
り銀行及び金融的サービスの業務を遂行するものが含まれる。保険業務に従事する事業体及び金融サービスに関
連しない事業体は、自己資本計算の連結からは除外される。バーゼルⅢに関するインド準備銀行の定めるガイド
ラインに基づき、非連結保険及び非金融子会社における株式及びその他規制資本投資は、グループの連結規制資
本から控除される。

2017年度末現在、インド準備銀行の定めるバーゼルⅢに関するガイドラインに基づく当行の連結レベルのリス
ク・ベース資本比率合計は、現在の要件がそれぞれ、普通株等Tier１最低資本比率が6.80％、Tier１最低資本比
率が8.30％、最低自己資本比率合計が10.30％であるのに対し、普通株等Tier１リスク・ベース資本比率が
13.8％、Tier１リスク・ベース資本比率が14.4％、リスク・ベース自己資本比率合計が17.3％であった。

 

(b)　資本の内部査定

当行の資本管理枠組みは、当行が規制上の基準、現在及び将来の事業ニーズ並びにストレスに関する事態への
対応を一定の計画対象期間にわたって満たすために、適切な資本レベルの決定に必要な自己資本充実度に関する
年度ごとに遂行される包括的な内部評価プロセスを有している。自己資本充実度に関する内部評価プロセスは、
銀行単独及び連結グループのレベルの双方において形成されている。自己資本充実度に関する内部評価プロセス
は、４年間の計画対象期間中の資本計画、重要なリスクの特定及び査定並びにリスクと資本の間の関係を網羅す
るものである。

資本管理枠組みは、重大なリスクの包括的査定を含むリスク管理枠組みによって補完される。資本及びリスク
管理枠組みの主要な側面であるストレス・テストは、リスクの特性及び資本基盤に対する、通常ではなく不測の
事態の影響についての見識を提供する。当行の取締役会の承認を受けたストレス・テスト構造に基づき、当行
は、当行の様々なポートフォリオについてストレス・テストを行い、現在及び将来の期間における当行の資本比
率に対する影響及び当行の資本バッファーの充実度を評価する。当行は、ストレスに関する事態が重要なリスク
をとらえ、市況の結果生じ得る不測の市場の動向を反映するために定期的にストレス・テストを評価及び改良す
る。ICICIバンクの事業体の事業及び資本計画並びにストレス・テストの結果は、自己資本充実度に関する内部
評価プロセスに統合される。

自己資本充実度に関する内部評価プロセスに基づいて、当行は維持されるべき資本レベルを以下の事項を統合
的に考慮することによって決定する。

・戦略的焦点、事業計画及び成長目標

・インド準備銀行のガイドラインに沿った規制上の資本の要求

・重大なリスクの査定及びストレス・テストの影響

・子会社への投資及びディスインベストメントに関する将来的な戦略

・インド準備銀行によって時折認められる、資本を国内から国外へ調達する選択に関する評価

当行は関連する進捗の監視を継続しており、現行の強固な自己資本比率及び明示された国内外の資金調達記録
へのアクセス履歴をもって、引続き事業を成長させる一方で、法令により要求される資本の必要レベルを維持す
ることが可能になると考える。

 

(8)　流動性リスク

流動性リスクは、期限の到来に際し、利用可能なキャッシュ・フローを通じて、又は資産の公正価値での売却
を通じて、財務上の義務を果たすことができないことから生じた、現在及び将来のリスクである。これには、適
切な満期時において資産ポートフォリオの資金調達価格が予想外に上昇するリスク及び時宜を得た合理的な価格
でのポジションの清算ができないリスクが含まれている。

流動性管理の目的は、当行において、日々の業務又は財政状態のいずれにも悪影響を与えずに、予想される現
在及び将来のキャッシュ・フロー及び担保の需要並びに予想外の現在及び将来のキャッシュ・フロー及び担保の
需要の双方を効果的に満たすための体制を常に確保することである。
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当行の追加的な資金調達需要の多くは、主に銀行間預金を含む預金の形式で短期資金源を通じて賄われる。た
だし、当行の大部分の資産（主に当行のコーポレート・ファイナンス及びプロジェクト・ファイナンス並びに貸
付ポートフォリオ）が、中期性又は長期性のものであり、資金供給の不整合が生じる可能性がある。当行は、そ
の顧客の借入需要に応えるとともに、当行の預金者及び債権者の要求に常に対処するため、当行の流動性ポジ
ションを積極的に監視し、適切な流動性の維持に努めている。

当行は、最適な流動性管理を行うため、情報の連続的な伝達及び組織における資金調達部門と借入部門との間
の活発的な情報交換を確立することを目指している。流動性管理は他の隔離したグループの責任下にある。当行
は、インド準備銀行に対し国内業務に関するルピーのギャップ報告書を隔週に提出することが要求されている。
インド準備銀行のガイドラインに従い、流動性ギャップ（マイナスの場合）は、１日、７日以内、14日以内及び
30日以内に該当する時間区分では、それぞれ、累積アウトフローの5.0％、10.0％、15.0％及び20.0％を超えて
はならない。当行は毎日、海外業務について満期ギャップ分析、国内業務についてルピー建ての帳簿を作成して
いる。当行の静的ギャップ分析はさらに、負債による調達を担当する部署が短期資金ニーズに対する正しい評価
を得られるよう、短期のキャッシュ・フローの動態分析によっても補完されている。さらに当行は、特定の流動
性比率を隔週ベースで監視している。当行は、2015年１月１日から適用される流動性カバレッジ比率も監視して
いる。当行は、危機管理計画を整えて有しており、かかる計画を通じて当行は潜在的な流動性の課題を示唆する
重要な指標を監視し、これにより十分な流動性を確保するために必要な措置を講じることができる。

当行は、資金需要に柔軟に対応するため、多様な流動性の資金源を保持している。インドにおける資金は主に
個人預金者及び法人預金者からの預金の受入れにより供給されている。預金は、短期銀行間市場での借入及び債
券発行により増加させることができる。当行は、インド準備銀行から提供された短期の資金調達方法である流動
性調整枠及び限界常設ファシリティを有している。当行は、一般的に流動性需要を満たすために即座に売却され
る優良流動性証券の多大なポートフォリオを保持している。当行はさらに、銀行間市場での短期ベースの借入に
より、流動性を管理することができる。銀行間市場において重要な翌日物市場は、不安定な金利の影響を受けや
すい。これらの金利は時に、最高値100.0％以上に達したことがある。こうした不安定な資金調達への依存を抑
えるために、当行の流動性管理政策は、かかる市場における借入及び貸付の１日当たりの基準を規定した。当行
の１日当たりの借入はインド準備銀行による規定よりも保守的なものとなっている。ICICIセキュリティーズ・
プライマリー・ディーラーシップは、当行と同様に、資金調達の一部について、銀行間翌日物市場に依存してお
り、不安定な金利と同様のリスクにさらされている。ただし、プライマリー・ディーラーであるICICIセキュリ
ティーズ・プライマリー・ディーラーシップは、インド準備銀行による流動性調整枠及び常設流動性補完措置に
アクセスすることができる。

当行の総流動資産は、現金、当方勘定、翌日物その他の短期金融市場募集、国債及び短期国債（準備金要件に
適格な投資（買戻契約による借入金純額の控除後）、流動性調整枠及び限界常設ファシリティを含む。）、社債
（AA以上の格付のもの）並びにコマーシャル・ペーパー、預金証書及びミューチュアル・ファンド投資といった
その他の短期金融投資から構成されている。当行は、流動資産純額を決定するために、これらの資産から当行の
短期金融市場借入（30日以内に満期が到来する借入）を控除する。

当行は、インド準備銀行が課した法定準備金要件に従って要求される形の当行の要求払い預金及び定期預金の
大部分を維持している。インド準備銀行は、インドの銀行に適用される現金準備率を規定しており、これによ
り、当行は、インド準備銀行に預託された現金残高としての要求払い預金及び定期預金の平均比率を14日間以上
維持する義務がある。2017年度末現在、現金準備率要件の比率は4.00％であった。さらに、現金準備は、14日間
の報告期間のいかなる日においても、要求される現金準備率の90％を下回ってはならない（2016年４月16日か
ら）。

インド準備銀行はまた、インドの銀行に適用される法定流動性比率を規定しており、これにより、当行は、一
定の規定された投資において要求払い預金及び定期預金の一定の比率を維持する義務がある。2017年度末現在、
法定流動性比率は20.5％であった。当行は、一般的に、法定流動性比率を超える法定流動性比率適格証券を保有
している。法定流動性比率適格証券には、現金、金又は承認された無担保の証券が含まれる。

当行の様々な海外支店において、一定の準備金が、現地規制に従って維持されている。当行は、2017年度にお
いて、かかる現地の準備金要件を遵守していた。
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2014年６月９日、インド準備銀行は、流動性カバレッジ比率、流動性リスク監視手段及び流動性カバレッジ比
率開示基準を含む流動性基準に関するバーゼルⅢの枠組みについての最終ガイドラインを発表した。流動性カバ
レッジ比率は、30日間続く深刻なストレス・シナリオを乗り切るために適切な質の高い流動資産を確保すること
により、潜在的な流動性危機からの銀行の短期的な回復を促進する。ガイドラインにより、流動性カバレッジ比
率要件は、2015年１月１日より適用される。そして、その最低要件は2015年１月１日より60.0％で始まり（現
在、最低要件は80.0％である。）、今後も段階的に均等に引き上げられ、2019年１月１日に100.0％に達する。
インド準備銀行のガイドラインにより、2016年１月１日以降、流動性カバレッジ比率は、インドの銀行に対し連
結ベースで適用可能となっている。当行は、インド準備銀行のガイドラインにより、2015年１月以降、流動性カ
バレッジ比率を毎月計算している。2017年３月31日に終了した３ヶ月間の日次の数値に基づく当グループの流動
性カバレッジ比率は、95.9％であった。

ICICIバンクは、法定流動性比率及び現金準備率要件の他に、流動資産を維持している。2017年度中、当行
は、これらの規制要件により適正な準備金を維持していた。

以下の表は、ICICIバンクの平均流動資産及び貸借対照表日現在の流動資産の構成項目を示したものである。

     （単位：十億）

 
2016年３月31日
現在（ルピー）

 
2017年度隔週
平均（ルピー）

 
2017年３月31日
現在（ルピー）

法定流動性比率適格投資証券及びその他の国債
（控除：買戻契約による借入金、流動性調整枠及び
担保付借入金）

1,091.2  1,167.5  1,129.4

中央銀行残高及びその他の銀行の当座勘定 299.8  270.2  331.7

その他流動資産 471.6  321.7  559.0

総流動資産 1,862.6  1,759.4  2,020.1

（控除：短期借入金） -  3.5  0.5

流動資産純額 1,862.6  1,755.9  2,019.6

 

ICICIバンクは、2016年度末現在の1,862.6十億ルピーに対し、2017年度末現在には合計2,019.6十億ルピーの
流動資産純額を保有していた。2017年度において、当行は、1,755.9十億ルピーの隔週平均流動資産純額を保有
していた。上記の流動資産純額に含まれる額に加えて、2017年度末現在、当行はまた、2016年度末現在の42.7十
億ルピーに対し、合計42.4十億ルピーのその他の固定利付非国債証券を保有していた。

現地規制に従って、当行の海外支店のいくつかは、他のグループ事業体と「正味借入」状態を維持することが
義務付けられている。すなわち、かかる海外支店は、一定の金額について正味借入人になることができる。した
がって、かかる「正味借入」要件を超過して維持される流動性は、他のグループ事業体においてのみ利用するこ
とができる。2017年度末現在、かかる当行の海外支店は、75.9十億ルピー（相当額）の流動資産純額を保有して
おり、当行の流動資産純額合計の2,019.6十億ルピーに含まれる。

当行はまた、その他の確実な流動性の資金源を利用することができる。インド準備銀行は、流動性調整枠及び
限界常設ファシリティを通じて、金融政策を行い、インドの銀行システムの流動性を管理する目的で、銀行との
買戻条件付取引及び逆買戻条件付取引を行う。インド準備銀行は、固定金利買戻契約、固定金利逆買戻契約及び
限界常設ファシリティに適用される金利を規定しており、それぞれレポレート、リバースレポレート及び限界常
設ファシリティレートとして知られている。さらに、インド準備銀行は、変動金利買戻し、逆買戻競売、競争入
札によるものに対する金利を実施する。2017年度末現在、インド準備銀行のレポレート、リバースレポレート及
び限界常設ファシリティレートは、それぞれ6.25％、5.75％及び6.75％であった。流動性調整枠及び限界常設
ファシリティは、１年中利用可能である。限界常設ファシリティの下では、銀行は、法定要件を超えて保有する
適格証券に加え、14日間を２回遡った末日現在のそれぞれの普通預金及び定期預金の純額の2.0％を上限とし
て、翌日物借入をすることができる。さらに、その他の市場の相手方との買戻条件付取引の流動性市場が存在す
る。銀行は、法定要件を超えて保有する法定流動性比率適格証券に対して、インド準備銀行又はその他の市場の
相手方との買戻条件付取引を行うことができる。

2017年度末現在、ICICIバンクは、流動性調整枠及び限界常設ファシリティを通じてインド準備銀行から借入
可能な403.9十億ルピーの国債を保有していた。
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インド準備銀行は、金融政策を実施するために、流動性調整枠及び限界常設ファシリティを利用する。インド
準備銀行は、流動性調整枠を留保し、又はインドの銀行が全銀行の比例基準でいつでも流動性調整枠により利用
できる額を引き下げる権利を有する。かかる政策変更は、これらの枠の運用に影響を及ぼし、当行を含むインド
の銀行のこれらのファシリティの利用を制限する可能性がある。インド準備銀行は、翌日物流動性調整枠を通じ
て、流動性の供給を普通預金及び定期預金の純額の一定の比率に制限し、様々な満期の定期買戻契約を通じて、
徐々に流動性が供給されている。2017年度末現在、翌日物流動性調整枠を通じた流動性の供給は、銀行の普通預
金及び定期預金の純額の0.25％が上限であった。

海外業務について、当行は明確な借入プログラムを有している。支店を通じて借入金を合理的な費用で最大化
するためには、異なった市場及び通貨における流動性が目標とされる。大規模な借入は、債券発行、銀行からの
シンジケートローン、金融市場からの借入及び銀行間相互貸付の形で行われる。当行はまた、購入者の与信及び
その他の取引資産に対してその他の銀行からの借換を行う。輸出信用機関の基準を満たす貸付については、これ
らの機関との間で締結された契約どおりに借換が行われる。当行はさらに、各受入国の整備された規制の枠組み
に従い、個人向け預金の債務を集めている。

ICICIバンクは、その海外支店における借換のニーズに対応するために、かかる借換の時期における現行のス
ワップ・レート及び為替レートに基づく比較的高い費用によるものではあるが、インドにおけるそのルピーの流
動性を利用することができる。当行は、2016年８月（当初満期は３年）、2016年９月（当初満期は３年）、2016
年10月（当初満期は３年）、2016年12月（当初満期は５年）及び2017年３月（当初満期は5.5年）の米ドル建債
券、2016年７月（当初満期は３年）及び2016年９月（当初満期は３年）の香港ドル（HKD）建債券、並びに2016
年12月（当初満期は５年）日本円（JPY）建債券の発行を通じ、729百万米ドル相当を調達した。当行の債券発行
並びにその他の金融機関及び輸出信用機関からの貸付の条件には、クロスデフォルト条項、当行が他の事業体と
統合又は合併するその能力に対する制限及びかかる債券若しくは貸付を期限前に償還又は返済する当行の能力に
対する制限が含まれる。Tier１資本又はTier２資本に含まれる対象となっている劣後債発行の条件には、損失が
生じた場合又は資本の欠損が生じた場合に利息の支払いを停止し、満期日又は特定のコール・オプション期日で
あっても、インド準備銀行の事前の承認なく、償還の差止めを行うことが含まれている。当行は現在、借入の条
件により債務不履行とみなされるような当行の借入に関する重要な条項には違反しておらず、また今後も違反し
ない予定である。

信用、市場及び業務リスクの管理の成功は、格付機関による信用格付の評価に影響を与えるため、当行の流動
性の管理において考慮すべき重要な事項である。格付機関は、いつでも格付の格下げを行うことができ、又は格
下げの意向を示すことができる。

格付機関はまた、当行の格付の取下げを決定することができ、これは当行の格付の格下げと同じ効果を有する
可能性がある。当行の格付の格下げ（又は格付の取下げ）は、当行の借入費用を増加させ、資本市場の利用を制
限し、当行の商品を販売若しくは売り込む能力に悪影響を及ぼし、事業取引（特に長期取引）及びデリバティブ
取引を行い、又は当行の顧客をつなぎとめる可能性がある。「－４　事業等のリスク－(1) インドに関するリス

ク並びにその他の経済リスク及び市場リスク－(c) 国際的な格付機関によるインドの債券の格下げは、当行の事

業、流動性並びに当行株式及び米国預託株式の価格に悪影響を及ぼす可能性がある。」も参照のこと。

当行の国内業務に関して、当行は、想定内及び想定外の借入要件を満たすために、インド準備銀行との買戻取
引の形の、又は集中型の決済相手方であるインド・クリアリング・コーポレート・リミテッドを通じて、又は市
場の相手方との間で、法定流動性比率適格証券に対して、担保付借入を行う可能性がある。一般的に、かかる貸
付に付与された担保の市場価額は、貸付額を上回り、ヘアカットといわれる。インド準備銀行は、それらから借
り入れたすべてのかかる証券のヘアカットを規定している。インド・クリアリング・コーポレート・リミテッド
を通じて決済される商品による借入の場合、買戻条件付／担保貸付及び借入債務に基づく担保の価額は、イン
ド・クリアリング・コーポレート・リミテッドが規定したヘアカットの適用後、算出される。さらに、インド・
クリアリング・コーポレート・リミテッドの担保貸付及び借入債務のセグメントのメンバーはまた、いかなる時
点においても、原担保の価額の下落に対する緩衝材となる借入／貸付債務に関して証拠金の提供を維持する義務
を負う。当行は、必要な場合は追加の担保要件を満たすために、当行の勘定に十分な有価証券を保有しており、
システム及び手続は、取引の円滑な決済をもたらす、当行の主要有価証券の総勘定元帳の勘定、買戻条件付構成
有価証券の総勘定元帳の勘定、インド・クリアリング・コーポレート・リミテッドの有価証券の保証基金／担保
貸付及び借入債務の証拠金勘定において、十分な残高を確保するために実施されている。
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さらに、緊急要件の場合、追加の有価証券が、T+0の基準で、当行の有価証券の保証基金／担保貸付及び借入
債務の証拠金勘定に移管される可能性がある。買戻条件付社債の場合、有価証券の価格は、原有価証券の信用格
付に応じてインド準備銀行が規定する最低ヘアカットの適用後、算出される。当行はまた、そのために証拠金債
務に貢献する必要のある、国債の無条件取引及び買戻条件付取引、外国為替取引、金利及び通貨のデリバティブ
の決済について、重要な相手方と取引を行っている。当行は、信用状、スタンドバイ信用状、銀行保証及びアン
ファンデッド型リスク参加契約に基づく当行の外部信用格付の格下げの場合、追加担保を差し入れる義務を負う
こととなる。

海外支店業務に関して、一般に、担保要件は、証拠金の修正を受ける借入残高を有する銀行に適用され、その
結果の担保預金は、基本買戻契約（GMRA）により管理される。特定のクレジット・サポート・アネックスは、限
界の信用格付又は信用格付の格下げに基づく信用リスクを軽減するために、スワップの相手方との「資金不足」
のデリバティブ取引のために、相手方に担保の差入れ／譲渡を義務付ける条項を有する。当行は、当行の信用格
付の格下げ及び借入契約の一環としての一定の財務制限条項の限界の違反に関連して、制限条項を受け入れるた
めの資産負債管理委員会が承認した枠組みを有しており、ストレス・シナリオは、格下げの制限条項違反による
アウトフローの可能性に関連して策定されている。

現在ドラフト段階である、バーゼル銀行監督委員会及びインド準備銀行により公表された中央清算されないデ
リバティブ取引に係る証拠金規制案に基づき、デリバティブ取引は証拠金の修正の対象となり、その結果の担保
預金はクレジット・サポート・アネックスにより管理される。海外支店業務に関して、当行は、担保の維持を要
求する相手方との間のクレジット・サポート・アネックスを締結していない。一方で、国内業務に関しては、当
行は、当行に担保の差入れ／譲渡を義務付けるクレジット・サポート・アネックスを、特定の銀行間取引の相手
方と締結している。

当行には、当行の信用格付の格下げがなされた場合に影響を受ける一定の借入金がある。当該借入金の合計額
は、2017年度末現在で当行の借入金総額の約３％に相当する。国際的な格付機関が当行の信用格付を１段階以上
格下げした場合、当行は、これらの借入金に対してより高い金利を支払わなければならなくなる。流動性の影響
は、隔週ベースで監視され、半年ごとに関連する委員会に報告される。国際債券市場のボラティリティーは、当
行の国際的な借入を制約する可能性がある。

全般的な流動性のニーズに応じるために当行の英国及びカナダにおける子会社によって維持されている流動性
の利用に対する制限が存在する。カナダの金融機関監督庁は、単一の事業体又は関連事業体グループに対する信
用エクスポージャーにつき、Tier１資本及びTier２資本（カナダの規制に基づき定められる。）に係る100％の
制限を規定した。ICICIバンク・カナダ及び当行のカナダの子会社は、ICICIバンクに対するエクスポージャーに
関するものを除いて、内部的にこの信用エクスポージャーの上限を、金融機関監督庁により規定された制限の
25％に定めた。2016年度において、ICICIバンク・カナダは、単一の事業体（ICICIバンクを含む。）に対する規
制上及び内部のエクスポージャーに対する制限の両方を遵守していた。

英国の既存の規制ガイドラインに基づき、ICICIバンクUKは、個別の相手方（又は関連する相手方のグルー
プ）に対するエクスポージャーにつき、資本金の25％とする制限に服する。資本金は、適格性のあるTier１資本
及びTier２資本から、バーゼルⅢのガイドラインに基づく控除額を差し引いた額として計算される。ICICIバン
クUKは、2017年度末現在には616百万米ドルの資本金を有しているため、154百万米ドルの制限が課されることと
なる。また、ICICIバンクUKは当行内のエクスポージャー集中を管理するための各種の内部制限を規定する。測
定されるリスク集中の主要パラメーターには、部門別エクスポージャー、カントリー・エクスポージャー、格付
区分に基づくエクスポージャー、商品固有のエクスポージャー、カウンターパーティー・エクスポージャー及び
大口エクスポージャーが含まれる。

健全性規制機構は、2015年６月、資本要件に関する新政策声明を発表したが、これは流動性及び資金調達の監
督リスクに対する健全性規制機構の手法に関する監督声明により補足された。この新ガイドラインは、2015年10
月１日から適用された。同ガイドラインにより、銀行は、2014年10月に欧州銀行監督機構が発表した委任法令に
規定される方法により、第１の柱の流動性要件として、2015年10月１日から80％で、流動性カバレッジ比率を維
持する義務を負う。流動性カバレッジ比率要件は、2017年１月１日から90％に増加され、2018年１月１日以降は
100％へと増加される予定である。さらに、健全性規制機構は、暫定的な第２の柱の手法を採用し、これには、
当行向けの既存の個別流動性指針に規定される追加額のために、銀行が質の高い流動資産を保有することが規定
されている。これらの追加額は、流動性カバレッジ比率において把握できない特定のリスクのためのものであ
る。ICICIバンクUKは、規定されたレベル以上の流動性カバレッジ比率を維持している。
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2014年11月、金融機関監督庁は、カナダの銀行に対する流動性カバレッジ比率要件を取り入れるために、流動
性十分性要件を改正した。同要件は、銀行が、30暦日の流動性ストレス・シナリオの流動性ニーズを満たすため
に、現金又は民間市場において少しの価値の損失で若しくは全く価値の損失なしで現金に換金できる資産から成
る担保に差し入れられていない質の高い流動資産の十分な在庫を有することを要求している。基準は、金融スト
レスの状況がない限り、質の高い流動資産の純キャッシュ・アウトフロー総額に対するカバレッジ比率の値が
100％以上であることを要求している。金融機関監督庁は、カナダの各銀行が、銀行の流動性管理システム全体
内で流動資産の役割を統合及び定義し、流動資産保有の最低目標を設定する内部流動性方針を持つと予想してい
る。ICICIバンク・カナダは、その取締役会が承認する流動性管理方針及び市場リスク管理方針を有している。
これらの方針により、ICICIバンク・カナダは、「30日以内」の満期バケットにおける流出純額を補填するため
に、顧客の負債の一定の割合を流動資産で維持し、十分な流動性を維持する義務を負う。これらの制限は、
ICICIバンク・カナダの資産負債管理委員会により、少なくとも毎月監視されている。ICICIバンク・カナダは、
2017年度を通して、これらの要件を遵守していた。さらに、資産及び負債並びに正味資金の満期パターンの詳細
を含む正味累積キャッシュ・フローの情報は、金融機関監督庁へ毎月共有されている。

 

(9)　設備投資

以下の表は、表示された期間における有形固定資産別の設備投資に関する情報を示したものである。

 （単位：百万）

 2015年度

 
2014年度末
現在の原価

 増加／移転  除却／移転  減価償却  
2015年度末現在の

純資産

 (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (円)

建物 47,929  4,465  (629)  (12,258)  39,507  74,668

その他の固定資産（家具
及び備品を含む。）

50,802  7,519  (3,049)  (38,393)  16,879  31,901

リース資産 17,299  -  -  (14,973)  2,326  4,396

合計 116,030  11,984  (3,678)  (65,624)  58,712  110,966

 

 （単位：百万）

 2016年度

 
2015年度末
現在の原価

 増加／移転  除却／移転  減価償却  
2016年度末現在の

純資産

 (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (円)

建物 51,765  29,610 (1) (724)  (13,359)  67,292  127,182

その他の固定資産（家具
及び備品を含む。）

55,272  7,510  (3,215)  (42,139)  17,428  32,939

リース資産 17,299  -  -  (14,885)  2,414  4,562

合計 124,336  37,120  (3,939)  (70,383)  87,134  164,683
 
 

 

(1) 28.2十億ルピーの準備金により得られた評価益を含む。
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 （単位：百万）

 2017年度

 
2016年度末
現在の原価

 増加／移転  除却／移転  減価償却  
2017年度末現在の

純資産

 (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (ルピー)  (円)

建物 80,650  8,050 (1) (607)  (14,750)  73,344  138,620

その他の固定資産（家具
及び備品を含む。）

59,567  7,487  (3,215)  (46,218)  17,621  33,304

リース資産 17,300  -  (395)  (14,490)  2,415  4,564

合計 157,517  15,537  (4,217)  (75,458)  93,380  176,488
 
 

 

(1) 3.0十億ルピーの準備金により得られた評価益を含む。

 

固定資産の原価は、主に2016年度中の建物等の再評価に関する28.2十億ルピーの利益に起因して、2015年度末
現在の124.3十億ルピーから、2016年度末現在では157.5十億ルピーへと増加した。

 

(10)　担保管理

(a)　概観

当行は、与信枠を確保するために借入人若しくは第三者によって当行に提供された資産又は権利について担保
を設定する。当行は、借入人／債務者の債務を担保として提供された資産／契約の観点から、担保権者としての
権利を持つ。当行は、担保に関する原書類において、担保に関して若しくはその他の与信強化に関して、相手方
の債務不履行の際に直ちに財産を清算し、保持し、又はかかる担保を法律上占有する権利を含む適切な権利が規
定されることを保証する。当行はまた、当行に対して担保として提供された資産について、当行のエクスポー
ジャーの期間、適切な保険を保持する努力をする。当行は、担保の価値を定期的に監視する。

 

(b)　担保の評価

当行は、定期的に商業ローンの担保価値を更新する内部的な枠組みを有している。通常、商業ローンに関して
は、担保として所有されている動産の価値は毎年更新され、担保として所有されている不動産の価値は３年ごと
に更新される。

 

(c)　当行が保有する担保の種類

当行は、商品の種類及び相手方のリスク構造に基づいて各々の機関に対して適切な担保を決定する。法人顧客
及び中小企業顧客に対する融資の場合、通常、固定資産が長期貸付についての担保とされ、流動資産が運転資金
融資についての担保とされる。プロジェクト・ファイナンスについては、借入人の資産の担保及び原プロジェク
ト契約の譲渡が通常行われる。さらに、株式質権、現金担保、エスクロー契約に基づく債権手数料及び保証も追
加的担保とされる場合がある。

個人向け商品については、担保がそれぞれの商品に関する商品方針に明記される。住宅ローン及び自動車ロー
ンについては、融資対象の不動産／自動車によって担保される。融資が認可された際に、選任された査定機関に
よって財産の査定が遂行される。

当行はまた、主に株式、特定証券、倉庫商品及び貴金属等の担保に基づく商品を提供する。これらの商品は承
認された商品指針に沿う形で提供されるが、かかる指針には担保、査定及び信用購入の種類が含まれる。

当行は、デリバティブ、クレジットカード及び個人ローン等の特定の商品のための無担保の融資を顧客に対し
て提供する。無担保の融資枠に関する限度については、当行の取締役会が承認する。

それぞれの取引に関する担保の種類及び分量についての決定は、取締役会に承認された信用承認許可どおり
に、信用承認機関によってなされる。承認済みの商品指針どおりに提示された融資枠に関しては、かかる指針に
沿って担保がなされる。
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(11)　重大な変化

 

本書に別段記載されている事項を除き、本書に含まれる2017年度の連結財務書類の日付以降、当行において重大
な変化は発生していない。

 

(12)　セグメント収益及び資産

 

インド準備銀行は、「セグメント報告」に関するガイドラインにおいて、インドの銀行の事業情報の開示のため
に、特定の事業セグメント及びそれらの定義を規定している。

2017年度の連結セグメント別報告は、インド準備銀行が指定し規定するセグメントに基づき、以下のとおり表示
されている。

 

・　個人向け銀行セグメント

当行のエクスポージャーを含んでおり、当該エクスポージャーは、インド準備銀行のバーゼルⅢに関するガ
イドラインに規定される「規制上の個人向けポートフォリオ」の４つの適格基準を満たしている。これらの基
準は、以下のとおりである。

(ⅰ)　オリエンテーションに関する基準：

個人（個人、ヒンドゥ教徒同族会社、信託、パートナーシップ、非公開有限責任会社、公開有限責任
会社、協同組合等に限定されない。）及び中小企業に対するエクスポージャーは、「個人向け」に分類
される。小企業は、３年間における年間平均取引高が500百万ルピー未満のものと定義されている。

(ⅱ)　商品に関する基準：

すべてのエクスポージャーは、以下のいずれかの形によるものとする。

・　リボルビング・クレジット及び与信枠（当座貸越を含む。）

・　期限付貸付金及びリース（例えば、割賦払いの貸付金及びリース、学生ローン並びに教育ローン
等）

・　中小企業向け与信枠及びコミットメント

(ⅲ)　個人向けエクスポージャーの低値：

１つの取引相手方に対する個人向けエクスポージャーの総額の上限額は、絶対許容限度額である50百
万ルピーを超えないものとする。

(ⅳ)　精度に関する基準：

「規制上の個人向けポートフォリオ」は、ポートフォリオ内のリスクを軽減させる程度まで十分に分
散させなければならない。１つの取引相手方に対するエクスポージャーの総額は、個人向けポートフォ
リオ全体の0.2％を超えないものとする。

 

・　ホールセール銀行セグメント

当行のためのインド準備銀行のガイドラインに従って、「個人向け銀行」セグメントに含まれない信託、
パートナーシップ、会社及び国家機関に対する当行のすべての貸付金を含む。

 

・　財務セグメント

当行、ICICIストラテジック・インベストメンツ・ファンド及びICICIエクイティ・ファンド（2015年９月30
日まで）のすべての投資ポートフォリオ及びデリバティブ・ポートフォリオを含む。
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・　その他の銀行業務のセグメント

その他の銀行事業は、リース業務及び当行の特定の事業セグメントに帰属しないその他の項目を含む。さら
に、その他の銀行事業は、当行の銀行子会社、すなわち、ICICIバンクUKピーエルシー、ICICIバンク・カナダ
及びICICIバンク・ユーラシア・リミテッド・ライアビリティ・カンパニー（2014年12月31日まで）も含む。

 

・　生命保険セグメント

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの業績を表す。

 

・　総合保険セグメント

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの業績を表す。

 

・　その他のセグメント

ICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッド、ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カン
パニー・リミテッド、ICICIインターナショナル・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・プライマリー・
ディーラーシップ・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・ホールディ
ングス・インコーポレーテッド、ICICIセキュリティーズ・インコーポレーテッド、ICICIプルデンシャル・ア
セット・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIプルデンシャル・トラスト・リミテッド、ICICIイン
ベストメント・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIトラスティーシップ・サービシズ・リミテッ
ド、ICICIプルデンシャル・ペンション・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIキンフ
ラ・リミテッド（2014年９月30日まで）及びI-ヴェン・バイオテック・リミテッド（2015年12月31日まで）を
含む。

 

移転価格設定に関する枠組み

個人向け銀行セグメント及びホールセール銀行セグメントの負債の移転価格設定は、当行の中心となる財務部
門で行われる。当該財務部門は、すべての資金をプールし、法定準備金要件及び優先部門に分類される特定の部
門に対する行政指導に基づく貸付については所定の手数料に係る調整を行った後、資金調達対象の資産の満期に
基づき適切な金利で各事業部門に貸付を行う。当座預金及び普通預金の移転価格設定は、固定金利で行われる。
定期預金及び借入金の移転価格設定は、主に移転価格設定方針の定める区分に基づいて行われる。当行の資産組
成の事業部門に対する移転価格設定は、資産の満期（期間プレミアム）及び法定準備金要件に係る調整を行った
後、預金（当座預金及び普通預金の一体型）及び借入金の増分費用に基づいて行われる。割り当てられた資本金
もこの目的において資金源とみなされる。

 

2017年度及び2016年度の比較

以下の表は、表示された期間における各セグメントの税引前利益を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

個人向け銀行セグメント 38,977  53,853  101,782  38.2

ホールセール銀行セグメント (12,454)  (74,341)  (140,504)  496.9

財務セグメント 86,163  120,814  228,338  40.2

その他の銀行業務セグメント 6,790  3,022  5,712  (55.5)

生命保険セグメント 17,716  17,849  33,735  0.8

総合保険セグメント 7,077  9,101  17,201  28.6

その他のセグメント 14,252  21,764  41,134  52.7

税引前利益 158,521  152,062  287,397  (4.1)
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(a)　個人向け銀行セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

純利息収入 91,914  113,270  214,080  23.2

非利息収入 49,023  57,535  108,741  17.4

収入合計 140,937  170,805  322,821  21.2

非利息費用 97,972  112,260  212,171  14.6

引当金控除前利益 42,965  58,545  110,650  36.3

引当金 3,988  4,692  8,868  17.7

税引前利益 38,977  53,853  101,782  38.2

 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日現在の残高  

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

貸付金 1,608,891  1,999,885  3,779,783  24.3  
預金 2,982,101  3,518,338  6,649,659  18.0  
 

個人向け銀行業務セグメントにおける貸付は、主として支払い（特に、住宅貸付、自動車ローン及び個人向け
貸付）の増加により、増加した。個人向け銀行業務セグメントは、預金のフランチャイズ強化に引続き重点を置
き、それは個人向け預金基盤の拡大に反映された。当該セグメントの普通預金は、2016年度末現在の1,342.3十
億ルピーから28.0％増加し、2017年度末現在には1,718.4十億ルピーとなった。

個人向け銀行業務セグメントの税引前利益は、2016年度の39.0十億ルピーから増加し、2017年度には53.9十億
ルピーとなった。これは主として、純利息収入及び非利息収入の増加によるものである。

2017年度における純利息収入は、2016年度の91.9十億ルピーから23.2％増加し、113.3十億ルピーとなった。
これは主として、貸付ポートフォリオ並びに当座預金及び普通預金の増加によるものであった。

2017年度における非利息収入は、2016年度の49.0十億ルピーから17.4％増加し、57.5十億ルピーとなった。こ
れは主として、第三者商品の販売手数料、貸付関連手数料、トランザクションバンキング手数料及びクレジット
カード・ポートフォリオからの手数料の増加によるものであった。

2017年度における非利息費用は、2016年度の98.0十億ルピーから14.6％増加し、112.3十億ルピーとなった。
これは主として、直接販売費用の増加及び支店網の拡大による営業費用の増加によるものであった。

引当金は、個人向け貸付ポートフォリオの増加を反映して、2016年度の3.9十億ルピーから増加し、2017年度
には4.7十億ルピーとなった。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(d) リスク管理－(ⅰ) 信用リスク－個人
向け貸付の評価」及び「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅲ) 経済環境による法人向け貸
付金及び消費者ローンの借入人への影響」も参照のこと。
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(b)　ホールセール銀行セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

純利息収入 83,615  65,712  124,196  (21.4)  
非利息収入 38,064  35,304  66,725  (7.3)  
収入合計 121,679  101,016  190,920  (17.0)  
非利息費用 25,981  32,414  61,262  24.8  
引当金控除前利益 95,698  68,602  129,658  (28.3)  
引当金 108,152  142,943  270,162  32.2  
税引前利益 (12,454)  (74,341)  (140,504)  (496.9)  
 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の残高

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

貸付金 2,609,440  2,565,395  4,848,597  (1.7)

預金 1,132,167  1,358,117  2,566,841  20.0

 

ホールセール銀行セグメントの貸付ポートフォリオは、2016年度末現在の2,609.4十億ルピーから1.7％減少
し、2017年度末現在には2,565.4十億ルピーとなった。当座預金は、2016年度末現在の331.3十億ルピーから
25.9％増加し、2017年度末現在には417.1十億ルピーとなり、当該セグメントにおける定期預金は、2016年度末
現在の800.8十億ルピーから17.5％増加し、2017年度末現在には941.1十億ルピーとなった。

2017年度におけるホールセール銀行セグメントの税引前損失は、2016年度の12.4十億ルピーから増加し、74.3
十億ルピーとなった。これは主として、純利息収入の減少及び引当金の増加によるものであった。

2017年度における純利息収入は、2016年度の83.6十億ルピーから21.4％減少し、65.7十億ルピーとなった。こ
れは主として、2016年度及び2017年度における戦略的債務再編スキームに基づく貸付金及び基準金利の減少によ
る、不良資産及び不良債権の増加によるものであった。銀行は、不良資産の処理や戦略的債務再編スキームが行
われた場合の、現金ベースの利息収入を計上している。2017年度における非利息収入は、2016年度の38.0十億ル
ピーから7.3％減少し、35.3十億ルピーとなった。これは主として、手数料収入の減少によるものであった。法
人手数料収入は、企業活動の低迷により、依然として不利な影響を受けている。

2017年度における非利息費用は、2016年度の26.0十億ルピーから24.8％増加し、32.4十億ルピーとなった。こ
れは主として、雇用コスト及びその他営業費用の増加によるものであった。

2017年度における引当金は、2016年度の108.1十億ルピーから増加し、142.9十億ルピーとなった。これは主と
して、条件緩和貸付ポートフォリオからの格下げ、戦略的債務再編スキームが行使／実行された場合及び特定の
正常先貸付に係る特定引当金を含む、法人向け貸付及び中小企業向け貸付ポートフォリオにおける不良資産に対
する追加額の増加によるものであった。2017年度において、条件緩和貸付の悪化を含む不良債権及び引当金の追
加額は、経済成長の減速、企業の収益性の低下、投資活動の低迷及び高額紙幣の廃貨による事業活動への影響に
起因する法人部門の課題が継続するに従って、引続き増加した。いくつかの会社は銀行とともに、それらの事業
を再編成及び再構築し、また事業及び資産の売却によりそれらのレバレッジ比率を低下させるように取り組んで
いたが、貸付勘定における負荷の早期解消のための選択肢を検討するために設立された共同貸付人フォーラムで
の意思決定の遅延により、ストレス資産の解消過程は予想よりも遅いままであった。インド準備銀行及び政府
は、資産の早期解消のための当年度における破産・倒産法の導入を含むいくつかの手法を発表した。しかしなが
ら、営業及び回収環境における継続的課題は、解消の速度に対して、2017年度における不良債権及び引当金の大
幅な増加をもたらすという悪影響を与えた。
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(c)　財務セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

純利息収入 30,969  31,615  59,752  2.1

非利息収入 61,457  98,701  186,545  60.6

収入合計 92,426  130,316  246,297  41.0

非利息費用 1,796  2,177  4,115  21.2

引当金控除前利益 90,630  128,139  242,183  41.4

引当金 4,467  7,325  13,844  64.0

税引前利益 86,163  120,814  228,338  40.2

 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の期末残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の期末残高

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

投資 1,604,397  1,615,348  3,053,008  0.7

借入金 1,748,074  1,475,562  2,788,812  (15.6)
  

 
  

 
 

当行の資金業務には、法定準備金の維持及び管理、株式及び固定利付債券の自己勘定取引、並びに先物取引、
スワップ及びオプション等の一連の外国為替及びデリバティブの商品及びサービスが含まれる。また、ICICIス
トラテジック・インベストメンツ・ファンド及びICICIエクイティ・ファンド（2015年９月30日まで）が行った
投資も含まれる。

2017年度における財務業務セグメントの税引前利益は、2016年度の86.2十億ルピーから40.2％増加し、120.8
十億ルピーとなった。これは主として、非利息収入の増加によるものであるが、引当金の増加により一部相殺さ
れた。

2017年度における純利息収入は、2016年度の31.0十億ルピーから2.1％増加し、31.6十億ルピーとなった。こ
れは主として、借入コストの減少によるものであるが、投資利回りの低下により一部相殺された。

2017年度における非利息収入は、2016年度の61.5十億ルピーから60.6％増加し、98.7十億ルピーとなった。こ
れは主として、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの新規株式公開並
びに国債及びその他固定利付債券の実現利益の増加に係る為替差益の51.3十億ルピーの増加によるものである。

2017年度における引当金は、2016年度の4.5十億ルピーから増加し、7.3十億ルピーとなった。これは主とし
て、有価証券受領証の引当金及び貸付金の借換えにより取得した普通株式によるものである。
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(d)　その他の銀行業務のセグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日に終了した年度  

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

純利息収入 15,288  15,184  28,698  (0.7)  
非利息収入 2,477  3,095  5,850  24.9  
収入合計 17,765  18,279  34,547  2.9  
非利息費用 4,883  4,703  8,889  (3.7)  
引当金控除前利益 12,882  13,576  25,659  5.4  
引当金 6,092  10,554  19,947  73.2  
税引前利益 6,790  3,022  5,712  (55.5)  
 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日現在の残高  

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
（円）

 
2017年／2016年
増減（％）

貸付金 638,887  502,938  950,553  (21.3)  
投資 80,001  76,940  145,417  (3.8)  
預金 400,943  255,054  482,052  (36.4)  
借入金 252,530  232,139  438,743  (8.1)  
 

その他の銀行業務には、当行のリース業務、当行の海外銀行子会社、すなわち、ICICIバンクUK及びICICIバン
ク・カナダ並びに当行の特定の事業セグメントに帰属しないその他の項目が含まれる。

2017年度における当行のその他の銀行業務のセグメントの税引前利益は、2016年度の6.8十億ルピーから減少
し、3.0十億ルピーとなった。これは主として、引当金の増加によるものであり、非利息収入の増加により一部
相殺された。

2017年度における純利息収入は、2016年度の15.3十億ルピーからわずかに減少し、15.2十億ルピーとなった。

2017年度における非利息収入は、2016年度の2.5十億ルピーから24.9％増加し、3.1十億ルピーとなった。これ
は主として、ICICIバンク・カナダの非利息収入の増加によるものであった。ICICIバンク・カナダの非利息収入
は、主として手数料収入及び発行者による社債の買戻しに係る実現利益の増加により増加した。

2017年度における非利息費用は、2016年度の4.9十億ルピーから減少し、4.7十億ルピーとなった。

2017年度における引当金は、2016年度の6.1十億ルピーから73.2％増加し、10.6十億ルピーとなった。これは
主としてICICIバンクUK及びICICIバンク・カナダによる引当金が高かったことによるものである。2017年度にお
ける当行の英国子会社の引当金は、2016年度の3.9十億ルピーから増加し、4.6十億ルピーとなった。これは主と
して、減損貸付金に対する特定引当金の設定によるものであるが、投資に対する引当金の減少により一部相殺さ
れた。2017年度における当行のカナダの子会社の引当金は、2016年度の1.8十億ルピーから増加し、5.7十億ル
ピーとなった。これは主として、減損貸付金に対する特定引当金によるものであった。
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貸付金は、2016年度末現在の638.9十億ルピーから21.3％減少し、2017年度末現在には502.9十億ルピーとなっ
た。これは主として、ICICIバンク及びICICIバンクUKの貸付金の減少によるものであった。ICICIバンクの貸付
金は、2016年度末現在の134.3十億ルピーから減少し、2017年度末現在には77.0十億ルピーとなった。これは主
として、2017年度の外貨建非居住者向け（銀行）預金に対する貸付金の満期によるものであった。ICICIバンク
UKの貸付金は、2016年度末現在の209.1十億ルピーから減少し、2017年度末現在には153.9十億ルピーとなった。
これは主として、前払い／売却に係る法人向け貸付金の減少及び外貨建非居住者向け預金に対する個人向け貸付
の満期によるものであった。ICICIバンク・カナダの貸付金は、2016年度末現在の295.5十億ルピーから減少し、
2017年度末現在には272.0十億ルピーとなった。これは主として、2017年度の法人向け貸付金の前払い／返済に
よるものである。

投資は、2016年度末現在の80.0十億ルピーから3.8％減少し、2017年度末現在には76.9十億ルピーとなった。
これは主として、ICICIバンクUKの投資の減少によるものであるが、ICICIバンク・カナダの投資の増加により一
部相殺された。ICICIバンクUKの投資ポートフォリオは、2016年度末現在の49.3十億ルピーから減少し、2017年
度末現在には44.3十億ルピーとなった。これは主として、国債への投資の満期によるものであった。ICICIバン
ク・カナダの投資ポートフォリオは、2016年度末現在の30.8十億ルピーから増加し、2017年度末現在には32.6十
億ルピーとなった。これは主として、銀行引受手形に係る追加流動性の展開によるものである。

預金は、2016年度末現在の400.9十億ルピーから36.4％減少し、2017年度末現在には255.1十億ルピーとなっ
た。これは主として、ICICIバンク及びICICIバンクUKの預金の減少によるものであった。ICICIバンクの預金
は、2016年度末現在の97.5十億ルピーから減少し、2017年度末現在には23.9十億ルピーとなった。これは主とし
て、外貨建非居住者向け（銀行）預金の償還によるものであった。ICICIバンクUKの預金は、2016年度末現在の
163.4十億ルピーから減少し、2017年度末現在には106.9十億ルピーとなった。これは主として、機関預金、個人
向け定期預金及び貯蓄預金が減少したことによるものであるが、法人向け定期預金の増加により一部相殺され
た。ICICIバンク・カナダの預金は、2016年度末現在の140.0十億ルピーから減少し、2017年度末現在には124.2
十億ルピーとなった。これは主として、定期預金が減少したことによるものであるが、当座預金の増加により一
部相殺された。

借入金は、2016年度末現在の252.5十億ルピーから8.1％減少し、2017年度末現在には232.1十億ルピーとなっ
た。これは主として、ICICIバンクUKの借入金の減少によるものであった。ICICIバンクUKの借入金は、2016年度
末現在の98.7十億ルピーから減少し、2017年度末現在には81.2十億ルピーとなった。これは主として、レポ借入
の減少によるものである。ICICIバンク・カナダの借入金は、2016年度末現在の153.8十億ルピーからわずかに減
少し、2017年度末現在には150.9十億ルピーとなった。

海外の銀行子会社に関し、原油価格の下落や英国での国民投票において過半数の有権者が欧州連合からの離脱
を選択したことを含む世界の展開により、カナダ及び英国の経済成長の減速が予想されており、それと同様にこ
れらの国々における当行の銀行子会社の事業も影響を受ける可能性がある。
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(e)　生命保険セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

既経過保険料 191,644  223,540  422,491  16.6  
出再保険料 (1,657)  (1,988)  (3,757)  20.0  
正味既経過保険料 189,987  221,552  418,733  16.6  
その他の収益 20,365  22,305  42,156  9.5  
投資収益 21,285  26,605  50,283  25.0  
収入合計 231,637  270,462  511,173  16.8  
支払手数料 6,200  7,589  14,343  22.4  
支払保険金／支払給付金 16,975  11,118  21,013  (34.5)  
営業費用 19,951  24,728  46,736  23.9  
費用合計 43,126  43,435  82,092  0.7  
関連資金への振替 139,479  160,605  303,543  15.1  
保険契約者負債に対する引当金
(非関連)

31,316  48,573  91,803  55.1  

税引前利益 17,716  17,849  33,735  0.8  
 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の残高

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

投資 270,320  325,351  614,913  20.4  
関連負債を補填するために保有
している資産

752,958  878,784  1,660,902  16.7  

保有生命保険契約に係る債務 970,534  1,154,974  2,182,901  19.0  
 

インドの生命保険業界は、生命保険評議会によると、2017年度の個人向け新規事業加重保険料において20.7％
伸び、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは29.0％伸びた。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、個人向け新規事業加重保険料ベースで、
民間部門の会社における主導的地位を維持しており、2017年度の民間市場シェアが22.3％であった（これに対し
て、2016年度は21.9％であった。）。また、2017年度における全体の市場シェアは、2016年度における11.3％か
ら増加し、12.0％となった。運用資産は、2016年度末現在における1,039.4十億ルピーから18.3％増加し、2017
年度末現在には1,229.2十億ルピーとなった。

2017年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの税引前利益は、2016年度
の17.7十億ルピーからわずかに増加し、17.8十億ルピーとなった。

2017年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの保険料収入合計は、2016
年度の191.6十億ルピーから16.6％増加し、223.5十億ルピーとなった。これは主に個人向け継続保険料及び個人
向け新規事業保険料の増加によるものである。2017年度における個人向け継続保険料は、2016年度の120.0十億
ルピーから18.5％増加し、142.2十億ルピーとなった。2017年度における個人向け新規事業保険料は、2016年度
の54.6十億ルピーから29.4％増加し、70.7十億ルピーとなった。2017年度におけるグループ保険料は、2016年度
の17.1十億ルピーから減少し、10.7十億ルピーとなった。2017年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・イ
ンシュアランス・カンパニーのその他収入は、2016年度の20.4十億ルピーから9.5％増加し、22.3十億ルピーと
なった。これは主として、資金管理手数料及び危険保険料の増加によるものであった。
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2017年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの投資収入は、2016年度の
21.3十億ルピーから25.0％増加し、26.6十億ルピーとなった。これは主として、純実現利益及び利息収入の増加
によるものであった。2017年度における利息収入は、2016年度の18.4十億ルピーから増加し、20.6十億ルピーと
なった。2017年度における純実現利益は、2016年度の2.9十億ルピーから増加し、6.0十億ルピーとなった。これ
は主として、株式及び固定利付ポートフォリオの売却による実現利益の増加によるものであった。

2017年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの手数料費用は、2016年度
の6.2十億ルピーから22.4％増加し、7.6十億ルピーとなった。これは商品構成の移行と保険料合計の増加による
ものであった。

2017年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの支払保険金及び支払給付
金は、2016年度の17.0十億ルピーから34.5％減少し、11.1十億ルピーとなった。これは、解約の減少によるもの
であったが、死亡保険金及び満期保険金の増加により一部相殺された。

関連資金への振替えは、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの関連保険契約に係
る継続保険料を含む保険料収入の投資への振替えに相当し、2016年度の139.5十億ルピーから15.1％増加し、
2017年度には160.6十億ルピーとなった。これは主として関連する保険料の増加によるものであった。生命保険
に関連した保険契約に係る保険料の投資可能部分は、リスク補填に係る手数料及び保険料の差引後、原資産又は
保険契約者が選択した指標に対して投資された、生命保険事業に関連した保険契約から受領する継続保険料を含
む保険料収入を表す。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの関連負債を補填するために保有されている
資産は、2016年度末現在の753.0十億ルピーから増加し、2017年度末現在には878.8十億ルピーとなった。これは
主として、株式及び社債の投資の増加によるものであった。

既存の生命保険契約に基づきICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーが支払予定の債
務は、2016年度末現在の970.5十億ルピーから19.0％増加し、2017年度末現在には1,155.0十億ルピーとなった。
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(f)　総合保険セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

保険料総額（受再保険料を含
む。）

82,960  109,605  207,153  32.1  

出再保険料 (28,611)  (43,657)  (82,512)  52.6  
未経過リスク準備金 (6,133)  (4,312)  (8,150)  (29.7)  
正味既経過保険料 48,216  61,636  116,492  27.8  
正味手数料収入 3,280  4,341  8,204  32.4  
プールからの投資収益(1) 242  245  463  1.2  
投資収益 11,574  13,105  24,768  13.2  
収入合計 63,312  79,327  149,928  25.3  
営業費用 17,112  19,820  37,460  15.8  
正味支払保険金／支払給付金 39,282  49,543  93,636  26.1  
正味その他の費用 (159)  863  1,631  N／M  
費用合計 56,235  70,226  132,727  24.9  
税引前利益／（損失） 7,077  9,101  17,201  28.6  
  
 

N/M-非適用

(1)　プールからの投資収入は、テロリズム保険プールからの利益の当行の分に相当する。当該プールは、ICICIロンバード・

ジェネラル・インシュアランス・カンパニーがその他のインドの保険会社及びインド総合保険公社とともに締結した再保

険の多国間協定を代表するものである。テロリズム保険プールに帰属する資金はインド総合保険公社によって管理され

る。

 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の残高

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

投資 112,788  147,964  279,652  31.2  
流動負債（未払債権を含む。) 90,754  149,149  281,892  64.3  
引当金 31,158  35,485  67,067  13.9  
 

2017年度における総合保険業界は、元受保険料総額ベースで32.3％伸びた。かかる業界の成長の伸びは、主に
農業／天候保険部門における取引量の増加によるものであった。

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドは、2017年度の元受保険料総額
において32.6％伸びた。これは主に、農業／天候保険、健康保険及び自動車損害賠償保険のポートフォリオの増
加によるものであった。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドは、民間
部門生命保険会社における主導的地位を維持しており、2017年度においては元受保険料総額ベースで8.4％の全
体の市場シェアを有していた（出典：インド総合保険審議会／保険業規制開発委員会）。

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの税引前利益は、2016年度における7.1十億ル
ピーから28.6％増加して、2017年度において9.1十億ルピーであった。これは主として、正味既経過保険料及び
投資収益の増加によるものであるが、支払保険金／支払給付金の増加により一部相殺された。
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2017年度における元受保険料収益総額は、2016年度の80.9十億ルピーから32.6％増加し、107.3十億ルピーと
なった。これは主として、農業／天候保険、自動車保険及び健康保険の保険契約の増加によるものであった。正
味保険料収入は、2016年度における48.2十億ルピーから増加して、2017年度には61.6十億ルピーとなった。

2017年度における正味手数料収入は、2016年度における3.3十億ルピーから32.4％増加して、4.3十億ルピーと
なった。これは主として、農業保険事業の再保険手数料の増加によるものであった。

投資収益は、2016年度の11.6十億ルピーから13.2％増加して、2017年度は13.1十億ルピーとなった。これは主
として、投資有価証券の売却に係る受取利息及び実現利益の増加によるものであった。2017年度における受取利
息は、2016年度の7.9十億ルピーから増加して、8.6十億ルピーとなった。投資有価証券の売却に係る実現利益
は、2016年度の3.4十億ルピーから増加して、2017年度は3.9十億ルピーとなった。これは主として、株式投資及
び国債の売却に係る利益の増加によるものであった。

2017年度における営業費用は、2016年度の17.1十億ルピーから15.8％増加し、19.8十億ルピーとなった。これ
は主として、取引高の増加による事業支援費用の増加によるものであった。

2017年度における支払保険金／支払給付金は、2016年度の39.3十億ルピーから26.1％増加し、49.5十億ルピー
となった。これは主として、取引高の増加によるものであった。

2017年度末現在の投資は、2016年度末現在の112.8十億ルピーから31.2％増加し、148.0十億ルピーとなった。
これは主としてディベンチャー、債権及び株式への投資の増加によるものであった。2017年度末現在の未払保険
金を含む流動資産は、2016年度末現在の90.8十億ルピーから64.3％増加し、149.1十億ルピーとなった。これは
主として、未払債権の増加によるものであった。

 

(g)　その他のセグメント

「その他」のセグメントには、主としてICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミ
テッド、ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・リミ
テッド、ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッド及びICICIホーム・ファイナン
ス・カンパニー・リミテッドが含まれる。

ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーは、ICICIプルデンシャル・ミューチュアル・
ファンドを管理しており、インドミューチュアル・ファンド協会によれば、2017年３月31日に終了した会計期間
に運用されている平均資金量に関してインド最大のミューチュアル・ファンドであった。

ICICIセキュリティーズ・リミテッド及びICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミ
テッドはそれぞれ、株式引受・ブローカー業務及び国債のプライマリー・ディーラーシップ業務に従事してい
る。ICICIセキュリティーズ・リミテッドは、有数のオンライン・ブローカー・プラットホームであるICICIダイ
レクト・ドットコムを保有している。

2017年度における「その他」のセグメントの税引前利益は、2016年度の14.3十億ルピーから増加し、21.8十億
ルピーとなった。これは主として、ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッド、
ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・リミテッ
ド、ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッド及びICICIホーム・ファイナンス・カ
ンパニー・リミテッドの税引前利益の増加によるものであった。
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以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2016年
（ルピー）

 
2017年
（ルピー）

 
2017年
(円)

 
2017年／2016年
増減(％)

純利息収入 4,470  5,400  10,206  20.8  
非利息収入 25,461  34,215  64,666  34.4  
収入合計 29,931  39,615  74,872  32.4  
非利息費用 15,501  17,761  33,568  14.6  
引当金及び税金控除前営業利益 14,430  21,854  41,304  51.4  
引当金 178  90  170  (49.2)  
税引前利益 14,252  21,764  41,134  52.7  
 

2017年度における純利息収入は、2016年度の4.5十億ルピーから20.8％増加し、5.4十億ルピーとなった。2017
年度における非利息収入は、2016年度の25.5十億ルピーから34.4％増加して、34.2十億ルピーとなった。これは
主として、証券仲介業及びプライマリー・ディーラーシップに係る子会社の手数料収入及びその他の収入並びに
資産管理に係る子会社の運用手数料の増加によるものであった。

2017年度における非利息費用は、2016年度の15.5十億ルピーから14.6％増加し、17.8十億ルピーとなった。こ
れは証券仲介業及び資産管理に係る子会社の管理費用及び人件費の増加によるものである。

2017年度におけるICICIセキュリティーズ・リミテッドの税引前利益は、2016年度の3.7十億ルピーから増加し
て、5.2十億ルピーとなった。これは主として、手数料収入の増加によるものであるが、人件費とその他の管理
費の増加により一部相殺された。手数料収入は主として、取引手数料、第三者商品の販売手数料及びコーポレー
ト・ファイナンス手数料の増加によるものであった。取引手数料は、個人向け流通市場における取引量の増加に
より増加した。

2017年度におけるICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッドの税引前利益は、
2016年度の3.0十億ルピーから増加して、6.3十億ルピーとなった。これは主として、トレーディング利益及び純
利息収入の増加によるものであった。2017年度において、好ましい金利変動が取引業務における利益獲得の機会
を増加させたことにより、トレーディング利益が増加した。

2017年度におけるICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミテッドの税引前利益
は、2016年度の5.0十億ルピーから増加して、7.3十億ルピーとなった。これは主として、平均運用資産の増加に
よる手数料収入の増加及びより多くの手数料を受領するエクイティ・ミューチュアル・ファンドに有利な商品構
成の変更によるものであった。2017年度における手数料収入は、2016年度の9.9十億ルピーから増加して、13.0
十億ルピーとなった。これは管理費及び人件費の増加により一部相殺された。

2017年度におけるICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッドの税引前利益は、2016年度の2.7十億
ルピーから増加して、2.8十億ルピーとなった。これは主として、引当金及び人件費の減少によるものである
が、手数料収入の減少により一部相殺された。2017年度における純利息収入は、2016年度の2.9十億ルピーから
増加して、3.0十億ルピーとなった。2017年度における手数料収入は、2016年度の0.9十億ルピーから減少して、
0.6十億ルピーとなった。2017年度における引当金は、2016年度の0.2十億ルピーの引当金から減少し、0.04十億
ルピーを戻し入れた。

2017年度におけるICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッドの税引前利益は、
2016年度の0.2十億ルピーの損失から増加して、0.1十億ルピーの利益となった。これは主として、運用手数料の
増加によるものであった。運用手数料は、主として新しい事業体からの引用手数料によるものであった。
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2016年度及び2015年度の比較

以下の表は、表示された期間における各セグメントの税引前利益を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

個人向け銀行セグメント 27,243  38,977  73,667  43.1

ホールセール銀行セグメント 62,241  (12,454)  (23,538)  N／M

財務セグメント 64,687  86,163  162,848  33.2

その他の銀行業務セグメント 6,672  6,790  12,833  1.8

生命保険セグメント 16,343  17,716  33,483  8.4

総合保険セグメント 6,907  7,077  13,376  2.5

その他のセグメント 14,635  14,252  26,936  (2.6)

税引前利益 198,728  158,521  299,605  (20.2)
  
  
N/M－非適用

 

(a)　個人向け銀行セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

純利息収入 71,415  91,914  173,717  28.7

非利息収入 42,771  49,023  92,653  14.6

収入合計 114,186  140,937  266,371  23.4

非利息費用 86,147  97,972  185,167  13.7

引当金控除前利益 28,039  42,965  81,204  53.2

引当金 796  3,988  7,537  401.0

税引前利益 27,243  38,977  73,667  43.1

 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日現在の残高  

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

貸付金 1,193,521  1,608,891  3,040,804  34.8  
預金 2,539,964  2,982,101  5,636,171  17.4  
 

個人向け銀行業務セグメントにおける貸付は、主として個人向け支払（特に、住宅貸付、自動車ローン及び個
人向け貸付）の増加により、増加した。個人向け銀行業務セグメントは、預金のフランチャイズ強化に引続き重
点を置き、それは個人向け預金基盤の拡大に反映された。当該セグメントの普通預金は、2015年度末現在の
1,148.6十億ルピーから16.9％増加し、2016年度末現在には1,342.3十億ルピーとなった。

個人向け銀行業務セグメントの税引前利益は、2015年度の27.2十億ルピーから増加し、2016年度には39.0十億
ルピーとなった。これは主として、純利息収入及び非利息収入の増加によるものであり、費用及び引当金の増加
により一部相殺された。
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2016年度における純利息収入は、2015年度の71.4十億ルピーから28.7％増加し、91.9十億ルピーとなった。こ
れは主として、貸付ポートフォリオ並びに平均当座預金及び普通預金の増加によるものであった。

2016年度における非利息収入は、2015年度の42.8十億ルピーから14.6％増加し、49.0十億ルピーとなった。こ
れは主として、第三者商品の販売手数料、貸付関連手数料、トランザクションバンキング手数料及びクレジット
カード・ポートフォリオからの手数料によるものであった。

2016年度における非利息費用は、2015年度の86.1十億ルピーから13.7％増加し、98.0十億ルピーとなった。こ
れは主として、直接販売費用の増加及び支店網の拡大による営業費用の増加によるものであった。

引当金は、2015年度の0.8十億ルピーから増加し、2016年度には3.9十億ルピーとなった。これは主として、
2015年度における過年度の引当金の償却及び2016年度におけるICICIバンクの特定の支店での不正行為に対する
引当金によるものである。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(d) リスク管理－(ⅰ) 信用リスク－個人向
け貸付の評価」及び「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類－(ⅲ) 経済環境による法人向け貸付
金及び消費者ローンの借入人への影響」も参照のこと。

 

(b)　ホールセール銀行セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

純利息収入 84,471  83,615  158,032  (1.0)  
非利息収入 39,004  38,064  71,941  (2.4)  
収入合計 123,475  121,679  229,973  (1.5)  
非利息費用 25,846  25,981  49,104  0.5  
引当金控除前利益 97,629  95,698  180,869  (2.0)  
引当金 35,388  108,152  204,407  205.6  
税引前利益 62,241  (12,454)  (23,538)  N／M  
  
  
N/M－非適用

 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の残高

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

貸付金 2,564,172  2,609,440  4,931,842  1.8

預金 977,780  1,132,167  2,139,796  15.8

 

ホールセール銀行セグメントの貸付ポートフォリオは、2015年度末現在の2,564.2十億ルピーから1.8％増加
し、2016年度末現在には2,609.4十億ルピーとなった。ホールセール銀行セグメントの貸付ポートフォリオの緩
やかな伸びは、主として当該セグメントにおける増額貸付に対する需要薄及び慎重な姿勢によるものであった。
貸付ポートフォリオの増加は主に国内の法人向け貸付ポートフォリオの増加によるものである。当座預金は、
2015年度末現在の279.8十億ルピーから18.4％増加し、2016年度末現在には331.3十億ルピーとなり、当該セグメ
ントにおける定期預金は、2015年度末現在の698.0十億ルピーから14.7％増加し、2016年度末現在には800.8十億
ルピーとなった。

2016年度におけるホールセール銀行セグメントは、2015年度に62.2十億ルピーの税引前利益を計上したのに対
して、12.4十億ルピーの損失を被った。
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2016年度における純利息収入は、2015年度の84.5十億ルピーから1.0％減少し、83.6十億ルピーとなった。こ
れは主として、受取利息が発生しない不良債権に対する追加額の増加によるものであった。

2016年度における非利息収入は、2015年度の39.0十億ルピーから2.4％減少し、38.0十億ルピーとなった。こ
れは主として、手数料収入の減少によるものであった。法人手数料収入は、企業活動の低迷から手数料収入の機
会が制限されていることにより、依然影響を受けている。

2016年度における引当金は、2015年度の35.4十億ルピーから増加し、108.1十億ルピーとなった。これは主と
して、条件緩和貸付が条件緩和要件の借入人の不履行による不良債権と再分類されることを含む、法人向け貸付
及び中小企業向け貸付ポートフォリオにおける不良資産に対する追加額の増加によるものであった。

厳しい世界の経済環境、商品サイクルの急速な下降、国内経済の回復の状況が緩やかであること、及び借入人
によるレバレッジ比率が高いことに起因して、一定の部門に関して不確実性がある。影響を受けている主要な部
門には、電力、鉱業、鉄鋼、セメント及び掘削装置が含まれる。当該部門に関連する不確実性及び当該部門への
当行のエクスポージャーの解消にかかり得る時間を考慮して、当行は、2016年３月31日現在、当該部門及び原資
産が当該部門に一部関連する一定の発起人に対する当行のエクスポージャーに対して36.0十億ルピーの集合的偶
発事象及び関連引当金を設定している。かかる準備金は、インド準備銀行のガイドラインにより不良債権及び条
件緩和貸付に関して要求される引当金を上回っていたが、健全性目的のため、インド準備銀行ガイドライン及び
インドGAAPに基づいて認められるものである。「－(4) 事業の見通し－(g) 引当金及び偶発債務（租税引当金を

除く。）－(i) 不良資産及び条件緩和貸付に関する引当金」も参照のこと。

 

(c)　財務セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

純利息収入 29,632  30,969  58,531  4.5

非利息収入 39,779  61,457  116,154  54.5

収入合計 69,411  92,426  174,685  33.2

非利息費用 1,830  1,796  3,394  (1.9)

引当金控除前利益 67,581  90,630  171,291  34.1

引当金 2,894  4,467  8,443  54.4

税引前利益 64,687  86,163  162,848  33.2

 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の期末残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の期末残高

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

投資(1) 1,581,528  1,604,397  3,032,310  1.4

借入金 1,724,173  1,748,074  3,303,860  1.4
  

 
  

 
(1)　インド準備銀行の2015年７月16日付通達に従い、農業インフラ開発基金及びその他の関連する預金への280.7十億ルピー

（2015年３月31日：284.5十億ルピー）の投資は、その他の資産の「農業インフラ開発基金」項目に再分類されている。

 

当行の資金業務には、法定準備金の維持及び管理、株式及び固定利付債券の自己勘定取引、並びに先物取引、
スワップ及びオプション等の一連の外国為替及びデリバティブの商品及びサービスが含まれる。また、ICICIス
トラテジック・インベストメンツ・ファンド及びICICIエクイティ・ファンド（2015年９月30日まで）が行った
投資も含まれる。
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2016年度における財務業務セグメントの税引前利益は、2015年度の64.7十億ルピーから33.2％増加し、86.2十
億ルピーとなった。これは主として、非利息収入の増加によるものであるが、引当金の増加により一部相殺され
た。

2016年度における純利息収入は、2015年度の29.6十億ルピーから4.5％増加し、31.0十億ルピーとなった。こ
れは主として、借入コストの減少によるものであるが、投資利回りの低下により一部相殺された。

2016年度における非利息収入は、2015年度の39.8十億ルピーから54.5％増加し、61.5十億ルピーとなった。こ
れは主として、保険子会社の株式売却に係る利益及び海外営業からの利益剰余金の本国送還に係る為替差益の増
加によるものであるが、普通株式及びミューチュアル・ファンド投資ポートフォリオ利得の減少により一部相殺
された。

2016年度における引当金は、2015年度の2.9十億ルピーから増加し、4.5十億ルピーとなった。これは主とし
て、企業負債証券の引当金が増加したことによるものであるが、普通株式の引当金の減少により一部相殺され
た。

 

(d)　その他の銀行業務のセグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日に終了した年度  

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

純利息収入 13,422  15,288  28,894  13.9  
非利息収入 4,472  2,477  4,682  (44.6)  
収入合計 17,894  17,765  33,576  (0.7)  
非利息費用 5,494  4,883  9,229  (11.1)  
引当金控除前利益 12,400  12,882  24,347  3.9  
引当金 5,728  6,092  11,514  6.4  
税引前利益 6,672  6,790  12,833  1.8  
 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。）） 
 ３月31日現在の残高  

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

貸付金 561,366  638,887  1,207,496  13.8  
投資 60,344  80,001  151,202  32.6  
預金 341,775  400,943  757,782  17.3  
借入金 205,298  252,530  477,282  23.0  
 

その他の銀行業務には、当行のリース業務、当行の海外銀行子会社、すなわち、ICICIバンクUK、ICICIバン
ク・カナダ及びICICIバンク・ユーラシア・リミテッド・ライアビリティ・カンパニー（2014年12月31日まで）
並びに当行の特定の事業セグメントに帰属しないその他の項目が含まれる。

2016年度における当行のその他の銀行業務のセグメントの税引前利益は、2015年度の6.7十億ルピーからわず
かに増加し、6.8十億ルピーとなった。これは主として、純利息収入の増加及び非利息費用の減少によるもので
あるが、非利息収入の減少及び引当金の増加により一部相殺された。

2016年度における純利息収入は、2015年度の13.4十億ルピーから13.9％増加し、15.3十億ルピーとなった。こ
れは主として、ICICIバンクUKの純利息収入の増加及び保留となっていた所得税の査定完了による所得税還付に
おいて受領した利息の増加によるものであった。ICICIバンクUKの純利息収入は、主として有利子資産の平均額
の増加により増加した。
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2016年度における非利息収入は、2015年度の4.5十億ルピーから44.6％減少し、2.5十億ルピーとなった。これ
は主として、ICICIバンクUK及びICICIバンク・カナダの非利息収入の減少によるものであった。2015年度におい
て、ICICIバンクUKの非利息収入は、主として財務収益の増加により増加した。2016年度におけるICICIバンク・
カナダの非利息収入は、主として外国為替評価益の減少により減少した。

2016年度における非利息費用は、2015年度の5.5十億ルピーから減少し、4.9十億ルピーとなった。

2016年度における引当金は、2015年度の5.7十億ルピーから6.4％増加し、6.1十億ルピーとなった。これは主
としてICICIバンクUK及びICICIバンク・カナダによる引当金が高かったことによるものである。2016年度におけ
る当行の英国子会社の引当金は、2015年度の3.1十億ルピーから増加し、3.9十億ルピーとなった。これは主とし
て、特定の既存の減損貸付金に対する特定引当金の設定及び集合的引当金の増加によるものであるが、投資に対
する引当金の減少により一部相殺された。2016年度における当行のカナダの子会社の引当金は、2015年度の1.1
十億ルピーから増加し、1.8十億ルピーとなった。これは主として、特定の減損貸付金に対する特定引当金の追
加によるものであった。

貸付金は、2015年度末現在の561.4十億ルピーから13.8％増加し、2016年度末現在には638.9十億ルピーとなっ
た。これは主として、ICICIバンク・カナダ及びICICIバンクUKの貸付金の増加によるものであった。ICICIバン
ク・カナダの貸付金は、2015年度末現在の254.2十億ルピーから増加し、2016年度末現在には295.5十億ルピーと
なった。これは主として、証券化された担保付住宅ローンのポートフォリオの増加によるものであった。カナ
ダ・ドルについては、ICICIバンク・カナダの貸付ポートフォリオは、2015年度末現在の5.2十億カナダ・ドルか
ら2016年度末現在では5.8十億カナダ・ドルまで増加した。ICICIバンクUKの貸付金は、2015年度末現在の189.7
十億ルピーから増加し、2016年度末現在には209.1十億ルピーとなった。これは主に法人向け貸付のブックの増
加によるものであるが、外貨建転換社債ポートフォリオが満期により減少したことにより一部相殺されている。
米ドルについては、ICICIバンクUKの貸付ポートフォリオは2015年度末現在の3.0十億米ドルから増加し、2016年
度末現在には3.1十億米ドルとなった。

投資は、2015年度末現在の60.3十億ルピーから32.6％増加し、2016年度末現在には80.0十億ルピーとなった。
これは主として、ICICIバンクUK及びICICIバンク・カナダの投資の増加によるものであった。ICICIバンクUKの
投資ポートフォリオは、2015年度末現在の31.1十億ルピーから58.3％増加し、2016年度末現在には49.3十億ル
ピーとなった。これは主として、社債への投資が増加したことによるものである。ICICIバンク・カナダの投資
は2016年度のカナダ・ドルに対するルピー安により増加した。

預金は、2015年度末現在の341.8十億ルピーから17.3％増加し、2016年度末現在には400.9十億ルピーとなっ
た。これは、ICICIバンク・カナダ及びICICIバンクUKの預金の増加によるものであった。ICICIバンク・カナダ
の預金は、2015年度末現在の109.3十億ルピーから増加し、2016年度末現在には140.0十億ルピーとなった。これ
は主として定期預金が2015年度末現在の78.9十億ルピーから増加し、2016年度末現在には101.9十億ルピーと
なったことによるものである。ICICIバンクUKの預金は、2015年度末現在の142.8十億ルピーから増加し、2016年
度末現在には163.4十億ルピーとなった。これは主として普通預金及び当座預金が増加したことによるものであ
るが、定期預金の減少により一部相殺された。

借入金は、2015年度末現在の205.3十億ルピーから23.0％増加し、2016年度末現在には252.5十億ルピーとなっ
た。これは主として、ICICIバンクUK及びICICIバンク・カナダの借入金の増加によるものである。ICICIバンク
UKの借入金は、主として、銀行間貸付、債券による借入金及びシンジケートローンによる借入金の増加により増
加したが、レポ借入の減少により一部相殺された。ICICIバンク・カナダの借入金は、主として、保険付モー
ゲージの証券化の増加により増加した。

 

前へ　　　次へ
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(e)　生命保険セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

既経過保険料 153,066  191,644  362,207  25.2  
出再保険料 (1,462)  (1,657)  (3,132)  13.3  
正味既経過保険料 151,604  189,987  359,075  25.3  
その他の収益 21,377  20,365  38,490  (4.7)  
投資収益 18,318  21,285  40,229  16.2  
収入合計 191,299  231,637  437,794  21.1  
支払手数料 5,532  6,200  11,718  12.1  
支払保険金／支払給付金 9,028  16,975  32,083  88.0  
営業費用 17,067  19,951  37,707  16.9  
費用合計 31,627  43,126  81,508  36.4  
関連資金への振替 108,205  139,479  263,615  28.9  
保険契約者負債に対する引当金
(非関連)

35,124  31,316  59,187  (10.8)  

税引前利益 16,343  17,716  33,483  8.4  
 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の残高

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

投資 236,525  270,320  510,905  14.3  
関連負債を補填するために保有
している資産

747,775  752,958  1,423,091  0.7  

保有生命保険契約に係る債務 936,194  970,534  1,834,309  3.7  
 

インドの生命保険業界は、生命保険評議会によると2016年度の個人向け新規事業加重保険料において、8.1％
伸びた。2016年度において、民間部門は13.6％伸び、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カン
パニーは8.1％伸びた。これは、2015年度のICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの個
人向け新規事業加重保険料の41.3％の伸びを背景としており、業界全体では10.3％減少し、民間部門は15.8％伸
びた。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、個人向け新規事業加重保険料ベースで、
民間部門の会社における主導的地位を維持しており、2016年度の民間市場シェアが21.9％であった（これに対し
て、2015年度は23.3％であった。）。また、全体の市場シェアは、同ベースで、2015年度及び2016年度において
11.3％の同水準を維持した。運用資産は、2015年度末現在における1,001.8十億ルピーから3.8％増加し、2016年
度末現在には1,039.4十億ルピーとなった。

2016年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの税引前利益は、2015年度
の16.3十億ルピーから8.4％増加し、17.7十億ルピーとなった。これは主として、正味既経過保険料及び投資収
入の増加並びに保険契約者負債に対する引当金の減少によるものであるが、これらは関連資金への振替及び営業
費用の増加によって一部相殺された。

2016年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの保険料収入合計は、2015
年度の153.1十億ルピーから25.2％増加し、191.6十億ルピーとなった。これは主に個人向け継続保険料の増加に
よるものである。2016年度における個人向け継続保険料は、2015年度の95.7十億ルピーから25.3％増加し、
120.0十億ルピーとなった。2016年度における個人向け新規事業保険料は、2015年度の49.3十億ルピーから
10.7％増加し、54.6十億ルピーとなった。2016年度におけるグループ保険料は、2015年度の8.0十億ルピーから
増加し、17.1十億ルピーとなった。
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2016年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーのその他収入は、2015年度
の21.4十億ルピーから4.7％減少し、20.4十億ルピーとなった。これは主として、解約手数料、担保権実行収入
及び保険証券発行手数料の減少によるものであるが、資金管理手数料及び危険保険料の増加により一部相殺され
た。

2016年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの投資収入は、2015年度の
18.3十億ルピーから16.2％増加し、21.3十億ルピーとなった。これは主として、純実現利益及び利息収入の増加
によるものであった。2016年度における利息収入は、2015年度の16.1十億ルピーから増加し、18.4十億ルピーと
なった。これは主として、平均投資額の増加によるものであった。2016年度における純実現利益は、2015年度の
2.2十億ルピーから増加し、2.9十億ルピーとなった。

2016年度におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの手数料費用は、2015年度
の5.5十億ルピーから12.1％減少し、6.2十億ルピーとなった。これは主として、リンク商品の手数料率が低下し
たことにより、商品構成が従来型商品からリンク商品へと移行したことによるものであった。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの支払保険金及び支払給付金は、2015年度の
9.0十億ルピーから88.0％増加し、2016年度には17.0十億ルピーとなった。これは主として、グループ事業に関
連した解約請求の増加によるものであった。

関連資金への振替えは、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの関連保険契約に係
る継続保険料を含む保険料収入の投資への振替えに相当し、2015年度の108.2十億ルピーから28.9％増加し、
2016年度には139.5十億ルピーとなった。これは主として関連商品に対する全体の保険料の増加によるもので
あった。生命保険に関連した保険契約に係る保険料の投資可能部分は、リスク補填に係る手数料及び保険料の差
引後、原資産又は保険契約者が選択した指標に対して投資された、生命保険事業に関連した保険契約から受領す
る継続保険料を含む保険料収入を表す。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの関連負債を補填するために保有されている
資産は、2015年度末現在の747.8十億ルピーからわずかに増加し、2016年度末現在には753.0十億ルピーとなっ
た。これは主として関連事業の増加によるものであり、関連負債を増加させる結果となった。

既存の生命保険契約に基づきICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーが支払予定の債
務は、2015年度末現在の936.2十億ルピーから3.7％増加し、2016年度末現在には970.5十億ルピーとなった。
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(f)　総合保険セグメント

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

保険料総額（受再保険料を含
む。）

69,367  82,960  156,794  19.6  

出再保険料 (25,091)  (28,611)  (54,075)  14.0  
未経過リスク準備金 (1,923)  (6,133)  (11,591)  218.9  
正味既経過保険料 42,353  48,216  91,128  13.8  
正味手数料収入 3,738  3,280  6,199  (12.3)  
プールからの投資収益(1) 218  242  457  (11.0)  
投資収益 9,280  11,574  21,875  24.7  
収入合計 55,589  63,312  119,660  13.9  
営業費用 13,870  17,112  32,342  23.4  
正味支払保険金／支払給付金 34,434  39,282  74,243  14.1  
正味その他の費用 378  (159)  (301)  (142)  
費用合計 48,682  56,235  106,284  15.5  
税引前利益／（損失） 6,907  7,077  13,376  2.5  
  
 

(1)　プールからの投資収入は、テロリズム保険プールからの利益の当行の分に相当する。当該プールは、ICICIロンバード・

ジェネラル・インシュアランス・カンパニーがその他のインドの保険会社及びインド総合保険公社とともに締結した再保

険の多国間協定を代表するものである。テロリズム保険プールに帰属する資金はインド総合保険公社によって管理され

る。

 

以下の表は、表示された期間における主要な資産及び負債の残高を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日現在の残高

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

投資 98,212  112,788  213,169  14.8  
流動負債（未払債権を含む。) 79,885  90,754  171,525  13.6  
引当金 25,058  31,158  58,889  24.3  
 

インド総合保険審議会によれば、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、2016年
度において、元受保険料収益総額ベースで8.4％の市場シェアを有する、インド最大の民間部門の総合保険会社
であった。

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの税引前利益は、2015年度における6.9十億ル
ピーから2.5％増加して、2016年度においては7.1十億ルピーであった。これは主として、正味既経過保険料及び
投資収益の増加によるものであるが、支払保険金／支払給付金の増加により一部相殺された。

元受保険料収益総額（自動車損害賠償責任保険プール分を含む。）は、2015年度の66.8十億ルピーから21.2％
増加し、2016年度には80.9十億ルピーとなった。これは主として、天候保険及び自動車保険の保険契約の増加に
よるものであった。正味保険料収入は、2015年度における42.4十億ルピーから増加して、2016年度には48.2十億
ルピーとなった。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

302/647



正味手数料収入は、2015年度における3.7十億ルピーから減少して、2016年度には3.3十億ルピーとなった。

投資収益は、2015年度の9.3十億ルピーから増加して、2016年度は11.6十億ルピーとなった。これは主とし
て、投資有価証券の売却に係る実現利益及び受取利息の増加によるものであった。受取利息は、2015年度の7.1
十億ルピーから増加して、2016年度は7.9十億ルピーとなった。投資有価証券の売却に係る実現利益は、2015年
度の2.1十億ルピーから増加して、2016年度は3.4十億ルピーとなった。これは主として、社債の売却に係る利益
の増加によるものであった。

営業費用は、2015年度の13.9十億ルピーから増加し、2016年度には17.1十億ルピーとなった。これは主とし
て、取引高の増加による事業支援費用、販売促進費用並びに従業員への報酬及び福利厚生の増加によるもので
あった。これらはすべて取引量の増加によるものであった。

支払保険金／支払給付金は、2015年度の34.4十億ルピーから増加し、2016年度には39.3十億ルピーとなった。
これは主として、天候保険における取引高の増加及び損害率の上昇によるものであった。

2016年度末現在の投資は、2015年度末現在の98.2十億ルピーから14.8％増加し、112.8十億ルピーとなった。
これは主として取引量の増加によるものであった。2016年度末現在の未払保険金を含む流動資産は、2015年度末
現在の79.9十億ルピーから13.6％増加し、90.8十億ルピーとなった。これは主として、未払債権の増加によるも
のであった。

 

(g)　その他のセグメント

「その他」のセグメントには、主としてICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミ
テッド、ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・リミ
テッド、ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッド及びICICIホーム・ファイナン
ス・カンパニー・リミテッドが含まれる。

ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニーは、ICICIプルデンシャル・ミューチュアル・
ファンドを管理しており、インドミューチュアル・ファンド協会によれば、2016年３月31日に終了した３ヶ月間
に運用されている平均資金量に関してインド最大のミューチュアル・ファンドであった。ICICIプルデンシャ
ル・ミューチュアル・ファンドの平均運用資産は、主として2016年度のエクイティ商品の平均運用資産の増加に
より、増加した。

ICICIセキュリティーズ・リミテッド及びICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミ
テッドはそれぞれ、株式引受・ブローカー業務及び国債のプライマリー・ディーラーシップ業務に従事してい
る。ICICIセキュリティーズ・リミテッドは、有数のオンライン・ブローカー・プラットホームであるICICIダイ
レクト・ドットコムを保有している。

「その他」のセグメントの税引前利益は、2015年度の14.6十億ルピーから減少し、2016年度には14.3十億ル
ピーとなった。これは主として、ICICIセキュリティーズ・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・プライマ
リー・ディーラーシップ・リミテッド及びICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッドの税引前利益
の増加によるものであるが、ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミテッドの税引
前利益の増加により一部相殺された。

以下の表は、表示された期間における税引前利益の主要な構成項目を示したものである。

 （単位：百万（％の数値を除く。））

 ３月31日に終了した年度

 
2015年
（ルピー）

 
2016年
（ルピー）

 
2016年
(円)

 
2016年／2015年
増減(％)

純利息収入 3,977  4,470  8,448  12.4  
非利息収入 25,854  25,461  48,121  (1.5)  
収入合計 29,831  29,931  56,570  0.3  
非利息費用 15,140  15,501  29,297  2.4  
引当金及び税金控除前営業利益 14,691  14,430  27,273  (1.8)  
引当金 56  178  336  217.9  
税引前利益 14,635  14,252  26,936  (2.6)  
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2016年度における純利息収入は、2015年度の4.0十億ルピーから12.4％増加し、4.5十億ルピーとなった。2016
年度における非利息収入は、2015年度の25.9十億ルピーから減少して、25.5十億ルピーとなった。これは主とし
て、証券仲介業及びプライマリー・ディーラーシップに係る子会社の手数料収入及びその他の収入並びにベン
チャー・ファンド管理に係る子会社の運用手数料の減少によるものであるが、資産管理に係る子会社の運用手数
料の増加により一部相殺された。

2016年度における非利息費用は、2015年度の15.1十億ルピーから増加し、15.5十億ルピーとなった。これは資
産管理に係る子会社の取引手数料及び人件費の増加によるものである。

2016年度におけるICICIセキュリティーズ・リミテッドの税引前利益は、2015年度の4.5十億ルピーから減少し
て、3.7十億ルピーとなった。これは主として、手数料収入の減少によるものであった。手数料収入は主とし
て、取引手数料の減少によるものであった。これは、第三者商品の販売手数料の増加により一部相殺された。取
引手数料は、インド証券取引所における株式市場取引量の減少により減少した。

2016年度におけるICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・リミテッドの税引前利益は、
2015年度の3.3十億ルピーから減少して、3.0十億ルピーとなった。これは主として、トレーディング利益の減少
によるものであった。これは、純利息収入の増加により一部相殺された。2015年度において、好ましい金利変動
が取引業務の参加機会をもたらしたことにより、トレーディング利益が増加した。

2016年度におけるICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミテッドの税引前利益
は、2015年度の3.8十億ルピーから増加して、5.0十億ルピーとなった。これは主として、平均運用資産の増加に
よる手数料収入の増加、より多くの手数料を受領するエクイティ・ミューチュアル・ファンドに有利な銘柄変更
及びミューチュアル・ファンド業務に係る差益の増加によるものであった。これは管理費及び人件費の増加によ
り一部相殺された。

2016年度におけるICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッドの税引前利益は、2015年度の3.0十億
ルピーから減少して、2.7十億ルピーとなった。これは主として、引当金の増加と手数料収入の減少によるもの
であった。純利息収入は、2015年度及び2016年度において2.9十億ルピーの同水準を維持した。2016年度におけ
る手数料収入は、2015年度の1.0十億ルピーから減少して、0.9十億ルピーとなった。引当金は、2015年度の0.1
十億ルピーから増加して、0.2十億ルピーとなった。

ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッドは、2015年度の0.1十億ルピーの利益に
対して、2016年度には0.21十億ルピーの損失を計上した。これは主として、運用手数料及びその他の収益の減少
によるものであるが、人件費及びその他の管理費の減少により一部相殺された。運用手数料は、主として終了し
たファンドからの手数料の発生の減少及び手数料基準が約定額からその他のファンドの純投資残高／発行済資本
に変更されたことにより減少した。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

304/647



(13)　関連当事者間取引

 

2017年度中、当行は、(i)関連会社／その他の関連事業体並びに(ⅱ)主要経営陣等及びその親族により構成され
る関連当事者と取引を行った。

 

(a)　関連当事者

(ⅰ)　関連会社／その他の関連事業体

2017年度中、当行の関連会社／その他の関連事業体として認定された当事者は、ICICIマーチャント・サービ
シズ・プライベート・リミテッド、インド・アドバンテージ・ファンドⅢ、インド・アドバンテージ・ファンド
Ⅳ、インド・インフラデット・リミテッド、I-プロセス・サービシズ（インド）プライベート・リミテッド、
NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バンキング・アンド・インシュアランス・トレーニング・リミ
テッド、コム・トレード・サービシズ・リミテッド（Comm Trade Services Limited）、ICICIファンデーショ

ン・フォー・インクルーシブ・グロウス及びカタリスト・マネジメント・サービシズ・プライベート・リミテッ
ド（Catalyst Management Services Private Limited）の各社である。

アクゾ・ノベル・インディア・リミテッド（Akzo Nobel India Limited）及びFINOペイテック・リミテッド

（FINO PayTech Limited）は、それぞれ2016年４月30日及び2017年１月５日以降関連当事者ではなくなった。

 

(ⅱ)　主要経営陣等及びその親族

当行の主要経営陣等には、当行の業務執行取締役が含まれる。2017年度における当行の主要経営陣は、チャン
ダ・コッハー（Chanda Kochhar）女史、N.S. カナン（N. S. Kannan）氏、ビシャカ・ミュレ（Vishakha

Mulye）女史（2016年１月19日付で関連当事者と認識されている。）、ビジャ・チャンドック（Vijay Chandok）

氏（2016年７月28日付で関連当事者と認識されている。）、アヌプ・バクチ（Anup Bagchi）氏（2017年２月１

日付で関連当事者と認識されている。）、K. ラムクマール（K. Ramkumar）氏（2016年４月30日付で関連当事者

ではなくなった。）及びラジーヴ・サブワル（Rajiv Sabharwal）氏（2017年１月31日付で関連当事者ではなく

なった。）である。上記の主要経営陣等の親族も、当行の関連当事者となる。業務執行取締役に関して、親族と
は、その配偶者、子供、兄弟及び親をいう。当行は、業務執行取締役の親族を判断する際、インドGAAPを適用し
ている。

 

(b)　関連当事者間取引

以下は、当行が当行の関連会社／その他の関連事業体又は当行の主要経営陣等若しくはその親族との間で行っ
た重要な取引である。関連当事者間取引は、その区分の全関連当事者間取引の10％超を占める場合に、重要な関
連当事者間取引として開示される。

詳細については、「－第２－５ 従業員の状況－貸付」及び「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構

成する附属明細書18－注記２」も参照のこと。

 

(ⅰ)　保険業務

2017年度において、当行は、関連会社／その他の関連事業体から53百万ルピー、主要経営陣等から４百万ル
ピー、主要経営陣等の親族から３百万ルピーの保険料を受け取った。2017年度における当行の重要な取引には、
ICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・グロウスからの受取保険料の30百万ルピー及びFINOペイ
テック・リミテッドからの受取保険料の17百万ルピーが含まれていた。受取保険料は、健康保険、傷害保険、海
上及びその他の各種保険に対するものであった。

2017年度において、当行は、当行の関連会社／その他の関連事業体に対し６百万ルピーの保険金を支払った。
2017年度における当行の重要な取引には、FINOペイテック・リミテッドに対する４百万ルピー及びアクゾ・ノベ
ル・インディア・リミテッドに対する１百万ルピーの保険金の支払いが含まれていた。
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(ⅱ)　手数料、報酬及びその他収入

2017年度において、当行は、関連会社／その他の関連事業体から26百万ルピー、当行の主要経営陣から２百万
ルピー及び主要経営陣の親族から0.0百万ルピー（重要でない金額）の手数料、報酬及びその他収入を受け取っ
た。2017年度における当行の重要な取引は、インド・インフラデット・リミテッドから受領した22百万ルピーの
手数料、報酬及びその他収入、及びICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・リミテッドから受領した
４百万ルピーの手数料、報酬及びその他収入であった。これらの取引は、主に運用手数料、アレンジャー手数料
及び銀行手数料を当行にもたらした。

2017年度において、当行は、NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バンキング・アンド・インシュ
アランス・トレーニング・リミテッドから0.0百万ルピー（重要でない金額）の銀行保証の手数料を受け取っ
た。かかる取引は、主に銀行保証に係る手数料に関するものである。

 

(ⅲ)　建物のリース及び共有一般設備費用の回収

2017年度において、当行は、関連会社／その他の関連事業体から建物のリース及び共有一般設備費用97百万ル
ピーを受領した。2017年度における当行の重要な取引は、ICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・
グロウスから受領した58百万ルピー及びFINOペイテック・リミテッドから受領した32百万ルピーであった。かか
る金額は、その共有一般費並びにインフラ及び技術共有費として、ICICIファンデーション・フォー・インク
ルーシブ・グロウスにより当行に対し、またFINOペイテック・リミテッドよりICICIセキュリティーズ・リミ
テッドに対し、支払われた。

 

(ⅳ)　従業員の出向からの復帰

2017年度において当行は、当行の従業員の出向からの復帰につきI-プロセス・サービシズ（インド）プライ
ベート・リミテッドから８百万ルピーの報酬を受け取った。

 

(ⅴ)　仲介手数料、手数料及びその他の経費

2017年度において、当行は、関連会社／その他の関連事業体に対し、仲介手数料、手数料及びその他の経費
6.2十億ルピーを支払った。2017年度における当行の重要な取引は、I-プロセス・サービシズ（インド）プライ
ベート・リミテッドに支払われた3.6十億ルピーの仲介手数料、手数料及びその他の経費、並びにICICIマーチャ
ント・サービシズ・プライベート・リミテッドに支払われた2.4十億ルピーの仲介手数料及びその他の経費で
あった。これらの取引は、主に外部委託サービス及び基本的な銀行業務の提供に係る手数料に関するものであ
る。

 

(ⅵ)　関連当事者が発行した有価証券への投資

2017年度において、当行はインド・インフラデット・リミテッドの発行した有価証券に対し9.8十億ルピーを
投資した。

 

(ⅶ)　投資の満期／買戻し

2017年度において、当行はインド・アドバンテージ・ファンドⅣから168百万ルピー及びインド・アドバン
テージ・ファンドⅢから100百万ルピーをベンチャー・キャピタル・ユニットの償還として受領した。

 

(ⅷ)　保管業務

2017年度において、当行は、関連会社／その他の関連事業体から１百万ルピーに達する保管手数料を受領し
た。2017年度における当行の重要な取引は、インド・アドバンテージ・ファンドⅢから受領した保管手数料の
0.5百万ルピー及びインド・アドバンテージ・ファンドⅣから受領した保管手数料の0.5百万ルピーとなった。
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(ⅸ)　支払利息

2017年度において、当行は、預金に係る利息を関連会社／その他の関連事業体に対し16百万ルピー、主要経営
陣等に対し７百万ルピー、また主要経営陣等の親族に対し３百万ルピー支払った。2017年度における当行の重要
な取引は、インド・インフラデット・リミテッドに対して支払った11百万ルピーの利息及びチャンダ・コッハー
女史に対して支払った５百万ルピーの利息であった。

 

(ⅹ)　受取利息

2017年度において、当行は、関連会社／その他の関連事業体から189百万ルピー、主要経営陣等から11百万ル
ピー、また主要経営陣等の親族から0.2百万ルピーの利息を受け取った。2017年度における当行の重要な取引
は、インド・インフラデット・リミテッドから受領した154百万ルピーの利息及びICICIマーチャント・サービシ
ズ・プライベート・リミテッドから受領した35百万ルピーの利息であった。かかる取引は、主に非転換社債に対
する利息に関するものであった。

 

(ⅺ)　関連当事者に対する費用の弁済

2017年度において、当社は、NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バンキング・アンド・インシュ
アランス・トレーニング・リミテッドに対して0.2百万ルピーの費用を弁済した。

 

(ⅻ)　支払配当金

2017年度において、当行は、当行の主要経営陣等に対して18百万ルピー、また主要経営陣等の親族に対して
0.0百万ルピー（重要でない金額）の配当金を支払った。2017年度における支払配当金は、チャンダ・コッハー
女史に対する12百万ルピー、N.S. カナン氏に対する２百万ルピー、ビシャカ・ミュレ女史に対する３百万ル

ピー及びラジブ・サブハワル氏に対する１百万ルピーであった。

 

(xiii)　寄付金

2017年度において、当行はICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・グロウスに対し、976百万ル
ピーの寄付を行った。

 

(c)　関連当事者に対する残高

以下の表は、当行の関連会社／その他の関連事業体に対し支払うべき債務又は関連会社／その他の関連事業体
より受領すべき債権の表記日現在の残高を示したものである。

  （単位：百万ルピー）

項目  2017年度末現在

   

関連当事者による当行への預金  3,749

関連当事者に対し支払うべき債務  731

関連当事者に対する当行の投資  7,113

関連当事者が保有する当行株式に対する投資  －

関連当事者への貸付(1)  －

関連当事者が受領すべき債権  61

当行が関連当事者に対して発行した保証  8
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以下の表は、主要経営陣等に対し支払うべき債務又は主要経営陣等より受領すべき債権の表記日現在の残高を
示したものである。

  (単位：百万ルピー（株式数を除く。）)

項目  2017年度末現在

   

主要経営陣等による預金  145

主要経営陣等に対し支払うべき債務  0.0(3)

主要経営陣等が保有する当行株式に対する投資  9

主要経営陣等への貸付(2)  204

従業員ストック・オプション残高（株式数）  31,201,400

行使された従業員ストック・オプション(4)  171

 

以下の表は、主要経営陣等の親族に対し支払うべき債務又は主要経営陣等の親族より受領すべき債権の表記日
現在の残高を示したものである。

  （単位：百万ルピー）

項目  2017年度末現在

   

主要経営陣等の親族による預金  56

主要経営陣等の親族に対し支払うべき債務  0.0(3)

主要経営陣等の親族が保有する当行株式に対する投資  0.0(3)

主要経営陣等の親族への貸付(1)  1

 

以下の表は、主要経営陣等に対し支払うべき債務又は主要経営陣等より受領すべき債権の表記期間中の最大残
高を示したものである。

  （単位：百万ルピー）

項目  2017年３月31日に終了した年度

   

主要経営陣等による預金  294

主要経営陣等に対し支払うべき債務  0.1

主要経営陣等が保有する当行株式に対する投資  9

主要経営陣等への貸付(2)  207

 

以下の表は、主要経営陣等の親族に対し支払うべき債務又は主要経営陣等の親族より受領すべき債権の表記期
間中の最大残高を示したものである。

  （単位：百万ルピー）

項目  2017年３月31日に終了した年度

   

主要経営陣等の親族による預金  62

主要経営陣等の親族に対し支払うべき債務  0.0(3)

主要経営陣等の親族への貸付(1)  9

主要経営陣等の親族が保有する当行株式に対する投資  0.0(3)
 

 

 

(1)　貸付は、(a)通常の営業過程において行われ、(b)利率及び担保を含む条件が他の当事者との類似の取引における一般

的な条件と大要同じで行われ、(c)通常の回収リスクを超えるリスクを伴わず、またその他不利な面も存在しなかっ

た。

(2)　貸付は、(a)通常の営業過程において行われ、利率及び担保を含む条件が他の当事者との類似の取引における一般的な

条件と大要同じで行われ、(b)利率及び担保を含む条件が従業員融資制度の一環として他の従業員のための一般的な条

件と同じで行われ、(c)通常の回収リスクを超えるリスクを伴わず、またその他不利な面も存在しなかった。
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(3)　重要でない金額。

(4)　2017年度において、1,014,300の従業員ストック・オプションが当行の主要経営陣等により行使され、行使価格で計上

された。

 

(14)　ジョイントベンチャー及び関連会社

 

2008年度より、FINOペイテック・リミテッド（旧称はフィナンシャル・インクルージョン・ネットワーク・アン
ド・オペレーションズ・リミテッド）、I-プロセス・サービシズ（インド）プライベート・リミテッド、NIITイン
スティテュート・オブ・ファイナンス・バンキング・アンド・インシュアランス・トレーニング・リミテッド及び
ICICIベンチャー・バリュー・ファンドは連結財務書類において持分法適用関連会社として計上された。2010年度
において当行の完全子会社であるICICIベンチャーズ・ファンド・マネジメント・カンパニー・リミテッドによる
ICICIベンチャー・バリュー・ファンドに対する株式保有比率が48.0％から54.8％に増加したため、ICICIベン
チャー・バリュー・ファンドは会計基準第21号の「連結財務書類」に要求されるとおり連結された。しかし、
ICICIベンチャー・バリュー・ファンドのユニットの償還により、この事業体は連結会社ではなくなったため、
2014年度より連結されていない。2017年度において、ICICIグループは、FINOペイテック・リミテッドに対して多
大な影響力を行使しなくなったため、この事業体は当行の持分法適用関連会社ではなくなり、したがって、2017年
１月５日以降持分法適用関連会社として計上されていない。

2010年度より、レインボー・ファンド及びICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・リミテッドに対す
る投資は連結財務書類において持分法適用関連会社として計上された。しかしながら、レインボー・ファンドのユ
ニットの償還により、この事業体はその償還日付より持分法適用関連会社ではなくなったため、2014年度より持分
法適用関連会社として計上されていない。

2011年度より、メワール・アンチャリク・グラミン銀行に対する投資は連結財務書類において持分法適用関連会
社として計上された。しかしながら、2015年度より、メワール・アンチャリク・グラミン銀行とその他の地域農村
銀行は１つの地域農村銀行に合併された。ICICIバンクは新たな地域農村銀行に持分を有していない。したがっ
て、この事業体は合併日以降は持分法適用関連会社ではなくなったため持分法適用関連会社として計上されていな
い。

2013年度より、インド・インフラデット・リミテッドに対する投資は持分法適用関連会社として計上された。
2014年度において、TCW/ICICIインベストメント・パートナーズ・リミテッドは、共同支配企業ではなくなったた
め、連結されていない。2015年度より、インド・アドバンテージ・ファンドⅢ及びインド・アドバンテージ・ファ
ンドⅣに対する投資は持分法適用関連会社として計上された。

インドGAAPに基づき、当行は、暫定的に投資する一定の事業体を連結対象としていない。しかしながら、米国
GAAPの下では、これらの事業体は、FASB ASC Subtopic 810-10「連結－全般」に従って連結されている。

 

(15)　その他の主要な事柄

 

米国GAAPに基づき、総合保険子会社は、持分法での会計処理により、少数株主（フェアファックス・フィナン
シャル・ホールディングス）として計上され、ASC Subtopic 810-10「連結－全般」に規定される合弁契約を通じ

て実質的な参加権を有している。提案された新規株式公開を実施するため、2017年７月、当行のフェアファック
ス・フィナンシャル・ホールディングスとの間の総合保険合弁契約は双方の合意に基づき終了し、また提案された
新規株式公開が行われなかった場合において両当事者を保護する旨規定された。したがって、提案された新規株式
公開が行われなかった場合におけるフェアファックス・フィナンシャル・ホールディングスの保護のため、2018年
度以降、総合保険子会社は、現行の持分法での会計処理に反して、ASC Topic 810「連結」に基づき連結される。
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(16)　インドGAAPと米国GAAPの間での純利益の調整

 

当行の連結財務書類は、いくつかの重要な点において米国GAAPと異なるインドGAAPに従い作成されている。以下
の記述は、インドGAAPの代わりに米国GAAPを適用することにより生じる、インドGAAPに基づく2017年度、2016年度
及び2015年度における当行の税引後連結利益への重要な調整について述べている。

2017年度の米国GAAPによるICICIバンクの株主に帰属する連結純利益は、62.4十億ルピーで、インドGAAPによる
ICICIバンクの株主に帰属する税引後利益101.9十億ルピーより少なかった。2017年度において、米国GAAPによる純
利益は、主として、負債証券及び持分証券の評価に起因する損失の増加、インドGAAPによる場合と比較した米国
GAAPによる貸倒引当金の増加、米国GAAPによる報酬費用の会計処理の差異による影響及びインドGAAPと米国GAAP間
の連結会計における差異による収益減により、減少した。これは、米国GAAPによる貸付金処理手数料（費用控除
後）の償却及びインドGAAPによる場合と比較した繰延税利益の増加により、一部相殺された。本書に含まれる米国
GAAPに基づく当行の「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追加注記」に対する

注記20も参照のこと。

貸倒引当金の会計処理の差異により、米国GAAPによる純利益では、インドGAAPによる場合と比較して、2017年度
は19.6十億ルピー減、2016年度は28.0十億ルピー減であった。これは主として、インドGAAPと米国GAAPとの間の貸
倒引当金についての計算方法の相違によるものであり、かかる引当金の認識の時期には差異が伴う。2016年度及び
2017年度において、インドGAAPによる場合と比較した米国GAAPに基づく不良債務条件緩和貸付にかかる引当金総額
及びその他の減損貸付金が増加した。これは、インドGAAPによる場合と比較して、2016年度末及び2017年度末の米
国GAAPに基づく減損貸付金が大幅に多かったことに起因している。さらに、引当金はインドGAAPと米国GAAP間の引
当金計上方法の差異により、影響を受けた。

2017年度末現在の米国GAAPによる引当金累積額は引続き増加し、株主持分調整計算書において表示されるインド
GAAPにより保有される引当金累積額よりも68.8十億ルピー増加した。本書に含まれる米国GAAPに基づく当行の「－
第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追加注記」に対する注記20(a)も参照のこ

と。

企業結合の会計処理の差異により、米国GAAPによる純利益では、2017年度及び2016年度は0.4十億ルピー減で
あった。これは主として、無形資産の償却によるものであった。インドGAAPによると、当行による企業結合におい
て無形資産は創出されなかった。しかしながら、米国GAAPによると、FASB ASC Topic 805「企業結合」が定めるよ

うに、無形資産は創出される。かかる無形資産は、その予想耐用年数をかけて償却される。

連結の会計処理の差異により、米国GAAPによる純利益では、インドGAAPによる場合と比較して、2017年度は3.6
十億ルピー減、2016年度は3.0十億ルピー増であった。2017年度には、インドGAAPによる場合と比較して、当行の
保険子会社の収益は低下し、3.3十億ルピーであった。さらに、ICICIグループは、スリーアイ・インフォテック・
リミテッドに対する投資を米国GAAPに基づき持分法適用関連会社として計上しているが、2015年度までのインド
GAAPの下では異なっていた。2016年度において、スリーアイ・インフォテック・リミテッドは持分法適用関連会社
ではなくなり、スリーアイ・インフォテック・リミテッドを失ったICICIグループの株式は、それまでに米国GAAP
に基づき計上されていた分が戻し入れられ、インドGAAPによる場合と比較して、米国GAAPの下では2.3十億ルピー
のプラスの影響の結果となった。本書に含まれる米国GAAPに基づく当行の「－第６－１ 財務書類－連結財務書表

の一部を構成する附属明細書18B－追加注記」に対する注記20(c)も参照のこと。

負債証券及び持分証券の評価の会計処理の差異により、米国GAAPによる純利益では、インドGAAPによる場合と比
較して、2017年度は29.8十億ルピー減、2016年度は5.5十億ルピー減であった。

2016年度に、インド準備銀行は戦略的債務再編のためのガイドラインを発行し、これに基づき、債務を株式に転
換し、結果的に銀行が借入人の保有持分を取得することが可能となった。インド準備銀行は、これら法人の統合か
ら銀行を除外した。ICICIバンクを含む銀行は、戦略的債務再編を行うことにより、特定の法人の株式持分を取得
した。米国GAAPに基づき、これらの法人は持分法適用関連会社として取り扱われる。当行はASC Topic 825「金融

商品」に基づきこれら持分法適用関連会社の公正価値オプションを選択した。その結果、インドGAAPに基づく当該
貸付に係る引当金は、「貸倒引当金」の項目に戻し入れられ、貸付、保証及び株式の公正価値の減少は損益計算書
を通じて計上されている。これにより、米国GAAPに基づき2016年度の7.5十億ルピーと比較して2017年度は28.7十
億ルピーの損失が生じた。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

310/647



インドGAAPでは、トレーディング目的保有有価証券及び売却可能有価証券に係る未実現損失は、損益計算書に計
上される。インドGAAPでは、区分別の投資に係る純未実現利益は計上されない。米国GAAPでは、トレーディング資
産に係る未実現損益は損益計算書に認識され、「売却可能」に分類される有価証券（インドGAAPにおいては「満期
保有」に分類されるすべての有価証券を含む。）に係る未実現損益は株主持分の部のその他の包括利益として認識
される。ただし、一時的でない減損とみなされた有価証券に係る未実現損失（損益計算書で認識される。）は除
く。さらに、米国GAAPによれば、一時的でない減損によるマイナスの影響があり、2016年度における6.7十億ル
ピーに対し、2017年度には4.8十億ルピーであった。さらに、売却可能有価証券に対する時価会計における差異に
より、米国GAAPによれば、2016年度における5.1十億ルピーのプラスの影響に対し、2017年度には3.4十億ルピーの
プラスの影響があった。

米国GAAPに基づき、外貨建て売却可能負債証券の通貨切上げによる利益／損失は、その他の包括利益に反映され
ている。一方、インドGAAPによる場合、かかる変動は損益に反映されている。当該外貨建売却可能有価証券は、同
一通貨で資金調達されるか、又はこれらの投資に係る為替リスクは、外国為替先物契約／スワップにより補填され
る。かかる資金調達負債及びデリバティブに係る通貨切上げの影響は、インドGAAP及び米国GAAPともに損益計算書
を通じて会計処理される。したがって、外貨建売却可能有価証券の為替変動によるリスクは経済的に補填される一
方で、資産の会計処理に係る米国GAAPとインドGAAPとの差異は、米国GAAPとインドGAAPによる純利益の差異として
表れる。このため、米国GAAPによる利益では、インドGAAPによる場合と比較して、2017年度は1.7十億ルピーの増
加となり、これに対して2016年度は1.2十億ルピーの減少であった。

当行は、インドGAAPでは先行計上されるが、米国GAAPでは償却される貸付金組成手数料を稼得し、また費用を負
担する。貸付金組成手数料及び費用の償却は、米国GAAPによる利益では、インドGAAPによる場合と比較して、2017
年度及び2016年度は7.9十億ルピー増となった。2017年度において、米国GAAPによる退職給付費用はインドGAAPに
よる場合と比較して0.9十億ルピー減となり、2016年度は1.0十億ルピー減であった。これはインドGAAPにおいては
損益計算書に先行計上されるが、米国GAAPにおいてはその他の包括利益に計上され、その後米国GAAPの会計指針に
従い償却される保険数理上の損失によるものである。本書に含まれる米国GAAPに基づく「－第６－１ 財務書類－

連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追加注記－注記20(e)」も参照のこと。

インドGAAPでは、2016年度まで、非統合海外事業の処分／一部処分の際に、外貨換算準備金に累計された当該事
業に帰属する為替差損益の累計額／按分額は、処分に係る損益が認識された期間の収益又は費用として計上され
る。2017年度以降、インドGAAPに基づき、当行は、インド準備銀行が発表したガイドラインに基づく、海外支店に
おける利益剰余金の送金に関連する当該為替差損益の累計額／按分額を収益又は費用として計上しない。米国GAAP
では、外貨換算準備金に累計された損益は、非統合海外事業の全部／実質的全部が処分された場合にのみ、損益計
算書に認識される。したがって、インドGAAPによる海外支店からの利益剰余金の送金に係る為替差益は、2016年度
の9.5十億ルピーと比較して2017年度はゼロであり米国GAAPでは戻し入れられた。本書に含まれる米国GAAPに基づ
く「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追加注記－注記20(j)」も参照のこ

と。

インドGAAPによる場合と比較して、米国GAAPによる繰延税利益は、2016年度の7.5十億ルピーと比べて、2017年
度は13.1十億ルピー増であった。

当行及び当行の住宅金融子会社は、1961年所得税法に従って税制上の優遇措置を享受するために、利益処分を通
じて特別準備金を設定している。かかる税制優遇分は、将来の期間において特別準備金から資金が引き出された場
合に還付される。インドGAAPに基づき、税金負債は、インド準備銀行／国立住宅銀行が発表したガイドラインに
従ってかかる特別準備金として計上されている。米国GAAPにおいて、繰延税金はその予定回収方法に基づいて認識
され測定され、予定回収方法により税効果が発生しない場合には繰延税金は計上されない。したがって、当グルー
プが引続きかかる特別準備金の引出し／使用はしない意向であること、また清算シナリオにおいてかかる特別準備
金が非課税であるとの法律顧問の見解により、特別準備金に対して繰延税金負債は設定されていない。これによ
り、インドGAAPにより認識されていた繰延税金負債1.2十億ルピー（2016年度は4.6十億ルピー）は、米国GAAPにお
いて戻し入れられた。

2016年度、当行は現行税の支払いを行い、インドGAAPに基づく海外支店に関する外貨換算準備金に5.9十億ル
ピーの繰延税資産を計上した。米国GAAPに基づき、現行税の課されている海外支店の未分配利益の繰延税金は認識
されておらず、その結果米国GAAPに基づく繰延税資産は5.9十億ルピー減となった。2017年度において、インド
GAAPによる場合と比較して、米国GAAPに基づくかかる差異の影響は0.2十億ルピーの増加であった。
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さらに、2017年度は13.5十億ルピー、2016年度は12.1十億ルピーのプラスの税効果により、インドGAAPから米国
GAAPへの調整には差異が生じた。本書に含まれる米国GAAPに基づく「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部

を構成する附属明細書18B－追加注記－注記20(i)」も参照のこと。

2016年度の米国GAAPによるICICIバンクの株主に帰属する連結純利益は、73.0十億ルピーとなり、インドGAAPに
よるICICIバンクの株主に帰属する税引後利益101.8十億ルピーより低かった。2016年度において、米国GAAPによる
純利益は、主として、インドGAAPによる場合と比較しての米国GAAPによる貸倒引当金の増加額28.0十億ルピー、イ
ンドGAAPの下損益計算書に計上されていた海外支店からの利益剰余金の送金に係る為替差益9.5十億ルピーの戻し
入れ、米国GAAPに基づく有価証券の評価減5.5十億ルピー、及び米国GAAPによる報酬費用の会計処理の差異による
影響額3.6十億ルピーにより減少したが、これらはインドGAAPによる場合と比較して高い繰延税利益7.5十億ル
ピー、米国GAAPに基づく貸付金組成手数料及び費用の償却の影響7.9十億ルピー、ICICIバンクの株主に帰属する保
険子会社からの利益の増加額0.8十億ルピー並びに持分法適用関連会社における2.3十億ルピーの収益割合の増加に
より一部相殺されている。本書に含まれる米国GAAPに基づく「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成

する附属明細書18B－追加注記－注記20」も参照のこと。

2015年度の米国GAAPによるICICIバンクの株主に帰属する連結純利益は、116.9十億ルピーとなり、インドGAAPに
よるICICIバンクの株主に帰属する税引後利益122.5十億ルピーより低かった。2015年度において、米国GAAPによる
純利益は、主として、インドGAAPによる場合と比較しての米国GAAPによる貸倒引当金の増加額7.8十億ルピー、イ
ンドGAAPによる海外支店からの利益剰余金の送金に係る為替差益7.5十億ルピーの戻し入れ、ICICIバンクの株主に
帰属する保険子会社からの利益の減少額1.4十億ルピー、持分法適用関連会社における2.5十億ルピーの損失割合の
増加、米国GAAPに基づく有価証券の評価減2.2十億ルピー、及び米国GAAPによる報酬費用の会計処理の差異による
影響額2.7十億ルピーにより減少したが、これらはインドGAAPによる場合と比較して高い繰延税利益11.6十億ル
ピー及び米国GAAPに基づく貸付金組成手数料及び費用の償却の影響、合計10.2十億ルピーにより一部相殺されてい
る。本書に含まれる米国GAAPに基づく「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を構成する附属明細書18B－追

加注記－注記20」も参照のこと。

インドGAAP及び米国GAAPの重要な相違点、米国GAAPに基づく純利益及び株主資本の調整、並びに米国GAAPに基づ
き要求される追加情報の詳細については、本書に含まれる当行の「－第６－１ 財務書類－連結財務書表の一部を

構成する附属明細書18B－追加注記」に対する注記20及び21を参照のこと。
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(17)　重要な会計方針

 

当行の財政状態及び業績を理解するには、当行の重要な会計方針並びに当行がかかる方針を適用するにあたりど
の程度判断及び推測を行っているかを理解することが重要である。当行の会計及び報告方針は、インドGAAPに従っ
ており、当行の商品及びサービス並びに当行が遂行する業務に関連した標準的な会計原則に準拠している。インド
GAAPは、当行に、財務書類の日付現在、報告された資産及び負債の金額並びに報告された年度の報告された収益及
び費用に影響する見積り及び予測を立てることを要求している。したがって、当行は、実際の結果が不明確な状況
において予測をするため、かなりの判断及び推測を行っている。本書に含まれる「－第６－１ 財務書類－連結財

務書表の一部を構成する附属明細書17」も参照のこと。

 

ICICIバンク・リミテッド

 

(a)　投資の会計処理

ICICIバンクは、インド準備銀行により発表された投資有価証券の分類及び評価についてのガイドラインに
従ってその投資有価証券を計上している。投資有価証券は、(a)「満期保有目的」、(b)「売却可能」及び(c)
「トレーディング目的保有」に分類されている。これらの各分類の下で、当行はさらに投資有価証券を(a)政府
発行有価証券、(b)その他の適格有価証券、(c)株式、(d)債券及びディベンチャー、(e)子会社及びジョイントベ
ンチャー並びに(f)その他に分類している。

「満期保有目的」有価証券は、額面金額を超過する割増価格で取得された場合には、取得原価又は償却引き原
価で計上される。取得した固定利付有価証券及び変動利付有価証券の額面金額を超過するプレミアムは、満期ま
での残存期間にわたりそれぞれ一定の実効利回り法及び定額法で償却される。ジョイントベンチャー／関連会社
に対する株式投資は、インド準備銀行のガイドラインに従って、「満期保有目的」に分類されている。これらの
商品は、価額の恒久的減少のために評価され、適切な引当金が設定される。

当行の「売却可能」有価証券及び「トレーディング目的保有」有価証券は、インド準備銀行により発表された
ガイドラインに従って、評価されている。当行は、売却可能と分類された政府発行有価証券のうち、当行の固定
及び変動金利投資の額面金額を超過したプレミアム（もしあれば）を、満期までの残存期間にわたりそれぞれ一
定の実効利回り法及び定額法で償却する。投資有価証券の市場価格は、公認の証券取引所における終値又はイン
ド・プライマリー・ディーラー協会（PDAI）が固定利付金融市場及びデリバティブ協会（FIMMDA）と共同で定期
的に発表する価格に基づいている。

当行は、固定利付金融市場及びデリバティブ協会により発表された利率に従って、「売却可能」及び「トレー
ディング目的保有」の分類に含まれる法定流動性比率証券の性質を有する非上場政府発行有価証券の市場価格を
算定している。

当行は、「売却可能」及び「トレーディング目的保有」の分類に含まれる非上場の非政府機関発行の固定利付
有価証券の市場価格を算定しており、満期までの利回りの利率と連動するか否かにかかわらず、固定利付金融市
場及びデリバティブ協会により発表された政府発行有価証券に係る満期利回り利率を越える利幅で、これに伴う
信用リスクを反映した上で、算定される。

当行は、上場されていない当行の株式の市場価格を算出するにあたり、直近の貸借対照表が入手可能な場合に
は清算価値とする。かかる貸借対照表が入手できない場合には、上場されていない株式の評価額は、インド準備
銀行のガイドラインに従い、１ルピーとする。

当行は、当行の「売却可能」区分及び「トレーディング目的保有」区分に該当する有価証券の仮証券（すなわ
ち、個別の有価証券により）の市場価格を算定し、各分類別に貸付の形態で入手したものを除く有価証券の価値
の増減額を合計する。各分類における純増加額（もしあれば）は、未実現であるため計算に入れられないが、純
減少額については算入される。不良投資は、インド準備銀行の現行のガイドラインに基づき、計上される。既存
貸付の転換として取得した有価証券の減少額は全額が算入される。戦略的な債務再編スキーム、ストレス資産の
持続可能な構造化スキーム（S4A）及び借入事業体の経営者の変更に関する健全性規制（戦略的な債務再編とは
関連のない経営変更）スキームに基づき当行が取得し保有する株式の減少額は、インド準備銀行のガイドライン
に基づき、債務の株式への転換日から４四半期の期間にわたって算入される。
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当行は、インド準備銀行の現行のガイドラインに従い、インド準備銀行との間の流動性調整枠下の買戻し、逆
買戻し及び取引を、借入取引及び貸付取引として計上している。インド準備銀行のガイドラインに従い、当行
は、投資の売買（インド政府及び州政府債を除く。）について、取引日に基づく会計処理方法に従っている。イ
ンド政府及び州政府債については、決済日に基づく会計処理方法に従う。

 

(b)　貸付金及びその他の与信枠に対する引当金／償却

引当金は一般的に、ICICIバンクにより、正常先資産、要管理先資産及び破綻懸念先資産に対して、インド準
備銀行により定められた利率で設定されている。インド準備銀行ガイドラインにより要求される範囲において、
破綻資産及び破綻懸念資産の無担保部分は引当／償却されている。海外支店で保有される貸付金のうち、貸付実
施国の規制では（回収額の計上以外の理由で）減損しているとみなされるが既存のインド準備銀行ガイドライン
では正常である貸付金は、貸付実施国における残高については不良債権に分類される。海外支店で計上された貸
付金で、既存のインド準備銀行ガイドラインでは正常先であるが貸付実施国のガイドラインでは不良債権に分類
される貸付金については、貸付実施国の規制に従って引当金が計上される。非協力的借入人として分類された借
入人、インド準備銀行のストレス資産の枠組みに基づく故意の不履行及び不良資産に関し、当行は現行のインド
準備銀行ガイドラインに従って早期の引当金計上を行う。当行が保有する個人向け貸付に対する特定引当金は、
規制上の最低要件を上回っている。当行は、不良債権に対する特定引当金及び正常先貸付に対する一般引当金を
有している。また、当行は、戦略的な債務再編、S4A及びインド準備銀行による戦略的な債務再編スキームと関
連のない経営変更に係る貸付金に対する引当金を有している。

現在価値で評価される条件緩和貸付の公正価値の減少がもしあれば、その額は償却され、又は引当金が当該減
少の程度で計上される。条件緩和正常先貸付として分類された条件緩和貸付は、ガイドラインに記載された特定
期間まで、非条件緩和正常先貸付と比較して高い正常先資産の引当金及び高い自己資本比率規制のリスク加重資
産の対象となっている。特定期間とは、再編計画に基づく最長の支払猶予期間を有する信用供与の利息又は元本
の第１回の支払いの開始された日のいずれか遅い方の日付から１年間とし、その間の支払いは監視される。かか
る貸付は、自己資本比率規制の正常先資産に係る引当金／リスク加重率が正常な水準に戻らない限り、条件緩和
貸付として分類され、すなわち特定期間の終了後１年間の間とする。当行は、貸付が条件緩和された借入人の資
金を基盤とした与信枠の総額を開示しなければならない。

当行はまた、インド準備銀行が発行したガイドラインに従い、当行の正常先貸付に対して一般引当金を設定し
ており、それにはヘッジされていない外貨為替リスクを有する借入人に対する貸付についての引当金及びインド
の会社のステップダウン子会社のリスクに対する引当金を含む。海外支店の正常貸付金については、一般引当金
は、貸付実施国の規制要件とインド準備銀行の要件のいずれか高い方で計上されている。

さらに、当行は、国別エクスポージャー（間接的カントリー・リスクを含み、自国のエクスポージャーを除
く。）に対して引当金を設定している。国は、７つのリスク区分、すなわち「些少」、「低い」、「中程度に低
い」、「中程度」、「中程度に高い」、「高い」及び「非常に高い」に分類され、契約期間が180日間を超える
エクスポージャーに対して0.25％から25％まで段階的に引当てが行われる。契約期間が180日未満の債権につい
ては、180日間を超えるエクスポージャーに対する適用率の25％の引当金を保有しなければならない。間接的エ
クスポージャーは、当該エクスポージャーの50％とみなされる。各国に関する国別債権額（純額）が当行の融資
総額の１％を超えない場合には、引当金を設定する必要はない。

当行は、取締役会が承認した方針に従い、当行が設定する特定引当金及び一般引当金に加えて、年度ごとに流
動引当金を設定することができる。流動引当金は、取締役会及びインド準備銀行の承認を得た場合にのみ利用す
ることができる。

 

(c)　資産の譲渡及びサービシング業務

ICICIバンクは、法人向け貸付金及び消費者向け貸付金を、証券化取引を通じて譲渡している。当行が対象証
券化貸付契約において特定された便益に対する権利を放棄した場合にのみ、譲渡された貸付金の認識は中止さ
れ、利益／損失が計上される。遡及及びサービシング債務は、引当金控除後の金額で計上される。
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インドGAAPによれば、2006年２月１日より、貸付資産の証券化によって生じた純利益は、かかる資産の売却先
である特別目的会社／特別目的事業体が発行したか又は今後発行する証券の存続期間にわたって、計上されてい
る。2012年５月７日より、証券化により生じた利益／保険料は、インド準備銀行が定めた方法に基づき、取引の
存続期間にわたって減価償却される。貸付資産のセル・ダウン、証券化及び直接譲渡により生じる純損失は、売
却時に計上される。

インド準備銀行ガイドラインに従って証券会社／再構築会社に不良債権／第二特別注意勘定債券が売却された
場合、当行は、当該金額を受領する年度内に、損益計算書上で超過引当金を戻し入れる。当該資産の売却に係る
販売価格が正味帳簿価格を下回る場合、当行は、当該不良債権が売却された年度内に計上する。

 

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー

非ユニットリンク契約の保険料は、保険契約者から支払われた時点で収益として認識される。ユニットリンク
事業に関しては、保険料は関連ユニットが作成された時点で収益として認識される。失効した保険契約に係る保
険料は、かかる保険契約が復活された時点で収益として認識される。

ユニットリンク契約からの利益（資金管理手数料、保険証券管理手数料、危険保険料及び（もしあれば）その
他手数料を含む。）は、発行済保険契約の条件に従って、ユニットリンクの資金から補填され、期限到来時に計
上される。

獲得費用は、保険契約によって変動し、主に保険契約の獲得に関連している費用であり、費用が発生した期間
に費用計上される。

保険数理上の債務は保険数理上の慣例、1938年保険法（2015年保険法（改正）により改正されている。）の要
件、インド保険業規制開発委員会の規則及びインド数理協会の保険数理慣行に従って計算される。

将来充当されるファンド（ユニットリンク）－失効したユニットリンク契約に関して、アポインテッド・アク
チュアリーにより将来充当されるファンドとして見積もられた金額は、貸借対照表上に留保され、最長復元期間
の満了まで株主への配当に利用することはできない。

将来充当されるファンド（非ユニット及び非参加型）－アポインテッド・アクチュアリーによる勧告に従い、
事業のリンクラインの非ユニット資金及び非参加型資金の剰余分は、将来充当されるファンド又は株主の資金と
して充当するため保有することができる。保険契約者の資金として保有される場合、将来充当されるファンドは
失効又は無効となった方針の復活等の偶発事象の際の資金に流用される。

将来充当されるファンド（参加型）－アポインテッド・アクチュアリーによる勧告に従い、未処分剰余金は、
将来充当されるファンドとして貸借対照表上に留保される。

投資は、1938年保険法（2015年保険法（改正）により改正されている。）、2016年インド保険業規制委員会
（投資）規則、2002年保険規制開発局（保険会社の財務書類及び監査報告書の作成）規則、投資に係る通達、当
行の投資方針及びインド保険規制開発局がこれに関して随時発行するその他多様な通知／通告に従って行われ
る。したがって、投資に係る未実現利益又は損失は、ユニットリンク事業の場合を除き、損益計算書に計上され
ない。非ユニットリンク保険契約者セグメント及び非ユニットリンク株主セグメントにおける、株式及びミュー
チュアル・ファンド・ユニットの公正価値の変動により生じる未実現利益／損失は、貸借対照表上の「公正価値
の変動勘定」に反映される。

 

(18)　公正価値測定

 

当行は、ASC Topic 820に規定される公正価値ヒエラルキーに基づいて金融商品の公正価値を決定している。当

該基準書は、公正価値測定において使用されるインプットの３つのレベルについて説明している。

レベル１の金融商品は、活発な市場で取引される同一の金融商品の調整前市場相場価格に基づいて評価される。
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レベル２の金融商品は、活発な市場における類似の金融商品の市場相場価格、活発でない市場における同一又は
類似の金融商品の市場相場価格、市場参加者の見積価格、及び活発な市場において観察可能な重要なインプットを
用いる評価モデルから導き出された価格に基づいて評価される。インプットとして、金利、イールドカーブ、ボラ
ティリティー及びクレジット・スプレッドが用いられるが、これらは、ロイター、ブルームバーグ、インド外国為
替業協会、フィナンシャル・ベンチマーク・インド・プライベート・リミテッド（Financial Benchmark India

Private Limited）並びにインドの固定利付金融市場及びデリバティブ協会等の公的情報源から入手可能である。

レベル３の金融商品は、重要な市場の観察不能なインプット又は仮定を用いる評価技法又は評価モデルに基づい
て評価される。評価額が価格決定モデル、割引キャッシュ・フロー法又は類似の技法を用いて決定され、少なくと
も１つの重要なモデルにおける仮定又はインプットが観察不能である場合、又は公正価値の決定に重要な経営陣に
よる判断若しくは見積りが必要である場合、金融商品はレベル３に該当する。

当行の投資及びデリバティブ・ポートフォリオの評価のために当行が採用している評価方法は、下記に要約され
る。ポートフォリオの大部分は、調整前市場相場価格若しくは取引価格に基づき、又はロイター、ブルームバーグ
及び証券取引所といった公的情報源から入手可能な金利、イールドカーブ、ボラティリティー及びクレジット・ス
プレッドといった市場で観察可能なデータを用いるモデルに基づき、評価される。

ルピー建ての固定利付ポートフォリオ（政府証券及び社債に対するすべてのルピー投資を含む。）は、固定利付
金融市場及びデリバティブ協会が制定した市場参加者向けのガイドラインに基づき、評価される。固定利付金融市
場及びデリバティブ協会は、指定商業銀行、公的金融機関、プライマリー・ディーラー及び保険会社の協会であ
り、インドにおける債券、デリバティブ及び金融市場のための自主市場機関である。国際投資ポートフォリオは、
通常、市場相場価格に基づいて評価される。特定の市場においては、その非流動性を理由に、当行は、独自の仮定
及び公正価値の見積りに基づく代替の評価技法を使用する。

デリバティブ・ポートフォリオの大部分は、スワップ・レート、外国為替相場、ボラティリティー及び先物レー
トといった市場で観察可能なデータを用いて、評価される。デリバティブの評価は、主として市場で取引されるス
ワップ・レート及び外国為替相場を用いて、行われる。特定のストラクチャード・デリバティブは、カウンター
パーティーの相場に基づき、評価される。デリバティブ取引に係るエクスポージャーは、それぞれのカウンター
パーティーに承認された与信の上限に対して、算定され、記録される。

当行はまた、観察不能なデータに基づき評価された、又はそれらの公正価値の算定にあたり経営陣が行った重要
な仮定を含む、投資及びデリバティブを保有している。かかる金融商品は、FASB ASC Topic 820「公正価値測定及

び開示」に定義される区分に従ってレベル３に分類されている。

 

(19)　米国GAAPに基づくレベル３の投資の評価方法の詳細

 

レベル３の金融商品に対する当行の投資総額は、2016年度末現在における112.6十億ルピーに対し、2017年度末
現在において148.2十億ルピーであった。レベル３の投資総額のうち、144.3十億ルピーはインド関連投資で、3.9
十億ルピーはインド関連でない投資であった。インド関連投資の内訳は、パススルー証券134.8十億ルピー、社債
7.7十億ルピー、及び株式1.8十億ルピーであった。インド関連でない投資は、2017年度末現在、抵当担保証券3.7
十億ルピー及び株式0.2十億ルピーであった。

非流動的とみなされ、評価モデルで評価された債券は、かかる有価証券の評価に用いられるインプットが観察不
能な市場データから集められたか、又は当該債券が市場観察データに調整された後に評価された場合に限りレベル
３の商品に分類されている。7.7十億ルピーの債券に対する投資は、償却原価（減損控除後）で又は重要な経営見
積もり及び仮定を用いて開発されたブルームバーグから入手可能な価格に基づき、又は原担保の市場価格に基づ
き、評価される。

また、資産担保証券市場及び抵当担保証券市場における非流動性のため、有価証券の大部分はレベル３に分類さ
れ、評価モデルを用いてこれらの有価証券の評価を行っている。

インドのパススルー証券の評価は、対象信託から支払われる見積キャッシュ・フローに依拠する。対象信託は、
見積キャッシュ・フローを算定するため、様々な変数に関する仮定を行う。パススルー証券のキャッシュ・フロー
は、満期利回り利率及び固定利付金融市場及びデリバティブ協会が月末に発表したクレジット・スプレッドで割り
引かれる。
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当行のカナダの子会社は、主に抵当担保証券の利回りに対する住宅ローンの金利の超過スプレッドを表す、貸借
対照表上、売却可能有価証券として公正価値3.7十億ルピー（内部モデルを用いて決定される。）で記録されてい
る留保利益を有している。

当行が、市場で観察可能なデータを参照して価格決定を行う商品の価格決定の評価のために用いられる方法に
は、当行のモデルによる算定値とカウンターパーティーの相場の比較、第三者の価格決定手段による価格決定の比
較、モデル又はケースバイケースの基準で用いられるその他の手段において用いられる評価方法の再現が含まれ
る。価格はまた、様々なシナリオに基づき算定され、整合性について確認される。しかしながら、信頼できる時価
又は入手可能な市場で観察可能なデータがない場合の商品については、代替手段によって発展したモデルを用い
て、また適用ある場合はいつでも代替物を利用して、評価が行われる。独立した価格決定モデルの検証は、リスク
管理グループから独立した事業体／ユニットにより行われる。

 

(20)　近年発表された米国GAAPに基づく会計基準

(ⅰ)　金融商品－貸倒損失

2016年６月、財務会計基準審議会は、Topic 326「金融商品－貸倒損失」に対する更新である、会計基準更新

書第2016-13号「金融商品－貸倒損失」（ASU 2016-13）を発表した。当該更新書における改訂は、償却原価法で

測定される資産に関連して、現行のGAAPに基づく当初の認知閾の推定値を除外し、代わりに法人のすべての予定
貸倒損失の現在の概算を反映させる。貸倒損失が現行のGAAPに基づき測定される場合、法人は一般的には被った
損害を測定するために過去の事象及び現在の状況のみを考慮する。当該更新書における改訂は、法人が総合的又
は個別に資産を測定するための予定貸倒損失の見積もりを測定する際に考慮しなければならない情報の幅を広げ
る。さらに、売却可能負債証券の貸倒損失は現行のGAAPと類似した方法で測定されるものとする。ただし、当該
更新書における改訂は、売却可能証券の貸倒損失が評価損ではなく引当金として表示されることを要求してい
る。ASU 2016-13は2019年12月15日より後に開始する期中報告期間及び年次報告期間より適用される。当該更新

書は、2021年度以降当グループに適用される。2019年１月１日に開始する事業年度以降の早期採用が認められて
いる。当グループは、新たな会計基準指導によって、貸倒損失のための引当金は引き上げられると予想してい
る。貸付及び貸付コミットメントに対する引当金は、貸付ポートフォリオの予想残余寿命の貸付損失を補うため
に増加する。さらに、貸付のための引当金の決定は、マクロ経済の状況における予想される将来の変化について
の考慮を必要とする。かかる基準は、予定貸倒損失を推定する具体的な方法を規定していないため、当グループ
は着手について最終決定する段階にある。影響の程度は未だ数値化されていない。

 

(ⅱ)　顧客との契約から生じる収益

2014年５月、財務会計基準審議会は、Topic 606「顧客との契約から生じる収益」の更新である、会計基準更

新書第2014-09号「顧客との契約から生じる収益」（ASU 2014-09）を発表した。当該更新書における改訂では、

企業に約束した財又はサービスの顧客への移転を示すように、財又はサービスと交換に企業が権利を得ると見込
んでいる対価を反映する金額で収益を計上することを要求している。当該更新書は、収益の分割及び履行義務の
詳細を含む新たな質的及び量的な開示も要求する。当該指導の範囲は、純利息収入並びに貸付、リース、証券及
びデリバティブを含む金融資産及び負債によるその他多くの収益を除く。したがって、当行の主要な収益は影響
を受けない。ASU 2014-09は、2017年12月15日より後に開始する期中報告期間及び年次報告期間より適用され

る。当該更新書は、2019年度以降に当グループにおいて適用される。当行は、この基準書の適用による影響を評
価中である。

 

(ⅲ)　リース

2016年２月、財務会計基準審議会は、Topic 842「リース」の更新である会計基準更新書第2016-02号「リー

ス」（ASU 2016-02）を発表した。ASU 2016-02は、リースの認識、測定、表示及び開示について、賃貸人、賃借

人双方の方針を記載している。当該更新書の改正は、賃借人に対して、貸借対照表のリース負債のリースを認識
し、リース支払の現在価値に基づく資産の使用権並びにリース契約についての主要な情報に関する質的及び量的
な開示に対応することを要求している。ASU 2016-02は、2018年12月15日より後に開始する期中報告期間及び年

次報告期間より適用され、これには早期採用のオプションも備えられている。当グループは、当該会計基準更新
書の早期採用を予定していない。当行は、この基準書の適用による影響を評価中である。
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(ⅳ)　のれん

2017年１月、財務会計基準審議会は、Topic 350「無形資産－のれん及びその他」を更新し、会計基準更新書

第2017-04号「無形資産－のれん減損の簡約化テスト」（ASU 2017-04）を発表した。当該更新書の改正によっ

て、減損の概念が、のれんの帳簿価額がその暗示的公正価値を超える状況を指すものから、報告単位の帳簿価額
がその公正価値を超える状況を指すものに、修正された。ASU 2017-04は、2019年12月15日より後に開始する期

中報告期間及び年次報告期間より適用される。2017年１月１日以降の期中及び年次ののれん減損テスト日につい
て、早期採用が認められている。会計基準更新書の影響は、報告単位の業績及び将来における報告単位の公正価
値に影響を与える市場状況に左右される。

 

(ⅴ)　金融資産及び金融負債の認識並びに測定

2016年１月、財務会計基準審議会は、ASC Topic 825「金融商品－全般」の更新である、会計基準更新書第

2016-01号「金融資産及び金融負債の認識並びに測定」（ASU 2016-01）を発表した。当該更新書における改訂

は、金融商品の認識、測定、表示及び開示の特定の側面を対象としている。改訂は主に資本性投資の会計処理、
公正価値オプションに従った金融負債、及び金融商品の表示並びに開示要件に影響を及ぼす。ASU 2016-01は

2017年12月15日より後に開始する期中報告期間及び年次報告期間より適用される。当該更新書は、2019年度以降
に当グループにおいて適用される。当行は、この基準書の適用による影響を評価中である。

 

(ⅵ)　デリバティブ及びヘッジ：既存のヘッジ会計の関係に対するデリバティブ契約の更改の影響

2016年３月、財務会計基準審議会は、Topic 815「デリバティブ及びヘッジ」の更新である、会計基準更新書

第2016-05号「デリバティブ及びヘッジ（Topic 815）、既存のヘッジ会計の関係に対するデリバティブ契約の更

改の影響」（ASU 2016-05）を発表した。当該更新書における改訂は、Topic 815の下ではヘッジ手段として指定

されているデリバティブ契約の契約相手の変更は、その他すべてのヘッジ会計の基準が満たされていることを条
件として、それ自体では、ヘッジ関係の指定の取消しを要求しないことを明確化している。ASU 2016-05は2016

年12月15日より後に開始する期中報告期間及び年次報告期間より適用される。当該更新書は、2018年度以降に当
グループにおいて適用される。当行は、この基準書の適用による影響を評価中である。

 

(ⅶ)　デリバティブ及びヘッジ：負債性商品における条件付プット及びコール・オプション

2016年３月、財務会計基準審議会は、Topic 815「デリバティブ及びヘッジ」の更新である、会計基準更新書

第2016-06号「デリバティブ及びヘッジ（Topic 815）、負債性商品における条件付プット及びコール・オプショ

ン」（ASU 2016-06）を発表した。当該更新書における改訂は、組込デリバティブを区分けするための基準のひ

とつである負債ホストの経済特性及びリスクに明確かつ密接に関連するコール（プット）・オプションの経済特
性及びリスクを査定する際に実行することを要求されている手順を明確にしている。ASU 2016-06は2016年12月

15日より後に開始する期中報告期間及び年次報告期間より適用される。当該更新書は、2018年度以降に当グルー
プにおいて適用される。当行は、この基準書の適用による影響を評価中である。

 

(ⅷ)　払戻不可費用及びその他費用

2017年３月、財務会計基準審議会は、Topic 310「債権－払戻不可費用及びその他費用」の更新である、会計

基準更新書第2017-08号「購入された償還可能負債証券に対するプレミアム償却」（ASU 2017-08）を発表した。

当該更新書における改正は、プレミアムで購入された償還可能負債証券の計算方法を変更し、満期日よりも最短
の日付においてプレミアムの償却をすることを要求する。ASU 2017-08は2018年12月15日より後に開始する期中

報告期間及び年次報告期間より有効となる。当該更新書は、2020年度以降に当グループにおいて適用される。当
行は、この基準書の適用による影響を評価中である。
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(21)　インドの会計基準と国際財務報告基準とのコンバージェンス

 

本書に含まれるか、又は本書における参照によって組み込まれる財務書類及びその他の財務情報は、インドGAAP
による当行の非連結財務書類及び連結財務書類に基づいている。インド勅許会計士協会は大半の国際財務報告基準
とインドの会計基準をまとめたインド会計基準（Ind AS）（会計基準の改訂集）を発行した。インドにおける会計

基準導入のための立法機関である企業省は、これらインド会計基準（Ind AS）の導入を発表した。さらに、企業省

は、インドの企業がインド会計基準（Ind AS）に移行するための2016年４月１日からの段階的な行程表を発行し

た。銀行及び銀行以外の金融会社については、Ind ASの適用は2018年４月１日から開始する。保険会社について

は、Ind ASの適用は2020年４月１日から開始する。したがって、ICICIバンク及び保険会社を除く当グループの会

社は、Ind ASに従い2018年４月１日以降に財務報告を行う。当行の保険子会社は、Ind ASに従い2020年４月１日以

降に財務報告を行う。既存のGAAPとは異なる基準に基づき作成された財務書類は、本書に含まれるか、又は本書に
おける参照によって組み込まれる財務書類及びその他の財務情報と大幅に異なる可能性がある。相違する主な分野
には、金融資産の分類及び時価会計、金融資産の減損及び予定貸倒損失の引当金、貸付金処理費用及びコスト会
計、金融資産の購入時のプレミアム／ディスカウント償却、連結勘定、従業員ストック・オプション並びに繰延税
金が含まれる。

Ind AS 109「金融商品」（国際財務報告基準第９号に相当する基準）は、金融資産及び金融負債が分類及び評価

される際に重大な影響を与えることになり、その結果、損益及びエクイティが変動的になる。

現行のインドGAAPでは、貸付金は繰入額を抜いた費用として計算される。投資は、現存しているインド準備銀行
のガイドラインによると、投資分類及び投資価値によって計上され、これはかかる投資をすべて「満期保有目
的」、「売却可能」及び「トレーディング目的保有」に分類することを要求している。現行のガイドラインによる
と、売却可能及びトレーディング目的保有の分類における純損失は、純益は計上されないものの、算定カテゴリー
式であり、損益勘定として認識される。Ind AS 109に記載のとおり、すべての金融資産は、「償却費用」、「その

他の包括的所得を通じた公正価値」又は「損益を通じた公正価値」に分類しなくてはならない。かかる分類は、事
業モデルテスト及び契約上のキャッシュ・フローテストに基づく。その他の包括的所得を通じた公正価値で分類さ
れる金融資産のすべての未実現損益は、その他の包括的所得に計上され、損益勘定における損益を通じた公正価値
の資産とされる。当行において、これまでの査定に基づき、売却する意図で当行が開始した特定の貸付金を除き、
貸付金が償却費用勘定の主な対象と見られている。現行のインドGAAPに基づき当行が保有している「満期保有目
的」の国債の大部分は、インド政府の事業モデルが、契約上のキャッシュ・フローを回収するための保有並びに流
動性及びその他のリスク管理の要求を満たすためにかかる国債を販売することであるために、Ind ASに基づく「そ

の他の包括的所得を通じた公正価値」カテゴリーに分類される必要があるだろう。したがって、かかる投資の未実
現損益は、Ind ASに基づいてその他の包括的所得に計上される。

当行は、インド準備銀行のガイドラインに従い、当行の海外支店を含む当行の資産を、債権及び不良債権に分類
している。当行は、不良債権について特定の引当金を保有し、債権については一般的な引当金を保有している。不
良債権は、インド準備銀行により定められた基準に基づき、さらに要注意資産、破綻懸念先資産及び破綻先資産に
分類され、インド準備銀行が規定した価格によって要注意資産及び破綻懸念先資産に引当金が支払われる。破綻先
資産及び破綻懸念先資産のうち無担保の資産については、現存のインド準備銀行のガイドラインに従って支給／償
却される。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(f) 貸付分類」を参照のこと。Ind AS 109は、事業体に対し

て、貸倒損失手当又は予定貸倒損失モデルに基づく貸倒損失引当金の認識及び算定を要求している。予定貸倒損失
引当金モデルは、償却費用又はその他の包括的所得を通じた公正価値で算定される貸付金及び負債証券に適用され
る。当該モデルは、未払いの未実行措置、引き出されていない実行／未実行のコミットメント及びリース債権への
適用も意図されている。Ind ASに基づき要求される減損及び予定貸倒損失は、現行のインドGAAPとの最も大きな相

違点であり、貸倒損失の大幅な増加、金融商品の予想寿命、１年及び生涯の予定貸倒損失の計算並びに予定貸倒損
失モデルの将来予測の取込みといった多くの分野において経営における判断、予想及び仮説について相当の要求が
発生する。予定貸倒損失の予測について、基準が特定の方法を規定していない一方、当行はバーゼルの内部評価
ベースのアプローチの確立を提案し、デフォルト可能性、デフォルト時損失及びエクスポージャー・デフォルトの
商品として予定貸倒損失を予測した。当行は現在内部モデルを建設中であり、仮定及び手段を確定中であり、かつ
業界関係者及びインドの規制機関と予定貸倒損失の計算について考えられるアプローチについて協議をしている。
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現行のインドGAAPに基づき、マーケティング代理人に支払われる手数料を含む取組手数料及び金融商品手数料
は、前払いとして計上される。また、現行のインドGAAPに基づき、特定の投資証券の購入に係るプレミアムは償却
されるが、ディスカウントはかかる商品の満期／販売で認識される。Ind AS 109に基づき、取組手数料（特定の手

数料を引いたもの）及びすべてのその他プレミアム／ディスカウントは金融商品の期間中に、イールドの調整とし
て償却される。

現行のGAAPに基づき、企業の議決権の半数を超える所有権があるか、若しくは企業又はその他の企業の運営組織
の構成について、取締役会の構成の操作があった場合のみ連結が要求される。Ind AS 110「連結財務書類」は、連

結の原則として操作を確立し、操作原則を規定する。Ind AS 110に基づき、被投資会社の関与による、可変利益が

顕在化した場合か又は可変利益の所有権がある場合並びにかかる利益について被投資会社に投資家の権力によって
影響を与える能力がある場合、投資家は被投資会社を操作する。かかる基準の実行によって、当行は、事業体を決
定する重要な判断を実行することが求められ、その実行はInd ASに基づく定義に従って行われる。さらに、Ind AS

に基づき、比例連結は共同支配の場合にのみ使用を制限されているが、ジョイントベンチャーは持分法を使用して
連結しなければならない。当行は、新たな「支配」の定義に従って連結を行うために事業体を評価する早期段階に
いる。

現行のインドGAAPに基づき、当行は従業員株式報酬制度の会計処理において、本源的価値法に従っている。報酬
費用は、対象株式の公正市場価格が付与日の行使価格を超過した金額として測定される。Ind AS 102「株式に基づ

く支払い」では、従業員に対するすべての株式に基づく報酬（従業員ストック・オプションを含む）を損益計算書
において公正価値で認識することが要求されている。

現行のGAAPに基づき、繰延税金及び負債は、当年度の課税所得と会計上の利益の計上期間の不一致の影響（収益
還元法）を考慮して認識され、繰延税金及び負債が、一時的な、財政報告上の目的のための資産及び負債の繰越額
並びに税金上の目的で使用された金額の相違に関して認識される損失を、Ind ASに照らして繰り越す。

当行は、Ind ASに基づく財務書類への移行の過程にある。Ind ASの実施に向けて、当行は、様々な職務の委員か

ら成る運営委員会を設立した。当該委員会は、本プロジェクトの進行を管理するために定期的に開催される。実施
行状況の更新は、監査委員会にも四半期ごとに提出される。当行のInd ASの実施プロジェクトは、GAAPの相違の技

術的な評価、会計方針及び選択の選定、システム変更及びデータ要件の評価、事業インパクト分析並びに定期的な
研修及び勉強会を通じた当行内のスキル向上についても注力している。Ind ASの実施は、大幅なシステムの向上を

必要とし、その最たるものは、融資取組手数料及びコストの償却、予定貸倒損失計上、財務書類の作成並びに経営
情報の作成に関連する。当該実施によって、過去のデータの収集及び検証という課題がもたらされる。当行の当グ
ループ会社も、親会社である当行と連携しながら類似のInd AS実施プロジェクトを実行中である。
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第４【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

 

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(g) 技術」、「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析－(4) 事業の見通し－(i) 財政状態－(ⅰ) 資産」、「－第３－７　財政状態、経営成績及び
キャッシュ・フローの状況の分析－(5) 2016年度財務情報の2015年度財務情報との比較－(g) 財政状態－(ⅰ) 資
産」及び「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(9) 設備投資」を参照のこ
と。

 

２【主要な設備の状況】

 

ICICIバンクの本店は、インド国グジャラート州バドダラ市390 007、オールド・パドラ・ロード、ニア・チャク

リ・サークル、ICICIバンクタワー（ICICI Bank Tower, Near Chakli Circle, Old Padra Road, Vadodara 390

007, Gujarat, India）に所在する。当行の主たる事務所は、インド、マハラシュトラ州400 051、ムンバイ市、バ

ンドラ－カーラ・コンプレックス、ICICIバンク・タワーズ（ICICI Bank Towers, Bandra-Kurla Complex, Mumbai

400 051, Maharashtra, India）に所在する。

2017年３月31日現在、インドにおいてICICIバンクの主要ネットワークは、2016年３月31日現在の4,450の支店及
び13,766台のATMと比較して、4,850の支店及び13,882台のATMにより構成されていた。かかる施設はインド国内の
随所に配置されている。支店、出張所及びATMに加えて、ICICIバンクは、ムンバイ及びハイデラバードに、バドダ
ラの本店及びムンバイの主たる事務所を含む統括又は管理事務所が45ヶ所あり、処理センターが66ヶ所、そしてカ
レンシーチェストが35ヶ所ある。当行は、バーレーン、ドバイ・インターナショナル・ファイナンシャル・セン
ター、香港、カタール・ファイナンシャル・センター、シンガポール、スリランカ、米国、南アフリカ及び中国に
支店を、アラブ首長国連邦、バングラデシュ、インドネシア及びマレーシアの各国に駐在員事務所を有している。
さらに当行は、従業員向けに居住用住宅設備を提供している。2017年３月31日現在、当行は、709世帯分の従業員
のための居住用住宅設備用の集合住宅を所有していた。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 

「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(g) 技術」、「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析－(4) 事業の見通し－(i) 財政状態－(ⅰ) 資産」、「－第３－７　財政状態、経営成績及び
キャッシュ・フローの状況の分析－(5) 2016年度財務情報の2015年度財務情報との比較－(g) 財政状態－(ⅰ) 資
産」及び「－第３－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(9) 設備投資」を参照のこ
と。
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第５【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

 

(1)【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

  （2017年８月31日現在）

授　権　株　数
(株)

発 行 済 株 式 総 数
(株)

未 発 行 株 式 数
(株)

普通株式（券面額２ルピー）
10,000,000,000(1)

6,415,278,280 (2) 3,584,721,720

株式（券面額100ルピー）
15,000,000(3)

なし 15,000,000

優先株式（券面額10百万ルピー）
350

350 なし

(1)　株主の承認を受け、当行は授権資本を増加した。

(2) 失権した266,089株を除く。

(3)　これらの株式は、当行の付属定款の規定に従い当行が定める種類及び権利、特典、条件又は制限が付され、かつ当

該時点で効力を有する関連法令に服するものとする。

 

②【発行済株式】

   （2017年８月31日現在）
記名・無記名の別及び
額面・無額面の別

種　類 発 行 数(株)
上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

記名式額面株式
（券面額２ルピー）

普通株式 6,415,278,280 (1)

普通株式：
ボンベイ証券取引所
インド全国証券取引所
米国預託証券：

ニューヨーク証券取引所

１株当たり額面金額
２ルピーの
株式

記名式額面株式
（券面額10百万ルピー）

優先株式 350 該当事項なし
１株当たり額面金額
10,000,000ルピーの

優先株式

計 － 6,415,278,630 (1) － －

(1)　失権した株を除く。

 

(2)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項なし。
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(3)【発行済株式総数及び資本金の推移】

 

年月日
発行済
株式総数
増減数(株)

発行済
株式総数
残高(株)

資本金増減額
(ルピー)

資本金残高
(ルピー)

摘要

2012年度中 4,710,350 5,763,572,210 9,420,700
(17,805,123円)

11,527,144,420
(21,786,302,954円)

2000年従業員ストッ
ク・オプション制度
に基づく権利行使に
よる4,710,350株の発
行

2013年度中 4,336,365 5,767,908,575 8,672,730
(16,391,460円)

11,535,817,150
(21,802,694,414円)

2000年従業員ストッ
ク・オプション制度
に基づく権利行使に
よる4,336,365株の発
行

2014年度中 7,027,700 5,774,936,275 14,055,400
(26,564,706円)

11,549,872,550
(21,829,259,120円)

2000年従業員ストッ
ク・オプション制度
に基づく権利行使に
よる7,027,700株の発
行

2014年度中 (772,430) 5,774,163,845 1,544,860
(2,919,785円)

11,548,327,690
(21,826,339,334円)

券面額10ルピーの際
の154,486株（券面額
２ルピーでは772,430
株式に相当）の失効

2015年度中 23,080,800 5,797,244,645 46,161,600
(87,245,424円)

11,594,489,290
(21,913,584,758円)

2000年従業員ストッ
ク・オプション制度
に基づく権利行使に
よる23,080,800株の
発行

2016年度中 17,523,785 5,814,768,430 35,047,570
(66,239,907円)

11,629,536,860
(21,979,824,665円)

2000年従業員ストッ
ク・オプション制度
に基づく権利行使に
よる17,523,785株の
発行

2017年度中 9,707,705 5,824,476,135 19,415,410
(36,695,125円)

11,648,952,270
(22,016,519,790円)

2000年従業員ストッ
ク・オプション制度
に基づく権利行使に
よる9,707,705株の発
行

2017年４月
１日から
2017年８月
31日まで

590,802,145 6,415,278,280 1,181,604,290
(2,233,232,108円)

12,830,556,560
(24,249,751,898円)

株主の承認に基づく
無償交付株式として
の582,984,544株の発
行及び2000年従業員
ストック・オプショ
ン制度に基づく権利
行使による7,817,601
株の発行

(1)　当行の株主は、普通株式１株を５分割し、１株当たりの額面価額10ルピーを１株当たり２ルピーとする株式分割を行うこ

とを承認した。株式分割の基準日は、2014年12月５日であった。すべての株式及び株式ごとの情報は、記載されている各

期間における分割による影響を反映している。

(2)　取締役会は、2017年５月３日に基準日付で各保有払込済株式資本（米国預託株式の裏付となっている株式を含む。）10株

につき１株当たり２ルピーの無償交付株式を発行することを承認し、当行の株主も2017年６月に承認した。当行の株主

は、授権株式資本の増加、これに伴う当行の定款の変更及び無償交付株式の発行につき、2017年６月に郵便投票を通じて

承認した。無償交付株式の発行後も、米国預託株式の残存株式に対する比率は影響を受けず、また無償株式発行後も、米

国預託株式は継続して１株当たり券面額２ルピーの株式２株を表章する。
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(4)【所有者別状況】

 

以下の表は、2017年６月30日現在における当行の株式の保有に関する情報を示したものである。

 
発行済株式総数に
対する比率(％)

 保有株式数

政府系株主：     

インド生命保険公社 10.4   663,975,994

インド総合保険公社及び国有の総合保険会社 1.7   110,604,022

UTI及びUTIミューチュアル・ファンド 1.0   65,912,669

その他の政府系機関、ミューチュアル・ファンド、企業及び銀行 0.2   15,587,349

政府系株主合計 13.3   856,080,034

その他のインドの投資家：     

個人の国内投資家(1)(2) 6.6   424,082,749

ミューチュアル・ファンド及び銀行
（政府系ミューチュアル・ファンド及び銀行を除く。）(2)

14.4   919,099,815

HDFCトラスティー・カンパニー・リミテッド―HDFCエクイティ・
ファンド（HDFC Trustee Company Limited - HDFC Equity Fund）

1.0   64,278,189

上記以外のインド企業及びその他(2) 4.3   275,845,888

     

その他のインドの投資家合計 26.3   1,683,306,641

インドの投資家合計 39.6   2,539,386,675

海外投資家：     

米国預託株式保有者の預託機関としてのドイチェ・バンク・トラス
ト・カンパニー・アメリカズ

25.1   1,609,486,267

ドッジ・アンド・コックス・インターナショナル・ストック・ファ
ンド（Dodge And Cox International Stock Fund）

6.2   396,386,743

シンガポール政府 1.1   67,379,722

その他の海外機関投資家、外国銀行、外国法人、外国企業、外国
人、外国機関投資家及び非居住者であるインド人(2)

28.1   1,800,190,577

海外投資家合計 60.4   3,873,443,309

合計 100.0   6,412,829,984
 
 

 

(1)　業務執行役員及び取締役（非業務執行取締役を含む。）全体で、2017年６月30日現在、約0.06％のICICIバンクの株式を

保有していた。

(2)　本分類に属する株主は単独で、当該日現在、5.0％以上のICICIバンクの株式を保有していなかった。

(3)　当行は2017年６月、普通株式10株につき無償交付株式1株を発行した。それに従い、株式数は調整された。

 

政府系株主による保有は、2015年６月30日現在における11.2％及び2016年６月30日現在における13.1％に対し、
2017年６月30日現在では13.3％であった。インド生命保険公社による保有は、2015年６月30日現在における8.5％
及び2016年６月30日現在における10.4％に対し、2017年６月30日現在では10.4％であった。
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当行は、独立した商業銀行として事業を展開しており、インド政府が当行の株式を直接保有したことはない。政
府系株主により保有されている株式持分に関し、当行が把握する限りにおいて存在する又は当行が当事者となる株
主間契約又は議決権信託はない。当行は経営管理、議決権、希薄化防止又はその他の事項に関し、政府系株主との
間で契約を締結していない。当行の付属定款は、インド政府は、インド政府とICICIとの間の保証契約に従って、
１名の代表者を当行の取締役として任命するものと規定している。インド政府は、１名の代表者を当行の取締役に
任命した。当行は、従来、インド生命保険公社及びインド総合保険公社といった当行の主要な機関株主である各政
府系保険会社から、当行の取締役会に代表者を招き入れている。現在、当行の取締役会にはインド生命保険公社の
代表者が１名いるが、インド総合保険公社の代表者はいない。当行の取締役会の構成の詳細については、「－４　
役員の状況－(1) 当行の取締役及び業務執行役員」も参照のこと。

その他のインドの投資家による保有は、2015年６月30日現在における19.2％及び2016年６月30日現在における
21.8％に対して、2017年６月30日現在では26.3％であった。インドの投資家による保有の合計は、2015年６月30日
現在における30.4％及び2016年６月30日現在における34.9％に対して、2017年６月30日現在においては39.6％で
あった。海外の投資家による保有は、2015年６月30日現在における69.6％及び2016年６月30日現在における65.1％
に対して、2017年６月30日現在においては60.4％であった。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び

規制－持分制限」も参照のこと。ドイチェ・バンク・トラスト・カンパニー・アメリカズは、米国預託株式保有者
のための預託機関として、米国預託証券805百万株の発行済米国預託証券により表章される株式を保有している。
米国預託株式は、ニューヨーク証券取引所に上場されている。銀行規制法に基づき権力を行使するインド準備銀行
は、銀行の１株主の議決権につき15.0％の上限を通知している。したがって、2017年６月30日現在において、約
25.1％の当行の株式を保有する（預託機関としての）ドイチェ・バンク・トラスト・カンパニー・アメリカズが、
当行の株式の15.0％についてのみ議決権を行使することができることを意味する。加えて、当行の預託契約の条項
において、ドイチェ・バンク・トラスト・カンパニー・アメリカズは、当行の取締役会による指示に従い、これら
株式について議決権を行使しなければならない。当行の米国預託株式保有者は、議決権を保有する当行の株式保有
者と違い、議決権を有しない。上記を除き、異なる内容の議決権を保有する株主はいない。「－第２－３　事業の
内容－(1) インドの金融部門の概要－(m) 構造改革－(ⅰ) 銀行規制法の改正」も参照のこと。

 

米国預託株式の受取費用及び支払い

 

(a)　当社の米国預託株式保有者によって支払われる費用及び手数料

当社の米国預託株式保有者によって支払われる費用及び手数料は、以下を含む。

(ⅰ)米国預託株式の各発行に対し、米国預託株式１株当たり0.05米ドル以下の費用について請求される。これ
には、株式分配、配当、株式分割、無償交付及び新株引受権の分配による発行を含む。

(ⅱ)原預託証券と交換される米国預託株式の各引渡しに対し、米国預託株式１株当たり0.05米ドル以下の費用
について請求される。

(ⅲ)預託契約に基づいた預託証券の分配に係る費用は、上記(ⅰ)で述べられた米国預託株式の発行及び受渡し
に対する費用と等しい金額であり、かかる証券の預託の結果として請求される。その代わりに、かかる
証券は、預託機関であるドイチェ・バンク・トラスト・カンパニー・アメリカズから米国預託株式保有
者に対して分配される。

さらに、預託契約の条項に従い、預託機関は、各登録保有者に対して下記の費用について請求する権利を有す
る。

(ⅰ)米国預託株式又は米国預託株式の原株式に対して、預託機関又は保管機関が負担した税金又はその他の政
府関係手数料（それらに対して課せられた適用ある罰金を含む。）。

(ⅱ)預託証券の預託又は引出しに関して適用ある登録において、預託証券の譲渡若しくは登録に係る譲渡費用
又は登録費用（適用ある場合には、中央証券預託機関における費用を含む。）。

(ⅲ)預託機関が負担した電信、テレックス、ファクシミリ及び受渡し手数料。
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(ⅳ)外国通貨との交換に際して預託機関が負担した通常の手数料。これには、外国為替管理規制及びその他の
適用ある法令規制の遵守に関連して、登録保有者のために負担した費用を含み（ただし、これらに限ら
ない。）、並びに、預託機関によって支払われるすべての経費、譲渡費用及び登録費用、税金、関税、
政府関係手数料又はその他の手数料を含む。

現金配当の場合、その費用（該当ある場合）は、通常は分配される現金から控除される。その他の費用につい
ては、投資家の名前で（有資格者として又はブックエントリー方式によって）登録されている米国預託株式、又
は、ブローカー及び保管機関の口座に（DTCを通じて）保有されている米国預託株式に対しては、預託機関によ
り決定された方法によって、米国預託株式保有者から回収されることがある。現金以外で配当を行う場合（すな
わち、株式配当の場合）は、預託機関は、適用ある基準日現在の米国預託株式保有者に対して配当と同時に請求
する。米国預託株式が投資家の名前で（有資格者として又はブックエントリー方式によって）登録されている場
合は、預託機関は適用ある基準日現在の米国預託株式保有者に請求明細書を送付する。

米国預託株式の保有者及び／又は実質的保有者が税金又はその他の政府関係手数料を預託会社に対して支払う
べき場合、預託会社、保管機関又は当行は、預託証券に関して行われるいずれかの分配から天引き又は控除し、
米国預託株式の保有者及び／又は実質的保有者の口座に対して預託証券のいずれか又は全部を売却することがあ
る。そして、預託会社、保管機関又は当行は、かかる分配及び売却によって、かかる税金（適用ある利息及び罰
金を含む。）又は手数料の支払いが促進され、米国預託株式の保有者及び／又は実質的保有者がいかなる不足に
対しても全面的な法的責任を引続き負うと考えている。

 

(b)　預託機関によって支払われる費用及びその他の支払い

2012年度、当行は預託機関であるドイチェ・バンク・トラスト・カンパニー・アメリカズと契約を締結し、こ
れにより預託機関は投資家向け広報活動のために当行が支払った年間経費又は米国預託株式受取プログラムの維
持管理に直接的に関連するその他の費用について当行に弁済することとなる。預託機関が当行に弁済する金額は
上限が設けられているが、当行に支払われる弁済金額は必ずしも預託機関が投資家から集める費用と連動する必
要はない。ドイチェ・バンク・トラスト・カンパニー・アメリカズを預託機関から解任する場合又は米国預託株
式受取プログラムが終了する場合を含む、特定の状況において、当行はドイチェ・バンク・トラスト・カンパ
ニー・アメリカズに対し過去の弁済金額を払い戻す義務がある。2017年度中、当行は預託株式受取プログラムに
関連して既に発生した費用に対して米国預託機関から325,000米ドルの弁済を請求し、受領した。
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(5)【大株主の状況】

 

株式総数に対する所有株式数の割合が１％を超える株式保有

 （2017年９月１日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百万株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

ドイチェ・バンク・トラスト・カン
パニー・アメリカズ
（米国預託株式保有者のための預託
機関）

C/O. ICICI Bank, SMS,
Empire House, 1st Floor,
414, Senapati Bapat Marg,
Lower Parel, Mumbai - 400013

1,596.20 24.88

インド生命保険公社 Investment Department, 6th Floor, West
Wing, Central Office, Yogakshema, Jeevan
Bima Marg, Mumbai 400021

619.24 9.65

ドッジ・アンド・コックス・イン
ターナショナル・ストック・ファン
ド

Deutsche Bank Ag,
DB House, Hazarimal Somani Marg,
Post Box No. 1142, Fort,
Mumbai - 400001

387.00 6.03

シンガポール政府 Deutsche Bank Ag,
DB House, Hazarimal Somani Marg,
Post Box No. 1142, Fort,
Mumbai - 400001

85.08 1.33

HDFCトラスティー・カンパニー・リ
ミテッド ‒ HDFCプルデンス・ファ
ンド

Citi Bank N.A. Custody Services,
FIFC-11th floor, Plot C-54 and C-55 BKC,
Bandra East, Mumbai ‒ 400051

77.04 1.20

HDFCトラスティー・カンパニー・リ
ミテッド ‒ HDFCエクイティ・ファ
ンド

Citi Bank N.A. Custody Services,
FIFC-11th floor, Plot C-54 and C-55 BKC,
Bandra East, Mumbai ‒ 400051

64.28 1.00

計 - 2,828.83 44.09
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２【配当政策】

 

インド法の下では、会社は、その取締役会による提案及び各年度末から６ヶ月以内に開催される年次株主総会に
おける株主の過半数の承認をもって配当金を支払う。株主は取締役会が提案した配当金額を減額する権利を有する
が、増額する権利はない。配当金は、会社の当該年度の収益の中から（配当は宣言される。）又は過年度の未配当
収益から支払うことができる。配当は、「中間配当」として、中間期に会社により支払われる場合があり、取締役
会が提案した最終配当と一緒にされない限り、株主の承認を必要としない。インド準備銀行は、銀行が最低健全性
要件を遵守しており、インド準備銀行の公表したガイドラインに定められている配当の支払いに関する健全性基準
に従っていれば、銀行は、インド準備銀行の事前の承認を得ることなく、当該会計年度の収益の中から配当の宣言
及び支払いを行うことができると定めている。「－第２－３　事業の内容－(2) 事業－(h) 監督及び規制－配当の
支払制限」を参照のこと。当行により発行された株式は、配当受領権を含め、すべての点において同順位である。

ICICIバンクは、その業務開始の２年目にあたる1996年度より毎年一貫して配当金を支払っている。2013年度に
関しては、配当支払税を差し引いた配当金を１株当たり4.00ルピーとし、総額23.1十億ルピーの配当金が2013年６
月に支払われた。2014年度に関しては、配当支払税を差し引いた配当金を１株当たり4.60ルピーとし、総額26.6十
億ルピーの配当金が2014年７月に支払われた。2015年度に関しては、配当支払税を差し引いた配当金を１株当たり
5.00ルピーとし、総額29.0十億ルピーの配当金が2015年６月に支払われた。2016年度に関しては、配当支払税を差
し引いた配当金を１株当たり5.00ルピーとし、総額29.1十億ルピーの配当金が2016年７月に支払われた。2017年度
に関しては、配当支払税を差し引いた配当金を１株当たり2.5ルピーとし（プレボーナスの発行）、総額14.57十億
ルピーの配当金が2017年６月に支払われた。

以下の表は、表示された期間において、各会計年度中にICICIバンクにより支払われた、配当支払税を差し引い
た１株当たりの配当金及び配当金総額を示したものである。下記の数値は当該年度に宣言された配当金とは異なる
場合がある。

  
１株当たりの配当金
(単位：ルピー)

 
配当金総額

(単位：十億ルピー)

各会計年度中に支払われた配当金     

2013年  3.30  19.0

2014年  4.00  23.1

2015年  4.60  26.6

2016年  5.00  29.0

2017年  5.00  29.1

 

配当金収入は、株主にとって非課税である。ただし、当行は、配当された収益に対し配当税を支払わなければな
らない。2017年度において、当行は配当された収益に対し、20.358％の税率で税金（追加税及び特別税を含む。）
を支払った。

将来の配当は、当行の収入、キャッシュ・フロー、財政状態、インド準備銀行の規制及びその他の要因に委ねら
れている。米国預託株式保有者は、米国預託株式に表章される株式に関し、未払配当金を受領する権利を有する。
かかる米国預託株式に表章される株式は、発行済株式に劣後しないものとする。現在、当行はインドで発行された
株式及び米国預託株式に表章される株式を保有している。

2015年度において、１株当たり10ルピーの株式は、１株当たり２ルピーの普通株式に５分割された。それに従
い、１株当たりの配当金は調整された。
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３【株価の推移】

 

株式

当行の発行済株式は、現在ボンベイ証券取引所及びインド全国証券取引所において上場され取引されている。

2017年６月30日現在において、6,412,829,984株が発行されている。インドの各証券取引所の株式相場表におい
て表示される株価は、インド・ルピー建てである。

 

米国預託株式

当行の米国預託株式は、株式２株を表章しているが、2000年３月に初めて公募され、IBNの証券コードでニュー
ヨーク証券取引所に上場され、取引されている。米国預託株式の原株式は、ボンベイ証券取引所及びインド全国証
券取引所において上場されている。

2017年６月30日現在において、当行は、約805百万株の米国預託株式を発行しているが、かかる米国預託株式は
約1,609百万株の原株式に相当する。2017年６月30日現在において、当行の米国預託株式の登録保有者66,257人の
うち、119人が米国で登録された住所を有している。

 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

（インド全国証券取引所）

    （単位：ルピー（円））

回　次 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

決算年月 ３月31日 ３月31日 ３月31日 ３月31日 ３月31日

最　高
220.49 228.95 349.14 301.05 266.00

（416.73円） （432.72円） （659.87円） （568.98円） （502.74円）

最　低
142.13 142.46 219.85 166.36 194.95

（268.63円） （269.25円） （415.52円） （314.42円） （368.46円）

(1)　2014年12月４日以前の期間における価格及び株数は、株式分割に係る調整後のものである。

(2)　すべての期間における株価は、無償交付株式に係る調整後のものである。

 

（ボンベイ証券取引所）

    （単位：ルピー（円））

回　次 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

決算年月 ３月31日 ３月31日 ３月31日 ３月31日 ３月31日

最　高
220.77 229.00 348.95 301.14 265.95

（417.26円） （432.81円） （659.52円） （569.15円） （502.65円）

最　低
142.13 142.52 219.83 166.68 195.23

（268.63円） （269.36円） （415.48円） （315.03円） （368.98円）

(1)　2014年12月４日以前の期間における価格及び株数は、株式分割に係る調整後のものである。

(2)　すべての期間における株価は、無償交付株式に係る調整後のものである。
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（ニューヨーク証券取引所）

米国預託株式

    （単位：米ドル（円））

回　次 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

決算年月 ３月31日 ３月31日 ３月31日 ３月31日 ３月31日

最　高
8.68 8.80 11.80 9.95 7.98

（956.19円） （969.41円） （1,299.89円） (1,096.09円) (879.08円)

最　低
5.09 4.63 7.75 4.71 5.80

（560.71円） （510.04円） （853.74円） (518.85円) (638.93円)

(1)　2014年12月４日以前の期間における価格及び株数は、株式分割に係る調整後のものである。

(2)　すべての期間における株価は、無償交付株式に係る調整後のものである。

 

(2)【当該事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

 

（インド全国証券取引所）

     （単位：ルピー（円））

月　別 2016年10月 2016年11月 2016年12月 2017年１月 2017年２月 2017年３月

最　高
262.95 266.00 244.05 247.27 263.91 261.14

（496.98円） （502.74円） （461.25円） （467.34円） （498.79円） (493.55円)

最　低
219.23 232.09 225.59 228.27 251.23 240.91

（414.34円） （438.65円） （426.37円） （431.43円） （474.82円） (455.32円)

(1)　すべての期間における株価は、無償交付株式に係る調整後のものである。

 

（ボンベイ証券取引所）

     （単位：ルピー（円））

月　別 2016年10月 2016年11月 2016年12月 2017年１月 2017年２月 2017年３月

最　高
262.82 265.95 243.95 247.32 263.95 260.68

（496.73円） （502.65円） （461.07円） （467.43円） （498.87円） （492.69円）

最　低
219.27 232.14 225.82 228.27 251.27 241.45

（414.42円） （438.74円） （426.80円） （431.43円） （474.90円） （456.34円）

(1)　すべての期間における株価は、無償交付株式に係る調整後のものである。

 

（ニューヨーク証券取引所）

米国預託株式

     （単位：米ドル（円））

月　別 2016年10月 2016年11月 2016年12月 2017年１月 2017年２月 2017年３月

最　高
7.91 7.84 7.25 7.36 7.85 7.98

（871.37円） （863.65円） （798.66円） （810.78円） （864.76円） （879.08円）

最　低
6.50 6.78 6.73 6.77 7.45 7.41

（716.04円） （746.88円） （741.38円） （745.78円） （820.69円） （816.29円）

(1)　すべての期間における株価は、無償交付株式に係る調整後のものである。
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４【役員の状況】

 

(1)　当行の取締役及び業務執行役員

※男性取締役及び業務執行役員の数：10、女性取締役及び業務執行役員の数：２（女性取締役及び業務執行
役員の割合：16.67％）

  （2017年９月１日現在）
　

役名
及び職名

氏　　名
（年齢）

略　　歴
銀行規制法
に基づく
任　期

2017年９月
１日現在の
所有株式数

非業務執行

会長

マヘンドラ・クマール・シャル

マ

（Mahendra Kumar Sharma）

（70歳）

マヘンドラ・クマール・シャルマ氏は、

2015年７月１日付で当行取締役会の独立

非業務執行会長に任命された。

シャルマ氏は、文学士の学士号及び法学

士をラクナウ大学キャニング・カレッジ

（Canning College University of

Lucknow）において取得している。同氏

は、デリー大学の経営学部で人事管理の

準修士の学位を取得し、インド法科大学

院デリー校（Indian Law Institute,

Delhi）を卒業した。

シャルマ氏は、2007年５月にヒンドゥス

タ ン ・ ユ ニ リ ー バ ・ リ ミ テ ッ ド

（Hindustan Unilever Limited）の副会

長を退任した。副会長として同氏の責務

には、同社の人事、法務及び総務、企業

行動、企業広報、企業不動産機能並びに

新たなベンチャー、プランテーション及

び輸出業が含まれていた。また、シャル

マ氏は、2003年から2011年までICICIバ

ンク・リミテッドの非業務執行取締役を

務めた。

シャルマ氏は、現在、アイシーアイシー

アイ・バンクの非業務執行会長であり、

ウ ィ プ ロ ・ リ ミ テ ッ ド （Wipro

Limited）、アジアン・ペインツ・リミ

テッド（Asian Paints Limited）及びブ

ルー・スター・リミテッド（Blue Star

Limited）の独立取締役である。

シャルマ氏は、インド政府が会社法の修

正のために編成をした７名の委員からな

る委員会の一員を務め、コーポレート・

ガバナンスの基準を策定したナレシュ・

チャンドラ氏の委員会の一員でもあっ

た。

シャルマ氏は、様々な企業団体にも積極

的に関与しており、特にインド工業連盟

（CII）においてはコーポレート・ガバ

ナンスに関して、並びにボンベイ商工会

議所（Bombay Chamber of Commerce &

Industry） に お い て は 経 営 委 員 会

（Managing Committee）委員及び法務・

知的財産権（IPR）委員会（Legal & IPR

Committee）委員長として関与してい

る。

2018年

６月30日

(1)

55,000株
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役名
及び職名

氏　　名
（年齢）

略　　歴
銀行規制法
に基づく
任　期

2017年９月
１日現在の
所有株式数

非業務執行

取締役

ディリープ・チョクシ

（Dileep Choksi）

（67歳）

ディリープ・チョクシ氏は、2013年４月

26日付で、アイシーアイシーアイ・バン

ク・リミテッドの取締役会の一員に任命

された。チョクシ氏は、公認会計士であ

り、専門家として35年超の経験を有す

る。同氏は、以前はインドのデロイト

（Deloitte）の共同経営パートナーで

あった。同氏の業務内容には、税法と商

法の他に監査及び保証機能も含まれてい

る。銀行業務においては、同氏は取締役

及び諮問委員会の委員を歴任してきた。

同氏は、多国籍企業及び国内の主要企業

とも取引をしてきた。同氏は、現在、

ICICIバンクの子会社であるICICIホー

ム・ファイナンス・カンパニー・リミ

テッドの取締役会において、非業務執行

取締役も務めている。

2021年

４月25日

2,750株

非業務執行

取締役

ホミR. クースロカーン

（Homi R. Khusrokhan）

（73歳）

ホミR. クースロカーン氏は、当初2010

年１月21日付で、アイシーアイシーア

イ・バンク・リミテッドの取締役会の一

員に任命された。同氏は、2008年にタ

タ・ケミカルズ・リミテッドのマネージ

ング・ディレクターを退任した。同氏

は、法人部門において40年超の実務経験

を有する。同氏は、以前は、タタ・

ティー・リミテッド及びグラクソ・イン

ディア・リミテッドのマネージング・

ディレクターを務めた。同氏は、農業関

連事業、国際事業及び合併買収事業にお

いて実務経験及び専門性を有する。

2018年

１月20日

3,850株

（親族と共同

で所有）
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役名
及び職名

氏　　名
（年齢）

略　　歴
銀行規制法
に基づく
任　期

2017年９月
１日現在の
所有株式数

非業務執行

取締役

トュシャールN. シャー博士

（Dr. Tushaar N. Shah）

（65歳）

トュシャールN. シャー博士は、2010年

５月３日付でアイシーアイシーアイ・バ

ンク・リミテッドの取締役会の一員に任

命された。シャー博士は、コロンボに本

部がある国際水管理研究所の上級研究員

であり、インド西部にあるグジャラート

州アナンドで勤務している。同氏は、経

済学者及び公共政策の専門家であり、以

前はインドのアナンドにおける農村管理

研究所の所長であった。同氏は、水道の

設備及び政策について30年超の実務経験

を有し、広範な研究実績を有する。同氏

は、2002年に国際農業研究協議グループ

（Consultative Group of

International Agricultural

Research）（「CGIAR」）から優れた科

学者賞を贈られた。同氏の最新の公表文

献は、ワシントン州のリソーセズ・

フォー・ザ・フューチャー・プレス

（Resources for the Future Press）出

版の「アナーキーの管理：南アフリカに

おける地下水の管理」である。

2018年

５月２日

なし

非業務執行

取締役

V．K．シャルマ

（V. K．Sharma）

（58歳）

V．K．シャルマ氏は、2014年３月６日付

で当行の取締役として追加選任された。

V．K．シャルマ氏は、2013年11月１日付

でライフ・インシュアランス・コーポ

レーション・オブ・インディア（Life

Insurance Corporation of India）

(「LIC」)のマネージング・ディレク

ターに就任した。それ以前は、同氏は

LICハウジング・ファイナンス・リミ

テ ッ ド （LIC Housing Finance

Limited）(「LIC HFL」)のマネージン

グ・ディレクター兼CEOであった。1981

年以降、同氏はLICに関与している。

シャルマ氏は、現在、LICペンション・

ファンド（LIC Pension Fund）、インフ

ラストラクチャー・リーシング・アン

ド・フィナンシャル・サービシズ・リミ

テ ッ ド （Infrastructure Leasing &

Financial Services Limited）、ACCリ

ミテッド（ACC Limited）、ライフ・イ

ンシュアランス・コーポレーション（ラ

ンカ）リミテッド（Life Insurance

Corporation (Lanka) Limited）及びLIC

（インターナショナル）ビーエスシー・

バ ー レ ー ン （LIC (International)

B.S.C. Bahrain）において取締役会の一

員を務めている。

2022年

３月５日

なし
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役名
及び職名

氏　　名
（年齢）

略　　歴
銀行規制法
に基づく
任　期

2017年９月
１日現在の
所有株式数

非業務執行

取締役

V. スライダー

（V. Sridar）

（70歳）

V. スライダー氏は、2010年１月21日付

で、アイシーアイシーアイ・バンク・リ

ミテッドの取締役会の一員に任命され

た。同氏は、2007年にUCOバンクの会長

兼マネージング・ディレクターを退任し

た。同氏は、インドの銀行部門において

35年超の経験を有する。同氏は、ユニオ

ン・バンク・オブ・インディア（Union

Bank of India）に入社した。UCOバンク

の会長兼業務執行取締役になるまで、同

氏は、国立住宅銀行の会長であった。

2018年

１月20日

なし

非業務執行

取締役

アミット・アグラワル

（Amit Agrawal）

（47歳）

アミット・アグラワル氏は、現在、当行

取締役会の政府指名の取締役である。ア

ミット・アグラワル氏は、インド行政局

（Indian Administrative Service）

（「IAS」）の一員であり、現在、イン

ド政府における財務省金融サービス局の

財務省局長の役職に従事している。同氏

は、インド工科大学カーンプル校（IIT

Kanpur）の卒業生である。アグラワル氏

の、国家及び州レベルの公共政策立案及

び公共管理職の経験は、金融、テクノロ

ジー、革新及び技術教育分野と多岐にわ

たる。現職に就くまで、アグラワル氏

は、チャッティースガル州政府の財務局

長及び商業税務局長であった。同氏の以

前の職務には、チャッティースガル州に

おける国家技術教育局長及び人員計画局

長、首相の経済諮問委員会におけるアド

バイザー及びディレクター、国家革新委

員会委員長兼務の特務役員、総理府にお

けるディレクター及び事務次官並びにマ

ディヤ・プラデーシュ州及びチャッ

ティースガル州におけるIT及び生命工

学、インフラ開発、制度金融及び流域開

発の州当局のマネージング・ディレク

ター及び部長を含む。これらの前歴の前

には、地域行政の県長官及びディストリ

クト・パンチャーヤトの会長を務めた。

 該当なし

（政府によ

る指名者の

ため）

なし
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役名
及び職名

氏　　名
（年齢）

略　　歴
銀行規制法
に基づく
任　期

2017年９月
１日現在の
所有株式数

マネージン

グ・ディレ

クター兼最

高経営責任

者

チャンダ・コッハー

（Chanda Kochhar）

（55歳）

チャンダ・コッハー女史は、ムンバイの

ジャムナラール・バジャージ経営研究所

において経営学の修士号を取得し、イン

ド原価・工場会計士協会において原価及

び工場会計の学士号を取得した。同女史

は、1984年にICICIのプロジェクト・

ファイナンス部門に入社し、法人向け銀

行業務、インフラ金融、電子商取引、戦

略、個人向け銀行業務、国際向け銀行業

務及び財務の分野に携わった。同女史

は、2001年４月に当行取締役会に業務執

行取締役として任命された。当行取締役

会は、同女史を、2006年４月29日付でデ

ピュティー・マネージング・ディレク

ターに、2007年10月19日付で、共同代表

取締役兼最高財務責任者に任命した。

2009年５月１日付で、当行取締役会は、

チャンダ・コッハー女史を、マネージン

グ・ディレクター兼CEOに任命した。

2019年

３月31日

(2)

2,525,287株

業務執行取

締役

N. S. カナン

（N. S. Kannan）

（52歳）

N. S. カナン氏は、バンガロールのイン

ド経営研究所で、機械工学の学士号、経

営学の修士号を取得しており、インド勅

許会計士協会の公認証券アナリストでも

ある。同氏は、1991年にICICIに入社し

た。同氏は、コーポレート・ファイナン

ス、インフラストラクチャー・ファイナ

ンス、ストラクチャード・ファイナン

ス、財務及び生命保険の分野で仕事をし

ていた。同氏は、2003年から2005年まで

ICICIバンクの最高財務責任者兼財務部

長であり、2005年から2009年までICICI

プルデンシャル・ライフ・インシュアラ

ンス・カンパニーの取締役会において業

務執行取締役であった。当行取締役会

は、2009年５月１日付で、同氏を業務執

行取締役兼最高財務責任者に任命した。

当行の取締役会は、カナン氏を2013年10

月25日付で業務執行取締役に再指名し

た。同氏の責務には、金融、財務、法

務、事業運営、リスク管理、総務、企業

広報、コーポレートブランディング及び

解法戦略グループが含まれる。コンプラ

イアンス及び内部監査機能の組織上の報

告先は、カナン氏である。

2019年

４月30日

(2)

468,737株
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役名
及び職名

氏　　名
（年齢）

略　　歴
銀行規制法
に基づく
任　期

2017年９月
１日現在の
所有株式数

業務執行取

締役

ビシャカ・ミュレ

（Vishakha Mulye）

（48歳）

ビシャカ・ミュレ女史は、勅許会計士で

あり、1993年にICICIに入社した。同女

史は、戦略、金融、財務及び市場、スト

ラクチャード・ファイナンス、コーポ

レート及びプロジェクト・ファイナン

ス、保険並びに未公開株式の分野におい

て業務に従事した。同女史は、2005年か

ら2007年までICICIバンクの最高財務責

任者を務め、2007年から2009年まで

ICICIロンバード・ジェネラル・イン

シュアランス・カンパニーの業務執行取

締役を務め、2009年から2015年までは

ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメ

ント・カンパニーのマネージング・ディ

レクター兼最高経営責任者を務めた。同

女史は、2016年１月19日付でICICIバン

クの業務執行取締役に任命され、ホール

セール銀行業務の責任者である。

2019年

１月18日

(2)

647,487株

業務執行取

締役

ビジャ・クマール・チャンドッ

ク

（Vijay Kumar Chandok）

（49歳）

ビジャ・チャンドック氏は、ムンバイの

ナルシー・モンジー経営研究所において

経営学修士号を取得し、工学の学士号を

バナラスヒンズー大学工学研究科（IIT-

BHU, Varanasi）（前IT BHU Varanasi）

において取得している。同氏は1993年に

ICICIに入社し、法人向け銀行業務並び

に小企業向け及び個人向け銀行業務の分

野に携わった。同氏は、2010年４月に国

際銀行業務グループのグループ管理職に

指名され、2011年５月10日付で同グルー

プの代表に再指名された。ビジャ・チャ

ンドック氏は、2016年７月11日に開催さ

れた年次株主総会において、インド準備

銀行による承認を条件に、５年間の任期

の業務執行取締役に任命された。インド

準備銀行は、2016年７月28日からの３年

間の任期で、ビジャ・チャンドック氏の

任命を承認した。同氏は、商業銀行業務

グループ、中小企業向け事業及び国際銀

行業務の責任者である。

2019年

７月27日

(2)

3,400株
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役名
及び職名

氏　　名
（年齢）

略　　歴
銀行規制法
に基づく
任　期

2017年９月
１日現在の
所有株式数

業務執行取

締役

アヌプ・バクチ

（Anup Bagchi）

（47歳）

アヌプ・バクチ氏は、インド経営大学院

バンガロール校（the Indian Institute

of Management, Bangalore）において経

営学の学位及びインド工科大学カーンプ

ル校で工学の学位を取得している。バク

チ氏は、1992年にICICIグループに入社

し、個人向け銀行業務、法人向け銀行業

務、財務、資本市場及び投資銀行業務の

分野に携わった。アヌプ・バクチ氏は、

2011年から2016年まで、ICICIセキュリ

ティーズ・リミテッドのマネージング・

ディレクター兼最高経営責任者を務め

た。インド準備銀行の与えた承認に基づ

き、バクチ氏は、2017年２月１日付で業

務執行取締役に就任した。同氏は、個人

向け、農村向け及び包括的銀行業務の責

任者である。

2020年

１月31日

(2)

なし

最高財務責

任者

ラケシュ・ジャー

（Rakesh Jha）

（45歳）

ラケシュ・ジャー氏はデリーのインド工

科 大 学 （Indian Institute of

Technology）の学士号及びラックナウの

インド経営研究所で経営学の修士号を取

得している。同氏は、1996年にICICIに

入社し、企画、戦略、金融及び財務を含

む様々な分野に携わった。同氏は、2007

年５月にICICIバンクの最高財務責任者

補佐、2013年10月に最高財務責任者に指

名された。同氏の責務には、財務報告、

企画及び戦略、並びに資産負債管理が含

まれる。

正規雇用 14,850株

 

(1)　インド準備銀行は、2015年７月１日から2018年６月30日までの３年間の任期でM. K. シャルマ氏を非業務執行会長として

任命することを承認した。株主は、2016年４月22日に可決された郵便投票による決議により、M. K. シャルマ氏の同在職

期間での任命を承認した。

(2)　株主は、2013年６月24日に開催された年次株主総会において、チャンダ・コッハー女史及びN. S. カナン氏を、それぞれ

2014年４月１日から2019年３月31日まで及び2014年５月１日から2019年４月30日まで、５年間の任期で再指名することを

承認した。インド準備銀行は、チャンダ・コッハー女史及びN. S. カナン氏の両氏を、上記までの任期で指名することも

承認した。株主は、2016年４月22日に可決された郵便投票による決議により、ビシャカ・ミュレ氏の2016年１月19日から

2021年１月18日まで、５年間の任期の任命を承認した。インド準備銀行は、2016年１月19日から2019年１月18日までの３

年間の任期で、ビシャカ・ミュレ氏を非業務執行取締役に任命することを承認した。株主は、2016年７月11日に開催され

た年次株主総会において、インド準備銀行による承認を受領した日から５年間の任期で、ビジャ・チャンドック氏の任命

を承認した。インド準備銀行は、2016年７月28日から2019年７月27日までの３年間の任期で、ビジャ・チャンドック氏の

任命を承認した。インド準備銀行は、2017年２月１日から2020年１月31日までの３年間の任期で、アヌプ・バクチ氏の任

命を承認した。株主は、2017年６月30日に開催された年次株主総会において、2017年２月１日から2022年１月31日までの

５年間の任期で、アヌプ・バクチ氏の任命を承認した。

(3)　非業務執行取締役（会長を除く。）について、「任期」の項目に掲げられた日付は、当該非業務執行取締役が８年の任期

（銀行規制法で許可された最長在任期間）を完了する日をいう。
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(2)　取締役及び業務執行役員の報酬及び給付金

 

(a)　報　酬

　ICICIバンクの組織書類では、政府派遣の取締役以外の各非業務執行取締役は、取締役会又は取締役会委員会
へ出席するごとに、報酬を得ることができると定められている。非業務執行取締役に対して支払われる報酬金
額は、インド会社法又はこれらの規則よって定められた上限に従って、取締役会により適宜定められる。取締
役会は、各取締役会への出席報酬100,000ルピー及び各委員会への出席報酬を20,000ルピーと定めることを承認
した。（非常勤の委員長以外の）民間部門銀行の非業務執行取締役の報酬に関する2015年６月１日付のインド
準備銀行ガイドラインに準拠して、インド準備銀行は、年間1,000,000ルピーを上限として（非常勤の非業務執
行取締役委員長以外の）非業務執行取締役に、利益に関連した報酬を支払うことを許可した。2016年７月11日
に開催された年次株主総会において、株主は、年間1,000,000ルピーを上限として（非常勤の非業務執行取締役
委員長及び政府に任命された取締役以外の）非業務執行取締役に、利益に関連した報酬を支払うことを承認
し、これは2016年度より適用された。さらに、ICICIバンクは、取締役会及び委員会並びに関連事項に係る旅費
並びに関連経費を、取締役に支給している。取締役が会議の出席以上にICICIバンクに対する業務提供を求めら
れた場合には、ICICIバンクは取締役会の決定に従って、かかる取締役に報酬を支払うことができるが、かかる
報酬は、上記の報酬に加えて又はそれに代わって支払われる。当行は、非業務執行取締役に対して、取締役会
及び取締役会委員会の出席報酬、及び（委員長以外の）非業務執行取締役に対する利益に関連した報酬以外の
報酬を支払ったことはない。非業務執行取締役は、任期満了時における給付金を受け取ることができない。

　2015年６月９日の取締役会及びその後の2016年４月22日付郵便投票による株主の決議において、取締役会会
長であるM. K. シャルマ氏に支払う報酬を年額3,000,000ルピーから5,000,000ルピーの範囲内とすることが承

認された。かかる報酬は各年、上記の範囲内で取締役会により決定される。取締役会は、M. K. シャルマ氏に

支払う2015年７月１日から有効となる任期の初年度の報酬を、年額3,000,000ルピーとすることを承認した。イ
ンド準備銀行は、2015年７月１日から2018年６月30日までの期間のM. K. シャルマ氏の任命を承認すると同時

に、上記の報酬についても承認した。2016年６月28日の取締役会において、M. K. シャルマ氏に支払う2016年

７月１日から有効となる報酬を年額3,500,000ルピーとする改正を承認した。かかる改正は、インド準備銀行に
も承認された。

　取締役会又は各委員会は、業務執行取締役に支払う報酬及び追加手当を、当行の株主により承認される範囲
内で、定めることができる。ICICIバンクは、業務執行取締役に対して、実際に支払われる月々の報酬、追加手
当及び毎年支払われる年次業績手当に関して、インド準備銀行の個別の承認を得なければならない。

　以下の表は、現在適用されている月々の報酬の範囲を示したものである。

  （単位：ルピー）

氏名及び役職  月々の報酬の範囲

チャンダ・コッハー女史
　マネージング・ディレクター兼最高経営責任者

 
1,350,000 - 2,600,000

(2,551,500 - 4,914,000円)
N. S. カナン氏
　業務執行取締役

 
950,000 - 1,700,000

(1,795,500 - 3,213,000円)
ビシャカ・ミュレ女史
　業務執行取締役

 
950,000 - 1,700,000

(1,795,500 - 3,213,000円)
ビジャ・チャンドック氏
　業務執行取締役

 
950,000 - 1,700,000

(1,795,500 - 3,213,000円)
アヌプ・バクチ氏
　業務執行取締役

 
950,000 - 1,700,000

(1,795,500 - 3,213,000円)

 

　マネージング・ディレクター兼最高経営責任者への追加手当の月額の範囲は1,000,000ルピーから1,800,000
ルピー、N. S. カナン業務執行取締役、ビシャカ・ミュレ業務執行取締役、ビジャ・チャンドック業務執行取

締役及びアヌプ・バクチ業務執行取締役の範囲は675,000ルピーから1,225,000ルピーである。取締役会は、イ
ンド準備銀行の承認に基づき、上記範囲内において、実際の支払報酬又は追加手当を適宜決定する。

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

338/647



　業務執行取締役には、当行が提供する家具付住居、ガス、電気、水道及び備品、課外活動費、団体保険、車
代及び住居での電話代若しくはそれに代わる費用支払等の臨時手当、医療費用支払、休暇及び休暇旅行手当、
教育給付金、準備基金、老齢退職年金並びに謝礼等の手当（適用ある場合はインド所得税規則に従って、その
他の場合には当行が負担する実費で判断される。）が、適宜、かかる手当に適用される制度並びに規則に従
い、付与される。

　特定の階級であり、居住用財産購入に対する融資を受けるための基準を満たす従業員に適用される職員融資
方針に沿って、業務執行取締役もまた、インド準備銀行の承認に基づき、住宅ローンを受けることができる。

業務執行取締役については、雇用の終了時に利益の供与は行われない。

　ICICIバンクが2017年度中に業務執行取締役及び業務執行役員に支払った報酬総額は、221.7百万ルピーで
あった。

 

(b)　賞　与

　当行の取締役会は、毎年、従業員及び業務執行取締役に対して、その業績及び年功に応じて、変動賞与を支
給する。各従業員の業績は、業績管理評価システムを通じて評価される。2017年度において、ICICIバンクのす
べての適格従業員への賞与及び業績連動型残留手当総額は5.6十億ルピーであった。当該賞与は、インド準備銀
行の承認を要する業務執行取締役への賞与の支払いを除いて、2018年度に支払われた。

 

(c)　特定取引における経営者の利益

　本書に別段の記載がある場合を除き、当行の取締役又は業務執行役員に対し、金銭又は給付金は支払われな
い。
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５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

当行のコーポレート・ガバナンスの方針は、取締役会の説明責任並びに当行の構成員である従業員、顧客、投資
家及び規制当局等に対する取締役会の透明性を確保することの重要性を考慮したものであり、当行の経済活動の最
終受益者が株主であることを明らかにするものである。

当行のコーポレート・ガバナンスの枠組みは、実効的な独立取締役会、取締役会の監督機能を経営幹部から分離
させること及び取締役会委員会（通常、その構成員の過半数が独立取締役であり、大半の委員会は独立取締役が委
員長となる。）の設置を基礎とし、経営幹部の重要事項及び職務を監視することを目的としている。

当行のコーポレート・ガバナンスの理念は、2015年におけるインド証券取引委員会（上場義務及び開示要件）規
制の条項の遵守等、レベルの高いビジネス倫理、実効性の高い監督及びすべての利害関係人のための価値の向上を
目的とするものである。

当行の取締役会の役割、職務、責任及び説明責任は明確に規定されている。当行の取締役会の職務には、会社の
業務執行を監視するという主な役割に加えて、以下の職務が含まれている。

・　企業理念及び使命を承認すること。

・　戦略計画及び事業計画の策定に参加すること。

・　財務計画及び予算を検討及び承認すること。

・　戦略計画及び事業計画に照らして、業務自体の監視を含む会社の業務執行を監視すること。

・　倫理的な行動並びに法律及び規制の遵守を確保すること。

・　借入限度を検討及び承認すること。

・　エクスポージャー・リミットを設定すること。

・　計画、戦略及び業績について株主に情報を提供し続けること。

当行の取締役会がその責任を効果的に果たすことができるように、経営幹部は四半期ごとに取締役会に対して当
行の業務執行に関する詳細な報告を行う。

当行の取締役会は、取締役会全体として又は特定の業務分野を監視するために設置された様々な委員会を通じて
その職務を行う。かかる取締役会委員会は、定期的に開催される。各委員会の構成及び主な職務に関する詳細は、
以下のとおりである。

 

(a)　監査委員会

　本書提出日現在、監査委員会は、ホミ・クースロカーン氏、ディリープ・チョクシ氏及びV. スライダー氏の

３名の独立取締役により構成されている。監査委員会の委員長は独立取締役のホミ・クースロカーン氏及びディ
リープ・チョクシ氏である。ホミ・クースロカーン氏、ディリープ・チョクシ氏及びV. スライダー氏は公認会

計士である。当行の取締役会はまた、ディリープ・チョクシ氏が監査委員会の金融専門家として適格であると判
断した。
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　監査委員会は、監査機能の指針を示し、内部監査及び法定監査の質を監視している。監査委員会の責任には、
財務書類及び監査報告書の検証並びに財務書類の公正さ、十分性及び信頼性を確保するための財務報告過程の監
視、取締役会への提出に先立つ四半期及び年次財務書類の検討、中心的及び補助的な法定監査人並びに主席内部
監査役の選任、任期、報酬の設定及び解任の提案、法定監査人に対するその他の許可されたサービスの提供に係
る支払いの承認、監査人の独立性、実績及び監査手順の有効性の経営陣との検討及び監視、関係者間取引又はそ
の後の修正の承認、重要な関係者間取引の報告の検討、内部告発方針の機能性の検討、内部統制システム及び内
部監査機能の妥当性の検討、法定監査人の検査及び監査報告書並びに報告書の遵守状況の検討、内部調査の結果
の検討、法定監査人の発行するマネジメントレター／内部統制の脆弱性に関するレターの検討、発行（公募、株
主割当増資、優先発行等）により調達した資金の運用／適用報告の経営陣との検討、募集要項／目論見書／通知
に記載の目的以外で利用された資金の計算書及び監視機関により提出された報告書の検討、公募又は株主割当増
資による発行の手取金の使途の監視並びに取締役会に対し本件について手段を講じるための適切な提言を行うこ
と、監査の範囲に関する外部の監査人との協議、利害関係人に対する支払いの重大な不履行（もしあれば）の原
因の調査、事業又は資産の評価、リスク管理システムの評価、企業間の貸付及び投資の審査が含まれる。監査委
員会はまた、登録された公認会計士事務所を選定しその業務を監視し、会計及び監査事項に関し受領した苦情の
受理及び処理の手続を確立し、独立した法律顧問を関与させ、事務所／顧問への報酬の支払いに充てる相当な資
金の調達をなす権限を有する。さらに、監査委員会は、当行の規制遵守機能の監視も行う。監査委員会はまた、
候補者の資格要件、経験及び学歴等を評価した後に最高財務責任者（すなわち、財務担当常勤取締役又はその他
財務機能を代表する又はかかる機能を果たす者）の任命を承認する権限を有する。

　当行の主要な会計士により提供されるすべての監査業務及び非監査業務は、かかる業務が提供される前に、監
査委員会の事前の承認を受ける。

 

(b)　取締役会管理、報酬及び指名委員会

　本書提出日現在、取締役会管理、報酬及び指名委員会は、ホミ・クースロカーン氏、M. K. シャルマ氏及びV.

K. シャルマ氏の３名の独立取締役により構成されており、委員長は独立取締役のホミ・クースロカーン氏であ

る。

　取締役会管理、報酬及び指名委員会の職務には、取締役会への取締役の任命の提案、取締役になる資格があ
り、幹部役員に任命される可能性のある人物の制定された基準に基づく身元確認並びに取締役会への取締役の任
命及び解任の提案、常勤／独立取締役及び取締役会の業績の評価に対する基準の構築、独立取締役の業績評価報
告書に基づく独立取締役の任期の延長又は継続、取締役、主要な管理職及びその他従業員の報酬に関する方針の
取締役会への提案、常勤取締役の報酬（業績手当及び臨時手当を含む。）の取締役会への提案、適用ある規制の
対象となる非業務執行取締役に支払う報酬及び手数料、幹部役員及び主要な管理職を含む従業員の賞与の額に関
する方針の承認、取締役の資格、長所及び独立性の決定に関する基準の制定、取締役会の多様性に関する方針の
設定、従業員ストック・オプション計画のガイドラインの枠組みの決定並びに当行及びその子会社の従業員及び
常勤取締役に対する当行のストック・オプションの付与に関する決定が含まれる。

 

(c)　企業の社会的責任委員会

　本書提出日現在、企業の社会的責任委員会は、トュシャール シャー博士、ディリープ・チョクシ氏、アミッ

ト・アグラワル（Amit Agrawal）氏及びチャンダ・コッハー女史の４名の取締役により構成されており、委員長

は独立取締役のトュシャール シャー博士である。

　企業の社会的責任委員会の職務には、ICICIグループ及びICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・
グロウスより行われる企業の社会的責任に対するイニシアティブの検討、企業の行う活動を示す企業の社会的責
任に関する方針の作成及び取締役会への提案並びにかかる活動によって発生する費用の額の提案、企業の社会的
責任に関する毎年の計画の検討及び取締役会への提案、ICICIグループの社会的責任に対するイニシアティブ、
政策及び実務についての取締役会への提言、企業の社会的責任に関する活動の監視、企業の社会的責任に関する
方針の実施及び遵守並びに（必要であれば）インド準備銀行又はその他の機関が提案する企業の社会的責任に対
するイニシアティブのその他関連事項の検討及び実施が含まれる。
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(d)　与信委員会

　本書提出日現在、与信委員会は、M. K. シャルマ氏、ホミ・クースロカーン氏及びチャンダ・コッハー女史の

３名の取締役により構成されている。委員長は独立取締役のM. K. シャルマ氏である。

　与信委員会の職務には、主要な産業部門の発展、主要な信用ポートフォリオに関する調査及び取締役会の授権
に基づく与信の提案の承認が含まれる。

 

(e)　顧客サービス委員会

　本書提出日現在、顧客サービス委員会は、V. スライダー氏、トュシャール シャー博士、チャンダ・コッハー

女史及びアヌプ・バクチ氏の４名の取締役により構成されている。委員長は独立取締役のV. スライダー氏であ

る。

　顧客サービス委員会の職務には、顧客サービスに関するイニシアティブの検討、顧客サービス・カウンセルの
機能性の監視並びに顧客サービスの質及び全体の顧客満足度の向上のための画期的な対策の作成が含まれる。

 

(f)　不正監視委員会

　本書提出日現在、不正監視委員会は、V. スライダー氏、ディリープ・チョクシ氏、ホミ・クースロカーン

氏、チャンダ・コッハー女史及びアヌプ・バクチ氏の５名の取締役により構成されており、委員長は独立取締役
のV. スライダー氏である。

　不正監視委員会は、10百万ルピー以上の金額を伴う不正を検討し、監視する。かかる検討及び監視は、不正の
実行を助長する組織的欠陥の特定及び是正を目的として行われる。同委員会の職務には、発覚が遅れたならばそ
の理由の特定並びに当行及びインド準備銀行の経営陣への報告が含まれる。また、調査の進捗状況及び立場の回
復も、同委員会によって監視される。同委員会は、また、すべての不正における従業員の説明責任があらゆる水
準で検討されること及び必要な法的措置が早急に完了されることを保証する。同委員会は、不正の再発を防ぐた
めに取られた是正措置（内部統制の強化及び不正防止の強化に関連するその他措置の導入等）の効果を検討する
役割も担う。

 

(g)　情報技術戦略委員会

　本書提出日現在、情報技術戦略委員会は、ホミ・クースロカーン氏、V. スライダー氏及びチャンダ・コッ

ハー女史の３名の取締役により構成されており、委員長は独立取締役のホミ・クースロカーン氏である。

　情報技術戦略委員会の職務は、情報技術の戦略及び方針に関する書類を承認することである。また、委員会の
職務には、情報技術戦略が経営戦略に沿っていることを保証すること、情報技術リスクを検討すること、当行の
継続的発展のための情報技術投資について適切なバランスを確保すること、情報技術に関する資金調達の合計を
当行レベルで監視すること、情報技術リスクについて確実に適切な管理を行うための資金を経営陣が有している
か調査すること及び当行事業に対し情報技術が貢献しているかどうか検討を行うことが含まれる。

 

(h)　リスク管理委員会

　本書提出日現在、リスク管理委員会は、M. K.シャルマ氏、ディリープ・チョクシ氏、ホミ・クースロカーン

氏、V. K. シャルマ氏、V. スライダー氏及びチャンダ・コッハー女史の６名の取締役により構成されている。

委員長は独立取締役のM. K.シャルマ氏である。
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　リスク管理委員会の職務は、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、業務リスク、外部委託リスク、風評リ
スク、業務継続計画及び災害復興計画に関するICICIバンクのリスク管理方針を検討することである。リスク管
理委員会の職務は、企業リスク管理の枠組み、リスク選好度の枠組み、ストレス・テストの枠組み、自己資本充
実度に関する内部評価プロセス及び資本割当の枠組みの検討も含み、また、バーゼルⅡ及びⅢの導入状況、当行
のリスク・リターン構造、様々なリスクに対応したリスク・ダッシュボード、外部委託活動及び資産負債管理委
員会の活動の検討を含む。同委員会はさらに、当グループのリスク管理の枠組みにカバーされている子会社に係
るリスクを監督する。

 

(i)　出資者関係委員会

　本書提出日現在、出資者関係委員会は、ホミ・クースロカーン氏、V. スライダー氏及びN. S. カナン氏の３

名の取締役により構成されており、委員長は独立取締役のホミ・クースロカーン氏である。

　出資者関係委員会の職務及び権限には、普通株式、優先株式、債券、ディベンチャー及びその他の有価証券の
譲渡又は移転に関する承認及び否認、証券の写しの発行、随時発行される株式及び有価証券の割当て、株主、社
債権者及びその他の有価証券所有者の苦情の処理及び解消の検討、利息、配当金及び有価証券の償還に関する支
払いのための銀行口座の開設及び管理の授権並びに有価証券の証券取引所への上場が含まれる。

 

(j)　故意の債務不履行者／非協力的な借入人の身元確認に関する検討委員会

　委員長はマネージング・ディレクター兼最高経営責任者であり、いずれか２名の独立取締役が残りの構成員と
なる。

　かかる委員会の機能は、故意の債務不履行者／非協力的な借入人の身元確認に関する委員会（かかる事実の調
査及びかかる借入人が故意の債務不履行者／非協力的な借入人であることの事実の記録のため常勤取締役及び当
行の上級管理職から構成される委員会）の命令の検討並びに最終と見なされる命令に関する同様の事実の確認で
ある。

 

(k)　倫理規定

　当行は、当行の取締役及び全従業員に対する業務遂行及び倫理に関するグループ規定を採用している。かかる
規定は、当行のすべての構成員が一貫した行動規範及び事業の倫理的慣行を遵守することの確保を目的としてお
り、１年ごとに見直されている。当行は、取締役又は業務執行役員に対して倫理規定の権利放棄を認めていな
い。
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(l)　主要な会計士費用及びサービス

　2016年度及び2017年度の連結財務書類の監査に関する当行の主要な会計士の費用総額並びに同期間に請求を受
けたその他専門サービス費用は、以下のとおりである。

 ３月31日に終了した年度

 2016年  2017年  2017年

 
（単位：
百万ルピー)

 
（単位：
百万ルピー)

 （単位：千円）

監査      

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド及び
その子会社の監査

270  280  529

監査関連業務      

インド・ルピーで表示された
非法定監査に係る意見書

10  17  32

その他 14  24  45

監査合計 294  321  607

非監査業務      

税務サービス -  -  -

税務コンプライアンス 4  4  8

その他サービス 3  2  4

非監査業務合計 7  6  11

合計 301  327  618

 

　非監査業務区分のうち「その他サービス」に係る費用は、主に助言サービス及び認証サービス関連費用である。
当行の監査委員会は、2017年度の連結財務書類の監査に関して、当行の主要な会計士に支払われた費用及び2017年
度に請求を受けたその他専門サービス費用を承認した。当行の監査委員会は、当行の主要な会計士により行われる
当行に対するすべての職務を、事前に承認している。

 

(m)　コーポレート・ガバナンスの実務の比較要約

　以下において、当行のコーポレート・ガバナンスの実務と、ニューヨーク証券取引所が米国において求める実
務との重要な相違点を比較要約した。

 

独立取締役

　当行の取締役会の大半は、適用されるインド法の要件に定められた独立取締役である。2014年４月１日に発効
したインド会社法の第149条において、独立取締役について定義され、取締役が独立であると区分される資格規
準について明記された。取締役が独立であるためには、直前の２会計年度又は当会計年度において、当行、その
親会社、子会社若しくは関連会社又はそれらのプロモーター若しくは取締役との間において、金銭関係があって
はならないという規準を含む。通常の業務であり、独立の可能性がある特定の取引に関して免除規定が規定され
ている。インド会社法により、各独立取締役は、取締役として参加した最初の取締役会及びその後の各会計年度
の最初の取締役会において、又は独立取締役としての地位に影響のある状況の変化があった場合はいつでも、当
該取締役が関連する基準を満たしている旨の宣誓書を提出しなければならない。取締役が独立であると区分する
に当たって、当行は、会社法に規定され、かつ2017年４月６日から７日にかけて開催された取締役会で諮られた
取締役提供の宣誓書、適用あるインド準備銀行のガイドライン及び通知書並びにこの件について得た法的アドバ
イスに依拠している。これに基づいて、取締役会は、かかる取締役が独立取締役であると決定した。インド会社
法に従い、インド政府により指名された取締役は、独立であると区分されない。インド会社法に従い、かかる独
立性に関する判断は、当行の取締役会によって行われなければならないが、当行の取締役会は、ニューヨーク証
券取引所の規則に定めるところによる独立性テストに従って、かかる判断を肯定的に下す義務はない。
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非業務執行取締役会

　インド会社法は、非業務執行取締役及び経営陣を除いて、独立取締役らが少なくとも年に１回会議を開催する
ことを義務付けている。独立取締役は、かかる会議において、会長、非業務執行取締役及び取締役会全体の業績
を評価することを義務付けられている。かかる独立取締役は、2017年５月３日に、審査を実行するため会議を開
催した。それより前に、独立取締役らは、2016年４月29日に取締役役会が開催される前に個別に会合を行った。

 

取締役会管理、報酬及び指名委員会並びに監査委員会

　適用されるインド法の要件に定められたところに従い、当行の取締役会管理、報酬及び指名委員会のすべての
構成員は独立している。監査委員会の全構成員は、証券取引法規則10A-３に従い独立している。当行の取締役会
に承認された各委員会の構成及び主な職務は上記のとおりであり、米国の発行会社に対するニューヨーク証券取
引所の規制に準拠している。

 

コーポレート・ガバナンス・ガイドライン

　ニューヨーク証券取引所の規則に基づき、米国の発行会社は、取締役の資格要件、取締役の責任、取締役の報
酬、取締役の初期教育及び継続教育、経営陣の後継人事並びに取締役会による年次業績の評価等の項目を明記し
たコーポレート・ガバナンス・ガイドラインの採択及び開示を求められている。当行は、外国の民間発行会社と
して、かかるガイドラインの採択を義務付けられていないが、本国の規制に基づき、インド会社法の通知に従
い、当行は、取締役の選任及び報酬に関する方針を開示しており、2017年度の株主に対するインドの年次報告書
において取締役の資格及び独立性を決定するための基準を含む。また、当行は、取締役会による自身の実績並び
に当行の委員会及び個別の取締役の正式な年次評価方法を示す報告書を提出することを義務付けられており、か
かる報告書がインドにおける年次報告書に含まれている。
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(2)【監査報酬の内容等】

 

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

  （単位：百万）

区　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務
に基づく報酬
(ルピー)

非監査業務に
基づく報酬
(ルピー)

監査証明業務に
基づく報酬
(ルピー)

非監査業務に
基づく報酬
(ルピー)

提出会社
186
(352円)

0
(0円)

189
(357円)

0
(0円)

連結子会社
108
(204円)

7
(13円)

132
(249円)

6
(11円)

計
294
(556円)

7
(13円)

321
(607円)

6
(11円)

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項なし。

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

非監査業務の報酬は、税務サービス及びその他サービスに係る費用から構成される。

 

④【監査報酬の決定方針】

外国監査公認会計士等の監査報酬は、当行の監査委員会により承認される。監査委員会は、4.0百万ルピーに
適用ある経費及び税金を加えた額の報酬を上限に業務を事前に承認し、業務執行取締役、最高財務責任者、秘書
役及び最高会計責任者に対してこれらの業務を承認する権限を付与した。すべての業務及び関連報酬は、監査委
員会に報告される。4.0百万ルピーを超える報酬の業務はすべて、監査委員会により事前に承認される。
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第６【経理の状況】
 
 
本書記載のアイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(以下「当行」という。) の2017年３月31日に終了した

年度に係る英文連結財務書類原文は、米国証券取引委員会及びニューヨーク証券取引所に対して2017年７月31日に
提出された様式20－Fに掲載された財務書類と同じものである。原文の財務書類は、インドにおいて一般に公正妥
当と認められる会計基準 (以下「インドGAAP」という。) に準拠して作成されており、米国において一般に公正妥

当と認められる会計基準 (以下「米国GAAP」という。) との相違、及び当該相違の影響について記述する注記を含

むものとなっている。
 
2005年11月に提出された有価証券届出書記載の当行の財務書類は米国GAAPに基づき作成されたものであったが、
当行は、2005年度よりインドGAAPに基づき作成された財務書類の様式20－Fへの記載が認められた。そのため、有
価証券報告書においては、インドGAAPに基づき作成された連結財務書類(純利益及び株主持分についての米国GAAP
との調整を含む)が、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第131条
第２項の規定に基づき、記載される。
 
本書には、当該英文財務書類の和文訳が記載されている。

 
当行の財務書類は、監査済であり、外国監査法人等であるケーピーエムジーから、「金融商品取引法」第193条
の２第１項第１号に規定されている監査証明に相当すると認められる証明を受けている。
 
当行の財務書類は、インド・ルピーで表示されている。和文訳で表示された主要な係数についての円換算額は、
読者の便宜のために、2017年９月１日の株式会社東京三菱銀行公表の対顧客外国為替売相場である１インド・ル
ピー＝1.89円で換算したものである。
 
円換算額及び「４ 米国と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」並びに「５ インドと日本における

会計原則及び会計慣行の主要な相違」の記載は、英文財務書類には含まれておらず、従って、上記監査報告書の対
象にもなっていない。
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１【財務書類】
 

連結貸借対照表
 

   ３月31日現在

   2017年  2016年

 

附属

明細書  

(千インド・

ルピー)  （千円）  

(千インド・

ルピー)  （千円）

          

資本及び負債          

資本金 1  11,651,071  22,020,524  11,631,656  21,983,830

未行使従業員ストック・オプション   62,562  118,242  67,019  126,666

準備金及び剰余金 2  1,034,606,322  1,955,405,949  929,408,451  1,756,581,972

少数株主持分 2A  48,653,128  91,954,412  33,556,448  63,421,687

預金 3  5,125,872,643  9,687,899,295  4,510,773,918  8,525,362,705

借入金 4  1,882,867,563  3,558,619,694  2,203,776,561  4,165,137,700

保険契約債務   1,154,974,441  2,182,901,693  970,533,948  1,834,309,162

その他の負債及び引当金 5  601,738,910  1,137,286,540  527,813,976  997,568,415

資本及び負債合計   9,860,426,640  18,636,206,350  9,187,561,977  17,364,492,137

資産          

現金及びインド準備銀行預け金 6  318,912,598  602,744,810  272,775,620  515,545,922

銀行預け金及び短期貸付金 7  485,996,088  918,532,606  377,584,082  713,633,915

投資 8  3,045,017,431  5,755,082,945  2,860,440,872  5,406,233,248

貸付金 9  5,153,173,140  9,739,497,235  4,937,291,077  9,331,480,136

固定資産 10  93,379,618  176,487,478  87,134,646  164,684,481

その他の資産 11  763,947,765  1,443,861,276  652,335,680  1,232,914,435

資産合計   9,860,426,640  18,636,206,350  9,187,561,977  17,364,492,137

偶発債務 12  13,078,415,868  24,718,205,991  11,176,470,163  21,123,528,608

代金取り立て手形   227,555,510  430,079,914  217,500,551  411,076,041

重要な会計方針及び財務諸表注記 17及び18         

 

上記に言及されている附属明細書は、連結貸借対照表の不可欠な一部を構成する。
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連結損益計算書
 
   ３月31日に終了した事業年度

   2017年  2016年  2015年

 

附属

明細書  

(千インド・

ルピー、ただし一株

当たり利益のデータ

を除く)  

（千円、ただし一株

当たり利益のデータ

を除く））  

(千インド・

ルピー、ただし一株

当たり利益のデータ

を除く)  

（千円、ただし一株

当たり利益のデータ

を除く））  

(千インド・

ルピー、ただし一

株当たり利益の

データを除く)  

（千円、ただし一株

当たり利益のデータ

を除く））

Ⅰ．収益              

受取利息 13  609,399,802  1,151,765,626  592,937,057  1,120,651,038  549,639,961  1,038,819,526

その他の収益 14  524,576,505  991,449,594  421,021,403  795,730,452  352,522,357  666,267,255

収益合計   1,133,976,307  2,143,215,220  1,013,958,460  1,916,381,489  902,162,318  1,705,086,781

Ⅱ．費用              

支払利息 15  348,358,328  658,397,240  339,964,746  642,533,370  323,181,538  610,813,107

営業費用 16  481,699,705  910,412,442  407,895,615  770,922,712  350,227,119  661,929,255

引当金及び偶発債務（附属明細書

18.7参照）   190,514,979  360,073,310  156,829,183  296,407,156  99,330,676  187,734,978

費用合計   1,020,573,012  1,928,882,993  904,689,544  1,709,863,238  772,739,333  1,460,477,339

Ⅲ．利益／（損失）              

当期純利益   113,403,295  214,332,228  109,268,916  206,518,251  129,422,985  244,609,442

控除：少数株主持分   11,519,450  21,771,761  7,469,331  14,117,036  6,954,333  13,143,689

少数株主持分控除後当期純利益   101,883,845  192,560,467  101,799,585  192,401,216  122,468,652  231,465,752

繰越利益   198,210,764  374,618,344  198,278,702  374,746,747  145,475,548  274,948,786

利益／（損失）合計   300,094,609  567,178,811  300,078,287  567,147,962  267,944,200  506,414,538

IV. 利益処分／振替              

法定準備金への振替   24,503,000  46,310,670  24,316,000  45,957,240  27,939,000  52,804,710

積立金への振替   9,824  18,567  9,340  17,653  7,660  14,477

資本準備金への振替   52,933,000  100,043,370  23,822,375  45,024,289  2,919,250  5,517,383

投資準備金勘定への／

（からの）振替   -  -  -  -  (1,270,000) (2,400,300)

特別準備金への振替   4,867,000  9,198,630  13,860,000  26,195,400  11,396,000  21,538,440

収益及びその他準備金への／（か

らの）振替   446,499  843,883  5,207,028  9,841,283  (5,600,841) (10,585,589)

当年度中に支払われた前年度分配

当金（配当税を含む）   (62,410)  -117,955  38,513  72,790  29,784  56,292

普通株式配当案（附属明細書

18.18参照）   -  -  29,075,153  54,952,039  28,988,072  54,787,456

優先株式配当案（附属明細書

18.18参照）   -  -  35  66  35  66

配当税   2,352,225  4,445,705  5,539,079  10,468,859  4,882,652  9,228,212

貸借対照表への繰越残高   215,045,471  406,435,940  198,210,764  374,618,344  198,652,588  375,453,391

合計   300,094,609  567,178,811  300,078,287  567,147,962  267,944,200  506,414,538

重要な会計方針及び財務諸表注記 17及び18             

一株当たり利益

（附属明細書18.1参照）              
基本的（単位：インド・ルピー及

び円）   17.51  33.09  17.53  33.13  21.17  40.01

希薄化後（単位：インド・ルピー

及び円）   17.43  32.94  17.41  32.90  20.94  39.58

一株当たり額面価額（単位：イン

ド・ルピー及び円)   2.00  3.78  2.00  3.78  2.00  3.78

 

上記に言及されている附属明細書は、連結損益計算書の不可欠な一部を構成する。
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連結キャッシュ・フロー計算書
 
 ３月31日に終了した事業年度

 2017年  2016年  2015年

 

(千インド・

ルピー)  (千円)  
(千インド・

ルピー)  (千円)  
(千インド・

ルピー)  (千円)

営業活動による／（に使用した）キャッ

シュ・フロー            

税引前当期純利益 126,574,260  239,225,351  135,574,704  256,236,191  176,435,930  333,463,908

調整：            

減価償却費及び償却費 10,444,420  19,739,954  9,567,289  18,082,176  9,102,686  17,204,077

投資評価(益)／損、純額
1

(57,426,431) (108,535,955)  (34,641,416) (65,472,276)  324,940  614,137

不良資産及びその他資産に対する引当金 157,937,006  298,500,941  88,308,555  166,903,169  36,181,416  68,382,876

正常資産に対する一般引当金 (3,733,753) (7,056,793)  3,175,576  6,001,839  4,053,835  7,661,748

偶発債務及びその他に対する引当金 2,257,433  4,266,548  28,584,825  54,025,319  999,282  1,888,643

固定資産売却(益)／損 14,230  26,895  (264,335) (499,593)  (33,994)  (64,249)

従業員ストック・オプション付与 180,903  341,907  142,309  268,964  94,432  178,476

(ⅰ) 236,248,068  446,508,849  230,447,507  435,545,788  227,158,527  429,329,616

調整：            

投資の(増加)／減少 (67,356,023) (127,302,883)  (40,179,999) (75,940,198)  (144,940,347)  (273,937,256)

貸付金の(増加)／減少 (411,803,233) (778,308,110)  (648,486,064) (1,225,638,661)  (567,661,237)  (1,072,879,738)

預金の増加／(減少) 615,098,725  1,162,536,590  651,221,453  1,230,808,546  264,425,642  499,764,463

その他の資産の(増加)／減少 (70,639,536) (133,508,723)  (24,030,865) (45,418,335)  57,627,927  108,916,782

その他の負債及び引当金の増加／(減少) 283,839,854  536,457,324  132,466,667  250,362,001  94,006,046  177,671,427

(ⅱ) 349,139,787  659,874,197  70,991,192  134,173,353  (296,541,969)  (560,464,321)

直接税の還付額／(支払額)

(ⅲ) (59,032,520) (111,571,463) (64,985,465) (122,822,529) (53,347,975) (100,827,673)

営業活による／（に使用した） 正味キャッ

シュ・フロー((ⅰ)+(ⅱ)+(ⅲ))

（A） 526,355,335  994,811,583  236,453,234  446,896,612  (122,731,417)  (231,962,378)

投資活動による／（に使用した）キャッ

シュ・フロー            

固定資産の取得 (13,167,144) (24,885,902)  (8,483,857) (16,034,490)  (12,446,322) (23,523,549)

固定資産の売却代金 156,340  295,483  703,145  1,328,944  367,499  694,573

満期保有目的有価証券の(取得)／売却 (3,046,583) (5,758,042)  (110,411,892) (208,678,476)  (117,238,214)  (221,580,224)

投資活動による／（に使用した）正味キャッ

シュ・フロー

（B） (16,057,387) (30,348,461)  (118,192,604) (223,384,022)  (129,317,037) (244,409,200)

財務活動による／（に使用した）キャッシュ・

フロー            

株式発行代金(従業員ストック・オプション制

度を含む) 1,772,579  3,350,174  2,824,200  5,337,738  3,477,284  6,572,067

長期借入金の受取額 403,761,367  763,108,984  455,604,563  861,092,624  439,781,096  831,186,271

長期借入金の返済額 (508,077,502) (960,266,479)  (319,709,230) (604,250,445)  (271,340,761)  (512,834,038)

短期借入金の純受取額／(返済額) (217,920,893) (411,870,488)  (46,055,502) (87,044,899)  107,195,242  202,599,007

配当金及び配当税支払額 (34,230,910) (64,696,420)  (34,524,887) (65,252,036)  (30,840,867)  (58,289,239)

財務活による／（に使用した）

正味キャッシュ・フロー

(C) 354,695,359  670,374,229  58,139,144  109,882,982  248,271,994  469,234,069

為替変動の換算準備金に及ぼす影響額

(D) (1,053,605) (1,991,313)  (2,411,769) (4,558,243)  (2,434,107)  (4,600,462)

現金及び現金同等物の増加／(減少)、

純額(A)+(B)+(C)+(D) 154,548,984  292,097,580  173,988,005  328,837,329  (6,210,567)  (11,737,972)

期首現在の現金及び現金同等物 650,359,702  1,229,179,837  476,371,697  900,342,507  482,582,264  912,080,479

期末日現在の現金及び現金同等物 804,908,686  1,521,277,417  650,359,702  1,229,179,837  476,371,697  900,342,507

 

1. 2017年３月31日に終了した事業年度について、新規株式公開（IPO）における子会社であるICICIプルデンシャル・ライフ・

インシュアランス・カンパニー・リミテッドに対する持分投資の一部売却に係る利益（2016年３月31日に終了した事業年度

については、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド及びICICIロンバード・ジェネラ

ル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドに対する持分投資の一部売却に係る利益）を含む。

2. 現金及び現金同等物には、手許現金、インド準備銀行預け金、その他銀行預け金及び短期貸付金が含まれる。
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連結貸借対照表の一部を構成する附属明細書
 

附属明細書１－ 資本金
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

授権株式    

普通株式（額面２インド・ルピー）：6,375,000,000株

[2016年３月31日現在：（額面２インド・ルピー）6,375,000,000株] 12,750,000  12,750,000

株式（額面100インド・ルピー）：15,000,000株

[2016年３月31日現在：（額面100インド・ルピー）15,000,000株]
1

1,500,000  1,500,000

優先株式（額面10百万インド・ルピー）：350株

[2016年３月31日現在：（額面10百万インド・ルピー）350株]
2

3,500,000  3,500,000

普通株式    

発行済、払込資本

普通株式（額面２インド・ルピー）：5,814,768,430株[2016年３月31日現在：

5,797,244,645株] 11,629,537  11,594,489

追加：従業員ストック・オプションの行使によって発行された普通株式9,707,705

株（額面２インド・ルピー）[2016年３月31日現在：17,523,785株] 19,415  35,048

 11,648,952  11,629,537

追加：普通株式266,089株の権利失効（額面10インド・ルピー）[2016年３月31日現

在：266,089株] 2,119  2,119

資本金合計 11,651,071  11,631,656

 

1．これらの株式の種類及び権利、特権、条件又は制限は、当行が定款及びその期間に適用されている法律に従って決定するも

のである。

2．2010年３月30日付のインド準備銀行回覧通知書に基づき、発行済、払込済優先株式は附属明細書４「借入金」に含まれてい

る。
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附属明細書２－ 準備金及び剰余金
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ⅰ．法定準備金    

　　期首残高 187,521,519  163,205,519

当事業年度中の増加 24,503,000  24,316,000

　　当事業年度中の減少 -  -

　　期末残高 212,024,519  187,521,519

    

Ⅱ．特別準備金    

　　期首残高 83,314,700  69,454,700

　　当事業年度中の増加 4,867,000  13,860,000

　　当事業年度中の減少 -  -

　　期末残高 88,181,700  83,314,700

    

Ⅲ．有価証券剰余金    

　　期首残高 321,993,492  319,054,660

　　当事業年度中の増加
1

1,938,525  2,938,832

　　当事業年度中の減少 -  -

　　期末残高 323,932,017  321,993,492

    

Ⅳ．未実現投資準備金
2

   

　　期首残高 (4,444)  35,153

　　当事業年度中の増加 164,889  88,956

　　当事業年度中の減少 -  (128,553)

　　期末残高 160,445  (4,444)

    

Ⅴ．資本準備金    

　　期首残高 49,918,016  26,095,641

　　当事業年度中の増加
3

52,933,000  23,822,375

　　当事業年度中の減少 -  -

　　期末残高
4

102,851,016  49,918,016

    

Ⅵ．外貨換算準備金    

　　期首残高 20,176,609  22,999,128

　　当事業年度中の増加 -  6,589,367

　　当事業年度中の減少
5

(1,053,605)  (9,411,886)

　　期末残高 19,123,004  20,176,609

    

Ⅶ．再評価準備金（附属明細書18.16参照）    

　　期首残高 28,174,747  -

　　当事業年度中の増加
6

2,989,949  28,174,747

　　当事業年度中の減少
7

(513,583)  -

　　期末残高 30,651,113  28,174,747
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 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ⅷ．積立金    

　　期首残高 46,034  36,694

　　当事業年度中の増加
8

9,824  9,340

　　当事業年度中の減少 -  -

　　期末残高 55,858  46,034

    

Ⅸ．収益及びその他準備金    

　　期首残高 40,057,014  36,214,248

　　当事業年度中の増加 3,967,610  5,618,430

　　当事業年度中の減少 (1,443,445)  (1,775,664)

　　期末残高
9、10

42,581,179  40,057,014

    

Ⅹ．損益計算書残高 215,045,471  198,210,764

    

準備金及び剰余金合計 1,034,606,322  929,408,451

 

1．従業員ストック・オプションの行使による1,753.2百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：2,789.2百万インド・ル

ピー）を含む。

2．ベンチャー・キャピタル・ファンドの投資に関する未実現利益／（損失）を表す。

3．満期保有区分の投資の売却に係る利益（税引後）に対する当行の利益処分及び法定準備金への振替を含む。また、土地及び

建物の売却に係る利益（税引後）に対する利益処分並びに法定準備金への振替も含む。

4．連結上の資本準備金79.1百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：79.1百万インド・ルピー）を含む。

5．2016年３月31日に終了した年度の当行の海外支店からの利益剰余金の回収における為替差益を含む。

6．当行及びICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッドが実施した建物の再評価に係る利益を表す。

7. 再評価に係る減価償却費用の増加による当社の再評価準備金から一般準備金への振替額494.9百万インド・ルピー及び売却

した資産に係る再評価剰余金18.7百万インド・ルピーを表す。

8．スリランカ支店に適用される規制に準拠した、積立金に対する充当を含む。

9. ICICIバンクUKピーエルシーの「売却可能」に分類された投資に関する未実現利益／（損失）（税引後）(401.5)百万イン

ド・ルピー（2016年３月31日現在：(530.9)百万インド・ルピー）を含む。

10.主に生命保険子会社の失効契約に関連する制限付準備金4.5百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：1,265.0百万イン

ド・ルピー）を含む。
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附属明細書２A－ 少数株主持分
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

少数株主持分期首残高 33,556,448  25,058,148

当事業年度中の増加/（減少） 15,096,680  8,498,300

少数株主持分期末残高 48,653,128  33,556,448

 

附属明細書３－ 預金
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

A.Ⅰ. 要求払い預金    

ⅰ)銀行 52,732,148  39,713,920

ⅱ)その他 715,167,490  563,675,244

 Ⅱ. 普通預金 1,790,098,258  1,444,551,013

 Ⅲ. 定期預金    

ⅰ)銀行 97,676,104  95,975,771

ⅱ)その他 2,470,198,643  2,366,857,970

預金合計 5,125,872,643  4,510,773,918

B.Ⅰ. インド国内の支店の預金 4,826,135,485  4,097,654,748

 Ⅱ. インド国外の支店／子会社の預金 299,737,158  413,119,170

預金合計 5,125,872,643  4,510,773,918

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

354/647



附属明細書４－ 借入金
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ⅰ. インド国内における借入金    

ⅰ) インド準備銀行 18,069,000  115,411,000

ⅱ) その他の銀行 56,390,754  76,202,937

ⅲ) その他の機関    

a)インド政府 -  -

b)金融機関 150,138,907  198,462,255

ⅳ) 以下の形式での借入金    

a)預金 2,909,950  2,866,149

b)コマーシャル・ペーパー 12,071,154  8,701,661

c)債券及び社債（劣後債を除く） 228,456,559  119,263,431

ⅴ) 申込金／債券 -  -

ⅵ) 資本商品    

a)革新的永久債（IPDI）（その他ティア１資本として適格） 39,430,000  13,010,000

b)債券／社債として発行された複合負債性資本商品（ティア２

資本として適格） 84,982,344  98,152,555

c)償還可能非累積型優先株式（RNCPS）（2018年４月20日に額

面価額で償還可能な、合併時に旧ICICIリミテッド優先株式

保有者に対して発行された額面10.0百万インド・ルピーの償

還可能非累積型優先株式 350 RNCPS） 3,500,000  3,500,000

d)無担保償還可能社債／債券（ティア２資本に含まれる劣後

債） 166,448,635  193,976,348

インド国内における借入金合計 762,397,303  829,546,336

    

Ⅱ. インド国外における借入金    

ⅰ) 資本商品    

a)革新的永久債（IPDI）（その他ティア１資本として適格） -  22,517,983

b)債券／社債として発行された複合負債性資本商品（ティア２

資本として適格） 60,071,450  65,233,121

c)無担保償還可能社債／債券（ティア２資本に含まれる劣後

債） 9,716,800  9,916,081

ⅱ) 債券及びノート 442,010,859  492,616,248

ⅲ) その他の借入金
1

608,671,151  783,946,792

インド国外における借入金合計 1,120,470,260  1,374,230,225

借入金合計 1,882,867,563  2,203,776,561

 

1．インド政府が保証した借入金ゼロ（2016年３月31日現在：5,132.2百万インド・ルピー）相当額を含む。

2．上記Ⅰ及びⅡの担保付借入金は、「担保付借入金及び貸付債務」に分類される借入金、銀行及び金融機関との市場買戻条件

付取引に係る借入金及び流動性調整枠と限界貸出調整枠に基づく取引に係る借入金を除く166,827.0百万インド・ルピー

（2016年３月31日現在：169,644.9百万インド・ルピー）である。
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附属明細書５－ その他の負債及び引当金
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ⅰ. 支払手形 72,170,177  48,422,363

Ⅱ. 本支店間調整額（純額） 1,759,072  1,295,074

Ⅲ. 未払利息 35,011,965  35,086,739

Ⅳ. 雑債務 233,330,549  164,490,577

Ⅴ. 正常資産に対する一般引当金 25,518,660  29,178,492

Ⅵ. その他（引当金を含む）
1、2、3

233,948,487  249,340,731

その他の負債及び引当金合計 601,738,910  527,813,976

 

1．集合的偶発損失及び関連準備金ゼロ（2016年３月31日現在：36,000.0百万インド・ルピー）を含む。

2．当行の正常貸付金に対する引当金21,023.8百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：7,061.4百万インド・ルピー）を含

む。

3. 2016年３月31日に終了した年度には、配当案及び配当税それぞれ29.075.2百万インド・ルピー及び3,786.8百万インド・ル

ピーが含まれる。

2017年３月31日に終了した年度には、子会社の未払配当税788.9百万インド・ルピーが含まれる。2017年３月31日に終了し

た年度の当行の配当案及び配当税に関する情報については、附属明細書18.18「配当案及び無償株式の発行」を参照のこ

と。

 

附属明細書６－ 現金及びインド準備銀行預け金
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ⅰ. 手許現金（外貨建ノートを含む） 73,825,506  67,477,373

Ⅱ. インド準備銀行当座預金残高 245,087,092  205,298,247

現金及びインド準備銀行預け金合計 318,912,598  272,775,620

 

附属明細書７－ 銀行預け金及び短期貸付金
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ⅰ. インド国内    

ⅰ)銀行預け金    

a)当座預金 4,465,023  1,905,925

b)その他の預金 16,102,847  9,791,225

　　ⅱ)短期貸付金    

　　　a)銀行 285,000,000  66,771,325

　　　b)その他の機関 8,730,636  -

合計 314,298,506  78,468,475

Ⅱ. インド国外    

ⅰ)当座預金 104,677,741  134,753,654

ⅱ)その他の預金 17,843,526  69,838,416

ⅲ)短期貸付金 49,176,315  94,523,537

合計 171,697,582  299,115,607

銀行預け金及び短期貸付金合計 485,996,088  377,584,082
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附属明細書８－ 投資
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

I. インド国内における投資（引当金控除後）    

ⅰ) 国債 1,401,496,218  1,436,810,801

ⅱ) その他の適格有価証券 -  -

ⅲ) 株式（普通株式及び優先株式を含む）
1

111,508,062  78,470,821

ⅳ) 社債及び債券 258,576,027  205,599,336

ⅴ) 生命保険事業に関連した負債を補填するために保有している資産 878,783,451  752,957,948

ⅵ) その他（コマーシャル・ペーパー、ミューチュアル・ファンド・

ユニット、パス・スルー証書、有価証券受領書、譲渡性預金証

書） 286,345,252  271,392,503

インド国内における投資合計 2,936,709,010  2,745,231,409

Ⅱ. インド国外における投資（引当金控除後）    

ⅰ) 国債 54,360,645  61,032,012

ⅱ) その他（普通株式、債券及び譲渡性預金証書） 53,947,776  54,177,451

インド国外における投資合計 108,308,421  115,209,463

投資合計 3,045,017,431  2,860,440,872

A. インド国内における投資    

投資の総価値
2

2,945,678,115  2,760,752,923

控除：引当金／評価損（益）の合計 8,969,105  15,521,514

正味投資 2,936,709,010  2,745,231,409

B. インド国外における投資    

投資の総価値 110,262,601  117,260,970

控除：引当金／評価損（益）の合計 1,954,180  2,051,507

正味投資 108,308,421  115,209,463

投資合計 3,045,017,431  2,860,440,872

 

1．関連会社投資の原価3,759.2百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：3,696.1百万インド・ルピー）を含む。

2．生命保険事業に関連した負債を補填するために保有している投資の評価益109,657.3百万インド・ルピー（2016年３月31日

現在：69,077.9百万インド・ルピー）を含む。
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附属明細書９－ 貸付金（引当金控除後）
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

A.　ⅰ) 買入及び割引手形
1

216,853,688  143,811,829

ⅱ) 当座貸し、当座貸越及び要求払い貸付金 1,027,910,024  849,039,557

ⅲ) ターム・ローン 3,908,409,428  3,944,439,691

貸付金合計 5,153,173,140  4,937,291,077

B.　ⅰ) 有形固定資産による担保付（帳簿上の債務に対する貸付金を含

む） 3,998,058,632  3,948,314,956

ⅱ) 銀行／政府による保証付 94,769,402  103,079,622

ⅲ) 無担保 1,060,345,106  885,896,499

貸付金合計 5,153,173,140  4,937,291,077

C. I.　インド国内における貸付金    

ⅰ) 優先部門 1,065,527,064  924,348,694

ⅱ) 公共部門 129,991,400  44,329,101

ⅲ) 銀行 3,448,842  283,403

ⅳ) その他 2,778,374,653  2,525,626,771

インド国内における貸付金合計 3,977,341,959  3,494,587,969

 Ⅱ. インド国外における貸付金    

ⅰ) 銀行貸付金 5,705,535  18,204,673

ⅱ) その他への預け金    

a)買入及び割引手形 69,699,735  42,433,900

b)シンジケート・ローン及びターム・ローン 735,318,062  1,013,131,071

c)その他 365,107,849  368,933,464

インド国外における貸付金合計 1,175,831,181  1,442,703,108

貸付金合計 5,153,173,140  4,937,291,077

 

1．再割引手形ゼロ（2016年３月31日現在：14,250.0百万インド・ルピー）控除後。
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附属明細書10－ 固定資産
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ⅰ. 建物    

総残高    

　　前年の３月31日現在の取得原価 80,650,323  51,764,728

　　当事業年度中の増加
1

8,049,900  29,609,849

当事業年度中の減少 (606,768)  (724,254)

期末残高 88,093,455  80,650,323

控除：３月31日までの減価償却
2

(14,749,865)  (13,358,550)

正味残高
3

73,343,590  67,291,773

Ⅱ. その他固定資産（器具及び備品を含む）    

総残高    

　　前年の３月31日現在の取得原価 59,567,170  55,271,663

　　当事業年度中の増加 7,487,340  7,510,219

当事業年度中の減少 (3,215,110)  (3,214,712)

期末残高 63,839,400  59,567,170

控除：３月31日までの減価償却
4

(46,217,995)  (42,138,931)

正味残高 17,621,405  17,428,239

Ⅲ. リースにより提供された資産    

総残高    

　　前年の３月31日現在の取得原価 17,299,544  17,299,544

　　当事業年度中の増加 -  -

当事業年度中の減少 (394,916)  -

期末残高 16,904,628  17,299,544

控除：３月31日までの減価償却、リース調整累計額及び引当金
5

(14,490,005)  (14,884,909)

正味残高 2,414,623  2,414,635

固定資産合計 93,379,618  87,134,646

 

1．2017年３月31日現在、当行及びICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッドが実施した再評価による2,989.9百万

インド・ルピー（2016年３月31日現在：当行が実施した再評価28,174.7百万インド・ルピー）を含む。

2．2017年３月31日に終了した年度の減価償却費用1,937.7百万インド・ルピー（2016年３月31日に終了した年度：1,513.3百万

インド・ルピー）を含む。ここには、2017年３月31日に終了した年度における再評価による減価償却費用494.9百万ドル

（2016年３月31日に終了した年度：ゼロ）を含んでいる。

3．当行の売却目的保有資産72.0百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：13.6百万インド・ルピー）を含む。

4．2017年３月31日に終了した年度の減価償却費用7,178.6百万インド・ルピー（2016年３月31日に終了した年度：6,725.6百万

インド・ルピー）を含む。

5．2017年３月31日に終了した年度の減価償却費用／リース調整の金額は重要でない（2016年３月31日に終了した年度：192.2

百万インド・ルピー）。
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附属明細書11－ その他の資産
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ｉ.　本支店間調整額（正味） -  -

Ⅱ.　未払利息 72,634,680  77,457,994

Ⅲ.　前払税金／源泉徴収税（正味） 62,954,769  35,319,277

Ⅳ.　事務用品及び印紙 29,003  1,710

Ⅴ.　抵当権実行を目的として取得した非銀行資産
1、2、3

25,527,485  18,158,876

Ⅵ.　固定資産に関する貸付金 1,973,768  1,454,762

Ⅶ.　預金 13,826,899  13,542,444

Ⅷ.　繰延税金資産（正味）（附属明細書18.10参照） 56,128,036  49,611,861

Ⅸ.　農業基盤開発基金への預託金 241,126,021  280,661,817

Ⅹ.　その他
4

289,747,104  176,126,939

その他の資産合計 763,947,765  652,335,680

 

1．抵当権実行を目的として取得し、当行の名義に変更中の特定の非銀行資産を含む。

2. 2017年３月31日に終了した年度において、当行は、特定債務者とのデット・アセット・スワップ取引に基づき、抵当権実行

を目的として資産16,252.2百万インド・ルピー（2016年３月31日に終了した年度：17,218.5百万インド・ルピー）を取得し

た。これらの資産のうち、資産500.3百万インド・ルピーは、2017年３月31日に終了した年度に売却された（2016年３月31

日に終了した年度：ゼロ）。

3. 2017年３月31日現在の当行が保有する引当金7,401.2百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：ゼロ）控除後の残高を表

す。

4．連結上ののれん1,126.2百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：1,257.0百万インド・ルピー）を含む。

 

附属明細書12－ 偶発債務
 

 ３月31日現在

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年

Ｉ.　負債として認められていない当グループに対する支払請求 52,682,642  41,298,568

Ⅱ.　一部支払済み投資に関する債務 912,455  12,455

Ⅲ.　未履行為替予約による債務
1

4,410,995,113  3,740,067,266

Ⅳ.　構成要素別保証    

a)インド国内 723,437,252  750,021,991

b)インド国外 210,871,211  262,980,560

Ⅴ.　支払承諾、裏書及びその他の債務 478,522,536  474,131,095

Ⅵ.　通貨スワップ
1

411,068,964  468,883,265

Ⅶ.　金利スワップ、通貨オプション及び金利先物
1

6,746,703,570  5,385,604,359

Ⅷ.　当グループが偶発的に債務を負っているその他の項目 43,222,125  53,470,604

偶発債務合計 13,078,415,868  11,176,470,163

 

1．想定元本を表す。
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損益計算書の一部を構成する附属明細書
附属明細書13－ 受取利息
 

 ３月31日に終了した年度

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年  2015年

Ｉ.　貸付金／手形に係る利息／割引 420,803,718  415,508,980  380,597,058

Ⅱ.　投資収益 154,560,724  143,244,729  137,799,376

Ⅲ.　インド準備銀行預け金及びその他の銀行間資金に係る利息 6,230,029  3,039,556  3,661,576

Ⅳ.　その他
1、2

27,805,331  31,143,792  27,581,951

受取利息合計 609,399,802  592,937,057  549,639,961

 

1．法人所得税の還付に係る利息4,544.1百万インド・ルピー（2016年３月31日：3,274.4百万インド・ルピー、2015年３月31

日：2,753.5百万インド・ルピー）を含む。

2．非トレーディング金利スワップ及び為替スワップに係る利息及びプレミアム償却額を含む。

 

附属明細書14－ その他の収益
 

 ３月31日に終了した年度

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年  2015年

Ｉ.　手数料、為替及び取引手数料 96,343,758  87,696,973  83,938,513

Ⅱ.　投資の売却利益／（損失）（正味）
1

103,025,387  46,675,463  24,787,803

Ⅲ.　投資の再評価に係る利益／（損失）（正味） (3,809,897)  (4,248,050)  (167,456)

Ⅳ.　土地、建物及びその他の資産の売却利益／（損失）(正味)
2

(14,230)  264,335  33,994

Ⅴ.　外国為替取引／デリバティブ取引に係る利益／（損失）

（正味）
3

15,150,619  23,794,434  22,073,402

Ⅵ.　保険事業からの保険料収益及びその他の営業収益 312,027,717  263,839,764  220,771,454

Ⅶ.　雑収益（リース収益を含む）
4

1,853,151  2,998,484  1,084,647

その他の収益合計 524,576,505  421,021,403  352,522,357

 

1．附属明細書18.14「保険子会社株式の売却」を参照のこと。

2．2016年３月31日に終了した年度については、リースに提供された資産の売却に係る利益／（損失）を含む。

3．2016年３月31日に終了した年度については、海外支店／子会社からの利益剰余金／資本の回収における為替差益／（差損）

を含む。

4．関連会社からの利益／（損失）持分(41.9)百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：174.0百万インド・ルピー、2015年

３月31日現在：198.3百万インド・ルピー）を含む。

 

附属明細書15－ 支払利息
 

 ３月31日に終了した年度

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年  2015年

Ⅰ.　預金利息 232,626,495  219,989,769  207,723,125

Ⅱ.　インド準備銀行／銀行間借入金に係る利息 15,194,760  15,587,314  16,935,155

Ⅲ.　その他（旧ICICIリミテッドの借入金に係る利息を含む） 100,537,073  104,387,663  98,523,258

支払利息合計 348,358,328  339,964,746  323,181,538
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附属明細書16－ 営業費用
 

 ３月31日に終了した年度

(単位：千インド・ルピー) 2017年  2016年  2015年

Ⅰ.　従業員に関する支払額及び引当金 78,932,552  69,122,888  65,683,216

Ⅱ.　賃借料、税金及び電気料
1

14,051,579  12,424,715  11,540,155

Ⅲ.　印刷費及び事務用品 2,009,142  1,742,022  1,587,878

Ⅳ.　広告宣伝費 9,109,658  7,199,746  5,281,639

Ⅴ.　固定資産に関する減価償却費 9,116,381  8,238,922  7,631,612

Ⅵ.　リース資産に関する減価償却（リース均等化を含む） 12  192,206  350,597

Ⅶ.　取締役報酬、引当金及び費用 95,468  62,939  59,228

Ⅷ.　監査報酬及び費用 251,492  230,227  222,336

Ⅸ.　法務費用 1,535,687  1,127,613  1,272,588

Ⅹ.　郵便料金、電報料金、電話料金等 4,603,585  4,028,285  3,744,913

XI.　修繕費及び保守点検費 13,404,090  11,540,341  10,082,794

XⅡ. 保険料 3,901,930  3,332,350  3,147,514

XⅢ. 直接販売代理店費用 13,549,279  11,521,566  10,131,867

XⅣ. 保険事業に関する支払保険金及び給付金 57,922,567  53,973,461  41,274,246

XⅤ. 保険事業に関するその他の費用
2

219,059,330  178,736,575  150,365,430

XⅥ. その他の支出 54,156,953  44,421,759  37,851,106

営業費用合計 481,699,705  407,895,615  350,227,119

 

1. リース料9,810.1百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：8,652.3百万インド・ルピー、2015年３月31日現在：8,407.2

百万インド・ルピー）を含む。

2．手数料費用及び責任準備金に係る引当金（ユニット・リンク保険契約における保険料の投資可能部分を含む。）を含む。
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連結決算書の一部を構成する附属明細書
附属明細書17－重要な会計方針
 

概要

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド並びにその子会社、ジョイント・ベンチャー及び関連会社（以下総称して「当

グループ」という。）は、多角化した金融サービス・グループであり、コマーシャル・バンキング、リテール・バンキング、

プロジェクト及びコーポレート・ファイナンス、運転資金供与、保険、ベンチャー・キャピタル及びプライベート・エクイ

ティ、投資銀行、仲介及びトレジャリー商品並びにサービスを含むさまざまな銀行・金融サービスを提供している。

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド（以下「当行」という。）はインドのバドダラに設立され、1949年銀行規制法

で規制されている公開された銀行である。

 

連結原則

連結財務諸表は、ICICIバンク、子会社、関連会社及びジョイント・ベンチャーの財務情報を含んでいる。

 

当行が、議決権の50.00%超を直接もしくは子会社及びその他の連結事業体を通じて、間接的に所有するか、又は取締役会／

統治組織の構成に対し支配力を行使している事業体は、「連結財務書類」に関するAS第21号の規定に基づいて項目ごとに完全

に連結される。当行が重要な影響力を行使することができる事業体への投資は、持分法で会計処理されており、持分損益につ

いては連結損益計算書に計上されている。共同支配会社の資産、負債、収益及び費用は、比例連結法を用いて連結されてい

る。この方法では、共同支配会社の資産、負債、収益及び費用のうち当行の持分は、連結財務諸表上に個別項目として報告さ

れている。当行は、重要な影響／支配が一時的なものであると予定される場合、又は資金を親会社／投資会社へ移す能力を損

なう厳格な長期的制限に基づき運営されている事業体の場合、当該事業体を連結していない。すべての重要な関係会社間残高

及び取引は、連結時に相殺消去されている。

 

作成の基礎

当該連結財務諸表を作成する際に使用される当グループの会計及び報告方針は、インドにおいて一般に公正妥当と認められ

た会計原則（以下「インドGAAP」という。）に準拠しており、またインド準備銀行（以下「RBI」という。）、インド証券取引

委員会（以下「SEBI」という。）、インド保険規制開発当局（以下「IRDAI」という。）、国立住宅銀行（以下「NHB」とい

う。）が随時公表するガイドライン、及び2014年会社（会計）規則の規則７と併せて読まれる2013年会社法の133条により通知

された会計基準のうち該当するもの、そしてインドにおける銀行業界の一般的慣行にも準拠している。海外子会社の場合に

は、各海外子会社に適用される一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠する。当グループは、別途記載がない限り、発生

主義会計及び取得原価主義に従っている。子会社又はジョイント・ベンチャーが採用している会計方針と当行が採用している

会計方針が異なる場合それぞれの会計方針で開示されている。

連結財務諸表の作成に当たり経営陣は、連結財務諸表日における資産・負債（偶発債務を含む）の報告金額及び報告期間の

収益と費用の報告金額に関する見積りと仮定を行うことが求められている。経営陣は当該連結財務諸表の作成に使用された見

積りは、慎重に行われた妥当なものであると確信している。将来の結果は、これらの見積りとは異なる可能性がある。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

363/647



当該連結財務諸表には、当行に加え、以下の会社の業績が含まれる。

 
番号  会社名  設立国  関連性  業種  所有持分

１  ICICIバンク UK ピーエルシー  英国  子会社  銀行業務  100.00%

２  ICICIバンク・カナダ  カナダ  子会社  銀行業務  100.00%

３  ICICIセキュリティーズ・リミテッド  インド  子会社  証券仲介業務及びマーチャン

ト・バンキング業務

 100.00%

４  ICICIセキュリティーズ・ホールディングズ・イ

ンク

 米国  子会社  持株会社  100.00%

５  ICICIセキュリティーズ・インク  米国  子会社  証券仲介業務  100.00%

６  ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディー

ラーシップ・リミテッド

 インド  子会社  証券投資、トレーディング及

び引受業務

 100.00%

７  ICICIベンチャー・ファンド・マネジメント・カ

ンパニー・リミテッド

 インド  子会社  プライベート・エクイティ／

ベンチャー・キャピタル・

ファンド管理

 100.00%

８  ICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミ

テッド

 インド  子会社  住宅金融  100.00%

９  ICICIトラスティーシップ・サービシズ・リミ

テッド

 インド  子会社  信託サービス  100.00%

10  ICICIインベストメント・マネジメント・カンパ

ニー・リミテッド

 インド  子会社  資産管理  100.00%

11  ICICIインターナショナル・リミテッド  モーリシャス  子会社  資産管理  100.00%

12  ICICIプルデンシャル・ペンション・ファンド・

マネジメント・カンパニー・リミテッド
1

 インド  子会社  年金基金管理  100.00%

13  ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアラン

ス・カンパニー・リミテッド

 インド  子会社  生命保険業務  54.89%

14  ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアラン

ス・カンパニー・リミテッド

 インド  子会社  損害保険業務  63.31%

15  ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメン

ト・カンパニー・リミテッド

 インド  子会社  資産運用会社  51.00%

16  ICICIプルデンシャル・トラスト・リミテッド  インド  子会社  受託会社  50.80%

17  ICICIストラテジック・インベストメンツ・ファ

ンド

 インド  AS21号により連結  非登録ベンチャー・キャピタ

ル・ファンド

 100.00%

18  アイ・プロセス・サービシズ（インディア）プ

ライベート・リミテッド
2

 インド  関連会社  バックエンド業務関連サービ

ス

 19.00%

19  NIITインスティテュート・オブ・ファイナン

ス・バンキング・アンド・インシュアランス・

トレーニング・リミテッド
2

 インド  関連会社  銀行、金融及び保険業務の教

育訓練

 18.79%

20  ICICIマーチャント・サービシズ・プライベー

ト・リミテッド
2

 インド  関連会社  マーチャント・サービシング

業務

 19.01%

21  
インディア・インフラデット・リミテッド

2  インド  関連会社  インフラの資金調達  31.00%

22  
インディア・アドバンテージ・ファンドⅢ

2  インド  関連会社  ベンチャー・キャピタル・

ファンド

 24.10%

23  
インディア・アドバンテージ・ファンドⅣ

2  インド  関連会社  ベンチャー・キャピタル・

ファンド

 47.14%

 

1．ICICIプルデンシャル・ペンション・ファンド・マネジメント・カンパニー・リミテッドはICICIプルデンシャル・ライフ・

インシュアランス・カンパニー・リミテッドの完全子会社である。

2．これらの会社はAS第23号「連結財務諸表における関連会社に対する投資の会計処理」に基づき持分法に従って会計処理され

ている。

3. 2017年１月５日以降、ICICIグループは、FINOペイテック・リミテッドに対して重要な影響力を行使することを停止したた

め、FINOペイテック・リミテッドは当行の関連会社ではなくなった。そのため、FINOペイテック・リミテッドは、2017年３

月31日に終了した３ヶ月間において持分法に従って会計処理されていない。

 

投資が一時的なものであるため、コム・トレード・サービシズ・リミテッドのAS第21号による連結は行われていない。当行

が普通株式の26.39％の持分を保有するファルコン・タイアス・リミテッドは、投資が一時的なものであるため、AS第23号によ

る持分法で会計処理されていない。
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重要な会計方針

１．外貨取引

当グループの連結財務諸表は、インドの通貨であるインド・ルピーで報告されている。外貨建て収益及び費用は、以下のと

おり換算されている。

・　国内事業の場合、取引日の為替レートで換算され、換算差損益は損益勘定に計上される。

・　統合海外事業の場合、日々の最終為替レートで換算され、換算差損益は損益勘定に計上される。統合海外事業は、報告

会社の子会社、関連会社、ジョイント・ベンチャー又は支店のうち、報告会社とは異なる国を本拠地としている、又は

報告会社とは異なる国において業務を行っているが、報告会社の重要な一部を構成しているものである。

・　非統合海外事業の場合、四半期平均最終為替レートで換算され、換算差損益は外貨換算準備金として会計処理される。

国内事業及び統合海外事業の外貨建て貨幣性資産及び負債は、インド外国為替業協会（以下「FEDAI」という。）により通知

される貸借対照表日の最終為替レートで換算され、換算差損益は損益勘定に含められる。

非統合海外事業の外貨建て貨幣性資産及び負債並びに非貨幣性資産及び負債は、FEDAIにより通知される貸借対照表日の最終

為替レートで換算され、換算差損益は、非統合海外事業への純投資が処分されるまで、外貨換算準備金に累計される。2016年

４月１日より前は、非統合海外事業の処分／一部の処分において、当該事業に関連する外貨換算準備金に累計された換算差額

の累計額／比例額は、処分に係る損益の認識と同じ期間に認識されていた。2016年４月１日より、2017年４月18日付のRBIガイ

ドラインに準拠して、当行は海外事業からの利益剰余金累計額の回収に関連する当該換算差額の累計額／比例額を損益として

認識していない。

取引の決済日に必要な、又は利用可能な報告通貨の金額を確定するために締結された国内事業における為替予約契約から生

じるプレミアム又はディスカウントは契約期間にわたり償却される。その他の為替予約契約はすべて、特定の期限に関して

FEDAIから通知される為替レートに基づき再評価され、期限の間に期日の到来する契約に関しては直線補間レートで再評価され

る。期限がより長期にわたり、為替レートがFEDAIにより通知されない契約は、各通貨のスワップ・カーブが示す先物為替レー

トに基づき再評価される。換算差損益は、損益勘定に認識される。

外貨建ての保証、裏書及びその他の債務による偶発債務は、FEDAIから通知された貸借対照表日の為替レートの終値を用いて

開示されている。

 

２．収益認識

a)　受取利息は発生主義で損益計算書に認識される。ただし、不良資産（以下「NPA」という。）については、RBI／NHB／そ

の他適用されるガイドラインの収益認識及び資産区分基準に従って実現時に認識される。RBIの戦略的債務再編（以下

「SDR」という。）又は借り手企業の所有の変更（SDR外の経営者の変更）に関する健全性基準スキームが実施されてい

る資産については、受取利息は実施日から据置期間の終了までの期間における実現時に認識される。さらに、資産に係

る受取利息は、ストレス資産の持続可能な構造化（以下「S4A」という。）スキームが実施されているが実行されていな

い場合には、実現時に認識される。

b)　ファイナンス・リースからの収益は、当初リース期間にわたり、そのリースの正味投資残高に対して計算上の金利を適

用することによって計算される。

c)　割引金融商品に関する収益は、その商品の有効期間にわたって認識される。

d)　配当収益は、配当を受取る権利が確立したときに発生主義で会計処理される。

e)　貸付金処理手数料は支払期日が到来した時点で会計処理される。ただし、海外銀行子会社の場合、貸付期間にわたって

償却される。

f)　プロジェクト評価／構築手数料は合意されたサービスの完了時に会計処理される。

g)　アレンジャー手数料はアレンジメント／シンジケーションの大部分が完了した時に収益として会計処理される。

h)　発行した保証に係る受取手数料は保証期間にわたって定額法で償却される。

i)　ファンド管理及びポートフォリオ管理手数料は発生主義で認識される。

j)　クレジットカードに係る年間／更新手数料は１年間にわたって定額法で償却される。

k)　その他の手数料はすべて、支払期日が到来した時点で会計処理される。

l)　当行は委託により金地金関連業務を行っている。顧客から回収した金額と原価との差額は、顧客に販売した時点で会計

処理される。当行はまた、金地金の貸借業務にも従事しており、支払利息／受取利息は発生主義で会計処理される。

m)　優先部門貸付証書（以下「PSLC」という。）に関する支払手数料／受取手数料は、証書期間にわたって定額法で償却さ

れる。

n)　RBIのSDR又はSDR外の経営者の変更スキームが実施されている借り手に関する手数料／その他の収益は、実施日から据置

期間の終了までの期間における実現時に認識される。さらに、手数料／その他の収益は、S4Aスキームが実施されている

が実行されていない場合には、実現時に認識される。

0)　仲介業務による収益は、取引日において収益として認識される。公募債又はその他の有価証券の発行に関する仲介収益

は、流通度合及び顧客との契約条件に基づいて認識される。
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p)　非リンク型生命保険料は、契約者との契約期日が到来した時点で収益として認識される。ユニットリンク保険契約の保

険料は、関連ユニットが作成される際に認識される。失効契約に関する保険料は、当該契約が復活した場合に収益とし

て認識される。ユニットリンク保険契約者が支払う追加保険料は、一時払い保険料とみなされ、関連ユニットが作成さ

れる際に収益認識される。ファンド管理費用、保険契約管理費、死差損及びその他の費用を含むユニットリンク保険契

約からの収益は、その保険契約の約款に従って関連ファンドから回収され、期日が到来した時点で認識される。

q)　損害保険業務の場合、保険料はリスクの開始時点で契約期間にわたり計上され、割賦保険料については、割賦支払の期

日が到来した時点で計上される。経過保険料は、1／365法に基づきその保険契約のリスク期間又は契約期間のいずれか

適切な期間にわたって、総額からサービス税を控除した後の金額で収益として認識される。以後の保険料変更に関して

は、リスク期間又は契約期間の残存期間にわたって認識される。契約の解約によって生じる保険料収入への調整は、契

約が解約された期間に認識される。出再業務に関する手数料は、リスクが出再された期間に収益として認識される。再

保険契約に基づく利益配分は、該当する場合は最終利益確定期間に収益として認識され、出再再保険手数料と合算され

る。

r)　生命保険業務の場合、出再に関する保険料は再保険会社との契約条件に従って会計処理される。出再再保険手数料によ

る収益は、出再保険料と相殺される。

s)　損害保険業務の場合、出再に関する保険料は、リスクが開始する期間に認識される。以後の出再保険料の変更は、変更

のあった期間に認識される。契約の解約によって生じる再保険料への調整は、契約が解約された期間に認識される。生

命保険業務の場合、出再再保険の保険料は、再保険会社との契約条件及び関連する特約に従って、会計処理されてい

る。出再再保険手数料による収益は、出再保険料と相殺される。

t)　損害保険業務の場合、保険料欠損金は、予想保険金請求額及び関連費用並びに維持費用の合計額が責任準備金を上回っ

た時に認識され、セグメント別収益勘定レベルで算出される。予測保険金請求額は、アポインテッド・アクチュアリー

によって計算され、正式に認定される。

 

３．株式報酬

下記の当グループの企業は従業員に対してストック・オプションを付与している。

・　アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド

・　ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド

・　ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッド

当行の従業員ストック・オプション制度（以下「制度」という。）は当行及びその子会社の常勤取締役及び従業員に当行の

普通株式のオプションを付与している。この制度により従業員は段階的に権利が確定する当行の普通株式を取得するオプショ

ンを付与されている。このオプションは特定期間内に行使することができる。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアラン

ス・カンパニー及びICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーも従業員に対して各社の普通株式の付与に

関する同様のストック・オプション制度を設定している。

当グループは、海外銀行子会社を除き、本源的価値法を用いて従業員株式報酬制度の会計処理を行っている。報酬費用は、

対象株式の公正市場価格が付与日の行使価格を超過した金額として測定され、権利確定期間にわたって償却される。公正市場

価格とは、当行及びICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの株式が上場されている証券取引所におけ

る、オプション付与日の前日の終値であり、通常オプションの付与が承認された統治委員会、報酬及び指名委員会又はその他

の関連委員会会議の開催日である。株式が複数の取引所に上場されている場合、該当日において取引高が最も大きかった取引

所の終値が使用される。ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの場合、株式の公正価値は外部評価報

告を基準に決定される。銀行子会社、すなわちICICIバンクUK及びICICIバンク・カナダは、二項モデルに基づく公正価値法を

用いて、ICICIバンクが従業員に付与したオプションの費用を会計処理している。

 

４．法人所得税

法人所得税費用は、当グループにより発生した当期税金及び繰延税金費用の合計金額である。当期税金費用及び繰延税金費

用は、それぞれ1961年法人所得税法の規定及び会計基準第22号「法人所得税の会計処理」に従って決定される。繰延税金調整

は、当事業年度中の繰延税金資産又は負債の変動によるものである。

繰延税金資産及び負債は、課税所得と会計上の当期利益の間の一時差異及び繰越欠損金の影響を考慮して認識される。繰延

税金資産及び負債は、貸借対照表日において有効な、あるいは実質的に有効な税率及び税法を用いて測定される。繰延税金資

産及び負債の変動による影響は、損益勘定に認識される。

繰延税金資産は合理的な実現可能性に関する経営陣の判断に基づいて各報告日に認識・再評価される。ただし、国内会社で

税法に基づく有税償却又は繰越欠損金がある場合、繰延税金資産はかかる資産の実現が実質的に確実である場合にのみ認識さ

れる。

連結財務諸表における繰延税金資産及び負債は、個別の会社レベルで算出されたものを連結報告目的で合算している。
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５．支払保険金及び給付金

損害保険業務における既発生の損害は、支払保険金、報告済みの損害に対する未払保険金の見積債務、並びに既発生未報告

（以下「IBNR」という。）及び発生しているが十分に報告されていない保険金請求（以下「IBNER」という。）に対する保険金

の見積債務で構成されている。さらに、既発生の損害には、調査・法務費用などの特定の損害査定費用及びその他の直接費用

も含まれる。保険金（再保険会社／共同保険会社から受領する金額を控除後）は、経営者の見積又は調査会社／保険契約者に

よる見積りに基づき、損害の通告日に各収益勘定に認識される。貸借対照表日現在の未払保険金に対する見積債務は、実現が

確実な範囲で、共同保険会社／再保険会社から回収する又は支払う保険金及び残存財物を控除後の金額が計上される。保有す

る残存財物は、独立鑑定士の報告書に基づく見積正味実現可能価額で認識される。未払保険金に対する見積債務は、当行が過

去の実績／保険数理上の評価に基づき各請求に対して最終的に支払われる可能性のある金額として決定する。これらの見積り

は、追加情報が入手されるたびに随時再検証される。IBNR保険金は、当該会計期間中に発生している可能性はあるが報告又は

請求されていない保険金額を表す。また、IBNR保険金に関する準備金には、IBNER保険金に関して必要な準備金も含まれる。

IBNR保険金／IBNER保険金に対する見積債務は、当行のアポインテッド・アクチュアリーによる保険数理上の見積りに基づいて

いる。

生命保険業務の場合、支払給付金は契約給付金と損害査定費用（計上時のみ）から成る。死亡及び付帯する保険金は通告受

領時に会計処理される。生存給付金及び満期保険金は期日到来時に会計処理される。リンクのない保険契約に基づく引出し及

び解約は、通告受領時に会計処理される。

 

６．有効な生命保険契約に関する債務

生命保険業務の場合、有効な生命保険契約に関する債務は、認められた数理慣行、1938年保険業法（2015年保険諸法（改

定）法により修正）の要件、インド保険規制開発当局が公表した規定、及びインド数理協会の数理慣行基準に従って算出され

る。

 

７．責任準備金

責任準備金は出再再保険控除後の金額で認識され、将来の会計年度に帰属し、将来の会計年度に配分される引受保険料を表

す。火災、海上、貨物及びその他の業務に関しては、船体保険契約を除き、1938年保険業法の規定に従って、責任準備金は日

次で比例按分計算される。船体保険契約の場合は、貸借対照表日現在に満了となっていないすべての保険契約にかかる正味引

受保険料の100.00%で計算される。

 

８．保険数理法及び評価

生命保険業務の場合、有配当契約及び無配当契約の両方について、総額保険料法を用いて数理上の債務が計算され、計算に

は金利、死亡率、疾病率、費用及びインフレに関する推定、並びに有配当契約の場合には税金引当金及び株主に対する利益配

分並びに将来支払う配当金に関する推定が用いられる。これらの推定は、評価日現在における慎重な見積りとして不利な変動

に関する許容差を考慮して決定されている。

ユニットリンク保険契約及び付帯する特約の非ユニット債務の未経過リスク部分に対して、割引キャッシュ・フローを用い

て計算された債務及び未経過保険料準備金のいずれか高い方が積み立てられる。

ユニットリンク保険契約のユニット債務は、評価日現在の純資産価値（以下「NAV」という。）を用いて、保険契約者に帰属

するユニット残高の価値として取り扱われている。

一年更新型団体定期保険に対して責任準備金及び既発生未報告準備金が積み立てられる。

当該債務を評価する際に使用する金利は、年率3.49%から6.20%（前年度－年率4.92%から5.53%）である。

保証について使用した死亡率は、公表されている「インド保証生命死亡率表（2006年－2008年）」の死亡率表及び年金につ

いて使用した死亡率はL.I.C.表（96年-98年）に基づいており、実績を反映して調整されている。一方、使用した疾病率は実績

を反映して調整されたCIBT表93年又は再保険会社によって提供されたリスク率に基づくものである。

費用は更新費用の現在の水準で引き当てられており、将来の改善を考慮していないが、予想される悪化は考慮されている。

標準保険契約一件あたりの更新費用は4.55％（前年度－5.18％）で上昇すると推定されている。

 

９．生命保険業務の獲得費用

獲得費用は、主に保険契約の獲得に関連しており、保険契約によって変動する費用であり、発生した期間に費用計上され

る。
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10. 従業員給付

退職金

当グループは、最低規定期間を継続勤務した後に退職又は辞職する従業員に対して退職金（確定給付制度）を支払ってい

る。ただし、海外所在地の従業員の場合は現地の現行規則に従って支払っている。当グループは、信託の自己勘定又は保険会

社を通じて基金を管理する信託への拠出を行っている。

当期中に発生した保険数理上の損益は、損益計算書に認識されている。

退職金債務の保険数理上の評価は、当グループが任命した保険数理士によって決定されている。退職金債務の保険数理上の

評価は、予測単位積増方式による利率、昇給率、死亡率及び社員の離職率といった一定の仮定に基づいて決定されている。

 

退職基金及び国民年金制度

当行は、特定の従業員の基本給合計の15.00％を生命保険会社が管理運営する退職基金（確定拠出制度）に拠出している。さ

らに、当行は、特定の従業員の基本給合計の10.00％を、確定拠出制度であり、年金基金管理会社が運営する国民年金制度（以

下「NPS」という。）に拠出している。当行はまた、従業員に対してこうした拠出に代わる金額を在職中の月給と一緒に受領す

るオプションを付与している。

当期中に退職基金及びNPS又は従業員に当行が拠出／支払った金額は、損益計算書に認識されている。

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー、ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパ

ニー及びICICIベンチャー・ファンド・マネジメント・カンパニーは適格従業員に対して支払う基本給の割合に基づき勤続期間

に応じて退職債務を計上している。

 

年金

当行は旧マドラ銀行、旧サングリ・バンク及び旧バンク・オブ・ラジャスタンの適格従業員を対象とする年金制度（確定給

付制度）を有している。当行は、信託の自己勘定又は保険会社を通じて基金を管理する信託への拠出を行っている。当制度に

より、これらの従業員は各自の退職時における当行での勤続年数及び適用される給与に基づく年金（物価上昇手当を含む）を

毎月受け取る。

年金債務の保険数理上の評価は、当行が任命した保険数理士によって決定される。年金債務の保険数理上の評価は、予測単

位積増方式による利率、昇給率、死亡率及び社員の離職率といった一定の仮定に基づいて計算されている。

当期中に発生した保険数理上の損益は、損益計算書に認識されている。

当該年金制度の対象となる従業員は、準備基金制度の給付を受ける資格はない。

 

準備基金

当グループは、従業員に対する退職給付の一部として、準備基金（確定給付制度）を維持することが法令によって義務付け

られている。各従業員は、自己の基本給の特定の割合を基金に拠出し、当グループは適格従業員分について同額を基金に拠出

する。当グループは、1952年従業員準備基金及び関連諸法の要件に従い、地域準備基金理事が管理する従業員年金制度へ拠出

を行うが、拠出残高は受託会社が管理する基金へ振替えられる。基金は、インド政府が定める規則に従って投資される。

準備基金残高に係る金利保証に関する保険数理上の評価は、当グループが任命した保険数理士によって決定される。

当期中に発生した保険数理上の損益は、損益計算書に認識されている。

当行の海外支店の従業員は給与の特定の割合を拠出し、海外支店は適格従業員分について同額を各国の制度に対して拠出し

ている。海外支店による拠出は、拠出時に損益勘定に認識されている。

 

有給休暇

当グループは独立した保険数理士による数理上の評価に基づき有給休暇を算定している。

 

11. 引当金、偶発債務及び偶発資産

当グループは、連結財務諸表の作成日までに入手可能な情報に基づいて、偶発的事象により発生する可能性のある損失を見

積っている。会社の現在の債務が過去の事象の結果として生じたものであり、当該債務を清算するために資源の流出が生じる

可能性が高く、またその金額について信頼性をもって見積ることが可能な場合に、引当金が認識される。引当金は、貸借対照

表日において債務を清算するための必要額に対する経営陣の見積りに基づき、類似取引の経験を考慮して決定される。これら

は各貸借対照表日において見直され、現在の経営陣の見積りを反映するために調整される。入手可能な情報により偶発損失が

生じる可能性があるものの損失金額を合理的に見積ることができない場合、連結財務諸表上に開示される。損失の可能性が僅

かである場合、引当金の計上も、連結財務諸表への開示も行われない。当グループは偶発資産を計上又は開示しない。
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当行は、独立した保険数理士を雇い保険数理法を用いて顧客ロイヤルティ謝礼ポイントの使用可能性を見積っており、これ

ら謝礼ポイント引当金を計上している。保険数理上の評価は、死亡率、割引率、解約率及び使用率等の仮定を基に行われる。

 

12. 現金及び現金同等物

現金及び現金同等物には、手許資金、RBI預け金、その他銀行預け金及び短期貸付金が含まれる。

 

13. 投資

ⅰ)当行の投資は、投資の分類及び評価に関する既存のRBIガイドラインに従って、以下のとおり会計処理されている。

a) すべての投資は「満期保有」、「売却可能」及び「売買目的保有」に分類される。いずれのカテゴリーにおける再分類に

ついても、RBIガイドラインに従って会計処理される。各分類の中で、投資はさらに (a)国債、(b)その他の適格有価証

券、(c)株式、(d)債券及び社債、並びに(e)その他に分類されている。

b) 「満期保有」有価証券は、取得原価、又はプレミアム付きで取得した場合には償却原価で計上される。固定利付の取得有

価証券については、額面を超えるプレミアムは満期までの残存期間にわたり利回りが常に一定となるように、変動利付

の取得有価証券については、定額法により、それぞれ償却される。

c) 「売却可能」及び「売買目的保有」有価証券は、RBIガイドラインに従って定期的に評価される。「売却可能」に分類さ

れた固定利付及び変動利付国債に対する投資の額面価額を超えるプレミアムは、固定利付の場合は満期までの残存期間

にわたり利回りが常に一定となるように償却され、変動利付の場合については定額法によりそれぞれ償却される。上場

投資は、公認証券取引所の終値、又はインド・プライマリー・ディーラー協会（以下「PDAI」という。）と債券・短期

金利・デリバティブ協会（以下「FIMMDA」という。）が公表する価格を基準に定期的に評価される。

 法定流動性比率（以下「SLR」という。）証券の性質を有する「売却可能」及び「売買目的保有」カテゴリーに含まれ

る相場のない国債の市場価値／公正価値は、FIMMDAが発表したレートに従っている。パス・スルー証書等、その他の相

場のない固定利付証券が、最終利回り（以下「YTM」という。）レートに連動している場合は、FIMMDAが発表した国債の

YTMレートにマークアップ（関連する信用リスクを反映したもの）を加味して評価される。

 非上場株式は、RBIガイドラインに従い、最新の貸借対照表が入手可能な場合は解散価値で評価され、それ以外は１イ

ンド・ルピーで評価される。

 有価証券は証券の種類ごとに評価される。貸付金残高の転換により取得したものを除いた有価証券は、カテゴリーごと

に減価／増価が合計される。カテゴリーごとの未実現の純増価は考慮されないが、純減価については引き当て計上され

る。貸付金残高の転換により取得した有価証券に係る減価については全額引き当て計上される。不良投資はRBIガイドラ

インに基づき特定される。

SDR、S4A、SDR外の管理の変更スキームに基づき当行が取得し、保有している普通株式に係る減価については、RBIガイ

ドラインに準拠して、負債が資本に転換された日から４暦四半期の期間にわたって引き当て計上される。

d) 割引かれている商品である短期国債、コマーシャル・ペーパー、及び譲渡性預金証書は帳簿原価で評価される。

e) ミューチュアル・ファンド・ユニットは、当該ミューチュアル・ファンドが公表した最新の買戻価格／純資産価値で評価

される。

f) 投資に関して取得時に支払われた仲介料及び手数料は、損益勘定に費用計上される。投資原価は先入先出法（FIFO）に基

づき計算される。

g) 「満期保有」カテゴリーの投資の売却による損益は、損益勘定に認識され、その後、利益は税金及び法定準備金積立額を

控除後の金額で資本準備金に計上される。「売却可能」及び「売買目的保有」カテゴリーの投資の売却損益は損益計算

書に認識される。

h) 市場買戻、売戻及び流動性調整枠(以下「LAF」という。)のもとでRBIと行った取引は、既存のRBIガイドラインに従って

それぞれ貸借取引として会計処理される。

i) 負債証券に係る経過期間の利息（前回の利払日から、金融商品の購入日／売却日までの利息額）は収益項目として取り扱

われている。

j) 各報告期間終了時に、資産再構築会社が発行した有価証券受領証は、RBIがその時々に規定した、当該商品に適用される

ガイドラインに従って評価される。したがって、資産再構築会社が発行した有価証券受領証によるキャッシュ・フロー

が関連するスキームにおいて、商品に対して割り当てられた金融資産の実現した部分に限られる場合には、当行は資産

再構築会社からその時々に取得した純資産価値をそれらの投資の各報告期間末時点の評価に含めている。整理期間の終

了時に、発行済み未償還の有価証券受領証は、破綻資産として取り扱われ、全額引き当て計上される。

k) 当行は、RBIガイドラインに従い、決済日基準で会計処理されるインド国債及び州政府証券を除き、取引日基準で投資の

売買を会計処理している。
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l) 当行は、RBIガイドラインに従い、期日付国債について空売り取引を引き受けている。ショート・ポジションはHFTカテゴ

リーに分類され、時価評価される。時価評価損失は損益勘定に費用計上され、RBIガイドラインにより、利益がある場

合、その利益は考慮されない。

 

ⅱ) 当行の連結ベンチャー・キャピタル・ファンドは公正価値で投資を計上し、投資に係る未実現利益及び一時的な損失は投

資家持分の構成要素として認識され、未実現投資準備金勘定に計上される。投資及びミューチュアル・ファンドのユニット

に係る実現損益、及びミューチュアル・ファンドのユニットの再評価による未実現損益は、損益勘定に計上される。回収に

疑義のある未収収益については引当金が計上される。それらの引当金及びその後の回収額は、損益勘定を通じて計上され

る。投資の引受／購入は、仲介料、手数料及び印紙税を含む取得原価で会計処理される。

 

ⅲ) 当行の主要ディーラー子会社及び証券仲介業務を行っている子会社は、短期保有目的及び売買目的で保有する有価証券

を、低価法で評価される取引有価証券として分類している。RBIによって認められている通り、主要ディーラー子会社が満期

保有目的に分類している有価証券は、償却原価で計上される。投資の価値における下落が一時的でない場合、適切な引当金

が計上される。取得した有価証券に関して譲渡の際に稼得した手数料は、取得原価から減額される。

 

ⅳ) 当行の住宅金融子会社は、投資を短期投資と長期投資に分類している。即座に実現可能且つ１年未満の保有を目的とした

投資は短期投資に分類され、原価又は正味実現可能価額のいずれか低い方で計上されている。その他のすべての投資は長期

投資に分類され、取得原価又はプレミアム付きで取得した場合には償却原価で計上される。取得した有価証券の額面を超え

るプレミアムは、利回りが常に一定となるように満期までの残存期間にわたり償却される。ただし、投資価値における一時

的でない下落を認識するための減損引当金が計上される。

 

ⅴ) 当行の海外の銀行子会社は、「売却可能」に分類された投資に係る未実現損益を、税引後の金額で直接準備金に計上して

いる。また、「売買目的保有」に分類された投資の未実現損益は、損益勘定に直接計上される。「満期保有」に分類された

投資は償却原価で計上されている。

 

ⅵ) 生命保険及び損害保険業務の場合、投資は1938年保険業法（2015年（改訂）保険法により改訂）、2016年IRDA（投資）規

定、及びその他IRDAが当該項目に関連してその時々に公表した様々な回覧／通知書に従って行われている。

 

生命保険業務の場合、投資の評価(ユニット・リンク保険契約を除く)は、以下の方法により行われる:

a.　すべての負債証券及び償還可能優先株式は、「満期保有」とみなされるため、取得原価で計上され、保有／満期期間に

わたり利回りが常に一定となるようにプレミアム又はディスカウントの償却が行われる。

b.　上場株式は、インド国立証券取引所(以下「NSE」という。）（NSEに上場していない有価証券の場合は、BSE）の直近の

終値である公正価値で計上される。

c.　ミューチュアル・ファンド・ユニットは、前日の純資産価値に基づき評価される。

 

生命保険業務の場合、上場株式及びミューチュアル・ファンド・ユニットの公正価値の変動により生じる未実現利益／損失

は、株主ファンド及び保険契約者ファンドについてそれぞれ貸借対照表の「収益及びその他準備金」及び「保険契約債務」

に計上される。

 

損害保険業務の場合、投資の評価は、以下の方法により行われる:

a.　国債及び非転換優先株式を含むすべての負債証券は、「満期保有」とみなされるため、償却原価で計上され、保有／満

期期間にわたり利回りが常に一定となるようにプレミアム又はディスカウントの償却が行われる。

b.　貸借対照表日の上場株式及び転換優先株式は、NSEの直近の終値、あるいはNSEに上場していない場合はBSEの直近の終値

である公正価値で計上される。

c.　ミューチュアル・ファンド投資（ベンチャー・キャピタル・ファンドを除く）は、貸借対照表日における純資産価値の

終値である公正価値で計上される。

d.　上記以外の投資は取得原価で評価される。

 

損害保険業務の場合、上場株式及びミューチュアル・ファンド・ユニットの公正価値の変動により生じる未実現利益／損失

は、貸借対照表の「収益及びその他準備金」に計上される。

 

保険子会社は、各貸借対照表日に投資の減損の兆候の有無を評価している。減損の兆候がみられる場合、該当する投資の帳

簿価額は回収可能価額まで減額され、減損損失は収益／損益勘定に認識される。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

370/647



上記のように、子会社が当行とは異なる会計方針を適用した投資の合計比率は2017年３月31日現在の投資合計の約21.50%で

ある。

 

14. 貸付金及びその他の与信枠に関する引当金／償却

ⅰ)  当行の貸付金及びその他の与信枠は、既存のRBIガイドラインに従って、以下のとおり会計処理されている。

 

a) 当行は、海外支店での貸付金及び確定したデリバティブ契約から生じる延滞を含む貸付金及び投資をRBIガイドラインに

従って、正常資産とNPAとに分類している。海外支店で保有する貸付金のうち、貸付実施国の規制に基づき（回収の計上

以外の理由で）減損として特定されるものの、既存のRBIガイドラインでは正常とみなされる貸付金は、貸付実施国にお

ける未回収金額内で、NPAとして分類される。さらに、NPAはRBIが規定した基準に基づいて、要管理、破綻懸念及び破綻

資産に分類されている。

法人向け貸付金の場合、要管理及び破綻懸念資産に関して、RBIが規定した比率で引当金が計上されている。破綻資産及

び破綻懸念資産の無担保部分は、既存のRBIガイドラインに従って引当／償却されている。海外支店で計上された貸付金

で、既存のRBIガイドラインでは正常だが貸付実施国のガイドラインではNPAに分類される貸付金に関しては、貸付実施

国の規制に従って引当金が計上される。海外支店で計上された貸付金で、既存のRBIガイドラインでも貸付実施国の規制

でもNPAとされる貸付金に関しては、RBIガイドラインと貸付実施国の規制が要求する引当金のうち高い方が計上され

る。

RBIが規定している最低引当要件に従って、均質なリテール貸付金に対する引当金は不良債権に分類された貸付金の延滞

日数に基づき評価される。不正に分類された貸付金は、担保価値を考慮せずに全額について不正が発覚した四半期から

開始する４四半期の期間にわたり引き当て計上される。当該不正についてRBIへの報告が遅れた勘定においては、全額が

直ちに引き当て計上される。RBIのストレス資産の枠組みにおいて非協力的な借り手に分類される借り手、故意の債務不

履行及びNPAについては、当行は現存のRBIガイドラインに従い早期償却を行う。

RBIの指示に従い、当行は不良貸付金に対する個別引当金及び特定の正常貸付金に対する個別引当金を保有している。当

行はまた、RBIのSDR、S4A及びSDR外の経営者の変更スキームに基づく貸付金に対する引当金も保有している。個別引当

金の増加分に対する評価は、既存の個別引当金を考慮して行われる。当行が保有するリテール貸付金に対する個別引当

金は、規制の最低要件を上回っている。

b) 貸出条件緩和貸付金の公正価値の下落による引当金は、RBIガイドラインに従って計上している。

貸出条件緩和の対象となっている不良貸付金に関しては、特定の期間（すなわち、金利又は元本の最初の支払期日のい

ずれか遅い日付から１年）における返済状況が良好だった場合のみ、その期間終了後に正常に格上げされる。標準的な

貸出条件緩和貸付金が正常分類に格上げされるのは、特定の期間に良好な返済状況が証明され、貸付金の引当／リスク

ウェートが正常に戻った後である。

c) 過年度において償却された債権からの回収額、及び借り手の現在の状況に鑑みて不要と判断された引当金は、損益勘定

に認識される。

d) RBIガイドラインに従って、当行は、ヘッジされていない外貨エクスポージャーのある借り手への貸付金に対する引当

金、及びインド企業の孫会社へのエクスポージャーに対する引当金を含む、正常貸付金に対する一般引当金を維持して

いる。海外支店の正常貸付金については、一般引当金は貸付実施国の要件とRBIの要件の高い方で計上される。

e) 資産分類に従って保有する必要のある引当金に加え、間接的なカントリーリスクを含む国別のエクスポージャー（本国

のエクスポージャー以外）に関する引当金を保有している。各国のリスクは、軽微、低い、やや低い、中程度、やや高

い、高い、非常に高い、の７つのリスクに分類されており、180日を超えるエクスポージャーに対して、0.25%から25%の

範囲で引当金が計上されている。契約上の満期が180日未満のエクスポージャーに関しては、180日を超えるエクスポー

ジャーに適用される比率の25%の引当金を計上することが要求される。間接的なエクスポージャーはエクスポージャーの

50％で認識される。当行の国別エクスポージャー（正味）が資金調達済資産合計の1％を超えない国に対して引当金は要

求されない。

f)　当行は、当行が設定する個別及び一般引当金に加えて、取締役会が承認した方針に従って変動引当金を計上する。偶発

債務が通常の営業過程において発生したものではなく、例外的且つ非経常的な性質を有しており、既存のRBIガイドライ

ン又は規制上のガイダンス／指示の要求に従って減損貸付金に対する個別引当金を計上することを目的としている場合

に、変動引当金は取締役会及びRBIの承認を得て利用される。当該変動引当金は貸付金と相殺される。

ⅱ)  当行の住宅金融子会社の場合、貸付金及びその他の与信枠はNHBガイドラインに従って正常資産と不良資産に分類されて

いる。さらにNPAはNHBが規定した基準に基づいて、要管理、破綻懸念及び破綻資産に分類されている。経営陣により特

定の不良資産に対して引当金の積み増しが必要と判断された場合、上記を超える追加の引当金が計上される。
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ⅲ)  当行の海外銀行子会社の場合、貸付金は貸倒引当金控除後の金額で表示されている。貸付金の当初認識後に発生した１

つ以上の事象（以下「損失事象」という。）による減損の客観的な証拠が存在し、損失事象が、信頼性をもって見積る

ことができる当該貸付金の見積将来キャッシュ・フローに影響を及ぼす場合のみ、貸付金は減損として分類され、減損

損失が計上される。減損引当金は、識別された信用関連損失及び発生しているが識別されていない損失に十分対応でき

ると経営陣が考える水準で設定されている。

 

上記のように、子会社が当行とは異なる会計方針を適用した貸付金の合計比率は2017年３月31日現在の貸付金合計の約

8.26％である。

 

15. 資産の譲渡及びサービシング

当行は、法人及び個人向け貸付金を証券化取引を通じて譲渡している。当行が基礎となる証券化債権契約で特定された便益

に対する権利を放棄する場合のみ、譲渡された貸付金の認識は中止され、利益／損失が計上される。遡求及びサービシング義

務は引当金控除後の金額で計上される。

正常資産の証券化に関するRBIガイドラインに従って、2006年２月１日より、当行は証券化によって生じた損失については売

却時に直ちに計上し、証券化によって生じた利益／プレミアムは資産の売却先である特別目的事業体によって発行された、又

は発行される予定の有価証券の期間にわたって償却される。2012年５月７日より、RBIガイドラインにより、証券化による利

益／プレミアムは、ガイドラインで規定された方法に基づいて取引期間にわたり償却することが求められている。

RBIガイドラインに準拠して、証券化会社(SC)／再建会社(RC)に不良／要注意先勘定区分２の貸付金を売却した場合、当行は

金額を受領した年度に過剰引当を損益勘定に戻し入れる。こうした資産の売却について純帳簿価額に対する売却価額の不足分

がある場合、当行は貸付金を売却した年度に不足額を認識する。

カナダ子会社は、組成及び購入した不動産抵当証券に関する証券化契約を締結した。ICICIバンク・カナダは実質的にすべて

のリスク及び経済価値を留保するか、もしくは当該不動産抵当証券に対する支配を維持するため、当該契約は現地の会計基準

における認識の中止の会計処理として適格ではない。カナダ子会社は、引き続き証券化した不動産抵当証券を「貸付金」とし

て認識し、証券化を通じて受領した金額は「その他の借入金」として認識される。

 

16. 有形固定資産

当行の建物以外の有形固定資産（以下「PPE」という。）は、原価から減価償却費累計及び減損を控除した金額で計上されて

いる。当行及び住宅金融子会社の場合、建物は再評価額で計上される。再評価額は再評価日現在の公正価値から減価償却累計

額を控除した金額である。原価は資産の取得及び設置に関連する運賃、税金及び付随費用を含む。減価償却費は、PPEの見積耐

用年数にわたって定額法で費用計上される。国内グループ会社のPPEグループに関する耐用年数は、過去の実績及び使用見込に

よるものであり、一部の PPEのカテゴリーにおいては2013年会社法のスケジュールⅡに規定される耐用年数と異なっている。

当期中に購入／売却された資産は、実際にその資産が資産計上された日数に基づいて、比例配分で減価償却される。

当行の場合、5,000インド・ルピーを上限とした品目は、購入日から12ヶ月間にわたって全額減価償却される。さらに、当行

による建物の売却に係る利益は、RBIガイドラインに従って法定準備金への振替及び税額控除後の金額で資本準備金に充当され

る。

再評価資産／減損資産の場合、修正された資産価値に基づき、資産の残存耐用年数にわたって減価償却される。再評価額で

計上される建物の場合、取得原価に対する再評価額の超過額に係る減価償却は、年度ごとに再評価準備金から一般準備金に振

り替えられる。

 

非銀行資産

抵当権実行を目的として取得した非銀行資産（以下「NBA」という。）は、純取得価格と正味実現可能価額のいずれか低い方

の金額で計上される。

 

17. デリバティブ契約に関する会計処理

当グループは、金利及び通貨オプション、金利及び通貨先物、金利及び通貨スワップ、クレジット・デフォルト・スワップ

並びに通貨金利スワップ等のデリバティブ契約を締結している。

オンバランスシート資産及び負債をヘッジするために締結したスワップ契約は、基礎となるオンバランスシート項目と反対

の効果を及ぼして相殺しりように仕組まれている。そうしたデリバティブ商品の影響は、原資産及び負債の変動と相関関係に

あり、ヘッジ会計の原則に準拠して会計処理されている。当行の海外の銀行子会社を除き、ヘッジ目的のスワップは発生主義

で会計処理され、基礎となる取引が時価評価されない限り時価評価しない。海外の子会社では、公正価値ヘッジの場合、ヘッ

ジ取引及びヘッジ対象項目は(ヘッジされるリスクについて)公正価値で評価され、その変動は損益勘定に認識され、キャッ

シュ・フロー・ヘッジの場合、キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分の公正価値の変動は「収益及びその他準備金」に計上

され、非有効部分は損益勘定に認識される。
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売買目的で締結される外貨建て及びルピー建てデリバティブ契約は時価評価され、結果として生じる利益／損失は損益勘定

に計上される。RBIガイドラインに従って、90日以上延滞しているデリバティブ契約に基づく債権及び同じ相手先と締結してい

るデリバティブ契約から生じる時価評価利益は、損益勘定を通じて戻し入れられる。

 

18. 資産の減損

不動産である固定資産は、資産の帳簿価額が回収できない可能性を示唆する事象又は状況の変化が発生した際に、減損に関

する評価を受けている。資産は帳簿価額が回収可能額を上回った場合に減損していると判断される。減損は、減損資産の帳簿

価額が回収可能額を超過する金額で測定され損益勘定に認識される。

 

19. リース取引

オペレーティング・リース資産に関するリース料の支払いは、リース期間にわたり定額法で損益勘定に費用として認識され

る。

 

20. 一株当たり利益

基本的一株当たり利益は、普通株主に帰属する当期純利益又は損失（税引後）を期中加重平均発行済み普通株式数で除する

ことにより算定される。

希薄化後一株当たり利益は、普通株式を発行する契約が期中に行使又は転換された場合に起こり得る潜在的希薄化を反映し

ている。希薄化後一株当たり利益は、当グループが発行した期中加重平均発行済み普通株式数及び潜在的に希薄化の可能性の

ある普通株式数（ただし、逆希薄化効果をもたらす場合を除く。）を用いて算定されている。

 

 

次へ
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附属明細書18－ 財務諸表の一部を構成する注記
 

A．以下の追加開示情報は、会計基準(以下、「ASs」という。) の要件及びそれに関連するインド準備銀行ガイドライン (以

下、「RBI」という。) を考慮して作成されたものである。

 

１．一株当たり利益

基本的及び希薄化後一株当たり利益は、AS第20号「一株当たり利益」に従って算定される。基本的一株当たり利益は、当期

純利益 (税引後)を期中加重平均発行済み普通株式数で除することにより算定される。希薄化後一株当たり利益は、期中加重平

均発行済み普通株式数及び希薄化の可能性のある潜在的株式の加重平均発行済み普通株式数を用いて算定されている。

 

以下の表は、表示期間における一株当たり利益の計算を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー、ただし一株当たり利益のデータを除く)

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日

に終了した年度

基本的    

加重平均発行済み普通株式数 5,818,851,357  5,807,339,489

当期純利益 101,883.8  101,799.6

基本的一株当たり利益（単位：インド・ルピー） 17.51  17.53

希薄化後    

加重平均発行済み普通株式数 5,842,890,835  5,840,224,893

当期純利益 101,837.1  101,703.1

希薄化後一株当たり利益（単位：インド・ルピー） 17.43  17.41

一株当たり額面価額（単位：インド・ルピー） 2.00  2.00

 

希薄化の影響は、当グループが従業員に付与したオプションによるものである。

 

 

２．関連当事者取引

当グループは、関連会社／その他の関連事業体並びに主要な経営幹部及び主要な経営幹部の親族より構成される関連当事者

との間に取引を有している。

 

Ⅰ.関連当事者

 

関連会社／その他の関連事業体

ICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・リミテッド、インディア・アドバンテージ・ファンドⅢ、インディア・ア

ドバンテージ・ファンドⅣ、インディア・インフラデット・リミテッド、アイ・プロセス・サービシズ（インディア）プライ

ベート・リミテッド、NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バンキング・アンド・インシュアランス・トレーニン

グ・リミテッド、コム・トレード・サービシズ・リミテッド、ICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・グロース、

及びカタリスト・マネージメント・サービシズ・プライベート・リミテッド。

 

アクゾ・ノーベル・インディア・リミテッドは2016年４月30日付で、FINOペイテック・リミテッドは2017年１月５日付で、

それぞれ関連当事者ではなくなっている。

 

主要な経営幹部

チャンダ・コッハー氏、N.S.カンナン氏、ビシャカ・ムイ氏
1
、ビジャ・チャンドック氏

2
、アヌープ・バッチ氏

3
、K.ラムク

マール氏
4
、及びラジブ・サブハワル氏

5
。

1.　2016年１月19日付で関連当事者として識別された。

2.　2016年７月28日付で関連当事者として識別された。

3.　2017年２月１日付で関連当事者として識別された。

4.　K.ラムクマール氏は、2016年４月30日付で当行の常勤取締役を退任した。

5.　ラジブ・サブハワル氏は、2017年１月31日付で当行の常勤取締役を退任した。
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主要な経営幹部の親族

ディーパック・コッハー氏、アルジュン・コッハー氏、アールティ・カジ氏、マヘシュ・アドヴァニ氏、ランガラジャン・

クムダラクシュミ氏、アディティ・カンナン氏、スーダ・ナラヤナン氏、ラグナタン・ナラヤナン氏、ランガラジャン・ナラ

ヤナン氏、ビベック・ムイ氏
1
、ビリデハイ・ムイ氏

1
、ガーレッシュ・パルカー氏

1
、シャラカ・ガデカー氏

1
、ムニシャ・パル

カー氏
1
、プーナン・チャンドック氏

2
、サラニ・チャンドック氏

2
、シムラン・チャンドック氏

2
、C.V.クマル氏

2
、シャド・ク

マル氏
2
、サンジャナ・グラティ氏

2
、ミトゥル・バッチ氏

3
、アディーヤ・バッチ氏

3
、シシール・バッチ氏

3
、ジャヤ・ラムク

マル氏
4
、R.シュヤム氏

4
、R. スチトラ氏

4
、K.ジャヤクマル氏

4
、R.クリシュナスワミー氏

4
、J. クリシュナスワミー氏

4
、プ

シュパ・ムラリドハラン氏
4
、マラティ・ビノド氏

4
、サンジータ・サバハワル氏

5
、カーティク・サバハワル氏

5
、アルナブ・サ

バハワル氏
5
、及びサンジブ・サバハワル氏

5
。

1.　2016年１月19日付で関連当事者として識別された。

2.　2016年７月28日付で関連当事者として識別された。

3.　2017年２月１日付で関連当事者として識別された。

4.　K.ラムクマール氏は、2016年４月30日付で当行の常勤取締役を退任した。

5.　ラジブ・サブハワル氏は、2017年１月31日付で当行の常勤取締役を退任した。
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Ⅱ.関連当事者との取引

以下の表は、表示期間における当グループと関連当事者間の重要な取引を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度

明細    

受取利息    

関連会社／その他 188.8  118.5

主要な経営幹部 10.7  1.6

主要な経営幹部の親族 0.2  0/8

合計 199.7  120.9

    

手数料及びその他の収益    

関連会社／その他 26.0  21.1

主要な経営幹部 2.4  0.3

主要な経営幹部の親族 0.0
1
 0.1

合計 28.4  21.5

    

発行した保証に係る手数料収益    

関連会社／その他 0.0
1
 -

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 0.0
1
 -

    

受取保険料    

関連会社／その他 52.8  42.1

主要な経営幹部 4.0  3.3

主要な経営幹部の親族 3.1  2.0

合計 59.9  47.4

    

カストディ業務に係る収益    

関連会社／その他 1.1  1.5

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 1.1  1.5

    

建物のリース、コーポレート共通費用及び施設費用負担の回収    

関連会社／その他 96.5  87.1

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 96.5  87.1

    

出向従業員の費用負担の回収    

関連会社／その他 8.0  10.7

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 8.0  10.7

    

支払利息    

関連会社／その他 15.6  97.6

主要な経営幹部 6.7  3.8

主要な経営幹部の親族 2.9  3.3

合計 25.2  104.7
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(単位：百万インド・ルピー)

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度

常勤取締役への報酬
2

   

関連会社／その他 -  -

主要な経営幹部 223.5  219.0

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 223.5  219.0

    

関連当事者への費用の払戻し    

関連会社／その他 0.2  -

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 0.2  -

    

支払保険金    

関連会社／その他 5.6  22.1

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 5.6  22.1

    

仲介料、手数料及びその他の費用    

関連会社／その他 6,248.2  5,338.7

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 6,248.2  5,338.7

    

寄付金    

関連会社／その他 975.9  861.6

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 975.9  861.6

    

支払配当金    

関連会社／その他 -  -

主要な経営幹部 18.1  13.8

主要な経営幹部の親族 0.0
1
 0.0

1

合計 18.1  13.8

    

関連当事者が発行した証券への投資    

関連会社／その他 9,759.5  4,242.0

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 9,759.5  4,242.0

    

証券の償還／買戻し    

関連会社／その他 267.7  899.4

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 267.7  899.4

 

1．軽微な金額。

2．従業員ストック・オプションの行使による手当を除く。
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Ⅲ.関連当事者との重要な取引

以下の表は、表示期間における当グループと関連当事者間の重要な取引を表している。各カテゴリーの関連当事者取引合計

額の10％を超える特定の取引については、重要な関連当事者取引として開示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日

に終了した年度

明細    

受取利息    

１　インディア・インフラデット・リミテッド 153.9  70.2

２　ICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・リミテッド 34.9  48.1

    

手数料及びその他の収益    

１　インディア・インフラデット・リミテッド 22.2  17.2

２　ICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・リミテッド 3.7  3.4

    

発行した保証に係る手数料収益    

１　NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バンキング・アンド・イ

ンシュアランス・トレーニング・リミテッド 0.0
1
 -

    

受取保険料    

１　ICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・グロース 30.2  22.5

２　FINOペイテック・リミテッド
2

16.7  13.3

    

カストディ業務に係る収益    

１　インディア・アドバンテージ・ファンドⅢ 0.6  0.8

２　インディア・アドバンテージ・ファンドⅣ 0.5  0.6

    

建物のリース、コーポレート共通費用及び施設費用の回収    

１　ICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・グロース 58.3  57.1

２　FINOペイテック・リミテッド
2

31.9  23.2

    

出向従業員の費用負担の回収    

１　アイ・プロセス・サービシズ（インディア）プライベート・リミテッド 8.0  7.5

２　ICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・グロース -  3.2

    

支払利息    

１　インディア・インフラデット・リミテッド 11.1  88.0

２　チャンダ・コッハー氏 5.3  1.8

    

常勤取締役への報酬
3

   

１　チャンダ・コッハー氏 58.7  68.8

２　N.S.カンナン氏 40.7  47.2

３　ビシャカ・ムイ氏
4

36.7  10.1

４　ビジャ・チャンドック氏
5

26.1  該当なし

５　アヌープ・バッチ氏
6

8.5  該当なし

６　K.ラムクマール氏
7

11.1  48.1

７　ラジブ・サブハワル氏
8

41.7  44.8

    

関連当事者に対する費用の払戻し    

１　NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バンキング・アンド・イ

ンシュアランス・トレーニング・リミテッド 0.2  -

    

支払保険金    

１　FINOペイテック・リミテッド
2

4.3  12.7

２　アクゾ・ノーベル・インディア・リミテッド
9

1.2  9.2
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(単位：百万インド・ルピー)

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日

に終了した年度

仲介料、支払手数料及びその他の費用    

１　アイ・プロセス・サービシズ（インディア）プライベート・リミテッド 3,646.6  2,915.9

２　ICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・リミテッド 2,432.1  2,341.3

    

寄付金    

１　ICICIファンデーション・フォー・インクルーシブ・グロース 975.9  861.6

    

支払配当金    

１　チャンダ・コッハー氏 11.7  11.1

２　N.S.カンナン氏 2.4  2.1

３　ビシャカ・ムイ氏
4

2.6  -

４　ビジャ・チャンドック氏
5

-  該当なし

５　アヌープ・バッチ氏
6

-  該当なし

６　ラジブ・サブハワル氏
8

1.4  0.6

    

関連当事者が発行した証券への投資    

１　インディア・インフラデット・リミテッド 9,759.5  4,242.0

    

証券の償還／買戻し    

１　インディア・アドバンテージ・ファンドⅣ 168.1  445.8

２　インディア・アドバンテージ・ファンドⅢ 99.6  453.6

 

1.　軽微な金額。

2.　FINOペイテック・リミテッドは、2017年１月５日付で関連当事者ではなくなった。

3.　行使された従業員ストック・オプションによる手当を除く。

4.　2016年１月19日付で関連当事者として識別された。

5.　2016年７月28日付で関連当事者として識別された。

6.　2017年２月１日付で関連当事者として識別された。

7.  K.ラムクマール氏は、2016年４月30日付で当行の常勤取締役を退任した。

8.  ラジブ・サブハワル氏は、2017年１月31日付で当行の常勤取締役を退任した。

9.　アクゾ・ノーベル・インディア・リミテッドは、2016年４月30日付で関連当事者ではなくなった。
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Ⅳ.関連当事者に対する残高

以下の表は、表示期間における当グループの関連当事者に対する債権／債務を表している。

 

(単位：百万インド・ルピー)

2017年３月31日

現在  

2016年３月31日

現在

項目    

当グループへの預金    

関連会社／その他 3,749.2  1,004.3

主要な経営幹部 145.2  35.8

主要な経営幹部の親族 56.2  63.6

合計 3,950.6  1,103.7

    

債務    

関連会社／その他 731.4  730.4

主要な経営幹部 0.0
1
 -

主要な経営幹部の親族 0.0
1
 -

合計 731.4  730.4

    

当グループの関連当事者への投資    

関連会社／その他 7,112.8  5,362.6

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 7,112.8  5,362.6

    

関連当事者の当グループへの投資    

関連会社／その他 -  -

主要な経営幹部 8.7  7.2

主要な経営幹部の親族 0.0
1
 0.0

1

合計 8.7  7.2

    

貸付金    

関連会社／その他 -  0.4

主要な経営幹部 204.0  54.7

主要な経営幹部の親族 0.9  7.9

合計 204.9  63.0

    

債権    

関連会社／その他 61.0  37.5

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 61.0  37.5

    

当グループが発行する保証    

関連会社／その他 7.7  0.5

主要な経営幹部 -  -

主要な経営幹部の親族 -  -

合計 7.7  0.5

 

1.　軽微な金額。

2.　2017年３月31日現在、31,201,400個（2016年３月31日：29,811,500個）の主要な経営幹部に対する従業員ストック・オプ

ションが未行使となっていた。

3.　2017年３月31日に終了した年度において、行使価格合計170.9百万インド・ルピー（2016年３月31日：75.3百万インド・ル

ピー）の従業員ストック・オプション1,014,300個（2016年３月31日：723,500個）が主要な経営幹部により行使された。
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Ⅴ.関連当事者に対する最大残高

以下の表は、2017年３月31日に終了した年度における関連当事者に対する債権／債務の最大残高を表している。

 

(単位：百万インド・ルピー)

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日

に終了した年度

項目    

当グループへの預金 293.7  192.8

主要な経営幹部 62.3  93.7

主要な経営幹部の親族    

    

債務
1

   

主要な経営幹部 0.1  0.0
2

主要な経営幹部の親族 0.0
2
 0.0

2

    

関連当事者の当グループへの投資
1

   

主要な経営幹部 9.1  7.2

主要な経営幹部の親族 0.0
2
 0.0

2

    

貸付金    

主要な経営幹部 206.7  55.3

主要な経営幹部の親族 8.6  15.0

 

1.　 最大残高は、当年度中の各四半期末における残高合計の比較により決定されている。

2.　 軽微な金額。

 

 

３．従業員ストック・オプション制度（以下「ESOS」という。）

 

改訂後のESOSのもとでは、ある会計年度において適格従業員に付与されるオプションの最大数は、オプション付与時におけ

る当行発行済み普通株式の0.05%を超えないこととし、適格従業員に対して付与される全オプションの総数は、SEBI規制に従っ

て、オプション付与日における当行発行済み普通株式総数の10%を超えないこととなっている。当該ストック・オプション制度

により、適格従業員は普通株式に対する申し込み資格がある。2016年４月に行使期間は、付与日から10年間又は権利確定日か

ら５年間のいずれか遅い方の期間から、オプションの権利確定日から10年間に修正された。当行のオプションの行使価格は、

以下を除き、オプション付与日直前の最大取引高を記録した証券取引所の最新の終値である。したがって、オプションの本源

的価値に基づき、報酬費用は発生しなかった。

 

2014年３月より後に付与されたオプションは、2014年４月に付与された特定のオプション（2017年４月30日に50％確定し、

残りは2018年４月30日に確定する）を除き、付与日より12ヶ月後から３年間にわたって、毎年権利の30%、30%及び40%が段階的

に確定し、2015年９月に付与されたオプションは、2018年４月30日に50％確定し、2019年４月30日に50％権利確定する。ただ

し、2015年９月に付与されたオプションについては、従業員の雇用が退職により終了（早期／希望退職制度に従うものを含

む）する場合、権利未確定のすべてのオプションが失効する。

 

2014年３月以前に付与されたオプションは、付与日より12ヶ月後から４年間にわたって、毎年権利の20%、20%、30%及び30%

が段階的に確定する。2009年４月に付与されたオプションは、付与日より24ヶ月後から５年間にわたって、毎年権利の20%、

20%、30%及び30%が段階的に確定する。2011年９月に付与されたオプションは、付与日より24ヶ月後から５年間にわたって、毎

年権利の15%、20%、20%及び45%が段階的に確定する。

 

2011年２月に当行は、当行の適格従業員、常勤取締役及び特定の子会社に対して、行使価格193.40インド・ルピーで

15,175,000個のオプションを付与した。これらのオプションのうち、50%は2014年４月30日に権利確定した。また、残りの50%

は2015年４月30日に権利確定した。オプションの本源的価値に基づき、2017年３月31日に終了した年度において、報酬費用ゼ

ロ（2016年３月31日：0.8百万インド・ルピー）を認識した。
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もし当行が二項モデルに基づくオプションの公正価値を用いて算定した場合、2017年３月31日に終了した年度の報酬費用

は、行使期間の変更による追加費用1,393.1百万インド・ルピー（2016年３月31日：ゼロ）を含め、5,107.5百万インド・ル

ピー（2016年３月31日：3,726.5百万インド・ルピー）増加することになり、税引後見積利益は92,903.4百万インド・ルピー

（2016年３月31日：93,536.3百万インド・ルピー）となる。行使期間変更日現在の追加費用1,393.1百万インド・ルピーは、変

更後の行使期間に従って計算されたオプションの公正価値と変更前の行使期間に従って計算されたオプションの公正価値の差

額を反映している。試算ベースでは、当行の基本的及び希薄化後一株当たり利益はそれぞれ15.97インド・ルピー（2016年３月

31日：16.11インド・ルピー）及び15.90インド・ルピー（2016年３月31日：16.02インド・ルピー）となる。

 

以下の表は、2017年３月31日に終了した年度において付与されたオプションの公正価値を見積るために用いた主要な仮定を

示している。

 

リスク・フリー利率 7.43％－ 7.77％

予想有効年数 3.89年－5.89年

予想ボラティリティ 32.03％－33.31％

予想配当利回り 2.04％－ 2.15％

 

オプションの予想期間にわたるリスク・フリー利率は、付与時点で有効な国債利回りに基づいている。オプションの予想期

間は、権利確定期間及びオプションを受け取る従業員の予想行使行動に基づいて見積られている。オプションの予想期間は、

当行のストック・オプションの過去の行使パターンに基づいて見積られている。オプションの見積予想期間における予想ボラ

ティリティは、公開市場で取引されている当行の普通株式について観察された市場価格により算定された過去のボラティリ

ティに基づいている。オプションの見積予想期間における予想配当は、最近の配当実績に基づいている。

 

2017年３月31日に終了した年度において付与されたオプションの公正価値の加重平均は、84.39インド・ルピー（2016年３月

31日：100.50インド・ルピー）である。
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以下の表は、表示期間における当行のストック・オプション制度の要約を示している。

 

(単位：インド・ルピー、ただしオプション数のデー

タを除く) 未行使ストック・オプション残高

 

2017年３月31日に

終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度

明細 オプション数  

加重平均

行使価格  オプション数  

加重平均

行使価格

期首残高 191,624,565  236.36  148,433,700  205.02

追加：期中付与数 33,378,300  244.30  64,904,500  289.28

控除：期中失効数、再発行を除く 9,189,995  266.53  4,189,850  260.67

控除：期中行使数 9,707,705  182.60  17,523,785  161.16

期末残高 206,105,165  238.83  191,624,565  236.36

行使可能オプション数 109,556,465  214.56  89,788,515  198.08

 

以下の表は、2017年３月31日現在における未行使のストック・オプション残高の要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

オプションから

生じる株式数  

加重平均

行使価格

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

加重平均

残余契約年数

（単位：年数）

60-99  2,140,950  86.99  5.93

100-199  53,491,375  180.97  5.64

200-299  120,115,440  249.76  9.93

300-399  30,357,400  308.26  10.15

 

以下の表は、2016年３月31日現在における未行使のストック・オプション残高の要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

オプションから

生じる株式数  

加重平均

行使価格

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

加重平均

残余契約年数

（単位：年数）

60-99  2,556,700  86.96  3.03

100-199  60,755,715  180.24  3.65

200-299  96,037,150  251.67  7.85

300-399  32,275,000  308.26  9.08

 

オプションは、年間を通して定期的に行使され、インド国立証券取引所価格取引高データによる2017年３月31日に終了した

年度の加重平均株価は257.82インド・ルピー（2016年３月31日：273.37インド・ルピー）であった。
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ICICIライフ：

 

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーは、従業員に対してESOS制度を策定している。オプションの

本源的価値に基づき、2017年３月31日に終了した年度に報酬費用は発生していない。当該事業体がオプションの会計処理に公

正価値アプローチを用いて算定した場合、2017年３月31日に終了した年度における報酬費用の増加はなかった（2016年３月31

日：ゼロ）。

 

以下の表は、表示期間におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーのストック・オプション制度

の要約を示している。

 

(単位：インド・ルピー、ただしオプション数の

データを除く) 未行使ストック・オプション残高

 

2017年３月31日に

終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度

項目 オプション数  

加重平均

行使価格  オプション数  

加重平均

行使価格

期首残高 5,999,175  233.72  7,057,417  232.45

追加：期中付与数 -  -  -  -

控除：期中失効／消滅数 578,575  396.80  559,175  329.58

控除：期中行使数 3,021,762  108.33  499,067  108.40

期末残高 2,398,838  352.49  5,999,175  233.72

行使可能オプション数 2,398,838  352.49  5,999,175  233.72

 

以下の表は、2017年３月31日現在におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの未行使のストッ

ク・オプション残高の要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

オプションから生じる

株式数

（単位：株式数）  

加重平均

行使価格

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

加重平均

残余契約年数

（単位：年数）

100-299   422,113  130.00  3.1

300-400  1,976,725  400.00  1.1

 

以下の表は、2016年３月31日現在におけるICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーの未行使のストッ

ク・オプション残高の要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

オプションから生じる

株式数

（単位：株式数）  

加重平均

行使価格

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

加重平均

残余契約年数

（単位：年数）

30-99  1,006,225  64.91  2.9

100-299  2,445,850  130.00  4.1

300-400  2,547,100  400.00  2.1

 

ICICIジェネラル：

 

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーは、従業員に対してESOS制度を策定している。オプションの

本源的価値に基づき、2017年３月31日に終了した年度に報酬費用は発生していない。当該事業体がオプションの会計処理に公

正価値アプローチを用いて算定した場合、2017年３月31日に終了した年度における報酬費用の増加はなかった（2016年３月31

日：ゼロ）。
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以下の表は、表示期間におけるICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーのストック・オプション制度

の要約を示している。

 

(単位：インド・ルピー、ただしオプション数の

データを除く) 未行使ストック・オプション

 

2017年３月31日に

終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度

明細 オプション数  

加重平均

行使価格  オプション数  

加重平均

行使価格

期首残高 7,004,248  113.71  8,121,462  109.32

追加：期中付与数 -  -  -  -

控除：期中失効数／消滅数 78,000  193.85  200,200  148.9

控除：期中行使数 3,745,924  101.75  917,014  67.12

期末残高 3,180,324  125.83  7,004,248  113.71

行使可能オプション数 3,180,324  125.83  7,004,248  113.71

 

以下の表は、2017年３月31日現在におけるICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの未行使のストッ

ク・オプション残高の要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

オプションから

生じる株式数

（単位：株式数）  

加重平均

行使価格

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

加重平均

残余契約年数

（単位：年数）

35-99  1,034,824   60.42  2.78

100-200  2,145,500  157.38  2.41

 

以下の表は、2016年３月31日現在におけるICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの未行使のストッ

ク・オプション残高の要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

オプションから

生じる株式数

（単位：株式数）  

加重平均

行使価格

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  

加重平均

残余契約年数

（単位：年数）

35-99  3,251,898   57.23  3.50

100-200  3,752,350  162.66  3.03

 

もし当グループが、二項モデルに基づきオプションの公正価値を用いて算定した場合、2017年３月31日に終了した年度の報

酬費用は、行使期間の変更による追加費用1,369.2百万インド・ルピー（2016年３月31日：ゼロ）を含め、4,926.5百万イン

ド・ルピー（2016年３月31日：3,585.0百万インド・ルピー）増加し、税引後見積連結利益は96,957.3百万インド・ルピー

（2016年３月31日：98,214.6百万インド・ルピー）となる。試算ベースでは、当グループの基本的一株当たり利益は16.66イン

ド・ルピー（2016年３月31日：16.91インド・ルピー）、及び希薄化後一株当たり利益は、16.59インド・ルピー（2016年３月

31日：16.80インド・ルピー）となる。

 

 

４．固定資産

以下の表は、表示期間における当グループが取得したソフトウェアの変動を示している。当グループのソフトウェアは固定

資産に含まれている。

 

(単位：百万インド・ルピー)  

項目

2017年

３月31日現在  

2016年

３月31日現在

前年３月31日現在の取得原価 17,803.2  15,735.1

当事業年度中の取得 2,628.2  2,507.7

当事業年度中の減少 (82.8)  (439.6)

３月31までの減価償却 (15,941.1)  (13,615.4)

正味残高 4,407.5  4,187.8
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５．リース資産

オペレーティング・リースのもとで使用している資産

以下の表は、表示期間におけるオペレーティング・リースによる将来の支払リース料の詳細を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)  

明細

2017年

３月31日現在  

2016年

３月31日現在

１年未満 455.2  470.7

１年超－５年未満 1,385.9  1,195.4

５年超 353.7  568.8

合計 2,194.8  2,234.9

 

更新期間は、類似した契約に一般的にみられるものであり、契約に不当な制限はない。

 

 

６．優先株式

2017年３月31日における特定の国債3,219.6百万インド・ルピー（2016年３月31日：3,189.8百万インド・ルピー）は、当初

の発行条件に従い2018年４月20日を期日とする当行発行の優先株式の償還に備えて保有されている。
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７．引当金及び偶発債務

以下の表は、表示期間における損益勘定に含まれる引当金及び偶発債務の項目の内訳を表している。

 

(単位：百万インド・ルピー)  

項目

2017年３月31日に

終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度

投資の下落に関する引当金 9,364.2  2,985.1

不良及びその他の資産に対する引当金
1 157,453.2

 77,188.6

所得税に対する引当金    

‐当期 31,375.6  67,365.4

‐繰延 (6,685.4)  (33,590.4)

富裕税に対する引当金 -  0.2

集合的偶発債務及び関連引当金 -  36,000.0

その他の引当金及び偶発債務
2 (992.6)

 6,880.3

引当金及び偶発債務合計 190,515.0  156,829.2

 

1．2017年３月31日に終了した年度において、当行は、集合的偶発債務及び関連引当金から、36,000.0百万インド・ルピー使用

している。

2．正常債権に対する一般引当金の戻入れ3,733.8百万インド・ルピー（2016年３月31日：3,175.6百万インド・ルピーの引当）

を含む。

 

当グループは、係争中の訴訟及び税務当局との訴訟手続並びにその他の契約(デリバティブ及び長期契約等)を含めた通常の営

業過程において生じた債務の評価を行った。会計基準第29号「引当金、偶発負債及び偶発資産」の規定に従って、当グループ

は、過去の事象の結果による現在の債務で、債務の決済に必要な資源の流出の可能性が高く、これに関して信頼性のある見積

りができる場合に、重要な予見可能損失に関する引当金を認識する。入手可能な情報により、偶発損失が生じる可能性が合理

的にあるものの損失金額を合理的に見積ることができない場合は、その影響を偶発債務として財務諸表上に開示される。当グ

ループは、当該訴訟の結果が業績に対して重要な不利な影響を及ぼすとは見込んでいない。生命保険子会社で計上された保険

契約について、「有効な保険契約に関する債務」の保険数理上の評価はアポインテッド・アクチュアリーに依拠している。ア

ポインテッド・アクチュアリーは、有効な契約に関する債務の保険数理上の評価に用いた仮定がIRDAI及びIRDAと並ぶインド数

理協会が発行したガイドライン及び規範に準拠していることを確認した。
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８．従業員退職給付

 

年金

 

以下の表は、表示期間における確定給付債務の現在価値の変動、制度資産の公正価値及び年金給付に関するその他の詳細を

示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)  

明細
2017年３月31日に
終了した年度  

2016年３月31日に
終了した年度

期首債務 14,191.6  12,999.9
勤務費用 253.7  251.0
利息費用 1,116.5  1,034.7
年金数理上の（利益）／損失 2,436.0  1,594.7
清算による負債の消却 (1,182.5)  (1,554.0)
支払給付金 (128.4)  (134.7)

債務残高－当期末現在 16,686.9  14,191.6

    
制度資産期首残高（公正価値） 13,191.6  10,103.4
制度資産の期待収益 1,143.2  902.9
年金数理上の利益／（損失） 589.5  (4.1)
清算による資産の分配 (1,313.9)  (1,726.7)
拠出金 3,406.1  4,050.8
支払給付金 (128.4)  (134.7)

制度資産期末残高（公正価値） 16,888.1  13,191.6

    
期末における制度資産の公正価値 16,888.1  13,191.6
期末における確定給付債務の現在価値 (16,686.9)  (14,191.6)

資産として認識されない金額(AS第15号「従業員給付」のパ

ラグラフ59(b)に規定された上限） (68.4)  -

資産／（負債） 132.8  (1,000.0)

    

費用
1

   
勤務費用 253.7  251.0
利息費用 1,116.5  1,034.7
制度資産の期待収益 (1,143.2)  (902.9)
年金数理上の(利益)／損失 1,846.5  1,598.8
縮小及び清算(利益)／損失 131.4  172.7

AS第15号「従業員給付」のパラグラフ59(b)に規定された上

限による影響 68.4  -
費用純額 2,273.3  2,154.3
制度資産の実際運用収益 1,732.7  898.8
次年度の雇用主の予想拠出金 3,000.0  3,000.0
    
制度資産の投資内訳    
保険会社が運用するファンド 0.80%  1.04%
インド国債 47.80%  48.64%
社債 39.38%  43.23%
上場企業の持分証券 6.02%  2.48%
その他 6.00%  4.61%
    
仮定    
利率 6.75%  7.95%
昇給率：    
基本給 1.50%  1.50%
物価上昇手当 7.00%  7.00%
制度資産の期待収益率 8.00%  8.00%

 

1．附属明細書16－営業費用の「従業員に関する支払額及び引当金」に含まれている。

 

制度資産の期待収益率は、当該債務の見積期間中のファンドの投資に係る、平均長期収益率の当行の予測に基づいている。
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実績調整

 

(単位：百万インド・ルピー)

明細

2017年

３月31日に

終了した年度  

2016年

３月31日に

終了した年度  

2015年

３月31日に

終了した年度  

2014年

３月31日に

終了した年度  

2013年

３月31日に

終了した年度

制度資産 16,888.1  13,191.6  10,103.4  9,018.8  9,526.8

確定給付債務 (16,686.9)  (14,191.6)  (12,999.9)  (10,209.9)  (10,392.5)

資産として認識されない金額(AS

第15号「従業員給付」のパラ

グラフ59(b)に規定された上

限） (68.4)  -  -  -  -

余剰／（不足） 132.8  (1,000.0)  (2,896.5)  (1,191.1)  (865.7)

制度資産の実績調整 589.5  (4.1)  104.7  (29.1)  102.3

制度負債の実績調整 (80.0)  1,503.4  1,271.2  2,549.6  1,525.2
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退職金

 

以下の表は、表示期間における当グループの退職金に関する確定給付債務の現在価値の変動、制度資産の公正価値及びその

他の詳細を示している。

 
(単位：百万インド・ルピー)  

項目
2017年３月31日に
終了した年度  

2016年３月31日に
終了した年度

確定給付債務    
期首債務 9,389.8  8,470.2
追加：期首債務の為替変動に係る調整 (2.7)  4.4
調整後期首債務 9,387.1  8,474.6
勤務費用 954.6  834.9
利息費用 745.5  677.5
年金数理上の（利益）／損失 1,016.1  221.0
過去勤務費用 -  -
他社からの／への移行債務 17.4  8.7
支払給付金 (948.1)  (826.9)

債務残高－当期末現在 11,172.6  9,389.8
    
制度資産期首残高（公正価値） 8,361.6  7,862.7
制度資産の期待収益 632.3  597.1
年金数理上の利益／（損失） 542.2  (398.1)
拠出金 1,838.0  1,118.1
他社からの／への移行資産 17.4  8.7
支払給付金 (948.1)  (826.9)

制度資産期末残高（公正価値） 10,443.4  8,361.6
    
期末における制度資産の公正価値 10,443.4  8,361.6
期末における確定給付債務の現在価値 (11,172.6)  (9,389.8)
未認識過去勤務費用 -  -
資産として認識されない金額(AS第15号「従業員給付」のパ

ラグラフ59(b)に規定された上限） -  -
資産／（負債） (729.2)  (1,028.2)
    

当期費用
1

   
勤務費用 954.6  834.9
利息費用 745.5  677.5
制度資産の期待収益 (632.3)  (597.1)
年金数理上の(利益)／損失 473.9  619.1
過去勤務費用 -  -
「買収／売却」による損失／(利益) -  -
為替変動による損失／(利益) (2.7)  4.3
AS第15号「従業員給付」のパラグラフ59(b)に規定された上

限による影響 -  -

費用純額 1,539.0  1,538.7
制度資産の実際運用収益 1,174.2  199.0
次年度の雇用主の予想拠出金 1,838.0  745.0
    
制度資産の投資内訳    
保険会社が運用するファンド 18.03%  23.19%
インド国債 16.15%  25.77%
社債 42.56%  20.06%
特別預金制度 2.79%  3.48%
株式 12.23%  11.22%
その他 8.24%  16.28%
    
仮定    
割引率 6.75% -7.55%  7.50%-8.05%
昇給率 7.00% -10.00%  7.00-%10.00%
制度資産の期待収益率 7.50% -8.00%  7.50%-8.50%
 

1．附属明細書16－営業費用の「従業員に関する支払額及び引当金」に含まれている。

 

制度資産の期待収益率は、当該債務の見積期間中のファンドの投資に係る平均長期収益率の予測に基づいて決定される。
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実績調整

 

(単位：百万インド・ルピー)

項目

2017年

３月31日に

終了した年度  

2016年

３月31日に

終了した年度  

2015年

３月31日に

終了した年度  

2014年

３月31日に

終了した年度  

2013年

３月31日に

終了した年度

制度資産 10,443.4  8,361.6  7,862.7  6,744.3  6,394.9

確定給付債務 (11,172.6)  (9,389.8)  (8,470.2)  (7,252.6)  (6,887.3)

資産として認識されない金額(AS

第15号「従業員給付」のパラ

グラフ59(b)に規定された上

限） -  -  -  (0.1)  (0.5)

余剰／（不足） (729.2)  (1,028.2)  (607.5)  (508.4)  (492.9)

制度資産の実績調整 542.2  (398.1)  699.4  (8.4)  51.0

制度負債の実績調整 269.8  171.4  70.6  308.7  216.0

 

保険数理上の評価において検討される将来の昇給に関する見積りには、インフレ、勤続年数、昇進及びその他の関連する要

素が考慮されている。
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準備基金（以下「PF」という。）

 

2017年３月31日に終了した年度において当グループは、保険数理上の評価に基づく適用除外準備基金に係る金利保証による

債務はないことから引当金を計上しなかった (2016年３月31日：ゼロ)。

以下の表は、表示期間における当グループの準備基金に関する確定給付債務の現在価値の変動、制度資産の公正価値及びそ

の他の詳細を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)

項目  

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日

に終了した年度

期首債務  23,209.5  20,683.7

勤務費用  1,225.8  1,044.9

利息費用  1,800.7  1,614.4

年金数理上の（利益）／損失  310.6  252.5

従業員の拠出金  2,379.6  2,150.8

他社からの／への移行債務  141.0  68.1

支払給付金  (2,868.4)  (2,604.9)

期末債務  26,198.8  23,209.5

     

制度資産期首残高  23,209.5  20,683.7

制度資産の期待収益  2,119.6  1,839.8

年金数理上の利益／（損失）  (8.3)  27.1

雇用主の拠出金  1,225.8  1,044.9

従業員の拠出金  2,379.6  2,150.8

他社からの／への移行資産  141.0  68.1

支払給付金  (2,868.4)  (2,604.9)

制度資産期末残高  26,198.8  23,209.5

期末における制度資産  26,198.8  23,209.5

期末における確定給付債務の現在価値  (26,198.8)  (23,209.5)

資産／（負債）  --  -

     

当期費用
1

    

勤務費用  1,225.8  1,044.9

利息費用  1,800.7  1,614.4

制度資産の期待収益  (2,119.6)  (1,839.8)

年金数理上の(利益)／損失  318.9  225.4

費用純額  1,225.8  1,044.9

     

制度資産の実際運用収益  2,111.3  1,866.9

次年度の雇用主の予想拠出金  1,313.0  1,119.3

     

制度資産の投資内訳     

インド国債  43.93%  42.48%

社債  49.50%  52.49%

特別預金制度  2.08%  2.35%

その他  4.49%  2.67%

     

仮定     

割引率  6.75%-7.45%  7.65%-7.95%

制度資産の期待収益率  7.90%-9.09%  8.22%-9.03%

投資の満期までの残存期間の割引率  7.00%-7.20%  7.68%-7.95%

投資の過去の平均利回り  8.20%-8.99%  8.14%-9.01%

保証収益率  8.65%  8.75%

 

1．附属明細書16－営業費用の「従業員に関する支払額及び引当金」に含まれている。
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実績調整

 

(単位：百万インド・ルピー)         

項目  

2017年３月31日に

終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度  

2015年３月31日に

終了した年度  

2014年３月31日に

終了した年度

制度資産  26,198.8  23,209.5  20,683.7  18,352.7

確定給付債務  (26,198.8)  (23,209.5)  (20,683.7)  (18,356.2)

資産として認識されない金額

(AS第15号「従業員給付」の

パラグラフ59(b)に規定され

た上限）  -  -  -  -

余剰／（不足）  -  -  -  (3.5)

制度資産の実績調整  (8.3)  27.1  347.0  (136.3)

制度負債の実績調整  310.5  252.5  325.7  (9.9)

 

2017年３月31日に終了した年度において、当グループはインド政府が運用する従業員準備基金を含む準備基金へ2,432.9百万

インド・ルピー（2016年３月31日：2,167.6百万インド・ルピー）を拠出しており、これには1952年従業員準備基金及び雑則法

に基づく従業員年金制度への強制拠出が含まれる。

 

 

９．法人所得税に対する引当金

2017年３月31日に終了した年度の法人所得税（繰延税金を含む）引当金は、24,690.2百万インド・ルピー（2016年３月31

日：33,775.0百万インド・ルピー）であった。

当グループは、1961年法人税法の92-92F条に基づく移転価格法で義務付けられている情報及び文書の保管に関して包括的な

システムを維持している。経営陣は、すべての国際取引は独立第三者間取引として行われており、上述の法律が財務諸表に重

要な影響を与えることはないと考えている。
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10．繰延税金

2017年３月31日現在、当グループは、56,128.0百万インド・ルピー（2016年３月31日：49,611.9百万インド・ルピー）の繰

延税金資産（純額）を「その他の資産」に計上している。

 

以下の表は、表示期間における繰延税金資産及び負債の主な項目の内訳を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)  

明細

2017年３月

31日現在  

2016年３月

31日現在

繰延税金資産    

貸倒引当金 79,581.1  70,339.8

資本損失 -  -

外貨換算準備金
１

5,721.3  5,877.5

その他 6,231.6  6,232.7

繰延税金資産合計 91,534.0  82,450.0

繰延税金負債    

特別準備金控除 27,811.3  26,632.2

時価評価による利益
１

354.0  715.4

固定資産の減価償却費 5,354.0  5,329.4

税金還付による利息
１

1,559.6  -

その他 327.1  161.1

繰延税金負債合計 35,406.0  32,838.1

繰延税金資産／（負債）合計(純額) 56,128.0  49,611.9

 

1．これらの項目は、所得計算及び開示に関する基準の要件に準拠して考慮される。

 

2017年３月31日に終了した年度において、財務省が公表した2016年７月６日付のプレス・リリースに従って、2016年３月31

日に終了した年度の税金引当金及びそれに対応する繰延税金が収益及び開示に関する基準（以下「ICDS」という。）により戻

入れられた。ICDSは、2017年３月31日に終了した年度より適用可能であるため、2017年３月31日に終了した年度の税金引当金

及び繰延税金は、それらの影響を考慮した上で算定されている。
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11．事業及び地理的セグメントに関する情報

A. 事業セグメント

当グループの主なセグメントは以下のとおり表示されている。

ⅰ. リテール・バンキングは、当行のエクスポージャーを含んでおり、当該エクスポージャーは、バーゼル銀行監督委員会の

「自己資本の測定と基準に関する国際的統一化：改訂された枠組」に規定されたリテール・エクスポージャーに関する個別

エクスポージャーの志向性、商品、精度及び低値という４つの基準を満たしている。また、このセグメントは、クレジッ

ト・カード、デビット・カード、第三者商品の販売による収益及び関連費用を含む。

ⅱ. ホールセール・バンキングは、当行によるリテール・バンキングに含まれない信託、パートナーシップ、企業及び法定機

関に対するすべての貸付金を含む。

ⅲ トレジャリーは、当行、ICICIエクイティ・ファンド（2015年９月30日まで）及びICICIストラテジック・インベストメン

ツ・ファンドのすべての投資及びデリバティブのポートフォリオを含む。

ⅳ. その他の銀行事業はリース業務及び当行の特定の事業セグメントに帰属しないその他の項目を含む。さらに、同事業は、

当行の銀行子会社、すなわち、ICICIバンクUKピーエルシー及びICICIバンク・カナダを含む。

ⅴ. 生命保険はICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの実績を表す。

ⅵ. 損害保険はICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドの実績を表す。

ⅶ. その他は、ICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミテッド、ICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパ

ニー・リミテッド、ICICIインターナショナル・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディーラーシップ・

リミテッド、ICICIセキュリティーズ・リミテッド、ICICIセキュリティーズ・ホールディングス・インク、ICICIセキュリ

ティーズ・インク、ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIプルデンシャル・ト

ラスト・リミテッド、ICICIインベストメント・マネジメント・カンパニー・リミテッド、ICICIトラスティーシップ・サー

ビシズ・リミテッド、アイ・ヴェン・バイオテック・リミテッド(2015年12月31日まで)及びICICIプルデンシャル・ペン

ション・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッドを含む。

 

収益、費用、資産及び負債はそれぞれのセグメントで個別認識されるか、体系的に各セグメントに配分される。

当行の負債は、すべての資金をプールするセントラル・トレジャリー・ユニットに移転され、そこから規制上の準備金要件

に関する調整後に、資金調達対象の資産の満期に合わせて適正な金利で各事業部門に貸付けられる。

当行の移転価格機能は定期的にレビューされる。セグメントの実績は各報告期間における移転価格機能に基づき決定され

る。

新規連結事業体及び連結から除外された事業体について、2017年３月31日に終了した年度における各報告セグメントの実績

は、2016年３月31日に終了した年度の報告セグメントと比較されない。
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以下の表は、2017年３月31日に終了した年度における事業セグメントの実績を示している。

 

 (単位：百万インド・ルピー)

番

号  明細  

リテール・

バンキング  

ホールセール

・バンキング  トレジャリー  

その他の

銀行事業  生命保険  損害保険  その他  

セグメント

間調整  合計

１. 収益  453,911.8  306,405.7  542,908.7  38,400.8  270,526.5  84,339.3  55,312.1  (617,828.6)  1,133,976.3

２.

 

セグメ

ント実

績  53,853.0  (74,341.1)  120,814.5  3,021.7  17,848.6  9,101.0  21,764.3  (13,968.5)  138,093.5

３.

 

未配分

費用                  -

４.

 

営業利

益(2)-

(3)                  138,093.5

５.

 

法人所

得税費

用(純

額)(繰

延税額

控除後)                  24,690.2

６.

 

当期純

利益
1

(4)-(5)                  113,403.3

 

 

その他

の情報                   

７.

 

セグメ

ント資

産  2,136,950.4  2,612,652.8  2,748,508.8  643,246.1  1,244,377.1  230,609.9  257,375.8  (132,377.1)  9,741,343.8

８.

 

未配分

資産
2
                 119,082.8

９.

 

資産合

計 (7)+

(8)                  9,860,426.6

10.

 

セグメ

ント負

債  3,678,085.9  1,495,191.4  2,511,263.2
3
 568,308.2

3
 1,247,425.2

3
 233,508.8

3
 259,021.0

3
 

(132,377.1)

3  9,860,426.6

11.

 

未配分

負債                  -

12.

 

負債合

計 (10)

+(11)                  9,860,426.6

13.

 

設備投

資  6,547.3  616.2  19.4  77.5  4,324.1  629.5  333.3  -  12,547.3

14.

 

減価償

却費  6,396.2  1,108.6  15.6  145.0  578.3  547.6  341.5  (16.4)  9,116.4

 

1．当期純利益に対する少数株主持分を含む。

2．前払税金/源泉徴収税（純額）、繰延税金資産（純額）を含む。

3．株式資本並びに準備金及び剰余金を含む。
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以下の表は、2016年３月31日に終了した年度における事業セグメントの実績を示している。

 

 (単位：百万インド・ルピー)

番

号  明細  

リテール・

バンキング  

ホールセール

・バンキング  トレジャリー  

その他の

銀行事業  生命保険  損害保険  その他  

セグメント

間調整  合計

１. 収益  391,878.0  328,923.5  483,414.5  39,343.1  231,798.6  66,995.2  46,484.7  (574,879.1)  1,013,958.5

２.

 

セグメン

ト実績  38,977.4  (12,454.3)  86,162.7  6,790.0  17,715.8  7,076.9  14,251.9  (15,476.3)  143,044.1

３.

 

未配分費

用                  -

４.

 

営業利益

(2)-(3)                  143,044.1

５.

 

法人所得

税費用

(純額)

(繰延税

額控除

後)                  33,775.2

６.

 

当期純利

益
1
(4)

-(5)                  109,268.9

 

 

その他の

情報                   

７.

 

セグメン

ト資産  1,724,805.5  2,663,659.1  2,580,816.4  799,535.9  1,046,996.2  153,745.8  279,392.0  (146,320.0)  9,102,630.9

８.

 

未配分資

産
2

                 84,931.1

９.

 

資産合計

(7)+(8)                  9,187,562.0

10.

 

セグメン

ト負債  3,133,932.7  1,197,853.2  2,764,452.7
3
 750,871.6

3
 1,048,622.5

3
 156,758.4

3
 281,390.9

3
 

(146,320.0)

3  9,187,562.0

11.

 

未配分負

債                  -

12.

 

負債合計

(10)+

(11)                  9,187,562.0

13. 設備投資 6,474.5  937.0  11.2  166.9  539.4  464.5  351.8  -  8,945.3

14.

 

減価償却

費  5,718.9  1,016.3  14.9  327.1  455.4  565.4  349.6  (16.5)  8,431.1

 

1．当期純利益に対する少数株主持分を含む。

2．前払税金/源泉徴収税（純額）、繰延税金資産（純額）を含む。

3．株式資本並びに準備金及び剰余金を含む。

 

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

397/647



B.　地理的セグメント

当グループは、以下の地理的セグメントに基づき事業報告を行った。

・国内事業 - インド国内で営業している支店及び子会社／ジョイント・ベンチャーより構成される。

・国外事業 - インド国外で営業している支店及び子会社／ジョイント・ベンチャー並びにインド国内のオフショア銀行ユ

ニットより構成される。

当グループは、顧客の業務要件に応じて世界的規模で顧客との取引を行っており、その活動は様々な地域にわたる場合もあ

る。

 

以下の表は、表示期間における地理的セグメントの業績を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)   

収益  

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日に

終了した年度

国内事業  1,059,385.7  932,781.3

国外事業  74,590.6  81,177.2

合計  1,133,976.3  1,013,958.5

 

(単位：百万インド・ルピー)   

資産  

2017年

３月31日現在  

2016年

３月31日現在

国内事業  8,303,117.5  7,321,480.0

国外事業  1,438,226.3  1,781,150.9

合計  9,741,343.8  9,102,630.9

 

注：セグメント資産は前払税金／源泉徴収税（純額）及び繰延税金資産（純額）を含まない。

 

以下の表は、表示期間における地理的セグメントの設備投資とその減価償却費である。

 

 設備投資  減価償却

(単位：百万インド・ルピー)

2017年

３月31日に

終了した年度  

2016年

３月31日に

終了した年度  

2017年

３月31日に

終了した年度  

2016年

３月31日に

終了した年度

明細        

国内事業 12,437.2  8,687.2  8,958.2  8,270.7

国外事業 110.1  258.1  158.2  160.4

合計 12,547.3  8,945.3  9,116.4  8,431.1

 

 

12．銀行業規制当局によって課せられた罰金／科料

2017年３月31日に終了した年度において、RBI及びその他の銀行業規制当局によって科せられた罰金はゼロ（2016年３月31

日：ゼロ）であった。
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13．連結決算書に関する追加情報

2017年３月31日現在の連結決算書に関する追加情報（2013年会社法のスケジュールⅢに準拠する）

 

会社名  純資産
1

 損益持分

(単位：百万インド・ルピー)  

純資産

合計に

対する％  金額  

純利益

合計に

対する％  金額

親会社         

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド  95.5％  999,510.7  96.2％  98,010.9

         

子会社         

インド         

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディー

ラーシップ・リミテッド  0.9%  9,435.2  4.0%  4,116.0

ICICIセキュリティーズ・リミテッド  0.5%  4,850.5  3.3%  3,376.1

ICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミ

テッド  1.5%  16,071.7  1.8%  1,832.6

ICICIトラスティーシップ・サービシズ・リミテッ

ド  0.0%
2
 5.9  0.0%

2
 0.6

ICICIインベストメント・マネジメント・カンパ

ニー・リミテッド  0.0%
2
 108.9  (0.0%)

2
 (6.6)

ICICIベンチャー・ファンド・マネジメント・カン

パニー・リミテッド  0.2%  2,068.3  0.1%  92.7

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアラン

ス・カンパニー・リミテッド  6.1%  64,080.4  16.5%  16,822.3

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアラン

ス・カンパニー・リミテッド  4.2%  44,025.4  6.9%  7,018.8

ICICIプルデンシャル・トラスト・リミテッド  0.0%
2
 13.0  0.0%

2
 0.5

ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・

カンパニー・リミテッド  0.7%  7,331.7  4.7%  4,804.7

ICICIプルデンシャル・ペンション・ファンド・マ

ネジメント・カンパニー・リミテッド  0.0%
2
 269.9  (0.0%)

2
 (5.7)

海外         

ICICIバンク UK ピーエルシー  3.3%  34,580.0  (1.1%) (1,078.8)

ICICIバンク・カナダ  2.9%  30,459.7  (1.7%) (1,686.4)

ICICIインターナショナル・リミテッド  0.0%
2
 87.7  (0.0%)

2
 (4.2)

ICICIセキュリティーズ・ホールディングズ・イン

ク  0.0%
2
 127.0  (0.0%)

2
 (0.0)

2

ICICIセキュリティーズ・インク  0.0%
2
 135.9  0.0%

2
 10.2

その他の連結事業体         

インド         

ICICIストラテジック・インベストメンツ・ファン

ド  0.0%
2
 227.2  0.1%  95.5

海外         

なし  -  -  -  -

少数株主持分  (4.6%) (48,653.1) (11.3%) (11,519.4)
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会社名  純資産
1

 損益割合

(単位：百万インド・ルピー)  

純資産

合計に

対する％  金額  

純利益

合計に

対する％  金額

関連会社         

インド         

FINOペイ・テック・リミテッド  -  -  (0.0%)
2
 (14.9)

アイ・プロセス・サービシズ（インディア）プライ

ベート・リミテッド  -  -  (0.0%)
2
 (5.0)

NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バ

ンキング・アンド・インシュアランス・トレーニ

ング・リミテッド  -  -  (0.0%)
2
 (4.2)

ICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・

リミテッド  -  -  -  -

インディア・インフラデット・リミテッド  -  -  0.1%  149.1

インディア・アドバンテージ・ファンドⅢ  -  -  (0.1%)  (91.0)

インディア・アドバンテージ・ファンドⅣ  -  -  (0.1%)  (75.8)

海外         

なし  -  -  -  -

ジョイント・ベンチャー         

なし  -  -  -  -

会社間調整  (11.2%)  (118,416.0)  (19.4%)  (19,954.2)

         
合計  100.0%  1,046,320.0  100.0%  101,883.8

 

1．資産合計から負債合計を控除。

2. 僅少な金額。
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2016年３月31日現在の連結決算書に関する追加情報（2013年会社法のスケジュールⅢに準拠する）

 

会社名  純資産
1

 損益持分

(単位：百万インド・ルピー)  

純資産

合計に

対する％  金額  

純利益

合計に

対する％  金額

親会社         

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド  95.4％  897,355.9  95.5％  97,262.9

         

子会社         

インド         

ICICIセキュリティーズ・プライマリー・ディー

ラーシップ・リミテッド  0.9%  8,668.6  1.9%  1,954.7

ICICIセキュリティーズ・リミテッド  0.4%  3,942.3  2.3%  2,357.4

ICICIホーム・ファイナンス・カンパニー・リミ

テッド  1.6%  15,292.1  1.8%  1,798.5

ICICIトラスティーシップ・サービシズ・リミテッ

ド  0.0%
2
 5.3  0.0%

2
 0.5

ICICIインベストメント・マネジメント・カンパ

ニー・リミテッド  0.0%
2
 115.5  (0.0%)

2
 (18.5)

ICICIベンチャー・ファンド・マネジメント・カン

パニー・リミテッド  0.2%  1,975.6  (0.2%) (212.3)

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアラン

ス・カンパニー・リミテッド  5.9%  55,116.6  16.2%  16,504.6

ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアラン

ス・カンパニー・リミテッド  3.7%  34,846.6  5.0%  5,074.5

ICICIプルデンシャル・トラスト・リミテッド  0.0%
2
 12.8  0.0%

2
 0.3

ICICIプルデンシャル・アセット・マネジメント・

カンパニー・リミテッド  0.7%  6,372.5  3.2%  3,256.9

ICICIプルデンシャル・ペンション・ファンド・マ

ネジメント・カンパニー・リミテッド  0.0%
2
 255.6  (0.0%)

2
 (3.2)

海外         

ICICIバンク UK ピーエルシー  3.8%  36,143.9  0.0%
2
 35.5

ICICIバンク・カナダ  4.0%  37,789.8  1.1%  1,120.5

ICICIインターナショナル・リミテッド  0.0%
2
 93.7  (0.0%)

2
 (4.8)

ICICIセキュリティーズ・ホールディングズ・イン

ク  0.0%
2
 127.7  (0.5%) (477.5)

ICICIセキュリティーズ・インク  0.0%
2
 128.9  0.0%

2
 28.3

その他の連結事業体         

インド         

ICICIストラテジック・インベストメンツ・ファン

ド  0.1%  482.0  (0.1%) (108.7)

海外         

なし  -  -  -  -

少数株主持分  (3.6%) (33,556.4) (7.3%) (7,469.3)
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会社名  純資産
1

 損益割合

(単位：百万インド・ルピー)  

純資産

合計に

対する％  金額  

純利益

合計に

対する％  金額

関連会社         

インド         

FINOペイ・テック・リミテッド  -  -  0.0%
2

 13.7

アイ・プロセス・サービシズ（インディア）プライ

ベート・リミテッド  -  -  (0.0%)
2
 (4.4)

NIITインスティテュート・オブ・ファイナンス・バ

ンキング・アンド・インシュアランス・トレーニ

ング・リミテッド  -  -  0.0%
2

 12.2

ICICIマーチャント・サービシズ・プライベート・

リミテッド  -  -  0.0%
2

 0.0

インディア・インフラデット・リミテッド  -  -  0.1%  90.6

インディア・アドバンテージ・ファンドⅢ  -  -  0.1%  79.5

インディア・アドバンテージ・ファンドⅣ  -  -  (0.0%)
2
 (17.6)

海外         

なし  -  -  -  -

ジョイント・ベンチャー         

なし  -  -  -  -

会社間調整  (13.1%)  (124,061.9)  (19.1%)  (19,474.7)

         

合計  100.0%  941,107.1  100.0%  101,799.6

 

1．資産合計から負債合計を控除。

2. 僅少な金額。

 

 

14．保険子会社株式の売却

　2017年３月31日に終了した年度において、当行は、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミ

テッド（以下「ICICIライフ」という。）の新規株式公開（以下「IPO」という。）において、普通株式約12.63％を合計対価

60,567.9百万インド・ルピーで売却した。連結財務成績は、当該売却による51,298.8百万インド・ルピーの利益（税引前及び

IPO関連費用控除後）を含む。

 

2016年３月31日に終了した年度において、当行は、ICICIライフにおける６％の普通株式及びICICIロンバード・ジェネラ

ル・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（以下「ICICIジェネラル」という。）における９％の普通株式を売却した。

連結財務成績は、それぞれ16,148.8百万インド・ルピー及び12,348.5百万インド・ルピーの当該売却による利益（税引前）を

含む。
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15．NPAの資産分類と引当金の差異

2017年４月18日付のインド準備銀行回覧通知書DBR.BP.BC.No.63/21.04.018/2016-17により、銀行は、RBIの年次監督プロセ

スの結果生じる資産の分類と引当金の差異について連結財務諸表注記に開示することが義務付けられている。

 

以下の表は、2016年３月31日に終了した年度に対するRBIの年次監督プロセスに従って、表示期間における当行の資産の分類

と引当金の差異の詳細を示したものである。

 
(単位：百万インド・ルピー)

番号 明細
2016年３月31日

現在
1. 当行の報告によるNPA総額 262,212.5

2. RBIの査定によるNPA総額
1

313,258.6
3. NPA総額における差異(2)-(1) 51,046.1
4. 当行の報告によるNPA純額 129,630.8
5. RBIの査定によるNPA純額 169,968.9
6. NPA純額における差異(5)-(4) 40,338.1
7. 当行の報告によるNPAに関する引当金 132,581.7

8. RBIの査定によるNPAに関する引当金
1

143,289.7
9. 引当金における差異(8)-(7) 10,708.0
10. 2016年３月31日に終了した年度における当行の純利益報告額（税引後） 97,262.9
11. 引当金の差異考慮後の2016年３月31日に終了した年度における当行の調整後（額面）純利益

（税引後）
1

90,260.7

 

1．1,071.9百万インド・ルピーの株式への投資及び168.0百万インド・ルピーの追加の要引当額、並びに2016年３月31日に終了

した年度における純利益（税引後）への109.9百万インド・ルピーの影響を除く。

 

2017年３月31日に終了した年度の当行の監査済財務諸表において、2016年３月31日に終了した年度に対するRBIの年次監督プ

ロセスから生じた分類及び引当における変更の影響が全面的に現れている。

 

 

16．固定資産の再評価

当行及び住宅金融子会社は、AS第10号「有形固定資産」に従い、物件（土地及び建物）の再評価モデルに従っている。当行

は、当初、2016年３月31日現在で物件の再評価を行い、住宅金融子会社は、2017年３月31日現在で物件の再評価を行った。当

該方針に従って、当行は外部の評価業者を通じて、直接比較法及び収益還元法等の手法を用いて、年次再評価を実施し、増加

分は再評価準備金に計上されている。2017年３月31日現在の再評価金額は、57,940.4百万インド・ルピー（2016年３月31日：

55,405.2百万インド・ルピー）で、これに比べて、減価償却累計額控除後の取得原価は、27,291.5百万インド・ルピー（2016

年３月31日：27,230.5百万インド・ルピー）であった。

 

再評価準備金は、配当金の分配には利用できない。

 

 

17．特定の銀行券

特定の銀行券に関する開示要件については、RBIが2017年４月13日付の通達を通じて明確にされているとおり、銀行に適用さ

れない。子会社による開示は、該当する場合には、各子会社の財務諸表において行う。

 

 

18．配当案及び無償株式の割当

 

無償株式の割当に関する提案

2017年５月３日に開催された取締役会において、取締役会は、当社の経営陣の承認を条件として、基準日現在で１対10の比

率で無償株式を割当てる（すなわち、保有する全額払込済株式10株（ADSの基礎となる株式を含む）につき２インド・ルピーの

普通株式１株を無償で割当）ことを承認した。無償株式割当後、普通株式に対するADSの比率は、影響を受けず、無償株式割当

後の各ADSは、引き続き、１株当たり２インド・ルピーの額面価額の普通株式２株を表す。
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配当案―普通株式及び優先株式

2017年５月３日に開催された取締役会において、当行の取締役会は、2017年３月31日に終了した年度に関して、普通株式１

株当たり2.50インド・ルピー（2016年３月31日：普通株式１株当たり5.00インド・ルピー）の配当金を提案した。配当金の宣

言及び支払いには、事前承認が不可欠である。

　当行の取締役会はまた、2017年３月31日に終了した年度に関して、優先株式１株当たり100.00インド・ルピー（2016年３月

31日：優先株式１株当たり100.00インド・ルピー）の配当金を提案した。配当金の宣言及び支払いには、事前承認が不可欠で

ある。

　企業（会計基準）改訂規則（2016年）の改訂を通じた、インド企業省による通達により、AS第４号（改訂版）「貸借対照表

日後に生じた偶発債務及び後発事象」に従って、当行は、2017年３月31日に終了した年度の配当案（税込）を負債として会計

処理していない。ただし、当行は、2017年３月31日現在の自己資本比率の計算において、資本金の算定に配当案を含めてい

る。

 

 

19．利息資金ターム・ローンの引当金

2008年、RBIは債務の再編に係るガイドラインを発行したが、これは、債務の再編において一定期間の利息を利息資金ター

ム・ローン（FITL）により貸し付けた場合の利息資金について扱っている（これは契約上の満期スケジュールに基づいて返済

される）。このガイドラインに沿って、当行はガイドラインの発行以降に債務が再編されたケースにつき、FITLを通じて貸し

付けた利息収益についてすべて引当を行った。しかしながら、2015年３月31日に終了した年度にRBIは現在2008年のガイドライ

ンより前に再編されたケースに関する未回収のFITL残高につき類似の取扱いを要求した。上記を考慮して、また、本件が過年

度に関するため、当行はRBIの承認を得て、RBIが許可する３回四半期にわたる計上ではなく、2015年３月31日に終了した四半

期において準備金9,291.6百万インド・ルピーを借方計上し、ガイドラインの発行より前の再編に関するFITL残高に対して全額

を引き当てた。

 

 

20．追加開示

当行及び子会社の個別財務諸表に開示された追加の法定情報で、連結財務諸表の真実かつ公正な概観に重大な影響を及ぼさ

ないもの、及び重大ではない項目に関連する情報は、連結財務諸表には開示されていない。

 

 

21．比較数値

前期の数値は、当期の表示に一致させるために組み替えられている。

 
 

 

前へ　　　次へ
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B．追加注記
 

１．準備金

 

法定準備金

1949年銀行規制法で要求されているとおり、利益処分前の純利益の一定割合として設定された準備金を表す。現在、インド

におけるすべての銀行は、利益処分前の純利益の25%以上を法定準備金に振替えることが義務付けられている。

 

特別準備金

1961年法人税法に基づく準備金で、税額控除の為に計上される。

 

有価証券剰余金

新株発行の際に発生した費用控除後の新株発行の際に受取ったプレミアムを表す。

 

未実現投資準備金

連結ベンチャー・キャピタル・ファンドの投資に係る未実現利益／損失を表す。

 

資本準備金

税金及び法定準備金振替額控除後の満期保有目的有価証券の売却益並びに土地及び建物売却益を表す。

 

外貨換算準備金

非統合海外事業の財務諸表の為替換算によって生じた差額の累計額を表す。

 

再評価準備金

当グループにより実施された建物の再評価に係る準備金を表す。

 

積立金

当行のスリランカ支店に適用される規制に従い、積立金へ行われた処分額を表す。

 

収益及びその他準備金

資本準備金及び個別に分類されるもの以外の準備金を表す。

 

損益計算書残高

利益処分後の利益の残高を表す。
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２．預金

預金には無利子の要求払い預金、並びに利付の普通及び定期預金が含まれている。

以下の表は、2017年３月31日現在の定期預金の残余契約満期を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）  

３月31日に終了する事業年度に満期を迎える預金  

2018年 2,037,943.0

2019年 289,984.2

2020年 134,636.9

2021年 39,642.5

2022年 44,308.6

2023年以降 21,359.5

定期預金合計 2,567,874.7

 

2017年３月31日現在、個別残高が5.0百万インド・ルピーを超える定期預金の総額は、1,335,843.9百万インド・ルピー

（2016年３月31日：1,354,018.4百万インド・ルピー）であった。

 

 

３．長期債務

長期債務は、当初の契約満期が1年超の債務である。満期償還は、契約満期又は保有者の選択により償還可能な日のいずれか

早く到来する日に基づいている。長期債務の一部分は固定利付である。変動利付債務の金利は通常ロンドン銀行間出し手金利

（以下「LIBOR」という。）又は類似のマネー・マーケット・レートに連動している。固定利付債務及び変動利付債務の分類は

契約条件に基づいている。

以下の表は、2017年３月31日現在における長期債務の満期及び金利種類別の内訳を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 固定利付債務  変動利付債務  合計

３月31日に終了する事業年度に満期を迎える長期債務      

2018年 190,974.5  102,894.4  293,868.9

2019年 91,891.5  82,864.2  174,755.7

2020年 194,888.5  131,702.4  326,590.9

2021年 189,054.1  36,051.5  225,105.6

2022年 47,357.3  12,272.4  59,629.7

2023年以降 494,034.8  15,071.5  509,106.3

合計 1,208,200.7  380,856.4  1,589,057.1

控除：未償却債務発行費用     (720.5)

合計     1,588,336.6

 

総額ゼロ（2016年３月31日：5,132.2百万インド・ルピー）の債務はインド政府により保証されている。長期債務はさまざま

な通貨で発行されている。2017年３月31日現在の長期債務の内訳は、インド・ルピー建てが649,321.5百万インド・ルピー

（2016年３月31日：545,969.8百万インド・ルピー）で、外貨建てが939,015.1百万インド・ルピー（2016年３月31日：

1,053,488.0百万インド・ルピー）であった。

 

インド・ルピー建て債務

以下の表は、表示期間のインド・ルピー建て債務の主なカテゴリーを示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 2017年３月31日現在

カテゴリー 金額  

加重平均

利率  利率範囲  

加重平均残存

満期（年）

機関／個人投資家向け発行債務 519,317.5  9.1%  6.5%－14.2%  5.6

金融機関からの借換 104,508.8  7.9%  7.6%－8.9%  1.1

その他の銀行からの借入 19,371.1  8.9%  8.0%－9.6%  2.1

定期預金 2,624.1  8.6%  7.1%－9.9%  1.6

優先株式
3,500.0

 
0.001%

 0.001%  2.1

合計 649,321.5  8.9%    4.7
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（単位：百万インド・ルピー） 2016年３月31日現在

カテゴリー 金額  

加重平均

利率  利率範囲  

加重平均残存

満期（年）

機関／個人投資家向け発行債務 424,402.3  9.4%  6.5%－14.2%  5.4

金融機関からの借換 96,030.3  8.1%  7.9%－9.0%  1.9

その他の銀行からの借入 19,473.5  9.6%  9.3%－10.4%  2.1

定期預金 2,563.7  9.0%  8.0%－10.0%  1.4

優先株式 3,500.0  0.001%  0.001%  2.1

合計 545,969.8  9.1%    4.6

 

外貨建て債務

以下の表は、表示期間の外貨建て債務の主なカテゴリーを示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 2017年３月31日現在

カテゴリー 金額  

加重平均

利率  利率範囲  

加重平均残存

満期（年）

債券 510,982.0  4.3%  0.7%－7.0%  3.0

その他の借入 428,033.1  2.0%  0.0%－3.3%  1.9

合計 939,015.1  3.3%    2.5

 

（単位：百万インド・ルピー） 2016年３月31日現在

カテゴリー 金額  

加重平均

利率  利率範囲  

加重平均残存

満期（年）

債券 588,163.5  4.6%  1.0%－7.3%  3.7

その他の借入 465,324.5  1.8%  0.2%－3.7%  2.3

合計 1,053,488.0  3.3%    3.1

 

借入のための担保資産として差し入れた有価証券については、「附属明細書18B－追加注記－インドGAAP財務書類からの抜粋

情報」を参照のこと。

 

 

４．現金及び現金同等物

2017年３月31日現在、インド準備銀行への預金残高には最低準備預金について規定するガイドラインに準拠して維持されて

いる245,070.2百万インド・ルピー（2016年３月31日：200,606.3百万インド・ルピー）が含まれている。インド準備銀行に預

け入れられている最低準備預金については引出し及び利用が制限されている。

その他の銀行への預金残高は18,123.3百万インド・ルピー（2016年３月31日：16,920.4百万インド・ルピー）でいずれも90

日超の満期のものである。
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５．投資

以下の表は、表示期間の満期保有に分類された投資ポートフォリオの内訳を示している。

 

 2017年３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー）

償却原価／

取得原価  未実現利益総額  未実現損失総額  公正価値

満期保有        

社債 145,727.4  4,060.4  (171.9)  149,615.9

国債 1,064,995.1  31,997.3  (1,609.7)  1,095,382.7

その他負債証券 6,955.9  9.5  (0.1)  6,965.3

負債証券合計 1,217,678.4  36,067.2  (1,781.7)  1,251,963.9

持分証券 558.8  -  -  558.8

その他有価証券 4,772.4  771.4  (193.1)  5,350.7

合計 1,223,009.6  36,838.6  (1,974.8)  1,257,873.4

 

 2016年３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー）

償却原価／

取得原価  未実現利益総額  未実現損失総額  公正価値

満期保有        

社債 113,815.6  2,140.0  (102.5)  115,853.1

国債 1,088,019.9  15,255.3  (3,619.5)  1,099,655.7

その他負債証券 19,229.6  16.7  (0.7)  19,245.6

負債証券合計 1,221,065.1  17,412.0  (3,722.7)  1,234,754.4

持分証券 563.8  -  -  563.8

その他有価証券 4,387.8  988.2  (139.3)  5,236.7

合計 1,226,016.7  18,400.2  (3,862.0)  1,240,554.9

 

以下の表は、表示期間の売却可能に分類された投資ポートフォリオの内訳を示している。

 

 2017年３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー）

償却原価／

取得原価  未実現利益総額  未実現損失総額  公正価値

売却可能        

社債 73,836.0  2,198.3  (368.6)  75,665.7

国債 287,716.3  1,136.9  (47.8)  288,805.4

その他負債証券 166,708.7  1,188.8  (494.8)  167,402.7

負債証券合計 528,261.0  4,524.0  (911.2)  531,873.8

持分証券 86,066.3  34,703.1  (14,786.2)  105,983.2

その他有価証券 68,550.1  13,578.5  (983.6)  81,145.0

合計 682,877.4  52,805.6  (16,681.0)  719,002.0

 

 2016年３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー）

償却原価／

取得原価  未実現利益総額  未実現損失総額  公正価値

売却可能        

社債 118,778.3  2,200.6  (1,101.7)  119,877.2

国債 246,801.2  611.3  (23.2)  247,389.3

その他負債証券 110,433.7  1,436.2  (662.0)  111,207.9

負債証券合計 476,013.2  4,248.1  (1,786.9)  478,474.4

持分証券 63,841.0  21,587.4  (10,860.0)  74,568.4

その他有価証券 23,673.7  2,690.8  (408.7)  25,955.8

合計 563,527.9  28,526.3  (13,055.6)  578,998.6
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売却可能有価証券からの収益

以下の表は、表示期間の売却可能に分類された有価証券からの収入の内訳を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

利息 34,736.5  30,766.1  31,219.3

配当金 1,415.6  1,179.8  1,024.8

合計 36,152.1  31,945.9  32,244.1

      

実現利益総額 14,488.6  8,412.9  13,394.5

実現損失総額 (2,720.6)  (4,028.0)  (1,609.1)

合計 11,768.0  4,384.9  11,785.4

 

売買目的保有有価証券からの収益

以下の表は、表示期間の売買目的保有に分類された有価証券からの収益の内訳を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

利息及び配当金 21,283.6  17,756.4  18,268.4

トレーディング・ポートフォリオの売却に係る実現利益／

（損失） 10,840.3  1,412.4  6,931.4

トレーディング・ポートフォリオに係る未実現利益／（損失） (1,758.6)  394.4  (230.6)

合計 30,365.3  19,563.2  24,969.2

 

負債証券の満期分析

以下の表は、2017年３月31日現在の各種満期保有負債証券の満期別内訳を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 償却原価  公正価値

社債    

１年未満 10,883.8  10,971.9

１年から５年 49,861.9  50,949.1

５年から10年 75,735.7  77,862.1

10年超 9,246.0  9,832.8

社債合計 145,727.4  149,615.9

国債    

１年未満 3,504.2  3,543.5

１年から５年 340,133.4  350,027.0

５年から10年 511,725.3  524,521.2

10年超 209,632.2  217,291.0

国債合計 1,064,995.1  1,095,382.7

その他負債証券    

１年未満 6,955.9  6,965.3

１年から５年 -  -

５年から10年 -  -

10年超 -  -

その他有価証券合計 6,955.9  6,965.3

満期保有負債証券合計 1,217,678.4  1,251,963.9
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以下の表は、2017年３月31日現在の各種売却可能負債証券の満期別内訳を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 償却原価  公正価値

社債    

１年未満 9,863.5  9,811.7

１年から５年 49,202.7  49,366.7

５年から10年 10,043.8  10,660.8

10年超 4,726.0  5,826.5

社債合計 73,836.0  75,665.7

国債    

１年未満 180,970.0  181,464.3

１年から５年 90,466.5  90,956.8

５年から10年 15,244.4  15,331.5

10年超 1,035.4  1,052.8

国債合計 287,716.3  288,805.4

その他負債証券    

１年未満 32,493.9  32,511.5

１年から５年 98,513.4  98,348.0

５年から10年 292.2  296.0

10年超 35,409.2  36,247.2

その他負債証券合計 166,708.7  167,402.7

売却可能負債証券合計 528,261.0  531,873.8

 

 

６．買戻取引

当年度において、当グループは買戻条件付及び売戻条件付国債取引を行っている。通常、これらの取引は非常に短い期間で

行われ、インド準備銀行、銀行及びその他の金融機関を相手方として実施される。

 

2017年３月31日現在、インド準備銀行からの流動性調整枠を含む買戻条件付取引に基づく借入残高は、66,329.2百万イン

ド・ルピー(2016年３月31日: 156,387.7百万インド・ルピー)であり、流動性調整枠を含む売戻条件付取引に基づく貸出残高

は、293,176.9百万インド・ルピー(2016年３月31日: 32,500.0百万インド・ルピー)であった。

 

2017年度中の流動性調整枠を含む買戻条件付取引に基づく平均借入は、141,180.4百万インド・ルピー(2016年３月31日:

177,743.2百万インド・ルピー)であり、流動性調整枠を含む売戻条件付取引に基づく平均貸出は、74,284.3百万インド・ル

ピー(2016年３月31日: 18,446.4百万インド・ルピー)であった。

 

 

７．貸付金

以下の表は、表示期間におけるカテゴリー別の貸付金の内訳を示している。

 

 ３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

コマーシャル・ローン 2,906,744.2  2,944,354.7

ターム・ローン 1,892,583.5  2,110,433.0

運転資金枠
1 1,014,160.7

 833,921.7

個人向け貸付金及びクレジットカード債権 2,446,477.4  2,153,560.9

住宅ローン 1,532,490.7  1,339,764.0

その他の担保付貸付金 655,882.8  634,823.0

クレジットカード 75,483.5  55,210.2

その他の無担保貸付金 182,620.4  123,763.7

貸付金、総額 5,353,221.6  5,097,915.6

貸倒引当金
2 (200,048.5)

 (160,624.5)

貸付金、純額 5,153,173.1  4,937,291.1

 

1．買入・割引手形、当座貸越、当座貸し及び要求払い貸付金を含む。

2．正常債権に対する引当金を除く。
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コマーシャル・ローン

コマーシャル・ローンは、企業及びその他の事業体に実行されたターム・ローン及び運転資金枠を含む。

 

各コマーシャル・ローンは、当行の与信方針に準拠した詳細な信用調査プロセスを経る。貸付実行後、コマーシャル・ロー

ンは個別にモニタリングされ、借り手の貸付金返済能力低下の可能性についてレビューされる。コーポレート・ファイナンス

及びプロジェクト・ファイナンスを含むターム・ローンは、通常借り手の固定資産（通常は、有形固定資産）に係る第一抵当

権によって担保される。買入・割引手形、当座貸越、当座貸し及び要求払い貸付金を含む運転資金枠は通常、借り手の流動資

産（通常は、在庫及び売掛債権）に係る第一抵当権によって担保される。

 

事業に影響を及ぼす全般的な経済状況は、当行のコマーシャル・ローン・ポートフォリオに影響する。インド経済の長引く

低迷及び商品価格の著しい下落が顧客の貸付金返済能力に悪影響を及ぼす可能性がある。国際貿易の連動性が深まる中、顧客

の貸付金返済能力は米国及びその他主要国の経済状況の悪化により、マイナスの影響を受けることもある。不利な為替変動も

顧客の債務負担を増加させ、貸付金返済能力に悪影響を及ぼす。

 

工業及び製造業向けに実行されたプロジェクト・ファイナンス・ターム・ローンは、当行のコマーシャル・ローン・ポート

フォリオの重要な部分を占める。各顧客のこれらの貸付金の返済能力はファイナンスされたプロジェクトの実行可能性、すな

わちプロジェクトの完成の適時性、政策の安定性及び市場需要の変化に左右される。

 

個人向け貸付金

当行の個人向け貸付金は有担保及び無担保貸付金の両方で構成される。個人向け担保付貸付金が、当行の個人向け貸付金

ポートフォリオの大部分を占める。当行の担保付貸付金ポートフォリオは融資された資産に係る第一及び独占的抵当権で担保

されているが、債務不履行の場合の回収は、インドにおける長期間の法的プロセスにより数年間遅延することがある。回収実

務への規制ガイドラインよる影響を受けた回収の取組みもまた、回収に影響を及ぼす。リスクを低減するために、当行は個人

向けの割賦貸付金の返済に関し、銀行口座からの自動引き落とし又は事前に期日を設定した先日付小切手を取得している。

 

担保付個人向け貸付金ポートフォリオ

当行の担保付貸付金ポートフォリオは、住宅ローン、自動車ローン、商業車両ローン、貴金属ローン、農業用機器向け貸付

金及びその他の担保付貸付金で構成される。

 

当行の住宅ローン・ポートフォリオには、個人及び事業体に対して実行される住宅ローンが含まれる。通常、住宅ローンは

融資された不動産に係る第一及び独占的抵当権により担保される。借り手の債務不履行リスクは、厳格な信用レビュー手続に

より低減される。当行の住宅ローン・ポートフォリオのリスクは、主として、金利の変動、ポートフォリオに含まれる貸付金

の融資比率、借り手の雇用状況の内容（会社員か自営業か）及び借り手の所得水準によって決定される。

 

当行の自動車ローン及び商業車両ローンのポートフォリオも融資された資産に係る第一抵当権により担保される。自動車

ローン・ポートフォリオの実績に影響を与える主な要因には、借り手の雇用状況の特徴、借り手の所得水準、ポートフォリオ

に含まれる貸付金の融資比率及び融資を受けた車両の使用内容が含まれる。当行の商業車両ローン・ポートフォリオのリスク

は、借り手の特徴、経済活動率、及び燃料価格により大部分が決定される。

 

当行は金の装飾品及び金貨に対して貴金属ローンを提供している。主なリスクは、金価格の変動及び貴金属の真偽（純度並

びに重さ）を含む。

 

農業用機器向け貸付金の借り手の返済能力は、一般的にインドにおける農業、つまりモンスーンのタイミングに左右され

る。

 

無担保個人向け貸付金ポートフォリオ

当行の無担保の貸付金ポートフォリオには、個人向けローン、クレジットカード及びその他の無担保貸付金が含まれる。一

般的な経済状況及び失業率の変化、経済成長率及び借り手の所得水準などのその他の要因がこのポートフォリオに影響する。
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貸付金の満期分析

以下の表は、表示期間における貸付金の満期を示している。

 

 ３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

１年未満 1,418,134.8  1,375,911.5

１年から５年 2,534,966.5  2,523,147.2

５年超 1,200,071.8  1,038,232.4

合計 5,153,173.1  4,937,291.1

 

貸付金に係る受取利息

当グループは、受取利息を発生した時点において損益勘定に認識するが、インド準備銀行／国立住宅銀行の収益計上及び資

産分類規範に基づいて実現した時点で受取利息を認識する不良債権は除かれる。不良債権区分から正常先区分へ格上げされた

場合には、格上げされた時点より受取利息の未収認識を行う。インドの戦略的債務再編又は借り手企業の所有の変更に関する

健全性スキームが実施されている資産については、受取利息は実施日から据置期間の終了までの期間における実現時に認識さ

れる。さらに、資産に係る受取利息は、ストレス資産の持続可能な構造化スキームが実施されているが実行されていない場合

には、実現時に認識される。

 

以下の表は、表示期間における貸付金に係る受取利息の内訳を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

コマーシャル・ローン
1 196,000.1  221,859.8  217,525.8

個人向け貸付金及びクレジットカード債権
2 224,803.6

 193,649.2  163,071.3

合計 420,803.7  415,509.0  380,597.1

 

1．買入・割引手形、当座貸越、当座貸し及び要求払い貸付金を含む。

2．住宅ローン、自動車ローン、コマーシャル・ビジネス・ローン、二輪車ローン、個人向けローン、クレジットカード債権及

び農業用機器向け貸付金を含む。

 

標準貸出条件緩和債権

当グループは、財政困難に陥った債務者への貸付金について、返済期間、元本、分割返済及び金利の引き下げを含むその他

の状況においては適用されない契約条件の譲歩的変更を行った場合、当該貸付金を貸出条件緩和債権として分類している。債

務者が最低１年間にわたり契約条件に基づき返済する能力があることを証明した場合、当行による貸出条件緩和の対象となっ

た貸付金は、標準貸出条件緩和債権の区分から正常貸付金の区分に格上げされる。また債務者は適正自己資本の計算上、正常

貸付金／リスク加重に対する一般引当金が適用される正常先区分に再分類される。2015年４月１日以降に当行より元本返済及

び／又は利息要素を繰り延べる条件緩和が実施された貸付金（インフラ・セクター及び非インフラ・セクターにおけるプロ

ジェクトに供与された貸付金で、指定された期間まで延期された貸付金を除く）は、不良債権として分類される。

2017年３月31日現在、当グループは貸出条件緩和の対象となっている債務者に対して、11,706.4百万インド・ルピー（2016

年３月31日：19,653.0百万インド・ルピー）の貸出契約（非資金ベースの融資枠を含む）を有している。
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以下の表は、表示日における標準貸出条件緩和貸付金の内訳を示している。

 

 ３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

コマーシャル・ローン    

ターム・ローン 39,347.7  76,480.5

運転資金枠 11,339.4  22,099.3

個人向け貸付金    

住宅ローン 55.7  60.9

その他の担保付貸付金 111.9  33.5

クレジットカード -  -

その他の無担保貸付金 -  -

貸出条件緩和貸付金（総額）合計 50,854.7  98,674.2

貸倒引当金 (3,011.6)  (7,581.4)

貸出条件緩和貸付金（純額）合計 47,843.1  91,092.8

 

すべての債務者ごとの貸出条件緩和債権の残高を示している。

 

　2016年度に、インド準備銀行は、戦略的債務の再編に係るガイドラインを公表した。これにより、債務の株式転換が認めら

れ当行による債務者の株式取得をもたらす。債務の株式転換において、銀行は、18ヶ月間にわたって既存の資産分類を継続す

ることが認められている（据置ベネフィット）。2017年度末に、当行は、SDRが実施され52.40十億インド・ルピーの戦略的債

務の再編貸付金を有していたが、このうち、16.58十億インド・ルピーが、貸出条件緩和債権として分類された。

　戦略的債務の再編計画とは別に、インド準備銀行は、一定の条件を満たすことを条件に、銀行が戦略的債務の再編の枠組み

以外で所有の変更が行われている債務者に供与している与信枠を正常先区分に格上げすることを認めるガイドラインを公表し

た。このガイドラインはまた、戦略的債務の再編計画に沿った据置ベネフィットを認めている。2017年３月31日において、当

行は、正常債権に分類される総残高51.05十億インド・ルピーの債務者１件について、戦略的債務の再編計画の外で所有の変更

プロセスを開始している。

　2016年度において、インド準備銀行は、銀行による、インフラ及びその他コア産業に対する長期プロジェクト・ローンの定

期的な借換えを、条件緩和とみなさずに実施することを認めるガイドラインを公表した。2017年３月31日において、当行は、

正常債権に分類される合計総残高6.59十億インド・ルピーの債務者２件の長期プロジェクト・ローンの借換えを実行してい

る。

　2017年度にインド準備銀行は、維持可能なストレス資産の構造化に関する制度を導入し、大規模プロジェクトの完了遅延に

よる財政困難に直面する大口債務者の債権の処理を行う銀行の能力を強化することを目指しているガイドラインを公表した。

この制度は、一定の条件を満たすことを条件として、債権者が、維持可能なプロジェクトの再生のための大規模な財政再構築

を開始できることを目的としている。この制度は、債務者の事業の成長能力に関する独立した調査に基づいて、債務者の現在

の債務を維持可能な債務と維持可能な債務以外のものに区分することを想定している。この制度はまた、「参照日」（債権者

が共同でこの制度を発動することを決定した日）現在の債務者の資産分類は、180日間（据置期間）継続すると想定している。

2017年３月31日現在、当行は、総残高2.93十億インド・ルピー（維持可能な債務1.56十億インド・ルピー及び維持可能な財務

以外のもの1.37十億インド・ルピーより構成される）の正常債権に分類される債務者２件の債権のストレス資産の持続可能な

構造化に関して、この制度を実施している。
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不良貸付金

当行は、確定したデリバティブ契約から生じる延滞を含めて債務者ごとにすべての信用エクスポージャーを、インド準備銀

行ガイドラインに従って正常貸付金と不良貸付金に分類している。インド準備銀行のガイドラインに基づき、ターム・ローン

に関しては、利息又は元本が90日超延滞となっている場合に、資産は通常、不良資産として分類される。当座貸越又は当座貸

しに関しては、その口座が90日間にわたって決済不能のままである場合に、資産は不良資産に分類され、手形に関しては、90

日超延滞となっている場合に、資産は不良資産に分類される。インド準備銀行はまた、貸付金の条件緩和、債務者の能力が所

定の期限内に銀行が資金を拠出したプロジェクトを完了できない場合、及び特定のその他の非金融パラメータ等の一定のその

他の基準に基づいて、資産を不良資産に分類するよう要求している。海外支店が保有する貸付金で、回収実績以外の理由によ

り貸付実施国の規制では減損と識別されるが現行のインド準備銀行ガイドラインでは正常とされる貸付金は、貸付実施国の残

高を上限として、不良貸付金として識別される。当行の住宅金融子会社の場合、貸付金及びその他の与信枠は国立住宅銀行ガ

イドラインに従って正常貸付金と不良貸付金に分類されている。さらに不良貸付金はインド準備銀行及び国立住宅銀行で規定

されている基準に基づいて、要管理、貸倒懸念、破綻資産に分類されている。当行の海外銀行子会社の貸付金について、当該

貸付金の当初認識後に発生した１つ以上の事象（損失事象）による減損の客観的な証拠があり、当該損失事象が信頼性のある

見積りが可能な当該貸付金の見積将来キャッシュ・フローに影響を及ぼす場合、当該貸付金は減損に分類される。

 

以下の表は、表示期間における不良貸付金の内訳を示している。

 

 ３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

コマーシャル・ローン    

ターム・ローン 334,113.5  187,783.3

運転資金貸付金 92,763.9  73,678.6

個人向け貸付金    

住宅ローン 10,468.1  9,504.8

その他の担保付貸付金 11,632.6  10,778.2

クレジットカード 2,197.1  1,754.2

その他の無担保貸付金 3,764.6  4,720.2

不良貸付金総額合計 454,939.8  288,219.3

貸倒引当金 (186,950.7)  (143,771.2)

不良貸付金純額合計 267,989.1  144,448.1

 

当行及びそれぞれの子会社に適用されるガイドラインに従って不良貸付金／減損貸付金を特定している。

 

貸倒引当金

当行及び住宅金融子会社は、それぞれの規制当局の要件に従って、不良貸付金に対して個別引当金及び正常貸付金について

一般引当金を計上している。個別引当金の増加に対する評価は、既存の個別引当金を考慮して行われる。当行及び住宅金融子

会社が保有するリテール貸付金に対する個別引当金は、規制上の最低要件を上回っている。当行の海外銀行子会社の貸倒引当

金は、識別された信用関連損失及び発生しているが識別されていない損失に充当するために十分であると経営陣が考える水準

で設定されている。当行は、貸出条件緩和／返済繰延された資産に対する引当金について、貸出条件緩和に適用されるインド

準備銀行ガイドラインに従って引当金を計上している。

 

以下の表は、表示期間における標準貸出条件緩和貸付金に関する貸倒引当金の推移を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

貸倒引当金期首残高 7,581.4  9,458.1  11,235.0

貸倒引当金期中繰入額 270.8  2,754.1  3,989.2

超過引当の減額/戻入
1

(4,840.6)  (4,630.8)  (5,766.1)

貸倒引当金期末残高 3,011.6  7,581.4  9,458.1

1. 期中に正常資産に格上げされた/不良資産に格下げされた貸出条件緩和債権に関する引当金を含む。
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以下の表は、表示期間における不良貸付金に関する貸倒引当金残高の推移を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

貸倒引当金期首残高 143,771.2  95,874.4  77,914.7

貸倒引当金期中繰入額 170,530.5  86,062.1  42,415.6

超過引当の減額/戻入
1

(127,351.0)  (38,165.3)  (24,455.9)

貸倒引当金期末残高 186,950.7  143,771.2  95,874.4

1. 期中に格上げされた貸付金に関する引当金を含む。

 

以下の表は、2017年３月31日に終了した年度における貸倒引当金の推移を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）  

コマーシャ

ル・ローン  

個人向け

貸付金及び

クレジット

カード債権  リース金融  未割当  合計項目  

A.不良貸付金           

貸倒引当金期首合計残高  127,719.4  16,051.8  -  -  143,771.2

追加：貸倒引当金繰入額  163,420.4  7,110.1  -  -  170,530.5

控除：貸付金償却充当額  (113,918.4) (2,105.7) -  -  (116,024.1)

控除：超過引当の戻入  (7,479.8) (3,847.1) -  -  (11,326.9)

A.不良貸付金に対する貸倒引当金期

末合計残高  169,741.6  17,209.1  -  -  186,950.7

           

B.貸出条件緩和貸付金を含む正常貸

付金に対する貸倒引当金期末残高  34,096.1  25.5  -  25,518.7  59,640.3

C.貸倒引当金期末合計残高　(A)+(B)  203,837.7  17,234.6  -  25,518.7  246,591.0

期末残高：個別減損評価  203,837.7  17,234.6  -  -  221,072.3

期末残高：一括減損評価  -  -  -  25,518.7  25,518.7

期末残高：信用力の低下している貸

付金の取得  -  -  -  -  -

 

　2016年３月31日に終了した年度における経済環境の世界的な悪化、商品サイクルにおける急激な下落及び国内経済の回復の

遅れは、鉄鋼、採鉱、電力、掘削装置及びセメントのような特定のセクターの債務者に悪影響を与えた。上記を考慮した結

果、当行は2016年３月31日に終了した年度のインドGAAPにおいて、これらセクターのエクスポージャーに対して集合的偶発債

務関連引当金36,000.0百万インド・ルピーを計上した。これは、上記に含まれていないインド準備銀行ガイダンスに従った不

良貸付金及び貸出条件緩和債権引当金を超過しており、それ以上に計上されている。2017年３月31日に終了した年度のインド

GAAPにおいて、当行は、集合的偶発債務関連引当金36,000.0百万インド・ルピーを、貸付金及びデット・アセット・スワップ

の取り決めで取得した特定の固定資産に係る引当金に割り当てた。
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以下の表は、2016年３月31日に終了した年度における貸倒引当金の推移を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）  

コマーシャ

ル・ローン  

個人向け

貸付金及び

クレジット

カード債権  リース金融  未割当  合計明細  

A.不良貸付金           

貸倒引当金期首合計残高  79,123.4  16,751.0  -  -  95,874.4

追加：貸倒引当金繰入額  79,964.9  6,097.2  -  -  86,062.1

控除：貸付金償却充当額  (26,667.1) (2,777.6) -  -  (29,444.7)

控除：超過引当の戻入  (4,701.8) (4,018.8) -  -  (8,720.6)

A.不良貸付金に対する貸倒引当金期末合

計残高  127,719.4  16,051.8  -  -  143,771.2

           

B.貸出条件緩和貸付金を含む正常貸付金

に対する貸倒引当金期末残高  23,844.9  69.9  -  29,178.5  53,093.3

C.貸倒引当金期末合計残高　(A)+(B)  151,564.3  16,121.7  -  29,178.5  196,864.5

期末残高：個別減損評価  151,564.3  16,121.7  -  -  167,686.0

期末残高：一括減損評価  -  -  -  29,178.5  29,178.5

期末残高：信用力の低下している貸付金

の取得  -  -  -  -  -

 

当グループは既存の個別引当金を考慮した後に追加となる個別引当金を評価するが、前年度に償却済みで債務者の現状に鑑

み引当金はこれ以上不要とされた債務者からの回収額は、損益勘定に計上されている。

 

延滞金融債権の年齢分析－正常貸付金

 

当行又は当行の子会社が定めた支払期限を30日経過後に支払われていない貸付枠内の金額は延滞債権とみなされる。

 

以下の表は2017年３月31日現在における、期限経過正常貸付金の年齢調べを示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

期限未到来
1
 

31日から

60日まで  

61日から

90日まで  90日超
2

 

期限経過

合計
3

項目

コマーシャル・ローン          

ターム・ローン 1,412,875.9  68,312.4  23,695.6  54,136.4  146,144.4

運転資金枠
4 846,492.1

 
40,565.0

 
17,573.6

 
16,725.2

 
74,863.8

個人向け貸付金          

住宅ローン 1,512,429.2  5,044.4  3,906.4  642.6  9,593.4

その他の担保付貸付金 644,461.3  6,152.8  3,646.6  7,298.6  17,098.0

クレジットカード 72,263.9  722.4  299.9  0.3  1,022.6

その他の無担保貸付金 159,965.5  554.4  310.0  207.4  1,071.8

合計 4,648,487.9  121,351.4  49,432.1  79,010.5  249,794.0

 

1．延滞日数が30日を超えないものについては期限未到来とする。

2．主として、延滞日数が360日未満の農作物関連の農業貸付金、当行が債務者に戦略的債務の再編／ストレス資産の持続可能

な構造化を実施した貸付金及び借り手である事業体の株式持分を取得した貸付金、並びに海外銀行子会社に適用されるガイ

ドラインに従って減損されていないと評価されたその他の貸付金を含む。

3．表示金額は借り手を基準とした残高ではなく、延滞している融資枠の残高で表示されている。

4．買入・割引手形、当座貸越、当座貸し及び要求払い貸付金を含む。
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以下の表は2016年３月31日に終了した年度における、期限経過正常貸付金の年齢調べを示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

期限未到来
1
 

31日から

60日まで  

61日から

90日まで  90日超
2
 

期限経過

合計
3

明細

コマーシャル・ローン          

ターム・ローン 1,679,320.4  203,464.1  8,083.1  31,782.2  243,329.4

運転資金枠
4

712,744.6  32,962.4  6,865.1  7,671.0  47,498.5

個人向け貸付金          

住宅ローン 1,322,608.2  4,727.4  2,858.5  65.1  7,651.0

その他の担保付貸付金 610,754.9  5,772.0  3,288.2  4,229.6  13,289.8

クレジットカード 52,648.1  570.7  237.2  -  807.9

その他の無担保貸付金 118,350.0  448.3  245.0  0.2  693.5

合計 4,496,426.2  247,944.9  21,577.1  43,748.1  313,270.1

 

1．延滞日数が30日を超えないものについては期限未到来とする。

2．主として、政府保証付貸付金、延滞日数が360日未満の農作物関連の農業貸付金、当行が債務者に戦略的債務の再編を実施

した借り手である事業体の株式持分を取得した貸付金、並びに海外銀行子会社に適用されるガイドラインに従って減損され

ていないと評価されたその他の貸付金を含む。

3．表示金額は借り手を基準とした残高ではなく、延滞している融資枠の残高で表示されている。

4．買入・割引手形、当座貸越、当座貸し及び要求払い貸付金を含む。

 

以下の表は2017年３月31日現在における、不良貸付金に対する投資計上額を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)

不良貸付金

に対する

投資計上総額

(引当金控除後)  

引当金が算出

されている

不良貸付金

に対する

投資計上総額

(引当金控除後)  

引当金が算出

されていない

不良貸付金

に対する

投資計上総額  未払元本金額

コマーシャル・ローン        

ターム・ローン 207,647.5  207,647.5  -  334,113.5

運転資金枠 49,488.3  49,488.3  -  92,763.9

個人向け貸付金        

住宅ローン 5,843.4  5,843.4  -  10,468.1

その他の担保付貸付金 4,238.3  4,238.3  -  11,632.6

クレジットカード 346.6  346.6  -  2,197.1

その他の無担保貸付金 425.0  425.0  -  3,764.6

合計 267,989.1  267,989.1  -  454,939.8
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以下の表は2016年３月31日に終了した年度における、不良貸付金に対する投資計上額を示している。

 

(単位：百万インド・ルピー)

不良貸付金

に対する

投資計上総額

(引当金控除後)  

引当金が算出

されている

不良貸付金

に対する

投資計上総額

(引当金控除後)  

引当金が算出

されていない

不良貸付金

に対する

投資計上総額  未払元本金額

コマーシャル・ローン        

ターム・ローン 99,792.8  99,792.8  -  187,783.3

運転資金枠 33,949.7  33,949.7  -  73,678.6

個人向け貸付金        

住宅ローン 5,240.0  5,240.0  -  9,504.8

その他の担保付貸付金 4,625.2  4,625.2  -  10,778.2

クレジットカード 296.1  296.1  -  1,754.2

その他の無担保貸付金 544.3  544.3  -  4,720.2

合計 144,448.1  144,448.1  -  288,219.3

 

貸付金の信用度

当グループは内部格付けによる法人及び個人貸付金の信用度を監視する包括的なフレームワークを有している。

大半のポートフォリオについては、各債務者及びポートフォリオについて格付レビューが最低でも年一度行われている。開示

目的のため当グループは、内部格付けを信用度として使用している。

 

以下の表は、各格付けに関わる損失可能性とリンクした内部格付けの説明である。

 

格付け 定義

（I）投資適格 金融債務が適時に支払われるかについて中程度から高程度の安全性があると判断された法

人/債務。

AAA 、 AA+ 、 AA 、

AA-、１、2A-C

金融債務が適時に支払われるかについて高程度の安全性があると判断された法人/債務。

A+、A、A-、3A-C 金融債務が適時に支払われるかについて安全性が妥当であると判断された法人/債務。

BBB+ 、 BBB 及 び

BBB-、4A-C

金融債務が適時に支払われるかについて中程度の安全性があると判断された法人/債務。

（Ⅱ）投資不適格

（BB及びB、D、５、

６、７，８）

金融債務が適時に支払われるかについての安全性が不十分であると判断された法人/債務。

 

以下の表は、表示期間における、貸付金(純額)の信用度を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

2017年３月31日

に終了した年度  

2016年３月31日

に終了した年度

格付    

投資適格 4,407,676.1  3,989,676.0

AAA、AA+、AA、AA-、１、2A-C 1,960,017.0  1,592,527.2

A+、A、A-、3A-C 968,732.6  1,030,776.2

BBB+、BBB及びBBB-、4A-C 1,478,926.5  1,366,372.6

投資不適格
1 719,913.8

 917,230.2

未格付け 25,583.2  30,384.9

貸付金(純額) 5,153,173.1  4,937,291.1

 

1　不良貸付金及び貸出条件緩和債権を含む。
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８．当年度中に証券化会社（SC）あるいは再建会社（RC）へ譲渡された金融資産

当行は、インド準備銀行が公表した金融資産の譲渡を規制するガイドラインに従って、証券化会社（以下「SC」とい

う。）／資産再建会社（以下「ARC」という。）へ特定の資産を譲渡している。当行は、ARCが発行したパススルー証券と引き

換える形式で、資産再建会社へ不良資産／要注意先債権－２を譲渡しており、この証券保有者への支払いは、譲渡した資産か

ら獲得したキャッシュ・フローを元手としている。RBIのガイドラインに従って、不良資産／要注意先債権－２が、SC／RCに売

却される場合に、当行は、譲渡貸付金額を受領した年度に超過引当額を損益勘定に戻入れる。当行は、それらの資産の売却時

に売却価額を上回る帳簿価額純額の不足額を、それらの資産の売却年度に認識する。ARCが管理する信託が発行する有価証券受

領書を評価する目的で、有価証券受領書は当該ARCから報告される純資産価値で評価される。

 

以下の表は、表示期間において譲渡された資産についての詳細を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー、ただし口座数を除く） 2017年  2016年  2015年

対象口座数
1,2

35  7  14

SC／RCに売却された口座の総額（引当金控除後） 37,095.2  6,721.0  3,285.8

対価総額 32,268.1  7,305.8  2,480.0

過年度に譲渡された口座に関して実現した追加対価
3

-  -  -

純取得価格に対する利益／（損失）総額
4,5

(4,827.1)  584.8  (805.8)

 

1．過去に償却された口座を除く。

2．当行は、2017年度に35件の法人向け貸付金を、2016年度に７件の法人向け貸付金を、2015年度に14件の法人向け貸付金を売

却した。

3．2017年３月31日に終了した年度において、ARCは１件の有価証券受領書について全額償還している。2017年３月31日に終了

した年度における純損失は、ゼロ（2016年３月31日： 470.2百万インド・ルピー、2015年３月31日：81.3百万インド・ル

ピー）であった。

4. 2017年３月31日に終了した年度において、当行は、ARCへの不良資産の売却による7,043.5百万インド・ルピーの損失を認識

した。

5. 2017年３月31日に終了した年度において、当行は、ARCへの不良資産の売却による2,216.4百万インド・ルピーの利益を認識

した。このうち、1,883.8百万インド・ルピーは、それらの売却に関して受け取った有価証券受領書に充当されている。

6. 2017年３月31日に終了した年度において、収益として認識されていない延滞利息に関して受け取った有価証券受領書359.2

百万インド・ルピーを除く。

 

 

９．売却した不良資産の詳細（SC／RCへの売却分を除く）

当行は、インド準備銀行が公表した売却に関するガイドラインに従って、銀行／金融機関に対する特定の不良資産を売却し

た。

以下の表は、表示期間に銀行又は金融会社に売却された不良資産の詳細を示している（SC／RCへの売却分を除く）。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー、ただし口座数を除く） 2017年  2016年  2015年

口座数
1

2  3  -

売却された口座の総額（引当金控除後）－SC／RCへの売却分を除く 1,526.5  12.8  -

対価総額 2,207.4  174.4  -

純資産価値に対する利益／（損失）総額 680.9  161.6  -

 

1.　 当行は、2017年度に２件の法人向け貸付金を、2016年度に３件の法人向け貸付金を売却した。

 

さらに、当行は、2017年度に法人への貸付金を39.3百万インド・ルピーの対価で売却した。これにより、当行は2017年度に

39.3百万インド・ルピーの利益（2016年３月31日：290.0百万インド・ルピーの対価で290.0百万インド・ルピーの利益）を認

識した。
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10．信用リスクの集中

経済的、産業別又は地域的な要因の変化が、当グループの信用エクスポージャー全体に重要な比率を占める取引先グループ

に対して影響を及ぼす場合に、信用リスクの集中が存在する。当グループの金融商品のポートフォリオは、主にインド国内の

産業、商品及び地域的に広く分散されている。

当グループは、インド準備銀行が公表した監督ガイドラインに準拠している。エクスポージャー総額（信用、デリバティブ

及び投資）に基づく当グループの債務者上位20社（銀行以外）の合計は、2017年３月31日現在、1,183,840.5百万インド・ル

ピーで、これは当グループの資本の106.3%に相当する（2016年３月31日現在：1,267,366.3百万インド・ルピー、当グループの

資本の122.7%に相当）。単独の債務者（銀行以外）の最大エクスポージャーは、2017年３月31日現在、134,748.0百万インド・

ルピーで、これは当グループの資本の12.1%に相当する（2016年３月31日現在：135,405.0百万インド・ルピー、当グループの

資本の13.1%に相当）。

同一経営陣の支配下にあるグループ会社に対する最大貸付残高は、2017年３月31日現在、当グループの資本の23.4%を占めて

いた（2016年３月31日現在：当グループの資本の28.4%）。

 

 

11．貸付契約

当グループには顧客に対して貸付及び資金提供を行う未実行の契約残高がある。2017年３月31日現在、非資金ベースの融資

枠を含むこれらの貸付契約は総額1,364,091.3百万インド・ルピー（2016年３月31日：1,498,947.6百万インド・ルピー）で

あった。これらの契約の大部分にかかる金利は貸付実行日の実勢貸付利率に基づき決定される。さらに、これらの契約は失効

日が確定しており、借手による特定の信用基準の維持を条件としている。

 

 

12．資本コミットメント

当グループは、多くの資本契約に基づく義務を負っている。資本契約とは契約された資本的性質の指示書である。資本勘定

に関連する未履行の契約残高は2017年３月31日現在で5,499.7百万インド・ルピー（2016年３月31日：6,055.4百万インド・ル

ピー）であった。

 

 

13．デリバティブ

ICICIバンクはインドの金融デリバティブ市場における主要な参加者である。当行は貸借対照表管理、自己勘定取引及びマー

ケット・メーキング目的（デリバティブ商品をリスク・ヘッジ目的で顧客に提供する）でデリバティブを扱っている。

デリバティブ取引は、その目的に応じて当行のトレジャリー部門の特定のグループにより行われている。デリバティブ取引

はトレジャリー部門のフロント・オフィスにより実施される。トレジャリー部門のコントロール・アンド・サービス・グルー

プは、フロント・オフィスが実施した取引について独立的な立場でチェックを行うと共に、確認、決済、会計、リスク・モニ

タリング、及び報告も行い、様々な内部及び規制ガイドラインの遵守状況を確認している。

デリバティブにおけるマーケット・メーキング及び自己勘定取引は、ポジション限度額、損失限度額、及びその他のリスク

限度額などを定めた当行の投資方針及びデリバティブ方針により規定されている。リスク管理グループは、リスク計算及びモ

ニタリング方法を規定する。取締役会のリスク委員会は、与信及び回収政策、投資方針、デリバティブ方針、資産負債管理方

針及びオペレーショナル・リスク管理方針を含む当行の様々なリスクに関する管理方針について見直しを行っている。取締役

会のリスク委員会は、非常勤取締役、マネージング・ディレクター及びCEOにより構成されている。

当行は、デリバティブ・ポートフォリオのリスクをバリュー・アット・リスク 、損失限度額及びオプションに関連するリス

ク測定といったリスク・マトリックスを用いて測定及びモニタリングを行っている。デリバティブに関するリスクレポート

は、経営情報システムの不可欠な一部である。

インドGAAPに基づくヘッジ目的のデリバティブの使用は、資産負債管理委員会により承認されたヘッジ方針により規定され

ている。該当するインド準備銀行ガイドラインに準拠して、当行は、固定金利、変動金利、又は外貨建て資産／負債をヘッジ

するためにデリバティブ取引を行っている。ヘッジ目的とマーケット・メーキング目的の取引は別々に記録される。ヘッジ目

的の取引においては、当行は取引の開始時点でヘッジ対象（資産又は負債）を特定する。有効性は、ヘッジの開始時及びその

後定期的に評価される。
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ヘッジデリバティブ取引は、インド準備銀行により公表されたガイドラインに基づいたヘッジ会計の原則に準拠して会計処

理される。マーケット・メーキング目的のデリバティブは時価評価され、その結果生じた損益は損益勘定に計上される。オプ

ション契約のプレミアムはインド外国為替業協会のガイドラインに従って会計処理される。

金利及び通貨デリバティブ取引(売買目的及びヘッジ目的の両方)に係る信用エクスポージャーは、インド準備銀行ガイドラ

インに従ったカレント・エクスポージャー法を用いて算出されるが、これは正の時価評価及びこれら契約に係る潜在的将来エ

クスポージャーを合算することで得られる。インド準備銀行ガイドラインによると、潜在的将来エクスポージャーは、これら

契約の想定元本(これら契約の時価がゼロ、正の値もしくは負の値であるかは考慮しない)に、契約の種類や商品の満期日まで

の残存期間による0.5%から15%までの関連する追加係数を乗じることにより算出される。売却された単一の通貨変動／変動金利

スワップ及び売オプションの信用エクスポージャーは、これら商品の正の時価評価を基に算出される。アンファンデッド型の

クレジット・デリバティブの信用エクスポージャーは、インド準備銀行ガイドラインに準拠して算出されていた。アンファン

デッド型のクレジット・デリバティブの発行者に係る信用エクスポージャーは、バーゼルⅢの枠組みでは、カレント・エクス

ポージャー法を用いて算出される。プロテクションの売り取引の場合、未払プレミアム全体はプロテクションの買い手のエク

スポージャーとして取り扱われ、プロテクションの買い取引の場合、正の場合の現在の時価評価（時価評価がマイナスの場合

はゼロ）及び潜在的将来エクスポージャーの合計として認識される。潜在的将来エクスポージャーは、これら契約の想定元本

(これら契約の時価評価がゼロ、正の値もしくは負の値であるかは考慮しない)に、参照債務の格付けによる10%から20%までの

関連する追加係数を乗じることにより算出される。担保付のプロテクションの買い取引の場合は、利用可能な担保の範囲まで

エクスポージャーは認識されない。アンファンデッド型のクレジット・デリバティブの２つの完全に同一の反対ポジションが

カバード・ポジションを形成している場合は、参照事業体に対してエクスポージャーは認識されない。株式先物及びオプショ

ンの信用エクスポージャーは、市場価格及び貸借対照表日におけるオープン契約を基に算出される。

店頭デリバティブ取引に関しては、各相手方と国際スワップ・デリバティブ協会のマスター契約を締結している。

以下の表は、2017年３月31日に終了した年度における想定元本、公正価値、デリバティブの実現／未実現損益及び売買目的

デリバティブの信用エクスポージャーの詳細を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

想定元本  

正の公正

価値総額  

負の公正

価値総額  

デリバティブ

の利益／

（損失）
3
 

信用エクス

ポージャー明細

金利デリバティブ
1

5,731,340.4  13,768.8  (12,879.4)  4,025.7  67,028.5

通貨デリバティブ（為替デリバティブ

を含む）
2

5,326,717.9  57,293.3  (50,905.7)  1,038.1  217,377.3

株式デリバティブ 576.2  3.2  (0.5)  37.7  603.4

アンファンデッドの型クレジット・デ

リバティブ -  -  -  15.5  -

 

1．外貨建て金利スワップ、金利先渡契約及びスワップションを含む。

2．外貨建てオプション、通貨金利スワップ及び外貨先物を含む。

3．当行は、貸倒損失により、321.0百万インド・ルピーの損失を追加計上した。
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以下の表は、2016年３月31日に終了した年度における想定元本、公正価値、デリバティブの実現／未実現損益及び売買目的

デリバティブの信用エクスポージャーの詳細を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

想定元本  

正の公正

価値総額  

負の公正

価値総額  

デリバティブ

の利益／

（損失）
3
 

信用エクス

ポージャー明細

金利デリバティブ
1

4,279,369.0  20,856.6  (19,010.8)  872.4  55,420.3

通貨デリバティブ（為替デリバティブ

を含む）
2

4,621,239.0  59,313.7  (55,359.0)  (869.3) 203,482.4

株式デリバティブ 555.4  0.9  (0.7)  79.3  381.2

アンファンデッド型のクレジット・デ

リバティブ -  -  -  17.1  -

 

1．外貨建て金利スワップ、金利先渡契約及びスワップションを含む。

2．外貨建てオプション、通貨金利スワップ及び外貨先物を含む。

3．当行は、貸倒損失による472.8百万インド・ルピーの損失を追加計上した。

 

以下の表は、2017年３月31日に終了した年度における想定元本、時価評価されたポジション及びヘッジデリバティブの信用

エクスポージャーの詳細を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

想定元本  

正の公正

価値総額  

負の公正

価値総額  

信用エクス

ポージャー項目

金利デリバティブ
1

452,385.0  5,882.3  (2,826.6)  11,418.9

通貨デリバティブ（為替デリバティブを含む）
2

9,450.6  -  (716.3)  230.7

 

1．外貨建て金利スワップ、金利先渡契約及びスワップションを含む。

2．外貨建てオプション、通貨金利スワップ及び外貨先物を含む。

 

以下の表は、2016年３月31日に終了した年度における想定元本、時価評価されたポジション及びヘッジデリバティブの信用

エクスポージャーの詳細を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

想定元本  

正の公正

価値総額  

負の公正

価値総額  

信用エクス

ポージャー項目

金利デリバティブ
1

600,403.7  17,643.6  (649.4) 23,982.2

通貨デリバティブ（為替デリバティブを含む）
2

30,093.6  45.4  (1,883.7) 1,420.1

 

1．外貨建て金利スワップ、金利先渡契約及びスワップションを含む。

2．外貨建てオプション、通貨金利スワップ及び外貨先物を含む。

 

2017年３月31日及び2016年３月31日に終了した年度における公正価値の変動により生じたヘッジ対象の利益／（損失）はそ

れぞれ10,660.3百万インド・ルピー及び(2,048.6)百万インド・ルピーであり、2017年３月31日及び2016年３月31日に終了した

年度における公正価値の変動により生じた対応するヘッジ手段の利益／（損失）はそれぞれ(11,420.7)百万インド・ルピー及

び1,284.3百万インド・ルピーであった。

当グループはまた、2017年３月31日現在、海外事業に対する純投資の外貨エクスポージャーを想定元本40,726.8百万イン

ド・ルピー（2016年３月31日：50,482.9百万インド・ルピー）の先物為替予約でヘッジしている。これらのヘッジ手段の正及

び負の公正価値総額は810.2百万インド・ルピー（2016年３月31日：639.7百万インド・ルピー）及び(88.5)百万インド・ル

ピー（2016年３月31日：(927.8)百万インド・ルピー）であり、2017年３月31日現在の信用エクスポージャーは1,285.6百万イ

ンド・ルピー（2016年３月31日：1,629.3百万インド・ルピー）であった。
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当行は、海外支店の顧客に対し、金利、通貨、信用又は株式ベンチマークに関連するストラクチャード・リターンを伴う預

金商品を提供している。当行は、銀行間市場において当該エクスポージャーを担保している。2017年３月31日現在、当該ポー

トフォリオのオープン・ポジション純額はゼロ（2016年３月31日：ゼロ）であった。同日における時価評価による利益はゼロ

（2016年３月31日：0.1百万インド・ルピー）であり、損益勘定を通じて計上されている。2017年３月31日現在、純負債ポジ

ションである当該ストラクチャード・リターン・リンク・デリバティブの公正価値は47.3百万インド・ルピー（2016年３月31

日：29.7百万インド・ルピー）であった。これらの商品に関して、当行は契約相手に対し担保を供していない。2017年３月31

日現在、信用リスクに関連した偶発特性が発生した場合、当該商品を直ちに決済するために必要な金額の総額は、ゼロ（2016

年３月31日：708.9百万インド・ルピー）であった。

 

 

14．税務上の偶発事象

様々な税務に関連する訴訟が当グループを相手取り、税務当局又は裁判所において様々な段階で提訴されている。経営陣が

その意見形成において、利用可能なすべての情報を考慮した上で引当金が必要と判断した場合には、当グループはそのような

負債を引当計上する。

そのような訴訟について、負債が存在し、かつ合理的に測定可能であることを経営陣が評価できるほどに進展した場合、経

営陣はそのような負債の最善の見積りを計上する。経営陣は、起こりうる結果について合理的な範囲で見積り可能な場合には

最善の見積りを計上する。又は範囲の中から特定の見積りを選択することが出来ない場合には、当該範囲の最低額以上の負債

を計上する。争点になっている税金額は、過年度の控訴又は調査完了時において当グループに有利な決定が下された際の還付

金に対して税務当局により修正される。又は当グループによる支払いが生じ、あるいは停止命令により一時保留される。この

支払、修正又は停止により当グループが行った提訴の結果が害されることはない。税金支払額は、前払税金としてその他資産

に計上される。

2017年３月31日現在、当グループは、インド税務当局より過年度に対して課される、主に法人所得税、サービス税及び売上

税／付加価値税に関連する偶発税務負債が51,034.8百万インド・ルピー（2016年３月31日：39,868.9百万インド・ルピー）で

あると判断した。当グループはこれらの納税請求のそれぞれに対して控訴した。弁護士への相談結果及び以下に記載のとお

り、当グループ又はその他の類似案件に関する有利な決定に基づいて、当グループの経営陣は、税務当局が法人所得税、サー

ビス税及び売上税／付加価値税に関する評価を実証できる可能性は低いと考えているため、2017年３月31日現在、これらの納

税請求に対する引当金を計上していない。発生可能性が僅かである税務上の争点は、当グループの偶発事象としての開示対象

ではない。

当グループの売上税／付加価値税に関する査定額合計3,182.4百万インド・ルピー（2016年３月31日：4,260.9百万インド・

ルピー）に関し、当グループはこの納税請求に対して控訴しており、弁護士への相談結果及び当グループ又はその他の案件に

関する判決に基づいて有利な決定が下されると予測している。当該請求合計のうち、1,323,2百万インド・ルピーは担保権が実

行された資産の処分に係る付加価値税に関係している。これは、借り手からの貸付金の回収にあたり当行は担保権実行資産の

処分を進めたもので担保権実行資産については売り手とみなされないという弁護士からの意見に当行が依拠したものである。

その他の主な争点は、当行が行った州間／輸入リースに対する様々な州政府当局からの課税、及び金地金に係る法定書式の提

出の手続き上の問題に関係したものである。

 

当グループのサービス税に関する査定額合計6,054.9百万インド・ルピー（2016年３月31日：5,573.0百万インド・ルピー）

について、主な争点は、サービス税当局による金利及び罰金を伴う納税請求に関係したものである。当該請求合計のうち、

3,018.6百万インド・ルピーは当行に関するもので、主に証券化された貸付金ポートフォリオに関して信託に提供された信用供

与枠に係る利息計上額、カード取引に係る発行銀行として当行が受領したインター・チェンジ手数料、当行が請求しなかった

利息の代わりにディーラー／製造業者から助成金収入として受け取った金額、輸出入取引の際に外国銀行手数料として支払っ

た金額及び預金保険料に対するサービス税に充当されたクレジットの否認並びに付随する罰金に関するものである。1,537.0百

万インド・ルピーは生命保険会社に関係しており、ユニット・リンク保険制度又は生命保険制度に基づく解約／差し押さえ手

数料の受領に際してのサービス税の課税に関するものであり、1,036.8百万インド・ルピーは、ベンチャー・キャピタル・ファ

ンドに関係しており、主にファンドが受領した積立の保有（ファンドが提供したマネジメント・サービスに対して受領した手

数料として扱われる）に関するもので両案件につき弁護士からの有利な意見に当グループが依拠したものである。226.0百万イ

ンド・ルピーは、ベンチャー・ファンド・マネジメント・カンパニーのベンチャー・キャピタル・ユニットから受領した投資

収益を運用手数料の受領と同様に取り扱ったことにより賦課されたサービス税に関するものである。残りの236.5百万インド・

ルピーは、当グループのその他の事業体に関係している。当グループは、税務当局が上記の納税請求を実証する可能性はない

と確信している。
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当グループの法人所得税及び利子税の合計41,797.5百万インド・ルピーの査定額は、当グループ又は税務当局による控訴を

含んでおり、当グループは控訴裁判所における有利な先例及び弁護士の意見に依拠している。争点となっている負債の主な詳

細は以下のとおりである。

 

非課税所得を稼得するための費用の否認：16,666.6百万インド・ルピー（2016年３月31日：13,076.8百万インド・ルピー）

は、主に利息費用が非課税所得の稼得に起因しているか否かに関係している。株式/免税公債への投資に紐付けられる借入金が

なく、対象となっている非課税有価証券への投資を裏付けるだけの十分な無利子ファンドがあるため、当グループは利息費用

を非課税所得に配分することはできないと考えている。当グループは、弁護士による有利な意見及び控訴裁判所での当グルー

プの案件及びその他の類似案件における有利な判決に依拠している。

 

デリバティブに係る時価評価損失：14,166.5百万インド・ルピー（2016年３月31日：2,019.0百万インド・ルピー）は、デリバ

ティブ取引に係る時価評価損失を税務当局が想定損失として否認したことに関係している。当グループは弁護士による有利な

意見及び控訴裁判所での当グループの案件及びその他の類似案件における有利な判決（時価評価損失を事業収益から控除する

ことを容認）に依拠している。

 

リース資産の減価償却：3,684.5百万インド・ルピー（2016年３月31日：5,534.0百万インド・ルピー）は、リース取引を借入

取引として扱うことによって、税務当局によるリース資産の減価償却の否認に関係している。当グループは弁護士による有利

な意見及び控訴裁判所での当グループの案件及びその他の類似案件における有利な判決に依拠している。

 

評価年度1997年－1998年までに積み立てられた特別準備金から引き出された金額：1,523.4百万インド・ルピー（2016年３月31

日：2,686.6百万インド・ルピー）の第41条(4A)に基づく課税可能性。評価年度1997年－1998年までに積み立てられた特別準備

金を含む当グループにより維持された２つの特別準備金勘定に関係している。当該勘定からの引出しは、評価年度1998年－

1999年から2000年－2001年までに関して、税務当局によって課税対象と評価された。当グループは評価年度1998年－1999年か

ら2000年－2001年までに関して、有利な判決を得たが、評価年度1998年－1999年及び1999年－2000年に関して、法人税局はそ

の有利な判決に対して上訴しており、評価年度2000年－2001年に関しても、その有利な判決に対して上訴するとみられる。

 

経過期間利息：898.8百万インド・ルピー（2016年３月31日：1,207.5百万インド・ルピー）は、国債の購入において支払われ

た経過期間利息の否認に関係するもので、これは当行が国債を満期保有の区分に分類したことによりこれが実質的に資本とみ

なされたことによる。当行は、控訴裁判所での当行の案件及びその他の類似案件における有利な判決に依拠している。

 

当グループ及びその他の案件における判例、並びに税務弁護士への相談結果に基づいて、経営陣は当グループの税務上の見

解が認められる可能性は高いと確信している。したがって、引当金は計上していない。

上記の偶発債務には、債務の発生可能性が低いとみなされる53,085.2百万インド・ルピー（2016年３月31日現在：39,714.0

百万インド・ルピー）は含まれていない。債務の発生可能性が低いと分類される係争中の納税請求合計のうち、45,874.5百万

インド・ルピーは、貸倒償却及び罰金に関する控除に関係しており、その他の案件の最高裁判所の有利な判決によってカバー

される。また、2,278.8百万インド・ルピーは、支払税金の計上不足に関係している。残りの4,931.9百万インド・ルピーは、

生命保険会社の係争中の納税義務に関係しており、主に、税務当局からその他からの収益とみなされた株主利益に対する検査

官による繰越事業欠損額の相殺の否認によるものである。これは上訴裁における当行の法人所得税に関する有利な判決に基づ

き、債務の発生可能性が低いものとして分類される。当グループは、控訴手続きが税務当局により取り下げられる可能性があ

り、又は司法当局によって支持されないと考えているため、税務当局が開始した調査の結果を定量化していない。
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15．訴訟

当グループ及び当グループの取締役に対する様々な訴訟並びに申立てが様々な形で係争中である。当グループに対する申立

ては主にサービスの不足、財産及び労働に関する争議、不正取引、経済的違法行為による民事訴訟及び通常の営業過程におい

て申し立てられたその他の案件に関して生じたものである。当グループはまた、契約及び貸付金の執行に関連して発生する反

訴の対象となる場合もある。不利な結果となる可能性が高く、信頼できる見積りが可能なものについては引当金が設定されて

いる。訴訟に特有の予測不能性、及び請求額が相当なものとなる場合に鑑み、訴訟の解決にかかる実際の費用は設定された引

当金と大幅に異なる可能性がある。不利な結果となる可能性が合理的に高い案件の場合、上記で説明した案件に特有の性質に

より、発生し得る損失又は損失の範囲を見積もることは不可能である。2017年３月31日現在、不利な結果となる可能性が高い

案件に関する当グループへの請求額合計は、4,861.3百万インド・ルピーであり、不利な結果となる可能性がある案件に関する

当グループへの請求額合計は1,183.9百万インド・ルピーであった。法律専門家の未解決事項に対するレビュー（当該訴訟及び

申立てによる偶発損失、及び「可能性が高い」、「可能性がある」又は「可能性が僅か」といった偶発性の分類を含む）並び

に関連する訴訟及び申立てに対して必要となる引当金に基づいて、経営陣は、それらの事象の結果が当グループの連結財政状

態、経営成績又はキャッシュ・フローに重大かつ不利な影響を与えることはないと確信している。
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16．セグメント情報

以下の表は、附属明細書18、注11Aの基準に基づく2017年３月31日に終了した年度における事業セグメントの実績を示してい

る。

 
(単位：百万インド・ルピー)

番号 項目  
リテール・
バンキング  

ホール
セール・
バンキング  トレジャリー  

その他の
銀行事業  生命保険  損害保険  その他  

セグメント間
調整  合計

１.  収益  453,911.8  306,405.7  542,908.7  38,400.8  270,526.5  84,339.3  55,312.1  (617,828.6) 1,133,976.3
  外部収益  234,958.4  232,830.6  225,278.9  35,130.9  269,968.5  82,781.8  53,027.2  -  1.133.976.3
 

 

外部負債に係る移
転価格による収
益
及びその他の内
部利益  218,953.1  73,575.1  317,629.8  3,269.9  558.0  1,557.5  2,284.9  (617,828.6) -

２.  セグメント実績  53,853.0  (74,341.1) 120,814.5  3,021.7  17,848.6  9,101.0  21,764.3  (13,968.5) 138,093.5
３.  未配分費用                  -
４.  営業利益(2)-(3)                  138,093.5
５.

 

法人所得税費用
（純額）／（正
味繰延税額控
除）                  24,690.2

６.

 

当期純利益
1
(4)-

(5)                  113,403.3
  その他の情報                   
７.  セグメント資産  2,136,950.4  2,612,652.8  2,748,508.8  643,246.1  1,244,377.1  230,609.9  257,375.8  (132,377.1) 9,741,343.8

８.
 未配分資産

2
                 119,082.8

９.  資産合計 (7)+(8)                  9,860,426.6

10.  セグメント負債  3,678,085.9  1,495,191.4  2,511,263.2
3
 568,308.2

3
 1,247,425.2

3
 233,508.8

3
 259,021.0

3
 (132,377.1)

3
 9,860,426.6

11.  未配分負債                  -
12.
 
負債合計 (10)+
(11)                  9,860,426.6

13.  設備投資  6,547.3  616.2  19.4  77.5  4,324.1  629.5  333.3  -  12,547.3
14.
 
減価償却費及び償
却費  6,396.2  1,108.6  15.6  145.0  578.3  547.6  341.5  (16.4) 9,116.4

 

1．当期純利益に対する少数株主持分を含む。

2．前払税金／源泉徴収税（純額）及び繰延税資産（純額）を含む。

3．株式資本並びに準備金及び剰余金を含む。
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以下の表は、附属明細書18、注11Aの基準に基づく2016年３月31日に終了した年度における事業セグメントの実績を示してい

る。

 
(単位：百万インド・ルピー)

番号 明細  
リテール・
バンキング  

ホール
セール・
バンキング  トレジャリー  

その他の
銀行事業  生命保険  損害保険  その他  

セグメント間
調整  合計

１.  収益  391,878.0  328,923.5  483,414.5  39,343.1  231,798.6  66,995.2  46,484.7  (574,879.1) 1,013,958.5
  外部収益  198,462.8  259,265.8  181,604.8  32,785.6  231,566.6  65,507.6  44,765.3  -  1,013,958.5
 

 

外部負債に係る移
転価格による収
益
及びその他の内
部利益  193,415.2  69,657.7  301,809.7  6,557.5  232.0  1,487.6  1,719.4  (574,879.1) -

２.  セグメント実績  38,977.4  (12,454.3) 86,162.7  6,790.0  17,715.8  7,076.9  14,251.9  (15,476.3) 143,044.1
３.  未配分費用                  -
４.  営業利益(2)-(3)                  143,044.1
５.

 

法人所得税費用
（純額）／（正
味繰延税額控
除）                  33,775.2

６.

 

当期純利益
1
(4)-

(5)                  109,268.9

  その他の情報                   
７.  セグメント資産  1,724,805.5  2,663,659.1  2,580,816.4  799,535.9  1,046,996.2  153,745.8  279,392.0  (146,320.0) 9,102,630.9

８.
 未配分資産

2
                 84,931.1

９.  資産合計 (7)+(8)                  9,187,562.0

10.
 セグメント負債  3,133,932.7  1,197,853.2  2,764,452.7

3
 750,871.6

3
 1,048,622.5

3
 156,758.4

3
 281,390.9

3
 (146,320.0)

3
 9,187,562.0

11.  未配分負債                  -
12.
 
負債合計 (10)+
(11)                  9,187,562.0

13.  設備投資  6,474.5  937.0  11.2  166.9  539.4  464.5  351.8  -  8,945.3
14.
 
減価償却費及び償
却費  5,718.9  1,016.3  14.9  327.1  455.4  565.4  349.6  (16.5) 8,431.1

 

1．当期純利益に対する少数株主持分を含む。

2．前払税金／源泉徴収税（純額）及び繰延税資産（純額）を含む。

3．株式資本並びに準備金及び剰余金を含む。
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以下の表は、2015年３月31日に終了した年度における事業セグメントの実績を示している。

 
(単位：百万インド・ルピー)

番号 明細  
リテール・
バンキング  

ホール
セール・
バンキング  トレジャリー  

その他の
銀行事業  生命保険  損害保険  その他  

セグメント間
調整  合計

１.  収益  329,911.8  335,025.1  439,668.1  38,097.1  191,367.3  58,804.9  44,731.1  (535,443.1) 902,162.3
  外部収益  156,049.4  265,805.8  153,932.9  35,009.7  191,120.8  57,408.1  42,835.6  -  902,162.3
 

 

外部負債に係る移
転価格による収
益
及びその他の内
部利益  173,862.4  69,219.3  285,735.2  3,087.4  246.5  1,396.8  1,895.5  (535,443.1) -

２.  セグメント実績  27,242.8  62,240.7  64,687.0  6,672.2  16,343.2  6,907.2  14,634.7  (15,337.5) 183,390.3
３.  未配分費用                  -
４.  営業利益(2)-(3)                  183,390.3
５.

 

法人所得税費用
（純額）／（正
味繰延税額控
除）                  53,967.3

６.

 

当期純利益
1
(4)-

(5)                  129,423.0

  その他の情報                   
７.  セグメント資産  1,297,275.5  2,612,211.8  2,379,582.6  675,480.1  1,011,969.1  133,360.9  253,632.5  (156,450.2) 8,207,062.3

８.
 未配分資産

2
                 53,729.4

９.  資産合計 (7)+(8)                 8,260,791.7

10.
 セグメント負債  2,661,620.1  1,038,243.2  2,656,404.7

3
 655,289.4

3
 1,013,545.8

3
 136,564.2

3
 255,574.5

3
 (156,450.2) 8,260,791.7

11.  未配分負債                  -
12.
 
負債合計 (10)+
(11)                  8,260,791.7

13.  設備投資  6,109.1  1,110.3  16.4  146.8  2,230.0  2,014.1  356.7  -  11,983.4
14.
 
減価償却費及び償
却費  5,111.4  1,073.5  12.8  519.5  396.1  536.7  348.6  (16.4) 7,982.2

 

1．当期純利益に対する少数株主持分を含む。

2．前払税金／源泉徴収税（純額）及び繰延税資産（純額）を含む。

3．株式資本並びに準備金及び剰余金を含む。

 

当行は、低コストのリテール預金の割合を増加しファンディング・ミックスの均衡を調整する戦略を続行した。これによ

り、これらの期間におけるリテール預金がリテール貸付金より大幅に多くなった。その結果、上記期間のリテール事業セグ

メントのセグメント負債がセグメント資産と比較して多くなった。さらに、当行はまた、リテール貸付に重点的に取り組ん

だ結果、上記期間のリテール・バンキング・セグメントの貸付金が増加した。
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17.従業員ストック・オプション制度

 

以下の表は、2017年３月31日現在の当行のストック・オプション残高の要約を示している。

 

  オプション数  

加重平均

行使価格

(単位：インド・

ルピー)  

加重平均残余

契約年数

（単位：年数）  

本源的価値総額

（単位：百万

インド・ルピー）

期首残高  191,624,565  236.36  6.66  4,071.0

追加：期中付与  33,378,300  244.30     

控除：期中失効

（再発行控除後）  

9,189,995

 

266.53

    

控除：期中行使  9,707,705  182.60     

期末残高  206,105,165  238.83  8.81  8,789.9

行使可能オプション  109,556,465  214.56  6.87  7,133.3

 

以下の表は、2016年３月31日現在の当行のストック・オプション残高の要約を示している。

 

  オプション数  

加重平均

行使価格

(単位：インド・

ルピー)  

加重平均残余

契約年数

（単位：年数）  

本源的価値総額

（単位：百万

インド・ルピー）

期首残高  148,433,700  205.02  6.04  16,398.6

追加：期中付与  64,904,500  289.28     

控除：期中失効

(再発行控除後）  4,189,850  260.67     

控除：期中行使  17,523,785  161.16     

期末残高  191,624,565  236.36  6.66  4,071.0

行使可能オプション  89,788,515  198.08  4.46  3,672.6

 

2017年３月31日、2016年３月31日及び2015年３月31日に終了した年度に権利が確定したオプションの公正価値合計額は、そ

れぞれ3,074.7百万インド・ルピー、3,234.4百万インド・ルピー、及び2,672.7百万インド・ルピーであった。

2017年３月31日、2016年３月31日及び2015年３月31日に終了した年度に行使されたオプションの本源的価値総額は、それぞ

れ770.9百万インド・ルピー、2,162.2百万インド・ルピー、及び、3,712.5百万インド・ルピーであった。

2017年３月31日及び2016年３月31日現在、まだ認識されていない権利未確定の報奨に関連する報酬費用合計は、それ2,990.3

百万インド・ルピー及び4,262.1百万インド・ルピーであり、それぞれ1.90年及び2.46年の加重平均期間にわたり認識される予

定である。

2016年４月に、従業員ストック・オプション制度の条件が修正され、行使期間が付与日から10年間又は権利確定日から５年

間のいずれか遅い方の期間から、オプションの権利確定日から10年間に変更された。すべての現職及び退職した従業員は、こ

の変更による恩恵を受けた。よって、行使期間の変更により、合計1,472.5百万インド・ルピーの追加ESOP費用につながった。

このうち、1393.1百万インド・ルピーは、2017年３月31日に終了した年度に認識された。これらの追加費用は、変更後の行使

期間に従って変更日時点で計算されたオプションの公正価値と変更前の行使期間に従って計算されたオプションの公正価値の

差額を反映している。

以下の表は、2017年３月31日現在における行使可能なストック・オプションの要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  オプション数  

加重平均

行使価格

(単位：インド・

ルピー)  

加重平均残余

契約年数

(単位：年数)  

本源的価値

総額（単位：百万

インド・ルピー）

60-99  2,140,950  86.99  5.93  406.5

100-199  53,468,875  180.97  5.64  5,126.4

200-299  44,106,090  240.56  7.92  1,600.4

300-399  9,840,550  308.27  9.09  -
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以下の表は、2016年３月31日現在における行使可能なストック・オプションの要約を示している。

 

行使価格帯

(単位：一株当たり

インド・ルピー)  オプション数  

加重平均

行使価格

(単位：インド・

ルピー)  

加重平均残余

契約年数

(単位：年数)  

本源的価値

総額（単位：百万

インド・ルピー）

60-99  2,556,700  86.96  3.03  382.7

100-199  55,150,965  181.44  3.40  3,044.9

200-299  32,073,350  235.52  6.41  245.0

300-399  7,500  321.17  8.59  -

 

以下の表は、2017年３月31日現在における当行の権利未確定ストック・オプション残高の要約を示している。

 

 オプション数  

付与日の加重

平均公正価値

(単位：イン

ド・ルピー)

権利未確定－2016年４月１日現在 101,836,050  99.71

追加：期中付与 33,378,300  84.39

控除：期中権利確定 31,107,650  98.84

控除：期中権利失効 7,558,000  96.60

権利未確定－2017年３月31日現在 96,548,700  94.93

 

以下の表は、2016年３月31日現在における当行の権利未確定ストック・オプション残高の要約を示している。

 

 オプション数  

付与日の加重

平均公正価値

(単位：イン

ド・ルピー)

権利未確定－2015年４月１日現在 72,494,900  100.00

追加：期中付与 64,904,500  100.50

控除：期中権利確定 31,661,350  102.16

控除：期中権利失効 3,902,000  99.78

権利未確定－2016年３月31日現在 101,836,050  99.71

 

以下の表は、表示期間のオプションの公正価値を見積るために使用された主要な仮定を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

 2017年  2016年  2015年

リスク・フリー利率 7.43%－7.77%  7.58%－8.19%  8.36%－9.10%

予想期間 3.89年－5.89年  3.16年－5.78年  2.85年－5.87年

予想ボラティリティ 32.03%－33.31%  30.67%－32.77%  31.55%－47.57%

予想配当利回り 2.04%－2.15%  1.62%－2.11%  1.43%－1.77%

 

オプションの予想期間にわたるリスク・フリー利率は、付与時点で有効な国債利回りに基づいている。

オプションの予想期間は、権利確定期間及びオプションを受け取る従業員の予想行使行動に基づいて見積られている。オプ

ションの予想期間は、当行のストック・オプションの過去の行使パターンに基づいて見積られている。

オプションの見積予想期間における予想ボラティリティは、公開市場で取引されている当行の普通株式について観察された

市場価格によって決定される過去のボラティリティに基づいている。

オプションの見積予想期間における予想配当は、最近の配当実績に基づいている。
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18．インドGAAP財務書類からの抜粋情報

以下の表は、規則S-Xの以下のガイダンスに従った、表示期間の損益計算書及び貸借対照表である。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

受取利息及び配当収益 609,399.8  592,937.1  549,640.0

支払利息 348,358.3  339,964.7  323,181.5

純利息収益及び配当収益 261,041.5  252,972.4  226,458.5

貸倒引当金及びその他 156,460.6  120,069.0  41,234.6

投資の減価に係る引当金 9,364.2  2,985.1  4,128.9

貸倒引当金及び投資引当金控除後純利息収益 95,216.7  129,918.3  181,095.0

非受取利息 524,576.5  421,021.4  352,522.4

非支払利息 481,699.7  407,895.6  350,227.1

法人所得税、少数株主持分控除前利益 138,093.5  143,044.1  183,390.3

法人所得税費用 24,690.2  33,775.2  53,967.3

少数株主持分控除前利益 113,403.3  109,268.9  129,423.0

控除：少数株主持分 11,519.5  7,469.3  6,954.3

当期純利益 101,883.8  101,799.6  122,468.7

 

 ３月31日に終了した年度

 2017年  2016年  2015年

一株当たり利益：(単位：インド・ルピー)      

基本的 17.51  17.53  21.17

希薄化後 17.43  17.41  20.94

一株当たり利益計算に用いられた加重平均株式数

（百万株）      

基本的 5,819  5,807  5,786

希薄化後 5,843  5,840  5,842
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 ３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

資産    

現金及び現金同等物 804,908.7  650,359.7

投資
1、2

3,045,017.4  2,860,440.9

貸付金、純額
1、2

5,153,173.1  4,937,291.1

有形固定資産
1、2、3

93,307.6  87,121.0

のれん 1,126.2  1,257.0

繰延税金資産（正味） 56,128.0  49,611.9

未収利息、未収手数料及びその他の収益 76,980.4  81,249.2

売却目的資産 25,599.5  18,172.5

その他の資産 604,185.7  502,058.7

資産合計 9,860,426.6  9,187,562.0

負債    

利付預金 4,359,043.4  3,907,384.8

無利子預金 766,829.2  603,389.2

短期借入金及びトレーディング負債 294,531.0  604,318.8

長期債務 1,584,836.6  1,595,957.8

償還可能優先株式 3,500.0  3,500.0

その他の負債 1,756,713.3  1,498,347.9

負債合計 8,765,453.5  8,212,898.5

少数株主持分 48,653.1  33,556.4

株主持分 1,046,320.0  941,107.1

負債及び株主持分合計 9,860,426.6  9,187,562.0

 

1．61,402.1百万インド・ルピー（2016年３月31日：150,473.2百万インド・ルピー）の短期借入金に対する担保として差し入

れられた63,550.6百万インド・ルピー（2016年３月31日：156,788.2百万インド・ルピー）の金融債券及び174.4百万イン

ド・ルピー（2016年３月31日：307.4百万インド・ルピー）の有形固定資産を含む。

2．163,718.8百万インド・ルピー（2016年３月31日：167,458.8百万インド・ルピー）の長期借入金に対する担保として差し入

れられた167,809.8百万インド・ルピー（2016年３月31日：172,313.6百万インド・ルピー）の金融債券及び494.5百万イン

ド・ルピー（2016年３月31日：509.5百万インド・ルピー）の有形固定資産を含む。

3．8,800.0百万インド・ルピー（2016年３月31日：8,800.0百万インド・ルピー）の長期借入金に対する担保として帳簿上の債

権に対する抵当権の設定を制限する条項とともに差し入れられた23.8百万インド・ルピー（2016年３月31日：24.6百万イン

ド・ルピー）の有形固定資産を含む。

 

以下の表は、表示期間の株主持分変動表である。

 

（単位：百万インド・ルピー） 普通株式  

未行使

従業員

ストック・

オプション

残高  

資本

剰余金  

収益及びそ

の他準備金
1
 

その他の

特別準備金
2

2014年４月１日現在残高 11,550.4  65.7  315,537.8  193,809.8  243,334.7

株式発行代金 46.2  -  3,438.9  -  -

期中の増加 -  8.7  78.0
3
 56,819.1  53,325.0

期中の減少 -  -  -  (16,135.9)
4,5
 (14,833.0)

2015年３月31日現在残高 11,596.6  74.4  319,054.7  234,493.0  281,826.7

 

1．収益及びその他準備金並びに損益勘定残高を含む。

2．法定準備金、特別準備金、投資準備金、未実現投資準備金、資本準備金、外貨換算準備金及び積立金を含む。

3. 公正価値法に基づき海外銀行子会社が認識したESOP費用を表す。

4. 2015年３月31日において、インド準備銀行の承認により、利息資金ターム・ローンに関連して、2008年ガイドラインの発行

前に貸出条件緩和された残高の引当に繰り入れた金額9,291.6百万インド・ルピーの利用が含まれる。

5．2015年３月31日において、2014年５月27日付の国立住宅銀行回覧通知書に準拠して、2014年３月31日現在のICICIホーム・

ファイナンス・カンパニー・リミテッドに繰延税金負債を設定するため特別準備金残高に充当された704.0百万インド・ル

ピーを含む。
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（単位：百万インド・ルピー） 普通株式  

未行使

従業員

ストック・

オプション

残高  
資本

剰余金  

収益及びそ

の他準備金
1
 

その他の

特別準備金
2

2015年４月１日現在残高 11,596.6  74.4  319,054.7  234,493.0  281,826.7

株式発行代金 35.0  -  2,797.3  -  -

期中の増加 -  0.8  141.5
3
 5,618.4  96,860.9

4

期中の減少 -  (8.2) -  (1,843.6) (9,540.4)

2016年３月31日現在残高 11,631.6  67.0  321,993.5  238,267.8  369,147.2

 

1．収益及びその他準備金並びに損益勘定残高を含む。

2．法定準備金、特別準備金、未実現投資準備金、資本準備金、外貨換算準備金、再評価準備金及び積立金を含む。

3. 公正価値法に基づき海外銀行子会社が認識したESOP費用を表す。

4．土地の再評価に関して設定された28,174.7百万インド・ルピーの再評価準備金を含む。

 

（単位：百万インド・ルピー） 普通株式  

未行使

従業員

ストック・

オプション

残高  
資本

剰余金  

収益及びそ

の他準備金
1
 

その他の

特別準備金
2

2016年４月１日現在残高 11,631.6  67.0  321,993.5  238,267.8  369,147.2

株式発行代金 19.5  -  1,757.6  -  -

期中の増加 -  -  180.9
3
 

20,802.3
 85,467.6

4

期中の減少 -  (4.4)  -  
(1,443.4)

 (1,567.2)
5

2017年３月31日現在残高 11,651.1  62.6  323,932.0  257,626.7  453,047.6

 

1．収益及びその他準備金並びに損益勘定残高を含む。

2．法定準備金、特別準備金、未実現投資準備金、資本準備金、外貨換算準備金、再評価準備金及び積立金を含む。

3. 公正価値法に基づき海外銀行子会社が認識したESOP費用を表す。

4．土地の再評価に関して設定された2,989.9百万インド・ルピーの再評価準備金を含む。

5．再評価に係る減価償却費用494.9百万インド・ルピー及び売却資産に係る再評価額18.7百万インド・ルピーを計上するため

に当行が再評価準備金から戻入れた金額を含む。

 

以下の表は、表示期間の損益勘定の変動を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

2017年

３月31日  
2016年

３月31日  
2015年

３月31日

期首残高 198,210.8  198,278.7  145,475.6

期中の増加 101,883.8  101,799.6  122,468.7

配当案 (2,289.8)
1  (34,652.8)  (33,900.5)

期中の減少 (82,759.3)  (67,214.7)  (35,765.1)

期末残高 215,045.5  198,210.8  198,278.7

 

1．この金額は、前年度分の支払配当金（配当税を含む）及び子会社による支払配当金に係る配当税を表している。インドGAAP

の改訂会計基準「偶発債務及び後発事象」に準拠して、2017年３月31日に終了した年度の配当案（配当税を含む）は、株主

による承認が得られた年度に会計処理されることとなる。

 

キャッシュ・フロー計算書は、IAS第7号－「キャッシュ・フロー計算書」の要件に従っている。

以下の表は、表示期間のキャッシュ・フロー計算書の補足情報を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

貸付金から株式への転換 10,132.2  7,988.7  6,084.4

利息支払額 348,433.0  348,634.8  321,169.5

利息及び配当金受取額 614,223.1  587,251.1  536,354.7
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19．金融商品の見積公正価値

当グループの金融商品には、非デリバティブ金融資産及び負債並びにデリバティブ商品が含まれる。一般に公正価値の見積

りは主観的であり、金融商品の特性及び関連する市場情報に基づいて、ある一時点において行われる。入手可能な場合は、市

場価格が用いられる。それ以外は、公正価値は、現在価値又はその他の評価方法を使用して見積られる。これらの方法は不確

定要因を含んでおり、様々な金融商品、割引率、将来キャッシュ・フローの見積り、及びその他の要因のリスク特性に関連し

て使用される仮定及び判断によって重要な影響を受ける。仮定の変更は、これらの見積り及びその結果である公正価値に重要

な影響を及ぼす可能性がある。導き出された公正価値の見積りは、必ずしも独立した市場との比較によって実証されるもので

はなく、多くの場合、当該金融商品の即時売却によって実現されない可能性がある。

公正価値の見積りは、既存の金融商品に基づくものであり、予想される将来の取引での価値並びに金融商品ではない資産及

び負債の価値に対する見積りは考慮しない。持分法に基づいて会計処理される投資、年金債務及びその他の退職後給付、法人

所得税資産及び負債、有形固定資産、前払費用、保険負債、コア預金無形資産及び特定の種類の個人向け貸付金に関連した顧

客関係価値（特にクレジットカード・ポートフォリオ）並びにその他の無形資産といった特定の項目に関しては、公正価値の

開示は要求されていない。したがって、表示された公正価値総額は基礎となる当グループの市場価値／フランチャイズ・バ

リューを表すことを意図しているわけではなく、またそれらを示すものとみなされるべきではない。さらに公正価値の見積り

に使用した手法及び仮定に差異があるため、当グループの公正価値を他の金融機関の公正価値と比較すべきではない。

金融商品の公正価値の見積りにおいて、当グループが使用した手法及び仮定は以下に記述されている。

 

現金及び銀行預け金並びに短期貸付金

ポートフォリオの大部分の金額の満期が３ヶ月未満であるため、貸借対照表に計上される帳簿価額は公正価値に近似してい

る。

 

投資

投資の公正価値は、一般に市場価格又は割引キャッシュ・フローに基づいている。証券取引所で売買されない、及び市場が

存在しない特定の債券及び持分投資に関する公正価値の見積りは、被投資会社の業績、財政状態及び財政見通しに関する経営

陣のレビューに基づいている。

 

貸付金

コマーシャル・ローン及び個人向け貸付金の公正価値は、さまざまな貸付商品に適用されている現在の金利で約定キャッ

シュ・フローを割引くことによって見積られる。特定のその他の貸付金の帳簿価額は、これらの貸付金が短期の特性を有して

いるため、公正価値に近似している。これらの金融商品の評価上、重要となる観察可能な市場データが用いられていないこと

から、当該貸付金は、レベル３の金融商品に分類されている。

 

預金

満期が定められていない預金の帳簿価額は、公正価値と同等とみなされる。固定金利定期預金の公正価値は、預金商品に対

して提示されている現行金利で約定キャッシュ・フローを割引くことによって見積られる。預金に関する公正価値の見積りに

は、他の資金調達方法と比較して低コストの預金債務による資金調達から生じた便益（コア預金無形資産）は含まれない。こ

れらの金融商品の評価上、重要となる観察可能な市場データが用いられていないことから、当該預金は、レベル３の金融商品

に分類されている。

 

借入金

当グループの負債の公正価値は、適切な金利及び信用スプレッドで将来の約定キャッシュ・フローを割引くことによって見

積られる。特定のその他の借入金の帳簿価額は、これらの借入金が短期の特性を有しているため、公正価値に近似している。

ロイター、ブルームバーグ及びインドの債券・短期金利・デリバティブ協会といった公の情報源から入手可能である金利、

イールド・カーブ及び信用スプレッド等のインプットが用いられていることから、当該借入金は、レベル２の金融商品に分類

されている。

 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

434/647



以下の表は、表示期間の金融資産及び金融負債のカテゴリー別の公正価値を示している。

 

 2017年３月31日現在  2016年３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 帳簿価額  
見積

公正価値  帳簿価額  
見積

公正価値

金融資産        

現金及びインド準備銀行預け金 318,912.6  318,912.6  272,775.6  272,775.6

銀行預け金及び短期貸付金 485,996.1  485,996.1  377,584.1  377,584.1

投資 3,045,017.4  3,096,498.5  2,860,440.9  2,880,932.2

貸付金 5,153,173.1  5,168,599.6  4,937,291.1  4,905,872.1

その他の資産 615,717.3  615,717.3  547,789.2  547,789.2

合計 9,618,816.5  9,685,724.1  8,995,880.9  8,984,953.2

金融負債        

利付預金 4,357,973.0  4,385,189.0  3,907,384.8  3,940,052.4

無利子預金 767,899.6  767,899.6  603,389.2  603,389.2

借入金
1 1,882,867.6

 
1,929,263.5  2,203,776.6  2,244,173.3

その他の負債及び引当金 568,247.2  568,247.2  494,852.5  494,852.5

合計 7,576,987.4  7,650,599.3  7,209,403.1  7,282,467.4

 

1．帳簿価額3,500.0百万インド・ルピーの優先株式（2016年３月31日：3,500.0百万インド・ルピー）を含む。

 

前へ　　　次へ
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20．インドGAAP及び米国GAAPの相違
当グループの連結財務諸表はインドGAAPに準拠して作成されているが、インドGAAPは特定の重要な点において米国GAAPとは

異なっている。

以下の表は、米国GAAPを適用することにより生じる連結純利益及び株主持分への重要な調整を要約したものである。

 

1.　純利益の調整

 

   ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 注記  2017年  2016年  2015年

インドGAAPによる連結税引後利益

（少数株主持分を除く）
1

  101,883.8  101,799.6  122,468.7

調整項目：        

貸倒引当金 (a)  (19,580.1)  (28,016.9)  (7,786.5)

企業結合 (b)  (375.4)  (414.7)  (680.9)

連結 (c)  (3,564.8)  3,043.1  (3,985.2)

負債証券及び持分証券の評価 (d)  (29,830.9)  (5,532.0)  (2,164.3)

手数料及び費用の償却 (e)  7,914.0  7,892.1  10,185.5

デリバティブの会計処理 (f)  (374.3)  123.3  (2,051.9)

報酬費用の会計処理 (g)  (4,926.5)  (3,585.0)  (2,741.4)

証券化の会計処理 (h)  (445.9)  (327.3)  (372.9)

繰延税金便益／（費用） (i)  13,101.0  7,537.1  11,583.0

その他 (j)  (1,401.5)  (9,482.2)  (7,541.4)

すべての調整による影響額合計   (39,484.4)  (28,762.5)  (5,556.0)

ICICIバンク株主に帰属する米国GAAPによる純利益   62,399.4  73,037.1  116,912.7

非支配株主持分に帰属する米国GAAPによる純利益
1

  2,363.9  1,596.1  1,212.7

米国GAAPによる純利益合計   64,763.3  74,633.2  118,125.4

基本的一株当たり利益(インド・ルピー)        

インドGAAP（連結）   17.51  17.53  21.17

米国GAAP（連結）
2

  9.75  11.43  18.36

希薄化後一株当たり利益(インド・ルピー)        

インドGAAP（連結）   17.43  17.41  20.94

米国GAAP（連結）
2

  9.70  11.36  18.21

 

1．インドGAAPによる少数株主持分に帰属する利益は11,519.5百万インド・ルピー（2016年３月31日：7,469.3百万インド・ル

ピー、2015年３月31日：6,954.3百万インド・ルピー)であった。

2．2017年６月、当行は発行済株式10株につき、普通株式１株を無償で割当てた。これを調整しない場合、

a.　基本一株当たり利益は、2017年度が10.72インド・ルピー、2016年度が12.58インド・ルピー、2015年度が20.21イン

ド・ルピーであった。

b.　希薄化後一株当たり利益は、2017年度が10.68インド・ルピー、2016年度が12.50インド・ルピー、2015年度が20.05イ

ンド・ルピーであった。
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2.　株主持分の調整

 

   ３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 注記  2017年  2016年

インドGAAPによる連結自己資本（少数株主持分を除く）
1

  1,046,320.0  941,107.1

調整項目：      

貸倒引当金 (a)  (68,810.0)  (41,842.7)

企業結合 (b)  29,362.2  29,737.6

連結 (c)  14,170.5  12,904.0

負債証券及び持分証券の評価 (d)  (14,492.2)  (980.8)

手数料及び費用の償却 (e)  9,752.5  1,328.3

デリバティブの会計処理 (f)  328.9  793.7

報酬費用の会計処理 (g)  -  -

証券化の会計処理 (h)  (1,432.2)  (1,058.9)

繰延税金 (i)  44,788.0  36,124.9

その他 (j)  (25,227.2)  (28,307.2)

配当案 (k)  -  31,868.9

すべての調整による影響額合計   (11,560.5)  40,567.8

      

米国GAAPによるICICIバンク株主持分   1,034,759.5  981,674.9

非支配株主持分
1

  4,922.2  4,289.7

米国GAAPによる持分合計   1,039,681.7  985,964.6

 

1．少数株主持分に帰属するインドGAAPによる自己資本（資本並びに準備金及び剰余金を表す）は48,653.1百万インド・ルピー

（2016年３月31日現在：33,556.4百万インド・ルピー）であった。

 

a) 貸倒引当金

インドGAAPと米国GAAPとの間の貸倒引当金の差異は主として以下の理由による。

ⅰ 貸出条件緩和資産に対する引当金（米国GAAPにおいては売却とみなされない資産再構築会社への特定の貸付金譲渡に

係る引当金を含む）の計算に使用される割引率の差異。

ⅱ 米国GAAPにおいては、その他の減損貸付金に対する貸倒引当金は、FASB ASC Topic 450「偶発事象」及びFASB ASC

Topic 310「債権」に従って設定される。また、インドGAAPにおいては、当行の不良貸付金に対してインド準備銀行の

ガイドラインで規定されている段階引当率（最低引当率の対象となる）に従って設定される。

ⅲ 正常債権のポートフォリオに対する貸倒引当金は、米国GAAPでは当該ポートフォリオに固有の予想損失に基づいて設

定され、インドGAAPではインド準備銀行の引当基準に基づいて、当行の正常資産に対して設定される。

 

米国GAAPにおいては、減損貸付金のポートフォリオは、貸出条件緩和貸付金及びその他の減損貸付金に分類される。貸出条

件緩和貸付金とは、その利息及び元本返済に関する条件が緩和され、FASB ASC Subtopic 310-40「債権者による不良債権のリ

ストラクチャリング」で定義されている不良債権再構築に該当する貸付金を表す。その他の減損貸付金は、貸出条件緩和貸付

金以外の貸付金を表し、FASB ASC Subtopic 310-10「債権－全体」の減損に該当するものである。
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貸出条件緩和貸付金に対する引当金

インドGAAPにおいては、貸出条件緩和貸付金に対する貸倒引当金は、貸付金の条件緩和前と後の公正価値差額と同額でなけ

ればならない。貸出条件緩和前の貸付金の公正価値は、貸出条件緩和前の貸出金に課される現行の金利及び元本からのキャッ

シュ・フローの現在価値として計算される。貸出条件緩和後の貸付金の公正価値は、貸出金に課される条件緩和後の条件によ

る金利及び元本からのキャッシュ・フローの現在価値として計算される。両方のキャッシュ・フローは、当行の基準金利（I-

基準）に債務者区分に対する適切な期間プレミアム及び信用リスクプレミアムを加えた金利あるいはその他の適切な金利で割

り引かれる。2015年７月２日以降に貸出条件が緩和された貸付金に関するキャッシュ・フローは、条件緩和前の貸付金に課さ

れていた現行の金利で割り引かれる。緩和条件に従った履行ができない場合には、不良貸付金に適用される追加引当金が、貸

出条件緩和後の貸付金に対して引き当てられる。

米国GAAPでは、貸出条件緩和貸付金に関する貸倒引当金は、予想キャッシュ・フローを当初の約定金利で割り引くことによ

り算出されるのに対し、インドGAAPでは、当初及び貸出条件緩和キャッシュ・フローを現在の見積貸出金利で割り引く。米国

GAAPでは、不良債権再構築の一環として、将来金利の減免のために認識された引当金は、貸出条件緩和貸付金の完済までの期

間にわたり貸倒引当金繰入額の減少項目として計上される。米国GAAPでは、緩和条件に従った履行ができない場合、予想

キャッシュ・フローの現在価値に基づく追加引当金が、貸出条件緩和後の貸付金に対して引き当てられる。

インドGAAPでは、貸出条件緩和の対象となった貸付金は、債務者が最低１年間にわたり、契約条件に基づき返済する能力が

あることを証明した場合、当該貸付金は正常貸付金の区分に格上げされ、また債務者は適正自己資本の計算上正常貸付金／リ

スク加重に対する一般引当金が適用される正常先区分に再分類される。その１年間という期間は、緩和された貸出条件に基づ

く最長の支払猶予期間を含む与信枠の元本の最初の支払日か利息の最初の支払日のうちのいずれか遅い方から開始する。しか

し、米国GAAPにおいて分類を上げるプロセスは基準に基づくものではなく、そのタイミングは個々の貸付金により異なる。

2008年に、RBIは債務の再編に係るガイドラインを発行したが、これは債務の再編において一定期間の利息を利息資金ター

ム・ローンにより調達した場合（これは契約上の満期スケジュールに基づいて返済される）の利息資金について扱っている。

これらのガイドラインに沿って、当行はガイドラインの発行以降に債務が再編されたケースにつき、利払資金ターム・ローン

を通じて貸し付けられた利息収益についてすべて引当を行っている。しかしながら、2015年度において、RBIは2008年のガイド

ラインより前に再編されたケースに関する未回収のFITL残高につき、類似の取扱いを要求した。上記を考慮して、また本件が

過年度に関するため、インドGAAPでは、RBIの承認を得て、当行はガイドラインの発行より前に組成したFITL残高に対して全額

を引当てるために、準備金に借方計上を行った。これらのFITLは、借り手が格上げされた2008年より前の再編に関連してお

り、その影響はFITLの契約上の満期時に返済されると解消される。米国GAAPでは、これらのFITLに対する引当金は、予想割引

キャッシュ・フローに基づき設定される。

 

その他の減損貸付金に対する引当金

米国GAAPに基づきその他の減損と分類された貸付金に対する引当金に関する差異は、米国GAAPとインドGAAPとの間の貸付金

が減損しているか否かの結論の違い及び貸倒引当金の計算方法の違いにより生じる。

インドGAAPでは、不良貸付金は要管理資産、貸倒懸念資産及び破綻資産の３つの区分に分類される。利息あるいは元本返済

が90日以上延滞している貸付金は、要管理として分類される。すべての要管理貸付金に対して、15.0%の引当金が要求される。

当初より無担保の貸付金に対してはさらに10.0%の引当金が要求される。12ヶ月以上要管理貸付金に分類されていた貸付金又は

当行に供与された担保価値が毀損して貸付残高の50%を下回った場合には、貸倒懸念貸付金に分類される。貸倒懸念貸付金の無

担保部分に関しては、100%引当又は償却が要求される。３年超の期間にわたり貸倒懸念に分類されている貸付金の有担保部分

には100%の引当が要求され、３年間にわたり段階的に計上される。当行が計上しているリテール貸付金に対する不良債権引当

金は、規制の最低要件を上回っている。貸付金の損失が特定される、あるいは貸付金が回収不能とみなされた場合には、破綻

資産に分類される。破綻資産に分類された貸付金は、貸付金全額に対して償却あるいは引当てが要求される。2013年５月、イ

ンド準備銀行は貸付金の条件緩和に関する指針を改訂した。改訂された指針では、2015年４月１日以後に、元本または利息、

あるいは元利金の返済を変更することで当行が条件緩和した貸付金は（インフラ・セクター及び非インフラ・セクターのプロ

ジェクトの実施のために貸し付けられ、特定期間を上限として遅延している貸付金を除く）、インドGAAPでは不良貸付金とし

て分類される。条件緩和貸付金の公正価値の減少に対する引当金に加え、当行は、これらの借り手に提供された貸付金全部に

対して不良貸付金に適用される貸倒引当金を積み立てることが要求される。
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米国GAAPでは、重要な個別の信用エクスポージャーを表す多額で、均一でないエクスポージャー（資金拠出済み及び未拠出

の両方）は、個別に評価される。当該評価には、勘定処理、将来の見通し、返済実績及び財務成績を含む（ただし、これらに

限らない）質的及び量的基準の両方の検討が含まれる。最新情報及び事象に基づいて、貸付契約の契約条件による期限到来時

に当行が元本及び利息の約定返済を回収できない可能性が高い場合、貸付金は減損しているとみなされる。重要な個別の信用

エクスポージャーの詳細なレビューに加えて、当行はまた、各項目の延滞状況に基づき当行の貸付金を分類する。元本あるい

は利息が90日以上延滞している場合、貸付金の分類は減損として評価される。当行は、それぞれの減損した多額で、均一でな

いエクスポージャーに対して、予想将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保付貸付金の場合は担保の正味実現可能価額

（売却費用控除後）のいずれかに基づき個別引当金を設定する。

消費者向け住宅ローン、割賦、リボルビング・クレジット及びその他の消費者向け貸付金を含む少額で同質な貸付金は、各

貸付金の種類別ポートフォリオの総額レベルで減損評価が行われる。これらの貸付金に関する貸倒引当金は、過去の遅延及び

貸倒実績を含む統計的分析に基づき、ポートフォリオに固有の予想損失の見積りを含む手続きを通して設定される。

インドGAAPでは、当行は特定の正常なコマーシャル・ローンに対して個別引当金を引き当てる。米国GAAPでは、かかる貸付

金は、上述の通り減損について評価される。さらにインドGAAPでは、個別引当金は、インド準備銀行の規定の通り、戦略的債

務再編が実施／実行された場合に貸付金に対して引き当てられる。当行はこれらの貸付金の会計について公正価値オプション

を選択し、ASC Subtopic 825-10「金融商品」に従い、損益計算書を通じて公正価値で評価されている。「21.米国GAAPに基づ

く注記－金融持分の公正価値会計処理」を参照のこと。

インドGAAPでは、デリバティブ契約の満期又は解約に際し取引相手から受け取る金額が90日以内に回収できない場合には、

当該金額をインド準備銀行のガイドラインに基づき、損益計算書を通じて戻し入れることが求められている。米国GAAPでは、

これらの受取債権は、個別の信用エクスポージャーと同様に、要求される引当金額を特定するために分析される。

 

正常貸付金に対する引当金

米国GAAPでは、正常債権の貸倒引当金は、FASB Topic 450「偶発事象」に基づき設定されている。当行は、コマーシャル・

ローンに対する引当金を債務不履行の確率及び債務不履行時の損失の内部見積り、並びに内部信用格付けにより決定される全

体的なポートフォリオの質に基づいて見積る。債務不履行の確率および債務不履行による損失の内部見積りは、当行が観察し

た過去の不履行率及び回収実績を反映している。エクスポージャーの内部信用格付けは現在の経済状況及び関連するリスク要

因を反映している。

インドGAAPでは、正常債権のポートフォリオに対する引当金は、インド準備銀行が公表したガイドラインに基づいている。

正常資産には、以下の貸付金を除き、すべて一律に0.4％の引当率が適用される。

・ 農業及び中小・零細企業セクターに対する農業貸付。この貸付金には0.25％の引当率が適用される。

・ 商業用住宅不動産及び非住宅不動産セクター対する貸付金。この貸付金にはそれぞれ0.75％及び1.0％の引当率が適用さ

れる。

 

インド準備銀行のガイドラインに基づいて、2013年６月１日より後に条件緩和された正常資産について5％の引当が計上され

た。2013年６月１日より前に貸出条件の緩和が行われた正常資産に必要となる引当率は、2014年３月31日からは3.5％に引き上

げられ、さらに2015年３月31日からは4.25％、2016年３月31日からは5.0％に引き上げられることになった。

インド準備銀行が発表したガイドラインに従い、ヘッジされていない外貨エクスポージャーを持つ事業体に対する残高につ

いて、0.0％～0.80％の追加引当金が計上されている。この引当金の幅は、当該事業体の利息・減価償却・リース料控除前の利

益に対するヘッジされていない外貨エクスポージャーによる損失可能性の率に基づいている。

インドGAAPにおいて、インド準備銀行のガイドラインは、資産が償却される条件を指定していない。当行には、不良貸付金

を貸倒引当金に対して償却する内部方針がある。住宅ローンを含む貸付金は、通常、債務者特有の将来の回収可能性の評価に

基づき、残高が回収不能であると当行が結論した際に貸倒引当金に対して償却される。当行は、担保の実現可能価額、当行の

過去の回収努力の結果、法的手段を通じた回収可能性及び和解による回収可能性に基づき残高の回収可能性を評価する。住宅

ローン以外の少額の同質な貸付金は、通常、以下の所定の支払遅延期間後に引当金に対して償却される。

・ 二輪車ローン：継続する１年間の遅延

・ 無担保の少額個人向けローン：継続する１年間の遅延

・ クレジットカード債権及び無担保個人向け貸付金：継続する３年間の遅延

・ その他の個人向けローン：継続する５年間の遅延

同じ基準が、米国GAAPにおける減損貸付金の償却に対して用いられている。
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当行は不良資産処理戦略の一環として、特定の貸付金を、資産再構築会社が管理する債務者別基金・信託へ譲渡し、当該基

金・信託から有価証券受領書の発行を受けた。当該基金・信託は、インドで施行された債権回収法令に基づき資産再構築会社

が設定したもので、債権者の持分を統合し、また債権者による担保権行使を迅速化することにより、銀行の不良資産からの回

収状況を改善することを目的としている。インドGAAPのもとでは、当該譲渡は売却として認識されるが、米国GAAPではこれら

の譲渡は以下の理由により売却としては認識されない。

・ 特定の譲渡は、当行が譲渡においてリスク及び経済価値を留保しているためFASB ASC Topic 860「譲渡及びサービス業

務」では、売却としてみなされない。

・ 特定の譲渡はFASB ASC Subtopic 810-10「連結－全体」の影響を受ける。これらの貸付金の譲渡先である当該基金・信

託はASC Subtopic 810-10で定義されている変動持分事業体に該当する。当行は特定の基金・信託の「主たる受益者」で

あるため、米国GAAPではこれらの事業体を連結することが要求される。

 

以下の表は、表示期間における調整項目に係るインドGAAPと米国GAAPの貸倒引当金総額の差異を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

米国GAAPのもとで不良債権再構築として分類された貸付金に対

する引当金による差異（資産再構築会社への譲渡貸付金に対

する引当金を含む） 29,274.9  (23,023.6)  (3,841.8)

米国GAAPのもとでその他の減損として分類された貸付金に対す

る引当金による差異
1

(46,224.4)  (44,630.8)  (2,485.5)

正常資産に対して設定された引当金による差異 (2,630.6)  3,637.5  (1,459.2)

インドGAAPの集合的偶発損失及び関連する準備金による差異 -  36,000.0  -

貸倒引当金の差異合計 (19,580.1)  (28,016.9)  (7,786.5)

 

1．少額の同質な貸付金に対する貸倒引当金を含む。

 

上記の説明のとおり、インドGAAPと米国GAAPにおける貸倒引当金の計算方法の違いにより、当該損失の認識に一時差異が生

じる。

上記の期間において、米国GAAPに基づく不良債権再構築貸付金及びその他の減損貸付金の引当金総額は、インドGAAPを上

回っている。これは主にインドGAAPと比較すると、米国GAAPではコマーシャル・ローンの不良債権に対する引当金が高いこと

が原因である。2016年度及び2017年度には、米国GAAPに基づく不良債権再構築貸付金及びその他の減損貸付金の引当金総額

は、インドGAAPを大幅に上回っている。これは主にインドGAAPと比較すると、米国GAAPでは減損債権が大幅に増加したことが

原因である。さらに、上記の通り、インドGAAPと米国GAAP間の引当金の測定方法の差異も引当金に影響を及ぼした。

さらにインドGAAPでは、インド準備銀行の規定の通り、戦略的債務再編が実施／実行された場合、これらの貸付金に対して

個別引当が計上される。当行は、貸付金及び保証の会計について公正価値オプションを選択し、ASC Subtopic 825-10「金融商

品」に従い、損益を通じて公正価値で評価している。したがって、インドGAAPに基づきこれらの貸付金に引き当てられた引当

金は、「貸出損失引当金」の項目で戻し入られる。米国GAAPに基づき2017年３月31日に終了した年度において、これらの貸付

金及び保証について認識された公正価値損失26,252.7百万インド・ルピー（2016年３月31日に終了した年度：6,762.6百万イン

ド・ルピー）は、「負債証券及び持分証券の評価」の項目に計上されている。「21.米国GAAPに基づく注記－金融持分の公正価

値会計処理」を参照のこと。

2017年３月31日現在、インドGAAP及び米国GAAPの両方で、正常貸付金に対する引当金は、2016年３月31日と比較すると減少

した。しかし、インドGAAPによる正常貸付金に対する引当金は、2017年度のインドGAAPにおける正常貸付金の悪化による減損

貸付金への分類が増加したために、米国GAAPよりも減少幅が大きかった。

2016年３月31日に終了した年度において、経済環境の世界的な悪化、商品サイクルにおける急速な下落、国内経済の回復の

遅れにより、鉄鋼、採鉱、電力、掘削装置及びセメントなど一部のセクターの融資先にマイナスの影響を及ぼした。上記を鑑

み、当行は2016年３月31日に終了した年度において、インドGAAPに基づき、これらのセクターのエクスポージャーに対して、

36,000.0百万インド・ルピーの集合的偶発債務関連準備金を計上した。当該引当金は、インド準備銀行のガイドラインで義務

づけられている不良債権及び貸出条件緩和債権の引当金の金額を超過しているが、これらには含まれていない。2017年３月31

日に終了した年度において、当行は集合的偶発債務関連準備金36,000.0百万インド・ルピーを、インドGAAPに基づき貸付金及

びデットアセットスワップで取得した一部の固定資産に対する引当金に配賦した。

株主持分変動表に示すとおり、2017年３月31日現在の米国GAAPに基づく引当金累計額は、インドGAAPに基づく引当金累計額

を引き続き上回っている。
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b)　企業結合

企業結合により生じる差異は主として以下の理由による。

ⅰ)　会計上の取得会社の決定

ⅱ)　無形資産の会計処理

 

米国GAAPでは、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドとICICIリミテッドの合併は2003年度に逆取得として会計処理さ

れた。これは、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドが当該合併における法的な取得会社であるが、会計上はICICIリミ

テッドが取得会社として認識されたことを意味する。買収日において、ICICIリミテッドはアイシーアイシーアイ・バンク・リ

ミテッドの持分46%を所有していた。したがって、残りの持分54%の取得は段階的取得として会計処理された。インドGAAPにお

いては、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドが法的及び会計上の取得会社として認識され、ICICIリミテッドの資産及

び負債は、パーチェス法の会計処理に従って、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドの帳簿に合併された。さらに米国

GAAPでは、合併の結果、のれん及び無形資産が発生したが、インドGAAPでは、合併により資本準備金（負ののれん）が発生

し、これは合併計画に従い収益及びその他準備金として会計処理された。

2011年度において、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッドはバンク・オブ・ラジャスタン・リミテッドを普通株式の

交換により取得した。バンク・オブ・ラジャスタン・リミテッドの取得は、インドGAAPに基づき、インド準備銀行が承認した

合併計画に従って会計処理されている。インドGAAPにおける購入対価は、発行済普通株式の払込価値に基づいて決定された。

米国GAAPにおける購入対価は、ASC Topic 805「企業結合」に基づき譲渡された合計対価の公正価値として決定された。この影

響及び企業結合会計に関する重要でないその他の要素のいくつかにより、2011年度のバンク・オブ・ラジャスタン・リミテッ

ド取得の企業結合会計における株主持分の調整による差異調整が32,682.7百万インド・ルピー増加した。米国GAAPではASC 805

「企業結合」及びFASB ASC Topic 350「無形資産－のれん及びその他の無形資産」により、のれん27,120.9百万インド・ル

ピー及び耐用年数のある無形資産3,898.0百万インド・ルピーが計上されている。インドGAAPでは、インド準備銀行が承認した

合併計画に従いのれん及び無形資産は認識されなかった。

さらに当グループが実施したその他の特定の取得は、インドGAAPでは主に持分プーリング法及びインド準備銀行が承認した

合併計画に従い会計処理しているためにのれん及び無形資産は発生していない。しかし米国GAAPでは、FASB ASC Topic 805

「企業結合」に従い、のれんが計上されている。

米国GAAPにおいて、FASB ASC Topic 350に準拠して、当グループはのれん及び不確定の耐用年数を持つ無形資産について、

償却する代わりに少なくとも年次で減損テストを実施している。ASC Topic 350に基づく年次減損テストでは、2017年度におい

て減損損失の兆候はない。

米国GAAPでは、耐用年数が有限とされた無形資産は各年度において享受される経済便益に応じて、見積耐用年数にわたり償

却される。

以下の表は無形資産の見積耐用年数を示している。

 

 年数

顧客関連無形資産 10

コア預金 2－5

オペレーティング・リース 7

 

以下の表は、表示期間におけるインドGAAPと米国GAAPの企業結合の会計処理から生じる純利益の差異を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

無形資産の償却 (123.6)  (182.3)  (490.3)

その他 (251.8)  (232.4)  (190.6)

企業結合の差異合計 (375.4)  (414.7)  (680.9)
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c)　連結

連結による差異は主として以下の理由による。

1.　保険子会社の連結

2.　持分法適用関連会社及び過半数所有子会社、及び

3.　変動持分事業体の連結

 

インドGAAPでは、企業の議決権の過半数を所有するか、もしくは取締役会（会社の場合）又は統治組織（会社以外の事業体

の場合）の支配権を有する場合にのみ、連結が要求される。

インドGAAPでは、保険子会社（ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド及びICICIロン

バード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッド）は完全に連結されている。一方、米国GAAPでは、ASC

Subtopic 810-10「連結－全体」に定義されている実質的な参加権を少数株主が保有しているため、これらの子会社は持分法に

よって会計処理されている。

 

以下の表は、表示期間におけるインドGAAPと米国GAAPの連結の会計処理から生じた純利益の差異を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

米国GAAPによる保険子会社の利益／（損失） 18,422.6  22,716.1  19,842.7

控除：インドGAAPによる保険子会社の利益／（損失） 23,835.4  21,576.0  21,700.1

保険子会社の正味調整差異
(1)

(5,412.8)  1,140.1  (1,857.4)

当グループに帰属する保険子会社からの利益／（損失）
(2)

(3,263.2)  816.9  (1,362.2)

持分法適用関連会社及び過半数所有子会社からの利益／（損失） (91.8)  2,339.0  (2,526.4)

変動持分事業体及び特別目的事業体の連結による利益／（損失）
(3)

(209.8)  (112.8)  (96.6)

連結の差異合計 (3,564.8)  3,043.1  (3,985.2)

 

1．以下で個別に記載されている生命保険及び損害保険子会社のインドGAAPと米国GAAPの利益／（損失）における差異の合計を

示している。

2．「保険子会社の正味差異調整」における利益／（損失）の当グループ持分を示しており、非支配株主持分保有者の持分は除

く。当グループは、当該保険子会社を部分的（すべてではない）に所有している。そのため、「保険子会社の正味差異調

整」の一部のみが当グループに帰属し、残りは非支配持分保有者に帰属する。「当グループに帰属する保険子会社からの利

益／（損失）」は、当グループに帰属する持分で構成される。生命保険及び損害保険子会社のインドGAAPと米国GAAPの重要

な差異に関する調整項目は、個別に以下に記載されている。

3．非支配株主持分保有者に帰属する金額を含まない。
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生命保険子会社

 

生命保険子会社に関するインドGAAPと米国GAAPとの重要な差異は、主として以下の理由による。

 

ⅰ) 法定準備金及び未分配契約者剰余金の差異（繰延獲得費用の償却控除後）

 

法定準備金

インドGAAPに基づく準備金は、インド保険規制開発当局の要件及びインド数理協会の実務基準に従って計上されてい

る。したがって、当該準備金は総額保険料評価法を用いて算定される（準備金は、利益配当を含む将来給付額の現在価

値及び間接費を含む費用の現在価値から保険契約者によって将来支払われる保険料総額の現在価値を差し引いた金額と

して計算される）。使用される割引率は保守的な基準であり、毎事業年度末に変更される。米国GAAPに基づく準備金

は、米国GAAPで規定された評価基準に従い修正純額保険料評価法を用いて評価される。当該債務は、米国GAAPに基づ

き、責任準備金（給付準備金及び契約維持費用準備金が含まれる）及び繰延保険料債務の２つの部分から構成されてい

る。

給付準備金は、保証給付金の現在価値から給付に係る正味保険料の現在価値を差し引いた金額として計算される。契

約維持費用準備金は、契約維持費用の現在価値から維持に係る正味保険料の現在価値を差し引いた金額として計算され

る。繰延保険料債務は、ASC Topic 944-40-25-28に準拠して保険料支払期間が保険期間より短い商品に関して計上され

ており、これにより全保険期間にわたり損益を発生させることを可能にしている。非ユニット・リンク商品に使用され

る割引率は、不利な変動に備えた最善の見積りでロック・イン基準によるもので、仮定は事業年度中に販売された新規

契約に限り各事業年度末に変更される。ユニット・リンク商品では、最終費用に対する当初費用の超過分を前受収益と

して計上することにより、保険期間にわたり損益を発生させることを可能にしている。使用される割引率は、最善の見

積りに基づき、各事業年度末に変更される。

 

未分配契約者剰余金

配当付保険契約者は、ファンドに生じた剰余金の90%に対する権利を有し、かかる剰余金は契約者配当金の形で分配さ

れる。

インドGAAPでは、宣言された配当金の９分の１が株主に譲渡され、譲渡後の残りの剰余金は、アポインテッド・アク

チュアリーの提言に基づき、将来の分配のための資金として留保される。

米国GAAPでは、剰余金の10%が株主に譲渡され、配当付契約の場合90%は保険契約者のための未分配契約者剰余金とし

て留保される。

 

繰延獲得費用の償却

インドGAAPでは、獲得費用は発生年度の収益勘定に計上されるが、米国GAAPでは、会計基準更新書2010－26にて定め

られている、成約に至った保険契約の獲得及び保険契約更新に直接関連する特定の獲得費用は、保険期間にわたり繰り

延べられる。ASC Topic「金融サービス－保険」に従い、繰延獲得費用は従来型の保険商品の保険料の収益計上に対して

均等に償却され、ユニット・リンク及びユニバーサル生命保険商品は見積総利益に基づいて償却される。

 

ⅱ)　失効契約に対する保険準備金

米国GAAPでは、過年度に設定された特定の失効契約に関する保険準備金は損益計算書に戻し入れられる。インドGAAPでは、

このような保険準備金の戻し入れは、貸借対照表項目である将来配賦される資金として計上される。復活可能期間の終了後、

将来配賦資金は、アポインテッド・アクチュアリーの提言により損益勘定に計上される。

 

ⅲ)　報酬費用

 

従業員ストック・オプションの会計処理

インドGAAPでは、株式報酬費用は本源的価値法を用いて会計処理されるが、これに対して米国GAAPでは、公正価値法

により会計処理される。

 

退職給付費用

インドGAAPでは、保険数理上の損益はすべて発生年度の損益計算書の適切な勘定に計上することにより、当該年度に

おいて当該企業の貸借対照表に認識される。米国GAAPでは、保険数理上の損益はその他の包括利益に計上されている。

その後、その他の包括利益に計上された保険数理上の累計損益のうち、10％回廊の超過分については損益計算書を通し

て償却される。さらに、給付債務を算出するための割引率は、インドGAAPでは国債の利回りに連動するが、米国GAAPで

は質の高い債券の利回りと連動している。
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ⅳ)　トレーディング・ポートフォリオに係る未実現利益／（損失）

インドGAAPでは、投資はインド保険規制開発当局のガイドラインに従って会計処理される。当ガイドラインはユニット・リ

ンク保険契約を例外として、収益勘定を通じて未実現利益を計上することを認めていない。米国GAAPでは、FASB ASC Topic

320「投資－負債及び持分証券」の要件に従い、売買目的保有に分類された投資に係る未実現損益は損益勘定に計上される。

 

ⅴ)　繰延税金

繰延税金の会計処理による差異は主として以下の理由による。

ⅰ)すべての米国GAAPの調整に関する税効果

ⅱ)インドGAAPでは、繰延税金資産又は負債は実質的な適用税率に基づいて認識されるが、米国GAAPでは貸借対照表日に有

効な税率に基づいて認識される。

 

以下の表は、生命保険子会社の表示期間におけるインドGAAPと米国GAAPの重要な差異を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

インドGAAPによる利益／（損失） 16,816.6  16,501.5  16,343.9

以下の項目に関する調整：      

法定準備金及び未分配契約者剰余金の差異（繰延獲得費用の償

却控除後） (7,594.2)  2,895.1  (7,119.2)

失効契約に対する保険準備金 (1,861.5)  131.6  (279.4)

報酬費用 53.5  107.6  (80.1)

トレーディング・ポートフォリオに係る未実現利益／（損失） 4,848.1  (1,627.7)  7,732.5

繰延税金 (148.8)  (120.8)  (741.7)

その他 (54.0)  (33.0)  (32.8)

米国GAAPによる利益／（損失） 12,059.7  17,854.3  15,823.2

 

インドGAAPでの利益は、2016年度の16,501.5百万インド・ルピーから、2017年度には16,816.6百万インド・ルピーに増加し

たが、米国GAAPでの利益は、2016年度の17,854.3百万インド・ルピーから、2017年度には12,059.7百万インド・ルピーに減少

した。2017年度では、米国GAAPでの繰延獲得費用控除後の法定準備金及び未分配保険契約者剰余金がインドGAAPより7,594.2百

万インド・ルピー多かったが、2016年度においては、これらのはインドGAAPより2,895.1百万インド・ルピー少なかった。これ

は主に、負債が時価ベースで算出される事業部門に関して、負債に対する市場の動きが影響している。米国GAAPで売却可能に

分類される投資に関する市場の動きについての対応する影響は、その他の包括利益に認識されている。売却可能に分類される

保険契約者資産により生じるその他の包括利益は、2016年度には未実現損失1,838.1百万インド・ルピーであったが、2017年度

には未実現利益6,299.2百万インド・ルピーに増加した。包括利益合計は、2016年度の13,898.3百万インド・ルピーから、2017

年度には18,809.9百万インド・ルピーに増加した。インドGAAPでは、負債投資は償却原価で計上される。従って、上記の事業

部門に関する投資の時価評価の影響及び対応する負債への影響は、認識されなかった。

米国GAAPにおいて、2017年度のトレーディング・ポートフォリオに係る未実現利益／（損失）合計は、4,848.1百万インド・

ルピーであったが、これは主に2017年度においてインドの株式市場の状況が改善したためである。この利益により、2017年度

の米国GAAPにおける未分配保険契約者剰余金負債は3,753.1百万インド・ルピー高くなった。

 

以下の表は、表示期間における生命保険子会社の純利益の調整における繰延税金の構成要素を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

貸借対照表日において適用される有効な実効税率 -  (52.9)  -

インドGAAPから米国GAAPへの全調整に対する税効果 (148.8)  (67.9)  (741.7)

繰延税金の差異合計 (148.8)  (120.8)  (741.7)
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損害保険子会社

 

損害保険子会社に関するインドGAAPと米国GAAPとの重要な差異は、主として以下の理由による。

 

ⅰ)　再保険料

インドGAAPでは、出再された事業に係る再保険料はリスクが移転した年度に収益として認識される。米国GAAPでは、獲得費

用の回収を示す再保険契約による収入は、正味獲得費用が資産化され純利益への認識に応じて保険期間の間、費用計上される

様に、未償却獲得費用から減額される。

 

ⅱ)　繰延獲得費用の償却

インドGAAPでは、獲得費用は発生年度において収益勘定に費用計上されるが、これに対して米国GAAPでは、ASC Topic 944

「金融サービス－保険」に従い資産化され、保険料収益の認識に応じて費用計上される。したがって、会計基準更新書2010－

26にて定められている、成約に至った保険契約の獲得及び保険契約更新に直接関連する特定の獲得費用のみを繰り延べること

ができる。

 

ⅲ)　保険料欠損金

インドGAAPでは、見積保険金費用、関連費用及び契約維持費用の合計額が関連する未経過保険料を超過する場合に保険料欠

損金が認識される。インドGAAPでは、事業部門を「火災」、「海上」、「その他」セグメントに分けて保険料欠損金を評価す

る（2015年度までは、保険料欠損金は、会社レベルで評価されていた）。米国GAAPでは、保険料欠損金は事業部門ごとに評価

され、予想保険金請求額並びに損害査定費用、予想契約者配当金、未償却獲得費用及び契約維持費用の合計額が関連する未経

過保険料を超過する場合に、収益勘定で認識される。

保険料欠損金は、先ず欠損額を補填するために必要な金額の未償却獲得費用を費用計上することにより認識される。保険料

欠損金が未償却獲得費用を上回る場合は、当該超過額に対する負債を計上する必要がある。

 

ⅳ)　報酬費用

従業員ストック・オプションの会計処理

インドGAAPでは、株式報酬費用は本源的価値法を用いて会計処理されるが、これに対して米国GAAPでは、FASB ASC Topic

718「報酬－株式による報酬」の規定に準拠して公正価値法により会計処理される。

 

退職給付費用

インドGAAPでは、保険数理上の損益は発生年度の損益計算書の適切な勘定に貸方／借方計上することにより、すべて当該年

度において当該企業の貸借対照表に認識される。米国GAAPでは、保険数理上の損益はその他の包括利益に計上されている。そ

の後、その他の包括利益に計上された保険数理上の累計損益のうち、10％回廊の超過分については損益計算書を通して償却さ

れる。さらに、給付債務を算出するための割引率は、インドGAAPでは国債の利回りに連動するが、米国GAAPでは質の高い債券

の利回りと連動している。

 

ⅴ)　繰延税金

繰延税金の会計処理による差異は主として以下の理由による。

ⅰ　すべての米国GAAPの調整に関する税効果

ⅱ　インドGAAPでは、繰延税金資産又は負債は実質的な適用税率に基づいて計上されるが、米国GAAPでは貸借対照表日に

有効な税率に基づいて認識される。

ⅲ　インドGAAPでは、有税の減価償却又は繰越欠損金に係る繰延税金資産は、そのような資産の実現がほぼ確実である場

合にのみ認識されるが、米国GAAPでは実現可能性基準に基づいて認識される。
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以下の表は、表示期間における損害保険子会社のインドGAAPと米国GAAPの重要な差異の詳細を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

インドGAAPによる利益 7,018.8  5,074.5  5,356.1

以下の項目に関する調整：      

再保険料 (1,663.2)  (985.8)  (1,886.1)

繰延獲得費用の償却 683.9  540.9  365.5

保険料欠損金 (20.5)  -  -

報酬費用 48.5  (15.1)  (7.3)

繰延税金 346.8  174.0  229.1

その他 (51.4)  73.3  (37.8)

米国GAAPによる利益/（損失） 6,362.9  4,861.8  4,019.5

 

以下の表は、表示期間における損害保険子会社の純利益の調整における繰延税金の構成要素を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

貸借対照表日に適用される有効な実効税率 -  48.8  (7.5)

有税の償却または繰越欠損金にかかる繰延税金 -  -  (276.8)

インドGAAPから米国GAAPへの全調整に対する税効果 346.8  125.2  513.4

繰延税金の差異合計 346.8  174.0  229.1

 

インドGAAPにおいて当グループは、投資が一時的である特定の企業を連結していない。しかしながら、米国GAAPでは、この

ような事業体は、FASB ASC Subtopic 810-10「連結－全体」に準拠して連結されている。インドGAAPでは、３iインフォテッ

ク・リミテッドへの投資は、持分法で会計処理されていなかった。これは、債務整理の取決めによって３iインフォテック・リ

ミテッドは長期にわたり３iインフォテック・リミテッドから投資家への資金分配が不能になるという厳格な制約を受けている

こと、及び当グループは将来的に３iインフォテック・リミテッドへの出資を20％未満に縮小するという意思を有していること

によるものである。しかしながら、米国GAAPでは、この企業は、2015年度までFASB ASC Subtopic 323-10「投資－持分法及び

ジョイント・ベンチャー」に従って持分法適用関連会社として会計処理されていた。2016年度において、当グループは３iイン

フォテック・リミテッドの保有株式を売却したため、2016年３月31日現在の保有株式合計は5.0％未満となった。したがって、

2016年度において、当グループは米国GAAPでは、３iインフォテック・リミテッドを持分法適用会社として会計処理することを

中止した結果、連結財務書類において３iインフォテック・リミテッドに対する過年度の損失の戻入れによる純利益2,327.1百

万インド・ルピーを認識した。2015年３月31日に終了した年度の米国GAAPに基づく３iインフォテック・リミテッドに対する損

失は、2,671.6百万インド・ルピーであった。

 

変動持分事業体（以下「VIE」という。）の連結による利益／（損失）

当行はFASB ASC Subtopic 810-10「連結―全体」を適用し、特定の変動持分事業体を連結した。当行は、2010年４月１日の

FAS第167号（ASC 810-10に編纂されている）の適用により証券化取引に使用された一部の適格特別目的事業体を連結してい

る。連結により適格特別目的事業体（QSPE）の資産は、当行の貸付金ポートフォリオに組み込まれ、投資家からの受領額は、

借入金として会計処理された。米国GAAPでは、当行は見積り損失に基づきこれらの貸付金に対する貸倒引当金を計上する。

インドGAAPでは、証券化資産は当行の帳簿から認識が中止される。そのため、2006年２月１日より前に締結された証券化取

引について当行は、証券化時における証券化利益又は損失を計上しなかった。しかしながら、証券化のためのインド準備銀行

のガイドラインに従って、2006年２月１日後に締結された証券化取引について、当行は証券化時に損失を直ちに計上し、利益

はQSPEにより発行された又はQSPEにより発行される証券の期間にわたり償却した。当行はまた、証券化資産の債務不履行に対

して信用補完をQSPEに提供する。2006年２月１日より有効なインドGAAPにより、損失の認識は、QSPEに対して供された信用補

完の利用範囲に基づいている。
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当行の証券化取引の会計処理におけるこれらの違いにより、利益の認識及び貸倒引当金の認識のタイミングは、米国GAAPと

インドGAAPにおいて異なる。証券化会計に関するインドGAAPと米国GAAPとの差異により、インドGAAPと比較して、米国GAAPで

は2017年度及び2016年度においてそれぞれ85.8百万インド・ルピー及び142.1百万インド・ルピーの利益となった。

さらに、当行はインド企業が発行した外貨建転換社債（以下「FCCB」という。）を流通市場で購入するため、契約条件に基

づき、海外事業体に貸付金を提供している。当該事業体は、インドGAAPでは連結対象ではない。米国GAAPでは、当該事業体は

VIEとして連結対象となる。当行はインドGAAPに基づき当該VIEに対する貸付金について貸倒引当金を計上した。会計方針の違

いにより、インドGAAPと比較すると、2017年３月31日及び2016年３月31日に終了した年度の米国GAAPでは、295.7百万インド・

ルピー及び254.9百万インド・ルピーの純損失となった。

 

d)　負債証券及び持分証券の評価

インドGAAPでは、売買目的保有及び売却可能有価証券の未実現損失は損益計算書に計上される。インドGAAPでは、カテゴ

リー別の投資の正味未実現利益は計上されていない。米国GAAPでは、トレーディング資産に係る未実現損益は損益計算書に認

識され、「売却可能」として分類された有価証券（インドGAAPにおいては「満期保有」に分類されるすべての有価証券を含

む）に係る未実現損益は株主持分の部のその他の包括利益累計額に認識されるが、一時的でない減損として特定され損益計算

書で認識された有価証券の未実現損失は除かれる。

インドGAAPでは、ベンチャー・キャピタル子会社の投資に係る未実現損益は、準備金及び剰余金に振り替えられる。米国

GAAPでは、ベンチャー・キャピタル子会社の投資に係る未実現損益は損益計算書で認識される。

インドGAAPでは、外貨建て負債証券の換算による影響額は損益計算書に計上される。また、米国GAAPでは、ヘッジされてい

ない外貨建て「売却可能」負債証券の換算による影響額は、その他の包括利益に計上される。

インドGAAPでは、満期保有の固定利付証券の額面を超えるプレミアムは、満期までの残存期間にわたり、実効利回りが常に

一定となるように、変動利付証券については定額法によりそれぞれ償却される。売却可能カテゴリーに分類された国債に対す

る固定利付投資の額面を超えるプレミアムは満期までの残存期間にわたり利回りが常に一定となるように、変動利付投資につ

いては定額法によりそれぞれ償却される。米国GAAPにおける利息法に基づく収益は、満期までの残存期間にわたり、実効金利

法で負債証券の額面金額に対するプレミアム／ディスカウントを償却／未収計上することによって算定される。

2016年度において、インド準備銀行は、戦略的債務の再編に関するガイドラインを発表した。当ガイドラインでは、負債の

株式への転換及び銀行による借り手の所有持分の取得が容認されている。インド準備銀行は、銀行がこれらの事業体を連結す

ることを免除している。米国GAAPでは、これらの事業体は持分関連会社とみなされる。当行は、ASC Topic 825「金融商品」に

基づき、これらの持分事業体について公正価値オプションを選択している。したがって、貸付金、保証及び株式持分の公正価

値の変動は、損益計算書を通じて会計処理される。貸付金に係る公正価値の影響は「負債証券及び持分証券の評価」の項目に

計上されるが、インドGAAPに基づきこれらの貸付金に引き当てられる引当金は「貸倒引当金」の項目で戻し入れられる。「21.

米国GAAPに基づく注記－金融商品の公正価値会計」を参照のこと。

 

以下の表は、表示期間における負債証券及び持分証券の評価に係るインドGAAPと米国GAAPの会計処理から生じる純利益の差

異を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

(単位：百万インド・ルピー) 2017年  2016年  2015年

調整項目      

売買目的保有及び売却可能有価証券の時価会計における差異の

影響 3,362.2  5,135.6  1,142.2

米国GAAPにおけるAFS証券の一時的でない減損 (4,841.2)  (6,676.2)  (3,759.6)

インドGAAPに基づいて準備金及び剰余金に計上されるベン

チャー・ファンドの未実現利益／損失（米国GAAPでは、純利

益に計上されている） 16.6  (110.4)  (122.4)

インドGAAPに基づいて損益計算書に計上されるヘッジされてい

ない外貨建てAFS負債証券の換算による影響（米国GAAPでは、

その他の包括利益に計上されている） 1,728.1  (1,151.9)  379.1

特定の持分法適用関連会社の金融持分の公正価値会計の影響 (28,690.8)  (7,478.5)  -

その他 (1,405.8)  4,749.4  196.4

合計 (29,830.9)  (5,532.0)  (2,164.3)
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e)　手数料及び費用の償却

 

貸付金組成手数料及び費用

米国GAAPでは、貸付金組成手数料（特定の費用控除後）は、貸付金の利回りの調整として貸付期間にわたり償却される。た

だし、インドGAAPでは、貸付金組成手数料は取引開始時に会計処理される。また、インドGAAPでは、直接販売代理店に支払っ

た手数料などの貸付金組成手数料は発生した年度に費用計上される。

 

退職給付費用

インドGAAPでは、保険数理上の損益はすべて発生年度の損益計算書の適切な勘定に借方／貸方計上することにより、当該企

業の貸借対照表に認識される。米国GAAPでは、保険数理上の損益はその他の包括利益に計上されている。その後、その他の包

括利益に計上された保険数理上の累計損益のうち、10％回廊の超過分については損益計算書を通して償却される。さらに、給

付債務を算出するための割引率は、インドGAAPでは国債の利回りに連動するが、米国GAAPでは質の高い債券の利回りと連動し

ている。

 

以下の表は、表示期間における手数料及び費用の償却に係るインドGAAPと米国GAAPの会計処理から生じる純利益の差異を示

している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

貸付金組成手数料及び費用 7,011.2  7,034.8  8,141.9

退職給付費用 927.5  965.5  2,350.9

その他費用の償却 (24.7)  (108.2)  (307.3)

手数料及び費用の償却の差異合計 7,914.0  7,892.1  10,185.5

 

米国GAAPによる貸付金組成手数料及び費用の償却の結果、インドGAAPと比較して利益が2017年度は7,011.2百万インド・ル

ピー、2016年度は7,034.8百万インド・ルピー、2015年度は8,141.9百万インド・ルピー高くなっているが、これは、主に個人

向け貸付金の増加を反映してこれらの年度中に生じた個人向け貸付金の直接組成手数料が高くなったこと、及び商業貸付金の

過年度の未償却手数料の償却の増加によるものである。

 

f)　デリバティブの会計処理

インドGAAPにおいては、一部のオン・バランス・シートの資産及び負債に係る金利及び為替レートのリスクはスワップ契約

によってヘッジされている。このようなデリバティブ商品の影響は原資産及び負債の変動と相関関係にあり、ヘッジ会計の原

則に従って会計処理されている。ヘッジ対象となるスワップは、在外銀行子会社の場合を除き、発生主義により会計処理され

ている。在外銀行子会社においては、ヘッジ取引及びヘッジ対象項目（ヘッジ対象となるリスク）は公正価値で測定され、そ

の変動は損益計算書で認識されている。その他すべての未決済の為替予約契約は再評価され、その損益は損益計算書で認識さ

れている。

米国GAAPでは、当グループはデリバティブ取引を、FASB ASC Topic 815「デリバティブ及びヘッジ」の規定に従い会計処理

している。したがって、インドGAAPではヘッジとして分類される特定のデリバティブ契約は米国GAAPではヘッジとみなされ

ず、売買目的デリバティブとして会計処理され、公正価値の変動は損益計算書に認識される。

米国GAAPにおいて当グループは、特定のデリバティブをASC Topic 815に基づき特定の利付資産及び負債の公正価値ヘッジ及

びキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定している。ヘッジ取引の開始時点において、当グループはヘッジ関係及びヘッジの

実施に関するリスク管理目的及び戦略について正式に文書化している。当該プロセスには、ヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘッジ

対象リスク、並びにヘッジの有効性の評価方法及び非有効性の測定方法の特定が含まれている。さらに当グループは、ヘッジ

取引において使用されているデリバティブがヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローの変動を極めて有効に相殺してい

るかどうか、及び将来においてもその効果が継続すると見込まれるかどうかについて、ヘッジの開始時及び継続的に評価を

行っている。当グループはヘッジ手段の有効性について開始時及び四半期ごとに継続的に評価を実施している。ヘッジ手段及

びヘッジ対象双方の公正価値の変動による影響は、損益計算書に計上されている。当グループはまた、ASC Topic 815に準拠し

て会計処理されている海外事業への特定の当初正味投資について、特定の先物契約をヘッジ手段として指定している。
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g)　報酬費用の会計処理

FASB ASC Topic 718「報酬－株式報酬」では、従業員に対するすべての株式に基づく報酬（従業員ストック・オプションを

含む）を損益計算書において公正価値で認識することが要求される。インドGAAPのもとで、当グループは本源的価値法に従っ

て従業員株式報酬制度の会計処理を行っている。報酬費用は、対象となる株式の付与日における公正市場価格が行使価格を超

過する部分により測定される。当グループは、従業員ストック・オプションに関係する報酬費用に対して繰延税金を計上して

いない。

 

h)　証券化の会計処理

米国GAAPでは、当グループは証券化ローンの売却益を売却時にFASB ASC Topic 860「譲渡及びサービス業務」に従って会計

処理している。ASC Topic 860に従い、金融資産の売却による損益のすべては売却時に損益計算書に計上される。インドGAAPで

は、2006年２月１日以降、貸出債権の証券化により生じる純利益は、資産の売却先である特別目的事業体が発行した、あるい

は発行する予定である有価証券の有効期間にわたり計上される。2012年５月７日より、証券化による利益／プレミアムは、イ

ンド準備銀行により規定された手法に基づき取引期間にわたり償却される。貸出債権の売却証券化から生じる純損失は売却時

に認識される。さらに、当行のカナダの子会社による住宅ローンの証券化取引は、認識の中止の要件を満たしていないため、

インドGAAPでは売買取引としてみなされない。米国GAAPでは、これらの証券化取引はASC Topic 860「譲渡及びサービス業務」

における認識中止基準を満たすため譲渡として会計処理されている。

2010年４月１日のFAS第166号の適用後、インドGAAPでは証券化取引に該当する特定の取引は、米国GAAPでは証券化に該当し

ない。注記21(a)「証券化及び変動持分事業体」を参照のこと。

 

i)　繰延税金

繰延税金の会計処理による差異は主として、インドGAAPから米国GAAPへの調整のすべてに関する税効果、米国GAAPでは子会

社及び関連会社の未分配利益に対して繰延税金が認識されるが、インドGAAPでは子会社及び関連会社の未分配利益に対して繰

延税金を認識することは要求されていないこと、また米国GAAPでは繰延税金資産又は負債は貸借対照表日に有効な税率に基づ

いて計上されるが、インドGAAPでは実質的な適用税率に基づいて認識されるという理由により生じる。

当行は当期税金を支払い、インドGAAPに基づき外国支店に関する外貨換算準備金について繰延税金資産を設定した。米国

GAAPでは、当期税金が発生している外国支店の未分配利益に関して、繰延税金は認識されない。

インドGAAPでは、有税の減価償却又は繰越欠損金に係る繰延税金資産は、そのような資産の実現がほぼ確実である場合にの

み認識されるが、米国GAAPでは実現可能性に基づいて認識される。

当行及び住宅金融子会社は、1961年法人税法に基づく税務上の便益の為に、利益処分を通じて特別準備金を計上している。

この税務上の便益は、将来期間に特別準備金から資金が引き出された場合に解消される。インドGAAPでは、インド準備銀行／

全国住宅銀行が発行したガイドラインに準拠して、繰延税金負債がこの特別準備金について認識されている。米国GAAPにおい

ては、予想される回収方法に基づき繰延税金の認識及び測定が行われ、回収方法によっては納税額に影響がないことが予想さ

れる場合には繰延税金は認識されない。したがって、この特別準備金の引出し／利用を行わないという当グループの継続的意

思、及び流動性シナリオにおけるこの特別準備金の非課税性についての税務顧問からの意見を根拠に、特別準備金について繰

延税金負債を認識しなかった。

インドGAAPでは、税法により償却できない有形固定資産について、繰延税金は認識されない。米国GAAPでは、税法により利

用可能な指数連動利益を考慮して、当該資産の一時的差異につき繰延税金が認識される。
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以下の表は、表示期間における、純利益の調整における繰延税金の構成要素を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

調整項目      

子会社、支店及び関連会社の未分配利益に係る繰延税金 (1,901.7)  (683.2)  1,877.3

貸借対照表日現在に有効な実効税率の適用 -  257.0  (257.0)

外貨換算準備金に関して当期発生した繰延税金 156.2  (5,877.5)  -

有税の減価償却又は繰越欠損金に係る繰延税金 20.3  (3,709.7)  2,403.2

特別準備金に係る繰延税金 1,179.1  4,574.9  3,738.6

有形固定資産の一時的差異に係る繰延税金 68.3  878.4  -

インドGAAPから米国GAAPへの調整のすべてに関する税効果 13,578.8  12,097.2  3,820.9

繰延税金における差異合計 13,101.0  7,537.1  11,583.0

 

2017年３月31日現在、繰延税金の調整により、米国GAAPでの株主資本は、44,788.0百万インド・ルピー（2016年３月31日：

36,124.9百万インド・ルピー）、インドGAAPよりも高かった。このうち、434.8百万インド・ルピー（2016年３月31日：

2,063.5百万インド・ルピー）は、子会社、支店及び関連会社の未分配利益に係る繰延税金、０インド・ルピー（2016年３月31

日：０インド・ルピー）は実効税率に係る繰延税金、(5,721.3)百万インド・ルピー（2016年３月31日：(5,877.5)百万イン

ド・ルピー）は外国支店に関連する外貨換算準備金に関して当期発生した繰延税金、20.3百万インド・ルピー（2016年３月31

日：０インド・ルピー）は繰越欠損金に係る繰延税金、27,811.3百万インド・ルピー（2016年３月31日：26,632.2百万イン

ド・ルピー）は特別準備金に係る繰延税金、946.7百万インド・ルピー（2016年３月31日：878.4百万インド・ルピー）は有形

固定資産の一時的差異に係る繰延税金、及び21,296.2百万インド・ルピー（2016年３月31日：12,428.3百万インド・ルピー）

はインドGAAPから米国GAAPへのその他の調整に関する税効果によるものであった。

 

j)　その他

インドGAAPでは、当行及び住宅金融子会社は固定資産を再評価して、2017年３月31日現在30,651.1百万インド・ルピー

（2016年３月31日：28,174.7百万インド・ルピー）の再評価準備金を設定している。米国GAAPでは、固定資産は、ASC

Topic360「有形固定資産」に基づき原価基準で認識される。さらに、インドGAAPでは再評価金額に関して追加の減価償却費が

損益計算書に計上されているが、米国GAAPでは計上されていないため、2017年３月31日に終了した年度において米国GAAPでの

減価償却費はインドGAAPよりも513.6百万インド・ルピー少なくなっている（2016年３月31日及び2015年３月31日に終了した年

度：０インド・ルピー）。

2016年度まで、インドGAAPでは、非統合海外事業の処分／一部の処分において、当該事業に関連する外貨換算準備金に累計

された換算差額の累積額／比例額は、処分に係る損益の認識と同じ期間に認識されていた。2017年度から、インド準備銀行が

発行したガイドラインに準拠して、当行は海外事業による利益剰余金累計額回収に関連する当該換算差額の累積額／比例額を

損益として認識していない。米国GAAPでは、外貨換算準備金に累積している損益は、非統合海外事業のすべて／実質的にすべ

てを処分する場合にのみ損益計算書で認識される。その結果、2017年３月31日に終了した年度において、インドGAAPと比較す

ると、米国GAAPでは利益が０インド・ルピー（2016年３月31日に終了した年度：9,411.9百万インド・ルピー、2015年３月31日

に終了した年度：7,541.4百万インド・ルピー）少なくなっている。

インドGAAPでは、インド準備銀行に指示に従い、当行はデットアセットスワップで取得した一部の固定資産に関して引当金

を設定している。米国GAAPでは、これらの固定資産は、簿価又は公正価値のいずれか低い方で計上される。

 

k)　配当案

インドGAAPでは、2016年度まで普通株式の配当及び関連する配当課税は関連する年度に認識されていた。2017年度からは、

会計基準第４号「貸借対照表日後に生じた偶発事象及び後発事象」の変更に従い、普通株式の配当及び関連する配当課税は株

主が承認した年度に認識されている。米国GAAPでは、普通株式の配当及び関連する配当課税は取締役会で承認された年度の資

本に認識される。
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21．米国GAAPに基づく注記
 

米国GAAPにおいて要求されている追加情報

 

a) 証券化及び変動持分事業体

 

概要

当行及びその子会社は、特別目的事業体を含む、複数の種類のオフ・バランスシート契約に関与している。

 

特別目的事業体（以下「SPEｓ」という。）の利用

当グループは、SPEの管理文書に記載されている限定的な目的を達成するために設立されたSPEと取引を行っている。これら

のSPEの主な目的は、譲渡人から資産を購入するための拠出金を投資家から受取り、購入した資産を拠出者に代わって信託に保

有し、購入した資産からの収入を投資家に定期的に支払うことである。これらのSPEは、主として信託の法的形態で設立されて

いる。証券化において、SPEに資産を譲渡した会社は、通常の営業過程で実現する前にSPEが発行する負債及び持分商品、証

書、コマーシャル・ペーパー及びその他の債務手形を通じてこれらの資産の全部（又は一部）を現金に転換する。これらは、

SPEの貸借対照表には計上されるが、適用される会計要件が満たされていることを条件に、資産を譲渡した会社の貸借対照表に

は反映されない。投資家は通常、SPEの資産に対して請求権を有しており、SPEの超過資産の形態による担保勘定又は余剰担保

などのその他の信用補完、与信枠、あるいは流動性プット・オプション又は資産購入契約などの流動性ファシリティから利益

を得る場合も多い。FASBは、2010年４月１日に適用される会計基準を公表しており、これにより当グループは関与していた特

定の信託の連結が求められるが、過年度では適格特別目的事業体として連結から除外されていた。ASC 810-10に準拠して、当

グループは、従前のQSPEの資産、負債及び非支配持分を当初は帳簿価額（当グループがこれらの従前の適格特別目的事業体で

常に連結していたと仮定した場合に連結財務諸表に計上される資産、負債及び非支配持分の金額）で測定することによりこれ

らの事業体を連結した。また、SFAS第166号（現在ASC 810-10に編纂されている）は、SFAS第140号（現在ASC 860-10として編

纂されている）では売却とみなされていた特定の資産譲渡（資産の一部の譲渡を含む）を担保付借入とみなすよう求めてい

た。

 

変動持分事業体

VIEは、持分投資総額が不十分で、他社からの追加的劣後財務支援がなければその会社の活動資金を調達することができない

事業体、あるいはその事業体の持分投資家が支配財務持分の特徴（すなわち、議決権又は同様の権利を通じて法的事業体の経

営成績に最も重要な影響を与える活動を指揮する権限、及びその事業体の予想残存利益を受け取る権利又はその事業体の予想

損失を負担する義務）を有していない事業体である。負債又は株式持分を通じてVIEに資金を提供する投資家、あるいはその他

の形態（保証、劣後手数料契約、又は特定のデリバティブ契約など）で支援を提供している他の取引相手方が、当該事業体の

変動持分保有者である。VIEの支配財務持分を保有する変動持分保有者は、主たる受益者とみなされ、VIEを連結しなければな

らない。したがって、当グループは、VIEの経営成績に最も重要な影響を及ぼす活動を指揮する権限を有し、かつVIEに対して

潜在的に重要となる可能性のある損失を負担する義務を有する、もしくはVIEに対して潜在的に重要となる可能性のある便益を

享受する権利を有しているという決定に基づき、当グループが特定の信託及び事業体の主たる受益者であるため、支配財務持

分を保有していると判断した。
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以下の表は、2017年３月31日現在、当グループが重要な変動持分を保有する連結及び非連結VIEへの関与を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）      

明細

非連結VIEに対する

重要な投資  

連結VIEに

対する投資  

VIE資産の投資

合計（総資産）

資金拠出済      

不動産担保証券 -  7,002.0  7,002.0

資産担保証券 -  -  -

貸付金 -  -  -

資金拠出済合計 -  7,002.0  7,002.0

未拠出      

不動産担保証券 -  -  -

資産担保証券 -  -  -

その他 -  -  -

未拠出合計 -  -  -

合計 -  7,002.0  7,002.0

 

以下の表は、2016年３月31日現在、当グループが重要な変動持分を保有する連結及び非連結VIEへの関与を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）      

明細

非連結VIEに対する

重要な投資  

連結VIEに

対する投資  

VIE資産の投資

合計（総資産）

資金拠出済      

不動産担保証券 -  7,386.3  7,386.3

資産担保証券 -  -  -

貸付金 -  191.6  191.6

資金拠出済合計 -  7,577.9  7,577.9

未拠出      

不動産担保証券 -  -  -

資産担保証券 -  -  -

その他 -  -  -

未拠出合計 -  -  -

合計 -  7,577.9  7,577.9

 

連結VIEの資産残高は、当グループが連結した資産の帳簿価額を示している。帳簿価額は、資産の法的形態（例：貸付金又は

有価証券）並びに当該資産の種類及び事業についての当グループの標準的な会計方針に応じて償却原価又は現在の公正価値と

なる場合がある。VIEの資産は、各VIEの債務の決済のためにのみ使用することができる。

以下の表は、表示期間における、当グループが主たる受益者であるVIE及びSPEに関する連結資産及び負債の帳簿価額及び分

類を示している。連結VIEの負債は、連結資産並びに当行が信用補完及び流動性ファシリティの形態により提供したその他の支

援からの収入により支払われる。連結VIEの債権者は、当グループの一般債権に対して請求権を有していない。

 

（単位：百万インド・ルピー）

2017年

３月31日現在  

2016年

３月31日現在

明細    

現金 -  50.1

投資 3,006.1  3,230.0

貸付金 5,319.5  5,396.7

その他資産 -  -

資産合計 8,325.6  8,676.8

借入金 1,495.0  4,306.6

その他負債 -  -

負債合計 1,495.0  4,306.6
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当行は、他の事業体が組成したリテール貸付金を基礎とする証券化信託のパス・スルー証書に投資している。2017年３月31

日現在、当該投資の帳簿価額は、134,860.3百万インド・ルピー（2016年３月31日：94,221.6百万インド・ルピー）であった。

ASC Subtopic 810-10「連結－全体」による評価に基づき、当行はこれら信託の主たる受益者ではない。さらに、当行はこれら

のVIEへの資産の譲渡者ではなく、また、これらVIEの設計にも関与していない。これらの信託における当行の関与による損失

の最大エクスポージャーは、当該投資の帳簿価額である。

 

b) 金融商品の公正価値会計

 

2016年度において、インド準備銀行は、戦略的な負債の再構築に関するガイドラインを発表した。当ガイドラインでは、負

債の株式への転換及び銀行による借り手の保有持分の取得が容認されている。当ガイドラインに従い、当行は他の貸し手と一

緒に、特定の事業体に対する貸付金の一部を株式に転換した。この転換により、各貸し手は、借り手である事業体の取締役会

の取締役を指名する権利を認められる。所有持分及び経営権による重大な影響力により、これらの事業体はASC Subtopic323-

10に基づく持分法関連会社とみなされるが、当行の意図は債務の回収を対策であり、これらの事業体の運営による経済的便益

を得ることではない。したがって、当行はこれらの持分法関連会社の会計について公正価値オプションを選択し、これらの事

業体に対する貸付金、保証及び持分株式投資は、ASC Subtopic825-10「金融商品」に従い損益計算書を通じて公正価値で評価

されている。

これらの事業体に対する貸付金及び保証の公正価値は、2017年３月31日現在で31,398.2百万インド・ルピー、2016年３月31

日現在で16,225.4百万インド・ルピーであり、帳簿価格は2017年３月31日現在で64,413.4百万インド・ルピー、2016年３月31

日現在で22,989.0百万インド・ルピーである。2017年３月31日現在の公正価値と帳簿価格の差異33,015.2百万インド・ルピー

（2016年３月31日：6,762.6百万インド・ルピー）は、公正価値評価により生じた損失であり、損益計算書に費用として認識さ

れている。これには90日以上延滞しており、2017年３月31日現在で28,600.8百万インド・ルピー、2016年３月31日現在で

4,416.6百万インド・ルピーの公正価値損失がある貸付金の公正価値が2017年３月31日現在で24,047.7百万インド・ルピー、

2016年３月31日現在で8,670.2百万インド・ルピー含まれる。当行はこれらの貸付金に対する利息を別個に認識していない。さ

らに2017年３月31日現在、これらの事業体への持分法投資における公正価値変動による損失3,154.0百万インド・ルピー（2016

年３月31日：715.9百万インド・ルピー）が損益計算書に認識されている。

 

2017年３月31日現在、これらの事業体に対する当グループの株式保有は以下の通りである。

 

番号  会社名  保有持分

１  ランコ・ティースタ・ハイドロ・パワー・リミテッド  14.48％

２  ジャイプラカシュ・パワー・ベンチャーズ・リミテッド  14.07％

３

  

VISHWAインフラストラクチャー・アンド・サービシズ・プライベート・リミ

テッド  12.53％

４  アシャー・アグロ・リミテッド  10.88％

５  ギャモン・インディア・リミテッド  10.74％

６  ユニマーク・レメディーズ・リミテッド  9.72％

７  グレート・オフショア・リミテッド  9.11％

８  ICOMMテレ・リミテッド  8.36％

９  ダイアモンド・パワー・インフラストラクチャー・リミテッド  8.24％

10  IVRCLリミテッド  7.98％

11  コースタル・プロジェクツ・リミテッド  7.79％

12  パテル・エンジニアリング・リミテッド  4.51％

13  アジュニク・パワー・アンド・ナチュラル・リソーシズ・リミテッド  4.29％

14  プラチブハ・インダストリーズ・リミテッド  3.01％

15  モンネット・イスパット・アンド・エナジー・リミテッド  2.73％

16  アスター・プライベート・リミテッド  1.77％
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c) 投資

 

以下の表は、表示期間における、売買目的保有に分類された投資のポートフォリオを示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

2017年

３月31日現在  

2016年

３月31日現在

負債証券    

国債 99,353.6  166,707.3

その他負債証券 134,661.0  143,812.6

負債証券合計 234,014.6  310,519.9

普通株式 1,620.8  56.7

ミューチュアル・ファンド -  -

合計 235,635.4  310,576.6
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以下の表は、表示期間における売却可能に分類された投資のポートフォリオを示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 2017年３月31日現在

 

償却原価/

取得原価  

未実現利益

総額  

未実現損失

総額  公正価値

        

売却可能        

社債 123,376.4  3,615.0  (710.3)  126,281.1

国債 1,111,124.3  24,097.6  (1,305.0)  1,133,916.9

その他有価証券 176,774.1  1,178.8  (2,103.1)  175,845.8

負債証券合計 1,411,274.8  28,887.4  (4,118.4)  1,436,043.8

持分証券 6,256.8  2,379.8  (77.7)  8,558.9

その他有価証券 11,225.1  1,620.8  (226.4)  12,619.5

合計 1,428,756.7  32,888.0  (4,422.5)  1,457,222.2

 

（単位：百万インド・ルピー） 2016年３月31日現在

 

償却原価/

取得原価  

未実現利益

総額  

未実現損失

総額  公正価値

        

売却可能        

社債 184,592.0  5,083.7  (2,431.8)  187,243.9

国債 1,126,385.0  11,585.8  (2,945.1)  1,135,025.7

その他有価証券 124,231.0  1,486.3  (2,726.8)  122,990.5

負債証券合計 1,435,208.0  18,155.8  (8,103.7)  1,445,260.1

持分証券 5,439.8  1,272.2  (243.4)  6,468.6

その他有価証券 9,866.6  1,537.6  (156.8)  11,247.4

合計 1,450,514.4  20,965.6  (8,503.9)  1,462,976.1

 

当グループの投資ポートフォリオはまた、ベンチャー・キャピタル子会社により保有されている投資、容易に市場で売却で

きない有価証券への投資及び関連会社への投資を含む。2017年及び2016年３月31日現在、ベンチャー・キャピタル子会社に保

有されている投資の公正価値は、それぞれ109.2百万インド・ルピー及び239.5百万インド・ルピーであった。容易に市場で売

却できない有価証券とは、主にプロジェクト・ファイナンス活動の一部又は債務の再編における貸付金の転換として取得され

た有価証券である。2017年及び2016年３月31日現在、容易に市場で売却できない有価証券への投資及び関連会社への投資は、

それぞれ77,700.1百万インド・ルピー及び78,203.2百万インド・ルピーであった。さらに、ASC Subtopic825-10「金融商品」

に従い、当行は2017年３月31日現在、持分投資合計7,480.7百万インド・ルピー及び2016年３月31日現在で2,997.9百万イン

ド・ルピーについて公正価値オプションを選択している。

 

d) 公正価値測定

2008年４月１日に当グループは、FASB ASC Topic 820「公正価値の測定及び開示」を適用した。当グループは、ASC Topic

820における公正価値ヒエラルキーに基づいて金融商品の公正価値を決定している。当該基準書は、公正価値を測定する際に使

用される３つのレベルのインプットについて説明している。

 

レベル１

活発な市場で取引される同一の金融商品の市場価格（無調整）に基づいて評価される。そのような市場価格に基づいて評価

されている金融商品には、流通株式、ミューチュアル・ファンド、国債、社債、譲渡性預金証書、コマーシャル・ペーパー、

先物及びスポットが含まれている。当行のカナダ子会社は、市場価格に基づき評価される銀行引受手形を有している。

 

レベル２

活発な市場における類似の金融商品の市場価格、活発ではない市場における同一又は類似の金融商品の市場価格、市場参加

者の見積価格及び活発な市場における観察可能な重要なインプットを用いる評価モデルから導き出された価格に基づいて評価

される。インプットとして、金利、イールド・カーブ、ボラティリティ、信用スプレッドが用いられているが、これらは、ロ

イター、ブルームバーグ、インド外国為替業協会、金融ベンチマーク・インド・プライベート・リミテッド及びインドの債

券・短期金利・デリバティブ協会といった公の情報源から入手できる。

商品には、国債、社債及び債券、譲渡性預金証書、コマーシャル・ペーパー、一般オプション、単純金利デリバティブ、先

渡し、金利及び通貨スワップ並びにスワップションが含まれる。
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レベル３

重要な市場の観察不能なインプット又は仮定を用いる評価技法又はモデルに基づいて評価される。評価額が価格決定モデ

ル、割引キャッシュ・フロー又は類似の技法を用いて決定され、重要なモデルにおける仮定又はインプットの少なくとも１つ

が観察不能である場合、あるいは公正価値の決定に重要な経営陣の判断や見積りが必要である場合に金融商品はレベル３に該

当する。エキゾチック・デリバティブの評価は、月末の取引相手の見積評価額に基づいて行われる。

インド関連の非ルピー建債券価格は、発行会社の国際外貨格付け（対外ソブリン格付けを上限とする）に対応するブルーム

バーグ／ロイターが公表した公正市場スプレッドを織り込んだレートを用いて割引かれたキャッシュ・フローにより評価され

る。一部の債券及び資産担保コマーシャル・ペーパーは、減損控除後の償却原価、又はブルームバーグから入手可能な価格

（内部の見積り及び仮定を用いて設定されたもの）に基づいて評価されている。これらの金融商品の期待キャッシュ・フロー

の減少は、これらの債券の価値に不利な影響を及ぼすことになる。同様に、金利又は信用スプレッドの上昇は、これらの債券

の価値に不利な影響を及ぼすことになる。当行のカナダの子会社の証券化における留保持分の価値は、主に不動産担保証券の

利回りを上回る不動産担保ローン金利の超過利鞘を表しているが、担保不動産からのキャッシュ・フローの金額及び時期に

よって同様の影響を受ける。

当グループは、インド関連のクレジット・デリバティブを、市場価格と発行会社の国内格付けに対応するインドの債券・短

期金利・デリバティブ協会が公表したスプレッド（当該金融商品の流動性に応じた信用スプレッドのマークアップを調整後）

を用いたキャッシュ・フローの割引の組み合わせによって評価している。プライベート・エクイティ投資の場合、使用するイ

ンプットには、比較可能な上場企業に関する評価倍率並びに非流動性及びその他の要因に関する調整が含まれる。

インドのパス・スルー証書の評価は、基礎となる信託より支払われる見積キャッシュ・フローに基づく。信託又はオリジ

ネーターは見積キャッシュ・フローを算定するため、様々な変数について多くの仮定を設定している。信託から受け取る

キャッシュ・フロー明細は、基準イールド・カーブ及び月末のインドの債券・短期金利・デリバティブ協会が公表した信用ス

プレッドによって割り引かれる。したがって、これらの金融商品はレベル３の金融商品に分類される。これらの金融商品の見

積キャッシュ・フローの減少は、これらの証書の価値に不利な影響を及ぼすことになる。当該見積キャッシュ・フローの時期

の変化もまた、これらの証書の価値に影響を及ぼす。

特定の貸付金の評価は、ASC Subtopic 825-10に従った公正価値評価が行われるが、基礎となる借り手が支払うキャッシュ・

フローの見積りに依拠する。当行は見積りキャッシュ・フローを算出するための様々な変数に関して多くの仮定を行ってい

る。キャッシュ・フローのスケジュールは、現在の金利で割り引かれるが、当該金利は格付けが類似する借り手に対する融資

枠のために当行が提供する見込みが高い金利であり、市場で観察される金利ではない。したがって、これらの貸付金はレベル

３資産に分類される。このような貸付金の価値は、借り手からの見積りキャッシュ・フローの金額及びタイミングの変更に影

響される。

ASU2015-07「公正価値測定（Topic 820）：１株当たり純資産価値で算定する特定の事業体への投資に関する開示」に従い、

実務的間便法として純資産価値を用いて公正価値を測定する投資は、公正価値ヒエラルキーに基づく分類を義務付けられてい

ない。したがって、ベンチャー・ファンド・ユニット及び有価証券受領書の公正価値ヒエラルキーに基づく分類は中止されて

いる。したがって、公正価値ヒエラルキーの開示に関する2016年３月31日現在の比較開示は修正再表示されている。
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以下の表は、2017年３月31日現在の経常ベースで公正価値により測定されている当グループの資産及び負債、並びにこれら

の商品の測定に用いたインプットのレベルに関する情報を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

明細 レベル１  レベル２  レベル３  合計

投資        

持分証券 15,518.9  250.0  1,968.2  17,737.1

国債 50,226.6  1,183,043.9  -  1,233,270.5

社債 78,358.4  122,128.5  7,698.8  208,185.7

不動産担保証券及びその他の資産担保証券 3,050.0  -  138,513.2  141,563.2

その他
１

12,208.2  82,916.3  32.6  95,157.1

小計 159,362.1  1,338,338.7  148,212.8  1,695,913.6

有価証券受領書
2

      261.5

ベンチャー・ファンド・ユニット
2

      4,272.5

投資合計       1,700,447.6

デリバティブ（正の時価評価）        

金利デリバティブ
3

20.1  19,499.1  34.1  19,553.3

通貨デリバティブ

（為替デリバティブを含む）
4

1,829.8  55,428.8  -  57,258.6

株式デリバティブ 3.1  -  -  3.1

アンファンデッド型の信用デリバティブ -  -  -  -

正の時価評価合計 1,853.0  74,927.9  34.1  76,815.0

デリバティブ（負の時価評価）        

金利デリバティブ
3

-  (15,533.6)  (46.1)  (15,579.7)

通貨デリバティブ

（為替デリバティブを含む）
3

(2,834.1)  (48,300.1)  -  (51,134.2)

株式デリバティブ (0.4)  -  -  (0.4)

アンファンデッド型の信用デリバティブ -  -  -  -

負の時価評価合計 (2,834.5)  (63,833.7)  (46.1)  (66,714.3)

借入金        

債券 -  (446,139.7)  -  (446,139.7)

借入金合計 -  (446,139.7)  -  (446,139.7)

貸付金        

貸付金 -  -  31,252.0  31,252.0

貸付金合計 -  -  31,252.0  31,252.0

 

1．主に譲渡性預金証書、コマーシャル・ペーパー及びミューチュアル・ファンドのユニットを含む。

2．これらの投資に関する公正価値は、ASC Subtopic 820-10-35「公正価値測定及び開示」に従い、被投資事業体によって宣言

された受益証券一口当たり純資産価値を用いて見積もられている。これらの投資に関する公正価値は、ASC Subtopic 820-

10-35-54Bの変更に基づき、公正価値ヒエラルキーに分類されていない（ASU2015-07を参照）。

3．外貨建て金利スワップ、金利先渡契約、スワップション及び上場金利デリバティブは金利デリバティブに含まれる。

4．外貨オプション、通貨金利スワップ及び外貨先物は通貨デリバティブに含まれる。
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以下の表は、2016年３月31日現在の経常ベースで公正価値により測定されている当グループの資産及び負債、並びにこれら

の商品の測定に用いたインプットのレベルに関する情報を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

明細 レベル１  レベル２  レベル３  合計

投資        

持分証券 6,138.7  123.4  3,473.5  9,735.6

国債 137,435.3  1,164,297.7  -  1,301,733.0

社債 78,663.3  119,414.9  11,035.6  209,113.8

不動産担保証券及びその他の資産担保証券 5,268.3  -  98,066.4  103,334.7

その他
１

51,167.4  96,821.4  27.1  148,015.9

小計 278,673.0  1,380,657.4  112,602.6  1,771,933.0

有価証券受領書
2

      359.3

ベンチャー・ファンド・ユニット
2

      4,497.8

投資合計       1,776,790.1

デリバティブ（正の時価評価）        

金利デリバティブ
3

-  38,096.8  63.0  38,159.8

通貨デリバティブ

（為替デリバティブを含む）
4

1,697.2  56,883.5  -  58,580.7

株式デリバティブ 0.9  529.1  -  530.0

アンファンデッド型の信用デリバティブ -  -  13.1  13.1

正の時価評価合計 1,698.1  95,509.4  76.1  97,283.6

デリバティブ（負の時価評価）        

金利デリバティブ
3

(23.9)  (19,520.9)  (29.1)  (19,573.9)

通貨デリバティブ

（為替デリバティブを含む）
4

(829.9)  (56,667.9)  -  (57,497.8)

株式デリバティブ (0.7)  -  -  (0.7)

アンファンデッド型の信用デリバティブ -  -  (12.3)  (12.3)

負の時価評価合計 (854.5)  (76,188.8)  (41.4)  (77,084.7)

借入金        

債券 -  (559,279.3)  -  (559,279.3)

借入金合計 -  (559,279.3)  -  (559,279.3)

貸付金        

貸付金 -  -  16,225.4  16,225.4

貸付金合計 -  -  16,225.4  16,225.4

 

1．主に譲渡性預金証書、コマーシャル・ペーパー及びミューチュアル・ファンドのユニットを含む。

2．これらの投資に関する公正価値は、ASC Subtopic 820-10-35「公正価値測定及び開示」に従い、被投資事業体によって宣言

された受益証券一口当たり純資産価値を用いて見積もられている。これらの投資に関する公正価値は、ASC Subtopic 820-

10-35-54Bの変更に基づき、公正価値ヒエラルキーに分類されていない（ASU2015-07を参照）。

3．外貨建て金利スワップ、金利先渡契約、スワップション及び上場金利デリバティブは金利デリバティブに含まれる。

4．外貨オプション、通貨金利スワップ及び外貨先物は通貨デリバティブに含まれる。

 

特定の商品については、比較的閑散市況であるために市場参加者の見積価格又はスプレッドのみに基づいて決定するという

評価は不適切であると考えられた。このため、代替的な評価手法が用いられている。2017年３月31日現在これらの商品の市場

は流動性が低く、報告日において、市場価格のみに基づいて評価することは引き続き不適切である。流動性が低いとみなさ

れ、類似する資産価格又は市場価格から導き出された加重平均価格及び評価モデルに基づいて評価された債券は、評価に際し

て使用するインプットに基づきレベル２又はレベル３の金融商品に分類される。
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当グループは特定のベンチャー・キャピタル・ファンド及び有価証券受領書に対する投資を保有している。これらの投資の

公正価値は、かかる被投資事業体によって宣言された受益証券一口当たり純資産価格を用いて見積もられている。有価証券受

領書は、資産再構築会社が主に不良債権を原資産として発行しており、これらの資産の回収の改善を通じて利益を得ることを

目的としている。ベンチャー・キャピタル・ファンド・ユニットは、ベンチャー・キャピタルが持分証券及びその他の商品へ

の投資を原資産として発行し、長期リターンを得ることを目的としている。ベンチャー・キャピタル・ファンドの中には、不

動産及びインフラ・セクターへの投資に特化したものもある。資産再構築会社／ベンチャー・キャピタル・ファンドが、満期

が７年から10年で原資産を現金化して分配することで、これらの投資からキャッシュ・フローが生じることが見込まれる。原

資産からの見積りキャッシュ・フローの減少又は見積りキャッシュ・フローの回収の遅延は、純資産価値にマイナスに影響す

るため、これらの資産の公正価値にも不利な影響を及ぼすことになる。

 

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替

 

国債16,785.3百万インド・ルピー及び持分証券243.8百万インド・ルピーはレベル１からレベル２に振り替えられたが、これ

は、2016年３月31日の活発な市場での市場価格に基づく評価に対し、2017年３月31日で活発でない市場での市場価格に基づ

き、これらの証券が評価されたためである。社債68.5百万インド・ルピーはレベル１からレベル２に振り替えられたが、これ

は、2016年３月31日現在ではこれらの証券について市場価格に基づいて評価を行ったのに対して、2017年３月31日現在では市

場における観察可能なインプットを用いた内部評価に基づいて評価を行ったことによる。

社債1,224.6百万インド・ルピーはレベル２からレベル１に振り替えられたが、これは、2016年３月31日現在ではこれらの証

券について市場における観察可能なインプットを用いた内部評価に基づいて評価を行ったのに対して、2017年３月31日現在で

は市場価格に基づいて評価を行ったことによる。持分証券2.3百万インド・ルピーはレベル２からレベル１に振り替えられた

が、これは、これらの証券について2016年３月31日では活発でない市場での市場価格に基づき評価が行われたが、2017年３月

31日では活発な市場での市場価格に基づき評価が行われたためである。

社債1,802.2百万インド・ルピーはレベル２からレベル３に振り替えられたが、これは、2016年３月31日現在ではこれらの証

券について市場における観察可能なインプットを用いた内部評価に基づいて評価を行ったのに対して、2017年３月31日現在で

は重要な経営陣の見積りまたは観察不能なインプットに基づいて評価を行ったことによる。持分証券3.7百万インド・ルピーは

レベル２からレベル３に振り替えられたが、これは、これらの証券について2016年３月31日では活発でない市場での市場価格

に基づき評価が行われたが、2017年３月31日では観察不能なインプットに基づく評価が行われたためである。

株式128.5百万インド・ルピーはレベル１からレベル３に振り替えられたが、これは、これらの証券について2016年３月31日

では活発な市場での市場価格に基づき評価が行われたが、2017年３月31日では観察不能なインプットに基づく評価が行われた

ためである。

原価法持分証券18.7百万インド・ルピーはレベル１に振り替えられたが、これは、2017年３月31日現在では活発な市場での

市場価格に基づいて評価を行ったことによる。原価法持分証券1.1百万インド・ルピーはレベル２に振り替えられたが、これ

は、2017年３月31日現在では活発でない市場での市場価格に基づき評価が行われたためである。原価法持分証券2.3百万イン

ド・ルピーはレベル３に振り替えられたが、これは、これらの証券について2017年３月31日現在では観察不能なインプットに

基づく評価が行われたためである。

株式0.1百万インド・ルピーがレベル２から振り替えられたが、これは2017年３月31日現在、これらの投資が取得原価で計上

されたことによる。

持分関連会社に対する貸付金40,963.7百万インド・ルピーは、当行がASC Subtopic 825-10「金融商品」で公正価値オプショ

ンを選択したものであり、その公正価値が重要な経営陣の見積り及び観察不能なインプットに基づくために、レベル３に分類

されている。
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以下の表は、2017年３月31日に終了した事業年度におけるレベル３資産の公正価値の変動に関する追加情報の一部を示して

いる。

 

（単位：百万インド・ルピー) 投資   

明細 持分証券  社債  

不動産担保

証券及びそ

の他の資産

担保証券  その他  合計  貸付金

2016年４月１日現在期首残高 3,473.5  11,035.6  98,066.4  27.1  112,602.6  16,225.4

(実現／未実現)利益又は損失合計            

-損益計上額 (1,471.0)  (3,452.3)  -  610.8  (4,312.5)  (25,937.1)

-その他の包括利益計上額 (8.9)  116.3  (192.0)  -  (84.6)  -

購入／増加 181.3  96.9  102,222.7  -  102,500.9  -

売却 (336.5)  (195.6)  -  (605.3)  (1,137.4)  -

発行 -  -  (1.6)  -  (1.6)  -

決済 -  (1,644.4)  (61,384.4)  -  (63,028.8)  -

レベル３への振替 134.5  1,802.2  -  -  1,936.7  40,963.7

レベル３からの振替 -  -  -  -  -  -

外貨換算調整額 (4.7)  (59.9)  (197.9)  -  (262.5)  -

2017年３月31日現在期末残高 1,968.2  7,698.8  138,513.2  32.6  148,212.8  31,252.0

報告日において保有されている資

産に関連する未実現利益又は(損

失)の変動に起因して損益計算書

に計上された利益又は（損失）

合計 (1,477.4)  (438.5)  -  5.5  (1,910.4)  (25,937.1)

 

1．インド関連の資産担保証券を含む。

 

以下の表は、2016年３月31日に終了した事業年度におけるレベル３資産の公正価値の変動に関する追加情報の一部を示して

いる。

 

（単位：百万インド・ルピー) 投資    

明細 持分証券  社債  

不動産担保

証券及びそ

の他の資産

担保証券  その他  合計  貸付金

 

2015年４月１日現在期首残高 2,031.7  1,384.2  120,280.0  -  123,695.9  -  
(実現／未実現)利益又は損失合計             
-損益計上額 (1,286.1)  (1,522.7)  89.3  27.1  (2,692.4)  (6,762.6)  
-その他の包括利益計上額 176.8  466.3  695.4  -  1,338.5  -  

購入／増加 2,484.8  211.8  42,454.2  -  45,150.8  -  
売却 (363.4)  (42.2)  -  -  (405.6)  -  
発行 -  -  665.7  -  665.7  -  
決済 -  -  (66,260.2)  -  (66,260.2)  -  
レベル３への振替 486.8  10,494.5  -  -  10,981.3  22,988.0  
レベル３からの振替 (59.2)  -  -  -  (59.2)  -  
外貨換算調整額 2.1  43.7  142.0  -  187.8  -  
2016年３月31日現在期末残高 3,473.5  11,035.6  98,066.4  27.1  112,602.6  16,225.4  
報告日において保有されている資

産に関連する未実現利益又は(損

失)の変動に起因して損益計算書

に計上された利益又は（損失）

合計 (1,260.8)  (1,504.3)  -  27.1  (2,738.0)  (6,762.6)  

 

1．インド関連の資産担保証券を含む。
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以下の表は2017年３月31日に終了した年度におけるのレベル３のデリバティブの公正価値の変動に関する追加情報の一部を

示している。

 

（単位：百万インド・ルピー) デリバティブ

明細

金利

デリバティブ  

通貨デリバ

ティブ

（為替デリバ

ティブを含む）  

株式

デリバティブ  

アンファン

デッド型

クレジット・

デリバティブ  合計

2016年４月１日現在期首残高 33.8  -  -  0.9  34.7

(実現／未実現)利益又は損失合計          

-損益計上額 (45.9)  -  -  (0.9)  (46.8)

-その他の包括利益計上額 -  -  -  -  -

購入 -  -  -  -  -

売却 -  -  -  -  -

発行 -  -  -  -  -

決済 -  -  -  -  -

レベル３への振替 -  -  -  -  -

レベル３からの振替 -  -  -  -  -

外貨換算調整額 -  -  -  -  -

2017年３月31日現在期末残高 (12.1)  -  -  0.0  (12.1)

報告日において保有されている資産に関連

する未実現利益又は(損失)の変動に起因

して損益計算書に計上された利益又は

（損失）合計 (10.7)  -  -  -  (10.7)

 

以下の表は2016年３月31日に終了した事業年度におけるレベル３のデリバティブの公正価値の変動に関する追加情報の一部

を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー) デリバティブ

明細

金利

デリバティブ  

通貨デリバ

ティブ

（為替デリバ

ティブを含む）  

株式

デリバティブ  

アンファン

デッド型

クレジット・

デリバティブ  合計

2015年４月１日現在期首残高 70.5  -  -  1.4  71.9

(実現／未実現)利益又は損失合計          

-損益計上額 (34.0)  -  -  0.6  (33.4)

-その他の包括利益計上額 -  -  -  -  -

購入 -  -  -  -  -

売却 -  -  -  -  -

発行 -  -  -  -  -

決済 (2.7)  -  -  (1.1)  (3.8)

レベル３への振替 -  -  -  -  -

レベル３からの振替 -  -  -  -  -

外貨換算調整額 -  -  -  -  -

2016年３月31日現在期末残高 33.8  -  -  0.9  34.7

報告日において保有されている資産に関連

する未実現利益又は(損失)の変動に起因

して損益計算書に計上された利益又は

（損失）合計 (34.0)  -  -  0.6  (33.4)
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k) 一時的ではない減損

当グループは、持分証券及び負債証券への投資に係る特定の未実現損失は一時的であると判断した。当グループは、減損

の兆候のある投資を特定し評価するために、毎年見直しを行っている。持分証券又は負債証券への投資は、それらの公正価

値が原価を下回った場合には減損しているとみなされ、その下落が一時的ではないと判断された場合には価値の低下を会計

上認識することが要求される。損失が一時的であるかどうかを判断する際に考慮される要素は、発行体の財務状況及び短期

的な見通しである。持分証券については、個別の投資の公正価値が償却原価の80％以下である場合、当該投資について未実

現損失が発生している期間の長さを考慮した上で、一時的な減損であるかどうかの評価対象となる。また、持分証券の減損

は、価値が回復するために必要な期間にわたり投資を保有する当グループの意思及び能力に基づいて判断される一方、負債

証券の減損は、投資が売却目的として識別されているか、あるいは当グループが償却原価ベースから当期の信用損失を控除

した金額を回収する前に当該投資を売却するよう求められる可能性が求められない可能性よりも高いかどうかの判断に基づ

く。

 

以下の表は、2017年３月31日現在、一時的と判断される未実現損失が発生している持分証券及び負債証券への投資の公正価

値を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 12ヶ月未満  12ヶ月以上  合計

有価証券の明細 公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失

社債 13,339.0  (121.3) 4,002.1  (588.9) 17,341.1  (710.2)

国債 70,681.5  (683.5) 10,369.3  (621.5) 81,050.8  (1,305.0)

その他負債証券 46,149.8  (302.6) 16,333.4  (1,808.5) 62,483.2  (2,111.1)

負債証券合計 130,170.3  (1,107.4) 30,704.8  (3,018.9) 160,875.1  (4,126.3)

持分証券 1,003.5  (43.0) 1,251.3  (257.6) 2,254.8  (300.6)

合計 131,173.8  (1,150.4) 31,956.1  (3,276.5) 163,129.9  (4,426.9)

 

以下の表は、2016年３月31日現在、一時的と判断される未実現損失が発生している持分証券及び負債証券への投資の公正価

値を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 12ヶ月未満  12ヶ月以上  合計

有価証券の明細 公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失

社債 16,258.2  (382.8) 12,755.6  (2,049.0) 29,013.8  (2,431.8)

国債 20,479.0  (202.3) 90,859.6  (2,742.7) 111,338.6  (2,945.0)

その他負債証券 34,695.9  (528.4) 14,489.4  (2,224.3) 49,185.3  (2,752.7)

負債証券合計 71,433.1  (1,113.5) 118,104.6  (7,016.0) 189,537.7  (8,129.5)

持分証券 1,993.5  (260.9) 722.4  (145.2) 2,715.9  (406.1)

合計 73,426.6  (1,374.4) 118,827.0  (7,161.2) 192,253.6  (8,535.6)

 

以下の表は、2017年３月31日に終了した年度に、負債証券に関して認識された一時的ではない減損の合計を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

当グループが売却を意図しておらず、

売却を求められる可能性も低い有価証券に

関連した一時的ではない減損

 

当グループが

売却を意図して

いるか、売却を

求められる

可能性が高い

有価証券に

ついて損益に

認識された損失  

損益に

認識された

損失合計有価証券の明細

当年度中

に認識された

一時的ではない

減損合計  

一時的ではない

減損のうちOCI

に認識された

部分（税引前）  

損益に認識

された一時的

ではない減損

（正味）

社債 3,584.0  -  3,584.0  104.4  3,688.4

国債 -  -  -  25.6  25.6

その他負債債券 509.0  -  509.0  2.0  511.0

合計 4,093.0  -  4,093.0  132.0  4,225.0
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 以下の表は、2016年３月31日に終了した年度に、負債証券に関して認識された一時的ではない減損の合計を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

当グループが売却を意図しておらず、

売却を求められる可能性も低い有価証券に

関連した一時的ではない減損

 

当グループが

売却を意図して

いるか、売却を

求められる

可能性が高い

有価証券に

ついて損益に

認識された損失  

損益に

認識された

損失合計有価証券の明細

当年度中

に認識された

一時的ではない

減損合計  

一時的ではない

減損のうちOCI

に認識された

部分（税引前）  

損益に認識

された一時的

ではない減損

（正味）

社債 1,333.8  -  1,333.8  694.2  2,028.0

国債 -  -  -  108.7  108.7

その他負債債券 2,183.8  -  2,183.8  5.5  2,189.3

合計 3,517.6  -  3,517.6  808.4  4,326.0
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以下の表は、2017年３月31日現在保有されているAFS負債証券について損益に認識された一時的ではない減損累計額の12ヶ月

間の変動を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

2016年

３月31日

現在残高  

過去に減損して

いない有価証券

について損益に

認識された減損  

過去に減損した

有価証券に

ついて損益に

認識された減損  

減損している

有価証券の売却

又は満期による

減額  

2017年

３月31日

現在残高

社債 3,899.7  238.4  3,345.6  1,253.6  6,230.1

その他負債証券 5,588.7  509.8  (0.8)  3,850.0  2,247.7

合計 9,488.4  748.2  3,344.8  5,103.6  8,477.8

 

以下の表は、2016年３月31日現在保有されているAFS負債証券について損益に認識された一時的ではない減損累計額の12ヶ月

間の変動を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

2015年

３月31日

現在残高  

過去に減損して

いない有価証券

について損益に

認識された減損  

過去に減損した

有価証券に

ついて損益に

認識された減損  

減損している

有価証券の売却

又は満期による

減額  

2016年

３月31日

現在残高

社債 2,729.1  757.1  576.7  163.2  3,899.7

その他負債証券 3,499.8  958.5  1,225.3  94.9  5,588.7

合計 6,228.9  1,715.6  1,802.0  258.1  9,488.4

 

特定の負債証券及び持分証券への投資における未実現損失は、以下の理由により、一時的ではない減損に分類されていな

い。

・　当グループは、未実現損失が生じている負債証券について、それらが売却目的として識別されておらず、当グループが

償却原価ベースから当期の信用損失を控除した金額を回収する前に当該証券を売却するよう求められる可能性が求めら

れない可能性よりも低いと判断している。

・　実施中のプロジェクト及び投資の戦略的な性質並びに商品の市場性を高め、販売傾向及びキャッシュ・フローを増加す

ることを目的とする事業体の能力拡大の提案等の要因を検討後、当グループは、2017年３月31日現在、市場性のある持

分証券及びその他の有価証券の価値の減少を一時的ではない減損と判断していない。上記の評価及び公正価値を回復す

るために必要な期間にわたってこれらの投資を保有する当社の能力及び意思に基づき、当グループは、2017年３月31日

現在、これらの投資に一時的ではない減損があったと判断していない。

 

当グループはまた、一時的ではない減損がある特定の債券投資を有しており、これらは売却目的として識別されておらず、

当グループが信用損失以外の価値を回収する前に当該投資の売却を求められる可能性は低い。信用損失を表す金額は損益に認

識され、その他の要因に関連する損失額はその他の包括利益に認識されている。信用損失は有価証券の予想将来キャッシュ・

フローの現在価値と当該有価証券の償却原価ベースの差額に基づいて算定される。当グループは、発行体の全般的な財務状

況、資金源、返済記録並びに担保、第三者による保証又はその他の信用補完の実現価値に基づいて将来キャッシュ・フローを

見積もっている。

2017年３月31日現在、当グループは77,700.1百万インド・ルピーの原価法投資を保有している。これら有価証券の公正価値

は、投資の公正価値に重大な悪影響を及ぼすような状況の変化がないため、見積られていない。
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f) 貸付金

 

以下の表は、2017年３月31日現在の貸出条件緩和債権に対する投資計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

関連する信用損失

引当金のある

貸出条件緩和

債権に対する

投資計上総額  

信用損失

引当金総額  

関連する信用損失

引当金のない

貸出条件緩和

債権に対する

投資計上総額  

未払元本

金額合計

        

コマーシャル・ローン 359,653.4  142,141.8  17,000.8  376,654.2

個人向け貸付金 3,060.7  2,664.1  -  3,060.7

合計 362,714.1  144,805.9  17,000.8  379,714.9

 

以下の表は、2016年３月31日現在の貸出条件緩和債権に対する投資計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

関連する信用損失

引当金のある

貸出条件緩和

債権に対する

投資計上総額  

信用損失

引当金総額  

関連する信用損失

引当金のない

貸出条件緩和

債権に対する

投資計上総額  

未払元本

金額合計

        

コマーシャル・ローン 296,326.3  104,547.9  17,272.3  313,598.6

個人向け貸付金 3,046.6  2,805.9  -  3,046.6

合計 299,372.9  107,353.8  17,272.3  316,645.2

 

以下の表は、2017年３月31日現在のその他の減損貸付金に対する投資計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

関連する信用損失

引当金のある

その他の減損

貸付金に対する

投資計上総額  

信用損失

引当金総額  

関連する信用損失

引当金のない

その他の減損

貸付金に対する

投資計上総額  

未払元本

金額合計

        

コマーシャル・ローン 346,094.9  157,487.7  73,010.7  419,105.6

個人向け貸付金 34,030.3  17,435.2  58.6  34,088.9

合計 380,125.2  174,922.9  73,069.3  453,194.5
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以下の表は、2016年３月31日現在のその他の減損貸付金に対する投資計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

関連する信用損失

引当金のある

その他の減損

貸付金に対する

投資計上総額  

信用損失

引当金総額  

関連する信用損失

引当金のない

その他の減損

貸付金に対する

投資計上総額  

未払元本

金額合計

        

コマーシャル・ローン 372,430.2  111,256.9  103,422.5  475,852.7

個人向け貸付金 30,840.5  17,614.5  -  30,840.5

合計 403,270.7  128,871.4  103,422.5  506,693.2

 

以下の表は、2017年３月31日現在の貸出条件緩和債権の貸倒引当金期末残高及び金融債権計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

コマーシャル・

ローン  

個人向け

貸付金及び

クレジット

カード債権  リース金融  合計

明細        

貸倒引当金        

貸倒引当金：個別減損評価 142,141.8  -  -  142,141.8

貸倒引当金：一括減損評価 -  2,664.1  -  2,664.1

貸倒引当金合計 142,141.8  2,664.1  -  144,805.9

金融債権計上額        

個別減損評価 376,654.2  -  -  376,654.2

一括減損評価 -  3,060.7  -  3,060.7

金融債権計上額合計 376,654.2  3,060.7  -  379,714.9

 

以下の表は、2016年３月31日現在の貸出条件緩和債権の貸倒引当金期末残高及び金融債権計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

コマーシャル・

ローン  

個人向け

貸付金及び

クレジット

カード債権  リース金融  合計

明細        

貸倒引当金        

貸倒引当金：個別減損評価 104,547.9  -  -  104,547.9

貸倒引当金：一括減損評価 -  2,805.9  -  2,805.9

貸倒引当金合計 104,547.9  2,805.9  -  107,353.8

金融債権計上額        

個別減損評価 313,598.6  -  -  313,598.6

一括減損評価 -  3,046.6  -  3,046.6

金融債権計上額合計 313,598.6  3,046.6  -  316,645.2
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以下の表は、2017年３月31日現在のその他の貸付金の貸倒引当金期末残高及び金融債権計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

コマーシャル・

ローン  

個人向け

貸付金及び

クレジット

カード債権  リース金融  合計

明細        

貸倒引当金        

貸倒引当金：個別減損評価 157,487.7  1,567.7  -  159,055.4

貸倒引当金：一括減損評価 22,581.0  19,461.7  -  42,042.7

貸倒引当金合計 180,068.7  21,029.4  -  201,098.1

金融債権計上額        

個別減損評価 419,105.7  2,410.0  -  421,515.7

一括減損評価 2,138,799.1  2,308,679.2  -  4,447,478.3

金融債権計上額合計 2,557,904.8  2,311,089.2  -  4,868,994.0

 

以下の表は、2016年３月31日現在のその他の貸付金の貸倒引当金期末残高及び金融債権計上額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）        

 

コマーシャル・

ローン  

個人向け

貸付金及び

クレジット

カード債権  リース金融  合計

明細        

貸倒引当金        

貸倒引当金：個別減損評価 111,256.9  2,879.5  -  114,136.4

貸倒引当金：一括減損評価 21,603.6  19,547.1  -  41,150.7

貸倒引当金合計 132,860.5  22,426.6  -  155,287.1

金融債権計上額        

個別減損評価 475,852.7  3,427.2  -  479,279.9

一括減損評価 2,081,383.2  2,014,478.9  -  4,095,862.1

金融債権計上額合計 2,557,235.9  2,017,906.1  -  4,575,142.0

 

以下の表は、2017年３月31日に終了した事業年度における貸出条件緩和債権を示している。

 
（単位：百万インド・ルピー）       

   

以下の金額及び／又は時期の変更を伴う

貸出条件緩和債権     

 

貸出条件緩和

債権に分類

される貸付金の

融資先の件数  元本の支払い  利息の支払い  

元本と利息

両方の支払い  

損益への

影響合計  

貸出条件が

緩和された

金額（純額）

明細            

コマーシャル・ローン 19  39,390.0  -  15,025.6  11,218.3  42,175.4

個人向け貸付金 178  110.3  -  -  7.3  103.0

合計 197  39,500.3  -  15,025.6  11,225.6  42,278.4
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以下の表は、2016年３月31日に終了した事業年度における貸出条件緩和債権を示している。

 
（単位：百万インド・ルピー）       

   

以下の金額及び／又は時期の変更を伴う

貸出条件緩和債権     

 

貸出条件緩和

債権に分類

される貸付金の

融資先の件数  元本の支払い  利息の支払い  

元本と利息

両方の支払い  

損益への

影響合計  

貸出条件が

緩和された

金額（純額）

明細            

コマーシャル・ローン 18  19,398.2  -  97,097.4  16,336.5  99,397.7

個人向け貸付金 -  -  -  -  -  -

合計 18  19,398.2  -  97,097.4  16,336.5  99,397.7

 

以下の表は、2017年及び2016年３月31日現在の貸出条件緩和債権、並びに当年度に貸出条件が緩和されたが同年度又は翌年

度に債務不履行が生じた債権を示している。

 
（単位：百万インド・ルピー）        

 

2017年３月31日

現在の残高  

2017年３月31日に

終了した年度に

おける債務

不履行額
1

 

2016年３月31日

現在の残高  

2016年３月31日に

終了した年度に

おける債務

不履行額
1

明細        
コマーシャル・ローン 376,654.2  111,271.7  313,598.6  19,990.7
個人向け貸付金 3,060.7  -  3,046.6  29.0

合計 379,714.9  111,271.7  316,645.2  20,019.7

1．債務不履行は、支払期日を90日経過している状態と定義されている。

 

　さらに2017年３月31日現在、当行は、当行がASC Subtopic 825-10「金融商品」に基づき公正価値オプションを選択した持分

法関連会社に対する貸付金残高63,328.7百万インド・ルピー（2016年３月31日：22,988.0百万インド・ルピー）を有してい

る。「米国GAAPに基づく注記－米国GAAPで要求される追加情報－金融持分の公正価値会計」を参照のこと。

 

g) 持分法適用関連会社

米国GAAPにおいて、当グループは、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（以下

「ICICIライフ」という。）及びICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（以下「ICICI

ジェネラル」という。）に対する持分を有しているが、重要な参加権を少数株主が保有しているため、これらの投資を持分法

によって会計処理している。

 

以下の表は、表示期間におけるこれらの事業体の米国GAAPでの要約貸借対照表及び要約損益計算書を示している。

 

貸借対照表

 

 ３月31日現在

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

 

ICICI

ライフ  

ICICI

ジェネラル  

ICICI

ライフ  

ICICI

ジェネラル

現金及び現金同等物 7,602.2  3,068.0  7,516.8  3,418.0

有価証券 335,062.0  151,172.4  275,641.0  113,945.8

ユニット・リンク負債を補填するために保有し

ている資産 878,775.3  -  752,947.2  -

その他の資産 78,520.4  80,927.4  53,844.8  40,789.5

資産合計 1,299,959.9  235,167.8  1,089,949.8  158,153.3

        

ユニット・リンク負債引当金 878,775.3  -  752,947.2  -

その他の負債 335,259.0  195,657.2  259,947.8  127,053.8

株主持分 85,925.6  39,510.6  77,054.8  31,099.5

負債及び株主持分合計 1,299,959.9  235,167.8  1,089,949.8  158,153.3
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損益計算書

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

 

ICICI

ライフ  

ICICI

ジェネラル  

ICICI

ライフ  

ICICI

ジェネラル

受取利息 51,830.6  9,438.4  47,751.5  8,439.4

支払利息 -  -  -  -

純利息収入 51,830.6  9,438.4  47,751.5  8,439.4

保険料収入 223,540.0  61,564.8  191,643.9  48,289.5

その他の非利息収入 108,345.9  7,477.6  (32,732.0)  6,374.0

非利息費用 (371,142.6)  (70,382.5)  (187,280.7)  (56,412.7)

法人所得税（費用）／便益 (514.2)  (1,735.4)  (1,528.4)  (1,828.4)

当期純利益／（損失） 12,059.7  6,362.9  17,854.3  4,861.8

 

h) のれん及び無形資産

以下の表は、表示期間における米国GAAPに基づくのれん及び無形資産のカテゴリー別の内訳を示している。

 

  ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー）  2017年  2016年

のれん  35,101.4  35,101.4

償却累計額  (54.0)  (54.0)

のれん、純額 (A) 35,047.4  35,047.4

顧客関連無形資産  10,410.1  10,410.1

償却累計額  (10,410.1)  (10,321.5)

顧客関連無形資産、純額 (B) -  88.6

資産管理及びアドバイザリー無形資産 (C) 367.0  367.0

オペレーティング・リース  246.9  246.9

償却累計額  (234.0)  (198.9)

オペレーティング・リース、純額 (D) 12.9  48.0

のれん及び無形資産、純額 (A+B+C+D) 35,427.3  35,551.0

 

1　「附属明細書18－固定資産」を参照のこと。

 

以下の表は、表示期間における米国GAAPに基づくのれんの変動を表したものである。

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

期首残高 35,047.4  35,047.4

期中に処分されたのれん -  -

期中に追加されたのれん -  -

期末残高 35,047.4  35,047.4

 

以下の表は、表示期間における米国GAAPに基づく無形資産の変動を表したものである。

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

期首残高 136.5  318.8

償却額 (123.6)  (182.3)

処分額 -  -

期末残高 12.9  136.5
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以下の表は、表示期間における米国GAAPに基づく無形資産の定額法による見積償却スケジュールを、資産が完全に償却され

るまで示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）  

３月31日に終了する事業年度 金額

2018年 12.9

合計 12.9

 

当グループは報告単位レベルでのれんを割り当てている。当グループは毎年、報告単位レベルでのれんの減損テストを実施

している。報告単位の公正価値は、比較可能な会社の利益のマルチプル法を適用して算出された。マルチプル法では、報告単

位の公正価値は報告単位の将来的に持続可能な利益に株価収益率を乗じて算定される。公正価値に基づき、2017年３月31日に

終了した年度ではのれんは計上されなかった。報告単位の公正価値の算定に用いられる変数の悪化は、減損評価及びその結果

に大きな影響を及ぼしうる。ホールセールの報告単位に表示されるのれんは、経済状況のさらなる悪化から特に影響を受けや

すい。将来、主要な仮定について経営陣の見積りに反するように進展した場合、ホールセールの報告単位におけるのれん

14,482.3百万インド・ルピーに関して、減損の兆候が生じる可能性がある。

 

h) 従業員給付

退職金

インドの規定に従い、当グループはすべての従業員を対象とする退職金制度（確定給付退職制度）を設けている。当制度

は、受給権を有する従業員に対し、退職又は雇用期間終了時に個々の従業員の給与及び当グループでの勤続年数に基づいて一

時金を支払うことを規定している。当グループが従業員に対して支払う退職金給付は、法律で定められた最低支払額と同額あ

るいはそれ以上である。

親会社については、理事会が運営する基金及びICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド

が管理を行う基金を通じて従業員に報酬が提供されている。親会社はこれらの基金へ拠出することにより退職金債務を決済す

る義務がある。

グループ内のその他の事業体については、インド生命保険公社（以下「LIC」という。）及びICICIプルデンシャル・ライ

フ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドが運営及び管理する基金への年次拠出を通じて退職金給付が提供されてい

る。この制度においては、LIC及びICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドが制度を運営

するが、決済義務及び拠出義務は当グループにある。
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以下の表は、表示期間における当該制度の積立状況及び財務諸表上の認識金額を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

給付債務の変動    

予想給付債務期首残高 7,912.9  7,188.6

追加：期首債務の為替変動に係る調整 (2.4)  4.3

調整後期首債務 7,910.5  7,192.9

勤務費用 771.3  673.9

利息費用 672.0  611.1

買収／（売却） 17.4  (5.7)

制度変更 -  -

支払給付額 (842.6)  (711.2)

給付債務に係る年金数理上の(利益)／損失 538.2  151.9

予想給付債務期末残高 9,066.8  7,912.9

    

制度資産の変動    

期首における制度資産の公正価値 7,192.4  6,858.6

買収／（売却） 17.4  (5.7)

制度資産の実際運用収益 1,016.6  168.1

雇用者の拠出金 1,536.8  882.6

支払給付金 (842.6)  (711.2)

制度資産期末残高 8,920.6  7,192.4

    

積立状況 (146.2)  (720.5)

認識金額（純額） (146.2)  (720.5)

期末における給付債務累計額 5,993.3  5,307.8

 

以下の表は、表示期間における正味報酬費用の内訳を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

勤務費用 771.3  673.9  568.3

利息費用 672.0  611.1  589.3

資産の期待収益 (547.1)  (524.6)  (454.5)

移行資産／負債の償却 -  -  -

過去勤務費用の償却 5.4  6.8  11.8

償却された年金数理上の（利益）／損失 28.4  8.2  (6.4)

買収及び売却（利益）／損失 -  -  -

為替差益／（差損） (2.7)  4.3  3.1

退職費用（純額） 927.3  779.7  711.6

 

退職金債務に対応する期間の割引率は、地方債の利率にAAA格付けの社債に関するリスクを反映するためのプレミアムを加え

て決定される。

 

以下の表は、表示期間における正味期間給付費用を算定する際に用いた仮定の加重平均を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

 2017年  2016年  2015年

割引率 8.4%  8.5%  9.5%

昇給率 7.1%  7.1%  7.1%

制度資産の収益率 8.0%  8.0%  8.0%
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以下の表は、表示期間における給付債務を算定する際に用いた仮定の加重平均を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

 2017年  2016年

割引率 7.7%  8.4%

昇給率 7.1%  7.1%

 

制度資産

当グループは制度資産の期待収益率の仮定を、今後７年から８年の長期平均期待収益率に基づいて決定している。

 

以下の表は、表示期間における当グループの退職金に関する資産配分を資産区分別に公正価値に基づいて示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） ３月31日現在

 2017年  2016年

資産区分    

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・

カンパニー・リミテッドの制度への投資    

当グループのバランス・ファンド
1

8,156.2  5,984.0

当グループのグロース・ファンド
2

112.2  31.0

当グループのデット・ファンド
3

29.2  91.7

当グループの短期ファンド
4

1.7  1.8

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・

カンパニー・リミテッドの制度への投資合計 8,299.3  6,108.5

インドのLICの制度への投資 191.5  644.8

外部事業体が管理する資産の合計 8,490.8  6,753.3

中央政府への特別預金 292.0  291.2

国債 50.3  51.2

社債 70.9  81.2

銀行預け金及びその他 16.6  15.5

合計 8,920.6  7,192.4

 

1．当制度の目的は、適切な比率で株式及び固定利付商品へ投資することにより、長期的な資本増価と当期利益のバランスを維

持することである。2017年３月31日現在、国債、社債、定期預金及び株式への投資はそれぞれ21.8％、51.8％、0.7％、及

び15.8％であった。

2．当制度の目的は、株式及び株式関連商品への投資を通じて長期的な資本増価を達成し、市場状況により随時、適切な比率で

の債券投資を通じて現在の利益を補完することである。2017年３月31日現在、国債、株式及び社債への投資は、それぞれ

11.8％、54.0％及び28.1％であった。

3．当制度の目的は、多様な債券への投資を通じて利益を累積することである。当ファンドは、リターン、安全性及び流動性の

適切なバランスを維持する一方で、資本増価の提供を追求している。2017年３月31日現在、社債、定期預金及び国債への投

資はそれぞれ60.9％、3.6％及び24.2％であった。

4．当制度の目的は、ファンドに割り当てられた資本を保護する一方で、負債商品及び金融市場商品への低リスク投資を通じて

適切な収益を維持することである。2017年３月31日現在、社債及び定期預金への投資はそれぞれ25.1％及び8.4％であっ

た。

 

以下の表は、表示期間における当グループの退職金に関する目標資産配分を資産区分別に示している。

 

明細

2018年３月

31日現在の

目標資産配分  

2017年３月

31日現在の

目標資産配分

外部事業体が管理する基金 96%  94%

中央政府への特別預金 3%  4%

負債証券 1%  2%

合計 100%  100%
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当該制度資産は主に、外部事業体が管理する基金への投資（主として株式、短期金融市場商品及び負債商品）より構成され

ており、投資割合は制度の目的によって異なる。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド

が管理する基金における制度資産の価値は、個別の制度の１ユニット当たりの純資産価値（レベル２のインプットとみなされ

る）に基づいて算定されている。LICの制度への投資という形式を取っている制度資産及び中央政府への特別預金の価値は、帳

簿価格で計上されている。負債証券の形式を取っている制度資産の価値は、レベル２のインプットを用いて算出される。

 

ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドは年金基金を管理し、単独で資産区分ごとの目

標配分を決定している。この投資戦略は、当制度の参加者への給付を目的として、堅実な方法で投資を行うことである。当戦

略は、当グループの基金への拠出額と合わせた場合に、要求されるすべての給付債務を基金によって手当することができるよ

うな収益の確保に重点が置かれている。ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドは決めら

れた投資基準のもとで業務を行っている。

 

LICは年金基金を管理し、単独で資産区分ごとの目標配分を決定している。投資区分及び資産区分の選定はLICが行う。投資

戦略は、要求される給付債務を基金によって満たすことができるように収益を確保するため、堅実な方法で投資を行うことで

ある。インド政府が所有するLICは決められた投資基準のもとで業務を行っている。

 

当該制度資産は、個別の投資による影響を抑えるために、主として複数の保険会社の様々な退職金制度へ投資されている。

当グループによる制度資産への投資はすべてインド国内におけるものであり、92.7%の投資はICICIプルデンシャル・ライフ・

インシュアランス・カンパニー・リミテッドの様々な退職金制度に対するものである。当グループの制度資産を管理する保険

会社は、投資方針において、リスク管理実務の一環として業務リスク、履行リスク、信用リスク及び株式リスクを考慮する。

 

以下の表は今後５年間の各年度及びそれ以降の予想給付支払額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 金額

2018年３月31日に終了する年度における当グループの基金への予想拠出額 1,648.0

３月31日に終了する年度における基金からの予想給付額  

2018年 1,504.0

2019年 1,300.0

2020年 1,438.3

2021年 1,406.3

2022年 1,428.7

2023年以降の10年間 6,960.4

 

予想給付額は、当グループの2017年３月31日現在の給付債務を測定する際に用いた仮定と同様の仮定に基づいて決定され

る。

 

年金

当グループは特定の従業員を対象とする年金制度（繰延退職制度）を有している。当制度により、これらの従業員は退職時

の個々の給与及び当グループでの勤続年数に基づく年金を毎月受け取る。当該年金制度の対象となる従業員は、準備基金制度

の給付を受ける資格はない。当該年金制度は、2001年３月に取得された旧マドラ銀行、2007年４月に取得された旧サングリ・

バンク及び2010年８月に取得された旧バンク・オブ・ラジャスタンの従業員に関するものである。当グループは、信託の自己

勘定又は保険会社を通じて基金を管理する信託への拠出を行っている。
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以下の表は、表示期間における年金制度の積立状況及び財務諸表上の認識金額を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年

給付債務の変動    

予想給付債務期首残高 13,400.7  12,263.1

勤務費用 239.4  236.5

利息費用 1,112.0  1,029.4

清算による負債の消却 (1,182.5)  (1,554.0)

支払給付額 (128.4)  (134.7)

給付債務に係る年金数理上の(利益)／損失 1,369.5  1,560.4

予想給付債務期末残高 14,810.7  13,400.7

    

制度資産の変動    

期首における制度資産の公正価値 13,191.6  10,103.4

制度資産の実際運用収益 1,732.7  898.8

清算による資産の分配 (1,313.9)  (1,726.7)

雇用者の拠出金 3,406.1  4,050.8

支払給付額 (128.4)  (134.7)

制度資産期末残高 16,888.1  13,191.6

積立状況 2,077.4  (209.1)

正味認識金額 2,077.4  (209.1)

期末における給付債務累計額 13,495.3  11,998.0

 

以下の表は、表示期間における正味年金費用の内訳を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

勤務費用 239.4  236.5  204.5

利息費用 1,112.0  1,029.4  934.0

資産の期待収益 (1,143.2)  (902.9)  (743.8)

縮小及び清算（利益）／損失 131.4  172.7  153.5

年金数理上の(利益)／損失 1,296.9  1,141.5  754.2

正味年金費用 1,636.5  1,677.2  1,302.4

 

年金債務に対応する期間の割引率は、国債の利回りにAAA格付けの社債に相当するリスクを反映するためのプレミアムを加え

て決定される。

 

以下の表は、表示期間における正味期間給付費用を算定する際に用いた仮定の加重平均を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

 2017年  2016年  2015年

割引率 8.4%  8.5%  9.8%

昇給率      

基本給 1.5%  1.5%  1.5%

物価上昇手当 7.0%  7.0%  7.0%

制度資産の収益率 8.0%  8.0%  8.0%

（基礎年金に対して適用される）年金増加率 7.0%  7.0%  7.0%
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以下の表は、表示期間における給付債務を算定する際に用いた仮定の加重平均を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

 2017年  2016年

割引率 7.7%  8.4%

昇給率    

基本給 1.5%  1.5%

物価上昇手当 7.0%  7.0%

（基礎年金に対して適用される）年金増加率 7.0%  7.0%

 

制度資産

当グループは制度資産の期待収益率の仮定を、今後７年から８年の長期平均期待収益率に基づいて決定している。

 

以下の表は、表示期間における当グループの年金に関する資産配分及び資産区分別の公正価値に基づく年金の目標資産配分

を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー）

2017年

３月31日現在

公正価値  

2016年

３月31日現在

公正価値  

2018年

３月31日現在

目標資産配分  

2017年

３月31日現在

目標資産配分

資産区分        

国債 8,072.7  6,417.0  48%  49%

社債 7,667.4  6,029.8  42%  46%

銀行預け金及びその他 1,148.0  744.8  10%  5%

合計 16,888.1  13,191.6  100%  100%

 

国債及び社債の評価は、レベル２のインプットを用いて算定される。

当グループの制度資産の投資は、すべてインドで国債、社債及び株式取引ファンドに投資されている。受託会社は、インド

所得税法で定められた投資パターン及びガイドラインに従い、上記の証券に投資して当グループの制度資産を運用している。

証券は、信用格付け、比較可能利回り及び投資期間を考慮した上で、購入される。

 

以下の表は今後５年間の各年度及びその後の予想給付支払額を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 金額

2018年３月31日に終了する事業年度における当グループの基金への予想拠出額 3,000.0

３月31日に終了する事業年度における基金からの予想給付額  

2018年 942.0

2019年 1,195.6

2020年 1,141.2

2021年 1,205.4

2022年 1,183.3

2023年以降の10年間 4,999.9

 

予想給付額は、当グループの2017年３月31日現在の給付債務を測定する際に用いた仮定と同様の仮定に基づいている。
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退職手当

退職手当は、特定の従業員が行使したオプションに基づき当グループが特定の従業員の年間給与の15.0％に相当する金額を

LIC又はICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーに毎年拠出することで運営されている確定拠出型制度

である。LIC及びICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドは当基金の管理会社であり、制

度に基づく一時金及び年金の支払いを請け負っている。当グループは2017年３月31日、2016年３月31日及び2015年３月31日に

終了した事業年度に、退職金制度に対して、それぞれ202.9百万インド・ルピー、129.0百万インド・ルピー及び114.1百万イン

ド・ルピーを拠出した。

 

準備基金

インドの法律に従い、当グループの従業員（年金制度の対象者以外）は準備基金による給付を受けることができる。準備基

金残高に係る金利保証についての保険数理上の評価は、当グループが任命した保険数理士によって決定される。当期中に生じ

た保険数理上の損益は損益計算書に認識される。当グループは、当グループが設立し、理事会が管理している基金に拠出を

行っている。2017年３月31日、2016年３月31日及び2015年３月31日に終了した年度において、当グループは、従業員準備基金

へそれぞれ2,054.5百万インド・ルピー、1,827.5百万インド・ルピー及び1,708.4百万インド・ルピー拠出している。これに

は、1952年従業員年金基金及び雑則法に基づく従業員年金制度に対して行われる強制拠出が含まれる。
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j) 法人所得税

繰延税金残高の構成要素

以下の表は、表示期間における繰延税金残高の構成要素を示している。

 

 ３月31日現在  
（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  
繰延税金資産     
貸倒引当金 104,387.6  85,744.8  
売却可能証券 -  572.9  
売買目的証券への投資 22.2  96.4  
前受収益 122.9  88.8  
繰越営業損失／欠損金 5,195.8  355.9  
金融持分の公正価値会計 11,700.0  2,340.4  
子会社及び関連会社投資 2,119.9  4,021.4  
その他 1,925.1  2,494.6  
 125,473.5  95,715.2  
評価性引当金 (5,537.6)  (355.9) 
繰延税金資産総額 119,935.9  95,359.3  
     
繰延税金負債     
売却可能証券 (5,074.3)  (1,004.3) 
有形固定資産 (5,850.1)  (5,893.7) 
子会社、支店及び関連会社投資 (1,685.0)  (1,957.9) 
手数料及び費用の償却費 (2,032.2)  -  

無形資産 (4.5)  (38.1) 
長期債務 (127.5)  (136.0) 
その他 (4,632.9)  (1,423.5) 
繰延税金負債総額 (19,406.5)  (10,453.5) 
繰延税金資産純額 100,529.4  84,905.8  
 

繰延税金資産の実現可能性を評価するにあたり、経営陣は繰延税金資産の一部又は全部が実現する可能性が、実現しない可

能性よりも高いかどうかを考慮する。繰延税金資産の最終的な実現は一時差異が減算可能である期間において将来の課税所得

が生じるか否かによる。この評価の実施において経営陣は、繰延税金負債の戻し入れ予定、予想される将来の課税所得、及び

タックス・プランニング戦略を考慮する。過去の課税所得及び繰延税金資産が減算可能な期間における将来の課税所得の予測

に基づき、経営陣は、2016年及び2017年３月31日現在においてそれらの減算可能な差異からの税務上の便益（評価性引当金控

除後）が実現する可能性が実現しない可能性よりも高いと確信している。ただし、将来の見積課税所得が減少する場合には、

実現可能であると考えられる繰延税金資産の金額が近い将来において減額される可能性がある。当行の取締役会は、2017年６

月に、証券の上場による当行の損害保険子会社の公募を承認した。その後生じる当行の損害保険子会社に対する投資の処分益

は非課税となるため、資本的性質の繰延資産は実現されない可能性が高い。したがって、増価評価性引当金1,819.7百万イン

ド・ルピーが2017年度に当行によって認識されている。

インドの追加税及び教育目的税を含む法定税率は、2017年、2016年及び2015年３月31日に終了した年度において、それぞれ

34.61%、34.61%及び33.99%であった。

配当分配税が支払われているか海外子会社に関して当行が税金を支払っている当行のインド子会社からの受取配当金は、当

行の株主への配当分配に係る配当分配税負債の計算の際に減額されている。
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税率の調整

以下の表は、表示期間における法定税率による見積法人所得税と法人所得税費用／（便益）との調整を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

事業からの税引前利益／（損失）（非支配持分を含む）      

インド 106,771.3  110,972.7  140,383.6

インド以外 (33,528.7)  (13,316.3)  18,516.9

合計 73,242.6  97,656.4  158,900.5

      

法定税率 34.61%  34.61%  33.99%

法定税率による法人所得税費用／（便益） 25,347.8  33,796.9  54,010.3

以下の処理による税金の増加／（減少）：      

金融機関に適用される特別税額控除 (1,179.0)  (4,576.0)  (3,817.5)

非課税受取利息及び受取配当金 (4,097.3)  (5,536.3)  (3,633.0)

法定税率以外の税率が適用される所得
1

(14,853.1)  (2,853.8)  (6,055.6)

法定税率の変動 -  (831.4)  (15.9)

損金処理の認められない費用 2,392.9  2,108.4  2,297.5

子会社、支店及び関連会社の未分配利益に対する税金 (447.6)  2,991.2  (1,581.2)

評価性引当金の増減
2

3,102.0  9.9  (3.0)

過年度税額査定に対する税額調整 18.9  (1,750.6)  (291.1)

その他 (1,805.3)  (335.1)  (135.5)

報告された法人所得税費用／（便益） 8,479.3  23,023.2  40,775.0

      

当期税金費用      

インド 28,218.7  61,719.0  52,440.3

インド以外 1,069.3  2,110.0  1,716.9

合計 29,288.0  63,829.0  54,157.2

      

繰延税金（便益）／費用      

インド (20,737.2)  (33,979.4)  (13,138.3)

インド以外 (71.5)  (6,826.4)  (243.9)

合計 (20,808.7)  (40,805.8)  (13,382.2)

 

1．2017年度中に、当行は新規株式公開において、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッ

ドに対する投資の一部を売却した。この売却に係る利益47,491.1百万インド・ルピーは課税対象だが税率は０％である。当

利益に係る税効果(16,435.7)百万インド・ルピーは当項目で考慮されている。

2．2017年度の評価性引当金の変動合計は5,181.7百万インド・ルピーであり、それには以前に認識されていない評価性引当金

と相殺される繰延税金資産2,079.7百万インド・ルピーが含まれる。

 

2017年３月31日現在、当グループの子会社に関連する繰越営業損失合計は1,418.0百万インド・ルピーで、このうち、6.7百

万インド・ルピーが2022年３月31日に、27.2百万インド・ルピーが2023年３月31日に、23.6百万インド・ルピーが2024年３月

31日に、8.1百万インド・ルピーが2025年３月31日に、258.1百万インド・ルピーが2028年３月31日に、228.2百万インド・ル

ピーが2029年３月31日に、61.6百万インド・ルピーが2030年３月31日に、144.6百万インド・ルピーが2031年３月31日に、52.1

百万インド・ルピーが2033年３月31日に、1.1百万インド・ルピーが2034年３月31日に、0.7百万インド・ルピーが2035年３月

31日に、0.3百万インド・ルピーが2036年３月31日に、0.3百万インド・ルピーが2037年３月31日に失効し、605.4百万インド・

ルピーが無期限である。

2017年３月31日現在、当グループの子会社に関連する繰越資本損失合計は1.7百万インド・ルピーで、このうち、0.2百万イ

ンド・ルピーが2019年３月31日に、1.5百万インド・ルピーが2022年３月31日に失効する。

2017年３月31日現在、当行の海外支店に関連する繰越営業損失合計は5,511.2百万インド・ルピーで、このうち、17.4百万イ

ンド・ルピーが2020年12月31日に、61.3百万インド・ルピーが2021年12月31日に、56.5百万インド・ルピーが2022年12月31日

に、143.0百万インド・ルピーが2026年３月31日に、304.1百万インド・ルピーが2028年３月31日に、396.6百万インド・ルピー

が2029年３月31日に、1,924.2百万インド・ルピーが2030年３月31日に、1,197.7百万インド・ルピーが2031年３月31日に、

1,410.4百万インド・ルピーが2032年３月31日に失効する。
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2017年３月31日現在、当行に関連する繰越資本損失合計は7,887.3百万インド・ルピーで、これは2025年３月31日に失効す

る。

 

 

法人税の申告が確定していない状況における会計処理

当グループの方針は、もしあれば、法人税に係る利息及び課徴金をそれぞれ利息費用（又は収益）及び法人所得税費用に含

めるというものである。しかし、未認識の税務便益に関して当グループは適正な税金を支払っているため、利息費用は認識し

ていない。当グループは、当グループのタックス・ポジションは課徴金を回避する要件を満たしており、課徴金の支払いは発

生しないと考えているため、2017年３月31日現在で未払課徴金は計上していない。

当グループは、税務当局からの還付命令に基づき還付される税金に係る未収利息又は受取利息については、収益を認識して

いる。還付される税金の金額は、2017年、2016年及び2015年３月31日に終了した年度においてそれぞれ4,526.8百万インド・ル

ピー、3,135.6百万インド・ルピーおよび2,735.7百万インド・ルピーである。また、当グループは、法人税に関する様々な係

争案件に関して支払った前払税金に係る未収利息について、税務当局との間で関連案件が解決するまでは認識しない。2017

年、2016年及び2015年３月31日現在、このような前払税金に係る利息の未認識額はそれぞれ、14,486.2百万インド・ルピー、

11,529.9百万インド・ルピー及び11,460.3百万インド・ルピー及びである。
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以下の表は、表示期間における未認識の税務便益の期首と期末残高の調整を示している。

 

 ３月31日に終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

期首残高 27,578.6  25,486.9  22,498.8

過年度のタックス・ポジションに関する増加 -  380.7  -

当年度のタックス・ポジションに関する増加 2,209.6  2,725.2  2,988.1

過年度のタックス・ポジションに関する減少 (0.1)  (1,014.2)  -

期末残高 29,788.1  27,578.6  25,486.9

 

当グループの未認識の税務便益の合計が認識される場合には、未払税金が減少することになり、当グループの実効税率に影

響を及ぼすことになる。

当グループの主要な税管轄域はインドであり、2014年度以降に関する調査は完了していない。しかしながら、1993年度以降

の会計年度に関して、当社が提起した控訴はインド国内の地方税務当局との間で係争中となっている。

未認識の税務便益額の変動は、様々な税務当局による税務調査の進捗によって異なるため、今後12ヶ月以内の重要な変動を

合理的に見積もることはできない。

 

k) 一株当たり利益

基本的一株当たり利益は、加重平均普通株式一株当たりの純利益である。希薄化後一株当たり利益は、未行使オプションが

行使された場合に普通株式数が増加することによって基本的一株当たり利益に及ぼす影響を反映したものである。

米国GAAPにおける基本的及び希薄化後一株当たり利益は、主に米国GAAPに基づく利益が異なるため相違が生じる。

 

以下の表は、表示期間における米国GAAPによる一株当たり利益の計算を示している。

 

 ３月31日に終了した事業年度

（単位：百万インド・ルピー、

ただし一株当たり利益の

データを除く） 2017年  2016年  2015年

 基本的  希薄化後  基本的  希薄化後  基本的  希薄化後

利益            

ICICIバンク株主に帰属する

純利益（希薄化効果考慮前） 62,399.4  62,399.4  73,037.1  73,037.1  116,912.7  116,912.7

子会社／持分法適用関連会社の

条件付き株式発行 -  (39.7) -  (99.0) -  (109.5)

 62,399.4  62,359.7  73,037.1  72,938.1  116,912.7  116,803.2

普通株式            

加重平均普通株式残高 6,401.8  6,401.8  6,390.3  6,390.3  6,368.7  6,368.7

従業員ストック・オプションに

よる希薄化効果 -  24.3  -  31.0  -  44.2

合計 6,401.8  6,426.1  6,390.3  6,421.3  6,368.7  6,412.9

            

一株当たり利益
1

           

当期純利益(単位：インド・

ルピー) 9.75  9.70  11.43  11.36  18.336  18.21

 

1．2017年６月に、当行は発行済株式10株につき１株を無償で割当てた。この発行を調整しない場合、

a.　　基本一株当たり利益は、2017年度が10.72インド・ルピー、2016年度が12.58インド・ルピー及び2015年度が20.21イン

ド・ルピーとなる。

b.　　希薄化後一株当たり利益は、2017年度が10.68インド・ルピー、2016年度が12.50インド・ルピー及び2015年度が20.05イ

ンド・ルピーとなる。
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l) 包括利益

以下の表は、表示期間における包括利益の内訳を示している。

 

 ３月31日終了した年度

（単位：百万インド・ルピー） 2017年  2016年  2015年

純利益／（損失）（税引後）（非支配持分を除く） 62,399.4  73,037.1  116,912.7

その他の包括利益：      

有価証券に係る正味未実現利益／（損失）（実現額及びその

他（税引後）控除後）
1

19,021.7  (4,670.4)  40,849.6

換算調整額
2

(820.5)  3,347.5  4,837.4

繰延給付型年金及びその他の退職後給付に関する雇用者の会計

処理（税引後）
3

333.7  (525.1)  (1,408.3)

ICICIバンク株主に帰属する包括利益 80,934.3  71,189.1  161,191.4

非支配持分に帰属する包括利益 2,428.7  1,608.0  1,249.1

包括利益合計 83,363.0  72,797.1  162,440.5

 

1．2017年３月31日、2016年３月31日及び2015年３月31日に終了した年度において、それぞれ(4,899.7)百万インド・ルピー、

4,129.6百万インド・ルピー及び(19,448.2)百万インド・ルピーの税効果控除後の金額である。

2．2017年３月31日、2016年３月31日及び2015年３月31日に終了した年度において、それぞれ39.0百万インド・ルピー、

(3,317.6)百万インド・ルピー及び(157.7)百万インド・ルピーの税効果控除後の金額である。

3．2017年３月31日、2016年３月31日及び2015年３月31日に終了した年度において、それぞれ(176.6)百万インド・ルピー、

352.7百万インド・ルピー及び725.2百万インド・ルピーの税効果控除後の金額である。

 

m) 保証

当グループは、プロジェクト・ファイナンス及びコマーシャル・バンキング業務の一環として、顧客の信用力を強化するた

めに保証を行っている。これらは一般的に顧客がその金融債務又は履行義務を果たせなかった場合に当グループが支払いを行

うという取消不能の保証である。金融保証とは、顧客が特定の金融債務の返済が出来なかった場合に、第三者である受益者に

対して支払いを行う義務である。履行保証とは、顧客が契約上の非金融義務を履行できなかった場合に第三者である受益者に

対して支払いを行う義務である。保証期間は通常10年以下の期間を対象としている。

これらの商品に関連する信用リスク及びオペレーティング・リスクはその他の種類の金融商品に関連する当該リスクに類似

している。当グループの保証債務に関する負債の2017年３月31日現在の帳簿価額は4,109.6百万インド・ルピー（2016年３月31

日：6,920.7百万インド・ルピー）であった。

 

以下の表は2017年３月31日現在の保証残高の詳細を示している。

 

（単位：百万インド・ルピー） 保証に基づく最大の潜在的将来支払額

保証の性質 １年未満  １-３年  ３-５年  ５年超  合計

金融保証 285,721.1  68,215.9  22,638.0  12,204.3  388,779.3

履行保証 371,748.3  177,325.7  60,375.1  21,736.0  631,185.1

保証総額 657,469.4  245,541.6  83,013.1  33,940.3  1,019,964.4

 

当グループはその保証により生じる潜在的損失を補填するために利用可能な担保を有している。2017年３月31日現在、保証

により生じる損失を補填するために当グループが利用可能な現金及び定期預金による証拠金は85,656.0百万インド・ルピー

（2016年３月31日：78,749.5百万インド・ルピー）であった。その他の資産又は保証もまた、当グループが保証による損失を

補填するために利用可能である。

 

履行リスク

各法人債務者の信用格付けは、エクスポージャーの承認時に割り当てられ、その後定期的に見直される。信用格付けが割り

当てられた時点において、債務不履行又は不払の可能性が評価される。さらに、法的処置が下された場合には、借り手の債務

返済能力が評価される。したがって、保証に関するエクスポージャーの包括的リスク評価は、そのようなエクスポージャーが

認められた時に行なわれる。
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22．規制事項

法定流動性要件

1949年銀行業務規制法に基づき、当行は、要求払い及び期限払い負債純額につき指定された割合を、現金、金及び適格有価

証券などの非制限付流動資産の保有により維持することが要求されている。2017年３月31日現在、保有することを要求されて

いる証券の金額は1,041,441.1百万インド・ルピー（2016年３月31日：941,936.6百万インド・ルピー）であり、当行は当事業

年度を通じてこの要件に準拠している。

 

自己資本

当行は、2013年３月31日まではインド準備銀行が規定したバーゼルⅡの自己資本比率に関するガイドラインの適用対象で

あった。

2013年度に、インド準備銀行は最終的なバーゼルⅢに関するガイドラインを公表した。このガイドラインは、2013年４月１

日から施行され、2019年３月31日まで段階的に適用される。2017年３月31日現在、当行は、普通株式等Tier 1資本比率を最低

6.80%、Tier 1自己資本比率を最低8.30%、総自己資本比率を最低10.30%維持するよう要求されている。国内のシステム上重要

な銀行として指定された当行に関して、総自己資本要件には、資本保全バッファー1.25%及び普通株式等Tier 1資本上乗せ

0.05%が含まれる。インド準備銀行のバーゼルⅢに関するガイドラインの第１の柱に基づき、当行は、信用リスクの測定には標

準的手法を、市場リスクの測定には標準的デュレーション法を、オペレーショナル・リスクの測定には基礎的指標手法を採用

している。

インド準備銀行のバーゼルⅢに関するガイドラインに従って計算された2017年３月31日現在の当行の総自己資本比率は

17.39%（2016年３月31日：16.64%）である。これらはインドGAAPに準拠した個別財務諸表に基づいている。

 

 

取締役会のために及びその代理として以下の者が署名している。

 

 

チャンダ・コッハー

マネージング・ディレクター兼

最高経営責任者

N.S.カンナン

エグゼクティブ・ディレクター

  

ラケシュ・ジャ

最高財務責任者

P.サンカー

シニア・ゼネラル・マネージャー（法務担当）兼

秘書役

  

アジャイ・ミッタル

経理責任者

 

 

 

 

場所：ムンバイ

日付：2017年７月31日
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２【主な資産・負債及び収支の内容】

 

本項に記載すべき事項は前掲の財務書類に記載されている。

 

３【その他】

 

(1)　訴訟及び規制手続

 

当行は、様々な訴訟に関与し、また、当行が業務を行っている各々の法域において様々な銀行業務及び金融サー
ビスに係る法令の規制対象となっている。当行は、かかる各々の法域において、多数の規制及び執行当局に従って
いる。当行は、通常の業務過程において、数多くの法的手続及び法的関係に関与している。しかしながら、当行
は、当行に不利な決定が下された場合に、当行の財政状態又は業績に重大な悪影響を及ぼし得る法的手続の当事者
となってはおらず、また政府当局又は第三者によってかかる法的手続が準備されている事実を認知していない。

当行は、過去に以下の罰金を課され、これらの金額を支払った。

・2012年５月、インド保険規制開発委員会は、共同販売店及びグループ保険に関し、1938年保険法及び保険規制
開発委員会が発表した規制／ガイドラインの一定の条項を遵守しなかったことを理由として、ICICIプルデン
シャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーに11.8百万ルピーの罰金を課した。

・2012年５月、インド準備銀行は、顧客を代理しての国債の売却に関する業務上の過失に関連して、当行に0.1
百万ルピーの罰金を課した。

・2012年５月、インド準備銀行は、国債の売却に関する業務上の過失に関連して、ICICIセキュリティーズ・プ
ライマリー・ディーラーシップに0.5百万ルピーの罰金を課した。

・2012年10月、インド準備銀行は、インド準備銀行が公表した顧客の本人確認に関する指針を遵守しなかったこ
とを理由として、ICICIバンクに3.0百万ルピーの罰金を課した。

・2012年12月、インド準備銀行は、国債の売却に関する業務上の過失に関連して、ICICIセキュリティーズ・プ
ライマリー・ディーラーシップに0.5百万ルピーの罰金を課した。

・2013年６月、ニュースのウェブサイトによりインドの銀行及び保険会社の支店に対しておとり捜査が行われた
後に、インド準備銀行は調査を行い、かかる調査に基づき、他のインドの銀行に対し罰金を課すとともに、
ICICIバンクに10.0百万ルピーの罰金を課した。

・2013年９月、インド保険業規制開発委員会は、2013年度の低リスクプールに関する必須目標が達成できなかっ
たことに関して、他のインドの総合保険会社に対し罰金を課したように、ICICIロンバード・ジェネラル・イ
ンシュアランス・カンパニー・リミテッドに0.5百万ルピーの罰金を課した。

・2014年７月、インド準備銀行は、当行を含む12のインドの銀行に対し、かかる銀行に対する法人顧客１社の
ローン及び当座預金を精査した後、罰金を課した。当行に課された罰金額は4.0百万ルピーであった。

・2014年10月、インド保険業規制開発委員会は、2010年８月に行われた当社の市場行動及び財政状態に係る立ち
入り検査を受け、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニー・リミテッドに5.0百万ル
ピーの罰金を課した。

・2014年12月、インド準備銀行は、特定の銀行における架空名義口座の不正開設に関して、同行により発表され
た顧客の本人確認／反マネーロンダリング指針／ガイドラインを遵守しなかったとして、当行を含む２つのイ
ンドの銀行に罰金を課した。当行に課された罰金額は5.0百万ルピーであった。
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・2015年２月、インド金融情報機関により、2013年６月のメディアおとり捜査に関する事件について、未遂の疑
わしい取引につき報告を怠ったとして、ICICIバンクを含む何行かの銀行に罰金が課された。当行は、1.4百万
ルピーの罰金を徴収され、既にその支払いを終えている。当行は、不服審判所に、かかる罰金に対する不服申
立てを行った。2017年６月、不服審判所は、かかる罰金は認められないと結論付けた。審判所は、控訴人銀行
に対し注意を喚起し、また、今後このような事態を報告するよう求めた。「－第２－３　事業の内容－(2) 事

業－(d) リスク管理－(ⅴ) 反マネーロンダリング管理」も参照のこと。

・2015年９月、インド保険業規制開発委員会は、2014年２月に行われた政府主導の計画による立ち入り検査を受
け、ICICIロンバード・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーに１百万ルピーの罰金を課した。

・2015年10月、インド保険業規制開発委員会は、外部委託の事業体の従業員に直接報酬を支払い、さらに契約条
件に同意したとして、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニーに0.5百万ルピーの罰金
を課した。

・2017年３月、インド保険業規制開発委員会は、販売支援費用、仲介業者への支払い並びに共同販売店に対する
報酬及び認識プログラムに関して保険業規制開発委員会が発表した一定の規制／ガイドラインを遵守しなかっ
たとして、ICICIプルデンシャル・ライフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドに2.0百万ルピーの罰
金を課した。

「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(kk) 当行は様々な訴訟に関与している。当

行に重大な損害を与える最終判決が下された場合、当行の将来の財務実績及び株主資本は重大な悪影響を受ける可
能性がある。」及び「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の事業に関するリスク－(s) 金融機関を取り巻く規

制環境は、金融危機後の環境において前例のない変化に直面している。」を参照のこと。

2017年度末現在における当行の税金関連の偶発債務は総額51.0十億ルピーであり、これは主として、過年度にイ
ンド政府税務当局から課された所得税、サービス税及び売上税／付加価値税に関連している。当行は、かかるすべ
ての課税に対して不服申立てを行っている。税金関連調査は偶発債務に含まれていない。その理由は、かかる手続
が税務当局により却下される可能性が高いか又は司法当局により支持されないと当行は考えているからである。法
律顧問との協議並びに下記の当行及びその他同様の事例において下された当行にとって有利となる決定に基づき、
経営陣は、税務当局は、かかる税の課税を立証できない可能性が高いと考えており、したがって2017年度末現在、
かかる課税に応じてはいない。発生する可能性がほとんどないものと区分された係争中の税金問題は、当行の偶発
債務として開示されていない。

上記税金関連の偶発債務51.0十億ルピーの内訳は以下のとおりである。

・　売上税／付加価値税の課税に関する3.2十億ルピー。これは主に、再所有された資産の処分に対するVAT、当
行が締結したリース取引に関して各州政府当局から課された州間／輸入貸付及び貴金属商品に関連した事項
に関するものであり、当行は、有利な法律顧問からの意見に依拠している。かかる課税総額のうち、1.3十
億ルピーは、再所有された資産の処分に対するVATに関するものであり、当行は借入人からの貸付金の回収
のために再所有された資産の処分を促進するのみであり、再所有された資産の売主とはみなされないことを
確認した法律顧問からの有利な意見に依拠している。その他紛争中の問題は、主に当行が締結したリース取
引に関して各州政府当局から課された州間／輸入貸付及び法律文書の提出等の手続的な問題を伴う貴金属商
品に関連した事項に関するものである。

・　サービス税に係る6.0十億ルピー。かかる課税総額のうち、3.0十億ルピーは当行に関するものであり、主に
証券化された貸付ポートフォリオを所有するトラストに提供された流動性補完措置に課された金利、クレ
ジットカード発行銀行としてカード取引に関する手数料、当行が見送った利息の代わりにディーラー／製造
業から補助金収入として受領した金額、輸出入取引の際に外国銀行手数料として支払われた金額及び保険料
に課されるサービス税に適用される中央付加価値税クレジットの不認可（それにより課される罰金を含
む。）から得た収益に関連する。1.5十億ルピーは、当行の生命保険会社の子会社に関連し、ユニットリン
ク保険制度／生命保険制度の解約／処分手数料に課されるサービス税に関するものであり、1.0十億ルピー
は、ベンチャー・キャピタルファンドが受領し、保有する拠出金に関連する。かかる拠出金は、同ファンド
が提供した管理サービスに関して受領した手数料として扱われていた。また0.2十億ルピーは、ICICIベン
チャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー・リミテッドがベンチャー・キャピタル・ユニットへの投資
により得た収益を、受取運用報酬として取り扱うことにより課されるサービス税に関連する。残り0.3十億
ルピーは、その他の事業体に関するものである。当グループは、税務当局が上記の課税を立証できない可能
性が高いと考えている。
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・　主に所得税及び利子税の課税についての当行又は税務当局の不服申立てに関する41.8十億ルピー。当行は、
当該不服審判所の過去の当行に有利な先例となる決定及び専門家の意見に依拠している。主な係争中の債務
の詳細は、以下のとおりである。

－支払利息が非課税の利益に充てられる可能性に関する16.7十億ルピー。当行は、株式／非課税の債券への
投資に対する特定借入金がない上に、当行には原株式／非課税の有価証券に対する投資を補充するのに十
分な無利息の貸付があるため、いかなる利息も配分できないものと確信している。当グループは、法律顧
問の当行に有利な意見及び類似案件における有利な不服審判所の決定に依拠している。

－デリバティブ取引に関する時価評価損失が、税務当局によって名目的な損失として扱われ、認定されな
かったことに関する14.2十億ルピー。当グループは、法律顧問の当行に有利な意見及び類似案件における
当行に有利な不服審判所決定に依拠しており、かかる決定においては、時価評価損失を事業収益から控除
することを認めていた。

－リース資産に係る減価償却の申告が、当該リース取引を貸付取引として取り扱うことにより、税務当局に
認められなかったことに関する3.7十億ルピー。当グループは法律顧問の当行に有利な意見及び当行自身
又はその他の類似案件における当行に有利な不服裁判所決定に依拠している。

－特別準備金から引き出された課税対象額に関する1.5十億ルピー。ICICIは、かつて、評価期間1997-1998
年に設定された特別準備金を含む２つの特別準備金勘定を維持していた。特別準備金からの引出しは、評
価期間1998-1999年から2000-2001年に関し、税務当局から課税対象であると評価された。当行は、評価期
間1998-1999年から2000-2001年に関して有利な命令を受けているが、所得税局が評価期間1998-1999年か
ら1999-2000年に関する有利な命令に対して異議を申し立てており、評価期間2000-2001年に関する有利な
命令に対しても異議を申し立てる予定である。

－国債の購入に関する特別期間の利息が、当行が同様の利息を満期保有目的に分類していたために自己資本
として扱われ、認定されなかったことに関する0.9十億ルピー。当グループは、当行の案件及び類似案件
における有利な不服審判所の決定に依拠している。

当行自身及びその他の事件の判例に基づき、税務顧問と協議の上で、経営陣は、当行の税務上の見解が認められ
る可能性が50％超あると考えている。したがって、会計報告において引当金を設定していない。

上記の偶発債務には、認められる可能性が低い債務とみなされた53.1十億ルピーは含まれていない。認められる
可能性が低いと区分された紛争中の課税要求の総額のうち、45.9十億ルピーは、主に貸倒損失の控除及び罰金の徴
収に関連し、これらはインドの最高裁判所による有利な判決の対象であり、2.3十億ルピーは、納税済みの短期信
用貸しに関連する。そのため、偶発債務として開示する義務がない。残りの4.9十億ルピーは、当行の生命保険子
会社の紛争中の租税債務に関連するものであり、これは主として、株主収益に対する評価責任者による繰越事業損
失の相殺が認められなかったことを原因とするものであり、これは税務当局によりその他の収入源からの収益とみ
なされる。当行の生命保険子会社自身の場合においても同様に、有利な所得税に関する不服審判所の決定に基づ
き、認められる可能性が低い債務とみなされる。当行は、かかる手続が税務当局により却下される可能性が高いか
又は司法当局により支持されないと考えているため、税務当局による調査の結果は定量化されていない。

ICICIバンク及びその取締役に対する複数の訴訟が数箇所の裁判所で係属中である。ICICIバンクに対する訴訟
は、主にサービス不足の申立て、地権争い、労働争議、不正行為、経済攻撃及びその他通常の業務過程において提
訴された事件に関与する民事訴訟に関して起こったものである。当行はまた、契約及び貸付の執行に関する反訴を
提起されている。悪影響が発生する可能性があるとみなされ、かつ信頼できる見積もりを出せる場合に、引当金が
設定される。訴訟は予測不可能であることを考慮し、また請求額が多額である場合には、訴訟の解決に係る実費は
引当金額とは実質的に異なる場合がある。

2017年度末現在、当行は、請求額合計約1,146.7百万ルピーとなる401件の訴訟に対し、合計311.2百万ルピーの
引当金を有している。かかる訴訟は、悪影響が発生する可能性があるとみなされ、かつ信頼できる見積もりを出せ
るものであった。

悪影響が発生する合理的な可能性はあるが可能性が低い訴訟については、請求額が偶発債務に含まれている。
2017年度末現在、そのような訴訟は110件あり、かかる訴訟の請求額合計は623.9百万ルピーであった。訴訟の性質
及びその他の外的要因により、これらの訴訟について生じ得る損失又は損失の範囲に対する見積もりを出すことは
できない。悪影響が発生する可能性がほとんどないものとみなされる訴訟については、当行は引当金を設定してお
らず、これらの訴訟の請求額をその偶発債務に含めていない。

ICICIバンクに対する訴訟につき、民事訴訟係争者が当行の取締役を共同被告とした場合がある。2017年度末現
在、そのような訴訟は235件あった。
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経営陣は、法律顧問との協議に基づき、上記の訴訟における当行に対する提訴及び反訴は、すべて根拠のないも
のであり立証は不可能であると確信しており、かかる訴訟の最終的な判決は、当行の業績、財政状態又は流動性に
重大な悪影響を及ぼすものではないと考えている。また、法律顧問とのその他の訴訟の検討に基づき、経営陣は、
かかるその他の訴訟についても、その結果は当行の財務状態、業績又はキャッシュ・フローに重大な悪影響を及ぼ
すものではないと考えている。

2017年度末現在、「可能性が高い」「可能性がある」「可能性がほとんどない」とされる当行の負担すべき債務
を含む63件の進行中の訴訟が提起されており、当該訴訟にはそれぞれ10百万ルピー以上の請求が含まれ、その請求
総額は約39.3十億ルピーである（数値化できる範囲においてであり、また当行とその他の当事者が連帯して請求を
受けたものを含む。）。請求額が1.0十億ルピー以上の訴訟は、以下のとおりである。

・キングフィッシャー・エアラインズ・リミテッドの発起人及び発起人グループの事業体は、キングフィッ
シャー・エアラインズ・リミテッドに与信枠を提供した19の貸付人を相手取り、事業体の１つにより貸付人に
提供された企業保証が無効であることの決定並びに貸付人が企業保証及び発起人の個人保証の促進のために活
動すること及び貸付人により保有されている株式質の行使に対する制限を求めるため、またキングフィッ
シャー・エアラインズ・リミテッドの発起人グループの投資合計額に対し、貸付人に32.0十億ルピーの損害賠
償を請求するため、ボンベイ高等裁判所に訴訟を提起した。ボンベイ高等裁判所は、貸付人が担保権の行使を
促進することを制限する暫定的な救済措置を認めていない。ICICIバンクは、2012年９月にキングフィッ
シャー・エアラインズ・リミテッドに対するエクスポージャーを第三者に譲渡し、それにより当該会社に対す
る貸付人ではなくなった。かかる訴訟の訴因は、当該日の後に発生したものであり、かかる訴訟で言及されて
いる証券は、ICICIバンクが当該会社の貸付人であった当時においても所有していた証券ではなかった。結果
として、ICICIバンクは、当行に対する訴訟は維持できないと考え、供述書を提出した。当該訴訟は裁判所に
おいて係争中である。

・1999年、当行は、デリー債権回収裁判所に対し、エスロン・シンセティックス・リミテッド（Esslon

Synthetics Limited）及び（保証人としての立場において）そのマネージング・ディレクターを相手取り、合

計169百万ルピーのエスロン・シンセティックス・リミテッドに対する債権の回収を求める訴えを起こした。
2001年５月、当該保証人は、当行及びエスロン・シンセティックスに資金提供を行っていたその他の貸付人に
対し、当該貸付人の役員らによってLMLリミテッド（LML Limited）、エスロン・シンセティックス及び当該貸

付人を当事者とする契約の締結を強要され、それによって（特に）事業の損失を被ったことを理由として、
1.0十億ルピーの支払いを求めて反訴した。エスロン・シンセティックス・リミテッドは、2004年１月に、当
該反訴内容の変更を申請した。当行は、当該変更申請に対する書面を提出している。書面の一部が提出されて
おらず、これに対し当行が必要とされる書面は、当事者間の紛争解決には関連性がなく、また、不要である旨
を記載した答弁書を提出したことを受け、保証人は仮申請を行った。インド工業開発銀行は、デリー債権回収
裁判所の命令に対する異議申立てをし、それにより債権回収裁判所はLMLリミテッドが当事者のリストに加わ
ることを認めた。デリー債権回収不服審判所は、債権回収裁判所の手続に対して暫定延期命令を下した。アラ
ハバード高等裁判所における清算手続につき、アラハバード高等裁判所所属の公職の清算人は、2002年11月、
エスロン・シンセティックスの資産を61百万ルピーで売却した。当行は、アラハバード高等裁判所所属の公職
の清算人に、当行に対する支払いの請求を提起した。公職の清算人は、当行の請求が認められ、当行に対する
支払金が12百万ルピーである旨を当行に通知した。当行は、公職の清算人に対し、かかる金額の支払いに関す
る宣誓供述書を提出し、公職の清算人は、当行に対し９百万ルピーを支払った。残りの金額は、企業裁判所に
よってエスロン・シンセティックスの従業員に対する支払金が確定した後、支出される。さらに、保証人は、
ICICIバンクを含む貸付人が現在反対している破産裁判所に対して破産手続を申し立てた。当該申立ては係争
中である。

・モーリシャスに登録されており、ICICIバンクの完全所有子会社であるICICIベンチャー・ファンズ・マネジメ
ント・カンパニー・リミテッドにより管理されているインドの不動産投資ファンドに投資を行う不動産投資
ファンドの投資家のうち、一定の投資家が、モーリシャス最高裁判所に対し、ファンドの受託者及び管理者で
あるICICIベンチャー・ファンズ・マネジメント・カンパニー並びにICICIバンクを相手取り、ファンドの誤販
売及び誤運用についての申立てを行い、103.6百万米ドルの損害賠償を請求した。当行及びその子会社を含む
すべての被告が、申立てを否認し反訴した。被告が唱えた法域、保全性、請願書における手続上の誤りに関す
る予備反論については、未だ決着は付いていない。
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さらに、当行は、様々な地域における銀行業への急速な海外進出により、異文化リスクを含む数々の新たな法令
上及び事業上の課題及びリスクに直面し、通貨リスク、金利リスク、コンプライアンスリスク、規制リスク、レ
ピュテーションリスク及び事業上のリスクを含む当行の様々な分野におけるリスクの複雑性が増加した。かかる急
速な成長及び複雑性の増加により、当行又は当行の従業員は、様々な地域において、様々な状況で、規制当局の調
査又は執行手続の対象となる可能性がある。当行の規制遵守及び内部統制のための最善の努力にもかかわらず、当
行又は当行の従業員は、金融サービス業においては一般的であるが、当行又は当行の従業員に対する訴訟につなが
る可能性のある機密調査及び捜査の対象となる可能性がある。かかる状況においては、内部調査を行い、規制当局
に協力し、また必要に応じて解雇を含む、従業員の停職又は懲戒処分を行うことが当行の方針である。

当行は、いかなる将来の法執行当局によるイニシアティブ（当行は、これらが国際的な銀行においては次第に一
般的になっていると考えている。）についても、その時期又は形式を予想することはできないが、いかなる規制当
局の調査又は手続に対しても協力する予定である。

 

(2)　後発事象

 

2017年９月、ICICIバンクは、ICICIロンバート・ジェネラル・インシュアランス・カンパニーの持分株式のうち
7.0％を新規公開株式売出しにより売却した。売却されたICICIロンバート・ジェネラル・インシュアランス・カン
パニーの株式は、31,761,478株であり、総額は20,994.3百万ルピーであった。詳細は、「－第２－３　事業の内容
－(2) 事業－(b) 当行の商品及びサービスの概要－(ⅷ) 保険」及び「－第３－４　事業等のリスク－(2) 当行の
事業に関するリスク－(cc) 当行の総合保険子会社の新規株式公開案は達成されない可能性があり、達成された場

合には、当行の事業は複雑さを増すことになる。」も参考のこと。
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４【米国と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】
 
当行の2017年３月31日に終了した年度の財務書類には、インドにおいて一般に公正妥当と認められる会計基準と
米国において一般に公正妥当と認められる会計基準の差異に関する注記が含まれており、米国GAAPに基づく純利益
及び株主持分が開示されている。当該数値の作成に関する当行の米国GAAPにおける会計方針と、日本において一般
に認められている会計原則との主要な相違は以下の通りである。
 
 
(1) 連結原則

 
当行は、議決権の50％超を直接もしくは間接的に所有するか、又は支配力を行使している事業体を連結してい
る。当行は、FASB ASC Subtopic 810-10「連結－全般」、「変動持分事業体の連結」に基づき、当行が主たる受益

者であるとみなされる変動持分事業体（VIE）も連結している。米国GAAPでは、ある事業体が、(1)他社からの追加
的な劣後財務支援がなければその事業体の活動資金を調達することができないような不十分な資本しか有していな
い場合、あるいは、(2)事業体の持分投資家が、その法的事業体の経済的パフォーマンスに最も重要な影響を与え
る活動を指示する権限がないか、予想損失を被る義務のない、又は予想残存利益を受け取ることがない場合は、
VIEと呼ばれる。
 
日本の会計原則においては、連結の範囲を決定するために、変動持分事業体の概念は使用されていない。
 
 
(2) ベンチャー・キャピタル投資

 
当行のベンチャー・キャピタルファンドが保有する投資は公正価値で計上されており、米国GAAPにおけるベン
チャー・キャピタル投資に係る公正価値の変動は、損益として損益計算書に認識されている。
 
日本の会計原則においては、ベンチャー・キャピタル投資に係る特段の会計基準は存在せず、当該投資の会計
は、有価証券投資に係る一般的な会計基準に従う。
 
 
(3) 金融商品の公正価値会計

 
当行は、特定の事業体に対する貸付金の一部を、インド準備銀行が発行した戦略的債務再編ガイドラインに準拠
して株式に転換した。米国GAAPでは、所有持分及び経営権による重大な影響力により、これらの事業体はSC

Subtopic323-10に基づく持分法関連会社とみなされる。当行はこれらの持分法関連会社の会計についてASC

Topic825「金融商品」の公正価値オプションを選択した。したがって、当該貸付金及び持分株式投資は、損益計算
書を通じて公正価値で評価されている。
 
日本の会計原則においては、上記のような金融商品の公正価値オプションは認められていない。
 
 
(4) のれん

 
当行はのれんを償却する代わりに、少なくとも年次で減損テストを実施している。
 
日本の会計原則においては、企業結合により発生するのれんは20年以内の期間にわたって規則的に償却する。な
お、のれんの未償却簿価は減損会計の適用対象となる。
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(5) 株式に基づく報酬

 
当行は、公正価値法を用いて株式に基づく報酬の会計処理を行っている。ASC Topic 718 「報酬－株式報酬」で

は、従業員に対するすべての株式に基づく報酬（従業員ストック・オプションを含む）を損益計算書において公正
価値で認識することが要求されている。
 
日本においては、報酬として従業員に付与したストック・オプションは、公正な評価額に基づいて報酬に対する
必要役務期間にわたって費用として認識され、対応する金額はストック・オプションの権利の行使又は失効までの
間、貸借対照表の純資産の部に新株予約権として計上される。
 
 
(6) 貸付金組成手数料

 
米国GAAPでは、貸付金組成手数料(一定の費用控除後)は、貸付期間にわたり、貸付の利子率の修正として償却さ
れる。
 
日本の会計原則においては、貸付金組成手数料の償却についての特段の会計基準は存在しない。
 
 
(7) ヘッジ会計

 
当行は、一部のデリバティブを公正価値ヘッジに指定している。公正価値ヘッジでは、デリバティブの公正価値
の変動は、ヘッジ対象項目の公正価値の変動とともに、損益として認識される。
 
日本の会計原則においては、ヘッジ会計は原則としてデリバティブの値洗い損益を税効果考慮後の金額により純
資産の部において表示する。
 
 
(8) 公正価値による測定

 
米国GAAPでは、ASC Topic 820「公正価値の測定及び開示」が、公正価値に関する単一の正式な定義を確立し、

公正価値による測定に関するフレームワークを構築し、公正価値で認識された商品に関する追加的開示を規定して
いる。
 
日本の会計原則においては、「金融商品会計に関する実務指針」に公正価値に関するガイダンスがあり、「金融
資産の時価の算定に関する実務上の取り扱い」が公表されているが、公正価値の算定に関して米国基準のような詳
細な規定はない。
 
 
(9)一次的でない減損
 
米国GAPPでは、ASC 320「投資－負債及び持分証券」により、事業体が負債証券を売却する意思がある場合、又

は、事業体がその償却原価ベースを回収する前に当該負債証券の売却を求められる可能性が高い場合には、負債証
券の一時的でない減損損失を損益に認識することが要求される。ただし、事業体が負債証券の売却を予定しておら
ず、その事業体が回復前に売却を求められる可能性が高くない場合でも、当該基準は、その事業体が受領する期待
キャッシュフローの評価を要求し、信用損失が存在するかを決定すること、並びに負債証券の一次的でない減損損
失の信用リスク部分を損益に認識し、信用リスク以外の部分をその他包括利益に認識することを要求している。
 
日本においては、減損は信用リスク部分と信用リスク以外の部分に区分しない。また信用リスク以外の部分を含
む減損金額全額が損失として認識される。
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(10)確定給付
 
米国GAAPでは、ASC Topic 715「報奨－退職給付」に準拠して、年金費用は勤務費用、利息費用、制度資産から

の収益、過去勤務債務の償却及びその他を表す。未認識損益の償却（年金数理上の損益、過去勤務債務）は、年度
の期首において、年金数理上の正味損益が予測給付債務(以下「PBO」という。)又は制度資産の公正価値の10％を
超過する場合に正味期間給付費用に含まれる（以下「コリドール・アプローチ」という。）。損益に計上された正
味年金費用と実際に積み立てられた金額との差異は未払年金費用又は前払年金費用として計上される。
 
さらに、制度資産とPBOの差異は、貸借対照表に資産又は負債として認識される。また、当期の年金費用として
計上されない未認識損益（税効果考慮後）は、その他包括利益累計額の構成要素として計上される。その他包括利
益累計額に計上された制度資産とPBOの差異は、その後正味年金費用として償却され、その他包括利益累計額から
リサイクルされる。
 
日本においても未認識過去勤務費用及び未認識の数理計算上の差異について、類似する会計処理が求められる
が、コリドール・アプローチの採用は認められていない。
 
 
(11)年金以外の退職後給付
 
ASC Topic 715は、退職後給付に関する費用を発生時の費用ではなく数理計算に基づき従業員の予想勤務期間に

わたり認識することも要求している。さらに、当期の正味給付費用（税効果考慮後）に認識されていない未認識損
益は、その他包括利益累計額の構成要素として計上される。
 
日本においては、退職後給付制度といった制度は一般に提供されていない。そのため、特別な会計基準は存在せ
ず、そのようは費用な実務として発生時に費用処理されている。
 
 
(12)法人税の申告が確定していない状況における会計処理
 
ASC Topic 740「法人税」は、税務申告済み、又は今後税務申告される税務上のポジションが確定していない状

況における認識及び測定に言及している。基準によると、税務上のポジションの財務諸表に対する影響は、テクニ
カルメリットに基づき関連する税務当局による調査において税務上のポジションを維持できる可能性がそうでない
可能性より高い場合に認識される。基準はまた、中間期における認識の中止、分類、利息及び罰金並びに申告が確
定していない状況における税務上のポジションの開示についてのガイダンスを提供している。
 
日本においては、法人税の申告が確定していない状況についての会計基準は定められていない。
 
 

EDINET提出書類

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド(E05975)

有価証券報告書

632/647



５【インドと日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】
 
当行の財務書類は、インドにおいて一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成されている。当行の会
計方針と、日本において一般に認められている会計原則との主要な相違は以下の通りである。
 
 
(1) 連結原則

 
当行が議決権の50.00％超を直接もしくは子会社及びその他の連結事業体を通じて、間接的に保有するか、又は
支配力を行使している事業体は完全に連結される。当行が重要な影響力を行使することができる事業体への投資
は、持分法で会計処理されており、持分損益については連結損益計算書に計上されている。共同支配企業の資産、
負債、収益及び費用は、比例連結法により連結されている。この方法では、共同支配企業の資産、負債、収益及び
費用のうち当行の持分は、連結財務諸表に個別項目として報告されている。当行は、重要な影響／支配が一時的な
ものであると予定される場合、又は資金を親会社／投資会社へ移す能力を損なう厳格な長期的制限に基づき運営さ
れている事業体の場合、当該事業体を連結していない。
 
日本の会計原則においては、比例連結に関する基準はない。日本の会計原則においては資金を親会社に移す能力
に欠ける事業体の連結に関する基準はない。
 
 
(2) 貸付金の売却処理

 
当行は、法人及び個人向け貸付金を証券化取引を通じて譲渡している。当行が基礎となる証券化債権契約で特定
された便益に対する権利を放棄する場合のみ、譲渡された貸付金の認識は中止され、利益／損失が計上される。遡
求及びサービシングの義務は引当金控除後の金額で計上される。
 
正常資産の証券化に関するインド準備銀行ガイドラインに従って、2006年２月１日より、当行は証券化によって
生じた損失については売却時に直ちに計上し、証券化によって生じた利益／プレミアムは資産の売却先である特別
目的事業体によって発行された、又は発行される予定の有価証券の期間にわたって償却される。2012年５月７日よ
り、インド準備銀行ガイドラインにより、証券化による利益／プレミアムは、ガイドラインで規定された手法に基
づき取引期間にわたり償却することが求められている。
 
インド準備銀行ガイドラインに準拠して証券化会社／資産再構築会社に不良貸付金／要注意先勘定区分２の貸付
金を売却した場合、当行は金額を受領した年度に過剰引当を損益勘定に戻し入れる。こうした資産の売却について
純取得価格に対する売却価格の不足分がある場合、当行は貸付金を売却した年度に不足額を認識する。
 
日本の会計原則においては、貸付金の譲渡は、財務構成要素アプローチに基づく金融資産の消滅の要件を満たす
場合、売却として認識され、その時点で売却損益が認識される。
 
 
(3) 株式に基づく報酬

 
当行は、従業員株式報酬制度の会計処理において、本源的価値法に従っている。報酬費用は、対象株式の公正市
場価格が付与日の行使価格を超過した金額として測定され、権利確定期間にわたって償却される。
 
日本の会計原則においては、本源的価値法は用いられず、報酬費用は、付与日の公正価値に基づいて会計処理が
行われる。
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(4) 退職給付

 
インドGAAPにおいて、確定給付制度の会計処理は保険数理上の評価に基づいて会計処理され、数理計算上の差異
は、直接損益に認識される。
 
日本の会計原則においては、確定給付型年金の会計処理は数理計算に基づき、数理計算上の差異は、平均残存勤
務期間内の一定の年数で費用処理する。
 
 
(5) 有価証券の時価評価

 
当行は満期保有目的有価証券を取得原価又は償却原価で計上している。売却可能有価証券及び売買目的有価証券
は有価証券の種類ごとに評価されるが、未回収の貸付金の転換により取得した証券を除き、区分ごとに増価／減価
が合計される。各区分ごとの未実現の純増価は考慮されないが、純減価については引き当て計上される。貸付金の
転換により取得した有価証券の減価は全額引き当て計上される。戦略的債務再編スキーム、ストレス資産の持続可
能な構造化スキーム及び戦略的債務の再編外の経営者の変更スキームに基づき当行が取得し、保有している普通株
式に係る減価については、インド準備銀行ガイドラインに準拠して、負債が資本に転換された日から４暦四半期の
期間にわたって引き当て計上される。不良投資はインド準備銀行ガイドラインに基づいて特定される。当行が連結
するベンチャー・キャピタル投資に関する未実現損益は準備金及び剰余金に振替えられる。
 
日本の会計原則においては、売買目的有価証券の未実現損益はすべて損益として認識される。売却可能有価証券
について未実現利益は原則として純資産の部に計上されるが、未実現損失は損益勘定に計上することが認められて
いる。満期保有証券は償却原価基準で計上される。また、日本においてはベンチャー・キャピタル投資に係る特段
の会計基準は存在せず、当該投資の会計は、有価証券投資に係る一般的な会計基準に従う。
 
 
(6) 有価証券の取得費用

 
投資の取得時に支払われた仲介料及び手数料は損益勘定に費用処理される。
 
日本の会計原則においては、当該費用は取得価額に含める。
 
 
(7) 貸倒引当金

 
当行は、海外支店での貸付金及び確定したデリバティブ契約から生じる延滞を含む貸付金をインド準備銀行が発
行したガイドラインに従って、正常資産と不良資産とに分類している。海外支店で保有する貸付金のうち、貸付実
施国の規制に基づき（回収の計上以外の理由で）減損として特定されるものの、既存のインド準備銀行が発行した
ガイドラインでは正常とみなされる貸付金は、貸付実施国における未回収金額内で不良資産として分類される。さ
らに、不良資産はインド準備銀行が規定した基準に基づいて、要管理、破綻懸念及び破綻資産に分類されている。
 
法人向け貸付金の場合、要管理及び破綻懸念資産に対する引当は、インド準備銀行が規定した率による。破綻資
産及び破綻懸念資産の無担保部分は、既存のインド準備銀行ガイドラインに従って引当／償却されている。海外支
店で計上された貸付金で、インド準備銀行ガイドラインでは正常とされるが、貸付実施国のガイドラインでは不良
資産に分類される貸付金に関しては、貸付実施国の規制に従って引当が計上される。海外支店で計上された貸付金
で、インド準備銀行ガイドラインの範囲でも貸付実施国の規制でも不良資産とされる貸付金に関しては、インド準
備銀行のガイドラインと貸出実施国の規制が要求する引当金のうち高い方が計上される。インド準備銀行が規定し
ている最低引当要件に従って、均質なリテール貸付金に対する引当金は不良債権に分類された貸付金の延滞日数に
基づき借り手ごとに評価される。インド準備銀行の不良資産の枠組みにおいて非協力的な借り手に分類される借り
手、並びに故意の債務不履行及び不良資産について、当行はインド準備銀行が公表したガイドラインに従い早期償
却を行う。
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インド準備銀行の指示に従い、当行は不良貸付金及び特定の正常貸付金に対する個別引当金を保有している。当
行はまた、インド準備銀行の戦略的債務再編スキーム、ストレス資産の持続可能な構造化スキーム及び戦略的債務
再編外の経営者の変更スキームに基づく貸付金に対する引当金も保有している。これらのスキームは、据置期間
における資産分類の枠組みを提供している。据置期間はスキームにより６ヶ月から18ヶ月までと異なる。
 
貸出条件緩和貸付金の公正価値の下落による当行の引当金は、該当するインド準備銀行のガイドラインに従って
計上している。
 
当行はインド準備銀行のガイドラインに従って、ヘッジされていない外貨エクスポージャーのある借り手への貸
付金に対する引当金、インド企業の孫会社へのエクスポージャーに対する引当金及び合併により引き継いだ旧バン
ク・オブ・ラジャスタンの変動引当金を含む、正常貸付金に対する一般引当金を維持している。海外支店の正常貸
付金については、一般引当金は貸付実施国の要件とインド準備銀行の要件の高い方で計上される。
 
当行は、当行が設定する個別及び一般引当金に加えて、取締役会が承認した方針に従って変動引当金を計上す
る。この変動引当金は、取締役会及びインド準備銀行により承認された場合に限り利用できる。
 
日本の会計原則においては、銀行の貸倒引当金は、自己査定に基づき、各資産査定区分の過去の実績率と各資産
区分残高に基づいて算定される。また、将来キャッシュフローを当初の実行利子率により割り引いた金額と債権額
の差に基づいて算定することも認められている。銀行の貸倒引当金の計算について当局が特定の引当率を指示する
ことはない。
 
 
(8) ヘッジ会計

 
インドGAAPにおいて、オンバランスシート資産負債をヘッジする目的で当行が行ったスワップ契約は、対象とな
るオンバランス項目に対して反対かつ相殺する効果を生ずるように行われたものである。このようなデリバティブ
商品の影響は原資産及び負債の変動と相関関係にあり、インドGAAPのヘッジ会計の原則に従って会計処理されてい
る。ヘッジ対象のスワップは発生主義により会計処理されるており、裏付けとなる取引が時価評価されない限り時
価評価されない。
 
日本の会計原則においては、すべてのデリバティブは時価評価され、ヘッジ会計の要件を満たす範囲で、未実現
損益が繰り延べられる。
 
 
(9) 繰延税金

 
インドGAAPにおいて、子会社及び関連会社の未分配利益に対する繰延税金は認識されない。
 
日本の会計原則においては、繰延税金の認識は一時差異全体の解消についてのスケジューリングに基づく。子会
社の未分配利益のうち配当等により税金の支払が見込まれる部分について、繰延税金負債が計上される。
 
 
(10) 企業結合

 
インドGAAPにおいて、インド準備銀行により承認された買収については、インド準備銀行が承認した合併計画に
従って会計処理されるが、ここでは購入対価と取得した純資産の差額が準備金に計上される。
 
日本の会計原則において、企業結合は原則としてパーチェス法で会計処理される。取得原価（取得対価の企業結
合日における時価）は、受け入れた資産及び引受けた負債のうち識別可能資産及び識別可能負債の時価を基礎とし
て配分される。受け入れた資産に法律上の権利など分離して譲渡可能な無形資産が含まれる場合には、当該無形資
産は識別可能なものとして取り扱う。取得原価が、受け入れた資産及び引受けた負債に配分された純額を上回る場
合、その超過額はのれんとして会計処理される。
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(11) 収益認識

 
インドGAAPにおいて、受取利息は、実現時に認識される不良資産を除いて、インド準備銀行の収益認識及び資産
区分基準に従い発生主義で損益計算書に認識される。インド準備銀行の戦略的債務再編又は戦略的債務再編外の経
営者の変更スキームが実施されている借り手の資産に関する利息収益は、実施日から据置期間の終了までの期間に
おける実現時に認識される。さらにストレス資産の持続可能な構造化スキームが実施されているが実行されていな
い資産に関する利息収益は実現時に認識される。
 
インド準備銀行の戦略的債務再編又は戦略的債務再編外の経営者の変更スキームが実施されている借り手に関す
る手数料／その他の収益は、実施日から据置期間の終了までの期間における実現時に認識される。さらに、手数
料／その他の収益は、ストレス資産の持続可能な構造化スキームが実施されているが実行されていない場合には、
実現時に認識される。
 
日本の会計原則においては、売上高は、実現主義の原則に従い、商品等の販売又は役務の給付によって実現した
ものに限り認識される。
 
 

(12) 有形固定資産

 
抵当権実行を目的として取得した非銀行資産は、純取得価格と正味実現可能価額のいずれか低い方の金額で計上
される。
 
日本の会計原則では、抵当権実行により取得した有形固定資産の会計基準については定められていない。
 
 

(13) 外貨取引

 
インドGAAPでは、非統合海外事業の外貨建て貨幣性資産及び負債並びに非貨幣性資産及び負債は、FEDAIにより
通知される貸借対照表日の最終為替レートで換算され、換算差損益は、非統合海外事業への純投資が処分されるま
で、外貨換算準備金に累計される。2016年４月１日より前は、非統合海外事業の処分／一部の処分において、当該
事業に関連する外貨換算準備金に累計された換算差額の累計額／比例額は、処分に係る損益の認識と同じ期間に認
識されていた。2016年４月１日より、2017年４月18日付のインド準備銀行ガイドラインに準拠して、当行は海外事
業からの利益剰余金累計額の回収に関連する当該換算差額の累計額／比例額を損益として認識していない。
 
日本の会計原則においては、インドGAAPのように、海外事業を統合海外事業と非統合海外事業に区分して外貨換
算を計上する規定はないが、海外支店と在外子会社等で会計処理が異なる。海外支店の外貨建取引は本店と同様の
会計処理が行われる。 在外子会社等の財務諸表の換算により生じる換算差額は純資産の部の為替換算調整勘
定に計上される。在外子会社等の処分／一部処分による持分変動により親会社の持分比率が減少し、子会社
に対する支配を喪失した場合は、持分比率の減少割合相当額を当期純利益に計上する。支配が継続する場合
は、持分比率の減少割合相当額を非支配株主持分に振り替える。
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第７【外国為替相場の推移】

 

１【最近５年間の事業年度別為替相場の推移】

 

財務書類の表示に用いられた通貨であるインド・ルピーと本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関
する事項を掲載する２紙以上の日刊新聞紙に最近５年間の期間において掲載されているため、記載を省略する。

 

 

２【最近６月間の月別最高・最低為替相場】

 

上記の理由により記載を省略する。

 

 

３【最近日の為替相場】

 

上記の理由により記載を省略する。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

 

以下は、日本における募集による米国預託株式に関する株式事務、権利行使の方法及び関連事項の概要である。
なお、米国預託株式保有者は、その米国預託株式との交換により当行の普通株式（以下本第８で「本株式」とい
う。）を受領する権利を有する。

 

米国預託株式に関する株式事務、権利行使の方法及び関連事項

 

(1)　米国預託株式保有者に対する株式事務

 

本株式を表章する米国預託株式の取得者（以下「米国預託株式保有者」という。）は、その取得窓口となった証
券会社（以下「窓口証券会社」という。）との間の外国証券取引口座約款（以下「取引口座約款」という。）によ
り米国預託株式保有者の名で外国証券取引口座（以下「取引口座」という。）を開設する必要がある。売買の執
行、売買代金の決済、証券の保管及びその他本株式を表章する米国預託株式の取引に関する事項はすべてこの取引
口座により処理される。

以下は、取引口座約款及びその他関連規則に即した、本株式を表章する米国預託株式に関する事務の手続の概要
である。

 

(a)　証券の登録・保管

本株式を表章する米国預託株式の購入価格が支払われた場合、預託機関は米国におけるザ・ディポジトリー・
トラスト・カンパニー（The Depository Trust Company）（以下「DTC」という。）の名義人の名前が記名され

た一枚のADR大券により証される、専らブックエントリー（振替決済）方式による米国預託株式を当初発行す
る。DTCは、窓口証券会社又はその関係会社を含むDTCの参加者のコンピュータ化された記録簿を保管する。ADR
大券の実質持分は、DTC及びその参加者により維持される記録簿上に表示され、またADR大券の持分の譲渡はこれ
を通じてのみ行われる。預託機関又はその名義人は、米国預託株式に表章される本株式の登録株主となり、当該
本株式はインドにおける預託機関の保管機関に保管される。

米国預託株式保有者に対しては、窓口証券会社の法定帳簿上の所有者として記載がなされ、窓口証券会社から
取引残高書が交付される。

 

(b)　米国預託株式の譲渡に関する手続

米国預託株式保有者は、窓口証券会社に対して当該米国預託株式の保管替え又は売却注文をなすことができ
る。米国預託株式保有者と窓口証券会社との間の決済は円貨又は窓口証券会社が応じ得る範囲内で米国預託株式
保有者が指定する外貨による。

 

(c)　米国預託株式保有者に対する諸通知

当行が米国預託株式保有者に対して行う通知及び通信は、原株式の登録保有者たる預託機関又はその名義人に
対してなされ、預託機関は原則としてこれを米国預託証券の登録保有者たるDTC又はその名義人に対してなす。
DTCにはこれをDTCの参加者（窓口証券会社又はその関係会社を含むことがある。）に送付する義務があり、窓口
証券会社はこれをさらに必要に応じて各米国預託株式保有者に送付する。実費は米国預託株式保有者に請求され
る。ただし、米国預託株式保有者がその送付を希望しない場合又は当該通知若しくは通信の性格上重要性が乏し
い場合には、これを個別に送付することなく窓口証券会社の店頭に備付け、米国預託株式保有者の閲覧に供され
る。
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(d)　米国預託株式保有者の議決権の行使に関する手続

原株式の法的所有権は預託機関に属することとなるため、米国預託株式保有者は、株主としての権利を行使す
るためには、預託機関に依存しなくてはならない。預託機関の義務は、ドイチェ・バンク・トラスト・カンパ
ニー・アメリカズ、米国預託株式保有者及びICICIバンクの間の預託契約に定められている。預託契約及び米国
預託株式は、ニューヨーク州法に準拠している。

米国預託株式保有者は、預託された本株式に関する議決権を有さない。預託機関は、取締役会に指図されたと
おりに預託された本株式に関する議決権を行使する。預託機関は、いかなる場合においても、議決権の行使又は
非行使に関する裁量を行使する義務を負わない。

「－第１－１　会社制度等の概要－(2) 提出会社の定款等に規定する制度－米国預託株式により表章される預

託普通株式の議決権」も参照のこと。

 

(e)　現金配当の交付手続

取引口座約款に従い、配当金は、窓口証券会社がDTC又はその名義人から一括受領し、取引口座を通じて窓口
証券会社が作成した米国預託株式保有者明細表（「－(2) 米国預託株式保有者に対するその他の株式事務－(a)

名義書換代理人並びに名義書換取扱場所及び米国預託株式保有者明細表の作成」で定義する。）に記載された米
国預託株式保有者に支払われる。

 

(f)　株式配当等の交付手続

発行される新普通株式を表章する米国預託株式を証する追加の米国預託証券が預託機関によりDTC又はその名
義人に対して発行される場合は、原則として窓口証券会社が米国預託株式保有者明細表に記載された米国預託株
式保有者についてその法定帳簿上に保有者としての記載を行い、当該米国預託株式保有者に対して取引残高報告
書を交付する。かかる新普通株式のうち米国預託株式保有者のために預託機関により売却された部分について
は、DTC又はその名義人が受領するその正味手取金は、窓口証券会社がDTC又はその名義人から―括受領し、取引
口座を通じて米国預託株式保有者に支払われる。

 

(g)　新株予約権

預託機関がかかる新株予約権を米国預託株式保有者のために売却する場合はDTC又はその名義人が受領するそ
の正味手取金は、取引口座を通じて米国預託株式保有者に支払われる。

 

(2)　米国預託株式保有者に対するその他の株式事務

 

(a)　名義書換代理人並びに名義書換取扱場所及び米国預託株式保有者明細表の作成

本邦には米国預託株式に表章される本株式に関する当行の名義書換代理人又は名義書換取扱場所はない。各窓
口証券会社は自社に取引口座を持つ米国預託株式保有者すべての明細表（以下「米国預託株式保有者明細表」と
いう。）を作成する。米国預託株式保有者明細表には各米国預託株式保有者の氏名及び米国預託株式数が記載さ
れる。

 

(b)　米国預託株式保有者明細表の基準日

当行が配当の支払い又は新株予約権の付与のため基準日を定めた場合、預託機関は、かかる配当又は新株予約
権を受領する資格を有する米国預託株式保有者を決定するための基準日を設定する。

米国預託株式保有者明細表を作成するための基準日は、預託機関が設定する基準日と同一の暦日となる。
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(c)　事業年度の終了

当行の事業年度は毎年３月31日に終了する。

 

(d)　公告

日本における募集による米国預託株式に関して、日本における募集に関する発行価格等の公告（もしあれば）
を除き、日本において公告は行わない。

 

(e)　米国預託株式保有者に対する米国預託株式事務に関する手数料

米国預託株式保有者は、窓口証券会社に取引口座を開設するときに１年間又は３年間分の口座管理料を支払
う。この管理料には米国保管機関の費用その他の費用が含まれる。

 

(f)　米国預託株式の譲渡制限

米国預託株式の実質的保有権の移転について制限はない。

 

(g)　配当等に関する本邦における課税上の取扱い

本邦における課税上の取扱いについては、下記のとおりである。

 

(ⅰ)　配当

日本において米国預託株式保有者に対して支払われる配当金は日本の税法上の配当所得となる。米国預託株
式及び原株式が「上場株式等」（租税特別措置法（昭和32年法律第26号、その後の改正を含む。）に定義され
る。）である限り、米国預託株式について日本の居住者たる個人又は日本の法人が日本における支払いの取扱
者を通じて交付を受ける配当金については、外国において当該配当の支払いの際に徴収された源泉徴収税があ
る場合にはこの額を外国における当該配当の支払額から控除した後の金額に対して、個人の場合は、平成49年
12月31日までは20.315％（所得税15.315％、住民税５％）、平成50年１月１日以降は20％（所得税15％、住民
税５％）、法人の場合は、平成49年12月31日までは15.315％（所得税）、平成50年１月１日以降は15％（所得
税）の税率によりそれぞれ源泉徴収（住民税については特別徴収）により課税される。平成25年１月１日から
平成49年12月31日までの期間については、「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財
源の確保に関する特別措置法」に従い、所得税額の2.1％が「復興特別所得税」として追加で課税される（本
項に記載されている税率はいずれも特別復興所得税加算後の税率である。）。原則として、日本の居住者たる
個人である米国預託株式保有者の場合には、米国預託株式及び原株式が「上場株式等」である限り、当該配当
については日本では確定申告をしないことを選択することができるので、その場合には上記の源泉徴収及び特
別徴収のみで当該配当に係る日本における課税関係は終了する。ただし、確定申告をしないことを選択する場
合には、外国税額控除の目的上、当該配当の支払いの際に徴収された外国の源泉徴収税額は存在しないものと
みなされる。平成21年１月１日以降に支払われる配当については、日本の居住者たる個人は、申告分離課税に
よる確定申告を選択することができる。申告分離課税による確定申告の際の税率は、平成49年12月31日までに
支払われる配当については20.315％（所得税15.315％、住民税５％）、平成50年１月１日以降に支払われる配
当については20％（所得税15％、住民税５％）である。日本の居住者たる個人である米国預託株式保有者が配
当について申告分離課税を選択した場合は、課税上、米国預託株式その他の上場株式等の譲渡から生じた損失
を、かかる配当の金額から控除することができる。日本の法人である米国預託株式保有者の場合には、米国預
託株式について支払いを受けた配当は法人税法上益金として課税されるが、上記に述べた日本における支払い
の取扱者から交付を受ける際に源泉徴収された税額については適用ある法令に従って所得税額の控除を受ける
ことができる。
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(ⅱ)　売買損益

日本における米国預託株式の売買による損益は、内国会社の上場株式等の売買損益と同様の取扱いを受け
る。上場株式等の株式売買損については、米国預託株式の配当所得並びにその他の上場株式等の配当所得及び
利子所得の金額（申告分離課税を選択したものに限られる。）から控除することができる。日本の法人である
米国預託株式保有者については、株式の売買損益は、課税所得の計算上算入される。

 

(ⅲ)　相続税

米国預託株式を相続し又は遺贈を受けた日本の米国預託株式保有者には、日本の相続税法に基づき相続税が
課せられるが、外国税額控除が認められる場合がある。

インドにおける課税上の取扱いについては、「－第１－３　課税上の取扱い」を参照のこと。
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第９【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

 

該当事項なし。

 

 

２【その他の参考情報】

 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において当社が提出した書類及びその提出年月日は下
記のとおりである。

１　有価証券報告書及びその添付書類 平成28年９月30日提出

２　半期報告書及びその添付書類 平成28年12月28日提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

第１【保証会社情報】

 

該当事項なし。

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

 

該当事項なし。

 

第３【指数等の情報】

 

該当事項なし。
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アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド

取締役会御中
 

 

 

私どもは、アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド及び子会社の2017年および2016年３月31日現在の連結貸
借対照表並びに2017年３月31日に終了した３年間の各年度の連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に
係る私どもの2017年５月３日付け及び2017年７月31日付けの監査報告書を、日本国財務省関東財務局に提出される
当有価証券報告書に含めることに同意します。
 

ケーピーエムジー（署名）
 

ムンバイ、インド
2017年９月28日
 

次へ
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The Board of Directors
ICICI Bank Limited
 

 

 

Dear Sirs
 

We hereby consent to the inclusion in the Annual Securities Report to be filed with Kanto Local Finance Bureau of
the Ministry of Finance of Japan of our report dated May 03, 2017 and July 31, 2017 in respect of the consolidated
balance sheets of ICICI Bank Limited and its subsidiaries as of March 31, 2017 and 2016 and the related
consolidated profit and loss accounts and consolidated cash flow statements for each of the years in the three year
period ended March 31, 2017.
 

 

 

/s/ KPMG
Mumbai, India
September 28, 2017
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）上記は、独立登録会計事務所の同意書の原本に記載された事項を電子化したものです。その原本
は本有価証券報告書提出会社が別途保管しております。
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独立登録会計事務所の監査報告書

 

 

アイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド

取締役会及び株主御中

 

 

私どもは、添付のアイシーアイシーアイ・バンク・リミテッド及び子会社（以下、「当社」という。）の2017年及び2016年３

月31日現在の連結貸借対照表並びに2017年３月31日に終了した３年間の各年度の連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー

計算書を監査した。これらの連結財務諸表は、当社の経営陣の責任のもとに作成されている。私どもの責任は、私どもの行っ

た監査に基づき、これらの連結財務諸表について監査意見を表明することにある。

 

私どもは、米国公開会社会計監視委員会の基準に準拠して監査を実施した。それらの基準では、財務諸表に重大な虚偽表示が

ないかどうかにつき、私どもが合理的な確証を得る為の監査を計画、実施することを要求している。監査は、財務諸表におけ

る金額及び開示の基礎となる証拠を試査により検証することを含んでいる。また監査は、財務諸表全般の表示について評価す

るとともに、経営陣により適用された会計原則及び重要な会計上の見積りの妥当性を評価することも含んでいる。私どもは、

上述の監査が、私どもの意見に対する合理的な基礎を提供しているものと確信している。

 

私どもの意見は、上記で言及した連結財務諸表が、インドにおいて一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠して当社の

2017年及び2016年３月31日現在の財政状態並びに2017年３月31日に終了した３年間の各年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローをすべての重要な点において適正に表示していることを認める。

 

インドにおいて一般に公正妥当と認められた会計原則は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則と比べ、一部の

重要な点が異なる。当該差異の内容及び影響に関連する情報は、連結財務諸表の附属明細書18Bの注記20に記載されている。

 

私どもは、インド準備銀行の2015年１月６日付の通知書で認められているとおり、利息資金ターム・ローン引当金を準備金の

充当により設定したことに関する詳細を示す連結財務諸表の注記19において注意喚起している。

 

私どもはまた、米国公開会社会計監視委員会の基準に準拠して、トレッドウェイ委員会組織委員会により発行された「内部統

制－統合的枠組み(2013年)」による基準に照らし、2017年３月31日現在の財務報告に係る当社の内部統制について監査を実施

した。2017年７月31日付の私どもの監査報告書には、当社の財務報告に係る内部統制の有効性について、無限定適正意見が表

明されている。

 

ケーピーエムジー（署名）

ムンバイ、インド

2017年５月３日（ただし、附属明細書18Bの追加注記に関する事項を除く。）

2017年７月31日（当該追加注記に対して。）
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Report of Independent Registered Public Accounting Firm

 

 

The Board of Directors and Stockholders

ICICI Bank Limited

 

 

We have audited the accompanying consolidated balance sheets of ICICI Bank Limited and subsidiaries (the “Company”) as of

March 31, 2017 and 2016, and the related consolidated profit and loss accounts and consolidated cash flow statements for each

of the years in the three-year period ended March 31, 2017. These consolidated financial statements are the responsibility of the

Company’s management. Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our
audits.

 

We conducted our audits in accordance with the standards of the Public Company Accounting Oversight Board (United

States). Those standards require that we plan and perform the audit to obtain reasonable assurance about whether the financial

statements are free of material misstatement. An audit includes examining, on a test basis, evidence supporting the amounts and

disclosures in the financial statements. An audit also includes assessing the accounting principles used and significant estimates

made by management, as well as evaluating the overall financial statement presentation. We believe that our audits provide a

reasonable basis for our opinion.

 

In our opinion, the consolidated financial statements referred to above present fairly, in all material respects, the financial

position of the Company as of March 31, 2017 and 2016, and the results of its operations and its cash flows for each of the

years in the three-year period ended March 31, 2017, in conformity with generally accepted accounting principles in India.

 

Accounting principles generally accepted in India vary in certain significant respects from accounting principles generally

accepted in the United States of America. Information relating to the nature and effect of such differences is presented in Note

20 of Schedule 18B to the consolidated financial statements.

 

We draw attention to Note 19 to the consolidated financial statements, which provides details with regard to the creation of

provision relating to Funded Interest Term Loan through utilization of reserves, as permitted by Reserve Bank of India vide

letter dated January 6, 2015.

 

We also have audited, in accordance with the standards of the Public Company Accounting Oversight Board (United States),

the Company’s internal control over financial reporting as of March 31, 2017, based on criteria established in Internal Control-

Integrated Framework (2013) issued by the Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, and our

report dated July 31, 2017 expressed an unqualified opinion on the effectiveness of the Company’s internal control over

financial reporting.

 

 

/s/ KPMG

Mumbai, India

May 03, 2017,  except as to additional notes in Schedule 18B

As to which the date is July 31, 2017

 

 

 

 

（※）上記は、独立登録会計事務所の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものです。

その原本は本有価証券報告書提出会社が別途保管しております。
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